




平成 18 年度国立環境研究所年報の刊行にあたって

平成 18 年度は， 国立環境研究所が第 ２ 期中期目標 ・ 中期計画に基づ く 活動を開始し た初

年度にあた り ます。 本年報は， この １ 年間の活動実績を報告する ものです。

はじめに， 本期の研究計画を作成し た際の基本的な考え方を述べる こ と に し ます。 その

大き な特徴は， ４ つの重点研究プロ グ ラ ム を設定し た こ と です。 さ ま ざ ま な環境問題のな

かで も， 国民が特に強 く 解決を望んでいる課題， あ るいは地球規模で著し く 深刻化し てい

る課題に対し， 多分野の研究者が一丸 と なって取 り 組むこ と に し た も のです。 一方で， 新

たな研究方法の開発や， 将来顕在化する と 予測される問題に対処する先導的な研究が不可

欠な こ と はい う まで も あ り ません。 そのための基盤的な調査 ・ 研究は， 主 と し て ６ つの研

究領域によ って担われていますし， 知的研究基盤の整備は基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー と ３ つの

セン ターが進めています。 なお， 各重点研究プロ グ ラ ムは ４ つないし ３ つの中核研究プロ

ジ ェ ク ト を中心に展開されていますが， これら を補完する研究は， 関連プロ ジ ェ ク ト と し

て研究領域などに所属する研究者によ って行われています。

新たな研究計画にあわせて組織の手直し も行いま し た。 「地球温暖化」 「循環型社会」 「環

境 リ ス ク」 の各重点研究プ ロ グ ラ ムは既存の研究セン ターが実施主体 と なったのに対し，

「アジア自然共生」 プロ グ ラ ムは新たに立ち上げた 「グループ」 によ って実施されています。

また， 主任研究企画官室を企画部に変更する と と も に， ス タ ッ フ を拡充し研究活動の推進

力の増強を図っています。

本研究所は第 ２ 期中期目標期間において も， エネルギー消費量 と 二酸化炭素排出量の削

減および廃棄物の減量に取 り 組んでいます。 平成 22 年度までに達成する目標値を， 電気 ・

ガス使用量 （単位面積あた り ） が平成 12 年度比で 20% 減， 二酸化炭素排出量 （総量） が平

成 13 年度比で 14% 減， 処理処分廃棄物が平成 16 年度比で 25% 減と し ています。 平成 18 年

度は， すべての項目で予想以上の成果をあげる こ と ができ ま し た。

平成 18 年度に起き た も う 一つの大き な変化は， 本研究所の役職員の身分が非公務員に

なった こ と です。 しか し なが ら， 研究をはじめ と する業務に対する所員の熱意 と 使命感は

何ら変わっていません。 また， 平成 18 年 ４ 月 １ 日には本研究所の憲章が制定されま し た。

その前半で， 「国立環境研究所は， 今も未来も人びと が健やかに暮らせる環境を ま も り はぐ

く むための研究によ って， 広 く 社会に貢献し ます」 と宣言し ています。

皆様には本研究所の活動を よ り 深 く ご理解いただき ます と と も に， 研究所の今後の発展

のためにも忌憚のないご意見を賜 り た く 宜し く お願い申し上げます。

　 平成 19 年 ６ 月

独立行政法人 　 国立環境研究所

　 　 　 　 　 　 　 理事長 　 　大 　 塚 　 柳 　 太 　 郎
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国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
（区分名および略称一覧）

運営交付金（プロジェクト経費等）
中核研究プロジェクト経費 .....................................中核研究 AA
循環型社会・廃棄物研究センター経費 ...........................循環センター AB
地球環境研究センター経費 .....................................地球センター AC
基盤ラボラトリー経費 .........................................基盤ラボ AD
経常研究 .....................................................経常 AE
所内公募研究費（奨励研究）....................................奨励 AF
所内公募研究費（特別研究）....................................特別研究 AG
地方環境研との共同研究 .......................................地環研 AH
研究調整費（理事長枠）........................................研究調整費 AI
プログラムリーダー調整費 .....................................リーダー調整 AJ
環境リスク研究センター経費 ...................................リスクセンター AK
GOSAT 関係経費 .............................................. GOSAT AL

環境省経費
地球環境研究総合推進費 .......................................環境 - 地球推進 BA
地球環境等保全試験研究費（地球）..............................環境 - 地球一括 BB
地球環境等保全試験研究費（公害）..............................環境 - 公害一括 BC
環境技術開発等推進事業 .......................................環境 - 環境技術 BD
廃棄物処理等科学研究費 .......................................環境 - 廃棄物処理 BE
廃棄物対策研究費 .............................................環境 - 廃棄物対策 BF
環境基本計画推進調査費 .......................................環境 - 環境基本 BG
石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計委託費 ...........環境 - 石油特会 BH
その他研究費 .................................................環境 - その他 BX
委託・請負 ...................................................環境 - 委託請負 BY

文部科学省経費
国立機関原子力試験研究費 .....................................文科 - 原子力 CA
科学技術振興調整費 ...........................................文科 - 振興調整 CB
海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 .........................文科 - 海地 CC
科学研究費補助金 .............................................文科 - 科研費 CD
文科省科学技術振興費（* リサーチリボルーション 2002）..........文科 - 振興費 CE
産官学連携イノベーション創出事業補助金 .......................文科 - 産官学連携 CF
都市エリア産学連携促進事業 ...................................文科 - 都市エリア CG

厚生労働省経費
厚生科学研究費補助金 .........................................厚労 - 厚生科学 DA

その他の省庁の経費
独立行政法人（農水省）........................................農水 - 独法 JA

特殊法人による公募型研究
新規産業創造型提案，産業技術研究助成 ......................... NEDO KA
科学技術振興事業団からの委託（全般） 戦略的創造研究推進事業等.. JST KB
計算科学技術活用型特定研究開発推進事業 .......................計算科学 KC
新技術・新分野創出のための基礎研究 ...........................生研機構 KD
保健医療分野における基礎研究 .................................医薬品機構 KE
その他 .......................................................その他公募 KZ

共同研究
共同研究 .....................................................共同研究 LA

その他機関からの委託・請負
その他機関からの委託・請負 ...................................委託請負 MA

寄付による研究
寄付による研究 ...............................................寄付 NA

その他（いずれにも該当しないもの）
その他（いずれにも該当しないもの）............................個別名を記載 ZZ
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Ⅰ．概　況





国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
国立環境研究所は， 昭和 49 年， 環境庁国立公害研究所

と し て筑波研究学園都市内に設置された。

その後， 環境研究に対する社会 ・ 行政ニーズに対応す

る ため， 平成 ２ 年 ７ 月に， 研究部門の大幅な再編成を行

い， 名称も 「国立環境研究所」 と 改めた。 同年 10 月に

は， 地球環境研究， モニ タ リ ングの中核拠点 と し て 「地

球環境研究セン ター」 を所内に設置し た。

また， 「独立行政法人通則法」 （平成 11 年 ７ 月） 及び

「独立行政法人国立環境研究所法」 （平成 11 年 12 月） に

基づき，平成 13 年 ４ 月に独立行政法人 と し て発足し た こ

と を契機に， 社会の要請に一層応え られる よ う 循環型社

会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター （現 ： 循環型社会 ・ 廃

棄物研究セ ン タ ー） 及び化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター （現 ： 環境 リ ス ク研究セン ター） を設け る など， 体

制が再編された。 環境大臣が定めた ５ ヵ 年の第 １ 期中期

目標 （平成 13 ～ 17 年度） に基づき， これを達成するた

めの第 １ 期中期計画においては， ６ つの重点研究特別プ

ロ ジェ ク ト ， ２ つの政策対応型調査 ・ 研究等を実施し た。

平成 １ ８ 年度か らは， 特定独立行政法人以外の独立行政

法人 （非公務員型） への移行を行 う と と も に， 環境大臣

が定めた ５ カ年の第 ２ 期中期目標 ( 平成 18 ～ 22 年度 ) に

基づき， これを達成する ための第 2 期中期計画及び年度

計画を策定し， 柔軟な運営によ る質の高い研究活動を効

果的， 効率的に実施し てい く こ と を目指し ている。

本研究所の特色は， 我が国の中核的な環境研究機関 と

し て， 高い専門性， 幅広い見識， 鋭い洞察 と 先見性， 専

門家 と し ての使命感を持って， 自然科学 ・ 技術か ら人文

社会科学にま たが る広範な環境研究を総合的に推進し，

その科学的成果を も って国内外の環境政策に貢献する と

と も に， 各界に対し て環境問題を解決する ための適切な

情報の発信 と 相互に連携し た活動を実施し ている こ と に

あ る。

（ １ ） 予算及び人員

本年度の予算は， 研究所総体の運営に必要な経費 と し

て運営費交付金 9,616 百万円， 施設整備費補助金 415 百

万円が計上されたほか， 競争的資金や受託等によ り ， 約

3,887 百万円を確保し た。

平成 19 年 1 月 1 日現在の役職員数は ２ ５ ８ 名 （役員 ５

名， 任期付き研究員を含む） で， こ のほか， 優れたポス

ド ク のキ ャ リ ア・パス と し て NIES 特別研究員制度に基づ

く 契約職員の採用を行った。

（ ２ ） 施設

つ く ば市の研究本所 (23ha) には， 本館， 地球温暖化研

究棟， 低公害車実験施設， 循環 ・ 廃棄物研究棟， ナ ノ 粒

子健康影響実験棟など， 大小 30 弱の施設が存在する。

（ ３ ） 研究活動

第 ２ 期中期計画の達成に向け， 持続可能な社会の実現

を目指し，学際的かつ総合的で質の高い環境研究を進め，

環境政策への貢献を図る ため， 以下の環境研究を戦略的

に推進する。 これら の研究活動については， 研究計画を

作成し， ホームページで公開し た。

ⅰ 　 重点研究プロ グ ラ ム

全地球的な環境の健全性を確保し， 持続可能な社会を

構築する ために， １ ０ 年先に在るべき環境や社会の姿及

び課題を見越し て， 環境政策に資する ため， 国環研が集

中的 ・ 融合的に取 り 組むべき研究課題 と し て， 以下の ４

つの重点研究プロ グ ラ ムを実施する。

①地球温暖化研究プロ グ ラ ム

②循環型社会研究プロ グ ラ ム

③環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ム

④アジア自然共生研究プロ グ ラ ム

ⅱ 　 基盤的な調査 ・ 研究活動

長期的な視点に立って， 先見的な環境研究に取 り 組む

と と も に， 新たに発生する重大な環境問題及び長期的，

予見的 ・ 予防的に対応すべき環境問題に対応する ため，

環境研究の基盤 と な る研究及び国環研の研究能力の向上

を図る ため， 基盤的な調査 ・ 研究を推進する。

ⅲ 　 知的研究基盤の整備

研究の効率的実施や研究ネ ッ ト ワーク の形成に資する

ため， 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー （環境標準試料の

作製等を実施） 及び地球環境研究セン ター （地球環境の

戦略的モニ タ リ ング等を実施） において， 知的研究基盤

を整備し ている。

研究活動評価については，「 国立環境研究所研究評価実

施要領」 に基づき ，研究課題の評価を行ってき ている 。外

部の専門家によ る 外部研究評価委員会において， 第１ 期

中期計画期間（ 平成 13 年度～ 17 年度） の各研究の事後

評価と し て， 重点特別研究プロ ジェ ク ト ， 政策対応型調

査・ 研究， 知的研究基盤， なら びに平成 16 年度終了特別

研究について， 事後評価（ 平成 18 年 5 月） を実施し た。

評価結果については， ホームページ上で公開し ている 。

（ ４ ） 環境情報の提供

環境情報セン ターにおいて， 環境の保全に関する国内

外の資料の収集， 整理及び提供並びに ス ーパー コ ン

ピ ュータの運用を行い， 国民等への環境に関する適切な

情報の提供サービ ス を実施し た。
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国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
重点研究プロ グ ラ ム

１ ． 地球温暖化研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カニズム と その地域特性の解明

（ ２ ） 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測と全球炭素収支分布の推定

（ ３ ） 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合によ る地球温暖化 リ ス ク の評価

（ ４ ） 脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築と対策の統合評価

２ ． 循環型社会研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 近未来の資源循環システム と政策 ・ マネジ メ ン ト 手法の設計 ・ 評価

（ ２ ） 資源性 ・ 有害性を もつ物質の循環管理方策の立案と評価

（ ３ ） 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の開発

（ ４ ） 国際資源循環を支える適正管理ネ ッ ト ワーク と技術システムの構築

３ ． 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析によ る曝露評価

（ ２ ） 感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価

（ ３ ） 環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態と健康影響評価

（ ４ ） 生物多様性と生態系機能の視点に基づ く 環境影響評価手法の開発

４ ． アジア自然共生研究プロ グ ラ ム

（ １ ） アジアの大気環境評価手法の開発

（ ２ ） 東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの開発

（ ３ ） 流域生態系における環境影響評価手法の開発
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Ⅱ．組織の概要





国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
地球環境研究セン ター

　 地球環境研究セン ターは， 人類が地球環境に及ぼす影

響を科学的に解明し， 的確な環境保全対策を講ずる ため

の基礎作 り を行 う こ と を目的に， わが国の地球環境研究

に関わる中核的機関と し て 1990 年に発足し た。2006 年 4

月か らは， 独立行政法人化し た研究所のも と での第二期

中期計画期間の開始に伴い， 研究所の重点研究プロ グ ラ

ムのひ と つであ る 「地球温暖化研究プロ グ ラ ム」 を担当

する組織 と し て， 中核研究プロ ジ ェ ク ト の推進にあたっ

ている。 また， 従来か ら当セン ターで実施し て き た地球

環境の戦略的モニ タ リ ング， 地球環境データベースの構

築， スーパーコ ン ピ ュータの利用支援やデータ解析環境

の整備などの研究支援や， 国際研究プロ ジェ ク ト や関係

府省等 と の連携の も と で国際･国内活動の事務局やオ

フ ィ スの運営を行い， 学際的･省際的･国際的な地球環境

研究の総合化を図る など， 地球環境研究を基盤的に支え

る事業を実施し ている。 

　 地球温暖化研究プロ グ ラ ムは， （ １ ） 「温室効果ガスの

長期的濃度変動 メ カニズム と その地域特性の解明」，（ ２ ）

「衛星利用に よ る二酸化炭素等の観測 と 全球炭素収支分

布の推定」， （ ３ ） 「気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合に

よ る地球温暖化 リ ス ク の評価」 ， 並びに （ ４ ） 「脱温暖化

社会の実現に向けた ビ ジ ョ ンの構築 と 対策の統合評価」

の ４ つの中核研究プ ロ ジ ェ ク ト の他， ８ つの関連プ ロ

ジ ェ ク ト と， 当セン ター事業の う ち地球温暖化に関係す

る もの と から構成されている。 

　 地球環境研究セン ターの ４ つの研究室 （炭素循環研究

室， 衛星観測研究室， 温暖化 リ ス ク評価研究室， 温暖化

対策評価研究室） は， 上記の ４ つの中核研究プロ ジ ェ ク

ト それぞれの実施主体部署 と し て， 2 名の主席研究員や

セン ター内の他の研究室 ・ 推進室の研究員， 他ユニ ッ ト

の研究員と と もに， 研究の推進を担っている。 

　 大気･海洋モニ タ リ ング推進室では，地球温暖化に関連

し て， 温室効果ガス等の地上モニ タ リ ング， 定期船舶を

利用し た太平洋での温室効果ガス等のモニ タ リ ング， シ

ベ リ アにおけ る温室効果ガ ス等の航空機モニ タ リ ン グ，

温室効果ガス関連の標準ガス整備を行い， またオゾン層

破壊問題に関連し て， 成層圏モニ タ リ ング， 有害紫外線

モニタ リ ングネ ッ ト ワーク の運用を行っている。 

　 陸域モニ タ リ ング推進室では， 陸域生態系に関し て森

林温室効果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング， 森林 リ モー ト

センシング， 熱帯林センサス を実施し た。 また水環境モ

ニ タ リ ング と し て， 霞ヶ浦モニ タ リ ング， 摩周湖の ト レ

ン ド モニ タ リ ングを始め， GEMS/Water ナシ ョ ナルセン

ターと し て関連事業を行っている。 

　 地球環境データベース推進室では， 地球環境モニ タ リ

ングデータベースの構築， 観測 ・ 解析支援ツール ・ デー

タ の整備 ・ 提供， 陸域炭素吸収源モデルデータベース，

温室効果ガス排出シナ リ オデータベース， 温室効果ガス

等排出源データベース， 炭素フ ローデータベースの構築

･運用を行っている。 

　 地球環境研究の総合化 ・ 支援事業 と し て， グ ローバル

カーボンプロ ジェ ク ト つ く ば国際オフ ィ スや温室効果ガ

ス イ ンベン ト リ オフ ィ スの運営に加え， わが国の地球温

暖化分野の観測を関係府省 ・ 機関の連携で進める ための

温暖化観測推進事務局を開設し運営を開始し ている。

　 また， 環境省 ・ 宇宙航空研究開発機構 ・ 国立環境研究

所の 3 者協同事業であ る GOSAT プロ ジェ ク ト の実施に

関し， 国環研 GOSAT プロ ジェ ク ト オフ ィ ス を設置し て

いる。 その他， 地球環境情報の収集 ・ 提供やニ ュース発

行 ・ ホームページを通し て， 地球環境研究者間の相互理

解の促進や地球環境問題に対する国民的理解向上のため

の研究成果の広報 ・ 普及に努めている。 

　 行政系の職員で構成 さ れる， 主幹， 業務係， 交流係，

観測第一係， 及び観測第二係では， 当セン ターの実施す

る上記の諸事業に関し， 各推進室の担当に係る事項の事

務並びに広報等の一部業務を担当し ている。

循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター

　 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター （2005 年度までは，

「循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター」。 以下， 「循

環セン ター」。） は， 2001 年 4 月に政策対応型調査 ・ 研究

セン ター と し て発足し た。 以来， 環境保全を図 り つつ，

天然資源の消費 と 廃棄物の発生を抑制し， 再利用する物

質の流れを創 り 上げ， 廃棄物の適正な管理を行 う 循環型

社会の形成の支援を目標と し て研究を進めて きた。 

　 第 2 期中期計画期間 （2006 ～ 2010 年度） においては，

循環セン ター （ ７ 研究室で構成） は， 重点研究プロ グ ラ

ム 「循環型社会研究プ ロ グ ラ ム」 を中心 と な っ て担 う 。

同プロ グ ラ ムでは， 第 １ に， 今後の 「循環型社会」 を形

成し てい く う えで達成目標を明ら かにし て集中的に取 り

組む必要のあ る目的指向型の研究課題 と し て， （ １ ） 「近

未来の資源循環システム と 政策 ・ マネジ メ ン ト 手法の設

計 ・ 評価」， （ ２ ） 「資源性 ・ 有害性を もつ物質の循環管理

方策の立案と評価」 ， （ ３ ） 「廃棄物系バイオマスの Win-

Win 型資源循環技術の開発」（ ４ ）「国際資源循環を支え る

適正管理ネ ッ ト ワーク と技術システムの構築」，の ４ 課題

を 中核研究プ ロ ジ ェ ク ト と し て位置付け， 実施す る。

　 また， 第 １ 期中期計画期間におけ る政策対応型調査研

究の重要な柱であった “ 廃棄物の適正な管理のための研
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究 ” も， これまで同様に着実に進める必要があ り ， プロ

グ ラ ムの中に， 「廃棄物管理の着実な実践のための調査 ・

研究」 と い う 区分を設け， 「循環型社会に対応し た安全 ・

安心な適正処理 ・ 処分技術の確立」 ， 「試験評価 ・ モニ タ

リ ング手法の高度化 ・ 体系化」 ， 「液状 ・ 有機性廃棄物の

適正処理技術の高度化」 ， 「廃棄物の不適正管理に伴 う 負

の遺産対策」 を実施する。 さ ら に， 資源循環 ・ 廃棄物管

理分野の 「基盤型な調査 ・ 研究」 と し て， 廃棄ア スベス

ト の リ ス ク管理に関する研究， 資源循環に係る基盤的技

術の開発お よ び資源循環 ・ 廃棄物処理に関す る デー タ

ベース作成にも取 り 組む。

環境リ スク研究セン ター

　 リ ス ク管理の基本 と な る リ ス ク評価の ３ つの主要な要

素であ る， 曝露評価， 健康 リ ス ク評価及び生態 リ ス ク評

価について， 現行の リ ス ク管理政策か らの要請への対応

と リ ス ク管理政策の将来的な展開に向け， リ ス ク評価 ・

管理に係る幅広い課題を対象 と し ている。 中期計画にお

け る環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムを担 う 組織であ り ， 様々

な環境要因によ る人の健康や生態系に及ぼす環境 リ ス ク

を包括的に評価でき る手法を見いだすため， 4 つの中核

プロ ジェ ク ト （化学物質曝露に関する複合的要因の総合

解析によ る曝露評価， 感受性要因に注目し た化学物質の

健康影響評価， 環境中におけ るナ ノ 粒子等の体内動態 と

健康影響評価， 生物多様性 と 生態系機能の視点に基づ く

環境影響評価手法の開発） を実施する と と と もに， 「環境

政策におけ る活用を視野に入れた基盤的な調査研究」 と

し て， 化学物質の高感度 ・ 迅速分析法の開発， 新たな生

態毒性試験法の開発， 発がん リ ス ク を簡便に評価する た

めの手法開発， バイオイ ン フ ォマテ ィ ッ ク スの手法を活

用し た化学物質の類型化手法の検討， 生態毒性に関する

構造活性相関モデル作成など既存知見を活用しつつ新た

な リ ス ク評価手法の開発を進める。

　 また， 「知的基盤の整備」 と し て， 化学物質データベー

ス， 侵入生物データベースなどの構築 ・ 更新を実施する。

リ ス ク管理政策におけ る環境 リ ス ク評価等の実践的な課

題に対応する と と も に， 環境 リ ス ク に関する情報 ・ 知識

の提供を行 う 。 さ ら に， 化審法審査， 環境 リ ス ク初期評

価など， 定常的な環境施策の支援 と と も に， 各種制度に

おけ る生態 リ ス ク管理の導入など， 法制度の新たな整備

に向けて必要なデータや知見を提供する。

アジア自然共生研究グループ

　 アジア自然共生研究グループは，平成 18 年 4 月のアジ

ア自然共生研究プロ グ ラ ムの発足に伴い， プロ グ ラ ムを

担 う 研究組織 と し て創設された。 我が国 と 地理的， 経済

的に密接な関係にあ り ， かつ今後の急速な発展が見込ま

れる アジア地域を対象 と し て， その環境を保全し， 自然

共生型社会を構築し てい く こ と は， 我が国の環境安全保

障及び国際貢献の観点から， また地域全体の持続可能な

社会を実現する観点か ら も極めて重要であ り ， アジア自

然共生研究プロ グ ラ ムでは， その実現に貢献する こ と を

目的 と し て研究を進めている。 そ し て， 第 ２ 期中期目標

期間においては， これら の地域の大気環境 ・ 広域越境大

気汚染， 陸域 ・ 沿岸域 ・ 海域を対象 と し た持続可能な水

環境管理， 及び大河川を中心 と し た流域におけ る生態系

保全管理に関する研究を行 う こ と によ って， 国際協力に

よ る アジアの環境管理 と自然共生型社会構築のための科

学的基盤を確立し， 政策提言に資する こ と を目標 と し て

いる。 そのために， (1) 「アジアの大気環境管理評価手法

の開発」， (2) 「東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの開

発」， (3) 「流域生態系における環境影響評価手法の開発」

の ３ つの中核プロ ジ ェ ク ト を中心に， 関連課題， 二つの

関連研究プロ ジェ ク ト 等と共に研究を進めている。

　 アジア自然共生研究グループの五つの研究室 （アジア

広域大気研究室， 広域大気モデ リ ング研究室， アジア水

環境研究室， 環境技術評価システム研究室， 流域生態系

研究室） は， 上記の三つの中核研究プロ ジ ェ ク ト それぞ

れの実施主体部署 と し て， 主席研究員， 更に兼務研究者

をはじめ と する他ユニ ッ ト の研究者 と 共に研究の推進を

担っている。 アジア広域大気研究室では， アジアか ら国

内におけ る大気質の実態 （越境大気汚染を も た らす気塊

の分布， 移動経路， 大気組成 と その変化等） の把握を行

う と 共に観測結果等のデータベース を構築し ている。 広

域大気モデ リ ング研究室では， 大気環境予測モデル と 排

出イ ンベン ト リ を開発し， アジアから国内都市域におけ

る大気質の実態把握 と 将来予測を行っている。 アジア水

環境研究室では， 中国内陸部か ら大河川を経由し て東シ

ナ海に至る領域 （水空間） の水資源 ・ 水環境 ・ 生態系 ・

生物資源に関する日中の共同調査研究 と 自然共生型環境

管理手法の開発を行っている。 環境技術評価システム研

究室では， 都市ス ケールの分布型環境アセス メ ン ト モデ

ル， 都市 ・ 産業共生のための技術 ・ 政策イ ンベン ト リ モ

デルの構築， 分散循環型汚濁制御装置の技術イ ンベン ト

リ と 社会システムの構築等を行っている。 流域生態系研

究室では， 主に メ コ ン川の淡水魚類相の実態解明， 流域

の環境動態の解明を行 う こ と 等によ り ， ダム建設， 経済

発展等の環境負荷が生態系に及ぼす影響の評価を実施し

ている。 主席研究員は， 大気環境， 土地利用， 草原生態

系の相互作用等について研究を行っている。グループ長，
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副グループ長は中核プロ ジェ ク ト と関連研究等の調整を

行い， アジア自然共生研究プロ グ ラ ム と し ての統合的な

研究推進を図 る と 共に， ホームページ等に よ る ア ウ ト

リ ーチを進めている。

社会環境システム研究領域

　 環境問題の解明や解決には， 理学， 工学， 医学か ら社

会科学ま で を含む広範な領域の研究を推進す る と と も

に， これら の研究を統合し て政策決定者に対し て適切な

メ ッ セージを出さ なければな ら ない。 こ の基本的な政策

ニーズに応え る ため， 社会環境システム研究領域の研究

が推進されている。 こ の領域の主た る研究活動は， （ １ ）

個々の基礎的研究を統合する コ ン ピ ュータ モデル開発，

政策評価のためのシス テム分析手法開発， そ し て これら

のモデルや手法を用いた政策分析か ら構成される 「政策

統合評価研究」 ， （ ２ ） 環境経済学， 国際政治学等， 環境

問題の解明 ・ 解決に不可欠の 「社会科学研究」 ， さ らに，

（ ３ ） 環境情報の体系化や リ モー ト センシング手法の開発

を担 う 「情報解析研究」 の ３ つに大き く 分類される。 そ

し て， 統合評価モデル， 資源循環， 環境計画， 環境経済，

情報解析の ５ つの研究をベースにし て， 重点特別研究プ

ロ ジェ ク ト や政策対応型調査 ・ 研究， 地球環境研究セン

ター と 連携し て， 各種の政策ニーズに対応し た質の高い

研究を推進し てき た。 

　 具体的な研究内容 と し ては， 経済発展 と 環境保全をめ

ざ し てアジア地域にイ ノ ベーシ ョ ンの導入を図る国際共

同研究， 環境産業の効果や生態系の価値を評価する ため

の新しい経済モデル開発， ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト

やマテ リ アル ・ フ ロー解析などの循環型社会形成のため

の定量的分析手法の開発， 地球環境保全に関する国際的

な環境外交交渉の分析， 環境保全のための経済的イ ンセ

ンテ ィ ブの計量， 環境意識や環境関連の消費に関する国

際比較， 森林， 草原， 湿原等の自然環境を保全する ため

の衛星によ る リ モー ト センシング手法の高度化， リ モー

ト センシング ・ データによ る生態系モニ タ リ ング手法の

改良，生態系の変化を予測するための数理モデルの開発，

などがあげられる。 

　 こ の研究領域の成果は， 国連環境計画 （UNEP）， 気候

変動政府間パネル （IPCC）， 経済協力開発機構 （OECD），

千年紀生態系評価 （MA），アジア環境大臣会合（Eco Asia）

等の国際機関， 日本， 中国， イ ン ド， 韓国等のアジアの

政府機関， 東京都や愛知県等の我が国の地方公共団体，

民間企業やの環境 NGO などの非政府組織などで活用さ

れ， 具体的な国内外の政策ニーズに応えている。

化学環境研究領域

　 人間活動拡大に伴って地球的な規模で進行するいろい

ろな物質の循環と それに基づ く 環境の変化，また複雑化，

多様化する有害物質の汚染 と その環境 リ ス ク を理解し，

それらの課題を解決する ため科学的知見を集積する こ と

が重要であ る。 こ のため化学環境研究領域においては，

環境におけ る物質の計測， 地球レベルあ るいは地域レベ

ルでの動態の解明， 及びその生物学的な意義の解明に関

する研究を行っている。 

　 基盤研究部門であ る化学環境研究領域では， 以下の ４

研究室において，それぞれ独自の研究がな されているが，

研究者の多 く は， 地球環境関連のプロ ジェ ク ト や， 環境

リ ス ク， ナ ノ 粒子等の有害物質関連のプロ ジ ェ ク ト に も

参加 ・ 連携し て， 研究を行っている。 化学環境研究領域

には以下の ４ つの研究室が設置されて， 研究を進めてい

る。 

　 有機環境計測研究室では， ダ イオキシン分析に代表さ

れる高感度高精度有機汚染物質分析のレベルを維持， 発

展させつつ， さ ら に多 く の種類の汚染物質分析への対応

を目指し て， 多次元分離－同時多物質分析手法の高度化

を目指し た機器開発， 複合手法開発を特別研究 と し て推

進し ている。 また， 日韓環境ホルモン並びに POPs 共同

研究と し て， 離島での POPs モニ タ リ ングを実施し てい

る。 

　 無機環境計測研究室では， 安定同位体並びに放射性同

位体の計測技術の高度化によ る汚染の発生源解析に関す

る特別研究を進める と と も に， 元素の化学形態， 存在状

態， 局在に関する研究 （経常研究等）， ナ ノ テ ク を利用し

た大気浮遊粒子状物質中の新たな元素分析手法の開発

（環境保全調査費） などが進められている。 

　 動態化学研究室では主に外部競争的資金 （地球一括，

推進費， 科研費） や所内奨励研究費を取得 ・ 活用し， 遠

隔地の観測ステーシ ョ ンや船舶など を利用し て， 温室効

果ガスその他の揮発性有機物， 残留性有機汚染物質など

の広域観測や長距離輸送，発生源等に関する観測研究が，

地球温暖化プロ グ ラ ムの中核PJ に関連し て進められてい

る。 

　 生体計測研究室では競争的資金を取得し て， MRI を用

いた脳神経系の形態， 機能， 代謝等の計測 と 化学物質の

影響解析に関する研究 （科研費など）， 動物行動学によ る

化学物質の脳神経系への影響解析に関する研究 （奨励研

究など），ナ ノ テ ク を利用し た微生物機能評価手法の開発

（環境保全調査費） 等が行われている。 

　 その他， 主な活動 と し て， ナ ノ 粒子計測に関する研究

への貢献， ス ト ッ ク ホルム条約への貢献や国の POPs モ
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ニ タ リ ング， 有機 ヒ 素汚染， ダ イ オキシンモニ タ リ ング

関連事業等への貢献などが行われている。 さ ら に， 環境

試料長期保存事業 （環境試料タ イ ムカプセル化事業） も

分担し て実施し ている。

環境健康研究領域

　 環境健康研究領域では， 環境化学物質や大気汚染物質

等の種々の環境ス ト レ ス を対象 と し， それら が及ぼす健

康影響を的確， かつ， 速やかに評価する こ と をめざ し，

影響評価の実践 と と も に， 適切， かつ， 新たな影響評価

手法， 疫学手法 ・ 曝露評価手法， 及び， 高感受性要因も

対象 と し う る適切な動物モデルや培養系等の開発をすす

めている。 また， それら の手法や動物モデル， 及び， 培

養系を用いた影響評価の実践， 応用， 検証 と と も に， 健

康影響発現の メ カニズムの解明を推進し， 得られた知見

を影響評価手法の開発 ・ 改良にフ ィ ー ド バ ッ クする こ と

をめざ し ている。 これら の研究を通じ， 環境ス ト レ スの

影響 と その発現機構を明ら かにする と と も に， 簡易 ・ 迅

速で， かつ， 感度 と 特異度に優れた曝露 ・ 影響評価系の

開発を進めている。 これらの取 り 組みよ り ， 健康影響の

未然防止をめざ し た施策に資す る 科学的知見を蓄積す

る。 

　 具体的には， 環境有害因子 （排気ガス等の大気汚染物

質， ダ イ オキシンや環境ホルモンな どの環境化学物質，

重金属， アレルゲン， 紫外線等） が， いかに ヒ ト の健康

に影響を及ぼすかに関する実験的 ・ 疫学的研究を行って

いる。 上記の環境有害因子の健康 リ ス ク に関する文献レ

ビ ューも と り ま と めた。 また， 研究員の一部は筑波大学

や千葉大学の連携大学院併任教官 と し て， あ るいは環境

行政に係 る 国内外の専門委員会委員 と し て活動 し てい

る。 

　 分子細胞毒性研究室では， 環境化学物質が免疫系をは

じめ と する生体機能に及ぼす影響の分子 メ カニズムを明

らかにし，影響の裏づけや評価に資する こ と を目標 と し，

研究を遂行し た。 近年， 生命現象の基本 と な る多種類の

遺伝子の発現変化を網羅的に解析する ための ト キシ コゲ

ノ ミ ク ス技術が飛躍的に進歩し ている。 また， ダ イオキ

シンをはじめ と する種々の化学物質が， それぞれ特異的

な転写因子に作用し て遺伝子発現を変化させ， その結果

毒性影響を誘導する こ と が報告されている。 それら を鑑

み， 有害環境化学物質を曝露し た実験動物や細胞におい

て， 遺伝子発現変化のデータ を手がか り と し て， 影響経

路や影響の原因遺伝子を探索し， 作用の分子 メ カニズム

を明ら かにする研究を行なった。 また， 影響検出指標 と

し て有効な遺伝子を明ら かにし， 有害化学物質の効率的

な影響評価法を確立する ための研究を行った。 

　 生体影響評価研究室では， 高感受性集団や高感受性影

響を対象 と し， 高感度で環境ス ト レ スの健康影響を評価

する こ と を目標 と し， 動物モデル等を用いた影響評価手

法の開発， 応用 と それによ る影響評価の実践， 検証， 維

持を遂行し た。 特に， 特別研究 「環境化学物質の高次機

能への影響を総合的に評価する in vivo モデルの開発 と検

証」 を遂行し， 環境化学物質が免疫 ・ アレルギー系を中

心 と する高次機能に及ぼす影響を明ら かにし， 影響を総

合的に評価する こ と が可能な in vivo モデルを開発する こ

と をめし た。 また， ナ ノ粒子やナ ノ マテ リ アルが， 免疫 ・

ア レルギー系， 呼吸器系， 循環器系， 凝固 ・ 線溶系， 皮

膚， 等に及ぼす影響を明ら かにし， その特性や メ カニズ

ムを検討し た。 また， メ タ ロ イ ド の メ タ ボロ ミ ク スに関

する研究 と 環境負荷を低減する水系ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー

システムの開発をめざ し た。 

　 総合影響評価研究室では， 環境ス ト レ スの健康影響を

体系的， 総合的に理解 ・ 評価する ため， 分子， 細胞， 組

織， 動物， ヒ ト と 多岐にわた る環境影響評価研究を遂行

し た。 その結果の体系化， 総合化によ り ， 新たな健康影

響評価手法の開発をめざ し た。 特別研究 「都市大気環境

中におけ る微小粒子 ・ 二次生成物質の影響評価 と 予測」

に参画し， 都市環境におけ る二次生成汚染物質や自動車

排ガスに起因する高レベル暴露の実態把握 と 健康影響予

測を行 う ほか， 地球環境研究総合推進費， 文部科学省科

学研究費等補助金， 環境省受託研究， NEDO 受託研究等

の外部研究資金によ る研究を推進し た。 また，環境省 （環

境保健部） 「局地的大気汚染によ る健康影響に関する疫学

調査 （そ らプロ ジェ ク ト ）」 ほか， 各種調査研究， 委員会

の分担研究者， 研究協力者と し て指導 ・ 助言を行った。

　 環境疫学研究室では， 一般環境において人々が種々の

環境因子に曝露され， その結果 と し て発生する健康 リ ス

ク を疫学的手法によ って解明する こ と を目標 と し， その

ための評価手法の開発， 検証， 維持， 実践を遂行 し た。

特に， 都市大気汚染に焦点を当てて， 道路沿道や一般環

境におけ る微小粒子状物質や窒素酸化物などの環境測定

データの解析， 個人曝露量測定， 曝露評価モデルの開発

など曝露評価手法の検討を行った。 また， 大気汚染の短

期お よ び長期の健康影響に関す る 疫学調査の実施 し つ

つ， 種々の健康影響指標に関する検討， 収集し たデータ

の統計解析を行って， 大気汚染物質への曝露 と 健康影響

と の関連性について疫学的な検討を進めた。

大気圏環境研究領域

　 大気圏環境研究領域では， 地球温暖化問題やオゾン層
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破壊問題， 酸性雨問題を含む越境広域大気汚染， 都市に

おけ る大気環境問題など， 地球規模か ら局所的な問題ま

での大気環境に関わる課題について， 2 つの重点研究プ

ロ グ ラ ム （地球温暖化研究プロ グ ラ ムおよびアジア自然

共生研究プロ グ ラ ム） と も連携しつつ， 大気環境に関わ

る個々の物理 ・ 化学プロセスの解明 と その相互作用の理

解に関する基盤的研究を進めた。 大型実験施設 （大気拡

散大型風洞や光化学反応チ ャ ンバー） な ど を利用 し た

個々の物理 ・ 化学プロ セスに関する室内実験， レーザー

レーダー （ラ イ ダー） をはじめ と し た遠隔計測手法を用

いた大気の性状や運動の時間的 ・ 空間的変動の観測， 化

学的な分析手法を用いた大気の組成や微量物質の濃度 ・

同位体組成の観測， 人工衛星データ も含めた観測データ

の解析， 大気数値モデルを用いた数値実験， などのアプ

ローチでの研究が行われた。

　 大気物理研究室では， 過去の気候変動シグナルの解析

や南極オゾンホールの今後の推移予測について， 数値モ

デルを用いた研究が進められた。 オゾン層破壊に関連し

ては，人工衛星搭載オゾン層監視センサーILAS-II によ っ

て取得されたデータの解析か ら， オゾンホール内での極

成層圏雲の生成 と 脱硝酸プロセスに関する研究が行われ

た。

　 遠隔計測研究室では， 環境省 と も連携し て黄砂観測ラ

イ ダーネ ッ ト ワーク の展開を進める と 共に， 中国でのラ

イ ダーデータか ら黄砂由来 と 大気汚染由来のエア ロ ゾル

情報の導出にも取 り 組んだ。

　 大気化学研究室では， 越境大気汚染の解明 と 東シベ リ

アにおけ る森林火災によ る大気環境影響 と その日本への

越境大気汚染の解明のため， ロ シア極東地域， 新潟市 (

環境省新潟巻酸性雨測定所 ) において大気汚染物質の地

上観測を行った。 また， 長崎県に見られる水稲の葉枯れ

現象について酸性霧の観測を行った。 揮発性有機化合物

の実時間同時計測手法 と し て陽子移動反応－飛行時間型

質量分析装置を開発し た。

　 大気動態研究室では，落石・波照間モニ タ リ ングステー

シ ョ ンにおいて O2/N2 比の自動連続測定システムを構築

し， 連続測定によ って取得された O2/N2 比データの解析

を進めた。

　 更に大気圏環境研究領域では， 人工衛星搭載センサー

によ る二酸化炭素観測プロ ジェ ク ト （GOSAT） と の連携

の下での分光パラ メ ータの測定や陸域エア ロ ゾルに関す

る アルゴ リ ズムの構築， 大型実験施設 （大気拡散風洞お

よ び光化学反応チ ャ ンバー） を利用 し て他の複数のユ

ニ ッ ト と 連携し た都市大気汚染に関わる研究， 環境技術

研究 と し てナ ノ テ ク ノ ロ ジーを利用し たパーソナルモニ

タ リ ング用のセンサー開発， にも取 り 組んだ。

水土壌圏環境研究領域

　 流域におけ る水 ・ 物質循環では， 湖沼 ・ 内湾等の閉鎖

性水域におけ る富栄養化， 特に改善し ない環境基準達成

率の問題や， 地下水汚染 ・ 土壌汚染の問題など多 く の未

解決の問題があ る。 更に， 重金属によ る土壌汚染のよ う

に今後大き な問題 と し て取 り 扱われる と 予想される潜在

的な課題も あ る。 これら の課題を解決する ためには， 単

に各事象を対象 と し てい く だけでな く ， 流域を単位 と し

た健全な水循環の回復， またそれに伴 う 物質循環の適正

な管理を総合的に考慮し た研究上の取 り 組みが必要であ

る。 水土壌圏環境研究領域では， これを実現する ために

下記 ４ 研究室におけ る研究及び領域横断的な研究更に他

ユニ ッ ト と 連携する研究課題によ って， 長期モニ タ リ ン

グや一定期の調査等によ り 水土壌圏の環境に関する自然

現象を解明し， そのモデル化を通し て人間活動の影響評

価を実施し， あ るいは水土壌環境に関する改善 ・ 修復技

術を開発し効果 ・ 安全性を評価する など し て， 水土壌環

境政策に指針を与え る こ と を目標 と し た研究を実施し て

いる。 本年度は経常研究 8 課題， 奨励研究 3 課題， 特別

研究 2 課題， 地球環境研究総合推進費 1 課題， 環境技術

開発等推進事業 1 課題， 環境保全調査等請負費 3 課題，

科学技術振興調整費 1 課題， 文部科学省 ・ 科学研究費補

助金によ る研究 6 課題， 民間委託研究 3 課題， 産業技術

研究助成によ る研究 2 課題を行った。 本領域の構成は，土

壌環境研究室， 湖沼環境研究室， 海洋環境研究室 と 場を

特定し た ３ 研究室 と， 場横断的な水環境を研究対象 と し

た水環境質研究室から成る。

　 水環境質研究室では， 物理 ・ 化学 ・ 微生物学 ・ 遺伝子

工学など様々な研究手法を駆使し て， 新たな分析法， 解

析法を開発し， さ らに汚染防止や汚染処理に関する技術

手法を開発する等の場横断的な研究を推進する。

　 土壌環境研究室では， 土壌汚染の現況を把握し汚染機

構を明ら かにし て， 現在自治体などで抱え る問題に対処

方針を示す と 共に， 潜在的に進行する都市汚染に警鐘を

鳴らすなど， 土壌環境管理手法の提言を目指す。

　 湖沼環境研究室では， 水質改善が進まない指定湖沼を

中心に し て， 特に溶存有機物お よ び難分解性有機物を

ターゲ ッ ト と し た分析法の開発及び湖内におけ る動態モ

デル開発を推進し， 湖沼環境管理の在 り 方を示す。

　 海洋環境研究室では， 環境省で取 り 組み始めた水質管

理枠組みの大幅な見直し作業を科学的に支持し協働で推

進する と共に， Ｎ ・ Ｐ 増加シ リ カ欠損シナ リ オに関する

研究を推進し国際的な海洋保全策に反映させる。
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生物圏環境研究領域

　 生物圏環境研究領域では， 生物多様性を構成する さ ま

ざまな生物 と 生態系の保全に貢献する ため， 分子レベル

か ら 生態レベルまでの基礎 ・ 応用研究を推進し てい る。

本年度は奨励研究を含めて ８ 課題の経常研究， ２ 課題の

特別研究， ２ 課題の地方環境研 と の共同研究， 地球環境

研究総合推進費によ る研究 ２ 課題， 科学技術振興費によ

る研究 １ 課題， 文部科学省 ・ 科学研究費補助金によ る研

究 ４ 課題， その他環境省か ら の委託に よ る研究 ４ 課題，

民間からの委託によ る研究 ２ 課題に取 り 組んだ。 

　 個体群生態研究室では， 生物多様性 ・ 生態系変動下に

おけ る生物個体群の存続 と生物間相互作用のし く みに研

究の焦点を当てている。 個体群は生物種によ って種々の

範囲に分布し ている ため GIS などの技術を活用し て， 鳥

類等の分布域 ・ 生息環境の評価 ・ 記録 ・ 推定を行なった。

また， 個体群成立には血縁関係 ・ 地理的系統関係が複雑

に絡み合っている ため分子遺伝学的手法を用いて これら

の関係を解析し， 遺伝的背景の検討な ど を進めてい る。

さ らに， 個体群存続 と 生物間相互作用に関わる要因の検

証のために， コ ン ピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ン ・ 実験個体

群を用いた解析を進めた。 

　 生理生態研究室では， 植物 と 環境の関わ り について，

分子生物学， 生理学か ら生態学にまたがる研究を行って

いる。 具体的には， 植物の環境ス ト レ ス因子に対する応

答に関与する遺伝子の探索 と 機能解明， オゾン被害 と そ

の分子的 メ カニズムの解明， イ ネ葉枯症の原因究明， 遺

伝子組換え植物 （ダ イ ズ， ナタ ネ） の生態系影響評価 と

一般環境中におけ る生育状況のモニ タ リ ング， チベッ ト

高原を利用し た地球温暖化の早期検出 と 予測のための物

理環境の観測 と 生態系 （植物群落の構造， 機能） 変化の

モニ タ リ ング， 高山植生を指標 と し た我が国の温暖化影

響の検出のための研究等を進めた。

　 微生物生態研究室では， 微小生物の生態 と 多様性に関

する研究を， 系統， 遺伝的変異， 生理生態機能の解析 と

いった手法を用いて行っている。 具体的には， １ ） 赤潮 ・

アオ コ形成藻， 絶滅危惧種藻類， 地衣形成藻に着目し，

これら の藻類がどのよ う に移動し， 分布を拡大 ・ 縮小す

るのか， 遺伝的変異を解析する こ と によ り 解明する ため

の研究， ２ ） 環境変化が生態系機能に及ぼす影響の機構

解明と影響評価手法の開発， ３ ） ユス リ カを材料 と し た，

多様性 ・ 環境指標性に関する研究， ４ ） 微細藻類を利用

し たエネルギー再生技術開発や藻類資源を研究に活用す

る ための収集 ・ 保存 ・ 提供の拠点 と し ての活動等， 藻類

の資源と し ての利用に関する研究などを進めた。

　 生態遺伝研究室では，分子遺伝学的な手法を活用し て，

生物多様性の保全に関する研究を行っている。 具体的に

は， 分子マーカーを利用し ながら， 侵入生物や遺伝子組

換え生物の生態系への浸透 と 環境影響の調査 ・ 評価手法

の開発に関する研究を進めている。 また， 近年のゲ ノ ム

情報研究か ら得られた結果を環境管理や環境修復に役立

てる ための技術開発を行っている。 例えば， DNA アレ イ

技術を使って種を区別する遺伝子マーカーや環境モニ タ

リ ングに役立つ遺伝子マーカーの単離法を開発し た。 こ

れらの研究のほか， 生態系機能 と 生物多様性保全の観点

か ら， 水辺に生息する動植物の生態や生息域の環境を調

査し， 希少種や絶滅危惧種の生態的特性や遺伝的な動態

に関する研究を行っている。 さ ら に， 底質の還元化によ

り 衰退し ている干潟のアマモ場を復元する ため， アマモ

場に酸素管を使って人為的に酸素を供給する技術の開発

を進めている。

環境研究基盤技術ラボラ ト リー

　 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー （基盤ラ ボ） が業務 と

するのは， （ １ ） 環境標準試料の作製 と 分譲， （ ２ ） 環境

試料の収集 と 保存， （ ３ ） 基盤計測機器の管理， （ ４ ） 環

境微生物の収集 ・ 保存 と 分譲， （ ５ ） 絶滅危惧生物の細

胞 ・ 遺伝子保存， （ ６ ） 生物資源情報の整備， 及びこれら

の事業の健全な発展に寄与する研究の推進であ る。

　 本年度は （ １ ） 食事試料 と大気粉塵試料の作製を行い，

保証値を決定し， 国際的な認証機関であ る コマール登録

を行った。 また， 有償分譲数は 118 件であった。 （ ２ ） 環

境試料 と し て， 二枚貝， アカエイ， 大気粉塵， 母乳を収

集 ・ 保存し， 生物試料については凍結粉砕を行い，約 200

の試料を凍結保存し た。 保存試料の管理及び付帯情報管

理のためのデータベース を更新し た。 （ ３ ） 基盤計測機器

を利用し た研究テーマは約 30 課題あ り ， 所内 11 ユニ ッ

ト ， 約 4 割の研究者が基盤計測機器を利用し てお り ， 環

境に関わる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータ を

提供し た。 なお， 平成 18 年度に更新し た機器はなかっ

た。 （ ４ ） 環境微生物の収集 ・ 保存 と 分譲では， 平成 18

年度は 174 株の寄託数があ り ，あわせて 1953 株の保存株

数と な り ， こ の う ち約 1639 株が提供可能な微細藻類株 と

し て， 分譲株 リ ス ト に掲載される こ と と なる。 平成 18 年

度の提供株数は 780 株であった。 また， 我が国の微細藻

類資源保存は国立環境研究所に一元化され， 各サブ機関

が目標 と する藻類株数の達成にむけて順調に藻類株数を

増加させ， 平成 18 年度で我が国が保有する藻類資源は

3500 株に達し た。 凍結保存技術の開発が進み， 凍結状態

で保存されている株は 566 株に増加し た。 その他， 有毒

藻類株が 70 株，将来のエネルギー資源 と し て有用なオイ
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ル生産藻類株が 180 株， タ イプ株 ・ リ フ ァ レン ス株が 60

株， 遺伝子データ （16SrRNA， 18SrRNA， ミ ト コ ン ド リ

ア完全配列， 全ゲ ノ ムなど） があ る藻類株が 310 株を数

え， 環境研独自の培養株が 90％以上 と他の機関 と比べて

独自性が高いもの と なった。 （ ５ ） 平成 18 年度で新規に

保存を実施し た絶滅危惧動物種は鳥類 28 種，哺乳類 6 種，

魚類 3 種で， これらから 438 系統の試料が保存された。

平成 17 年度まで と あわせて 1076 系統の細胞 ・ 遺伝子が

保存された。 また， 絶滅危惧植物では， 全国 180 地点で

調査を行い， 絶滅危惧 I あ るいは II 類種 と なっている車

軸藻類や淡水産紅藻類が 53 系統が培養保存され， これま

で と あわせ合計 312 系統が保存された。 　 （ ６ ） 国立環境

研究所基盤ラ ボに国内の藻類資源の情報及び提供を一元

化する こ と ができ， 国立遺伝研にあ る全生物資源データ

ベース組み入れられ， 国内外に公開された。 藻類情報は，

培養株の履歴データ， 分類情報， 培養 ・ 保存データ， 特

性データ， 形態画像情報等から な り ， 現在まで 2000 株の

データベースが構築され， 公開された。 絶滅危惧野生動

物細胞 ・ 遺伝子試料に関する情報の整備について， デー

タ整備の基本フ ォーマ ッ ト にそって， データ入力等作業

が進行し， 保存されている系統のデータベースが構築さ

れている。 事業に関連する研究と し て， （ １ ） 科学技術振

興調整費でモス ク ワ大学 （ロ シア）， ソール大学 （韓国），

中国農業大学， カセサー ト 大学獣医学部 （タ イ王国） ，

ジ ュ ロ ンバー ド パーク （シンガポール） 鳥類細胞保存の

アジア国際ネ ッ ト ワー ク にむけての国際協力体制構築，

（ ２ ） CSIRO （オース ト ラ リ ア），生命科学研究所 （韓国），

中国科学院水生生物研究所， タ イ 国科学技術研究所，

NIWA （ニュージーラ ン ド）， マラ ヤ大学， ハ ノ イ大学 と

藻類資源のアジア ・オセアニア地域ネ ッ ト ワーク の構築，

（ ３ ） 鳥類 （ニワ ト リ ） の始原生殖細胞の in vitro 培養法

の確立， 異種間生殖巣キ メ ラ個体に よ る子孫個体作成，

多産系ニワ ト リ と の生殖巣キ メ ラ個体か ら天然記念物の

久連子鶏の復元等の発生工学研究の推進， （ ４ ） 炭化水素

生産能が高 く ， 増殖の早い藻類培養株の分離培養 と 特性

の解明， 等の成果が得られた。

環境情報セン ター

　 環境情報セン ターは， 独立行政法人国立環境研究所法

第 11 条第 ２ 号に規定する環境情報の収集，整理及び提供

に関する業務を中心 と なって担 う と と も に， 研究部門及

び管理部門を情報技術によ り 支援する業務等を実施し て

いる。

　 環境情報の収集， 整理及び提供に関する業務について

は， 国民の環境保全活動の推進等のため， 環境情報提供

システムを運用する こ と によ り ， 様々なセ ク ターが提供

する環境情報を収集し， 広 く 案内 ・ 提供し ている。 併せ

て， 環境保全に貢献する技術の開発 と 普及を推進する た

め， 環境技術に関する情報を発信し ている。 さ ら に， 我

が国の環境の状況を示す基本的なデータ をデータベース

化し， これら を地図やグ ラ フに加工する など し て理解や

利用がしやすい形で提供する システム （環境 GIS） を運

用し ている。

　 また， 国立環境研究所の研究成果を国民各層が活用で

き る よ う ， 研究所ホームページの運営及び研究報告書等

の編集 ・ 刊行に関する業務を行っている。 研究所ホーム

ページにおいては， 研究領域毎に活動状況を紹介する と

と も に研究成果 と し て各研究者の発表研究論文を検索で

き る よ う にし ているほか， 研究の結果得られた各種デー

タベースや年報， 研究報告書など各種刊行物を掲載し て

いる。

　 一方， 研究部門及び管理部門を支援する業務について

は， コ ン ピ ュータ ・ ネ ッ ト ワーク シス テムの管理に関す

る業務， 研究情報の整備 ・ 提供に関する業務， 情報技術

を活用し た事務の効率化に関する業務， 研究成果のデー

タベース化等に係る研究者支援業務等を行っている。

　 スーパーコ ン ピ ュータについては， 大容量データ解析

を超高速かつ効率的に実行可能 と するベク ト ル処理用計

算機 （NEC 製 「SX － 8R」） によ り ， 地球温暖化予測や地

球観測データ の解析な どの環境研究に活用 さ れてい る。

また， 図書室においては， 環境研究に必要な文献情報を

国内外から収集し， 単行本蔵書数約 5 万冊， 国内外の学

術雑誌約 ４ ０ ０ 誌を整理 ・ 保管し て所内の研究者を中心

に閲覧等に供し ている。 さ ら に， 文献閲覧サービ スの一

環 と し て， イ ン ターネ ッ ト 上のウ ェブサイ ト を利用し た

文献情報の検索 ・ 参照体制を整備し ている。

　 なお， 本研究所が独立行政法人化し た こ と によ り ， 国

や民間の機関等か ら の業務委託 ・ 請負の実施が可能 と

なった こ と か ら， 環境情報の収集 ・ 整理 ・ 提供業務に関

連し， 環境省か ら の受託 ・ 請負業務 と し て， 同省の情報

提供の一部についてシステムの構築等を行っている。
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重点 １ 　 地球温暖化研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP001

〔代表者〕 笹野泰弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 人為起源の排出に よ る温室効果ガ ス の大気中

濃度の増加によ る地球温暖化 と それに伴 う 気候変化， そ

の人類や地球の生態系に及ぼす影響について， その実態

を把握し， その機構を理解し， 将来の気候変化 と その影

響を予測する技術の高度化を図 り ， 予測される気候変化

と その影響を具体的にかつ不確実性を含めて定量的に示

す と 同時に， 脱温暖化社会の実現に至る道筋を明ら かに

する こ と によ り ， 地球温暖化問題の解決に資する こ と を

目的とする。

　 本プロ グ ラ ムは， ４ つの中核研究プロ ジェ ク ト ， 8 つ

の関連プロ ジェ ク ト ， 並びに地球環境研究セン ターが知

的研究基盤の整備事業の一環 と し て行 う 地球温暖化関連

のモニタ リ ング， データベース， 研究の総合化･支援に係

る事業か ら構成される。 こ の う ち， 中核研究プロ ジ ェ ク

ト は以下の課題に取 り 組む。

（ １ ） 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カニズム と その地

域特性の解明

（ ２ ） 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測 と全球炭素収支

分布の推定

（ ３ ） 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合によ る地球温暖

化 リ ス ク の評価

（ ４ ） 脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築 と対策

の統合評価

〔内容および成果〕

中核研究プロ ジ ェ ク ト （ １ ） 温室効果ガスの長期的濃度

変動 メ カニズム と その地域特性の解明

  アジア ( シベ リ ア も含む ) －オセアニア地域での陸・海・

空に展開 し た広い観測網に よ る 温室効果ガ ス （CO2，

CH4， N2O， フ ッ 素系温室効果ガ ス等々） や関連する ト

レーサー物質の時空間分布やそれらのフ ラ ッ ク スの長期

的変動を捉え る こ と によ り ， 濃度変動を引き起こす メ カ

ニズムやその地域的な特性を解明する。

  こ のため， 旅客用航空機や定期貨物船の利用， 波照間･

落石ス テーシ ョ ン等におけ る モニ タ リ ン グ･観測を実施

し た。 また。 苫小牧， 天塩， 富士北麓の森林ステーシ ョ

ン， 中国の青海省での草原等で， 二酸化炭素の収支に係

る観測を行った。 森林フ ラ ッ ク スにおけ る光合成及び呼

吸過程の寄与分離のために， 同位体や微量ガ ス成分を

使った新たな観測手法の開発を開始し た。

中核研究プロ ジ ェ ク ト （ ２ ） 衛星利用によ る二酸化炭素

等の観測と全球炭素収支分布の推定

温室効果ガスの観測を目的 と し て日本が打ち上げを予定

し てい る 温室効果ガ ス観測技術衛星 （GOSAT） の取得

データか ら， 二酸化炭素 ・ メ タ ン等のカ ラ ム濃度の全球

分布を高精度に導出する。 そのため， データ処理手法の

開発 ・ 改良 と データ質の評価 ・ 検証を行 う 。 さ ら に， 衛

星観測データ と地上で取得される測定データ と を併せて

イ ンバースモデルに適用し， 地域別炭素フ ラ ッ ク スの推

定誤差の低減と時間・空間分解能の向上を図る と と もに，

炭素収支の全球分布を求める。

　 こ のため， 衛星観測データ の処理アルゴ リ ズム開発 ・

改良研究， 地上観測 ・ 航空機等観測実験によ る温室効果

ガス導出手法の実証的研究， 全球炭素収支推定モデルの

開発 ・ 利用に係る研究を行った。

中核研究プロ ジ ェ ク ト （ ３ ） 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデ

ルの統合によ る地球温暖化 リ ス ク の評価

　 信頼性の高い気候モデル， 影響モデル， および陸域生

態 ・ 土地利用モデルの開発 と 統合利用を行い， 極端現象

を含む気候の変化およびその影響の予測に基づ く 適応策

および森林吸収源対策の検討， 並びに気候感度および気

候 - 炭素循環フ ィ ード バッ クの不確実性を考慮し た気候

安定化目標の検討に資する こ と を目的 と し て， 地球温暖

化 リ ス ク の総合的な評価を行 う 。

　 こ のため， 自然変動の不確実性を考慮し た近未来の気

候変化予測のための予備的解析， 雲のフ ィ ー ド バ ッ ク に

ついて気候モデル間の違いを詳細に比較する手法の開発

を行った。 農業， 灌漑等の人間活動を結合し た全球水資

源モデルを用いた将来 100 年の水資源予測実験， 森林減

少の将来予測に重点をおいたモデルの開発 と 土地利用変

化に起因す る 温室効果ガ ス の排出を全球規模で推定を

行った。

中核研究プロ ジ ェ ク ト （ ４ ） 脱温暖化社会の実現に向け

たビジ ョ ンの構築と対策の統合評価

　 地球温暖化の防止を目的 と し て， 空間的， 時間的， 社

会的側面か ら， 中長期的な排出削減目標達成のための対

策の同定 と その実現可能性を評価する ビジ ョ ン ・ シナ リ

オの作成， 国際交渉過程や国際制度に関する国際政策分

析， および温暖化対策の費用 ・ 効果の定量的評価を行い，

温暖化対策を統合的に評価する。

　 こ のため， 2050 年に向けた低炭素社会実現のための脱

温暖化社会シナ リ オ研究を進め， また， 京都議定書下で

の各国の温暖化政策を整理し条約 ・ 議定書を取 り 巻 く 多

様な関連活動 と温暖化対策に係わる国際的取 り 組み と の

関係について考察し た。 アジア主要国を対象 と し た温暖

化対策評価モデル （AIM） の改良を行い， アジア諸国を

対象と し て温暖化対策の効果分析を行った。
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(1)-1. 　 重点 １ 中核 P1 　 温室効果ガスの長期的濃度変動

メ カニズムと その地域特性の解明

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA101

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター） ， 高橋善

幸， 梁乃申， 町田敏暢， Shamil Maksyutov， 白

井知子， 遠嶋康徳， 横内陽子， 唐艷鴻， 荒巻能

史， 谷本浩志

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガスの多 く は， 自然における循環サイ

クルを持ってお り ， そのサイ クルの変動が大気中の温室

効果ガスの増加速度変化を起こす要因になっている と 考

え られる。 濃度増加その も のの主原因は， 人間活動によ

る排出であ る こ と がわかっているが， 地球の温暖化によ

る自然のフ ィ ー ド バ ッ ク が さ ら にその濃度増加を加速さ

せる可能性が高い こ と が予想されている。 こ こ では， 長

期的にそのよ う な自然の中の収支の変動が起こ っている

のかを調べた り ， 温暖化や気象変化によ る長期的な温室

効果ガスのフ ラ ッ ク スの変化などに着目し， 変動の要因

やその度合いを観測する。 それによ って， 今後の温室効

果ガスの濃度増加予測に役立てる。

〔内容および成果〕

　 １ ） 航空機観測において， 新たに日本か ら アジア， ア

メ リ カ， ヨーロ ッパなどへ飛ぶ JAL の旅客用航空機 ５ 機

を用いた二酸化炭素連続観測を立ち上げた。 これによ り ，

各地での鉛直分布や高高度での水平分布などの観測を始

めた。 同時に， 同位体比などの多成分の観測をする ため

に， 日本－オース ト ラ リ ア間ではボ ト ルサンプ リ ング も

開始し た。

　 ２ ） 定期貨物船を利用し た海洋大気観測 と し て， 日本

と カナダを結ぶ定期航路や日本 と ニ ュージーラ ン ド と の

間の定期貨物船 （ ト ヨ フジ海運所属） の協力を得て， 緯

度や経度毎にボ ト ルにサンプ リ ングを行い， 大気中の多

成分 （CO2， CH4， N2O， 同位体比， ハロ カーボン， 酸素，

水素， CO 等） の分析や CO2， オゾン， CO などの連続測

定から，グ ローバルな濃度分布などのデータ を蓄積し た。

　 ３ ） 波照間及び落石ス テーシ ョ ンでの観測 と し て， 二

酸化炭素， 酸素， 同位体比， ハロ カーボン等各種の項目

について高頻度観測を行った。ハロ カーボンに関し ては，

新たに落石ステーシ ョ ンでの観測を開始し た。 これら高

頻度観測の長期 ト レ ン ド 解析な ど か ら 二酸化炭素のグ

ローバルな収支について検討し た。 また， シベ リ アにお

いては，二酸化炭素の連続観測を ７ ヵ所のタ ワーで行い，

それを元にシベ リ アの地域的フ ラ ッ ク ス評価法を イ ン

バースモデル等か ら検討し， モデル と の比較を行 う こ と

で， 地域レベルでの収支の整合性を検討し た。

　 ４ ） 北太平洋での海水の二酸化炭素フ ラ ッ ク スの観測

を継続する と共に， 西太平洋 （日本－オセアニアア路線）

での海洋中の二酸化炭素分圧観測を新たに開始し， 北太

平洋 と 共に地域分布や時系列変化を調査し た。 これによ

り 海洋フ ラ ッ ク スの地域別特色や長期変化を解析し た。

ま た海洋での植物生産な どに関する解析を目的 と し た，

西太平洋路線での酸素の連続観測の立ち上げの検討を

行った。

　 ５ ） 陸域観測 と し て， 苫小牧， 天塩などの森林におい

て， 森林の撹乱後の二酸化炭素フ ラ ッ ク ス変動などの観

測を継続し た。 また， 富士北麓での土壌呼吸， 森林内の

二酸化炭素蓄積などの観測を開始し た。 中国の青海省で

の草原の二酸化炭素吸収フ ラ ッ ク ス観測を継続する と と

も に， チベッ ト での観測について検討を行った。 これら

森林フ ラ ッ ク スにおけ る光合成及び呼吸過程の寄与分離

のために， 同位体や微量ガス成分を使った新たな観測手

法の開発を開始し た。 土壌呼吸に関し ては， 温暖化の進

行によ る炭素循環の変化を調べる ために， 温暖化操作実

験手法を検討し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0408BB368 　 陸域 ・ 海洋に よ る二酸化炭素吸収の長期 ト

レ ン ド 検出のための酸素および二酸化炭素同位体に関す

る観測研究 19p.

0406BB430 　 大気境界層の高頻度観測によ る大陸上 CO2

の挙動と輸送に関する研究 19p.

0508BB770 　 東アジアにおけ るハロ ゲン系温室効果気体

の排出に関する観測研究 20p.

0406BA141 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態

系の統合的炭素収支研究 ～草原 ・ 農耕地生態系における

炭素収支の定量的評価に関する研究 ： 青海草原炭素収支

に関する研究 20p.

0406BB918 　 西部太平洋域の微量温室効果ガス分布 と 発

生源に関する研究 21p.

0507CC919 　 西太平洋の海洋大気間 CO2 ・ 酸素収支観測

22p.

0507AE963 　 大気 ・ 陸域生態系間の CO2 同位体および微

量ガスの交換プロセス解明に関する基礎研究 22p.

0607BA587 　 陸域生態系 CO2 フ ラ ッ ク スの分離評価を目

的と し た同位体 ・ 微量ガス観測手法の開発 22p.

0607AF588 　 自然環境下における植物体の CO2 同位体お

よび微量ガス交換特性の評価 23p.

0610BB920 　 民間航空機を活用し たアジア太平洋域上空
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における温室効果気体の観測 23p.

0206BA921 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態

系の統合的炭素収支研究 II. ト ッ プダウ ン （大気観測） ア

プローチによ る メ ソ ス ケールの陸域炭素収支解析 24p.

0608BB931 　 東アジアの温室ガス収支推定のための大気

多成分観測データの診断モデル解析 25p.

0509CC331 　 海洋二酸化炭素センサー開発 と 観測基盤構

築 25p.

1） 　 陸域 ・ 海洋による二酸化炭素吸収の長期 ト レ ン ド 検

出のための酸素および二酸化炭素同位体に関する観

測研究 

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コー ド〕 0408BB368

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター） ， 遠嶋康

徳， 野尻幸宏， 町田敏暢， 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 これまで太平洋を航行する船舶を活用し て， 緯

度別の酸素濃度や二酸化炭素の炭素同位体比の観測手法

の確立を行ってお り ， 海洋吸収量がほぼ安定であ るのに

対し て， 陸上生態系によ る吸収量は非常に大き く 年々変

動する こ と が明ら か と な り つつあ る。 今後は， こ の手法

を長期的に活用し て， 気温の上昇傾向や水循環の変化や

海洋循環の変化が， 陸域， 海域の二酸化炭素吸収量に対

し どのよ う に影響を及ぼすかを解明する こ と を目標にす

る。

〔内容および成果〕

  北太平洋， および西太平洋を航行する ３ 隻の船舶 （ ２ 隻

は ト ヨ フジ海運所属， １ 隻はシーボー ド イ ン ターナシ ョ

ナル） の協力の下， 大気のサンプ ラーを設置し， 大気の

緯度別サンプ リ ングを行った。 これによ り ， 北緯 55 度か

ら南緯30度程度までの広い緯度帯でのバッ ク グ ラ ウ ン ド

大気が採取された。 船舶は， 年間 ６ 往復程度の頻度で日

本－カナダ， 日本－オース ト ラ リ ア－ニ ュージーラ ン ド

間を行き来し ているので， 季節変化な らびに， 長期的に

サンプ リ ングを行っている こ と で， 長期 ト レ ン ド も議論

でき る よ う な， 貴重なサンプルが得られている。 これら

のサンプルを用いて， 大気中の酸素濃度変動や二酸化炭

素同位体比の変動を観測し， 二酸化炭素の収支について

解析を行った。 また， 波照間な らびに落石においての高

頻度のボ ト ルサンプ リ ングを行った り ， 現地での連続酸

素分析装置を設置する こ と で， 細かな変動を観測し その

解析を行っている。

　 特に長期的な酸素な酸素の減少量 と 二酸化炭素の増加

量， また， 海洋か ら の温度増加によ る酸素放出など を こ

こ数年のデータ を下に推定し， それか ら海洋への二酸化

炭素取 り 込み量と陸域への取 り 込み量を推察する と，1.8-

2Pg- 炭素程度の海洋への取 り 込みおよび，0.8-1.2Pg- 炭素

程度の陸域への取 り 込みが推定された。 こ の推定の誤差

等を本年度はさ ら に検討し た。 また， 海洋での酸素収支

の年変動が大気の酸素の変動に影響し ている こ と などが

わかって き た。 これは， 連続観測か ら得られた変動など

を解析し， 近海の一次生産 と の関係が見られる こ と など

と も関連し， 海洋の物理や化学または生物的変動が酸素

変動にかかわっている こ と が赤甍になって きた。

　 二酸化炭素同位体比の検討か らは， 海洋の吸収量を保

つためには， 二酸化炭素の同位体比の非平衡値の ト レ ン

ド を仮定せねばな らず， その収支計算方法の検討が必要

あ る こ と がわかったが， 陸域吸収量の年変動の大き さは

いずれにせよ大き く ， 長期的な観測が重要であ る こ と が

示された。 また， 放射性炭素などの ト レ ン ド や緯度分布

などのデータか ら， 炭素の循環を解析する こ と を検討し

た。

　

〔備考〕

日本， 名古屋大学， 北川浩之

2） 　 大気境界層の高頻度観測による大陸上 CO2 の挙動と

輸送に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コー ド〕 0406BB430

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 高橋善

幸， 下山宏

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究では森林地帯上空において小型航空機

を用いた大気中 CO2 濃度の詳細な観測を高頻度で行い，

大陸上における CO2 濃度の時間的かつ空間的な代表 と な

る値を長期観測し， モデルを用いた CO2 の吸収 ・ 放出量

推定に資する信頼度の高いデータ を得る こ と を目的 とす

る。 観測は特に大気境界層 と その直上の自由対流圏 と の

差に注目し， 大気輸送モデルの最大の欠点の一つであ る

境界層上端を通し た CO2 の輸送を定量的に把握する こ と

も期待される重要な成果であ る。 また CO2 濃度 と同時に

CO2の同位体比も高頻度観測し，境界層輸送過程に新たな

制約を加える こ と も目標にし ている。

〔内容および成果〕

　 ベレ ゾ レチカ上空で簡易型 CO2 測定装置を用いて定期

観測を行い， 大気境界層内部と自由対流圏における CO2

濃度の詳細な季節変動を導出し た。本観測で得られたCO2

濃度の季節変動を NICAM モデルをベース と し た ３ 次元
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輸送モデルでシ ミ ュ レー ト し た CO2 濃度 と比較し た。 地

表からの CO2 フ ラ ッ ク スに生態系モデルであ る Sib モデ

ルを使用し た NICAM モデルの計算結果は， 大気境界層

内部， 自由対流圏共に CO2 濃度の季節変動が観測値 と非

常によい一致を示し た。 これは NICAM モデルにおける

大気境界層 と 自由対流圏間の物質輸送のパラ メ ータが実

大気の輸送を忠実に再現でき ている こ と を証明する も の

であ り ， 本研究によ る観測結果がモデル輸送の検証に非

常に有用であ る こ と が こ こ に示されている。 シベ リ ア森

林帯において，大気境界層内 CO2 鉛直分布の日変化から，

地域ス ケール （100 ～ 1000km ス ケール） の地表面 CO2 フ

ラ ッ ク ス を推定し た結果， 移流量を考慮し た地域フ ラ ッ

ク ス， タ ワーフ ラ ッ ク ス， 航空機に よ る フ ラ ッ ク スは，

非常に良 く 一致する こ と がわかった。 これは， 西シベ リ

ア地域森林帯が広大な範囲にわた っ て存在す る こ と か

ら， ス ケールを広げた場合で も， 小さ いス ケール と 同様

の地表面状態であ る と 見なせる こ と ができ た結果 と 考え

られる。 従って， これら の手法によ り ， 地域ス ケールで

のフ ラ ッ ク スは， 十分な精度を持って観測される こ と が

示唆された。Yakutsk で観測された CO2 の安定同位体比の

高度分布から， 大気と陸域生態系と の間の CO2 交換によ

り 生じ た見かけ上の同位体効果を見積も った。 見かけ上

の同位体効果には明ら かな季節性が見られ， 代表的な植

生であ る カ ラ マツ林の活動期にあた る ６ ～ ９ 月によ り 高

い値， 冬期に低い値を と る傾向があった。

〔備考〕

3） 　 東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出に

関する観測研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コー ド〕 0508BB770

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域），白井知子，菅

田誠治， 向井人史， 斉藤拓也

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 京都議定書で規制対象 と さ れた ６ ガ ス成分の

う ち， PFC， HFC， SF6 の観測研究は， 他の ３ 成分 （二酸

化炭素， メ タ ン， 亜酸化窒素） に比べて立ち遅れている。

特に， 東アジア域はハロ カーボン類の主要な発生地域で

あ り ， 中国などの工業発展によ って排出量の急増が予想

されているに も かかわ らず， 定常的な観測体制の空白域

と なっている。 本研究では， 波照間島 ( 沖縄県） および

落石岬 （北海道） においてハロ カーボン類の高頻度連続

観測を実施し て， 東アジアにおけ るハロゲン系温室効果

気体の経年変化を的確に把握する と 共に， 詳細な濃度変

動データ と 輸送モデルの結合によ って地域別排出量を評

価する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 波照間島における GC/MS を用いたハロゲン系温室

効果気体の連続観測を継続し た。 周辺の台湾， 中国， 日

本などの影響を受け る と， 数時間～数日間にわた る短期

的な濃度増加が見られるが， ２ 年半のデータ蓄積によ っ

て， 東アジア域におけ るベース ラ イ ン濃度の特徴が明ら

かになって き た。 代替フ ロ ン類の場合， そのベース ラ イ

ン 濃 度 は， 南 北 両 半 球 に お け る ベ ー ス ラ イ ン 濃 度

（AGAGE によ る メ ースヘッ ド と ケープグ リ ムの観測値 と

比較） の間を振幅し ながら， 増加を続けている こ と が分

かった。2005 ～ 2006 年のベース ラ イ ン濃度増加は，HFC-

152a：約 20％，HFC-32：約 25％，HFC-23：約 ９ ％に上った。

（ ２ ） 波照間島に比べて中国からの直接的な影響が少ない

落石岬において も， ハロゲン系温室効果気体の連続観測

を開始し た （2006 年秋～） 。 波照間ステーシ ョ ンで稼動

し ている測定システムをベースに， PFC-14 を高い精度で

測定する ためのモレキ ュ ラーシーブキ ャ ピ ラ リ ーカ ラ ム

の採用， 極性成分の測定を可能にする ための低温脱水方

式の採用など， 幾つかの改良を進めた。

（ ３ ） ハロゲン系温室効果気体の東アジアにおける地域別

排出源 を 推定す る た め に， 領域気象モデル RAMS

（Regional Atmospheric Modeling System） にオン ラ イ ン ト

レーサーモデルを組み込み， 排出源分布を仮定し て， 濃

度分布の計算を行い， 波照間におけ る観測結果 と の比較

を行った。 最初に， RAMS の水平解像度を前年度用いた

80km メ ッ シュから 40km メ ッ シュ と ２ 倍細か く し た場合

の影響を調べた。 その結果， 台湾や沖縄， 韓国等， 波照

間近傍の排出源に由来する ピーク ほど鋭 く な り ， 中国由

来のピーク について も， 重なっていた も のが分かれる な

ど， よ り 観測値のピー ク 形状に近づけ る こ と がで き た。

HCFC22 の放出量の境界値 と し て は， GEIA （Global

Emissions Inventory Activity） 作成の １ 度 メ ッ シ ュ の排出

マ ッ プを与えたが， 計算されたピーク の高さ は観測値に

比べ， 数倍か ら数十倍も低 く ， 実際の放出量は境界値 と

し て用いた イ ンベン ト リ よ り も数倍から数十倍多い可能

性があ る こ と がわかった。

〔備考〕

4） 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合

的炭素収支研究 ～草原 ・ 農耕地生態系における炭素

収支の定量的評価に関する研究 ： 青海草原炭素収支

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0406BA141
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〔担当者〕 ○唐艷鴻 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 第 II 期において， 青海草原の生物気象観測，

CO2， H2O と エネルギーフ ラ ッ ク スの長期観測を継続し，

高山草原生態系におけ る炭素収支の長期動態の全体像を

明ら かにする。 また， 草原炭素動態 と それに及ぼす温暖

化の影響に関するパラ メ ータ化を図 り ， 陸域生態系モデ

ル計算に組み込む。 さ ら に， 放牧歴 と 種組成の異な る草

原生態系について， 炭素動態の特徴， 炭素収支量を明ら

かにし，チベッ ト 草原での炭素動態モデルを完成させる。

〔内容および成果〕

　 １ ） CO2 フ ラ ッ ク スの長期変動に及ぼす要因の解析

　 青海草原の Kobresia （ ヒ ゲハ リ ス ゲ） 草原において，

CO2 収支支お よ び水収支の年間変動についての観測 と

データ解析を継続し た。2002 年から 2004 年までの間， ヒ

ゲハ リ スゲ草原の生態系純生産， 総生産， 生態系呼吸の

長期変動に及ぼす日射・温度 と水分環境の影響について，

パス解析法を用いて解析を行った。 その結果， こ の生態

系の炭素フ ラ ッ ク スに及ぼす影響は， も っ と も大きいの

は， 光 と 温度環境であ り ， 土壌水分や大気湿度の影響が

少ないこ と がわかった。

　 ２ ） 自動開閉式 NEP チャ ンバーシステムを用いた生態

系 CO2 フ ラ ッ ク スの継続観測

　 高山草原における CO2 フ ラ ッ ク スの空間変動特性を解

明する こ と を目的 と し て， 多点同時観測が可能なチャ ン

バーシステムで観測を行っている。 Kobresia 草原におい

て， 任意に選んだ 14 地点を対象 と し て大気 - 生態系間の

CO2 フ ラ ッ ク ス を測定し た。フ ラ ッ ク ス観測終了後に，各

チ ャ ンバー内の種組成や種毎のバ イ オマ ス等を測定 し

た。 測定期間中の NEP と Re の空間変動は大き く ， いず

れのフ ラ ッ ク ス も地上部および地下部バイオマス と の正

の指数関数的な相関が見られたが， 種組成も フ ラ ッ ク ス

の空間変動に関与し ている可能性が示唆された。

　 ３ ） 高山草原の炭素蓄積 （バイ オマス現存量） と 種数

の関係

　 チベッ ト 高原では， 植物種多様性が極めて高 く さ ま ざ

まな草原植物群落が発達し ている。 こ の地域に広範囲に

分布する三つの代表草本群落について， 植物種数 と 地上

部現存量 と の関係を調べた。 その結果， すべての群落で

は， メ ッ シ ュの種数の増加に伴い地上部現存量がほぼ直

線的に増加し たが， 一方， メ ッ シ ュ現存量の最大値は中

程度の種数で も っ と も高 く ， 種数が高 く な る と 植物地上

部現存量の最大値が低下する こ と もわかった。また，メ ッ

シ ュの現存量 と 種数は， それぞれの メ ッ シ ュの最大現存

量種のバイオマスに高い依存性が存在し， 高山草原の生

産力 と 多様性の維持に優占種の役割が極めて高い こ と が

示唆された。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： 中国科学院 ・ 北生物研究所， 中国北

京大学

5） 　 西部太平洋域の微量温室効果ガス分布と発生源に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0406BB918

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 向井人

史， 谷本浩志， 横内陽子， 遠嶋康徳

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 温暖化の主要な原因物質 と な る微量温室効果

ガス （ メ タ ン ・ 亜酸化窒素 ・ 対流圏オゾン ・ 代替フ ロ ン

等） の発生源をその消滅過程を含めて検証する ための新

たな観測手法を確立する こ と を目的 と し， 自動 ・ 手動観

測によ る連続観測システムを， 西部太平洋域を定期航行

す る 商船に設置す る ための技術開発及び連続観測を行

う 。

〔内容および成果〕

　 太平洋上での微量温室効果ガス （ メ タ ン， 亜酸化窒素，

オゾン， 代替フ ロ ン等） の緯度分布を調べる ために， 貨

物船を利用し て， 北緯 45 度近辺から南緯 30 度付近まで

の大気のサンプ リ ン グや連続観測を行っ た。 メ タ ンは，

こ れまで緩やかな増加 も し く は一定値を示し ていたが，

2004 － 2005 年への減少が中緯度以南で始めて観測され

た。 亜酸化窒素は小さい季節変化を持ちながら， 2003 年

に弱いエルニーニ ョ 時期 と 関連し て大き な増加傾向を示

し た。

　 オゾン と 一酸化炭素の連続観測を行った と こ ろ， 大気

の微細構造によ り 濃度の南北差が季節によ って異な る こ

と が分かった。 冬場の日本近辺におけ る濃度増加は明ら

かであった。 南北半球を また ぐ太平洋航海によ る観測で

は， 熱帯域のバイオマスバーニング影響 と 考え られる一

酸化炭素濃度増大を検知する こ と ができ た。 バイオマス

バーニングによ る と， 一酸化炭素濃度増大に比べてオゾ

ン濃度増大がそれほど大き く ないこ と がわかった。

　 大気中ハロ カーボン類の う ち PFC 類， HFC 類， SF6 に

ついて， 西太平洋域におけ る分布 と 変動を把握し， これ

ら の排出源 と し ての東アジアの影響を明ら かにする こ と

を目的 と し て， 日本－オセアニア間を往復する貨物船を

利用し た大気中ハロ カーボン定期観測を実施し た。 こ こ

での観測の結果， CFC 類に代わ り 冷媒やスプレーに広 く

使われ始めた HFC 類， HCFC 類の多 く に顕著な南北差 と
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経年的な増加傾向が認められた。 HFC-23， HFC-32， PFC-

116， PFC-218 と SF6 の平均濃度がそれぞれ 19.9 ppt， 1.3

ppt， 3.5 ppt， 0.6 ppt， 5.7 ppt であ る と い う 結果を得た。

〔備考〕

6） 　 西太平洋の海洋大気間 CO2 ・ 酸素収支観測

〔区分名〕 文科 - 海地

〔研究課題コー ド〕 0507CC919

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター） ， 遠嶋康

徳， 野尻幸宏， 荒巻能史

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化の今後の予測や二酸化炭素排出の

削減計画に重要な情報を与え る ため， 日本の近海や熱帯

域を含む太平洋の西側地域において， 海洋大気中の酸素

濃度の連続観測や表層海水二酸化炭素分圧を観測する。

その こ と によ って， 海域の特性や季節性や年変動など を

含めて二酸化炭素吸収量を把握する。

〔内容および成果〕

　 西太平洋での海洋二酸化炭素分圧の観測を行 う ため

に，前年度 ト ヨ フジ海運所属の ト ラ ン ス フ ューチャーに，

海水の連続観測装置および大気の連続酸素測定装置の設

置を行った。 本年度は， これらの装置によ る観測を開始

し た。 海洋の分圧測定では， 設備の初期 ト ラ ブルなどが

あったが， 後半には観測が順調にすすみ， 数航海のデー

タ を と る こ と ができ た。 これによ る と， 南半球のニ ュー

ジーラ ン ド 付近の海域での大き な吸収が観測 さ れた他，

他の地域での特性が観測された。 海水中酸素の観測も開

始されそのデータの解析を始めた。 一方， 大気連続酸素

測定器は， 陸地に近い平穏な海での観測は可能であった

が， 荒れた海域での測定に問題が生じ た。 これは船舶に

発生する ノ イ ズや重力変化などに影響される ためであ る

こ と がわかって き た。 小 さ な ノ イ ズに対応する よ う に，

使っている制御装置を改良など を行って， その効果など

を確かめている。 今後， さ ら に改良を加え精度の向上を

目指す予定であ る。

〔備考〕

7） 　 大気 ・ 陸域生態系間の CO2 同位体および微量ガスの

交換プロセス解明に関する基礎研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0507AE963

〔担当者〕 ○高橋善幸 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 生態系内において大気 と 陸域生態系間のガ ス

交換によ る二酸化炭素 と その安定同位体比， メ タ ンなど

温暖化ガスの濃度変化を観測し， 炭素循環研究の高度化

に用いる ための新たな ト レーサー技術を確立する。

〔内容および成果〕

　 森林のよ う に複雑な構造を も った陸域生態系におけ る

ガス交換フ ラ ッ ク スの全体像を把握する ためには， 大気

と 生態系間の直接的な交換を観測する と 同時に， 内部空

間での貯留量変化など， 生態系の上部に現れて こ ないプ

ロ セ ス を十分に把握する必要があ る。 こ う し た目的で，

森林内部の10高度から高頻度で流路を切 り 替えながら大

気試料を取 り 込む高頻度サンプ リ ングシステムを新たに

開発し， これを CO2 分析計 と組み合わせて森林内のガス

貯留構造の高頻度観測を実施し た。 生態系内か ら放出あ

るいは吸収されたガスによ って生じ るガス濃度の変化は

一度森林内部に貯留された後に大気に拡散し てい く 。 本

研究では， 森林内に貯留された CO2 の森林外部への拡散

は連続的に起こ るわけではな く ， 数分以内の時間ス ケー

ルで生じ る突発的な輸送が大き く 作用し ている こ と が観

察された。 こ のよ う な時間的に不均一な輸送プロセスは

生態系に交換活性を持つ メ タ ンや一酸化炭素， 水素 と

いった他のガス成分にも共通に作用する も のであ る と予

想される。 こ の結果， 大気 と 陸域生態系間のガス交換フ

ラ ッ ク ス を生態系的なフ ァ ン ク シ ョ ン と し て表現する た

めには， 高頻度 ・ 航空間分解能の現場測定によ り 高度分

布計測値の時間代表性を高 く する こ と が非常に重要であ

る こ と が示唆された。 また， 現場測定が不可能な場合に

ついては， 中間貯留容器など を用いて対象 と する時間帯

を平均化し た上で， 輸送容器に充填し， ラ ボで分析をす

る システムを用いる こ と が有効 と な る と 予想された。 ま

た， 葉面や土壌面でのガス交換を観察する ために特化し

たガ ラ ス フ ラ ス コ サンプ リ ン グ シ ス テ ムの開発を行っ

た。

〔備考〕

8） 　 陸域生態系 CO2 フ ラ ッ クスの分離評価を目的と し た

同位体 ・ 微量ガス観測手法の開発

〔区分名〕 環境 - 地球推進 RF-062

〔研究課題コー ド〕 0607BA587

〔担当者〕 ○高橋善幸 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 現在の陸域生態系の CO2 収支 （フ ラ ッ ク ス） 観

測は， 主に炭素吸収量の現状把握の高精度化に重点をお

いて実施されている。 しかし ながら， 気候変動によ る温

度や降水量 と いった環境因子の変動の も た らす陸域生態

系の炭素吸収量の変化を予測する ためには， 陸域生態系

の正味の CO2 フ ラ ッ ク ス を呼吸 ・ 光合成 と い う 二つの構
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成成分に分離し た上で， それぞれの環境因子に対する応

答特性の違いを評価する必要があ る。 一般的に用い られ

る CO2 フ ラ ッ ク スの呼吸 ・ 光合成分離評価手法にはその

適用条件に関し て多 く の制約があ り ， 解析の高度化の障

害 と なっている。 本研究では， こ の一般的なアプローチ

と 異な る呼吸 ・ 光合成分離評価手法を導入する こ と で，

陸域生態系の CO2 フ ラ ッ ク スの環境因子に対する応答特

性の解析を高度化し， 気候変動に対する陸域生態系の炭

素吸収量の将来的推移の推定精度の向上に貢献する こ と

を目指す。

〔内容および成果〕

　 陸域生態系の CO2 フ ラ ッ ク ス を呼吸光合成に分離評価

する ために有効な ト レーサーと し て， CO2 の安定同位体

比と COS （硫化カルボニル） に注目し た。 これらの交換

フ ラ ッ ク スは CO2 の交換 と直接的に リ ン ク し ている上，

呼吸と光合成の際の CO2 に対する変動の割合が異なる と

い う 特徴があ る。 そのため， これら を独立し た変数 と し

て用いる こ と で CO2 収支の計算を よ り 強 く 制約する条件

を与え る こ と が期待でき る。 これらの成分は測定機器の

制約から， 通常の 　 CO2 フ ラ ッ ク ス観測で用いられる渦

相関法を適用する こ と ができ ない。そ こ で，生態系スケー

ルでの これら の成分のフ ラ ッ ク ス を評価する ために， 渦

集積法を応用し て大気試料をサンプ リ ング し， その組成

の変化を高精度のラ ボ分析から求める こ と でフ ラ ッ ク ス

を推定する アプ ローチを用い る こ と と し た。 本年度は，

渦集積法によ るサンプ リ ングシステムの開発を行 う と と

も に， 実際の森林上で取得された微気象学データ を解析

し， システムの制御パラ メ ータの最適化を行った。 その

結果， 対象 と し ている森林上においては， 1Hz 程度の応

答性での制御が可能であれば， 渦集積法を適用する こ と

が可能であ る と 判断された。 また， 少量の大気試料か ら

COS を高精度に測定する ための分析シ ス テム を開発し

た。 現場での取得 さ れた微気象パ ラ メ ー タ を用いた シ

ミ ュ レーシ ョ ンによれば， CO2 安定同位体比については

現在達成し ている分析精度 （0.01permil）， COS について

は現在目標と し ている分析精度 （ ５ ppt） があれば， 渦集

積法によ って生態系ス ケールでのフ ラ ッ ク ス を定量する

こ と は十分可能であ る と 推定された。 開発された観測シ

ステムは次年度に実際の森林に設置され定期観測を開始

する こ と と し た。

〔備考〕

9） 　 自然環境下における植物体の CO2 同位体および微量

ガス交換特性の評価

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0607AF588

〔担当者〕 ○高橋善幸 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 CO2 同位体比は炭素循環研究の重要なツールで

あ るが， その変動の主原因であ る植物の気孔での分別効

果についての直接観測例は極めて少ない， ま た， 最近，

植物が多量の CH4 を放出し ている可能性があ る と の報告

があ るが， 自然環境下での検証はな されていない。 本研

究では， 植物の気孔を通し た CO2 同位体分別や CH4 など

微量ガスの交換について， 自然環境下の植物に可能な限

り 撹乱を与えない観測手法を開発し， 検証を実施する。

〔内容および成果〕

　 二酸化炭素や メ タ ン， 亜酸化窒素 と いった温暖化ガス

や関連物質の多 く が陸域生態系に吸収 ・ 放出の活性を

持っている と される。 また， 炭素循環研究の重要なツー

ル と なっている二酸化炭素の安定同位体比の大気中での

変動は大気 と 植物のガス交換の際の分別効果に大き く 支

配されている。 植物体 と 大気 と の間のガス交換は多 く の

場合， 葉部の気孔を通じ て起こ る。 水分や光 と 言った環

境因子の変動は気孔抵抗の変化を通じ てガス交換量に大

き く 影響する。 植物体によ るガス交換を正し く 評価する

ためには， 環境因子の変化に対する応答特性も含めた交

換量の定量化が重要 と な る。 二酸化炭素の安定同位体や

メ タ ンなどに関し ては， 分析計の制約か ら直接葉部での

交換過程を現場で観察する こ と が困難であ る こ と か ら，

実際の樹木の葉部に固定可能な循環型閉鎖チャ ンバー と

チャ ンバー内部の環境に対する撹乱を最小限に抑えたガ

ラ ス フ ラ ス コサンプ リ ングシス テムを組み合わせたシス

テムを用いて採取し た大気試料を高精度のラ ボ分析を行

う こ と で， 自然状態におけ るガス交換の特性を評価する

こ と と し た。 本年度はチャ ンバーシス テムの作成 と， ガ

ラ ス フ ラ ス コサンプ リ ングシステムの開発を行った。 次

年度に これを実際の森林に設置し， 定期的な観測を開始

する こ と と し た。

〔備考〕

10） 　 民間航空機を活用し たアジア太平洋域上空におけ

る温室効果気体の観測

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0610BB920

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球表層の炭素循環を定量的に明 ら かにする

ための ３ 次元大気輸送モデルの性能は日進月歩であ る

が， 入力すべき観測データ， 特に鉛直方向の観測結果は
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決定的に不足し てお り ， 最終的な収支見積の精度向上を

阻む原因と なっている。 本研究は （株） 日本航空 （JAL）

所有の国際線航空機 ５ 機に CO2 濃度連続測定装置 と大気

試料サンプ リ ング装置を搭載し て， 頻度 と 領域を飛躍的

に向上させた温室効果気体の空間分布観測を新たに立ち

上げる ものであ る。

　 特に観測の空白域であ る アジア域のデータ及び世界各

地での鉛直分布は大陸別の炭素収支量の推定に多大な貢

献と なる と期待される。 また， その観測結果は 2008 年に

日本 と 米国で相次いで打ち上げられる予定の温室効果気

体観測衛星 （GOSAT や OCO） の極めて重要な検証デー

タ と な る。 さ ら に， 上部対流圏におけ る観測データ量が

飛躍的に増え るので， 大気輸送モデルで信頼性の低い鉛

直方向の輸送過程を評価す る 非常に有効な情報に も な

る。

〔内容および成果〕

　 本年度の前半は実機観測を行いながら， CO2 濃度連続

測定装置 （CME） の流量条件やポンプ動作の条件などの

　 最適化試験を実施し， よ り 安定で長期定常観測が行え

る体制を構築し た。 2006 年 10 月には JAL 所有のボーイ

ング 777-200 機 ２ 機の機体改修を実施し， 10 月末から 11

月初めにかけてそれぞれの機体を使った CO2 濃度の観測

を開始す る こ と がで き た。 こ れで当初予定 し た ２ 機の

747-400 型機，３ 機の 777-200 機の全てに CME を搭載でき

る体制を整え る こ と ができ た。 CME は 2007 年 １ 月末ま

でに 885 回の飛行を行い， 717 回の観測に成功し た。 初

期的な解析の結果から， 世界各地の CO2 濃度の鉛直分布

には地域ご と の特徴が捉え ら れてい る こ と がわかった。

北半球の中高緯度では夏季を除 く と CO2 濃度は低高度ほ

どやや高い濃度を示す鉛直勾配が存在し ていた。 イ ン ド

ネシアのジ ャ カルタやマレーシアなどの低緯度域上空で

は大気の鉛直混合を反映し て CO2 濃度は高度方向にほぼ

一定であった。 一方南半球のシ ド ニーでは低高度の方が

濃度が低 く ，北半球 と は逆の濃度勾配が観測されている。

航空機の水平飛行中に観測される， 上部対流圏におけ る

CO2濃度の緯度分布には季節的な特徴 と共に，南北両半球

の濃度境界の存在も確認された。 冬季の高緯度で観測さ

れる CO2 濃度の水平分布には成層圏大気の影響が明確に

見られている。 フ ラ ス コサンプ リ ング装置 （ASE） は月

に １ か ら ２ 回の頻度でオース ト ラ リ ア－日本路線におい

て西部太平洋上空の CO2， CH4， N2O， SF6， CO および H2

の各濃度の緯度分布を観測し た。本観測の結果を 1993 年

から 2005 年まで JAL の 747 機で行われた定期観測の結

果と比較し た結果， CO2 濃度の季節変動や経年変化は非

常に良い連続性を示すこ と がわかった。

〔備考〕

本研究は気象庁気象研究所と の共同研究であ る。

11） 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 II. ト ッ プダウン （大気観測） アプ

ローチによる メ ソスケールの陸域炭素収支解析

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA921

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， Shamil

Maksyutov， 下山宏

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究では世界の観測空白域の １ つであ り ， 今

後の気候変動に対し て脆弱であ る と 危惧されている シベ

リ ア域において， タ ワー観測ネ ッ ト ワーク と イ ンバース

モデルを用いて ト ッ プダウ ンアプローチによ る亜大陸規

模の二酸化炭素収支分布の推定手法を確立する こ と が目

的であ る。

〔内容および成果〕

　 西シベ リ ア ５ ヵ 所， 東シベ リ ア １ ヵ 所におけ る タ ワー

を使った CO2 濃度の連続観測システムは順調に稼働し，

前年度以前よ り も欠測が非常に少な く なった。その結果，

６ ヵ所全てで高品質の CO2 濃度の季節変動データ を得る

こ と ができ た。 タ ワー観測サイ ト で得られた CH4 濃度は

冬季 と 夏季に高い， ダブルピーク型の季節変動が見られ

た。 これは観測サイ ト が人為起源， 自然起源両方の CH4

発生源の影響を受けている こ と を示し ている。 特にデ ィ

ミ ャ ン ス カヤサイ ト においては特定風向か らやって く る

空気塊が非常に高い CH4 濃度を示すこ と があ り ， 近 く を

通る天然ガスのパイプ ラ イ ン， あ るいはその供給施設か

ら の漏洩を検知する こ と ができ た と 思われる。 本タ ワー

ネ ッ ト ワー ク で観測 さ れた CO2 濃度デー タ を も と に，

NIES 炭素循環モデルをベースに し た イ ンバースモデル

を使って西シベ リ ア域における CO2 フ ラ ッ ク スの季節変

動を推定し た。 西シベ リ ア南部 （北緯 60 度以南） におけ

る CO2 フ ラ ッ ク スは， ４ 月まではほぼゼロか弱い放出で

あ るが， ５ 月よ り 吸収に転じ， ７ 月に最大の吸収量であ

る 0.7[tC/ha/month] を示し た。 その後 ７ 月， ８ 月は吸収を

示 し た も のの， ９ 月にな る と フ ラ ッ ク ス はほぼゼ ロ と

なった。 これら のフ ラ ッ ク ス を積分する と， 西シベ リ ア

南部では 2005 年の １ 年間に，1.2[tC/ha] の CO2 吸収があっ

た と い う 結果になった。 イ ンバースモデルを使って ト ッ

プダ ウ ン法に よ って得られた西シベ リ ア南部の CO2 フ

ラ ッ ク ス を， 生態系モデル （Sim-CYCLE モデル） を使っ

てボ ト ム ア ッ プ法で推定 し た フ ラ ッ ク ス と 比較 し た結

果， 季節変動の形は非常に良 く 一致し てお り ， 夏季の吸
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収量も誤差の範囲で一致し ていた。 しかし ながら， １ 年

を積分し た ト ータルの CO2 吸収量には ３ 倍以上の差が生

じ ていた。 同様に西シベ リ ア北部 （北緯 60 度以北） にお

ける CO2 フ ラ ッ ク スは， 夏季 （ ６ 月～ ８ 月） における吸

収量がイ ンバースモデル と Sim-CYCLE モデル と で非常

に良い一致を示し， 夏季におけ る吸収量は西シベ リ ア南

部よ り やや小さいこ と がわかった。 LMDZ モデルを基に

し た地域規模イ ンバース計算をシベ リ ア域に応用する た

めの改修が完了し，タ ワーネ ッ ト ワーク で観測されたCO2

濃度データ を使って イ ンバース解析を行った結果， 西シ

ベ リ アにおける CO2 フ ラ ッ ク スの詳細な地域分布を導出

する こ と ができ た。

〔備考〕

課題代表者 ： 及川武久 （筑波大学）

12） 　 東アジアの温室ガス収支推定のための大気多成分

観測データの診断モデル解析

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0608BB931

〔担当者〕 ○ Shamil Maksyutov （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 中国 ・ 東南アジアの各国の急速な経済発展は，

大気汚染ガスや温室効果ガスの排出の急速な増加を も た

ら し ている。 人類の持続的な発展のためには， これら の

国々の排出削減が必須であ る。

　 しかし ながら， 東アジアでは欧米のよ う な高密度の観

測ネ ッ ト ワーク を早急に形成でき る見込みがない。 本研

究では， 多成分の観測データで， 多地点データの解析 と

同様な目的が達成でき る点に着目し た。 多成分大気微量

成分濃度には， た と えば， ハロ カーボンは都市で， 一酸

化炭素は森林火災や自動車か ら， 酸素／窒素比は海洋 と

陸域の分別な ど， 発生源を区別する情報を含んでい る。

これら の大気観測データ を用いる こ と によ り ， よ り 信頼

性の高い発生源分布の推定ができ る。 こ のよ う な数は少

ないが高度な観測から発生源分布の詳細を解明し よ う と

い う 研究の進め方は， 多数の観測点を展開する と い う 従

来の発展方向 と 逆であ るが， 大き なポテンシ ャルを有し

ている。

　 本研究では， 発生／吸収の空間分布を定量的に解析 ・

導出する こ と を目標 と する。 具体的には， グ ローバルな

大気輸送モデル と 地域的な ラ グ ラ ジアン型輸送モデルを

使い， 発生源 ・ 観測点の相関マ ト リ ッ ク ス を計算する。

人為的な二酸化炭素や メ タ ンの発生源に拘束を与え るに

は， 地域や発生源タ イプを区別する多 く の大気微量成分

濃度データ を併用し た， 多成分ベイエシアン イ ンバース

モデルを使 う 。 同時に， 随伴モデルによ る解析も視野に

入れ， 相互に比較し， 新たな手法の開発にも挑戦する。

　 多成分のモニタ リ ングデータ の総合的利用・ 解析方法

が確立さ れる こ と によ り ， 東アジア・ 東南アジアの正確

な排出イ ンベント リ の作成が可能と なる 。こ れによ り ，ポ

ス ト 京都議定書の取り 決めに有益な情報が提供さ れ， 東

アジア・ 東南アジア諸国の排出削減の努力が促進さ れる 。

〔内容および成果〕

　 輸送モデル計算に必要な入力データ を整備し た。 具体

的には， NCEP （米国環境予測セン ター） ， NCAR （米国

大気研究セン ター） によ る気象予報モデルの計算結果か

ら， ラ グ ラ ジアン型輸送モデルに必要な気象データ を取

得し た。 また，EDGAR （大気研究用排出量データベース）

や CDIAC（米国二酸化炭素情報解析セン ター），海洋 NPP

モデルの情報源， 人口統計データ を活用し て， 西シベ リ

アおよび北太平洋におけ る フ ラ ッ ク ス， 排出イ ンベン ト

リ を収集し た。 そ し て ト レーサーのプルームを ラ グ ラ ン

ジアン的に追跡する こ と によ って ト レーサーの輸送 ・ 拡

散を疎なマ ト リ ッ ク ス を用いて計算でき る ト ラ ジ ェ ク ト

モデルを組み込んだソ フ ト ウ ェ アの開発に着手し た。 ま

た北太平洋の海洋pCO2のシ ミ ュ レーシ ョ ンのための海洋

ト レーサー輸送モデルの開発を進めた。

〔備考〕

13） 　 海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築

〔区分名〕 文科 - 海地

〔研究課題コー ド〕 0509CC331

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所ではサブテーマ 「海洋炭素循環

観測基盤の構築」 を受け持ち， 本プロ ジェ ク ト によ る開

発機器が国際的に使用される基盤 と， 得られるデータの

配信 ・ 相互交換等の基盤を作る。 すなわち， 開発機器の

国際的展開を念頭に置いた国際連携の方法の調査， 開発

機器の国際認知を行 う ための相互検定， 公表時のデータ

ベースの作成方法の検討を行 う ための準備等を行 う 。

〔内容および成果〕

国立環境研究所ではサブテーマ 「海洋炭素循環観測基盤

の構築」 を受け持ち， 本プロ ジェ ク ト によ る開発機器が

国際的に使用される基盤 と， 得られるデータの配信 ・ 相

互交換等の基盤を作る。 すなわち， 開発機器の国際的展

開を念頭に置いた国際連携の方法の調査， 開発機器の国

際認知を行 う ための相互検定， 公表時のデータベースの

作成方法の検討を行 う ための準備等を行 う 。

〔備考〕
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(1)-2. 　 重点 １ 中核 P2 　 衛星利用によ る二酸化炭素等の

観測と全球炭素収支分布の推定

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA102

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター） ， Shamil

Maksyutov， 松永恒雄， 小熊宏之， 森野勇， 日

暮明子， 青木忠生， 江口菜穂， 太田芳文， 吉田

幸生， 田中智章， 齊藤龍， Sergey Oshchepkov，

Andrey Bril，Anna Peregon，Claire Carouge，古山

祐治，Vinu K. Valsala，Nikolai Kadygrov，中塚由

美子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） プロ ジェ

ク ト は， 環境省 ・ 国立環境研究所 （NIES） ・ 宇宙航空研

究開発機構 （JAXA） の三者共同プ ロ ジ ェ ク ト であ る。

2008 ～ 2012 年に，衛星で太陽光の地表面反射光を分光測

定し て SN 比 300 以上を達成し （JAXA 目標）， 二酸化炭

素 と メ タ ンのカ ラ ム濃度を雲 ・ エア ロ ゾルのない条件下

で高精度で観測する。 これら全球の観測結果 と 地上測定

データか ら， イ ンバースモデル解析に基づ く 全球の炭素

収支分布の算出誤差を地上データのみを用いた場合 と 比

較し て半減する こ と （NIES 目標） を目標にし ている。 本

研究ではこ の目標達成に向けて， 雲 ・ エア ロ ゾル ・ 地表

面高度などの解析上の誤差要因に対処し て， 二酸化炭素

と メ タ ンのカ ラ ム濃度を高精度に求める ための衛星観測

データの定常処理アルゴ リ ズムを開発する。 また， 航空

機や地上で取得する擬似データや直接観測データによ り

アルゴ リ ズムの精度を評価し改良する。 衛星打ち上げ後

は， データ処理の結果を直接測定 ・ 遠隔計測データによ

り 検証し， 処理アルゴ リ ズムの改良を行 う 。 さ ら に， こ

の衛星観測データ と 地上での各種の直接測定データ と を

利用し て， 全球の炭素収支推定分布の時空間分解能 と 推

定精度を向上する こ と を目的にイ ンバースモデルを開発

し， データ解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） のデータ処理手

法の開発 ・ 改良とデータ質の評価 ・ 検証を行 う 。 さ らに，

衛星観測データ を炭素収支分布推定イ ンバースモデルに

適用する手法を開発し， 炭素収支の全球分布を求め る。

そのため， プロ ジェ ク ト 内の三つの担当グループによ り

研究を実施し， 以下の成果を得た。

　 １ ）衛星観測データの処理アルゴ リ ズム開発・改良研究

計算機シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り ，処理フ ローの確定，様々

な観測条件におけ るエア ロ ゾルの影響の整理， フー リ エ

変換分光器情報から エア ロ ゾルパラ メ ータの同時推定の

可能性についての整理， 放射伝達計算上の問題点の調査

等を実施し た。

　 ２ ） 地上観測 ・ 航空機等観測実験によ る温室効果ガス

導出手法の実証的研究

地上 （山頂） や航空機に搭載し た機器によ り ， GOSAT の

観測する信号を模擬的に取得し， 同時に直接測定などに

よ って二酸化炭素濃度の参照データ （in situ データ） を

取得し て， 両者の解析結果を比較し た。 その結果， 両者

は ２ ％の範囲で一致し た。 また， エア ロ ゾルを考慮する

こ と によ って， 両者の差は小さ く な る傾向にあ り ， 基本

的にデータ処理手法に大き な誤 り のない こ と が実証され

た。

　 ３ ） 全球炭素収支推定モデルの開発 ・ 利用研究

従来の地上測定局データ を用いた イ ンバースモデル解析

に， 衛星観測データ を付加し適用する ために， モデルの

時間 ・ 空間分解能の向上 と フ ォ ワー ド モデル計算手法の

改良， 関連データベースの整備を， 計算機プロ グ ラ ミ ン

グ， シ ミ ュ レーシ ョ ン， 現地調査等によ り 実施し た。

〔備考〕

本課題は研究課題コード 0406BA414 及び 0507BH855 に

も関連。 なお， 課題コード 0610AL917 と合わせて， 国環

研 GOSAT プロ ジェ ク ト を構成する。

〔関連課題〕

0406BA414 　 温室効果ガス観測衛星データの解析手法高

度化と利用に関する研究 26p.

0507BH855 　 衛星によ る スペク ト ルデータ を利用し た天

然ガスパイプ ラ イ ンか らの メ タ ン漏洩量導出アルゴ リ ズ

ムの開発 27p.

0506CD504 　 高分解能スペク ト ル と 偏光特性を利用し た

大気気体遠隔測定手法の開発 27p.

1） 　 温室効果ガス観測衛星データの解析手法高度化と利

用に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-2

〔研究課題コー ド〕 0406BA414

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター）， 森野勇，

小 熊 宏 之， 町 田 敏 暢， 日 暮 明 子， Shamil

Maksyutov

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 １ ） 温室効果ガスの導出を目的 と し た衛星観測

データ を対象に， 雲 ・ エア ロ ゾルの影響があ る衛星観測

データか ら， 高精度に温室効果ガスのカ ラ ム量を導出す

る こ と を目的と し て， 解析手法の高度化を行 う 。

２ ） 実際に衛星によ って観測されるデータの特質を把握

する ため， 類似仕様のセンサを地上または航空機に搭載
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し てデータ を取得し， その解析手法の開発 と 手法の実証

を行 う 。 ３ ） 将来の温室効果ガス 衛星観測センサの方向

付けに資する こ と を目的と し て，大気輸送フォ ワ ード モデ

ル計算への衛星観測データ の同化手法の開発研究を行う 。  

〔内容および成果〕

　 １ ） 巻雲やエア ロ ゾルからの放射 （パス ラデ ィ アン ス）

の補正を精密に行って， 温室効果ガスのカ ラ ム量を安定

的に高精度に導出す る ための解析手法を計算機シ ミ ュ

レーシ ョ ン等によ って開発する。 巻雲については， 観測

データから巻雲の影響を補正し て温室効果ガスのカ ラ ム

濃度を精度良 く 求める方法を新たに開発し た。 エア ロ ゾ

ルについては， 高々度に分布するエア ロ ゾルの影響が大

きいこ と が判明し た。

　 ２ ） 航空機によ る遠隔計測データか ら の実用的な温室

効果ガスのカ ラ ム量推定手法を研究開発する。 本年度は

地上の高所 （筑波山山頂） に衛星模擬装置を設置し て観

測データ を取得し， その解析結果 と 直接測定結果 と を比

較し てカ ラ ム濃度推定誤差を評価し た。 その結果， 推定

手法の妥当性と エア ロ ゾル考慮の有効性を示し た。また，

二酸化炭素等の吸収スペ ク ト ルを実験室で精密に測定

し， 分光パラ メ ータ を高精度に算出 ・ 解析し た。

　 ３ ） 衛星観測に よ る二酸化炭素のカ ラ ム濃度分布 と，

地上におけ る濃度のモニ タ リ ングネ ッ ト ワーク， 航空機

によ る高度分布モニ タ リ ングデータ など を総合し て， モ

デル計算によ って二酸化炭素の地表面収支分布 と その季

節変動を推定する ための手法を開発する。 本年度は高分

解能大気輸送モデルを開発し， その有効性を確認し た。

また，NIRE-CTM-96アジ ョ イ ン ト コード の開発に貢献し，

４ 次元データ同化を行った。

　 以上によ り ， 巻雲やエア ロ ゾルの存在する条件下で取

得された衛星観測データに対するデータ解析手法の目処

が立った。 今後は， 衛星打ち上げまでに， 解析結果の誤

差評価手法の確立 と， そのデータ質の検証手段の開発整

備が必要であ る。

〔備考〕

当課題は研究課題コード 0610AA102 にも関連。

2） 　 衛星によるスペク ト ルデータ を利用し た天然ガスパ

イ プ ラ イ ンからの メ タ ン漏洩量導出アルゴ リ ズムの

開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会

〔研究課題コー ド〕 0507BH855

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター）， 井上元

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 衛星等に よ る メ タ ン漏洩監視 と 天然ガ スパ イ

プラ イ ン漏洩防止措置の統合シス テムによ って，天然ガス

輸送のメ タ ン排出量を削減する 事業を支援する ため，衛星

搭載用メ タ ン観測センサを活用し た天然ガス パイ プラ イ

ン監視－メ タ ン漏洩防止措置統合シス テムを確立する 。

〔内容および成果〕

　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） によ り 天然ガス

パイプラ イ ンか ら の メ タ ン漏洩を検知する技術的可能性

を検討する ため， 以下の実験を行った。 GOSAT センサー

と ほぼ同一の性能 を 持つ フ ー リ エ変換近赤外分光器

（FTS-TSUKUBA） を航空機に搭載し， 地表面での散乱光

を上空か ら観測する。 航空機が高速で移動する ため， 視

野位置を調整し ない場合には， FTS-TSUKUBA で干渉パ

ターンを取得する 1 秒間に測定対象が移動し， 正しいス

ペク ト ルが取得でき ない場合があ る。 そのため航空機の

移動や姿勢変化に対応し， ミ ラー制御にフ ィ ー ド バッ ク

し て視野を固定する装置 （Image Motion Compensator） を

製作し た。 これ と宇宙航空研究開発機構が開発し た FTS-

TSUKUBA と を航空機に搭載し， オース ト ラ リ アのアデ

レ ー ド で観測実験 を 行 っ た。 使用 し た 航空機は高度

14,000m までの飛行が可能な ターボプロ ッ プ機であ り ，航

空機の位置などの情報， 気象情報を取得する機能を備え

ている。 また， 機体の胴体下部後方にあ る Pod と呼ばれ

る容器に低い環境温度 （高度 14km では -50 ℃） と低気圧

（0.2 気圧） に耐え る よ う に改造し た機器を設置し， １ 名

の操作搭乗者が 0.3 気圧のコ ク ピ ッ ト から遠隔操作し て

観測を行った。 その結果， GOSAT で取得するの と ほぼ同

様なデータ を取得でき た。

〔備考〕

3） 　 高分解能スペク ト ルと偏光特性を利用し た大気気体

遠隔測定手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD504

〔担当者〕 ○青木忠生 （地球環境研究セン ター）， 森野勇

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 温室効果気体など大気気体の量を， 衛星から高

精度で測定する ための新しいアルゴ リ ズムを開発する こ

と が本研究の目的であ る。 測定原理 と し ては， 太陽の地

上反射光の多波長吸収スペク ト ルから気体量を推定する

も のであ る。 こ の測定におけ る最大の誤差要因は， 大気

中に浮遊し ているエア ロ ゾルや， その存在を確認し難い

よ う な薄い絹雲によ る太陽の散乱光であ り ， 本研究の最

大の課題はその補正方法を開発する こ と であ る。 １ 点の

観測に於いて得られる温室効果気体量の精度を数パーセ

ン ト 程度 と し， 数点の観測点の平均値の精度が １ パーセ
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ン ト 程度にな る よ う に目標を設定する。 また， 分光スペ

ク ト ルの実測と計算と の比較を行 う 。

〔内容および成果〕

　 １ ． 衛星におけ る フー リ エ変換型分光器によ る観測に

おいては， 同じ場所を観測する ため走査鏡が一定方向を

見る よ う に制御するが， これがかな らずし も完璧ではな

く 微少な震動を起し， これによ って視野内輝度が測定中

変動する。 こ の影響を実際の地球表面に衛星搭載画像セ

ンサ （ASTAR） によ る地表反射率の実観測データ を使っ

てシ ミ ュ レーシ ョ ン し， CO2 測定に大き な誤差を生ずる

場所が全球に渡って多 く 分布し ている こ と を明ら かにし

た。

　 ２ ． これを補正する ため， マ イ ク ロ波など低周波の領

域に現われる偽のスペク ト ルを使って， 元の観測データ

を補正する方法を開発し た。 これによ って， 誤差が大幅

に縮小される こ と がシ ミ ュ レーシ ョ ンで示された。 

　 ３ ． 地球の公転や自転運動， 衛星の運航， 大気の風な

どによ って引き起こ される ド ッ プ ラー変位が高分解スペ

ク ト ルに及ぼす影響を調べた。 また， 数秒間の観測時間

中の光路差や ド ッ プ ラ ー変位の変化率について も 調べ

た。

　 ４ ． 地上に設置し た高分解フー リ エ変換型分光器によ

る太陽直達光観測から大気圏外太陽スペク ト ルのフ ラ ウ

ンホーフ ァー線を導出するプロ グ ラ ム開発を行った。 ま

た， 実際の太陽直達光観測に適用し その有効性を評価し

た。

　 ５ ． 高分解フー リ エ変換型分光器によ り 太陽直達光に

吸収 さ れ る 二酸化炭素の スペ ク ト ルの高精度観測を行

い， 観測スペク ト ルの リ ト リ ーバル解析を開始し た。 航

空機直接測定 と の比較を行った。 また， 典型的な夏及び

冬の天候の朝か ら夕方までの観測データ の解析を行い，

その結果 と 気象研鉄塔の直接測定 と 比較を行い， 同様傾

向が見いだ された。 更に， 本観測データの リ ト リ ーバル

解析の相対精度は二酸化炭素濃度の 0.2％よ り 良い こ と

が分かった。

〔備考〕

(1)-3. 　 重点 １ 中核 P3 　 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統

合による地球温暖化リ スクの評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA103

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 高橋潔，

小倉知夫， 伊藤昭彦， 山形与志樹， 野沢徹， 原

沢英夫， 肱岡靖明， 日暮明子， 永島達也， 花崎

直太

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 効果的な温暖化対策を策定する ためには， 短中

期および長期の将来に亘って人間社会および自然生態系

が被る温暖化の リ ス ク を高い信頼性で評価する こ と が必

要であ る。 短中期については， 将来 30 年程度に生起する

と 予測される極端現象の頻度 ・ 強度の変化を含めた気候

変化 リ ス ク ・ 炭素循環変化 リ ス ク を詳細に評価し， 適応

策な らびに炭素管理オプシ ョ ンの検討や温暖化対策の動

機付けに資する こ と を目的 と する。 長期については， 安

定化シナ リ オを含む複数のシナ リ オに沿った将来 100 年

程度も し く はよ り 長期の気候変化 リ ス ク ・ 炭素循環変化

リ ス ク を評価し， 気候安定化目標な らびにその達成のた

めの排出削減経路の検討に資する こ と を目的 と する。 地

球温暖化研究プロ グ ラ ムにおけ る位置付け と し ては， 炭

素循環観測研究か ら 得 ら れ る 最新の知見を取 り 込みつ

つ， 主 と し て自然系の将来予測情報を対策評価研究に提

供する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 気候モデル， 影響 ・ 適応モデル， 陸域生態 ・ 土地利用

モデルの ３ つのサブテーマを設定し て研究を進めた。 各

サブテーマについて， 本年度の研究内容及び成果は以下

の とお り であ る。

サブテーマ １ ： 気候モデル研究

　 年々の自然変動の不確実性を考慮し た近未来の気候変

化予測のための予備的解析と し て， 初期条件の異なる 10

本の近未来予測実験を行い， 特に極端現象の出現頻度に

注目し て解析を行った。 こ の結果， 大規模な火山噴火が

無いなどの条件下で， 気候の自然変動の不確実性を考慮

し て も，今後 25 年程度の近未来に陸上のほぼ全域におい

て夏季の極端に暑い夜の日数が増え る こ と などが予測さ

れた。 また， 長期の気候変化の主要な不確実性の要因で

あ る雲のフ ィ ー ド バ ッ ク について， 気候モデル間の違い

を詳細に比較す る 手法を開発 し， 日英のモデル比較を

行った。

サブテーマ ２ ： 影響 ・ 適応モデル研究

　 ダム， 農業， 灌漑 と いった人間活動を結合し た全球水

資源モデルを用いて， 高解像度気候モデルによ る日単位

の気候変化予測シナ リ オに基づ く ， 将来 100 年の水資源

予測実験を行った。 これを将来 100 年の人口等の変化か

ら予想される水需要変化と組み合わせて， 将来 100 年の

水需給バラ ン スの評価を行った。 また， こ の水資源モデ

ルの改良作業および気候モデル と の結合のための準備作

業を行った。

サブテーマ ３ ： 陸域生態 ・ 土地利用モデル研究

　 陸域生態系モデル （Sim-CYCLE） を用いて， IPCC-AR4
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に含まれる各種の気候変化予測シナ リ オに基づ く off-line

実験を行った。 生態系モデルの改良点 と し てエロージ ョ

ンによ る土壌流失を加え， 降水量変動や土地被覆変化に

伴 う 土壌炭素収支の予測精度向上を図った。 また， 森林

減少の将来予測に重点をおいたモデルの開発を行った。

食糧経済 と 林産経済の結合によ って森林面積の減少の推

定を行 う と 同時に， 土地利用変化に起因する温室効果ガ

スの排出を全球規模で推定を行った。 さ ら に， 既存の複

数の土地被覆図を独立で検証す る 新たな手法を開発 し

た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0306CE525 　 高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖

化予測に関する研究 29p.

0206BA423 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態

系の統合的炭素収支研究 ～アジア陸域生態系の炭素収

支変動予測と 21 世紀の炭素管理手法の検討 21 世紀の陸

域炭素管理オプシ ョ ンの総合評価 と炭素収支の統合予測

モデルの開発 30p.

0406BA488 　 極端な気象現象を含む高解像度気候変化シ

ナ リ オを用いた温暖化影響評価研究 30p.

0506KZ573 　 地球温暖化への生態系応答に関す る 文献

データ をモデ リ ングに反映させる ための メ タ分析 31p.

0506KZ574 　 地球温暖化 と 陸域生態系の相互作用を評価

する ための炭素循環モデルの開発と応用 31p.

0406CD590 　 陸域生態系－大気間の生物地球化学的相互

作用を扱 う モデルの開発 31p.

0607BA923 　 Super GCM の開発およびそれを用いた温暖

化時の メ ソ気象現象変調に関する研究 32p.

0607CD924 　 気候モデルによ る温暖化予測の不確実性に

関する研究 ： 火山噴火気候応答実験によ る制約 32p.

0607CD925 　 大気海洋結合モデルを用いた極端な気象現

象の ２ ０ 世紀中の変化と将来予測に関する研究 33p.

1） 　 高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予測に

関する研究

〔区分名〕 文科 - 振興費 

〔研究課題コー ド〕 0306CE525

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域），江守正多，小

倉知夫， 永島達也

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 18 年度 （2003 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 現在の知見で最 も 確か ら し い地球温暖化に関

する予測情報を提供し， 温暖化対策や適応策などの政策

決定に寄与する こ と を目的 と する。 そのために本研究で

は， 高分解能大気海洋結合モデルを開発し て地球温暖化

予測実験を行い， これまでの研究では不十分であった地

球温暖化に伴 う 地域的な気候変化や， 台風の数や集中豪

雨 ・ 豪雪の発生の増減など地球温暖化に伴 う 異常気象の

変化の予測に関する新しい研究成果を挙げる こ と を目標

とする。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化予測に関する最新の知見を得る ために， 現

有の大気海洋結合モデルを高解像度化し， 高分解能大気

海洋結合モデルを新たに開発する。 特に， 雲のパラ メ タ

リ ゼーシ ョ ンの改良， 海洋中の拡散過程の改良， 海底境

界層の取 り 込み， 雲 と 放射過程， 温室効果気体の取 り 扱

いの改良， 陸面過程の改良， 成層圏プロセスの改良など，

物理過程の高度化を行 う 。 国内外の他機関の気候モデル

と 同一条件下で実験を行い， 結果を相互に比較 ・ 検討す

る こ と によ り ， モデルの物理過程の改良を計る。 高解像

度モデルによ る温暖化実験に資する ために， 現有の気候

モデルの特性や気候感度について調査を行 う と と も に，

中解像度の気候モデルを用いて， 20 世紀の気候再現実験

および様々な温暖化実験を行 う 。 また， さ らに高解像度

の大気大循環モデル （水平解像度 20 ～ 60km） を開発し

て タ イ ム ス ラ イ ス実験を行い， 地域的な影響評価や異常

気象の変化などに関する研究を進展させる。 国立環境研

究所では，主と し て中解像度モデルによ る 20 世紀再現実

験および各種温暖化実験を担当する。 当研究所の具体的

な研究実施計画は以下の とお り であ る。 20 世紀再現実験

および温暖化実験を行 う 際に必要 と な る， 各種外的気候

変動要因に関する外部境界条件データ を整備する。 収集

し たデー タ をモデル中で取 り 扱 う ために必要な ソ ース

コー ド の変更を行 う 。 新規開発する高解像度モデル と 基

本的には同一の物理過程を持つ中解像度モデルを整備す

る と と もに，同モデルを用いた 20 世紀の気候再現実験お

よび各種温暖化実験を行 う 。 本年度に得られた成果は以

下の と お り であ る。 中解像度版 ・ 高解像度版それぞれの

気候モデルを用いて前年度までに行った さ まざ まな気候

変化実験の結果を比較 ・ 検討し た。 特に， 大気海洋結合

モデルを用いた CO2 濃度漸増実験の CO2 濃度倍増時にお

け る気温上昇度の違いの原因について検討し， 海氷の融

解を通じ たフ ィ ー ド バッ ク と 海洋への熱輸送効率が両者

の差を生じ る主要因であ る こ と を示し た。 20 世紀の長期

気候変化の検出および要因推定に関し ては， 様々な気候

変動要因を切 り 分けた実験結果を用いて， 極端な気象現

象や北大西洋深層循環などの解析を行った。 北大西洋深

層循環の長期変動については不確実性が大き い も のの，

少な く と も我々が用いている気候モデルでは， 温室効果

ガスや対流圏エア ロ ゾルの増加だけでな く ， 太陽エネル
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ギーの変化によ って も， 統計的に有意な長期変化傾向が

認められる こ と を示し た。 また， 20 世紀後半の中国にお

け る日射量の減少について も解析し， 大気中エア ロ ゾル

濃度の増加が主たる要因と考え られる こ と を示し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 住明正 （東京大学） 

共同研究機関 ： 東京大学気候システム研究セン ター， 海

洋開発研究機構地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター

2） 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合

的炭素収支研究 ～アジア陸域生態系の炭素収支変

動予測と 21 世紀の炭素管理手法の検討 21 世紀の陸

域炭素管理オプシ ョ ンの総合評価と炭素収支の統合

予測モデルの開発

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA423

〔担当者〕 ○山形与志樹（地球環境研究セン ター）， 伊藤昭

彦， 木下嗣基， 岩男弘毅

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 陸域炭素収支を中長期的にわた っ て適切に管

理する ためには， 自然科学， 社会科学の両方の視点を統

合し た予測モデルを開発し， 包括的な分析に基づいた総

合評価を実施し なければな ら ない。 それによ って京都議

定書の第 ２ 約束期間以降の対策策定に貢献する科学的炭

素管理手法に関する知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 陸域生態 ・ 土地利用モデルについて， 今後 50 年スケー

ルでの気候変化に伴 う 農業生産性の変動 と， 社会経済の

発展シナ リ オを考慮し て， 陸域生態 ・ 土地利用変化を予

測するプロ ト タ イプモデルを開発する と と も に， 土地被

覆情報等のモデル入力情報の整備を行 う 。 陸域生態系モ

デル （Sim-CYCLE） を用いて， IPCC-AR4 に含まれる各

種の気候変動予測シナ リ オに基づ く off-line実験を実施し

た。 生態系モデルの改良点 と し てエロージ ョ ンによ る土

壌流失を加え， 降水量変動や土地被覆変化に伴 う 土壌炭

素収支の予測精度向上を図った。

森林減少の将来予測に重点をおいたモデルの開発を行っ

た。 食糧経済 と 林産経済の結合によ って森林面積の減少

の推定を行い う と 同時に， 土地利用変化に起因する温室

効果ガスの排出を全球規模で推定を行った。

既存の複数の土地被覆図を独立で検証する新たな手法を

開発し た。 複数の土地被覆図の精度検証を行った。 また，

複数の土地被覆図から よ り 高精度の新土地被覆図を開発

し た。 新土地被覆図は， 生態モデルや土地利用モデルな

どに利用され， 予測精度の向上に貢献し た。

〔備考〕

当課題は重点研究分野 1.(1)， 1.(2) にも関連

3） 　 極端な気象現象を含む高解像度気候変化シナ リ オを

用いた温暖化影響評価研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-12

〔研究課題コー ド〕 0406BA488

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 野沢徹，

小倉知夫， 原沢英夫， 高橋潔， 肱岡靖明

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 日本が有す る 世界最大規模の ス ーパー コ ン

ピ ュータであ る 「地球シ ミ ュ レータ」 上で （別課題によ

り ） 計算された， 世界最高解像度の大気海洋結合気候モ

デルによ る将来の気候変化見通し シ ミ ュ レーシ ョ ン実験

結果を用いて， 高温日や豪雨などの極端な気象現象 （極

値現象） の効果を含んだ温暖化影響評価を水資源， 農業，

健康分野について行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 日本が有する世界最大規模のスーパーコ

ン ピ ュータであ る 「地球シ ミ ュ レータ」 上で （別課題に

おいて） 計算された， 世界最高解像度の大気海洋結合気

候モデルによ る将来の気候変化見通し シ ミ ュ レーシ ョ ン

実験結果を用いて， 大雨などの極端な気象現象の効果を

含んだ温暖化影響評価を行 う 。 こ の気候シ ミ ュ レーシ ョ

ンが現在の気候条件で極端な気象現象を現実的に表現で

き ているかど う かの検証を行った上で， これを用いて地

球温暖化によ る水資源， 水害， 農業， 健康分野の影響評

価を全球規模で行 う 。 また， 水資源 と 農業分野に関し て

は， 温暖化の影響を緩和する ためのダム管理， 灌漑管理

等の適応施策の検討を行 う 。 さ ら に， 影響が甚大であ る

と診断された，い く つかの特定地域 （ホ ッ ト スポ ッ ト ） に

注目し て， そのよ う な影響を も た らす気候変化が気候シ

ミ ュ レーシ ョ ンの中で如何な る メ カニズムで生じ たのか

を解明し， そのよ う な変化が気候シ ミ ュ レーシ ョ ンの不

確実性に依存し ないかど う かの検討も行 う 。

　 本年度の主な成果は以下の とお り であ る。

（ １ ） 日単位の気候変化シナ リ オを用いて農業等の影響評

価を行 う 際に重要にな る と 考え られる無降水日数につい

て， 高解像度気候モデルの検証を行った。 モデルは熱帯

及び中緯度の海上で年間無降水日数を過大評価し ていた

が， 本研究で注目する陸上においては概ね妥当であ る こ

と が示された。 また， モデルは連続無降水日数の頻度分

布について も， い く つかの代表的な地域において観測さ

れた分布を よ く 表現し ている こ と が示された。

（ ２ ） 日単位の気候変化シナ リ オを用いて行っ た水資源
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（水供給） 影響評価を社会経済シナ リ オによ って期待され

る水需要変化 と 組み合わせて， 将来の水需給バラ ン スの

評価を行った。 アフ リ カや南米では主 と し て人口増加に

よ り 水不足のス ト レ スが高ま る こ と が予測されるが， 気

候変化によ る降水量の減少が これに追い討ちをかけ る可

能性があ る こ と が示された。

（ ３ ） 極端現象の変化には自然変動の影響が大きいため，

2030 年頃までの近未来において， 極端な高温日等が統計

的に有意に増加する と 見込まれるかど う かを調べた。 中

解像度気候モデルを用いた初期値の異なる 10 メ ンバーの

アンサンブルを解析し た と こ ろ， 夏季の極端に高い日最

高気温および日最低気温の日数は陸上のほ と んどの領域

で全てのアンサンブル メ ンバーにおいて増加が予測され

る こ と が示された。

〔備考〕

4） 　 地球温暖化への生態系応答に関する文献データ をモ

デリ ングに反映させるためのメ タ分析

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0506KZ573

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に対する陸域生態系の応答は複雑

多様であ り ， それら を妥当にモデルで推定するには多量

の観測データが必要 と な る。 本研究では， 学術論文やレ

ポー ト などの文献情報か ら， 環境変動に対する陸域生態

系の応答に関するデータ を抽出し， メ タ分析を行 う こ と

で一般的傾向を抽出する。 その情報か ら生態系の応答 メ

カニズムに関する検討を行い， モデルシ ミ ュ レーシ ョ ン

の高度化に活用する。

〔内容および成果〕

　 文献情報に基づいて陸域生態系モデルを高度化する た

めの メ タ分析を試みた。 こ こ では， 重要な推定対象であ

る陸域生態系の純一次生産力について，200 以上の論文・

書籍から推定データ を抽出し，各種の統計解析を行った。

実測データのイ ンベン ト リ 推定， 経験モデル， プロセス

モデル， リ モセンの手法別に平均値， 中央値， 分散など

を求めた。 その結果， いずれの手法で も最も代表的な値

は年間 56 ペタ グ ラ ム （炭素換算） であ り ， 手法間の差は

比較的小さ かった。 一方， 個々の文献値間のばらつきは

大き く ， グ ローバルな推定になお大き な不確定性が残さ

れている こ と が示唆された。 こ のよ う な メ タ分析は， 生

態系モデルによ る推定結果を吟味する際に， 偏 り の少な

い有効な情報を与え る こ と が期待される。

〔備考〕

住友財団環境研究助成金 （2005 年度） によ る

5） 　 地球温暖化と陸域生態系の相互作用を評価するため

の炭素循環モデルの開発と応用

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0506KZ574

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化は陸域生態系の生育環境に強い影

響を与え， その構造 と 機能を大き く 変化させる と 予測さ

れている。 逆に， 生態系の変化は大気 と の相互作用を通

じ て気候システムに相当のフ ィ ー ド バ ッ ク を与え る と考

え られている。 こ のよ う な地球環境変化 と 生態系変動 と

の相互作用を解析し予測を行 う には， 諸過程を明示的に

記述し た数値モデルの開発が必要であ る。 これまでに生

態系の炭素循環を中心に大気－陸域相互作用を シ ミ ュ

レー ト するモデルの開発を行って き たので， 本研究課題

ではその更な る改良を図る。 特に， 従来の生態系モデル

で不十分であった土壌有機物の扱いや植物体内での炭素

分配などの過程について再検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化が陸上生態系に与え る影響をシ ミ ュ レー ト

する ためのモデル開発を行った。 懸案であった土壌有機

物の分解に過程の扱いは， 回転速度の異な るプールへの

分割など を行 う こ と によ り 改良が行われた。 岐阜高山サ

イ ト での土壌呼吸測定データ と 比較し， 改良モデルが良

好な推定結果を与え る こ と を確認し た。 また， 陸域生態

系 と 地球シ ス テ ム構成要素 と の相互作用プ ロ セ ス と し

て， 土壌のエロージ ョ ン過程を組込んだ。 気候予測シナ

リ オを用いた将来予測実験を行った と こ ろ， 従来考え ら

れていた大気 CO2 施肥効果， 温度上昇によ る分解促進効

果に加えて， 降水増加 と 土地被覆変化によ るエロージ ョ

ン様式の変化が潜在的に重要な過程 と な り 得る こ と が示

唆された。

〔備考〕

6） 　 陸域生態系－大気間の生物地球化学的相互作用を扱

う モデルの開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD590

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 陸域生態系によ る温室効果ガス収支は， 将来の

地球温暖化の進行に重大な影響を与え る と 考え られてい

るが， その広域的定量化は非常に困難であ る。 そ こ で本
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研究では，既存の全球ス ケール陸域炭素循環モデル（Sim-

CYCLE）を改良する こ と で，大気 - 陸域生態系間の温室効

果ガス収支の推定を行 う こ と を目的 と し ている。 従来の

モデルで扱っている温室効果気体は二酸化炭素のみあっ

たが， 本課題では メ タ ンおよび亜酸化窒素 と いった多種

類の温室効果ガス を扱 う こ と を特色 と し ている。 そのた

め， これら温室効果ガスの発生 ・ 消滅に関する生物地球

化学的 メ カニズムをモデルに導入し， 地点～全球でのシ

ミ ュ レーシ ョ ンを実施する。

〔内容および成果〕

　 大気 - 陸域間の温室効果ガス （CO2， CH4， N2O） の交

換を扱 う よ う 生態系モデル （Sim-CYCLE） を拡張し た。

それによ り ， 陸域生態系の大気に対する正味の温室効果

を評価する こ と が可能になった。 従来の炭素循環モデル

が扱っていた CO2 交換に， 乾燥土壌によ る メ タ ン酸化 と

硝化 ・ 脱窒によ る亜酸化窒素放出を扱 う ス キームを追加

し た。 メ タ ン酸化は Ridgewell （1999） および CASA モデ

ル， 亜酸化窒素放出は N-GAS および CASA モデルのパ

ラ メ タ リ ゼーシ ョ ンを比較し た。 モデルは， 岐阜高山サ

イ ト の冷温帯落葉広葉樹林および富士吉田の常緑針葉樹

林において， チャ ンバー法によ る観測データ を用いて検

証を行った。 両地点で， メ タ ン酸化は実測値 と 大差ない

季節変化が得られたが， 亜酸化窒素については放出をモ

デルが過大評価する傾向があった。 特に， 溶岩上に立地

する富士吉田は土壌窒素の蓄積が少ないため N2O 放出が

非常に少な く 観測されてお り ， そのよ う な条件でのモデ

ル適用には課題が残った。

〔備考〕

7） 　 Super GCM の開発およびそれを用いた温暖化時のメ

ソ気象現象変調に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 RF-061

〔研究課題コー ド〕 0607BA923

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター），小倉知夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 温暖化で変化する気候環境の も と での社会の

適応策を適切に策定するには， メ ソ気象現象の統計量に

関する よ り 信頼性の高い長期的予測が重要であ り ， その

ためには雲システムを陽に表現でき る非静力学大気大循

環モデル （GCM） が必須の道具と なる。 本研究は， スー

パーパラ メ タ リ ゼーシ ョ ン と い う よ り 新しいモデ リ ング

手法にも とづ く super-GCM の開発および温暖化予測への

応用を目的とする。

〔内容および成果〕

　 現在の GCM が雲システム解像モデル （CSRM） によ り

近い降水や雲のふる まいを表現でき る よ う に雲 ・ 降水パ

ラ メ タ リ ゼーシ ョ ンを改良する。 こ のために， メ ソ モデ

ルおよび GCM の専門家が協力し て， でき るだけ近い実

験設定で各々の数値積分を繰 り 返し， 互いの結果を共有

し ながら研究を進める。 Super-GCM の設計及び初期開発

を これ と並行し て行い， 最終的に両者を統合する。

　 本年度は， 従来よ り も自由度の高い格子内温度 ・ 水分

の確率分布表現に基づいた新 し い雲 ・ 降水パ ラ メ タ リ

ゼーシ ョ ンの設計を行 う と と もに， CSRM によ る長期積

分の結果を解析し て メ ソ ス ケールにおけ る雲の統計的性

質と その大規模場と の関係を調査し た。また，Super-GCM

のプロ ト タ イプ と し て，GCM の各格子スケールに一つの

CSRMを張 り 込んで，隣接する格子のCSRM と通信を行い

ながら計算を行 う システムを開発し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 北海道大学大学院地球環境科学研究院 　 渡

部雅浩助教授

8） 　 気候モデルによる温暖化予測の不確実性に関する研

究 ： 火山噴火気候応答実験による制約

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0607CD924

〔担当者〕 ○横畠徳太 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 気候モデルを用いた研究によ る と， 今後大気中

の温室効果ガス濃度が上昇すれば地表気温が さ ら に上昇

する こ と が予測されている。 しかし どの程度まで昇温が

進むかに関し ては， モデルによ って結果がばらつ く 。 本

研究では東京大学気候システムセン ター （CCSR） / 国立

環境研究所 （NIES） / 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター

（FRCGC） に よ って開発さ れた全球大循環気候モデルの

複数のモデルバージ ョ ン （～ 40， バージ ョ ンによ って温

暖化予測の結果が異なる） を用いて， 1991 年のピナツボ

火山噴火後の気候寒冷化の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン を行

う 。 気候モデルによ る気候寒冷化の再現性を評価する こ

と よ り モデルの妥当性を検討し， 温暖化予測の不確実性

に制約を与え る こ と を目標 と する。 また研究代表者らが

開発し た新たな手法を用いて， 火山噴火気候応答実験に

おいて働 く 気候フ ィ ー ド バ ッ ク過程について調べる。 モ

デル結果 と 観測 と の比較を行 う こ と によ り モデルの気候

フ ィ ード バッ ク過程の妥当性について も検討する。 

〔内容および成果〕

　 本研究の目標は， 異な る気候感度を持つ気候モデルの

複数のモデルバージ ョ ンを用いて大規模火山噴火に対す

る気候応答実験を行い， 観測 と 比較する こ と によ り ， 気
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候感度の不確実性に制約を与え る こ と であ る。 今年度は

火山噴火気候応答実験を行 う ための予備実験を行った。

火山噴火応答実験は大気－海洋混合層モデルを用いて実

行する予定だが， こ のモデルによ る火山噴火気候応答の

再現性には問題があった。 これは大気－海洋混合層モデ

ルでは海洋の物理過程が簡略化されている ため， 気候変

化時の海洋熱吸収過程が非現実的にな る ためであ る。 海

洋混合層の厚さ と と も に海洋熱吸収に相当する熱フ ラ ッ

ク ス を変化させる こ と によ り ， 大気－海洋混合層モデル

において現実的な気候応答を再現する ための調整を行っ

た。 予備実験を行 う 一方で， 実験結果が得られた後に行

う 予定の解析手法の検討も行った。 東京大学気候システ

ムセン ター/ 国立環境研究所 / 地球フ ロ ンテ ィ ア研究セン

ターによ って開発された気候モデルには解像度の異な る

2 つのバージ ョ ンがあ るが，これらは気候感度が大き く 異

な る。 こ の原因について調べ， モデルにおけ る海洋およ

び海氷の振る舞いがこ の 2 つのバージ ョ ンの気候感度の

違 い に 影 響 を 与 え る こ と を 明 ら か に し た （成 果 を

Geophysical Research Letters 誌に発表）。 また，本研究では

研究代表者ら が開発し た簡易気候フ ィ ー ド バッ ク手法を

用いて気候フ ィ ー ド バッ ク の妥当性について検討を行 う

予定であ るが， こ の解析手法の改良も行った。

〔備考〕

9） 　 大気海洋結合モデルを用いた極端な気象現象の ２ ０

世紀中の変化と将来予測に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0607CD925

〔担当者〕 ○塩竃秀夫 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化が進むこ と で， 極端な気象現象 （以

下極端現象） の頻度分布が大き く 変化する こ と が， 大気

海洋結合モデルを用いて予測されている。 しかし， モデ

ルが現実の頻度分布を精度良 く 再現 し てい る か ど う か

は， こ れま で十分に検証 さ れて こ なかっ た。 こ こ では，

モデルで計算された 20世紀中の極端現象の頻度分布変化

が， 観測を再現でき ているかど う かを最新の統計分析手

法を用いて検証し， 可能であれば将来予測の不確実性の

削減を試みる。

〔内容および成果〕

　 本年度は，モデルで計算された 20 世紀中の極端現象の

頻度分布変化が， 観測を再現でき ているかど う かを， 最

新の統計分析手法を用いて全球規模で検証し， さ ら に過

去の変動の要因推定を行 う こ と を目標 と し ていた。 実際

に， 英国ハ ド レーセン ター と 協力関係を結ぶこ と で， 全

球規模のグ リ ッ ド 化された日最高 ・ 最低気温観測データ

セ ッ ト ［Caesar et al., 2006］ を入手し， モデルの実験結果

と の比較を行った。 その結果， モデルは人為起源温暖化

の影響を過小評価気味であ る こ と が分かった。 また 「日

最低気温の年間最高値」 および 「日最高 / 最低気温の年

間最低値」 に統計的に有意な人為起源温暖化の影響が見

られる こ と がわかった。 冬日日数の減少に も人為起源の

影響が検出された。 さ ら に， エア ロ ゾルによ る冷却効果

が温室効果ガスによ る影響を半分近 く 相殺し ている こ と

も分かった。 こ の こ と は， 近い将来にエア ロ ゾルの排出

削減が急速に進んだ場合， 気温の極端現象によ り 大き な

変動が現れる こ と を示唆し ている。

　 来年度は， 上記の結果をふまえて， モデルの再現性の

良い極端現象に関し て， 将来予測を行 う 。

〔備考〕

英国ハ ド レーセン ターの John Caesar よ り 観測データの提

供を受けている。 また同セン ターの Nikolaos Christidis と

共同でモデル相互比較研究を行 う 。

10） 　 大気海洋結合系の気候感度決定 メ カ ニズムに関す

る研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0308AE591

〔担当者〕 ○小倉知夫 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に対する適応策等を検討する上で，

温室効果気体の増加に対する大気海洋結合系の応答を定

量的に把握する こ と が重要 と な る。 しかし， 数値気候モ

デルを用いた温暖化実験では気温上昇の幅がモデルの種

類によ り 有意にばらつ く 現状にあ る。そ こ で本研究では，

温室効果気体増加に対するモデル気温の応答幅 （気候感

度） を決定する メ カニズムについて理解を深め， 気候変

動見通しの精度向上に寄与する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 気候変動の見通しの精度を向上するには， 複数の気候

モデル間で雲の応答に違いが生ずる仕組みを理解する こ

と が重要であ る。 そ こ で， まず気候モデルの例 と し て

MIROC3.2 と 英国気象局ハ ド レ ーセ ン タ ーモデル

HadGEM1 を採 り 上げ，大気中 CO2 倍増に対する雲の応答

を詳細に比較し た。 また， 雲の応答 メ カニズムを理解す

る ための新しい指標 と し て， 雲水 （液相＋固相） の支配

方程式の収支項を出力する こ と を提案し た。 雲水収支項

は既に MIROC3.2 から出力されてお り ，MIROC3.2 のバー

ジ ョ ン間で雲の応答が異な る仕組みを説明する際に役立

て られている。 今回はさ らに HadGEM1 から も収支項を
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出力で き る よ う ， ハ ド レーセ ン タ ーの協力を得て コ ー

デ ィ ン グ を 行 っ た。 そ し て， CO2 倍増実験の結果 を

MIROC3.2 と HadGEM1 で比較し た と こ ろ，雲の応答が混

合雲 （液相 と 固相の雲粒が共存する雲） の領域で逆符号

を示すこ と， また両者の違いは雲氷の昇華蒸発過程の取

り 扱いに由来する こ と が示唆された。 こ う し た雲水収支

解析の問題点は対象モデルがまだ ２ つ と 少ない こ と であ

るが， 他のモデル開発機関で も同様の解析が始ま り つつ

あ る。 今後はモデル間相互比較プロ ジェ ク ト "CFMIP" の

枠組みを生かし て比較対象を広げる こ と で， 雲フ ィ ー ド

バ ッ ク の不確実性について物理的理解を深めてゆ き た

い。

〔備考〕

(1)-4. 　 重点 １ 中核 P4 　 脱温暖化社会の実現に向けたビ

ジ ョ ンの構築と対策の統合評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA104

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター） ， 亀

山康子， 藤野純一， 花岡達也， 増井利彦， 久保

田泉， 原沢英夫， 肱岡靖明， 日引聡

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題は， 社会経済活動 と密接な関係

があ り ， 地球温暖化問題を解決する ためには， 科学的な

メ カニズムを明ら かにする こ と と と も に， 将来の社会経

済のあ り 方を含めた議論 （社会構造そのも のを温暖化防

止に資する も のに転換する 「脱温暖化社会」 の構築に向

けた議論） が重要 と な る。 また， 温暖化対策の目標の設

定や枠組を明ら かにし， その効果を評価する こ と は， 温

暖化対策を効率的かつ効果的に実施する上で必要不可欠

であ る。

　 本研究課題では， 脱温暖化社会のビジ ョ ンやその構築

に向けたシナ リ オの検討， 国際交渉の枠組， さ らにはこ

れらの評価を定量的に行 う ためのモデル開発やモデルの

適用を通じ て， 温暖化を防止する社会の構築やそれを支

え る温暖化政策を支援する こ と を目的 と する。 また， モ

デル開発及び政策分析では， 途上国 と の共同作業を通じ

た人材育成を行 う こ と で， アジアを中心 と し た途上国に

おける温暖化対策の促進に貢献する こ と も目的とする。

　 温暖化研究プロ グ ラ ムにおいては， 中核 １ ， ２ と の共

同作業によ り 温室効果ガス排出イ ンベン ト リ の検証を行

う 。 また， 排出経路や安定化濃度を中核 ３ と 共有する こ

と で， 温暖化影響を フ ィ ー ド バ ッ ク し た対策の評価を整

合的に分析する。 これらの研究を通じ て IPCC 等への国

際貢献を行 う 。

〔内容および成果〕

　 １ ） 脱温暖化社会シナ リ オに関し， 我が国を対象 と し

て，複数のモデルによ る定量的な分析を行 う こ と で，2050

年の日本において， 主要な温室効果ガ スであ る CO2 を

1990年に比べて 70％削減する よ う な低炭素社会を実現で

き る技術的なポテンシ ャルが存在する こ と を示し た。 ま

ず， 今後， 半世紀の間に社会が変化する こ と を考慮し て，

日本社会経済が2050年に向けてどのよ う な方向に進むか

について， 幅を持った将来像 （た と えば経済発展 ・ 技術

志向のシナ リ オ A，地域重視・自然志向のシナ リ オ B） を

想定し， 専門家のブレ イ ン ス ト ー ミ ングによ って， それ

ら二つの社会を定性的に描き， シナ リ オ A， B それぞれ

の社会像での低炭素社会実現の方策を検討し た。 ま た，

中国， イ ン ド， タ イ， ブ ラ ジルの研究者 と 低炭素社会実

現に向けた共同研究を開始し，各国における 2050 年の将

来像を検討し た。

　 ２ ） 気候変動に関する国際政策分析に関し て， 京都議

定書下での各国の取 り 組みを整理する と と も に， 京都議

定書発効後に提案 さ れた将来枠組み提案を レ ビ ューし，

京都議定書 と 気候変動枠組条約 と の関係， 条約 ・ 議定書

を取 り 巻 く 多様な関連活動 と 温暖化対策に係わる国際的

取 り 組みと の関係について考察し た。

　 ３ ） 気候変動対策の定量的評価に関する研究 と し て，

アジア主要国を対象と し た温暖化対策評価モデル （AIM）

の改良を行い， 日本， 中国， イ ン ド， タ イ， イ ン ド ネシ

アなど を対象 と し て温暖化対策の効果分析を行った。 日

本については， 革新技術に関する情報を集約し てモデル

を改良し，短期的な対策と長期的な対策の両面から費用・

効果分析を実施し た。 また， 中国を対象 と し て技術選択

モデル と 応用一般均衡モデルを統合し， エネルギー集約

度の改善目標について分析を行った。 イ ン ド を対象 と し

て天然ガスにシフ ト し た場合の費用 ・ 効果の検討， タ イ

を対象 と し て交通部門におけ るバイオエネルギーの導入

効果の検討， イ ン ド ネシアを対象と し て CO2 削減目標を

設定し た場合のエネルギー構成の変化の検討を行った。

また， 大気汚染や水資源などの地域の環境を分析するモ

デルを開発 ・ 改良し， 温暖化対策の副次的効果を推計し

た。 AIM モデルの結果はモデル比較プロ ジェ ク ト や各国

のシナ リ オ分析を通じ て，IPCC 第 ４ 次評価報告書に情報

提供し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0406BA354 　 温暖化対策の多面的評価ク ラ イ テ リ ア設定

に関する研究 35p.

0408BA369 　 温暖化対策評価のための長期シナ リ オ研究
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35p.

0408CD465 　 途上国におけ る温暖化対策 と 持続可能な発

展－ 「京都」 以後の国際制度設計をめざ し て 37p.

0507BA794 　 アジア太平洋統合評価モデルによ る地球温

暖化の緩和 ・ 適応政策の評価に関する研究 35p.

0608BA568 　 気候変動に対処する ための国際合意構築に

関する研究 36p.

0406BA499 　 技術革新 と 需要変化を見据えた交通部門の

CO2 削減中長期戦略に関する研究 37p.

0608CD972 　 温暖化防止の持続的国際枠組み 37p.

1） 　 温暖化対策の多面的評価ク ラ イ テ リ ア設定に関する

研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-3-2

〔研究課題コー ド〕 0406BA354

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター） ， 原沢英

夫， 肱岡靖明， 高橋潔， 久保田泉

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 温暖化対策と し て 1997 年に採択された京都議

定書が， 米国の離脱等の困難な状況にあ る中で， よ り 中

長期的な温暖化対策のための指針が求め られている。 本

研究では， こ のよ う な指針を示すために， 中長期的シナ

リ オを作成する。

〔内容および成果〕

　 前年度の研究成果を基に， 温暖化抑制目標を前提条件

と し て与えた場合の温室効果ガスの最適排出経路を推計

する動学的最適化モデルを用いて， 安定化目標レベルや

気候感度の異な る複数の安定化シナ リ オを作成し， 温室

効果ガス削減政策のタ イ ミ ングについて様々な定量的評

価を推進し た。 さ ら に， 地球全体の排出上限が設定され

た場合の各国の排出量の配分量を決定するにあた り ， 衡

平性の定義について整理し， 共同研究期間 と 協力し て，

様々な配分方式に基づ く 解析を推し進めた。 

〔備考〕

研究代表者 ： 蟹江憲史 （東京工業大学）

共同研究機関 ： 京都大学， 青山学院大学

2） 　 温暖化対策評価のための長期シナ リ オ研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-3-1

〔研究課題コー ド〕 0408BA369

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター） ， 増

井利彦， 藤野純一， 花岡達也， 肱岡靖明， 高橋

潔， 芦名秀一， 徐燕

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 気候安定化を達成する ためには， 低炭素社会に

向けた幅広い政策オプシ ョ ン を実施する必要があ る が，

従来の技術積み上げのみの対策では不十分であ り ， 社会

システムの変革 と イ ノ ベーシ ョ ンの導入を行 う などの脱

温暖化にむけた構造的な転換が不可欠であ る。 本研究で

は，日本における 2050 年に向けた脱温暖化政策オプシ ョ

ンおよびそれらが統合化されたシナ リ オを検討する評価

手法を開発し，日本における 2020 年までの中期シナ リ オ

と 2050 年までの中長期シナ リ オを構築する。

〔内容および成果〕

　 我が国を対象と し て， 2050 年日本において， 主要な温

室効果ガスであ る CO2 を 1990 年に比べて 70％削減する

よ う な低炭素社会を実現でき る技術的なポテンシ ャルが

存在する こ と を示し た （図○参照）。 まず， 今後， 半世紀

の間に社会が変化する こ と を考慮し て， 日本社会経済が

2050 年に向けてどのよ う な方向に進むかについて， 幅を

持った将来像 （た と えば経済発展 ・ 技術志向のシナ リ オ

A， 地域重視 ・ 自然志向のシナ リ オ B） を想定し， 専門家

のブレ イ ン ス ト ー ミ ングによ って， それら二つの社会を

定性的に描き， シナ リ オ A， B それぞれの社会像での低

炭素社会実現の方策を検討し た。 また， 2006 年 ６ 月に第

６ 回日英共同 「脱温暖化 2050」 研究プロ ジェ ク ト の第 ６

回ワーク シ ョ ッ プを行い， 19 ヵ国， ６ 国際機関から 54 名

の研究者や政策担当者ら の専門家の参加を得て， 低炭素

社会のイ メ ージについてお互いの意見を交換し， 目標 と

すべき ビジ ョ ンの定義を行った。 これを き っかけに， 中

国， イ ン ド， タ イ， ブ ラ ジル と 低炭素社会実現に向けた

共同研究を開始し，各国における 2050 年の将来像を検討

し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 松岡譲， 河瀬玲奈 （京都大学） ， 島田幸司

（立命館大学）

3） 　 アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の緩

和 ・ 適応政策の評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-052

〔研究課題コー ド〕 0507BA794

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター） ， 増

井利彦， 藤野純一， 花岡達也， 原沢英夫， 肱岡

靖明， 高橋潔， 日引聡， 花崎直太

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 地球温暖化問題に関連の深いエネ

ルギーのみな らず， 水や土地など他の環境問題 と 経済発

展の両面を分析でき るモデルを開発する。 また， ミ レニ

ア ム開発目標に示 さ れる よ う な短 ・ 中期的な環境保全，

開発目標 と， 経済発展を損なわない長期的な温暖化対策
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と し ての緩和策， 適応策の整合的な政策の評価を， 中国，

イ ン ド， タ イ と いったアジアの途上国および世界全体の

両面か ら行 う 。 さ ら に， 日本 と の関係を定量的に分析す

る ために， 日本からの CDM （ク リ ーン開発 メ カニズム）

をはじめ と する技術支援等の政策が， 受け入れ国の経済

発展， 環境保全に及ぼす影響ついて評価する。

〔内容および成果〕

　 １ ． 国別のモデルの改良と それを用いた分析

・ 中国， イ ン ド， タ イ を対象 と し た技術選択モデルの開

発では， モデルの改良やイ ンベン ト リ の改訂， 各モデル

を用いた様々な政策シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 中国で

は， アンモニア， エチレ ン， 石油精製のモデル化を新た

に行 う と と も に， セ メ ン ト や発電部門の大規模発生源に

ついて改訂を行った。 イ ン ド では， 発電， セ メ ン ト 等の

部門を対象に， 2005 年のイ ンベン ト リ を改訂し た。 タ イ

では， CH4 や N2O の排出量について将来推計を行った。

また， イ ン ド ネシアを対象に技術選択モデルを新たに開

発し， イ ン ド ネシアにおけ る基準時 と 炭素削減時におけ

る一次エネルギー供給量について解析を開始し た。

・ 発展途上国におけ る温暖化対策 と ミ レニアム開発目標

（MDG） の両立を解析する ために， 技術選択モデルの イ

ン ターフ ェ イ スに MDG の目標 7 を評価するモジュール

を組み込んだ。 本年度は， 技術選択モデル と 比較的デー

タの共有が容易な GDP あた り のエネルギー消費量， １ 人

あた り 炭素排出量， 固形燃料を消費する人口の比率を対

象と し た。

・ 国別の環境要素モデルの一つであ る， 安全な水 ・ 衛生

設備へア ク セス率を定量的に評価する ためのモデルを改

良する ために， その基礎データ と な る国別 ・ 技術別普及

データの収集 と 推計を行い， 達成すべき普及目標 と それ

に伴 う コ ス ト の再検討を国別に行った。

・国別の応用一般均衡モデルを用いた解析では，中国， イ

ン ド， タ イ を対象 と し て， エネルギー税導入や温暖化対

策等の対策を導入し た場合の炭素削減効果や経済活動へ

の影響を分析 し た。 ま た， 中国を対象 と し た分析では，

技術選択モデル と リ ン ク させて，第 11 次五 ヵ年計画に示

されたGDPあた り のエネルギー消費量を2005年から 2010

年の間に 20％改善する と い う 目標の可能性について評価

し た。

　 ２ ． 世界モデルの改良と それを用いた分析

・ 世界を対象 と し た技術選択モデルでは， セ メ ン ト 対策

技術 （産業部門）， 基準年のサービ ス量の精査 と将来予測

方法 （民生部門 ・ 運輸部門）， CH4 ・ N2O 排出予測 と対策

技術 （CH4 ・ N2O 排出部門） な ど， 駆動力や対策技術の

データ を更新し， 分析手法を改良し た。 また， 技術選択

モデル と， 地域資源モデル， 地域マ ク ロ経済モデル， 世

界マ ク ロ経済モデルを リ ン クする ために， 各モデルの開

発に必要な基礎データの収集し， その分析手法を検討し

た。

・ IPCC 排出シナ リ オデータベース を精緻化し， 温室効果

ガス排出主要国の国別の将来シナ リ オの分析を行った。

・ 高精度な流域分割地図を基に， 季節変動を よ く 再現す

る全球河川流量計算モデルを開発し た。 こ のモデルを用

いて全球を対象に詳細な空間単位で水不足評価を行い，

国内， 流域内の地域的特性を考慮し た水不足評価を行っ

た。 また， 水不足評価に月別流量を用いる こ と で， 季節

変動を考慮し た水不足評価を行 う こ と ができた。

・ 世界を対象 と し た応用一般均衡モデルでは， 化石燃料

の供給についてモデル改良を行った。 また， 前年までに

準備を し て き たデータベース を組み込み， GEO4 の最終

想定を対象に将来予測を行い， その結果を UNEP に提供

し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 松岡譲， 藤原健史， 河瀬玲奈 （京都大学）

外国共同研究機関 ： 中国能源研究所， 中国科学院地理科

学与資源研究所， イ ン ド経営大学院， ソ ウル大学， 韓国環

境研究所， アジア工科大学 

4） 　 気候変動に対処するための国際合意構築に関する研

究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-064

〔研究課題コー ド〕 0608BA568

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター） ， 亀山康

子， 久保田泉， 相澤智之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化抑制を目的 と し て 2005 年に発効し

た京都議定書では， 先進国等の 2008 ～ 2012 念の温室効

果ガス排出量に関し て数量目標が課される と 同時に排出

量取引等いわゆる京都 メ カニズムや遵守制度のよ う な新

たな諸制度が承認された。 2013 年以降の排出量に関し て

は京都議定書に規定がない こ と か ら， 本年か ら本課題に

関する政府間非公式協議が開始するが， 米国や途上国の

参加のあ り 方など， 協議は難航が予想されている。 本研

究は， 2013 年以降の国際的取 り 組みのあ り 方について合

意可能かつ効果的な枠組みを提示する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 本年度では， 主に下記の研究を実施し た。 ①次期枠組

みに関する近年の論文を収集し内容を レ ビ ューする と と

も に， よ り 古い文献におけ る提案の内容 と どのよ う に変

化し たのか と い う 観点から考察を行った。 ②アジア諸国
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の研究者の協力を得て， アジア諸国内での次期枠組みに

関する政策動向調査を行った。 また， それらの国に と っ

て受け入れられる次期枠組みのイ メ ージについて意見交

換を行った。 ③気候変動枠組み条約および京都議定書し

かなかった 10年前 と比べて近年では気候変動対策を目的

と し た多様な国際協力制度が乱立し た形 と なってい る。

国連下での条約 - 議定書 と その他の個別協力 と のすみわ

けや リ ン ク のあ り 方に関し て検討し た。 ④京都議定書下

での現行イ ンベン ト リ 制度の手続きに関し てその長所短

所や今後の課題を と り ま と めた。 その結果， 次期枠組み

において も現行イ ンベン ト リ 制度の経験の蓄積を生かす

べきであ る と い う 結論に至った。 ⑤適応策に関し て次期

枠組み提案でどのよ う な提案が出されているかに関し て

レ ビ ューし た。 数自体あ ま り 多 く ないが， 資金に関する

ものが多いこ と が分かった。

〔備考〕

5） 　 技術革新と需要変化を見据えた交通部門の CO2 削減

中長期戦略に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-3-5

〔研究課題コー ド〕 0406BA499

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林伸治， 松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 2020 年まで， 2050 年までの ２ つのタ イ ム スパ

ンについて， 交通部門からの CO2 排出量の大幅削減のた

めの中長期戦略を策定する こ と を目的 と する。 そのため

に本研究では， 対策の投入時期 と 効果の発現時期 と のタ

イ ム ラ グを考慮し た対策効果評価手法を構築し， 2020 年

の CO2 削減対策シナ リ オを構築する。 また， 2050 年につ

いては， バ ッ ク キ ャ ステ ィ ング手法を適用し て， 向か う

べき長期的なビジ ョ ンを提示する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 燃費改善技術 と 次世代自動車技術を調査す る と と も

に， 技術選択モデル と コ ホー ト に基づ く 削減効果評価モ

デルを開発し， 2020 年の基準シナ リ オ と対策シナ リ オを

策定し た。感度分析 と コ ス ト 検討を踏まえて，ハイブ リ ッ

ド 車を大量普及させる ために早期の生産設備増強が重要

であ る こ と， 2010 年頃までは税制優遇等の普及促進策も

重要であ る こ と， 一方で交通需要抑制策も重要であ る こ

と を指摘し た。 また， 有識者 ヒ ア リ ングで得た知見を踏

まえて 2050年の交通システムのビジ ョ ンを左右する要因

を明ら かにし， 都市圏別都市規模別の各種交通対策の組

み合わせによ る 2050 年脱温暖化シナ リ オを作成し た。 さ

らに， 削減評価効果評価モデルを用いて， 2020 年時点で

の約 20％削減を経て 2050 年時点で約 60 ～ 80％の削減を

可能にするパス を技術中心， 需要管理中心， 組み合わせ

の各パターンについて提示し た。 また， その実現に向け

て必要と なる短中期政策の方向提示を行った。 

〔備考〕

中間評価の結果を受けて， 研究期間が ５ 年間 （平成 16 ～

20 年度） に延長された。

共同研究機関 ： 産業技術総合研究所， 筑波大学， 名古屋

大学， 早稲田大学

6） 　 途上国における温暖化対策と持続可能な発展－ 「京

都」 以後の国際制度設計をめざ し て

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0408CD465

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター），橋本征二

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化対策 と し て現在唯一の国際合意で

あ る京都議定書は， 2008 ～ 2012 年までの先進国の排出

量について義務規定を設けているが， その後のあ り 方に

ついては， 今後の交渉が必要 と されてお り ， 現在すでに

多 く のオプシ ョ ンが提示され始めている。 中で も と り わ

け途上国に関し ては， 現在の京都議定書では， 排出量目

標を設定し ていないが， 今後， 途上国か ら の排出量の急

増が予想されている こ と， また， 米国が自国の参加条件

と し て主要途上国の参加を挙げている こ と から， 今後は

途上国の参加のあ り 方が重要な課題 と な る。 本研究は，

途上国が参加する中長期的な国際制度の設計に必要な条

件を検討し， それを同定し明ら かにする こ と をめざすも

のであ る。

〔内容および成果〕

　 次期枠組み提案の中で も と り わけ途上国の参加に焦点

をあてた提案に着目し， その長所短所， および具体的に

導入する と し た場合の制度の全体像， について分析を進

めた。 セ ク ターアプローチや CDM を利用する よ う な も

の，および国の発展計画の中に温暖化対策を盛 り 込むSD-

PAM， に関し て， 上記分析を行い比較検討し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 高村ゆか り （龍谷大学）

7） 　 温暖化防止の持続的国際枠組み

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0608CD972

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター），橋本征二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 最大の温室効果ガ ス排出国であ る ア メ リ カが
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批准し ない状況でよ う や く 発効し た京都議定書が， 排出

量目標が決ま っていない2013年以降も維持されるかど う

かは予断を許さ ない。 温暖化防止は長期にわたって， 国

際的に取 り 組む必要があ る。 本研究では， 持続的に温室

効果ガスの排出 と 吸収を国際的に管理する枠組みを提案

する。 中でも国立環境研究所では， 

（ １ ） 京都議定書の問題点の抽出と対応策の検討， および

2013 年以降に関する既存提案の評価。（ ２ ） 吸収源や技術

に関するデータベースの作成， を実施する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 京都議定書の問題点の抽出 と 対応策を検討

する ために， 2013 年以降の国際枠組みに関する既存提案

の評価を元に， 京都議定書を基本的に継続すべき と い う

ス タ ン ス と， 議定書 と は異な る新たな枠組みにすべき と

する ス タ ン スに分けて評価し た。 また， 吸収源や技術に

関するデータベースの作成を実施し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 新澤秀則 （兵庫県立大学経済学部）

(1)-5. 　 重点1関連P1 　 過去の気候変化シグナルの検出と

その要因推定

〔区分名〕 リ ーダー調整 

〔研究課題コー ド〕 0610AJ001

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）， 永島達也

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 気候モデルに よ る地球温暖化予測の信頼性を

向上させる ためには， 現在の平均的な気候状態を現実的

に再現するだけでな く ， 過去の気候変化について も尤も

ら し く 再現する こ と が重要 と な る。 また， 再現された気

候変化が， 気候の内部変動に起因するのではな く ， 温室

効果気体の増加などの外的な気候変動要因に起因する こ

と を統計的に有意に示すこ と は， 地球温暖化研究を支え

る意味で も大変重要であ る。 こ のよ う な観点から， 本研

究課題では， 十年以上の時間ス ケールを持つ長期気候変

化の メ カニズム解明に資する ために， 様々な気候変動要

因を考慮し た複数の20世紀気候再現実験結果 と長期観測

データ と を比較解析する こ と によ り ， 観測された長期気

候変化シグナルを検出し その要因を推定する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 近年の温暖化傾向が人為起源の気候変動要因に起因す

る こ と の， よ り 確度の高い情報を提供すべ く ， 観測され

た長期気候変化の原因を推定する と と も に， 自然起源の

気候変動要因に起因する気候変化の不確実性の幅を定量

的に評価する。 本年度は， 既存の気候モデルシ ミ ュ レー

シ ョ ン結果 と 長期観測データ と を多変量統計解析する こ

と によ り ， 総合的な長期気候変化シグナルの検出 と 要因

推定を行 う と と も に， 解析結果の統計的信頼性を高める

ためのデータ を収集し た。一部の 20 世紀気候再現実験に

ついて， アンサンブル メ ンバー数を 10 まで追加し， これ

に基づ く 統計解析を海洋表層水温や極端な気象現象など

にも適用し た。 熱帯夜や冬日などは 20 世紀後半の 50 年

間で有意に変化 （熱帯夜は増加， 冬日は減少） し てお り ，

温室効果ガスによ る変化傾向の一部をエア ロ ゾルが相殺

し ている こ と などを示し た。 これらの成果は， いずれも，

近年の温暖化が人間活動に起因する こ と を支持する も の

であ り ， 温暖化対策の必要性を説 く 根拠の一つ と な り 得

る。 また， 気候感度の異な る気候モデルを用いて， 超大

規模 （ピナツボ火山の 100 倍） 火山噴火を想定し た実験

を行い， 噴火に伴 う 気温低下は気候感度に無関係であ る

も のの， 気候感度が大きいほど， 気温低下か ら の回復の

緩和時間が長い （回復に時間を要する） こ と を示 し た。

今後も解析を継続する こ と によ り ， 自然要因に対する気

候応答の不確実性に関する新たな知見が得られる こ と が

期待される。

〔備考〕

1） 　 人為起源の温暖化シグナルの検出を目指し た気候の

長期内部変動に関する数値実験的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD928

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）， 永島達也

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 人間活動に伴 う 気候変化シグナルを統計的に

有意に検出する ためには， 気候システムが本質的に持つ

揺ら ぎ （内部変動） に関する知見が不可欠であ る。 本研

究では， 数値気候モデルを用いた超長期積分結果を用い

て， モデルによ り 再現された内部変動の妥当性を評価す

る。 また， 標準状態におけ る内部変動が， 外的な気候変

動要因によ り どの程度変調し得るのか， に関する知見を

得る。

〔内容および成果〕

　 大気海洋結合気候モデルを用いて， 外的な気候変動要

因を与えない実験 （コ ン ト ロール実験） を約 3700 年まで

延長し， 気候モデルによ り シ ミ ュ レー ト された長期内部

変動の妥当性を検討し た。 コ ン ト ロール実験で得られた

全球年平均気温を 100 年ご と に分割し， それぞれについ

てパワースペク ト ルを求め， 過去 100 年間の観測データ

と の比較を行った。 なお， 観測データか らは線形 ト レ ン

ド を差し引いている。 その結果， ほぼすべての周期帯に
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おいて， 気候モデルのスペク ト ルは観測データ と 非常に

よ く 一致し ている こ と が分かった。 不確実性の幅は大き

い も のの， モデルは １ ～ ２ 年周期の変動を過大評価， ３

～ ４ 年周期の変動を過小評価し ている可能性が高 く ， こ

の点に着目し た解析が必要であ る。 また， すべての気候

変動要因を考慮し た場合だけでな く ， 人為起源のみ， 自

然起源のみの気候変動要因を考慮し た場合の20世紀気候

再現実験を行い， 外的な気候変動要因によ り 全球年平均

気温の長期内部変動がどの程度変調し得る かを調べた。

なお， それぞれの実験設定に対し て初期値の異な る アン

サンブル実験を行い， メ ンバー数は 10 まで拡張し た。 人

為起源のみ， 自然起源のみ， すべての気候変動要因を考

慮し た各実験に対し て， アンサンブル平均か らの偏差を

求め， そのばらつき具合 （第 １ および第 ３ 四分位点を指

標と し た） を比較し た結果， 全球年平均気温に関し ては，

各実験間に有意な差は認められなかった。 ただし， 季節

的または地域的には有意であ る差異が， 平均操作によ っ

て相殺されて し ま っている可能性も あ り ， 今後も解析を

継続する必要があ る。さ らに，来年度実施予定の過去 1000

年程度の気候再現実験に向けて， 過去におけ る自然起源

の気候変動要因 （太陽活動および大規模火山噴火） の長

期変化に関する情報を収集し た。

〔備考〕

(1)-5. 　 重点1関連P2 　 高山植生による温暖化影響検出の

モニ タ リ ングに関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コー ド〕 0408BB475

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）， 原沢英夫

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 IPCC 第 ３ 次評価報告書 （2001） では， 地球温

暖化によ る影響がすでに世界各地で顕在化し てお り ， 今

後温暖化影響長期モニ タ リ ングが必要であ る と 結論し て

いる。 し かし， 我が国においては， 温暖化影響検出 ・ 把

握 と い う 点については， 長期にわた る着実な調査 ・ 研究

が欠かせない こ と， 影響検出手法の不明確さ から， これ

まで十分な研究が実施されて こ なかった と い う のが実情

であ る。 そのため， 本研究では高山植生を活用し た重点

的な調査 ・ 研究を行い， IPCC が地球温暖化によ る影響が

すでに世界各地で顕在化し ている と結論付けた手法に準

じ て， 温暖化影響の検出 ・ 把握を行 う 。

〔内容および成果〕

昨年度に引き続き キ タ ダケ ソ ウ （北岳 　 山梨県）， ヒ ダカ

ソ ウ （アポイ岳 　 北海道）， ク ロユ リ （白山， 石川県） の

開花時期や千蛇ケ池雪渓の越年規模の野外調査や， ミ ズ

バシ ョ ウ （尾瀬， 群馬県） の開花資料の収集を継続し た。

また， これら選出指標の長期変動を推定する ため， 指標

と 主な気象要因 と の関係を求めた。 地球温暖化の影響が

確実視 さ れてい る シ カに よ る 高山植生の変化について

は， 調査対象域を聖平 （南アルプス南部， 静岡県） にま

で広げた。 さ ら に， 衛星データ を活用し て高山帯の雪環

境を把握す る ため， 他のエ リ アに比べて推定精度が悪

かった森林エ リ アにつて， 雪の有無に関する判定方法を

確立し た。 さ ら に， 局地的な地形などの影響を受け易い

雪環境を把握する ため， 積雪深の測定 （アポイ岳）， 風速

の測定 （北岳） を行 う と 共に， 多数配置が可能な無電源

小型雪圧計の開発を進めた。

〔備考〕

共同研究者 ： 東京大学大学院農学生命科学研究科， 静岡

大学理学部， 石川県白山自然保護セン ター， 北海道環境

科学研究セン ター

(1)-5. 　 重点1関連P3 　 京都議定書吸収源と し ての森林機

能評価に関する研究 (2) 吸収量評価モデルの開発と

不確実性解析 1) 吸収量評価モデルの開発 2) 吸収量

評価モデルの不確実性解析

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-60

〔研究課題コー ド〕 0506BA776

〔担当者〕 ○山形与志樹（地球環境研究セン ター）， 岩男弘

毅， 木下嗣基

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 京都議定書で認められた植林 ・ 森林管理等の炭

素吸収源活動に伴 う 吸収量評価モデルを開発し， 吸収量

推定の不確実性を検証する。 テス ト サイ ト におけ るデー

タ を用いて開発 ・ 検証されたモデルを用いて， 最終的に

は国全体での吸収量の算定に利用可能 と する ための， 地

理情報データ の整備 と その精緻化も 合わせて実施する。

評価対象 と する吸収源活動は， ３ 条 ３ 項， ４ 項の活動で

あ るが， 第 ２ 約束期間以降のフルカーボンアカ ウ ンテ ィ

ング ・ モデルにも発展可能 と な る よ う ， 森林生態系全体

の吸収量を把握でき るモデルの開発 と 不確実性の解析を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 生態学ベースのグ ローバルな陸域生態系モデルを改良

し て， 日本国内の炭素吸収量を推定するモデルの開発を

行 う 。 森林の炭素吸収 を 評価す る た めには NBP （Net

Biome Product ： 純生物相生産） の推定が必要 と な る が，

NEP （Net Ecosystem Product ： 純生態系生産） の推定には

生態学の基づ く 陸域生態系モデルを用い， 人間活動によ

る伐採には伐採モデルを用い， 両モデルを結合する こ と
―  39  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
で炭素吸収量の推定を行 う 。 あわせて生態系モデルおよ

び伐採モデルの不確実性解析を行 う 。 最終的には， フル

カーボンアカ ウ ンテ ィ ングに資する森林吸収源モデルの

確立を目指す。

　 本年度は， 生態系モデル と 伐採モデルの結合を行い，

愛媛県においてモデルの適用を行った。生態系モデルは，

間伐などの林業活動を考慮可能なモデルに改良し， 我が

国で長期間にわたって蓄積されて き た， 林業パラ メ ータ

を導入可能に変更し た。 伐採モデルは， 既往研究におい

て開発された も のを も ちいた。 試験的にモデルを適用し

た結果， 森林簿をベースに し た吸収量算定 と 比較し て，

10％弱の過小評価 と なった。 こ の原因は， 生態系モデル

の不確実性 と， 林業活動 （間伐） の不確実性の双方に依

存し ている こ と がわかった。 また， 現在の日本の森林は，

樹齢 50 年程度が多いため活発に CO2 を吸収するが，森林

の高齢化と共に吸収量は徐々に低下し， 2012 年には数十

％低下する と 推定 さ れた。 ま た， 成長の頭打ちに よ り ，

伐採 （主伐） の不確実性が相対的に大き く な る こ と が示

唆された。

〔備考〕

課題コード 0204BA338 を引き続き延長し て行 う ものであ

る。

(1)-5. 　 重点1関連P4 　 太平洋小島嶼国に対する温暖化の

影響評価

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0610AE004

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄， 島崎彦人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境変動に対する脆弱性が極めて高い と 考え

られる太平洋の島嶼国を対象 と し て， リ モー ト センシン

グデータ を活用し た地形及び土地利用のマ ッ ピ ング と と

も に， 全球規模で州島の形成維持に関わる要因の収集及

び解析を行い，地形の形成維持プロセス を明らかにする。

それに基づいて， 現在及び将来の環境変動 と 経済システ

ムの変化によ る応答を予測し， 持続可能な維持のための

方策を提案する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 地形図や土地利用図の作製を行い， ツヴ ァ

ルを対象 と し て過去か ら現在にかけての土地利用， 地形

変化を明ら かにし， 現在の脆弱性が， 人口増加に と も な

う 元湿地への居住地拡大 と い う 地域的な要因に規定され

てい る こ と を示し た。 ま た， 全球の島嶼を対象 と し て，

島の分布 と 形成維持要因 と の関係を解析し， 島嶼の形成

に，波のエネルギー と潮位差が重要であ る こ と を示し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0607MA479 　 TerraSAR-Xの実用可能性の評価に関する研

究 40p.

1） 　 環礁州島から なる島嶼国の持続可能な国土の維持に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B15

〔研究課題コー ド〕 0607BA475

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター），松永恒雄

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 島嶼国，と く に環礁上の州島は標高が最大数 ｍ

と 低平で， 利用可能な土地 と 資源が限られてお り ， 環境

変動に対する脆弱性が著し く 高い。 と く に温暖化に伴 う

海面上昇によ って， 国土その も のが水没し て し ま う こ と

が危惧されている。 こ う し た点から IPCC の第 ３ 次報告

書において も １ 章を 「小島嶼国」 にあて， 地球環境変動

に対する対応戦略の策定が急務であ る と し ている。 本研

究においては， 環礁州島の形成維持機構を自然， 人文両

方の面か ら明らかにし， 環礁州島の持続可能な維持のた

めの総合的 ・ 具体的方策を提案する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 前年度までの成果を も と に， マーシ ャル諸

島共和国， ツヴ ァルにおいて補足調査を行い， 地形の形

成維持要因， 土地利用変化， 人口 ・ 居住地変化に基づ く

適応策の提案を行い， 現地政府と会談を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 茅根 　 創 （東京大学）

共同研究者：山口 　 徹（慶應大学），横木 　 裕宗（茨城大学）

2） 　 TerraSAR-X の実用可能性の評価に関する研究

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0607MA479

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄， 島崎彦人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 小島嶼国は数十 cm と予測されている今世紀中

の海面上昇や頻度を増やす可能性のあ る台風 ・ 高潮被害

など， 環境変動に対する脆弱性が指摘されている。 しか

し ながら， 小島嶼国においては国土の基盤情報であ る現

在の詳細な地図がほ と んど存在し ないため， 資源量やそ

の脆弱性を定量的に評価す る こ と が不可能 と な っ てい

る。 本研究では， 小島嶼国の効率的な国土基盤情報整備

及び今後の監視体制の構築に向け， TerraSAR-X 衛星の後
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方散乱情報を用いた土地被覆分類図の実用可能性に関す

る研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 打ち上げに先立ち， ツアモツ諸島で現地調

査を行って検証データの取得を行った。 また， 現在まで

に得られているマーシ ャル諸島共和国， ツヴ ァルの植生

データの整理を行った。

〔備考〕

(1)-5. 　 重点1関連P5 　 温暖化に対するサンゴ礁の変化の

検出と モニ タ リ ング

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0610AE005

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター），松永恒雄

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年， サンゴ礁では， 共生し ている藻類が放出

される白化現象が多数観察され， 地球規模でサンゴ礁が

衰退し てい る こ と が報告 さ れてお り ， 温暖化 と と も に，

ローカルなス ト レ ス と の複合が原因 と し て考え られてい

る。 白化現象を起 こ す地理的要因を明 ら かにする ため，

現地観測データや航空機， 衛星センサー等 リ モー ト セン

シングデータ を用いた， サンゴ礁の変化監視のためのア

ルゴ リ ズム開発を行い， 広域かつ継続的なサンゴ礁のモ

ニタ リ ングの実施に資する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 新たに打ち上がった ALOS ANVIR2 のデー

タ を収集し， 分類を開始し た。 また， 地形情報を用いた

サンゴなど底生生物の分類精度向上を目的 と し て， 浅海

底地形のマ ッ ピング手法を開発し た。

〔備考〕

(1)-5. 　 重点1関連P6 　 統合評価モデルによる温暖化の危

険な水準と安定化経路に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-4(1)

〔研究課題コー ド〕 0507BA507

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域） ， 亀

山康子， 久保田泉， 高橋潔， 肱岡靖明， 増井利

彦， 花崎直太

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 濃度安定化等の温暖化抑制目標 と それを実現

する ための経済効率的な排出経路， および同目標下での

影響 ・ リ ス ク を総合的に解析 ・ 評価する ための統合評価

モデルを開発する。 開発にあたっては， 関連分野の影響

予測 ・ 経済評価研究および適応策研究か ら得られる温暖

化影響関数を統合評価モデルに集約的に組み込むこ と に

よ り ， 精緻かつ現実的な影響推計を比較的簡便に実現可

能であ る よ う にする。 本統合評価モデルを用いて， 種々

の温暖化抑制目標を前提と し た場合の， 「危険な影響」 が

発生する可能性 と その発生時期を提示する こ と を目的 と

し ている。 評価対象期間 と し ては， 今世紀中頃 （2050 年

頃） までに重点をおきつつ今世紀末までを取扱 う 。 『危険

な影響』 を如何に決定すべき か， については， 衡平性，

予防原則， 不確実性 と いった観点か ら， 新たな方法論 ・

概念の開発を試みる。

　 本研究課題において統合評価モデルの一環 と し て開発

する 「気候 ・ 社会経済シナ リ オデータベース」 は， S-4 の

その他の研究課題において共通シナ リ オ と し て利用され

る。 また， S-4 のその他の研究課題で行われる影響予測 ・

経済評価研究の結果を温暖化影響関数 と し て と り ま と

め， 統合評価モデルに組み込むこ と など， 各公募領域研

究と緊密な連携を と り つつ研究を進める。

〔内容および成果〕

　 温暖化の危険な影響のレベルを科学的知見に基づいて

検討する ために， 「温暖化影響データベース」 を開発でき

た。 こ のデータベースには， ①異な る影響分野を全球平

均気温上昇などの共通軸で整理する こ と で， 統合的評価

を可能 と し， ②膨大な影響知見を政策決定者が容易に確

認でき， ③シナ リ オや時間変化， GMTI によ る影響の将

来予測の幅を明示する こ と ができ る，などの特徴があ る。

　 全球規模の影響評価モデル （水資源， 健康， 農業） を

開発 ・ 改良し， 国別の気温 ・ 降水量変化を説明変数 と す

る分野別影響関数 （世界） を開発し た。 また， 開発し た

影響関数を， 濃度安定化等の温暖化抑制目標 と それを実

現する ための経済効率的な排出経路， および同目標下で

の影響 ・ リ ス ク を総合的に解析 ・ 評価する ための統合評

価モデル （AIM/Impact[Policy]） に組み込み， 各種の温暖

化抑制目標の下での影響の定量的検討を行った。

〔備考〕

「S-4 ： 温暖化の危険な水準及び温室効果ガス安定化レベ

ル検討のための温暖化影響の総合的評価に関する研究」

の一課題

〔関連課題〕

0206BY530 　 地球温暖化の影響 と 適応戦略に関する統合

調査 ： 健康影響研究 42p.

0509BA937 　 健康面か らみた温暖化の危険性水準情報の

高度化に関する研究 41p.

1） 　 健康面からみた温暖化の危険性水準情報の高度化に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-4
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〔研究課題コー ド〕 0509BA937

〔担当者〕 ○小野雅司 （環境健康研究領域）， 田村憲治

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 気温の上昇に よ っ て増加が予想 さ れ る死亡や

熱中症， 睡眠障害な どの直接的な イ ンパ ク ト ， および，

光化学スモ ッ グ発生増加によ る リ ス ク の増大や潜在的な

リ ス ク が懸念される節足動物媒介性感染症によ る間接的

な イ ンパク ト について， リ ス ク が増大する レベル， すな

わち閾値について検討を行 う 。 併せて， 人口の将来推計

など を加味し た定量的 リ ス ク評価を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 適応策を考慮し た温暖化の健康 リ ス ク の定量化 ・ 経

済指標化と マ ッ ピング

死亡 と 気温のデータか ら， 温度 ・ 影響関数を用いて気温

が 5 ℃上昇し た場合の熱ス ト レ スによ る死亡数増加を計

算し， そのデータ を用いて DALYs を計算し た。 5 ℃上昇

に よ る 熱 ス ト レ ス に よ る 死亡数の増加は 1% （132,960

DALYs） と な り ， これは， 膵臓がん， 偏頭痛， 慢性関節

リ ウマチなどに匹敵する ものであった。

（ ２ ） 温暖化と熱中症 ・ 熱ス ト レ スに関する研究

・ 救急搬送例を基礎情報 と し て， 熱中症患者発生状況に

関する暫定的な温度 ・ 影響関数を構築し た。

・ 病院を対象 と し た熱中症患者実態調査に基づき， 救急

搬送以外の熱中症患者数を推定し た。 全受診者に占める

救急搬送患者の割合は 33.3％～ 70.8％であ り ， 高齢者，

重症者で救急搬送割合が高 く なっていた。 こ の結果を参

考に， 全熱中症患者数を推計し た。 全熱中症患者数は全

地区合計で 6,131 人で， これは救急搬送患者数の 2.2 倍で

あった。

・東京都を対象に， 2000 年～ 2006 年の う ち最大の傾き を

持つ 2005 年度を暫定推計 と し て，温暖化に伴 う リ ス ク評

価を行った。 東京都の全熱中症患者数は 5,233 名 と なっ

た。 この値は， こ こ数年で最も患者の多かった 2005 年の

推定患者数 2,204 名 （救急搬送患者数 1,015 名） の 2.4 倍

であ る。

・ 東京都におけ る熱中症死亡例を対象に， 温度 と の関連

性について検討し た。

（ ３ ） 温暖化に伴 う 大気汚染の リ ス ク に関する研究

・気象庁の作成し た地域気候モデル RCM20 を用いて 2031

～ 50 年および 2081 年～ 2100 年の夏季 （ ６ 月～ ８ 月） の

気象パタ ンの出現状況を予想し， その気象条件ご と に発

生するオゾン濃度を求め将来のオゾン濃度分布を推定し

た。 関西， 東海と も， 2081 年～ 2100 年の方が 2031 ～

2050 年よ り 増加傾向は小さい と い う 結果になった。

・ 将来のオゾン濃度変化 (ΔOx) に伴 う 死亡率の増加割合

(ΔRR) を欧米の文献よ り 求め，“ オゾン濃度予測値 × 人口

推定値 × 死亡 リ ス ク “， によ り 増加死亡数を推定する と

と もに， リ ス ク マ ッ プを作成し た。

〔備考〕

①適応策を考慮し た温暖化の健康 リ ス ク の定量化 ・ 経済

指標化と マ ッ ピングに関する研究

（DALY ｓ ） （小野雅司 ・ 兜真徳， 筑波大学 ・ 本田靖）

②温暖化と死亡 リ ス ク に関する研究 （筑波大学 ・ 本田靖）

③温暖化と熱中症 ・ 熱ス ト レ スに関する研究 （小野雅司）

④温暖化に伴 う 大気汚染の リ ス ク に関する研究 （田村憲

治）

⑤別枠） 節足動物媒介性感染症の発生に及ぼす地球温暖

化の影響予測に関する研究

（国立感染症研究所 ・ 倉根一郎）

2） 　 地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査 ： 健

康影響研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0206BY530

〔担当者〕 ○兜眞徳 （環境健康研究領域） ， 高橋潔， 小野

雅司， 山元昭二， 黒河佳香， 一 ノ瀬俊明

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 IPCC の第 ３ 次報告において指摘された温暖化

によ る影響 と 脆弱性評価および適応戦略に関する研究の

一環と し て 「健康影響」 に関する部分を担当する。 現在，

我が国における 2085年時点の詳細な温度予測が行われて

お り ， それを基本 と し た温暖化の健康イ ンパク ト につい

て予測評価する こ と を主た る目的 と し ている。 なお， 本

研究は WHO の気候変動 と健康に関するプロ ジェ ク ト ，同

西太平洋支局と協力し て進める。

〔内容および成果〕

〔備考〕

影響プロ ジ ェ ク ト 全体の研究代表 ： 原沢英夫 （国立環境

研究所）

(1)-5. 　 重点1関連P7 　 温暖化政策を評価するための経済

モデルの開発

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B52

〔研究課題コー ド〕 0607BA529

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 甲

斐沼美紀子， 肱岡靖明， 藤野純一， 花岡達也，

芦名秀一， 徐燕， 高橋潔， 花崎直太

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化研究プ ロ グ ラ ム中核 ４ で対象 と す
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る温暖化対策の効果 と 温暖化の影響を定量的に評価する

こ と を目的 と し て， これまで開発し て き た統合評価モデ

ル （AIM モデル） の改良や新たなモジュールの開発を行

い， 世界及びアジアの主要国を対象 と し て， 温室効果ガ

ス排出量の削減ポテンシ ャルや温室効果ガス削減によ る

経済活動への影響について分析し， 温暖化政策の評価を

行 う 。 また， 将来ビジ ョ ン ・ シナ リ オの定量的な分析に

資するモデルの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化研究プロ グ ラ ムの中核研究プロ ジェ ク ト ４

や社会環境システム研究領域が中心 と なって行 う 超長期

ビジ ョ ン研究 （特別研究） と 連携し てモデル開発 ・ 改良

を行った。 中核研究プロ ジ ェ ク ト ４ サブテーマ ３ に関連

し て， 環境税の導入によ る経済影響の評価や， 道路特定

財源の税率変更時におけ る自動車起源の大気汚染物質の

排出変化の定量化を行った。 また， 中核研究プロ ジ ェ ク

ト ４ サブテーマ １ の脱温暖化研究で使用する動学的最適

化モデル（バッ ク キ ャ ス ト モデル）の開発や超長期ビジ ョ

ン研究で活用する日本を対象 と し た温暖化 と その他の環

境問題の総合的な解析のためのモデルの開発を行った。

〔備考〕

当課題は地球温暖化研究プロ グ ラ ムの中核研究プロ ジェ

ク ト 4 に関連

(1)-5. 　 重点 1 関連 P8 　 アジア太平洋域における戦略的

データベースを用いた応用シナ リ オ開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0607BY530

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター） ， 増

井利彦， 肱岡靖明， 徐燕， 藤野純一， 花岡達也，

高橋潔

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 今後ますます深刻化する こ と が危惧される， ア

ジア諸国におけ る廃棄物， 大気汚染， 水質悪化などの環

境問題に対 し て， 技術や制度を含めた様々な対策オプ

シ ョ ン を提供す る ための戦略的デー タ ベース を構築す

る。 また， 環境－経済モデルを統合する こ と で， 地域レ

ベルから多国間の様々なス ケールで， 物質フ ローや健康

影響， 環境投資を行った場合の環境改善の効果等を評価

する応用シナ リ オ分析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 平成 18 年から第 II 期を開始し，これまで開発し た イ ノ

ベーシ ョ ンオプシ ョ ンシナ リ オ分析ツールを適用し た成

果をニューヨーク国連本部で2006年 ５ 月に開催された持

続可能な発展委員会第 14 会期 （CSD-14） のパー ト ナー

シ ョ ッ プフ ェ アで発表し た。 中国， イ ン ド， タ イ を対象

と し て， 革新的な対策オプシ ョ ンを収集し， 戦略的デー

タベース （SDB） を更新し た。 イ ン ド の交通部門を対象

と し て， SDB を適用し て CO2， SO2 排出量削減効果を分

析し た。 中国， イ ン ド， タ イ， 韓国を対象 と し て， シナ

リ オ分析ツールの移転を図 り ， 当該国の研究者がエネル

ギー安全保障の観点か らの環境対策の分析が行え る よ う

になった。 また， 国連環境計画 （UNEP） の ４ つのシナ リ

オ， 高成長シナ リ オ （先進国型の価値体系や発展パター

ンを目標に， 市場を通じ て世界全体が発展する社会）， 政

策シナ リ オ （高成長シナ リ オに環境問題や貧困問題の解

決のための政策を組み入れた社会） ， 社会変革シナ リ オ

（持続性， 多元性， 新しい価値体系や制度など新たなパラ

ダ イ ムが発展する社会）， 停滞シナ リ オ （経済 ・ 環境への

ス ト レ ス が高ま り ， 世界は分裂 し， 対立が深ま る社会）

を取 り 上げ， 各シナ リ オ下での環境変化を推計し た。 結

果は UNEP/GEO4 に提供し た。

〔備考〕

外国共同研究機関 ： 中国能源研究所， 中国科学院地理科

学与資源研究所， イ ン ド経営大学院， ソ ウル大学， 韓国環

境研究所， アジア工科大学 

(1)-6. 　 重点研究プログラムに係わるその他の活動

(1)-6-1. 　 地球温暖化に係わる地球環境モニ タ リ ングの実

施

1） 　 大気 ・ 海洋モニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 0307AC585

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 向井人

史， 野尻幸宏， 中根英昭， 小野雅司， 遠嶋康徳，

横内陽子， 谷本浩志， 荒巻能史

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

2） 　 陸域モニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 0610AC593

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 高橋善幸， 梁乃申， 田中敦， 今井章雄， 稲

葉一穂， 岩崎一弘， 松重一夫， 上野隆平， 高村

典子， 冨岡典子， 西川雅高， 高澤嘉一， 武田知

巳， 中路達郎， 平田竜一， 犬飼孔， 油田さ と子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

(1)-6-2. 　 地球環境データベースの整備

〔研究課題コー ド〕 0307AC523

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター） ， 志村純

子， 藤沼康実， 町田敏暢， 甲斐沼美紀子， 花岡
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達也， 江守正多， 高橋潔， 山形与志樹， 森口祐

一， Georgii A Alexandrov， 曾継業， 開和生

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

(1)-6-3. 　 GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用

〔研究課題コー ド〕 0610AL917

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄，渡辺宏，開和生，太田芳文，吉田幸生，Shamil

Maksyutov

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

(1)-6-4. 　 地球温暖化に係わる地球環境研究の総合化及び

支援

1） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔研究課題コー ド〕 0206BA575

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar Dhakal

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

2） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔研究課題コー ド〕 0609BY922

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

3） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔研究課題コー ド〕 0610BY571

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 相澤智

之， 梅宮知佐

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

4） 　 地球環境研究の総合化及び支援

〔研究課題コー ド〕 0610AC932

〔担当者〕 ○山本哲 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

重点 ２ 　 循環型社会研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP002

〔代表者〕 森口祐一

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究プロ グ ラ ムにおいては， 廃棄物の処理処

分や資源の循環的利用が適切な管理手法のも と で国民の

安全， 安心への要求に応え る形で行われる こ と を担保し

ながら， 科学技術立国を支え る資源循環技術システムの

開発 と 国際社会 と 調和 し た ３ Ｒ （ リ デュース （排出抑

制）， リ ユース （再利用）， リ サイ クル （再生利用）） 推進

を支え る政策手段の提案によ って， 循環型社会の近未来

の具体的な姿を提示し， そ こへの移行を支援する こ と を

目的と し た。

　 中核研究プロ ジェ ク ト ４ 課題， 関連プロ ジ ェ ク ト ３ 課

題に加え， 重点プロ グ ラ ムに関連する活動 と し て， 廃棄

物管理の着実な実践のための ４ 分野の調査 ・ 研究を実施

する。 併せて， 廃棄物管理の基盤的な調査 ・ 研究， 知的

研究基盤整備 と し ての資源循環 ・ 廃棄物処理に関す る

データベース等の作成を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 中核研究プロ ジェ ク ト

　 「近未来の資源循環システム と政策・マネジ メ ン ト 手法

の設計 ・ 評価 （中核 Ｐ Ｊ １ ）」 と し て， 様々な社会条件

の変化 と それに伴 う 物質フ ローの変化に関する定性的な

因果関係を網羅的に整理し， 一部の循環資源について需

給バラ ン スの近未来予測を基にし た定量的な検討を行っ

た。 また， 鉱物系及び廃棄物系バイオマスの循環資源に

ついて， 評価の対象 と する近未来のシステムの一次的な

設計を行った。 それら の資源循環システムを実現する た

めの国や自治体レベルの循環 ・ 廃棄物マネジ メ ン ト 手法

と し て， 廃棄物処理法上の規制緩和措置やベンチマーキ

ング手法， 廃棄物環境会計手法に関する検討を行い， そ

の枠組みを提示し た。

　 「資源性・有害性を もつ物質の循環管理方策の立案 と評

価 （中核 Ｐ Ｊ ２ ）」 と し て， プラ スチッ ク リ サイ クル ・

廃棄過程におけ る化学物質管理方策の検討のため， 臭素

系難燃剤等のプ ラ スチ ッ ク添加剤等を安全性確保の面か

ら レ ビ ューし， 分析法の検討 と 物性の評価等を行っ た。

有害性金属について， サブス タ ン ス フ ローを水銀につい

て整備する と と もに，カ ド ミ ウ ム等について も着手し た。

複合素材， 複合製品中の金属量把握に必要な分析方法の

確立に も取 り 組み， パソ コ ンをケース ス タデ ィ と し て基

板等の不適正処理に伴 う 潜在的影響量を求めた。 ま た，

建設資材系再生品の環境安全性評価試験系のレ ビ ュー と

類型化を行い， 環境安全性評価試験フ レーム案を提示し

た。

　 「資源循環・廃棄物ラ イ フサイ クルにおける Win-Win 型

資源循環技術システムの開発と評価 （中核 Ｐ Ｊ ３ ）」 と

し て， バイオマス資源 ・ 廃棄物か ら のエネルギー利用に

ついて， ガス化 - 改質技術に関し比較的低温での操作で

高発熱量のガ ス を木質原料か ら高効率で得ら れる こ と，

水素－ メ タ ン ２ 段発酵システムに関し未利用廃棄物のガ

ス化特性等を， それぞれ明ら かにし た。 バイオデ ィ ーゼ

ル燃料製造技術の高度化に関し， プロセスの最適化のた

めの相平衡データの測定及び推算モデルの適用性の評価
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を行った。 ゼロエ ミ ッ シ ョ ン型の乳酸発酵技術開発に関

し， 食品廃棄物から の乳酸発酵残さ を養鶏等飼料へカ ス

ケー ド 利用する技術システムの実証試験に着手し た。 ま

た， リ ンの回収技術に関し， 分散 ・ 集中のス ケールに応

じ た吸着法の開発等を行った。 さ らに， 動脈 - 静脈プロ

セスの連携 / 一体化によ り 資源循環システムを設計 ・ 開

発する こ と に関し， 下水汚泥を対象 と し， バイオマス固

形燃料への質転換プロセス と セ メ ン ト 製造プロセス を連

結し たシステムを設計し た。

　 「国際資源循環を支え る適正管理ネ ッ ト ワー ク と 技術

システムの構築 （中核 Ｐ Ｊ ４ ）」 と し て， アジア地域に

おけ る国際資源循環及び関連する国内資源循環の現状に

ついて， 製品， 物質 と い う 二つの側面か ら物質フ ローの

概略を把握する と と も に， 各国におけ る関連政策及びそ

の評価手法開発のために必要な調査を実施し た。 アジア

地域における E-waste をはじめ とする資源循環過程に伴

う POPs や水銀などによ る環境汚染の発生状況について，

既存の測定分析方法 と 結果を レ ビ ューする と と も に， 予

備調査を実施し た。 また， 技術的側面からの対応 と し て，

適正処理及び温暖化対策を両立する途上国に適合し た技

術システムの設計開発と適用によ る評価を実施し た。

（ ２ ） 廃棄物管理の着実な実践のための調査 ・ 研究

　 「循環型社会に適応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分技

術の確立」 と し て， 循環型社会に対応し た最終処分場類

型の提示を核 と し て， 埋立廃棄物識別 ・ 技術選択シス テ

ム， 持続埋立対応型中間処理技術， 最終処分管理体系や

既存サイ ト の環境融和技術等を配置する総合的な廃棄物

処理 ・ 処分技術シス テムの構築を目的 と し た調査研究な

ど を進めた。 「試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度化 ・ 体

系化」 と し て， 次期 POPs の候補物質の分析法の基礎的

な検討に着手し， モニ タ リ ング対象 と な る物質の選定 と

循環 ・ 廃棄物処理についてモデル的なプロ セス を設定す

る と と も に， 発生状況調査を行 う こ と など を進めた。 ま

た， 「液状 ・ 有機性廃棄物の適正処理技術の高度化」 と し

て， し尿， 生活雑排水， デ ィ スポーザ排水等の処理技術

の性能， 維持管理状況， 感染性微生物 リ ス ク等の観点を

踏まえた現状分析および既設単独 ・ 合併処理浄化槽を高

度処理化する システム改変技術における改善手法，汚泥，

植物残渣等の資源化技術の調査 ・ 検討など を行った。 さ

ら に， 「廃棄物の不適正処理に伴 う 負の遺産対策」 と し

て， 不適正最終処分場や不法投棄サイ ト の修復対策事業

において， 周辺環境に適合し た最適な技術選定を行 う た

めのプロ グ ラ ム開発などに着手し た。

（ ３ ） 基盤型な調査 ・ 研究

　 「廃棄ア スベス ト の リ ス ク管理に関する研究」 と し て，

ア スベス ト 廃棄物の熱処理によ る無害化処理を確認する

ため， 分析が必要な各種試料に対し試験方法の開発に着

手し た。 「資源循環に係る基盤的技術の開発」 と し て， 各

種有用マテ リ アルが選択的にかつ迅速 ・ 高収率で回収可

能な技術に関する調査及び高圧流体応用技術の操作因子

等の明確化に取 り 組んだ。 また， 知的研究基盤の整備 と

し て， 「資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等の

作成」 と し て，資源循環・廃棄物処理に関するデータベー

ス作成に取 り 組んだ。

(2)-1. 　 重点 ２ 中核 P1 　 近未来の循環資源システム と政

策 ・ マネジ メ ン ト 手法の設計 ・ 評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA201

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 田崎智宏， 藤井実， 橋本征二， 南齋規

介， 村上進亮

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近未来におけ る 循環型社会の形成を目指 し，

OECD 等の国際的な研究の動向を踏まえながら， 社会条

件等の変化 と それに伴 う 物質フ ローの時空間的な変化を

量的 ・ 質的に予測 ・ 評価し， 循環型社会形成に向けた戦

略的な目標設定を行 う 。 また， それら を達成する ための

資源循環型の技術システム と 社会 ・ 経済シス テムへの転

換を図る ための政策 ・ マネジ メ ン ト 手法の設計 ・ 評価を

行い， 近未来の循環型社会ビジ ョ ンに向けた転換シナ リ

オを提示する。 具体的には， （ １ ） 10 ～ 20 年後の循環資

源 ・ 廃棄物の発生量を予測し て資源循環の優先的対象を

抽出する と と も に， 資源循環の指標群や定量的な目標を

与える。 （ ２ ） 目標達成のために地域から国レベルの具体

的な技術システム と 政策 ・ マネジ メ ン ト 手法を含む転換

シナ リ オを示す と と も に， その達成のための課題を明確

化し， 新たな循環型社会形成推進基本計画の検討に資す

る目標設定にかかる考え方や個別施策の方向性を提示す

る。

〔内容および成果〕

　 様々な社会条件の変化 と それに伴 う 物質フ ローの変化

に関する定性的な因果関係を網羅的に整理し， 一部の循

環資源について需給バラ ン スの近未来予測を基にし た定

量的な検討を行った。 また， 鉱物系及び廃棄物系バイオ

マスの循環資源について， 評価の対象 と する近未来のシ

ス テムの一次的な設計を行った。 それらの資源循環シス

テムを実現する ための国や自治体レベルの循環 ・ 廃棄物

マネジ メ ン ト 手法 と し て， 廃棄物処理法上の規制緩和措

置やベンチマーキング手法， 廃棄物環境会計手法に関す
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る検討を行い， その枠組みを提示し た。 下記に得られた

成果を示す。

　 １ ） 物質フ ロ ーモデルに基づ く 将来予測 と 近未来ビ

ジ ョ ン転換シナ リ オ評価

　 様々な社会条件の変化 と それに伴 う 物質フ ローの変化

に関する定性的な因果関係を， ワーク シ ョ ッ プ形式での

議論， 識者へのイ ン タ ビ ュー及び他分野の将来予測に関

する知見等を基に網羅的に整理し， 第一段階の定性的な

因果関係モデルを作成し た。 また， これか らの消費形態

は， 環境効率の向上によ る技術的な環境負荷の低減効果

を相殺 し ない こ と が重要 と 考え， 全国レベルの物質フ

ロー （消費） と 環境面でみた技術革新の速度をそれぞれ

定義し， 両者の相対的な関係を理解する ための簡易指標

を提案し た。

　 ２ ） 近未来の技術システムの設計 ・ 評価

　 １ ） の物質フ ローの近未来予測を踏まえて， 主に鉱物

系及び廃棄物系バイオマスの循環資源を対象にし て， 近

未来の資源循環技術シ ス テムの一次的な設計を行った。

特に， 圏域レベル と し て素材産業等の動脈産業 と 廃棄物

処理を担 う 静脈産業 と の連携， 流通におけ る港湾機能を

組み込んだシステム設計を主に鉱物系について行 う と と

も に， 廃棄物系バイ オマスについては， 地域レベルのシ

ステム設計を行った。 また， LCA によ る各種 リ サイ クル

の最適化に関する評価方法を検討 ・ 提示し た。

　 ３ ） 政策手法 ・ マネジ メ ン ト 手法の設計 ・ 開発と評価

　 自治体間のパフ ォーマン ス を比較可能にし， 各自治体

が自らのマネジ メ ン ト を改善し てい く ための手法 と し て

ベンチマーキング手法を提案し た。 また， 物質循環の各

断面での発生する費用や環境保全効果を表現でき る廃棄

物環境会計を提案し， 容器包装 リ サイ クル法 と 一般廃棄

物処理への適用を試みた。 リ サイ クル法制度の見直しに

向けて，問題指摘着目型の実態評価の枠組みを構築し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0406BA501 　 物質 フ ロ ーモデルに基づ く 持続可能な生

産 ・ 消費の達成度評価手法に関する研究 46p.

0406BE817 　 地域資源循環に係る環境会計表の作成 と そ

の適用 47p.

0608BE576 　 物質ス ト ッ ク 勘定体系の構築 と その適用に

よ る廃棄物 ・ 資源管理戦略研究 47p.

0607BE579 　 近未来の循環型社会におけ る技術シ ス テム

ビジ ョ ン と転換戦略に関する研究 48p.

0608BE581 　 ベンチマーク 指標を活用し た一般廃棄物処

理事業の評価に関する研究 49p.

1） 　 物質フ ローモデルに基づ く 持続可能な生産 ・ 消費の

達成度評価手法に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-9

〔研究課題コー ド〕 0406BA501

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二， 南齋規介， 村上進亮

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 環境勘定 と く に物質 フ ロ ー分析

（MFA） 手法に関する先行研究の蓄積を発展させ，持続可

能な生産 ・ 消費 と い う 概念を具体化し， その実現に向け

て社会 ・ 経済を誘導し た り ， その達成度をモニ ターし た

り する ため評価手法 ・ 指標を開発する と と も に， 主要産

業への適用や発展途上国を含む国際比較によ り その有効

性を確認する こ と を目的 と する。 と く に， 経済のグ ロー

バル化に伴い， 一国の生産 ・ 消費活動が他国での生産を

通じ て引き起こす環境への負荷など， 概念的にはその重

要性が強調されながら も定量的な分析が不十分であった

地域間での連関， 波及を通じ た間接的な問題を重視し，

「見かけ」 だけではな く 「隠れた」 問題を含む， よ り 的確

な持続可能な生産 ・ 消費の評価手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 本課題は ４ つのサブテーマか ら構成されるが， 当研究

所では主にサブテーマ 「マルチス ケール物質フ ローモデ

ルの構築と政策評価への適用に関する研究」 を担当し た。

また， 課題全体の代表者 と し て， 他の共同研究機関が担

当するサブテーマ と 連携し， 相互の整合性に留意し なが

ら，さ まざまなスケールにおける物質フ ロー研究の推進・

統合を図 り ， 最終年度の研究と り ま と めを進めた。

　 担当サブテーマについて， マルチス ケール物質フ ロー

モデルの詳細設計を前年度までに行ったが， 本年度はこ

れを用いた事例研究を行った。 と く に， 物量産業連関表

のよ う に， 貨幣単位の産業連関表を も と に物質フ ローを

推計する方法に加え， 主要なプロ セス ご と の積み上げ型

の個別技術データや， 投入物 と 産出物の組成別の物質収

支に基づ く 推計計算を も と に物質フ ローデータ をモデル

に組み入れる方法を用いて， 鉄鋼などの基礎素材生産部

門や発電などのエネルギー転換部門を中心に， 実証デー

タ を入力し た。 これら のデータ， モデルを用いて， 日中

両国での鉄鋼生産関する複数のシナ リ オについて物質フ

ローを比較し た。

　 また， 産業連関表に対応し た環境負荷データベース を

用いて， 環境面での技術革新の速度 と 消費形態変化の速

度に着目し た指標の開発を行った。 我が国の家計消費を

対象にし た CO2 排出に関する指標の算定結果から， 技術

によ る排出低減効果を消費の成長が相殺し ている こ と を
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確認し た。

　 一方， 先行研究か ら取組んでき た本分野におけ る国内

外の研究協力 ・ 交流を進めた。 海外においては， OECD

環境政策委員会傘下の作業部会において， 欧州を中心 と

する本分野の最新の研究動向を調査する と と も に， 物質

フ ロー分析 ・ 指標の我が国におけ る政策への貢献につい

て紹介し た。

　 また， 国内では， 前年度までに開催し た研究集会での

関心事項を踏まえ， 「資源 ・ 製品の大量消費に伴 う 物質フ

ロー と 環境影響に関する ワーク シ ョ ッ プ」 をつ く ば市内

で開催し た。 国際機関， 欧州， 米国， 豪州， 中国の研究

機関から の海外招聘講演 と， 本研究課題および関連する

研究課題に参画する日本の研究者か ら の講演及びパネル

デ ィ ス カ ッ シ ョ ンを行い， 約 150 名の参加者を得た。

　 さ ら に， 物質フ ロー分析分野の国際研究集会や， LCA

分野の国内学会等において， 物質フ ロー分析 と 関連する

分析手法と の統合の可能性と重要性について報告し た。

〔備考〕

共同研究機関：独立行政法人産業技術総合研究所 LCA 研

究セン ター， 独立行政法人物質 ・ 材料研究機構エコマテ

リ アル研究セン ター

共同研究者 ： 盛岡通 ・ 山本祐吾 （大阪大学）， 吉田登 （和

歌山大学） ， 井村秀文 ・ 白川博章 ・ 田畑智博 （名古屋大

学）， 金子慎治 ・ 市橋勝 （広島大学）， 和田喜彦 ・ 岸基史

（同志社大学）

2） 　 地域資源循環に係る環境会計表の作成と その適用

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コー ド〕 0406BE817

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二， 田崎智宏

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 最近， 自治体の廃棄物処理事業に関連 し た物

質， 金銭フ ローの把握や環境負荷の把握が求められてい

るが，体系的な分析枠組みが完成し ておらず，重要なデー

タ項目の欠落， 算出根拠の不明確さ， データ相互間の整

合性不足 と いった様々な問題点があ る。 また， 資源循環

の上流か ら下流までの全体を分析 ・ 評価する ためのシス

テムが不備で， 循環型社会構築 と い う 政策目標に応じ た

事業評価を体系的に行 う には不完全であ る。 そ こ で， 地

域の資源循環 と 自治体の一般廃棄物処理事業の双方に焦

点を当てた環境会計表について， 整備すべきデータ項目

を整理 し， 地域の物質フ ロ ー と それに付随 し た金銭フ

ローを体系的に表現でき る環境会計表の構造を提示する

と と も に， 具体的な地域 ・ 事例を対象に実際にデータ を

整備し， その実行可能性と有効性を評価する。

〔内容および成果〕

　 国連の環境経済統合勘定 と 物量産業連関表をふまえ前

年度までに構築し たマ ク ロ環境会計表に， 一般廃棄物の

処理に係る金銭フ ローを記述する ため， 環境省一般廃棄

物実態調査の費用データ を用いて， 全国ベースでの一般

廃棄物処理費用を収集運搬， 中間処理， 最終処分 と いっ

たごみ処理の活動ご と に推計し た。 その結果， 費用の 84

％が運営 ・ 維持管理費で， そのほ と んどが収集運搬 と 中

間処理によ る も のであ る こ と が示された。 また， これら

データ を容器包装 リ サイ クル法に係る物質および金銭の

フ ローデータ を記述し て， 資源循環の環境会計表を作成

し た。

　 自治体の廃棄物処理事業を対象 と し た ミ ク ロ環境会計

については， 環境保全効果の計測方法及び固定資産等の

取 り 扱いについて検討し， 前年度提案し た枠組みの改良

を行った。 環境保全効果の計測については， 廃棄物処理

事業がなかった場合をベース ラ イ ン と し， 収集運搬， 焼

却， 再資源化， 最終処分などの活動ご と にその効果を計

測する考え方 と 指標を提示し た。 また， 焼却施設， 破砕

施設を対象 と し て こ の枠組みを適用し， データ収集上の

課題について整理し た。 加えて， ミ ク ロ環境会計で得ら

れる費用データの利用例 と し て， 廃棄物処理施設の経済

的な最適更新時期の検討を行った。

〔備考〕

共同研究者 ： 井村秀文， 奥田隆明， 森杉雅史 （名古屋大

学）， 松藤敏彦 （北海道大学）， 二渡了， 松本亨 （北九州

市立大学）， 中山裕文 （九州大学）

3） 　 物質ス ト ッ ク勘定体系の構築と その適用による廃棄

物 ・ 資源管理戦略研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0608BE576

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 田崎智宏， 村上進亮

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 大量生産 ・ 消費 ・ 廃棄に象徴される フ ロー型社

会に対する も の と し てス ト ッ ク型社会が提示されている

が， 既存の物質ス ト ッ ク を有効に活用する ためには， 具

体的にどのよ う な物質がどの程度社会に蓄積され， 活用

され， 将来にわたって廃棄物 と し て発生し， また， 資源

と し ての再活用が可能で， も し く は有害性を有するのか

を明らかにする こ と が必要であ る。 このよ う な こ と から，

本研究では， 物質フ ロ ーの勘定体系 と 整合 し た物質ス

ト ッ ク の勘定体系を構築し て これを適用し， い く つかの
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製品や素材を対象 と し て近未来のシナ リ オ分析を行 う こ

と で， ス ト ッ ク に関わる廃棄物 ・ 資源管理戦略について

検討する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 物質ス ト ッ ク勘定体系の枠組みについての

検討， ス ト ッ ク指標 と し ての寿命の定義 ・ 推計手法に関

する レ ビ ュー， 戦略的に対応すべき金属類 （以下， 戦略

対応金属） の選定手法の検討を行った。

　 物質ス ト ッ ク勘定体系の枠組みについては， そのシス

テム境界 （特に人工圏と環境圏の境界） について検討し，

現状の物質フ ロー勘定においてス ト ッ ク と 勘定される物

質を， その活用状況に応じ て分類する こ と が適当であ る

と し てその分類案を提示し た。 こ の一次案では， 物質ス

ト ッ ク は， 人工圏に確実にあ る も の， 人工圏 と 環境圏の

境界にあ る も の， 環境圏にあ る と 考えた方が よ い も の，

に分類し ている。 こ の分類は， 物質ス ト ッ ク勘定の用途

にも対応し た も のであ り ， 物質フ ロー勘定 と の整合性も

保たれた もの と なっている。

　 寿命については， 用語の定義， 具体的には製品寿命，

保有期間， 滞留時間などの定義を整理し た。 例えば， 製

品が製造されてか ら， 廃棄物処理に投入される までの時

間を製品寿命 と 呼ぶな らば， これは製品 と し ての社会に

おけ る滞留時間であ る。 他方で， リ ユース を考え るので

あれば， 所有者に関する情報が不可欠であ り ， 所有者ご

と に区切っ た保有期間の情報が必要にな る と 考え ら れ

る。 また， 推計手法については， 故障によ る製品寿命を

考え るのであれば信頼性工学に基づいた推計手法， あ る

消費者によ る商品の保有期間を考え るのであればよ り 経

済学的な理論に基づいた推計手法を利用する こ と が適当

と考え られた。

　 戦略対応金属の選定については， 簡易な評価指標を用

いて戦略対応金属を選定する と と も に， その結果を よ り

詳細な評価指標の結果 と 比較検討し た。 評価軸は資源性

と 有害性 （人な らびに生物） と し た。 既存手法を適用し

てテレ ビに含まれる金属類の環境影響指標を算出し て方

法論間の比較を行った結果，RoHS 指令の対象 ４ 金属が懸

念すべき金属類を網羅でき ていない こ と， 評価軸が同じ

で も適用する指標によ って結果が大き く 異な る ため少数

の戦略対応金属を選定する場合には複数の指標を用いる

べき こ と， 指標が考慮し ている事象が多いほど よ り 正確

な結果が得られるわけでないこ と などが示された。

〔備考〕

共同研究者 ： 梅澤修 （横浜国立大学）， 谷川寛樹 （和歌山

大学）， 醍醐市朗 （東京大学）， 中島謙一， 横山一代 （東

北大学），布施正暁 （産業技術総合研究所），山末英嗣 （京

都大学）

4） 　 近未来の循環型社会における技術システムビジ ョ ン

と転換戦略に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0607BE579

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 井上雄三， 倉持秀敏

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 循環基本法， 循環基本計画における 2010 年の

目標設定の下， 様々な主体での循環型社会への転換戦略

が必要と されている。 また， ポス ト 2010 年の 10 ～ 20 年

後の近未来の将来ビジ ョ ン も描 く 必要があ り ， その場合

には， 脱温暖化や資源エネルギーセキ ュ リ テ ィ ， 国土保

全などの同時解決を も念頭に， 持続可能な循環型社会の

構築を目指 さ な く てはな ら ない。 そのために本研究は，

主に技術システムづ く り の観点か ら， 将来ビジ ョ ン と そ

れに向けた転換戦略 と し てのシナ リ オ と ロー ド マ ッ プを

提示する こ と を目的 と する。 また， その検討の過程で得

られる近未来の物質フ ローの予測手法， 近未来の資源循

環のターゲ ッ ト と すべき廃棄物 ・ 副産物 リ ス ト ， 技術シ

ス テムシーズのデータベース， 地域実証に繋がる ビジネ

スモデル ・ 産業モデル， 循環型社会形成推進交付金制度

や再生利用認定制度， 個別 リ サイ クル法などによ る技術

政策の在 り 方などを提示する。

〔内容および成果〕

　 近未来にターゲ ッ ト と な る循環資源 と 必要な技術を絞

り 込むために， 物質フ ローに影響する社会条件の変化に

関する各種の未来予測調査を レ ビ ューし， い く つかの主

要な社会条件影響要因 と し て抽出し た。 次にそれら主要

要因 と 物質フ ローの因果関係モデルを整理し， 近未来に

ターゲ ッ ト と な る循環資源や必要 と な る技術群を抽出し

た。 一方で， 近年注目され当面の間は循環システムの主

な ターゲ ッ ト と な るであろ う バイ オマス系， 鉱物系， 廃

プ ラ スチ ッ ク系循環資源を対象に， モ ノ からみた近未来

の社会条件変化 と の因果関係を逆に類推， 整理し， 先の

因果関係モデル と の整合確認， 補完によ る再構築を行っ

た。

　 次に， 近未来の資源循環システムの設計を行った。 シ

ス テム設計の対象 と し ては， バイ オマス系， 鉱物系， プ

ラ スチ ッ ク系循環資源を対象にし， 近年の技術動向を勘

案 し て第一段階の近未来のシ ス テ ム ビ ジ ョ ン を描出 し

た。 特に鉱物系については， 土石系循環資源の環境修復

利用， 金属成分系循環資源の動脈 ・ 静脈連携 （素材産業

利用） に着眼し たシステムを提示し た。 システム評価の
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モデルケース と し て， 土石系循環資源の道路建設利用，

都市ごみ溶融飛灰の非鉄製錬利用， 廃棄物 ・ 副産物のセ

メ ン ト 製造利用， 食品廃棄物の地域 リ サイ クルシステム

について評価を行った。 特に土石系循環資源の道路利用

については， 道路の維持管理に伴 う 新たな資源の投入や

循環資源の再利用， 道路修繕時の道路交通への影響など

の外部費用までを考慮し たアセ ッ ト マネジ メ ン ト の考え

方を提示し， 資源生産性などの指標を設定し て福岡県を

対象にし た評価を行い， 資源生産性の観点か ら最適な維

持管理の考え方を示し た。 セ メ ン ト 製造については， 動

脈 ・ 静脈連携シ ス テ ムの典型例 と し て， 2001 年度か ら

2004 年度に至る廃棄物 ・ 副産物利用の拡大によ る資源生

産性の変化の試算を行い， 再生資源によ る天然資源の代

替によ って資源生産性が向上し ている こ と を定量的に示

し た。

〔備考〕

共同研究先 ： （財） 廃棄物研究財団， （財） 日本環境衛生

セン ター， （株） エ ッ ク ス都市研究所， （株） みずほ情報

総合研究所

5） 　 ベンチマーク指標を活用し た一般廃棄物処理事業の

評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0608BE581

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 阿部直也

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 よ り 効率的 ・ 効果的な一般廃棄物処理事業を実

現する ためには， 地域特性や施策の実施状況も含め自ら

の事業を多面的に捉え， また， 類似する他自治体の先進

的な取組も参考にし ながら課題を明ら かにし， 適切な施

策事業に戦略的に取 り 組むこ と が重要であ る。 そ こ で本

研究では， 自治体間での比較が可能で全国におけ る相対

的位置付けを分析するマ ク ロ評価の側面か ら， それぞれ

事業の効果及び費用効率性を的確に評価し， 事業の改善

分析に も応用でき るベンチマーク指標を開発 ・ 実証する

と と も に， 今後の指標活用方策に関する展開の方向性を

提示する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 新自治体経営 （NPM） の理念や構成要素を踏ま えて，

一般廃棄物処理事業の評価を行 う 際の軸 と し て， 有効性

（環境保全性 ・ 利便性など）， 効率性 （経済効率）， 公平性

（排出者負担など）， 公正性 （情報透明化， 弱者配慮など）

の大き く ４ つの軸を抽出し， それぞれに対応する ア ウ ト

プ ッ ト ， ア ウ ト カム指標の階層的な構造を整理し た。 一

方， 住民の目か らみた評価の判断軸の抽出 と それら の住

民満足度への影響度合い を把握す る ために， イ ン タ ー

ネ ッ ト モニ ターを用いたアンケー ト 調査を実施し た。 そ

の結果， 一般廃棄物処理事業の中で も有料化や分別への

協力， 施設整備への理解 ・ 合意， マ イバ ッ グ運動などへ

の協力など，それぞれの施策ご と に評価の観点は異な り ，

それらの観点のどれを重視し住民満足度に影響するか も

施策毎， あ るいは住民属性毎に異なっている こ と が明ら

か と なった。 しかし， 当初想定し た ４ つの評価軸で， 住

民の総合的な評価に関わる意識構造はカバーでき る と考

え られた。

　 自治体間を比較する上でのマ ク ロ的なベンチマーク指

標については， 環境省が実施し ている一般廃棄物処理実

態調査の統計値をベースにし た指標を環境省が実施する

調査研究 と 共同で検討し， ガ イ ド ラ イ ン策定に資する指

標の提案を行った。 また， 自治体間比較を行 う 際の類似

自治体のグルーピ ングの考え方 と し て， 地域の社会条件

やごみ処理システムの特性を踏まえた類型化の考え方を

提示し た。

〔備考〕

研究課題代表 ： 北海道大学松藤敏彦教授， 他の分担研究

者 ： 帝京大学， （株） イ ンテージ

(2)-2. 　 重点 ２ 中核 P2 　 資源性・有害性を もつ物質の循環

管理方策の立案と評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA202

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 滝上英孝， 渡部真文， 肴倉宏史， 貴田

晶子， 山本貴士， 村上進亮， 田崎智宏， 寺園淳

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕  廃棄物の適正管理及び， 製品， 資源の循環的利

用が有害性 と 資源性 （有用性） の両面を見据えた新たな

物質管理手法の下に行われる こ と を目指し，国民の安全，

安心への要求に応えつつ， 資源の循環的利用を促進し，

資源回収 ・ 適正処理の高度化を支援する こ と を目的 と す

る。 到達目標は， 資源性 と 有害性の両面を見据えた物質

管理方策を提示し， 再生品促進のための環境安全品質の

管理手法を確立する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 プ ラ スチ ッ ク リ サイ クル ・ 廃棄過程におけ る化学物質

管理方策の検討 　 臭素系及び リ ン系難燃剤を対象 と し て

選定し， それらの分析法開発及び物性測定に着手し成果

を得た。 テレ ビ等の解体， 破砕を行 う 家電 リ サイ クル施

設を対象 と し た調査を実施し， 作業環境やプロ セス排ガ
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ス， 残渣中の有機臭素化合物について測定を行った。 テ

レ ビ内部ダス ト の除去や集塵機の利用 と いった防塵技術

によ る， 作業環境濃度及び環境排出量の低減効果につい

て評価し， その有効性を確認し た。 また， テレ ビ内部ダ

ス ト 中の有機臭素化合物について部材含有量分析を通じ

て起源推定を行い， 基板及びケーシング双方か ら の移行

可能性を明 ら かに し た。 ま た， ヘキサ ク ロ ロ ベン ゼ ン

（HCB）やニ ト ロ化多環芳香族炭化水素類の焼却過程での

挙動を把握する ため， 熱処理プラ ン ト 実験や実施設調査

に基づいて， 排出レベルの評価 と 適正処理方法の検証を

行った。

　 資源性 ・ 有害性を有する金属類の リ サイ クル ・ 廃棄過

程での管理方策の検討 　 水銀のサブス タ ン ス フ ローを整

備し， カ ド ミ ウ ム及び鉛について も着手し た。 水銀は国

内需要が年間 10 ～ 20 ト ンに対し，回収水銀量は 80 ト ン

と 多い こ と を明ら かにし た。 水銀の大気排出イ ンベン ト

リ ーに着手し， リ サイ クル ・ 廃棄過程を含めた環境排出

量の把握に必要な排出係数を文献レ ビ ュー及び各種廃棄

物の燃焼実験等を行い， データ を集積し， 主要な排出源

の排出量を年間 ９ ～ 29 ト ン と推定し た。実測データの不

足し ている排出源について排出係数及び排ガス処理低減

率を統計的解析によ り 推定し た。 製品等複合素材中の金

属の分析方法 と し て， 手解体によ る部品か ら の積み上げ

方式 と 全粉砕 ・ 燃焼方式を提案し た。 基板等に対し て不

適性処理に伴 う 影響 （潜在的な水系汚染 ・ 大気排出 ・ 土

壌蓄積） の推定試験系を確立し た。 パソ コ ンをケース ス

タデ ィ と し て詳細分析し， 基板については， 上記試験法

を用いて潜在的影響量を求めた。

　 再生製品の環境安全品質管理手法の確立 　 評価フ レー

ム案に基づき既存の各種規格試験について検討を重ね，

撹拌強度等， 結果に特に影響する因子を明ら かにし試験

案に反映し た。 「環境最大溶出可能量試験」 の精度評価を

実施し た。 環境曝露試験では特に中性化促進試験によ っ

て一部の金属類の溶出が促進された。 再生製品から の発

生挙動モデル と その後の土壌地下水環境への移動モデル

の原案を構築し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0406BC339 　 再生建材の循環利用過程におけ る長期的な

環境影響評価のための促進試験系の開発及び標準化に関

する研究 50p.

0406BE493 　 循環資源 ・ 廃棄物中の有機臭素化合物およ

びその代謝物管理のためのバイオア ッ セ イ／モニ タ リ ン

グ手法の開発 51p.

0507BE509 　 再生製品に対する環境安全評価手法のシ ス

テム規格化に基づ く 安全品質レベルの合理的設定手法に

関する研究 51p.

0507BE955 　 循環廃棄過程を含めた水銀の排出イ ンベン

ト リ と排出削減に関する研究 52p.

0606MA013 　 平成 １ ８ 年度 Ｒ ｏ Ｈ Ｓ 規制物質等対策調査

業務 53p.

1） 　 再生建材の循環利用過程における長期的な環境影響

評価のための促進試験系の開発及び標準化に関する

研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括 

〔研究課題コー ド〕 0406BC339

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 大迫政浩， 田崎智宏， 肴倉宏史

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 再生建材を循環利用する際に懸念される土壌 ・

地下水系への環境進入や人体への直接摂取などの リ ス ク

事象について， 想定される様々な環境条件下での長期的

な品質劣化やそれに伴 う 有害物質の挙動をモデル化し，

実験的検証を行 う 。 有害物質の長期挙動に影響を与え る

因子について， その影響を短期間に変動させて長期的な

影響を予測し得る促進試験系を開発し， 実際に適用し て

データ集積を図 り 試験系の有効性を確認する と と も に，

最終的には国内外の標準規格化戦略 と の整合を図 り ， 試

験系の標準化への提案を行 う 。

〔内容および成果〕

　 再生材の環境曝露促進系の う ち乾湿繰 り 返し試験につ

いて，新たに気中乾燥－水中浸潤型の試験方法を設計し，

ス ラ グを骨材に用いたモルタル供試体に適用し た。 曝露

後は拡散溶出試験を適用し影響を評価し た。 その結果，

浸潤用溶媒の更新の有無の違いによ り 曝露試験中の溶出

量は大き く 異な るが， 拡散溶出試験段階では顕著な違い

は現れない こ と が明ら か と な った。 ３ 年間の成果よ り ，

コ ン ク リ ー ト 用骨材に利用する場合に十分に留意すべき

曝露条件 と 元素の関係を整理する と と も に， 環境曝露促

進系試験群を提案し た。 また コ ン ク リ ー ト 用骨材 と し て

利用する際， 再生材か ら高アルカ リ 曝露によ り 物性劣化

を含む重金属類の溶出量変化を推定する ために ２ 年間の

モルタル供試体の細孔液によ る微量成分の経時変化を調

べた。 細孔液中に存在する重金属類の由来は， 再生材及

びセ メ ン ト と 考え られ， ２ 種類のセ メ ン ト 及び標準砂 と

３ 種類の溶融ス ラ グのモルタル供試体を作成し細孔液中

の重金属類濃度及び， 再生材及びセ メ ン ト の pH 依存性

試験も合わせて評価し た。 微量成分 と し ては， オキシア

ニオン （Pb， Cr， Mo） や Cu がみられ， その多 く はセ メ
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ン ト から の寄与が大きい と 推定された。 環境曝露促進試

験 と し て細孔液試験を利用するにあた り ， 時間短縮をね

ら い， アルカ リ 添加によ る手法も合わせて検討し た。 道

路用ア ス フ ァル ト 合材 と し て骨材利用し た場合に生じ る

粉塵飛散について， 経呼吸摂取によ る リ ス ク を推定する

ため， 0.075mm 以下の飛散粉塵中のス ラ グ存在率を調査

し た。 ス ラ グ と 天然骨材の重金属含有量差に着目し た場

合と SiO2 ピーク に着目し た場合の両者において， 粉塵中

のス ラ グ存在率はアス フ ァル ト 合材作成時のス ラ グ配合

率を下回ってお り ， ス ラ グが優先的に微粉化する こ と は

ないこ と が確かめられた。 逆に 150 ～ 600μm の粒径で

はス ラ グ存在率が高 く なってお り ， ス ラ グは天然骨材 と

比較し て微粉化しに く い傾向が強 く 示唆された。 重金属

元素のほ と んどが粒径に関係な く 一定の含有濃度で存在

し たが， ニ ッ ケルや銅， ク ロ ムでは微粒子ほど濃度が高

く な る傾向も一部のス ラ グ含有合材で確かめられた。 ３

年間行った環境曝露促進試験の結果か ら， 土木利用では

乾湿繰 り 返し及び中性化促進試験の影響が大き い こ と，

凍結融解条件によ って物理劣化及び重金属類の溶出が起

こ り う る こ と が得られてお り ， それら の促進試験につい

ては土木試験法を中心と し た標準的方法を提示し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 京都大学

2） 　 循環資源 ・ 廃棄物中の有機臭素化合物およびその代

謝物管理のためのバイオア ッ セイ／モニ タ リ ング手

法の開発

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コー ド〕 0406BE493

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 臭素化合物の生体代謝物が多様な毒性ポテ ン

シ ャルを有する可能性があ り ， 親化合物， 代謝物の毒性

を検出でき る包括的なバイオア ッ セイ／化学分析統合モ

ニ タ リ ングツールの開発に取 り 組んで実態調査に適用す

る ほか， ヒ ト の有機臭素化合物への曝露状況を把握し，

有機臭素化合物の化学毒性 リ ス ク評価／制御に資する知

見獲得をねらい とする。

〔内容および成果〕

　 １ ） 有機臭素化合物およびその代謝物の化学分析手法

の開発， 検討を生物試料を対象に行った。 代謝物のモデ

ル物質と し て水酸化ポ リ 塩素化ビ フ ェニル（水酸化 PCB）

の分析法開発を進め， 鯨類の脳におけ るその蓄積パター

ンの解明を試みた。 また， 野生高等動物におけ る臭素系

難燃剤ヘキサブロモシ ク ロ ド デカンの蓄積特性について

明らかにし た。

　 ２ ） 有機臭素化合物の ヒ ト におけ る曝露評価を実施し

た。 臍帯， 臍帯血， 母体血， 母乳の採取サンプルセ ッ ト

についてポ リ 臭素化ジ フ ェ ニルエーテル類 （PBDE） と

PCB の分析を行い，PBDE の体内蓄積濃度の個人差傾向に

ついて検証を行い， PCB と の分析結果比較を行った。

　 ３ ） 有機臭素化合物の ト キシ コゲ ノ ミ ク スによ る毒性

評価を実施し た。 臭素化難燃剤製剤を曝露し た ヒ ト 臍帯

細胞における遺伝子発現評価を行い， RT － PCR によ る

発現確認 と と も に有機臭素化合物に特異的な遺伝子マー

カーの検索を実施し た。

　 ４ ） バイオア ッ セ イ／化学分析を用いたハウ スダス ト

中の毒性同定評価研究を実施し た。CALUX ア ッ セイ及び

TTR 結合ア ッ セイにおける活性画分からの物質同定を試

み， TTR 結合物質 と し て複数の有機臭素化合物及び有機

塩素化合物を同定し， ダス ト 中濃度の定量を行った。

　 ５ ） 製品か ら ダス ト への有機臭素化合物の移行可能性

についてテレ ビ を対象に検証を行った。 テレ ビ内部ダス

ト 中の有機臭素化合物について部材含有量分析を通じ て

起源推定を行い， 基板及びケーシング双方か らの移行可

能性を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 千葉大学， 愛媛大学， 京都大学

3） 　 再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規格

化に基づ く 安全品質レベルの合理的設定手法に関す

る研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0507BE509

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 貴田晶子， 遠藤和人， 肴倉宏史

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 再生製品の利用拡大が進ま ない大き な原因は

安全性に対す る 不安感であ り ， 安全性を科学合理性を

も って説明でき る評価手法が確立， 体系化されていない

こ と によ る。 また， 社会が要求する安全品質レベルを設

定するには， 国際的にボーダレ ス化する循環フ ローの社

会への様々な影響を勘案し なければな ら ない。 そ こ で，

量的に多い建設資材系の再生製品を対象 と し た土壌 ・ 地

下水への溶出 リ ス ク に焦点をあて， その性状や多様な利

用形態によ る影響の違いを適切に評価でき， かつ長期的

外部環境変化に伴 う 影響など， 目的に応じ た複数の試験

方法を設計し， 実試料を用いた実験的検討等を行って妥

当性を検証し， 一連の試験群を体系的なシス テム規格 と

し て提案する。 また， 一連の試験群か ら得られるデータ
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を用いた土壌 ・ 地下水への影響予測手法を確立し， 他の

環境負荷 と の ト レー ド オフ を勘案し た合理的な安全品質

レベルの決定手法を構築する。

〔内容および成果〕

　 再生製品の利用シナ リ オや利用形態を類型化し， 材料

レベル と 製品レベルで利用条件に応じ た環境曝露試験 と

特性化試験を選択し， 再生利用の際の環境安全性を評価

し管理し てい く ための基本的な考え方の枠組みを作成し

た。 カ ラ ム試験や pH 依存性試験などの欧州規格ベース

の各種溶出試験について試行を重ね， 適性な試験条件を

明確化し試験規格草案を作成し た。 特に， 環境溶出可能

量試験 （アベイ ラ ビ リ テ ィ 試験） については全 18 機関の

協力によ り 共通試料によ る精度評価を実施し， 十分な精

度を有する こ と を確認し た。 本成果を も と に， 廃棄物学

会規格 と し て提案を進める予定であ る。 プ ラ スチ ッ ク中

に含まれる有害有機化合物溶出試験の標準化では， 親水

性化合物を対象と し て含有量試験， pH 依存性試験， 連続

バ ッ チ試験を適用し， 対象物質の物性に依存し た溶出特

性の相違を明確化し た。

　 発生源挙動の理論モデル化では， 計算に必要な外的因

子候補と し て DOC， 酸化還元電位な らびにイオン強度に

ついて検討を行い，特に DOC の影響が顕著であ る こ と を

明 ら かに し た。 こ れを受け， 化学平衡計算プ ロ グ ラ ム

PHREEQCにDOC影響や吸着・錯体形成等の種々の随伴す

る諸現象を組み込んだ化学平衡計算モデルを作成し， さ

ら に移動モデル と 融合させて実利用場におけ る流出挙動

の表現を試みたが， 結果についてはさ らに精緻化の検討

を重ねる必要があ る。土壌地下水中移流分散モデルでは，

地盤の条件 と し て使用されているパラ メ ーターについて

幅広に調査を行った。 また， 不飽和部の一次元的簡易計

算法を提案し， その後に三次元飽和解析を実施する方法

を構築し た。

　 合理的な安全品質レベルの設定手法の検討において

は， LCA 手法によ る温暖化ガス排出など環境負荷 と有害

物質溶出に よ る リ ス ク と の ト レー ド オフ解析について，

溶融ス ラ グを対象 と し て前年度の評価範囲の拡大を図っ

た。 すなわち， 溶融プロセスか ら発生する溶融飛灰中の

ベース メ タルの回収を目的 と し た非鉄製錬プロセスへの

山元還元までを評価範囲 と し た。 その結果， 溶融飛灰の

埋立処分に対し て温暖化ガス排出量は増加するが， 重金

属固定化処理が不十分な溶融飛灰埋立に伴 う 環境 リ ス ク

の低減等に大き く 貢献する可能性が見出された。

　 その他， 提案規格の適用ニーズに関する基礎調査 と し

て， 41 都道府県に対し て リ サイ クル認定制度の概要， 基

準， 利用状況等のアンケー ト 調査の回答を得て， 品質 ・

環境安全性の基準を整理し， 本制度が提案規格の適用対

象と し てニーズが高いこ と がわかった。

〔備考〕

共同研究 ： 廃棄物学会学術研究委員会試験検査法部会

4） 　 循環廃棄過程を含めた水銀の排出イ ンベン ト リ と排

出削減に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0507BE955

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 安田憲二

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 水銀の世界的削減の動向があ る中， アジアから

の多 く の発生源が注目されるが， 日本を含むアジア圏の

状況が不明であ る。 日本におけ る主た る排出源 と される

石炭燃焼 ・ 廃棄物燃焼を含む排出イ ンベン ト リ ーを作成

する こ と を目的 と する。 また リ サイ クルの推進によ り 廃

棄物 ・ 二次資源， また産業系か ら の回収水銀のアジアへ

の流入に対する環境影響に関し ての挙動の把握 と 予測を

行 う ため， 水銀の物質フ ローモデル及び環境動態モデル

を， アジアを見据えて開発する。 開発し たモデルを用い

て， 削減方法に応じ た制御シナ リ オに対応する大気排出

量を推定する。 ま た水銀の形態別存在量を実態把握し，

連続モニ タ リ ング装置によ る排出量推定値の精度検証を

行 う 。 研究全体 と し ては， 世界的削減計画に対応でき る

よ う ， アジア圏におけ る水銀の排出量， 環境動態に関す

る情報を提供する研究とする。

〔内容および成果〕

　 排出量の推定にあた り ， 排出係数や排出低減効率の精

度によ って排出量を過小， 過大に推定し て し ま う 問題を

有する。 そ こ で排出イ ンベン ト リ ーの精緻化作業では，

以下の推定戦略を用いた。 １ ） 既往の文献値を援用し た

排出量推定。 ２ ） 本研究での実測定 （実プ ラ ン ト ， 試験

燃焼炉） を基にし た排出量推定。 ３ ） プロ セス中のモデ

ル計算を通じ た排出量推定であ る。 １ ） ～ ３ ） の排出量

推定を個別 ・ 独立に行い， それぞれの推定値が近い値を

示すと き， その推定値は信頼性が高い と考えた。 まず ３ ）

のモデル計算において “ 代表的な ” 排出低減効率を求め

る ため， 収集し たデータ を統計分析し た。 そ し て装置の

種類別に排出低減効率の平均値と その 95％信頼区間を求

めた。 また こ の結果を用いてダ イオキシン対策によ る排

ガス処理装置での水銀除去効率の改善効果を求めた と こ

ろ， 1991 年の 35％から 2003 年での 93％へ と大幅に上昇

し ていた。 プロ セスのモデル化では特にセ メ ン ト 産業に

注目し た。 セ メ ン ト 産業では重金属のサブス タ ン スバラ
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ン ス を把握でき， モデル化で使用する廃棄物重金属含有

量データベースの精度を確認でき るか ら であ る。 セ メ ン

ト 産業での排出量推定では １ ） ～ ３ ） よ り 求めた推定値

がすべて 9.5 ～ 10.7 ト ンの範囲にあった。 なお， モデル

計算 ３ ） によ り ， 排出量の 55％が廃棄物由来 と推定され

た。 ２ ） の実測定では自動車シュ レ ッ ダーダス ト ， RDF，

下水汚泥， 混合産業廃棄物， 医療廃棄物， 建設系廃プ ラ

スチ ッ ク， 木 く ずを対象に行い， 排出係数を求めた。 本

年度までの成果を も と に総排出量の推定を行 う と 24～28

ト ン程度に見積 も ら れた。 ただ し， 大口排出源 （鉄鋼，

非鉄精錬） ではまだ １ ） によ る検討のみであ り ， ２ ） ～

３ ） によ る詳細な検討を要する ため， 最終的な推定排出

量はさ らに増減する可能性があ る。

〔備考〕

共同研究期間 ： 京都大学 （酒井伸一， 高岡昌輝， 平井康

宏）， 岐阜大学 （守富寛）， 岡山大学 （安田憲二）

5） 　 プ ラ スチ ッ ク含有廃棄物の処理および リサイ クル過

程における有害物質の生成特性解析と効率的対策手

法の開発

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 BE

〔研究課題コー ド〕 0608BE946

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 野馬幸生， 渡部真文

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 焼却排ガ スおよ び廃プ ラ ス チ ッ ク 類の リ サ イ

クル過程から有機窒素化合物が排出される懸念があ る こ

と か ら， 測定方法を開発し， 低温か ら高温に至る各種温

度条件での生成上の諸特性を定量的に明らかにし， さ ら

に高効率触媒の適用などによ って効果的に低減する技術

を開発する。 これによ り ， １ ） 科学的知見の不十分な有

機窒素化合物について， 基礎試験および実プ ラ ン ト 調査

を通じ て実態， 機構および対策までの詳細を明ら かにす

る こ と， ２ ） 廃棄物処理および資源循環施設に適合する

適正な物質管理方策を提示する こ と， が目的であ る。

〔内容および成果〕

　 比較的高温での気相中または固相表面におけ る多環芳

香族化合物 （PAH） と 窒素酸化物 と の反応によ る有機窒

素化合物 （ニ ト ロ PAH） の生成に着目し， ガス流通式加

熱反応装置を用いた実験によ り ，300 ～ 1,000 ℃の広い温

度領域でガス状ピ レ ンの供給から 1- ニ ト ロ ピ レ ンおよび

条件によ ってジニ ト ロ ピ レ ン類が生成する こ と を確認し

た。 また， 廃棄物焼却炉のダ イオキシン排出削減対策 と

し て燃焼温度を高温化する と ニ ト ロ PAH の発生が増加す

る と い う 懸念に対し， 熱処理プラ ン ト での燃焼実験で挙

動を明ら かにする と 共に， 実施設調査や過去にダ イオキ

シン類を分析し た排出ガス保存試料の分析によ り 実態を

把握し た。 燃焼実験の結果， ニ ト ロ PAH は燃焼温度の高

温化に伴いその生成が抑制される こ と， 一次燃焼で生成

し た大部分は二次燃焼 と 排ガス処理によ り 分解 ・ 除去さ

れる こ と を明らかにし た。 実施設調査や保存試料の分析

結果によ り ，全般的にダ イオキシン類や PAH の排ガス濃

度が低い施設ほどニ ト ロ PAH も低い こ と を明ら かにし

た。 また， 排ガス試料を対象に， 数 ng/m3N レベルまで測

定可能な分析法を確立し た。

　 プ ラ スチ ッ ク の低温加熱時 （300 ℃以下） に揮散する

化学物質 と く に有機窒素化合物の同定を行い， その熱挙

動を把握し た。 化学物質種は， 加熱し たプ ラ スチ ッ ク の

種類で異な ってお り ， ま た添加剤の揮散 も 確認 さ れた。

揮散し た化学物質中の窒素原子は樹脂や添加剤由来であ

り ， 反応ガス由来でない こ と も明ら かにし た。 加熱温度

の上昇によ り ， 揮散する化学物質の種類 ・ 量 と も増加し

たが， その増加パターンは化学物質の起源や物性等に依

存し ていた。

　 排ガス中に含まれる有機窒素化合物等を比較的低温で

接触分解する ための触媒探索を行った。 こ こ ではニ ト ロ

ベンゼンを有機窒素化合物のモデル化合物 と し て， さ ま

ざまな触媒の活性試験を行った と こ ろ， ニ ッ ケル－セ リ

ア系触媒が高い性能を示すこ と を見出し た。 反応温度依

存性の検討結果から反応温度と し ては 300 ℃程度でよい

こ と も わかった。 特に， セ リ アの存在が高活性に結びつ

いている点か ら， セ リ ア上に吸着し たニ ト ロベンゼンが

近接する ニ ッ ケルによ って効率よ く 分解される機構を考

察し た。

〔備考〕

期間 ： 平成 18 年度～平成 20 年度 　

担当者：○川本克也 （循環型社会・廃棄物研究セン ター），

野馬幸生， 渡部真文， 筑波大学 　 冨重圭一

6） 　 平成 １ ８ 年度 Ｒ ｏ Ｈ Ｓ 規制物質等対策調査業務

〔区分名〕 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0606MA013

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 本調査は， 廃棄物処理や リ サ イ ク ル等に係 る

Ｒ ｏ Ｈ Ｓ 規制物質等について， 国内外の研究成果や知見

を収集 ・ 整理し， 廃棄物処理施設等か ら の排出経路 ・ 形

態等及び再生製品中の状況を把握する こ と によ り ， 今後

の対策指針策定に必要な基礎資料を得る こ と を目的 とす

る。
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〔内容および成果〕

（ １ ）～（ ４ ）の各調査を実施し，以下のよ う な成果を得た。

（ １ ） 焼却施設， 破砕施設， 圧縮 ・ 減容施設， 最終処分場

等の廃棄物処理施設に係る技術情報並びにそれら施設に

おけ る有害化学物質の発生及び発生抑制等に関する技術

情報等の文献調査を実施し， 結果を と り ま と めた。

（ ２ ） 廃家電製品中における Ｒ ｏ Ｈ Ｓ 規制物質等の含有

状況を把握する目的で電気カーペッ ト 類の部材中濃度分

析を実施し， 測定結果を取 り ま と めた。

（ ３ ） 廃棄物中間処理施設であ る焼却施設 （ １ 施設） ， 破

砕 ・ 圧縮施設 （ １ 施設） における Ｒ ｏ Ｈ Ｓ 規制物質等，

有害化学物質の排出実態調査を実施し， 処理プロ セスに

おけ るそれら物質の制御性やマス フ ローについて解析を

行った。

（ ４ ） 廃棄物処理技術に係る国外情報と し て， アジア， 欧

米諸国におけ る各種化学物質の規制基準について情報収

集を行い， 結果を取 り ま と めた。

〔備考〕

(2)-3. 　 重点 ２ 中核P3 　 廃棄物系バイオマスのWin-Win型

資源循環技術の開発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA203

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 稲森悠平， 蛯江美孝， 徐開

欽， 倉持秀敏， 大迫政浩， 井上雄三

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 炭素 ・ 水素の大規模循環にも とづ く エネルギー

リ サイ クルおよびマテ リ アル資源 リ サイ クルの両要素技

術開発によ って， 資源循環 と脱温暖化等に関し Win-Win

型の相乗的な効果を生み出すこ と をねら い と する。 エネ

ルギー / マテ リ アル リ サイ クル個別の要素技術について

基礎か ら応用段階にいた る研究および技術開発を多様か

つ効率的に進め， また相互に関連性を考慮し た取 り 組み

を行 う 。動脈 - 静脈プロセス間連携 / 一体化資源循環シス

テムにおいては， これら開発技術の成果 と 民間企業への

ア ウ ト ソーシング等を活用する。 これによ り ， 資源循環

を支え る技術開発研究の中核 と し ての役割を具現化し，

中期計画期間内での技術システムの実用化を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 炭素サイ クル型エネルギー循環利用技術システムの

開発 と 評価 ： 比較的低温 （850 ℃） の操作で無触媒のガ

ス化 - 改質プロセスによ り ， 発電等のエネルギー利用が

可能と考え られる発熱量 （1,000kcal （4,200kJ） /m3） 以上

のガス を木質原料から高効率で得られる こ と を明ら かに

し た。 また， 触媒利用を想定し た場合の長期性能評価 と

し て タール模擬成分の供給試験， および大型実験プ ラ ン

ト を用いたガ ス化－改質特性の経時変化特性を把握し，

次段階への課題を抽出し た。 さ ら に， バイ オデ ィ ーゼル

燃料 （BDF） 製造プロ セスの最適化のための基礎情報の

整備 と し て， 相平衡データの測定および相平衡推算モデ

ルの適用性の評価を行った。

　 一方， 未利用バイオマスの発酵プロ セスへの受け入れ

に関し て， 液状廃棄物 と し ての生ごみ等の基質特性を評

価し， 水素 ・ メ タ ン ２ 段発酵シス テムにおけ る ガス発生

特性等を明ら かにし た。 発酵阻害 と な る アンモニアへの

対応と し て， MAP-ANAMMOX アンモニア除去システム

の実証実験に向け， MAP に よ る アンモニア除去 ・ 再溶

解 ・ 亜硝酸 ・ ANAMMOX の各 リ ア ク ターの設計 ・ 運転パ

ラ メ ータ を決定する と と もに実証施設を選定し た。

（ ２ ） 潜在資源活用型マテ リ アル回収利用技術システムの

開発 と 評価 ： 食品廃棄物を用いた連続回分方式の乳酸培

養実験において， 発酵廃液 と 残さ を全 く 出さ ないゼロエ

ミ ッ シ ョ ン型の食品廃棄物のバイ オプ ラ スチ ッ ク生産 ・

飼料化技術シス テムを構築し た。 一方， 液状廃棄物処理

システムを対象 と し た リ ンの回収については， 長期安定

的な リ ン除去のための適正な維持管理技術を検討する と

同時に， 枯渇性 リ ン資源の回収技術 と し て， 分散 ・ 集中

のス ケールに応じ た吸着法， 鉄電解法および汚泥減容化

と のハイブ リ ッ ド 化等のプロ セス開発を行い， 処理プロ

セスの基盤を構築でき た。

（ ３ ） 動脈 - 静脈プロセス間連携 / 一体化資源循環システ

ムの開発 と 実証評価 ： 大量に発生し ている下水汚泥を対

象と し， バイオマス固形燃料への質転換プロセス （乾燥，

水熱処理， 炭化） と セ メ ン ト 製造プロセス を連結し た動

脈 ・ 静脈一体化シス テムを設計し た。 対象システムにつ

いて， 物質収支， エネルギー収支， 燃料の性状データ等

を取得し， 下水汚泥焼却シス テム と 比較し た結果， 石炭

代替効果等によ る相当量の CO2 削減効果が認められた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0307BH593 　 バイ オ資源 ・ 廃棄物等か ら の水素製造技術

開発 55p.

0608BE989 　 高度処理浄化槽における リ ン除去・回収・資

源化技術の開発と システム評価 55p.

1） 　 水素生成原料と し てのバイオマス系廃棄物および廃

棄物焼却灰の品質管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コー ド〕 0506BE953
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〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 水素生成原料 と し てのバ イ オマ ス系廃棄物お

よび焼却灰について， 循環利用時におけ る原料の物理化

学的お よ び生物学的な要求品質を明 ら かにす る と と も

に， 資源化時におけ る要求品質レベルの設定を試みる。

また， 各地域におけ る循環資源の品質条件の提案に向け

た基盤情報整備を行 う 。 各資源化プロセスにおいて要求

される品質範囲を踏まえ， 原料改質の必要性や各種成分

の添加が水素生成に与え る影響について明らかにする。

〔内容および成果〕

　 埼玉県および滋賀県におけ る一般廃棄物および産業廃

棄物の排出 と 処理に関す る 地域フ ロ ーに関す る デー タ

ベース を用いて， 水素製造を想定し た場合の焼却残さ と

有機性汚泥， 動植物残さ な らびに家畜ふん尿 と の地域的

な供給バラ ン ス を解析し た。 有機性廃棄物について， 全

量 と すでに利用 さ れてい る も のを差し引いた量を用い，

また， バラ ン スは， 市町村界内処理 と 広域処理を想定す

る こ と で，よ り 現実的な資源有効利用の計画論を示し た。

〔備考〕

全体の課題名 ： 水素生成プロ セスの導入によ る地域未利

用バイオマスの適正循環システムの構築に関する研究

研究代表者 ： 石垣智基 （龍谷大学）

共同研究者 ： 池道彦 （大阪大学）， 成岡朋弘 （九州大学）

2） 　 高度処理浄化槽における リ ン除去 ・ 回収 ・ 資源化技

術の開発と システム評価

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コー ド〕 0608BE989

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 徐開欽， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 環境低負荷資源循環型の社会シ ス テ ム を構築

する ための浄化槽法改正の これか らの課題であ る リ ン負

荷削減等の新技術開発は重要な位置づけにあ る。 特に，

流域に分散する合併処理浄化槽においては， 流域単位で

リ ン負荷削減対策を実行し易い リ ン除去 ・ 回収 ・ 資源化

技術の開発 と 導入が最大の課題であ る。 リ ンは枯渇化資

源であ り ， リ ンを 100％海外依存する我が国では， リ ン

回収循環利用を図る システムの構築が将来的な見通しか

ら重要課題と なっている。 本研究では， これら を踏まえ，

合併処理浄化槽を中心に， 環境低負荷資源循環型の理念

を取 り 入れた生活排水の リ ン対策 と し ての吸着 ・ 電解脱

リ ン法等を導入し たシステム技術開発 と， 派生する回収

リ ンの肥料化， 工業薬品化の適正技術開発 と 社会受け入

れ度評価に基づ く 適正システム構築を目途 と し て研究を

実施する。 　

〔内容および成果〕

　 吸着脱 リ ンの除去安定化シス テム開発 と し て， 土浦市

等のモデル地域におけ る吸着脱 リ ンシステムの季節変動

等を踏まえた長期的 リ ン除去特性， 維持管理特性等の検

討を行い， 除去安定性の高い脱 リ ンシステムの基盤が構

築でき た。 また， 高度処理浄化槽におけ る鉄電解脱 リ ン

法の リ ン除去特性， 汚泥生成能， 生物相への影響および

鉄電解脱 リ ン法によ り 生成し た リ ン酸鉄を含む貯留汚泥

の リ ン含有率， リ ン回収特性等について実現場におけ る

処理特性を解析し た結果， 鉄電解脱 リ ン法によ る リ ン除

去性能は高 く ， 適正な電流値設定等の維持管理に よ り ，

ほ と んどの浄化槽で T-P1mg ・ L-1 以下を達成し た。 また

処理水のBOD，T-N，SSについて も目標水質（BOD10mg･L-

1，T-N10mg ･ L-1，SS10mg ･ L-1） を達成し てお り ，鉄電解脱

リ ン法を導入し た高度処理浄化槽は分散型の高度生活排

水処理シ ス テ ム と し て極めて有効であ る こ と がわかっ

た。

　 リ ン除去 ・ 廃棄か ら回収 ・ 資源化へのパラ ダ イ ムシフ

ト を図る上での基盤解析 と し て， 鉄電解脱 リ ン法によ り

リ ン酸鉄 と し て沈殿除去された汚泥を回収 ・ 解析し た と

こ ろ， 嫌気槽貯留汚泥の リ ン含有率は ６ ％程度 と 高 く ，

リ ン除去機能のない浄化槽汚泥 と 比較し て高濃度に リ ン

が蓄積される こ と が明ら か と なった。 また， 貯留汚泥か

ら の リ ン回収のための溶出試験を行った結果， 硫酸濃度

0.25mol ･ L-1 以上で 80％程度の リ ンが溶出され，また短時

間で溶出率 70 ～ 95％が得られ， 効率的な リ ン回収の可

能性が示唆された。 さ ら に， 今回の試験条件では汚泥濃

度の違いによ る溶出率に顕著な差は認め られず， 高濃度

の汚泥から溶出させる こ と で高濃度の リ ン溶液が得られ

る こ と がわかった。

　 すなわち， 脱 リ ンシス テムの機能比較解析 と し て， 吸

着脱 リ ン法 と 鉄電解脱 リ ン法の両システムにおいて， 流

入負荷条件， 水温条件の制御下におけ る リ ン除去性能，

脱窒性能， 汚泥生成能， リ ン含有率， リ ン回収特性等に

ついて適正条件を検討し， 最適システムの基盤が構築で

き た。

〔備考〕

共同研究機関 ： （財） 日本建築セン ター， （株） 三洋電機，

フジ ク リ ーン工業 （株） ， パシフ ィ ッ ク コ ンサルタ ン ツ

（株）， （財） 茨城県薬剤師会公衆衛生検査セン ター， 早稲

田大学

3） 　 バイオ資源 ・ 廃棄物等からの水素製造技術開発
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〔区分名〕 環境 - 石油特会 

〔研究課題コー ド〕 0307BH593

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 稲森悠平， 倉持秀敏， 蛯江美孝， 徐開

欽， 呉畏

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 燃料電池の燃料 と なる水素は， 天然ガスや メ タ

ノ ールか らの製造が可能であ る も のの， 多様な用途が期

待されるバイオ資源や廃棄物か らの製造については技術

が確立し ていない。 それら潜在的利用価値の高いバイオ

資源等か ら水素を効率的に製造する ため， ガス化改質や

ガス精製等の技術開発を行い， 地域特性に応じ た地域内

自立型の資源 ・ 環境負荷最小化システム， さ ら には地域

間統合に関する システム解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ガス化－改質プロセスについて， 処理量約 15kg/h のベ

ンチス ケールプラ ン ト を用いた試験と同 １ kg/h 以下の基

礎実験装置を用いた試験によ り ， Ni 系改質触媒 と酸化カ

ルシ ウ ム （CaO） の複合的な適用効果の実証 と 両者の適

正な配合割合， および触媒の長時間性能について探求し

た。

　 木質および RPF を原料 と し たベンチスケール試験で，

前段充填の CaO と触媒の質量比を １ ： ２ ～ ３ ： １ で変化

させた結果， CaO 比の少ない １ ： ２ の条件での水素 （H2）

生成効率が最も高かった。H2 生成に対する CaO の触媒効

果は小さ く ， 炭化水素の改質性向上 と 副生成物質によ る

触媒の被毒を低減する こ と が主要効果であ る こ と が明ら

かになった。

　 基礎実験装置にタール模擬成分 と し てベンゼン， ト ル

エン， キシレ ンおよびナフ タ レ ンを適用し た。 ナフ タ レ

ンの分解率に 100 時間まで低下はほ と んど起こ ら なかっ

たが， 20 時間経過時点からベンゼンの分解能が急速に低

下し たほか， ト ルエン と キシレ ンの分解率も あ る程度低

下し， 約 80 時間経過時点からいずれも大き く 低減し， 触

媒の劣化が明瞭 と なった。 物質によ る違いは分子の結合

安定性によ る と 推測された。 これら よ り ， 触媒の再生の

ための課題を抽出し た。

　 バイオデ ィ ーゼル燃料 （BDF） 製造プロセス，特に， メ

タ ノ ール回収などの BDF精製プロセスの最適化を目指し

て， そのプロセスの設計に適し た相平衡推算モデルを選

定する ために， 数種類の UNIFAC モデルに対し て推算モ

デル と し ての有用性を評価し た。 さ ら に， プロセス設計

に必要な相平衡関係 も 測定 し， 相平衡デー タ の整備 も

行った。

　 また一方， 廃棄物系の BDF 原料の拡大を目指し て， ト

ラ ッ プグ リ ースなどの低品位原料の性状および有害物質

の有無を調査 ・ 分析する と と も に， 低品位原料を既存の

BDF 製造プロセスへ導入する ための前処理技術の選定も

行った。 前処理技術の基礎的検討と し て， BDF 原料成分

を抽出する ための基礎実験を行い， 原料抽出に適し た溶

媒を見いだし た。

　 水素 ・ メ タ ン発酵プロ セスについて， 厨芥処理を行 う

USB ・ 生物膜循環法の適正運転操作条件の検討 ・ 解析を

行った結果， 第 １ 反応槽の pH 制御が可溶化の促進にお

いて重要 と な る こ と， メ タ ン転換率については， 可溶化

能力に依存し てお り ， 循環比を大き く する こ と で第 １ 反

応槽の HRT を短 く し， 第 １ 反応槽で可溶化， 第 ２ 反応槽

で メ タ ン生成 と機能を分離する こ と で発生するガス中の

メ タ ンの割合が大き く な り ， メ タ ン転換の効率化が可能

であ る こ と が明か と なった。

　 また， 水素 ・ メ タ ン二段発酵プロセスにおけ る微生物

群集構造解析の結果， バイオマス種類 と 発酵温度をパラ

メ ーターと し た試験において，水素生成細菌 （Clostridium

属） 数は水素生成ポテンシ ャル と 同様の傾向が見 ら れ，

検出された細菌群が水素生成におけ る主要な役割を担っ

ている こ と が示唆された。 また， セルロース分解細菌は

超高温の方が多 く 存在し てお り ， 混合原料におけ る水素

発酵の可能性が示唆された。

　 水素 ・ メ タ ン二段発酵 と 好気生物膜ハイブ リ ッ ト シス

テムの技術開発 と し ては， 食堂残飯を用いた本プロセス

の連続運転の結果， 水素発酵槽か ら のガ ス生成速度は

4.6L ・ L-1 ・ d-1， 水素濃度は 50 ～ 56％， 水素収率は 1.7 ～

2.5mol ・ mol hexose-1converted であ り ， メ タ ン発酵槽から

のガス生成速度は 2.6L ・ L-1 ・ d-1， メ タ ン濃度は 72 ～ 80

％であ り ， 効率的に機能する こ と がわかった。 また， 本

プロセスでは pH 制御のための薬剤添加および栄養塩類

添加を行わずにバイオマスか ら の水素 ・ メ タ ンガス回収

と窒素 ・ リ ン除去が可能であ る こ と が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 ： 酒井伸一 （特別客員研究員 ； 京大教授） 環

境省地球環境局から受託。

共同研究機関：日立造船（株），（株） タ ク マ，大阪ガス （株） 

4） 　 軽油代替燃料への利用拡大を目的と し た廃食用油の

相平衡の把握と品質向上技術の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0608CD993

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 大迫政浩， 山本貴士

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）
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〔目 　 的〕 既存のバイオデ ィ ーゼル燃料 （BDF） 製造ラ イ

ンに適用でき る廃食用油の品質範囲を拡大する ため， 本

研究では， い く つかの廃食用油モデルを調製し， モデル

系の基本的な性質を示す相平衡を把握する ための手法お

よび情報を整備する。 さ ら に， その成果を踏まえて， 廃

食用油の品質ご と に既存の BDF化プロセスに導入するた

めの前処理技術を提案し， 安全性の観点を含めて精製プ

ロセス等の品質向上技術を評価する。

〔内容および成果〕

　 廃食用油の中で も よ り 低品位 な廃油脂類のバ イ オ

デ ィ ーゼル燃料 （BDF） 化を目指し て， まず組成の把握

を目的に， 廃食用油または劣化し た廃食用油の固形物で

あ る ト ラ ッ プグ リ ースの組成に関し て既報の学術論文や

国内外の報告書や資料など を収集 ・ 整理し た。 次に， ト

リ オレ イ ン （BDF 原料）， パル ミ チン酸， 水 （共に BDF

化阻害因子） か ら な る廃食用油モデル系を構築し， こ の

モデル系の基本的性状を把握する ため，固液平衡 （SLE），

液液平衡 （LLE） および気液平衡 （VLE） を測定する装

置を作成し た。 SLE の測定では ト リ オレ イ ン - パル ミ チ

ン酸系を， LLE の測定では水 - ト リ オレ イ ン系の測定を

行い， VLE の測定については， 水 - ト リ オレ イ ン系の測

定を試みた。 さ らに，水 - ト リ オレ イ ン - パル ミ チン酸系

の固液液平衡の測定やパル ミ チン酸 - ト リ オレ イ ン系の

ゲル化実験を行い， 相平衡の立場か ら モデル系の様々な

性状を把握し た。

　 また， BDF 化に関する既報の論文， 報告書， 発表資料

を基に， 劣化し た廃食用油の品質向上技術 と し て適用可

能な前処理技術を抽出し た。 さ らに， 相平衡の観点から，

これらの前処理技術を適用する ための分離精製技術に関

する基礎試験を行 う と と も に， 前処理技術を高速化する

ための良溶媒添加法を提示し， それを実験的に検証する

ための相平衡測定を行った。 最後に， 次年度以降に行 う

前処理プロセスの設計には相平衡推算モデルが必要 と な

る ため， 化学プロセスの設計によ く 使われる UNIFAC モ

デルに着目し， 推算モデル と し ての適用性を評価し た。

〔備考〕

共同研究先 ： 兵庫県立大学大学院 　 前田光治助教授

(2)-4. 　 重点 ２ 中核 P4 　 国際資源循環を支える適正管理

ネ ッ ト ワーク と技術システムの構築

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA204

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

井上雄三， 村上進亮， 吉田綾， 村上 （鈴木） 理

映， 滝上英孝， 梶原夏子， 貴田晶子， 崔基仁，

山田正人， 遠藤和人， 稲森悠平， 蛯江美孝， 徐

開欽， 桂萍

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 アジア地域での適正な資源循環の促進に貢献

すべ く ， 途上国を中心 と する各国での資源循環， 廃棄物

管理に関する現状把握を通し て， アジア地域におけ る資

源循環シス テムの解析を行 う 。 また， 技術的側面か らの

対応 と し て， 液状系を含む有機性廃棄物の適正処理及び

温暖化対策を両立する， 途上国に適合し た技術シス テム

の設計開発 と 適用によ る効果の評価を実施する。 これら

を総合し， 該当地域におけ る資源循環システムの適正管

理ネ ッ ト ワーク の設計及び政策の提案を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） アジア地域における資源循環システムの解析 と評価

手法開発によ る適正管理ネ ッ ト ワーク の設計 ・ 評価

　 E-waste （電気電子機器廃棄物） と廃プラ スチッ クに重

点を置いて， 国際的な フ ロ ーな ら びに関連す る 国内フ

ローの推定を行った。 E-waste については， 輸出量を把握

する と と も に， アジア諸国におけ る イ ン フ ォーマルセ ク

タ の役割や 「見えないフ ロー」 が多い こ と を確認 し た。

PET については， 自治体の独自ルー ト によ る輸出量の伸

びと その要因を把握し た。評価手法開発と し て，資源性・

有害性の観点か ら評価概念を整理し た。 さ らに， 輸出入

や リ サイ クルに関する各国の規制状況を整理し た。

（ ２ ） アジア諸国における資源循環過程での環境影響把握

　 ダ イオキシン類縁化合物の簡易モニ タ リ ングに向けた

バイオア ッ セ イ適用研究をアジアの土壌等を対象に実施

し， 毒性に寄与する物質のプロ フ ァ イルなど を明ら かに

し た。 臭素系難燃剤の環境 メ カニズム把握のために， 難

燃プ ラ スチ ッ クへの太陽光照射実験など を開始し た。 ま

た， 基板を対象に溶出試験など を行い， 環境への金属の

最大排出量を見積も った。 さ ら に， 国際移動に伴 う 金属

フ ロー把握のためにパ ソ コ ン中の金属含有量を調査し，

一次データ を得た。

（ ３ － １ ） 途上国における適正処理 ・ 温暖化対策両立型技

術システムの開発 ・ 評価 （埋立分野）

　 途上国に対する排出源分別導入に向けて， 我が国にお

け る排出源分別の背景を ヒ ア リ ング調査し た。 有機性廃

棄物埋立回避によ る温室効果ガス削減効果などの評価手

法をアジア数都市の事例に適用し た。 埋立地ガスの地表

面フ ラ ッ ク ス計測法を我が国 と タ イの処分場において検

証し， 確立させた。 さ ら に， 国際ワーク シ ョ ッ プを開催

し， アジア都市におけ る廃棄物ス ト リ ームの特徴等につ

いて議論し た。

（ ３ － ２ ） 途上国における適正処理 ・ 温暖化対策両立型技
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術システムの開発 ・ 評価 （バイオエコ分野）

　 バイオ ・ エコ シス テムを適用し た途上国適合型の技術

導入に関する汚濁負荷の質的 ・ 量的特性の調査 と し て，

中国の生活排水組成や， 発生原単位特性を踏まえた技術

開発 ・ 移転の重要性を明ら かにし て き ている。 また， 分

散型小規模汚水処理技術 と し ての傾斜土槽法を開発し，

高度な窒素除去を可能 と する運転操作条件の基盤を確立

し た。 また， 地域特性に応じ た植栽 ・ 土壌浄化技術の開

発を行い， 有機物除去能等 と 微生物群の特性 と の間の関

係など を明らかにしつつあ る。

〔備考〕

〔関連課題〕

0406BB384 　 アジア諸国の廃棄物埋立地における CDM事

業に資する温室効果ガス排出削減量予測および排出削減

対策の評価に関する研究 59p.

0608BE567 　 国外 リ サ イ ク ルを含むシナ リ オ間の ラ イ フ

サイ クル比較手法と廃プラ スチ ッ クへの適用 60p.

0607BA459 　 アジア－太平洋地域における POPs候補物質

の汚染実態解明と新規モニタ リ ング法の開発 59p.

0608BE938 　 アジア地域におけ る廃電気電子機器 と 廃プ

ラ スチ ッ ク の資源循環システムの解析 58p.

0607AF971 　 拡大生産者責任の概念導入に関する比較分

析 58p.

0307KB008 　 持続可能なサニテーシ ョ ンシ ス テムの開発

と水循環系への導入 60p.

1） 　 アジア地域における廃電気電子機器と廃プ ラスチ ッ

クの資源循環システムの解析

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0608BE938

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

村上進亮， 吉田綾， 村上理映

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 アジア地域において適正な資源循環シ ス テ ム

を構築する ためには， 各国国内における ３ R の促進 と国

際的な資源循環の適正管理が と も に必要であ り ， 具体的

な品目に対する詳細なマテ リ アルフ ロー と 影響因子の把

握を基にし た解析と提言が求められている。本研究では，

各種統計調査， 現地調査や海外専門家 と の研究協力など

によ って， 国内 ・ 国際両面か らのマテ リ アルフ ロー解析

と 影響因子の把握を行 う 。 また， 将来の制度や経済の変

動に も対応し た指標化 ・ モデル分析 と 制度分析を行 う こ

と で， 適正な資源循環シス テムを構築する ために必要な

条件などの知見を提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 国際資源循環に関連する国内での廃電気電子機器 （E-

waste） と廃プラ スチッ ク について， 発生 と輸出状況の概

略を把握 し た。 すなわち， 廃電気電子機器に関し ては，

家電 リ サイ クル法対象 4 品目 と パソ コ ンに関する国内フ

ロー と 輸出量の概略を明ら かにし た。 中古電気電子機器

については， 貿易統計におけ る抽出方法を提示する と と

も に， 各国の輸出入規制の変化 と 課題を整理し た。 PET

などの廃プ ラ スチ ッ ク については， 自治体の独自ルー ト

によ る輸出量の伸びと その要因を把握し た。

国際的なマテ リ アルフ ローについては， 輸出入両国での

業者の取扱いや規制の実態を把握し， 主要な品目の概要

を図示し た。 廃電気電子機器に関し ては， アジア諸国の

発生量や取扱い状況を把握する と と も に， 環境影響上問

題が懸念される主なプロ セス を指摘し た。 廃プ ラ スチ ッ

ク は中国での現地調査も行い， 発生 ・ リ サイ クル状況の

概要と輸入廃プラ スチッ ク の位置づけを明らかにし た。

　 資源性 ・ 有害性の概念を整理し， ネ ッ ト 概念によ る資

源性指標の問題点を指摘し た。廃電気電子機器に対し て，

埋蔵量比含有量の考え方が適用でき る可能性 と， 希少金

属の回収意義を示し た。 また， 各国の輸出入 と リ サイ ク

ル制度について整理 ・ 分析し， 中古品の取 り 扱い， 費用

負担動向が異な る こ と など を明ら かにする と と も に， 廃

電気電子機器に対する拡大生産者責任制度の導入の課題

を提示し た。

　 以上， アジア諸国の廃電気電子機器にかか る知見は，

「第 ３ 回国立環境研究所 E-waste ワーク シ ョ ッ プ」 を開催

し て， 参加し た各国の専門家から その多 く を入手し た。

〔備考〕

分担研究者 ： 東京外国語大学 ・ 新熊隆嘉助教授

2） 　 拡大生産者責任の概念導入に関する比較分析

〔区分名〕 奨励 AF

〔研究課題コー ド〕 0607AF971

〔担当者〕 ○村上理映 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 先進国 ・ 途上国間で 「使用済み製品」 が再生資

源 ・ 中古品， または廃棄物 と し て循環し ているが， 関連

諸国間では各々の廃棄物 ・ リ サイ クル政策の具体的内容

が理解 さ れてお ら ず， 関連諸国間での各ス テー ク ホル

ダーの役割の相違はあ ま り 認識されておらず， 適正な循

環の障害と なっている。そ こ で，各国のステーク ホルダー

と く に生産者の役割を明確化し， 共通点や相違点の整理

を通じ， 不適正な廃棄物 ・ 使用済み製品の循環の抑制に

資する。

〔内容および成果〕
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　 廃棄物 ・ リ サイ クルの政策公準 と し て， 当該製品に対

する生産者の責任を， 使用中の段階だけでな く 使用後に

まで拡大し， 関連する主体は， 生産者が製品設計から廃

棄にいた る段階での環境負荷低減 と い う 責任を果たす仕

組みを構築する ために協力する と い う 概念を 「拡大生産

者責任」 と い う 。 こ の概念を導入し た廃棄物 ・ リ サイ ク

ル政策について， １ ） 各国の廃棄物 ・ リ サイ クル政策の

概要（既存資料の収集及び整理，関連研究者の情報交換），

２ ） 各国におけ る生産者の役割 （法制度で制定された部

分， 法制度 と は関係な く 生産者が行っ てい る 行動の実

態）， ３ ） 各国における ステーク ホルダーの具体的な役割

（小売業者 ・ 消費者 ・ 小売業者 ・ 収集運搬業者 ・ リ サイ ク

ル業者に対し て法制度で規定さ れている部分， 法制度 と

は別の誘引で行われている行動） に着目し て EU 諸国や，

日本をは じ め と す る 東ア ジ ア先進諸国の制度を整理す

る。 これら を整理し， 各国は関連諸国の動向を見ながら，

自国の廃棄物 ・ リ サイ クル政策を改訂し， よ り 環境負荷

の低い資源循環ネ ッ ト ワーク の構築に資する こ と を目指

す。

　 本年度には， 東アジア諸国内で廃棄物 ・ 再生資源を輸

出する立場にあ る日本， 韓国， 台湾の廃棄物 ・ リ サイ ク

ル政策について， 生産者をはじめ と する各ステーク ホル

ダーの役割の法制度上の内容と，事実上の役割について，

既存の資料を整理し た。 そのま と めか ら， 拡大生産者責

任の概念の発祥の地であ る 欧州において調査を行 う 際

に， どのよ う なポ イ ン ト に と く に着目すべきかについて

の検討を行った。

〔備考〕

3） 　 アジア－太平洋地域における POPs 候補物質の汚染

実態解明と新規モニ タ リ ング法の開発

〔区分名〕 環境 - 地球推進

〔研究課題コー ド〕 0607BA459

〔担当者〕 ○滝上英孝，渡部真文，山本貴士 （循環型社会・

廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 アジア－太平洋地域における POPs 候補物質の

汚染実態に関する基礎情報を収集する こ と に加え， 将来

的なモニ タ リ ングや物質循環解明のための技術および方

法を確立する。

〔内容および成果〕

　 アジア地域におけ る効率的なフ ィ ール ド 調査に資する

モニ タ リ ン グ技術 と し てのバ イ オア ッ セ イ適用研究を，

現地で採取し た土壌 （ダンピングサイ ト 及び対照）， 底質

試料を対象に実施し た。 ダ イオキシン類縁化合物の毒性

を検出するバイオア ッ セイ と 化学分析を実施し， 測定値

間の相関性や， 毒性に寄与する物質の寄与プロ フ ァ イル

の解析を行った。

　 アジア途上国の埋立地に投棄された E-waste に含有さ

れる臭素系難燃剤に関し て， その環境移行挙動 メ カニズ

ムについて知見を得る ため， アジア埋立地を模し た大型

埋立地シ ミ ュ レーターを用いて， 浸出水中の臭素系難燃

剤の化学分析を開始し， それら の拡散， 流出の時系列挙

動について調査を開始し た。

〔備考〕

研究代表機関 ： 愛媛大学

4） 　 アジア諸国の廃棄物埋立地における CDM 事業に資

する温室効果ガス排出削減量予測および排出削減対

策の評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コー ド〕 0406BB384

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 井上雄三， 大迫政浩， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 多 く のアジア諸国において， 廃棄物埋立地から

の メ タ ン排出は CDM 事業の対象 と し て有望であ るが，当

該国におけ る排出目録の精緻化な く し ては事業実施の適

切な評価が困難であ り ， 個別サイ ト におけ る観測が不十

分であればベース ラ イ ン設定に も影響を与え る。 本研究

では， アジア諸国の廃棄物埋立地におけ る CDM 事業の

円滑実施に向けた情報整備 と し て， ベース ラ イ ン ・ 排出

削減量予測に必要な基本情報の収得 ・ 推定のための方法

論を提示する と と も に， 現地での実用的モニ タ リ ング手

法を提案する。

〔内容および成果〕

　 タ イ国ホア ヒ ン市の都市ごみ埋立地において赤外線 メ

タ ン検出器 と 静置式チャ ンバー法を組み合わせた メ タ ン

フ ラ ッ ク スの現場測定法を試行し た。 赤外線 メ タ ン検出

器の タ ーゲ ッ ト を振動板か ら リ フ レ ク タ に変えた と こ

ろ， 従来法であ る グ ラ ブサ ンプルで濃度を測定 し た フ

ラ ッ ク ス と の相関が約350g-CH4/m2/day以下の範囲では向

上し た。 また， 国内の処分場では約 15g-CH4/m2/day 以上

の範囲で相関が高かった。 し たがって， こ の範囲にあ る

地表面 メ タ ン フ ラ ッ ク スの測定において本手法が有効で

あ り ， 従来法 と 代替可能であ る こ と が示された。 有機性

廃棄物埋立回避策等を導入し た廃棄物ス ト リ ームの変化

によ る温室効果ガス削減量，その他の環境影響の評価を，

ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト 手法を用いて， ソ ウル市な

ら びに前年度ま でに調査 し たハ ノ イ 市において試行 し
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た。食品廃棄物を対象と し た評価では，ソ ウル市では 1997

年に比較し て 2005年では総発生量が増加し ているにもか

かわらず温室効果ガス排出量は大幅に減少し た こ と が確

認 さ れた。 ま た， アジア ７ ヵ 国よ り 専門家を招聘 し て，

「第 １ 回アジアにおけ る廃棄物管理の改善 と 温室効果ガ

ス削減に関する ワーク シ ョ ッ プ」 を １ 月に横浜で開催し

た。 アジア地域において廃棄物管理を改善し， かつ温室

効果ガス を削減する ためには， 非公式な資源回収活動を

含めた廃棄物フ ロー と 組成の把握， 各国の気候や埋立地

の構造等の状況に合わせた排出係数の取得が重要であ

り ， 各国の社会状況に合わせた削減技術について議論が

必要であ る こ と がま と められた。

〔備考〕

共同研究者 ： 石垣智基 （龍谷大学）

5） 　 国外リサイ クルを含むシナ リ オ間のラ イ フサイ クル

比較手法と廃プラスチ ッ クへの適用

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0608BE567

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 寺園淳， 藤井実， 村上進亮

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 近年， 日本で消費された物品が リ サイ クルを目

的 と し てアジアの近隣諸国に輸出される事例が増加し て

いる。 こ う し た二次資源の国際循環は， アジア諸国の急

速な経済成長 と と も に急増する資源需要を緩和し， リ サ

イ クルコ ス ト を軽減する一方， 国内での リ サイ クルを前

提に設計されて き た各種の循環政策の実施に歪みを生じ

る と と も に， 不十分な環境管理の下で リ サイ クルが行わ

れた場合には， 環境負荷の増大が懸念される。 そ こ で本

研究では， 国内完結型の リ サイ クルシナ リ オ と， 国外で

の工程を含む リ サイ クルシナ リ オについて， ラ イ フサイ

クル分析によ る環境負荷やコ ス ト の比較を行 う ための評

価手法の枠組みを設計する。 また， これを事例分析対象

（廃プラ スチ ッ ク を想定） に適用し， シナ リ オ間の得失の

比較を行い， 開発し た評価手法の有効性を検証する と と

も に， 国際資源循環を考慮し た リ サイ クル制度の設計等

のための知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 事例研究対象に関連する動向を把握する ため， 国内の

プ ラ スチ ッ ク リ サイ クルの現状を精査する と と も に， 日

中間の廃プ ラ スチ ッ ク の貿易， 中国におけ る リ サイ クル

品を含む繊維製品の需給展望など を調査し た。 評価の枠

組みの検討においては， 国際 リ サイ クルに付随する問題

であ る， 各種原単位の違い， 残渣の処理方法や排水等の

環境基準の差異， 現地におけ る安価な労働力の扱いなど

の課題抽出を行った。 また， 主 と し てマテ リ アル リ サイ

クルの評価に関し て， 性能比によ る リ サイ クル製品の機

能単位の調整方法や， リ サイ クル製品製造後のプロセス

も含めた， システム境界の適切な設定方法について検討

を行った。 一方， 国内完結型の リ サイ クル， あ るいは国

際 リ サイ クルの特徴を的確に反映し， かつ今後の改善方

法の提言に繋がる よ う な リ サイ クルシステムの評価対象

シナ リ オを構築する こ と も重要であ る。 様々なシナ リ オ

の特徴を容易に把握でき る シナ リ オの表現方法を設計し

た上で，具体的シナ リ オ策定のための現地調査を実施し，

調査結果を踏まえてシナ リ オの骨格を定めた。 現地 リ サ

イ クル工場の調査においては， リ サイ クルのプロセス フ

ローを把握し， イ ンベン ト リ データの収集に努め， 電力

消費量などのデータ を入手し た。 リ サイ クルによ って代

替される， 新規樹脂製品の製造に関連する中国の石油精

製 ・ 石油化学産業のイ ンベン ト リ については， 予備的調

査を行った。 また， 国内及び中国の専門家を招いて ワー

ク シ ョ ッ プを開催し， 研究方法について数多 く の助言を

得た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 産業技術総合研究所ラ イ フサイ クルアセ

ス メ ン ト 研究セン ター， 東京大学

6） 　 持続可能なサニテーシ ョ ンシステムの開発と水循環

系への導入

〔区分名〕 JST 

〔研究課題コー ド〕 0307KB008

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 徐開欽， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 2035 年には世界中で約 55 億人が衛生状態の悪

い状況での生活を余儀な く される と 推測されてお り ， 水

資源の不足， 飲料水の量的 ・ 質的不足， 水環境の劣悪化

等の問題は， し尿 ・ 有機性廃棄物問題－サニテーシ ョ ン

問題 と 極めて密接な関係にあ る。 特に， 開発途上国への

生活排水処理対策の展開においては， 省コ ス ト ， 省エネ

ルギー， 省 メ ンテナン ス を達成する資源循環型の液状廃

棄物対策技術の開発は急務の課題であ り ， し尿 と 雑排水

を分離し た新たなサニテーシ ョ ンシステム技術の開発は

重要な位置づけにあ る。 本研究では上記の点を鑑み， 排

水分離および分散型の持続可能性の高い新しいサニテー

シ ョ ンシステムの構築を目的 と し て技術開発研究を実施

する。

〔内容および成果〕
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　 本研究では， し尿については窒素， リ ンの再資源化可

能な コ ンポス ト ト イ レで処理し， 生活雑排水については

傾斜土槽法によ り 高度に処理する新規サニテーシ ョ ンシ

ス テムを確立する こ と と し ている。 特に， 土壌微生物の

機能を最大限活用する ために土壌を薄層状に充填し た傾

斜土槽法によ る生活雑排水処理の最適運転条件を明ら か

にする こ と を目的 と し て基盤的 ・ 実証的試験研究を行っ

た。

　 生活雑排水 （台所， 洗面所および風呂排水） を対象 と

し て ４ 段の傾斜土槽を設置し， 長期モニ タ リ ングおよび

パラ メ ーター解析を行った結果， BOD および COD 除去

率はそれぞれ 90％以上 と長期にわたって高い除去率が得

られる こ と がわかった。 また， SS， リ ンについて も除去

率約 80 ～ 90％ と高い性能を示し た。 原水流入パターン

（連続 ・ 間欠） の違いに よ る処理性能の解析を行っ た結

果， 有機態窒素は， 両系において段を経る毎に減少が見

られたが， 連続流入系では １ 段目か ら ３ 段目までは， ア

ンモニアが多 く ， ほ と んど硝化反応が進行し なかった。

一方， 間欠流入系では １ 段目から NH4-N はほ と んど検出

されず， １ 段目から硝化反応が効率的に進行する こ と が

明ら か と な り ， 操作条件の最適化によ り ， 窒素除去プロ

セスの高度化が可能であ る こ と が示唆された。すなわち，

原水流入パ ターンの違いに よ る効果は， BOD， SS， T-P

に関し ては， 実験条件によ らず良好であったが， 窒素に

関し ては， 流入原水を間欠流入させた場合， 除去性能が

良好であ り ， かつ， 間欠流入の方が装置運転の安定性も

高 く ， こ のよ う な条件下で適正な処理を行 う こ と の可能

な基盤技術を明らかにする こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学， 東京工業大学， お茶の水女

子大学， 東京大学， 早稲田大学， 埼玉県環境科学国際セ

ン ター， 三菱商事， 工学院大学 　 他

(2)-5. 　 ラ イ フ ス タ イル変革のための有効な情報伝達手

段と その効果に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-052

〔研究課題コー ド〕 0507BA792

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 この課題は， 生活様式変革のための有効な情報

伝達手段 と その効果について， マ ス メ デ ィ ア （テ レ ビ，

新聞など） の報道内容や， イ ン ターネ ッ ト ， 口コ ミ など

が市民の態度形成 と 行動変化 （世論調査によ る） に与え

る影響を明ら かにし よ う と する も のであ る。 人々のラ イ

フ ス タ イル と それに影響を及ぼす情報手段 と い う 観点か

ら日本だけではな く 将来的に大き な負荷を も た らす と考

え られる中国 と の共同研究を行 う こ と によ り ， 生活様式

の水準か ら見た日本の位置づけを明ら かにし， その生活

様式の変化を促すための効果的な情報伝達手段を探ろ う

とする ものであ る。

〔内容および成果〕

　 1997 年，2002 年実施の無作為抽出された全国成人男女

2000 名を対象 と し た調査では， 「ごみ ・ 廃棄物問題」 が

「最も重要な環境問題」 の第一位であったのに対し， 2006

年 ３ 月実施の調査では， 「地球温暖化 ・ 気候変動」 が僅差

で第一位 と な り ， 気候変動への関心が急速に高ま ってい

る こ と がわかった。 さ らに， 2007 年 １ 月実施の本年度の

調査においては，「最近の地球上の気候が変わってき てい

るか」 に対し て， 95％が 「そ う 思 う 」 と 回答し， その う

ち 60％が 「地球が温暖化し ているから」 と回答し， 地球

温暖化が実感 と し て捉え られている こ と がわかった。 ま

た， 毎月実施し ている 「世界で重要な問題」 の結果 （無

作為抽出された全国成人男女 1500 名を対象 と し た調査）

においては， 「世界で最も重要な問題」 と し て 「地球環境

問題 （地球温暖化）」 「環境問題一般 （自然保護など）」 が

合計で毎月 20％程度の回答を得てお り ， 国際的な問題 と

し て環境問題は非常に重要な位置を しめている こ と がわ

かった。 一方， 「日本で最も重要な問題」 と し て， 「地球

環境問題 （地球温暖化）」 「環境問題一般 （自然保護など）」

は， 合計で 10％に満たず， 国内問題 と し てはあま り 重要

視されていない こ と がわかった。 今後， 日本国内におい

て も， これら の問題の重要性を如何に認識し てい く よ う

にするかが， 地球温暖化問題への取 り 組みを促進する た

めに重要であ る と考え られる。

　

〔備考〕

大学共同利用機関法人 　 人間文化研究機構 　 総合地球環

境学研究所 　 鄭 　 躍軍および株式会社ニ ッ セ イ基礎研究

所栗林敦子と の共同研究

〔関連課題〕

0508KB555 　 気候変動問題についての市民の理解 と 対応

についての調査分析および文化モデルの構築 61p.

1） 　 気候変動問題についての市民の理解と対応について

の調査分析および文化モデルの構築

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0508KB555

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 科学技術専門家 と 一般の人々の気候変動問題
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をめぐ る理解の論理の違いをグループイ ン タ ビ ューを用

いて明ら かにする。 基礎 と な る知見や専門家 と し ての訓

練を受けていない一般の人々は個人の持つ過去の知見を

も と に気候変動をはじめ とする未知の問題についての理

解モデルを構築するが， 基本的知見の土台が異な る ため

にその市民の理解モデルは専門家のそれ と は異な ら ざ る

を得ない。 こ の市民の理解モデルを実証分析によ ってあ

き ら かにする こ と によ り ， 不確実性を もつ多 く の科学技

術 リ ス ク問題をめぐ る意思決定への全ての利害関係者の

参加に新たな展望を与え る。

〔内容および成果〕

　 首都圏在住の大学生， および首都圏在住の成人を対象

と し たグループイ ン タ ビ ューをそれぞれ実施し た。 学生

対象調査では， 環境サークル （理系） ＞理系男子＞理系

女子＞環境サークル （文系） および文系女子＞文系男子

の順に気候変動に関する知識が豊富であった。 一方， 環

境サークル （文 ・ 理） ＞文系女子＞理系女子＞文系男子 ・

理系男子の順に深刻さ を捉え， 対策の必要性を認識し て

いた。 文系男子には問題自体への懐疑的な態度が強 く ，

理系男子は当事者意識の欠落傾向が強かった。

　 成人の調査では， 教育 （大学卒か否か）， 年代 （若年ほ

ど関心 ・ 知識が高い） と と も に情報チャ ンネルの多さ が

気候変動問題の知識の豊富さ に反映し， 共働き家庭の学

業期子供あ り 主婦＞対人サービ ス職および環境対策あ り

会社勤務者＞子育て中の専業主婦の順で知識が豊富で

あった。成人は，一般に知識が断片的であ り ，単語は知っ

ていて も相互の連関が曖昧な例が多 く 見られた。

〔備考〕

（独） 科学技術振興機構社会技術開発セン ター公募プロ グ

ラ ム。

廃棄物対策が家計のごみ排出削減に及ぼす影響に関する

計量経済学的研究

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0506BE946

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会システム構築のために， ごみ排出量

の削減， リ サイ クル， 再利用の促進が重要な政策課題 と

なっている。 近年各自治体においてごみ有料化制度の導

入が急速に進んでいるが， 導入後 ５ 年で一割以上の削減

を実現し た自治体も あ る一方で， 導入数年後にごみの排

出量が導入前の水準に ま で戻っ て し ま っ た自治体 も あ

り ， 有料化に対する自治体の効果の評価にはばらつきが

あ る。 また， 国内外で有料制のごみ削減効果に関する研

究が多 く 見られるが， その削減効果の有効性に関し て結

論が分かれる。 中環審廃棄物 ・ リ サイ クル意見具申 （案）

では， 循環型社会に向けた取組 と し て， 経済的手法 （有

料化） の推進， 一般廃棄物処理コ ス ト 分析や効率化の推

進の必要性をあげ， 十分な減量効果発揮のために必要な

料金設定の必要性を述べている。

  本研究は， 有料化の有効性を評価し， 廃棄物処理費用を

分析し， 望ま しい廃棄物政策のあ り 方 （望ま しい料金設

定） に関し て明らかにする。

〔内容および成果〕

（研究内容）

　 本年度の研究内容は， 以下の とお り であ る。

　 １ ） 本年度か ら来年度にかけて家計のサーベイ調査を

実施し （毎月同じ家計を対象に １ 年間 （12 ヵ 月） 繰 り 返

し調査する。 収集するサンプル数は， 最低 500 サンプル

×12 回程度を目指す。），分析のためのデータベース を構築

する。

　 ２ ） 収集し たデータの一部を用いて， 予備的分析 と し

て， 計量経済学的手法によ り 家計レベルのごみ排出関数

を推計し， ごみ処理手数料がごみ排出の減量に及ぼす効

果を分析する。

　 ３ ） 自治体の廃棄物処理事業のデータ を用いて， DEA

（包絡分析） 手法を用いて， 廃棄物処理事業の非効率性を

推計する。

（研究成果）

　 １ ） 東京都及び千葉県市部の同一家計を対象に平成 18

年 ６ 月か ら １ 年間の予定で毎月 １ 回， 世帯のごみ排出 ・

リ サイ クル行動を調査し た。 ラ ンダムサンプ リ ングを行

い 1687 のサンプルを抽出し， 第一回目の調査で 1240 の

回答を得たが， 二回目以降は回答数が減少し， ２ 月時点

の調査では， 836 人が回答し ている。

　 ２ ） 家計調査で得られたデータの一部を使って， ごみ

排出関数を推計し， ごみ処理手数料有料化のごみ減量効

果について， その価格弾力性 （－ 0.233 ～－ 0.254） を計

測し た。 また， ①資源ごみの戸別回収や紙類などの資源

収集の充実， ②小さ いサイ ズのごみ袋の利用を可能にす

る こ と によ り ， 価格弾力性は大き く な り ， ごみ減量効果

が強 く なる こ と が明らか と なった。

　 ３ ） 廃棄物事業の生産性を計測し た結果， 全体的な動

向 と し て， 近年は， 効率性が低下し てお り ， その理由 と

し て， 技術変化が大き な要因であ る こ と が明ら かになっ

た。

〔備考〕

共同研究者 ： 島根哲哉 （東京工業大学）， 馬奈木俊介 （横

浜国立大学）
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産業拠点地区での地域循環ビジネスを中核とする都市再

生施策の設計と その環境 ・ 経済評価システム構築

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0507BE937

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 森

口祐一

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 国内の先進的な産業集積 「川崎エ コ タ ウ ン地

区」 を対象 と し て， 循環形成の環境 ・ 社会経済効果を定

量的に評価する システムを構築する。 循環形成が も た ら

す効果を定量化する こ と で， これまでの環境施策 と 循環

ビジネス を評価する。 加えて， 産業間の副産物の連携拡

大や都市 ・ 産業連携のア ク シ ョ ンプロ グ ラ ムを設計 ・ 評

価する システムを築 く 。 すなわち， （ １ ） 地域の物質代謝

の空間情報データベース を共有する地理情報シ ス テム ・

ネ ッ ト ワーク で構築し た う えで， （ ２ ） 企業 と連携し て循

環施策の中核 と な る転換技術の代謝プ ロ セ スモデル と，

輸送プロセス を含む LCA 評価システムを構築する。その

う えで （ ３ ） 個別事業か ら統合的な都市政策まで多様な

代替的施策 を設計 し て評価す る シ ス テ ム を構築す る。

（ ４ ） 川崎地区での運用を通じ て行政， 企業の要請を反映

し て よ り 実用的システムを実現しつつ， 国際共同研究者

と と も に産業共生型の都市再生システムの国際的ベンチ

マーク モデルを構築する。

〔内容および成果〕

　 調査 シ ス テ ム を 設計 し て， 企業担当者への イ ン タ

ビ ューフ ェ イ ス を構築し て， 継続的に産業共生関連情報

を集約する イ ン ターネ ッ ト 上の Web 地理情報シ ス テム

（GIS) を構築し た川崎エコ タ ウ ンにおけ る循環型の生産

施設の技術イ ンベン ト リ ーを企業調査を通じ て定式化す

る と と も に， 排出企業の廃棄物の処理 ・ 循環利用プロ セ

ス と 受け入れ企業の新規資源代替プロセス を含む評価手

法を提示する こ と によ って， 地域資源循環の環境改善効

果を算定する と と も に， 将来的な政策展開のシナ リ オ設

計 と その評価手法を構築し た。 川崎エコ タ ウ ンを対象 と

し て， 循環型のセ メ ン ト 製造施設， 製鉄施設， ステン レ

ス製造施設を対象 と し て廃棄物受け入れの現状の循環事

業の環境改善効果を構築する と と も に， 統合的な廃棄物

政策の推進によ って，約 23 万ンの CO2 削減効果があ る こ

と を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究者 ： 花木啓祐 （東京大学）

(2)-6. 　 重点研究プログラムに係わるその他の活動

(2)-6-1. 　 廃棄物管理の着実な実践のための調査 ・ 研究

1） 　 並列計算による反応型熱連成多要素多相流解析への

アプローチ

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コー ド〕 0606AF017

〔担当者〕 ○遠藤和人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山田正人， 井上雄三

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 多孔質体内の水と ガスの流動 ・ 移流分散現象に

加えて， 吸着や溶出， pH 計算等の化学反応項， 微生物分

解反応項 （ガス発生） を計算でき る固体 ・ 液体 ・ 気体の

物質移動方程式を構築し， 処分場内の有害物質， 安定化，

処分場ガスの発生を表現でき る数値モデルを構築し， 並

列計算によ って解 く 解析システムを構築する。

〔内容および成果〕

　 水 と ガスの二つの相が同時に多孔質体の間隙を移動す

る二相流浸透流の解析ツールを FORTRAN90 を用いて

コード化し た。移動と同時に 47 種の多成分に対応し た移

流分散モデルについて も構築し， 固相 と 液相間で行われ

る物質移動について も取 り 入れた。 本モデルの特長 と し

ては，液相内の多成分に対応させた 11 種の溶解平衡と 26

種の電離平衡モデルを加えた こ と であ り ， 埋立廃棄物な

ど， 化学物質が多量に存在する環境での物質動態の予測

と 評価を行 う こ と が可能 と なった。 また， これらの計算

を PC レベルでのマルチコ ア CPU に対応させた並列計算

とする こ と で，PC レベルでも容易に計算速度が上昇する

よ う にコード化し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 水藤 　 寛 （岡山大学）

担当者氏名＝山田正人 ・ 井上雄三

2） 　 臭素系 ・ 非臭素系難燃剤の物理化学パラ メ ータの測

定および推算モデルの開発

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コー ド〕 0608BE992

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 廃家庭製品に含有さ れる臭素系難燃剤 （BFR）

や重金属類等の残留性化学物質について， 物質代替， 回

収， 再生などの ３ R シナ リ オを検討するには， BFR およ

び BFR を代替する非臭素系難燃剤 （非 BFR） の物理化学

パラ メ ータ を環境動態モデルへ適用し， それらの環境動

態を把握する必要があ る。 しかし， これら の難燃剤の水

への溶解度やオ ク タ ノール / 水分配係数などの物理化学
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パラ メ ータに関する実測データが少ない こ と か ら， それ

ら のパラ メ ータ を実測する と と も に， パラ メ ータ を推算

する ためのモデルを開発し， その有用性を評価する。

〔内容および成果〕

　 臭素系難燃剤で あ る ヘ キ サ ブ ロ モ シ ク ロ ド デ カ ン

（HBCD） の α， β， γ 体について， それらの水への溶

解度 （Sw） を ジ ェ ネ レー タ カ ラ ム法に よ っ て， オ ク タ

ノ ール / 水分配係数（ Kow） を ス ロース ターラー法によ っ

て測定 し た。 その結果， Sw については， α 体の値が

13.7μg/L と最も高 く ，β体と γ体の値はそれよ り 一桁低

い値であった。 一方， log Kow については， γ 体の値が

6.2 と最も高 く ，α体と β体の値は5.8程度であった。以上

の結果よ り ， 異性体によ り Sw や log Kow が変化する こ

と が明ら かになった。 さ らに， 異性体を混合し た場合の

Sw と log Kow を測定し た結果，α体 と β体のSwがそれぞ

れ 6 倍と 12 倍程度増加し， これら異性体の Sw は異性体

組成に依存する こ と が示唆された。

　 臭素系難燃剤の原料であ る 2,4,6- ト リ ブロモフ ェ ノー

ル （TBP） の Sw と log Kow について pH の依存性が不明

確であ り ， それが TBP の動態予測の障害になっている。

本研究では， 水溶液の pH を 6 から 12 に振って Sw およ

び Kow をフ ラ ス コ法にて測定し た。 その結果， pH が ６

から ７ を超え る こ ろから Sw と Kow が急激に変化し た。

pH の増加に伴い，最終的に Sw は二桁以上増加し，Kow は

約三桁減少 し た。 ま た， Sw につい て は Henderson-

Hasselbalch タ イプの式で pＨ 依存性を説明でき る こ と を

示し た。

〔備考〕

廃棄物科学処理等科学研究費

課題代表者 ： 京都大学環境保全セン ター 　 酒井伸一教授

3） 　 最終処分場におけるアスベス ト 廃棄物の安全性評価

手法の開発

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理 

〔研究課題コー ド〕 0609BE996

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 井上雄三， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ア スベス ト が埋め立て ら れてい る処分場を特

定する手法， 現場にてアスベス ト の存在を確認する手法

を確立する。 処分場におけ る ア スベス ト の封じ込めを，

保有水等や埋立地ガス よ り 確認する手法を開発する。 ま

た， 処分場内におけ る アスベス ト の廃棄物層内の移動特

性 と 掘削時におけ る飛散特性を把握する。 これら一連の

手法を， 既存最終処分場に埋め立て られたア スベス ト の

安全性確認手法 と し て体系化し， アスベス ト 問題の究極

的な安全， 安心を担保する技術システムを構築する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 全国的なア スベス ト 賦損量 と アスベス ト 廃棄物の最終

処分量， 将来の廃棄量を推定する ため， 全国存在量デー

タベースの作成を行い， 最終処分量の推計を行った と こ

ろ， 飛散性 と 非飛散性ア スベス ト が市場に蓄積し ている

量はそれぞれ 15 万 ト ン， 4,000 万 ト ン と計算された。 実

際の産業廃棄物処分業者へアンケー ト 調査を行ってア ス

ベス ト 廃棄物の受け入れ調査を行った と こ ろ， 461 業者

（回収率 51％） の う ち， 約 44％の業者で受け入れ実績が

あ り ， そのほ と んどは建設業， 解体業か ら受け入れてお

り ， 二重袋にて密閉し た荷姿であった。 既存処分場にお

け る埋立ア スベス ト 廃棄物の存在実態を把握する ため，

電磁波探査 と 比抵抗探査の二つの手法を用いた非破壊探

査を実施し た と こ ろ， セ メ ン ト 固化されたア スベス ト 廃

棄物の埋立領域 と 非埋立領域を区分でき る可能性が示唆

された。 また， 埋立領域 と 判断された領域にてボー リ ン

グ掘削を実施し た と こ ろ， アスベス ト 廃棄物が確認され

た。 飛散防止装置を設置し たボー リ ング掘削時の周辺環

境の ア ス ベ ス ト 飛散量 を 測定 し た と こ ろ， 不検出～

0.247fiber/L と低い値を示し た。 飛散防止装置内は周辺環

境の ５ ～ 30 倍のア スベス ト 濃度を確認し， 本訴 う ちに

よ って捕集でき る こ と が示された。

〔備考〕

分担研究者 ： （財） 日本環境衛生セン ター， （社） 全国産

業廃棄物連合会， 千葉県環境研究セン ター， 埼玉県環境

科学国際セン ター， 筑波大学

4） 　 埋立層内ガスに着目し た海面埋立最終処分場の安定

化メ カニズムに関する研究

〔区分名〕 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0406MA020

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 海面埋立処分場は広域廃棄物処理において重

要な位置を占めてお り ， その リ ス ク管理が社会的に求め

られている。 埋立廃棄物を早期に安定化させ， 廃止へ と

導 く こ と は， 維持管理コ ス ト のみな らず リ ス ク の削減を

も果たすこ と が可能 と な る。 海面埋立処分場では， 埋立

廃棄物層を嫌気性雰囲気か ら好気性に変遷させ， 安定化

を促進させる一つの手法 と し て排水暗渠の敷設が挙げら

れる。 本研究は， 安定化促進 と リ ス ク削減方策 と し て排
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水暗渠が敷設された実際の海面埋立処分場におけ る安定

化の挙動を， 埋立廃棄物層内のガス質， 温度， 微生物相

の変化によ って評価し， その メ カニズムを解明する こ と

が目的であ る。

〔内容および成果〕

　 海面埋立処分場の埋立廃棄物の性状 と し て， 間隙ガス

な らびに温度の深度プロ フ ァ イルをモニ タ リ ングする た

めの観測ステーシ ョ ン ２ 基のモニ タ リ ングを継続し， 前

年度に引き続き約 ３ 年間のデータ を蓄積し た。 ガス成分

濃度 と 温度の深度プロ フ ァ イルはこれまでの観測結果 と

同様に メ タ ンガス濃度は春 と 秋に上昇する傾向が示され

た。 深部のガス濃度は高 く ， 40％vol を超え る メ タ ンガス

が検出 さ れた。 ガ ス発生圧力のモニ タ リ ン グ結果か ら，

内部の間隙ガス圧は日変動が大き く ， ±500Pa 以上の変動

が確認された。

〔備考〕

5） 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分

技術の確立

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AB546

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 川本克也， 山田正人， 遠藤和人， 阿部

誠， 朝倉宏， 山田亜矢， 坂内修

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会を支え る廃棄物処理 ・ 処分プロセス

の安全 ・ 安心な管理を遂行する ための技術システムを構

築する。 まず， 現行制度では把握が不十分な有害物質を

含む廃棄物や副産物をいち早 く 特定し， 適正な管理手法

を示す。 また， 不要物 と なった も のが適正に循環 ・ 処分

される ための分岐点 と し て機能する中間処理技術システ

ムを提示する。

〔内容および成果〕

　 埋立適格性カテゴ リ ーの検討を行 う ため， 排出事業者

な らびに産業廃棄物処理業に対する アンケー ト 調査を行

い， 組成の多様性 と 資源抽出後残さ の適格性など を ま と

めた。 また， 破砕選別処理によ るふるい下残さ に含まれ

る， 廃棄物組成 と 廃石膏やア スベス ト 等を加味し た含有

量等の把握を進めた。 破砕前の手選別によ る石膏ボー ド

除去では， 除去割合に限界があ る こ と がわかった。 ふる

い下残さ におけ る陸生動物 （みみず， いちご葉虫） に対

する忌避性や成長阻害の影響を調べたが， 顕著な影響は

認められなかった。 地域ブロ ッ ク の産業廃棄物品目毎の

移動状況を調査し， 品目の変化 と 各品目の行き先を把握

し た。 ふるい下残さ よ り ， 軽量固形物を分離する流動層

法の適用性について実験的な検討を開始し， 分離後の充

填層の高 さ 方向に熱灼減量の差があ る こ と がわかった。

最終処分場の環境影響ポテ ン シ ャ ルを評価す る ための

ツール と し て， GIS を援用し た情報可視化システムの構

築， 処分場 と 地理情報を ス コ ア リ ングする ツ リ ー構造の

構築を行い， 環境制御技術の必要性の高い地域を分類し

た。

　 最終処分場の安全 ・ 安心を確保する ための技術的検討

と し て，環境影響評価を行 う ための安定化 メ カニズムや，

浸出水処理操作， 底部遮水工の評価を実施し， 今後大き

な埋立割合 と な るであろ う 海面処分場の維持管理を検討

し た。 ２ 本のラ イ シ メ ータ を作成し， 充填廃棄物層の上

下面に設置する覆土の透水係数に ２ オーダー以上の差を

与えた と こ ろ， 高透水ラ イ シ メ ータでは安定化が速やか

に進行する こ と が分かった。浸出水処理操作の検討では，

環境影響要因を特定 ・ 除去する ための単位操作技術の検

討を開始し， 生態毒性の主要な要因 と し て塩類， 有機物

およびアンモニアが挙げられ， 除去方法を検討し た。 維

持管理品質の検討 と し て底部遮水工について耐熱性能試

験を実施し， 埋立管理に関する提言を ま と めた。 廃棄物

海面処分場の維持管理手法 と し て保有水の水位管理手法

について も検討を開始し， 線型制御 と 面型制御の特性を

評価し， 面型制御では外海への汚染物質のフ ラ ッ ク ス を

減少させる こ と が可能であ る こ と がわかった。

　 排ガス中ダ イオキシン類濃度の迅速な推定に役立つ有

機性ハロゲン濃度を連続的に， かつ沸点領域によ り 類別

にサンプ リ ングが可能な装置を製作し， 産業廃棄物焼却

施設で塩素 と 臭素の元素別測定データ を蓄積し た。 有機

塩素濃度を中心に最大 10μg/m3 が検出されたほか， １ 週

間に及ぶ連続モニタ リ ングから総濃度に約 13 倍の相違 ・

変動特性が認められ， 施設運転に関するプロセスデータ

と の関係性等の検討を加え， 指標化に向けた課題を抽出

し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県， 千葉県， 神奈川県， 福井県， 宮

城県， 愛知県， 沖縄県， 旭川市， 千葉市， 神戸市， 北海

道大学， 岡山大学， 龍谷大学， 大阪市立大学， 高知大学，

愛媛大学， 神戸大学， 室蘭工業大学， 茨城大学

6） 　 埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評価手法の

確立

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0507AE781

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 阿部誠， 井上雄三
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〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 最終処分場が安全であ る ためには， 処分場 と い

う 受け皿の保全技術を向上させるだけでな く ， 埋立廃棄

物の質， すなわち有害性を埋立て前後の変化を考えて制

御 ・ 管理する必要があ る。 さ らに廃棄物の有害性も人へ

の影響だけではな く ， 周辺環境への複合的影響を考慮す

る こ と が不可欠であ る。 最終処分場の周辺環境影響につ

いては， 水生生物への影響の観点か ら研究が進められて

いるが， 陸上生態系については影響の評価手法すら確立

し ていない。 本研究は， これまでの生態毒性試験では評

価が困難であった， 固体および気体試料に対応し た生態

毒性評価手法を開発し， 廃棄物管理のための新たな生態

毒性評価指標の確立を目的とする。

〔内容および成果〕

　 廃棄物由来の揮発性物質に対応する試験手法 と し て，

埋立て対象と なる各種廃棄物 （焼却灰， 飛灰， 不燃残さ）

を試験試料 と し， イチゴハムシ卵に試験試料を非接触条

件下で曝露するふ化試験法に関する研究を行った。 ふ化

阻害活性の高かった飛灰のアセ ト ン抽出物にふ化阻害活

性が確認された。 ベンゼン， ジ ク ロ ロエタ ン， ト ルエン

およびスチレ ンの標品を本種卵に曝露し た結果， スチレ

ンを曝露し た場合に著し く ふ化率が低下し， 飛灰のふ化

阻害要因であ る可能性が示唆された。 高濃度の塩類を含

む浸出水に対応し た試験手法 と し て ミ ミ ズを用い， 忌避

行動を接触条件下で調べた。 対照区の純水を塩化ナ ト リ

ウ ムの水溶液に置き換え る こ と で， 塩類以外の影響要因

を評価する こ と が可能と考え られた。

〔備考〕

7） 　 埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善による高規格

最終処分システムに関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括 

〔研究課題コー ド〕 0407BC381

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 遠藤和人， 大迫政浩， 朝倉

宏， 山田亜矢

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の選別や前処理な どに よ る埋立廃棄物

の品質 ( 性状 ) 制御および埋立層内の物理・化学・生物学

的な環境を工学的に改善可能 と す る 埋立構造を検討す

る。 また， 埋立構造によ って も た ら される長期安定化プ

ロセス を， 実験 と モデル解析か ら予測し， 品質制御な ら

びに高規格埋立処分の技術評価を行 う 。 埋立構造や品質

制御， な らびに安定化に要する維持管理時間を考慮し た

総コ ス ト を比較評価し， 高度に発達し た社会が受け入れ

可能な最終処分の形態を提案する。

〔内容および成果〕

　 最終処分場に由来する健康 リ ス ク推定モデルの作成に

よ って， 最終処分場が も た らす周辺住民への健康 リ ス ク

を増大 さ せる主要な項目を明 ら かにする こ と がで き た。

新規建設処分場に対する住民の意識調査を開始し た。 北

海道産業廃棄物中間処理フ ローを調査し， 産業廃棄物の

種類 と 処理方法が全国的に特殊であ る 地域の廃棄物フ

ローを把握し， 有機物 ・ 重金属含有量などの埋立廃棄物

の品質を向上させる ための最適な中間処理フ ローをシナ

リ オ解析で き る ツールを拡充 し た。 ごみ処理事業診断

ツールの作成によ って， 複数の自治体データ を用いて診

断を行い， その結果を比較する こ と で， 各自治体におけ

る廃棄物処理の特徴を明ら かにする と 共に， 算出結果に

直接影響を与え る要因を明ら かにし た。 残土 ・ 木 く ずの

重金属分離除去技術評価を行い， 風力選別 と ふるいわけ

を組み合わせた手法によ る重金属の移行割合について把

握し た。 水熱反応処理実験によ って， 飽和水蒸気や過熱

水蒸気を廃棄物に与えた と き の安定化の挙動を把握 し

た。 ラ イ シ メ ータ実験によ って， 覆土の透水係数を変化

させた と きの内部の安定化挙動に差が生じ る ため， 覆土

の透水係数を上げる こ と が安定化促進に有効であ る こ と

が分かった。 焼却灰 と 有機物の混合埋立実験を行い， 有

機物や金属の種類によ って， 混合埋立てによ る安定化の

促進効果がみられる こ と が分かった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学， 九州大学， 埼玉県環境科学

国際セン ター， 龍谷大学

8） 　 廃棄物処分場の有害物質の安全 ・ 安心保障

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0406BY762

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山田正人， 遠藤和人， 阿部誠， 坂内修，

朝倉宏

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の最終処分場は地域住民に と っては， 迷

惑施設であ り 安心が保障されていない。 これが設置でき

な く な る と 社会に と っては有害廃棄物の生活空間か らの

除去 と い う 安全が保障されない。 本研究は， 廃棄物処分

場の有害化学物質に着目し， 挙動がほ と んど未解明であ

る処分場内での動向 と 浸出水水質を解析する と と も に，

地下へ漏洩し た場合の拡散を解析し， その対処のための

技術的方法を提示する。

〔内容および成果〕
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（ １ ） 物理的要因によ る遮水工破壊 メ カニズムの解明 ： 透

水試験環境の温度を 80度に上昇させた高温条件下におけ

るベン ト ナイ ト 混合土の透水係数の測定を実施し た。 透

水係数は常温 （15 度） の と き と 80 度の と きでは変化せ

ず， 15 度に正規化された透水係数で考え る と， 高温時の

透水係数は減少する こ と がわかった。 また， 圧密沈下特

性は， 高温時の方が大き く ， 同じ上載荷重を与えた と す

る と， 高温時にな る と 大き な沈下が発生する可能性が示

された。 （ ２ ） 廃棄物層内大気導入によ る水質改善 と浸出

水処理技術の開発 ： 最終処分場現場に設置する テス ト セ

ルのひ と つに送気井を設け， 送気量を変化させた と きの

層内の酸素濃度 と 層内水をモニ タ リ ングするパイ ロ ッ ト

ス ケール試験を継続し た。放出ガスの量と性状，土壌 （廃

棄物） 間隙水や浸出水の量 と 性状を， 室内カ ラ ム試験や

送気を行わないセル と 比較し た結果， 大気導入によ って

層内の酸素濃度が上昇し， 主に有機汚濁物質に関し て水

質改善がな される こ と が分かった。 最終処分場ラ イ フサ

イ クルに適合させた浸出水処理技術の開発では， 既存の

一般および産業廃棄物処分場に設け られている浸出水処

理施設の工程毎に採水し た処理水 と 浸出水について， 化

学分析及びバ イ オア ッ セ イ に よ る 評価を継続的に実施

し， 各単位操作およびその組み合わせによ る汚濁物質お

よび親水性有害物質の除去性能を評価し た。 現状の処理

プロセスでは除去でき ない浸出水中の塩類やホ ウ素など

の無機成分 と 親水性有機化合物を同時除去する ための技

術と し て， 逆浸透膜法 （RO 膜法） および電気透析処理 と

RO 膜法の組み合わせによ る試験を実施し，長期的な浸出

水水質の変遷に対応させた浸出水処理プロセスについて

検討を行った。 （ ３ ） 内部保有水の移動 メ カニズ ムの解

明 ： 小型比抵抗土槽を用いて， 絶対値であ る比抵抗値に

与え る影響 と し て， 間隙水の電気電導度， 含水率， 温度

をパ ラ メ ー タ ー と し た要素試験を繰 り 返 し 実施 し た結

果， 温度に よ って比抵抗が減少する こ と が確認 さ れた。

また， その減少は間隙水におけ る比抵抗の温度変化 と ほ

ぼ同じ変化率を示し， 固体の温度は影響し ない こ と がわ

かった。 （ ４ ） 処分場サイ ト におけるガス発生によ る内部

ステージ反応の推定 ： ８ ヵ 所の一廃処分場な らびに産廃

処分場において埋立地ガス中に含まれる非 メ タ ン炭化水

素類 （NMOC） を測定し， 埋立終了直後な らびに長期経

過し たサイ ト で炭素数 ２ の NMOC の占める割合が高 く ，

安定化が進行中のサイ ト では炭素数 ３ および ４ の NMOC

の割合が高かった。テス ト セルでも同様の傾向がみられ，

NMOC が処分場における内部ステージ反応を推定する指

標と なる こ と が示された。 （ ５ ） 非破壊的手法を用いた埋

立地活性分布の評価手法の開発 ： 最終処分場の廃棄物や

施設構造， 維持管理手法が有する汚染負荷の潜在的可能

性 と 処分場の立地に起因する災害に対する安全性， 周辺

環境への拡散可能性等を ラ ンキング し， 周辺環境を考慮

し た廃棄物最終処分場の環境影響ポテンシ ャルを評価す

る枠組みを構築し た。 また， ４ ヵ 所の処分場において簡

易ボー リ ングバーによ るガス濃度分布 と 地表面フ ラ ッ ク

スの関係を調べた と こ ろ， 相関関係があ るサイ ト と ない

サイ ト があった。 これは， 覆土の透気係数な らびに メ タ

ン酸化活性の違いを反映し ている も の と 考え られ， 簡易

ボー リ ングバー法は覆土の影響を受けない正味の メ タ ン

フ ラ ッ ク ス を評価する定点観測手法 と 位置付け ら れた。

観測井を用いたモニ タ リ ン グでは， ガ ス圧， ガ ス濃度，

温度分布のモニ タ リ ングを行い， 処分場ガス放出量を計

測する手法，な らびに発熱量を評価する手法を開発し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 岡山大学， 埼玉県環境科学国際セン ター，

大阪市立大学， 高知大学， 愛媛大学， 神戸大学， 室蘭工業

大学， 龍谷大学， ホージ ュ ン， ダ イヤコ ンサルタ ン ト ， 太

平洋セ メ ン ト ， 日本国土開発

9） 　 循環資源 ・ 廃棄物の試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の

高度化 ・ 体系化

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AB447

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 野馬幸生， 滝上英孝， 山本貴士， 肴倉

宏史， 渡部真文， 鈴木剛， 高橋史武， 石川紫，

白波瀬朋子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環資源 ・ 廃棄物を対象と し て， 有害物質の挙

動把握， 簡易測定技術の最適化， 処理プロセスか ら の事

故の未然防止等の各種目的に応 じ た試験分析方法の整

理， 開発を進め， 標準規格化， 包括的な適用プロ グ ラ ム

と し て， 試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度化 ・ 体系化

を図る。

〔内容および成果〕

（ １ ） 次期 POPs 候補物質等と し て， ニ ト ロ PAH， ベンゾ

ト リ アゾール， リ ン系難燃剤，有機フ ッ素化合物 （PFOS）

の分析方法について検討する と と も に， 一部の物質につ

いて燃焼挙動・分解挙動を把握する ための実験を行った。

ニ ト ロ PAH は，廃棄物焼却炉の排出ガス を対象にモ ノ ニ

ト ロ及びジニ ト ロ体 36 物質を数 ng/m3N レベルまで検出

でき る GC/HRMS や GC/NCI/MS を使った分析手法を確立

し，実施設調査に適用し た。ベンゾ ト リ アゾール類は GC

を使った一斉分析手法に取 り 組み始める と共に， LC/MS/
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MS によ る分析法を確立させ燃焼試験に適用し た。 また，

PFOSについて光分解物のLC/MS，GC/MSによ る分析を行

い，PFOS がフルオロ カルボン酸やフルオロ アルコールを

経由し て光分解する事， また低沸点のフルオロ アルカン

が生成する事等を明らか と し た。

（ ２ ）ダイオキシン類検出のためのDR-CALUXバイオア ッ

セ イ を用いて食品， 飼料を対象 と し た国際相互検定研究

に参加し， 試験結果について解析を実施し た。 その結果，

試料濃度の大小がデータ の再現性に影響を及ぼすほか，

前処理の熟練度 も ば ら つ き に大 き く 影響す る こ と が分

かった。 Z ス コ アがデータのばらつきの原因を特定する

上で有用な情報を与えた。DR-CALUX に代表される芳香

族炭化水素受容体結合レポーター遺伝子ア ッ セイの日本

工業規格通則案の作成に関与し， 試験方法及び精度管理

方法の文案について取 り ま と めた。

（ ３ ） 溶融ス ラ グ中の鉛に対し， 現場適用可能な日常モニ

タ リ ン グ試験法 と し て， カー ト リ ッ ジ式ボル タ ン メ ト

リ ーによ る溶出量 ・ 含有量試験法を検討し た。 イオン交

換膜を付属し たカー ト リ ッ ジによ り 捕捉後， ボルタ ン メ

ト リ ーで定量するが， 感度 ・ 精度に影響する因子 と し て，

pH 及び共存物質の影響を調べた。銅の共存が妨害するた

め， 錯イオン形成によ り 銅を除去する方法を採用し， 溶

出量及び １ N 塩酸抽出によ る含有量の定量法 と し て確立

し た。

〔備考〕

10） 　 液状 ・ 有機性廃棄物の適正処理技術の高度化

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AB519

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 徐開欽， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 有機性廃棄物 と し てのし尿， 生活雑排水， 生ご

み等の適正処理技術， 技術システムを確立化し， な らび

に有害物質や感染性微生物 リ ス ク か ら の安全性を確保す

る ため， バイオ ・ エコエンジニア リ ングを活用し た浄化

槽の機能改善， 植栽 ・ 土壌処理システム等の実証等を通

じ て， 液状廃棄物処理の高度化のためのシステム及び技

術開発を行い， 液状廃棄物の安全安心 ・ 適正管理手法を

構築する こ と を目的 と する。 すなわち， 栄養塩類除去機

能を有する浄化槽への機能改善， 生態工学技術システム

開発， 生ごみ等の処理シス テムか ら派生する再資源化物

の リ サイ クルのための安全性評価 ・ 物質管理方策， 生ご

み処理システムの発生汚泥量， 発生負荷量等に基づ く 適

正技術システムの開発，アオコ等発生防止のための解析・

評価等の有機性廃棄物対策によ る地域特性に応じ た環境

低負荷 ・ 資源循環技術システムの構築を図る。

〔内容および成果〕

　 生活 ・ 事業場排水等の汚水， 生ごみおよびこれら の処

理過程で発生する汚泥， 植物残渣等の液状 ・ 有機性廃棄

物の地域特性に応じ た環境低負荷 ・ 資源循環技術の適正

システム設計 ・ 評価のための処理性能， 維持管理状況等

を踏まえた機能解析， 生ごみの可溶化分解技術， 生活排

水からの鉄電解脱 リ ン技術の調査 ・ 検討を行った。

　 特に， 生活排水処理システムに生ごみ破砕物 と 併せて

処理する排水処理システムにおけ る生ごみ含有成分の嫌

気および好気条件下の生ごみの可溶化 ・ 資化特性につい

て明ら かにする こ と を目的 と し て解析を行った。 生ごみ

の粒度変化に基づ く 可溶化特性を通気条件において解析

し た結果，投入生ごみがほぼ完全に可溶化する までには，

21 日程度の時間を要する こ と がわかった。 また， 生ごみ

の BOD， MLSS （汚泥濃度） 変化に基づ く 資化特性解析

の結果，通気条件では急激に BOD が減少し，嫌気条件で

は BOD の減少は緩やかであった。一方，汚泥濃度に関し

ては， 嫌気条件では残量汚泥濃度が約 ４ 倍高 く な り ， 汚

泥量の低減のためには好気可溶化の適正な こ と が明か と

なった。 さ ら に， 原水中の主な有機炭素成分であ る炭水

化物 （糖類）， タ ンパク質， 油分の各成分についてバイオ

リ ア ク ターを用いた解析を行った結果， 炭水化物は好気

条件において生物処理速度が速 く ， タ ンパク質は両条件

と も に処理速度が遅 く ， 油分は嫌気条件では顕著な減少

は認められず， 好気条件の約 ２ 倍量の油分が残存する結

果 と なった。 また， 嫌気 ・ 好気処理システムにおけ る循

環比の影響について検討し た結果， 特に循環比を ４ 以上

に設定する こ と で， 油分を処理水中へ残存させない等の

適正運転条件の基盤が確立された。

　 また， 浄化槽の高度化を目標に鉄電解脱 リ ン法を導入

し たシステムにおけ る有機物， 窒素， リ ンの効率的除去

のための維持管理特性について検討し た。 その結果， 実

使用人員に合わせて循環比を設定する こ と， また， 鉄イ

オ ン の溶出に重要な電流値 を 適正に設定す る こ と で

BOD10mg ･L-1 以下，T-N10mg･L-1 以下，T-P1mg ･L-1 以下の

機能を保持でき る と い う 適正管理条件の基盤を明らかに

でき た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学， 工学院大学， （財） 茨城県薬剤

師会公衆衛生検査セン ター， フ ジ ク リ ーン工業 （株） ，

（株） ダ イ キア ク シス
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11） 　 廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AB436

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター），井上雄三，山田正人，山本貴士，遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の不適正管理に伴 う 環境汚染の修復事

業を支援する ため， 廃 PCB 処理技術， 事業のフ ォ ロー

ア ッ プ， 埋設農薬の適正処理， 管理方策の調査を実施す

る と と も に， 不適正処分場に対し てそれぞれの環境 リ ス

ク を踏まえた汚染修復対策プロ グ ラ ムを設計する手法を

提示する。

〔内容および成果〕

　 堆積廃棄物の消火技術を開発する ため， 総務省消防庁

消防大学校消防研究セン ター， 財団法人産業廃棄物処理

事業振興財団および大成建設株式会社 と の共同研究を行

い， 消火に必要な機材 ・ 技術， 制御方法， モニ タ リ ング

手法等の情報を収集 ・ 整理し， 消化技術選定プロ ト コル

作成し た。 また， 実際に発生し た堆積廃棄物の火災事例

を調査し， 消火対策事例を ま と めた。 さ ら に， 実際の埋

立処分場を利用し て開発中の高圧水噴射型消火装置の堆

積廃棄物中での水噴射実証実験を行い， 噴射水の到達距

離か ら本技術の適用性が高い こ と を確認し た。 一方， プ

ラ スチ ッ ク添加剤であ る顔料に不純物 と し て混入するヘ

キサ ク ロ ロベンゼン （HCB） 及び紫外線吸収剤等で使用

され化学物質審査規制法の第一種特化物に指定される 2-

（2H-1,2,3- ベンゾ ト リ アゾール -2- イル） -4,6- ジ -tert- ブ

チルフ ェ ノ ール含有廃棄物の廃棄過程での挙動を把握す

る ため， 熱処理プ ラ ン ト で実験を行い， 排出レベルの評

価と適正処理方法の検討を行った。

〔備考〕

(2)-6-2. 　 基盤的な調査 ・ 研究の推進

1） 　 アスベス ト 含有廃棄物の分解処理による無害化の確

認試験方法の確立と その応用

〔研究課題コー ド〕 0608BE434

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 貴田晶子， 山本貴士， 寺園淳， 平野靖

史郎， 古山昭子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

2） 　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0610AB462

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 佐伯孝

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

(2)-6-3. 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータ ベース等

の作成

1） 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータ ベース等の作

成

〔研究課題コー ド〕 0610AB454

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 井上雄三， 貴田晶子， 大迫政浩， 山田

正人， 倉持秀敏， 橋本征二， 藤井実， 南齋規介，

山田亜矢， 高橋史武

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

重点 ３ 　 環境リ スク研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP003

〔代表者〕 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 人間活動が も た ら す環境 リ ス ク はますます複

雑化， 多様化し てお り ， 人の健康や生態系に深刻な影響

を未然に防止する ため， 新たな環境 リ ス ク管理施策が導

入されている。 これら の運用にあたって， 高感受性集団

への健康影響が発生し た り ， 影響を受けやすい生物が切

り 捨て られた り する こ と のないよ う に リ ス ク評価を行 う

必要があ る。 また， 適切な リ ス ク評価によ り 過大な社会

コ ス ト をかけ る こ と な く ， 効果的な リ ス ク管理ができ る

も の と 期待される。 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムは， 化学

物質， ナ ノ 粒子， 侵入種， 遺伝子組み替体などの様々な

環境要因の曝露実態の解明や， それが健康 と 生態系に も

た らす未解明の有害性影響の研究を通じ て， これら の要

因が も た らす環境 リ ス ク を評価する ための包括的な手法

を開発する。 また， 環境 リ ス ク評価に係わる情報を体系

的に整備し， これを用いて リ ス ク評価の実施やわか り や

すい リ ス ク情報の提供を通じ て， 環境 リ ス ク に基づいた

環境 リ ス ク管理施策の円滑な運用 と と も に国民の安全 と

安心の確保に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 様々な環境要因によ る人の健康や生態系に及ぼす環境

リ ス ク を包括的に評価でき る手法を見いだすため， 中核

プロ ジ ェ ク ト （化学物質曝露に関する複合的要因の総合

解析によ る曝露評価 ， 感受性要因に注目し た化学物質の

健康影響評価， 環境中におけ るナ ノ 粒子等の体内動態 と

健康影響評価， 生物多様性 と 生態系機能の視点に基づ く

環境影響評価手法の開発） を実施する と と と もに， 「環境

政策におけ る活用を視野に入れた基盤的な調査研究」 ，

「知的基盤の整備」 および リ ス ク評価に係わる実践的取 り
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組み と し て， 環境 リ ス ク初期評価の取 り ま と め， 化審法

への技術的支援など を請負調査 と し て実施し た。 本年度

の中核プロ ジェ ク ト の概要を以下に記載する。

中核 PJ1「化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析に

よ る曝露評価」

　 既存の GIS 多媒体モデルや種々のモデルの階層的総合

化のための基盤デー タ 構造お よ びシ ス テ ムの設計を行

い， （ １ ） 地点個別推定精度の向上のため， フ ィ ール ド調

査等の結果を用いたモデルの改良に着手し， あわせて，

地球規模動態モデルについて も同様に GIS 多媒体モデル

を基盤とする拡張開発を行った。 （ ２ ） 河川水成分や大気

中の粒子状成分及びセ ミ ボ ラ タ イル成分について化学分

析法 と バイオア ッ セ イ を併用し たモニ タ リ ング手法につ

いて， 河川水や空気汚染の多面的評価に適し た試料採取

法 ・ 調製法の検討， また， メ ダカの初期生活段階試験な

ど を行 う ために水質汚濁発生源か らの試料採取法， 前処

理法， また毒性検出指標等の検討を行い予備的試験を実

施し た。 （ ３ ） 不検出値を含むモニタ リ ングデータによ る

統計解析手法の新たな提案を行い，東京湾における PCB，

PFOS 等のフ ィ ール ド調査 と，PCB の底質から水環境への

移行に関する室内実験を実施し た。

中核 PJ2 「感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評

価」

　 （ １ ） 低用量の環境化学物質曝露によ り 引き起こ される

神経系， 免疫系， およびその相互作用におけ る有害性を

嗅覚閾値の検出， シナプスでの情報伝達遺伝子の発現に

ついて検討し た。 具体的には， 神経系では， 認知可能な

レベルの嗅覚刺激に と も な う 生体反応を動物実験で検証

のため， 嗅覚閾値を調べる ための実験系を作製し， 実験

において嗅覚閾値 と 生物学的要因 （性， 年齢， など） の

関係を探索し た。 免疫系では， ト ルエンに対する系統間

での免疫情報処理の違い と抗原感作によ る神経―免疫の

ク ロ ス ト ーク にかかわる神経伝達物質の遺伝子発現での

変化を追跡し た。 （ ２ ） 発達段階に応 じ た影響解明のた

め， 脳形成におけ る アポ ト ーシスの変動， 感染低抗性獲

得における細菌ク リ ア ラ ン ス と Toll 様受容体の発現， 甲

状腺ホルモン受容体応答の変化に関する検討を行った。

具体的には， 雌雄ラ ッ ト ・ マウ ス を用い， 発達段階にあ

る大脳辺縁領域を採取し て， 各種アポ ト ーシス制御分子

の mRNA およびタ ンパク発現を解析し た。環境化学物質

によ る神経変性疾患モデル動物の開発 と 病態解析のため

神経変性疾患モデルラ ッ ト を作製し， 化学物質の影響を

遺伝子レベル及び蛋白質レベルで検討し た。 （ ３ ） 化学物

質曝露に脆弱な集団の高感受性を呈する要因の解明のた

め， in vivo ア ト ピー性皮膚炎モデルによ る化学物質のア

レルギー増悪影響の有無を検討し た。 また， アレルギー

増悪影響のよ り 簡易なス ク リ ーニング手法の開発を行っ

た。

中核 PJ3「環境中におけるナ ノ粒子等の体内動態 と健康影

響評価」

（ １ ） 環境ナ ノ 粒子の生体影響に関する研究， （ ２ ） ナ ノ

マテ リ アルの健康 リ ス ク評価に関する研究 （ ３ ） ア スベ

ス ト の呼吸器内動態 と 毒性に関する研究の課題を実施し

てお り ， 課題 １ では， ア イ ド リ ング時におけ るデ ィ ーゼ

ルエンジンか ら排出するナ ノ 粒子の主成分は軽油由来で

あ り 重量の約 55% を占めている こ と， ナ ノ粒子を暴露し

た実験動物において好中球の浸潤を伴 う 肺の炎症を起こ

すこ と， ス ト レ ス蛋白が誘導される こ と， 不整脈を誘発

する こ と 等が明ら か と なった。 　 課題 ２ では， カーボン

ナ ノ チューブの細胞毒性は極めて高 く ， その細胞障害性

は細胞膜 と の反応にあ る こ と を明ら かにし た。 また， ナ

ノ フ ァ イバーの吸入暴露装置の開発に着手し た。 　 課題

３ では， 400 度から 100 度単位で 1000 度近 く まで熱処理

し た ク リ ソ タ イ ル と ク ロ シ ド ラ イ ト を 用い て マ ク ロ

フ ァ ージ と 肺胞上皮細胞に対す る 細胞毒性試験を実施

し， 加熱によ り 水和し な く なったアスベス ト は繊維構造

が残っ ていて も 細胞毒性が低下す る こ と を明 ら かに し

た。

中核 PJ4「生物多様性 と生態系機能の視点に基づ く 環境影

響評価手法の開発」

　 人為的開発に最も晒されている生態系の事例 と し て東

京湾，および社会変化から管理されな く なってき た里地・

里山の事例 と し て兵庫県南西部のため池地域の双方をモ

デルフ ィ ール ド と し て， 前者では生態系サービ スの財 と

し ての底棲魚介類の質的･量的変化， 代表種の生活史特

性， 後者では生物多様性， 生態系機能， 生態系のカ タ ス

ト ロの指標 と な る ト ンボ， 水生植物， アオコ発生などに

着目を し て， 環境 リ ス ク要因の特定な らびに環境影響評

価のための野外調査を実施し た。 侵入種の生態 リ ス ク評

価に関し ては， 在来種 と 外来種の交雑実態を ヒ ラ タ ク ワ

ガ タやオオマルハナバチについて検討し， 輸入昆虫 ・ は

虫類 と と も に国内に移入される ダニや寄生虫の遺伝子解

析も加え， 種分化プロセス， 生殖隔離機構， 共進化の機

構解明を行なった。 生物群集を対象 と し た環境影響評価

のために， 生物群集モデルの基礎的な定式化を検討し，

生態影響への応用のために， 相関し た複数形質への解析

をおこ なった。

(3)-1. 　 重点 ３ 中核 P1 　 化学物質曝露に関する複合的要

因の総合解析による曝露評価
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〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA301

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， 白石不二雄， 鑪迫典久， 中島

大介， 後藤純雄

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の曝露を考え る上では， 多数の物質に

よ る多重的な曝露， 一つの物質の持つ複雑な影響スペク

ト ル， 排出か ら個人あ るいは生態系への曝露に至る過程

で関連する自然的， 時間的また社会的な因子など を考慮

し た評価 ・ 解析が重要であ る。 これらは， 最終的な リ ス

ク評価におけ る複合影響の評価において特に不可欠な解

析 と な るが， まず当面は， 可能な範囲の複合的要因の総

合解析によ る， 化学物質の曝露のよ り 包括的な評価を目

指すこ と が必要と考え られる。本プロ ジェ ク ト では，（ １ ）

地域 GIS 詳細モデルおよび地球規模など複数の空間規模

階層を持つ動態モデル群の総合的構築， （ ２ ） バイオア ッ

セ イ と 包括的測定の総合によ る環境曝露の監視手法の検

討 と 曝露評価への適用， （ ３ ） モデル推定， 観測データ，

曝露の時間的変動や社会的要因などの検討 と 総合解析に

よ る曝露評価手法 と 基盤の構築 と 整備， の ３ つの課題を

設定し， それらの有機的な連携を通じ て化学物質曝露に

関する複合的要因の総合解析を達成し， 新たな知見を与

え る こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 課題 （ １ ） については， 本年度は既存の GIS

多媒体モデルや種々のモデルの階層的総合化のための基

盤データ構造およびシステムの設計を行 う 。 また， 地点

個別推定精度の向上のため， フ ィ ール ド 調査等の結果を

用いたモデルの改良に も着手する。 あわせて， 地球規模

動態モデルについて も同様に GIS 多媒体モデルを基盤 と

する拡張開発を行 う 。 こ の結果， GIS 多媒体モデルの基

盤 と し て新たなデータ を構築し， 流域動態再現の検討を

実施し た。 また， PCB の地球規模動態の予備的解析結果

を得た。

　 課題 （ ２ ） については， 本年度は河川水成分や大気中

の粒子状成分及びセ ミ ボ ラ タ イル成分について化学分析

法 と バイオア ッ セイ を併用し たモニ タ リ ング手法に関す

る検討を行った。 具体的には， 河川水や空気汚染の多面

的評価に適し た試料採取法 ・ 調製法の検討， また， メ ダ

カの初期生活段階試験など を行 う ために水質汚濁発生源

か ら の試料採取法， 前処理法， また毒性検出指標等の検

討を行った。 また， 環境水および環境大気の in vitro 試験

のための濃縮 ・ 分画法 と 試料への適用に関する予備的検

討， また， 各種の水生生物試験法を用いた包括的影響把

握のための検討を実施し た。

　 課題 （ ３ ） については， 本年度は不検出値を含むモニ

タ リ ングデータに対する評価手法の開発および実測結果

への適用について検討を行 う 。 ま た， 東京湾におけ る

フ ィ ール ド 調査お よび室内実験の予備的検討を， PCB，

PFOS 等い く つかの物質群を対象 と し て試みる。 こ の結

果， 不検出値を含むモニ タ リ ングデータによ る統計解析

手法の新たな提案を行い，東京湾における PCB，PFOS 等

のフ ィ ール ド調査と， PCB の底質から水環境への移行に

関する室内実験を実施し た。

〔備考〕

環境 リ ス ク プロ グ ラ ム各中核プロ ジ ェ ク ト ， 特に中核プ

ロ ジェ ク ト ４ と は特に密接に共同し て実施する。

〔関連課題〕

0607AE562 　 ニホン ウ ズ ラ受精卵を用いた経卵曝露毒性

試験法の開発に関する研究 71p.

0607BY004 　 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検

討に関する調査 ・ 研究 72p.

1） 　 ニホンウズラ受精卵を用いた経卵曝露毒性試験法の

開発に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0607AE562

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鎌

田亮， 高橋慎司， 清水明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 化学物質に よ る環境汚染の結果 と 考え ら れ る

野鳥の繁殖障害や個体発生異常は現在まで数多 く 報告さ

れているが， 鳥類を対象 と し た信頼性の高い生態影響評

価試験法の開発は遅れている。 また， 鳥類の卵は胚発生

中に物質の出入 り がほ と んど無いため， 化学物質の胚発

生毒性を検出するには極めて優れた生体材料であ る。 本

研究では， 取 り 扱いの容易なニホン ウ ズ ラ受精卵を用い

て， 内分泌器官への攪乱作用 と 繁殖能への影響を検出す

る経卵曝露試験法の構築を行 う 。

〔内容および成果〕

【内容】 羽の色から遺伝的な性判定が可能なニホン ウ ズ ラ

の受精卵を準備し， オ リ ーブオイルに溶解し た被検物質

を卵黄内投与し て曝露動物を作出し た。 孵化し た雛を育

雛 ・ 性成熟させ， 雌の産卵能および卵性状変化を検査し

た後， 雌雄を解剖し て生殖器官の形態変化を観察， 血中

ステ ロ イ ド濃度を測定し た。 被検物質と し て o,p'-DDT （1

～ 100μg/g egg） ， 陽性対照 と し て合成エス ト ロ ジ ェ ン

diethylstilbestrol （DES, 0.5 ～ 50ng/g egg） を用いた。

【成果】 通常， 鳥類の輸卵管は左側だけが発達し， 右側の
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輸卵管は成長と と もに消失するが， o,p'-DDT または DES

の孵卵前投与によ って， 性成熟し た雌に用量依存性の左

側輸卵管の短縮 と 右側輸卵管の異常発達が観察 さ れた。

さ らに， o,p'-DDT 投与は卵殻強度， 卵殻重量および卵殻

厚の減退 と いった卵殻形成不全を引き起こ し， 100μg/g

投与群では無産卵の雌や軟卵 ・ 無殻卵などの異常産卵が

観察された。 DES10ng/g 以上の投与によ って も無産卵の

雌が増加 し たが， 卵殻性状に顕著な変化は認め ら れな

かった。 本法はこれまでに提案されている鳥類毒性試験

よ り も鋭敏に鳥類の繁殖能への影響を検出でき る も の と

考え られる。 また， 観察された雌性生殖器の発達および

産卵への影響は被検物質の持つエス ト ロ ジ ェ ン作用によ

る もの と考え られるが，o,p'-DDT と DES と の生分解性の

違いに よ っ て試験結果に相違が生 じ た も の と 考え ら れ

る。

〔備考〕

追加予算 ： 文部科学省科学研究費補助金

2） 　 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関す

る調査 ・ 研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0607BY004

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 柴田

康行， 貴田晶子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境中に排出された水銀等の重金属類は， 環境

中で減衰する こ と な く 残留し， 長期にわた る環境影響が

懸念されている。 特に水銀は揮発性および生物濃縮性を

有する こ と から， 例えば残留性有機汚染物質 （POPs） 等

と 同様に， 発生源か ら長距離を移動し て遠隔地まで到達

し， それによ る広域 ・ 地球規模の汚染が懸念されている。

し たがって， 特に水銀等の有害金属については， 長距離

移動特性の把握が汚染機構の解明 と有効な対策立案のた

めに必須の課題であ る。

　 本研究は， 水銀等の長距離移動特性の検討を目標 と し

て， 長距離移動特性の技術的検討， 排出イ ンベン ト リ に

係わる排出源調査， 観測データの解析の主に ３ つの課題

に取 り 組むこ と によ って， 水銀等の長距離移動特性に関

する把握を試みる こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 これまで POPs 等の有機物を主対象 と し て構築されて

き たグ ローバル多媒体モデルを基礎 と し， 水銀の形態変

化等を組み込んだ新たなグ ローバル多媒体動態モデルを

開発し た。本年度はケース ス タデ ィ ー と し て，全球 2.5 度

分解能での動態予測計算を行い， 環境省において開始さ

れた波照間での水銀連続観測の結果 と 各形態 と も ほぼ一

致する結果を与え る こ と を確認し た。 また， 排出イ ンベ

ン ト リ に係わる排出源調査においては， 発生源の調査結

果の解析 と 考察を行った。 また， 波照間等の観測データ

を用いた解析を実施し， モデル と の複合も あわせ観測値

を用いた動態解明に関する考察を行った。

〔備考〕

(3)-2. 　 重点 ３ 中核 P2 　 感受性要因に注目し た化学物質

の健康影響評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA302

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 石堂

正美， 黒河佳香， 山元昭二， 塚原伸治， 西村典

子，柳澤利枝，高野裕久，井上健一郎，中島大介

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質によ る内分泌系 ・ 免疫系 ・ 神経系

などの高次生命機能のか く 乱によ る生殖 ・ 発生 ・ 免疫 ・

神経行動 ・ 遺伝的安定性などへの影響の解明が求め られ

ている。本研究では，先端技術を活用し たバイオマーカー

やス ク リ ーニング手法の開発などによ り ， 化学物質に対

する感受性要因に注目し て健康影響を評価する。 特に，

胎児 ・ 小児 ・ 高齢者や遺伝的素因保持者などの化学物質

曝露に脆弱な集団の高感受性要因の解明を進め， 高感受

性の程度を把握し， 感受性の個人差を包含し た リ ス ク評

価， 環境 リ ス ク管理対策の検討に必要 と な る科学的知見

を提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 １ ． 遺伝的感受性要因

　 1-1． ヒ ト の生活環境中で身近に存在し， 健康に悪影響

を及ぼし う る と考え られる VOC に関し て，その嗅覚検知

閾値をマウ スにおいて求める ため， その実験計測系を作

製し た。 マ ウ ス で ト ルエン ・ ガ ス を用いて調べた結果，

ヒ ト では数百 ppb と報告されている ト ルエンの検知閾値

が，マウ スにおいては ５ ppb 以下であ る こ と がわかった。

　 1-2． 免疫過敏モデル作成のため， C3H と BALB/c マウ

ス を用いて低濃度 ト ルエンの ６ 週間曝露を行っ た と こ

ろ， 抗原感作し たマウ スでは免疫担当細胞分画で Th2 サ

イ ト カ イ ンであ る IL-4， IL-5， IL-13 の産生が両系統で認

め られたが， ト ルエンによ る修飾作用は認め られなかっ

た。 一方， 抗原感作がない状態では， C3H マウ スにおい

て ト ルエン曝露によ り Th2 へシフ ト する傾向が観察され

た。

　 1-3． 低濃度化学物質曝露 と抗原刺激によ る神経―免疫

相互作用におけ る海馬での記憶関連および炎症関連遺伝
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子発現について ２ 系統のマウ スで比較検討し た。 その結

果，低濃度 ト ルエン曝露し た C3H マウ スの海馬における

ドーパ ミ ン受容体や転写因子 CREBmRNA， 及び TNF ア

ルフ ァ mRNA の遺伝子発現は増強し た。 BALB/c マウ ス

では，ト ルエン曝露によ り CREB1mRNA と CaMKIVmRNA

の抑制， 及びカプサイ シン受容体遺伝子発現の増加がみ

られる など， ２ 系統におけ る ト ルエン及び抗原刺激に対

する シナプス を介する反応に明らかな違いのあ る こ と が

検証でき た。

　 ２ ． 時間的感受性要因

　 2-1． 妊娠 Long-Evans ラ ッ ト に ト ルエンを鼻部吸入曝

露し， ト ルエンを代謝する CYP2E1 の肝臓における発現

を解析し た結果， 母体では発現を確認し たが， 胎仔の発

現量は極めて少なかった。胎仔の血中テス ト ステ ロ ン（T）

濃度は雌よ り も雄において高 く ，明瞭な性差がみられた。

雄の T 濃度は ト ルエンの曝露量依存的に低下し， 0.9, 9,

90ppm 曝露によ って T 濃度の性差が消失し た。次に，性分

化する脳領域であ る SDN-POA に着目し，SDN-POA の形

成に関わる アポ ト ーシス制御分子を検索し た。 生後 ８ 日

齢では， アポ ト ーシス実行分子であ る活性型カ スパーゼ

3 の発現が雄に比べて雌において高かった。 さ らに，カス

パーゼ 3 を制御する Bcl-2 および Bax の発現にも性差が

みられた。

　 2-2．グ ラ ム陽性菌細胞壁成分ペプチ ド グ リ カン （PGN）

によ る経気道刺激が Th1 機能の発達またはアレルギーの

抑制へと導 く か否かを明らかにする ために，離乳直後（ ３

週齢） の BALB/c マウ スに PGN ４ μg/50μl を ３ 日おき

に計 ５ 回点鼻投与し た後， 卵白アルブ ミ ンをアジ ュバン

ト であ る水酸化アル ミ ニウ ムゲル と共に ２ 週間おきに計

４ 回腹腔内投与し， ト ール様受容体 TLR2 ・ TLR4 の遺伝

子発現レベルなどへの PGN 刺激の効果について解析し

た。 その結果， 離乳直後からの PGN 経気道刺激は， Th1

機能発達やアレルギー抑制へと は導かなかった。

　 2-3． ビ タ ミ ン D 代謝な らび Ca 再吸収に関与する遺伝

子発現に及ぼす TCDD の影響を発育期のマウ ス腎臓で調

べた。 その結果， TCDD が活性ビ タ ミ ン D 合成 と分解に

関与す る 酵素の遺伝子発現を顕著に誘導す る こ と が分

かった。 また TCDD によ り 血清中活性ビ タ ミ ン D 濃度も

上昇し た。TCDD は Ca の細胞内の輸送 と排出に関与し て

いる Calbindin および NCX-1 遺伝子発現を生後 ７ 日目に

抑制し た。さ らに生後 ５ 週齢マウ スで Ca および リ ンの尿

中排泄増加が認められた。

　 2-4． これまでに新生期のラ ッ ト 脳がビ ス フ ェ ノ ール A

に曝露する と， 運動を司る ド ーパ ミ ン神経の発達障害を

き た し， 多動性障害をお こ す こ と を明 ら かに し てい る。

こ う し た新生期の曝露の影響が， 成熟期に も残存し てい

る ど う かを調べてみる と， 明ら かなカテ コールア ミ ン合

成酵素 （ド ーパ ミ ン神経の指標） の免疫交叉性が消失し

ていた。 さ ら に， ド ーパ ミ ン神経変性疾患であ るパーキ

ン ソ ン病の病理像の １ つであ る アルフ ァ ・ シ ヌ ク レ イ ン

の凝集像も観察された。

　 ３ ． 複合的感受性要因

　 3-1． in vivo ス ク リ ーニングモデルを用い環境化学物質

のアレルギー増悪影響を検討し た。その結果，DINP，BPA

において， 対照群， あ るいはダニアレルゲン （Dp） 単独

投与群に比し， 化学物質の濃度， あ るいは病態の形成段

階によ って有意な皮膚炎症状の増悪， および耳介腫脹を

認めた。 MEHP は濃度によ って増悪傾向を示し た。 一方，

PFOA は， 投与濃度によ って Dp 単独群に比し， 有意な耳

介腫脹の抑制を認めた。

　 3-2． ト ラ ン スジェニ ッ ク魚を用いた BaP の変異原性の

検出について検討し， エ ラ と 膵 ・ 肝臓において突然変異

頻度の上昇が見られた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0506CD397 　 大気中の変異原物質に対し て加齢動物が示

す感受性の定量的評価 74p.

0608CD494 　 炎症反応によ る記憶機能分子か く 乱に着目

し た化学物質に過敏な動物モデルの作成 74p.

0608AE508 　 ダ イ オキシン類の心臓血管系疾患および糖

尿病関連遺伝子に対す る 影響 と その メ カ ニズ ムの解析

73p.

0608ZZ569 　 環境因子に起因する精神 ・ 神経疾患の解明

に関する研究 75p.

0406AG337 　 (3)-5. 　 重点 3 関連 P1 　 ト キシコゲ ノ ミ ク ス

を利用し た環境汚染物質の健康･生物影響評価法の開発

に関する研究 85p.

0507AG476 　 環境化学物質の高次機能への影響を総合的

に評価する in vivo モデルの開発 と検証 130p.

0307BX015 　 DNA チッ プを用いた有害化学物質の健康影

響評価手法の開発 131p.

0608AK021 　 新たな幼若期学習試験法によ る ダ イ オキシ

ン ・ PCB 類の発達神経毒性の解析 76p.

1） 　 ダイオキシン類の心臓血管系疾患および糖尿病関連

遺伝子に対する影響と そのメ カニズムの解析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0608AE508

〔担当者〕 ○西村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）
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〔目 　 的〕  これまでに，経母乳ダ イオキシン類曝露し た新

生仔ラ ッ ト ， マウ スの水腎症発症 メ カニズムが腎臓のナ

ト リ ウ ム イオンチャ ネル関連遺伝子発現の撹乱によ る も

のであ る こ と を明ら かにし て き た。 心臓血管系の疾患や

血糖維持に重要な役割を演じ ている イ ンシ ュ リ ンの分泌

機構に も様々な イオンチャ ネルが関与し ている。 こ のイ

オンチャ ネル関連遺伝子に及ぼすダ イオキシン類の影響

に関する研究は殆どない。 し たがって， 本研究はダ イオ

キシン類の心臓血管系疾患および糖尿病関連遺伝子に及

ぼす影響を解析し， その メ カニズムを明ら かにする こ と

を目的と し て行った ものであ る。

〔内容および成果〕

 C57Bl/6J マウ ス （雄， 8 週齢） に 15 micro g/kg の 2,3,7,8-

tetrachlorodibenzo-p-dioxin （TCDD） を単回腹腔内投与し

た。 その 3 日後および 30 日後に， 大動脈， 脂肪組織， 膵

臓を採取し て心臓血管系疾患および糖尿病関連遺伝子の

発現に及ぼす TCDD の影響を調べた。 併せて， 組織の一

部をホルマ リ ン固定し， 病理組織学的観察を行った。 そ

の結果， TCDD 投与後 30 日目のマ ウ ス大動脈において，

cytochrome P450 (CYP)1a1， tumor necrosis factor (TNF)-a，

cyclooxygenase (COX)-2， keratinocyte chemoattractant

(KC)， interleukin (IL)-1， monocyte chemoattractant protein

(MCP)-1 の炎症関連遺伝子の発現が上昇する こ と か ら，

TCDD の心臓血管系におけ る 炎症作用が明 ら か と な っ

た。

 次に， 出産後 １  日目のマウ スの母獣に TCDD を単回経

口投与し た。 母乳を介し て TCDD 曝露し た 3， 7， 14 日

齢の新生仔マウ スか ら肝臓， 腎臓， すい臓， 血液， 尿を

採取し た。 すい臓におけ る イ ンシ ュ リ ンの分泌に関与す

る関連遺伝子を中心に TCDD によ る影響を検討し た と こ

ろ， TCDD 曝露によ り  CYP1A1 遺伝子の発現が誘導され

る こ と が分かった。一方， TCDD によ る  nuclear factor (NF)

-kB，fructose-1，6-bisphosphatase (FBP)-1，phospholipase-A2

遺伝子発現量への影響は見られなかったが， 糖尿病関連

遺伝子 と し て知 ら れ る  insulin receptor substrate (IRS)-1，

glucose transporter type (GLUT)-4， GLUT-2 に対 し て，

TCDD は遺伝子発現量を抑制す る こ と が明 ら か と な っ

た。

〔備考〕

2） 　 大気中の変異原物質に対し て加齢動物が示す感受性

の定量的評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD397

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター），松本理

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 大気中に存在する変異原物質に対する感受性

が加齢に伴いどの程度増加するかを， 突然変異検出用遺

伝子導入マウ ス ・ gpt delta マウ ス を用いて明らかにする。

「 ヒ ト を含め動物の加齢が進む と 環境中に存在する化学

物質への感受性が増加する」 と 概念的には理解されてい

るが， 「どの程度感受性が増加するか」 について定量的な

評価はほ と んど行われて こ なかった。 大気中に存在する

化学物質は誰も が等し く 曝露を受け る可能性があ る も の

であ り ， 特に留意すべき環境化学物質であ る。 最近， 第

２ 相薬物代謝酵素の活性が加齢に伴い低下する こ と を示

唆する知見が得られつつあ る。 本研究では， 大気中に存

在する化学物質の中で も代謝活性化を受けたのちに有害

作用を発揮する変異原物質に注目する。 そ こ で， 加齢 gpt

delta マウ スの肺に大気中に存在する典型的な変異原物質

であ るベンゾ [a] ピ レ ン等を経気道投与し，動物の老化に

よ り ， 肺中の突然変異発生頻度がどの程度増加するかを

定量的に明らかにする こ と と し た。 　

〔内容および成果〕

　 benzo[a]pyrene （B[a]P） （ １ mg/ 匹） を投与し た ３ ， 11，

24 ヵ月齢の gpt delta マウ スの肺の突然変異スペク ト ルを

解析し た と こ ろ， 加齢に伴い大き な変化が認め ら れた。

対照群では Ｇ ＞ Ａ 塩基置換が 11， 24 ヵ月で顕著に増加

し ていた。 それに対し て B[a]P 投与群では， Ｇ ＞ Ｔ 塩基

置換が ３ ヵ 月では主要な突然変異であったが， 加齢に伴

い減少し， その代わ り ， Ｇ ＞ Ａ 塩基置換が加齢 と共に

増加し た。 代謝酵素の活性等の加齢によ る変化を調べた

結果， B[a]P を投与し た肺中のグルタチオン Ｓ ト ラ ン ス

フ ェ ラーゼ （Ｇ Ｓ Ｔ） -α の発現量は加齢 と共に減少し，

24 ヵ 月では対照群 と 差が認め られない程度にまで減少し

た。 Ｇ Ｓ Ｔ -π の発現量は加齢 と共に増加し たが，各月齢

の対照群 と 比較し て有意な差異は認められなかった。 突

然変異頻度 と 薬物代謝酵素の発現量の間に顕著な相関性

は認められなかった。

〔備考〕

共同研究者 ： 能美健彦 （国立医薬品食品衛生研究所）， 後

藤佐多良 （東邦大学薬学部）

3） 　 炎症反応による記憶機能分子か く 乱に着目し た化学

物質に過敏な動物モデルの作成

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD494

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， Tin-

Tin-Win-Shwe

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）
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〔目 　 的〕 低濃度の揮発性化学物質の健康影響解明のた

めには， 有用な動物モデルを用いて低濃度化学物質の曝

露を行い， IV 型あ るいは V 型に分類されている アレル

ギー反応や高容量の曝露で見られる傷害作用 と し ての中

毒学的反応 と 異な る反応が誘導されるか否かを明ら かに

する こ と が急務と考え られている。 また， MCS やシ ッ ク

ハウ ス症候群の疑いのあ る患者でアレルギー性疾患の罹

患率が非常に高い と い う 報告があ る こ と か ら， ア レ ル

ギー性炎症反応か ら神経性炎症反応を誘導する こ と， 及

びその相互作用によ る可能性が一つの仮説 と し て考え ら

れている。

　 本研究では， 化学物質の曝露によ る アレルギー性炎症

反応 と 神経性炎症反応の誘導， および記憶情報を蓄積さ

せる過程でのか く 乱の機構を明ら かにする こ と で， 過敏

症の解明に有用な動物モデルを作成する こ と を目指し て

いる。 今回の提案は， これまでの研究成果を発展させる

ために大脳辺縁系への影響 と 免疫系への影響結果か ら抽

出し た炎症 と 記憶機能 と の関連に絞って， 低濃度化学物

質曝露によ る炎症反応の誘導か ら記憶機能か く 乱への メ

カニズムについて解明し， 過敏症解明のための動物モデ

ルを提供する こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 低濃度 ト ルエン曝露によ る記憶にかかわる

炎症反応についてマウ ス を用いて解析し た。 ト ルエンは，

鼻部曝露装置を用いて， ０ ， １ ， ２ ， ７ ， 14， 21， 28 日

にそれぞれ 30 分間曝露し た。 曝露濃度は， ０ ， ９ ， 90

ppm で行った。 免疫系の活性化のために卵白アルブ ミ ン

（OVA） 抗原刺激を， ０ （OVA 腹腔内投与）， 14 （OVA エ

ア ロ ゾル投与）， 28 （OVA エア ロ ゾル投与） 日に行った。

８ 日目と最終曝露翌日 （29 日目） に試料採取をおこ なっ

た。 その結果， ８ 日目では大き な変化はみられなかった

が， 29 日目の肺における炎症細胞の集積では， ９ ppm 曝

露群でマ ク ロ フ ァージ数の有意な増加がみられたが， 好

中球や好酸球においては有意な変化はみら れなかった。

リ アルタ イ ム PCR によ る mRNA の発現解析では，９ ppm

曝露群での IL-5ｍRNA 発現の増加，90ppm 曝露における

IFN ガンマ mRNA 発現の低下が認められた。 IL-4 と IL-

12ｍRNA ｓ の発現に差はみられなかった。抗原特異的IgE

と IgG1 抗体価においては，90ppm 曝露では差はみられな

かったが， 9ppm 曝露において有意な増加を認めた。 と こ

ろで， 神経の成長， 分化に働き肺におけ る炎症に も かか

わ る 神経栄養因子について肺での働 き を検索す る と，

NGF， NT-3 においては発現に変化はみられなかったが，

BDNFmRNA，及びNGF受容体TrkAmRNAの発現低下がみ

られた。 海馬における記憶関連遺伝子の発現は， ９ ppm

ト ルエ ン 曝露で， NMDA 受容体 NR2AmRNA，

CaMKIVmRNA， 及び CREB1ｍRNA の発現増強が認めら

れた。 これら の結果よ り ， ト ルエンの低濃度曝露が， 抗

原刺激を う けたマウ スの獲得免疫系を よ り 活性化する と

と も に， 肺におけ る神経栄養因子の調節系， 海馬におけ

る記憶関連遺伝子の制御系をか く 乱し ている こ と が明ら

か と なった。

〔備考〕

4） 　 環境因子に起因する精神 ・ 神経疾患の解明に関する

研究

〔研究課題コー ド〕 0608ZZ569

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

純子， 柳澤利枝， 白石不二雄

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 ラ ッ ト を用いた こ れま での動物実験において

生後 ５ 日齢のラ ッ ト 脳が内分泌攪乱物質に曝露する と ヒ

ト の学童期に相当する ４ ～ ５ 週齢で多動性障害が観察さ

れる こ と を報告し て き ている。 こ の報告では， 内分泌攪

乱化学物質によ る ラ ッ ト 多動性障害は化学物質の用量に

依存し て こ と が明白に示されている。 つま り ， ラ ッ ト 新

生期での環境化学物質に対する感受性が極めて高い こ と

を示唆し ている。

　 従って，本研究課題では環境因子のラ ッ ト 胎生期の脳・

神経系への影響 と 新生期の影響が成熟期の脳神経系へ及

ぼす影響についての詳細を明らかにする。

〔内容および成果〕

   内分泌攪乱化学物質の生体影響への懸念は， 弱いなが

ら も そのエス ト ロゲン様作用が報告された こ と に端を発

する。 培養器具のオー ト ク レーブで漏れ出し たビ ス フ ェ

ノ ール Ａ が， ヒ ト 乳癌培養細胞 MCF-7 の増殖を促進し

た と い う 報告であ る。 これを機に， 生殖器官をはじめ と

する様々な生体器官への影響が活発に調べられる よ う に

なった。 内分泌攪乱化学物質の脳 ・ 神経系への影響に関

する知見も蓄積し て き ている。 胎生期曝露では， 青班核

の形態の異常， 大脳皮質の層形成異常， また周産期曝露

ではラ ッ ト 探索行動の異常， 恐怖 ・ 痛みへの反応性の変

化などが観察されて き ている。 更には， 新生期曝露によ

る空間学習の異常 ・ 多動性障害などが報告された。 こ の

よ う にし て， 内分泌攪乱化学物質の生体影響は， その曝

露時期に依存し た感受性に大き く 左右される こ と が示唆

されてき ている。

   一方， パーキン ソ ン病やアルツハイ マー病など神経疾

患は老年期に発症するが， その原因は幼弱な発達期の影

響が大きいのではないか と 考え られて き ている。 パーキ
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ン ソ ン病の約 5％が遺伝的素因によ る もので， 残 り 95％

が弧発性 と さ れ て い る。 Early environmental origins of

neurodegenerative disease in later life. と いわれ る 所以であ

る。

   こ のよ う な考え方 と これまでの研究背景によ り 本研究

においては， 発達期での影響が成熟でどのよ う に見られ

るかを調べた。 また， 成熟期におけ る環境化学物質の曝

露によ り 精神 ・ 神経疾患モデル動物が作製でき るかど う

かを試みた。本年度は，環境化学物質が成熟ラ ッ ト の脳・

神経系と直接作用するか否かを検討し た。

   発達期の曝露影響は ド ーパ ミ ン神経の発達障害を も た

ら し た。 TUNEL 陽性細胞も同定され， 更にグ リ オーシス

が観察された。

   また，成熟期の ドーパ ミ ン神経が，ビ ス フ ェ ノール A の

曝露影響を受け る か否かを微量注入法に よ り 検討し た。

その結果， ビ ス フ ェ ノール A を微量注入し た左側黒質の

投射先であ る線条体カテ コールア ミ ン合成酵素の免疫交

叉性が消失し， 退行性変性が観察 さ れた。 こ の こ と は，

ビ ス フ ェ ノ ール A によ るパーキン ソ ン病モデルラ ッ ト を

作製でき る こ と を示唆し ている。

〔備考〕

5） 　 新たな幼若期学習試験法によ るダイオキシン ・ PCB

類の発達神経毒性の解析

〔区分名〕 リ ス ク セン ター CD

〔研究課題コー ド〕 0608AK021

〔担当者〕 ○北條理恵子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 藤

巻秀和

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題では，胎生・授乳期のラ ッ ト に TCDD

あ るいは PCB153 またはその他の神経毒性を示す化学物

質を曝露し， その後に生まれた仔獣に対し， 学習 ・ 行動

機能を幼若期か ら成獣まで継続し て測定し， 曝露の発達

期の影響について検証する こ と を目的 と する。 同時に学

習行動試験に伴 う 脳の遺伝子発現を組織学的 （局在変

化）， に検証し， 発達時系列に応じ た変化 と曝露によ る変

化について， 生体および分子レベルで対応させる。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 仔獣あ るいは幼若動物の学習行動機能がど

のよ う に発達し てい く のか， 成獣 と 同様の学習行動を獲

得するのはいつであ るのかを調べる ため， 発達期の仔獣

に学習行動試験を複数回行い， 成獣 と 比較し た。 その結

果， 幼若動物の学習行動試験結果が成獣 と 同様にな る時

期はオス メ ス と も に生後 30 日前後であ る こ と がわかっ

た。 しかし ながら， 成獣 と 同様の結果にな る までの発達

経過はオス と メ スで異な り ， 性差があ る可能性が示唆さ

れた。 仔獣の学習行動が機能的に も成獣 と 同様に発達し

てい る のかど う かを確認する ための一つの指標 と し て，

学習行動試験直後に採取し た脳を用いて， 学習行動試験

中に活性化し ている脳内の部位を特定する組織学的実験

を行っている。 化学物質の曝露影響の検証 と し ては， 神

経毒を もつ ト ルエンを母獣に曝露し， その後仔獣を用い

た学習行動試験を行った。 その結果， 学習課題のい く つ

かの指標において軽微な影響がみ と められたため， 今後

はよ り 詳細な検証が必要であ る と思われる。

〔備考〕

(3)-3. 　 重点 ３ 中核 P3 　 環境中におけるナ ノ 粒子等の体

内動態と健康影響評価

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 鈴木明， 山元昭二， 井上健一郎， 小林

隆弘， 藤谷雄二， 菅野さ な枝， 種田晋二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 これまでの環境有害物質の健康影響評価は， ア

スベス ト などの例外も あ る も のの， 対象 と な る物質の用

量あ るいは濃度に対し て行われて き ている。 しかし， 粒

子状物質な ど が細胞膜ス ケールのナ ノ のサ イ ズの場合

は， 組織透過性が高ま り ， 粒子サイ ズや表面活性が重量

よ り も生体影響に大き く 関与する可能性が示されている

こ と から， 環境 リ ス ク を評価する上に於いてテス ト ガ イ

ド ラ イ ン も含めて新たな取 り 組みが必要であ る。 こ こ で

は， ナ ノ 粒子， ナ ノ フ ァ イバーの生体影響を調べ， これ

らの環境汚染と健康 リ ス ク評価に関する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 当該プ ロ ジ ェ ク ト では ３ つの課題を実施し た。 以下，

課題ご と の結果を示す。

　 課題 １ の環境ナ ノ粒子の生体影響に関する研究 ：

　 模擬ナ ノ 粒子発生装置の開発 と し て， 炭素電極間の放

電によ る炭素粒子， 不完全燃焼によ る炭素粒子の発生の

条件， 粒径， 個数について検討を加えた。 輸送過程にお

け る粒子成長に関する検討， 定常運転の際に排出される

粒子やガスの試験， 一次希釈， 二次希釈倍率の検討を行

なった。 また， 常運転の曝露を開始し， おおむね安定し

た運用ができ ている こ と を確認し た。 環境ナ ノ 粒子 と 模

擬ナ ノ 粒子を用いて， 粒子の細胞内への取込み機構 と 細

胞膜 ・ 細胞層におけ る粒子の透過性に関する研究を行っ

た。 in vitro 研究と し て， 共培養系細胞層におけ る不溶性

模擬ナ ノ 粒子の細胞層におけ る透過性 と その後の組織 リ
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モデ リ ン グ を調べた。 ま た， 原子間力顕微鏡を用いて，

細胞膜表面上のナ ノ 粒子の取込み過程を調べた。 in vivo

研究と し ては， 形態的にも 20nm 金粒子が肺胞上皮細胞

を通過し て血管内皮細胞内腔表面観察される こ と を電子

顕微鏡を用いて明ら かにする と と も に， 実車ナ ノ 炭素粒

子の観察を行った。 炭素系模擬ナ ノ 粒子や実車ナ ノ 粒子

を用いて， ナ ノ 粒子を多 く 含む運転条件下で捕集し た実

車デ ィ ーゼル排気粒子の酸化能 と 肺胞上皮細胞の遺伝子

発現に及ぼす影響に関する解析， 細菌毒素 と 吸入し たナ

ノ 粒子 と の炎症反応に関する相乗作用に関する研究， 吸

入し たナ ノ 粒子が自然免疫系や循環系に及ぼす影響に関

する研究を行った。

　 課題 ２ ： ナ ノ マテ リ アルの健康 リ ス ク評価に関する研究：

　 マ ク ロ フ ァ ージ を 用い て， in vitro で カ ーボ ン ナ ノ

チ ューブの細胞毒性評価， 細胞膜 と の反応性を調べた。

また， in vivo の毒性試験においてカーボンナ ノ チューブ

の投与を行った。 　 in vivo 研究の一環 と し て， ナ ノ フ ァ

イバー粒子の吸入暴露装置の開発に着手し たが， カーボ

ンナ ノ チューブの毒性が高いため作業者の安全性につい

て検討中であ る。

　 課題 ３ ： アスベス ト の呼吸器内動態と毒性に関する研究：

　 廃棄物研究プロ グ ラ ム と 協力し て， 溶融あ るいは溶融

過程にあ る熱処ア スベス ト （ク リ ソ タ イル と ク ロ シ ド ラ

イ ト ） の毒性評価を行った。 また， 腹腔内投与を行 う こ

と によ り ， in vivo で各種処理後のアスベス ト の生体影響

を評価する ための研究に着手し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0506CD536 　 原子間力顕微鏡を用いたナ ノ 粒子の細胞へ

の取 り 込みに関する研究 78p.

0610BY303 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の

生体影響調査 77p.

0506CD600 　 ナ ノ 素材が凝固線溶系に及ぼす影響 と その

メ カニズムの解明に関する研究 78p.

0606CB014 　 ナ ノ テ ク ノ ロ ジー影響の多領域専門家パネ

ル 133p.

1） 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の生体影響

調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 鈴木明， 山元昭二， 井上健一郎， 小林

隆弘， 藤谷雄二， 菅野さ な枝， 種田晋二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル粒子除去装置や触媒の開発， 燃料の

低硫黄化などによ り ， 自動車排出ガスに起因する粒子状

物質の質量濃度の低減は可能 と なっている。 しかし， 粒

径が数十ナ ノ メ ー ト ル以下のナ ノ 粒子 と いわれる極めて

微小な粒子の低減に関し ての対策は遅れてお り ， 依然 と

し て数濃度 と し て高いも のが排出される可能性があ る こ

と が指摘されている。 同時に現実の大気環境中において

も， 幹線沿道沿いではナ ノ 粒子の個数濃度がラ ッ シ ュ ア

ワー時に高 く な る こ と が指摘されている。 ナ ノ 粒子はそ

の毒性 ・ 影響 ・ 性状 ・ 環境動態のいずれも未解明の部分

が多い。 これまでの二酸化チタ ンや炭素のナ ノ粒子では，

大き な粒子状物質よ り 炎症を引き起こ しやすい こ と など

強い影響があ る可能性や， 呼吸器内に入った場合肺を通

過し全身への影響を持つ可能性が示唆されているが充分

な検討がな されていないのが現状であ る本研究では， 自

動車排ガス由来のナ ノ 粒子の性状や， 毒性 ・ 影響評価に

必要な調査研究を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 8L の長期規制対応の エ ン ジ ン を 用い て回転数

2000rpm， ト ルク ０ Nm の条件で ５ 時間定常運転を し た。

ト ンネルの希釈流量は 73m3 min-1， 希釈空気温度 25 ℃，

露点温度 14.2 ℃， 排気の一次希釈倍率は 16.5 倍 と なっ

た。 チャ ンバーの換気流量は約 1.0 m3 min-1 と し， CH11

へのデ ィ ーゼル排気の二次希釈倍率は約 ７ 倍，CH13 につ

い て は約 ２ 倍 と し た。 粒径分布の測定には Scanning

Mobility Particle Sizer （SMPS 3936， DMA ； 3081， CPC ；

3025A ； TSI 社製） を二台用いて， エンジン直後配管内，

ト ンネル内， 各チャ ンバー内において並行 ・ 順に測定し，

概ね良好な暴露条件を見いだし た。 環境ナ ノ 粒子成分を

曝露し た肺上皮細胞において， 薬物代謝系酵素， あ るい

はス ト レ ス タ ンパク の遺伝子発現を誘導し た。 また， マ

ウ スでは環境ナ ノ 粒子を ５ 時間曝露し て も明ら かな気道

炎症及び肺水腫は惹起されなかった。 ア イ ド リ ングで発

生し たナ ノ 粒子を含むデ ィ ーゼル排気の曝露は肺に好中

球の浸潤を主 と する軽度の炎症性変化を生じ さ せる が，

炎症惹起能と し てはご く 弱いもの と考え られる。しかし，

グ ラ ム陰性菌由来の細菌毒素によ る引き起こ された肺傷

害はナ ノ 粒子曝露によ り 濃度依存的に増悪し た。 グ ラ ム

陽性菌の細菌毒素に対する増強作用は有意には観察され

なかった。 一方， 環境ナ ノ 粒子を多 く 含むデ ィ ーゼル排

気暴露し た ラ ッ ト において， 体重の減少 と 異常心電図の

出現率の増加が認め られる こ と など を明ら かにし た。 特

に， 心室性期外収縮様の変化が見られた。

〔備考〕
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2） 　 原子間力顕微鏡を用いたナ ノ 粒子の細胞への取り込

みに関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD536

〔担当者〕 ○菅野さ な枝 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 最近の報告で， 自動車排気ガス中には， 様々な

粒径の粒子上物質が含まれてい る こ と が報告 さ れて き

た。 今まで， PM2.5 （粒径 2.5 ～ 10 マイ ク ロ メ ーター以

上の粒子） の肺への取 り 込み機構については研究が進め

られて き た。 しかし， 排気ガス中に多 く 存在する と され

ている， ナ ノ 粒子 （粒径が数十ナ ノ メ ーターよ り 小さ い

粒子） の生体への取 り 込みは， 大きい粒子 と は異な る と

考え られる。 肺の深部に達し たナ ノ 粒子の う ち多 く の不

溶性粒子は， 肺の細胞表面をおお う 界面活性物質の中の

肺胞マ ク ロ フ ァージに貧食される と 考え られるが， その

機構についてはほ と んど知られていない。 そ こ で， 本研

究では， マ ク ロ フ ァージによ るナ ノ 粒子の取 り 込み機構

を in vitro で調べる。 取 り 込み機構を明かにするために，

ナ ノ 粒子の貧食細胞への暴露実験を行い， ナ ノ 粒子 と 貧

食細胞の相互作用を原子間力顕微鏡を用いて調べる。 ま

た， 貧食細胞への粒子の取 り 込み機構は粒子の大き さや

成分によ り ， それぞれ異な る こ と が知られてお り ， ナ ノ

粒子がど こ か ら どの受容体を通し て取 り 込まれる のか，

その機構を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 肺表面は 1,2-dipalmitoyl-sn-glycero-3-phosphocholine

（DPPC） を主成分 と する肺サーフ ァ ク タ ン ト に覆われて

いる こ と が知られている。 本研究では， アルカンが肺表

面層の拡張能に及ぼす影響を， DPPC を用いて作成し た

模擬的単分子膜， またはマウ ス肺胞洗浄液か ら分離し た

肺サーフ ァ ク タ ン ト を用いて作成 し た模擬的単分子膜

を， 単分子膜作成装置及び原子間力顕微鏡で分析し た。

DPPC 溶液にアルカン （C20） を添加し て， 単分子膜の表

面圧―面積等温曲線にて圧縮性を解析し た と こ ろ，DPPC

溶液のみでは見られなかった相転移が見られた。 アルカ

ンの濃度の増加に伴い， よ り 低い表面圧で相転移が起こ

る こ と がわかった。 原子間力顕微鏡で観察し た結果， 相

転移の前後で膜の形状が大 き く 変化す る こ と がわかっ

た。 また， 肺サーフ ァ ク タ ン ト を用いて作成し た単分子

膜では， アルカンの添加によ り ， 膜の圧縮性が変化し た。

以上の結果よ り ， アルカンが膜の安定性を減少させる こ

と が明かになった。排気ガス中に含有される アルカンが，

肺表面層に沈着し た と きに肺表面層の表面張力を変化さ

せる こ と によ り ，肺の機能を損な う 可能性が示唆された。

　 環境粒子の取込み機構の一つ と し て， scavenger-type

receptor （SRs） を介し た貧食が知られている。 最近， マ

ク ロ フ ァージの細胞表面に発現し ている SRs の一つ と し

て， macrophage receptor with collagenous structure

（MARCO） が同定された。 MARCO がナ ノ 粒子 （50nm 以

下） の取 り 込みに関与するかど う かについては， まだ調

べられていない。 そ こ で， MARCO を遺伝子導入し た細

胞に微小蛍光ビーズを添加し， MARCO がナ ノ 粒子の細

胞への取 り 込みに関与し ているかど う かを調べた。 遺伝

子導入し た細胞に 20， 200nm または １ マイ ク ロ メ ー ト ル

の蛍光ビーズを添加し培養後， 細胞に結合し取 り 込まれ

たビーズを， 蛍光顕微鏡を用いて経時的に観察し た。 ま

た， 細胞に取 り 込まれたビーズの蛍光強度を蛍光分光光

度計， ま た はセル ソ ー タ ーに て定量 し た。 そ の結果，

MARCOを遺伝子導入し た細胞では，３ 種類の大き さの蛍

光ビーズ と も， 添加後すぐに結合し取 り 込むこ と が認め

られた。 また， 蛍光強度は ３ 時間まで経時的に増加し た。

一方， コ ン ト ロールでは添加後 ３ 時間以内では， ほ と ん

ど蛍光ビーズの取 り 込みは見られなかった。 こ の こ と よ

り ， １ マイ ク ロ メ ー ト ル以上の粒子だけでな く 20nm の

ナ ノ粒子の取 り 込みにも， MARCO が関与し ている こ と

が， 示唆された。

〔備考〕

3） 　 ナ ノ 素材が凝固線溶系に及ぼす影響と その メ カニズ

ムの解明に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD600

〔担当者〕 ○井上健一郎 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 ナ ノ 素材の経気道曝露が凝固 ・ 線溶系に及ぼす

影響を検討する。 特に前年度の研究において， ナ ノ 素材

は粒径のよ り 小さ な も のが大き な も のよ り ， 特に感染に

関連す る 凝固 ・ 線溶異常を増悪 さ せ る こ と が明 ら か と

なったため， 本年度はその メ カニズムの解明を主た る目

標とする。

〔内容および成果〕

　 １ ． ナ ノ 素材の経気道曝露が， 肺での炎症に伴 う 血液

凝固 ・ 線溶系に及ぼす影響

　 細菌毒素の経気道曝露によ り ， vehicle 曝露 と比較し て

肺での接着分子の発現が明ら かに惹起された。 また， 細

菌毒素の曝露によ り ， vehicle 曝露 と比較し て血液凝固系

のみな らず線溶異常が明ら かに惹起された。 ナ ノ 素材 と

細菌毒素 と の併用曝露は， 細菌毒素の単独曝露 と 比較し

て これら の， 肺での接着分子発現及び血液凝固線溶異常
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を明ら かに増悪し た。 その増悪程度は， 最も小さ なナ ノ

素材と細菌毒素と の併用曝露において顕著であった。

　 ２ ． ナ ノ 素材の経気道曝露が， 肺での炎症に伴 う 血液

凝固 ・ 線溶系に及ぼす影響の メ カニズムに関する研究

　 cDNA マイ ク ロ アレ イでの検討にて， ナ ノ 素材 と 細菌

毒素 と の併用曝露は， 細菌毒素の単独曝露 と 比較し て，

肺におけ る発現レベルが変動 （増加 ・ 減少） する遺伝子

が顕著に多 く 認められた。 それら の遺伝子の中には炎症

に関わる分子や， 凝固線溶系に関わる分子が多種含まれ

ていた。

　 以上の成果か ら， ナ ノ 素材の経気道曝露は， 肺での炎

症によ って誘発される血液凝固線溶異常を増悪し う る こ

と が明ら か と なった。 また， ナ ノ 素材によ る炎症や血液

凝固線溶異常の増悪は， 遺伝子転写レベルで も確認でき

た。

〔備考〕

(3)-4. 　 重点 ３ 中核 P4 　 生物多様性と生態系機能の視点

に基づ く 環境影響評価手法の開発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA304

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 西川

潮， 田中嘉成， 菅谷芳雄， 立田晴記， 堀口敏宏，

五箇公一， 児玉圭太， 赤坂宗光， 今藤夏子， 国

武陽子， 中嶋美冬， 松崎慎一郎， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質や富栄養化によ る環境汚染， 開発によ

る生息地の喪失 ・ 分断化， 消費的資源利用のための乱獲，

外来種の侵入など， 自然生態系に対する人為的な環境ス

ト レ スは複数の要因によ って も た ら される。 これら の要

因の相対的な大き さ を正し く 評価し て， 合理的かつ有効

な環境政策に資する ためには， 質的に異な る要因の生態

影響を共通の尺度で評価する包括的な環境 リ ス ク分析手

法が必要であ る。 特に， 近年， 環境ス ト レ ス要因の多様

化によ って， こ のよ う な環境 リ ス ク分析手法の開発が急

務 と なっている。 しかし， これら の環境 リ ス ク要因の解

析は， 環境毒性学におけ る生態 リ ス ク分析， 保全生物学

の存続可能性分析， 資源管理学におけ る維持可能収量分

析などで個別に行われて き た。 本プロ ジ ェ ク ト は， 環境

リ ス ク の評価尺度を生物多様性消失 と 生態系機能低下に

統一する こ と によ って， 包括的な生態影響評価手法を開

発し， 実際の野外フ ィ ール ド に リ ス ク分析手法の適用を

試みる。

〔内容および成果〕

　 課題 １ ） 東京湾におけ る底棲魚介類の個体群動態の解

明と生態影響評価

　 １ ） 東京湾 20 定点調査 ： 20 の定点での四季調査 （ ５

月， ８ 月， 11 月及び ２ 月） ， ２ ） マコガレ イ （仔魚 ・ 稚

魚 ・ 成魚） 調査 ： 25 の定点での千葉県水産総合研究セン

ター と 共同の毎月調査 （但し， 産卵期の頃に成魚の性成

熟 （横須賀及び船橋沖） と仔魚の分布 （湾内全域の 10 の

定点） に関する調査を追加し て実施）， ３ ） シャ コ幼生調

査： ４ 月～ ９ 月にかけて 17 の定点での神奈川県水産技術

セン ターと共同の毎月調査，及び ４ ） ハタ タ テヌ メ リ （仔

魚 ・ 稚魚 ・ 成魚） 調査 ： 10 の定点での毎月調査 と し て，

それぞれ， 実施し た。 こ の う ち， ３ ） のシ ャ コ幼生調査

を除き， 小型底曳き網漁船を傭船し て実施し た。 ３ ） の

シ ャ コ幼生調査は， 神奈川県水産技術セン ター所属の研

究調査船 「 う しお」 または 「さ がみ」 で実施し た。 なお，

１ ） 東京湾 20 定点調査で採集されたマコガレ イ， ２ ） マ

コ ガレ イ （稚魚） 調査で採集されたシ ャ コ と ハタ タ テ ヌ

メ リ ， ４ ） ハタ タ テ ヌ メ リ （仔魚 ・ 稚魚 ・ 成魚） 調査で

採集されたマコガレ イ と シ ャ コ及びベン ト ス も， それぞ

れ， 試料と し て用い， 生物学的解析 と化学分析を進めた。

　 課題 ２ ） 淡水生態系におけ る環境 リ ス ク要因 と 生態系

影響評価

　 １ ） 兵庫県南西部のため池 31 池を選び， ト ンボ， 水生

植物種， 環境変数 と し て水質， 周辺の土地被覆や標高な

どの地理的変数， 魚などの捕食者変数， 農家によ る ため

池の管理方法などの調査 ・ 分析を実施し た。 ２ ） 霞ヶ浦

の実験池 （木原） に， 隔離水界 （ ２ m× ２ m× 水深 60 ～

80cm） を設置し， 生態系エンジニア種 と言われている コ

イの生態系機能 と し て， 底泥の攪乱も し く は栄養塩の排

出のどち ら が湖 ・ 沼 ・ 池のカ タ ス ト ロ フ レジーム ・ シフ

ト を引き起こすかについて明ら かにし た。 ３ ） 日本に移

植され， 各地で生態系被害を も た ら し ている ２ 種の外来

ザ リ ガニ （シグナルザ リ ガニ， ア メ リ カザ リ ガニ） を対

象 と し て， 分子生物学的手法を用いて分散経路 と 由来の

推定を行った。 シグナルザ リ ガニは在来の生息域 （米国

　 オレ ゴン州） と 侵入先でサンプ リ ングを行い， 米国 ８

地点から 111 個体， 国内 11 地点 （北海道 ８ 地点， 福島，

長野， 滋賀） から 493 個体を採集し た。 また， ア メ リ カ

ザ リ ガニについては国内 ４ 地点 （函館， 茨城， 兵庫， 沖

縄） から 200 個体のサンプルを採集し た。

　 課題 ３ ） セイ ヨ ウオオマルハナバチの分布拡大に伴い，

在来種の個体群密度が低下し ている実態を と ら えた。 セ

イ ヨ ウオオマルハナバチの分布規定要因について， 侵入

源 と な る商品コ ロ ニーの使用量および広域ス ケールでの

植生環境か ら解析し た。 野生の在来種女王蜂よ り 受精嚢

を摘出し，貯蔵精子 DNA を分析し た結果，北海道におい
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て在来種エゾオオマルハナバチ女王の約 30％がセイ ヨ ウ

オオマルハナバチの雄 と 交尾 し てい る こ と が明 ら か と

なった。 外国産ク ワガ タ ムシについては， 室内交雑実験

によ り ， 外国産ク ワガ タ ムシ と 日本産ク ワガ タ ムシの間

には高い交雑和合性があ り ， 種間交雑 リ ス ク が高い こ と

を示し た。 交雑和合性が個体群間の遺伝的 ・ 地理的距離

と は負相関の関係にあ る こ と が示唆された。

　 課題 ４ ） 数理的手法を用いた生態 リ ス ク評価手法の開

発

　 生物群集モデルの基礎的な定式化を完成させた。 生態

影響への応用のために， 相関 し た複数形質への解析を

行った。 浸透交雑の解析的研究を 「ラ ンダム配偶子モデ

ル」 に基づいて行い， 近縁種間の浸透交雑の起こ り やす

さ と， 交配後隔離を支配する遺伝子数や組み換え率 と の

関係を研究し た。 東京湾底生魚類の解析では， シ ャ コの

個体数変動を予測する ために個体群マ ト リ ッ ク スモデル

を作成し， 生活史感度解析を行った。 環境汚染物質の生

態 リ ス ク研究の一環 と し て， 野外の ミ ジン コ個体群にお

け る抵抗性遺伝子の個体群間変異解析について， 本年度

は，予備的調査と し て，カブ ト ミ ジン コ  （Daphnia galeata）

の野外個体群の遺伝的解析を行い， マ イ ク ロサテ ラ イ ト

遺伝子座の多型解析に関す る 基礎的なデー タ を収集 し

た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0406BC319 　 ため池 と その周辺環境を含む地域生態系の

水循環と公益的機能の評価 81p.

0406BA421 　 侵入種生態 リ ス ク の評価手法 と 対策に関す

る研究 80p.

0506CD909 　 前鰓類の イ ンポセ ッ ク ス誘導機構の解明 ：

レチ ノ イ ド  X 受容体 （RXR） を介し た有機スズ化合物の

作用機序の解析 83p.

0508BD966 　 健全な湖沼生態系再生のための新し い湖沼

管理評価軸の開発 82p.

0608CD551 　 アジア産 ヒ ラ タ ク ワガ タにおけ る形態形質

変異の遺伝的基盤および種分化機構の解明 84p.

0507KZ555 　 受粉用マルハナバチの逃亡防止技術 と 生態

リ ス ク管理技術の開発 85p.

0610AE558 　 海産生物に及ぼす内分泌か く 乱化学物質の

影響に関する研究 80p.

0607CD572 　 河川におけ る絶滅危惧ザ リ ガニの機能的役

割 ： 地域間な らびに地域個体群間比較 84p.

0407CD481 　 種の境界が不明瞭なフ キバ ッ タ亜科昆虫の

進化経路の探索 184p.

1） 　 海産生物に及ぼす内分泌か く 乱化学物質の影響に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE558

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 内分泌か く 乱化学物質が生物に及ぼす影響は，

野生生物の う ち， 特に巻貝類で明瞭であ る反面， その他

の生物では必ずし も明瞭でない。 しかし ながら， その一

方で， 海産生物の生息量 （資源量） は， 近年， 多 く の種

で減少傾向にあ り ， その原因は不明のま まであ る。 し た

がって， 巻貝類においてはモニ タ リ ング調査を中心にそ

の回復過程を追跡する と と も に， その他の海産生物に対

し てはその生息量 （資源量） の減少に内分泌か く 乱化学

物質やその他の要因がどの程度寄与し て き たのかを明ら

かにする ための よ り 詳細な調査･解析あ る いは実験的検

討が必要であ る。

〔内容および成果〕

　 イ ボニシのイ ンポセ ッ ク ス と 有機スズ汚染に関する全

国調査の一環 と し て， 三河湾及び伊勢湾周辺でイ ボニシ

の採集調査を行った。 また， 韓国におけ る イ ボニシのイ

ン ポセ ッ ク ス と 有機ス ズ汚染に関す る 調査の一環 と し

て， 南部 と 西部海域で採集調査を行った。 また， アジア

太平洋域におけ る巻貝類のイ ンポセ ッ ク ス及び有機スズ

汚染に関する予備調査 と し て， 中国 ・ アモイ と オース ト

ラ リ ア ・ シ ド ニー周辺において イ ボニシ及び近縁種の採

集調査も実施し た。 これら の巻貝試料は， 解剖によ る イ

ンポセ ッ ク ス症状の観察 ・ 評価 と 体内有機ス ズ濃度の測

定のため， 処理を進めている。 一方， ア ワ ビ類資源の増

大に向けた検討の一環 と し て， 漁場環境調査も行い， 表

層及び底層海水， 浮泥， 褐藻類及びア ワ ビ類を採集し，

有機スズ濃度測定と生殖巣組織検査を進めている。

〔備考〕

趙 　 顯書 （国立全南大学校， 韓国）

Lee Jae-Seong （Hanyang University, Korea）

Kenneth Leung （University of Hong Kong, Hong Kong）

Richard Lim （University of Technology， Sydney, Australia）

Louis Tremblay（Landcare Research/CENTOX, New Zealand）

2） 　 侵入種生態リ スクの評価手法と対策に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-3

〔研究課題コー ド〕 0406BA421

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）
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〔目 　 的〕 １ ） 2004 年制定予定の 「（特定） 外来種対策法」

に対応すべ く ， 侵入生物種の リ ス ク評価手法の開発 ・ 検

討を行 う 。 ２ ） 侵入生物の最も深刻な生態 リ ス ク であ る

「寄生生物等の随伴侵入」 と い う 問題を重点的に調査研究

し， その対策を検討する。 ３ ） 侵入種か ら在来生態系を

守る必要性が高い 「重要管理地域」 の一つであ る沖縄地

方の侵入種問題に対し て， 侵入種駆除および防止のため

のシステム構築を検討し，迅速な対応を目指す と と もに，

侵入種対策の具体的方針を う ち立てる。

〔内容および成果〕

　 マングース， ア ラ イ グマ， シナダレ スズ メ ガヤを材料

と し て， 分布特性デー タ を基に分布拡大モデル構築を

行った。 マングース， ア ラ イ グマについてレプ ト ス ピ ラ

菌や寄生虫など人畜共通感染症の病原体を検出し， 侵入

生物によ る感染症 リ ス ク を明ら かにし た。 外国産ク ワガ

タ ムシについて，DNA 分子系統樹に基づ く アジア地域ク

ワガタ ムシ個体群の進化的重要単位の把握を行 う と と も

に， 日本産個体群 と 東南アジア産個体群間におけ る交雑

和合性を調査し， 遺伝的 ・ 地理的距離 と 交雑和合性の間

に負の相関があ る こ と を明ら かにし た。 交雑 リ ス ク評価

におけ る新しい視点を与えた。 輸入爬虫類よ り 多数の寄

生性ダニを検出し た。 これらのダニの多 く は未記載種で

あ り ， 体内には新型のボレ リ ア （病原体） が保有されて

いる こ と が示された。 輸入両生類よ り アジア初記録 と な

る重要病害カエルツボカビ症が検出され， 緊急に検査体

制を整え， 国内におけ る浸透状況の把握を開始し た。 沖

縄本島におけ るマングースの分布拡大防除用のフ ェ ン ス

を開発し， 2007 年 １ 月に沖縄県によ る フ ェ ン ス設置事業

に採用され， 設置が開始された。 沖縄 ・ 奄美地方におけ

る住民の外来種に対する意識調査を行い， 調査結果に基

づき， 「外来種 ト ラ ンプ」 の試作 と配布， 講演会などを通

じ て普及啓発活動を行った。活動は全国的に報道された。

さ らに活動を通じ て得られたネ ッ ト ワーク によ り カエル

ツボカビの緊急防除体制の整備に素早 く 着手でき た。

〔備考〕

環境省 （やんばる野生生物保護セン ター） ， 農林水産省

（ （独） 森林総合研究所） 及び大学 （東京大学， 北海道大

学， 東北大学， 琉球大学， 愛知学泉大学， 麻布大学） ，

NPO団体（WWF ジャパン） と課題を分担し研究を進める。

3） 　 ため池と その周辺環境を含む地域生態系の水循環と

公益的機能の評価

〔区分名〕 環境 - 公害一括 

〔研究課題コー ド〕 0406BC319

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 宇田

川弘勝

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 兵庫県南部に分布する ため池およ びその周辺

地域を研究対象 と し， 生物多様性を維持するのに重要で

あ る景観単位 （例えば， 森林など） と生態要素 ( 例えば

抽水植物群落など ) を抽出し た上で， そ う し た要素の公

益的機能を科学的に評価する。 一方で， 地域生態系の水

循環機構を明らかにし， 管理手法を提言する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 地域生態系における水循環， および栄養塩等の流出

機構の解明

　 兵庫県南西部の播磨地域および東播磨地域をモデル地

区と し て，ため池を含む農村地域の水循環図を作成し た。

さ らに， 水質分析結果と GIS データから， 高精度の水循

環モデルを構築中であ る。

　 一方， 水循環に伴って移動する栄養塩に関し て， 多面

的な解析を行った。 まず， 非特定汚染源か らの栄養塩の

流出特性 と 精度の高い原単位の把握を目的 と し て， 野外

実験を実施し た。 野外実験は， 代表的な土地利用形態 と

し て農地を選定し た。 水田および転作田について水収支

を実測し， 汚濁負荷量な らびに原単位を算出し た。 さ ら

に， 集水域の土地利用形態に基づき， 非稲作期 と 稲作期

のため池の窒素濃度に関す る 予測式の適応性を検証 し

た。 また， ブ ド ウ畑における栄養塩の流出機構について，

ラ イ シ メ ーターを用いて精査し た。

　 以上の研究成果を も と に， 現在， 兵庫県南部におけ る

水循環を総合的に解析中であ る。

（ ２ ） ため池の水質浄化機能， および管理手法の検討

　 ため池およびその周辺環境が有する水質浄化機能 と し

て， 水生植物 （ ヒ メ ガマ） 群落におけ る脱窒機能な らび

にため池周辺の植物に由来する アオコ抑制機能に関する

研究を継続し て行った。 まず， ヒ メ ガマ群落におけ る脱

窒機能に関し ては， 植物体表面に付着し ている生物膜の

質的季節変化を検証し た。熱分解 GC/MS を用いて生物膜

中の有機物を定性し た結果， 夏季よ り も冬季の方が脂肪

族 / 芳香族比が大き く ， 脱窒菌が電子供与体 と し て利用

しやすい有機物組成であ る こ と が明ら かになった。 水生

植物群落が有する脱窒機能は， 枯死が進む晩秋において

も維持され得る こ と が示され， ため池管理者によ る水生

植物の刈 り 取 り 時期を決定する ための知見を提供し た。

　 一方， 周辺植物由来のアオコ抑制機能に関し ては， ユ

キヤナギおよびアカ メ ガシワが有する他感作用の機構解

明に焦点を絞った。 その結果， ユキヤナギが有する アオ

コ生育阻害物質の作用成分はツ リ パ リ ン A であ る こ と が
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推定された。 アカ メ ガシ ワに関し ては， 葉中に含まれる

ルチンに強いアオコ抑制作用が確認された も のの， 含有

量を考慮する と， 主た る活性物質 と は考え難 く ， さ ら な

る研究の必要性が示された。 さ ら に， これら室内実験の

成果を も と に， ため池現地において添加実験を行った。

その結果， アカ メ ガシワ添加区におけ る アオコの相対増

殖率は 55％， ユキヤナギ添加区では同じ く 59％を示し

た。 以上か ら， これら の植物の計画的かつ適切な植栽に

よ り ， アオコの増殖抑制が可能 と な り 得る こ と が提示さ

れた。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 農業環境技術研究所， 兵庫県立健康

環境科学研究セン ター， 兵庫県立農林水産技術総合セン

ター

協力研究機関な らびに共同研究者 ： 三橋弘宗 （兵庫県立

人と自然の博物館）， 角野康郎 （神戸大学理学部）， 兵庫

県農林水産部農地防災室， 田渕俊雄， 国松孝男 （滋賀県

立大学）

4） 　 空間明示モデルによる大型哺乳類の動態予測と生態

系管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コー ド〕 0407BD480

〔担当者〕 ○立田晴記 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では房総のシカ孤立個体群をモデルシ

ステム と し， シカ個体群の動態 と それによ って引き起こ

される生態系レベルでの環境劣化や農業被害を説明 ・ 予

測する。 サブテーマ と し ては （ １ ） 個体群動態モデルの

構築と生態系イ ンパク ト の評価に関する研究， （ ２ ） 遺伝

子によ る シカ集団構造の解析に関する研究， （ ３ ） 植物の

現存量 ・ 生産性 ・ 動態評価に関する研究の ３ つがあ り ，

それぞれのサブテーマか ら推定される シカ個体群動態 と

環境パ ラ メ ー タ を取 り 込んだ空間明示モデルを構築す

る。 それによ って具体的なシカ駆除対策立案のための提

言と， 農業被害予測を的確に行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

平成 １ ６ 年度は血液および骨組織からのDNA抽出法の検

討を行い， 目標遺伝子座の PCR 増幅を確認し た． 平成

１ ７ 年度は ミ ト コ ン ド リ ア DNA 多型情報を取得， GIS

データ取得，空間統計学および集団遺伝学的解析を実施．

遺伝的浮動モデルを活用し た個体の移動拡散パターン推

定手法の考案し， 結果を論文にま と めて投稿中． また核

ゲ ノ ム中の繰 り 返し配列 （マ イ ク ロサテ ラ イ ト 領域） 読

み取 り のプロ ト コールを作成し た．平成 18 年度は核ゲ ノ

ム中のマ イ ク ロサテ ラ イ ト 領域 ９ つの遺伝子座について

多型データ を取得し， ベイ ズ型空間遺伝学的モデルを活

用し てシカの空間分布に含まれる潜在的な繁殖集団数 と

その位置を空間明示的に解析し た． またその結果を空間

明示型の個体群拡大モデルに代入し， 遺伝的不均一性 と

シカ個体群の拡大速度および分布拡大プロ セス を推定し

た． マ イ ク ロサテ ラ イ ト 多型データ か ら推定された Gst

値か ら異な る地域間におけ る世代あた り のシカ移動個体

数を推定し， 個体ベースモデルに基づ く 分布拡大予測 と

照ら し合わせた と こ ろ， 遺伝子データに基づ く 推定値 と

概ね一致し ている こ と が示された． これら の結果に基づ

き， 今後のシカ個体群管理に関する提案を行った．

〔備考〕

5） 　 健全な湖沼生態系再生のための新し い湖沼管理評価

軸の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0508BD966

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 田中

嘉成

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 日本の湖沼の水質は， 様々な施策にかかわらず

改善の兆しがみえない状況にあ る。 湖沼環境の真の再生

には， 自然科学的な研究に人文社会学的な研究を加え，

湖沼環境の変化 と 人間の意識や意思決定のカ ッ プ リ ング

についての理解が必要であ る。 本研究では， 生態学 と 社

会学の研究成果を利用し， 生態系ダ イナ ミ ズム と 人文社

会的ダ イナ ミ ズムがカ ッ プ リ ング し た結果起こ る現象を

明らかにする。 

〔内容および成果〕

　 ・ 選択型実験を用い， 北海道および全国の一般市民を

対象にイ ン ターネ ッ ト 調査を 10 月に実施し， 各々 442，

425 サンプルの有効回答を得た。選択型実験の結果から推

定された支払意志額は， 水質改善＞種の絶滅の回避＞生

物多様性の回復の順に減少し た。 北海道には， 生物多様

性の再生を高 く 評価する グループ （75％） と それには価

値を見いだ さず， 水質改善やレ ク レーシ ョ ン利用を評価

する グループ （25％） が存在する こ と が明らかになった。

　 ・ 塘路湖を対象に， 湖沼 と 人間の営みの全体像を明ら

かにする ため， 水域， 水辺， 平地， 里山 と いった具合に

空間的な領域を設定 し， そ こ での営みを， 生業， マ イ

ナー ・ サブシス テン ス， こ ど も の遊びに営みの種類を分

類し た上で， その実態を聞き取 り 調査や現地での参与観

察法によ り 明ら かにし よ う と し た。 1930 年代， 1970 年

代， 2000 年代を比較する と， 1930 年代では， 空間的にす
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べての領域において， 経済的な営み と 精神的な営みの両

方に多義的な形で密接な形で湖沼 と のかかわ り があ り ，

1970 年代になる と生業の営みが単純化し， 精神的な意味

を持った営みが失われ， 内水面 と 平地に営みが偏 り ， 水

辺でのかかわ り が失われつつあ り ， 2000 年代にな る と，

その傾向に拍車がかか る こ と が分かっ た。 その一方で，

観光客や保全活動など， 新たなかかわ り のあ り 方が出現

し， 精神的な意味を持った営みや水辺での営みも出現す

る も のの， 経済的な生業的な営み と の リ ン ク が切断し，

営みの担い手が， 地元の人 と よ そ者の両極に分かれる こ

と によ り ， かかわ り の全体性が失われている こ と が明ら

かになった。 こ の こ と は， 地元の人たちの特に水辺に対

し ての関心のあ り 方が失われた と と も に単純化し， よ そ

者の活動 と の関係が今後の水辺への関心で重要な要素で

あ る こ と が判明し た。

　 ・ 湖の水質のダ イナ ミ ッ ク ス と 住民や農業従事者， 事

業者などの協力を記述する社会経済的ダ イナ ミ ッ ク ス と

のカ ッ プ リ ングを表す数理モデルを解析し た。 その中で

は， 湖の水質改善に， 多数の人々の協力が必要な状況を

想定し， それぞれのプレ イ ヤーが自ら の経済コ ス ト を支

払って も環境改善のために寄与し よ う と する と い う 前提

をおいた。その協力傾向が，同じ社会での他のプレ イヤー

の協力度合いによ り 影響され， また社会での湖沼環境へ

の関心に よ って影響 さ れる と い う ２ つの仮定をおいた。

プレ イ ヤーが リ ンの流出濃度の高い も の と 低い も の と の

間でいずれを と るかを選択する と い う ダ イナ ミ ッ ク ス を

考え， それが結果 と し て水質の変化を も た ら し， 人々の

行動選択に影響する と い う 仮定をおいた。 その結果， 双

安定や振動など さ ま ざまな非線形的挙動を示すこ と がわ

かった。 また リ ンを効率よ く 除去する こ と ができ る よ う

にな る と その結果 と し て人々の関心が低下し， 逆に水質

が低下する と いった意外な挙動が生じ う る こ と を示し，

人々の協力への関心に注意を払わずには生態系管理は成

功し ない と結論し た。

〔備考〕

共同研究機関 （共同研究者） ： 九州大学 （巌佐庸） ， 総合

研究大学院大学 （長谷川真理子）， 東京大学 （鬼頭秀一），

筑波大学 （福島武彦）， 信州大学 （花里孝幸）

6） 　 前鰓類のイ ンポセ ッ ク ス誘導機構の解明 ： レチ ノ イ

ド  X 受容体 （RXR） を介し た有機スズ化合物の作用

機序の解析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD909

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明， 西川智浩

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 現在までに蓄積されてき た知見を

さ らに発展させて前鰓類におけ る イ ンポセ ッ ク スの誘導

機構を よ り 詳細に解析する こ と を目的とする。すなわち，

以下の諸点を検討し， 明ら かにする。 １ ） 前鰓類におけ

る生殖輸管の形成及び発達過程に関する組織学的検討，

２ ） RXR と イ ンポセ ッ ク ス発症 と の関係 ： 用量 - 反応性

の検討， 形成されたペニス及び輸精管の雄の組織構造 と

の比較， 抗 RXR 抗体を用いた免疫染色によ る RXR タ ン

パク の組織内分布， ３ ） RXR 遺伝子発現部位の特定 ： 組

織 ・ 部位別発現量の比較， 発現細胞の特定， ４ ） RXR 遺

伝子の有機スズに対する応答性の検討 ： 有機スズ曝露に

伴 う RXR 遺伝子発現の経時変化， ５ ） 有機スズ化合物に

応答する遺伝子の検索， ６ ） RXR と結合する遺伝子配列

のク ローニングによ る RXR の標的遺伝子の検索。

〔内容および成果〕

　 １ ． 有機スズ化合物に応答する遺伝子の検索

　 有機スズ汚染レベルが軽微な茨城県ひたちなか市平磯

で採集された イ ボニシを国立環境研究所の実験室で １ ヵ

月以上人工海水を用いて馴化し， 雌雄を選別し た後， 雌

イボニシに対し て 500ng/L の塩化 ト リ フ ェニルスズを用

いて止水式曝露を行った。 曝露開始 ３ 日後， 供試個体を

取 り 上げ， ペニス形成部位を摘出し て氷上でホモゲナイ

ズ し， Total RNA 抽出し た。 Differential Display 法によ り

雌ペニス形成部位におけ る有機スズ応答遺伝子の ク ロー

ニングを行なった。 40 種類の Arbitary ACP を用いた解析

によ り ， 有機スズによ って誘導される 8 種類のバン ド と

抑制される 12 種類のバン ド が検出された。 これら の ク

ローニング と 塩基配列の決定， さ ら にホモロ ジー検索を

行った結果， 既知の遺伝子 と の相同性は見いだせなかっ

た。

　 ２ ． RXR と結合する遺伝子配列の ク ローニングによ る

RXR の標的遺伝子の検索

　 RXR と結合する DNA 断片 （標的遺伝子の調節領域）

の ク ローニング， 調節領域をプ ローブに し たゲ ノ ム ラ イ

ブ ラ リ ーか ら の標的遺伝子 （一部） の ク ローニング及び

標的遺伝子の一部をプローブにし た cDNA ラ イブラ リ ー

か らの標的遺伝子全長の ク ローニング と い う ３ 段階の実

験によ り ，RXR の標的遺伝子の ク ローニングを行なった。

その結果， 12 種類の RXR 結合性 DNA 断片が得られた。

得られた DNA 断片のシーク エン ス解析を行った結果，そ

の う ちの ４ 種類に脊椎動物でRXRが認識する配列 と し て

報告されている RXR response element が見つかった。 ま

た， ク ローニング し た DNA 断片の う ち， RXR response
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elementが認められなかった ク ローンにおいて も ダ イ レ ク

ト リ ピー ト のハーフサイ ト であ る AGGTCAが存在し てい

た。

〔備考〕

太田康彦 （鳥取大学農学部）

7） 　 アジア産ヒ ラ タ クワガ タ における形態形質変異の遺

伝的基盤および種分化機構の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD551

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 立田

晴記， 今藤夏子， 国武陽子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 日本お よびアジア各地に生息する ヒ ラ タ ク ワ

ガ タ地域系統の分子系統関係， 系統間の生殖隔離の程度

および機構， および形態形質変異の遺伝的基盤を明ら か

にし， ヒ ラ タ ク ワガ タの遺伝的多様性および種分化プロ

セスの解明を目指す。ヒ ラ タ ク ワガタの核遺伝子 DNA 変

異を調べて系統解析を行い，従来の ミ ト コ ン ド リ ア DNA

系統解析結果 と 照ら し合わせて， 地域集団間の系統関係

を明ら かにする と と も に交雑実験によ り 系統間の生殖隔

離の程度を調べる。 次に各系統の交尾器におけ る形態変

異の大き さ を解析し， 交配前生殖隔離の程度 と の関係を

調べる。 また， 各系統共生微生物感染状況を調べ， 生殖

隔離 と の関係を調べる。 さ らに成虫の非交尾器形態に見

られる変異について， 交雑で得られた雑種の形態も含め

て様々な系統について幾何学的測定を行い， 形態測定学

的手法を用いて定量評価を行 う と と も に， 形質を支配す

る遺伝子座の数についての情報を量的遺伝学的に推定に

する。 以上の実験よ り ， ヒ ラ タ ク ワガ タの分子系統解析

結果に生殖隔離発達レベル， 細胞内共生微生物の関与お

よび形態形質変異のデータ を加味する こ と で， ヒ ラ タ ク

ワガ タの種分化プロセス を総合的に解析する。 得られた

成果は外国産 ヒ ラ タ ク ワガ タによ る在来種に対する交雑

リ ス ク評価の基礎データ とする。

〔内容および成果〕

　 ヒ ラ タ ク ワガタの分子系統解析について，DNA データ

バン クおよび文献情報よ り ，核 DNA の特定遺伝子領域を

増幅す る た めのプ ラ イ マー設計 を 行 っ た。 その結果，

Pepck， LWRh， 18SrDNA， および 28SrDNA 遺伝子領域の

増幅に成功し た。

　 ヒ ラ タ ク ワガ タ系統間の交雑実験については， 日本列

島産系統間の交雑， 東南アジア産系統間の交雑， および

日本列島産 - 東南アジア産系統間の交雑を行った。 日本

列島産系統間の交雑については， 本州 ヒ ラ タ， ツシマ ヒ

ラ タ， サキシマ ヒ ラ タ， オキナワ ヒ ラ タ， およびアマ ミ

ヒ ラ タ間で交雑実験を行った結果， 本州 ヒ ラ タ - ツシマ

ヒ ラ タ間の交雑以外では， 雑種子孫を得る こ と ができ な

かった。 同様に， 東南アジア産系統については， スマ ト

ラオオ ヒ ラ タ （イ ン ド ネシア），パラ ワ ンオオ ヒ ラ タ （フ ィ

リ ピン）， ミ ンダナオオオ ヒ ラ タ （フ ィ リ ピン）， および

セレベスオオ ヒ ラ タ （イ ン ド ネシア）間で交雑実験を行っ

た結果， 雑種を得る こ と は出来なかった。 一方， 上記日

本列島産系統 と東南アジア産系統の間で交雑実験を行っ

た結果， メ ス親が東南アジア産系統の場合， いずれの組

み合わせで も高い交雑和合性が認められ， 多 く の雑種成

虫が得られた。 メ ス親が日本産系統の場合は体サイ ズの

違いか ら交雑が成立し なかった。 以上の結果か ら， 遺伝

的 ・ 地理的距離 と 交雑和合性の高さ の間には， 通常の相

関関係 （即ち， 遺伝的に近い も のが交雑和合性が高い）

と は逆の相関関係が存在する こ と が示唆された。

　 ヒ ラ タ ク ワ ガ タ細胞内共生微生物の検出については，

これまで ミ ト コ ン ド リ アDNA系統解析に使用し た地域系

統の DNA サンプルについて， 共生細菌ボルバキア DNA

特異的プラ イマーを用いて PCR 法によ る DNA 増幅を試

みたが， 増幅産物は認め られず， 感染は確認されなかっ

た。

〔備考〕

8） 　 河川における絶滅危惧ザリ ガニの機能的役割 ： 地域

間ならびに地域個体群間比較

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0607CD572

〔担当者〕 ○西川潮 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 ニホンザ リ ガニ （Cambaroides japonicus） は，日

本唯一の在来ザ リ ガニ種かつ固有種で， 近年， 外来種の

移入や環境破壊などの影響を受けて急速に個体群が消失

し ている （環境省 RDB 絶滅危惧Ⅱ類）。 特に北海道東部

では外来ザ リ ガニ （Pacifastacus leniusculus） に よ る置き

換わ り が報告されてお り ， 釧路川流域では， 残されたニ

ホ ンザ リ ガニ個体群はご く 僅かであ る。 し か し なが ら，

これまで， ニホンザ リ ガニの生態的役割はほ と んど明ら

かに されていない。 これまでの代表者らの系統地理学的

研究によ る と， ニホンザ リ ガニは ５ つの明瞭な地理的グ

ループに分かれる こ と が明らか と なっている。本研究は，

こ の う ち祖先型個体群 と 道東個体群を対象 と し て， 地理

的グループ間の遺伝的特性 と 環境の違いによ ってニホン

ザ リ ガニの機能的役割がどのよ う に異な るかを明らかに

する。
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〔内容および成果〕

　 遺伝子型が明瞭に異な る北海道積丹半島の個体群な ら

びに道東個体群を対象 と し て， 河川生態系におけ る ニホ

ンザ リ ガニのキース ト ーン種 と し ての役割を評価する こ

と を目標に野外調査を行った。 北海道積丹半島の ８ 河川

（ザ リ ガニ河川， ザ リ ガニ不在河川 ４ ） な らびに釧路地方

の ６ 河川 （ザ リ ガニ河川 ３ ， ザ リ ガニ不在河川 ３ ） を調

査地に選び， 各河川において， 渓畔林のバイ オマス （毎

木調査）， シル ト の流下量， ザ リ ガニの密度， 底棲動物の

現存量， 落葉の現存量， 流下有機物の現存量， な らびに

水質 （栄養塩濃度， DOC） を測定し た。 その結果， 積丹

半島のザ リ ガニ河川ではヤナギや ミ ヤマハン ノ キなど遷

移初期種が優占し ていたが， ザ リ ガニ不在河川ではイ タ

ヤカエデなど遷移中後期種が優占し ていた。 一方， 釧路

地方ではザ リ ガニ河川な らびにザ リ ガニ不在河川間で渓

畔林組成に明瞭な違いは認め られなかった。 ザ リ ガニの

密度は， 積丹地方では 3.3 ～ 11.9/m2， 釧路地方では 2.9

～ 4.6m2 と釧路地方で少ない傾向にあった。 積丹半島の

個体群は急勾配の河川に適応し ているが釧路の個体群は

平地に適応し ている。 これらの個体群間では環境条件 と

遺伝子型が明瞭に異な る こ と か ら， 栄養段階やエネル

ギー源の違い も異な る と 想定される。 今後， 現在解析中

のサンプルを中心 と し て自然実験 と安定同位体解析か ら

個体群間の長期的な機能的役割の違いを明らかにする。

〔備考〕

9） 　 受粉用マルハナバチの逃亡防止技術と生態リ ス ク管

理技術の開発

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0507KZ555

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今藤

夏子

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 外来花粉媒介昆虫セ イ ヨ ウ オオマルハナバチ

の生態 リ ス ク評価 と 適正な農業利用を目指し て， 定着の

実態調査を行 う と と も に在来マルハナバチ個体群および

在来植生に対する影響について実証研究を行 う 。 ま た，

北海道におけ る野生化セ イ ヨ ウオオマルハナバチの有効

駆除手法の開発を行 う と と も に， 逃亡防止策 と し てハウ

スのネ ッ ト 展帳効果を検証する。 さ ら に在来マルハナバ

チの商品化を目指し た優良系統選抜 ・ 大量増殖技術の開

発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 マイ ク ロサテ ラ イ ト DNA変異に基づ く 巣数推定手法の

推定精度を向上 さ せ， 実際の野外 コ ロ ニーお よ び コ ン

ピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 実効性を検証し た。 北

海道におけ るセイ ヨ ウオオマルハナバチ野外個体の分布

を調査し， 河川 ・ 道路などの人為撹乱環境を利用し なが

ら分布拡大し ている実態が把握された。 野外越冬女王の

受精嚢内精子 DNA 分析の精度を向上させる こ と によ り ，

在来種エゾオオマルハナバチがセ イ ヨ ウオオマルハナバ

チ雄と交雑し ている確率が 20％以上も あ る こ と が示唆さ

れた。 商品コ ロ ニーよ り 確認された体内寄生性ダニの感

染ルーツを明らかにする ために DNA 系統解析を実施し，

コ ロ ニー移送に伴 う ダニの分布拡大が示唆された。 セ イ

ヨ ウオオマルハナバチの訪花によ り 在来マルハナバチの

訪花 ・ 授粉活動を妨げられている と と も に， 植物の結実

率も低下し ている こ と が野外データで検証された。 以上

の結果よ り ， セイ ヨ ウオオマルハナバチの野生化は在来

生態系に対し て悪影響を も た らすこ と が示された。 愛知

県におけ るセ イ ヨ ウオオマルハナバチの逃亡数を調査し

た結果， 前年度 と 比較し て捕獲数が減少し てお り ， ネ ッ

ト 展張の効果が示唆された。 簡易雨よ けハウ スでのネ ッ

ト 展張技術 と マルハナバチの効率的利用技術の開発に成

功し た。 研究成果パンフ レ ッ ト 「ネ ッ ト 展張によ るマル

ハナバチの安全利用」 を全国配布し た。 マルハナバチ類

の有効な ト ラ ッ プ と し て フ ェ ロ モン成分の利用を検討

し， フ ェ ロモン分析手法を確立し た。 コマルハナバチを

材料 と し て誘引巣箱の開発に成功し た。 在来種エゾオオ

マルハナバチコ ロ ニーの大量増殖に成功し， 多 く の現地

試験を成功させた。オオマルハナバチの DNA 分析によ り

地理的変異を明ら かにし た。 以上の結果よ り ， セ イ ヨ ウ

オオマルハナバチの逃亡防止手法 と し てのネ ッ ト 展張方

法が確立し， 普及啓発の段階に入 り ， 代替技術 と し ての

在来マルハナバチの実用性が証明された。

〔備考〕

(3)-5. 　 重点3関連P1 　 ト キシ コゲ ノ ミ クスを利用し た環

境汚染物質の健康･生物影響評価法の開発に関する

研究

〔区分名〕 特別研究 

〔研究課題コー ド〕 0406AG337

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域），鈴木武博，伊

藤智彦， 佐治光， 玉置雅紀， 岩崎一弘

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 近年めざ ま し く 進歩 し てい る ト キシ コ ゲ ノ ミ

ク ス技術を利用し， 環境研の複数の領域の研究者が連携

し て， それぞれ ヒ ト や生物に対する環境汚染物質の効率

的な影響評価・予測法の開発をめざ し た基礎研究を行 う 。

また， 環境汚染物質の ヒ ト ・ 生物に対する総合的な影響
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評価のための環境 ト キシ コゲ ノ ミ ク スデータベースの立

ち上げを行 う 。

〔内容および成果〕

　 健康影響評価に関し ては， （ １ ） 前年度に引き続いて各

種環境汚染物質によ る胸腺萎縮の原因遺伝子や影響経路

を ト キシ コゲ ノ ミ ク ス を用いて明ら かにする研究を行っ

た。 本年度は ト リ ブチルスズ （TBT）， ト リ フ ェニルスズ

（TPT）， 殺虫剤と し て使われている methyldithiocarbamate

およびフ タル酸エステル （DEHP） をマウ スに投与し， 胸

腺の遺伝子発現変化の網羅的解析を行った。 その結果，

TBT， TPT， methyldithiocarbamate は前年度明らかにし た

無機 ヒ 素と同様に，転写因子 E2F1 の機能を抑制する こ と

が明らか と な り ， それによ って胸腺 T リ ンパ球の細胞周

期を抑制 し 胸腺萎縮をお こ す こ と が示唆 さ れた。 ま た

TPTは転写因子であ る PPARγを活性化する こ と が in vitro

実験系で報告されていたが， 本研究では TPT， TBT が胸

腺で PPARγ の標的遺伝子を上昇させる こ と が示された。

PPARγ の活性化が リ ンパ球でアポ ト ーシス を誘導する

こ と が報告されてお り ， アポ ト ーシス を介し た胸腺萎縮

の可能性も示唆された。 ト キシ コゲ ノ ミ ク ス を利用する

こ と によ って， これらの影響が迅速に検出でき る こ と が

明らか と なった。 DEHP 投与では胸腺でわずかに １ 遺伝

子の発現が上昇し たのみで， 遺伝子発現非依存的な影響

の可能性が示唆された。 （ ２ ） 実験動物のデータ を ヒ ト へ

外挿する ための基礎資料とする ため， TCDD に対する ヒ

ト と実験動物の感受性に影響を与える AhR-TCDD親和性

以外の因子を明ら かにする こ と を目的 と し て研究を行っ

た。TCDD と高親和性の AhR を発現する C57BL/6 マウ ス

由来の肝臓ガン細胞 Hepa1c1c7 と， TCDD と低親和性の

AhR を発現す る ヒ ト 由来の肝臓ガ ン細胞 HepG2 での

TCDD によ る CYP1A1 mRNA 誘導量は，TCDD 曝露 4 時間

以降では Hepa1c1c7 と HepG2 と でほぼ等し く な り ，TCDD

と AhR の親和性に対応し なかった。 この原因と し て， 核

内に移行し た AhR の分解速度が HepG2 よ り Hepa1c1c7 で

速 く ， Hepa1c1c7 での CYP1A1 mRNA 誘導の抑制に関与

し ている こ と が示唆された。 また， ヒ ス ト ン脱アセチル

化酵素の一種であ る HDAC1 の Cyp1A1 プロモーター領

域への結合タ イ ム コースが異なる こ と も CYP1A1 mRNA

誘導の調節に関与する こ と が示唆された。 感受性の種差

を予測する場合， これら の因子を考慮すべきであ る こ と

が示唆された。

　 生物影響評価では， （ １ ） 前年度までの研究で， シ ロ イ

ヌナズナにおいてオゾン， UV-B， 酸性雨， SO2 の曝露に

対し て特異的に発現する遺伝子を明ら かにし， これらの

遺伝子の cDNA を搭載し たサブセ ッ ト マ ク ロ アレ イ を作

製し た。 本年度はさ ら に遺伝子の選抜を行い， これらの

遺伝子を用いて植物へのス ト レ ス診断ができ るかど う か

の検証を行った。 各ス ト レ スで特異的に発現増加する と

考え られる遺伝子の う ち， ス ト レ ス処理し ていない植物

（コ ン ト ロール） に対し て発現上昇の割合が高い上位 ４ 種

類 （紫外線は ３ 種類） の遺伝子を ピ ッ ク ア ッ プし て ミ ニ

マ ク ロ ア レ イ を作製し た。 その結果， オゾ ンで １ 種類，

SO2 で ２ 種類，紫外線で ２ 種類の遺伝子が明らかに特異的

に応答し， 今回作製し た ミ ニマ ク ロ アレ イ を用いる こ と

によ って少な く と もオゾン， SO2，紫外線ス ト レ ス を迅速

に区別でき る こ と がわかった。 （ ２ ） 土壌マイ ク ロ コ ズム

を用いて， 塩化第二水銀及び ト リ ク ロ ロエチレ ンの土壌

微生物に及ぼす影響評価試験を実施し た。 前年度までに

開発し た培養可能な微生物遺伝子の網羅的解析法であ る

Plate wash 法によ って検出さ れた特徴的な微生物群集の

シーク エン ス解析を行った。 上記化学物質汚染によ って

敏感に反応し て減少する微生物あ るいは分解代謝に関連

し て増加する微生物等の各種遺伝子を同定する こ と がで

き た。 今後， 土壌環境汚染の指標， 環境浄化への応用も

可能な微生物獲得につながる成果が得られた。

　 また本研究の成果を広 く 公開するための Web ページ，

NIES ト キシコゲ ノ ミ ク スサイ ト を作成し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 大迫誠一郎， 浦川秀敏 （東京大学）

(3)-5. 　 重点 3 関連 P2 　 侵入生物・遺伝子組換え生物によ

る遺伝的多様性影響評価に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0608AG430

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 玉置雅紀，

五箇公一， 高村健二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 本研究では 「カルタヘナ法」 や 「外来生物法」

の規制対象外であ るが， 今後在来生物の遺伝的多様性影

響を与え る可能性があ る生物 と し て， 輸入昆虫や寄生ダ

ニ類， 遺伝子組換え農作物及び移殖淡水魚について， そ

の遺伝的特性 と在来生物 と の遺伝的相互作用の実態把握

をおこ な う 。 これら生物に由来する外来遺伝子が在来生

物集団へ浸透する プ ロ セス を明ら かにする こ と に よ り ，

それらの遺伝的多様性への影響を調査する。

〔内容および成果〕

　 輸入されているセイ ヨ ウ アブラナ（Brassica napus L） の

種子に混在する除草剤耐性遺伝子組換えセ イ ヨ ウ アブ ラ

ナ （以下 GM セイ ヨ ウ アブラナ） が一般環境中に生育し

ているかど う かの調査をおこ ない， 遺伝子組換え植物の
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拡散状態の現状把握を行 う こ と を目的 と し て， 関東地方

の幹線道路沿いに生育し ている GM セイ ヨ ウ アブラナの

調査を行った。 その結果， 国道 51 号線沿いに生育し てい

た 1345個体のセイ ヨ ウ アブラナの う ち ８ 個体から グ リ ホ

サー ト （商品名 ： ラ ウ ン ド ア ッ プ） 耐性遺伝子が検出さ

れた。 また， 国内に生育し ている アブ ラナ属植物の， 野

外環境下におけ る種間交雑ポテンシ ャルを明ら かにする

ため， セイ ヨ ウ アブ ラナ， アブ ラナおよびカ ラ シナを対

象に， cDNA アレ イ法を応用し て種間変異領域を選抜し，

種特異的分子マーカーの開発を行った。

　 アジア域におけ るマルハナバチ類の遺伝的多様性実態

を明ら かにする こ と を目的 と し て日本各地および中国よ

り マルハナバチサンプルを採集し， ミ ト コ ン ド リ ア DNA

チ ト ク ロ ムオキシダーゼ遺伝子領域（mtDNA-CO）の 1000

塩基配列を解析し た。 その結果， アジア域のマルハナバ

チの多様性の中心がチベッ ト 周辺にな る こ と が示唆され

た。

　 ヒ ラ タ ク ワガタの分子系統解析について，DNA データ

バン クおよび文献情報よ り ，核 DNA の特定遺伝子領域を

増幅する ためのプ ラ イマー設計を行った。 特に これまで

に昆虫類で解析が行われている領域や保存性の高い領域

についてはユニバーサルプラ イ マーを使用し た。 さ らに

鞘翅目昆虫の既存DNAデータから も独自にプラ イマー設

計を行った。 その結果， Pepck， LWRh， 18SrDNA， および

28SrDNA 遺伝子領域の増幅に成功し た。一方，wingless 遺

伝子については増幅が認められなかった。

　 ナ ミ ハダニの地理的変異解析について， 日本各地， 中

国お よ び オ ラ ン ダ よ り ナ ミ ハ ダ ニ 個体群 を 採集 し，

mtDNA-CO 遺伝子の変異解析を行った。 その結果， 国内

外において， 個体群間に高い変異が存在する こ と が明ら

か と なった。

　 淡水魚オイ カ ワ Zacco platypus は，近年琵琶湖産アユ放

流が盛んにな るにつれて， 琵琶湖由来の個体が全国的に

分布を拡大し た。 脊椎骨数などの形態調査によれば， 琵

琶湖由来個体は他水系の個体 と 明確な違いがあ り ， 地理

的系統が本来分布域外に定着する同種内外来に当る と 考

え られる。 関東地方河川では琵琶湖産定着以前から オイ

カ ワの生息が確認されている ため， 現在では異な る地理

的系統が混在し ている と 考え られるが， 遺伝子によ る確

認はな されていなかった。 そ こ で， 本研究では ミ ト コ ン

ド リ ア DNA 塩基配列にも とづいて，両系統を判別し関東

地方河川におけ る分布実態を調査し た。 その結果， 琵琶

湖系統 と 関東系統の分布が確認された。 ただし， 系統の

出現頻度には河川によ る違いが認められた。 この違いは，

各河川におけ る琵琶湖産アユ放流実績の違いか， あ るい

は系統によ る河川環境適性の違いに由来するのではない

か と推測された。

〔備考〕

1） 　 抗生物質耐性遺伝子を用いない遺伝子組換え植物の

新規な選抜手法に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0607CD582

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では遺伝子組換え植物の作成手法の異

な る イ ネ及びシ ロ イ ヌナズナをモデル植物 と し て， 抗生

物質耐性遺伝子の代わ り に元の植物由来の遺伝子を遺伝

子組換え体の選抜マーカー と し て用いる こ と ができ るか

を 検証す る。 具体的には イ ネ の シ ュ ー ト 形成変異体

（shootless） 及びシ ロ イ ヌナズナの発芽抑制変異体 （ga1）

を遺伝子組換え宿主 と し て用い， これにそれぞれの変異

を相補する遺伝子を従来の選抜マーカーの代わ り と し て

使えるかど う かの検証を行 う 。

〔内容および成果〕

今年度はシ ロ イ ヌナズナでは種子発芽の出来ない ga1 変

異体の栽培手法の確立， 及びこ の変異体の原因遺伝子の

単離及び植物導入用コ ン ス ト ラ ク ト の作製を行った。 現

在，こ のコ ン ス ト ラ ク ト を ga1 変異体に導入中であ る。遺

伝子導入を終えた種子が得られた ら， こ の種子の半分を

従来通 り の抗生物質によ る選抜をおこ な う 。 また残 り の

半分の種子を用いて抗生物質無しで組換え体の選抜が可

能かど う かを調べる。 これら のデータ を比較する こ と に

よ り 本手法の有用性について検証を行 う 。

　 イ ネではシ ュー ト 形成に関する変異体の収集 と 解析を

行っ た。 現在までに， 4 種類の変異体 sho1， shl1， shl2，

shl4(sho2) を見つけ出し， それら の原因遺伝子を単離し

た。 これら の変異体はシ ュー ト 形成する こ と が出来ない

ため， カルスか ら個体を再生する こ と は出来ない。 今年

度は単離し た 4 つの遺伝子の全てについて野生型遺伝子

（ゲ ノ ム DNA） を変異体に導入する こ と によ り 変異が回

復する こ と を確認し た。また shl1 変異体については Actin

プロモーターの下流に SHL1 遺伝子の cDNA を融合し た

コ ン ス ト ラ ク ト の導入によ り シ ュー ト 形成する こ と も確

認し た。 こ の系を利用し て， 選抜マーカー と 抗生物質に

依存し ない遺伝子導入システムの開発を行 う ため， 抗生

物質非存在下で組換え体 （相補個体） の選抜が可能であ

る こ と を確認する実験を行った。 まず， 薬剤耐性を示す

カルス を選抜し ておき， 次に抗生物質を含まない再分化

培地で生育させた。 現在の所， 再分化個体は得られてい
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ない。 今後は， 薬剤耐性遺伝子を除いたベク ターを作製

し， 遺伝子導入カルスの作製から抗生物質を入れない実

験を試みる。

〔備考〕

(3)-6. 重点研究プログラムに係わるその他の活動

(3)-6-1. 環境政策における活用を視野に入れた基盤的な

調査研究の推進

1） 　 神経幹細胞に対する環境化学物質の影響評価法の確

立

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コー ド〕 0607AF973

〔担当者〕 ○鈴木純子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 石堂

正美

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質には， 新生児ラ ッ ト に曝露する と

行動を司る黒質 ド ーパ ミ ン作動性ニ ューロ ンの発達を障

害し， 若年期に多動を引き起こすも のがあ る。 成体ほ乳

動物の中枢神経系では神経新生は起こ ら ない と されてい

たが， 近年脳室下層 と 海馬に神経幹細胞の存在が報告さ

れた こ と から我々は環境化学物質の標的部位のひ と つで

あ る黒質を含む中脳に着目し， 予備実験か ら神経幹細胞

の存在を見出し た。多 く の化学物質の神経毒性評価には，

標的部位に特化し た影響評価系の構築が重要であ り ， 中

脳由来神経幹細胞の効率的な培養分化系の確立を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 中脳由来の神経幹細胞の存在の同定な ら

びに単離培養法の確立を目指し た。 Wistar 系ラ ッ ト 胎児

の中脳胞を実体顕微鏡下で採取し た。50 unit DNase I 及び

0.8 unit papain 存在下 37 度で消化後，70 μm の メ ッ シュ を

通し て神経細胞群を単離し た。 これら神経細胞群を， 20

ng/ml bFGF と 10 ng/ml EGF を含むDF12培地を使用し て培

養し た と こ ろ， 培養開始後 2 ～ 3 週間で浮遊性の細胞塊

が形成された。 神経幹細胞に特異的な Nestin 抗体によ る

免疫染色は， 陽性を示し た。 こ の こ と か ら， 細胞塊が浮

遊性神経幹細胞塊 （Neurosphere） で あ る と 同定 し た。

Neurosphere を poly-L-Ornithine/Laminin コー ト し た培養皿

で培養する と Neurosphereからの細胞の移動 と増殖が観察

された。 これらの細胞は Nestin 抗体に陽性反応を示し た

こ と から， 幹細胞 と し ての性質を維持し ている こ と も確

認し た。 以上によ り 中脳胞由来の神経幹細胞の存在を明

らかにし， 単離培養法を確立し た。

〔備考〕

2） 　 残留性有機化合物の底質から水生生物への移行に関

する検討業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0606BY991

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 櫻井

健郎

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 近年精力的に対策が進め られている POPs （残

留性有機化合物）， またダ イオキシン類や PCB 等の化合

物は， 環境中で長期間残留し， 排出後長期間の後に も環

境への影響を保持する懸念があ る。 これら の化合物の多

く は， 水環境中では特に底質に吸着 ・ 保持される傾向が

強 く ，環境中に排出され底質に到達し た これら化合物は，

長期間にわたって残留し， 水域又は他媒体への二次排出

源 と な る可能性があ る。 こ のよ う な環境への影響を明ら

かにする ため， 底質中のこれら化合物の水生生物への移

行， 二次汚染源 と し ての底質を含めた これら化合物の環

境中の挙動， さ ら によ り 広 く 環境中での拡散等に関する

検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 底質から水生生物 （魚介類） への残留性有機化合物 （主

と し て PCB 全異性体） の移行状況の定量的把握及び移行

を規定する因子の解明について， 水槽実験およびフ ィ ー

ル ド 調査に基づき， 実験的な解析を行った。 また， 残留

性有機化合物 （ダ イオキシン類等） の潮汐の影響等を考

慮し た環境中での拡散等の特性に関する知見を整備する

と と もに， 検討課題の整理を行った。

〔備考〕

3） 　 既存化学物質の生態毒性による カ テゴ リ分類のため

の基礎的研究

〔区分名〕 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0606MA012

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 既存化学物質の生態毒性試験結果に基づいて

構造分類を行 う ために， 各種の毒性データ を収集し， 翻

訳整理する と 共に， カテゴ リ 分類のための基礎的研究を

行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） CAS 番号 585-34-2， '104-83-6， 122-01-0， 95-51-2 の

４ 物質の構造異性体に関する物性， 環境運命および環境

毒性に関する既存情報を，US-EPA データベース，環境省

生態影響試験事業， OECD-HPV Database およびその他か

ら収集し た。（ ２ ）OECD － HPV 化学物質初期評価マニュ
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アルのカテゴ リ ーアプローチの手順でそれぞれの情報を

整理し， マ ト リ ク ス を作成し た。 なお， 環境省生態毒性

試験事業で行われた生態影響試験結果については信頼性

評価を行っ た。 （ ３ ） 上記マニ ュ アルにそっ て， デー タ

ギ ャ ッ プの部分については US-EPA の EPI Suite ver.3.12 中

の各種 （Q） SAR 等を利用し て補完し た。 その結果， ４

カテゴ リ ー候補の内， １ つは生態毒性に関し て構造異性

体間に一定の量的関係が見いだせない こ と が示唆 さ れ，

カテゴ リ ー と し てではな く 個別評価が必要であ る こ と，

２ カテゴ リ ーについては， カテゴ リ ーアプローチが適用

可能であ る あ る こ と， 残 り １ カテゴ リ ーについては生態

毒性データ入手出来ないため，判断でき ない と結論し た。

これら の検討か ら （ ４ ） カテゴ リ ーアプローチで構造異

性体については， 立体的構造が生態毒性 と 深 く 関わる物

質も存在する ため， 従来の QSAR アプローチでは補完し

得ない場合があ る こ と がわかった。

〔備考〕

こ の研究の成果は， 国立医薬品食品衛生研究所よ り 報告

される。

4） 　 化学物質リ スク総合解析手法と基盤の開発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0611AK509

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質 リ ス クの解析にあたっては， 多数の物

質， 多様な影響の側面， 排出や リ ス ク に関連する経済 ・

社会的データ など多種のデータ， また， 同時に， 例えば

曝露解析のためのモデルやモニ タ リ ングデータの解析手

法など， 種々の手法を容易に利用可能な形に統合する シ

ステム と し ての機能が十分であ る こ と が， 特に政策対応

と し ての貢献には望ま しい。 本課題では， 化学物質 リ ス

ク の解析のために必要 と な る， 地理情報， 水文 ・ 気象情

報， また， モデルやモニ タ リ ングデータ などの手法群を

構造化 さ れたデータ ・ 手法群 と し て蓄積する と と も に，

解析を支援する ためのシステム と データ を構築する こ と

を目的とする。

本年度は， （ １ ） データの収集， （ ２ ） データベースの設

計， （ ３ ） 解析イ ン ターフ ェースの開発， について検討を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 利用可能な情報を収集し， それら のデータ

を総合的に扱 う ためのデータベース設計およびイ ン ター

フ ェ イ スの作成を実施中の段階であ る。

　 データの収集と し て， ア メ ダス再統計値 （約 1300 測定

地点）， メ ッ シュ気候値 （ ３ 次 メ ッ シュ）， 土地利用デー

タ （ ３ 次 メ ッ シ ュ， 日本） ， 土地利用データ （0.1° メ ッ

シュ， 全球）， 標高･海深データ （0.1° メ ッ シュ， 全球） 等

のデータ を総合化データベースにデータ を格納し た。

　 データベースの設計においては， 実際に収集し たデー

タの一部をデータベース化し， 総合データベース と し て

のデータ構造の設計を行った。 収集するデータベースは

それぞれ容量やデータ形式 （時間分解の種類や地理属性

の種類） が異なるが， 総合 DB と し ての構築においては

こ のよ う な違いに柔軟に対応する必要があ る こ と を考慮

し た設計を試みた イ ン タ ー フ ェ イ ス の作成 と し ては，

デー タ ベース化 し た ４ 種類のデー タ を テ ス ト デー タ と

し， ユーザーイ ン ターフ ェ イ ス機能を作成し た。

〔備考〕

環境 リ ス ク プロ グ ラ ム 　 中核プロ ジェ ク ト １ と は特に密

接な関連を持って実施する。

5） 　 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する

研究

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AK545

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 櫻井

健郎， 塚原伸治， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の曝露評価には， 化学物質の環境中濃

度の調査ばか り でな く ， 実際に生体が受けた曝露量の測

定も重要であ る。 曝露された化学物質は生体内で代謝を

受け る ため， 総曝露量の把握には， 代謝物を含めた評価

が必要であ る。 本研究では， 化学物質環境調査によ る曝

露評価の高度化を目指し， 生体試料中有機毒性物質及び

その代謝物の簡易分析法の開発を行 う 。 また， 化学物質

環境調査を支援する こ と を目的 と し， 環境分析法データ

ベース （EnvMethod） の更新及び追加を行 う 。

〔内容および成果〕

　 当該研究の初年度にあた る本年度は， 化学物質 （ ト ル

エン） 曝露量評価の手法開発 と し て， 血中当該物質濃度

の測定法開発を行った。 特に妊娠ラ ッ ト におけ る ト ルエ

ン曝露時の胎仔血中濃度の測定法を作製し た。 併せて，

その生体影響について も検討し た。 ラ ッ ト 胎仔から採取

でき る血液量は限られている ため， ５ μL の血液で測定

可能な よ う に， ヘッ ド スペース－ SPME 法を検討し た。

定量的な捕集率が得られ， かつバッ ク グ ラ ン ド 値が低 く

な る よ う な条件を求め， ト ルエン曝露母体及び胎仔血中

濃度測定に適用し た。 その結果， 母体および胎仔の血中
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ト ルエン濃度は曝露量依存的に増加し，９ ppm及び90ppm

の曝露 （90 分間／日 × ５ 日間） 終了－約 20 分後の胎仔

血液中 ト ルエン濃度はそれぞれ対照群よ り 有意に高い値

が得られた。 また母体および胎仔の体重， 脳 ・ 肝臓重量，

ト ルエン代謝に関与する シ ト ク ロ ム P450 2E1 （CYP2E1）

の肝臓におけ る発現量を解析し た と こ ろ， 胎仔の体重，

脳・肝臓重量は ト ルエン曝露によ って有意に減少し たが，

母体の体重， 脳 ・ 肝臓重量への影響はみ ら れなかった。

母体の肝臓では高レベルの CYP2E1 発現を確認し たが，

胎仔での発現は殆ど見ら れず極めて低レベルであ った。

以上の結果か ら， 曝露し た ト ルエンの代謝能力が低 く ，

代謝を母体に依存し ている胎仔では， 低濃度 ト ルエン曝

露によ る生体影響がみられる こ と が示唆された。

〔備考〕

6） 　 化学物質管理のための生態影響試験法および生態リ

スク評価法の検討

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AK484

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 菅谷

芳雄， 鑪迫典久

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 経済協力開発機構（OECD) は化学物質管理に用

い る 行政デー タ の信頼性向上 と 相互承認を進め る ため

に， 試験法ガ イ ド ラ イ ン と 優良試験所原則 （GLP 基準）

を採択 し， 各国の管理法制度におけ る 試験法の調和を

図っている。 本研究は， OECD のテス ト ガイ ド ラ イ ンの

開発 ・ 改定作業を踏まえつつ， 我が国の生態影響試験法

の開発と GLP 基準の適用しつつも的確に試験の信頼性を

確保する ための評価法を設定する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） ３ 種系栄養段階モデルの生態毒性データへの適用の

検討

  自然生態系を保全する目的から，OECD 生態毒性テス ト

ガ イ ド ラ イ ンにおいて も， 藻類， ミ ジン コ， 魚類の生態

毒性試験が求め られている。 本研究では， ３ 種間の種間

相互作用を組み込んだ数理生態学モデル （ ３ 栄養段階モ

デル） によ って， 生態系への影響を よ り 高精度に予測す

る手法の開発を検討し た。

  殺虫剤の一種ダ イ アジ ノ ンの茨城県桜川におけ る実測

濃度の経日変化 （国立環境研究所分析値） によ る， コ イ

（Cyprinus carpio） 稚魚の個体数変動の予測値を， 無暴露

の場合と比較し た （図 １ 参照）。

（図 １ 説明 ： ダ イ アジ ノ ンの経日変化によ る， コ イ稚魚個

体群の変動予測）

　 さ ら に， 上記のレ ス リ ー行列モデルに， 下位の栄養段

階の種 （藻類および ミ ジン コ） を加え， さ ら に食 う も の

と 食われる も のの種間相互作用をモデルに組み込むこ と

に よ り ， ３ 種の個体数変動を予測する モデルを作成し，

数種の農薬の毒性データに基づいたシ ミ ュ レーシ ョ ンを

試みた （図 ２ 参照）。

（図 ２ 説明 ： ３ 栄養段階モデルによ る上位捕食者 [ メ ダカ

] の個体数変動予測）

（ ２ ） 土壌生物を用いた生態影響試験法の開発

　 OECD 化学物質テス ト ガイ ド ラ イ ン 207 （ ミ ミ ズ急性

毒性試験 ； 以下 TG208） と 222 （ ミ ミ ズ繁殖試験 ： 以下

TG222） の標準試験手順の検討， およびデンマーク提案

の ド ラ フ ト ガ イ ド ラ イ ン （ ト ビ ムシ繁殖試験 ； 以下 TG

ト ビ ムシ） に関する国際 リ ングテス ト の実施 と 国内で使

用されてき た種によ る試験可能性の検討を行った。

　 TG207 および TG222 に用いる生物種 と し てシマ ミ ミ ズ

（Eisenia foetida） を用いた。 主な成果は以下の通 り であ

る。 （ １ ） TG207 においては TG222 で推奨する人工土壌

は適用可能であ る。（ ２ ） TG207 における毒性値はシマ ミ

ミ ズの個体重が推奨サイ ズ 300 ～ 600mg と よ り 若齢の個

体重 50 ～ 100mg では有意に異な り ， 若齢個体は感受性

が高い （図 ３ 参照）。 （ ３ ） TG222 の試験手順は基本的に

国内産シマ ミ ミ ズに適用可能であ るが， 給餌量は過大で

あ る。（ ４ ）TG207 について標準試験手順（案）を作成し た。

（図 ３ 説明 ： ミ ミ ズの体重 （mg， 湿重） と 2- ク ロ ロ アセ

ト ア ミ ド の急性毒性値 （2W-LC50s） の相関）

　 TG ト ビムシについては，前年度よ り 国際 リ ングテス ト

が開始されてお り ， 本年度中に終了する予定であ る。 ２

種の ト ビムシ， Folsomia candida と F. fimetaria， について

３ 種の化学物質，塩化銅 （pH 調製）， ホ ウ酸， ジ メ ト エー

ト についての毒性試験を行って き ている。 塩化銅の試験

結果の一例を図 ４ に示す （図 ４ 参照）。

（図 ４ 説明 ： F. candida への銅の影響。 左， 繁殖。 右， 生

存。 エ ラーバー， 標準偏差。 曲線， 非線形最小二乗法に

よ る log-logistic モデルへのあてはめ）

（ ３ ） OECD TG 221 （ウ キ ク サ生長阻害試験） の標準試験

手順書 （案） の検討

　 ウ キ クサ生長阻害試験は， 藻類生長阻害試験 （TG201）

では適用が困難であった， 水中で不安定な物質や着色性

物質の試験法と し て注目されている （OECD ガイ ダン ス

文書 No.23）。 国内における試験実施の可能性について検

討し た。 国内 リ ングテス ト のための手引書を ま と め， 前

年度に，国内の ３ ヵ所の GLP 試験機関が参加し て試験を

実施し た。 その結果を， 標準試験手順書 （案） と し てま

と めた。
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（ ４ ） オオ ミ ジン コ を用いた内分泌か く 乱化学物質ス ク

リ ーニング試験法開発

　 OECD テス ト ガ イ ド ラ イ ン 211 （TG 211） に追加すべ

き新たな試験項目 と し て， 幼若ホルモン作用を有する物

質に対する ス ク リ ーニング試験の可能性を リ ングテス ト

によ って検討し た。 国際試験法提案国の リ ー ド ・ ラ ボ ラ

ト リ ー と し てバ リ デーシ ョ ン リ ングテス ト を企画し， 試

験物質と し てピ リ プロ キシフ ェ ン （陽性対照物質） と 3,5-

ジ ク ロ ロ フ ェ ノ ール， それか ら試験に使用するオオ ミ ジ

ン コ と し て当研究所で累代飼育し ている系統 「NIES 系

統」 を参加ラ ボに配布し， 当研究所を含めて 12 研究機関

の参加のも と試験を行った。

　 解析の結果， 陽性対照物質であ る ピ リ プロ キシフ ェ ン

についてはすべての参加研究機関 （10 機関中 ７ 機関） で

濃度依存的なオ ス仔虫生産誘導を確認す る こ と がで き

た。 よ って化学物質の幼若ホルモン様作用を調べる新た

なエン ド ポ イ ン ト と し て仔虫性比の有効性が証明 さ れ

た。以上の結果は，2007 年 １ 月に開催された VMG-eco に

於いて鑪迫によ り OECD に報告された。

〔備考〕

研究経費の一部は， 環境省請負費を充当する。

7） 　 内分泌か く 乱作用に関する無脊椎動物のス ク リ ーニ

ング ・ 試験法開発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0208AK536

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 20 年度 （2002 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の内分泌か く 乱作用に関す る無脊椎

動物のス ク リ ーニング ・ 試験法の開発をおこ な う 。 また

日本から提案し た初めての試験法 と し て， 環境省および

各国と協力し て OECD テス ト ガイ ド ラ イ ンに早 く 採用こ

と を目標 と する。 また， ミ ジン コの内分泌か く 乱によ る

雄発生の メ カニズムについて も検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 国際試験法提案国の リ ー ド ・ ラ ボ ラ ト リ ー と し てバ リ

デーシ ョ ン リ ングテス ト を企画し， 当研究所を含めて 12

研究機関の参加の も と 試験を行った。 その結果， 試験に

用いる系統を限定し た試験によ って， 陽性対照物質であ

る ピ リ プロ キシフ ェ ンについては試験成立の有効性基準

を満た し たすべての参加研究機関 （10 機関中 ７ 機関） で

濃度依存的なオ ス仔虫生産誘導を確認す る こ と がで き

た。 確認でき なかった研究機関は試験条件が適切ではな

く ， 適切な試験条件を満た し た研究機関は全てオス仔虫

を確認でき た こ と から， こ の試験法の科学的な堅調さ が

証明された。 次に， こ の現象を誘引する物質 （幼若ホル

モン様物質） の作用機構を明ら かにする ために， 幼若ホ

ルモン様物質に結合す る レ セプ タ ー タ ンパ ク の探索を

行っ た。 特殊な膜に固定し た リ ガン ド （幼若ホルモン）

と 目的タ ンパク が結合する と， 本来の周波数が変動する

装置を利用し， ミ ジン コ体内か ら抽出し た総タ ンパク質

中に幼若ホルモン と 結合する タ ンパク が存在する こ と を

明らかにし た。現在そのタ ンパク質の精製を行っている。

〔備考〕

8） 　 自己分散性高分子の生態影響試験フ ロースキームの

改定

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0606AK543

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 化審法において自己分散性高分子の生態影響

の必要性の取 り 扱いについて， フ ロース キームの改定を

おこ な う こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 自己分散性高分子， つま り 水溶性ではない も のの， 時

間経過 と と も に水中に分散し てい く 性質を有する高分子

の測定法について， 具体的な定義を提案し た。 通常の化

審法で定め られている手法によ り 水不溶性を示し た高分

子に対し て， 24 時間攪拌後， 24 時間静置し， OECD ガイ

ダン ス ド キ ュ メ ン ト 23に従い調整された水中層画分中に

存在する高分子の量を測定する こ と によ り ， 自己分散で

あ るかど う かの判断を行 う こ と にし た。 現在調整法につ

いての検討を終了し， ネガテ ィ ブコ ン ト ロール と し てカ

チオン性高分子ではない高分子に関し ては生物影響試験

を行った。

　 今後自己分散性高分子であ り かつカチオン性高分子に

ついての生態影響試験を行 う 予定であ る。

〔備考〕

9） 　 野生 メ ダカ個体群の絶滅確率による有害化学物質の

生態リ スク評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0508CD532

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 有害化学物質の生態系への影響を， メ ダカ野生

個体群の絶滅 リ ス ク と し て評価す る 解析方法を考案す

る。 主に動物プ ラ ン ク ト ンの単一個体群 （生物種） を対

象に開発し た先行研究の結果を発展させ， 種間の相互作
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用を介する間接作用を数理モデル （ ３ 栄養段階群集動態

モデル） で解析する。

〔内容および成果〕

　 藻類 （植物プラ ン ク ト ン） － ミ ジン コ （Daphnia 属） －

魚類 （ メ ダカ） を念頭に置いた ３ 種系 ３ 栄養段階モデル

に基づいた， 化学物質の生態系影響を評価する解析的方

法の研究を行った。 藻類 と ミ ジン コに対し てはロ ト カボ

ルテ ラ方程式を適用し， 魚個体群は生活史を ４ 段階 （卵，

仔魚， 稚魚， 成魚） に分割し， レ ス リ ー行列モデルを適

用し た。 化学物質の構成種個体群への影響は， 藻類 と ミ

ジン コに関し ては個体群増加率 （内的自然増加率） に対

する反応を示す慢性毒性データか ら， 魚個体群に関し て

は， 各生活史ステージに対する反応を示す毒性データか

ら推定し た。 こ のモデル生態系に対する影響は， 藻類や

ミ ジン コ個体群に対する撹乱効果は食 う 食われるの関係

を介 し てボ ト ム ア ッ プ的に魚個体群に影響す る こ と か

ら， 最上位種の魚 （ メ ダカ） の絶滅確率 と し て評価し た。

ダ イ アジ ノ ン， ノ ニルフ ェ ノ ール， プレチラ ク ロールな

ど数種の化学物質の環境中暴露モニ タ リ ングデータに対

し て， 個体数シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った結果， ミ ジン コ

類単一種で行った生態 リ ス ク評価 と は異なって， 除草剤

（プレチラ ク ロールなど） の生態 リ ス ク が最も顕著であ る

こ と が示された。

〔備考〕

10） 　 定量的構造活性相関によ る生態毒性予測手法の開

発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AK533

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 櫻井

健郎

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境問題の解決に当たっては， 問題発生後の対

応のみな らず， 環境への影響を事前にでき るだけ小さ く

する仕組みを行政において構築し運用する こ と が重要で

あ る。 現在， 地球上で多種多量の化学物質が使用 さ れ，

さ らに毎年多数の化学物質が新規に生まれている。 化学

物質が環境に与え る悪影響をな るべ く 早 く 把握し， 適切

に管理する ためには， 大量の試験を迅速に， しか も国際

的に調和の と れた形で行 う 必要があ る。 定量的構造活性

相関 （QSAR） モデルは化学物質の構造 と生物学的活性の

複雑な関係を近似する数学モデルであ り ， 未試験の化合

物の生物学的活性の予測を可能 と する こ と を目的 と し て

使用される。 化学物質の リ ス ク管理のために， 費用を大

幅に削減し， 不必要な動物試験を回避し， 管理に関する

決定の迅速化に貢献する QSAR のよ う な予測モデルが有

用であ る。 本研究では， 化学物質の構造か ら構造活性相

関モデルを用いてその生態毒性等を予測する手法を開発

する と と もに， OECD における (Q)SAR モデルの検証等

に対する貢献を行 う 。 本研究の成果は， 生態毒性の構造

活性相関モデルの構築， 実用化に貢献する も のであ り ，

化審法におけ る化学物質の審査， 安全性の点検等に際し

ての， 行政や事業者におけ る構造活性相関モデルの活用

に向けた検討に資する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 魚類致死毒性についての構造活性相関モデルの公開に

向けて， フ ラ グ メ ン ト の取扱方法， システムの改善， お

よ び他の要修正点について検討を進めた。 ニ ュ ー ラ ル

ネ ッ ト ワーク手法によ る QSAR モデルを構築する手法を

検討する際の， 作業の枠組み と 具体的な作業内容 と を作

成し た。対象生物種は甲殻類および魚類と し，カテゴ リ ー

分類を行わないモデルの構築を試みたが， 予測性の高い

モデルを得る こ と は困難であ り ， 分類のためのパラ メ ー

ターの検討を開始し た。 OECD 会合， 第一回 （定量的）

構造活性相関についてのア ド ホ ッ ク グループ会合 （2006

年 ６ 月，於イ タ リ ア， ス ト レーザ） に参加し，当セン ター

で開発を進めている生態毒性予測システムの開発状況に

ついて報告する と と もに， 情報収集を行った。

〔備考〕

11） 　 発がん性評価と予測のための手法の開発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AK544

〔担当者〕 ○後藤純雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展， 松本理， 中島大介

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質曝露に よ る発がん作用等の有害作用

の リ ス ク を把握する ために， ト ラ ン ス ジェ ニ ク動物， バ

ク テ リ ア， 動物培養細胞等を用いた測定法を活用し て，

環境中の化学物質や混合汚染物質などの有害性を簡便に

評価する ための基礎的研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 代表的な発がん物質について， 発がん関連活性の測定

を行った。 多環芳香族炭化水素に関する発がんプロモー

シ ョ ン活性の測定 （Bhas 試験） によ り ， ベンゾ [a] ピ レ

ンについては，10μg/mL において も溶媒対照群のフ ォー

カ ス数に対し て有意な増大が認め られなかったが， ピ レ

ン及びベンズ [a] アン ト ラセンについては，有意なフ ォー

カス数の増大が認められた 。 また変異原性検出用に開発

し た ト ラ ン スジ ェニ ッ ク ゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ を用いて， ベ
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ンゾ [a] ピ レン，7,12- ジ メ チルベンズ [a] アン ト ラ センの

変異原性の検出が可能であ る こ と を確認し た。 これらの

変異原性試験によ る測定結果 と 発がん性 と の関連を リ ス

ク評価に応用でき るかど う かについて検討し た。 環境試

料の活性測定のための試料採取方法に関する検討も行っ

た。

〔備考〕

12） 　 イ ン フ ォ マテ ィ ッ ク ス手法を活用 し た化学物質の

影響評価と類型化手法の開発

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0611AK518

〔担当者〕 ○米元純三 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 曽根

秀子， 座波ひろ子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の生体影響予測のため， ゲ ノ ム情報，

化学物質の毒性情報， メ カニズム分類， 疾患情報等に基

づき，バイオイ ンフ ォマテ ィ ッ ク ス等の手法を活用し て，

化学物質の生体影響に関する類型化を行 う 。それによ り ，

毒性反応 メ カニズムの解明， 化学物質の毒性予測， リ ス

ク評価への応用に結び付け る。 また， 化学物質をはじめ

と する環境因子への曝露が， ヒ ト を含む生物の健康事象

に， どれぐ らい， どのよ う に影響し ているかについての

曝露予測モデルに関し ては様々に研究がな さ れて き た。

し かし， 個体 ・ 臓器 ・ 細胞レベルにおけ る影響について

の断片的なデータから， 生命現象のネ ッ ト ワーク に基づ

いて作用 と その影響を予測 し う る アルゴ リ ズ ム を確立

し， システム化する試みは， これか ら の課題 と なってい

る。 こ のよ う なシス テムを作る こ と は， 少ない情報に基

づ く リ ス ク評価手法を開発する上で も必須であ る。 その

ためには， 現段階で入手可能な化学物質についての さ ま

ざまな次元での影響情報をそれらの作用機構ご と に分類

し， 疾患影響と の関連性を予測でき る情報を整備する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， サブテーマ １ ： 化学物質の作用機構の類型

化：基本類型の骨組の作成 と情報の収集を中心に行った。

化学物質の生体影響予測のため， 化学物質曝露によ る遺

伝子発現変動データ及び化学物質の毒性情報を用いて，

バイオイ ン フ ォマテ ィ ッ ク スの手法によ る化学物質の生

体影響に関する メ カニズム分類 と 毒性の種類によ る類型

化を行った。 こ の作業を行 う ため， １ ） 大量データ取得

システム （仮称 ChemToxGen） と ２ ） 化学物質の類型化

システム （仮称 eCA） を構築し た。 さ らに， ベイ ジアン

ネ ッ ト ワーク手法によ る遺伝子発現変動の特徴づけを行

う ため， ３ ） 遺伝子ネ ッ ト ワ ー ク 解析シ ス テ ム （仮称

NiesGeNet） を構築し た。 これらのシステムを用いて， 乳

がん患者 448 例のア レ イデータ の収集 と 遺伝子ネ ッ ト

ワーク解析，SPEED98， EXTEND 2005， IARC の 180 化学

物質の リ ス ト ア ッ プ と アレ イデータの整理・収集，102 化

学物質のデータの収集 ・ 解析 ・ 加工によ る類型化システ

ム eCA への搭載， NTP 試験 ５ 化学物質 （P-nitrotoluene，

O-nitrotoluene，Oxazepam，Eugenol 及び Methyleugenol） に

ついて，NiesGeNet によ る遺伝子ネ ッ ト ワークの構築を行

い， システムの検証を行った。

〔備考〕

13） 　 環境政策における活用を視野に入れた リ ス ク評価

手法の検討， リ スク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手法の検討

等の推進

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AK915

〔担当者〕 ○山崎邦彦 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 後藤純雄， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境基準値や指針値の設定をは じ め と する環

境政策に向けた環境 リ ス ク 評価の実施を念頭に置いて，

化学物質の毒性， 生態毒性等に関する知見の集積， リ ス

ク評価及び リ ス ク管理に関する動向の把握， リ ス ク評価

手法の総合化及び リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手法に関す

る検討等を行 う 。

〔内容および成果〕

　 (1) 化学物質の毒性， 生態毒性等に関する知見の集積

　 化学物質の環境 リ ス ク初期評価を始め と する リ ス ク評

価の実施に向けて， 化学物質に関する基本的事項 （物理

化学的性状， 環境運命に関する基礎的事項等）， 環境中の

存在状況及び生態毒性に関する情報を収集し， その知見

の集積を進めた。

　 (2) リ ス ク評価及び リ ス ク管理に関する動向の把握

　 OECD （経済協力開発機構） 化学品プ ロ グ ラ ムにおけ

る化学物質の リ ス ク評価に関する検討の動向の把握に努

めた。 こ のほか， 欧米において行政施策 と し て導入され

ている新たな評価手法等の把握に努めた。

　 (3) リ ス ク評価手法の総合化

　 行政ニーズ を受けて化学物質の環境 リ ス ク 初期評価，

水生生物保全環境基準の検討に向けた有害性評価， 農薬

取締法に基づ く 水産動植物登録保留基準の設定に向けた

有害性評価等に関する作業を進める と と も に， 整合的な

生態 リ ス ク評価の実施に向けた検討を行った。 環境基本

法に基づき設定された環境基準の総合的かつ横断的な把

握に向けて， 水生生物保全環境基準の現状 と 課題につい
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て整理し た。

　 有害大気汚染物質について， 優先取組物質ではあ るが

環境基準や指針値が未だ設定されていない物質を対象 と

し て中央環境審議会で行われている指針値の検討に貢献

し た。 特に 1,2- ジ ク ロ ロエタ ンを対象 と し て， 動物を用

いた発がん実験データか らの初めての指針値算出の方法

についてベンチマー ク ド ース法を中心に詳細に検討し，

指針値の設定に貢献し た。

　 (4) リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンに関する検討

　 国内におけ る 化学物質環境 リ ス ク や リ ス ク コ ミ ュ ニ

ケーシ ョ ンに関連する分野の研究者， 実務家， 地方公共

団体行政担当者等の ヒ ア リ ングを行 う と と も に， 当セン

タ ーにおけ る 関連分野の検討の進め方について検討 し

た。 これを受け， リ ス ク評価結果をわか り やす く 解説す

る情報の作成方策等の検討に着手し た。

〔備考〕

(3)-6-2. 環境リ スクに関するデータベース等の作成

1） 　 化学物質データベースの構築と提供

〔研究課題コー ド〕 0610AK513

〔担当者〕 ○今泉圭隆 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔研究課題コー ド〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光， 小熊宏之， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3） 　 国立環境研究所侵入生物データベース管理

〔研究課題コー ド〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

重点 ４ 　 アジア自然共生研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP004

〔代表者〕 中根英昭

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 我が国は世界の社会経済活動の中で大き な地

位を占めてお り ， 高度な技術力 と 社会システムを有し て

いる と と も に， かつての深刻な公害問題を克服し た経験

も有する。 我が国と地理的， 経済的に密接な関係にあ り ，

かつ今後の急速な発展が見込まれる アジア地域を対象 と

し てその環境を保全し， 自然共生型社会を構築し てい く

こ と は我が国の環境安全保障及び国際貢献の観点か ら，

また地域全体の持続可能な社会を実現する観点か ら も極

めて重要であ る。

本研究プロ グ ラ ムでは， アジア地域の大気環境 ・ 広域越

境大気汚染， 陸域 ・ 沿岸域 ・ 海域を対象 と し た持続可能

な水環境管理， 大河川を中心 と し た流域におけ る生態系

保全管理に関する研究を行 う こ と によ って， 国際協力に

よ る アジアの環境管理 と自然共生型社会構築のための科

学的基盤を確立する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本プロ グ ラ ムでは， （ １ ） アジアの大気環境管理評価手

法の開発， （ ２ ） 東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの

開発， （ ３ ） 流域生態系におけ る環境影響評価手法の開

発， の三つ中核プロ ジ ェ ク ト を中心 と し， 関連課題， 二

つつの関連研究プロ ジェ ク ト ， 更に， 重点研究プロ グ ラ

ムに係わるその他の活動， アジア自然共生研究グループ

におけ る研究活動， 領域横断的な研究活動等 と 共に， 科

学的知見の集積， 環境管理のツールの開発を通じ て政策

提言のための科学的基盤を創 り ， そのために必要な研究

協力ネ ッ ト ワーク を強化する こ と を目標とする。

　 中核研究プロ ジェ ク ト の内容及び平成18年度成果の概

要は以下の通 り であ る。

（ １ ） 中核プロ ジェ ク ト １ ； アジアの大気環境管理手法の

開発

　 大気汚染物質と黄砂の地上観測，航空機観測，ラ イ ダー

ネ ッ ト ワーク観測等を行 う と 共に， マルチス ケール数値

モデル開発 と 排出イ ンベン ト リ の精緻化， 化学気候モデ

ルの開発を進める。平成 18 年度の主な成果を下記に挙げ

る。

・ アジアの広域越境大気汚染の実態解明のために， 辺戸

岬ス テーシ ョ ンの観測棟の増設 ・ 整備， 中国の北京 ・ 天

津周辺における航空機観測等を実施し た。

・ アジアの大気環境評価 と 将来予測のために， 過去四半

世紀におけ る アジア大気質再現数値実験， 越境大気汚染

によ る日本への影響の評価， 化学気候モデル開発等を実

施し た。

・ 黄砂の実態解明 と 予測手法の開発のために， ラ イ ダー

を中心 と する黄砂のモニ タ リ ン グネ ッ ト ワー ク の整備，

地上での黄砂化学分析の充実等を実施する と 共に， ラ イ

ダーネ ッ ト ワークデータ と 化学輸送モデルを用いた ４ 次

元同化の最初の結果を得た。

　 なお， 中核プロ ジ ェ ク ト １ 全体で， 第 ３ 回日韓中日環

境研究院長会合，第 47 回大気環境学会における特別集会

「東アジア地域の大気環境問題 ： 研究の現状 と 今後の展

開」 等に取 り 組んだ。
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（ ２ ） 中核プロ ジェ ク ト ２ ； 東アジアの水 ・ 物質循環評価

システムの開発

　 長江等の東アジア地域の流域圏について， 観測 と モデ

ルを組合せた水 ・ 物質循環評価システムを開発する。 ま

た， 都市 ・ 流域圏において， 技術導入効果に基づ く 適切

な技術システム と 政策プロ グ ラ ムの設計を含む流域の長

期シナ リ オ ・ ビジ ョ ンの構築の方法論を開発する。 平成

18 年度の主な成果を下記に挙げる。

・ 流域圏におけ る水 ・ 物質循環観測 ・ 評価シ ス テムの構

築のために， 長江， 淮河等の流域圏における衛星データ，

GIS，観測データ等に基づ く 水・物質循環情報データベー

スの作成， 統合型モデルの開発を実施し た。

・ 長江起源水が東シナ海の海洋環境 ・ 生態系に及ぼす影

響の解明のために， 流量 と 栄養塩濃度のデータ， 水質浄

化機能に関するデータの整備 ・ 収集， 航海調査等を実施

する と共に，関連する水界生態系モデル開発を開始し た。

・ 拠点都市におけ る技術 ・ 政策イ ンベン ト リ と その評価

システムの構築のために， 物質 ・ エネルギー解析に必要

なモデルモデルのプロ ト タ イプを開発する と共に，技術・

政策イ ンベン ト リ の評価技法の開発を開始し た。

　 なお， 各サブテーマにおいて， 中国研究機関 と の新た

な共同研究体制を構築する ため， H18 年 6 月に第一回日

中流域水環境技術検討会を中国武漢で開催する等， 協議

を行った。

（ ３ ） 中核プロ ジェ ク ト ３ ； 流域生態系における環境影響

評価手法の開発

主に メ コ ン川の淡水魚類相の実態解明， 流域の環境動態

の解明を行 う こ と 等によ り ， ダム建設等の生態系影響評

価を実施する。 平成 18 年度の主な成果を下記に挙げる。

・ 流域生態系 ・ 高解像度土地被覆データベースの構築の

ために，多時期衛星観測データの整備， 1990-2000 年の土

地被覆変化の予察的な解析， 氾濫原や河川地形の現況把

握を行った。

・ 人間活動によ る生物多様性 ・ 生態系影響評価モデルの

開発のために， 水環境シ ュ ミ レーシ ョ ンモデルの導入を

行 う と 共に， 関連する空間情報 （土地利用， 流域基盤，

生物捕獲等） の収集，現地 NGO やカ ウ ン ターパー ト と の

ネ ッ ト ワーク作 り ， 淡水魚類に関する既存データ， 環境

アセス メ ン ト の報告書などの収集を行った。

・ 持続可能な流域生態系管理を実現する手法の開発

　 メ コ ンデルタの広範囲に生育し ているマング ローブ樹

種の根圏酸化機能が底質中の物質代謝機構へ及ぼす影響

の評価のための国内外での野外調査及び実験， 水環境の

情報データの取得と モデル化等を実施し た。

(4)-1. 　 重点 ４ 中核 P1 　 アジアの大気環境評価手法の開

発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA401

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），谷

本浩志， 永島達也， 菅田誠治， 畠山史郎， 高見

昭憲， 佐藤圭， 清水厚， 清水英幸， 西川雅高，

杉本伸夫， 日暮明子， 猪俣敏， 松井一郎， 横内

陽子， 村野健太郎， 甲斐沼美紀子， 白井知子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルお よびガ ス の大気汚染物質 と 黄砂

の地上観測， 航空機観測， ラ イ ダーネ ッ ト ワーク観測等

を行い， 国際的に も観測の連携を進める と と も に， モデ

ル と 排出イ ンベン ト リ の精緻化を進めて， 観測データ ・

モデル解析の両面か ら日本国内を含むアジア地域の大気

環境施策立案に必要な科学的知見 と ツールを提供する。

そのために， ３ つのサブテーマ （①アジアの広域越境大

気汚染の実態解明，②アジアの大気環境評価 と将来予測，

③黄砂の実態解明 と 予測手法の開発） によ って研究を進

める。

〔内容および成果〕

　 ①アジアの広域越境大気汚染の実態解明

　 辺戸岬ステーシ ョ ンの観測棟の増設， 変電設備の拡充

を行い， 府省連携の地球観測ステーシ ョ ン と し て， また

UNEP の Atmospheric Brown Clouds （ABC） プロ ジェ ク ト

の国際ステーシ ョ ン と し て整備し， 高い評価を得た。 本

ス テーシ ョ ンにおいて， エア ロ ゾル質量分析計等によ る

エア ロ ゾル化学成分の通年観測を実施し， 他研究機関に

よ る気体成分観測データ等 と 合わせて， 東アジアか ら輸

送されるエア ロ ゾル と その前駆体の変質プロ セス を解析

し た。 また， ４ 月に行った国内外研究機関 と 協力し た航

空機観測を含む集中観測によ り ， 輸送過程に伴 う 汚染物

質の変質過程を気流の流れに沿って解析し た。 アジア域

の大気環境の観測データベース作成に向けて， 学術会議

IGAC 小委員会にワーキンググループを設置する等の取

り 組みを進めた。

　 ②アジアの大気環境評価と将来予測

　 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター等 と 共同で開発し

たアジア域エ ミ ッ シ ョ ン イ ンベン ト リ ー， 全球化学気候

モデル （CHASER） で計算さ れる境界条件を も と に， 領

域大気汚染モデルを用いて， 過去四半世紀におけ る アジ

ア大気質再現実験を実施し， 既存の地上観測データ等を

用いて， 広域大気汚染の空間分布， その季節変化や経年

変化， 越境大気汚染によ る日本への影響を評価し た。 ア

ジア地域の気候 ・ 大気質変動を評価する ために， 化学気
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候モデルの開発に着手し た。 ボ ト ムア ッ プ的手法によ る

精緻化 と， 観測データ及び数値モデルを用いた ト ッ プダ

ウ ン的手法を組合せ， 大気汚染物質の排出イ ンベン ト リ

を改良する手法の開発を開始し た。

　 ③黄砂の実態解明と予測手法の開発

　 ラ イ ダーを中心 と する黄砂のモニ タ リ ングネ ッ ト ワー

ク を整備し， 観測データベース を設計し た。 北京におい

て， 化学分析用の時間分解能の高い化学分析モニ タ リ ン

グ装置を用いて観測を実施する等， 地上での黄砂化学分

析を充実させた。 ラ イ ダーネ ッ ト ワークデータ を化学輸

送モデルの検証， 同化に用いる ためのデータ処理手法の

研究を行い， ラ イ ダーデー タ におけ る 雲の除去や イ ン

バージ ョ ン法で導出される黄砂の消散係数プロ フ ァ イル

の信頼でき る高度範囲の判定など， モデルの定量的な検

証や同化に不可欠なデータ処理手法および処理アルゴ リ

ズムを発展させた。 ラ イ ダーネ ッ ト ワークデータ と 化学

輸送モデルを用いた ４ 次元同化の最初の結果を得た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0406AE393 　 ラ イ ダーによ る エア ロ ゾル変動の検出およ

びデータ提供手法に関する研究 190p.

0406CD419 　 アジア域におけ る人間活動によ る大気環境

変動の将来予測 　 ―将来化学気候図の作成―190p.

0408AE494 　 気候変化 と 大気化学諸過程の相互作用に関

する数値的研究 191p.

0407KB498 　 都市域における PM2.5 大気汚染特性 と生成

機構解明研究 97p.

0507BA825 　 アジア大陸か ら のエア ロ ゾル と その前駆物

質の輸送 ・ 変質プロセスの解明に関する研究 96p.

0507BA405 　 アジアにおけ る オゾ ン ・ ブ ラ ッ ク カーボン

の空間的 ・ 時間的変動と気候影響に関する研究 97p.

0608CD561 　 大気オゾ ン全球分布の変動過程 ： 化学 ・ 気

候モデルによ る ２ ０ 世紀再現実験 191p.

0406BA405 　 北東アジアにおけ る砂漠化アセス メ ン ト 及

び早期警戒体制 (EWS) 構築のためのパイ ロ ッ ト ス タデ ィ

(3) 土壌･植生･水文解析によ る土地脆弱性の評価 195p.

0607NA994 　 多成分揮発性 ・ 半揮発性有機化合物測定装

置の高速化 ・ 高感度化 144p.

0610CC995 　 SKYNET 観測網によ るエア ロ ゾルの気候影

響モニタ リ ング 143p.

0607AE009 　 地球温暖化に対する庭園蘚苔地衣植生の応

答解析と熱画像情報によ るモニタ リ ング 194p.

1） 　 ア ジ ア大陸か らのエ ア ロ ゾル と その前駆物質の輸

送 ・ 変質プロセスの解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-051

〔研究課題コー ド〕 0507BA825

〔担当者〕 ○畠山史郎 （アジア自然共生研究グループ），高

見昭憲， 杉本伸夫， 村野健太郎， 大原利眞

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 東～東南～南アジア地域にかか る高密度の粒

子の層 （ABC: Atmospheric Brown Clouds-Asia） は主に硫

酸 ・ 硝酸塩や有機物， 黒色炭素から な り ， 気候や水循環，

農業や人間の健康にも多大な影響があ る。 一方， 90 年代

以降減少を続けていた中国の二酸化硫黄の排出量は， 最

近再び増加に転じ た。 今後数年の間， 一次汚染物質の放

出量の変動 と， 二次汚染物質への影響を精確に把握する

必要があ る。

〔内容および成果〕

　 上記のよ う な観点か ら， 次のよ う な研究を行 う 。 （ １ ）

地上観測 ・ 航空機観測によ る大気汚染物質 ・ エア ロ ゾル

の広域分布と輸送プロセスの解明， （ ２ ） 沖縄におけるバ

イオマスエア ロ ゾルの ト レーサー （CO， VOC） の観測 と

輸送プロセスの解明， （ ３ ） 福江 ・ 沖縄におけるエア ロ ゾ

ルの変動の観測 と 放射強制力の推定， （ ４ ） 中国大規模

発生源地域におけ る大気汚染物質 ・ エア ロ ゾルの観測 と

解析， （ ５ ） 南アジア～東南アジア～中国～日本における

輸送と化学変化に関するモデル研究， （ ６ ） バッ ク グ ラ ウ

ン ド地域 （北部ユーラ シア） からの輸送と影響の解明

　 本年度は次のよ う な研究を行った。

（ １ ） 平成 18 年 ３ ～ ５ 月の春季の集中観測を中国北京～

中国大連 ・ 青島～福江島～沖縄 と い う 気塊の流跡に沿っ

た地点で行い， モデル と も連携し て解析する。 （ ２ ） エア

ロ ゾル輸送 ・ 生成 ・ 除去の全球モデルを用いて南アジア

－東南ア ジ ア－東ア ジ ア等ア ジ ア域に焦点を あ て たシ

ミ ュ レーシ ョ ンの実行を行 う 。 （ ３ ） 北部ユーラ シアから

日本を含む北東アジア地域への大気汚染物質の輸送を明

ら かにする ため， 東シベ リ アおよび沿海州等で大気環境

観測を行 う 。

　 これらの成果を ま と める と，

・ 上記集中観測のため平成 18 年 ３ 月中旬よ り 沖縄および

福江， さ ら に中国北京 ・ 大連 ・ 青島でエア ロ ゾルを中心

と し た観測を行った。 大連 と 青島は比較的近傍であ り な

がら こ の時期履歴の異な る気塊が到達し ている こ と が多

く ， 大連では強 く 黄砂の影響を受けたのに対し て， 青島

では周辺のアンモニア放出の影響を強 く 受け る ケースが

見られた。

・ ４ ～ ５ 月に中国北京 ・ 天津周辺で航空機観測を行った。

従来の中国国内航空機観測では正イオン成分 と し てアン

モニ ウ ムが支配的であったが， 今回の観測ではカルシウ
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ム イオンが 60％以上の主要成分と し て捉え られ， 黄砂の

影響を強 く 受けた もの と考え られた。

・ アジアの代表的な メ ガシテ ィ であ る北京市内において

EC， OC 及び関連する １ 次放出気体であ る CO， CO2 の高

精度の連続観測を 2006 年 ８ 月に実施し，前年度行った冬

の観測結果と比較し た。 平均で EC ＝ 6.5mg m-3， OC ＝

10.5mg m-3 （EC 平均濃度は季節差小さいが，OC 平均濃度

は冬の半分程度） であった。 これらのデータは中国東北

部の炭素性エア ロ ゾルの挙動を理解する重要な手がか り

と なる。

・ 東シベ リ ア （モンデ ィ ， イル ク ーツ ク， リ ス ト ビヤン

カ） 及び沿海州地域 （プ リ モルス カヤ） において湿性沈

着， ガス と 粒子成分濃度観測を日単位および週単位で通

年実施し た。 前年度に引き続き本年度も SO2 ガス濃度は

高いレベルを維持し てお り ， モンゴルの観測値 と の比較

などから， 長距離輸送と の関係を検討し ている。

・ 東アジア地域におけ る地域気象モデル と 化学輸送モデ

ルを組み合わせた数値シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルに よ り

2005 年 10 ～ 12 月の沖縄・辺戸岬の観測データのモデル解

析を行った。 その結果， イオン成分や EC/OC などについ

て定性的には観測結果を再現でき る結果が得られた。 ま

た， モデル計算のグ リ ッ ド を従来の 80km メ ッ シュから

20km メ ッ シュに精緻化し て計算を行った と こ ろ，降水量

分布などがよ り 正確に表せる よ う にな り ， 沈着量寄与に

ついては， た と えば硫酸塩は日本全域でアジアの寄与が

70％になる こ と が分かった。

〔備考〕

再委託先 ： 東京大学， 豊橋技術科学大学， 首都大学東京，

財団法人日本環境衛生セン ター 酸性雨研究セン ター

2） 　 アジアにおけるオゾン・ブ ラ ッ ク カーボンの空間的・

時間的変動と気候影響に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-051

〔研究課題コー ド〕 0507BA405

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化の現象解明に関し ては， これまで京

都議定書の対象物質であ る長寿命温室効果ガスに関する

研究が中心に行われて き たが， 最近エア ロ ゾル ・ オゾン

などの短寿命温暖化関連物質が地域的気候変動に及ぼす

影響の重要性が IPCC などでも指摘されてき ている。 本

研究においてはこれら短寿命温暖化関連物質の内で， 特

に長寿命温室効果ガス と 同様に大き な正の放射強制力を

有する こ と が知られている対流圏オゾン と ブ ラ ッ ク カー

ボンを対象に， アジアにおけ る空間的分布 と 時間的変動

を明ら かにし， それら の地域的気候変動への影響を評価

する こ と を目的 と する。 こ の目的を達成する ため本研究

では， これまで観測がほ と んどな されて来なかった中国

大陸部及び中央アジアにおいて， これら大気汚染物質の

地上通年観測を初めて行 う と 共に， よ り 広域の通年デー

タ を得る ために対流圏化学衛星データ を利用し てアジア

域の大気汚染物質の分布についての解析を行 う 。 得られ

た観測データ を元に化学輸送モデルおよびエ ミ ッ シ ョ ン

イ ンベン ト リ ーデータ を検証する。 アジアにおけ る大気

汚染物質放出量の将来予測を行い，オゾン，ブラ ッ ク カー

ボンによ る地域的気候影響を化学 ・ 気候結合モデルによ

り 予測する こ と を最終目的とする。

〔内容および成果〕

　 中国 ・ 泰山におけ る集中観測を行い， 反応性窒素酸化

物 と 揮発性有機化合物の測定を行った。 観測期間中の総

反応性窒素酸化物は， 最高濃度で 20ppbv 近 く にも達し，

一方， 二酸化窒素濃度は最高で約 5ppbv と比較的低濃度

であ り ， 観測された空気塊はフ レ ッ シ ュ な も のではな く

十分に酸化が進んだ空気塊であ る こ と が明 ら かにな っ

た。 揮発性有機化合物は， 不飽和炭化水素， 芳香族化合

物， アルコール， アルデ ヒ ド， ケ ト ン， ニ ト リ ル化合物，

ハロゲン化炭化水素， 有機硝酸類， を併せて多種類の成

分が同時にモニターされたが， ト ータル濃度で 50ppbv を

超え る日も頻繁にあ り ， その濃度レベルの高さ が特徴的

であった。 中で も， アルコールやアルデ ヒ ド， ケ ト ン と

いった含酸素有機化合物の濃度レベルが概し て高 く ， 窒

素酸化物の分別率に見られた よ う に， 酸化が進んでいる

こ と を示唆するデータが得られた。 ホルムアルデ ヒ ド に

ついては， キ ャ リ ブレーシ ョ ンの再確認や他の物質 （ア

ルコールなど） か らの影響を確認し ている と こ ろであ る

が， 分光的測定法 と の相互比較を行った と こ ろ， 比較的

良い一致を示し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 秋元肇 （海洋開発研究機構地球環境研究フ

ロ ンテ ィ アセン タープロ グ ラ ムデ ィ レ ク ター）

3） 　 都市域における PM2.5 大気汚染特性と生成機構解明

研究

〔区分名〕 JST 

〔研究課題コー ド〕 0407KB498

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），西

川雅高， 長谷川就一， 小林伸治， 松橋啓介， 伏

見暁洋， 菅田誠治， 早崎将光， 上原清， 神田勲，

足立幸穂， 片山学

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）
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〔目 　 的〕 都市域における PM2.5大気汚染特性 と生成機構

を明ら かにする こ と を目的 と し て， 日本 と 中国において

共同研究を行 う 。 具体的な研究目標は （ １ ） 環境動態解

明， （ ２ ） 発生源解析， （ ３ ） 発生源 と 環境濃度の関連性

解析とする。

〔内容および成果〕

　 中国 ・ 清華大学と の間で， 都市域における PM2.5 生成

機構解明に関する共同研究を実施し た。平成 18 年 ７ 月 と

平成19年 ３ 月につ く ば と北京においてワーク シ ョ ッ プを

開催し， 研究交流 と 共同研究計画の検討を行った。 発生

源 ・ モデ リ ング と 化学分析の二つのサブグループが相互

に連携を取 り つつ研究を進め， 都市域における PM2.5 大

気汚染の生成に及ぼす各種要因の分析 と 大気環境改善の

ための対策効果評価の国際比較研究を実施し た。

〔備考〕

日本側代表 ： 若松伸司 （愛媛大学）， 中国側 ・ 清華大学 ：

（ リ ーダー） Jiming HAO （研究者） Hezhong TIAN， Kebin

HE， Yongliang MA， Shuxiao WANG， Fumo YANG， Ximing

Guo， Jingnan HU， Honghong YI Xinghua LI， Litao WANG，

Lin LI

(4)-2. 　 重点 ４ 中核 P2 　 東アジアの水・物質循環評価シス

テムの開発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA402

〔担当者〕 ○王勤学 （アジア自然共生研究グループ） ， 水

落元之， 越川海， 岡寺智大， 東博紀， 藤田壮，

中山忠暢， 徐開欽， 木幡邦男， 林誠二， 劉晨，

樋渡武彦

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 長江， 黄河を中心 と し た東アジア地域の流域圏

について， 国際共同研究によ る水環境に関する科学的知

見の集積 と 持続的な水環境管理に必要なツールの確立を

目指し， 観測 と モデルを組合せ， 水 ・ 物質循環評価シス

テムの開発を目的 と する。 さ ら に， 都市 ・ 流域圏におけ

る環境管理の技術イ ンベン ト リ を整備し， 持続性評価指

標体系を構築する こ と によ り ， 技術導入効果に基づ く 適

切な技術シス テム と 政策プロ グ ラ ムの設計を含む流域の

長期シナ リ オ・ ビジ ョ ンの構築の方法論の開発を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 流域圏における水 ・ 物質循環観測 ・ 評価システムの

構築

　 衛星データ， GIS， 観測データ等に基づ く ， 長江， 淮河

などの東アジアの流域圏におけ る水 ・ 物質循環情報デー

タベース の構造， 項目及フ ォーマ ッ ト を確定 し， 気象，

地形， 土地利用など一部のデータ を入力し た。 また， 気

象 ・ 地形 ・ 土地被覆の条件が互いに影響し合 う 複雑な過

程， 相互関係について検討し， 水 ・ 物質循環を評価でき

る 統合型モデルを構築す る ため， 生態系モデルであ る

Biome-BGC と流域モデルであ る SWAT モデルをそれぞれ

検討し， 統合化する準備を行った。 さ ら に， 長江流域の

開発によ り ， 河川を通じ て流入する汚濁物質等の陸域か

ら の環境負荷の量 ・ 質的変化の影響を推定する ため， ま

た， モデルの検証 と， モデルの活用を含めた共同研究体

制を確立する ために，長江水利委員会 と の協議を開始し，

共同研究の体制を作った。 その協議を確認する ため， 平

成18年 ６ 月に第一回日中流域水環境技術検討会を中国武

漢で開催し た。

（ ２ ） 長江起源水が東シナ海の海洋環境 ・ 生態系に及ぼす

影響の解明

　 2006 年 ５ 月に東シナ海排他的経済水域にて航海調査を

実施し， 長江起源水の痕跡が見られる海域において， 中

国沿岸域の赤潮の鍵種であ る渦鞭毛藻類が優先し ている

こ と を確認し， 長江起源水によ り 輸送される栄養塩類の

藻類群集によ る取 り 込み過程を分析中であ る。 また， 東

シナ海の環境に果たす長江起源水の役割が確認され， 中

国沿岸域環境 ・ 生態系の理解の必要性が高ま った こ と か

ら， 浙江海洋大学， 上海水産大学等 と の， 長江河口域か

ら東シナ海にかけての海洋環境 と 生態系に関する共同研

究ネ ッ ト ワーク を構築する ための協議を開始し た。 さ ら

に， 航海観測の結果の面的な理解を進める ため， 長江か

ら東シナ海におけ る海洋流動 ・ 低次生態系モデルの開発

に着手し た。

（ ３ ） 拠点都市における技術 ・ 政策イ ンベン ト リ と その評

価システムの構築

　 統合型陸域生態系モデル （NICE） モデルを基に， 都市

ス ケールの水・物質・ エネルギー解析の鉛直一次元建築・

都市 ・ 土壌連携モデルのプロ ト タ イプを構築する こ と が

でき た。 また， アジアへ展開し う る国内の先進的な産業

共生都市 と し て川崎エコ タ ウ ンを対象にし て， 都市産業

共生型の生産システムについて物質， エネルギーのイ ン

ベン ト リ システムの構築に着手し た。 さ ら に， アジアの

拠点都市におけ る先進研究機関 と し て大連理工大学， 武

漢大学， 南開大学 と の共同で国際ワーク シ ョ ッ プを開催

し て， 都市活動起因の汚濁負荷分布イ ンベン ト リ ， 水循

環の地域データベースの構築に着手し た。

〔備考〕

海外共同研究機関 ： 長江水利委員会， 中国科学院地理科

学与資源研究所， 浙江海洋大学， 上海水産大学， 大連理

工大学， 武漢大学， 南開大学など
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〔関連課題〕

0606AF406 　 地球温暖化に よ る東アジア地域の洪水 ・ 渇

水 リ ス クへの影響 192p.

0608CB936 　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開

発 152p.

0507BE937 　 産業拠点地区での地域循環ビジネス を中核

と する都市再生施策の設計 と その環境 ・ 経済評価システ

ム構築 63p.

0608BY023 　 温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワ ー ク の構築

99p.

1） 　 温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワークの構築

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0608BY023

〔担当者〕 ○王勤学 （アジア自然共生研究グループ） ， 藤

田壮， 徐開欽， 中山忠暢， 岡寺智大， 呉通華

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 東アジア地域におけ る温暖化影響を早期に観

測する こ と と， 代表的な地域におけ る環境資源および食

料需給バラ ン スへの影響を予測するモデルを開発する こ

と を目的とする。 即ち， APEIS プロ ジェ ク ト （平成 14 ～

16 年） において中国で構築された衛星 ・ 地上統合観測シ

ス テム と モンゴルの永久凍土観測システム （本年度） の

維持管理を行 う と と も に， 東アジアをカバーでき る温暖

化影響観測ネ ッ ト ワーク を構築し， 環境資源情報の高精

度 ・ 効率的計測手法を開発 し， 温暖化に よ る環境資源，

食料生産および食糧需給バラ ン スへの影響要因を解析す

る。

〔内容および成果〕

（ １ ） 衛星データ を利用し たアジア地域環境資源モニ タ リ

ング

衛星データ を利用し たアジア地域環境資源モニ タ リ ング

の一環 と し て， 中国新疆ウ イ グル自治区のウルムチ近辺

に設置し ている EOS/MODIS 衛星データ受信システムに

よ る現地観測を継続的に行った。 また， MODIS 受信シス

テムか ら得られる大量のデータ を保管し効率良 く 運用す

る と と もに，地上観測データ を活用し衛星データの検証・

補正を行い， NIES で設置し ている MODIS データ解析 ・

基礎解析シ ス テ ム の運用 を継続 し て行 っ た。 さ ら に，

MODIS データによ る広域の蒸発散量，植生によ る炭素固

定量や純一次生産量 （NPP） など高次処理プ ロ グ ラ ムの

新たな開発と改良を実施し た。

（ ２ ） 温暖化影響地上観測ネ ッ ト ワーク の高度化

衛星観測を よ り 広い範囲に適応す る と 共に， 地上観測

ネ ッ ト ワーク を既存の 5 地点に新たにモンゴルの永久凍

土地域への地上観測システムの設置によ って ６ 地点に拡

張し た。 特に， 温暖化に敏感に反応する凍土の深さ， 境

界線及び地理分布の変化を探査で き る 優れた地中レー

ダー探査装置 （GPR） を借用し， モンゴル北部にあ る調

査地 （Davaat と Nalaikh） で凍土観測を実施する こ と に

よ って凍土の分布， 深度などの現状を把握し た。 

（ ３ ） 温暖化影響気候解明モデルの開発

温暖化影響気候解明モデルの開発を行い， 地球温暖化に

伴 う 凍土の季節変動， 畑地， 水田， 草地， 森林， 半乾燥

地での純一次生産力， 及び主要作物生産量 （供給量） な

どに与える影響の評価に取 り 込んだ。

〔備考〕

再委託先 ： 慶応大学 （渡辺正孝教授）

共同研究機関 ： 中国科学院生態ネ ッ ト ワ ー ク 研究セ ン

ター ・ 地理科学与資源研究所 ・ 亜熱帯農業研究所 ・ 西北

高原生物研究所 ・ 新疆生態与地理研究所 ・ モンゴル科学

院地理研究所

(4)-3. 　 重点 ４ 中核 P3 　 流域生態系における環境影響評

価手法の開発

〔区分名〕 中核研究

〔研究課題コー ド〕 0610AA403

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），福

島路生， 亀山哲， 井上智美， 一ノ 瀬俊明， 今井

章雄， 広木幹也， 矢部徹， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 東南アジア ・ 日本を中心 と し た流域生態系にお

け る環境影響評価手法の開発を行い， メ コ ン川流域に関

連し た国際プロ グ ラ ム間のネ ッ ト ワーク を構築し， 国際

共同研究によ る流域の持続可能な発展に必要な科学的知

見を提供する。 主に メ コ ン川の淡水魚類相の実態解明，

流域の環境動態の解明を行 う こ と 等によ り ， ダム建設等

の生態系影響評価を実施する。

〔内容および成果〕

（ １ ） メ コ ン河流域全体を対象 と し た多時期衛星観測デー

タ を整備し， タ イ東北部におけ る 1990 ～ 2000 年の土地

被覆変化に関する予察的な解析を行い， 氾濫原や河川地

形の現況把握を行った。 

（ ２ ） 対象河川に対し て水環境シュ ミ レーシ ョ ンモデルの

導入と初期稼動を行った。 メ コ ン河流域全体の GIS 環境

に対応する形で空間情報 （土地利用， 流域基盤， 生物捕

獲等） を収集し た。 　 メ コ ン河情報共有のため現地 NGO

やカ ウ ン ターパー ト と のネ ッ ト ワーク を作った。 主に淡

水魚類に関する既存データ， またダム建設に伴って実施

されたであろ う 環境アセス メ ン ト の報告書など を収集し
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た。 

（ ３ ） メ コ ンデルタの広範囲に生育し ているマング ローブ

樹種の根圏酸化機能が底質中の物質代謝機構へ及ぼす影

響を評価する ため， 国内外での野外調査および圃場での

実験シス テムを構築し た。 環境影響評価に不可欠な水環

境の情報データの取得 と モデル化並びに好適生息地評価

のための景観生態学的手法や河口域生態系への影響評価

手法を開発する ため， 国内比較対照地であ る石垣島のマ

ング ローブ林 と タ イ北部及び メ コ ンデルタにおいて予備

調査を実施し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0406CD448 　 環境同位体を用いた干潟 ・ 湿地生態系の自

然再生事業の評価手法に関する研究 192p.

0406CB504 　 アジア国際河川生態系長期モニ タ リ ング体

制の構築 100p.

0506AF934 　 リ モー ト センシングに よ る絶滅危惧種イ ト

ウ （Hucho perryi） の産卵個体検出 194p.

0608CD930 　 全国を対象 と し た淡水魚類生息地ポ テ ン

シ ャルの時空間解析と流域再生支援システム 193p.

0607AF999 　 極東ロ シアを中心 と し た絶滅危惧種イ ト ウ

の保全管理計画 193p.

1） 　 アジア国際河川生態系長期モニ タ リ ング体制の構築

〔区分名〕 文科 - 振興調整 

〔研究課題コー ド〕 0406CB504

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），今

井章雄， 一ノ 瀬俊明， 丹羽忍， 笠井文絵， 河地

正伸， 松重一夫， 佐野友春， 高木博夫

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 メ コ ン川生態系の長期モニ タ リ ン グ を長期継

続的，円滑に実施するために必要な基本手法を確立する。

具体的には， メ コ ン川流域国のキ ャパシテ ィ 調査 と その

向上， 精度管理シス テムの構築， 関連資料 ・ データ共有

システムの構築を行い， 試験モニタ リ ングを開始する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 水質 ・ 藻類･水生植物および情報 ・ データ共有

　 ①②研究技術研修

　 平成 18 年 ５ 月にチェ ン ラ イ大学にて藻類･水生植物分

析について研修を行った。 また， ５ 月か ら ６ 月にかけて

カセ ター ト 大学にて， 水質測定のため， 水の採取－処理

－分析について研修を行った。

　 また， これらの成果を MeREM Project Report にま と め

て刊行し， 関係者に配布し た。

　 ③情報 ・ データ共有システム構築

　 ７ 月から ８ 月にかけて，発展途上国における情報･デー

タ収集整備にあた り ， メ コ ン河流域の水質･生態系調査を

行った。 また， メ コ ン河流域国において協力関係にあ る

Ｎ Ｇ Ｏ 法人｢ メ コ ン ウ ォ ッチ｣担当者 と と もに現地住民も

交え， 社会基盤の実態に即し たモニ タ リ ング実行の可能

性について検討し た。

　 また， ２ 月にはカンボジア ト ン レサ ッ プ湖周辺におい

て 調査 を 行い， ３ 月に は タ イ， カ セ サー ト 大学に て

Ｍ ｅ Ｒ ＥＭ のデータベース立ち上げ と タ イ東部のウボン

ラチャ タ ニにて魚市場での多様性モニ タ リ ング手法の検

討を行った。

　 ④国際ワーク シ ョ ッ プ及び国際運営委員会参加

　 １ ） 国際運営委員会参加

　 11 月にタ イ･バン コ ク で行われた第 ３ 回国際運営委員

会に出席し， MeREM の今後のあ り 方についての議論を

行った。 また， カセサー ト 大学情報セン ター と MeREM

データベース設置についての打合せを行った。

　 ２ ） ワーク シ ョ ッ プ

　 12 月 19 ～ 22 日にラオスのビエンチャ ンで開催された

第 ４ 回国際ワーク シ ョ ッ プに参加し， 各担当者がそれぞ

れの研究成果について発表， 討議を行った。

〔備考〕

２ ９ ５ 　 アジア自然共生グループにおけ る研究活動

(4)-4. 　 重点 4 関連 P1 　 省エネルギー型水・炭素循環処理

システムの開発

〔区分名〕 特別研究 14024

〔研究課題コー ド〕 0608AG506

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域） ， 山村茂

樹， 冨岡典子， 水落元之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 我々の日常生活や産業活動の結果多量に排出

される有機性排水は， 環境保全のために好気性微生物処

理が施されている。 しかし， 処理に伴 う 電力消費は莫大

（国内総電力消費の 0.6 ～ 0.8％） であ り ， さ らに除去有

機物の 50％程度が産業廃棄物 と し ての余剰汚泥に姿を変

えている。 それ故， 水処理に伴 う エネルギーの削減は急

務であ る。 また， 未利用有機資源の大き な ソースであ る

排水から再利用が可能な形のエネルギーを取 り 出すこ と

は新たな水 ・ 有機物循環社会構築のために必要であ る。

他方， 下水処理設備を利用できない人は， 世界人口の 40

％超 （26 億人） に達し てお り ， 水を媒介 と し た健康被害

が開発途上国において深刻な問題 と なってお り ， 処理に

伴 う エネルギー消費が少ない （維持管理コ ス ト が安い）

適切な排水処理技術の開発が求め られている。 以上の様
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な背景か ら本研究では， 有機性排水の無加温処理に対応

し た省 ・ 創エネルギー型の メ タ ン発酵排水処理技術の開

発を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は生物膜利用型 メ タ ン発酵プロ セスによ る， 低

濃度排水の連続処理を行い， 水温や排水有機物濃度の低

下が排水処理性能や生物膜の物理的， 生態学的構造に及

ぼす影響を評価し た。 低濃度有機性排水の生物膜流動型

リ ア ク ターによ る処理実験を行い， 排水の有機物濃度の

低下 （排水の循環の影響含む） が， 排水処理性能や保持

汚泥の性状に与え る影響を評価し た。 その結果， 排水有

機物濃度の低下 （0.8gCOD/L よ り 0.4gCOD/L） は， 明ら

かに有機物除去性能の悪化を招 く こ と が明ら かになった

（COD 除去率 75 ～ 80％よ り 50 ～ 60％程度に低下）。 本

システムは， 嫌気処理水の一部を流入排水 と 混合し， 供

給する形式と なってお り ， 排水濃度 0.4gCOD/L の条件下

では装置の汚泥床部における有機物濃度は， 0.15gCOD/L

未満にまで低下する。 保持汚泥の菌相解析によ り 同定さ

れた酢酸利用 メ タ ン生成細菌 Methanosaeta の半基質飽和

定数は 0.15 gCOD/L 程度 と高 く ， 供給有機物濃度を維持

する こ と が処理能力発揮の鍵であ る こ と が分かった。 ま

た， 流入排水の酸化還元電位 （ORP） の上昇は， メ タ ン

ガスの発生量の低下を招 く ため， 還元剤の添加によ り 排

水の ORP を -100mV 以下に維持する こ と が望ま しいこ と

が明ら かになった。 さ ら に排水温度の低下が処理性能に

与え る影響を評価し た と こ ろ， 本プロセスの優れた汚泥

保持能 （汚泥滞留時間の維持能力） によ り ， 水温 10 ℃程

度までは良好な メ タ ン発酵が可能であ る こ と が明ら かに

なった。 一方， 水温 ５ ℃の条件下では メ タ ン生成細菌な

どの失活によ り 排水処理性能の維持が困難にな る こ と が

分か っ た。 現時点で， 本シ ス テ ムは有機物濃度 0.5 ～

1.0gCOD/L 程度の低濃度排水の 10 ℃から 25 ℃での高速

（処理時間 ２ ～ ４ 時間） 処理と， 除去有機物の 50 ～ 60％

を メ タ ンに転換し得る性能を得てお り ， 今後， よ り 低有

機物濃度排水へ適用させる ための技術開発， 実排水への

適用可能性評価， 低温条件下の メ タ ン生成細菌群の適用

メ カニズムの解析を進める。

　 生活排水の メ タ ン発酵処理では， 排水中の固形性有機

物の分解が律速 と な る。 そ こ で， 常温下で固形性有機物

の分解に関与する細菌群を同定する ため， 20 ℃における

集積培養実験を行った。 得られた集積培養体の酸生成活

性の温度依存性を調査し た と こ ろ， 水温 20 ℃から 35 ℃

の範囲では，あ る程度固形物の分解活性は維持されるが，

水温が 15 ℃以下の条件では，活性が急激に低下する こ と

が明ら かになった。 また， 民間企業， 大学 と の連携によ

り メ タ ン発酵下水処理の実証実験を行 う 体制を整えた。

平成 19 年度よ り 実証実験を開始する予定であ る。

〔備考〕

(4)-4. 　 重点4関連P2 　 湿地生態系の時空間的不均一性と

生物多様性の保全に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0608AG485

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物圏環境研究領域）， 永田尚志，

福島路生， 小熊宏之， 石濱史子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 湿地における水分条件 ・ 土壌 ・ 地形などの空間

的な不均一性， 定期的 ・ 確率的に生じ る撹乱要因が湿地

生態系のあ り かたにどのよ う に影響し ているのかを明ら

かにし， その成果にも と づいて湿地の保全 ・ 管理のあ り

かたを提示する こ と を目的 と する。 そのために， リ モー

ト センシング と 地上での調査を有機的に関連させ， 踏査

が困難な広い湿地での生物多様性の保全 ・ 管理を効率的

に行 う 手法を開発する。

〔内容および成果〕

　 本州最大の湿地であ る渡良瀬遊水地において， 2006 年

４ 月から 10 月まで， ５ 回にわたって航空機写真の撮影を

行った。 ４ 月の撮影では ３ 月の野焼きによ り 植物の地上

部が焼けた状態を撮影し，地表の詳細が標高分布を得た。

これ と， ８ 月および ９ 月の撮影データか ら求めた高さ と

の差分によ り ， 植物群落の高さ の空間分布を， 数十セン

チの精度で得る こ と ができ た。 こ のほか， 地上での植物

の成長や開花， 枯死の状況を観察し ながら写真撮影時期

を選び， ヨ シ ・ オギが葉を展開し ていないが下層で早い

時期に葉が展開する種 （絶滅危惧種を含む） は緑の葉を

広げている ５ 月上旬 と， ヨ シ ・ オギの穂が伸びて白味が

かって見える 10 月下旬に撮影を行った。

　 いっぽ う 地上では， 総長約 ４ キ ロ メ ー ト ルのラ イ ンに

そって， 約 200 地点で詳細な植生調査を行った。 この結

果 と 航空写真 ・ 数値表層モデル ・ 近赤外写真 と を対応さ

せ， 植生の推定に利用可能な情報を検討し た。 その結果，

８ 月 と ４ 月の表層高の差で得 ら れ る 草丈， 植物の展葉

フ ェ ノ ロ ジーの違いで生じ る ５ 月の植被の分布， ４ 月の

画像から推定でき る可能性があ る土壌含水率が優占種の

ひ と つであ る カサスゲの分布の推定に有効であ る こ と が

明ら か と なった。 また， カサスゲが優占する と， 高茎草

本に先駆けて展葉する絶滅危惧植物を含め， 植物の多様

性が著 し く 低下す る こ と が植生調査か ら 明 ら か と な っ

た。 すなわち， カサスゲの分布域が航空機データか ら推

定できれば， 逆にそれ以外の地域には絶滅危惧種が分布
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し ている可能性が高い と考え る こ と ができ る。

　 2006 年 ６ 月に ２ 週間にわた り ，90 地点において鳥類の

日中にセンサス をおこ ない，合計 33 種の昼行性鳥類を確

認し た。 確認された鳥類のなかには， ７ 種の絶滅危惧種

が含まれていた。 こ のほか， 夜間のセンサスによ り 夜行

性鳥類の確認も行 う 予定であったが， 天候等の条件によ

り 十分な調査は行えなかった。

　 魚類に関し ては， 予備的な文献調査の結果， 渡良瀬遊

水地内の魚類相の多 く は外来魚種が占めている こ と が分

かった。 また， 水系の環境の不均一性 と い う 観点からは，

渡良瀬遊水地で調査を行 う よ り も， よ り 自然の地形の多

様性が含まれ る 水系で調査を行っ たほ う が よ い と 判断

し， 北海道猿払川水系での高解像度デジ タル航空撮影を

行った。 こ の写真か ら， 河川内の環境の不均一性を構成

する重要な要素であ る倒木を自動的に検出する手法の検

討を進めたが， いまだ自動化には至っていない。

〔備考〕

(4)-5. 重点研究プログラムに係るその他の活動

(4)-5-1. 　 日本における光化学大気汚染の研究

〔区分名〕 地環研 

〔研究課題コー ド〕 0406AH380

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），菅

田誠治， 宮下七重， 早崎将光

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 日本におけ る光化学オキシダ ン ト 等の経年変

化の解析を実施する こ と を目的 と する。 こ の中で光化学

オキシダン ト 等の ト レ ン ド 分析手法を統一し， 地域間の

比較評価を行 う こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所と地方環境研究所と の Ｃ 型共同研究。

日本全国の大気常時監視データ を用いて光化学オキシダ

ン ト 等の大気汚染の経年変化や， 地域分布の特徴を把握

し た。 光化学オキシダン ト 濃度変化の要因を解明する た

めに， 地域ス ケールの現象であ る海陸風や ヒ ー ト ア イ ラ

ン ド， NOx， SPM， NHHC 等 と の関連性や広域スケール

の現象であ る大陸か らの移流や成層圏オゾンの寄与を総

合的に解析 ・ 評価し た。 研究内容 ・ 成果は， 中間報告書

（国立環境研究所研究報告第 193 号） および最終報告書

（同 195 号） に詳しい。

〔備考〕

地環研と の C 型共同研究 「日本における光化学オキシダ

ン ト 等の挙動解明に関する研究」

参加 41 研究機関 ： 北海道環境科学研究セン ター， 秋田県

健康環境セン ター， 宮城県保健環境セン ター， 福島県環

境セン ター， 群馬県衛生環境研究所， 埼玉県環境科学国

際セン ター， 千葉県環境研究セン ター， 東京都環境科学

研究所， 神奈川県環境科学セン ター， 長野県環境保全研

究所， 山梨県衛生公害研究所， 静岡県環境衛生科学研究

所， 石川県保健環境セン ター， 福井県衛生環境研究セン

ター， 富山県環境科学セン ター， 名古屋市環境科学研究

所， 岐阜県保健環境研究所， 滋賀県琵琶湖 ・ 環境科学研

究セン ター， 京都府保健環境研究所， 京都市衛生公害研

究所， 大阪府環境情報セン ター， 大阪市立環境科学研究

所， 兵庫県立健康環境科学研究セン ター， 神戸市環境保

健研究所， 和歌山県環境衛生研究セン ター， 奈良県保健

環境研究セン ター， 鳥取県衛生環境研究所， 島根県保健

環境科学研究所， 岡山県環境保健セン ター， 山口県環境

保健研究セン ター， 徳島県保健環境セン ター， 香川県環

境保健研究セン ター， 愛媛県立衛生環境研究所， 高知県

環境研究セン ター， 福岡県保健環境研究所， 福岡市保健

環境研究所， 佐賀県環境セン ター， 長崎県衛生公害研究

所， 熊本県保健環境科学研究所， 宮崎県衛生環境研究所，

鹿児島県環境保健セン ター

共同研究者 ： 若松伸司 （愛媛大学）， 山川和彦 （島津テ ク

ノ リ サーチ）， 笠原三紀夫 （中部大学）， 鵜野伊津志 （九

州大学）， 神成陽容
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（ １ ） 社会環境システム研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP012

〔代表者〕 原沢英夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 社会環境システム研究領域では， 環境 と経済の

統合を目指し， 安全 ・ 安心 ・ 快適な社会環境 ( 地域規模，

都市規模， 身近な社会環境 ) を創造するためのビジ ョ ン

を示す と と も に， それら を実現 ・ 維持する ためのシナ リ

オ ・ 方策を提示し， 持続可能な社会を構築する ための具

体的な政策提言に結びつ く 研究等を推進する。

１ . 　 中長期を対象 と し た持続可能な社会シナ リ オの構

築に関する研究

　 持続可能な社会のあ るべき姿 （ビジ ョ ン） を描き， そ

れを達成す る ための社会シナ リ オを作成す る こ と に よ

り ， 今後の国際 ・ 国内環境政策に資する こ と を目的 と す

る。 持続可能性を評価する指標や環境統合評価モデルを

活用し た分析枠組を開発し， これら を用いて中長期を対

象 と し た持続可能な社会像を定性的， 定量的に描 く と と

も に， それを達成する ための道筋や課題を， 国際的な視

点を踏まえて， 環境及び社会経済の側面か ら整合的に明

らかにする。

２ ． 都市大気環境中におけ る微小粒子 ・ 二次生成物質の

影響評価と予測

  車載計測や低公害実験施設を用いて，次世代自動車の実

使用条件下におけ る評価を行 う と と も に都市圏におけ る

観測を行い， 微小粒子 ・ 二次生成汚染物質の動態を把握

する。 また， 光化学反応チャ ンバー実験等を も と に， 二

次生成物質の予測モデルを改良し て大気質予測モデルに

組み込み， 発生源の評価や将来の環境予測を行 う 。 さ ら

に， 疫学的手法によ り ， 二次生成物質や自動車排気に起

因する高レベル曝露の実態把握 と 健康影響予測を行 う 。

低公害実験施設や車載計測技術を用いて， 次世代デ ィ ー

ゼル車等の リ アルワール ド におけ る環境影響評価を行 う

と と も に， 都市圏におけ る フ ィ ール ド 調査を行い， 微小

粒子 ・ 二次生成汚染物質の発生か ら一般環境におけ る動

態を把握する。 また， フ ィ ール ド 調査結果やチャ ンバー

実験を も と に光化学反応によ る二次生成物質の予測モデ

ルに改良を加えて， 大気質予測モデルに組み込み， 発生

源寄与率の解析や将来の都市大気環境の予測を行 う 。 さ

ら に， 疫学的手法によ り ， 都市環境におけ る二次生成汚

染物質や自動車排ガスに起因する高レベル曝露の実態把

握と健康影響予測を行 う 。

３ . 　 身近な交通の見直しによ る環境改善に関する研究

「ラ ス ト ワ ンマイル」 と呼ばれる各家庭 と の接続部分に着

目し，その身近な交通からの環境負荷低減を目指す。CO2

や汚染物質の排出量を使用形態や輸送品目別に推計する

と と も に， 車載機器を用いて地域の実使用条件下におけ

る自動車の環境負荷を評価する。 また， 購買行動の違い

によ る環境負荷を調査する。

〔内容および成果〕

１ . 平成 18 年度は， 持続可能性を評価する指標及び環境

統合評価モデルを活用 し た分析枠組を開発す る と と も

に， これら を用いて中長期を対象 と し た持続可能な社会

像を環境及び社会経済の側面から定性的，定量的に分析，

評価する方法を開発し た。

２ . 平成 18 年度は， 低公害車実験施設を用いて， 排気後

処理装置付デ ィ ーゼル車及びバイオデ ィ ーゼル燃料の排

出ガス試験を実施し た。 排気後処理装置付デ ィ ーゼル車

は， 粒子状物質の排出は従来車に比べて， 大幅に低減さ

れているが， 窒素酸化物に占める二酸化窒素の割合が 20

～ 60% と高 く ， 二酸化窒素の排出量が従来車よ り も増加

する恐れのあ る こ と を明ら かにし た。 バイオデ ィ ーゼル

燃料については， 概ね， 従来の軽油 と 同等の性能を示す

が， 車両によ っては， PM 中の OC （有機炭素） の排出が

増加し，PM 排出量が増加する恐れのあ る こ と を明らかに

し た。 微小粒子の大気動態については， 従来か ら実施し

ている長期観測を継続し て実施し， 道路沿道におけ る微

小粒子の個数濃度が低下傾向にあ る こ と を把握し た。

３ . 平成 18 年度は， 車載計測機器を用いて自動車の使用

実態を調査し，燃費や CO2 排出量等の環境負荷特性を得

る と と も に， 使用目的や運転特性 と 環境負荷 と の関係に

ついて解析を行った。使用実態データ を地図上に表示し，

詳細な位置に応じ た走行実態の評価を行 う ツールを開発

し排出量変化を把握する シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルを構築

し た。 自動車技術の評価については， 小型電気自車につ

いて， 使用実態調査デー タ を も と に作成 し た実走行パ

ターンを用いて， 実使用条件におけ る環境負荷性能評価

を行い， 身近な交通の環境負荷低減に有効であ る こ と を

明らかにし た。

(1)-1. 　 社会環境システム研究領域プロジ ェ ク ト

1） 　 身近な交通の見直しによる環境改善に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0507AG521

〔担当者〕 ○小林伸治 （社会環境システム研究領域） ， 近

藤美則， 松橋啓介， 加藤秀樹， 原田一平， 伏見

暁洋， 田邊潔， 森口祐一

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 「ラ ス ト ワ ンマイル」 と呼ばれる各家庭 と の接

続部分に着目し， その身近な交通から の環境負荷の低減
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を目指す。 特に， 自動車の使い方に着目し， 自動車か ら

排出される CO2 及び NOx， PM， 有害化学物質を使用形

態別や輸送品目別に推計する と と も に， 車載機器を用い

て地域の実使用条件下におけ る自動車の走行実態を把握

し て正確な環境負荷評価を行 う 。 また， 宅配， コ ンビニ，

シ ョ ッ ピ ングモール等の購買行動の違いによ る環境負荷

の違いを調査する。 得られた結果を も と に， モデル地域

を対象 と し て， 自動車の使用実態を考慮し た最適な車両

技術及び政策的対策の導入について， 環境負荷 と と も に

安全性や公平性， 経済性の観点か ら も評価し， 実現性の

高い対策シナ リ オを提示する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 車載機器を用いて， 研究所職員の車両及び

研究所の公用車を対象に自動車の使用実態を調査し， 使

用実態と燃費や CO2 排出量等の環境負荷特性を得る と と

も に， 使用目的や運転特性 と 環境負荷 と の関係について

解析を行った。

　 さ ら に， 使用実態データ を地図上に表示し， 詳細な位

置に応じ た走行実態の評価を行 う ツールを開発する と と

もに， 地理情報システムに茨城県内のコ ンビニ， Ｓ Ｃ 等

の集客施設， 道路施設， 四次 メ ッ シ ュ人口分布， バス停

および系統別運行回数データ を整備し， 買い物行動が変

化し た場合の排出量変化を把握する シ ミ ュ レーシ ョ ンモ

デルを構築し た。

　 自動車技術の評価については， 小型電気自動車につい

て， 軽自動車の使用実態調査データ を も と に作成し た実

走行パターンを用いて， 実使用条件におけ る環境負荷に

関する評価を行い， エア コ ン， ヒ ータ等の空調を使用し

ない場合には， 平均速度が遅い短距離の走行において も

効率低下が少ないなど， 身近な交通の環境負荷低減に有

効であ る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

2） 　 都市大気環境中における微小粒子 ・ 二次生成物質の

影響評価と予測

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0608AG441

〔担当者〕 ○小林伸治 （社会環境システム研究領域） ， 新

田裕史， 大原利眞， 田邊潔， 今村隆史， 小野雅

司， 日引聡， 上原清， 菅田誠治， 近藤美則， 松

橋啓介， 田村憲治， 山崎新， 南齋規介， 長谷川

就一， 早崎将光， 片山学， 神田勲， 伏見暁洋，

豊柴博義， 藤谷雄二， 高橋克行

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル車に対する厳 し い排出ガ ス規制導

入等によ り ， 将来， DEP 等の一次排出粒子の排出量は大

幅な低減が見込まれているが， その一方で， 大気中にお

け る光化学反応で生成される微小な二次生成粒子の寄与

が高ま る傾向があ る。 また， 今後， デ ィ ーゼル車に対す

る排ガス触媒や地球温暖化対策 と し てのバイオ燃料の採

用， VOC 対策等によ り ， 排出ガスの質が変化する ため，

都市におけ る大気汚染の構造が大き く 変化する こ と が予

想される。 本研究では， 都市圏におけ る微小粒子， 二次

生成汚染物質を対象にその動態， 生成要因の解明 と 曝露

モニ タ リ ング， リ ス ク評価等を行 う と と も に， ナ ノ 粒子

の毒性研究プロ ジェ ク ト と も連携し， 今後， 自動車等の

技術変革によ り 起こ り う る都市の環境問題を未然に予測

し，中長期的な環境政策立案に資する こ と を目的 とする。

〔内容および成果〕

　 発生源に関する研究では，低公害車実験施設を用いて，

排気後処理装置付デ ィ ーゼル車及びバイオデ ィ ーゼル燃

料の排出ガス評価を実施し た。 排気後処理装置付デ ィ ー

ゼル車は，粒子状物質の排出は従来車に比べて少ないが，

窒素酸化物に占める二酸化窒素の割合が 20 ～ 60％ と高

く ， 二酸化窒素の排出量が従来車よ り も増加する恐れの

あ る こ と がわかった。バイオデ ィ ーゼル燃料については，

概ね， 従来の軽油 と 同等の性能を示すが， 車両によ って

は， PM 中の OC （有機炭素） の排出が増加し， PM 排出

量が増加する恐れのあ る こ と がわかった。 その他， 汚染

物質の排出 イ ンベン ト リ 改善策に関す る 検討を実施 し

た。

　 微小粒子の大気中におけ る動態については， 従来か ら

実施し ている長期観測を継続し て実施し， 道路沿道にお

け る微小粒子の個数濃度が低下傾向にあ る こ と を把握し

た。

　 大気質予測モデル及び二次粒子の動態解明について

は， 有機二次粒子 （SOA） を中心 と する二次粒子を対象

と し て， チャ ンバー実験 と モデ リ ングに関する既存研究

を レ ビ ューする と と も に， 関東地域におけ る動態解明の

ための研究計画について検討し た。 夏季に関東地域で集

中観測を実施し， そのデータ を用いて都市大気汚染モデ

ルを検証し た。 風洞実験データ を活用し， 道路沿道の高

濃度汚染を対象に し た簡略型数値モデルの開発を進め

た。

　 健康影響に関する研究では， 一般住民の幹線道路沿道

歩行中の自動車排ガスへの高曝露実態解明の予備調査 と

し て， 東京都内の幹線道路沿道および後背地区を歩行し

ながら大気中浮遊粒子状物質濃度 と ナ ノ 粒子を含む微小

粒子数 （個数濃度） を測定し， 沿道および後背地域歩行

中の短時間の曝露濃度変化状況 と それに関わる要因につ
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いて検討し た。

〔備考〕

3） 　 中長期を対象と し た持続可能な社会シナ リ オの構築

に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0608AG527

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域） ， 増

井利彦， 肱岡靖明， 日引聡， 久保田泉， 亀山康

子， 甲斐沼美紀子， 藤野純一， 花岡達也， 森口

祐一， 橋本征二， 田崎智宏， 高橋潔

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 社会の持続可能性を評価する こ と がで き る指

標や分析の枠組を開発する こ と を第一の目的 と する。 ま

た， 開発された枠組を も と に， 持続可能な社会像を理論

的， 定量的， 定性的に描 く と と も に， それを達成する た

めの道筋や課題を， 国際的な視点を踏まえて， 環境及び

社会経済の側面から整合的に明らかにする こ と を第二の

目的とする。

〔内容および成果〕

　 持続可能性の定義 と 評価のための指標開発では， 持続

可能性に関する指標の中で も政府機関が作成し た指標に

ついて， 指標の中身を国間で比較可能な形に整理し た。

その結果， カナダなど一部の国を除いては， 最終形に至

る までの作業過程には独自性が見られる も のの， 最終的

に選択された指標群は各国 と も類似し ている こ と が明ら

か と なった。 他方， 研究者によ る指標開発の多 く は指数

化を目指し た もの等， よ り 多様性が見られた。

　 持続可能な世界を実現する ための国際協調枠組み構築

では， 国際環境条約データベース構築作業を行った。 主

要な国際環境条約を対象 と し， 交渉過程， 実効性， 履行

確保等の各観点か ら の比較及び評価作業 （来年度以降実

施） に資する こ と を目的 と し て， 分野別の傾向及び個別

条約の批准状況， 報告 ・ 審査プロセス， 遵守 メ カニズム，

交渉過程， 環境改善効果等につき解説を加えた。

　 貿易と環境では，貿易が環境へ及ぼす影響を分析し た。

本年度は， （ １ ） モデルフ レーム ワーク の構築 とデータ収

集， （ ２ ） 予備的なモデル分析を行った。 SOx と CO2 に

関し て環境ク ズネ ッ ツ仮説が成立し，サンプルの 30 ～ 40

％の国 （主に先進国） がすでに転換点に到達し ていたが，

それ以外の国は転換点に到達し ておらず， 転換点到達ま

でに 50 年以上かかる国が 10 ～ 20％あ る こ と が明らかに

なった。貿易・環境の予備的分析から，貿易自由化の １ ％

促進は硫黄酸化物排出量を 0.16％増加 さ せ る こ と がわ

かった。

　 統合評価モデルを用いた持続可能な社会ビジ ョ ン ・ シ

ナ リ オの定量化では， 2050 年における持続可能な社会を

分析する ために， 温暖化， 循環， 生態系を評価する こ と

が可能 と な る よ う な静的な環境－経済モデルを， 応用一

般均衡モデルを も と に開発し た。 また， 開発し たモデル

を用いた予備的検討結果を， 環境省超長期ビジ ョ ン研究

において報告し た。

　 持続可能な社会のビジ ョ ン ・ シナ リ オ作成では， 問題

の対象の洗い出し と その構造化 （目標の設定 と その価値

付け， ド ラ イ ビ ングフ ォースの特定， それらのつなが り

の明示化， キーパラ メ ーターの選定） を行 う ために， 既

存のビジ ョ ン ・ シナ リ オのレ ビ ューを行った。 人口， 経

済 ・ 産業 ・ 開発， エネルギー ・ 資源， 水， 食料， 国土，

都市 ・ 建築 ・ 交通， 技術， ラ イ フ ス タ イル， 環境等につ

いて， 専門家の考え る重要な要素 と それにたいする印象

（好意度） を一覧にし， 持続可能な社会ビジ ョ ン ・ シナ リ

オの要素を整理し た。

　 また， 全所的環境ビジ ョ ン研究 と し て ３ 回の会合を開

催し た。 まず， 所内外のシナ リ オ ・ ビジ ョ ンに関する事

例紹介を踏まえ， 全所的取 り 組みの問題設定および評価

モデル等について意見交換を行った。次に，ワーク シ ョ ッ

プ形式の議論 ・ 作業を行い， 「2050 年 （まで） の我が国

の環境」 に関し て 「何が問題か， その原因 と な る人間活

動は何か」 を俯瞰的に整理し た。 最後に， 講演会を開催

し， 環境 リ ス ク ・ 生態 リ ス ク分野のマ ッ プを補完する情

報を共有し た。

〔備考〕

環境省 ・ 超長期ビジ ョ ン ・ シナ リ オ研究 と連携し て行 う 。

共同研究者 ： 馬奈木俊介 （横浜国立大学経営学部）

(1)-2. 　 その他の研究活動 （社会環境システム研究領域）

1） 　 地球環境問題に関連する国際法規範形成過程に関す

る研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0406AE413

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 地球環境問題に対処する ための国際環境条約

は， いずれも， 実効性を確保する ためにどのよ う な制度

を作るかに関する議論に多 く の時間が費やされ， 他分野

の条約にはない様々な試みが存在し ている。本研究では，

なぜ ・ どの範囲で国際環境諸条約は各国内で実現される

か， いかにし て国内実施の実効性を確保し よ う と し てい

るかを明ら かにし， 他の条約の制度設計ないし改正に も

適用可能な条件を導き出すべ く ， 条約の交渉過程 と 国内
―  107  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
実行に着目し， 法規範形成過程の分析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 気候変動枠組条約体制 と 自由貿易体制 と の相互連関に

関する研究の先行研究のレ ビ ューを行い， 多数国間環境

協定と WTO 協定 と が抵触する ケースの類型化を行った。

今後の課題 と し ては， 政策科学 と 相補的に， 自由貿易レ

ジーム と 気候レジーム と の間の政策連関が発現する メ カ

ニズム， 政策連関の特徴， 政策連関がレジームの有効性

に与え る 影響の評価 と 要因分析等を進め る こ と に よ っ

て，両レジーム間の調整策を構想する作業が挙げられる。

〔備考〕

2） 　 多地点同時観測データのデータ処理に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0506AE786

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域） ， 内

山政弘

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 科学技術の進歩に伴っ て種々の環境計測分野

に対し て小型 ・ 軽量 ・ 安価でしか も高性能の観測機器が

普及し てゆ く と 考え られ， 多数の機器を利用し た観測が

コ ス ト 的に も現実的になって来るであろ う 。 こ う し た可

搬型機器を利用すれば設置場所を選ぶ自由度が飛躍的に

大き く な り ， 観測対象フ ィ ール ド において望ま しい観測

点に高密度に多数の機器を配置し た多地点同時観測が可

能にな る。 本研究では， こ う し た多地点同時観測の結果

と し て時々刻々得られる大容量データの効率的な処理シ

ステムの開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所で開発し た小型軽量の可搬型エア ロ ゾ

ルセンサ約 30 台を用いて 2004 年に川崎市池上新町交差

点地域で行った観測データの解析を行った。 すでに我々

が開発し た統計手法を用いてセンサに依存する観測地の

違い （機差） を解析し， データの機差較正を行った。 特

に従来の手法を拡張し， 粒径の大き さ ご と に観測された

データにも適用可能な手法を考案し た。 高性能のレーザ

パーテ ィ クルカ ウ ン タ と 可搬型センサの同時観測結果か

ら， 我々のセンサーの出力 （電圧） と パーテ ィ クルカ ウ

ン タの粒子濃度の出力 と の相関がよ く 一致する こ と を確

認し た。

〔備考〕

3） 　 アジア諸国における環境配慮型ラ イ フ ス タ イルの形

成要因についての研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0507AE793

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 一般の人々を環境配慮型 ラ イ フ ス タ イ ルへ と

方向付ける様々な手法について分析， 検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， １ ） リ ス ク ・ リ テ ラ シー， 環境 リ テ ラ シー

についての考察を行い， リ ス ク ・ リ テ ラ シーが リ ス ク認

知， リ ス ク対応行動， 環境配慮行動に大き く 影響し てい

る こ と を， イ ン ターネ ッ ト 調査などの結果を用いて確認

し た。 さ ら に， リ ス ク ・ リ テ ラ シーが情報獲得行動， 既

に獲得し ている知識等に大き く 依存し ている こ と も確認

し た。 さ ら に， 知識の獲得， 情報 と の接触によ り ， リ ス

ク対応行動要因が変化する こ と を確認し た。 ２ ） 環境配

慮型ラ イ フ ス タ イルの発展のひ と つ と し て， 地域におけ

る環境資源管理の現状を調査し た。 具体的には京阪神地

域のため池の保全についての予備調査を実施し， 地域資

源管理にかかる要因の抽出について考察を行った。

〔備考〕

4） 　 気候風土や文化的背景による環境知覚の違い

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0608AE398

〔担当者〕 ○青木陽二 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 気候風土や文化的背景に よ り 環境に対する知

覚は異な る こ と が予想される。 こ のよ う な現象を把握す

る と 共に， 違いを も た らす原因を明ら かにし， 環境対策

を考える時の基盤を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 日本 と は気候風土 ・ 文化的背景の異な る中国やロ シア

を訪ね， 研究交流を進めた。 また日本での研究成果を紹

介し， 共同研究の提案を行った。 しかし ながら日本学術

振興会では両国への研究提案は採択されず， 次年度への

課題 と なった。 国内では北海道 と 沖縄， つ く ばでは気候

風土が少し異な るので， 公園利用者数の日別データ を入

手し た。 また対象地の日別気象データ と 生物季節に関す

るデータ を入手し た。

〔備考〕

5） 　 山風が都市ヒー ト アイ ラ ン ド に及ぼす影響に関する

研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0606AE407

〔担当者〕 ○一ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域），片
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岡久美， 松本太， 原田一平

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 長野市では夜間に山風が出現し， それが都市の

中心部に吹き込んでいる。 本研究では， 山風の実態 と そ

れが都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド に及ぼす影響について気象観

測および数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 明らかにし， 山風

の都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 緩和に及ぼす効果についての検

討を進める。 大気環境および暑熱現象の緩和に向けた山

風の活用を都市計画的手法で実現する試みは， ド イ ツに

始ま った も のであ るが， 日本をはじめアジアの都市での

適用事例は乏しい。 一方， 中国の内陸都市など， 近年具

体の需要も高ま って き てお り ， そのための事例研究 と し

て本研究を位置づける。

〔内容および成果〕

　 これまでの観測 と 数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 得られ

た山風の効果を も と に， 実際に長野市の大気汚染や暑熱

の緩和に有益 と 考え られる事例を抽出し， それら を生か

すための都市整備計画を実際に提示し た。 具体的には，

山風に着目し た長野市の ク リ マア ト ラ ス を試作し た。 ま

ず谷口に近い一帯は， 山風が強 く 比較的低温な地域であ

る。 緑地の減少によ る気流の加熱や高層化によ る山風の

減衰を回避し， 大気 ・ 熱環境改善のための天然資源であ

る山風の効果を少しで も風下の市街地にも た らすべきで

あ る。 また ト ラ ッ ク など大型車両の交通量の多い幹線道

路が走ってお り ， 風上に位置し ている こ と も あ り ， 市街

地への大気汚染対策について も留意すべきであ る。 夜間

の交通制限など も有効であろ う 。 善光寺の南側には山風

（？） と地覆によ り 低温な地域が展開する。 こ この特徴は

広い道路 と 低層建築であ る。 高層化によ る山風の減衰を

回避する こ と や， 門前町 と し ての歴史的景観の保全など

が重要 と 思われる。 駅前か ら県庁までの中心市街地は，

山風は到達する ものの人工的な地覆によ り 比較的高温な

地域であ る。 こ こ の特徴は高層建築 と 広い道路 （地上の

風の道？） であ り ， 卓越風向を考慮し た開発などが重要

と思われる。

〔備考〕

共同研究者 ： 浜田崇 （長野県環境保全研究所）

2002 年度までは地方環境研と の共同研究と し て， 昨年度

までは文科－科研費 と し て も実施。 ８ 月に地方環境研究

所と の共同研究に採択。

6） 　 都市の熱負荷から生じ る ヒー ト アイ ラ ン ド 現象等へ

の湾等水域の総合管理を軸と し た対策システム検討

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0606AE409

〔担当者〕 ○一ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域），片

岡久美， 松本太

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 既往の都市暑熱対策 と は異な っ た即時性のあ

る方策 と し て， 海洋深層水の導水によ る東京湾の水面温

度低減によ る都市暑熱問題の緩和技術検討を進める。 こ

の海洋深層水の導水によ る東京湾の水面温度低減方策の

可能性を具現化するべ く ， 東京湾の流入熱源に係る条件

を整理し， その流入シス テムの検討 ・ 構築を行 う と と も

に， 既往導水施設調査を含めた取水 ・ 導水 ・ 放水に関す

る システムの検討を行い， これら を反映し た湾内水面温

度推計モデルを構築し， 海洋深層水の導水によ る効果を

定量的に把握し， 東京湾を核 と し た都市暑熱対策の新た

な方法論の構築をめざす。

〔内容および成果〕

　 2003 年度に行われた FS の成果を受けて，研究プロ ジェ

ク ト の実現に向けた検討を行い， 大型競争的資金への申

請を行った。 １ 年間にわた る検討を通じ， 従来海洋深層

水のみによ る ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対策の可能性だけを議論

し ていたのに対し て， 以下のよ う な内容に進化させ， 大

型競争的資金を目指すこ と と なった。一般外洋水の併用。

生態系影響の評価。 導水事業に向けた合意形成。 東京湾

循環系のさ ら なる基礎的解明研究。

〔備考〕

共同研究者 ： 鈴木一令 （八千代エンジニア リ ング株式会

社） ， 鈴木高二朗 （独立行政法人港湾空港技術研究所） ，

清野聡子 （東京大学）， 平成 15 年度 （2003 年度） 文科－

科研費と し て関連課題を実施。

7） 　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ

び効果に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE451

〔担当者〕 ○森保文 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 良好な環境を維持 ・ 改善し てい く 上で， 市民参

加および企業の協力が重要であ る こ と は今や論を待たな

い。 これら自主的な環境事業への参加についての理論や

効果を明ら かにする こ と で， 今後の支援策の方向決定に

有用な情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 ISO14001の普及が遅れている と される中小の事業所に

おける ISO14001 導入の理由や ISO14001 の環境負荷削減

に 対 す る 効 果 を 見 る た め に， 事 業 所 の 規 模 に よ る

ISO14001の審査登録の動機および環境に関する削減目標
―  109  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
の違いについて， 事業所に対し て実施し たアンケー ト 調

査に基づいて， 統計的解析を実施し た。 その結果， 中小

の事業所においては， 大事業所に比べ， 経営陣の環境問

題への認識の度合いが， ISO14001 の審査登録や環境負荷

の管理によ り 影響する もの と考え られた。

〔備考〕

8） 　 環境問題に現れる拡散現象に対する数値モデルの研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0606AE512

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 環境問題に拡散現象を解析する ために適 し た

数値モデルに関する基礎研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 沿道におけ る大気拡散現象の物理現象を記述する移流

拡散方程式の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン手法について ２ 次元

問題を対象 と し て研究をった。 数値計算手法の中で格子

ボルツマン法 と い う 比較的新しい考え方をを用いる こ と

によ り ，計算精度が良 く しかも，非常に少ないコ ンピ ュー

タ 容量 と 計算時間で計算可能な数値ス キーム を開発 し

た。

〔備考〕

9） 　 応用一般均衡モデルによる国内環境政策および国際

環境政策の評価

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0606AE528

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究領域），日引聡

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 2008 年か ら始ま る京都議定書第一約束期間に

向け， 国内排出削減政策の導入が急がれている。 しかし，

環境税や有償配布型排出権取引 と い っ た排出削減政策

は， 鉄鋼 ・ 化学 ・ 電力 ・ 運輸 と いった炭素集約的な特定

産業に削減費用負担を集中させる こ と か ら， 排出削減政

策の導入は産業界によ って強 く 反対されてお り ， こ の こ

と が政策導入を遅らせる一因 と なっている。 こ う し た現

状を受け， 産業への削減費用負担軽減措置を と も な う 排

出削減政策が提案されているが， こ う し た措置を と る こ

と で日本経済全体 と し て見た削減費用負担を増加させる

可能性があ る。

本研究の 2006 年度の目的は，炭素集約産業への負担軽減

措置を と も な う 国内の排出削減政策導入の経済的影響を

応用一般均衡モデルによ って定量的に評価する こ と であ

る。 産業への負担軽減を と も な う 政策 と し て， 環境税率

の差別化 ・ 環境税の払戻し ・ 無償配布型排出権取引制度

を検討し， 以下の 3 項目を明らかにする。

（ １ ） 京都議定書の削減目標遵守のために必要な環境税率

（排出権価格） は， 負担軽減措置がない場合に比べてどの

程度上昇するか？

（ ２ ） 主要産業への影響はどのよ う に変化するか？

（ ３ ） 社会厚生の観点から最も望ま しい措置はどれか？

〔内容および成果〕

シ ミ ュ レーシ ョ ン分析の結果から， 以下の こ と が明ら か

と なった。

（ １ ） 産業への負担軽減措置を と も な う 政策では， 目標遵

守のための環境税率 （排出権価格） は， 負担軽減措置を

と ら ない政策に比べて 45-66％上昇する。

（ ２ ） 環境税の払戻し ・ 無償配布型排出権取引制度では，

産業への負の影響 （生産量減少） は， 負担軽減措置を と

ら ない政策に比べて大幅に緩和される。 しかし， 炭素集

約産業の環境税率を 50％軽減し た場合には， 緩和効果は

小さい。

（ ３ ） 無償配布型排出権取引制度は， 社会厚生の低下が小

さい と い う 意味で最も望ま しい政策であ る。

本研究の結果か ら， 炭素集約産業への負担軽減措置を と

も な う 排出削減政策 と し て， 無償配布型排出権取引制度

が支持されたが， 日本経済全体が負担する削減費用の大

きい制度であ る。 し たがって， 負担軽減措置は調整過程

におけ る移行措置に と どめるべきであ り ， 将来的には環

境税や有償配布型排出権取引制度へ移行す る 必要があ

る。

〔備考〕

10） 　 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE531

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 肱

岡靖明， 花崎直太

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 社会環境シ ス テ ム研究領域 　 統合評価研究室

では， 環境 と 社会 ・ 経済活動を統合的に分析し， 環境保

全に資する施策を評価する ためのツールであ る統合評価

モデルの開発 と その適用を主 と し て行 う 。 これまでに開

発し て き たモデルを拡張， 改良するにあたっての参考事

例 と し て， これまでに世界の様々な研究機関で開発され

ている統合評価モデルを収集し， 各種モデルの構造につ

いて相違点やモデルの活用事例を分析する こ と を目的 と

する。
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〔内容および成果〕

　 これまでに開発し て き た統合評価モデルを拡張 ・ 改良

する こ と を目的 と し て， 既存の様々なモデルや分析例，

データの収集を行った。 具体的なモデル， データ と し て

は， 米国デンバー大学の IFs モデル， 欧州環境機構の環

境指標セ ッ ト ，オラ ンダ環境評価庁の EDGAR，国連食糧

農業機関の AQUASTAT， 世界銀行の World Development

Indicator 2006 等を収集し た。 データについては， 統合評

価モデルで活用でき る よ う に， 部門の調整やデータの分

割等の操作を行い， データベースの作成を行った。

〔備考〕

11） 　 中長期的な地球温暖化防止の国際制度を規律する

法原則に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 H-7

〔研究課題コー ド〕 0406BA411

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 温暖化防止の国際制度に関連する と 考え ら れ

る諸原則 ・ 基本理念の射程， 原則相互の関係を明ら かに

し， 国際社会が積み上げて き た合意の意味を明ら かにす

る こ と で， これら の法原則が中長期的な国際制度の設計

の う えで果た し う る機能 と 限界について検討する。 その

う えで， 中長期的な温暖化防止の国際制度の合意の基礎

と し て， 尊重されるべき法原則を検討し， 削減の枠組 と

負担配分， 適応の枠組 と 費用の負担配分， 柔軟性 メ カニ

ズム， 途上国の参加を促し， 実施を支援する し く み， 遵

守制度のあ り 方などのあ るべき制度案について提案する

こ と をめざす。

〔内容および成果〕

　 本年度は， １ ） 既存の将来枠組み提案におけ る適応策

オプシ ョ ンを レ ビ ューし， その基盤 と なっている原則を

同定し， その機能を明ら かにする こ と と， ２ ） 国際法レ

ベルにおけ る諸原則の関係， 及び， ３ ） 将来枠組み設計

においてどの局面でどの原則が必要 と されるか， 等につ

き， 検討を行った。

　 法原則を基盤 と し て適応に関する制度を考えた場合，

原因者負担原則を直接適用する こ と が考え られる。 こ の

場合， 温暖化ガスの排出によ る寄与 と， 被害 と の因果関

係の証明は回避する こ と が難し く ， これが最大の問題で

あ る。 途上国が環境負荷発生者であった場合， それが支

払えない理由は応能負担に求める と し て も， （i） その場

合に先進国が肩代わ り をすべきか， （ii） 被害国が自己負

担をすべきか， （iii） 原因国 （途上国） が将来所得水準が

上がってか ら払 う べきかは明ら かではない。 国際法上の

国家の責任の考え方を推及でき るのであれば， （iii） 最終

的には原因国が支払 う ， と の考え方にな る。

〔備考〕

研究課題代表者 ： 大塚直 ( 早稲田大学）

共同研究機関 ： 早稲田大学， 明治学院大学， 龍谷大学，

立教大学， 国際基督教大学， 東海大学， 首都大学東京，

（財） 地球環境戦略研究機関

12） 　 建物 ・ 街区 ・ 都市 ・ 地域の各規模にまたがる熱環境

解析と アジアの巨大都市への適用

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0306CD553

〔担当者〕 ○一ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域），片

岡久美， 松本太

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 18 年度 （2003 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 都市熱環境シ ミ ュ レーシ ョ ンの結果を実際の

都市施策に応用するに際し， アジアの巨大都市では事例

に乏しいばか り か， 特異な都市構造や表面素材， 自然環

境 ・ 地勢など， 予想外の熱環境影響要因が存在し， その

実現は困難を極めている。 持続可能なアジアの都市をデ

ザイ ン し てい く にあた り ， こ の問題を解決するべ く ， 重

慶 と ソ ウルを対象に， 観測＋数値計算＋ワーク シ ョ ッ プ

と いった， アジアにおけ る持続可能な都市の実現に向け

たビジネスモデルの構築をめざす。

〔内容および成果〕

　 重慶およびソ ウルにおいて 2003年度以降の ８ 月の典型

的暑熱問題日に取得された暑熱環境指標関連のデータ を

解析し， 当該都市内の景観の異な る複数地点におけ る体

感温熱指標を計算し， その空間的時間的特徴について，

周辺都市構造か ら の説明を行い， 都市計画への具体的提

言を行った。 また， 都市計画 GIS へのア ク セスが不可能

な重慶において， 魚眼レ ン ズ を用いた天空写真お よ び

RayMan Model を用いて，観測で求められた体感気候指標

の数値計算によ る検証を行い， 計算値 と の良好な一致を

みた。

〔備考〕

研究代表者 ： 花木啓祐 （東京大学）

共同研究者 ： 泉岳樹 （首都大学東京）， 張洪賓 （独立行政

法人建築研究所）， 黄光宇 （中国重慶大学）

13） 　 都市内大規模河川 （ソウル市清渓川） の復元による

暑熱現象改善効果の実証

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0507CD824

〔担当者〕 ○一ノ 瀬俊明 （社会環境システム研究領域），片
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岡久美， 松本太， 原田一平

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 ソ ウル市都心を ６ km に渡 り 東西に貫 く 清渓高

架道路 （ ４ 車線） 撤去工事によ り ， 都市内大規模親水空

間 と し ての清渓川 （チ ョ ンゲチ ョ ン） が復元された。 工

事前か ら工事完成後までの都市大気熱環境モニ タ リ ング

を通じ， 都心の大規模河川空間復元事業によ る暑熱現象

および大気環境改善効果の実証を試みる。 ヒ ー ト ア イ ラ

ン ド に代表される都市の暑熱問題に対し， 大規模な植栽

や水面の導入が一定の効果を有する こ と は数値実験を通

じ て知られてはいたが， 大規模な都心におけ る自然環境

の復元については， 実地での実証機会に乏し く ， 今回の

研究が世界で初めてのチャ ン ス と いえる。

〔内容および成果〕

　 黄海よ り 約 30km 内陸に位置する ソ ウル市内には， 暖

候季を中心に黄海よ り 海風が進入し てお り ， こ の場合西

風成分が卓越する。 また， 観測対象地付近の復元河道の

走向はほぼ東西であ る。 成田ら （2004） などの先行研究

によれば， 都市内の緑地や水体か ら その周辺へ冷気が供

給される場合， 一定以上の面積を有する も のであ る こ と

が必要であ る と考え られるが，河道の幅がわずか 50ｍ 前

後の清渓川では， 例えば南北風が卓越する場合， 地表面

付近の空気が緑地面や水面 と 接触する時間は短 く ， その

冷却効果が河道から離れた場所にまで及ぶこ と を期待す

るのは困難と考え られる。よ って，卓越風向が河道に沿っ

た も のであ る時に こ そ， 河道から の周辺地域への冷気の

供給が期待でき るのではないか， と の仮説を立て， それ

を観測に よ り 検証 し た。 CFD モデルに よ る数値シ ミ ュ

レーシ ョ ンからは， 復元河道上を吹走する冷気が渦を巻

き ながら， 河道に直交する街路へ南北同時に進入する様

子が計算された。 また， 夏季の集中観測によ り ， 復元河

道上では午後か ら夕刻にかけて海風 と 思し き西風が卓越

し， 河道上で西風が強ま るの と 同期し て， 北側 と 南側で

はそれぞれ南風， 北風が強ま り ， それ と 同期し て気温が

1 ℃程度低下する事例も見られた。そ う し た清渓川の影響

は南北 と も河道よ り 80ｍ 程度までは比較的明瞭であっ

た。 こ の こ と は都市内の大規模河川空間が有する大気環

境改善機能と その メ カニズムを示し ている。

〔備考〕

共同研究者 ： イ ・ リ ョ ンテ （韓国ソ ウル特別市） ほか多

数， 平成 15 ～ 16 年度 （2003 ～ 2004 年） 研究調整費 と

し て関連課題を実施。

14） 　 日本と オース ト リ アの戸外活動の比較

〔区分名〕 文科 - 振興費 二国間交流事業

〔研究課題コー ド〕 0506CE848

〔担当者〕 ○青木陽二 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 人間活動は気候 ・ 風土によ って異なる。 またそ

のよ う な自然条件によ って育まれた人々の文化 ・ 習慣に

よ って も異な る。 特に戸外の活動はそのよ う な環境条件

の影響を受けやすい。 定量的に人々の戸外での活動を比

較する こ と は今までな されていなかった。 戸外の環境 と

の接触は， 環境か らの影響を直接受け るので重要な行動

であ る。 これを測定する手法を定め， 比較する こ と は地

域に根ざ し た環境計画を提案でき る。 こ のよ う な比較を

可能とする為の基礎的な研究を実施する。

〔内容および成果〕

　 前年度の打ち合わせに基づき， 北海道大学では野幌森

林公園 と ロ ウバウ国立公園の利用の比較を行 う ため， 野

幌森林公園での毎日の利用者数 と 気象条件を一年間に渡

り 調査し た。 また ウ イーンの森の利用 と 藻岩山の利用を

比較する ため， 藻岩山ロープウエイの利用者の日別デー

タ と 気象データ を過去 ５ 年に渡 り 入手し た。 浅川昭一郎

北海道大学名誉教授はブ ラ ンデンブルグ博士 と 季節感の

違いについて札幌 と ウ イーンでアンケー ト 調査を実施し

た。 青森大学では自然地におけ る ワ ンダ リ ング行動の違

いを知る ために， オース ト リ アでの活動のアンケー ト 調

査を実施し た。 茨城大学では水戸偕楽園 と シ ェーンブル

ン庭園におけ る利用の比較を行 う ため， 両方の公園で利

用者行動の調査を実施し た。 筑波大学ではつ く ば市にあ

る洞峰公園 と ウ イーン市の市立公園の利用の比較を行 う

ため， 両方の公園で利用者マ ッ ピ ン グ調査を実施し た。

また筑波山国定公園 と ウ イーンの森の利用を比較する た

め， 筑波山の利用調査を実施し た。 国立環境研究所では

ウ イーン と 東京都におけ る公園利用を比較する ため， 東

京都管理の庭園利用者のデータ と 昭和記念公園の利用者

数 と 気象データ を入手し た。 千葉大学ではウ イーナーベ

ルグ公園 と 代々木公園の利用比較をする ため， 代々木公

園において利用調査を実施し た。 琉球大学ではオース ト

リ ア と は気候条件の異な る公園利用を把握する ため， 海

洋博覧会記念公園 と 首里城公園の利用者数データ と 気象

条件のデータ を過去 11 年に渡って入手し た。 また沖縄に

おけ る琉球庭園の代表 と し て識名園の利用者数を過去 ２

年に渡って収集し た。

　 東京工業大学の十代田朗助教授は半年間に渡って イ ン

スブルッ ク に滞在し，オース ト リ アの戸外活動を観察し，

レ ク リ エーシ ョ ン利用などを調査し た。

〔備考〕
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15） 　 黄河下流域における地下水利用の現状把握 と将来

予測手法の開発研究

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0206CE421

〔担当者〕 ○一 ノ瀬俊明 （社会環境システム研究領域），大

坪國順， 片岡久美， 原田一平

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 アジアモン スーン地域は， 特有の気象， 地質構

造の上に特徴的な水文， 地形， 土壌条件を形成し， 人間

の生存 も その自然条件に適合 し た様式で維持 さ れてい

る。当該地域の う ち半乾燥地域の代表であ る黄河流域は，

著しい人口増， 西部地域の大開発などに伴い， 上下流の

水配分問題が顕在化し， 上流域での非効率灌漑， 下流部

での水不足， 断流， 土砂の堆積， 地下水位低下など深刻

な事態に直面し ている。 本研究は， 黄河流域におけ る地

下水位挙動の数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る再現に必要な

地下水需要の空間分布を， 高解像度のグ リ ッ ド ベースで

把握する と い う も のであ り ， そのための各種手法開発を

行 う 。 これは， 最終的には黄河流域全体の地下水資源変

動予測シ ミ ュ レーシ ョ ンに資する。

〔内容および成果〕

　 黄河流域におけ る 地下水位の挙動を数値シ ミ ュ レー

シ ョ ンで再現する こ と を目的 と し て， 地下水需要の空間

分布を高解像度のグ リ ッ ド ベースで把握する ため， 1996

年時点におけ る空間分布を推計し た。 農業用水について

は， 大都市の近郊を中心に， 華北平原の半分ほどの地域

において約 1120ｍ 四方に換算し て年間約 15 ～ 29 万 ト ン

以上を， 工業用水 ・ 生活用水については華北平原の大都

市や鄭州， 洛陽， 西安などにおいて ６ ～ 27 万 ト ンを く み

上げている。 こ のデータは地下水位数値シ ミ ュ レーシ ョ

ンに引き渡され， 黄河流域におけ る地下水挙動の実態解

明に大き く 貢献でき た。

〔備考〕

前年度までは水土壌圏環境研究領域におけ る研究活動 と

し て登録

16） 　 都市の地下環境に残る人間活動の影響

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0510KZ503

〔担当者〕 ○一 ノ瀬俊明 （社会環境システム研究領域），片

岡久美， 松本太

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 人間活動の影響が残 り やすい地下環境指標を

用い， 過去の自然 と 都市の復元を行 う と と も に， 自然－

社会統合概念を と おし， 将来の都市のあ り 方への提言を

めざす。 アジア各地の対象都市において得られる地下温

度の鉛直プロ フ ァ イル と 対比する ための， 地上気象要素

（気温， 降水量， 日照時間， 雲量， 風速など） の経年変化

に関する情報を収集する と と も に， 地上気象要素の経年

変化を説明づけ る土地利用や人間活動強度 （社会経済指

標） の変遷， またそれら と 関係する大気汚染の変遷に関

する情報を収集し， 相互の関連性の検討を進める。 それ

ら を通じ， 地下温度の鉛直プロ フ ァ イルに対する都市化

の影響を明らかにする こ と を試みる。

〔内容および成果〕

　 プロ ジェ ク ト 全体での解析対象都市であ る東京，大阪，

ソ ウル， バン コ ク， 台北， ジ ャ カルタにおけ る観測開始

以降の時系列気象データ を整備するほか， データの充実

し ている日本を対象に， 30 ℃以上の高温に暴露される時

間の長さ の空間分布を描き出し， 都市化によ る温暖化が

も た らす暑熱の問題の実態を見直し た。 対象複数都市の

100 年以上にわた る気温上昇データ を コ ンパイルし て提

示する と と も に， バン コ ク， ソ ウルにおいて気象官署へ

の訪問調査を行い， 気象台の移転に伴 う データの人為的

不連続性に関する見積も り を示し た。 また， 日本全国の

ア メ ダスデータ を観測開始以降で年次別 ・ 月別に集計し

て， 30 ℃以上の高温に暴露される時間数をマ ッ プ化し，

経年的な温暖化 と し ては， 都市化の影響よ り も， 猛暑年

の気圧配置， フ ェーンの影響のほ う が顕著であ り ， ヒ ー

ト ア イ ラ ン ド 対策のあ り 方を見直す必要の可能性を提示

し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 白迎玖 （東北公益文科大学）， 平成 16 年度

（2004 年度） FS を実施。課題全体の代表者は谷口真人 （総

合地球環境学研究所）。 サブテーマ 「熱グループ」 の代表

者は山野誠 （東京大学地震研究所）。

（ ２ ） 化学環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP013

〔代表者〕 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学的な見地に立って環境問題に取 り 組み， 汚

染状況の把握や化学物質の環境動態解明， さ らには環境，

生態系， 生体のシス テム と し ての理解 と その応答の計測

を目的 と し て， 新たな計測技術や環境モニ タ リ ング手法

の開発， 既存の分析法の高度化， 体系化 と その応用に関

する研究を行 う 。

　 化学環境研究領域には以下の ４ つの研究室が設置され

て， 研究を進めている。

A) 有機環境計測研究室では， ダ イオキシン分析に代表さ
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れる高感度高精度有機汚染物質分析のレベルを維持， 発

展させつつ， さ ら に多 く の種類の汚染物質分析への対応

を目指し て， 多次元分離－同時多物質分析手法の高度化

を目指し た機器開発， 複合手法開発を特別研究 （H18 ～

20） と し て推進し ている。 また， 日韓環境ホルモン並び

に POPs 共同研究と し て，離島での POPs モニ タ リ ングを

実施し ている。

B) 無機環境計測研究室では， 安定同位体並びに放射性同

位体の計測技術の高度化によ る汚染の発生源解析に関す

る特別研究 （H18 ～ 20） を進める と と もに， 元素の化学

形態， 存在状態， 局在に関する研究 （経常研究等）， ナ ノ

テ ク を利用し た大気浮遊粒子状物質中の新たな元素分析

手法の開発 （環境保全調査費 ： H16 ～ 20） などが進めら

れている。

C) 動態化学研究室では主に外部競争的資金 （地球一括，

推進費， 科研費） や所内奨励研究費を取得 ・ 活用し， 遠

隔地の観測ステーシ ョ ンや船舶など を利用し て， 温室効

果ガスその他の揮発性有機物， 残留性有機汚染物質など

の広域観測や長距離輸送，発生源等に関する観測研究が，

地球温暖化プロ グ ラ ムの中核 PJ1 の課題 と し て進めてい

る。

D) 生体計測研究室では競争的資金を取得し て，MRI を用

いた脳神経系の形態， 機能， 代謝等の計測 と 化学物質の

影響解析に関する研究 （科研費 （～ H18） など）， 動物行

動学によ る化学物質の脳神経系への影響解析に関する研

究 （奨励研究 （H18 ～ 19） など）， ナ ノ テ ク を利用し た

微生物機能評価手法の開発（環境保全調査費：H15 ～ 19），

等が行われている。

E) その他， 主な活動 と し て， ス ト ッ ク ホルム条約への貢

献や国の POPs モニタ リ ング，有機 ヒ 素汚染への対応，ナ

ノ 粒子計測に関する研究， 国のダ イオキシンモニ タ リ ン

グ関連事業への貢献などが行われている。 さ ら に， 精度

管理のための標準試料作成や環境試料長期保存事業 （タ

イ ムカプセル事業） も分担し て実施し ているほか， 有機

ヒ 素汚染などの比較的規模の大きい環境事例への緊急対

応が行われている。

〔内容および成果〕

　 平成 １ ８ 年度には， ２ つの領域プロ ジ ェ ク ト （特別研

究） をはじめ と し て， 以下の研究が進められた。

（ １ ） 残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に関

する研究

　 高い分離能力を有する GCxGC と多種類のイオンの同

時測定が可能な TOFMS と を組み合わせて装置を組み立

て， 運転条件の最適化や解析ソ フ ト の開発を進めた。 焼

却灰抽出液中のダ イオキシン類を前処理せず検出可能な

こ と が示された。 また， 有機フ ッ素系界面活性剤の分析

検討を進める と と も に， 衣類か ら抽出される物質の同定

作業を進めた。

（ ２ ） 化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関す

る研究

　 マルチコ レ ク ターICPMS によ る鉛同位体比の精密測定

条件の検討をすすめる と と も に， 室内埃を集めて元素組

成を調べ， 粒径が小さ いほど鉛濃度が上昇する傾向を認

めた。 新築家屋の室内でアセ ト アルデ ヒ ド を捕集し， 精

製し て 14C 年代測定を実施し た結果， 14C を持たない化

石燃料起源発生源か らの寄与がほぼ半分を占める こ と が

明らかになった。

（ ３ ） その他

　 GLANC と 呼ばれる新炭素材料を用いて小型の電子線

源並びにエ ッ ク ス線源を作成し， その評価を進めた。 ナ

ノ テ ク ノ ロ ジーを利用し た微生物活性測定装置の作成を

進め， 性能評価を行った。 核磁気共鳴イ メ ージング装置

を用いた脳の代謝産物や神経伝達物質の in situ 測定， 形

態並びにサイ ズの正常値データの蓄積並びに解析を進め

た。 ジフ ェ ニルアルシン酸の投与で記憶 ・ 学習能力に障

害が認められ，脳内動態解析のための高感度 LCMSMS 測

定条件の検討が進められた。 その他， 加速器 MS によ る

氷床コ ア中宇宙線起源放射性核種の測定法の開発， 太陽

活動の変化の解析， 有害藻類モニ タ リ ングのための海外

調査の実施， ミ ク ロ LCMS 並びに超高圧 LC によ る分析

手法のグ リ ーンケ ミ ス ト リ ー化， ス ト ッ ク ホルム条約に

おける有効性評価の試案作 り への貢献等が行われた。

(2)-1. 　 化学環境研究領域プロジ ェ ク ト

1） 　 残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に関

する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0608AG457

〔担当者〕 ○橋本俊次 （化学環境研究領域），高澤嘉一，伊

藤裕康， 田邊潔， 柴田康行， 野馬幸生

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 残留性有機汚染物質の分析に対す

る高いニーズに応え る ために， 高精度 ・ 高感度 ・ 迅速 ・

多成分同時分析法を開発する こ と を目的とする。

（ １ ） ダ イオキシン類 （DXNs） をはじめ と する残留性有

機汚染物質 （POPs） の分析には， 多工程 と高度な技術を

要す る 等の難 し さ があ り ， 研究や対策の大 き な障害 と

なっている こ と か ら， それら の迅速･高精度･高感度分析

法を開発する。

（ ２ ） 広範な汚染が見いだされているパーフルオロオ ク タ
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ン酸などの環境挙動を解明するには， 関連物質を包含し

た研究が不可欠であ る。 近年， パーフルオ ロ カーボ ン

（PFCs）の大気への放出や大気経由の輸送が注目されてい

る こ と から， それらの多成分･高精度分析法を開発する。

（ ３ ） 環境中に蓄積された PCBs の問題は依然重要であ る

が， 特に， PCBs の代謝物であ る水酸化 PCBs （HO-PCBs）

は， 甲状腺ホルモンか く 乱作用が報告される など， 生体

影響の解明が急がれている。 HO-PCBs には多数の異性体

があ り ， 毒性には大き な差があ る と 考え られる ため， そ

れらの超高度分離分析法を開発する。

　 技術的には， 分析法の開発を多次元ガス ク ロマ ト グ ラ

フ （GC ｘ GC） 及び 高 分解 能 飛 行時 間 型質 量 分 析計

（TOFMS） の組み合わせによ る超高分離 ・ 高精度測定技

術の開発を中心に進め， その開発 ・ 改良によ り ， 有機分

析の発展と ブレーク スルーを目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 残留性有機汚染物質の迅速分析法と し て， 多次元ガ

ス ク ロ マ ト グ ラ フ （GCxGC） と 質量分析計 （MS） を組

み合わせた多次元分離分析によ る， 各種試料抽出液中の

ダイオキシン類 （PCDDs， PCDFs）， PCBs， PAHs などの

直接定量の可能性について検討を行った。 測定装置には

ZOEX社製KT-2004 を内蔵し たアジレ ン ト 社製6890GCお

よび5973MSD四重極型質量分析計あ るいは日本電子社製

JMS-T100GC 高分解能飛行時間型質量分析計を用いた。

　 残留性有機汚染物質の標準物質によ る測定条件検討の

結果， ダ イオキシン類， PAHs の測定には， 一次元目カ ラ

ムに ５ ms 系 （液相 ： 5％- フ ェニル / フ ェニル メ チルシ ロ

キサン， 長さ ： 50m， 内径 ： 0.25mm， 膜厚 ： 0.1µm） を ２

次元目カ ラ ムに 17ms 系 （液相 ： 50％- フ ェニル / フ ェニ

ル メ チルシ ロ キサン， 長 さ ： 1.5m， 内径 ： 0.075mm， 膜

厚 ： 0.1µm） を使用し た場合， 良好な分離性能が得 ら れ

た。 PCBs の測定には， 一次元目カ ラ ムに HT8-PCB （長

さ ： 50m， 内径 ： 0.25mm） を ２ 次元目カ ラ ムに 17ms 系

（液相 ： 50％- フ ェニル / フ ェニル メ チルシ ロ キサン， 長

さ ： 1.5m， 内径 ： 0.075mm， 膜厚 ： 0.1µm） を使用し た場

合， 良好な分離であった。

　 排ガスおよび飛灰抽出液の直接測定では， 前処理済み

の検液 と 類似の ３ 次元ク ロマ ト グ ラ ムが得られ， ダ イオ

キシン類の同定が可能であった。 GCxGC によ り ， 全ての

TEF 保有異性体が他の異性体よ り 分離する こ と が確認で

き，一回の測定でダ イオキシン類の正確な TEQ が得られ

る可能性が示唆された。 熱脱着装置 （TD， ゲステル社製

TDU） -GC×GC/MS によ る沿道大気中粒子の分析では，脂

肪族炭化水素， 含酸素脂肪族炭化水素， 芳香族炭化水素，

含酸素芳香族炭化水素， 含窒素芳香族炭化水素， PAHs，

oxy-PAHs， 複素環化合物など様々な化合物群が同定でき

た。 JMS-T100GC （分解能 ： 5000 ～ 6000 （半値幅）， 検出

下限 ： 約 0.2pg （TCDD， 25Hz 測定時）） は四重極型 と比

較し分解能と感度で 10 ～ 20 倍の性能があ り ， 試料抽出

液の直接測定に有利であった。しかし ながら，ダ イナ ミ ッ

ク レ ンジの拡大， さ ら な る高感度化， 処理の高速化など

改良すべき点が明ら かになった。 また， GCxGC/ 高分解

能 MS の測定データ を処理する ための表計算ソ フ ト ウ ェ

ア Microsoft Excel 用マ ク ロプロ グ ラ ムを作成し た。

（ ２ ） 環境中へのフ ッ素化アルキル化合物の排出源を探る

試み と し て， 傘や衣類などの市販製品に含まれる化合物

の同定を行った。 メ タ ノ ール と 酢酸エチルを用いた溶媒

抽出試験を行った と こ ろ， テ ロマーアルコール類を検出

する と と もに相対的に高濃度の N- メ チル - パーフルオロ

オ ク タ ン スルホンア ミ ド エタ ノール （<170µg/m2） の存在

を確認し た。 製品の使用に伴 う 大気中へのフ ッ素化アル

キル化合物の排出を想定し TD-GC/MS によ る製品の直接

分析の検討も行った。 製品使用温度 （室温 + 数十℃） に

おいて一部の衣類か ら ア ミ ド エタ ノ ール類やテ ロマーア

ルコール類など数種の化合物が気化 ・ 放出する こ と が分

かった。

（ ３ ）837 種類あ るモ ノ水酸化 PCBs の う ち，市販品 78 種，

合成品 59 種の計 137 の標準品を収集し た。

〔備考〕

装置及びソ フ ト ウ ェ アの開発を日本電子株式会社及びゲ

ステル株式会社等と共同し て実施する。

2） 　 化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関す

る研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0608AG466

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域） ， 田中敦， 柴

田康行

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 有害な化学物質の環境中におけ る濃度レベル

を下げ， 安全で快適な生活環境を保持する ためには， 有

害物質の主要な発生起源を明ら かにし， 環境中への放出

を抑制する必要があ る。 しかし ながら， 有害な化学物質

の中にはその発生由来が明確な も の も あ る一方， 天然の

発生源 と 人為的発生源が考え られた り ， 複数の発生源が

想定される化学物質も あ る。 本研究では， 発生源によ り

元素の同位体存在度のパターンが異な る こ と を利用し た

化学物質の発生起源推定方法の確立を目的 と し て， 重金

属などの元素の同位体存在度および有機化合物の放射性

炭素同位体比の精密計測技術の開発， 改良を行い， 高精
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度な同位体分析システムを構築する。 また， 実際に環境

試料 （特に， 室内環境中の空気や室内じん） の鉛やアル

デ ヒ ド の分析にその同位体測定法を応用す る こ と に よ

り ， 環境中におけ る その動態を解析し， 本研究で完成さ

れた同位体分析技術の有効性や応用範囲を検証する。

〔内容および成果〕

　 金属元素の同位体計測に関する研究では， 陰イオン交

換法， キレー ト 樹脂法， ク ラ ウ ンエーテル樹脂法によ る

Pb 等の元素分離について検討を開始し， 分離特性やブラ

ン ク等の分析化学的特性を比較する と と もに， PFA 微少

量ネブ ラ イザー と 脱溶媒装置を組み合わせた同位体測定

用誘導結合プ ラ ズマ質量分析装置の高感度化をはか り ，

10ppb 程度の Pb 溶液での安定同位体比精密測定を実現し

つつあ る。

　 有機化合物の放射性炭素同位体計測に関す る 研究で

は， 微量な試料処理用真空 ラ イ ンの設計， 改造を行い，

小型反応管を用いた微量サンプル （10 ～ 100μg） の燃焼

およびグ ラ フ ァ イ ト 還元の条件検討を行った。 また， 加

速器質量分析装置の加速管を改良 し （加速電圧の安定

化）， 荷電変換効率の良い 5.0MV 程度での定常運転が可

能 と なった。 さ らに， 試料前処理法 と し て， 室内空気中

の他成分 と アセ ト アルデ ヒ ド を分取液体 ク ロ マ ト グ ラ

フ， 分取キ ャ ピ ラ リ ーガス ク ロマ ト グ ラ フ を併用し て分

離， 精製する方法を確立し た。

　 室内環境中の有害金属 と アルデ ヒ ド の動態解明では，

新築住宅のアセ ト アルデ ヒ ド （濃度 =30 ～ 540g/m3） の放

射性炭素同位体比を予備的に測定し た と こ ろ， 石油起源

と 現世生物起源のアセ ト アルデ ヒ ド がほぼ半々で， 今後

の室内アセ ト アルデ ヒ ド 対策には接着剤等の使用削減だ

けでな く ，木材からの放散を抑え る必要があ る こ と など，

有効な情報を得た。 室内じん分析の前処理 と し てふるい

を用いた粒径分画方法を確立し， 掃除機ごみ （10 軒） の

各分画の鉛濃度を測定し た と こ ろ， 粒径が小さ く な る と

と もに鉛濃度 （中央値） は 6.9 から 80mg/kg へ と上昇し

たが， 最小粒径 （<53μm） の値は 66mg/kg とやや低下し

た。しかし ながら，室内じん試料の中には 2000 ～ 1000μm

の分画に800mg/kg を超え る高濃度の鉛が検出される例も

見いだされ， その起源特定の重要性が明らか と なった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京大学

(2)-2. 　 その他の研究活動 （化学環境研究領域）

1） 　 環境モ ニ タ リ ン グの手法 と 精度管理に関する研究

(2) ダイオキシン類測定の高度化に伴う精度管理

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0406AE449

〔担当者〕 ○伊藤裕康 （化学環境研究領域），橋本俊次，田

邊潔， 高澤嘉一

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 環境の状況を把握する ために行 う モニ タ リ ン

グでは， 適切なサンプ リ ン グ， 信頼性の高い化学分析，

適切なデータ評価などが必要 と される。 これらは， モニ

タ リ ン グの目的， 対象物質， 環境媒体に よ っ て異な り ，

それぞれについて手法の最適化， 高精度化が必要 と され

る。 本研究では， 各種のモニ タ リ ン グの現状を整理し，

問題点を把握し， 精度管理を含めたモニ タ リ ング手法の

最適化 ・ 標準化を順次行 う 。 また， モニ タ リ ングを担 う

地方自治体研究機関等を含め， 標準的モニ タ リ ング手法

によ る ク ロ スチェ ッ ク等を行い， 精度管理の高度化， 普

及につ と める。 当面は， 問題が多い と される ダ イオキシ

ン類について検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境中のダ イオキシン類（ポ リ ク ロ ロ ジベンゾ -p- ジオ

キ シ ン 類 （PCDDs） と ポ リ ク ロ ロ ジ ベ ン ゾ フ ラ ン 類

（PCDFs） の分析に関する種々の検討を行った。  地方環境

研究所等 と の共同研究において， こ の数年間， 岐阜県内

を流下する代表的 ６ 河川及び栃木県 ・ 茨城県を流下する

那珂川， 鬼怒川におけ る付着藻類， 水生昆虫 （ ヒ ゲナガ

カ ワ ト ビケ ラ， 以下ざざ虫と表記）， 魚類 （アユ） 中のダ

イオキシン類について調査し， 河川水 ・ 底質 と の関連及

び各媒体間の挙動を明ら かにし て き た。 ざざ虫など水生

生物の同族体組成を用いて汚染起源の推定を実施し た。

また， ダ イ オキシン類汚染起源別濃度を推定し， PCDD/

Fs ・ Co-PCBs 濃度組成 と の関連性について検討し た。 汚

染起源別濃度と PCDD/Fs ・ Co-PCBs 濃度と の関係 汚染起

源寄与率を も と に汚染起源別濃度を算出し， PCDD/Fs と

Co-PCBs 濃度 と の関連性について検討し た。 同族体組成

が地点によ り 異なる岐阜県内河川や， PCDD/Fs 同族体組

成が殆ど同じで調査時期によ り PCDD/Fs 濃度 ・ Co-PCBs

濃度のバラ ン スが異な る栃木県 ・ 茨城県の河川のいずれ

において も， PCB ･燃焼由来の PCDD/Fs 濃度は Co-PCBs

濃度と相関性が高い と推察され，CNP ･ PCP 等農薬由来 と

燃焼･ PCB 由来のダ イオキシン類の挙動及び河川汚染の

機構の違いを調査によ り 推定し た。

　 簡便で実用的なモニ タ リ ング法を確立する こ と を目的

と し， 毛糸で作成 し たパ ッ シブエアサ ン プ ラ ー （毛糸

PAS） によ る室内環境大気中の PCBs の測定法について検

討し た。ローボ リ ュームエアサンプラー と の比較によ り ，

大気濃度への換算に必要な係数を異性体個々に決定し，

換算式の妥当性について検討し た。 時間当た り の吸着増
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加量から算出し た吸着係数と，採取期間 14 日以上の毛糸

PAS 吸着量 と 大気濃度の比か ら 求めた脱離係数を用い

て， 毛糸 PAS 吸着量から大気濃度を計算し た。 この方法

の優れた点は， 同じ よ う な環境条件 （気温， 湿度， 風速

な ど） であれば， 平衡に達 し ていない状態であ っ て も，

一つの式を用いて大気濃度を計算でき る こ と であ る。 今

回検討し た条件下 （温度変動 ： 23 ～ 28 ℃） では， ２ ～

３ 倍の誤差範囲内で大気濃度を求める こ と が可能であっ

た。 また， 活性炭繊維やポ リ ウ レ タ ン フ ォーム等の素材

を使った他の PAS と の比較検討を行った。 その結果， 毛

糸 PAS は他の PAS よ り も吸着平衡到達時間が短 く ， ま

た， 比較的， 高塩化物を吸着しやすいこ と が分かった。

〔備考〕

2） 　 生物的に生成 し たマ ン ガ ン酸化物のキ ャ ラ ク タ リ

ゼーシ ョ ン

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0507AE797

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域）， 田中敦

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 静岡県菊川水系の川底には， 表面が黒 く なった

河石が見られる。 これはマンガン酸化能を有する菌類に

よ り ， 河川水中の ２ 価マンガン イオンが酸化され， 河石

表面にマンガン酸化物 と し て沈着し た も の （生体鉱物）

と 考え られる。 本研究では， こ の生物的に生成し たマン

ガン酸化物を表面分析や Ｘ 線回折など様々な方法で分析

し， その構造や化学的特性を明ら かにする。 また， 河川

水中の金属イオンの吸着など を と おし て， マンガン酸化

物が自然環境へ与え る影響について調べる。

〔内容および成果〕

　 マンガン酸化物形成能を持つ微生物 （菌類） を河石表

面よ り 分離し， その菌類によ るマンガン酸化物の生成過

程 と 特性を調べた。 その結果， 菌類によ り 非晶質に近い

マンガン酸化物が生成するが， 時間経過 と と も に層状の

結晶構造に変化し て行 く こ と が分かった。 また， こ の微

生物によ り 形成されたマンガン酸化物は， 大き な比表面

積 （100m2/g 以上） と様々な イオンを吸着する性質を持っ

てお り ， 水圏において元素の循環に影響を与え る と と も

に， 有害金属イオンの除去に利用でき る こ と が示唆され

た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 静岡県立大学環境科学研究所

3） 　 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のため

の計測手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE413

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域），柴田康行，久

米博， 田中敦

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境や生体中におけ る有害物質や元素の動態

を解明し た り ， その毒性など を評価する ためには， 様々

な元素の存在状態 （化学形態） と 試料中におけ るその分

布状態 （局所的分布や蓄積部位） に関する情報が重要で

あ る。 また， 元素の同位体比は， 元素や化学物質の起源

を探 り ， 環境動態を追跡し， 生態系におけ る汚染物質の

蓄積を解明する上で重要な手がか り を与えて く れる。 本

研究では， こ のよ う な測定を行 う ために必要 と される多

種類の分析法， 計測手法 （質量分析法， 分光分析法， ク

ロ マ ト グ ラ フ法など） の開発や改良， また複数の分析法

の組み合わせなどによ る計測手法の高度化を目指す。

〔内容および成果〕

　 顕微蛍光 Ｘ 線分析法， Ｘ 線光電子分光法， 二次イオ

ン質量分析法などの局所および表面分析法を応用し た固

体環境試料中の元素の分布 と 化学結合状態に関する測定

の検討を継続し て行った。 特に， 室内の埃など様々な粒

子から構成される不均一な試料では，顕微蛍光 Ｘ 線法に

よ る元素マ ッ ピ ングや電子顕微鏡分析など を組み合わせ

た画像解析が， 特定元素を含有し ている粒子の検出や元

素の分布状態を調べるのに有効であ る こ と を明ら かにし

た。 また， 同位体測定用誘導結合プ ラ ズマ質量分析法を

用いた元素同位体比の高精度計測に関する測定装置の分

析条件， 試料前処理方法などの基礎的検討も進めた。

〔備考〕

4） 　 高磁場 MRI 法の高度化と ヒ ト への応用

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE416

〔担当者〕 ○三森文行 （化学環境研究領域），渡邉英宏，高

屋展宏

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 無侵襲で生体の解剖学的構造や， 代謝， 機能発

現を計測する こ と が可能な高磁場 MRI 法の測定 ・ 解析手

法の開発 と 高度化を目的 と する。 また， 開発し た方法を

用いて， ヒ ト の健康に関わる指標のモニ タ リ ングや実験

動物の環境負荷に対する応答の解析への応用をはかる。

〔内容および成果〕

　 ヒ ト 脳形態情報の集積を進め， これまで集積し た ７ ５

名の形態情報の定量解析を行った。 画像よ り 組織分画に

よ り 得た灰白質， 白質， 脳脊髄液の絶対容積には性差が
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見られるが， 全脳容積で正規化する と ほ と んど差がない

こ と が明ら かになった。 全例データ を用いて加齢によ る

変化を解析し た と こ ろ， 灰白質は線形回帰で年齢 と と も

に減少するのに対し，白質は 40 歳前後で最大値を示す二

次回帰曲線で良い相関が得られた。 この結果は 40 歳代ま

で進む と される ミ エ リ ン鞘の成熟を検出し ている も の と

考え られる。

　 また，4.7T の高磁場における T2 緩和時間を正確に評価

する ための測定手法の開発や， 抑制性神経伝達物質であ

る γ- ア ミ ノ酪酸を定量するための方法の開発を行った。

〔備考〕

5） 　 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の

体系の確立に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE444

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境中の化学物質の少な く ない種類が中枢神

経系に影響を及ぼす可能性が考え られるが， その生体影

響を評価する方法については未整備の状態にあ る。 そ こ

で動物の各種高津を指標 とする行動試験法の有用性を検

討し， 化学物質の中枢影響を出来るだけ迅速に， そ し て

的確な評価を下すためのシステム （体系） の構築を目指

す。

〔内容および成果〕

　 シネオールのマウ ス移所運動活性増加作用の神経化学

的機序について検討し た。 シネオールの移所運動活性増

加作用は ド パ ミ ン拮抗薬であ る ク ロルプロ マジン， ハロ

ペ リ ドール， フルフ ェナジン， SCH12679， ス ピペロ ン と

の併用によ り 減弱し た。 ド パ ミ ン涸渇剤であ る レセルピ

ン，alpha-methyl-p-tyrosineを前投与し た動物ではシネオー

ルの作用は減弱し た。 以上の結果は， シネオールの効果

発現に脳内 ド パ ミ ンが関与 し てい る こ と を示唆 し てい

る。

〔備考〕

6） 　 環境微生物の特性に関わる新規計測手法の開発

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0608AE563

〔担当者〕 ○板山朋聡 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 環境中に生息する多様な微生物の諸特性を計

測する ための， 新規計測手法に関する研究開発および技

術調査を行い， また， 計測結果によ り 得られた環境中で

の微生物の活性や動態の解析手法を確立する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， リ ソ グ ラ フ ィ ーのための露光装置の試作等

を行い， 環境研内で簡易にマイ ク ロデバイ ス を作成する

ためのツール整備を行った。 また， 今後の活性測定や動

態計測手法の開発のために使用する藻類やバ ク テ リ ア，

原生動物などの培養システムを整備する と も に， 霞ヶ浦

や琵琶湖などから採取し た藻類の分離培養を実施し た。

〔備考〕

7） 　 海洋における溶存炭素中の放射性炭素測定と炭素循

環研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0607AE586

〔担当者〕 ○荒巻能史 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 日本原子力研究開発機構 と の共同

研究 と し て， 日本海 （縁辺海の代表海域） 及び西部北太

平洋 （大洋の代表海域） におけ る海水循環及び炭素循環

を明ら かにする こ と を目的 と する。 こ の目的を達成する

ため， 本研究では海水に溶存する無機炭素及び有機炭素

中の放射性炭素を化学 ト レーサー と し て使用する。 溶存

無機炭素中の放射性炭素は， 海水循環を的確に評価する

こ と のでき る化学 ト レーサー と し て海洋学において広 く

活用 さ れてい る。 ま た溶存有機炭素中の放射性炭素は，

海洋におけ る親生物元素 ・ 核種の移行に時間軸を与え る

化学 ト レーサーと し て近年注目されている。本研究では，

日本海及び西部北太平洋において溶存炭素中の放射性炭

素の分析を行い， 当該海域におけ る海水循環及び炭素循

環の相違や関連などを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 1996 ～ 2002 年， および 2005 年に日本原子力研究開発

機構によ って採取された日本海全域にわた る海水試料の

無機炭素中の放射性炭素測定を実施し， 水温， 塩分， 溶

存酸素量ほか化学成分の分布 と と も に解析を行った。 日

本海深層，水深 2500ｍ 以深に分布する日本海底層水では

放射性炭素濃度が一定 と な り ， その値が海域ご と に異な

る こ と を見いだし た。 特に， 水深 3500ｍ を越え る日本海

盆では西部域 と東部域 と の間に放射性炭素年代に大き な

相違があ り ， 他の化学成分の分布も異な る こ と か ら， 海

盆の東西で底層水の起源が異な る可能性があ る こ と が分

かった。 これらの分析， 解析と並行し て， 平成 18 年 10

～ 11 月には北海道大学練習船・おし ょ ろ丸を利用し て日

本海盆東部で海洋観測を実施し， 海水に溶存する無機炭
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素， および有機炭素中の放射性炭素測定のための試料採

取も行った。

〔備考〕

共同研究 ： 独立行政法人日本原子力研究開発機構 （相手

方担当者 　 外川織彦）

8） 　 興奮性および抑制性神経伝達物質の in vivo 同時濃度

計測の実証に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF529

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （化学環境研究領域），三森文行，高

屋展宏

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の ヒ ト への影響， 特に ヒ ト 脳への影響

を知る こ と は， 安全 ・ 安心で豊かな環境の実現 と い う 点

で重要であ り ， MRI によ る ヒ ト 脳の直接観測はこの課題

への重要なアプローチ方法の一つであ る。 一方， ヒ ト 脳

の主要な興奮性および抑制性の神経伝達物質であ る グル

タ ミ ン酸， GABA は， 脳内の情報伝達に対し て重要な役

割を担っている。 従って， これ等の代謝物は重要な観測

対象であ る と 考え， 我々は同時検出法あ るいは濃度計測

法の開発を行ってき た。 本件急では， GABA 分解酵素阻

害剤によ る陽性対照を用いて実験動物脳内の GABA 濃度

を変化させ， 開発し た濃度計測法の実証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 上記目標を達成する ため， 濃度計測法の性能向上およ

び in vivo 代謝物検出によ る実証を実施し た。

（ １ ） 濃度計測法の性能向上

　 定量化法と し て内部水参照法を開発し た。具体的には，

ISIS 2D CT COSY シーケン ス をベース と し て，定時間デ ィ

レ イ （Tct） を複数変化させた方法を開発し た。 この結果，

ヒ ト 脳のグルタ ミ ン酸，GABA の濃度が 11.7mM，0.95mM

と 求められ， これまでの報告値 と 同等であ る こ と が確認

でき た。

　 カーブフ ィ ッ テ ィ ング法の改良を行い， in vivo で取得

し た際の全ての Tct に対応する模擬試料信号を取得し て

おき， これ等を基底信号 と し て利用する方法が良い と の

結論に達し た。 モデル式の検討を行い， コ ヒ ーレ ン ス移

動エコー分を組み込むこ と で残差スペク ト ルを小さ く す

る こ と が可能と なった。

（ ２ ） in vivo 代謝物変化検出によ る実証

　 ヒ ト 用シス テムで開発し た濃度計測法を動物用システ

ムに導入し た。 こ の際， システム環境の違いによ る ソ フ

ト ウ ェ アの変更を実施し た。 こ の結果， 動物用システム

において も模擬試料スペク ト ルが取得でき る よ う になっ

た。 続いて， 動物実験を行い， ラ ッ ト 脳スペク ト ルの取

得を行い， グルタ ミ ン酸ピーク が検出でき る こ と を確認

し た。

　 一方， 代謝物変化モデルに関し ては， GABA 分解酵素

阻害剤を用いた ラ ッ ト GABA 変化モデルの検討に留ま

り ， 代謝物変化の計測までには至ら なかった。 これに関

し ては， 本研究に引き続き， 今後局所領域サイ ズおよび

測定時間の再検討， 感度向上 RF コ イルの構築， 動物シ

ス テ ムでの測定法のブ ラ ッ シ ュ ア ッ プな ど で対応 し た

後， モデルラ ッ ト 実験を行いたい と考えている。 加えて，

ラ ッ ト 脳抽出液スペク ト ルを用いた定量化を実施し， in

vivo 計測法と の比較を行い，in vivo 濃度計測法の実証につ

なげていき たい。

〔備考〕

9） 　 ジ フ ェ ニルアルシン酸の発達影響に関する行動毒性

学的研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0607AF443

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 幼若期のジフ ェニルアルシン酸への暴露が， 成

長後の脳機能に及ぼす影響を動物実験によ り 検討し， 影

響の有無， 影響の特徴及び無作用量を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 産仔数と出生時の体重に DPAA 暴露の影響は認められ

なかった。また形態的な異常を示す仔獣は生じ なかった。

15ppm 群で体重増加の遅延傾向が観察された。 離乳時に

一部動物の脳を採取し， LC/ICP-MS によ り 脳中の DPAA

量を測定し た。 結果， いずれの投与群でも DPAA が検出

され， その量は用量 （溶液濃度） に依存し ていた。 離乳

後 ７ 週齢を過ぎた と こ ろから，各種行動試験を実施し た。

運動活性は暴露群で低下傾向を示し たが， 統計学的に有

意ではなかった。 ロータ ・ ロ ッ ド 試験の成績にも DPAA

の影響は観察されなかった。 受動的回避反応試験を行っ

た と こ ろ， 3.8， 7.5ppm 群で反応潜時の短縮が観察され，

記憶 ・ 学習障害が生じ ている こ と が示唆された。

　 組織学的手法について基礎検討を行った。 還流固定後

凍結保存し た脳について， ク リ ューバー ・ バレ ラ染色を

行い， 適切な条件の検討を行った。 また FOS と GFAP の

免疫組織化学的手法について も条件検討を行った。結果，

これらの染色法について適切な条件が確立された。

　 ナ ノ フ ロー LC/MS の開発 ・ 基礎検討を行った。 従来

LC/MSで用いられていたAPCI イオン化法から ESIへ変更

する こ と と し た。 こ の際 ト リ メ チルア ミ ン溶液を用いる
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こ と と し たが， その強いアルカ リ 性が問題 と なった。 そ

こ で， カ ラ ムの選択を考慮する （Gemini が良い と 判明）

と と もに ト リ メ チルア ミ ンにギ酸を加え pH を調節する

こ と によ り こ の点について解決を図った。 結果 DPAA に

ついては fg まで検出下限を下げる こ と に成功し た。

〔備考〕

10） 　 塩化 メ チルの炭素安定同位体比測定法の開発 と大

気観測への応用

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コー ド〕 0606AF990

〔担当者〕 ○斉藤拓也 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， 塩化 メ チルの発生源の推定や

挙動の把握のための有力な ト レーサー と 考え られていた

にも関わらずこれまで報告例の限られていた塩化 メ チル

の炭素安定同位体比測定法を開発する こ と にあ る。 さ ら

に本システムを用いて，実際の大気試料の分析を行な う 。

〔内容および成果〕

　 大気中にサブ ppb オーダーの比較的低い濃度で存在す

る 塩化 メ チルの炭素安定同位体比測定を可能 と す る た

め， 以下のよ う な測定装置の開発を行なった。

（ １ ） 大気試料濃縮装置の作製

　 大容量の大気試料を損失する こ と な く 濃縮する ため，

真空ラ イ ン と 二段 ト ラ ッ プから な る大気試料濃縮装置を

作製し た。 化合物の分離条件にはガス ク ロ マ ト グ ラ フ／

質量分析計を用いて検討を行ない， 充填材を内壁に塗布

し たキ ャ ピ ラ リ ーカ ラ ムを用いる こ と で妨害成分 と ベー

ス ラ イ ンで分離でき る こ と を確認し た。

（ ２ ） 分析法の評価

　 １ ） で作製し た濃縮装置をガス ク ロ マ ト グ ラ フ／燃焼

炉／同位体比質量分析計 （共通機器） と 組み合わせた。

標準ガスの繰 り 返し分析を行ない， 同位体比質量分析計

への炭素導入量が 0.2nmolC （約 10L の大気試料中塩化 メ

チルに相当） 以上であれば 0.5‰ 以下の精度で分析でき

る こ と を確認し た。 また， 独立に二酸化炭素化し た後に

高精度なデュ アルイ ン レ ッ ト 法で値付け し た塩化 メ チル

標準ガス を本分析法の分析結果 と 比較し た と こ ろ， 本分

析法の確度が約 0.5‰ であ る こ と を確認し た。

（ ３ ） 高濃度試料の簡易分析法の開発

　 発生源等の高濃度の試料を迅速に分析する ため， 真空

ラ イ ンをバイパス し， 試料を二次 ト ラ ッ プにダ イ レ ク ト

に濃縮し たのちに分析計へ導入する手法を開発し た。 特

に窒素の妨害を防ぐため，小型の冷凍機と ヒ ーターのPID

制御によ って二次 ト ラ ッ プから効率的に窒素を除去する

工夫を行なった。 これによ り １ 試料の分析時間を 30 分ま

で短縮する こ と に成功し た。

（ ４ ） 大気試料等への応用

　 開発し た手法を用いてオース ト ラ リ ア ・ タ スマニア島

のグ リ ム岬において採取されたキ ャ ニス ター試料を分析

し， 清浄な海洋大気中におけ る塩化 メ チルの同位体比が

約 -36‰ であ る こ と を明らかにし た。 また， 塩化 メ チル

の主要な発生源であ る熱帯植物か ら放出されたガス を分

析し， その同位体比が大気と比べて非常に軽い （-60 ～ -

90‰） こ と を見出し た。

〔備考〕

11） 　 大気中非 メ タ ン炭化水素の成分別 リ アルタ イム測

定システムの開発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コー ド〕 0607BD963

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 光化学オキシダン ト は， 工場や自動車から排出

される窒素酸化物 と 非 メ タ ン炭化水素が紫外線を受けて

光化学反応によ り 二次的に生成されている。 近年， 窒素

酸化物の削減が進んでいるに も関わらず， 環境基準を大

き く 上回る高濃度オキシダン ト の出現が再び大き な問題

と なっている。 その原因解明のためには， 反応性の異な

る個別の炭化水素濃度の情報が必要であ る。本研究では，

非 メ タ ン炭化水素の連続 Ｇ Ｃ 測定 と自動解析システムを

組み合わせる こ と によ り ， ほぼ リ アルタ イ ムで炭素数 ２

～ ７ の炭化水素濃度を報告す る シ ス テ ムの構築を目指

す。

〔内容および成果〕

　 大気中の炭素数 ２ ～ ７ の炭化水素を 100％濃縮し て，ガ

ス ク ロ マ ト グ ラ フ （Ｇ Ｃ） 分析に供する非 メ タ ン炭化水

素 （ＮＭＨ Ｃ） 測定シス テム を構築し た。 濃縮のために

マイ ク ロ ト ラ ッ プを利用し， Ｇ Ｃ 分離カ ラ ム と し てアル

ミ ナプロ ッ ト カ ラ ム （Al2O3/Na2SO4， 0.32mmID×50m） を

使用する こ と によ って， 各成分の高分離を実現し た。 無

人連続測定のために， 分析動作をすべて自動化する と 共

に， データ転送機能， リ モー ト 制御機能を付加し た。 さ

ら に， データ解析を自動で行 う ため， 長期連続観測に伴

う 感度や保持時間の変動を補正する機能を持つ解析ソ フ

ト の開発を目指し て， ① GC 分析装置の連続分析を実行

する ための， 連続分析用プロ グ ラ ム， ②分析データ定量

し， 結果を出力するプロ グ ラ ム， ③連続分析結果を転送

し分析結果処理プロ グ ラ ムを起動する ためのプロ グ ラ ム

を作成し た。 続いて， システムの実用性さ らに光化学オ
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キシダン ト 研究におけ る有用性を評価する ための試験観

測を実施し た。 観測地点には埼玉県環境部青空再生課の

協力を得て， 埼玉県衛生研究所の大気汚染常時監視測定

局を選定し た。 こ こ に ＮＭＨ Ｃ 測定システムを設置し，

国立環境研究所 と の間に簡易なプ ラ イベー ト ネ ッ ト ワー

ク を構築し て， 平成 18 年 10 月から毎時間連続観測を開

始し た。 概ね順調にデータ を取得し， 窒素酸化物等光化

学オキシダン ト 関連物質と の相関等を調べた。

〔備考〕

12） 　 新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0408BY576

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ ヤモン ド やカーボンナ ノ チ ューブ と い う

優れた電子放出源を備え， 照射エネルギーを低 く し て も

十分な強度の電子線が得られ， かつ大気中にも電子線を

取 り 出せる電子線源を開発する。 また， 同様の電子線源

を利用し た X 線源も開発する。 そし て， これら電子線源

と X 線源を装備し， 人への影響が大きいエア ロ ゾルに対

し て， （ １ ） 捕集量が小さ く て も精密な質量濃度測定がで

き， （ ２ ） 蛍光 X 線法によ る成分分析も可能 と し， さ ら

に， （ ３ ） フ ィ ール ド でも使え る コ ンパク ト な装置を開発

する。

〔内容および成果〕

　 小型電子線源か ら電子放出させ， 電子線を大気に取 り

出すためには， 電子を真空中から大気中に透過させる電

子線取 り 出し膜の特性を把握する こ と が重要であ る。 そ

こ で， シ リ コ ン等の電子線透過特性を理論的に把握する

モンテカルロ シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 今回開発し た

GRANC よ り 発生し た電子は，ア ノード であ る電子線取 り

出し膜に引き寄せられ， 数 10keV 以上のエネルギーを も

つ電子は数 μm の電子線取 り 出し膜を透過し大気中へ と

放出される。 その際， 電子線は， 取 り 出し膜中で膜を構

成する原子によ る電離 ・ 励起， 制動放射， 散乱などの影

響を受ける。 シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る と， ５ keV のエネ

ルギーを もつ電子をシ リ コ ンに入射させた場合，およそ，

500nm のシ リ コ ンは透過で き ない と い う 結果が得 ら れ

た。 しかし， 30kV 印加し た場合， 2000nm 程度の電子線

取 り 出し膜でも， 電子は 80％程度透過し， 大気中に取 り

出される こ と がわかった。 こ の こ と か ら， 電子線源 と し

ては， 最低限 30kV の高電圧を印可でき る構造と し た。

　 これに と も ない， シ リ コ ン電子線透過膜の新しい作製

方法を確立し た。材料と し ては， 1.5μm シ リ コ ン /10μm

酸化シ リ コ ン /280μm シ リ コ ンの構造を持つ Ｓ Ｏ Ｉ を用

いた。 まず， Ｍ Ｅ Ｍ Ｓ 加工に よ っ て， こ の Ｓ Ｏ Ｉ の

280μm シ リ コ ン側に，直径 500μm で深さ が 200μm の孔

を掘る。 こ の孔を開けた面にアル ミ ニウ ム保護膜を蒸着

し た後， 反応性イオンエ ッチングによ って， 1.5μm シ リ

コ ンの面が現れる まで孔を掘 り 下げる。使用するガスは，

酸素 と 六フ ッ化イ オウで， 圧力は 50mTorr， 投入するパ

ワーは 200W であ る。 そし て， 等方性エ ッチングによ っ

て酸化シ リ コ ン と アル ミ ニ ウ ム蒸着膜を除去する。 こ の

方法によ って，厚み 1.5μm のシ リ コ ン電子線透過膜が得

られる。 現在， こ の電子線透過膜を用いて， 電子線源を

作製し， その性能と長期安定性を調べている。

〔備考〕

13） 　 環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析

技術の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0408BY387

〔担当者〕 ○板山朋聡 　 小出昌宏 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕  微生物の多様な機能 ( 有害物質分解等 ) を環境

浄化や環境微生物のモニ タ リ ングに活用する こ と を目的

と し， 微生物細胞を操作， 培養， 維持可能なマ イ ク ロ リ

ア ク ターや， 細胞の呼吸活性や基質利用特性など を測定

するマ イ ク ロセンサー等を同一チ ッ プ上に集積し， マ イ

ク ロデバイ ス化し た細胞機能解析システムを開発する こ

と で， これまで困難であった微生物の迅速 ・ 並列 ・ 網羅

的な機能解析が可能な革新的な技術を確立する こ と を目

標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は電気泳動法に着目し た簡便な細胞操作システ

ムを備えたマ イ ク ロ流路電気化学測定デバイ スの開発を

行った。 今回実験に使用し た藍藻 ミ ク ロ キ ス テ ィ ス細胞

は表面ゼータ電位は約 -10mV であ り ， 電気泳動で簡単に

細胞を移動させる こ と ができ る。 そ こ で電気泳動 と マ イ

ク ロ流路中の流れを利用し， 細胞を電気化学測定チャ ン

バーに移動でき る システムを設計し た。 今回のデバイ ス

は， ガ ラ ス基板の上に透明シ リ コ ン樹脂の PDMS で作成

し た。 マ イ ク ロ流路は幅 300μm， 高さ 15μm， 長さ約

１ cm のサイ ズで， この主流に対し て垂直に分岐し たマ

イ ク ロチャ ンバー（幅 100μm，長さ 100μm，高さ 15μm）

を接続し た。 主流 と マイ ク ロチャ ンバーをつなげた導入

路は幅 20μm， 長さ 50μm， 高さ 15μm で， マイ ク ロ

チャ ンバー内には作用電極 （幅 10μm， 長さ 10μm） と

対極 （幅 10μm， 長さ 50μm） が白金パターン電極を作
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成し た。 なお対極は電気泳動用の電極 と し て兼用し， さ

ら に， も う 一方の電気泳動用の電極は主流内に設けた。

本シ ス テ ムに よ り ， マ イ ク ロ チ ャ ンバー内の電極に約

２ V 程の電圧を印可し て， 主流路内に流れる ミ ク ロ キス

テ ィ ス細胞， 酵母細胞， 大腸菌の細胞を単 １ 細胞単位で

マ イ ク ロチャ ンバー内に取 り 込める こ と が判明し た。 細

胞を取 り 込んだあ と にマ イ ク ロチャ ンバー内の酸素濃度

を測定し活性測定 と し た。 酸素は白金作用電極に -0.5V

（vs. Ag-AgCl）の電位を印可し た時の還元電流で測定でき

る。 まず， ミ ク ロ キ ステ ィ スの光合成活性測定を行 う た

めに， LED 光源を用いて光照射し， 暗時 と明時の電流変

化を測定し た結果， 30 細胞および 1 細胞でこの電流変化

を検出でき た。 その結果， マ イ ク ロチャ ンバー内で ミ ク

ロ キステ ィ ス一細胞当た り ， 約 30pA ～ 100pA の電流変

化を光合成時に示すこ と が明ら かになった。 また， 酵母

の酵素活性も ２ 細胞レベルで測定する こ と ができ た。 し

かし ながら，今回用いた PDMS は酸素透過性であ るため，

精度の高い測定が難しいため， PDMS の酸素透過性を逓

減させる ための表面処理 と， 他の素材によ るマ イ ク ロ流

路作成についてのフ ァ ブ リ ケーシ ョ ン手法について検討

し， 次年度以降のバク テ リ アレベルでの活性測定のため

の要素技術につなげる こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究機関および担当者 ： 東北大学 大学院環境科学研

究科 末永智一教授， 珠玖仁助教授， 安川智安助手， 人間

文化研究機構 総合地球環境学研究所 川端善一郎教授，株

式会社 KRI 市村直也主任研究員， 藤井泰久研究員

14） 　 超高磁場多核種 MRS を用いる脳機能発現の代謝機

構の研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0406CD489

〔担当者〕 ○三森文行 （化学環境研究領域），渡邉英宏，梅

津豊司

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 4.7T 人体用超高磁場 MRI 分光計上に整備し た

多核種 MRS 測定法の高度化をはか り ，脳の機能発現に伴

う 代謝変化を測定 ・ 解析する こ と を目的 と する。 こ のた

め， 脳機能発現をガ イ ド と する関心領域設定法をシステ

ムに付加する こ と，4.7T の高磁場における EPI高速イ メ ー

ジング法を整備する こ と， 1H 局所スペク ト ル測定法を高

感度化し て これまでの10分の １ の測定時間で脳機能の発

現に伴 う 代謝物の変動を捕ら え る方法を開発する こ と を

目標 と する。 さ らに， 多核種を用いた測定で， 磁気標識

法や， 安定同位体標識法等， 代謝物の代謝速度を計測で

き る測定法の導入をはかる。

〔内容および成果〕

　 代謝物の検出感度を向上し， その微少な変動を短時間

で検出する ために， 1H マルチチャ ンネル信号検出器の設

計と製作を行った。これまで 65x90mm の矩形ループを直

径 21cm の半円筒上に配置 し た ４ チ ャ ン ネルハーフ ボ

リ ューム コ イル と， 長さ 175mm の銅箔を直径 21cm の円

筒状に配置し たマイ ク ロ ス ト リ ッ プラ イ ン型の ８ チャ ン

ネルボ リ ューム コ イルの試作を行った。 いずれの場合に

も ス ピン励起に要する電力は現在使用し ている TEM型頭

部用コ イルに比べてかな り 小さ く ， 検出感度の向上が見

込まれる。 しかし， 特に ４ チャ ンネルハーフボ リ ューム

コ イルにおいては， コ イルエレ メ ン ト が小さ いため， コ

イ ル中心ま で RF の浸透が実現で き ない と い う 問題が

あった （平成 16 年度）。 本年度に， 各コ イルエレ メ ン ト

間の電磁気的分離を向上 さ せる改善をはかった と こ ろ，

コ イル中心部位まで RF が浸透し， 画像信号が得られた。

今後， 磁場の不均一を さ らに改善する こ と によ り 多チャ

ンネル高感度検出器を実現でき る道が拓けた。 また， こ

れらの高感度化と，平成 16 年度に開発し た脳機能イ メ ー

ジング法をガ イ ド と する機能発現部位の局所スペク ト ル

の測定法，平成 17 年度に実現し た脳内代謝物の定量評価

法を合わせて， 脳賦活部位におけ る代謝物変化の有無の

確認を行った。 視覚刺激に と も な う 後頭葉視覚野におけ

る 3x3x3cm の領域の 1H/31P ２ 核同時測定を実施し た。 い

ずれのスペク ト ルにおいて も視覚刺激時， 安静時におけ

る代謝物の変動は観測されず， 脳の代謝機能はきわめて

恒常性高 く 保たれている こ と がわかった。 こ の点を さ ら

に確認する ために， エタ ノ ール投与に と も な う 代謝変動

の測定実験を実施し たが， こ の場合にも脳内エタ ノ ール

濃度が 15mmol/l tissue を超えた場合のわずかな pH 変動を

除いて代謝物に変化は見られず， 脳代謝機能の恒常性の

高さ を再確認し た。

〔備考〕

15） 　 超高磁場 MRI による人脳内の興奮性及び抑制性神

経伝達物質の無侵襲同時計測法の研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0406CD492

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （化学環境研究領域）， 三森文行

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 脳内の情報伝達に重要な役割を有する神経伝

達物質には， 人脳内の主要な興奮性の神経伝達物質であ

る グルタ ミ ン酸 と， 主要な抑制性の神経伝達物質であ る

γ- ア ミ ノ酪酸 （GABA） があ り ， 環境の脳への影響モニ
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タ リ ングに対し て これ等を in vivo 同時計測する意義は大

きい。 しかし， 従来の方法ではこれ等を分離検出する こ

と は困難であった。 本研究では， ヒ ト 脳内におけ る グル

タ ミ ン酸および GABA の同時計測法を実現し， 同時濃度

定量化する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 上記目標を達成する ために， 定量化に必要な緩和時間

によ る信号減衰の補正方法 と， 2D スペ ク ト ルのカーブ

フ ィ ッ テ ィ ン グプ ロ グ ラ ムの提案および開発を行った。

緩和時間補正に関し ては，JHH の Constant Time delay（Tct）

依存性をシ ミ ュ レーシ ョ ン よ り 求め， 緩和時間を算出で

き る様にし た。 これらの定量化要素技術開発後， 絶対定

量化プロ ト コルを開発し， 模擬試薬を用いて方式を実証

し た。 続いて， ボ ラ ンテ ィ ア測定を実施し， 人脳内か ら

グルタ ミ ン酸および GABA の同時濃度計測を行い， 提案

方法によ り 絶対定量化が可能であ る こ と を実証し た。

〔備考〕

16） 　 氷床コ ア中宇宙線起源放射性核種の高密度高精度

測定手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0406CD530

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域），植弘崇嗣，田

中敦

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 氷床コ アに閉 じ こ め ら れた宇宙線起源放射性

核種の高精度かつ高密度測定手法を開発し， 堆積年代の

確認， 太陽活動強度の変化あ るいは地球規模の環境変動

の記録を読み出すための基礎技術を確立し て， 極地研が

ドームふじで掘削中の 3000m コ アの分析体制を整え る。

〔内容および成果〕

　 低エネルギー加速器によ る 36Cl測定の可能性を探るた

めに， 塩素のガ ス化導入条件の検討を継続し た。 ま た，

26Al/10Be 法の適用性評価のため，Al のビーム強度増大の

ための基礎的検討を継続し た。Ellingham ダ イ アグ ラ ムに

基づき， Al2O3 の還元条件の探索を進めてい く つかの基

礎的な条件を検討し たが，Ag を越え る強いビームを引き

出せる共存物質は見つか ら なかった も のの， い く つかの

物質で同等のビームが引き出せ， さ ら に検討の余地のあ

る こ と が明ら か と なった。 あわせてアル ミ ナの結晶型に

よ る ビーム強度の違いについて も検討し た。

〔備考〕

17） 　 有害藻類モニ タ リ ングおよび特性解析のための新

規計測システムの開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD547

〔担当者〕 ○板山朋聡 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， ミ ク ロ キステ ィ ンなどの有害藻類

の諸特性や産生毒素を簡単 ・ 迅速に測定する こ と を目的

と し た計測シス テム と し て， 酵素や抗体など を用いた毒

素モニ タ リ ングのためのバイオセンサー， さ らに藻類特

性の迅速計測システム と し て自動増殖測定装置や藻類細

胞の活性測定のためのマイ ク ロデバイ ス を開発し， 実際

の水域での実証化する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 藍藻毒 ミ ク ロ キ ステ ィ ンの酵素センサー と

し て， ミ ク ロ キ ステ ィ ンが特異的に阻害する脱 リ ン酸化

酵素 （PP2A） を用いるために， 本酵素の リ ン酸化合物基

質 と し て， パラ ニ ト ロ フ ェ ニルフ ォ ス フ ェー ト （pNPP）

を用い， こ の基質の定量によ る ミ ク ロ キ ステ ィ ンの定量

法に関し て， センサー化のための酵素反応速度論的な数

理解析を行い最適な酵素量や反応時間の検討を行った。

さ らに， マ イ ク ロ流路中に酵素を固定化し た反応流路 と

し て， シ リ コ ンゴム系透明樹脂であ る PDMS やレジス ト

材料の SU-8 など を用いたマイ ク ロ流路 と白金や金のパ

ターン電極のフ ァ ブ リ ケーシ ョ ン方法を確立し， マ イ ク

ロ電気化学センサーを試作し， 定電圧アンペロ メ ト リ ー

やサイ ク リ ッ ク ボルタ ン メ ト リ ーについての試験を行っ

た。

　 また， パソ コ ン用ス キ ャナーで培養液の色 と 濁度を測

定し藻類の増殖測定を行 う ために， 底面が透明ア ク リ ル

の 30mL の培養ウ ェル と照明用発光ダ イオー ド をセ ッ ト

にし た， 約 20 系列の並列小型培養装置を試作し た。 さ ら

に多 く の藻類の増殖特性を定量的に自動測定でき る （50

～ 100 検体），回転型多検体藻類自動測定装置の開発 と し

て， ３ 色の発光ダ イオー ド の光源 と ビデオカ メ ラ用の三

色分解プ リ ズム を活用し た光学的藻類量定量シ ス テム，

そのための， 通気培養 と 測定を同時に可能 と する特殊培

養ベッ セルの試作を行った。

〔備考〕

東北大学 　 環境科学研究科 　 末永智一教授

明星大学 　 理工学部 　 岩見徳雄助教授

18） 　 ベ リ リ ウム １ ０ と 炭素 １ ４ を用いた最終退氷期の

太陽活動変遷史に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD565

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）
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〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 過去の気候変動の ド ラ イ ビ ン グ フ ォース と し

ての太陽活動変化を読み出すための手法 と し て， 宇宙線

起源放射性核種の生成量に対する太陽活動の影響を利用

し た方法を開発し， 最終氷期後の温暖化過程におけ る太

陽活動変化の詳細な解明への利用を目指す。

〔内容および成果〕

　 青森県十和田市で見つかった約 １ 万年前の埋没木を輪

切 り にし， 年輪にそって試料を採取し て， 14C 測定のた

めの試料前処理条件の検討を進めた。酸 - アルカ リ - 酸処

理， 脂肪除去， 脱 リ グニン処理， セルロース抽出を組み

あわせて効果を確認し たが， こ の試料については調べた

範囲の組み合わせでは統計的な有意差は認められなかっ

た。 35 年分のデータ を測定し， 約 15,500 年前の試料 と同

定し た。

〔備考〕

弘前大学 （堀内一穂氏） が課題代表。

19） 　 ナ ノ ・ マイ ク ロ LC/MS による環境 ・ 廃棄物試料の

グ リーンケ ミ ス ト リー分析技術の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD566

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 ナ ノ ・ マイ ク ロ LC/MS 技術に基づき， 環境配

慮を推し進めた環境分析技術の改良， 開発を推進する。

〔内容および成果〕

　 有機 ヒ 素化合物のジフ ェニルアルシン酸 （DPAA） 並び

にフ ッ素系界面活性剤 （FS） を具体的な対象 と し て， 分

析に要する必要溶媒量の削減を主と し て検討し た。DPAA

は ミ ク ロ LC 化によ る溶媒削減を目指し， エレ ク ト ロ ス

プレーイオン化法をベース と し て最適化を図った。 その

結果， 溶媒流量を 130 分の １ に， 試料量を 20 分の １ に削

減 し て同等の検出下限を有す る 手法を作 る こ と がで き

た。一方 FS については従来の HPLC よ り さ らに微粒子化

された UPLC を用いて 1/3 の時間 （= 溶媒必要量） で同等

の分離を達成する こ と ができ た。

〔備考〕

課題代表者鈴木茂博士の国環研か ら中部大学への異動に

伴い， サブ課題と し て本年度から独立。

研究協力者 ： 吉兼光葉 （（株） 環境研究セン ター）

20） 　 熱帯林発生源調査 と安定同位体比測定によ る大気

中塩化メ チルの収支バラ ンスの解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0607CD969

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）， 斉藤拓也

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 年間 3500Gg( ギガグ ラ ム ) に上る塩化 メ チルが

自然界から放出されている。 20 世紀になって， 人類が大

量にフ ロ ン類を放出する以前は， こ の塩化 メ チルが最大

の塩素供給源 と し て成層圏オゾン濃度のバラ ン ス維持に

貢献し ていた可能性が高い。 熱帯植物であ る フ タバガキ

や木性シダ類が大量の塩化 メ チルを放出し ている こ と が

分かっているが， 熱帯植物の多様性のゆえに， 熱帯林全

体か ら の放出量を正確に推定するには至っていない。 本

研究では， 熱帯林におけ る発生源調査 と 安定同位体比を

利用し た収支解析によ って， 熱帯林起源塩化 メ チルの寄

与を見積も る。

〔内容および成果〕

（ １ ） マレーシア熱帯林の主要な樹種であ る フ タバガキ科

樹木 13 種について， バ イ アル瓶法に よ る 塩化 メ チル

（CH3Cl） 放出速度の測定を行った結果， その う ちの ６ 種

が数 ng/drywt/h 以上の CH3Cl を放出する CH3Cl 放出植物

と 同定された。 特に Shorea ochrophloria か らは， 200ng/

dry wt/h を上回る大量のCH3Clが放出されている こ と が明

ら か と なった。 また， 次年度に現地の研究室に設置する

ガス ク ロマ ト グ ラ フ / 水素炎イオン化検出器について分

析条件の検討を行い， 濃縮過程を経ずに迅速に分析を行

う ための手法を開発し た。

（ ２ ） CH3Cl を大量に放出する こ と が確認されている フ タ

バガキ科樹木 （Hopea odorata） を入手し， 環境条件を制

御でき る大型チェ ンバー内で CH3Cl 放出速度に対する気

温 と 日射の影響を調べた。 その結果， フ タバガキ科樹木

からの CH3Cl 放出速度は日射の強ま る日中に ２ 割程度減

少する こ と が見出された。また，CH3Cl の放出速度はチェ

ンバー内の気温の上昇に対し て正の応答を示すこ と が明

らか と なった。

〔備考〕

本研究は基盤研究 （B） と し て， 北海道大学理学 （系） 研

究科 ・ 角皆潤教授， 広島大学大学院総合科学研究科 ・ 奥

田敏統教授と共同で実施する ものであ る。

21） 　 海洋起源ハロ カーボン類のフ ラ ッ クス と生成過程

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0610CD974

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）， 大木淳之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海洋か ら 大気中には多 く のハ ロ カーボン類が

放出されてお り ， 成層圏オゾン破壊や海洋境界層内の対
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流圏オゾ ン破壊 ・ エーロ ゾル生成な どに関与し てい る。

本研究では， 大気 ・ 海水中ハロ カーボン分圧の広域観測

を行 う ための技術開発を行って地球規模 ・ 地域規模のハ

ロ カーボン フ ラ ッ ク スに関する知見を得る と 共に， 海洋

におけ るハロ カーボン生成過程を明ら かにし てハロ カー

ボン発生量に対する海水温や栄養塩等の環境要因の影響

を明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 １ ） 北極～熱帯海域～南極において過去に採取し た大

気中 ヨ ウ化 メ チル濃度の変動を解析し た。 ヨ ウ化 メ チル

濃度は大き な変動を示し （<0.02ppt ～ 5ppt），極域で低 く ，

熱帯特に太平洋東部の沿岸域で高濃度 と な る傾向を示し

た。 中緯度域におけ る ヨ ウ化 メ チル濃度の変動は表面海

水温 と よい相関を示すが， 極域では日射量 と 負の相関を

示すこ と がわかった。

　 ２ ） 気体透過膜チ ューブ （厚 さ 0.25mm， シ リ コ ン材

質） を利用し て水溶液中のハロ カーボン類を自動で気相

に抽出する実験を行った。 気体の溶解度が小さ いほど液

- 気相間で平衡に要する時間が長 く な る こ と を確認し，

チューブ内を空気が通過する時間が100秒以上であれば，

ヨ ウ化 メ チル， ジ ヨ ー ド メ タ ン， ジブロモ メ タ ン， ブロ

モホルム， ク ロ ロ ホルムは平衡に達する こ と がわかった。

〔備考〕

本研究は， 特定領域研究 「海洋表層 ・ 大気下層間の物質

循環 リ ンケージ」 の研究計画第二班 と し て静岡県立大学・

環境科学研究所 ・ 橋本伸哉教授， 富山県立大学 ・ 工学部

伊藤伸哉教授と共同で実施する ものであ る。

22） 　 高密度励起子状態を利用 し たダ イヤモ ン ド 紫外線

ナ ノ デバイスの開発

〔区分名〕 JST 

〔研究課題コー ド〕 0106KB392

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）， 小野雅司

〔期 　 間〕 平成 13 ～平成 18 年度 （2001 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 ダ イ ヤモン ド の高密度励起子状態におけ る非

線型光学効果 と い う 物理現象をナ ノ スペース で実現 さ

せ， これを利用し てダ イ ヤモン ド によ る新しい紫外線発

光デバイ ス と紫外線センサーを開発する こ と。 

〔内容および成果〕

　 ダ イ ヤモン ド 薄膜に含有された窒素の新たな効果 と し

て， 窒素原子 と 空孔に起因する欠陥が， 周辺構造のシン

メ ト リ ーを変化させるだけでな く ， ６ 重に縮退し たエキ

シ ト ン基底順位を スプ リ ッ ト させる こ と がわかった。 ま

た， カ ソード ル ミ ネ ッ セン スの結果から， 220 ～ 535nm

の波長領域において，53 個以上の発光ピーク が観測され，

非常に多 く の光学的に活性なセン タが形成されている こ

と がわかった。 こ の結果は， 薄膜中にバン ド ギ ャ ッ プを

変化させる よ う な内部応力が発生し ている こ と を示唆し

ている。 さ ら に， ラ マン散乱の測定では， 薄膜中の窒素

含有量が増え るにつれて， 1333-1 のラ マン ピーク が低波

数側にシフ ト し た。こ のこ と も，窒素含有量の増大に伴っ

て大き く なる内部応力の発生を裏付けている。

〔備考〕

23） 　 病原生物と人間との相互作用環

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0611LA554

〔担当者〕 ○板山朋聡 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 人の経済活動などによ り ， 生態系の破壊や環境

汚染の進行に と も ない， 様々な病気の発生が， 人畜， ま

た， 生態系の構成生物の生存に多大な影響を及ぼし て き

ている。 また， こ の病気の発生は水産業や農業 と いった

人の経済活動に跳ね返って く る こ と で， 負の連鎖 と な る

こ と が懸念される。 そ こ で， 近年， 問題 と なった鯉ヘル

ペス ウ イ ルス と 水域生態系の劣化 と の関係を例 と し て，

病原生物 と 人間 と の相互作用について解明し基礎的概念

を構築する こ と を目的 と する。 本研究の中で， 特に， 水

域でのウ イルスの検出や生態系の各種微生物の迅速計測

技術の開発を行 う こ と を分担し， 本研究の目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， プレ リ サーチ期間であ り ， 今後の研究につ

いての方針な らびに研究手法について， 地球環境学総合

研究所の川端善一郎教授ら と と も に議論を重ねて来た。

特に， 分担予定の鯉ヘルペス ウ イルスの検出や生態系の

各種微生物の迅速計測のための技術開発は重要なテーマ

であ り ， 検討し た結果， 鯉ヘルペス ウ イルス を高効率で

濃縮する技術が今後の研究のすべての基礎な る と の結論

を得た。 そ こ で， 次年度は， 鯉ヘルペス ウ イルスの迅速

高効率濃縮手法の開発を目指すこ と にし た。

〔備考〕

研究代表者 ： 人間文化研究機構 　 地球環境学総合研究所

　 川端善一郎教授

※地環研と の共同研究の為予算コード な し

24） 　 大気中ナ ノ粒子の多元素・多成分同時計測技術を用

いた環境評価技術の開発 「開発装置を用いた大気中

ナ ノ粒子のフ ィ ールド計測と評価」

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0507MA519
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〔担当者〕 ○田邊潔， 伏見暁洋 （化学環境研究領域） ， 小

林伸治 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 超短時間レーザ励起イオン化など

の技術を利用し た， 非接触， リ アルタ イ ム， 高感度， 高

選択性のナ ノ 粒子中化学成分測定技術開発事業の一部 と

し て， 開発し た測定法 （レーザーイオン化 TOFMS） の比

較検証のため， 既往の測定法を も と にし たナ ノ 粒子成分

分析法を開発し， 基礎データ を取得する。 さ ら に， 開発

し た装置を自動車排気や大気環境中におけ るナ ノ 粒子の

測定に適用し， 大気中ナ ノ 粒子の リ ス ク を評価する上で

不可欠であ る環境動態の解明に資する。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 前年度， 加熱脱着装置 と ガス ク ロ マ ト グ

ラ フ質量分析計の組み合わせ （加熱脱着 GC/MS 法） に

よ って，ナ ノ粒子に含まれる有機組成の全体像を把握し，

n- アルカンを定量する手法を開発し た。

　 本年度は， 加熱脱着 GC/MS 法を， 試料導入部の変更･

改良， 小型磁場型 MS や SIM 法の採用などによ って さ ら

に高感度化する と 共に， 測定対象成分を多環芳香族炭化

水素 （PAHs） 等に広げる検討を行った。 新たな分析法の

検出下限は， C20， C28， C36 の n- アルカンで 20 ～ 30pg

と従来法よ り ２ 桁程度高感度と な り ， ２ ～ ６ 環 PAHs で

は １ ～ 10pg と なった。 これらの成分については， ナ ノ粒

子ま で分級 ・ 採取 さ れた ug レベルの空気浮遊粒子や

デ ィ ーゼル排気粒子 （DEP） の高感度定量分析ができ る

こ と が確認された。 含酸素多環芳香族化合物， ニ ト ロ多

環芳香族化合物については， 共存物質 と の分離， 含有量

などの問題から， 高分解能測定など さ ら な る手法の改良

が必要であ る こ と がわかった。

　 また， レーザーイオン化 TOFMS 装置によ る測定に用

いた DEP を粒径別に採取し，本研究で開発し た方法で分

析し， 比較評価に供し た。

〔備考〕

本研究は， 平成 18 年度環境技術開発等推進費 （大気中ナ

ノ 粒子の多元素 ・ 多成分同時計測技術を用いた環境評価

技術の開発） の一環 と し て， 財団法人電力中央研究所か

ら の再委託業務に よ り 実施する も のであ る。 （研究代表

者 ： 財団法人電力中央研究所 　 CS 推進本部 　 田中伸幸）

25） 　 ジ フ ェ ニルアルシ ン酸等の健康影響に関する調査

研究 　 （分析班）

〔区分名〕 日本科学技術振興財団

〔研究課題コー ド〕 0307ZZ476

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 神栖の地下水汚染事例に対応し， 各種環境試料

中のジフ ェ ニルアルシン酸および関連化合物の分析法を

開発する と と もに精度管理体制を整え る。

〔内容および成果〕

　 本年度は DPAA 投与ラ ッ ト の組織の分析を継続する と

と も に， 東大グループが作成し た玄米均質化試料につい

て DPAA その他の分析を実施し， 手法の最適化並びに含

有量の推定値の提出を行った。 ラ ッ ト については前年の

オス １ 体分のデータ と 比較し， オス， メ ス と も に大き な

ずれはな く ， 前年のパターンが基本であ る こ と が確かめ

られた。 玄米は前年作成し たアルカ リ 処理， 酵素分解法

を逆転させて酵素分解を先に実施し た方が作業性のよい

こ と がわかった。 またアルブ ミ ン添加でサロゲー ト の回

収率が 90％前後まで上がる こ と がわかった。

〔備考〕

全体は分析班毒性班， 臨床班， 疫学班の ４ つによ って構

成されている。

研究協力者 ： 石井一弘 （筑波大学）， 伊藤安紀 （いであ），

伊藤智雄 （島津テ ク ノ リ サーチ）， 吉兼光葉 （（株） 環境

研究セン ター）

（ ３ ） 環境健康研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP014

〔代表者〕 高野裕久

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 領域の研究目的 ・ 概要

環境化学物質や大気汚染物質等の種々の環境ス ト レ ス を

対象と し， それらが ヒ ト に及ぼす健康影響を的確， かつ，

速やかに評価する こ と を目標と し，適切な影響評価手法，

新たな疫学手法 ・ 曝露評価手法， 及び， 高感受性要因も

対象 と し う る適切な動物モデルや培養系等の開発をすす

め る。 ま た， それ ら の新たな手法や動物モデル， 及び，

培養系を用いた評価手法等の開発 と と も に， それら の応

用， 検証， 並びに， 影響 メ カニズムの解明を も推進する。

これら の研究を通じ， 環境ス ト レ スの影響 と その発現機

構を明ら かにする と と も に， 未然防止をめざ し た施策に

資する科学的知見を蓄積する。 　

〔内容および成果〕

兜上級主席研究員

アジアにおけ る気候変動によ る環境 リ ス クへの脆弱性評

価を行い， 地域の適応策を公衆衛生学的に検討する。 電

磁波の健康 リ ス ク評価及び青色LED光によ る メ ラ ト ニン

抑制 と ス ト レ ス ・ リ ス ク の初期評価を遂行する。 （平成

１ ８ 年 １ ０ 月， 逝去）
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小林上級主席研究員

環境中に存在する粒子状物質の健康影響を評価する。 大

気環境中およびナ ノ テ ク ノ ロ ジーの基盤であ るナ ノ 材料

等の粒子状物質に焦点をあて， 物理化学的性状解析に基

づいた健康影響評価を高感受性要因に着目し検討する。

また， 健康影響評価を的確に行 う ため， 曝露評価を行 う

と 共に細胞， 器官および個体を用いた環境汚染物質の包

括的かつ簡易で迅速な健康影響評価手法の開発および先

進的曝露評価手法の開発を行 う 。

鎖長の異な る アルカン類の肺胞上皮細胞の遺伝子発現へ

の影響を DNA チッ プを用いて解析し た。 また， これまで

の大気中粒子状物質が肺胞上皮細胞の遺伝子発現に及ぼ

す影響の結果を解析する こ と によ り ，環境ス ト レ ス DNA

チ ッ プに搭載する遺伝子を選抜し試作を行った。 ナ ノ 物

質の ラ イ フサ イ ク ル管理のため， 曝露評価， 体内動態，

曝露手法に関連する機関のパネルを設け情報の収集整理

を行い今後の課題 と し て ラ イ フサイ クルの各過程での曝

露や生体に取 り 込まれてか ら の動態の把握に基づ く 曝露

手法の検討が必要な こ と， 中立公正な新たな専門機関に

よ るナ ノ テ ク ノ ロ ジーの健康， 環境， 社会影響の迅速な

評価が必要な こ と を提言 と し てま と めた。 ナ ノ 粒子を多

く 排出する運転条件下 （定常運転下） でのデ ィ ーゼル排

気を ラ ッ ト に曝露し，包括的に影響を見る観点から DNA

Chip を用い肺 と 心臓の遺伝子発現への影響を解析し た。

肺では薬物代謝や細胞骨格関連， 心臓では酸化ス ト レ ス

や炎症や細胞増殖関連などの遺伝子の発現上昇が認めら

れた。 濃縮 Ｐ Ｍ ２ ． ５ 粒子の曝露によ る生体影響評価結

果のデータの統計解析， ま と めの方針等について議論す

る と と も に， 平成 １ １ 年度か ら １ ５ 年度までの報告のま

と めを行った。

分子細胞毒性研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

環境化学物質が免疫系をはじめ と する生体機能に及ぼす

影響の分子 メ カニズムを明ら かにし， 影響の裏づけや評

価に資する こ と を目標 と し， 研究を遂行する。 近年， 生

命現象の基本 と な る多種類の遺伝子の発現変化を網羅的

に解析する ための ト キシ コゲ ノ ミ ク ス技術が飛躍的に進

歩し ている。 また， ダ イ オキシンをはじめ と する種々の

化学物質が， それぞれ特異的な転写因子に作用し て遺伝

子発現を変化させ， その結果毒性影響を誘導する こ と が

報告されている。 それら を鑑み， 有害環境化学物質を曝

露し た実験動物や細胞において， 遺伝子発現変化のデー

タ を手がか り と し て， 影響経路や影響の原因遺伝子を探

索し，作用の分子 メ カニズムを明らかにする研究を行 う 。

ま た， 影響検出指標 と し て有効な遺伝子を明 ら かに し，

有害化学物質の効率的な影響評価法を確立する ための研

究を行 う 。 さ ら に， 有害化学物質の影響の ヒ ト と 実験動

物の種差， 臓器 ・ 細胞特異性の メ カニズムに関し て， 転

写因子の機能やエピジ ェネテ ィ ク スの関与に着目し て研

究を行 う 。

無機 ヒ 素， ダ イオキシン， エス ト ロ ゲンによ る胸腺萎縮

において， それぞれ標的 と な る細胞を明ら かにし た。 遺

伝子発現変化か ら影響予測を行 う 場合は， これら の標的

細胞に着目する こ と が有効であ る と 考え られた。 またジ

チオカルバ メ ー ト ， ト リ フ ェ ニルスズ， メ チル水銀など

の有害化学物質について も， 胸腺萎縮をおこす影響経路

を遺伝子発現か ら検討し た。 これまでの結果か ら， ト キ

シ コゲ ノ ミ ク スがそれぞれの化学物質特有の影響経路を

迅速に明ら かにする上で極めて有用であ る こ と が明ら か

と なった。 これまでの本研究やその他の研究結果を も と

に， 免疫毒性作用を持つ環境汚染物質の影響を検出する

ための影響検出指標遺伝子を選抜し， cDNA マイ ク ロ ア

レ イ を作成中であ る。 また ヒ ト と マウ スの細胞におけ る

ダ イオキシン反応性の種差を決定する因子 と し て， ダ イ

オキシン レセプターであ る転写因子 AhR の活性化後の分

解と転写関連因子であ る HDAC の挙動の差が重要であ る

こ と が示唆された。 環境研におけ る ト キシ コゲ ノ ミ ク ス

研究の成果を広 く 公開する ために，NIES ト キシコゲ ノ ミ

ク スサイ ト と い う Web サイ ト を作成し た。

生体影響評価研究室 〔＋領域長研究業務〕

高感受性集団や高感受性影響を対象 と し， 高感度で環境

ス ト レ スの健康影響を評価する こ と を目標 と し， 動物モ

デル等を用いた影響評価手法の開発， 応用 と それによ る

影響評価の実践， 検証， 維持を遂行する。 特に， 特別研

究 「環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価す

る in vivo モデルの開発 と検証」 を遂行し， 環境化学物質

が免疫 ・ アレルギー系を中心 と する高次機能に及ぼす影

響を明ら かにし， 影響を総合的に評価する こ と が可能な

in vivo モデルを開発する こ と をめざす。さ らに，in vivo モ

デルを用いた高次機能影響評価システムの短期化， 簡便

化を図る こ と を目指すと と もに， in vitro 評価モデルの可

能性を検討する。 ま た， ナ ノ 粒子やナ ノ マテ リ アルが，

免疫 ・ ア レルギー系， 呼吸器系， 循環器系， 凝固 ・ 線溶

系， 皮膚， 等に及ぼす影響を明ら かにし， その特性や メ

カニズムを検討する。 また， メ タ ロ イ ド の メ タ ボ ロ ミ ク

スに関する研究 と 環境負荷を低減する水系ク ロマ ト グ ラ

フ ィ ーシステムの開発をめざす。

in vivo ス ク リ ーニングモデルによ り ， 複数の環境化学物

質のアレルギー増悪影響を評価し た。 数種の化学物質は

ア レルギー疾患の病態を増悪する こ と を明ら かに し た。
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アレルギー病態の潜在期から病態完成期におけ る， 経時

的， 網羅的な遺伝子解析によ り ， アレルギー疾患に対す

る有害化学物質の増悪影響を検知可能 と 考え られる遺伝

子を選抜し た。 デイーゼルエンジン由来ナ ノ 粒子が濃度

依存的に細菌成分に関連する気道炎症を増悪する こ と を

明ら かにし た。 あ る種のナ ノ マテ リ アルの経気道曝露が

気管支喘息を増悪する こ と と， その メ カニズムを明ら か

にし た。 ナ ノ 素材の曝露は細菌成分の経気道曝露によ り

誘発 さ れ る 気道炎症及び血液凝固異常を増悪 し う る こ

と， その増悪効果は最も小さ な も ので顕著であ る と い う

こ と を明ら かにし た。 あ る種のナ ノ 素材は， バ リ ア機能

破綻時にア ト ピー性皮膚炎を増悪する こ と を明ら かにし

た。 沿道の微小粒子状物質の曝露が細菌成分に関連する

気道炎症を増悪する可能性があ る こ と を明ら かにし， メ

カニズムを検討し た。 ジフ ェニルアルシン酸慢性暴露に

よ り ， ヒ 素は赤血球中および体毛中に蓄積され， 暴露終

了後約 200 日経過し て も体毛中にはさ らに蓄積されてい

る こ と を明ら かにし た。 ヒ 素アフ ィ ニテ ィ ー担体の作製

にあた り 条件を検討し， カ ラ ム担体に対する ヒ 素の収率

を向上させた。 無機 ヒ 素の暴露によ り ， 過酸化水素が排

泄され， 毒性のよ り 高い 3 価 ヒ 素化合物を毒性のよ り 低

い 5 価 ヒ 素化合物へ と酸化 ・ 解毒し ている こ と を明らか

にし た。

総合影響評価研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

環境ス ト レ スの健康影響を体系的， 総合的に理解 ・ 評価

する ため， 分子， 細胞， 組織， 動物， ヒ ト と 多岐にわた

る環境影響評価研究を遂行する。 その結果の体系化， 総

合化に よ り ， 新たな健康影響評価手法の開発をめざす。

特別研究 「都市大気環境中におけ る微小粒子 ・ 二次生成

物質の影響評価 と 予測」 に参画し， 都市環境におけ る二

次生成汚染物質や自動車排ガスに起因する高レベル暴露

の実態把握 と 健康影響予測を行 う ほか， 地球環境研究総

合推進費， 文部科学省科学研究費等補助金， 環境省受託

研究， NEDO 受託研究等の外部研究資金によ る研究を推

進する。 また， 環境省 （環境保健部） 「局地的大気汚染に

よ る健康影響に関する疫学調査 （そ らプロ ジェ ク ト ）」 ほ

か， 各種調査研究， 委員会の分担研究者， 研究協力者 と

し て指導 ・ 助言を行 う 。

東京都内で一般住民の幹線道路沿道歩行中の自動車排ガ

スへの高曝露実態解明の予備調査を実施し た。 環境省微

小粒子状物質等曝露影響調査におけ る各種調査業務へ参

画 ・ 協力を行った。 環境省 「局地的大気汚染によ る健康

影響に関する疫学調査 （そ ら プロ ジ ェ ク ト ） の各種調査

業務へ参画 ・ 協力を行った。 環境省委託 「バイオナ ノ 協

調体」 で SAW 素子を作製し， 上皮細胞を培養し て SAW

の信号を観察し た。 NEDO 「モデル細胞を用いた遺伝子

機能等解析技術開発／研究用モデル細胞の創製技術開

発」 でサル Ｅ Ｓ 細胞を， feeder 細胞無しで培養する ため

の基底膜基質を試作し た。 環境省 「健康面か らみた温暖

化の危険性水準情報の高度化に関する研究」 で温暖化 と

熱中症 ・ 熱ス ト レ スに及ぼす影響， 温暖化に伴 う 大気汚

染の リ ス ク に関する感度関数の構築を行った。環境省「熱

中症予防情報提供並びに暑熱環境観測ネ ッ ト ワーク の構

築 と 観測実況値提供システムの開発業務」 で熱中症予防

を目的に， 予防情報の提供， 全国 ５ 箇所での WBGT 温度

観測システムの構築， 熱中症患者速報， か ら な る熱中症

予防情報提供システム （HP， 携帯サイ ト ） の運用を ６ 月

よ り 開始し た。

環境疫学研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

一般環境において人々が種々の環境因子に曝露され， そ

の結果 と し て発生する健康 リ ス ク を疫学的手法によ って

解明する こ と を目標 と し， そのための評価手法の開発，

検証， 維持， 実践を遂行する。 特に， 都市大気汚染に焦

点を当てて， 道路沿道や一般環境におけ る微小粒子状物

質や窒素酸化物などの環境測定データの解析， 個人曝露

量測定， 曝露評価モデルの開発など曝露評価手法の検討

を行 う 。 また， 大気汚染の短期および長期の健康影響に

関する疫学調査の実施しつつ， 種々の健康影響指標に関

する検討， 収集し たデータの統計解析を行って， 大気汚

染物質への曝露 と 健康影響 と の関連性について疫学的な

検討を進める。

特別研究 「都市大気環境中におけ る微小粒子 ・ 二次生成

物質の影響評価と予測」， サブテーマ 「都市環境における

大気汚染高レベル曝露 と 健康影響予測」 に関連し て， 東

京都内で一般住民の幹線道路沿道歩行中の自動車排ガス

への高曝露実態解明の予備調査を実施し た。 環境省 「微

小粒子状物質等曝露影響調査におけ る各種疫学調査研究

の最終的なデータの取 り ま と めを行い， 疫学的な解析を

実施し た。 こ の成果は PM2.5 の健康 リ ス ク評価のための

最も基盤 と な る知見を提供し， 大気環境行政の展開にお

いて重要な資料 と な る も のであ る。 環境省 「局地的大気

汚染によ る健康影響に関する疫学調査 （そ ら プロ ジ ェ ク

ト ） の円滑な実施のためのバーチャル組織であ る疫学調

査オフ ィ スの運営 ・ 管理を行 う と 共に， 調査対象者か ら

継続的な協力を得 ら れ る よ う な各種調査業務を実施 し

た。 また， 詳細な曝露評価モデルを用いた曝露量推計を

行った。 科研費 ) 生活の質 （QOL） に影響を及ぼす環境

因子に関す る 研究」 で全国か ら 無作為抽出 し た成人約

3000人を対象に(健康関連QOLの代表的指標であ る SF-36

と 大気汚染濃度 と の関連性を検討し， 光化学オキシダン
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ト 濃度と い く つかのQOL指標 と の間の関連性を見いだし

た。

(3)-1. 　 その他の研究活動 （環境健康研究領域）

1） 　 メ タ ロ イ ドのメ タボロ ミ クスに関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0509AE796

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究領域）， 平野靖史郎

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 半金属 （ メ タ ロ イ ド） に属する ヒ 素やセレ ンは，

古 く から工業的に利用されて き たが， 毒性の高い元素 と

し て も知られている。 これらの メ タ ロ イ ド は メ チル化代

謝され体外に排泄されるが， その詳細な メ カニズムおよ

び理由は明ら かになっていない。 取 り 込み， 吸収から排

出， 排泄までに至る メ タ ロ イ ド の代謝過程を明ら かにす

る ためには， メ タ ロ イ ド の状態 （価数および形態） 変化

を解析し， それに関与する蛋白を も含めた メ タ ボ ロ ミ ク

スが必要であ る。 本研究は メ タ ロ イ ド の代謝 と 体内動態

を分析毒性学的研究によ り 明ら かにし， これら有害 メ タ

ロ イ ド の毒性軽減， および毒性発現機構を解明する こ と

を目的 と し， 本研究の手法をその他の金属の毒性学へ応

用する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 １ ） 肝臓， 胆汁， 血清， 尿中の過酸化水素の測定

　 ラ ッ ト に 0.2mg As/kg （低容量群） または 2.0mg As/kg

（高容量群） の亜 ヒ 酸を投与し た後， 肝臓， 胆汁， 血清，

尿を採取し試料中の過酸化水素濃度を測定し た。 ま た，

総 ヒ 素濃度および ヒ 素の形態分析， GSH 濃度の測定も あ

わせて行った。 その結果， 肝臓および尿中の過酸化水素

濃度においては対照群 と ヒ 素投与群 と の間に有意差はみ

ら れなかったが， 胆汁中においては高容量群において，

血清中では低容量群において対照群 と 比較し， 有意に上

昇し ていた。 また， 胆汁中の GSH 量は対照群 と比較し高

容量群において有意に上昇し ていた。

　 ２ ） 胆汁中における As-GSH 抱合体の酸化機構の解明

　 無処理のラ ッ ト か ら採取し た胆汁 と 熱処理， カ タ ラー

ゼ処理， 透析を行った後の胆汁を用いて As-GSH 抱合体

の安定性を比較し た。 胆汁中の過酸化水素濃度は熱処理

によ り 上昇し， カ タ ラーゼ処理および透析によ り 低下し

た。胆汁中において，As-GSH 抱合体は ３ 価 ヒ 素化合物へ

と 加水分解し， さ ら に ５ 価 ヒ 素化合物へ と 酸化 さ れた。

酸化の割合は過酸化水素の濃度依存的に上昇し た。また，

カ タ ラーゼ処理および透析し た胆汁においては， ３ 価か

ら ５ 価への酸化が抑制された。

　 得られた結果か ら， 毒性の高い ３ 価 ヒ 素化合物に過酸

化水素が直接作用し， 毒性のよ り 低い ５ 価の ヒ 素化合物

へ と 酸化 ・ 解毒し ている こ と が示唆された。 また， 動物

実験において， ヒ 素の投与によ り 過酸化水素 と共に GSH

の胆汁への排泄が増加し た こ と か ら， ヒ 素の急性暴露時

には， GSH によ る As-GSH 抱合体の安定化 （ ３ 価 ヒ 素化

合物への解離を抑制） と 過酸化水素によ る ３ 価 ヒ 素化合

物の ５ 価への酸化が ヒ 素の解毒軽減へ関与し ている と推

定される。

〔備考〕

2） 　 有害化学物質の毒性の臓器 ・ 細胞特異性に関与する

転写因子機能の研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0608AE438

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域）， 鈴木武博

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 近年， 種々の化学物質が転写因子や核内受容体

に作用し て遺伝子の転写を変化させ， 生体に悪影響を及

ぼすこ と が報告されている。 本研究では， 有害化学物質

の臓器 ・ 細胞特異的な影響について転写因子の作用に着

目し て メ カニズムを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシンは， T リ ンパ球の転写因子 AhR を活性化

する こ と によ って免疫反応を抑制する こ と が示唆されて

いる。 こ の仮説を検証する ために， 最近私達が作成し た

Ｔ リ ンパ球でのみ活性化型AhR を発現し ている ト ラ ン ス

ジェニ ッ ク マウ ス （T 細胞特異的 CA-AhR Tg マウ ス） の

免疫機能について検討し た。 これまでの研究で， ダ イオ

キシンによ る細胞傷害性 T リ ンパ球 （CTL） 活性の抑制

には， T リ ンパ球の AhR の活性化が必要であ る こ と が報

告されていた。 しかし本年度の研究の結果， T リ ンパ球

の AhR の活性化のみでは CTL 活性の抑制がおこ ら ない

こ と が明 ら か と な っ た。 すなわちダ イ オキ シ ンに よ る

CTL 活性抑制の標的細胞は T リ ンパ球のみではな く ，T リ

ンパ球以外の細胞の AhR 活性化も関与する こ と が示唆さ

れた。

〔備考〕

3） 　 遺伝子ネ ッ ト ワークのリ スク評価への適応

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF957

〔担当者〕 ○豊柴博義 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 遺伝子情報の健康影響評価への利用が盛んに

な る なかで， 遺伝子発現を遺伝子間の信号によ る も の と
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と ら え， 遺伝子ネ ッ ト ワーク と し て解析し， 毒性影響や

健康影響の メ カニズム解明に役立て よ う と する シス テム

バイオロ ジーやコ ン ピ ュ テーシ ョ ナル ト キシ コ ロ ジーな

どの分野が大き く 注目されはじめた。 アレ イデータの情

報を， たんに新しいバイオマーカー と し て利用するのみ

でな く ， よ り 多 く の情報を総合的にネ ッ ト ワーク の形で

特徴付け る こ と ができれば， 新しい仮説や メ カニズムの

解明に役立て る こ と も期待でき る。 本研究では， こ のよ

う な解析を可能にする ネ ッ ト ワーク モデルの開発 と その

適応を目的 と し， 化学物質や毒性影響を遺伝子ネ ッ ト

ワーク と し て特徴づけ， その分類， 理解に役立て る手法

開発を目指す。

〔内容および成果〕

１ ． 解析モデルの開発

本研究では， 遺伝子間のネ ッ ト ワーク を Boolean ネ ッ ト

ワーク でモデル化し た。 さ ら に遺伝子の状態 （発現し て

いる ： １ ， 発現し ていない ： ０ ） を表す State-Space モデ

ルへ と 変換し， あ る時間での遺伝子の発現状態を追跡で

き るモデルにし た。 こ のモデルは確率的な遺伝子伝達も

考慮でき るモデルへと拡張でき る。 State-Space モデルは

その構成で生じ る state 間の移動を表す行列によ り 支配さ

れているが， こ の行列をべき乗する こ と によ り ， 信号の

伝達を追跡する こ と が可能 と な り ， また微分方程式の形

にする こ と で， あ る時間における state の起こ る確率を見

る こ と も出来る。

２ ． State-Space モデル と行列

state 行列は， 厳密モデル （deterministic） の場合は， 行列

の各行の成分の一箇所だけに １ が入 り ， 他の成分は全て

０ の形と なる。 こ の性質を持つ行列の集合を Ｍ とする。

こ の と き， ｋ 個の遺伝子から なる全ての Boolean ネ ッ ト

ワーク の state 行列は， 行列の集合 Ｍ のどれかになる こ

と が導かれる。つま り ， k 個から な る Boolean ネ ッ ト ワー

ク の性質を調べる こ と は，行列集合 Ｍ に属する行列の性

質を調べる こ と と 同じであ る。 本研究では， こ の性質を

使い， Boolean ネ ッ ト ワーク の頑強性は， Ｍ に属する行

列のゼ ロ でない固有値の数に関係 し てい る こ と を示 し

た。 ゼロでない固有値の数が少ないほど， ネ ッ ト ワーク

と し ては頑強性が高い こ と を示唆し た。 こ れは同時に，

あ る変化が生じ て も， 変化する前 と 同じ収束点に収束す

る こ と を意味し ている。

３ ． key 遺伝子の推測

key 遺伝子は，ネ ッ ト ワーク のシステムに大き く 変化を も

た らすもの と なるが， 先の結果を考えれば， state 行列の

ゼロでない固有値を変化させる， 増加させる よ う な も の

であ る こ と がわかる。 よ って， Boolean ネ ッ ト ワーク が与

え られた と き， それから得られる state 行列の性質を調べ

ればよいこ と にが解かる。

〔備考〕

4） 　 生体内における ヒ素の酸化還元と解毒機構

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0606AF499

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究領域）， 平野靖史郎

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 途上国最大の環境問題のひ と つに も な っ てい

る無機 ヒ 素化合物は， 発癌も含む多臓器疾患を起こすこ

と が知られている毒物であ る。 ヒ 素はその化学形によ っ

て毒性が大き く 異な る こ と は知られているが， 毒性の本

質は未だに不明のま まであ る。 本研究は， ヒ 素の代謝 と

体内動態を分析毒性学的手法を用いて明ら かにし， 環境

汚染物質であ る ヒ 素の毒性発現機構および解毒機構を ヒ

素の酸化還元 と い う 観点から解明する こ と を目的 と し て

いる。

〔内容および成果〕

　 ヒ 素の投与によ り 胆汁中 （高容量投与群） および血清

中 （低容量投与群） に過酸化水素が排泄される こ と が分

かった。 また， 無処理， 熱処理， カ タ ラーゼ処理および

透析を行った胆汁を使用し て As-GSH 抱合体の安定性を

評価し た と こ ろ，As-GSH 抱合体は胆汁中で ３ 価の ヒ 素化

合物へ と 加水分解され， さ ら に胆汁中の過酸化水素濃度

に依存し て毒性のよ り 低い ５ 価の ヒ 素化合物へ と 酸化さ

れる こ と が分かった。 得られた結果か ら， 毒性の高い ３

価 ヒ 素化合物に過酸化水素が直接作用し， 毒性のよ り 低

い 5 価の ヒ 素化合物へ と酸化 ・ 解毒し ている こ と が示唆

された。 また， 動物実験において， ヒ 素の投与によ り 過

酸化水素 と 共に GSH の胆汁への排泄が増加し た こ と か

ら， ヒ 素の急性暴露時には， GSH によ る As-GSH 抱合体

の安定化 （3 価 ヒ 素化合物への解離を抑制） と 過酸化水

素によ る ３ 価 ヒ 素化合物の ５ 価への酸化が ヒ 素の解毒軽

減へ関与し ている と推定される。

〔備考〕

5） 　 環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価す

る in vivo モデルの開発と検証

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0507AG476

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）， 井上健一郎，

柳澤利枝， 塚原伸治， 石堂正美

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質の高次機能影響を総合的に評価
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する こ と が可能な in vivo ス ク リ ーニングモデルを開発す

る。 さ らに， in vivo ス ク リ ーニングモデルを用いたアレ

ルギー増悪影響評価シ ス テムの短期化， 簡便化を図る。

これに並行し， 複数の環境化学物質を対象 と し， 本シス

テムの有用性を検証する。 また， in vitro ス ク リ ーニング

モデルの可能性について も検討する。

〔内容および成果〕

　 ■全体計画 

　 本研究課題は， （ １ ） in vivo ス ク リ ーニングによ る化学

物質のアレルギー増悪影響評価， （ ２ ） アレルギー増悪影

響の よ り 簡易な ス ク リ ーニ ン グ手法の開発 と い う サブ

テーマよ り 構成される。 この う ち， （ １ ） in vivo ス ク リ ー

ニングによ る化学物質のアレルギー増悪影響評価におい

ては，平成 16 年度終了課題において開発し た in vivo ス ク

リ ーニング手法を利用し，対象 とする化学物質を増やし，

そのアレルギー増悪影響を検討する。 （ ２ ） アレルギー増

悪影響のよ り 簡易なス ク リ ーニング手法の開発において

は， 平成 16 年度終了課題において開発し た in vivo ス ク

リ ーニング手法を さ ら に改良し， よ り 簡便， かつ， 短期

間で判定が可能な ス ク リ ーニン グシ ス テム を開発する。

さ ら に， 複数の環境化学物質を対象 と し， その有効性を

検証する。 　

　 ■前年度までの成果の概要 

（ １ ） in vivo ス ク リ ーニングによ る化学物質のアレルギー

増悪影響評価 　 対象物質 と し ては， ペルフルオロ スルホ

ン酸 （PFOS）， ペルフルオロオク タ ン酸 （PFOA）， 塩化

ト リ ブチルスズ （TBTC） を選択し た。PFOS，および PFOA

は撥水剤， 防汚剤などに用いられて き た有機フ ッ化化合

物の中間体であ る。 また， ト リ ブチルスズは船底塗料や

漁網の防汚剤 と し て広 く 用い られて き た。 いずれの物質

において も， 生産中止や規制がな されているが， その一

方で，野生動物の体内での蓄積が確認されてお り ，水質・

土壌環境の汚染などによ る ヒ ト への曝露影響も懸念され

ている。 今回， ア ト ピー性皮膚炎モデルを用いた in vivo

ス ク リ ーニング系を用い， 各物質が皮膚炎に及ぼす影響

について検討し た。 その結果， これら の物質は， フ タル

酸エステルに比較し， ア ト ピー性皮膚炎増悪作用には乏

しいもの と判断された。

　 ■本年度の研究成果

　 本年度の対象物質は， フ タル酸ジ イ ソ ノ ニル （DINP），

アジピン酸ジ イ ソ ノ ニル （DINA） ， ト リ メ リ ッ ト 酸 ト リ

ス （2- エチルヘキシル） （TOTM）， フ タル酸モ ノ エチル

ヘキシル （MEHP）， ビ ス フ ェ ノール A （BPA）， ペルフル

オロオ ク タ ン酸 （PFOA）， ペルフルオロオク タ ン スルホ

ン酸 （PFOS） ， 塩化 ト リ ブチルスズ （TBT） と し た。 ８

週齢の NC/NgaTndCrlj マウ ス を ６ 群に分け， 対象化学物

質 100μl を週 １ 回， 計 ４ 回， 腹腔内投与し た。 各化学物

質は， NOAEL， LOAEL， TDI などを基に ４ 段階濃度を設

定 し た。 ま た， 対照群， お よ び ダ ニ ア レ ル ゲ ン （Dp;

Dermatophagoides pteronyssinus） 単独群は， 化学物質を溶

解し た溶媒を処置し た。 Dp， あ るいは溶媒であ る生理食

塩水は，化学物質投与開始の ４ 日後から ２ ～ ３ 日おきに，

計 ８ 回， ５ μg （10μl） を右耳に皮内投与し た。 皮膚炎

症状は， 各 Dp 投与 24 時間後に， ４ 徴候 ［乾燥肌， 発疹，

掻爬傷， 浮腫］ ， ４ 段階 ［ ０ ： な し， 1 ： 軽度 ； 2 ： 中等

度 ； 3 ： 重度］ でス コ ア化し， 定量的， かつ， 経時的に各

群の症状変化を比較検討し た。 患部腫脹の指標 と し て，

耳介厚の測定も同時に行った。 DINP， BPA において， 対

照群， あ るいは Dp 単独投与群に比し， 化学物質の濃度，

あ るいは病態の形成段階によ って有意な皮膚炎症状の増

悪， および耳介腫脹を認めた。 また， MEHP は増悪傾向

を示し た。 一方， PFOA は， 投与濃度によ って Dp 単独群

に比し， 有意な耳介腫脹の抑制を認めた。 アレルギー増

悪影響のよ り 簡易なス ク リ ーニング手法の開発について

は， １ ） DNA マイ ク ロ アレ イ を用いた短期ス ク リ ーニン

グ手法の開発と し て，平成 16 年度終了特別研究において

確立し た in vivo ス ク リ ーニングモデルにおける遺伝子発

現の変化を， 病勢の進行 と と も に， 経時的， 網羅的に解

析を進めた。 ２ ） 培養細胞系を用いた簡易ス ク リ ーニン

グ手法の開発に関し ては， アレルギー反応に深 く 関わる

リ ンパ球や脾細胞の培養系を用い， in vivo ス ク リ ーニン

グ と相関のよい in vitro ス ク リ ーニング手法が可能か否か

検討し た。  

　 ■次年度の予定

　 皮膚炎症状の増悪が認め ら れた化学物質については，

その増悪 メ カニズムについて さ ら に検討する。 次年度の

対象物質と し ては， 他の可塑剤， 樹脂原料， 界面活性剤，

防腐剤， 難燃剤などの中か ら， 重要性， 緊急性を鑑みた

上で物質を選択し， 優先的に評価を進める。 さ ら に， ア

レルギー増悪の よ り 簡易な ス ク リ ーニン グ手法の開発，

（① DNA マイ ク ロ アレ イ を用いた短期ス ク リ ーニング手

法の開発， ②培養細胞系を用いた簡易ス ク リ ーニング手

法の開発） について も併せて検討を進める。

〔備考〕

重点 3 中核 P2 に含まれる課題

6） 　 DNAチ ッ プを用いた有害化学物質の健康影響評価手

法の開発

〔区分名〕 環境 - その他 

〔研究課題コー ド〕 0307BX015
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〔担当者〕 ○小林隆弘 （環境健康研究領域），高野裕久，野

原恵子

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境汚染化学物質の健康影響を，包括的，簡便，

短時間， 高感度かつ安価に検知 ・ 予測する こ と が可能な，

コ ンパク ト な環境ス ト レ ス DNA チッ プを開発する

〔内容および成果〕

　 大気中粒子状物質や有害化学物質に肺胞上皮細胞やマ

ウ ス個体を曝露 し た と き に， 発現す る 遺伝子を既存の

DNA チ ッ プを用いて解析し， 細胞への影響， 免疫機能，

アレルギー反応を予測するのに重要な遺伝子の選抜を行

い， 環境ス ト レ ス DNA チッ プの作成を開始し た。

〔備考〕

7） 　 バイオナ ノ 協調体による有害化学物質の生体影響の

高感度 ・ 迅速評価技術の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0307BY601

〔担当者〕 ○持立克身 （環境健康研究領域） ， 久米博， 中

村宣篤， 秋山知也

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 人間の臓器は， 外界に接し ている上皮組織， 循

環器系の一員であ る血管内皮組織， 及び両者間を充当す

る形で存在する間充織か ら構成されている。 上皮組織は

上皮細胞 と 基盤 と な る基底膜構造体か ら， 血管内皮組織

は血管内皮細胞 と 基盤 と な る基底膜構造体か ら構成され

ている。 本研究では， 生体の上皮組織や内皮組織を模し，

環境応答信号を発する こ と ができ る人工組織を構築し た

後， それをナ ノ 構造体検出器 と 一体化させたバイオナ ノ

協調体を開発する。 こ のバ イ オナ ノ 協調材料を用いて，

動物実験系を一部代替し， 既存 ・ 新規化学物質の安全性

評価， 並びに医薬品 と し ての性能評価を， 迅速 ・ 高効率

に実現する手法の確立をめざす。

〔内容および成果〕

　 本研究の成果に関し ては， 現在知的財産確保の手続き

を進めています。その手続きが完了し，非公開の期間 （ １

年半） が経過し た後に報告し ます。

〔備考〕

共同研究者：春山哲也（九州工業大学生命体工学研究科），

尾笹一成 （理化学研究所中央研究所） 服部俊治 （ニ ッ ピ

バイオマ ト リ ッ ク ス研究所）

8） 　 微小粒子状物質等曝露影響調査 （解析調査） 業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0606BY949

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究領域），小野雅司，山

崎新， 田村憲治

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 浮遊粒子状物質 （SPM） については， 従来よ り

環境基準を設定し， その健康影響および大気中濃度に関

する知見を体系的に収集し てき た と こ ろであ るが，近年，

SPM の う ちでも特に粒径の小さい部分で人為的発生源か

ら の寄与割合の多い粒子 （微小粒子状物質） によ る呼吸

器症状等の健康影響が懸念 さ れてい る。 こ の こ と か ら，

一般大気環境におけ る微小粒子状物質の曝露量 と 健康影

響と の関連性を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 環境省水 ・ 大気環境局では微小粒子状物質等曝露影響

調査 と し て全国 ７ 地域において呼吸器症状等に関する質

問票調査を平成 13 年度から毎年繰 り 返し実施し，本年度

秋に調査を終了し た。 対象者は対象地域の三歳児健康診

査受診者およびその保護者であ る。 本年度は第 ５ 次年度

のデータについて得られた呼吸器症状等に関する質問票

を電算入力し た上で， 疫学調査の標準的な方法によ り 質

問票への記入状況の点検を行い， 集計を行った。 さ らに，

こ れま で計 ５ 年度で得 ら れたデー タ を統合 し たデー タ

ベース を作成し た。 また， 人口動態調査死亡票か ら得ら

れた死亡に関する情報について， 個人情報保護に留意し

つつ， 微小粒子状物質によ る短期的影響に関する疫学解

析に有用な形で整理し た。 さ ら に， 疫学調査対象地域に

おけ る微小粒子状物質や浮遊粒子状物質， 窒素酸化物等

の大気汚染物質や， 人口動態， 交通 ・ 運輸， 社会経済動

向等のデータ を収集し た。

　 これら のデータについて， 呼吸器等症状の罹患状況又

は死亡状況 と 微小粒子状物質濃度等 と の関連， 大気汚染

以外の呼吸器等症状及び過剰死亡の要因 と な る可能性の

あ る諸事象 と の関連等について， 多角的に解析し， 微小

粒子状物質濃度 と 健康影響 と の関連についての検討を

行った。

〔備考〕

平成 16 年度課題コード 0404BY470

平成 17 年度課題コード 0505BY511

9） 　 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のための

関東地区及び中京地区の同意確保調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0606BY950

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究領域），小野雅司，山

崎新

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）
―  132  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
〔目 　 的〕 昨年度から 「局地的大気汚染の健康影響に係る

疫学調査 （学童コ ホー ト 調査） 」 が開始された。 学童コ

ホー ト 調査は， 大都市部の道路沿道住民におけ る自動車

排ガスへの曝露実態を定量的に把握し， 住民の呼吸器疾

患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明ら か

にする も のであ り ， 関東地区， 中京地区， 阪神地区の小

学 １ ～ ３ 年生約 16,000 人を調査対象候補者と し， これら

の候補者の う ち， 保護者の同意が得られた者を対象 と し

て実施する も のであ る。 疫学調査において最も重要な点

のひ と つは， 多 く の候補者か ら同意を得て， 調査対象者

に偏 り がない状況に よ り 調査を実施する こ と であ る が，

近年， 国民の価値観の多様化， 個人情報の保護に対する

意識の高ま り 等から疫学調査への同意を得る こ と が難し

く なって き ている こ と が指摘されている。 本調査では学

童コ ホー ト 調査におけ る同意を確保する こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 本年度は学童コ ホー ト 調査の第 ２ 年度目の調査実施の

ために， 協力小学校 （千葉市 ： ７ 校， 世田谷区 ： 12 校，

川崎市 ： ５ 校， 名古屋市 ： 10 校）， 保護者 （約 9,500 人）

等への説明を行 う ためのパン フ レ ッ ト 及びポス ターを作

成し， 配布し た。 また， 想定質問に対する回答案， およ

び保護者等か らの電話によ る問い合わせに対する対応マ

ニ ュ アルを作成し た。 協力小学校の教諭等に対し て十分

な説明を行い， 学童コ ホー ト 調査に対する理解を得る と

と もに，保護者に対し て調査への理解 と協力を依頼し た。

また， フ リ ーダ イ ヤルを設置し て， 保護者等か らの問い

合わせに対し， 問い合わせ対応マニ ュ アルに従って対応

し た。 第 ２ 年度目において も調査目標達成のために十分

と考え られる同意率が得られた。

〔備考〕

平成 17 年度研究課題コ－ド  0505BY511

10） 　 ナ ノ テ ク ノ ロジー影響の多領域専門家パネル

〔区分名〕 文科 - 振興調整 

〔研究課題コー ド〕 0606CB014

〔担当者〕 ○小林隆弘 （環境健康研究領域）， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 ナ ノ テ ク ノ ロ ジーの健康 ・ 環境 ・ 社会影響を配

慮し た責任あ る研究開発を支え る ために， 多領域の専門

家が結集する場 （パネル） を構築しナ ノ 物質の ラ イ フサ

イ クル管理のための動態把握事項の検討を行 う

〔内容および成果〕

　 ナ ノ 物質のラ イ フサイ クル管理のための動態把握を行

う 目的で， １ ． 曝露量評価， ２ ． 体内動態， ３ ． 曝露手

法， に関 し ての現状の把握 と 課題の抽出を行っ た。 １ ．

曝露評価においては， 生産量や用途， 製品のラ イ フサイ

クルの各過程を考慮に入れた曝露評価や曝露調査の手法

について， ２ ． 体内動態については， 曝露経路 と し て，

呼吸器， 皮膚， 消化器を想定しナ ノ 物質の物理 ・ 化学的

性状 と 動態の解析について， ３ ． 曝露手法については，

細胞への曝露， 動物への気管内投与や吸入曝露の場合も

凝集状態等を考慮し た曝露について， 現状 と 課題の抽出

を行い， 提言を作成し た。

〔備考〕

11） 　 生活の質 （QOL) に影響を及ぼす環境因子に関する

研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD958

〔担当者〕 ○山崎新 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 大気汚染の健康影響については， 死亡や疾患 と

の関連について多 く の研究がな されて き た。 今日， 公衆

衛生において 「生活の質」 (QOL) の重要性が認識されて

き てお り ，大気汚染によ る健康影響を QOL によ り 評価す

る必要があ る こ と が指摘されている。 ア ウ ト カム と し て

健康関連 QOL を用いる こ と によ り ，死亡や罹患では見え

なかった大気汚染の健康影響を顕在化させる可能性があ

る。 そ こ で， 本研究では大気汚染と健康関連 QOL と の関

連を検討し た。

〔内容および成果〕

　 2002 年 10 月に実施された SF-36( 健康関連 QOL の代表

的指標 ) の日本国民標準値を調査し た際のデータベース

（全国か ら 4500 人を無作為抽出し， 10 月中に回答し た

2896 名） に， 全国の一般環境大気測定局 （約 1700 地点）

で記録された浮遊粒子状物質 (SPM)， NOx および光化学

オキシダン ト (Ox) 濃度のデータ （2002 年 9 月，10 月，お

よび， 9-10 月の平均値） を市区町村単位で リ ンケージ さ

せ， SF-36 の 「活力」 および 「心の健康」 ド メ イ ンの得点

を目的変数， 各大気汚染濃度を説明変数 と し て共分散分

析を行った。 単変量解析では， 9 月および 9-10 月 2ヶ月

平均の Ox の高濃度曝露群では 「活力」 が低い傾向がみ

られた （それぞれ P=0.043 および 0.028）。 こ の関連は，性

別や年齢等交絡する可能性のあ る因子で調整し て もみら

れた （それぞれ P=0.047 および 0.033）。 一方， SPM あ る

いは NOx と 「活力」 と の関連は見られなかった。

　 また， 10 月以外における季節における大気汚染物質 と

健康関連 QOL の関連の検討等をおこ な う ために，2006 年

5 月に， 全国から 2200 人を無作為抽出し， 調査票によ る
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QOL 調査を実施し た。 しかし， この時期の大気汚染濃度

は研究期間中には公表されなかったため， 春季におけ る

大気汚染と健康関連QOL と の関連性についての解析は今

後の課題であ る。

〔備考〕

12） 　 ナ ノ 素材が皮膚疾患に及ぼす影響 と その メ カ ニズ

ムの解明に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0607CD510

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 近年生活環境中で広 く 用いられてい

るナ ノ 素材に着目し， 人体への曝露様式の一つ と し て想

定される皮膚を経由し た曝露によ る人体への影響に着目

し， ア ト ピー性皮膚炎モデルを用いてその評価する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 １ ． ラ テ ッ ク ス粒子がマウ ス皮膚炎モデルに及ぼす影

響

　 NC/NgaTndCrj マウ ス （以下 NC/Nga， ♂， 8wk） を ７ 群

に分け， ダニ抗原 （Dp）， も し く は vehicle を， ２ ～ ３ 日

おきに， 計 ８ 回， ５ μg （10μl） を右耳介部に皮内投与

し， 皮膚炎を形成させた。 ラ テ ッ ク ス粒子は， Dp 投与前

よ り 週 １ 回， 計 ４ 回， ３ 種類のラ テ ッ ク ス粒子 （25， 50，

100nm） を， 50μg/10μL/animal/ 回， 患部に塗布し た。 ま

た， ラ テ ッ ク ス粒子単独での影響について も併せて検討

し た。 その結果， ラ テ ッ ク ス単独では， 皮膚炎症状の変

化は認め ら れず， ダニ誘発皮膚炎への影響について も，

明らかな増悪は認めなかった。

　 ２ ． ラ テ ッ ク ス粒子がバ リ ア機能の破綻を想定し た皮

膚炎モデルに及ぼす影響 　

　 ア ト ピー性皮膚炎では， 皮膚のバ リ ア機能破綻が病態

の増悪や継続に関与する と 考え られている。 １ ． の結果

から， バ リ ア機能障害を想定し た動物モデル， すなわち，

ラ テ ッ ク ス粒子と Dp を同時， あ るいは粒子単独 （20μg/

animal/ 回） で， 計 ８ 回皮内投与し， 皮膚炎に対する影響

を検討し た。 その結果， ラ テ ッ ク ス単独曝露で も患部腫

脹が惹起され， 粒径が小さ い程増悪傾向を示し た。 さ ら

に， アレルゲン と の共存は， 皮膚炎症状を著し く 増悪し

た。

　 ３ ． 二酸化チタ ン粒子がバ リ ア機能の破綻を想定し た

皮膚炎モデルに及ぼす影響

　 二酸化チタ ンは， 粒径は ３ 種類 （15， 50， 100nm） を設

定し， Dp と同時， あ るいは粒子単独 （20μg/animal/ 回）

で， 計 ８ 回皮内投与し た。 その結果， 単独曝露によ る影

響は認めなかったが， アレルゲン と の併用曝露では， 皮

膚炎症状を著し く 増悪し た。 　 一方， 粒径の違いによ る

影響は認められなかった。

　 本年度の結果よ り ， バ リ ア機能の障害時にアレルゲン

と 共にナ ノ 素材に曝露される と， 皮膚炎症状を著し く 増

悪する可能性が示唆された。 また， ナ ノ素材によ っては，

アレルゲン非存在下でも皮膚炎が惹起され得る。

〔備考〕

13） 　 健康関連の生活の質 （Health-related Quality of Life）

が環境に配慮し た行動様式に及ぼす影響に関わる研

究

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0506KZ959

〔担当者〕 ○山崎新 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 環境に配慮し た行動様式 ( 以下，環境行動 ) は，

エネルギー消費の抑制， ひいては二酸化炭素の排出抑制

に関連する こ と がいわれている。 先行研究において， 環

境行動 と 関連する要因 と し ては， 性別， 年齢， 社会経済

階層， 子供の有無などが明ら かに された。 近年， 日本経

済は回復の兆し をみせているが，失業率は高水準であ り ，

自殺率は高水準であ る。 また， 軽度以上の う つ状態の有

病率は 37％，中程度以上の有病率は 14％程度であ る こ と

を示し ている。 う つ状態は， 行動様式に影響を与えてい

る もの と考え られ， う つ状態にあ る者は健常時 と比較し，

生活行動様式が変化する も の と 考え られる。 こ のよ う な

こ と から， う つ状態が環境行動 と 関連し ている可能性が

あ るが， これらの関連にかかわる先行研究はこれまでに

な されていない。 そ こ で， 本研究の目的は， う つ状態を

含めた主観的な健康状態， 即ち， 健康関連の生活の質

(Health-related Quality of Life: HRQOL) と環境行動と が関

連し ているか否かを研究する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 日本全国から層化二段抽出された 15 ～ 79 歳の 2400 名

を対象に調査票によ る調査を実施し た。 調査票には， 対

象者の特性要因 （性別， 年齢， 職業， 等）， 健康関連 QOL

の尺度であ る SF-8， および， 環境に配慮する行動に関わ

る質問 （使用し ていない電灯を消し たか？洗面時に節水

し たか？冷暖房等の空調を弱めたか？等） が含まれた。

SF-8 は規定のアルゴ リ ズムに基づき， 身体的サマ リ ース

コ ア （PCS） および精神的サマ リ ース コ ア （MSC） を求

めた （高ス コ アほど QOL が良い）。 被説明変数を環境行

動の有無， 説明変数を PCS， MCS， および， 対象者の特
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性要因と し て， ロ ジステ ィ ッ ク回帰分析によ り ， PCS お

よび MCS10 ポイ ン ト あた り の，環境行動を と るオ ッ ズ比

を求めた。

　 調査票の回収数は 1053 （44%） であった （男性 49%，

平均年齢 48 歳 （SD=17））。 PCS および MCS ス コ アは，

それぞれ 49 （SD=7） および 48 （SD=7） であった。 単変

量解析では， 女性， 孫 ・ 子あ り ， 高学歴群で環境行動を

行っている割合が高かった。 ロ ジステ ィ ッ ク回帰分析の

結果， 緒因子の影響を調整し て も なお， PCS が 10 ポイ ン

ト あた り の環境行動 （使用し ていない電灯を消す） を と

るオ ッ ズ比は 1.2 倍 （95% 信頼区間 : 1.0-1.5） であった。

　 健康関連 QOL の う ち， 特に， 身体面の QOL が悪い状

態にあ る グループでは， 環境に配慮し た行動を行わない

こ と を示し た。 こ の関連性の因果推論は今後の課題であ

る。

〔備考〕

2005 年度財団法人住友財団環境研究助成

（ ４ ） 大気圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP015

〔代表者〕 今村隆史

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題やオゾン層破壊問題， 酸性雨問

題を含む越境広域大気汚染， 更には都市におけ る大気環

境問題など， 地球規模から局所的な問題までの大気環境

に関わる課題について， 2 つの重点研究プロ グ ラ ム （地

球温暖化研究プロ グ ラ ムおよびアジア自然共生研究プロ

グ ラ ム） と も連携しつつ，大気環境に関わる個々の物理・

化学プロセスの解明 と その相互作用の理解に関する基盤

的研究を行 う 。 大型実験施設 （大気拡散大型風洞や光化

学反応チャ ンバー） など を利用し た個々の物理 ・ 化学プ

ロセスに関する室内実験， 化学的な分析手法を用いた大

気の組成や微量物質の濃度 ・ 同位体組成の観測， 遠隔計

測手法を用いた大気の性状や運動の時間的 ・ 空間的変動

の観測， 人工衛星データ も含めた観測データの解析， 大

気数値モデルを用いた数値実験， などのアプローチで研

究を進める。 また新たな大気遠隔計測手法や大気微量物

質の計測手法の開発にも取 り 組む。 研究対象の現象 と し

ては， 大気汚染物質の移流拡散， 大気中での微量物質の

変質 と 大気質の変化， 除去過程に伴 う 酸性雨問題等の地

域や国を またいだ汚染物質の輸送， 地球規模での物質循

環過程，大気構造や汚染物質の大気の放射特性への影響，

微物理過程を含む雲 ・ エア ロ ゾル相互作用およびそれら

の放射影響， 地球規模での気候システムの変化， 成層圏

オゾン層の変化， が挙げられる。

〔内容および成果〕

　 気候変動 と 大気放射特性への影響に関す る 研究 と し

て， 大気海洋結合モデルを用いた気候変動の数値実験な

らびに リ モー ト センシングデータ を活用し たエア ロ ゾル

分布の把握 と 光学パラ メ ータの解析を行った。 特に過去

の気候変化を も た ら し た要因を分類化し て， 太陽活動，

火山活動， 人為的なエア ロ ゾル量の変化に対する気候応

答の感度試験を行った。 エア ロ ゾル分布の研究 と し て本

年度は， 衛星搭載多波長放射計のデータから エア ロ ゾル

の種別を分離する アルゴ リ ズムの改良を進め る と 共に，

改良 し た アルゴ リ ズ ム を全球衛星デー タ の解析に適用

し， 炭素タ イプ， 砂塵タ イプ， 硫酸タ イプ， 海塩タ イ プ

ご と にその光学的厚 さ の全球分布を求めた。 ま た ラ イ

ダー観測を通し てエア ロ ゾルおよび雲の光学特性の観測

手法の開発も進めてお り ， 特に高スペク ト ル分解能を有

する レーザーを用いた ラ イ ダーによ り ， エア ロ ゾルの後

方散乱係数 と 硝酸係数を独立に得る手法を確立し， 連続

観測されたエア ロ ゾル と氷雲のラ イ ダー比を統計的に解

析し た。

　 成層圏オゾン層に関する研究 と し て， 成層圏化学気候

モデルを用いた長期のオゾン層変動の数値実験を実施し

た。 オゾン層破壊物質な らびに CO2 などの温室効果気体

の今後の排出シナ リ オの も と で行われた数値実験では，

オゾン破壊が最も顕著であ る南極オゾンホールの長期的

な変化については， 21 世紀初頭は大規模なオゾンホール

の出現が繰 り 返 さ れる が， 2020 年以降にな る と オゾ ン

ホールの縮小傾向が認められる もの と期待され， 21 世紀

半ばにはオゾンホールの規模は現在よ り も大幅に縮小す

る と の結果が得られた。 オゾン層破壊の化学の中で も未

解明の部分が多い極域での極成層圏雲の生成な らびに脱

窒素過程の機構解明を目指し て，ILAS-II 観測データの解

析を進めた。 特にオゾンホール内での特定の空気塊に着

目し て脱窒素量 と エア ロ ゾル消散係数の変化の関係を明

らかにし た。

　 温室効果気体の地球規模での物質循環過程の理解に向

けて， 二酸化炭素観測 と 相補的な情報を与え る酸素濃度

（O2/N2 比） の観測を継続し た。 特に数時間スケールの時

間分解能での測定を可能にする ための連続観測システム

の開発を行った。 開発し たシステムは落石な らびに波照

間のモニ タ リ ング ステーシ ョ ンに設置し て， 連続運転の

試験を行った。 その結果， 落石 ・ 波照間の両ス テーシ ョ

ンでほぼ 1 時間程度の時間分解能での O2/N2 比の連続観

測が可能であ る事が確かめられた。また，落石ステーシ ョ

ンでは春季ブルームによ る海洋か ら大気への酸素の放出

などを捉える こ と に成功し た。 O2/N2 比測定以外に， 全
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球ス ケールでの温室効果気体の空間分布の把握を目指し

た温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） の搭載センサー

のための分光パ ラ メ ー タ の評価研究 も 進め， 高分解能

フー リ エ変換分光計を用いて メ タ ンの1.67µm帯の吸収ス

ペク ト ルを測定し既存の分光パラ メ ータデータベース と

比較し た。

　 越境大気汚染の監視の観点か ら， 連続観測小型 ラ イ

ダーを活用し た日中韓モンゴルの 4 カ国連携で進めてい

る黄砂モニ タ リ ングのための黄砂ネ ッ ト ワーク の展開を

図る と 共に， 中国でのラ イ ダーデータか ら黄砂由来 と 大

気汚染由来のエア ロ ゾル情報の導出を進めた。 長崎県に

見られる水稲の葉枯れの現象について酸性霧 と の観点か

ら大気中の酸性物質の計測を行った。

 都市大気でのエア ロ ゾルや沿道大気汚染の問題に関し

て， 大気拡散風洞を用いた道路空間の通風換気指標の決

定や疫学調査 と の連携に向けて， 単純形状模型な らびに

実市街地模型を用いた実験も行った。 また都市大気環境

中での二次粒子生成 と し て， 植物起源の揮発性有機物か

らの有機エア ロ ゾル生成を調べた。

　 大気汚染物質の計測技術の開発 と し て， 揮発性有機化

合物の実時間同時計測手法 と し て陽子移動反応－飛行時

間型質量分析装置を開発し， 人為起源炭化水素であ る芳

香族炭化水素で検出感度が sub-ppb レベルにあ る こ と を

確認し た。 またナ ノ テ ク ノ ロ ジーを活用し たパーソナル

モニタ リ ングのための計測器開発も進めた。

(4)-1. 　 その他の研究活動 （大気圏環境研究領域）

1） 　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの

検出に関する数値実験的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0608AE549

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 気候シ ス テ ムは様々な時空間ス ケールで変動

し ているが， これら の変動が， 何ら かの外的な気候変動

要因によ り 強制された も のか， あ るいは気候システムが

本質的に持つ揺ら ぎ （内部変動） によ る も のか， を峻別

する こ と は， 地球温暖化などの人間活動に伴 う 気候変化

シグナルを検出する上で大変重要であ る。 こ のよ う な観

点か ら， 本研究では， 数値気候モデルを用いて， 様々な

気候変動要因によ り 引き起こ される長期気候変化に関す

る知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 標準的な解像度を持つ大気海洋結合モデルによ る数値

シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を用いて， 気候システムが本質的

に持つ内部変動 （気候の揺ら ぎ） に関する知見を得る と

共に， 何ら かの外的な気候変動要因によ り 引き起こ され

る長期気候変化が， 気候の揺ら ぎでは説明でき ない， 統

計的に有意な変化であ る こ と を示す。 また， そのよ う な

有意な変化の発現 メ カニズムについて も解析を行 う 。 本

年度は，最新の CCSR/NIES/FRCGC CGCM であ る MIROC

の中解像度版を用いて行った長期コ ン ト ロール積分につ

いて解析し， 統計的に有意なシグナル と し て検出可能な

気候変化の地域性 ・ 季節性について検討し た。 地上気温

については， 高緯度の雪氷縁辺域を除き， あ ま り 大き な

地域性 ・ 季節性は見られないが， 降水量については， モ

ン スーン地域において， 雨季 と 乾季で大き な違いのあ る

こ と が示され， 長期気候変化シグナルの検出可能性を検

討する際には， こ のよ う な地域性 ・ 季節性に も注意する

必要のあ る こ と が示唆された。

〔備考〕

2） 　 気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に関

する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0308AE486

〔担当者〕 ○日暮明子 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルの気候影響評価は依然大き な不確

定性があ り ， 気候変動研究において重要な課題の １ つ と

なっている。 不確定性はモデル間の相違によ る と こ ろが

大きいが， その背景には， その気候影響評価に十分な全

球でのエア ロ ゾル特性が明ら かになっていない実情があ

る。 本研究では， エア ロ ゾルの気候影響評価の精度向上

にむけ， 衛星データ を利用し， 全球でのエア ロ ゾル光学

特性の把握を行 う 。

〔内容および成果〕

　 多波長衛星データ利用によ るエア ロ ゾルアルゴ リ ズム

と し て，短波可視－可視－近赤外域の ４ 波長データから，

エア ロ ゾルの光学的厚さ ・ サイ ズ イ ンデッ ク ス ・ 光吸収

性の同時推定し， 更に推定された粒径の大小 と 光吸収性

か ら砂塵性 ・ 炭素性 ・ 硫酸塩 ・ 海塩エア ロ ゾルの ４ つの

エア ロ ゾルタ イプへ種別分類を行 う ４ 波長アルゴ リ ズム

の開発を進めて き た。 開発アルゴ リ ズムの精度向上を図

る為に， 東アジア域の高分解能データの解析を継続的に

行い， 解析データ を蓄積する と と も に， 地上放射観測お

よびエア ロ ゾル成分分析データ と の比較を進めた。 その

結果， 衛星解析の結果は， エア ロ ゾルの光学的厚さ を過

大評価する傾向にあ るが， 大陸か ら の黄砂や汚染質の特

性の推定において地上観測結果 と 非常によ く 整合し てい
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る こ と が分かった。 特に， 種別分類において， 地上の成

分分析結果 と 悪 く ない一致がみられ， その有効性が示さ

れた こ と は， 大き な成果 と いえ る。 アルゴ リ ズム開発 と

同時に，全球解析にも着手し，GLI および MODIS のセグ

メ ン ト 化データに開発アルゴ リ ズムを適用し， 全球エア

ロ ゾル特性が得られた。

〔備考〕

3） 　 分光法を用いた遠隔計測に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0308AE539

〔担当者〕 ○森野勇 （大気圏環境研究領域），杉本伸夫，中

根英昭

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 人工衛星， 地上等からの分光遠隔計測によ って

地球大気中の微量成分の存在量及びその変動を把握する

と き， よ り 精度良 く 必要な情報を得る ためには， 遠隔計

測法， 放射伝達の取 り 扱い及びデータ解析法に関する検

討 と 微量成分の分光パ ラ メ ー タ の高精度化が重要であ

る。 本研究では分光学の視点に立って関連する研究を行

い， 高精度化に貢献する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 温室効果ガスであ る一酸化二窒素や メ タ ンに対し て実

験室分光測定を行い， 測定スペク ト ルの解析 と 決定し た

分光パラ メ ータの評価を行った。

　 大気観測用高分解能フー リ エ分光計を用いて測定し た

大気吸収スペク ト ルの リ ト リ ーバル解析は， 二酸化炭素

の季節変動解析を開始し た。 同分光計を用いて測定し た

スペク ト ルか ら太陽のフ ラ ン フ ォ フ ァー線の導出法の検

討を行った。 また， 同分光計の装置関数について詳細な

測定と評価を行った。

　 ハー ド と 解析アルゴ リ ズムのイ ン ターフ ェースに重点

を置 く データ解析法の検討を行った。 つま り ， 既述のフ

ラ ン フ ォ フ ァー線導出法や装置関数の詳細な評価， 更に

分光パラ メ ータの精度評価のために大気吸収スペク ト ル

のフ ォ ワード計算と比較等を行った。

〔備考〕

4） 　 質量分析法を用いたラ ジカルの検出と反応に関する

研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0408AE338

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 大気中において ラ ジカルは極めて反応性が高

いために様々な大気中での反応に関与し てお り ， これら

ラ ジカルの反応を明らかにする こ と は大気化学を理解す

る う えで必要であ る。 しかし， ラ ジカルの反応を研究す

る場合，ラ ジカルは反応性が高いために低濃度の条件で，

さ らに短時間での測定が必要にな る。 本研究ではこれら

の条件が可能な方法の 1 つであ る質量分析法を用いて，

ラ ジカルの高感度検出を行い， さ ら にラ ジカル反応の研

究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 これまで我々の研究室では HO2， CH3O2 ラ ジカルの光

イオン化質量分析計での検出に成功し， 室温での NO と

の反応速度定数を報告し たが， 他のイ オンによ る干渉を

除 く こ と ができ ていなかった。

HO2+NO 反応では HO2 ラ ジカルのソース反応を検討する

こ と によ り ， また 　 CH3O2+NO 反応では CH3O2 ラ ジカル

のイオン化に Kr の共鳴線 （10.03， 10.64eV） を用いる こ

と によ り ，他のイオンによ る干渉を取 り 除 く こ と ができ，

各々の反応速度定数の決定を行った。

〔備考〕

5） 　 二波長偏光ラ イダーのデータ解析手法の研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0406AE344

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 現在， ラ イ ダーネ ッ ト ワークによ るエア ロ ゾル

観測を展開し ているが， 二波長の観測データ中に明確な

解釈が容易でない現象がしばしば見られる。 これまでに

二波長 と 偏光解消度を用いたエア ロ ゾルの特性評価手法

について研究し たが， 実際の観測データにおいてはこれ

を適用する こ と が必ずし も 容易ではない。 本研究では，

二波長偏光ラ イ ダーによ る観測データ と エア ロ ゾルおよ

び雲の特性について再検討し， 観測結果の解釈に広 く 利

用でき る解析手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 偏光解消度を二波長 （1064nm と 532nm） で測定する ラ

イ ダーを試作し，黄砂イベン ト 時を中心に解析を行った。

実験は， 韓国キ ュ ン ヒ 大学 と 共同でス ウ ォ ンにおいて実

施し た。 実験の結果， 当初の予想に反し て長波長側の偏

光解消度が全般に大きい現象が観測された。 これを説明

する ために， 非球形粒子 と 球形粒子の ２ 成分を考えた理

論を構築し， 一般に非球形粒子の粒径が小さ く ， 従って

波長依存性が大きい と 考え る こ と によ って実験結果を説

明でき る こ と が分かった。 また， こ の解析によ って， 非

球形粒子 と 球形粒子それぞれの後方散乱オング ス ト ロー
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ム指数が求められる こ と が示された。 また， 本研究によ

り ， 従来， 黄砂の観測データの解析に用いている偏光解

消度によ る非球形粒子 と 球形粒子の分離手法の妥当性を

支持する結果であ る。

〔備考〕

6） 　 3 次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動に

関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0408AE373

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 オゾンやN2Oなどの大気微量成分分布の長期間

にわた る年々変動を理解する。 また， 年々変動を引き起

こす， 様々な物理 ・ 化学過程の理解に努める。

〔内容および成果〕

　 気象データの精度が上がった 1979 年以降の 25 年間の

化学輸送モデルの計算結果の う ち， 亜酸化窒素の濃度分

布の解析を行った。 特に北半球下部成層圏大気の年々変

動に着目し，こ の領域の亜酸化窒素濃度分布の Probability

Distribution Function （PDF） 解析を行った。 その結果， 下

部成層圏等温位面上の北半球中高緯度の亜酸化窒素濃度

は， 冬に低 く 夏に高 く な る こ と がわかった。 さ ら に， そ

の季節変動には年々変動する部分があ り ， その主な も の

は， 冬か ら春にかけての北極渦崩壊時期の年々変動によ

る 亜酸化窒素濃度分布の年々変動であ る こ と がわかっ

た。

〔備考〕

7） 　 ミ ー散乱ラ イダーにおける受光検出部が測定誤差に

及ぼす影響の検討

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0406AE392

〔担当者〕 ○松井一郎 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

清水厚

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 遠隔計測研究室で展開 し てい る連続観測小型

ラ イ ダーは， ２ 波長 (532， 1064nm) 散乱強度 と 532nm で

の偏光解消度の測定が行え る。 現在， データ品質の向上

が課題であ り ， その要素 と し て， 検出器の特性が重要で

あ る と考え られている。 例と し て， 偏光解消度の測定は，

散乱体の球形， 非球形を判別でき るので， 黄砂飛来時の

判定に重要であ る。 小型ラ イ ダーの偏光解消度のデータ

を詳細に解析する と 大気境界層内のエア ロ ゾル濃度の高

い領域 と それよ り 上空の領域では偏光解消度の値が う ま

く 一致し ない こ と が明ら かにな って き た。 本研究では，

こ の問題に起因される と思われる光電子増倍管の感度の

直線性や信号処理部の量子化誤差についての詳細な実験

的検討を行い， 改善の方法を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 実験データの解析によ り ， 光電子増倍管の特性および

信号処理部における AD 変換機の精度が信号の歪みに影

響する大き な要因で， これが偏光解消度の導出に も影響

する と考え られる こ と が示された。 また， PMT 表面の感

度の不均一生などの光学系の問題も起こ り う る こ と が示

された。 そ こ で， AD 変換機の精度を 12bit の改善する と

と もに， PMT に入射する までの光学系のア ラ イ ン メ ン ト

（焦点の位置など） の最適化を行った。 これら によ って，

ラ イ ダーデータの精度の改善が確認された。 一方， PMT

自体の特性については， ブ リ ーダー回路の設計が重要で

あ る こ と が分かった。 ネ ッ ト ワーク ラ イ ダーにおけ る こ

の部分の改善は今後の課題であ る。 一方， 送受信光学系

のア ラ イ ン メ ン ト および偏光解消度の校正手法について

も検討を行い， 再現性の良い簡便な方法を考案し た。

〔備考〕

8） 　 都市の街並みと街路の通風 ・ 換気に関する実験的研

究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0607AE520

〔担当者〕 ○上原清 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 都市が高層 ・ 高密度化するにつれて街路空間の

通風は悪化し， 居住域の空気環境が悪化しやす く な る。

しかし， こ う し た現象が街路空間内部のどのよ う な流れ

の変化によ って生じ るのかについて十分解明されてはい

ない。 従来， ス ト リ ー ト キ ャ ニオンに代表される街路空

間に生じ る キ ャ ビテ ィ 渦 と 言われる鉛直渦が街路の拡散

を支配し ている も の と 考え られ， それに注目し た研究が

多 く な されて き た。 ご く 最近は， 鉛直断面の流れだけで

な く 水平流れが重要な役割を街路の通風 ・ 換気に重要な

役割を果た し ている ら しい こ と が分かって き た。 本研究

では， これら の水平 と 鉛直流れが相互にどのよ う に影響

し合いなが ら， 通風 ・ 換気 と 係わるのかについて， 主に

PIV によ る流れ場の可視化計測 と炭化水素分析計によ る

濃度測定によ る グ ロ スの通風換気指標によ って明らかに

し， 高層高密度の都市空間におけ る快適な空気環境を維

持する ための基礎的知見を得る事を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ス ト リ ー ト キ ャ ニオンに沿 う 建物の高さ ・
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配置 と 道路内部の流れ場 ・ 濃度分布 と の関連を風洞模型

実験によ って調べ， 沿道建物の配置によ って風通しのよ

い街並みが実現でき る可能性を検討し た。 その結果， 道

路の風上 と 風下の建物高さ を左右互い違い， 一つおきに

高 く し た と き に街路の通風が改善 さ れ る こ と がわかっ

た。 こ の理由は， 風下側建物が高い断面におけ る下降流

（流入） と 風上側建物が高い断面におけ る上昇流 （流出）

がス ト リ ー ト キ ャ ニオン下部に生じ る スパン方向 （道路

と 平行な方向） の流れを介し て連結し， 街路全体に ３ 次

元的な通風経路を生じ る ためであ り ， こ の一連の流れに

よ ってス ト リ ー ト キ ャ ニオンの通風が円滑に行われる こ

と を PIV （画像粒子計測法） によ る流れ場の計測によ っ

て確認し た。 周囲 と 較べてそれほど高 く ない建物で も，

それら を適切に配置する こ と によ って密集市街地の通風

を改善する可能性があ る。 また， こ う し た建物配置を面

的に拡張する こ と によ って， よ り 広い市街地の通風改善

も期待でき る。

〔備考〕

9） 　 エアロゾルの乾性沈着に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0608AE538

〔担当者〕 ○内山政弘 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 経験的には降水な ど と 匹敵する沈着量が予想

されながら， 未だエア ロ ゾルの特性か ら その沈着量測定

に関し ては確立し た手法が存在し ない。 そ こ でエア ロ ゾ

ルの地表面への沈着量の観測手法の開発および評価手法

の研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 乾性沈着の定量的な測定手法には大別 し て濃度勾配

法， 渦相関法 （EC） ， 緩和渦集積法 （REA） の方法があ

る。 エア ロ ゾルの鉛直濃度勾配は気体成分 （CO2 etc.） な

どに比し て理論的に～ 1/10000 になる と予想され， 濃度

勾配法の適応は殆ど不可能と考え られる。EC はエア ロ ゾ

ルの個数濃度については可能であ るが， 大気環境研究の

観点か らは化学物質の地表面への輸送が研究目的であ る

ので， こ の研究では REA を用いたエア ロ ゾルの乾性沈着

量の評価を主たる検討対象と し た。 REA 法は風向別 （は

鉛直上向き， 下向き） にエア ロ ゾルをサンプ リ ングを行

う ，その濃度差によ り 沈着量を評価する事を基本 とする。

REA 法に沿って設計し た超音波風速計－サンプ リ ング ・

バルブシステムを用いて， 流体力学的に最も簡単な境界

条件を有する と 思われる雪面上での沈着量の実測を試み

た。

〔備考〕

東洋大学 　 工学部 　 泉克幸

10） 　 衛星観測デー タ を利用し た極域オゾ ン層破壊の機

構解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 A-10

〔研究課題コー ド〕 0406BA352

〔担当者〕 ○中島英彰 （大気圏環境研究領域）， 杉田考史，

横田達也， 秋吉英治， 菅田誠治

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究では ILAS-II や ILAS 等衛星センサーに

よ って得られたデータ を包括的に用いて， 極域オゾン層

変動の定量的把握 と その変動を引き起こす物理 ・ 化学的

メ カニズムの解明を課題の目的 と する。 そのため， 微量

気体量を導出す る アルゴ リ ズ ム の高度化の研究， 衛星

データ質の評価に関する研究， 衛星データ を用いた極域

オゾン層破壊 メ カニズムに関し た詳細な解析的研究， 及

び ３ 次元化学輸送モデル と 衛星データの比較によ る， オ

ゾン破壊 メ カニズムの理解に関する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究では， ５ つのサブテーマに分けて研究が行われ

ている。 ３ 年間の最終年度では以下の成果が得られてい

る。

（サブテーマ １ ） 昨年度に先行実施し た， 最新の分子分光

データベースの利用によ る高度分布導出処理を，ILAS お

よび ILAS-II 双方の， 特に PSC が発生し ている冬期間の

全シーンに対し て行った。 これによ り ， よ り 統計的な観

点か ら， データ確度 ・ 精度の信頼性を確認し た。 その結

果， これまで懸念だった冬期の メ タ ンの高度 20-25 km 付

近に見られる 30％程度の正バイ アスが 15-20％程度にま

で低減 さ れる こ と が分かった。 昨年度に先行実施し た，

気体・エア ロ ゾル同時算出手法を上記 (1) と同じ冬季間の

全シーンに対し て行った。 これによ り ， ILAS に比べて非

常に多 く の PSC シーンが含まれる ILAS-II のデータの確

度が大幅に改善し た。 特に， メ タ ン と 亜酸化窒素の相関

関係の観点から，バラ ツキ幅が，+/-100％に達する レベル

から， +/-20％にまで低減される こ と が分かった。

（サブテーマ ２ ） FTIR 観測においては分光計の本格的な

光軸調整を行い， 装置関数をほぼ理想的な状態にする こ

と ができ た。 これによ り 高度分布推定の精度が向上し た

こ と をオゾンの解析事例によ り 確認し た。 また， つ く ば

での観測結果か ら一酸化二窒素， 一酸化炭素の全量解析

を行い， 一酸化二窒素の増加傾向を確認し た。 従来の衛

星観測に比べて高度分解能が優れている GPS 掩蔽の気温

データ （CHAMP 衛星， 2001-2005 年） を用いて， 極域成
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層圏 (12-33 km) 中の鉛直スケールの小さ な大気波動 （大

気重力波） を解析し た。 重力波のエネルギー Ep につい

て， 極域の気候学的な時間空間的特徴を調べた と こ ろ，

北極域では Ep は冬季 (12-2 月 ) に最大 と なる明確な季節

変化を し， 南極域では Ep が冬季 (7-9 月 ) に徐々に増大

し， 春季に最大 と な る年周変化を示すこ と などがわかっ

た。 両半球極域 と も に， 極渦の変形やプ ラ ネ タ リ ー波活

動が Ep 増大に関係し ていた。 さ らに，南半球では春季は

極夜ジェ ッ ト の減衰時に Ep が最大になっていた。ア ラ ス

カ州ポーカーフ ラ ッ ト に設置し たフー リ エ変換赤外分光

器 （FTIR） で測定し ている成層圏物質の確度 と精度を議

論し， その誤差が成層圏部分気柱量で 10％程度以下であ

る事を見出し た。 この誤差の範囲では， 2001-2003 年のオ

ゾン， 硝酸， 塩化水素， フ ッ化水素は一定で， 年々の増

加も減少も見られなかった。 また， メ タ ン， 一酸化炭素

について解析を行い，1999-2006 年までの季節変動 と年々

変動を得た。 これらの結果は， これまでの ILAS-II と地

上 FTIR 比較研究結果の妥当性を裏付ける ものであ る。

（サブテーマ ３ ） 2003 年冬季の南極上空における ILAS-II

によ る硝酸 と エア ロ ゾル消散係数データか ら， 数日間程

度の比較的短い時間ス ケール内での変動か ら， その程度

の時間ス ケールで生じ う る脱窒の可能性について解析を

行った。 その結果， 解析に利用出来たケースが多 く はな

いが， 明 ら かに短い時間ス ケール内で急速に脱窒が起

こ っていた こ と は確認でき なかった。ILAS-II 観測が行わ

れた 2003 年南極について， ILAS-II の他に， オゾンゾン

デによ る観測データ を用いて， 南極極渦崩壊前におけ る

オゾン層回復の メ カニズムを調べた。 ト ラ ジ ェ ク ト リ 解

析を行い， 成層圏の子午面循環に伴 う 空気塊の沈降 と，

中緯度空気塊の流入と いった 2 つの異なった混合 メ カニ

ズムの寄与を調べた。Odin/SMR 衛星センサによ るオゾン

と 亜酸化窒素データ も補助的に用いた。 南半球高緯度中

間圏領域から の下降流シグナルを と も な う 低濃度の メ タ

ン分布が， 夏季極域成層圏界面付近におけ る メ タ ンの酸

化によ って作 り 出されている こ と を， WACCM 光化学モ

デルにも と づいて さ らに詳細に調べた。 その結果， 同時

期 ・ 同領域において メ タ ンの時定数は 2ヶ月程度 と 短 く

な り ， メ タ ンの酸化剤であ る励起酸素原子や水酸基ラ ジ

カルの濃度も増加する こ と， さ ら には塩素原子の濃度も

増加する こ と が分かった。 ILAS 観測が行われた 1997 年

冬か ら春にかけての， 硝酸塩素 と， 亜酸化窒素か ら求め

た総無機塩素量 と の比の極渦内， 外， 境界におけ る時間

発展を明ら かにし た。 さ らに， 二酸化窒素のデータか ら

は世界で初めて， 極渦内における春 (3-4 月 ) の硝酸塩素

の減少 と 二酸化窒素の増加がほぼ等量関係にあ る こ と が

定量的に示された。

（サブテーマ ４ ） 前年度に引き続き， 化学輸送モデル と時

間閾値解析法を用いて極渦内オゾン破壊の極渦外への影

響に関する解析を行った。 時間閾値解析法で抽出された

1997 年冬から春にかけての ４ 例の北極渦からの空気塊流

出イベン ト に関し て， 等価緯度帯毎の影響を解析し た。

その結果， 北緯 52.5 度以南の北半球中緯度域では， 最初

の ２ 回の流出イベン ト の時にはオゾン濃度の低下は起こ

らず， 4 月中に起こ った最後の ２ 回の比較的大き な流出

イベン ト に関し てのみ， オゾン濃度が下がる と いった影

響が見られた。 ILAS 観測が行われた 1997 年冬の北極の

極渦について， 極渦内外の空気の交換量を時間閾値解析

法を用いて見積も った結果， 極渦が前年の初冬に生成さ

れてから 1997 年 5 月に崩壊する までに，極渦内の空気す

べてが極渦外の空気 と 交換されるわけではな く ， せいぜ

いその半分から 3 分の １ 程度の空気が交換される こ と が

わかった。

（サブテーマ ５ ） 昨年度に引き続き， ILAS-II からの多成

分の比較検証解析を実施し た。 比較には， 欧州環境監視

衛星 ENVISAT 搭載の MIPAS からのデータ を利用し た。

O3， N2O， CH4， H2O について南北両半球での比較を実施

し た。 他の研究に先行し て， ILAS-II バージ ョ ン 2 のデー

タ と の比較も実施し た。 その結果， V1.4 で問題 と なって

いた北半球， 高度 25 km 以上での H2O の低濃度が著し く

改善されている こ と を明らかにし た。

〔備考〕

他の関連重点研究分野 ： 7. 環境問題の解明 ・ 対策のため

の監視観測 ・ 衛星観測プロ ジェ ク ト

11） 　 オゾ ン層破壊の長期変動要因の解析と 将来予測に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 A-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA782

〔担当者〕 ○今村隆史 （大気圏環境研究領域）， 秋吉英治，

永島達也

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 こ れま での成層圏オゾ ン層の長期変動に対す

るハロ ゲン濃度変化， 輸送過程の変化， 気象 ・ 気候変化

などの影響に分類し て， その寄与を定量化する。 また今

後の塩素 ・ 臭素化合物濃度の変化や CO2 などの温室効果

気体濃度の変化がオゾン層に与え る影響を数値実験を通

し て調べる事で， これまでのオゾン層の変動を も た ら し

た要因の理解 と今後のオゾン層変動の予測を行 う 事を目

的とする。

〔内容および成果〕
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　 成層圏化学気候モデルの改良 と し て， 臭素系のオゾン

分解反応サイ クルを導入する と 共に， 重力波のパラ メ タ

リ ゼーシ ョ ンを行い， 極渦を作 り 出し ている東西風を現

実的な値にな る よ う にパラ メ ータの調整を行った。 改良

版の化学気候モデルによ るオゾン分布の再現性の確認 と

し て， 緯度平均し たオゾン全量の季節進行を実測値 と 比

較し た結果， 旧バージ ョ ン （塩素系化学反応のみを含ん

だバージ ョ ン） に比べ， オゾンホールの生成時期やオゾ

ンホールの消滅時期などの再現性が向上し ている事を確

認でき た。 改良し た化学気候モデルを用いて， 塩素 ・ 臭

素化合物濃度の変化や CO2 などの温室効果気体濃度の変

化に対するオゾン層の応答を数値実験で調べた。 数値実

験では， 最も顕著なオゾン層破壊であ る南極オゾンホー

ルの推移に関し て， 1980 ～ 2000 年のオゾンホール規模

の拡大傾向を再現し た。また 21 世紀始めは大規模なオゾ

ンホールが観測される ものの， 2020 年ごろからはオゾン

ホールの縮小傾向が認め ら れ， 21 世紀半ばにはオゾ ン

ホールの規模は現在に比べて大幅に縮小する と の結果が

得られた。

　 オゾン層破壊の長期積分実験 と 平行し て， 過去のオゾ

ン層破壊の変化要因の解析も化学気候モデルな らびに化

学輸送モデルを用いて行った。特に 1990 年代に入 り 大規

模なオゾ ン層破壊が観測 さ れてい る 北極成層圏につい

て， 北極極渦の崩壊の遅い年 と 早い年に分けて， ト レー

サー物質 （N2O） 分布の観点か ら その特徴を調べ， 極域

での鉛直方向の輸送な らびに水平方向の混合に特徴的な

違いがあ る事を明らかにし た。

〔備考〕

12） 　 高スペク ト ル分解ラ イダー等による雲・ エアロゾル

観測の研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 B-4

〔研究課題コー ド〕 0206BA342

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域），清水厚，松

井一郎

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 将来の衛星観測を目指し， 高スペク ト ル分解ラ

イ ダーに よ る エア ロ ゾルお よ び雲の光学特性の観測手

法， 雲レーダー， マルチスペク ト ルイ メ ージ ャー等 と の

複合利用によ り 雲の微物理量， エア ロ ゾルの光学特性を

導出する ための手法を開発する こ と を目的 と する。 欧州

宇宙機構 と 宇宙航空研究開発機構が共同で開発を進めて

いる EarthCARE 衛星を念頭に置いて， 観測手法， 解析ア

ルゴ リ ズムの検証を行 う と と も に， 観測実験によ り ， エ

ア ロ ゾル， 雲の分布および光学パ ラ メ ータ の気候値等，

衛星観測および利用研究に必要な基礎データ を得る こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 研究船「みらい」 を用いて雲レーダー と二波長ラ イ ダー

と の同期観測を行ない， 雲の微物理量の解析のための

データ を得る と と も に， ラ イ ダー単独でエア ロ ゾ ロル分

布お よ び雲分布の解析を行い， エア ロ ゾル気候モデル

SPRINTARS の検証を行った。一方，EarthCARE 等の検証

と 地上ラ イ ダーネ ッ ト ワー ク の高度化を念頭において，

532nmおよび355nmの高スペク ト ル分解ラ イ ダー（HSRL）

の研究を行った。 こ の手法は， エア ロ ゾルの ミ ー散乱 と

大気構成分子の レ イ リ ー散乱を独立に測定す る こ と に

よ って， エア ロ ゾ ロルの後方散乱係数 と 消散係数を独立

に求める手法であ る。 532nm については ヨ ウ素セルを用

いる方法で， ３ 年間以上の継続測定を行い， 球形エア ロ

ゾ ロル， 非球形エア ロ ゾル， 雲の消散係数対後方散乱係

数比 （ラ イ ダー比） の気候値を求めた。 一方， 355nm は

エタ ロ ンを用いる手法を福井大学で開発し， 約 １ 年間に

わた る観測を行い， あ る程度の統計的な ラ イ ダー比の解

析を行った。 HSRL は， 同様にラ イ ダー比の測定でき る

ラ マン ラ イ ダーに比べ技術的な難易度が高いが， 感度は

３ 桁程度高 く ， ラ マン ラ イ ダーでは難しい昼間の観測も

小型の装置で可能であ る。 本研究によ って， 今後の地上

観測システムの高度化につながる ２ 波長の HSRL の基礎

技術が開発された と 言え る。 一方， ラ イ ダー比のデータ

を含めた ２ 波長ラ イ ダーデータの解析アルゴ リ ズムの研

究を行い， 例えば， 黄砂， 海塩， 水溶性エア ロ ゾル， ブ

ラ ッ ク カーボンの分布を分離し て推定する こ と ができ る

こ と を示し た。

〔備考〕

13） 　 水稲葉枯症の発症要因の究明と 軽減対策技術の開

発

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0608BC597

〔担当者〕 ○村野健太郎 （大気圏環境研究領域） ， 清水英

幸， 佐治光

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 長崎県では， 北部高標高地帯の水田において，

水稲葉身の葉縁部が枯死する葉枯症が発生し，米の収量・

品質の低下を き たすこ と か ら， 現地の水稲生産農家の間

ではこれまでに大き な問題 と なって き た。 気象条件， 大

気汚染条件， 水稲葉条件か ら の原因究明 と 葉枯症発生に

よ る被害を最小限に抑え る ための防止対策技術を確立す

る。
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〔内容および成果〕

　 水稲葉枯症の発現調査地区 と し て， 佐世保市里美地区

（標高 500ｍ 程度， 西向き斜面）， および菰田地区 （標高

300ｍ 程度， 西向き斜面）， 対照地区と し て心野地区 （標

高 300ｍ 程度， 東向き斜面） を選んで， 実験水田を設置

し た。 また， 品種と し ては， ヒ ノ ヒ カ リ ， イ ク ヒ カ リ （感

受性品種）， アサ ヒ ノ ユ メ （耐性品種） を選択し た。 里美

地区の １ 圃場にはこ の ３ 種， 他の圃場には ヒ ノ ヒ カ リ を

植え， 継続的に被害調査を行った。 田植え直後の ６ 月か

ら被害出現後の ８ 月下旬まで， 被害発生地域であ る里美

地区に酸性霧採取装置を設置し，現地環境調査を行った。

霧の発生直後高濃度の汚染物質が徐々に低濃度化するパ

ターンや， 汚染気塊の移入時に高濃度化するパターンな

ど多用なケースが認め られた。 時間当た り の採取量が少

ない霧では特に pH が低 く pH3 台を示す場合も あった。ま

た硫酸イオンでは 100ppm を超す場合も あった。 大気中

オキシダン ト 濃度は， 里美地区から北西 3km に位置する

柚木局 （標高 400m 程度） の常時監視データ を活用し た。

被害地区ではオゾン濃度が平地 と 比べ常に高濃度であ る

こ と が判明し た。

　 人工光型環境制御室に設置可能な酸性霧曝露装置を開

発し， 酸性霧曝露や水稲栽培に必要な設定 ・ 調整を行っ

た。 同装置内で， 長崎県で栽培されている アサ ヒ ノ ユ メ

（耐性品種） ， ド ン ト コ イ， イ ク ヒ カ リ （感受性品種） の

水稲 ３ 品種を用いた液耕栽培予備実験を行った。

〔備考〕

森淳子 （長崎県衛生公害研究所）

14） 　 大気汚染物質等のパーソ ナルモニ タ リ ング技術の

開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0307BY592

〔担当者〕 ○内山政弘 （大気圏環境研究領域）， 植弘崇嗣

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境 リ ス ク の高い大気汚染質を測定する ため

に， ナ ノ テ ク ノ ロ ジーの成果を広 く 活用 ・ 駆使し た小型

センサーの研究開発を行い， これらセンサー群と IT 技術

を融合し， 個人， 家庭等のレベルで環境汚染を把握でき

る小型環境監視装置を開発する。 併せて， これによ り 得

られる高密度 ・ 多量の環境データ を処理 ・ 解析する と と

も に， 各利用者に配信し， 各地域， 各利用者のデータ を

相互に利用でき るネ ッ ト ワーク システムを考察する。

〔内容および成果〕

　 こ の研究で開発を行 う システムをセンサ ・ ネ ッ ト ワー

ク と い う 言葉で括る。 その開発目標は以下のよ う に分か

れる。 Ⅰ） 大気環境濃度測定が可能なセンサの開発。 II）

センサ ・ ス テーシ ョ ンの開発 ： 化学センサがプ ラ グ イ ン

された多数のセンサ・ ステーシ ョ ンの結合によ り センサ・

ネ ッ ト ワーク が構成される。III） センサ と センサ・ ステー

シ ョ ン間のプロ ト コルの開発 ： プロ ト コルを公開する こ

と に よ り オープ ンプ ラ ッ ト ホーム型のセ ンサ ・ ス テー

シ ョ ンが可能と なる。 IV） 匿名 LAN の開発 ： 個人携行あ

るいは家庭で使用する ためには位置情報以外の個人情報

を秘匿する必要があ る。 　

　 以下のセンサ仕様に基づいてセンサを検討し た。 対象

物質 ： （都市域の） 大気濃度レベルの NO2， NO， O3， エ

ア ロ ゾル， VOC （BTX） ， （ （NMH， HNO3） ） ； 時間分解

能 ： ～ 20min 以下。 こ のプロ ジェ ク ト では主と し て NTT

環境エネルギー研究所が実用化に成功し た蓄積型 ・ 化学

センサであ る固相比色法によ る研究開発を行 う 。

　 NO2 についてはセンシング部分を よ り マ イ ク ロ化し，

光フ ァ イパー技術によ り センサ部分 と データ処理部分を

切 り 離し た。 個人携行を目的 と し て膜技術を用い湿度依

存性の無いセンサを開発し た。 よ り 容易な個人携行を目

的 と し て， これまでに開発し たエア ロ ゾルセンサを体積

比 1/15 にする と伴に， 測定可能粒径を 0.1μm まで拡張

する事を検討し た。 VOC についてはナ ノ孔センサによ る

ホルムアルデ ヒ ド ・ センサ開発などの検討を行った。 さ

ら に， 前年度に引き続き赤外吸収によ るセンサチ ッ プの

開発を目標と し て多孔質セルロースアセテー ト への BTX

の吸着特性を検討する と と に も， 吸着種のスペク ト ルの

詳細な検討を行った。 光化学オキシダン ト 予測に必須の

測定項目であ る非 メ タ ン炭化水素測定用センサ と し て，

熱 ・ 化学的安定性に優れた安定化ジルコ ニア （YSZ） を

ベース と し た固体電解質センサの検討を行い， H2O， CO2

共存下において も 0.2PPM 以下の C3H6 に対し て充分な感

度を有するセンサを開発し た。

〔備考〕

15） 　 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため

の曝露量評価モデルの構築に関する調査研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0506BY541

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），新

田裕史， 上原清， 長谷川就一， 神田勲， 片山学，

小野雅司， 山崎新， 豊柴博義， 田村憲治

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 我が国の大都市部の道路沿道住民におけ る自

動車排ガスへの曝露実態を定量的に把握し， 住民の呼吸

器疾患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明
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ら かにする ため， 昨年度か ら開始し た 「局地的大気汚染

の健康影響に係る疫学研究」 で用いる曝露評価モデルを

構築する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， (1) 道路構造や沿道建物状況が異なる ２ 地域

（昨年度に別の ３ 地域について実施） を対象 と し た風洞実

験， (2) 風洞実験データ を活用し た沿道解析モデル （対象

幹線道路の寄与濃度を計算） の開発， (3) 広域解析モデル

（対象幹線道路以外の寄与濃度を計算） の開発， (4) 対象

幹線道路におけ る車種別交通量調査 と 車種別排出係数の

設定， (5) 広域解析モデルの計算結果と平成 16 年度大気

常時測定局データ を使用し た背景濃度データベースの作

成など を行った。

〔備考〕

旧課題コード ： 0404BY495

16） 　 SKYNET 観測網によ るエアロゾルの気候影響モニ

タ リ ング

〔区分名〕 文科 - 海地 

〔研究課題コー ド〕 0610CC995

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 松井一郎，

清水厚

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 イ ン ド ・ 東南アジアを含む東アジアの観測空白

域に， エア ロ ゾル ・ 雲 ・ 放射系を統合的に観測し， 同地

域および世界の気候変化， 植生変化等の研究に資する観

測システムを構築する。 IPCC 報告書にあ る よ う に， 特に

エア ロ ゾル ・ 雲過程の不確定性を早急に縮小させる こ と

が緊急に必要な課題であ り ， そのための高精度観測網の

整備及び解析体制を整え る こ と が目標であ る。

〔内容および成果〕

　 福江島， 辺戸岬， 合肥 （中国）， ピマイ （タ イ国） の既

存のラ イ ダーを SKYNET のラ イ ダーサイ ト と位置付け，

ラ イ ダー装置の整備を行ない，継続的な観測を行なった。

また， データ伝送， データ解析システムを整備し た。

〔備考〕

代表者 ： 千葉大学 　 環境 リ モー ト セ ン シ ン グ研究セ ン

ター 　 高村民雄

17） 　 亜酸化窒素の濃度分布を用いた北極域大気 と中緯

度大気の混合の年々変動に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0406CD466

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 北極渦空気の中緯度大気 と の混合の年々変動

を調べる。 そのために， 下部成層圏において， 光化学寿

命が数年か ら数百年 と 長 く かつ極渦内外の濃度コ ン ト ラ

ス ト の大きい亜酸化窒素の過去におけ る分布を，NCEP 気

象データ を用いた化学輸送モデルによ って計算し， 中高

緯度におけ る亜酸化窒素の濃度分布の年々変動を解析す

る。

〔内容および成果〕

　 前年度に得られた， 気温， 東西風速， 南北風速ナ ッ ジ

ング化学輸送モデルによ る亜酸化窒素濃度の長期変動解

析の結果を検証する ため， 東西風速および南北風速のみ

のナッ ジング化学輸送モデルを用いた過去45年間の亜酸

化窒素濃度分布の計算を行い， 得られた分布の同様な解

析を行った。 気温もナ ッ ジング （同化） し た前年度の結

果 と 比較し， 北半球中高緯度域の亜酸化窒素濃度分布の

年々変動について考察し た。

　 その結果， 北極渦崩壊の早い年には北半球中高緯度全

体で， 極渦崩壊時の晩冬から春期にかけて N2O 濃度がか

な り 低 く な り ， それは， 主に こ の時期に子午面循環の下

降流が強ま る こ と が原因であ る こ と がわかった。 気温も

ナ ッ ジング し た前年度の結果からは， 極渦崩壊の早い年

の夏期の N2O 濃度が低 く なる結果が得られたが， 本年度

の結果か らはそのよ う な結果は得られなかった。 気温の

ナ ッ ジングによ って大気の循環が歪められた可能性があ

る。

〔備考〕

18） 　 東シベ リ アにおける森林火災によ る大気環境影響

と その日本への越境大気汚染の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0507CD821

〔担当者〕 ○村野健太郎 （大気圏環境研究領域），向井人史

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 東シベ リ ア地域におけ る森林火災に よ る大気

汚染物質を高時間分解能 （ １ 日単位） の連続大気汚染物

質捕集測定によ り 測定し， その局地的な大気環境イ ンパ

ク ト を求める と 同時に， 越境大気汚染 と し て日本に及ぼ

す影響を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 東シベ リ ア地域の森林火災によ る局地的な大気環境イ

ンパク ト を求める と 同時に， 越境大気汚染 と し て日本に

及ぼす影響を明らかにする ため，Irkutsk 郊外で 2006 年 ５

月か ら ９ 月までの間， ４ 段フ ィ ルターパッ ク法によ り ガ

ス， 粒子状物質濃度を日単位で観測し た。

　 SO2 は 0.1 から 7.9ppb （ ５ 月 25 日） の範囲にあ り ， 平
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均値は 1.8ppb で 2005 年 と同程度であった。NH3 は 1.1 か

ら 17ppb （ ５ 月 25 日） の範囲にあ り ， 平均値は 6.0ppb で

2005 年の約 ２ 倍の値を示し た。 主要な粒子成分は SO4
2-，

NH4
+ および Ca2+ であ り ， 平均濃度はそれぞれ， 15±6.5，

12±7.8 および 6.4±3.9nmol/m3 であった。 衛星観測データ

（http://dup.esrin.esa.int/ionia/wfa/index.asp） によ り ， 同地域

（東経 100 ～ 110 度， 北緯 50 ～ 60 度） での森林火災は，

７ 月と ８ 月はバイ カル湖よ り 北部地域で， ５ 月は Irkutsk

の西部地域で頻発し た こ と が確認でき る こ と か ら， ５ 月

の SO2 と NH3 の高濃度現象は森林火災がその一因 と推測

された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 財団法人日本環境衛生セン ター酸性雨研

究セン ター， ロ シア連邦科学アカデ ミ ーシベ リ ア支所湖

沼学研究所

19） 　 多成分揮発性・半揮発性有機化合物測定装置の高速

化 ・ 高感度化

〔区分名〕 寄付 

〔研究課題コー ド〕 0607NA994

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）， 谷本浩志

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 昨今の日本における大気汚染の状況は， 浮遊粒

子状物質 （SPM） に係る環境基準の達成率の低下が見ら

れ， また， 都市近郊におけ るオキシダン ト 濃度が再び増

加し ている こ と が報告されている。 大気汚染の原因物質

の一つであ る揮発性有機化合物 （VOCs） は多種多様で反

応性の高い化合物を含むため， 従来の VOCs 一括 り では

な く 各 VOCs の反応性を考慮し たオゾン生成能や二次粒

子生成能を考慮する こ と が重要であ る。 本研究では， 多

成分揮発性 ・ 半揮発性有機化合物測定装置 （陽子移動反

応－飛行型質量分析計） の高速化 ・ 高感度化を行ない，

また SPM 中の有機化合物の測定に応用する。

〔内容および成果〕

　 １ 分間積算で 20 種類以上の sub-ppbv （体積混合比， 10

億分の １ 以下） の濃度レベルの有機化合物を同時に検出

でき る 「陽子移動反応－飛行時間型質量分析装置 （NIES

PTR-TOFMS） 」 の開発に成功し た。 装置全体 と し て， 高

強度の試薬イオン， H3O+， の生成， 効率的な陽子移動反

応イオン化の促進，イオン輸送中でのイオン消失の低減，

飛行時間型質量分析計の Duty cycle（イオンを検出する時

間の割合） の向上， と 様々な工夫を行った。 特に本研究

では， 飛行時間型質量分析計の Duty cycle の向上， つま

り ， イ オン引出しの高繰 り 返し化 と， 高速イオン検出の

工夫を行った。

〔備考〕

（ ５ ） 水土壌圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP016

〔代表者〕 木幡邦男

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 流域を構成する河川 ・ 湖沼 ・ 海域 ・ 地下水など

の水圏及び土壌圏について， 水の循環やそれに伴 う 栄養

塩 ・ 有機物などの循環の解明， また， 水圏 ・ 土壌圏にお

け る汚染防止対策を主な研究対象 と する。 広域海洋汚染

と いった地球環境問題や， 湖沼 ・ 海域で見られる富栄養

化， さ らに近年特に深刻化し ている土壌汚染などの地域

環境問題について， 観測， 現象解明， 予測等の基礎研究

を実施する。 水質環境管理上， 現在問題 と なっている事

項について課題を整理し科学技術的に解明する こ と で，

今後の管理手法改善を目指す。 さ ら に， 劣化し た環境を

修復する ために， 有機性廃棄物 ・ 低濃度排水の管理 と エ

ネルギー化技術， 沿岸環境修復技術などの開発及び環境

修復技術の評価手法を開発する。 環境修復技術開発は，

重点研究プ ロ グ ラ ム （アジア自然共生研究プ ロ グ ラ ム，

循環型社会研究プロ グ ラ ム） と 連携し て実施する。 水環

境質研究室では， 陸水 ・ 地下水の化学物質や金属等によ

る汚染実態を把握し， 水系生態系での物質循環を物理 ・

化学 ・ 微生物学的な見地か ら定量的に解析する。 さ らに

水環境保全の観点か ら， 新たな排水処理 ・ 土壌浄化シス

テムの開発や， 地下水汚染対策技術の影響評価手法に関

する研究を行 う 。 湖沼環境研究室では， 長期的なモニ タ

リ ングによ り 湖沼の水質や生態系の変動を把握し， 特に

有機物によ る汚濁機構を解明する。 有機炭素ベースの湖

沼流域モデル開発 と 検証， 有機物組成 と 反応性の関係解

明， 湖沼の有機物指標の見直し， 浄水 ・ 下水処理の適正

化等を通し， 湖沼環境保全施策の方向性を示す。 海洋環

境研究室では， 日本を と り ま く 広域海洋及び閉鎖性海域

について， その環境汚染および生態系変質の進行状況の

評価 と 機構解明を行 う 。 特に， 陸域か ら流入する各栄養

塩負荷 ・ 組成の変化によ る有害微細藻類の増加， 浅海域

の自然浄化機能の喪失， 汚染物質流入によ る生態系影響

と その軽減手法に関する研究を行 う 。 土壌環境研究室で

は， 鉛， レア メ タル等の金属汚染や都市域におけ る土壌

汚染実態， 及び土壌圏における物質循環を， 物理 ・ 化学 ・

微生物学的な観点か ら把握し， 流域 （森林 ・ 土壌 ・ 水循

環） モデル開発， 汚染物質の土壌動態パラ メ ータの整備，

汚染対策技術の影響評価， 慢性的土壌劣化等に関する研

究を行 う 。

〔内容および成果〕
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　 水環境質研究室では， 水土壌環境の現象解明 と 保全の

ための様々な技術 ・ 技法について， 化学， 微生物学， 工

学など様々な視野から の検討を行っている。 平成 １ ８ 年

度は， 現象解明 と し て霞ヶ浦流域の環境変動の詳細な解

明を目指し て， 分子生態学的手法を用いた微生物群集構

造解析や底泥に蓄積し た化学物質を指標 と し た汚染履歴

の解析を行った。 保全技術の開発 と し ては， ヒ 素によ り

汚染された土壌浄化のためのバイオ リ ア ク ター と ラ ボス

ケールでの実証実験， 嫌気性微生物膜を利用し た省 ・ 創

エネルギー型の有機性排水処理技術の開発， ジ ク ロ ロ メ

タ ン を効率的に分解する微生物の検索を行った。 ま た，

有機塩素系溶剤によ る地下水 ・ 土壌汚染対策手法の一つ

と し て開発が進んでいる洗浄剤注入法について， 環境影

響評価手法の作成を行った。 土壌環境研究室では， 次世

代技術利用金属 （銀， イ ンジ ウ ム， ビ スマス， アンチモ

ン， ス ズなど） や鉛の土壌中での動態解明を目的 と し て

研究を行っている。 本年度は， 射撃場の鉛弾由来におけ

る環境中鉛の挙動に関し て現地調査やカ ラ ム実験等を実

施し， 各種土壌 と の結合特性を解析し た。 また， 炭素蓄

積やその形態， 窒素飽和， アル ミ ニウ ムの土壌か ら水圏

への流出機構等， 森林生態系内におけ る 各種成分の ス

ト ッ クおよびフ ローにも た らす人間活動の影響に関する

調査研究を行った。 湖沼環境研究室では， 湖沼を含む流

域圏における溶存有機物 （DOM） や難分解性 DOM の特

性 ・ 起源 ・ 影響を様々な手法を使って評価し た。 具体的

には， DOM の分画分布測定， DOM の糖類組成 と ア ミ ノ

酸組成， ３ 次元励起蛍光スペク ト ル， 全有機炭素 (TOC)

によ る分子サイ ズ分析， 炭素の同位体 13C と 14C の比，

分子生物学的微生物群集構造解析， 湖底泥溶出フ ラ ッ ク

ス算定。 さ らに， 湖内 3 次元流動モデルを使って， 下水

処理場放流水の放流先変更に伴 う ， 環境基準点等におけ

る， 処理水由来の難分解性 DOM の濃度変動を算定し た。

海洋環境研究室では， 人為的な海洋汚染 と 物質循環変動

の解明 ・ 評価を中心と し た研究を行っている。 本年度は，

海域に流下する窒素 ・ リ ン ・ ケ イ素の組成比が人為影響

で変動する ために，海域で一般に見られる ケ イ藻に比べ，

有害赤潮種を含む非ケ イ藻類植物プ ラ ン ク ト ンが増加し

やす く なる などの生態系変質 （シ リ カ欠損仮説） の研究，

及び， 閉鎖性海域 ・ 浅海域の適正な管理手法開発の一環

と し て，有明海・東京湾の高レベル栄養塩濃度維持機構・

貧酸素化機構に関する研究を行った。

(5)-1. 　 水土壌圏環境研究領域プロジ ェ ク ト

1） 　 有機物リ ンケージに基づいた湖沼環境の評価と改善

シナ リ オ作成

〔区分名〕 特別研究 

〔研究課題コー ド〕 0406AG399

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 松重一

夫， 小松一弘， 冨岡典子， 林誠二， 野原精一，

佐野友春， 越川海

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， 湖水有機物 （溶存有機物

［DOM］ と粒子状有機物 ［POM］ ） 等の化学組成 （DOM

分画分布， 糖類組成， ア ミ ノ 酸組成， 分子量等） 情報か

ら分解状態や起源を評価する手法を開発し， 湖水柱や底

泥中における DOMや難分解性DOM と微生物群集 と の連

動関係 （ リ ンケージ） を評価し て， 湖水で難分解性 DOM

が蓄積する仕組みや主要発生源を明ら かにし， 流域発生

源対策の新たな提言を行 う こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 課題 １ ． 有機物組成と分解性の リ ンケージ評価

［溶存有機物 （DOM） の放射性炭素同位体比］ 霞ヶ浦湖

水や流入河川水中の DOM の放射性炭素同位体比を測定

し た。湖水および河川水 DOM の同位体比は，約－ 200‰

を境に明瞭な違いを示し た （湖水 ： － 212‰ ～－ 13‰，

河川水 ： － 475‰ ～－ 17‰）。 すなわち， 重い （若い） 湖

水 DOM と軽い （古い） 河川水 DOM と に， それぞれ同位

体的に識別可能であ る と示唆される。

［降雨時河川水 DOM の特性］ 降雨時の河川水 DOM の特

性を評価し た。 降雨時に河川水量の上昇と と もに， DOM

濃度は上昇し （2.4 → 3.9mgC/L）， 同時にフ ミ ン物質の存

在比が 35％から 45％に増大し た。 降雨イベン ト は， 河川

にフ ミ ン物質を供給する こ と が明らか と なった。

　 課題 ２ ．湖水柱・底泥での DOM と難分解性 DOM の生

産 メ カニズムの解明

［底泥微生物群集構造］ 分子生物学的手法を用いて霞ヶ浦

底泥の微生物群集構造の季節変動を調査し た。 霞ヶ浦底

泥中では季節変化に伴い真正細菌群集構造が深度的に変

動する こ と， ０ ～ 15cm 間の底泥中に多様な種が広 く 存

在する こ と， 特に夏季に細菌群集の多様性が高い こ と が

示唆された。 底泥か らは硫酸還元菌に近縁な ク ローンが

全ての月のサンプルで多数確認され， 特に ４ ～ ８ cm に

その検出が集中し ていた。

［分解性， サ イ ズ， UV 吸収能の関係］ 霞 ヶ 浦湖水中の

DOM は年々難分解性化し てお り （湖心で分解率 25％→

７ ％），同時に低分子化 （760 → 680g/mol），かつ UV/DOC

比は漸増し ている （15.7 → 24.7abs/cm ･ L ･ g） こ と が判明

し た。 こ の結果は， 霞ヶ浦では， 低分子で UV 吸収能の

高いものが難分解性 DOM と し て残存 ・ 蓄積し ている こ

と を示し ている。
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　 課題 ３ ． DOM の動態および発生源対策効果の評価

［モデルによ る対策評価］ 霞ヶ浦湖内 3 次元流動モデルを

使って，下水処理場放流水の放流先を変更し た場合に（ ９

ケース） ， 環境基準点等において処理水由来難分解性

DOM の濃度変化を評価し た。結果，土浦入 り や湖盆域に

放流し た場合湖心での濃度寄与は上昇し， 一方， 高浜入

り 左岸や湖尻に放流する と その寄与は低下し た。 ほ と ん

どのケースで湖尻放流でその寄与は著し く 減少し た （湖

心 ： － 84％）。 湖尻への放流先変更に伴 う 費用は， 620 百

万円／年と算定された。

〔備考〕

2） 　 流下栄養塩組成の人為的変化による東アジア縁辺海

域の生態系変質の評価研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 D-061

〔研究課題コー ド〕 0608BA934

〔担当者〕 ○原島省 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 近年， 東アジア海域では有害赤潮やク ラゲの増

大などの生態系変質が起こ っている。 原因 と し て， 富栄

養化に加え， 陸から流下する栄養塩の組成比の変質も考

え られる。 すなわち， 窒素 (N)， リ ン (P) の負荷は増加す

るが， 自然の風化溶出で補給される ケ イ素 (Si) は大ダム

湖等で ト ラ ッ プされて し まい， 海水の Si 相対比が減少す

る。 こ のためケ イ藻類 （Si を殻材 と し て必要 と し， 正常

な海洋生態系の基盤と なる） よ り も渦鞭毛藻 （Si を必要

と せず， 有害赤潮種を含む） などの非ケ イ藻類が有利に

なる （シ リ カ欠損仮説）。 さ らに， ケ イ藻が春季大増殖の

際に溶存物質を吸収し て下層に引きおろす （生物ポンプ

機能） のに対し， 非ケ イ藻類はその機能が弱いため， 上

層に残留し た物質が夏季の食物連鎖を肥大化させ， これ

が ク ラ ゲの増大につながっている こ と が考え られる。 本

研究課題ではこ のよ う な仮説的機構を複数水系について

のデータ解析･生態系モデル構築によ り 比較検証し，当該

海域の保全策への提言を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度には， １ ） ア イ アンゲー ト ダム - ド ナウ川－黒

海， ２ ） 黄河 （断流） －黄海， ３ ） 三峡ダム－長江－東

シナ海， ４ ） 琵琶湖 （仮想大ダム湖） －淀川－瀬戸内海

の ４ 水系について既存データ ・ 知見の収集 ・ 解析を行い，

レ ビ ュー論文にま と める と と も に， 上記仮説に関連し た

科学的不確実性の部分を抽出し た。 また， ４ ） について

は瀬戸内海を定期航行する フ ェ リ ーによ って栄養塩およ

び植物プ ラ ン ク ト ンの観測を行った。 さ ら に， これら の

海域の生態系変質を推定する ためのモデルの基礎を構築

し た。 こ の結果， これら の ４ 水系の陸水域では形態は異

なるが共通し て Si を ト ラ ッ プする要因があ り ， 沿岸海域

で Si 相対比が減少しつつあ る こ と が確認された。 また，

モデルによ り ， 上記の生態系変質は Si 相対比の減少だけ

では説明でき ないが， ケ イ藻や他の生態系構成要素の挙

動を併せて考慮すれば説明でき る こ と が推定できた。 

〔備考〕

3） 　 水系溶存有機物の特性 ・ 反応性を評価するための有

機炭素検出ク ロマ ト グラ フ ィ ーシステムの開発に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コー ド〕 0607BD966

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 松重一

夫， 小松一弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 水環境中の溶存有機物 (DOM) の分子サイ ズは

DOM の特性 ・ 反応性を規定する重要な因子であ る。一般

的な分子サイ ズ測定法であ る紫外部吸光度＋サイ ズ排除

ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー （SEC） では DOM の分子サイ ズを定

量的に測定でき ない。本研究では， DOM の分子サイ ズを

適正に測定する ために， 存在量を定量的に表せる全有機

炭素 (TOC) で検出する SEC システムを開発 ・ 確立する。

さ らに当該システムを用いて DOM の特性を分子サイ ズ

をパラ メ ータ と し て評価する。

〔内容および成果〕

　 サンプルおよび溶離液か ら無機炭酸をオン ラ イ ンで除

去する脱気システムを開発し た。 TOC 検出サイ ズ排除ク

ロマ ト グ ラ フ ィ ーシステム用に非分散赤外線 （NDIR） 検

出器を設計し製作し た。 また， 過硫酸カ リ 溶液や リ ン酸

溶液の導入が不安定なため， よ り 安定な導入システムの

開発を検討し た。

　 無機炭酸除去用脱気チューブの長さ を変動させて実験

を行い適切なチューブ長を決定し た。 TOC 検出サイ ズ排

除ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー （SEC） において， 最適な SEC カ

ラ ム を選択す る ために， 多数のシ リ カ系カ ラ ム と ポ リ

マー系カ ラ ムを使って実験を行った。 また， 最適な溶離

液を選択す る ために， 様々な溶離液組成条件で実験を

行った。 同時に， 同ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ーシステムにおけ

る酸化反応装置の湿式酸化効率の評価する ために， 様々

な化学物質をサンプル と し て用いて実験を行い回収率を

求めた。

　 溶存有機物 （DOM） のサイ ズ測定には最適な標準物質

であ るポ リ スチレン スルフ ォ ン酸 （PSS） を使って， SEC

システム と し て適切な実験条件を検討し た。 結果， シ リ
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カ系カ ラ ム， 溶離液の リ ン酸塩によ る イオン強度調整等

の条件を設定する こ と で，TOC 検出モード において，PSS

ス タ ンダード に対し て線形の較正曲線 （log 分子量 vs. 溶

出時間） を得る こ と ができ た。 これまで， 高速液体ク ロ

マ ト グ ラ フ ィ ー （HPLC） の TOC 検出サイ ズ排除ク ロマ

ト グ ラ フ ィ ーで， PSS ス タ ンダード によ る ま と も な較正

曲線が得られた と する報告はない。 これは意義あ る進展

と 言え る。

〔備考〕

共同研究者 ： 株式会社島津製作所

4） 　 湖沼溶存有機物の同位体的キャ ラ ク タ リゼーシ ョ ン

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0607CD958

〔担当者〕 ○奈良郁子 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 湖沼水 ・ 河川水試料中の DOM の

安定炭素同位体比測定， 放射性炭素同位体年代測定を行

い， 集水域から湖沼へ流入する DOM の同位体変動を明

ら かにする。 富栄養化度が異な る湖沼水 （霞ヶ浦， 摩周

湖， 十和田湖， 琵琶湖など）， 及びその流入河川水を試料

と し， 国内の陸水環境における DOM 同位体マ ッ プの作

成を試みる。 異なる水環境における DOM を同位体的に

識別化し， 基本データの蓄積を行 う 。 また， 湖沼中の難

分解性 DOM に対し て， 放射性及び安定炭素同位体測定

を行 う 。難分解性 DOM の炭素安定同位体比測定から，そ

の起源を推定し， 更に年代測定を行 う こ と によ り ， 難分

解性 DOM の湖沼中での滞留時間を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 湖水 DOM の起源を推定する新しい分析

手法と し て， 「安定及び放射性同位体解析」 に注目し てい

る。 霞ヶ浦湖水および河川水試料の放射性炭素同位体比

（D14CDOC） は， 約 -200‰ を境にし て湖水試料 と河川水

試料 と で， 明瞭な違いを示し た （湖水試料 ； -212‰ ～ -

13‰，河川試料； -475‰ ～ -17‰）。 これは，湖水試料およ

び河川水試料における DOM が， 重い （年代 と し て若い）

D14CDOC 値を持った湖水 DOM と，軽い （年代 と し て古

い）D14CDOC 値を持った河川 DOM と にそれぞれ同位体

的に識別可能であ る こ と を示し， 放射性炭素同位体測定

が， 霞ヶ浦における DOM の起源推定を行 う ための， 非

常に有効な指標であ る こ と を明確に示し た。 霞ヶ浦湖水

におけ る溶存有機物中の安定炭素同位体比 （d13CDOC）

は -26.3‰ から -24.1‰ の間に，また，河川水試料は -26.6‰

から -24.7‰ の間にプロ ッ ト された。 D14CDOC 値が湖水

と 河川水試料 と で明瞭に異な る値を示すのに対し， 湖水

試料及び河川水試料の d13CDOC は， -26‰ から -25‰ の

間で変動し， 湖水および河川水におけ る違いは認め られ

なかった。 こ の結果は， 霞ヶ浦及び周辺河川水におけ る

DOM中のd13CDOC値を決定する要因が，「湖水由来DOM

と河川水 （陸起源） 由来 DOM の違い」 と単純に帰結で

き ない こ と を示し ている。 霞ヶ浦湖水及び周辺河川水の

d13CDOC 値は， 起源の違いだけではな く ， 藻類の増殖速

度の違いや DOM の分解に伴 う 同位体分別の変化などが

複雑に影響し ている こ と が予想される。

〔備考〕

5） 　 嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術

〔区分名〕 NEDO 

〔研究課題コー ド〕 0608KA954

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 極低濃度 （0.4gCODcr/L 以下） の有機性排水の

安定 ・ 高効率処理を実現する ための嫌気排水処理法の開

発を行い， 省エネ排水処理法の適用範囲を飛躍的に拡大

する。 具体的には， 生物膜流動型 メ タ ン発酵法におけ る

排水流入条件の最適化 と， 新規に考案し たろ床型 メ タ ン

発酵法の開発によ り ， 研究開発目標の達成を目指す。 ま

た生物膜の微生物学的知見を収集し， メ タ ン発酵排水処

理プ ロ セ ス の安定化や効率化のための基礎デー タ と す

る。 さ ら に， メ タ ン発酵処理水の後段処理法に関する開

発を進め， 溶存 メ タ ンを回収するための検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 生物膜流動型 リ ア ク ターにおいて低濃度排水 （0.3 ～

0.4 gCODcr/L） の連続処理実験を行い， メ タ ン生成細菌

の基質資化に必要な有機物濃度を維持しつつ， 生物膜の

物性維持や生成ガスの生物膜か らの脱離に必要な物理的

攪拌の付与が可能な， 排水循環の方法を検討し た。 その

結果， 排水循環速度の増減を繰 り 返すこ と で， 良好な水

質 （COD 除去率 90％以上） の達成 と保持汚泥の物性維持

ができ る こ と が分かった。 低温度条件下で優占化が確認

された細菌群に関し て， 分子生物学的解析によ り ， 詳細

な種の同定を行った結果， 自然環境中 （水田などの常温

条件下） でのみ存在が確認されている水素利用 メ タ ン生

成細菌 Methanospirillum に分類された。

〔備考〕

共同研究者 ： 大橋晶良 （長岡技術科学大学 　 教授）， 角野

晴彦 （岐阜工業高等専門学校 　 助手）

旧研究課題 （平成 15 ～ 17 年度，0305KA600） の継続研究
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6） 　 無曝気 ・ 省エネルギー－型次世代水資源循環技術の

開発 「無加温嫌気処理における有機物分解特性の評

価」

〔区分名〕 NEDO 

〔研究課題コー ド〕 0608KA018

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域），山村茂樹

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 低有機物濃度排水の無加温 メ タ ン発酵技術を

確立する ための基礎的知見 と し て， 常温条件下におけ る

有機物の分解特性や分解を担 う 微生物群に関する知見を

収集する。 特に， 常温条件下で分解律速 と な り やすい，

固形性の有機物の分解に関わる細菌の同定や， 水温 と 固

形性有機物の分解特性と の関連評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 排水中の固形性有機物の分解 と， 水温 と の

関連を回分実験に よ り 評価し た。 具体的には， 下水 SS

（初沈汚泥） ， セルロース， タ ンパク質， 炭水化物などの

固形性有機物を炭素源に用いた 20℃条件下における嫌気

集積培養を行い， 有機物の分解の様相を調査し た。 得ら

れた集積培養体に対し て， 酸生成活性の温度依存性を評

価し た と こ ろ，20 ℃程度まではあ る程度の活性を示すが，

水温が 10 ～ 15 ℃に低下する と活性の著しい低下が見ら

れ， 低温下で固形性有機物の分解が律速 と な る こ と が分

かった。 また， 集積培養体の微生物群集構造解析を行い，

主要な加水分解細菌の同定を試みた。

〔備考〕

NEDO プロ ジェ ク ト 　 無曝気 ・ 省エネルギ－型次世代水

資源循環技術の開発 （前段嫌気処理に関する研究開発）

に関する再委託研究 （荏原環境エンジニア リ ング株式会

社よ り ）

(5)-2. 　 その他の研究活動 （水土壌圏環境研究領域）

1） 　 水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE599

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 松重一

夫， 小松一弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年，湖水中で難分解性の溶存有機物 (DOM) が

漸増し ている。湖沼環境保全上，湖水中の難分解性 DOM

の漸増 メ カニズムを定量的に把握する必要があ る。 本研

究では， 様々な手法によ り ， 湖水 DOM の特性 ・ 起源 ・

影響を明らかにする こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 ３ 次元励起蛍光 ス ペ ク ト ル法に よ り 湖水や流域水

DOM の特性評価を行った。 蛍光波長， 励起波長， 蛍光強

度から成る ３ 次元の等高線図 （EEM） を作成し た。 湖水

や河川水のEEMではフ ミ ン様物質に由来する ピークが検

出された。 しかし同ピーク が本当にフ ミ ン物質に由来す

るか確認し た研究例はない。 そ こ でサンプルを フ ミ ン／

非フ ミ ン画分に分画し EEM を作成し た と こ ろ，どち らの

画分で も同ピーク は顕著に確認された。 従って， 同ピー

ク をフ ミ ン様物質由来とする これまでの定説は覆った。

〔備考〕

2） 　 東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関す

る研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0307AE532

〔担当者〕 ○土井妙子 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地殻中の天然放射性核種であ る  238U や 232Th の

壊変生成物で大気中に存在する  222Rn ( ラ ド ン )，210Pb，212Pb

と 主に成層圏を起源 と する宇宙線生成核種の 7Be 及び大

気圏核実験由来の 137Cs 等について，東アジアにおける降

下物， 大気中濃度か ら， これら の核種の挙動を明ら かに

する。 ま た， これら の放射性核種の う ち人の被爆線量が

高いラ ド ン と その娘核種について高濃度が予想される地

域の濃度レベルを測定し て， ラ ド ン等によ る肺ガン誘発

リ ス ク を推定する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 日本の太平洋沿岸の筑波と中国大陸 （ウルムチ， 蘭州，

北京） と 韓国ソ ウルでエア ロ ゾル試料を採取し た。 中国

はエネルギーの 70％以上を石炭に依存し ている。 活発な

工業都市であ る ウルムチ， 蘭州， 北京 と ソ ウルのエア ロ

ゾルにはその SEM 画像よ り 25 ～ 35％の石炭由来のフ ラ

イ ア ッ シ ュが混入し ている こ と がわかった。 フ ラ イ ア ッ

シュには天然放射性核種であ る 238U 由来の 210Pb を多 く 含

んでいる と 言われて る。 冬季の中国大陸 と ソ ウルのエア

ロ ゾルは筑波のエア ロ ゾル と 比較し て目視から も土壌粒

子を多 く 含んでいる。 しかしエア ロ ゾル中の 210Pb 比放射

能は筑波のエア ロ ゾルよ り 低かった。 フ ラ イ ア ッ シ ュ と

土壌粒子の混入はエア ロ ゾルの 210Pb 比放射能を低下する

傾向にあった。

〔備考〕

3） 　 汚染土壌中の重金属の動態におよぼす天然および土

壌中有機物の影響

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0506AE766
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〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域） ， 越川昌

美， 渡辺未来

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 金属素材の鉛 フ リ ー化社会への推進に伴い，

Ag， In， Bi， Sb， Sn など代替金属類の環境中への急激な

拡散が予想される。 本課題ではこれら の次世代利用型金

属類が土壌を汚染し た場合の土壌中の有機物や土壌に供

給される有機物の存在によ り も た ら される形態の変化や

土壌中拡散速度への影響の解明を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ラ イ シ メ ーターを用いて上記金属を土壌中背景値の 50

～ 100 倍程度で模擬汚染試験を行った。 純水を模擬降雨

と し て散水し ５ 年経過し た後の土壌中鉛直プロ フ ァ イル

を検証し た結果， 多 く の元素で表層 ２ cm 深での残存率

が高 く 添加量の 45 ～ 73％を示し た。 しかし， In は残存

率 12％と下方移行率が他よ り 高 く ， 深さ別浸出水中濃度

において も， 18cm 深 （第 １ 層） か ら高い濃度の In （約

10ppb） が検出された。 現在， 模擬降雨を林内雨を想定し

た水質に切替えモニタ リ ングを継続中であ る。

〔備考〕

4） 　 底質試料を用いた合成化学物質による水域汚染の ト

レン ドの解析に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0507AE819

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域） ， 土井妙

子， 松重一夫

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 河川や湖沼， 内湾などの水域底泥には， その水

域の上流に位置する発生源から放出された様々な化学物

質が沈降し堆積し ている。 そのため使用期間が明確な合

成化学物質の蓄積濃度を測定する こ と で， 汚染の時間的

および空間的な履歴を明ら かにする こ と が可能であ る。

本研究では霞ヶ浦や手賀沼などに流入する河川の河口域

などから底泥試料を採取し て， その中に含まれる化学物

質の種類 と 濃度および流域の地理， 産業， 人口などの情

報か ら汚染履歴を推定し， 土地利用の変化や下水道普及

などが も た らす汚染の内容 と 量の変化を明ら かにする こ

と を目標 と する。 また， 水溶解度や吸着性， 生分解性な

ど性質の異な る化学物質について比較を行い， 過去の汚

染状況を把握す る 上で有効な指標についての検討 も 行

う 。

〔内容および成果〕

　 平成16年度までの関連課題において採取し た霞ヶ浦お

よび手賀沼の底泥試料について， 化学物質の濃度測定を

継続する と 共に， 放射性同位体を利用し た堆積年代測定

の準備を行った。 一方， 昨年度の化学物質の濃度測定の

際に発見し た家庭用殺菌剤 ト リ ク ロサンの異性化物につ

いて， 室内実験レベルで詳細な検討を行った。 その結果，

従来から報告されている塩素置換化合物 と は別に， 臭素

置換化合物が生成する こ と， 臭素置換反応は塩素置換反

応よ り も平衡的に も速度的に も著し く 優位であ り ， 市販

の塩化ナ ト リ ウ ムに不純物 と し て含まれる臭化物イオン

で も 塩素置換反応 よ り も 優先す る こ と が明 ら か と な っ

た。 μＭ 程度の臭化物イオン濃度でも臭素置換 ト リ ク ロ

サンが生成する こ と か ら， 水環境中におけ る ト リ ク ロサ

ンの動態は従来から の予想 と は異な る可能性があ る こ と

が明らか と なった。

〔備考〕

日本原子力研究開発機構と の共同研究

5） 　 流域の森林土壌が渓流水に溶存するアル ミ ニウムの

濃度と形態に与える影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0508AE926

〔担当者〕 ○越川昌美 （水土壌圏環境研究領域），渡邊未来

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 天然水中のアル ミ ニウ ムは，Al3+ イオンのほか

各種の無機 ・ 有機錯体 と し て存在するが， その毒性は濃

度だけでな く 存在形態に も 強 く 依存する。 本研究では，

渓流水におけ る溶存アル ミ ニ ウ ムの濃度 ・ 形態 と， 流域

の森林土壌の特性 （土壌種 と 水文過程） の関係を明ら か

にする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 筑波山の ２ つの小流域 （これまでの研究か ら， 渓流水

の全溶存Al濃度が １ 年を とおし て ２ 倍以上異なる こ と が

わかっている） に土壌水分センサーを埋設し， 自動記録

計 を 用い て 連続デー タ を 採取 し た。 土壌水分は深 さ

10cm， 20cm， 50cm， 70cm， 100cm で計測し， 降雨時の水

の浸透過程を比較し た。 通常は， 降雨開始後ただちに土

壌表層 （10cm， 20cm） の水分が上昇し， その数時間～ １

日後に土壌深部 （70cm， 100cm） の水分が上昇し た。 しか

し稀に， 降雨開始後数日経過し て も土壌深部の水分がほ

と んど変化し ない場合があった。 こ の現象は， １ ヵ 月以

上の乾燥期間の後の降雨時に観測された。 また， こ の現

象の直後に渓流水中の全溶存態Al濃度が上昇する傾向が

認められた。 乾燥が進行し て土壌の水分浸透能が低下す

る と 降雨の表面流が卓越する ため， 土壌深部に水が浸透

せず， 土壌表層の Al が渓流に流出する と考え られた。

〔備考〕
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6） 　 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に

関する基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0607AE442

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域） ， 珠坪一

晃， 山村茂樹

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 汚染 さ れた水土壌環境の浄化において微生物

は重要な役割を果た し ている。 しかし なが ら， 微生物の

活性や群集構造 と それを取 り 巻 く 環境 と の相互作用につ

いては未だ不明な点が多い。 本研究では様々な水土壌環

境において， 微生物群集構造及び環境浄化活性を評価す

る と 共に， 微生物浄化能力を利用し た水土壌浄化システ

ムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 河川水の流入， 沿岸帯の構造が微生物群集構造に及ぼ

す影響を明 ら かにす る こ と を目的 と し て霞 ヶ 浦全域調

査， 霞ヶ浦流入 ４ 河川及び霞ヶ浦左岸沿岸湖水を採水し

微生物群集の解析を行った。 霞ヶ浦全域調査 と 河川水に

は特徴的な泳動パターンがあ り ， 常にそれぞれ大き く 異

なった群集構造を形成し た。 一方沿岸表層水は位置によ

り ， 全域調査及び河川調査双方のパ ターンが混在し た。

こ の こ と か ら， 河川 と 湖水では適応微生物が異 り ， 微生

物群集は流下に伴い変遷し てい く こ と が示唆された。

　 また， 微生物を用いた ヒ 素汚染土壌浄化手法の開発を

目標と し て，ヒ 酸塩還元菌によ る固相からの ヒ 素可溶化・

抽出の促進方法を検討し た。 結果， キ ノ ン物質を共存さ

せる こ と によ って，微生物によ る不溶性 Fe （III） の還元・

溶出が促され， それに伴って ヒ 素の抽出効率を大幅に上

昇させる こ と が可能と なった。

〔備考〕

7） 　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE460

〔担当者〕 ○岩崎一弘 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境保全 ・ 浄化に向けて微生物機能を積極的に

活用し てい く ための基礎技術並びに影響評価法の開発を

目的 と する。 そのために本研究では， １ ） 有機塩素化合

物， 油， 重金属等の環境汚染物質を分解 ・ 除去する微生

物の探索を行い， その機能の解明および強化を試み， 環

境保全に有用な微生物を開発する， ２ ） これら有用微生

物あ るいは組換え微生物の微生物生態系への影響を分子

生物学的手法によ り 解析する と と もに新たな評価手法の

開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 組換え微生物の生態系影響評価技術の開発を目指し，

水マ イ ク ロ コ ズムを も ちいて土着微生物群集への影響を

調べた。 PCR-DGGE 法によ る遺伝子解析の結果， 本研究

において評価し た水マ イ ク ロ コ ズム中の微生物群集構造

の高い再現性が確認された。 組換え体， 非組換え体接種

系は菌体接種後微生物群集構造が大き く 変動し たが， 46

日目付近では菌体無接種系 と 微生物多様性の類似性が上

昇し， 256 日目にな る と 非常に近い位置に収束する こ と

が明ら かになった。 別の時期に採水し た これまでのマ イ

ク ロ コ ズム試験において も同様の結果が示 さ れてお り ，

組換え体の微生物多様性全体への影響はほ と んど認めら

れない こ と が確認された。 しかし ながら個々の微生物に

は若干の影響が示されてお り ， 対照系 と 比較する と 組換

え体， あ るいは非組換え体接種によ り い く つかのバン ド

の出現及び消失が認められた。

〔備考〕

8） 　 人為影響による海洋生態系変質に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE926

〔担当者〕 ○牧秀明 （水土壌圏環境研究領域），原島省，中

村泰男

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境劣化の著 し い我が国の沿岸海域におけ る

栄養塩の過剰負荷， 漁業利用， 底質改変， 石油流出等に

よ る生態系に及ぼす影響と修復手法の評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 東京湾湾奥部におけ る定点観測によ り ， 空間的に密な

栄養塩 ・ 有機炭素の分布と現存量の把握を鉛直方向 1 ～

1.5m 間隔で同時採取可能な採水器を用いて行った。 その

結果， 2003 年から年二回行ってき た本定点調査の過去の

結果 と 比較し た と こ ろ， 各態の窒素の濃度がいずれも有

意に減少し ている傾向が見られた。 特に， 巨大な臨海部

下水処理場の放流水の影響を強 く 受けている羽田空港北

東端部 と 城南島海浜公園 と の間に位置する環境基準点で

は， 顕著だったアンモニア性窒素の減少が夏期著しかっ

た。 以上の こ と は， 第 ５ 次総量規制で窒素 と リ ンの湾内

への流入負荷削減が義務付け され， その施策効果の反映

の一部と思われた。

〔備考〕
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9） 　 有明海等における高レベル栄養塩濃度維持機構に関

する研究 ： 適正な浅海域管理をめざ し て

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コー ド〕 0206AF384

〔担当者〕 ○中村泰男 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 有明海の環境を再生する ための基礎 と し て， 海

洋生物 （プ ラ ン ク ト ン， 二枚貝） と 環境の関連を明ら か

にする。

〔内容および成果〕

　 １ ） 有明海では秋か ら冬にかけて持続的な赤潮が発生

し，栄養塩を枯渇させる。 この赤潮 （Akashiwo sanguinea）

の発生機構を明ら かにする ために現場調査な らびに実験

を行なった。 A. sanguinea と競合する珪藻は， 遊泳力が無

いために粘土粒子で濁った海水中では光によ る増殖制限

を う けて個体群を拡大でき ない。 また， も う ひ と つの競

合者であ る小型の鞭毛藻は， 遊泳力があ る ため， 光制限

は受けない も のの， ワ ムシなどの微小動物プ ラ ン ク ト ン

に活発に捕食され， やは り 大規模赤潮を形成するにはい

た ら ない。 一方， A. sanguinea は， 遊泳力によ り 光制限を

受けず， さ ら に， 体サイ ズが大きいため， 動物プ ラ ン ク

ト ンによ る捕食を殆ど受けない。 こ う し て， 潜在的な増

殖速度は競争相手に比べ小さいものの，A. sanguinea はじ

わじわ と 個体群を拡大し， 持続的な赤潮を形成する こ と

が明ら か と なった。 ２ ） 有明海の代表的な二枚貝であ る

ハマグ リ の資源を再生させる ため， 本種の環境耐性およ

び劣悪環境下での成長生残を検討し た。 ハマグ リ は予想

に反し，高温・低塩分に対する耐性がアサ リ よ り も強かっ

た。 また， 貧酸素水がしばしば侵入する よ う な干潟にお

いて も， 生残率はアサ リ ・ シオフキ よ り も高かった。 さ

ら に， 成長速度も アサ リ ・ シオフキ ・ ホンビ ノ スなど比

較し た貝に比べて有意に大きかった。 し たがって， ハマ

グ リ 資源が有明海や東京湾で減少し た理由を稚貝期以降

の環境耐性の低さ に求める こ と はでき なかった。

〔備考〕

10） 　 霞ヶ浦エ コ ト ーンにおける生物群集 と物質循環に

関する長期モニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コー ド〕 0307AF511

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域） ， 今井章

雄， 松重一夫， 野原精一， 矢部徹

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 生物活動 と物質循環の要であ り ， かつ人間活動

の影響を受けやすいエコ ト ーンに対する長期的モニ タ リ

ングを行い， GEMS/Water によ り 陸水 ( 淡水 ) モニ タ リ ン

グ ステーシ ョ ン と し て観測が続け られている湖のデータ

と あわせて湖全体の生物群集 と 物質循環の把握を行 う 。

特に， 沿岸植生について， 新しい手法であ る細菌群集構

造解析，安定同位体比解析を行い，再生事業の影響，霞ヶ

浦導水路工事前の状況把握を含めた霞ヶ浦全体の ト レ ン

ド を明らかにする こ と を目標とする。 

〔内容および成果〕

　 前年度の調査の結果， ヨ シ帯の ヨ シの成長が湖か らの

栄養塩供給の影響を受けている可能性が示された。 そ こ

で， 本年度は， 河川か ら の栄養塩の供給 と 流下によ る減

衰， ヨ シ帯の地形， 水位によ る水 と 栄養塩の地下への浸

透 と の関連に重点をおいてモニ タ リ ン グ を実施 し た。

霞ヶ浦湖盆及び沿岸湖水の採水 と 分析の結果， 霞ヶ浦湖

盆 と 霞ヶ浦西浦右岸沿岸湖水の栄養塩濃度は， 霞ヶ浦西

浦右岸の流入河川， 主 と し て桜川及び小野川の影響を受

ける こ と が確認された。酸素の安定同位体比の分析から，

河川水の流れ込みの影響が河口か ら下流に向かって減衰

し てい く 様子が明ら か と なった。 ま た， 湖水 と 著し く 酸

素安定同位体比の異な る降雨をプローブ と する こ と によ

り ， 降雨及び降雨直後の水位の上昇に よ る湖水越入 と，

ヨ シ帯内表層水の地下間隙水への移動を検出する こ と が

でき た。 ヨ シ帯内部の水の地下浸透は， ヨ シ帯の土質 と

と も に， 地形によ る水の滞留時間によ って も大き く 影響

を受け る こ と が明ら か と なった。 さ ら に， 間隙水の栄養

塩分析によ り ， ヨ シ帯内での窒素の挙動を捉え る こ と が

でき た。 その結果， ヨ シ帯の河川か ら の距離によ る供給

湖水中の窒素濃度の違い と， 水の地下浸透によ る栄養塩

の移動の違いが， ヨ シの成長を左右し ている可能性が示

唆された。

〔備考〕

11） 　 強風化型膨潤性土壌地帯におけるマ メ 科植生への

撹乱行為が土壌 C ・ N stock と その動態におよぼす影

響の解明

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0606AF417

〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 フ ィ リ ピ ンル ソ ン島中央部の丘陵地におけ る

溜池型集水域を例に， 土地利用形態， 特に森林を構成す

るマ メ 科木本植生の維持管理や伐採 と 草地転換が土壌資

源の持続性にどのよ う な影響を与え う る かを土壌炭素 ・

窒素蓄積量 と その存在形態から検証する こ と を目的 と し

た。
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〔内容および成果〕

　 18 地点における森林および草地土壌の調査分析結果よ

り ， マ メ 科主体の森林ではイ ネ科草本植生に比べ， 土壌

N蓄積量は高かった ものの，土壌C蓄積量は必ずし も高 く

はなかった。 こ の理由と し て， マ メ 科木本類の落葉は N

含量が高 く C/N 比が低いため， 土壌表面や土壌中での分

解速度がイ ネ科草本類よ り も卓越し ていたため と 予想さ

れた。 また， 森林ではカルシ ウ ムなどの塩基類が落葉等

を通じ土壌表面に還元されるが， 草本類では土壌中下方

への溶脱傾向が認められ， 表層土付近での土壌 pH の低

下を も も た ら し ていた。 また， 以上， マ メ 科木本か ら イ

ネ科草本への転換利用は， 粘土の特性か ら雨季の土壌流

亡の助長や， 土地生産性に重要な土壌窒素含量や塩基類

および土壌 pH の表層付近での低下を も た らす可能性が

あ る こ と が示唆された。

〔備考〕

渡邊眞紀子 （東工大） ， 森島済 （江戸川大） ， JOSE D.

RONDAL （BSWM） ， BONY P. DELA CRUZ （BSWM)，

ARMANDO M. PALIJON （UPLB)， 谷口悟 （東工大）

12） 　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0608CB936

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域） ， 村上正

吾， 王勤学， 水落元之， 越川海， 東博紀， 藤田

壮， 野原精一， 井上智美， 樋渡武彦

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 都市－農村共生社会における水 ・ 物質管理評価

システム開発流域圏の生態系サービ スの劣化を水 ・ 物質

循環系の変化過程の視点か ら検討し， 水 ・ 物質 ・ 植物生

態系の ３ 者の相互作用系の理解を深め機構モデルを構築

し， 生態系サービ スの機能評価を行 う 。 陸域生態系が浅

海域環境に及ぼす影響と，河川河口域における塩生湿地・

干潟及び藻場の水文地形学及び景観生態学的なユニ ッ ト

構造を抽出し， ユニ ッ ト ご と に一次生産や分解速度等の

物質循環機能 と 生物分布 ・ 群集構造を明ら かにし て生物

多様性の実態と生態系機能への人為影響を評価する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 伊勢湾流域圏の環境情報データベースの構築

　 伊勢湾流域圏の自然環境情報数 （値標高モデル， 水系

図， 土地被覆図， 土壌図， 植生図等）， 社会環境情報 （人

口， 行政界， 道路網， 鉄道網等） を地理情報シ ス テ ム

（GIS） 上で統合化し， 境情報データベースの構築を開始

し た。 また， 伊勢湾流域圏の土地利用等の流域改変に伴

う 水 ・ 物質循環系の経年変化を時系列的に抽出する ため

の衛星画像を収集し， 自然環境情報， 社会環境情報 GIS）

上で関連付け る作業を行っている。 また， 食料 と 農業生

産活動 と の観点か ら伊勢湾流域圏におけ る物質 （特に窒

素） の収支理解に適し た検査領域についての検討を行っ

た。 さ ら に， 伊勢湾流域圏での汚濁負荷発生構造の特性

把握のために，伊勢湾関連県水質総量規制指定地域内（岐

阜県，愛知県，三重県）汚濁負荷発生量の整理に着手し た。

（ ２ ） 陸域生態系が浅海域環境に及ぼす影響 と干潟創出技

術の開発

　 櫛田川 ・ 雲出川河口域の 1940 ～ 2000 年代の航空写真

を収集し過去か ら の変遷を検討しつつあ る。 また， 櫛田

川 ・ 雲出川河口域に分布する塩生植物群落， 底生動物相

の調査を実施し， 概略的な群落区分図， 群集構造の検討

を行っている。 さ ら に， 櫛田川 ・ 雲出川河口域に分布す

るハマボウ群落及び塩生植生群落の群落調査及び環境調

査を行い， 各植物の生育環境を把握しつつあ る。

　 浅海域での生物によ る水質浄化能の回復技術の検討の

ため， 二枚貝 （アサ リ ） に着目し た現場実験 と 観測を継

続し て実施し ている。 本年度は特に， ノ リ 網敷設によ る

流速減衰効果に伴 う 二枚貝稚貝着底率の促進 と 生残率 ・

成長速度の関係についての検討を進めた。

〔備考〕

13） 　 洗浄剤注入によ る土壌汚染のレ メ デ ィ エーシ ョ ン

技術の効率と安全性に関する基礎的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0306CD536

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 18 年度 （2003 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 工場か ら の漏出や不法投棄な どに よ り 地中に

浸透し た有機溶剤などの有害物質によ る土壌 ・ 地下水汚

染の修復は様々な方法が提案されているが， 地中での汚

染の拡が り と 濃度を正確に把握する こ と は困難なため修

復も長期にわた る こ と が多い。 こ のよ う な汚染物質を積

極的に溶解し て短期間に回収する目的で， 井戸を通し て

洗浄液を注入する手法が検討されて き ている。 本研究課

題ではこ の洗浄剤注入法について， その実用性を判断す

る ための一助 と し て洗浄効率や環境安全性など を基礎的

に検討する こ と を目的と し ている。 

〔内容および成果〕

　 昨年度から継続し て， 10 種の界面活性剤 （陽イオン性

１ 種， 陰イオン性 ４ 種， 非イオン性 ５ 種） と ４ 種の高分

子量有機物を洗浄剤のモデル と し て， これら が共存し た

場合の鉄粉によ る ト リ ク ロ ロエチレ ンの脱塩素還元分解

反応の効率を測定し た。 ト リ ク ロ ロエチレ ンの分解に伴
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い， シス -1， 2- ジ ク ロ ロエチレ ン と 1， 1- ジ ク ロ ロエチ

レ ンが生成し たが， その生成量 と 分解速度は添加し た洗

浄剤の種類によ って異なった。 ラ ウ リ ン酸ナ ト リ ウ ムを

除 く 陰イオン性界面活性剤 と 陽イオン性界面活性剤およ

び高分子量有機物を共存させる と ト リ ク ロ ロエチレ ンの

分解速度は洗浄剤無添加の場合の 70 ～ 50％程度 と なっ

た。 非イオン性界面活性剤およびラ ウ リ ン酸ナ ト リ ウ ム

を添加し た場合には 30％程度まで減速し た。 このよ う な

分解反応性の差異を明ら かにする ために， ト リ ク ロ ロエ

チレ ンの鉄粉表面への吸着量を測定し た と こ ろ， 減速効

果が著しかった洗浄剤添加系では分解反応場であ る鉄粉

表面への ト リ ク ロ ロエチレ ンの吸着量が， 洗浄剤無添加

の場合 と 較べて少な く な っ てい る こ と が明 ら か と な っ

た。 こ の現象は臨界 ミ セル濃度の小さ い非イオン性界面

活性剤の系で顕著であった。 一方， 臨界 ミ セル濃度が高

く ， こ の実験条件下で ミ セル可溶化が起こ り に く い陰イ

オン性界面活性剤や， ミ セルを生成し ない高分子量有機

物を添加し た系では鉄粉表面への ト リ ク ロ ロエチレ ンの

吸着量は大き な影響を受けていなかった。 このこ と から，

ト リ ク ロ ロエチレ ンが ミ セルに可溶化する こ と で鉄粉表

面 と の接触効率が減少し， 分解反応が起こ り に く く なっ

ている もの と考え られた。

〔備考〕

科研費

14） 　 森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本

の統一的土壌分類案の適用に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD468

〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域）， 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地形， 表層地質， テフ ラ降灰量の異なる幾つか

の森林地帯において， 各種土壌の空間分布的特徴， 特に

火山灰母材の土壌の空間分布について考察を行い， 土壌

炭素蓄積量など土壌構成成分の組成， 蓄積量に関する空

間的特徴を検証する。 さ らに， 土壌の空間分布パターン

について幾つかの土壌分類体系を用いて土壌図を作成，

森林の土壌炭素蓄積量の推定手法 と し て有効な分類体系

の検証を行 う 。

〔内容および成果〕

　 奥秩父山地帯についての土壌調査・分析結果を も と に，

各種土壌分類体系を用いた土壌分類を行い， 各体系の持

つ特徴について考察を行った。 また， 本年度は本地域の

土壌炭素の起源推定を試み， 腐植の吸光特性などか ら黒

ぼ く 土 （火山灰性土壌） に分類される地域の広い範囲で

草本植生履歴を も っている こ と が予想された。 特に， 地

理的条件よ り かつて人間活動が盛んであった と 推測され

る場所でその傾向が強 く 表れていた。

〔備考〕

共同研究者 ： 田中治夫 （東京農工大）

15） 　 金属水酸化物への DOM 吸着特性に基づいた最適凝

集条件の検討

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD556

〔担当者〕 ○小松一弘 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 水道水源中の溶存態有機物 （DOM: Dissolved

organic matter） は ト リ ハロ メ タ ン問題など， 諸問題の原

因 と なってお り 除去が求め られているが， 我が国の浄水

場で採用されている急速ろ過法では十分に除去されず大

半が残存する。本研究では， DOM に対し て働 く 凝集 メ カ

ニズム と し て重要な金属水酸化物への吸着作用に着目し

た。 DOM の特性と吸着性能の相違， またそ こに働 く 作用

について探る こ と で，DOM の持つ特性に対応し た適切な

凝集操作方法について提案を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は前年度に引き続き， 金属酸化物 と し て酸化鉄

を用い， 霞ヶ浦 ３ 地点の DOM を対象に吸着実験を行っ

た。また DOM の除去特性を XAD 樹脂分画手法によ って

詳細に検討し た。

　 実験は （ １ ） DOM の吸着実験→残存性 DOM について

樹脂分画→測定， （ ２ ） DOM の樹脂分画→それぞれの画

分を対象に吸着実験→測定の ２ 通 り のや り 方で行った。

（ １ ）の実験結果では DOM 全体と し て pH=9.0 で 37 ～ 50

％，pH=5.0 で 59 ～ 70％の除去率を示し てお り ，低 pH に

おける除去率が高いこ と が分かった。 pH=5.0 の条件下で

卓越する と 考え られる荷電中和効果が， 湖沼水， 流入河

川水中の DOM を吸着する ために有効に働いた と示唆さ

れる。 また pH=9.0 では DOM 中の疎水性物質の除去率が

34 ～ 58％，親水性物質の除去率が 36 ～ 43％であ り 差異は

見られなかった。 一方， pH=5.0 では疎水性物質が 68 ～

80％，親水性物質が 53 ～ 62％の除去率を示し てお り ，疎

水性物質の除去率が明白に高い こ と が分か る。 つま り ，

吸着作用に荷電中和作用が加わる と， 疎水性物質の選択

的吸着が起き る と考え られる。

（ ２ ） の実験結果では， DOM 全体 と し て pH=9.0 で 20 ～

40％，pH=5.0 で 57 ～ 62％の除去率を示し てお り ，（ １ ） と

比べて特に pH=9.0 において除去率の低下が顕著だった。

また pH=9.0 では DOM 中の疎水性物質の除去率が 18 ～
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33％，親水性物質の除去率が 37 ～ 48％を示し ていた。つ

ま り （ １ ） で得られた結果 と は異な り ， pH=9.0 で親水性

物質の除去率が高いこ と が分かった。 （ １ ） の pH9.0 条件

下では， 弱い吸着作用によ り DOM 全体にわた る吸着作

用が起き た一方で， （ ２ ） の pH9.0 条件下では， 親水性物

質 と の間に強力な吸着が起き たためではないか と 考え ら

れる。

〔備考〕

16） 　 湖沼における溶存鉄の存在形態分析 と鉄利用性が

アオコ発生に及ぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD921

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 松重一

夫， 小松一弘

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 湖沼において藍藻類がアオ コ を形成 し優占す

る要因 と し て， 鉄の利用性が重要であ る と 認識されてい

る。 本研究の目標は， 湖水中の溶存鉄やその存在形態を

定量的に測定する分析手法を開発し て， 湖水 （霞 ヶ 浦）

や流入河川水等の溶存鉄濃度 と その存在形態を定量する

こ と， そ し て実際の湖水を用いた室内培養実験でアオコ

形成藍藻類の増殖が生物利用可能鉄濃度によ って規定さ

れるか否かを明らかにする こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦 ４ 地点および主要 ２ 河川で採水し－30℃で保存

し ていたろ過サンプルを使って， 溶存鉄および有機態鉄

濃度を測定し た。 湖水 と 河川水での溶存鉄の濃度や存在

形態の違いを確認し， 湖水や河川水におけ る溶存鉄 と そ

の存在形態が季節的 ・ 場所的にどのよ う に変動するかを

評価し た。

　 霞ヶ浦湖水中の溶存鉄は 35 ～ 254nM の濃度範囲にあ

り ， 一方， 流入河川水の溶存鉄濃度は 47 ～ 2910nM の範

囲にあった。 湖水中の溶存鉄濃度は， 明ら かに， 湖水の

流れ方向に減少し てゆ く 傾向を示し た。 こ の結果は， 河

川水が湖水溶存鉄の主要な供給源であ る こ と を示唆す

る。 溶存鉄の季節的変動 と し ては， １ 月， ４ 月， ７ 月，

10 月に採取し たサンプルでは，比較的に 10 月に高 く ， ４

月に低かった。 河川水については特徴的な季節的変動は

認められなかった。

　 霞ヶ浦湖水の鉄錯化容量および条件安定度定数を競合

的吸着濃縮ボルタ ン メ ト リ ーによ って測定し た。 錯化容

量は溶存鉄濃度 と 同じ よ う な場所的な変動を示し， 鉄 と

錯化する有機 リ ガン ド の主要な供給源は河川であ る こ と

が示唆された。条件安定度定数の対数値は 25.1 ～ 26.2 の

範囲にあ り ， 特徴的な場所的変動は観察 さ れなかっ た。

化学平衡プロ グ ラ ム計算か ら， 霞ヶ浦湖水の溶存鉄のほ

と んどが有機態 と し て存在する こ と がわかっ た。 一方，

河川水中では有機態鉄の割合は湖水に比較 し て低かっ

た。 有機態鉄の存在比は， 水の流下方向に増大し てゆ く

傾向が認められた。

〔備考〕

17） 　 腐植物質還元微生物の特性の把握と 環境浄化への

応用に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0607CD940

〔担当者〕 ○山村茂樹 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 土着の微生物の群集に よ っ て汚染地の浄化を

行 う バイオステ ィ ミ ュ レーシ ョ ンが一部ですでに実用化

されているが， 分解菌の偏在などによ って分解でき る物

質の種類や濃度が限定される こ と が多いため， その適用

性は未だ十分 と はいえないのが現状であ る。 一方， 近年

の研究か ら， 環境中に広 く 存在する腐植物質が微生物に

よ る嫌気呼吸の電子受容体 と し て機能し得る こ と が明ら

か と なってお り ， その作用が汚染物質の消長に も影響を

及ぼし ている可能性が示唆されている。 本研究では， 従

来のバイオステ ィ ミ ュ レーシ ョ ンでは考慮に入れられて

いなかった腐植物質の還元を担 う 微生物群に着目し， そ

の効果的な活用方法を提案する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， まず， 自然環境中か ら の腐植物質還元細菌

の分離を試みた。 国内の複数のサイ ト か ら採取し た土壌

及び底泥サンプルを植種原に用いて， 腐植物質のキ ノ ン

部分のモデル物質であ る antharaquinone-2， 6-disulfonate

（AQDS） を電子受容体 と し た無機塩培地 （嫌気条件下）

で集積培養を行った。 結果， 安定な集積培養系を構築す

る こ と ができ， 培養試料を寒天培地に植種 ・ 培養する こ

と で，複数の腐植物質還元細菌を獲得する こ と ができ た。

現在， 得られた単離菌株について， 生化学的特性の調査

や16SrDNA塩基配列に基づ く 系統学的解析を進めている

が， 腐植物質還元細菌は多様な細菌属に分布し ている可

能性が示唆されている。

　 また， 次年度予定の汚染物質の還元 ・ 分解能の評価に

ついて も， 一部先行し て ヒ 素の可溶化 ・ 抽出に関する実

験を試みた。 実験は， ヒ 素汚染土壌と AQDS を含む培養

液に， 腐植物質還元細菌を植種する こ と で行った。 結果，

AQDS 及び腐植物質還元細菌が共存する系において， ヒ

素の可溶化が促進 さ れる こ と が明ら か と なっ た。 ま た，
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ヒ 素可溶化の促進は， AQDS の還元に よ り 生成 し た

anthrahydroqunone-2， 6-disulfonate （AH2QDS） が，土壌中

において ヒ 素を吸着 ・ 固定化し ている鉄 （III） 鉱物の還

元 ・ 溶出を促進し た結果生じ た こ と が示された。

〔備考〕

（ ６ ） 生物圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP017

〔代表者〕 竹中明夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球上には， 物理環境の不均一性や歴史的な背

景を反映し， さ ま ざ まな生態系が存在し ている。 地球上

の各所にそれぞれ多様で固有な生物相が見ら れる こ と，

その総体が生物多様性であ る。 生物圏環境領域では， 生

態系および生物多様性の適切な保全 ・ 管理に貢献する た

め， 生生態系の地域的な多様性 と 固有性に着目しつつ，

態系を構成する さ ま ざまな生物 ・ 物理環境およびこれら

の要素間の相互作用に関する研究等を推進する。

　 生態系や生物多様性に影響を与えている人為的な要因

にはさ ま ざ まな も のがあ る。 そのなかか ら， 人間活動に

由来する さ ま ざ まな汚染物質， 人間が意図的 ・ 非意図的

に関与し て外部か ら侵入し た生物， 人間が作出し た遺伝

子組換え生物， 土木的な環境条件の改変， 空間的な土地

利用パターンの変化， さ ら には地球レベルでの温暖化 ・

環境変動などに注目する。 これら の要因の影響を， 個々

の生物の生理的なプロセスから生態系全体の構造 と 機能

まで， さ まざまな視点から解明する。

　 環境要因が様々なレベルで生物に影響を与え る と い う

こ と は， 逆にみれば， 生物 ・ 生態系 ・ 生物多様性に注目

する こ と で， 環境の変化を知る手がか り が得られる こ と

にな る。 こ う し た環境指標 と し ての視点か ら の研究も進

める。

〔内容および成果〕

　 生物圏環境研究領域では， 生物多様性を構成する生物

と生態系の保全に貢献する ための研究を進めた。

個体群生態研究室では， 環境の変動下におけ る生物個体

群の存続 と 生物間相互作用のし く みに関する研究を進め

た。 河道堰堤の生態系分断化が河川生態系の構造に与え

る影響を検出する ために， 同一河川内の淡水魚オイ カ ワ

個体群間で栄養的地位の差 と 遺伝的距離を測定し た。 そ

の結果， 堰堤のあ る川では栄養的地位の差は流程距離が

長いほど大き く な る傾向があ り ， 遺伝的距離も流程距離

に同調し て大き く な る傾向があった。 小笠原諸島での水

生生物の調査では， 固有種であ る オガサワ ラ ヌ マエビ ・

オガサワ ラ コ ツブムシは母島の河川での個体数 ・ 分布域

の減少が近年著しい こ と がわかった。 また， 霞ヶ浦の ヨ

シ原にて鳥類オオ ヨ シキ リ の繁殖調査を行い， 年齢 と 免

疫能の高 さ が配偶成功に影響 し てい る こ と が明 ら かに

なった。 コ ン ピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 生物侵入

に対する生態系の脆弱性を解析し た研究では， 外部か ら

の生物の侵入を受けずに進化し た生態系は， 少数の植物

種が多 く の動物種を支え る構造を持ち， 侵入に対し て脆

弱であ る こ と がわかった。

　 生理生態研究室では， 植物 と 環境の関わ り について，

分子生物学，生理学から生態学にまたがる研究を行った。

当研究所で単離し たシ ロ イ ヌナズナのオゾン感受性突然

変異体の気孔開度を調べた と こ ろ， 野生型よ り も大きい

こ と がわか り ， オゾン吸収量の増加が こ の変異体のオゾ

ン感受性の原因 と なっている可能性が示唆された。 さ ら

に， オゾン応答遺伝子発現を用いてオゾンの影響を評価

する手法の開発を進めた。 また， 昨年度までに引き続き，

除草剤耐性遺伝子組換え西洋ナタネ （GM ナタ ネ） が一

般環境中に生育し ている こ と を確認する と と も に， 2 種

類の GM ナタネが交雑し ている可能性が示唆された。 こ

のほか， 地球温暖化の影響を検出する ための生態系モニ

タ リ ングの一環 と し て， 青海 ・ チベッ ト 鉄道に沿った生

態系の現存量 ・ 炭素収支 と 種多様性の調査や， 高山植生

を指標 と し た我が国の温暖化影響検出のための研究を

行った。

　 微生物生態研究室では， 微生物をおも な対象 と し た研

究を進めた。 大型船舶のバラ ス ト 水やタ ン ク内堆積物に

よ る海洋生物の移動 リ ス ク の研究では， 日本－アジア各

国間の近距離航路では海洋生物の移動 リ ス ク の高い こ と

や， 日本－北米間の長距離航路で も冬季には生存率が上

が り ， 移動 リ ス ク が高 く な る と いった結果が得ら れた。

小笠原諸島でのユス リ カの調査では， 台風によ る倒木が

瀬を分断し て淵化し， 早瀬で採集される種が見られな く

な る等， 河川環境の変化によ るユス リ カ優占種の交替が

観察された。 地衣類の遺伝的多様性を指標 と し た客観的

な大気汚染診断技術を開発する こ と を目的 と し た研究で

は，汚染レベルの異なる地域間の移植実験などを行った。

そのなかで， 汚染地域で遺伝的多様性が低い原因が， 汚

染に強いタ イプだけが生き残る純化淘汰によ る こ と を明

らかにし た。

　 生態遺伝研究室では， 分子遺伝学的な手法を中心 と す

る研究を進めた。 国内に生育し ている アブラナ属植物の

野外環境下におけ る種間交雑ポテンシ ャルを明ら かにす

る ために， cDNA アレ イ法を応用し て種特異的分子マー

カーの開発を行った。 また， 国道 51 号線沿いの調査で，

遺伝子操作で組み込まれた と 考え られる除草剤遺伝子を
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持ったセ イ ヨ ウ アブ ラナ」 が発見された。 こ のほか， 生

態系機能に関する研究では， 海藻 と 異な り 地下器官を持

つ と い う 海草の生物学的特徴がい く つかの生態系機能の

要因 と なっていた こ と， それら藻場の生態系機能が優占

種に と っての好適成育環境を形成する と い う 循環関係が

あ る こ と を明らかにし た。

(6)-1. 　 その他の研究活動 （生物圏環境研究領域）

1） 　 植物の環境ス ト レス耐性に関与する遺伝子の探索と

機能解析

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0307AE503

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域），久保明弘，青

野光子

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 植物は環境保全に必須であ り ， 大気汚染や紫外

線などのス ト レ ス要因が植物に及ぼす影響やそれら に対

する植物の耐性機構を明ら かにする こ と は， 基礎 ・ 応用

の両面において重要であ る。 植物の環境ス ト レ ス耐性機

構には様々な遺伝子が関与し てい る と 考え ら れる ため，

それらの遺伝子を探索し， その機能を解明する。

〔内容および成果〕

　 当研究所で単離し たシ ロ イ ヌナズナのオゾン感受性突

然変異体の一つについて気孔開度を調べた と こ ろ， 野生

型よ り も大きい こ と がわか り ， オゾン吸収量の増加が こ

の変異体のオゾン感受性の原因 と なっている可能性が示

唆された。

　 また， シ ロ イ ヌナズナのオゾン感受性でパラ コー ト 耐

性の変異体 rcd1 の原因遺伝子産物 RCD1 の細胞内におけ

る存在部位を調べる ために， RCD1 と 蛍光タ ンパク質で

あ る GFP の融合タ ンパク質を タマネギの表皮細胞に一過

的に作らせた と こ ろ， GFP の蛍光は， 核内で凝集し た斑

点状に観察された。 こ の結果は RCD1 が転写や DNA 複

製等の核内におけ る何らかの機能に関与する こ と を示唆

する。

〔備考〕

2） 　 ユス リ カ類の多様性と環境要因との関連に関する研

究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0408AE467

〔担当者〕 ○上野隆平 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 ユ ス リ カ類は陸水域の底生動物の代表的なグ

ループであ り ， 魚類や捕食性の無脊椎動物の主要な餌動

物 と し て食物網の重要な位置を占めているが， 個別のユ

ス リ カ種の存続や他種 と の交代に関係する環境要因につ

いては十分に整理されていない。 また， 日本から 1000 種

を超え るユス リ カが記載されてお り 多様性の研究材料 と

し て も重要であ る と 思われるが， しばしば異名同物が報

告される など一層の分類学的検討が必要であ る。 本研究

ではユス リ カの生息場所の環境要因や分布に関する情報

を包括的に整理する と と も に， ユス リ カの分類学的研究

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 小笠原諸島でユス リ カ幼虫の生息場所の環境特性につ

いて調査し た。 2006 年秋の台風直後の調査で， 河川環境

の変化によ るユス リ カ優占種の交替が観察された。 すな

わち， 多 く の調査地点で河川形態が変わ り ， 倒木や落葉

落枝によ り 瀬が分断され多数の淵へ と 変化し たため， 早

瀬で採集される Cricotopus ogasaseptimus （小笠原固有種）

などはま った く 見られな く な り ， 代わって Macropelopia

ogasasextdecima（小笠原固有種）や Tanytarsus ogasaquartus

（小笠原固有種） が多数採集された。 同時に停滞によ り 川

幅が増加し た こ と によ り 以前は河岸に存在し たい く つか

の水たま り が消失し， 水たま り を生息場所 と し ていた止

水性の Chironomus claggi も見られな く なった。 母島でダ

ム湖の調査を行った。湖心からはユス リ カは採集されず，

湖岸か ら Glyptotendipes 属の幼虫が採集 さ れ た。

Glyptotendipes 属は小笠原諸島から最初の記録であ る。 ま

た， こ れ ま で父島のみか ら 記録 さ れ て い た C.

ogasaseptimus と T. ogasaquartusが母島から も採集された。 

〔備考〕

3） 　 シロ イ ヌナズナの酸化的ス ト レスに対する新規な初

期応答機構

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0508AE772

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 植物は外界か ら 様々な環境ス ト レ ス に さ れて

お り ， その多 く が植物内で活性酸素を生じ させる こ と か

ら酸化的ス ト レ スに対する植物の応答機構の研究が重要

視 さ れてい る。 植物の酸化的ス ト レ スに対する研究は，

比較的遅い反応 （数時間～数日） に向いてお り ， その初

期反応についての知見は得られていない。 本研究ではス

ト レ ス源 と し てオゾンを用い， 植物の酸化的ス ト レ スに

対する初期応答機構に関する解析を行 う 。

〔内容および成果〕

H.18 年度は AtGST3 遺伝子の発現調節領域に存在する
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Antioxidant Responsive Element (ARE) のこの遺伝子に対す

る初期発現誘導への関与を調べる目的で，AtGST3 遺伝子

の発現調節領域にレポーター遺伝子を繋いだコ ン ス ト ラ

ク ト 及び AtGST3 遺伝子の発現調節領域から ARE 領域を

除いた も のを レポーター遺伝子に繋いだコ ン ス ト ラ ク ト

を作製し た。 これら のコ ン ス ト ラ ク ト をシ ロ イ ヌナズナ

に導入し たシ ロ イ ヌナズナにオゾンを暴露し レポーター

遺伝子の発現を調べた と こ ろ， ARE 領域を持つものはオ

ゾン暴露 1.5 時間以内にレポーター遺伝子の発現が見ら

れた。 いっぽ う ， ARE 領域を持たないものはそのよ う な

早い時間での発現は見られな く なった。 しかし， こ の植

物にオゾンを 6 時間暴露し た と こ ろレポーター遺伝子の

発現が観察された。 このこ と から ARE 領域は AtGST3 遺

伝子の発現そのも のに必須ではな く ， こ の遺伝子の初期

発現に必要であ る こ と が明らかになった。

〔備考〕

4） 　 スズ メ目鳥類の個体群構造に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0507AE780

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 生物種の集団は， 個体群， 亜種 と いった階層的

な構造を持っている。 そのため， 野生生物を効率的に保

全する際に， 個体群間および亜種間の系統関係， 野生生

物の個体群構造に関する情報は必要不可欠であ る。 これ

まで調査を行って き て， サンプルが蓄積し ているオオ ヨ

シキ リ ， オオセ ッ カ， コ ジ ュ リ ン等の湿地性スズ メ 目鳥

類の個体群間の遺伝的構造の差異， および， メ ジ ロの亜

種間の系統関係を明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 コ ジ ュ リ ンは， 関東， 東北， 九州の一部に不連続に分

布し ている。関東 と東北の個体群は大きいのにたいし て，

阿蘇の個体群は 50 羽以下 と絶滅に瀕し ている。 利根川，

岩木川， 仏沼， 阿蘇の ４ つの個体群間の系統関係を明ら

かにする ために， ミ ト コ ン ド リ ア DNA の D-loop の一部，

585 塩基対のシーク エン ス を読み取った。関東 と東北の個

体群間では共通のハプロ タ イプがみられた個体群間で移

動が起こ っている可能性があ るのに対し て， 阿蘇の個体

群は独自のハプロ タ イプを持ち， 関東の個体群 と は隔離

されていた。 実際， 仏沼で繁殖し た個体が冬期に霞ヶ浦

で捕獲されていて，東北の個体群は関東で越冬し ている。

関東の個体群が東北か ら来た越冬個体群に由来し ている

可能性が示唆された。

〔備考〕

5） 　 環境指標生物と し てのホ タルの現状と その保全に関

する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0508AE799

〔担当者〕 ○宮下衛 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 20 年度 （2005 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 豊かな自然環境， う るおいのあ る自然環境の指

標 と し て親し まれている ホ タルやホ ト ケ ド ジ ョ ウ， ヒ ヌ

マ イ ト ト ンボ， ベッ コ ウ ト ンボ， タ ガ メ ， チス ジ ノ リ な

どの絶滅のおそれのあ る野生生物の生息する自然環境の

保全 と 復元 ・ 再生について調査研究する こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 筑波山麓の棚田 ・ 里山の再生の取 り 組みが行われてい

る地域において， その中央を流れる渓流および湿地の底

生生物相の事前調査を行った。 平均傾斜度約 １ /12， 川幅

１ ～ ４ ｍ の著し く 蛇行する渓流であ る。棚田の上流端の

調査地点ではサワガニ， オオカ ワ ト ンボ， ヤマサナエな

どが， 水田か らの排水が流入する下流端の調査地点では

ス ジエビ， コオニヤンマ， マユタ テアカネ， リ ス アカネ

などが確認された。 棚田の湿地にはオオシオカ ラ ト ンボ

が分布し ていた。 また， いずれの地点で も ア メ リ カザ リ

ガニが生息し ていた。 なお， 水田の排水が流入する調査

地点で， 外来種のフ ロ リ ダマ ミ ズ ヨ コエビおよびタ イ ワ

ンシジ ミ が確認されてお り ， 霞ヶ浦用水 と の関係を調べ

る調査を行 う 必要があ る。

〔備考〕

6） 　 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度上

昇の影響

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0509AE952

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に伴 う 気温の上昇に対 し て我が国

高山生態系は極めて脆弱性が高い こ と が認められる よ う

になった。 また， 高山帯の特徴的な環境要因 と し て気圧

が低い こ と が挙げられる。 しかし， 低気圧下での植物反

応についてのデータが少ない こ と か ら， 今までの高山生

態系の脆弱性に関する考察の中では， 低い気圧の効果に

ついて明確に されていない。 そ こ で， 植物の生理生態的

特性に及ぼす低気圧下での気温上昇の影響について実験

的検討を行 う 。

〔内容および成果〕
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　 本年度は， 実験対象植物 と し て， わが国の山岳地で特

異な生育地特性を有する ダケカンバについて低気圧下で

蒸散速度の測定を継続し た。 その結果， 昨年度調べたシ

ラ カシ と 同様に， 低気圧下で蒸散速度の増加が認め られ

た。 そ こ で， さ ら に， 北岳 と アポ イ岳でダケカンバの生

育場所の野外調査を行った。 その結果， ダケカンバの生

育場所の特異な点 と し て， 北岳では， 亜高山帯樹種であ

るオオシ ラ ビ ソ と 高山帯樹種であ るハイ マツ と の間に生

育し， 積雪深が大きい場所はダケカンバが生育し， 積雪

深の減少 と 共に， 徐々に， ハ イ マツ帯に移行 し ていた。

また， アポ イ岳では， 積雪深が周囲に比べて大きい山頂

に生育し ているのが特徴的であ り ， また， 西側斜面では，

谷筋に沿って， 帯び状に生育し ていた。 この観察結果は，

ダケカンバの生育場所が水分条件が良好 と 推察される場

所であった。

〔備考〕

7） 　 環境変動下における生態系とキース ト ーン種の挙動

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE411

〔担当者〕 ○高村健二 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境変動下におけ る生態系の変化 と その仕組

みを解明する ためには， 生態系自体 と それを構成する生

物種， なかで も キース ト ーン種の挙動を把握する こ と が

重要であ る。 そ こ で， 本研究ではそのための包括的手法

の開発と変化実例の把握を目指す。

〔内容および成果〕

　 湖沼など止水域で底生のキース ト ーン種 と な り う るユ

ス リ カを対象 と し て， その生息量変動 と 環境変動 と の関

係に注目し た。 富栄養化し た湖沼で優占する こ と の多い

アカムシユス リ カの成虫発生量を継続調査し た結果， か

つて大発生し ていた霞ヶ浦において発生量のほぼゼロに

近い こ と がわかった。 しかし， 対照 と し ている研究所内

生態園池では， 若干減少の傾向が窺え る も のの現在も あ

る程度の発生量を維持し ている ため， 霞ヶ浦での発生激

減は外部環境条件よ り も水域生態系の変化によ る も の と

推察された。

〔備考〕

8） 　 野生植物における近交弱勢による絶滅リ ス クの定量

化

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0609AE448

〔担当者〕 ○石濱史子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 近交弱勢は， 多 く の他殖性植物で個体群存続に

一定の影響を与え る と いわれている。 しかし， 野生植物

の個体群の絶滅 リ ス ク には送粉者の動態や生息環境の劣

化など， 様々な要因が影響する。 これら の要因の相対的

重要性を定量化する こ と は， 絶滅危惧植物の保全策策定

において必須だが， いまだ十分な評価が さ れていない。

本課題ではこ のよ う な研究を現実的な期間で行 う こ と が

可能な， モデル実験系の開発 と 近交弱勢によ る絶滅 リ ス

ク の定量化を行 う 。

〔内容および成果〕

　 寿命が短い越年草 と されてお り ， また， 虫媒であ る た

めに， 生息地分断化や周辺環境の変化の影響を受けやす

い と 考え られる絶滅危惧植物イ ヌセンブ リ を主な対象 と

し て， 個体数動態調査 と 発芽ま での近交弱勢の測定を

行った。 個体数動態調査の結果， イ ヌセンブ リ は春先に

発芽し て翌年の秋に開花する厳密な二年草であ る こ と が

明ら かになった。 自家不和合性 ・ 発芽段階での近交弱勢

と も にほ と んどな く ， 野外での実生の発芽数 と その定着

率も高かったため， 現段階では個体群の動態は安定し て

いる可能性が高い。 しかし， 種子の発芽には光要求性が

あ り ， 自生個体群も湿地の中で も比較的明る く ， ヨ シや

オギの密度の低い場所にあ る こ と か ら， 今後， 遷移の進

行や富栄養な土砂の堆積などによ って高茎草本が侵入す

れば， 急激に個体群が衰退する危険も あ る。 今後， 生育

環境の詳細な把握 と， 発芽以降の近交弱勢の測定が必要

と考え られる。

〔備考〕

9） 　 光回復酵素の発現を指標と し た植物のUVBシグナ リ

ング機構の解明

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0606AE449

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 オゾン層破壊によ る UVB 領域紫外線の増加に

よ り ，植物の DNA 上に損傷が生じ るが，その多 く は光回

復酵素 (PHR) によ って修復される。 これまでの研究によ

り PHR は UVB によ って発現誘導される こ と が明らか と

なっている。 本研究では， UVB によ る転写誘導に関与す

る PHR プロモーター上の cis 因子を同定する こ と を目的

とする

〔内容および成果〕

　 キ ュ ウ リ 光回復酵素遺伝子 （CsPHR） の転写は 300 ～

310nm 付近の長波長 UVB によ り 効率良 く 誘導される。
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CsPHR の転写誘導には UVB を特異的に受容し，そのシグ

ナルを伝達する何ら かの機構が関与し ている と 考え られ

た。 そ こ で本研究では， UVB によ る転写誘導に関与する

CsPHR プロモーター上のシス因子を同定する こ と を目的

と し た。 CsPHR プ ロ モーターを レポーター遺伝子 （β-

glucuronidase 遺伝子 ［GUS］） につないで， シ ロ イ ヌナズ

ナに導入し た組換え体に対し て単色光照射を行なった実

験から，CsPHR プロモーターが 310nm 付近の波長を もつ

UVB によ り 活性化される こ と を確認し た。 CsPHR プロ

モーターの光応答領域 （-202 ～ - 296 bp） のみを CMV 最

小プロモーターおよびGUSにつないでシ ロ イ ヌナズナに

導入し た組換え体は UVB 応答性が失われていた こ と か

ら， 光応答領域よ り 上流に新たなシス因子が存在する可

能性 と， 宿主のシ ロ イ ヌナズナの光応答性がキ ュ ウ リ と

は異なる可能性が考え られた。

〔備考〕

10） 　 水生生物の個体群に及ぼす生息環境の影響に関す

る基礎的研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE455

〔担当者〕 ○多田満 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 淡水における水生生物は河川 ・ 湖沼などの閉鎖

系に生息する ため， と り わけ水質環境 （化学物質汚染な

ど） の影響を受けやすい と 考え られる。 そ こ で， 化学物

質の生態 リ ス ク評価に資する ために野外か ら採取し た河

川 ・ 湖沼などの環境水に含まれる農薬等の化学物質の淡

水生物の生存や繁殖に及ぼす影響を室内実験で明ら かに

する。

〔内容および成果〕

　 化学物質の淡水生物の生存や繁殖に及ぼす影響を明ら

かにする ための基礎的な試験 と し て， メ ダカ個体群 （オ

ス， メ ス各 10 個体） の生存や繁殖に及ぼす生息条件 （水

草量， 餌量） の影響を屋外水槽 （50L） によ り ５ 月から翌

３ 月まで調べた。 各試験区の個体数は， ８ 月か ら徐々に

減少し ３ 月には水草 ０ g 試験区では餌量 （タマ ミ ジン コ

０ ， 100 個体 / 水槽 / 週， 100 個体 / 水槽 / 月） に関係な く

３ ～ ６ 個体が生存し ていたが， 水草 20g 試験区では， １

～ ３ 個体，水草 100g 試験区では生存個体はみられなかっ

た。 このこ と は， ７ ～ ８ 月にかけて水草量が ６ ～ 10 倍に

増大し， それに起因する藻類 （ア ミ ミ ド ロ など） が底泥

を覆った こ と で メ ダカの生息を困難にし たのではないか

と考え られた。

〔備考〕

11） 　 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関

する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE463

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 島嶼生態系は脆弱な系 と し て知られているが，

そのなかで も河川は海 と陸によ り 隔て られた特殊なハビ

タ ッ ト であ る。 その主要な構成種であ る底生動物につい

て分布調査を行い，特に甲殻類や水生昆虫などについて，

島ご と， あ るいは河川ご と に異な る生物相 と その特徴を

明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度は伊豆諸島の御蔵島に生息する水生昆虫の う ち

特に ト ビケ ラ目昆虫について分類学的な研究を行 う と と

も に島内分布について と り ま と めた。 これまで幼虫しか

得られずに未同定であったナガレ ト ビケ ラ属の １ 種およ

び ヒ メ ト ビケ ラ科の １ 種を雄成虫に基づいて種の同定を

行った。 いずれの種 も 伊豆諸島か ら 初記録であ っ たが，

その ２ 種は湧水を源 と す る １ 河川でのみ分布が確認 さ

れ， 他の河川では得られなかった こ と か ら， 島嶼河川に

おけ る水生昆虫相の成 り 立ちを考え る上での湧水河川の

重要性が示唆された。

〔備考〕

12） 　 東京湾小櫃川河口干潟における塩湿地植生

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE548

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 千葉県小櫃川河口には約 30ha の東京湾最大の

塩湿地が広が り ， ア イ アシや ヨ シ等の湿性高茎草本が優

占し ている。 本植生に関する初の本格的調査であ る延原

ら （1980） の報告 と 比較し てハママツナやウ ラ ギ ク， シ

オ ク グ等が分布を大き く 減ら し ている現状であ る。 同時

に塩湿地の形状や面積も大き く 変化し ている。 河口塩湿

地は本来適度な撹乱によ って維持される特殊性の高い生

態系であ り ， これらの草本群落や生育地にみられる変化

は本生態系の現状を顕著にあ ら わ し てい る と 推測 さ れ

る。 塩湿地には潮汐 と い う 明確な環境傾度がみられる一

方で， 各種の成育に関する環境要因同士が複雑に関与し

あっている ために長期的な観測の必要性があ る こ と を既

に石塚 （1977） が指摘し ている。 我々の研究グループは

1999 年以降干潟生態系に関する研究 （矢部ら， 2002） や
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微生物機能からみた干潟評価 （広木ら， 2003a， b）， マ ク

ロベン ト ス相か らみた干潟評価 （古賀ら， 2005） を報告

し た。 2001 年以降は塩湿地植生を対象と し て， 全域植生

調査や操作実験， 水位変動や土壌構造 と いった物理性調

査， 底質や間隙水の化学分析， 過去 と 現在の航空写真解

析， を通じ て， （ １ ） 河口塩湿地全域の植生分布 と植生変

遷 （金子ら， 2005） ， （ ２ ） 塩湿地における人里植物の侵

入 （金子ら， 投稿中）， （ ３ ） 塩湿地植生における HSI モ

デル， （ ４ ） フ ェ ノ ロ ジーや形態変化にみ ら れた種の適

応， （ ５ ） 洪水や覆土 と いった短期的撹乱を想定し た植生

操作実験， （ ６ ） 塩湿地植物群落の遷移課程 と周辺土地利

用や河口堰の運用によ る長期的な影響， と いった課題に

ついて取 り 組んでいる。

〔内容および成果〕

　 小櫃川河口塩湿地で進行しつつあ る満潮時冠水型群落

か ら満潮時非冠水型群落への種組成変化の解析を通じ て

塩湿地性植物群落の分布決定要因の解明に取 り 組んでい

る。 本年度は比高や塩分など物理化学環境に対する種の

好適範囲重複性 と 種間排他性について取 り 組み， 比高に

応じ た優占種のフ ェ ノ ロ ジー と 成長速度を丹念に追跡す

る こ と で上記重複性と排他性の関係を明らかにし た。

〔備考〕

13） 　 海草藻場における根圏環境の研究

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コー ド〕 0406AF389

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 現在， 干潟の至 る所で見 ら れていた海草藻場

が，環境要因の変化や開発によ る埋め立てによ って衰退，

消失し ている。 衰退の重要な要因であ り ， 海草の生育に

不可欠な底質環境に関する研究はこれまで少な く ， 生理

生態的知見は十分ではない。 またそれに伴い， 各地で行

われている アマモ場再生では定着でき なかった事例が多

く ， アマモ場の維持が困難 と なっている。 そ こ で本研究

では， 海草が海洋植物のなかで唯一地下器官を有する形

態的特徴か ら根圏環境に注目し， 潮間帯におけ る海草藻

場の根圏環境の特徴を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 メ ソ コ ス ム実験 と 野外調査の結果， コ アマモ地上部に

よ る生産 と 地下部によ る底質安定化に起因する豊富な底

生藻類の生産によ り 藻場の直上には高酸素濃度環境が形

成されていた一方で， 底質流動が抑え られている ためそ

の高酸素濃度直上海水は地下には供給されに く く ， 成長

に必要な DIN は NH4-N と し て存在し， コ アマモ藻場で

多 く 吸収，利用されていた。 これらの結果，底質ではいっ

そ う 還元化がすすみ， 植物に と って有毒な硫化水素の発

生もみられた。 藻場の底質還元化の要因は， 酸素供給が

少ない上， 地下部によ る呼吸， 枯死地下部や ト ラ ッ プ さ

れた有機物の分解によ る酸素消費が多い こ と 等が原因で

あ る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究先 ： （独） 港湾航空技術研究所 ・ 桑江朝比呂， 東

海大学 ・ 木村賢史， 吉田友彦， 本研究は国環研におけ る

地方環境研究所と の C 型共同研究， 福岡市環境局保健環

境研究所 ・ 竹中英之， 鳥取県衛生環境研究所 ・ 初田亜希

子， にも関連する。

14） 　 河道堰堤が河川生態系の規模 ・ 構造に及ぼす影響

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF470

〔担当者〕 ○高村健二 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 河川生態系の規模 ・ 構造に河道中の堰堤が与え

る影響を高次消費者生物個体群の食物連鎖上位置 と 遺伝

的分化の両面か ら調査する。 また， 食物連鎖解析 と 遺伝

子解析を同時に適用する手法が生態系変化を包括的に評

価する上で有効であ る こ と を実証し て， 本手法を生態系

モニ タ リ ングツール一般 と し て普及する ための基礎を固

める。

〔内容および成果〕

　 河道堰堤の生態系分断化影響を検出する ために， 堰堤

のあ る河川 と ない河川 と し てそれぞれ那珂川 と 鬼怒川を

選定し て， 各河川に ６ 調査地点を設定し た。 これら の地

点で採集し た淡水魚オイ カ ワ標本について安定同位体比

と 遺伝子組成の分析を行なって， 同じ河川内の ２ 点間で

オ イ カ ワ個体群の栄養的地位の差 と 遺伝的距離を求め

た。 と こ ろで， 同一河川内では上流に行 く ほど同一魚種

の栄養的地位が低下する傾向が一般的にあ る。 し たがっ

て， 分断化の結果， 堰堤のあ る川においてオイ カ ワ個体

群の栄養的地位の上流におけ る低下が著し く ， 上下流の

差が大き く な る と と も に， 一方で遺伝的距離が増大する

と想定し た。

　 調査の結果， 堰堤のあ る川ではオイ カ ワ個体群間の栄

養的地位の差は地点間流程距離が大きいほど大き く な る

傾向があった。 一方， 堰堤のない川では距離に応じ た栄

養的地位 の 変化 は 顕著 で な か っ た （一次回帰係数，

t=0.889， p=0.390）。

　 遺伝的距離を求めた と こ ろ， 堰堤のあ る川ではオイ カ

ワ個体群間の遺伝的距離は地点間流程距離が大きいほど
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同調し て大き く な る傾向があった。 一方， 堰堤のない川

では流程距離に応じ た遺伝的距離の変化は顕著でなかっ

た。

　 こ のよ う に想定通 り ， 堰堤のあ る河川において栄養的

地位の差 と 遺伝的距離の増大が認められた。 つま り ， 河

道堰堤の存在によ って， 食物連鎖が短縮し， 一方で高次

消費者の移動が阻害された こ と が明ら か と な り ， 河川生

態系の構造 と 規模が分断化によ り 縮小し ている こ と が示

された。

〔備考〕

15） 　 小笠原における河川環境の劣化 と固有種の減少要

因の推定に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0607AF452

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 海洋島であ る小笠原諸島の河川の生物種につ

いての分布調査を行い， 絶滅の危惧される固有種がレ ッ

ド リ ス ト に載 り ， ひいてはレ ッ ド データブ ッ ク に登録さ

れる ために必要 と される項目について と り ま と める。 特

に， 分布域 と その動向， あ るいは存続を脅かし ている原

因やその時代的変化などについて把握に努め， 今後それ

らの生物種の保全策に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 小笠原諸島の陸水域に生息する固有水生生物の う ち，

オガサワ ラ ヌマエビ， オガサワ ラ コ ツブムシの ２ 種につ

いて， 1998 ～ 2000 年調査と 2005 ～ 2006 年調査 と の結

果を比較し， 近年の減少傾向や分布域の変化について と

り ま と めた。 両種 と も， 母島での減少傾向が著し く ， 既

存の生息地の う ち １ 地点で絶滅し， も う １ 地点でも 99％

以上減少し た と推定された。

　 こ の ２ 種の減少要因 と し てはさ ま ざ まな要因が疑われ

るが， も と も と 乾燥傾向が強 く 河川の規模も小さ い小笠

原諸島では降水量の減少およびその結果 と し ての水不足

は固有水生生物に と って致命的な減少要因 と な る可能性

があ る。 しかし， これら固有水生生物の減少傾向が著し

い母島では基礎的なデータが揃っていなかったので， 母

島小中学校の百葉箱に温度ロガーを設置し て気温のモニ

タ リ ングを行 う と と も に沖村浄水場の降水量データにつ

いて と り ま と めた。 その結果， 著しい渇水傾向が認め ら

れた 2003～2004年には年間降水量が僅かに700～900mm

しかなかった こ と などが判明し た。

　 また， 母島には複数のダムが設置されているが， ダム

湖が これら ２ 種の固有水生生物の生息域 と な り う るかを

検討する ために乳房ダムにおいて調査を行った。 その結

果， 乳房ダムの湖心 ３ 地点ではいずれの地点で も溶存酸

素濃度が表層よ り 底層の １ m 上までは 8.7 ～ 9.0mg/l の範

囲であったが， 湖底に近 く なる と 0.5 ～ 0.7mg/l と急激に

低 く な る現象が認め られ， 表層か ら底層近 く まではばっ

気によ り 安定し ているが， 底泥によ り 酸素が消費されて

いる可能性が示唆された。 また， 湖心でのエ ク マンバー

ジ採泥器によ る採集および湖岸でのD- フ レームネ ッ ト に

よ る採集のいずれの場合で も これら ２ 種の固有種は認め

られず， ダム湖は湖心， 湖岸 と も にオガサワ ラ ヌマエビ

やオガサワ ラ コ ツブムシなど固有水生生物の生息適地で

はない可能性が高い と考え られた。

〔備考〕

共同研究者 ： 佐々木哲朗 （NPO 法人小笠原自然文化研究

所）

16） 　 DNA アレ イ を用いたアブ ラナ属植物の浸透性交雑

解析マーカーの開発

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0606AF458

〔担当者〕 ○西沢徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 種特異的な分子マーカーの開発には多大の労

力 と コ ス ト が必要であ る こ と から， 大量のマーカーを効

率よ く 開発でき る手法が分子生態学の進展に伴って求め

られている。 本研究では， 遺伝子組換え （GM） セイ ヨ ウ

アブ ラナか ら一般環境中へ導入遺伝子の拡散が危惧され

ている アブ ラナ属において， 浸透性交雑現象を解析する

種特異的マーカーを cDNA アレ イ法を用いて開発し， 生

態学分野におけ る分子マーカー開発の効率化への有効性

について検討する。

〔内容および成果〕

　 シ ロ イ ヌナズナでは cDNA アレ イが既に製品化され，

大量の遺伝子発現を一度に解析で き る 環境が整っ てい

る。 し たがって， 同じ アブラナ科のアブラナ属植物では，

シ ロ イ ヌナズナの研究で蓄積されている膨大な遺伝子情

報を利用でき る可能性が高い こ と か ら， シ ロ イ ヌナズナ

の cDNA アレ イ を用いて， アブラナ属 ３ 種 （アブラナ，

セ イ ヨ ウ アブ ラナ， カ ラ シナ） を対象 と し た種特異的な

分子マーカーの開発を行った。

　 ○主な研究実施内容

　 １ ） cDNA アレ イ法によ る発現遺伝子の解析

・解析対象の ３ 種から mRNA を抽出し，AFFYMETRIX 社

製 Arabidopsis ATH1 GeneChip を利用し て， それぞれの種

において遺伝子の発現解析を行った。
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　 ２ ） 種間変異領域の探索

・ ア レ イ解析か ら得られた蛍光シグナル強度の分散を基

に， ゲ ノ ム中の遺伝子領域に種間で変異が生じ ている可

能性があ る遺伝子の候補を抽出し た。

　 ３ ） アブラナ属 ３ 種における塩基配列の決定

・ ア レ イ 解析に よ っ て抽出 し た遺伝子領域を増幅す る

PCR プラ イマーを， シロ イ ヌナズナの塩基配列を基に設

計し た。

・ 予想 さ れる分子量で増幅が認め ら れた PCR 産物を ク

ローニング し， 種間で変異が生じ ている と 予想される遺

伝子領域の塩基配列を ３ 種それぞれで決定し た。

　 ４ ） 種特異的分子マーカーの設計

・ 決定し た塩基配列を ３ 種間で比較し て種間変異を同定

し， ゲ ノ ム中のその変異領域を増幅する PCR プラ イマー

を設計し た。

・ さ らに， 種間変異を検出する手法 と し て， PCR 増幅断

片の長さ （STS マーカー），制限酵素切断片長多型 （CAPS

マーカー） の有効性を検証し た。

　 ○研究成果の概要

・ アブラナ属植物 ３ 種 （アブラナ， セイ ヨ ウ アブラナ， カ

ラ シナ） を識別可能な種特異的分子マーカーを開発し た。

・ 計画では， STS マーカーを １ 遺伝子座開発する こ と を

目標と し ていたが，これに加えて，複数の CAPS マーカー

を開発する こ と ができ た。

・ ア レ イ解析の結果に基づいて， 遺伝子領域に種間で変

異が生じ ている と 予想される領域を予めス ク リ ーニング

し た上でマーカー化の検討を行った。 その結果， 高い確

率で種間変異を同定する こ と ができ， マーカー開発にお

ける効率性に展望が開けた。

・ 今回は， マーカー化を検討し た ９ 遺伝子座の約半分で

マーカー化の目処が付いた。 例えば， マ イ ク ロサテ ラ イ

ト マーカー （SSR） では， 苦労し て開発し た遺伝子座で

も， 実際に遺伝子型解析を行ってみる と 全 く 変異がない

場合があ る。 し たがって， マーカー化に先立って変異部

位を同定する効果は大きかった と考え られる。

〔備考〕

17） 　 分子マーカーを用いた イ ネ品種のオゾ ン影響評価

手法の開発に関する研究

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コー ド〕 0607AF961

〔担当者〕 ○久保明弘 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 対流圏オゾ ン増加に よ る食糧生産への影響が

危惧されている。 イ ネはオゾンによ る減収の品種間差が

大きいが， 品種ご と の収量影響の調査には大型設備 と 長

時間を要する。そ こ で本研究では，短期オゾン暴露を行っ

た植物や野外栽培中の植物を用いた簡便迅速な影響評価

手法を開発する ため， イ ネの生体内分子の含有量やオゾ

ン暴露時の変化を調べて， 減収の指標 と な る 分子マー

カーを見いだすこ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 オープン ト ッ プチャ ンバー （OTC） 試験に使われた も

の と同じ イネ品種の幼苗を育成し， 0.2ppm のオゾンを １

日暴露し， 葉の転写産物を PCR によ り 分析し て， その含

有量やそのオゾン暴露時の変化を品種間で比較し た。 ま

た， OTC 試験においてそれぞれの処理区で生育中の各イ

ネ品種の葉のサンプ リ ングを行った。 

〔備考〕

18） 　 関東地方におけるオゾ ンによ る植物被害と その分

子的メ カニズムに関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0610AH400

〔担当者〕 ○青野光子 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境ス ト レ ス適応性に関与する機能を持つ遺

伝子の情報を用いて， 野生植物の環境適応能の評価手法

の開発を目指す。 特に， 野外で光化学オキシダン ト （オ

ゾン） によ る被害が容易に観察される アサガオにおいて，

オゾンに応答する遺伝子の発現を調べる こ と によ り ， オ

ゾンの植生に与え る影響実態の分子機構に基づいた把握

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 千葉， 埼玉， 神奈川の協力研究機関及び国環研の敷地

内の野外において， ５ 月か ら ８ 月にかけてアサガオ （品

種ス カーレ ッ ト オハラ） を生育させた。 ７ 月か ら ８ 月に

かけて， 光化学オキシダン ト （オゾン） によ る と 思われ

る可視障害が葉に出現し た。 これら の葉で防御に関わる

遺伝子であ る PAL 及び GST の発現が RT-PCR によ って確

認され， 野外で生育する植物において， オゾン応答遺伝

子発現を用いた影響評価が可能であ る こ と が示された。

〔備考〕

旧研究課題コード ： 0509AE798

平成18年度地方公共団体環境研究機関 と国立環境研究所

と の共同研究提案課題

研究協力 ： 千葉県環境研究セン ター （企画情報室 　 岡崎

淳） 千葉県農業総合研究セン ター （生産環境部 　 環境機

能研究室 　 松丸恒夫） 埼玉県環境科学国際セン ター （自

然環境担当 　 小川和雄， 三輪誠） 神奈川県環境科学セン
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ター （環境保全部 　 相原敬次， 武田麻由子） 

19） 　 藻場の生態系機能による海域再生研究

〔区分名〕 地環研 地環研

〔研究課題コー ド〕 0406AH019

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 アマモ場生態系は， 沿岸水から （ １ ） 栄養塩を

吸収， （ ２ ） ト ラ ッ プし た有機物を根圏へ供給， （ ３ ） 根

茎を発達させる こ と で生じ る地固め効果によ って， 攪乱

の大きい沿岸域において魚類や底生生物の餌場および生

息場 と し て機能する。 また干潟か ら浅海域への移行帯 と

し て， 物質循環 と 生物多様性の維持に と って も重要な要

素であ り ，近年 NPO や自治体によ る自然再生の対象 と し

てにわかに脚光を浴びている。 日本におけ る アマモ場の

再生は， 残 り 少ない現存植生の保護の観点か ら栄養株移

植法ではな く ， 種子や実生を成熟させて移植する と い う

繁殖子再生法が適し ている。 しかし繁殖子を大量に奪わ

れた個体群は年令構造を乱す危険性があ り ， 同時に自然

交雑 と は異な る交雑を引き起こす リ ス ク も発生する。 ま

た， 一時的にアマモ類の導入に成功し て も持続し て定着

し ている事例は少ない。 本研究ではアマモ場再生が抱え

る問題点を解決すべ く ， （ １ ） 再生植物の適正な選定を行

い， （ ２ ） 残存する アマモ場 と再生し たアマモ場の生態系

機能の比較を行い， （ ３ ） 生態系機能によ って海域生態系

の再生を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 優占する海産大型植物種の違いが海草および海藻藻場

の生態系機能に及ぼす影響の解明に取 り 組んだ。 海藻 と

異な り 地下器官を持つ と い う 海草の生物学的特徴がい く

つかの生態系機能の要因 と なっていた こ と， それら藻場

の生態系機能が優占種に と っての好適成育環境を形成す

る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 福岡市保健環境研究所 （幹事）， 鳥取県衛

生環境研究所， 広島県保健環境セン ター， 兵庫県立健康

環境科学研究セン ター， 三重県科学技術振興セン ター

20） 　 大型船舶のバラス ト 水・船体付着によ り越境移動す

る海洋生物がもたらす生態系攪乱の動態把握と リ ス

ク管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 D-4

〔研究課題コー ド〕 0406BA505

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）， 刀正行

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 大型輸送船舶のバ ラ ス ト 水 と 船体付着生物の

動態について， 寄港地におけ る現地調査， そ し てバラ ス

ト タ ン ク内 と 船体表面の継続的なモニ タ リ ングを行 う こ

と によ り 明ら かし， 海藻類 ・ 付着動物 ・ 有害植物プ ラ ン

ク ト ンなどの代表的な移入生物が， ど こ か ら運ばれ， ど

のよ う に拡散し ていったかを遺伝子解析など を通し て明

らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 USA －日本－アジア各国間に就航する大型輸送船舶の

調査では， ①日本 と アジア各国間では， 近距離で， 温度

変化が少ないこ と から，日本沿岸域の様々な海洋生物が，

生き た ま ま アジア各国に輸送 さ れる リ ス ク の高い こ と，

②アジア各国から USA への航海の場合，長距離で温度差

が大き く ，USA 沿岸に到着する前に リ バラ ス ト が行われ，

生物の移動 リ ス クは低いこ と，そし て③ USA から日本へ

の航海の場合，秋から春にかけてバラ ス ト タ ン ク内が 1.5

～ 10 ℃の低温に保たれる こ と から，長距離にも関わらず

バラ ス ト 水や堆積物中か ら増殖能力を有する様々な植物

プ ラ ン ク ト ンが検出され， それらの移動 リ ス ク の高い こ

と が示唆された。 日本 - オース ト ラ リ ア間を航行する大

型輸送船舶での調査では， ①日本から オース ト ラ リ アの

航路途上で リ バラ ス ト が行われ， 赤道海域で 30 ～ 33 ℃

の高温条件下に １ 週間近 く 曝され， 植物プラ ン ク ト ン数

は初期値の 0.005％にまで減衰する一方で，一部の種は生

存 ・ 増殖する こ と， ②セデ ィ メ ン ト ト ラ ッ プ内に保持さ

れた堆積物の調査から，日－豪の往復 60 日後のサンプル

から も Lithodesmium variabile や Paralia sulcata と いった

植物プラ ン ク ト ンの生存が確認され， ③ピ コプ ラ ン ク ト

ンや原生動物， 寄生性鞭毛虫などが航海を通し て継続的

に確認される こ と などが明ら かになった。 リ バラ ス ト が

頻繁に行われる海域では， 海流によ り 東南アジア沿岸域

にバラ ス ト 水や堆積物中の生物が移動する リ ス ク も考え

られた。

　 大型船舶のバラ ス ト 水や堆積物の調査か ら， 様々な種

類の植物プ ラ ン ク ト ンやシ ス ト 様細胞が検出 さ れてお

り ， 船舶によ る海洋生物の越境移動 リ ス ク の高さ が示唆

された。 生物の分布拡散を防ぐ上で， 堆積物中に含まれ

る こ う し た生物の除去作業は重要な課題 と 言え， 堆積物

の淡水処理 と 乾燥処理に と も な う 微生物の生存率の変化

について調査し た。 多数の生存微生物を含むタ ン ク内の

堆積物について， 淡水処理を行った と こ ろ， 海水の 50％

程度の塩濃度では， 一部の植物プ ラ ン ク ト ンで生存率の

低下が認められ， 海水の １ ％程度の淡水に近い塩濃度で

は， 植物プ ラ ン ク ト ンの生存率は ０ と な り ， 培養処理で

も生存は確認されな く なった。 しかし Euplotes などの繊
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毛虫や Cafeteria や Bodo などの鞭毛虫は， 処理前 と ほぼ

同じ生存率を保つこ と が判明し た。 堆積物の乾燥処理で

は， 植物プラ ン ク ト ンおよび原生動物の生存率が ０ と な

る こ と が， 培養試験 と DGGE 法によ る調査から確認され

た。 淡水処理や乾燥処理 と いった堆積物の処理は， 既存

の船で も十分に対応可能であ り ， 海洋生物の移動の リ ス

ク の低減につなが る 処理方法 と な る 可能性が考え ら れ

た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京大学， 静岡県立大学， 東海大学， 神

戸大学， 三重大学

21） 　 チベ ッ ト 高原を利用 し た温暖化の早期検出 と早期

予測に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括 

〔研究課題コー ド〕 0509BB829

〔担当者〕 ○唐艷鴻 （生物圏環境研究領域）， 下野綾子

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 チベッ ト 高原は， 地球上も っ と も標高の高い生

態系の一つで， その気候は寒冷で変化 も 激し い。 一方，

当該高原生態系は， 温暖化を含む環境変動に対し て極め

て脆弱であ る。 既に， 温暖化に伴 う 環境変動によ り ， チ

ベッ ト 高原生態系の構造 と機能の急激な変化が報告され

ている。 そ こ で本研究では， 温暖化の影響が検出しやす

い敏感な生態系 と し てチベッ ト 高原を利用し， 温暖化の

影響の早期検出 と 早期予測を目的 と し た。 具体的な目標

と し て， 既存の研究成果 と 観測シ ス テム を活用しつつ，

新たに同高原の代表的な生態系に観測シ ス テ ム を設置

し， それぞれの環境変動 と 生態系の構造および機能の反

応を長期モニ タ リ ン グする。 ま た， こ れ ら の結果か ら，

各生態系に及ぼす温暖化の影響を解明する。 さ ら に得ら

れた知見 と モデ リ ングによ り ， チベッ ト 高原を含むアジ

ア陸域全体における温暖化影響の予測を試みる。

〔内容および成果〕

本研究は， 本年度以下の研究を行った。

（ １ ） チベッ ト 高原中央部に位置する当雄において， 前年

に設置し た標高の異なる 10 地点 （4300 m， 4400 m， 4500

m， 4650 m， 4800 m， 4950 m， 5100 m， 5200 m， 5300 m，

5600 m） の簡易気象観測シ ス テ ムに よ り ， 気温， 湿度，

地温， 土壌水分等のモニ タ リ ングを継続し た。 標高に対

する気温の逓減率 （高度に対する気温低下の割合） はほ

ぼ一定で， 0.65 ～ 0.69 （℃ /100 m） であった。 相対湿度

は約 60 ～ 80 ％で， 季節を通じ て比較的高い値で推移し

た。

（ ２ ） ト ラ ンゼク ト の下端位置 （4300m） では， 自動気象

観測装置 （AWS） に よ り ， よ り 詳細な環境条件 （気温，

湿度， 風向， 風速， 日射量， 降水量， 放射収支， 熱収支，

土壌水分， 地温） をモニタ リ ング し た。

（ ３ ） 簡易気象観測システムを設置し た地点に， それぞれ

６ 個の １ m 四方のコ ド ラー ト を設置し， 各コ ド ラー ト に

おいて出現種 （維管束植物） の種名， 植被率を記載し た。

調査地は Kobresia pygmae （カヤツ リ グサ科 ヒ ゲハ リ スゲ

属） の優先する丈の低い高山草原で， 合計 87 種が出現し

た。 植生は標高 と と も に植生は変化し， その種多様性に

は土壌条件の影響を強 く 受けていた。

（ ４ ） チベッ ト 高原北部に位置する海北において， 標高差

約 800m の ト ラ ンセ ク ト で，標高の異なる ５ 地点（3600m，

3800m， 4000m， 4100m， 4200m） に簡易気象観測システム

を新たに設置し， 気温， 湿度， 地温， 土壌水分等の測定

を開始し た。

（ ５ ） 長期モニ タ リ ングサイ ト を設置し た当雄 と海北で得

た知見を将来的には， チベッ ト 高原全域へス ケールア ッ

プする ために， チベッ ト 高原南北 1400km にわたる広域

ス ケールで， 植生調査， 生態系呼吸， 植物の資源分配の

測定を行った。

〔備考〕

共同研究者 ： 中国科学院地理学 と 資源研究所 　 Zhang

Xianzhou；中国科学院西北高原生物研究所 　 Zhao Xinquan

当課題は重点研究分野 1.(1)， 1.(2) にも関連

22） 　 地衣類の遺伝的多様性を活用し た大気汚染診断

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0507BC935

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）， 大村嘉人

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地域におけ る大気汚染の影響や改善状況を把

握する ためには， 化学物質の計測によ る物理的評価だけ

でな く ， 生物を指標 と し た直接的 ・ 客観的評価が不可欠

であ る。 大気汚染物質に対する感受性や汚染物質の体内

蓄積， 長期モニ タ リ ン グに適し た永続性等の性質か ら，

地衣類は最も優れた大気汚染指標生物であ る と 考え られ

ている。 しか し， 従来用いられて き た ウ メ ノ キゴケなど

の代表的な指標地衣類の消長 と いっ た方法は高濃度の

SO2 汚染物質に対応する ものであ り ，現在問題 と なってい

る NOxやオキシダン ト などの大気汚染物質に対する指標

性は不明であ る。 一方， 現在の複合大気汚染に対応する

方法 と し て地衣類の生態指数 （出現種の被度や共存種数

等の総和） によ り 評価する手法が提案されているが， 高

度な分類学的知識が必要であ る こ と や計算方法が煩雑で

あ る ために， 我が国ではあ ま り 普及し ていない。 そ こ で
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本研究では， 現在の多様化し た大気汚染物質に対する地

衣類の指標性を検証する と と も に， 長期に渡る低濃度の

大気汚染に も対応する評価手法 と し て， 地衣類の遺伝的

多様性を指標 と し た客観的な大気汚染診断技術を開発す

る こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

（ １ ） 地衣類と大気汚染の関係を明らかにするために， 汚

染レベルの異な る地域ご と にウ メ ノ キゴケを移植し影響

を調べた。 移植地点におけ る大気汚染濃度の測定はパッ

シブサンプ ラーによ って行った。 その結果， 二酸化窒素

濃度が高い地域では地衣体への可視障害が観察され， 清

浄地域では地衣体の成長が確認された。

（ ２ ） 大気汚染レベルの異なる地域における ウ メ ノ キゴケ

の集団について集団遺伝学的解析を行い， 選択圧の有無

を調べた。 その結果， 汚染地域で遺伝的多様性が低かっ

たのはボ ト ルネ ッ ク効果ではな く 純化淘汰によ る こ と が

明ら か と な り ， 大気汚染が遺伝的多様性に対する選択圧

と なっている こ と が示唆された。

（ ３ ） 北限地域の岩手県から採集された個体の遺伝子型に

は， 大気清浄地域に出現する タ イプ も含まれていた。 そ

のため， 大気汚染に弱い遺伝子型であって も， 分布限界

に関わる環境ス ト レ スに対し ては影響を受けていない こ

と が考え られた。

〔備考〕

共同研究機関 ： （独） 森林総合研究所， 大阪市立環境科学

研究所， 神奈川県環境科学セン ター， 静岡県環境衛生科

学研究所

23） 　 微細藻類を利用し たエネルギー再生技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会 

〔研究課題コー ド〕 0406BH508

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）， 中嶋信美，

佐野友春

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 藻類に認められる多様なプロダ ク ト の う ち， 化

石燃料の代替 と し て利用可能な炭化水素に着目し， その

実用化に必要な基盤技術の開発を目的 と する。 重油相当

の炭化水素を生成する緑藻 Botryococcus を用いて， （ １ ）

培養システムの効率化の検討 　 －排ガス， 廃水を利用し

た培養条件の検討－， （ ２ ） 実証規模につながる屋外培養

技術の開発を行った。

〔内容および成果〕

（ １ ） 培養システムの効率化の検討 　 －排ガス， 廃水を利

用し た培養条件の検討－ ： 工場や火力発電所などか ら排

出される排ガスに含まれる二酸化炭素を炭素源 と し， 有

機系の工場排水や生活排水などを用いた Botryococcus の

屋外大量培養系を設計する こ と を目標 と し て， 排ガ ス，

排水を利用し た培養条件の検討を行った。 排ガス， 排水

の利用は， 培養にかかるエネルギー及びコ ス ト の削減だ

けでな く ， 排ガス中の二酸化炭素や窒素酸化物， 排水に

含まれる有機成分など を回収する などの浄化効果も期待

でき る。 今回は繊維工場か ら排出される高アルカ リ 廃水

を排ガスで中和させた排水を利用し て， 最適生育 pH が

アルカ リ 性側にあ る Botryococcus 選抜株の培養を試みた

結果， 排水 １ ～ 10％， KNO3 0.2 g/L， K2HPO4 0.04 g/L を

含む培養液で良好な培養が可能であ る こ と， また排水は

滅菌などの処理を行わずにそのま ま培養に利用でき る こ

と が判明し た。 高アルカ リ 廃液を用いた培養によ り ， 混

入微生物によ る増殖への影響の軽減， 培地にかかる コ ス

ト の軽減， 排水 ・ 排ガスの浄化等の効果が期待でき， 実

用化に向けた培養システムの基礎 と な る成果を得る こ と

ができ た。

（ ２ ） 実証規模につながる屋外培養技術の開発 ： 通気， 攪

拌など， 屋外プールでの培養条件の最適化を行 う と と も

に， アルカ リ 条件下での培養， そ し て温度， 日射量が光

合成活性に与え る影響について調査する こ と を目的 と し

て， 実証規模につなが る屋外培養技術の開発を行っ た。

はじめに ３ つの選抜株を対象 と し て， 屋外培養下での撹

拌条件について検討し た結果， 通気も し く は通気＋撹拌

の条件が屋外培養には必須であ る こ と， また平均気温 26

～ 29 ℃， １ 日の積算日射量約 ２ ～ 12MJ/m2 の条件下で，

屋内培養 と ほぼ同程度の増殖速度が得られる こ と が判明

し た。 更に， 限定されたスペースで最大のバイ オマス収

量を得る こ と を目的 と し て実施し た高密度培養では， 屋

外培養時の平均的な放射照度の半分程度の条件 （ ６ ～

７ MJ/m2） 下において， 藻体密度が 5.3g/L に達し， 平成

16 年度に設定し た 3.5g/L と い う 最終藻体密度を上回る実

測値を得る こ と ができ た。 以上の結果か ら， 実用化に向

けたプラ ン ト 設計においては， 屋外での高密度培養の際

に高アルカ リ 排水を連続的に添加する こ と によ り ， 培地

を高アルカ リ 側で維持する シ ス テム を構築する こ と で，

混入微生物の影響の軽減 と バイオマスの増加 と 言った相

乗効果が期待でき る。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学， 東北大学

24） 　 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0606BY960

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域），青野光子，久
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保明弘， 中嶋信美

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 国内で使用 （食品加工用ま たは飼料用に輸入）

されている遺伝子組換え生物の う ち， ナタ ネ と ダ イ ズに

ついて， 生物多様性影響につながる現象が生じ ていない

かど う かを監視する ため， 遺伝子組換え （GM） ナタネ ・

ダ イ ズの一般環境中での生育状況や導入遺伝子の拡散状

況を調査する。 また， GM ダ イ ズの生物多様性影響に関

する科学的知見の充実を図る観点から， GM ダ イ ズ と そ

の近縁野生種 と の交雑におけ る除草剤耐性遺伝子の遺伝

様式及び安定性に関する情報を得る。

〔内容および成果〕

　 遺伝子組換え （GM） セイ ヨ ウナタネのこぼれ落ちが想

定される主要なナタ ネ輸入港の う ち， 茨城県鹿島港， 千

葉県千葉港， 神奈川県横浜港， 静岡県清水港， 三重県四

日市港， 福岡県博多港の ６ つの港湾の周辺地域の主要道

沿い， 及びこれら に福岡県北九州港を加えた ７ つの港湾

の周辺地域の河川敷等を対象に， 西洋ナ タ ネ （Brassica

napus）， 在来ナタネ （Brassica rapa）， カ ラ シナ （Brassica

juncea） から種子を採集し， 実生の栽培によ る除草剤 （グ

リ ホサー ト ， グルホシネー ト ） 耐性試験， 種子ま たは実

生を用いた免疫ク ロマ ト グ ラ フ法によ る除草剤耐性タ ン

パ ク 質の検出， 及び除草剤耐性遺伝子の解析を行った。

その結果， いずれの方法に よ っ て も， 千葉港， 清水港，

四日市港及び博多港周辺地域の主要道沿い， および四日

市港周辺地域の河川敷等から採集し た試料に GM ナタネ

の種子が含まれている こ と が確認された。 除草剤耐性遺

伝子が確認されたのはいずれも西洋ナタ ネで， 在来ナタ

ネ及びカ ラ シナには確認されなかった。 これらの GM ナ

タ ネは， 食品加工用等に輸入された も のが輸送される過

程で こぼれ落ち， 発芽， 生育し た も のであ る と 考え られ

るが， 一過的な生育であ るのか， または世代を経て定着

しつつあ るのかは不明であ り ， 継続的に調査する必要が

あ る。 また， 今回の調査では， 前年度に引き続き， 二種

類の除草剤耐性を併せ持つ GM ナ タ ネの種子が検出 さ

れ， GM ナタ ネ同士での交配の可能性が示唆された。 在

来ナタネ， カ ラ シナ と GM ナタネ と の交雑例は見つから

なかったが， これら の種間での交雑は起こ り 得る こ と が

知られてお り ， こ の点について も引き続き調査し てい く

必要があ る と 思われる。 また， 今回の調査において一般

環境中に生育する ダ イ ズは見つから なかった。

〔備考〕

共同研究者：自然環境研究セン ター，永津雅人，脇山成二

旧課題コード ： 0505MA820

25） 　 泥炭湿地の環境変化が土壌微生物群集の多様性お

よび機能に及ぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0406CD469

〔担当者〕 ○広木幹也 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 低温， 貧酸素な条件下で植物遺体の分解， 栄養

塩の循環が抑制 さ れてい る泥炭湿地の多 く では， 近年，

人為的な環境変化によ り 乾燥化， 富栄養化が進行しつつ

あ る。 これら の環境変化は植物遺体の分解 と 養分循環に

関わる土壌微生物群集への影響を経て， 生態系機能への

影響， さ ら に高次の植生への影響を も た らす と 考え られ

る。 本研究では， その過程で生じ る微生物多様性の変化

と 生態系機能の関係を明ら かにする こ と によ り ， 環境影

響の指標 と し ての土壌微生物多様性の意味を探 る と 共

に， 泥炭湿地の環境変化が湿地生態系の機能へ及ぼす影

響機構を明かにする こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 湿地周辺の林地が湿原生態系に及ぼす影響を明ら かに

する ため， 北海道釧路湿原において調査を行い， 湿原周

辺か ら の距離 と 泥炭の理化学性， 微生物性および植生の

関係を調査し た。 その結果， 泥炭間隙水の pH は各地点

と も ６ 以上であ り ， 湿原中央部 （pH5.5 ぐ ら い） よ り 高

い値であ っ たが， EC は周縁か ら 60m 地点ま では ９ ～

10mS/m であったのに対し て，80m 地点から漸減し，140ｍ

地点では ４ mS/m 程度まで低下し た。 また， 泥炭中の灰

分も 35％から 15％に低下し， 無機鉱物の混入が Ｅ Ｃ の

増加に関わっている と思われた。グルコ シダーゼ活性は，

地点間差は大きかったが， 周縁か ら離れるにつれて増加

する傾向にあ り ， 分解酵素が蓄積し ている可能性が示さ

れた。 微生物数は， 周縁部か ら の距離に対し て明確な傾

向は認め られなかったが， 他の地点よ り 特異的に微生物

数の低い地点が認められた。 こ の様な地点は Ｅ Ｃ， pH，

温度 と も に周囲よ り 低 く ， 表面水でな く ， 湧水の存在が

土壌環境に影響し， 微生物活動を低 く 抑えている可能性

が考え られた。

〔備考〕

26） 　 鳥類の免疫能が配偶者選択に及ぼす影響の研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0406CD473

〔担当者〕 ○永田尚志 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 一夫多妻制の配偶システムを持つ種では， 高い

性選択圧に さ ら されている ため， 雄の誘性的な形質 と 免
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疫能を同時に発達させる必要があ る。 免疫能 と アン ド ロ

ゲン濃度には拮抗作用がみられる ため， 質的に劣る雄は

免疫能を保ったま ま， 誘引形質を維持するのが困難 と な

る ため， 免疫能は暴露型ハンデ ィ キ ャ ッ プ と な る と 考え

られている。 オオ ヨ シキ リ を材料 と し て， 生化学的手法

を用いて父性を明ら かにし， 雌の交尾相手選択を明ら か

にする と同時に， PHA に対する反応によ り 免疫能を測定

し， 雄の免疫能が雌の交尾相手選択に与え る影響を解析

する。 雄の免疫能が実際に雌の配偶者選択に影響を与え

ているかど う かを明ら かにし， 免疫能ハンデ ィ キ ャ ッ プ

仮説が成立し ているかど う かを明ら かにする こ と を目的

にし ている。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦湖岸に2004年に確立し たオオ ヨ シキ リ の標識個

体群において， 免疫能の高い個体が高い配偶成功を得て

いるかど う かを研究し た。 フ ィ ト ヘマグルチニン （PHA）

を用いて擬似免疫反応を誘発させ， 個体ご と に免疫能を

測定し た。 各個体の体重， 体のコ ンデ ィ シ ョ ン と 免疫能

の間には相関は認められなかった。 2004 年は， 調査地内

に 18 雄しか定着せず一夫多妻は出現し なかったが，近接

し た休耕田の ヨ シ原が消失し た前年度には 32 雄が定着

し， 約 ３ 割にあたる 10 雄が一夫多妻と な り ， 2006 年に

は 29 雄中 ６ 雄が一夫多妻のステータ ス を得た。 2004 年

から 2006 年に捕獲され， 免疫能を測定し た 69 羽のすべ

ての成鳥個体の う ち， 鳥マ ラ リ アに感染し ていた個体は

18 羽で感染率は 26％であ り ，鳥 ト リ パ ノ ゾーマに感染し

ていた個体は ７ 羽でたった 10％にすぎなかった。

　 雄の配偶ス テータ スに強い影響を与えている要因を明

ら かにする ために， 測定年を ラ ンダム効果 と し， 雄の配

偶ステータ ス を従属変数 と し， 免疫能の強さ， 年齢， 鳥

マ ラ リ ア感染率， 鳥 ト リ パ ノ ゾーマ感染率， 体重を独立

変数 と し て変数増減法に よ り 一般化線形混合モデル

（GLMM） を構築し た。 その結果， 雄の配偶ステータ スに

影響を与え る要因 と し て， 雄の年齢， 免疫能の強さ， 年

齢 と 免疫能の交互作用の ３ つの要因が効いている こ と が

明ら かになった。 一夫多妻雄の免疫能が高い傾向が認め

られ， 免疫能ハンデ ィ キ ャ ッ プ仮説の予測 と 一致し てい

たが， 年齢の効果が認められる ため同一個体の反復測定

によ り ， 免疫能の経年変化を明ら かにする必要があ る こ

と が示唆された。

〔備考〕

27） 　 小笠原諸島における固有水生生物の保全手法につ

いての研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD539

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域），上野隆平，五

箇公一

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 小笠原諸島の陸水域に生息 し てい る固有水生

生物について分類学や生態学などの観点か ら研究を行な

い， その結果を これら固有水生生物の保全策に資する こ

と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 小笠原諸島の河川において水生生物の分布調査を行っ

た。 本年度は父島 ・ 母島に加えて， 属島であ る兄島 と 弟

島を併せて調査地域と し， 水生生物相の把握に努めた。

　 これまでに種名が明ら かになっていない分類群につい

て専門の研究者 と 連携しつつ研究をすすめ， 本州や琉球

列島などで採集される種 と 比較し た。 その う ち， 小笠原

諸島で記録がな く 移入種であ る と 考え られる貝類のヌ ノ

メ カ ワニナ Melanoides tuberculata については島内分布に

ついて と り ま と めた。

　 固有水生生物の生息環境モニ タ リ ングの一環 と し て温

度ロガーを用いた測定を引き続き行って きた。その結果，

オガサワ ラ コ テナガエビ Palaemon ogasawaraensis の生息

域では夏季の日格差が大き く 平均水温が約28℃であ るの

に対し て， オガサワ ラ ヌマエビ Paratya boninensis の生息

域では日格差が小さ く 平均水温が約 24 ℃であ る など，種

によ る生息環境の違いが分かって きた。

　 ユス リ カは現在までに23種が記録されてお り 小笠原諸

島において も多様なグループであ る こ と が知られていた

が， 本研究では今まで不明だった幼虫の生息場所が一部

の種について明らかになった。

〔備考〕

共同研究者 ： 倉西良一 （千葉県立中央博物館）

28） 　 マムシグサにおける父性繁殖成功度の集団間比較

に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD450

〔担当者〕 ○西沢徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 マムシグサ Arisaema serratum はサ ト イモ科テン

ナンシ ョ ウ属の多年生草本で， 性型が個体のサイ ズに依

存し て変化する 「性転換」 を行 う 植物 と し て知られてい

る。 マムシグサの性転換については， 理論モデルの一つ

であ るサイ ズ有利性仮説によ ってその進化的安定条件が

予想されている。 こ のモデルの検証を行 う ためには， 雌

雄の適応度 と 個体のサイ ズ と の関係を明ら かにする必要
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があ るが， 種子の花粉親推定の技術的な困難さ か ら， こ

のモデルの検証的な研究は行われていない。 現在までに

長野県安曇野市堀金および石川県金沢市の集団で行った

研究から， サイ ズ有利性仮説の予想を一部支持する結果

が得られている。 そ こ で本研究では， 年次変動の効果を

考慮し， 複数年度にわた る父性繁殖成功度を， ３ 集団で

解析する こ と を目的 と する。 調査集団は， 長野県安曇野

市， 石川県金沢市， 及び茨城県つ く ば市の ３ 集団を対象

と し， サイ ズ有利性仮説の検証に必要な情報 と な る， 花

粉親 と し ての繁殖成功度が個体のサイ ズに依存し て変化

するかど う かを集団間で比較検討する。 マムシグサに近

縁なテンナンシ ョ ウ属植物には， 絶滅危惧 II 類に分類さ

れているマ イ ヅルテンナンシ ョ ウやユキモチソ ウが含ま

れている こ と か ら， 本研究の進展は， テンナンシ ョ ウ属

におけ る 繁殖動態お よ び性転換の進化機構を明 ら かに

し， 近縁貴重種を含む保全計画への貢献も期待される。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 筑波山頂御幸ヶ原において， 遺伝子流動を

解析する ための個体群を新たに選定し， 永久方形区を設

定し た。 方形区内に生育し ていた繁殖個体 50 個体の性

型， サイ ズ， 分布位置を記録し， DNA 抽出用の葉サンプ

ルを各個体から採取し た。 採取し た葉サンプルは実験室

に持ち帰 り ， 全ての試料の DNA 抽出を完了し た。 また，

既に採取を終えていた石川県集団の葉サンプルについて

も DNA の抽出を行い， 全ての試料からの DNA 抽出を終

えた。 本年度は， 鳥類によ る果実の捕食が著し く ， 成熟

し た果実の採取ができ なかった。 来年度以降も同じ個体

群で個体追跡を行い， 筑波山集団におけ る生活史に関し

ての調査を行 う 予定であ る。 一方， 既に永久方形区を設

定し生活史に関する調査を行っている， 長野県安曇野市

および石川県金沢市の ２ 集団に関し て も， 継続調査を実

施し た。

　 また， 詳細な遺伝子流動の解析を実現する ために， 現

在ま でに利用可能な ６ 遺伝子座のマ イ ク ロ サテ ラ イ ト

マーカーに加えて， 新たなマイ ク ロサテ ラ イ ト マーカー

の開発も進めている。

〔備考〕

29） 　 遺伝子組換えダ イズから野生種への遺伝子浸透に

関する研究

〔区分名〕 農水 - 独法 

〔研究課題コー ド〕 0610JA970

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 遺伝子組換え （GM） ダ イ ズの我が国の一般環

境中での使用によ り 生物多様性に及ぼす影響がない こ と

を確認する ために， 除草剤耐性 GM ダ イ ズ と ツルマ メ の

間で人工交配によ り 作成し た雑種 と その後代の環境適応

度に関する性質を閉鎖系温室や特定網室におけ る実験に

よ り 調べる。

〔内容および成果〕

　 GM ダ イ ズ， ツルマ メ ，F1 雑種を閉鎖系温室内で育て，

それらの開花期， 形態 （草丈， 根元直径， 総茎長）， 種子

形成能等の適応度に関わ る 性質を調べて互いに比較 し

た。 その結果， これらのほ と んどの形質について， F1 雑

種はどち ら かの親系統 と同様かまたはその中間的性質を

示し， 組換え遺伝子の有無によ る影響は認め られなかっ

た。

〔備考〕

（ ７ ） 地球環境研究セン ターおける研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP008

〔代表者〕 笹野泰弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球環境の実態把握及びその変化機構の解明

に向けた観測 と データ利用研究の強化を図る ため， 新た

な地球環境の監視 ・ 観測技術やデータベースの開発 ・ 高

度化に関わる研究を行 う 。 特に， 衛星観測， 航空機 ・ 船

舶等の移動体を利用し た直接観測や リ モー ト センシング

に関する研究を推進する。 また， 将来の地球環境に関す

る予見的研究， 新たな環境研究技術の開発等， 先導的･基

盤的研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 地球環境の監視 ・ 観測技術に関する研究 と し て， 特に，

リ モー ト センシングに関する研究 と し て， 衛星利用の温

室効果ガス全球分布観測に関する先導的研究， 氷晶非球

形散乱を考慮し た CO2 気柱量推定アルゴ リ ズムの高精度

化， 根圏炭素貯留速度の解明にむけた地中分光画像計測

装置の開発，Ku バン ド合成開口レーダーによ る国土森林

バ イ オマ ス モニ タ リ ン グのための基礎研究， 遠隔計測

データ中の地形及び分光特徴の自動認識に関する研究を

実施し た。 また， 次世代アジアフ ラ ッ ク スへの先導研究，

ラ ジオゾ ンデ･ゴ ム気球搭載用の湿度計を用いた上部対

流圏の水蒸気観測に関する研究を行った。 データベース

の開発 ・ 高度化に関わる研究 と し て， 陸域生態系炭素収

支総合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽシ ス テ ムの構築 と 運用にかかわ る 技術

的検討， 生物多様性情報の統合的利用に関す る 研究を

行った。

　 将来の地球環境に関する予見的研究や新たな環境研究

技術の開発等の先導的･基盤的研究と し て，大気海洋結合
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系の気候感度決定 メ カニズムに関する研究， 地球温暖化

によ る極端現象の変化に関する気候モデル研究， 上部対

流圏か ら下部対流圏におけ る水蒸気分布の変動要因の解

明 と 気候への影響評価， 熱帯森林生態系におけ る炭素収

支研究，台風 18 号によ る自然攪乱が北方森林の炭素交換

量及び蓄積量に与え る影響の評価， 土壌炭素収支におけ

るプロ セスの相互作用 と 時空間変動に関する研究を行っ

た。

　 さ らに，地球温暖化防止に向けた技術開発研究 と し て，

情報通信機器の消費電力自動管理システムに関する技術

開発，及び建築物における空調･照明等自動コ ン ト ロール

システムに関する技術開発を行った。

1） 　 地球温暖化による極端現象の変化に関する気候モデ

ル研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0406AE537

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 人為起源の温室効果ガス等の増加によ り ， 将来

の平均的な気温 ・ 降水量等の変化のみな らず， 高温日や

豪雨などの極端現象がどのよ う に変化するかは重要な問

題であ る。

　 本研究では， 気候モデルを用いて， 将来の極端現象変

化の予測を行い， その変化 メ カニズムについて理解を深

める こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 複数の気候モデルによ る温暖化予測実験の結果を用い

て， 温暖化によ る年平均降水量および豪雨強度 （こ こ で

は各点で年間 ４ 位の日降水量で定義する） の変化を解析

する。 それぞれの変化を， 温暖化によ り 低気圧の強度ご

と の頻度が変化する こ と によ る寄与 （力学的変化） およ

び温暖化によ り 大気中の水蒸気が増加する こ と によ る寄

与 （熱力学的変化） に分離し て解析を行 う 。

　 モデルの結果は解像度や積雲対流過程等の経験的取 り

扱いに依存する と考え られる ため，本年度は解像度 ７ km

の全球雲解像モデル （NICAM） の全球水惑星実験の結果

を解析し， 解像度約 100km の気候モデルの結果 と の比較

を行った。 こ の結果， 低緯度におけ る応答は両モデルで

必ずし も一致し ない傾向が見られたが， 中高緯度につい

ては， 両モデル と も温暖化によ り 平均降水量および豪雨

強度が増加し， その原因が熱力学的変化によ る も のであ

る こ と が示された。

〔備考〕

2） 　 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識に

関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0507AE844

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 衛星や航空機か ら 取得 さ れた遠隔計測デー タ

か ら， 地形及び分光特徴を自動的に認識 ・ 抽出する技術

を開発する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 全球を高頻度で観測する衛星センサのデー

タか ら作成される 「雲マス ク」 に関し て， その精度を同

じ衛星から同時に取得された高分解能画像を用いて検証

する方法について検討し， い く つかの事例に対し て検討

さ れ た 手法 を 適用 し た。 対象 と す る 衛星 と し て 米国

NASA の Terra 衛星を，「雲マス ク」を生成するセンサ と し

て MODIS （Moderate Resolution Imaging Spectrometer） を，

「雲マ ス ク」 を検証す る 高分解能セ ンサ と し て ASTER

（Advanced Spaceborne Thermal Emission and Reflection

Radiometer） を選定し， 2001 年に宍道湖 （島根県）， 石垣

島 （沖縄県） を観測し た画像を用いた。 その結果， これ

ら の地域では地表面被覆が植生以外であ る場合に， 赤外

域を用いた雲判定アルゴ リ ズムが陸域を雲 と 誤判別しや

すい傾向があ る こ と が明ら かになった。 また こ の傾向は

判定に用い られる し きい値の決定の根拠 と な る土地被覆

図に由来する こ と も分かった。

〔備考〕

3） 　 生物多様性情報の統合的利用に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0606AE927

〔担当者〕 ○志村純子 （地球環境研究セン ター）， 開和生

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 地球環境に関す る 観測情報は様々な研究 グ

ループの構築 し た情報資源を統合的に取 り 扱 う こ と に

よ って時系列的 ・ 空間的な網羅性を確保し， 個々の観測

では見出し えなかった地球環境を構成する生態系の変動

を把握する こ と ができ る。 そ こ で， 地球環境におけ る生

態系デー タ の統合を目的 と し， デー タ 補完的な役割を

も った生物多様性データ利用環境のプロ ト タ イプを設計

する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 地球環境研究セン ターおよびイ ン ターネ ッ ト 上で配信

されている地球環境に関する情報資源， な らびに環境情

報の統合ポータルサービ スサイ ト におけ る情報交換手法
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について調査を行った。 調査対象 と し た情報資源 （デー

タベース， Ｐ Ｄ Ｆ， Ｈ ＴＭ Ｌ コ ンテンツ） を統合化する

こ と によ り ， 意図し たデータの利用 と 取得可能なデータ

の間に 「ずれ」 が発生し ないよ う ， 生物情報および環境

情報の メ タデータ収集を行った。 メ タデータ標準 と し て，

生物情報については種情報 と 時空間情報を あわせ も つ

OBIS メ タデータ を採用し た。環境情報については地球環

境研究セン ターの保管し ているモニ タ リ ング等の情報資

源と対象に類似性のあ る NASA/GCMD メ タデータ Ｄ Ｉ Ｆ

を採用し た。その結果，収集し た メ タデータ をデータベー

スに格納し， 統合化システムの検索用に用いるプロ ト シ

ステムの概念設計を行 う こ と ができ た。

　 また，生物種の分類概念のあいまい性を補完するため，

微生物学名の参照を目的と し て NamesforLife に蓄積され

た情報を整理し， 生物学名の階層に関わらず最新の学名

を参照する こ と のでき る システムを Web 上に公開し た。

微生物学名の参照システムにおける成果の一部はCatalog

of Life の 2007 年度チェ ッ ク リ ス ト に提供し，同チェ ッ ク

リ ス ト の 100 万件に達する生物種カ タ ロ グの作成， およ

び Global Biodiversity Information Facility の細菌 ・ 古細菌

の分類学情報参照系に活用されている。

〔備考〕

共同研究者 ： 米国ラ ト ガー大学 　 Yunqing Zhang， 米国 ミ

シガン州立大学 　 George M. Garrity

デー タ 共有機関 ： ラ ト ガー大学， ミ シ ガ ン 州立大学，

Species 2000， Catalog of Life Partnership.

4） 　 ラ ジオゾンデ ・ ゴム気球搭載用の湿度計を用いた上

部対流圏の水蒸気観測

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF522

〔担当者〕 ○江口菜穂 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 大気中の水蒸気の科学的重要性は明 ら かであ

るが， 現存する水蒸気データがその科学的要求水準を満

た し ている と は言い難い。 下部対流圏か ら成層圏までで

水蒸気濃度は ５ 桁も激減し， 時間 ・ 水平方向の変動も激

しい。 科学的議論に耐え う るデータの取得には， 高精度

の測器の開発 と それを用いた観測が必要であ る。 そ こ で

本研究では， １ ） 現在開発が進め られている鏡面冷却方

式露点 ・ 霜点温度計 （Meteolabor 社 （ス イ ス） の Snow

White） の観測機構の把握， ２ ） ラ ジオゾンデ ・ ゴム気球

を用いた高層大気観測用の設備の立ち上げ， ３ ） それら

測器 と 設備を用いた水蒸気観測の試験運用， ４ ） 観測に

よ って得られた知見を元に， 技術的問題点の明確化 と 測

器開発へのフ ィ ー ド バッ ク を行 う 。 これら一連の作業に

よ り ， 高精度の湿度計の開発 ・ 製作 と 不確定性の小さ い

水蒸気データの取得を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 上層の水蒸気観測に適し た ラ ジオゾンデ搭

載用の鏡面冷却方式露点・霜点温度計 （Meteolabor 社 （ス

イ ス） の Snow White） の観測性能の把握 と既存の衛星観

測データの評価を行 う こ と を目的に， 高層大気観測を実

施し た。 1 日 １ 回 ３ 日間にわたって計 ３ 回の観測を行っ

た。 観測データの取得状況を表す House-keeping data （ペ

ルチエ電流値 （鏡面の冷却度合いの指標）， 鏡面の光強度

（鏡面の霜 ・ 霜の状態の把握） ） の解析を行った結果， 下

部成層圏 （高度 15km） まで感度良 く データ を取得し てい

る こ と がわかった。 また観測地点近 く に設置された ラ イ

ダー観測デー タ か ら， 雲域 と 考え ら れ る 高度で過飽和

（+20％） が確認された。 次に湿度計のデータ と ２ 種類の

衛星観測データ （AIRS/Aura， EOS-MLS/Aqua） の比較を

行った。AIRS は下部対流圏から上部対流圏までの水蒸気

観測に，EOS-MLS は上部対流圏から成層圏の水蒸気観測

にそれぞれ適し ている。 比較の結果， 各衛星測器が得意

とする水蒸気データ取得高度で，不確定性範囲以内 （± ９

～ 15％） でデータが取得されていた。 本研究によ って，

これまで現場観測データ を用いて評価されていなかった

衛星測器が， 比較的良い精度でデータ を取得し ている こ

と が明らか と なった。

〔備考〕

5） 　 氷晶非球形散乱を考慮し た CO2 気柱量推定アルゴ リ

ズムの高精度化

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF523

〔担当者〕 ○吉田幸生 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 CO2，H2O，CH4 等の気体の吸収帯が存在する短

波長赤外域には， 巻雲によ る太陽散乱光も同時に影響を

及ぼし ている。 気体や巻雲がそれぞれ異な る波長特性を

示すこ と か ら， 短波長赤外データ を解析する こ と で これ

ら の情報を分別し て抽出する こ と が可能であ る と 考え ら

れるが， 従来のよ う な氷晶を球形で近似する手法では推

定される気体濃度や巻雲微物理量に大き な誤差が含まれ

る可能性があ る。 そ こ で本研究では氷晶の非球形散乱を

考慮し た気体濃度 ・ 巻雲微物理量の推定アルゴ リ ズムの

構築を行い， 球形近似によ る影響を評価する。

〔内容および成果〕

　 本年度は まず， 前年度か ら 引 き 続 き， Discrete Dipole
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Approximation 法，Ray-Tracing 法の ２ つの手法を用いて非

球形粒子から な る巻雲の一次散乱特性の波数依存性の評

価を行った。 光学的厚さ ・ 一次散乱アルベ ド は， 気体吸

収 と 比べ， 波数に対し て緩やかな変動をするが， 単調変

化する光学的厚さ に対し て， 一次散乱アルベ ド は氷の吸

収係数の波数依存性 と 同様の変化を示すため， 従来モデ

ル化されている巻雲一次散乱特性を波数方向に単純内挿

する こ と は不適切であ る こ と が判明し た。 他方， 散乱位

相関数は球形粒子の も の と は大き く 異な る も のの， あ る

波数区間内ではほ と んど変化し ない こ と が判明し た。 こ

の結果 を 受 け て， 光学的厚 さ ・ 一次散乱 ア ルベ ド は

Modified Anomalous Diffraction Approximation （MADA） 法

を， 散乱位相関数は従来モデル化されている一次散乱特

性を用いる形で， 放射伝達モデルへの氷晶非球形散乱特

性の組込みを行った。 MADA 法は散乱位相関数を計算す

る こ と は出来ないが， 任意の波数に対し て光学的厚さ ・

一次散乱アルベ ド を高速に計算する こ と が出来る と い う

特徴を持っている。

　 氷晶非球形散乱を考慮し て計算し た擬似観測輝度スペ

ク ト ルに対し て， 氷晶を球形近似し た場合に， CO2 カ ラ

ム量の導出誤差がどの程度変化するかを評価し た。 氷晶

を球形近似し た擬似観測輝度スペク ト ルを用いた場合の

CO2 カ ラ ム量導出誤差が 0.1％程度であったのに対し，非

球形散乱を考慮し た擬似観測輝度スペク ト ルの場合， 太

陽天頂角にも依存する ものの， CO2 カ ラ ム量誤差は概ね

２ ％以上と な り ，氷晶非球形散乱の影響が非常に大き く ，

解析の際に考慮する必要があ る こ と が判明し た。

〔備考〕

6） 　 レーザスキャナを用いた定点連続測定による森林計

測技術の開発

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コー ド〕 0506AF002

〔担当者〕 ○武田知巳 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 森林の炭素蓄積量や炭素固定量を精度良 く 推

定する ための手段 と し て， 近年， レーザ計測技術の利用

が進んでいる。 本研究では， これまで単発的な測定しか

でき なかったレーザ計測を連続測定可能な も のにする た

め， 自動測定が可能な全天候型レーザス キ ャナの開発を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 まずは じ めに， 屋外で も 連続測定が可能な レーザ ス

キ ャナの開発を行 う 。 次に， 開発し たレーザス キ ャナを

用いて森林上か ら樹冠表面高 と 地表面高を測定し， その

高度差か ら樹高を算出する。 また， レーザ光線が樹冠を

通過する確率であ る Gap Fraction から葉面積密度の垂直

分布を測定する。 開発し たレーザス キ ャナを富士北麓フ

ラ ッ ク ス観測サイ ト に設置し， 樹高 と 葉面積密度の垂直

分布の季節変化を測定する事に成功し た。

〔備考〕

7） 　 根圏炭素貯留速度の解明に向けた地中分光画像計測

装置の開発

〔区分名〕 研究調整費

〔研究課題コー ド〕 0506AI577

〔担当者〕 ○中路達郎 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 H17 年後期奨励研究採択課題

地中の根の成長 ・ 消沈を中心 と し た炭素循環を明ら かに

する ための新しい分光計測アルゴ リ ズム と 分光センサー

の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 実験的に育成 し た樹木の根圏 （土壌， 腐食質， 生根，

枯死根） の連続分光画像を計測し た。 それぞれの根圏要

素についての分光反射特性の相違について検討し た。 根

の特定 と 自動分類に有効なバン ド 数 と バン ド 波長につい

て検討をおこ ない高い正解率を得る波長情報を得る こ と

ができ た。

〔備考〕

8） 　 Ｋ ｕ バン ド合成開口レーダーによる国土森林バイオ

マスモニ タ リ ングのための基礎研究

〔区分名〕 研究調整費

〔研究課題コー ド〕 0506AI578

〔担当者〕 ○小熊宏之 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 マイ ク ロ波合成開口レーダ （以下 「SAR」。） に

よ る森林観測手法の開発を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 筑波山麓の森林上空にて取得された航空機 Ku バン ド

SAR データ を用い， イ ン ターフ ェ ロ グ ラ ム処理によ る森

林樹木の三次元情報の抽出と DSM(Digital Surface Model)

の作成を行った。KuSAR と ほぼ同時期に取得された航空

機 LiDAR データによ る DSM と の比較を行った と こ ろ，

両者の DSM は非常に良好な一致を示し てお り ， KuSAR

に よ る 森林の林分構造の抽出が可能であ る こ と を示 し

た。

〔備考〕
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9） 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合

的炭素収支研究 . I． ボ ト ムア ッ プ （微気象 ・ 生態学

的） アプローチによる陸域生態系の炭素収支解析に

関する研究 (1) 森林 ・ 草地生態系における炭素収支

の定量的評価に関する研究 　 3)熱帯森林生態系にお

ける炭素収支

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA830

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 梁乃申

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 物質循環や森林動態に関する多 く のデー タ が

蓄積 さ れてい る半島マレーシアのパ ソ 保護林を中心に，

現地調査及び既存データの収集を行い， 炭素循環に関す

る 積み上げモデル と 林冠面での二酸化炭素フ ラ ッ ク ス

データの整合性などについて検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 熱帯林の炭素循環 （地上部現存量や土壌呼吸， 分解過

程） を明ら かにし， 地球気候変動に対し て熱帯林破壊や

劣化がどのよ う な影響力を与え るのかについて検討を行

う と と も に， 地上踏査を中心 と する コ ンパー ト メ ン ト モ

デルによ る炭素循環 と， 林冠面での二酸化炭素フ ラ ッ ク

ス測定 と の整合性について検証を行い， よ り 精度の高い

炭素収支モデルの構築を を進めた。 本年度は， 熱帯林内

の土壌呼吸や有機炭素のの分解プロ セスなどの時空間的

変動について重点的に調査を行い， 熱帯林の炭素循環プ

ロセス と の関係について解析を し た。 また， 森林の炭素

収支機能を広域的に評価する ためのス ケールア ッ プ技術

の開発を進める と と も に， 当該熱帯林を対象 と し て， 開

発し た手法を用いてエコ システムサービ ス機能の評価に

関する ケース ス タデ ィ を行った。 

〔備考〕

課題代表者 ： 及川武久 （筑波大学）

共同研究機関 ： 鹿児島大学， ( 財 ) 自然環境研究セン ター

10） 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 I． ボ ト ムア ッ プ （微気象 ・ 生態学

的） アプローチによる陸域生態系の炭素収支解析に

関する研究 (3） 森林 ・ 草地生態系における炭素収支

の定量的評価に関する研究 　 2)土壌炭素収支におけ

るプロセスの相互作用と時空間変動

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA591

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 梁乃申

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 地球環境研究セン タ ーが独自に開発 し た土壌

呼吸測定用チャ ンバーシステムを用いて， 陸域生態系に

おいて CO2 放出源 と し て大き な役割を担 う 土壌における

CO2放出プロセス を定量的に解明する と と もに，極めて変

異性に富む土壌環境の評価手法を開発する。。

〔内容および成果〕

　 土壌呼吸測定用チャ ンバーシステム と 可搬式土壌呼吸

測定システムを併用し て， 森林土壌からの CO2 放出の時

間的， 空間的変異を検討を進めた。 森林土壌の CO2 放出

源の分離 （根 と 微生物） を試み， 植物根 と 土壌微生物の

呼吸の比率を定量化し た。 また， 我が国富士北麓や中国

東北地方のカ ラ マツ林やマレーシアのパソ の熱帯林での

調査を踏ま えて， 土壌炭素収支の時空間変動を解析し，

森林炭素収支の定量的評価の基礎デー タ と し て提供 し

た。

〔備考〕

課題代表者 ： 及川武久 （筑波大学）

11） 　 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 IV． プロジ ェ ク ト の統合的推進と

情報共有 (2) 陸域生態系炭素収支総合データ ベース

システムの構築と運用に係わる技術的検討

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0506BA962

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター），平田竜一

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 我が国の陸域生態系の炭素収支観測を取 り ま

と めた総合観測研究 「21 世紀の炭素管理に向けたアジア

陸域生態系の統合的炭素収支研究」 において， プロ ジ ェ

ク ト の統合的推進 と 情報共有を図 り ， プロ ジ ェ ク ト 内の

みな らずアジア地域での陸戦生態系の炭素収支データの

共有化 と 円滑な情報提供を可能にする ために， 陸域生態

系の炭素収支に係わる総合データベースシステムを構築

し， その合理的な運用形態を検討する。

〔内容および成果〕

　 本研究プロ ジェ ク ト の観測対象であ る アジア地域の陸

域生態系の炭素収支に係わるのデータベースシステムの

整備を進めた。 また， データベースシステムの整備に当

た り ， データベースの意義， 利用ポ リ シー， データ登録

ガ イ ド ラ イ ン， データ使用ガ イ ド ラ イ ンの ４ つのルール

を策定し た。 2006 年 12 月よ り ， データベースの運用を

開始し， 我が国の機関等が運用する観測サイ ト の メ タ情

報， 観測データ， 解析結果， 研究成果など を一元的に閲

覧可能なデータベースシステムを完成し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 及川武久 （筑波大学）
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12） 　 衛星利用の温室効果ガス全球分布観測に関する先

導的研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 RF-063

〔研究課題コー ド〕 0607BA583

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 森野勇

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 2008年打上げ予定のGOSAT衛星運用終了（2013

年頃） 以降の衛星利用の温室効果ガス全球分布観測につ

いて， 科学的 ・ 政策的要求を明ら かにし た上で， 具体的

な観測シナ リ オの策定 と， それを実現する ための技術課

題の抽出と解決に向けた道筋の検討を行い，GOSAT 後継

衛星計画の立案に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 １ ） Post-GOSAT 時代に政策 ・ 科学面から要求される全

球温室効果ガス観測について， 政策研究者や炭素収支研

究者に ヒ ア リ ングを行ない，基本的要求事項を確認し た。

ま た以降の検討対象 と する温室効果ガ ス （二酸化炭素，

メ タ ン等） について も議論を行った。

　 ２ ） 上記 １ ） に基づき， 衛星によ る観測シナ リ オを複

数立案 ・ 検討し た。 シナ リ オ立案に際し， 基盤的な宇宙

関連技術に関し ては宇宙機関・企業に ヒ ア リ ングを行い，

2013 年頃には実用化済み と 考え ら れる技術を前提 と し

た。 さ らに立案されたシナ リ オで得られる観測値の試算

結果を評価し， シナ リ オの有効性を検討し た。

　 ３ ） 評価結果の高かっ た幾つかのシナ リ オについて，

その実現にあたっての技術的課題， 特に衛星搭載センサ

に関する課題を抽出し た。 なお本研究では， 検討対象 と

するセンサ方式 と し て短波長赤外域フー リ エ分光計の改

良型及び差分吸収レーザレーダの ２ 方式を取 り 上げた。

　 ４ ）抽出された技術的課題について，理論的なアプロー

チで臨む課題と，実験によ って解明する課題に大別する。

「実験によ って解明する課題」 については， 実験環境等の

整備を行い， 予備的なデータ取得を始めた。

〔備考〕

13） 　 建築物における空調･照明等自動コ ン ト ロールシス

テムに関する技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会 

〔研究課題コー ド〕 0406BH478

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター） ， 吉田友

紀子

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は， リ アル タ イ ムの熱負荷シ ミ ュ

レーシ ョ ンを建物の空調 ・ 照明の自動制御に導入する こ

と によ って， 個別省エネ技術， 省エネ技術のポテンシ ャ

ルを統合的に十分に活用する手法を開発し よ う と する も

のであ る。 すなわち， （ １ ） 設計の際にのみ行われていた

シ ミ ュ レーシ ョ ンを， 現状の再現のみな らず予測を含め

常時行い，  （ ２ ） 気温や湿度等のセンサーのデータ を，

監視や直接的な制御のためのみな らず， シ ミ ュ レーシ ョ

ンのためのデータ ど し て利用し， （ ３ ） 現在の測定データ

と 設定値の差によ って制御を行 う のではな く ， 測定デー

タ等から計算し た予測値 と 目標値を比較する こ と によ っ

て迅速でなめらかな制御を行い .   （ ４ ） 制御に当たって

は， 省エネ （あ るいは CO2 削減やコ ス ト 削減） 目標に即

し た制御を行 う ものであ る。

　 開発する システムはパソ コ ン と シ ミ ュ レーシ ョ ン ソ フ

ト ， 気温 ・ 湿度等の測定器， 制御シ ス テ ム， イ ン タ ー

フ ェース で構成 さ れてい る 簡単かつ明瞭な も のであ る

が， 様々な省エネシステムを統合し有効に機能させる シ

ステムであ る。 さ らに， 開発し たシステムの導入によ り ，

地域 ・ 国レベルでの省エネ ・ 二酸化炭素排出削減効果を

評価する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 本研究課題は， シ ミ ュ レーシ ョ ン， 制御， 建物省エネ

評価， 対策効果の ４ 分担課題か ら構成され， 以下の成果

を得た。

　 １ ） 自動コ ン ト ロールシステムにおけ る建物無負荷シ

ミ ュ レーシ ョ ン技術開発 ： 地球温暖化研究棟 （以後， 温

暖化棟） を実証の場 と し て， 室内環境 と エネルギー消費

のシ ミ ュ レーシ ョ ン技術の開発， 計算モデルの作成し，

自動コ ン ト ロールシステムの実装に向けたシナ リ オを作

成し た。 熱負荷シ ミ ュ レーシ ョ ン ソ フ ト ， TRNSYS を用

いて開発し たシ ミ ュ レーシ ョ ンシステムが， 温暖化棟を

対象 と し た自動コ ン ト ロールシステムにおいて， 計測－

シ ミ ュ レーシ ョ ン－制御の相互間のデータ通信が円滑に

稼働する こ と を確認し た。 これによ り ， 多様な建物に対

し て， 省エネ ・ CO2 削減 ・ 快適性の確保 ・ コ ス ト 削減な

どの目的に応じ た自動制御が可能 と な り ， 一般のオフ ィ

スへの応用のみな らず， 建物の用途に応じ てシナ リ オを

変えれば， それらの建物へ適用でき る こ と が分かった。

サブテーマ ２  自動コ ン ト ロールシ ス テ ムにおけ る建物

機器制御システム開発 ： サブテーマ １ で開発し たシ ミ ュ

レーシ ョ ン技術を利用し た自動コ ン ト ロールシステムを

技術開発し， サブテーマ ３ の実証試験を と おし て， シス

テム と し ての実用性を確認し た。 また， 自動コ ン ト ロー

ルシステムにおけ る制御， 評価のため新しい共通プ ラ ッ

ト ホームの装置モデルを開発し た。この装置モデルは，IP
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ネ ッ ト ワーク プ ラ グ イ ン方式の準汎用コ ン ト ローラ であ

り ， 計測 ・ 制御 ・ 監視 ・ 演算 ・ 管理の さ ま ざ まなカ ス タ

マイ ズが容易で，かつ，極めて コ ンパク ト な新しい BEMS

プ ラ ッ ト ホーム と なった。 こ のフ レキシブルなプラ ッ ト

ホームを BACFlex （Building Automation & Control Flexible

platform） と名づけた。

サブテーマ ３  建築物における省エネ ・ 業務効率の観点に

よ る自動コ ン ト ロールシステムの総合評価 ： 温暖化棟に

おいて， サブテーマ ２ がサブテーマ １ が連携し て開発し

た BACFlex によ る空調シ ス テム運転の検証実験を行っ

た。 まず，検証実験を行 う ために，温暖化棟のエネルギー

消費 ・ 空調シ ス テ ム動作 ・ 室内環境 ・ 外界条件な ど を，

オン ラ イ ンで計測 ・ 収集でき る計測シス テムの整備や空

調シス テムの調整 ・ 不具合箇所の改善など を行い， 温暖

化棟の空調制御特性を把握し た。 その後， 建物内外の環

境 ・ エネルギー消費に関す る 情報に基づ く シ ミ ュ レー

シ ョ ン結果を制御パラ メ ータ と し て用いる空調制御シス

テムを構築し， BACFlex を用いたシ ミ ュ レーシ ョ ン制御

の実証試験を熱負荷の異な る 季節ご と に行い， シ ミ ュ

レーシ ョ ン制御によ り 空調運転の平準化効果や省エネ効

果が， 短期間の運転実績か ら も示唆され， 開発し たシス

テムが機能する こ と を実証し た。

サブテーマ ４ ； 自動コ ン ト ロールシステムを含む省エネ

建築物の地域レベルにおけ る評価 ： 本プロ ジ ェ ク ト で開

発を進める自動コ ン ト ロールシステムの導入によ って生

じ る地域レベルでの省エネ効果について， 建築物 ・ エネ

ルギー関連の統計資料に基づ く 対策効果を評価する ため

の手法を開発し， 各種対策の CO2 排出削減効果について

試算し た。 その結果， さ まざまなレベルで CO2 排出量の

将来推計を行い， 温暖化棟での実測 と 計算を踏まえた地

域レベルでの排出削減効果について評価し た。 本開発事

業で開発し た空調 ・ 照明の新技術を含め， 今後実現され

う る省エネ技術を導入し た場合の CO2 排出量を示すが，

全ての省エネ技術導入された場合には大幅な削減の可能

性があ る こ と が分かった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 宮城工業高等専門学校 （内海康雄）， 足利

工業大学 （三田村輝章）， 株式会社山武 （神村一幸， 杵嶋

修三）， 東京理科大学 （井上隆， 一ノ 瀬雅之）， 東京電機

大学 （百田真史）， 埼玉大学 （外岡豊）， 群馬大学 （平野

勇二郎）， 日本工業大学 （石田武志）

14） 　 情報通信機器の消費電力自動管理システムに関す

る技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会 

〔研究課題コー ド〕 0406BH483

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター） ， 増

井利彦， 藤野純一， 花岡達也

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 民生部門での CO2 排出増加要因の一つであ る，

通信情報機器の消費電力削減を目的に， ネ ッ ト ワーク の

特性を生かし て， 利用者に負担の少ない， よ り 簡易な機

器構成で情報通信機器の消費電力を所望の組織単位 （会

社， 部， 課など） で把握／制御でき るマネジ メ ン ト シス

テムを開発する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 機器消費電力モニ タ リ ングサブシステムの開発につ

いて， 前年度に実施された一般家庭での消費電力モニ タ

リ ン グシ ス テムの実証試験のア ン ケー ト 結果に基づき，

各手順の見直しや省略可能な処理の除去な ど を検討し，

ソ フ ト ウ ェ アの動作負荷を低減し た。 また， 計測結果の

表示で も対応策が分か り やす く な る表示を検討し， 相対

的達成度の表示か ら， 削減余地に対する満足度および削

減すべき稼働の比率の表示に変更し た。 また， オフ ィ ス

などにおいてパソ コ ン， サーバに次いで消費電力が大き

いプ リ ン タ を対象に， 消費電力をモニ タ リ ングする手法

を検討し た。 最適稼動モー ド 判定サブシステムの開発に

ついては， 「期待値定量型」 の最適稼動モー ド判定手法に

ついて， 適切でない判定を行 う 条件を調査し， 「無操作時

間 ヒ ス ト グ ラ ムのデータ補正」 や 「効用重み付け係数 β

の初期収束」 などの機能を追加する こ と で判定の適切性

と 効果の即時性を向上し た。 また， 修正に従い， 期待値

定量型最適稼動モー ド 判定ソ フ ト ウ ェ アを改良し た。 ま

た， 予測 ・ 評価サブシス テムの開発については， 構築し

た最適稼働モー ド 判定手法の性能を検証する評価環境 と

し て作成された仕様に， 最適稼働モー ド 判定手法の改良

や稼動遷移の想定手法の検討な ど を反映 さ せる こ と で，

仕様を改良 ・ 詳細化し た。 制御 ・ 通信サブシス テムの開

発については， 通信 ・ 制御に関する各種制約事項に基づ

き， 通信プロ ト コルやサーバ－ク ラ イ アン ト 間の作業分

配など を検討する こ と で， 中規模構成 （サーバ－ク ラ イ

アン ト 1 対 200 以下の構成） での通信 ・ 制御サブシステ

ムの仕様を作成し た。 そ し て， 以上の各サブシステムを

統合し， 中規模構成の消費電力自動管理ソ フ ト ウ ェ アを

開発し た。

（ ２ ） 開発し た消費電力自動管理システムについて， 前年

度までの結果を受け， パソ コ ンの電力自動制御機能を搭

載し た “ 消費電力自動管理ソ フ ト ” を配布し， その有効

性に関する調査を実施し た。 その結果， 不規則な使用を

し ている人に対応し た改良や利便性を許容でき る範囲に
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制御の精度を高める必要などが示唆された。 また， 消費

電力自動管理システムを普及させる方策を検討する ため

に， 普及方策を複数 リ ス ト ア ッ プし， それら を組み合わ

せた複数の普及シナ リ オについて CO2 削減効果および必

要な費用を推計し た。 対象機器および周辺機器の将来の

想定を見直し た結果， 想定され う る各種戦略を実行し家

庭 と オフ ィ スのすべてのパソ コ ンに制御機能を含む消費

電力自動管理システムが導入された場合には， 2020 年に

おいてパソ コ ン起源の CO2 排出量の 27％を削減する効果

が見込める こ と が示された。 また， 普及方策の一つ と し

て，消費電力自動管理システムの説明用資料を作成し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 藤本淳， 中村一彦 （東京大学） ， 井口浩人，

平尾英司， 原田大生， 入江康子 （NEC 基礎 ・ 環境研究所）

15） 　 次世代アジアフ ラ ッ クスへの先導

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 0608CB961

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター）， 梁乃申，

油田さ と子， 犬飼孔， 平田竜一

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 アジア地域の隠滅炭素フ ラ ッ ク ス観測網 と し

て， 我が国と韓国の主導で立ち上げた AsiaFlux の活動を

発展させる ため， 国際会議， 専門家派遣， ト レーニング

コース等を通じ て， アジア諸国の技術の向上を図る。 既

存観測点への技術移転を進め， 国 ・ サブ地域レベルでの

拠点化を図 り ， 次世代のアジアフ ラ ッ ク スの確立を目指

す。 これを支援する ため， データ セン ター ・ 事務局機能

を強化する。 以上によ り ， 京都プロ ト コルの実施に向け

ての眩耀炭素収支観測の分野におけ る 国際的 リ ーダー

シ ッ プを確保する。

〔内容および成果〕

　 AsiaFlux 事務局の機能の強化を目指し， AsiaFlux News

Letter の定期発行， ホームページ， メ ー リ ング リ ス ト の運

営等を通し てアジア地域の陸域フ ラ ッ ク ス観測研究の連

携を促進し た。 その一環と し て， 2006 年 11 月にはタ イ

で専門家会合 と と も に国際会議 （AsiaFlux Worksdhop

2006） を開催し， 特別セ ッ シ ョ ンでは熱帯林での観測研

究の現状についてアジア諸国か ら報告を受けた。 ま た，

データセン ター機能の強化を目指し， データベースシス

テムを整備し， 運用を開始し た。 データベースにはアジ

ア地域の観測サイ ト の メ タ情報の収録， 並びに一部サイ

ト での観測成果情報のデータ登録を進め， ホームページ

の更新 と と も にネ ッ ト ワーク と し ての情報公開体制を確

立し た。  

〔備考〕

課題代表者 ： 大谷義一 （森林総合研究所）

16） 　 台風 18 号による自然撹乱が北方森林の炭素交換量

および蓄積量に与える影響の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD589

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 梁乃申， 犬飼孔

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 2004 年 ９ 月に来襲し た台風 18 号によ り 全壊し

た苫小牧カ ラ マツ林で， 森林生態系の炭素循環過程を中

心と し た諸過程（被災林の CO2 交換過程（光合成 / 呼吸），

バイオマスの変化， 残置バイ オマスの分解過程， 森林の

再生過程， 土壌呼吸速度 ・ 土壌炭素蓄積量の変化な ど）

に及ぼす自然攪乱の影響を総合的に解析する。 ま た， 得

られた結果をモデル化し， リ モー ト センシングや GIS を

活用し て広域化する。

〔内容および成果〕

　 自然攪乱後の回復過程での炭素収支機能を多面的に評

価する ために， 全壊し た観測林での渦相関法によ る炭素

収支観測と と もに，大き なにCO2放出源 と なる土壌のCO2

放出量を定量評価する ために， 独自に開発し た土壌呼吸

測定チャ ンバーを用いた連続観測を行った。 また， 森林

の回復過程を把握す る ために植生調査を定期的に進め

た。 加えて， 観測林に残置された倒木 ・ 残根の腐朽プロ

セスの調査を進めた。

〔備考〕

課題代表者 ： 平野高司 （北海道大学）

共同研究機関 ： 北海道環境科学研究セン ター （高田雅之）

※研究経費は研究代表者の所属機関 （北海道大学） で一

括管理。

17） 　 上部対流圏から下部成層圏における水蒸気分布の

変動要因の解明と気候への影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD554

〔担当者〕 ○江口菜穂 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 上部対流圏におけ る水蒸気の気候への影響評

価は， 観測データの不足か ら依然大き な不確定性を含ん

でいる。 本研究では， 衛星観測データ と ゾンデを用いた

現場観測データ を組み合わせる こ と で， 科学的に有効な

水蒸気データの取得 と それを用いた解析か ら上層の水蒸

気の気候への影響を よ り 定量的に評価する こ と を目的 と
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し ている。

〔内容および成果〕

　 以下に本年度実施し た研究項目を記述する。

　 １ ． 衛星観測データの解析 ： （ １ ） Aura 衛星に搭載さ

れているマイ ク ロ波放射計 （EOS-MLS） の水蒸気 と氷水

量データ を用い， アジアモン スーン域におけ る水蒸気変

動について解析を行った。 その結果， プレモン スーン期

（ ３ ～ ６ 月 ； 乾季から雨季への遷移期） に多 く 発生する擾

乱現象 （竜巻を引き起 こ す小規模な積雲対流活動な ど）

が成層圏に流入する水蒸気量に影響を与えている こ と が

わかった。 こ の結果を踏まえ， アジアモン スーン域での

高層大気観測を計画し， 試験観測を行った （下記 ２ に詳

細） 。 （ ２ ） 次に熱帯の上部対流圏から下部成層圏に流入

する水蒸気量の指標 と な る熱帯の絹雲に着目し， 中分解

能撮像分光放射計 （MODIS） の雲データ を用いて 2002 年

９ 月の南半球成層圏突然昇温によ る熱帯の絹雲分布への

影響を調べた。 突然昇温によ り 熱帯の下部成層圏よ り 下

層の上昇流が強ま り ， 上部対流圏が断熱的に冷却 さ れ，

絹雲が発生し ていた。 また上昇流強化によ る積雲対流の

形成によ って上部対流圏が冷却され （ケルビン波応答） ，

突然昇温消滅後約 2 週間絹雲が維持されていた ［Eguchi

and Kodera， GRL， 2007］。

　 ２ ． 高層大気観測の準備 と 試験観測 ： １ で得られた衛

星観測データ解析の結果を定量的に評価する ために， プ

レモン スーン期 （ ３ ～ ６ 月） に対流圏か ら成層圏への湿

潤空気塊の流入が顕著に見られたバング ラデ ィ ッ シ ュに

おいて ラ ジオゾンデ搭載型湿度計を用いた高層大気観測

を計画し， その試験観測を首都ダ ッ カの気象局で実施し

た。 高度約 30km まで湿度計の感度が衰え る こ と な く 質

の良いデータ を取得する こ と ができ た。 また試験観測で

明ら か と なった問題点を把握し， その対策を講じ る と と

もに， 次年度計画し ている本観測の準備を行った。

〔備考〕

（ ８ ） 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ターにおける研

究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP009

〔代表者〕 森口祐一

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物研究の基盤 と なる調査 ・ 研究 と し て， 重

大な環境問題に対応すべき研究， 研究能力の向上を図る

ための研究や手法開発等について取 り 組む。 

(1)将来的な廃棄アスベス ト によ る健康被害の拡大を防止

する観点か ら， 溶融等の無害化処理技術の評価方法等に

関する研究を実施する。

(2)環境低負荷であ り 循環型社会形成の要素技術 と し て注

目されている高圧流体を用いた有機性廃棄物の資源化技

術等に関する研究開発を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） アスベス ト の透過型電子顕微鏡／電子線回折／エネ

ルギー分散型検出器 (TEM/ED/EDS) を用いた高感度 ・ 高

精度分析法の開発に関し て， 計数及びア スベス ト の判定

方法を統一し た上で， 熱処理物や土壌， また これら にア

スベス ト 標準物質を添加し た共通分析試料を作製し， 複

数機関によ る分析を実施する こ と ができ た。 ア スベス ト

標準試料や熱処理物試料のアスベス ト の分析結果は機関

間でよ く 一致し たが，土壌試料ではばらつきが見られた。

また， ク リ ソ タ イル及びク ロ シ ド ラ イ ト 標準物質を 100

℃おきに温度を変化させて熱処理を行い， 熱処理後物の

X 線回折によ る確認を行った。 ク リ ソ タ イルでは，600 ℃

以上で X 線回折パターンがフ ォルス テ ラ イ ト に変化し

た。 ク ロ シ ド ラ イ ト では， 800 ℃以上で回折パターンの

変化が確認された。 ク リ ソ タ イルを 800 ℃で熱処理し た

試料について，TEMによ る繊維状物質の確認を行い，Ｅ Ｄ

及び Ｅ Ｄ Ｓ 測定の結果，繊維状物質が ク リ ソ タ イルでな

い こ と を確認し た。 さ ら に， ク リ ソ タ イル標準物質の熱

処理物について， マウ ス と ラ ッ ト の肺胞マ ク ロ フ ァージ

及びラ ッ ト の肺胞上皮細胞の生存率を基にし た in vitro で

の毒性評価 を 行 っ た。 マ ウ ス のマ ク ロ フ ァ ージ では，

６ ０ ０ ℃以上で顕著な毒性減少が認められ， ８ ０ ０ ℃以

上でほ と んど毒性が認め られなかった。 一方， ラ ッ ト の

マ ク ロ フ ァージでは， 未処理の試料に比べて熱処理後の

試料で生存率の低下が強 く な る傾向にあ り ， 600 ℃で処

理し た試料が最も影響が強かった。 ラ ッ ト の肺胞上皮細

胞でも同様の傾向にあった。

（ ２ ） 高圧流体によ る 「おから」 からの高付加価値ビ タ ミ

ン E の選択的抽出のための前処理方法を検討し， オー ト

ク レーブおよび遠心分離処理によ る液相 と 固相の分離特

性を把握し た。 固相残さ に対し， 従来の検討で温度 ・ 圧

力条件を最適化し た抽出技術を適用し た。 また， 文献調

査 と 実機調査によ り 環境技術の開発状況を レ ビ ューでき

た。

1） 　 アスベス ト 含有廃棄物の分解処理による無害化の確

認試験方法の確立と その応用

〔区分名〕 環境 - 廃棄物処理

〔研究課題コー ド〕 0608BE434

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 貴田晶子， 山本貴士， 寺園淳， 平野靖

史郎， 古山昭子
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〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 　 将来的な廃棄ア スベス ト に よ る健康被害の

拡大を防止する観点か ら， 溶融等の無害化処理技術の評

価方法等に関する研究を実施する。 今後増加する ア スベ

ス ト 廃棄物の処理において， 処理システム全体の安全性

確認のため， 無害化処理に係る試料群の試験方法の確立

を行 う 。 試験方法 と し てはア スベス ト 繊維の形状 ・ 繊維

数 ・ 濃度を精度良 く 分析する分析方法 と 実機処理におけ

る モニ タ リ ン グ手法に必要な日常分析法を含む。 ま た，

処理物レベル と し て比較対照 と な る， 一般土壌 ・ 底質の

濃度を把握する ための， 試験法確立及びデータ取得を目

指す。 さ ら に処理において生じ る ア スベス ト 繊維の結晶

構造 ・ 物理形状 ・ 化学組成の変化が生体に及ぼす毒性変

化を推定評価する。

〔内容および成果〕

　 透過型電子顕微鏡／電子線回折／エネルギー分散型検

出器 （TEM/ED/EDS） を用いたア スベス ト の高感度 ・ 高

精度分析法の開発に関し て， 計数及びア スベス ト の判定

方法を統一し た上で， 熱処理物や土壌， また これら にア

スベス ト 標準物質を添加し た共通分析試料を作製し， 複

数機関によ る分析を実施し た。 ア スベス ト 標準試料や熱

処理物試料のア スベス ト の分析結果は機関間でよ く 一致

し たが， 土壌試料ではばらつきが見られた。

　 ク リ ソ タ イル及びク ロ シ ド ラ イ ト 標準物質を 100 ℃お

きに温度を変化させて熱処理を行い， 熱処理後物の X 線

回折によ る確認を行った。 ク リ ソ タ イルでは， 600 ℃以

上で X 線回折パターンがフ ォルステ ラ イ ト のものに変化

し た。 ク ロ シ ド ラ イ ト では， 800 ℃以上で回折パターン

の変化が確認された。 ク リ ソ タ イルを 800 ℃で熱処理し

た試料について， 無 じ ん水中に分散 さ せた後に フ ィ ル

ターでろ過し て TEM で観察し た と こ ろ，繊維状物質が確

認された。 ED 及び EDS 測定の結果， これらはク リ ソ タ

イル と は認められず， 熱処理によ ってフ ォルステ ラ イ ト

に変化し た こ と が TEM 観察から も確認された。

　 ク リ ソ タ イル及びク ロ シ ド ラ イ ト 標準物質の熱処理物

について， マ ウ スの肺胞マ ク ロ フ ァ ージ （J774.1） 及び

ラ ッ ト の肺胞上皮細胞の生存率を基にし た in vitro での毒

性評価を行った。 マウ スのマ ク ロ フ ァージによ る試験に

おいて， ク リ ソ タ イル熱処理物では 600 ℃以上で顕著な

毒性減少が認められ， 800 ℃以上でほ と んど毒性が認め

られなかった。 ク ロ シ ド ラ イ ト 熱処理物では処理温度 と

と も に毒性は低下し， 800 ℃以上で顕著な毒性低下が認

められた。 in vivo の毒性試験 と し て， ク リ ソ タ イル熱処

理物の ICR マウ スへの腹腔内投与によ る評価を行った。

処理温度 と と も に催炎症性は低下し た も のの， 800 ℃で

処理し た試料で も炎症反応を示し てお り ， ク リ ソ タ イル

の変性後も毒性影響は残存する可能性が示された。

〔備考〕

廃棄物科学処理等科学研究費 　 課題代表者 ： 野馬幸生 　

共同研究機関 ： 京都大学， 核融合科学研究所， 日本環境

衛生セン ター， 産業廃棄物処理事業振興財団

2） 　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AB462

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 佐伯孝

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境低負荷であ り 循環型社会形成の要素技術

と し て注目されている高圧流体を用いた有機性廃棄物の

資源化技術等に関する研究開発を行 う 。 超臨界または亜

臨界等の高圧流体を用いた要素技術およびそのシステム

化によ って， 種々の高付加価値マテ リ アルの選択的抽出

/ 回収技術を開発する こ と を目的と し，さ らに新規かつ有

効性の高い資源循環技術に関す る 情報基盤構築を目指

す。

〔内容および成果〕

　 循環型社会が現実的に形成されるには技術の存在が不

可欠であ り ， 技術はまた効率向上や問題点解消などのた

め常に向上させ，あ るいは更新される こ と が必要であ る。

本研究は， こ のよ う な従来技術の改良または新規原理に

も と づ く 優れた技術の発掘 と 発展に寄与する こ と を目的

と し， 環境負荷の小さい抽出および / または分解手法で

あ る高圧流体の応用技術に焦点をあて， 超臨界二酸化炭

素によ る， 豆腐製造行程か ら発生する 「おか ら」 か ら の

ビ タ ミ ン E の選択的抽出条件， 抽出効果を高める前処理

技術等に関する技術的特性を実験に基づいて把握し た。

10 ～ 40MPa，80 ℃程度までの範囲で抽出性を探索し た結

果， 粘度が 0.070mPas 前後， 密度が 0.79g/cm3 前後 と なる

圧力 ・ 温度条件でビ タ ミ ン E の抽出率が高 く なる こ と を

見出し た。 一方， ビ タ ミ ン E の方が粗脂肪の抽出よ り も

早 く 進行する こ と を見いだし， 抽出時間の設定を調整す

る こ と によ って抽出の選択性を高められる こ と を明ら か

にし た。 また， 選択的抽出のための前処理方法 と し ての

粉砕技術 と 試料粒子径 と の関係について把握し た。 さ ら

に， オー ト ク レーブおよび遠心分離処理によ る液相 と 固

相の分離特性を明ら かにする こ と で， 固相残さ に対し最

適化し た抽出技術の適用， および液相成分への メ タ ン発

酵等の適用によ る組み合わせ処理の可能性を示し た。

　 一方， 各種産業分野で開発される資源化技術および環
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境保全技術に関する調査を文献および施設調査に基づい

て行い， 開発および導入状況を レ ビ ューし た。 調査施設

は， 産業廃棄物処理施設で厨芥および紙類には乾式 メ タ

ン発酵法を適用し て メ タ ン等のガス を回収し， 発酵工程

残 さ と 他の可燃ごみは焼却処理 と 熱回収を行 う シ ス テ

ム， 農業用フ ィ ルム等の廃塩化ビニルを有機溶剤によ っ

て選択的に溶解し溶媒を蒸留する こ と によ って再度塩化

ビニルを回収する商用施設であ る。 エネルギーおよびマ

テ リ アル回収の実用例を評価し た。

〔備考〕

3） 　 水質改善効果の評価手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9911AE473

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 徐開欽， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 11 ～平成 23 年度 （1999 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 生活排水等の処理プロ セスの高度化を目指し，

栄養塩類， 有害物質を含めた物理的 ・ 化学的 ・ 生物的要

因 と それ ら の相互作用に よ る 物質循環 ・ エネルギーフ

ローの変遷を解析する こ と を目的 と し て， マ イ ク ロ コ ズ

ム等の微生物群から な る生態系影響評価手法等を確立す

る。 これによ り ，有害化学物質等の水域における有毒性・

残存性等を個体群動態等から解析し， 生態系の観点か ら

の影響評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 生態系に及ぼす複合的 ・ 相乗的な影響評価の高度化の

ために， 物質循環 ・ エネルギーフ ローの評価 ・ 解析 と し

て， 同位体を用いた微生物間の競争関係についての解析

技術の確立化を図 り ， 炭素 ・ 窒素に関する フ ロー解析 と

微生物解析を同時に評価可能な技術の基盤を構築する こ

と ができ た。 また， 有毒藻類の窒素 ・ リ ンに対する増殖

特性解析によ り ， 窒素 ・ リ ンの濃度状態に対する富栄養

化ポテンシ ャルの評価が可能であ り ， これによ り 実排水

を用いた藻類増殖試験結果を評価可能であ る こ と がわ

かった。 浄化槽処理水では 75％以上の リ ン除去で窒素制

限か ら リ ン制限 と な る こ と か ら， 通常の維持管理がな さ

れた リ ン吸着装置の リ ン除去処理は藍藻類の抑制に有効

であ る こ と が明か と な り ， バイオ ・ エコエンジニア リ ン

グの各処理システムの窒素， リ ン対策効果を評価し， 面

的整備に基づ く 流域管理の適正化のための環境の変化が

生態系の安定性に与え る影響を明ら かにする支援化技術

の基盤が構築でき た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 横浜国立大学， （独） 放射線医学総合研究

所， 福島大学， 筑波大学， 早稲田大学

旧研究課題コード ： 9906AE323

4） 　 生物 ・ 物理 ・ 化学的手法を活用し た汚水および汚泥

処理に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 9911AE476

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 徐開欽， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 11 ～平成 23 年度 （1999 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 生活排水，事業場排水，埋立地浸出水等の汚水，

湖沼， 内湾， 河川， 地下水等の汚濁水およびこれら の処

理過程で発生する汚泥等の液状 ・ 有機性廃棄物を生物 ・

物理 ・ 化学的に効率よ く 分解 ・ 除去あ るいは有用物質を

回収する手法を微生物培養， 分子生物学的解析等の技術

と生態学的技術を活用し て確立する基盤的検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 液状廃棄物 と し ての生活排水等の排水処理プロセスに

おいて広 く 採用されている生物学的栄養塩除去プロ セス

においては， 処理に関与し た微生物が最終的に余剰汚泥

と し て廃棄 さ れてお り ， その削減が急務の課題であ る。

本研究では， 余剰汚泥の発生抑制 と 汚泥減容化および リ

ン除去を達成する ため， 新規プロセス と し ての嫌気 ・ 好

気・無酸素 （AOA） プロセスにマイ ク ロバブル化オゾン ・

吸着脱 リ ンシステムを組み込んだ処理技術の確立化に向

けた検討を行った。 その結果， オゾン導入量およびオゾ

ン処理汚泥量を適正に設定する こ と で， 余剰汚泥の発生

が抑制され， 汚泥の引き抜き無しで反応槽内の汚泥濃度

を一定に保持し， かつ， 処理性能を高度に維持可能な基

盤条件が見いだされた。

　 さ ら に， 新規プロ セス中に存在する微生物解析を行っ

た結果，細胞内にエネルギーと し て PHA を蓄積する内生

脱窒細菌で あ る Hyphomicrobium 属， Beijerinckia 属，

Amaricoccus 属， Paracoccus 属が検出された。 また， 細胞

外の PHA を分解し脱窒する脱窒細菌 （Comamonadaceae）

および分解物を利用する脱窒細菌も窒素除去に関与し て

いる こ と が示唆され， 本プロセスの更な る効率化に向け

た基盤的知見が得られた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 横浜国立大学， （独） 放射線医学総合研究

所， 福島大学， 早稲田大学

旧研究課題コード ： 9906AE324

5） 　 難分解性有機物の高度処理に関する研究

〔区分名〕 経常
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〔研究課題コー ド〕 9911AE477

〔担当者〕 ○稲森悠平 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 徐開欽， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 11 ～平成 23 年度 （1999 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 高濃度窒素， 微生物で分解除去困難な難分解性

物質， 微量で も生態系 ・ 生体に影響を及ぼす可能性の高

い化学汚染物質分解除去の高度化は重要な位置づけにあ

る こ と を踏まえ， これら の水質汚濁の原因 と な る難分解

性有機物の効率的かつ高度な処理手法の開発の検討を目

的と し て検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 高濃度のアンモニアを含有する埋立地浸出水を対象 と

し て， 硝化細菌群を包括固定化し た高機能担体を用いた

長期 ・ 安定性試験を継続する と と も に， 低水温下でのア

ンモニア態窒素の高度処理技術に関する微生物解析を踏

ま えた検討を行った。 ア ンモニア容積負荷を一定 と し，

濃度お よ び温度をパ ラ メ ー タ ー と し た試験を行っ た結

果， 20 ℃において， 低濃度条件ではアンモニアが完全に

酸化されたが， 高濃度条件では低濃度アンモニアが残存

し た。 人工排水を用いた試験結果において も同様の結果

が得られた こ と か ら， アンモニア残存の原因は， 浸出水

由来の阻害物質の影響では無 く ， 存在する微生物の特性

によ る もの と考え られた。 また， 温度変化時においては，

高濃度条件では， 低濃度条件に比べて水温低下に伴 う 硝

化速度の減少が比較的小さい傾向が認められた。 さ らに，

包括固定化された微生物解析の結果， 存在する微生物種

が異な る こ と が低水温下におけ る硝化特性の違いに影響

し ている も の と 考え られ， 微生物包括固定化担体の有用

性が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター， 株式会社

日立プラ ン ト テ ク ノ ロ ジー， 早稲田大学

旧研究課題コード ： 9906AE325

6） 　 Material Stock Accounts に基づ く 中長期の物質管理戦

略研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD431

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 我々の社会におけ る物質ス ト ッ ク を有効に活

用する ためには， 具体的にどの程度の物質が社会に蓄積

され， 将来資源 と し ての再活用が可能で， も し く は有害

性を呈するのかを明ら かにする必要があ る。 研究実施者

は， Material Flow Accounts （MFA） に対応する も の と し

て Material Stock Accounts （MSA） を提案し ているが， 本

研究では， 物質ス ト ッ ク のほ と んど を占める建設物を取

り 上げ， ①社会におけ る物質ス ト ッ ク の定量化手法を複

数開発し て これを適用し，MSA の体系およびその実施可

能性を検証する と と も に， ②人口減少など も加味しつつ

将来シナ リ オの分析を行い， 資源性， 有害性の観点か ら

建設資材に関わる中長期的な物質管理戦略について分析

する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 物質ス ト ッ ク の定量化， 将来シナ リ オ分析のための基

礎情報 と し て， 建設物のス ト ッ ク量， 建材の生産量， 廃

棄量等に関する資料 （主と し て統計資料）， 建設物の寿命

に関わるデータや文献を収集し た。 建設物の寿命が長い

こ と に鑑み， 建材の生産量 （木材， 防腐処理木材， セ メ

ン ト ， セ メ ン ト 製品， 石綿製品， 繊維板， 石膏製品， 金

属製建具， プレハブ建築用パネル， 板ガ ラ ス， 陶磁器な

ど） については， 1950 ～ 1960 年に遡ってデータ を整理

し， 一部建材向けの量を推計し た。

〔備考〕

7） 　 生物学的栄養塩類除去プロセスにおける同位体解析

を導入し た微生物ループの解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0507CD531

〔担当者〕 ○蛯江美孝 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 水処理システムを効率的かつ安定的に運転 ・ 管

理する上では， 処理性能を左右する重要な微生物の挙動

および捕食 - 被食関係を踏まえた上での物質フ ロー等の

機構解明が不十分であ る こ と が指摘されている。 本研究

では， 微生物ループの解明におけ る課題であ る微生物個

体群 と 物質フ ローの同時解析を可能 と する ため， 同位体

で微生物の資化性基質を標識し， その基質を取 り 込んだ

微生物を認識する こ と によ り ， 処理機能を担 う 有用微生

物群の機能強化を目指し た微生物ループの メ カニズムの

解明を図る こ と を目的と し て検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 液状廃棄物の高度 ・ 適正処理シス テムを効率的かつ安

定的に運転 ・ 管理する上では， 微生物ループの機構解明

が不十分であ る こ と が指摘されている。 本研究では， 処

理機能を担 う 有用微生物群の機能強化を目指し た微生物

ループの メ カニズムの解明を図る こ と を目的 と し て検討

を行った。

　 本年度は， 窒素 ・ リ ン除去プロ セス を担 う 微生物群に

ついて， 炭素フ ローを基盤 と し た基質資化特性 と その環
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境条件， 運転操作条件等 と の関係解析を行った。 リ ン除

去プロセス を担 う リ ン蓄積細菌群 （PAOs） および リ ン除

去阻害微生物群と し ての G-bacteria に対し て RI を用いた

炭素フ ロー解析 ・ 可視化に よ る活性評価を行った結果，

処理性能が良好な状況ではすべての PAOs 菌体が高い基

質資化活性を示し たが， 処理性能が低下し た状況か らの

リ ン除去能回復過程においては， 一部の PAOs が基質を

資化し ておらず， 阻害微生物であ る G-bacteria が高い活

性を示すこ と が確認でき た。 すなわち， MAR-FISH 法に

よ り 微生物ループにおけ る基質資化活性を詳細に評価す

る こ と が可能であ る こ と がわかった。

　 また， メ タ ンを唯一の炭素源 と し た脱窒反応場におけ

る微生物ループの起点 と し ての微生物生態系の解析 と し

て SIP法を導入し て構築し た 16S rRNA遺伝子のク ローン

ラ イブ ラ リ ーの解析結果よ り ， メ タ ンの一次消費者 （脱

窒反応への電子供与体の提供者） と し ての メ タ ン酸化細

菌群， メ タ ン酸化細菌由来の代謝産物であ る メ タ ノ ール

等の C1 化合物を利用する脱窒細菌群， C1 化合物以外の

代謝産物を利用するベータプロ テオバク テ リ ア群等が見

いだされ，炭素の Cross-feeding を確認する こ と ができた。

さ らに， 硝酸塩の存在が及ぼす メ タ ン酸化細菌群集への

影響を解析し た結果， Type X および Type I の メ タ ン酸化

細菌の増殖が促進される こ と が明か と なった。

〔備考〕

8） 　 国立環境研究所よ り発生する不要物の排出構造の解

明

〔区分名〕 研究調整費 

〔研究課題コー ド〕 0606AI006

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 田崎智宏

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所から年間 170 ト ン以上排出され

る不要物のほ と んどは焼却 ・ 再資源化されてお り ， 最終

処分はわずかであ る。 しかし， 環境配慮の根本は， 「不要

物」 の発生を抑制する こ と であ り ， モ ノ の流入 と 使用の

実態に遡って， 排出構造を見極める必要があ る。 国環研

を事業所の事例 と し て， モ ノ の流入形態， 不要物発生量

と ア ク テ ィ ビテ ィ の関係を解析する こ と によ り ， 排出構

造を明ら かにし， 廃棄物発生抑制策のポ イ ン ト を定量的

に提示する。

〔内容および成果〕

　 紙ごみ， 廃プ ラ スチ ッ ク な らびに実験廃液を対象に，

不要物の発生量 と 流入形態， ごみ発生の原因 と な る ア ク

テ ィ ビテ ィ と の関係の検討を進めた。予備調査において，

実験室か らの不要物には容器， 包装材などの廃プラ が多

く ， 居室か らは段ボール， 上質紙， な らびに食品を包装

し ていた紙ごみおよび廃プ ラが多い こ と がわかった。 加

えて， 潜在廃棄物 と し てのス ト ッ ク状況や， ごみ排出の

移転状況についての考察 ・ 整理を行って排出構造を明確

にし， 廃棄物発生抑制対策の可能性を検討し た。

〔備考〕

（ ９ ） 環境リ スク研究セン ターにおける研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP010

〔代表者〕 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 //** 環境 リ ス ク研究セン ターの研究課題は， 中

期計画では， 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムに包含されてお

り ， この IV 基盤的な調査 ・ 研究活動は， 設定されていま

せん。

参考までに

「環境政策におけ る活用を視野に入れた基盤的な調査研

究」 部分を載せておき ますが， IV. 基盤的な調査 ・ 研究活

動ではな く ， 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムの項目に載せる

べき ものです。

また リ ス ク セン ターの 「知的基盤」 はプロ グ ラ ムか らの

再掲 と し ての位置づけです。 プロ グ ラ ムから の再掲では

な く ， 内容を具体化し て， 文字数は指定の 2000 字 と させ

ていただき ま し た。

*//

　 「環境政策におけ る活用を視野に入れた基盤的な調査

研究」 と し て， 化学物質の高感度 ・ 迅速分析法の開発，

新たな生態毒性試験法の開発， 発がん リ ス ク を簡便に評

価する ための手法開発， バイオイ ンフ ォマテ ィ ッ ク スの

手法を活用し た化学物質の類型化手法の検討， 生態毒性

に関する構造活性相関モデル作成など既存知見を活用し

た新たな リ ス ク評価手法の開発を進め， 曝露評価および

有害性評価におけ る不確実性の低下および効率化をはか

る。

〔内容および成果〕

「環境政策におけ る活用を視野に入れた基盤的な調査研

究」

　 環境施策への活用を視野にいれ， 既存知見の活用のた

めの基盤整備および新たな リ ス ク評価手法の開発を目指

し て， 以下の ７ 課題を実施し た。

（ １ ） 化学物質 リ ス ク総合解析手法と基盤の開発

　 　 気象 ・ 水文関連データ， 環境観測データ， 排出関連

情報， 社会基盤 ・ 地理情報などのデータ を収集し， 気象 ・

地理関連情報 （①ア メ ダス， ② メ ッ シ ュ気候値， ③土地
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利用デー タ， ④ USGS Global Land Cover Characteristics

Data Base及びUSGS SRTM30_PLUSのデータ をSQL Server

のデータベースに格納し た。

（ ２ ） 化学物質環境調査によ る曝露評価の高度化に関する

研究

　 化学物質 （ ト ルエン） 曝露量評価の手法開発 と し て，

血中濃度の測定法開発を行った。 特に妊娠後期におけ る

ト ルエン曝露時の胎仔血中濃度の測定法を ラ ッ ト を用い

て作成し た。 ラ ッ ト 胎仔か ら採取でき る血液量は限られ

ている ため， 5μL の血液で測定可能な よ う に， ヘッ ド ス

ペース－ SPME 法を検討し た。定量的な捕集率が得られ，

且つバ ッ ク グ ラ ン ド 値が低 く な る よ う な条件を求め，

0.02 μg/mL での胎仔血液の測定が可能 と なった。

（ ３ ） 生態影響試験法の開発及び動向把握

B 　 OECD 化学物質テス ト ガイ ド ラ イ ン 207 （ ミ ミ ズ急性

毒性試験 ； 以下 TG208） と 222 （ ミ ミ ズ繁殖試験 ： 以下

TG222） の標準試験手順の検討， およびデンマーク提案

の ド ラ フ ト ガ イ ド ラ イ ン （ ト ビ ムシ繁殖試験 ； 以下 TG

ト ビ ムシ） に関する国際 リ ングテス ト の実施， ウ キ ク サ

生長阻害試験 TG221 の国内の ３ カ所の GLP 試験機関 と

の共同試験結果を受けて標準試験手順書を ま と めた。 甲

殻類の内分泌撹乱に関す る 試験法の リ ー ド ・ ラ ボ ラ ト

リ ー と し てバ リ デーシ ョ ン リ ングテス ト を企画し， 試験

物質 と し てピ リ プロ キシフ ェ ン （陽性対照物質） と 3,5-

ジ ク ロ ロ フ ェ ノ ール， それか ら試験に使用するオオ ミ ジ

ン コ と し て当研究所で累代飼育し ている系統 「NIES 系

統」 を参加ラ ボに配布し， 当研究所を含めて 12 研究機関

の参加のも と試験を行った。

（ ４ ） 構造活性相関等によ る生態毒性予測手法の開発

魚類致死毒性についての構造活性相関モデルの公開に向

けては， フ ラ グ メ ン ト の取扱方法， システムの改善， お

よび他の要修正点について検討が進められ， 公開に向け

た準備を整えた。 OECD 会合， 第一回 （定量的） 構造活

性相関についてのア ド ホ ッ ク グループ会合（2006 年 6 月，

於イ タ リ ア， ス ト レーザ） に参加し， 当セン ターで開発

を進めている生態毒性予測システムの開発状況について

報告し た。

（ ５ ） 発がん性評価と予測のための手法の開発

代表的な発がん関連物質群であ るい く つかの多環芳香族

炭化水素について比較的簡便な in vitro assay 法 （Bhas 試

験） によ る ピ レ ン， ベンズ [a] アン ト ラ セン及びベンゾ

[a] ピ レ ンの発癌プロモーシ ョ ン活性の測定を実施し た結

果， ピ レン及びベンズ [a] アン ト ラ センについては，有意

なフ ォーカス数の増大が認められた。

（ ６ ） イ ンフ ォマテ ィ ッ ク ス手法を活用し た化学物質の影

響評価と類型化手法の開発

　 遺伝子発現情報及び毒性情報の類型を搭載する化学物

質の類型化システム ( 仮称 eCA) を構築し た。本システム

は， minimum spanning tree アルゴ リ ズム， 競合学習に も

と づ く ニ ューラルネ ッ ト ワーク を用いた ク ラ ス分けアル

ゴ リ ズムであ る self-organizing maps によ って， 遺伝子発

現変動の特徴づけ， 毒性情報の類型化を行 う 。 こ のシス

テムに適合する化学物質の毒性影響 と 遺伝子発現データ

の整備を行った。

（ ７ ） 化学物質の環境 リ ス ク評価のための基盤整備

化学物質の環境 リ ス ク初期評価， 水生生物保全環境基準

の検討に向けた有害性評価， 農薬取締法に基づ く 水産動

植物登録保留基準の設定に向けた有害性評価等に関する

作業を進める と と も に， 整合的な評価の実施に向けた検

討を行った。 環境基本法に基づき設定された環境基準の

総合的かつ横断的な把握に向けて， 水生生物保全環境基

準の現状と課題について整理し た。

1） 　 有害化学物質に対する感受性要因と薬物代謝系

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0408AE397

〔担当者〕 ○松本理 （環境 リ ス ク研究セン ター），青木康展

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 有害化学物質の生体影響には個体差があ り ， 感

受性の差に起因する と 考え られる。 ダ イ オキシン， PCB

などの化学物質に対する感受性要因を， 遺伝的要因 と し

ての薬物代謝系の役割及び個体側の要因 と し ての年齢に

よ る影響の二つの側面よ り 探る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 第 ２ 相薬物代謝酵素の発現に関与する転写因子 Nrf2 の

ノ ッ ク ア ウ ト マウ ス を用いてダ イオキシン投与の遺伝子

発現に対する影響を調べた。 TCDD の投与によ り ， Nrf2

の有無に関わらず第 １ 相薬物代謝酵素の発現は亢進し た

が，NQO1，GST などの第 ２ 相薬物代謝酵素の発現は Nrf2

欠損マウ スでは亢進せず， Nrf2 に依存し ている こ と が示

唆された。 さ らに分子ネ ッ ト ワーク解析から， Nrf2 欠損

マウ スでは薬物代謝系の機能低下やがん化関連転写因子

が関与する転写調節の変動の可能性が示唆された。また，

ベンゾ [a] ピ レンを気管内投与し た若齢期，壮年期，老齢

期のマ ウ スの肺におけ る突然変異スペ ク ト ルを解析し，

加齢に伴 う スペク ト ルの変化を確認し た。 GST 活性も加

齢に伴い変化 し たが， 分子種に よ り 変動パ タ ーンは異

なっていた。

〔備考〕
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2） 　 霞ヶ浦懸濁物質における リ ンの存在形態の解明

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0606AF486

〔担当者〕 ○宇田川弘勝 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 高

村典子

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 霞 ヶ 浦の全 リ ン濃度は増加の一途を辿っ てお

り ， 近年の年平均値は環境基準を大幅に上回る 100μg L-

1 以上を示すに至った。この問題における最大の特徴は非

生物起源の懸濁態 リ ン， すなわち懸濁態無機 リ ン （以下，

PIP） が増加し ている こ と にあ るが， 原因解明の端緒 と な

る PIP の化学形態の特定が困難 と されていた。 そ こ で本

研究では， 新たな形態分析法を確立し， 霞ヶ浦湖水中に

おける PIP の地点間差および季節間差を明らかにする こ

と によ って， 全 リ ン濃度増加の原因解明に資する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 高浜入，土浦入および湖心の ３ 地点を採水定点 と し た。

2006 年 ４ 月を春季と し， ３ ヵ月間隔で湖水から懸濁物質

を季節ご と のサンプル と し て回収し た。 回収し た懸濁物

質中の有機物を分解し， 分析に供試し た。

　 固体高分解能核磁気共鳴装置 （固体 NMR） を用いて試

料中の 31P を観測し た と こ ろ，霞ヶ浦湖水中の PIP はカル

シ ウ ム結合態 リ ン （以下， Ca-P） であ る こ と が推定され

た。 こ の化学形態にはわずかに季節間差が認められた も

のの， 季節ご と の地点間差は認め られず， さ ら に各季節

において単一の化学種で懸濁し てい る こ と が示 さ れた。

次に， 粉末 X 線回折装置を用いて微弱な回折パターンを

精査し た と こ ろ，夏季は炭酸アパタ イ ト （Ca5 （PO4，CO3）

3OH） ， 秋季は水酸アパタ イ ト （Ca5 （PO4） 3OH） と同定

された。 また， 春季および冬季の Ca-P は， 結晶化度が弱

い準晶質であ る こ と が推定された。 そ こ で， エネルギー

分散型 Ｘ 線分析装置 （EDS） を用いて， 試料中の Ca-P

における Ca ： P （モル比） を調べた と こ ろ， 春季および

冬季は水酸アパタ イ ト の一部サイ ト が置換し た構造の リ

ン酸カルシウ ムであ る こ と が示唆された。 既往の報告や

水質データから，霞ヶ浦に懸濁し ている Ca-P は湖水中で

生成し た もの と推定され， 近年の湖水中 PO4-P の微増が

発端と考え られる。 今後はこ の PO4-P の湖内負荷機構を

精究する こ と が急務と言え よ う 。

〔備考〕

3） 　 生物微弱発光計測技術を応用し た藻類に対する化学

物質生態リ スク評価手法の開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コー ド〕 0506BD800

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中嶋

信美

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 改正化学物質審査規制法， 改正農薬取締法で定

め られた藻類に対する化学物質生態 リ ス ク評価手法につ

いて， 生物微弱発光の一種であ る遅延発光の計測技術を

応用 し， 簡便な試験手法を開発する。 本研究開発では，

72 時間を要する従来手法の結果を １ 時間程度で判定可能

で， さ らに被検物質の毒性発現 メ カニズムの評価が可能

な試験手法を開発する。 また， 低コ ス ト で簡便な計測装

置および計測キ ッ ト を開発する。

〔内容および成果〕

　 （ １ ） 除草剤および藻類の代謝系を阻害する物質から ９

種を選択し， OECD-TG-201 （藻類生長阻害試験） 改訂版

に従った標準法によ る毒性値を求めた。 その内 １ つの化

学物質については試験条件で不安定な物質であったため

に， 分解産物での毒性値と なった。 （ ２ ） 緑藻， 珪藻， シ

ア ノ バク テ リ アから代表的な藻類種 ５ 種を選んですでに

標準法試験結果が入手で き た ５ つの化学物質について，

既存情報の急性毒性値および慢性毒性値に該当する濃度

でば く 露し， 化学物質の藻類増殖に対する影響を検討し

た。 その結果， 標準試験に も ちいた Pseudokirchneriella

subcapitata （緑藻） に比べて今回用いた藻類種は ５ 種の化

学物質に対し て一定の傾向を示 さ ない感受性を示し た。

前年度実施し た別の ５ 種類の化学物質での結果を踏まえ

て， 化学物質の藻類に対する感受性は藻類の種類および

化学物質によ り 大き く 変動する こ と が示唆された。 （ ３ ）

生物微弱発光によ る測定に用いる藻類のキ ッ ト 化につい

て も検討を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 勝又政和 （浜松ホ ト ニ ク ス株式会社中央研

究所）

4） 　 ゲ ノ ミ ク スに基づ く 化学物質の生態影響評価法の開

発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0608BD516

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 化審法の生態影響試験 と し て採用さ れている，

藻類 （ム レ ミ カズキモ）， 魚類 （ メ ダカ）， 甲殻類 （オオ

ミ ジン コ） のそれぞれについてマイ ク ロ アレ イ を作成し，

共通の化学物質によ って反応する mRNA と 反応し ない

mRNA を明らかにする こ と によ り ， 毒性発現 メ カニズム
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や感受性の差にについて明らかにする。

〔内容および成果〕

　 藻類 （ムレ ミ カズキモ） から総 mRNA の抽出法につい

て条件検討を行い， 最適な抽出条件を見出し た。 その条

件に従い抽出し た ｍRNA の塩基配列を読み，EST ラ イブ

ラ リ ーを作成し ている。

　 魚類 （ メ ダカ） についてはすでに作成済みのマ イ ク ロ

アレ イ を利用し て， さ ら に毒性発現に関る遺伝子を絞 り

汲む作業を行っている。

　 甲殻類 （オオ ミ ジン コ） については， 既に EST ラ イブ

ラ リ ーの作成が終了し， マ イ ク ロ アレ イに組み込むため

の遺伝子の絞込みを し ている。

〔備考〕

共同研究者 ： 大学共同利用機関法人自然科学研究機構

渡邉肇助教授 （研究代表者）， 株式会社エコ ジェ ノ ミ ッ ク

ス 　 鏡良弘

5） 　 環境負荷を低減する水系ク ロマ ト グラ フ ィ ーシステ

ムの開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術 

〔研究課題コー ド〕 0509BD785

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 小

林弥生

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究においては， 廃液処理を必要 と し ない高

度な ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー法の革新的技術開発 と それを用

いた環境試料や生体試料のま った く 新しい高感度 ・ 高分

解能分析方法の開発を行 う 。 優れた温度応答性親水／疎

水性可変を示す こ と を カ ラ ム素材を コ ア物質 と し て用

い， 「環境に優しい環境分析技法」 を確立する こ と を目的

と し， また， 本技術をハイ スループ ッ ト な環境試料 ・ 生

体試料分析へ応用する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 温度応答性高分子であ るポ リ -N- イ ソ プロ ピルア ク リ

ルア ミ ド （PNIPAAm） を基本骨格と し て， イオン交換基

やフ ェ ニル基など を導入し たカ ラ ムを作製し， その物理

化学的特性を明ら かにする と と も に環境汚染物質の分析

や， 生体分子や医薬品などの分離に応用し た。 また， 水

系移動相を用いて PNIPAAm 修飾充填剤をキ ャ ピ ラ リ ー

カ ラ ムに応用し， システムの小型化やサンプル量 ・ 溶媒

量の削減， カ ラ ムに対する温度効果の向上を目指し検討

し た。ATRP 法を用いてシ リ カビーズに PNIPAAm をグ ラ

フ と 重合させる こ と によ り ， 分離性能が異な る ク ロマ ト

グ ラ フ ィ ーを行 う こ と が可能 と なった。 ダ ウ ンサイ ジン

グによ り ， カ ラ ム容量も 1/100 程度 と なるため充填剤の

使用量も大幅に削減する こ と ができ た。 さ ら に生体中や

環境中の微量物質を分析する手段 と し て， 温度応答性ク

ロマ ト グ ラ フ ィ ーのオン ラ イ ン濃縮法や液体ク ロマ ト グ

ラ フ ィ ー質量分析計 （LC/MS） を用いた分析ついて検討

し た結果，本システムは LC/MS への応用も可能であ り 環

境試料や生体試料の濃縮などの前処理法 と し て も有用で

あ る こ と が確認された。 　 PNIPAAm の温度応答特性を利

用し て分離， 分析が可能な化合物の ク ラ ス タ リ ングを進

めている。

〔備考〕

6） 　 低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過程に

及ぼす影響に関する研究

〔区分名〕 文科 - 原子力 

〔研究課題コー ド〕 0206CA364

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 大迫

誠一郎

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 放射線の影響が最 も 出やすい器官であ る雄精

巣を対象組織 と し て， 内分泌機能解析および変異解析に

適し ている と 思われる， 数種のモデル実験動物を用いる

こ と によ り ， １ ） 低線量放射線によ る精巣内内分泌攪乱

作用の検出 （内分泌攪乱作用解析）， ２ ） 低線量放射線に

よ る内分泌機能の変動が突然変異発生に及ぼす影響の解

析 （突然変異解析） を実施する。 さ ら に これらの実験か

ら， 低線量放射線影響の リ ス ク評価の基礎 と な る知見を

得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 １ ． 内分泌攪乱作用解析 ； エス ト ロ ゲン感受性が他の

系統に比べ高い と される C57BL/6J系統の成熟雄マウ ス を

用い， X －照射装置にて， 0.03Gy の低線量放射線を曝露

後， 血清 ・ 精巣内テス ト ステ ロ ン値の変動を測定し た と

こ ろ， 血清 ・ 精巣内テス ト ス テ ロ ン値 と も に低値で収束

する こ と を見いだし た。 一般にテス ト ステ ロ ンは下垂体

ホルモン分泌に連動しパルス状の濃度変動を示し， 個体

間で変異が激しい。 今回の結果は， 照射後 24 時間目の

0.03 Gy曝露群でもパルスの消失が起き た こ と を示唆し て

いる。 そ こ で， 局所低線量放射線曝露実験 と し て， 頭部

のみを 10mm 厚鉛板で遮蔽し た群， な らびに下腹部のみ

を遮蔽し た群を作 り ，0.03Gy の X 線照射試験を実施し た。

その結果， 頭部に対する照射によ り テス ト ス テ ロ ン値の

収束が起き る こ と が確認でき た。 こ の結果よ り ， 視床下

部下垂体などの中枢神経系が低線量放射線の感受性部位

で あ る 可能性が示唆 さ れた。 ２ ． 突然変異解析 ； 線量

１ Gy， ５ Gy のガンマ線をそれぞれ線量率 0.1mGy/min，
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1mGy/min， 600mGy/min で ８ 週齢gpt delta雄マウ スに照射

し た。 比較のために週令の同じ無照射群を設けた。 照射

後 60 日目に精巣をサンプ リ ング し，Spi- セレ ク シ ョ ンを

行った。 突然変異発生頻度を求めた結果， 精巣での欠失

変異の発生頻度は， 低線量率 （0.1mGy/min） の ５ Gy の

照射によ り ， 無照射と比較し て 1.06×10-6 から 4.02×10-5

に突然変異頻度の有意な差の上昇が認め られた。 その他

の線量率群において も， 増加の傾向は認め られたが， 有

意な差は認められなかった。全ての線量率で線量 ５ Gy の

照射区で精巣重量の減少が確認され， ガンマ線の精巣へ

の影響が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 能美健彦 （国立医薬品食品衛生研究所）

研究協力者 ： 太田宗宏

7） 　 マウス Ｅ Ｓ 細胞を用いた次世代影響予測システムの

開発研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD461

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 豊柴

博義

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト の健康 リ ス クへの外挿への利用には， 従来

よ り ， 実験動物を用いた曝露実験によ る最小影響量を求

める手法が用い られて き た。 こ の手法には， 種の化学物

質に対する感受性が考慮されておらず限界があ る。固体・

臓器 ・ 細胞レベルにおけ る影響についての断片的なデー

タか ら， 生命現象のネ ッ ト ワーク に基づいて作用 と その

影響を予測し う る アルゴ リ ズムを確立し， システム化す

る試みは， 環境汚染物質の基準値を算定する上で も重要

な課題 と なっている。 そのため， 早急に従来の手法か ら

脱却し， 多種の化合物に関する生体影響の数値情報を予

測でき る実用可能なシステムを構築する必要があ る。 こ

れらの課題に見合った材料 と し て実験動物に代わ り 胚性

幹細胞 （ES 細胞） が注目されつつあ る。

　 こ のよ う な経緯から， マウ ス胚性幹細胞 （ES 細胞） の

多機能性を利用し て， 化学物質曝露によ る その細胞の形

態変化 と の関連付けを数理工学的に解析し， 化学物質の

曝露量や時間変化によ る分子間ネ ッ ト ワーク の特徴付け

を試みる。 それによ り ， 毒性反応 メ カニズムの解明， 化

学物質の毒性予測， リ ス ク評価への応用に結びつけ る こ

と を研究の最終目標と し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度は，マウ ス ES 細胞の分化・増殖のイ メ ージング

を中心に行った。 レチ ノ イ ン酸 （RA） 1µM ～ 1pM を陽

性対照 と し て， 神経系細胞への分化誘導に対する細胞形

態を指標にその影響について検討し た。 実験には， GFP

を ユ ビ キ タ ス に発現 し て い る B6G2 （RIKEN CELL

BANK） を使用し た。 培養条件には， 動物血清やフ ィ ー

ダー細胞は用いず， 外因性シグナルを最小限にでき るプ

ロ ト コールを工夫し た。 培養 ２ 日目に RA を添加し， ７

日目で細胞を PFA で固定し， 神経選択的マーカーであ る

MAP2で免疫細胞化学染色をする と，多 く の細胞塊は陽性

であった。 面積あた り の細胞塊数， 真円率及び細胞塊の

総面積は， RA の濃度依存的に減少し ていた。 さ らに， 細

胞塊をオルニチン ・ ラ ミ ニン処理し たプレー ト で ２ 週間

培養， その後， FGF 処理後 １ 週間， さ らにまた， araC 処

理後 ３ 週間培養を行って細胞を固定し， 種々の形態観察

を定量的に行った。 OL プレー ト での長期培養の過程で，

神経系コ ロ ニーは， ニ ューロ ン， ア ス ト ロサイ ト ， オ リ

ゴデン ド ロサイ ト 及び間質系細胞に分化誘導する。 細胞

全体の面積， 周囲長， 直径の平均， 真円率， 細胞の長さ，

細胞の主軸， 細胞の短径， 神経突起の長さ， 神経突起の

分岐数，神経突起の交差数の 10 のパラ メ ーターを RA の

各濃度で調べた。各細胞を縦軸に，これらのパラ メ ーター

を横軸に ヒ ー ト マ ッ プを作成し てみる と， 実際の， GFP

の蛍光シ グナルに よ る 形態の画像 と ヒ ー ト マ ッ プのパ

ターンの特徴が良 く 一致し てお り ， 神経系の多様な細胞

群も区別する こ と ができ， かつ化学物質の影響を把握す

る こ と ができ た。

　 さ ら に， アルゴ リ ズムの開発及び解析に関する研究に

ついては， 時系列的な変化を見てい く 必要があ る こ と か

ら， 時系列のデー タ の変化を特徴付け る こ と がで き る

ネ ッ ト ワーク抽出のためのアルゴ リ ズムを検討し た。

〔備考〕

8） 　 種の境界が不明瞭な フキバッ タ亜科昆虫の進化経路

の探索

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0407CD481

〔担当者〕 ○立田晴記 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 19 年度 （2004 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 一般に種の系統推定では， １ ～数個体のご く 少

数の標本で 「種」 を代表させる。 し かし生殖隔離が不完

全で，“ 進化途上の ” 生物集団の多様性を少数の標本で記

述する こ と はでき ない。 また近年の研究よ り ， 「種」 の境

界では中心部 と 比較し， 遺伝的浮動が働 く 規模および保

持される遺伝的多様性が大き く 異な る こ と が指摘されて

いる。 本研究の目的 と し て， 形態分類学的に 「種」 の境

界が不明瞭な Parapodisma 属， および Podisma 属のフキ
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バ ッ タ を材料に， でき る限 り 多 く の地域集団か ら大規模

なサンプ リ ングを行い， 「種」 を構成する地域集団で観察

される様々なレベルの変異を生物地理学的情報 と 合わせ

て解析する。

〔内容および成果〕

平成 １ ６ 年度はフキバッ タ亜科昆虫数種についてのサン

プ リ ングを行い， ３ つの ミ ト コ ン ド リ ア遺伝子の配列情

報を取得し た． その内， 北海道に分布するサ ッ ポ ロ フキ

バ ッ タでは異な る染色体レースの境界で通常 と は異な る

ハプロ タ イプが発見され， 他地域の同じ核型を持つ集団

と は異な る進化的背景の存在が示唆された． 平成 １ ７ 年

度は ミ ト コ ン ド リ ア多型 と染色体進化に関する論文を投

稿， 受理された． またバ ッ タ用マ イ ク ロサテ ラ イ ト マー

カーを開発し， 論文が受理． 集団内多型データ を取得開

始。 Podisma 属， Parapodisma 属バッ タのサンプ リ ングを

実施， サンプ リ ングポイ ン ト の GIS 情報化を行った。 平

成18年度は染色体レース同士の交雑帯の存在が疑われる

北海道東部地域での標本採集を継続し た． また新規開発

し たマイ ク ロサテ ラ イ ト マーカーを用いて，Podisma 属 ２

種の集団構造を解析し， 学会にて成果発表を行った． ま

たParapodisma属については ミ ト コ ン ド リ アゲ ノ ムの多型

情報を取得し た．

〔備考〕

9） 　 視床下部における生殖中枢の性差と性分化機構の解

明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD534

〔担当者〕 ○塚原伸治 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 脳は発達期の性ス テ ロ イ ド の影響を受けて性

分化し， ニ ューロ ン数など形態学的に性差がみられる神

経核 （性的二型核） が形成される。 生殖中枢であ る視床

下部には， 視索前野の前腹側脳室周囲核 （AVPvN-POA）

と SDN-POA と呼ばれる性的二型核が存在し てお り ， 生

殖機能の制御 と その性差に深 く 関与する。 これら の性差

形成は発達期のアポ ト ーシ ス に よ っ て生 じ る こ と が分

かっているが， アポ ト ーシス制御の分子機構および性ス

テ ロ イ ド の作用機序の詳細は不明であ る。 本研究では，

視床下部の性分化機構の解明を目的 と し て， ラ ッ ト の

AVPvN-POA および SDN-POA の性的二型核の形成 メ カニ

ズムを明らかにする研究をおこ な う 。

〔内容および成果〕

　 昨年度において， 発達期の AVPvN-POA および SDN-

POA に発現する アポ ト ーシス制御関連分子を検索し た結

果， 雌ラ ッ ト の AVPvN-POA では， カスパーゼ 3 の活性

上昇を抑制する Bcl-2 の発現が雄ラ ッ ト よ り も有意に高

く ，促進的に作用を有する Bax の発現は有意に低かった。

反対に， 雌ラ ッ ト の SDN-POA では， Bcl-2 発現が雄ラ ッ

ト よ り も有意に低 く ， Bax 発現は有意に高かった。 こ の

こ と から，AVPvN-POA と SDN-POA の性差形成にはカス

パーゼ 3 活性を調節する Bcl-2 および Bax の発現が重要

であ る こ と が示唆された。 そ こ で本年度は， AVPvN-POA

および SDN-POA における Bcl-2 および Bax の発現に対す

る性ステ ロ イ ド の影響を検討し た。 エス ト ロゲンを投与

し た雌仔ラ ッ ト ， 溶媒投与雌仔ラ ッ ト および無処置雄仔

ラ ッ ト から AVPvN-POA と SDN-POA を採取し， Bcl-2 と

Bax のタ ンパク質および mRNA 発現を解析し た。 その結

果，雌仔ラ ッ ト の SDN-POA における Bcl-2 タ ンパク質お

よび mRNA 発現量はエス ト ロゲンによ って増加し，無処

置雄仔ラ ッ ト と 同程度になった。 一方， 対照群 と の間に

有意差はみられなかったが， 雌仔ラ ッ ト の AVPvN-POA

における Bcl-2 タ ンパク質発現はエス ト ロゲンによ って

減少し た。　 　 SDN-POA および AVPvN-POA と もに，Bax

の発現に対する エス ト ロ ゲンの影響はみら れなかった。

以上の結果か ら， 発達期におけ る アポ ト ーシス制御分子

の発現の性差は AVPvN-POA および SDN-POA の形成に

重要であ り ， 発達期の性ステ ロ イ ド がアポ ト ーシス制御

分子， 特に Bcl-2 の発現を調節し ている こ と が示唆され

た。

〔備考〕

10） 　 生殖のラ イ フサイ クルにおける脳の機能構造の変

化と性特異性に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD535

〔担当者〕 ○塚原伸治 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 発達期の脳の性分化によ って， 生殖中枢であ る

視床下部には視索前野の前腹側脳室周囲核 （AVPvN-

POA） と呼ばれる性的二型核が形成される。 AVPvN-POA

は排卵制御に重要な機能を有し てお り ， 発達期に形成さ

れた雌に優位な構造の性差によ って成熟期の生殖機能の

性差が生じ る と 考え られる。 他方， 生殖機能は年齢が進

む と と も に著し く 衰退する機能であ り ， 視床下部も加齢

の影響を受けている。AVPvN-POA と と もにラ ッ ト の排卵

制御に関与す る 視交叉上核 （SCN） では， 加齢に伴 う

ニ ューロ ンの脱落亢進は雌よ り も雄において著し く み と

め られる。 以上の こ と か ら， 視床下部の機能構造は生殖

の ラ イ フ サ イ ク ルのなかで著 し く 変化す る と 推察 さ れ
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る。 本研究は， ラ イ フサイ クルにおけ る視床下部の機能

構造と その性差を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ラ ッ ト の排卵制御に関与する AVPvN-POA および SCN

の成熟期におけ る機能的役割を明らかにする ため， 前年

度研究では， 成熟雌ラ ッ ト の AVPvN-POA， SCN および

性腺刺激ホルモン放出ホルモン （GnRH） 分泌ニューロ ン

の神経活動の経時変化を調べた。 その結果， AVPvN-POA

の活動変化は GnRH ニューロ ンのそれ と同期し てお り ，

SCNの神経活性はAVPvN-POAおよびGnRHニューロ ン よ

り も先行し て上昇する こ と が分かった。 さ らに， 成熟雌

の AVPvN-POA の神経活性はエス ト ロゲン依存的に上昇

し， 成熟雄の AVPvN-POA の神経活性はエス ト ロゲン投

与によ って も増加し なかった。 そ こ で本年度は， 発達期

における AVPvN-POA の構造性差の形成に着眼し て， こ

の形成に関与する アポ ト ーシス制御分子機構について検

証し た。 これまでに， アポ ト ーシス制御に関与する Bcl-

2およびBaxの発現に性差があ る こ と を明らかにし ている

が， それ以外のアポ ト ーシス制御分子と し て Bcl-xL およ

び Bad の発現を解析し た。 その結果， 発達期の AVPvN-

POA における Bcl-xL および Bad の発現には性差はみられ

なかった。Bcl-2 および Bax の発現に対する発達期の性ス

テ ロ イ ド の影響を検討し た と こ ろ， 性ス テ ロ イ ド 処置を

し て雄型にし た雌ラ ッ ト の AVPvN-POA における Bcl-2 発

現は減少し， 雄の発現レベルに近づいた。 以上の こ と か

ら， 排卵制御に関与する ラ ッ ト の AVPvN-POA の機能に

は性差があ り ， その性差は発達期の Bcl-2 および Bax 等

が関与する アポ ト ーシス分子機構によ り 構築される構造

の性差に起因する ものであ る こ と が示唆された。

〔備考〕

11） 　 母乳細胞を用いたダ イオキシ ン曝露のバイオマー

カーの有用性の検討

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0506CD496

〔担当者〕 ○米元純三 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 母乳には通常の食物 よ り 高い濃度のダ イ オキ

シン類が含まれてお り ， 器官発達 ・ 成長期であ る乳児に

対する影響が懸念されている。 一方， 疫学調査において，

子ど も の発達の遅滞 と 母親の血清中のダ イオキシン類濃

度 と の関連が報告されてお り ， 母親の曝露の影響を評価

するバイオマーカーが必要 と されている。 そ こ で母乳細

胞に着目し， 母乳細胞における CYP1A1 の発現 と母乳中

ダ イオキシン類濃度 と の相関， CYP1A1 の発現に影響を

及ぼす遺伝的因子等を検討する こ と によ り 母乳細胞を用

いたバイオマーカーの有用性を検討する こ と を目的 とす

る。

〔内容および成果〕

　 出産後 １ 週間以内の母親か ら イ ン フ ォーム ド コ ンセン

ト の も と， 母乳 と 血液の提供を受けた。 また， アンケー

ト によ り ， 母親のプロ フ ィ ール， 出産歴， 喫煙歴， 食習

慣などについて調査を行った。 母乳は遠心し， 母乳細胞

と ク リ ーム層に分離し た。 ク リ ーム層について， ダ イオ

キシン類および PCB 濃度を HRGC/HRMS によ り 測定し

た。 ダ イオキシン類 （PCDD + PCDF + Co-PCB） 濃度は，

幾何平均で 15.1pg TEQ/g fat であった。母乳細胞について

は，RT-PCR によ り ，CYP1A1mRNA の発現解析を行った。

Cyclophilin Bで補正し た値の中央値は5.14（0.02～194.79）

であった。 母乳中ダ イオキシン類濃度 と CYP1A1mRNA

発現 と の関連は見いだせなかった。 血液サンプルについ

て，DNA を抽出し，CYP1A1 （CYP1A1 m1，CYP1A1 m2），

GSTM1 の一塩基多型（SNP） の解析を行った。CYP1A1m2

homo では，wild，hetero に比べて有意に母乳中の PCDFs お

よび PCDD/F+CoPCB 濃度が低かった。母乳などの生体試

料中のダ イオキシン類レベルを曝露の指標 と する場合に

は， CYP1A1， GSTMI 遺伝子多型も考慮する必要があ る

こ と が示唆された。 低出生時体重は， 在胎期間， 肉の摂

取 と 関連し ていたが母乳中のダ イオキシン類濃度 と は関

連し ていなかった。高出生時体重は，non-coplanar PCB の

合計 と 関連し ていた。 出生時体重 と 多型 と の関連は認め

られなかった。 母乳細胞中におけ る CYP1A1 の発現は低

く ， ダ イオキシン類濃度 と の関連も見いだせなかった こ

と か ら， 曝露のバイオマーカー と し ての有用性は確認で

き なかった。

〔備考〕

12） 　 内分泌か く 乱物質の発がん・加齢などに及ぼす影響

の分子メ カニズムに関する研究

〔区分名〕 厚労 - 厚生科学

〔研究課題コー ド〕 0609DA502

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 内分泌か く 乱化学物質の主作用は， ア リ ールハ

イ ド ロ カーボ ン受容体 （AhR） やエ ス ト ロ ゲ ン受容体

（ER） などの核内受容体に作用し てそれら応答遺伝子の

発現を変動させる と考え られている。 AhR や ER などの

核内受容体は， 細胞の分化 と 増殖に関与す る こ と がわ

かって き てお り ， がんの発生 と 進展には細胞周期の制御

の逸脱が深 く 関与し ている。 内分泌か く 乱化学物質が ヒ
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ト の癌の発生や進展に関与し ている と 考え る な らば， 細

胞周期 と 癌化 メ カニズムの接点に何ら かの役割を し てい

るに違いない。

　 そ こ で， 細胞回転の制御の鍵分子のひ と つであ る テ ロ

メ レースの発現応答に着目し， 内分泌か く 乱化学物質の

曝露によ る細胞周期やテ ロ メ レース活性及びその制御分

子 human telomerase reverse transcriptase (hTERT) の発現に

及ぼす影響を調べた。 　 　

〔内容および成果〕

　 エス ト ラ ジオール （E2） は， ER の発現量に依存し てテ

ロ メ レース活性及びその制御分子hTERT の発現を増加さ

せる こ と がわかった。こ の E2 のテロ メ レースに対する増

強作用は， ER の発現量に依存し， ER のないラ ッ ト 線維

芽細胞 TGR1 ではテロ メ レース活性はみ と められなかっ

た。 TCDD も同様に ER の発現量に依存し てテ ロ メ レー

ス活性及びその制御分子 hTERT の発現を増加さ るが，ER

の発現し ていない細胞でも テ ロ メ レース活性を示し， ER

非依存性の メ カニズムが存在する こ と がわかった。また，

E2 によ る テ ロ メ レース活性の増加し た細胞では， hTERT

や c-Myc の発現量や S 期の存在比も増加し てお り ，E2 は，

ER を介し て hTERT の発現量が増加し，テ ロ メ レース を活

性化させて細胞増殖へ導 く も の と 推察された。 ビ ス フ ェ

ノ ール A も弱いながら hTERT の発現量を増加させ，テ ロ

メ レースの活性化を導 く も の と 推察された。 しかし なが

ら， 今回の実験では細胞の倍加時間 と テ ロ メ レース活性

の強さ は相関し なかった。 細胞回転の速度には， テ ロ メ

レースの活性化以外の因子が強 く 関わってお り ， それら

と ER シグナル伝達の関係を明ら かにする こ と が， 内分

泌か く 乱化学物質の癌化への関与の メ カニズムを明ら か

にする一助になる と考え られる。 今後， ER はないがテ ロ

メ レース活性が高い細胞において， E2 やビ ス フ ェ ノール

A が同様な作用を示すかど う か検討する必要があ る と考

え られた。

〔備考〕

13） 　 宇宙放射線被曝がゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ体内の突然変

異発生に及ぼす影響

〔区分名〕 その他公募 

〔研究課題コー ド〕 0406KZ511

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 太田宗宏， 天沼喜美子

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 宇宙放射線はガンマ線， 重粒子など広範な種々

の放射線か ら 構成 さ れてい る が， 宇宙放射線の作用で，

動物個体の体細胞や生殖細胞の突然変異発生頻度がどの

程度上昇するかを定量的に明ら かにする こ と は， 宇宙環

境を利用し てチャ レ ンジすべき生物学上の重要な課題で

あ る。 本研究の最終的な目標は， 国立環境研究所で開発

し た突然変異検出用遺伝子導入ゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ （Tg-

zf） を国際宇宙ス テーシ ョ ンに取 り 付け られる日本の宇

宙実験棟 「きぼ う 」 内で飼育し て， 宇宙環境での宇宙放

射線被曝によ り ， どの程度脊椎動物体内に突然変異頻度

が上昇するか明らかにする こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 Tg-zf の成魚へ 100mGy， 500mGy， １ Gy の線量で炭素

イオンビームを照射し， 鰓での突然変異発生頻度を解析

し た結果， 500mGy 以上の照射で対照区 と 比較し て有意

な上昇が認め られた。 得られた突然変異体のスペク ト ル

解析を行った結果， 13 塩基欠失が増加する こ と が認めら

れたまた， 100mGy， １ Gy の線量でガンマ線を個体全身

で突然変異発生頻度を解析し た結果， 低線量率で も高線

量率でも， １ Gy の照射では， 対照区 と比較し て突然変

異発生頻度に有意な上昇が認められた。 これら突然変異

発生頻度の有意な差の上昇が認め られる線量は， 宇宙実

験で想定される放射線量よ り も高い線量であ る。 突然変

異発生頻度を基準 と し て， 宇宙実験で放射線の影響を検

出し よ う と する な らば， さ ら に高感度なア ッ セ イ系を検

討する必要があ る。

　 しかし ながら，Tg-zf 成魚にガンマ線を高線量率で照射

し，得られた突然変異体のスペク ト ル解析を行った結果，

１ Gy までは線量依存的に 12 塩基欠失，13 塩基欠失が増

加する こ こ と が認められた。Tg-zf の成魚で放射線によ る

突然変異を検出する こ と が確認できた。

　 これら 12 塩基欠失， 13 塩基欠失は線量や線量率が異

な る炭素イオンビームやガンマ線の照射によ って も共通

に検出 さ れた。 さ ら に こ れ ら の塩基欠失の発生頻度は，

突然変異発生頻度全体で見た と きには有意な上昇が認め

られない 100mGy のガンマ線 （高線量率） 照射区でも対

照区と比較し て増加し， １ Gy ではその発生頻度はさ ら

に増加し ていた。 こ の結果は， 12 塩基欠失， 13 塩基欠失

が低線量での放射線の影響を検出するマーカー と し て有

効であ る可能性を示すも のであ る。 100mGy 以下の放射

線照射の実験を含めたデータの蓄積を行い， 検証を進め

る必要があ る。

〔備考〕

共同研究者 ： 内田智子 （三菱重工業 （株））， 谷田貝文夫

（理化学研究所）

14） 　 環境有害因子の健康 リ ス ク評価と その メ カ ニズム

解明に関する研究
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〔区分名〕 共同研究 

〔研究課題コー ド〕 0510LA843

〔担当者〕 ○遠山千春 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 米元

純三

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 様々な環境因子に よ る 健康 リ ス ク の発生， 予

測， 予防， 評価について， 国内外の情報を も と に幅広 く

レ ビ ューを行い， 個別課題については， 実験的研究を行

う こ と によ って， 毒性 メ カニズムを解明し， リ ス ク評価

に資する情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 環境化学物質の う ち， 特にダ イオキシン類の リ ス ク評

価に関し て， 特別客員研究員と し て研究を行った。 まず，

第一に， 環境省か ら （社） 環境科学情報セン ターを介し

て依頼があった， ダ イオキシン リ ス ク評価に関する文献

レ ビ ュー （2004 年発行分） を， 国立環境研究所の関係の

多 く の研究員と共に報告書と し て と り ま と めた。 2005 年

発行分の文献の と り ま と めを行い来年度に発行予定であ

る。 ダ イ オキシン類の毒性 メ カニズム解明については，

国立環境研究所の研究員 と 協力し， 水腎症， 免疫系への

影響な らびに学習行動影響に関し て， 論文 と り ま と めを

行った。 こ の う ち， 前 ２ 編については， それぞれ毒性学

の一流誌に発表し た。 学習機能への影響については， ダ

イオキシン と PCB126 と の比較， さ らに PCB153 と の比

較研究を行い， 現在， 論文と し て と り ま と め中であ る。

〔備考〕

特別客員研究員の立場で， NIES の研究者と適宜， 協力し

て研究を行 う 。

（ １ ０ ） アジア自然共生研究グループにおける研究

活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP011

〔代表者〕 中根英昭

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 アジア自然共生研究プ ロ グ ラ ムでは， （ １ ） ア

ジアの大気環境管理評価手法の開発， （ ２ ） 東アジアの

水 ・ 物質循環評価システムの開発， （ ３ ） 流域生態系にお

け る環境影響評価手法の開発の三つの中核プロ ジ ェ ク ト

を柱 と し て研究を実施し ているが， 中核プロ ジ ェ ク ト 間

の連携， 中核研究プ ロ ジ ェ ク ト の成果の統合的な活用，

プロ グ ラ ムを横断する課題への取 り 組みや先導的研究の

ために基盤的な調査 ・ 研究活動を実施する。

〔内容および成果〕

　 ア ジ ア自然共生研究プ ロ グ ラ ムにおけ る 基盤的な調

査 ・ 研究活動は， 下記に大別される。

（ １ ） アジア及び日本の大気環境の現状 と将来予測及び環

境管理に関する基盤的研究

（ ２ ） アジア及び日本の水環境の現状 と将来予測及び環境

管理に関する基盤的研究

（ ３ ） アジア及び日本の生態系の現状 と将来予測及び環境

管理に関する基盤的研究

（ ４ ） その他， アジア自然共生研究グループ構成員が行 う

研究

これら の研究の中には， 中核研究プロ ジ ェ ク ト の関連研

究， 複合領域を扱 う 研究， 気候変動や循環型社会に関す

る研究 と の境界領域を扱 う 研究， 研究手法に関する研究

も含まれている。

　 以上の研究によ る平成 18 年度の成果については，個別

の課題についての説明を参照し て頂きたい。

　 なお， 上記以外のアジア自然共生研究グループの外部

資金等によ る研究の一部は， 中核研究プロ ジ ェ ク ト に直

接貢献する研究課題と し て掲載されている。

1） 　 エアロゾル上での不均一反応の研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0510AE803

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中においてエア ロ ゾルは気相か ら の分子

の取 り 込みや， 表面反応および液相反応を通じ て大気組

成に変動を与え る。 エア ロ ゾルの物理化学的性質， 特に

エア ロ ゾルが関与する不均一反応やエア ロ ゾルの形状に

ついて検討し， エア ロ ゾルの化学的変質について理解を

深める。

〔内容および成果〕

　 大気エア ロ ゾルの表面張力を測定し， 表面張力 と 化学

組成の結果を定量的に関係づけ る方法を検討し た。 本年

度は主に ミ ス ト チャ ンバーによ るエア ロ ゾル採集法 と表

面張力測定に絞 り ， 方法の確立を目指し た。 ミ ス ト チャ

ンバーを用いて， 大気エア ロ ゾル， あ るいはシ ク ロヘキ

サジエンの酸化反応で生成する有機エア ロ ゾルを ２ ～ ３

時間程度 ミ ス ト チ ャ ン バーで吸引 し た と こ ろ， 70 ～

71mNm-2 と い う 表面張力の測定値が得られた。 エア ロ ゾ

ルを含まない水の表面張力は 72mNm-2 なので， 表面張力

の低下は １ か ら ２ mNm-2 程度で あ っ た。 こ の結果は

Decessari らの結果と もほぼ一致し た。

〔備考〕

今年度よ り 科研費 （萌芽研究， H18 ～ 19） でも推進し て

いる。
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2） 　 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エア

ロゾルの組成分析

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE402

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気エア ロ ゾル中の有機成分の う ち， 大気中に

放出された揮発性有機化合物の酸化反応で生成する二次

有機エア ロ ゾル組成 と その生成過程の理解に寄与する こ

と を目的 と する。 室内チャ ンバーを用いて個別炭化水素

の酸化で生成す る 二次有機エア ロ ゾルの組成分析を行

う 。 特に大気中で二次有機エア ロ ゾル生成に寄与する と

考え られている芳香族炭化水素，環状アルケン炭化水素，

及び脂肪族アルカン炭化水素について， 生成する二次有

機エア ロ ゾルの組成を明らかにする こ と を目標にする。

〔内容および成果〕

　 NOx 存在下の ト ルエンの光酸化反応で生じ る二次有機

エア ロ ゾルを液体ク ロマ ト グ ラ フ質量分析法及び ヨ ー ド

滴定法で分析し た。 組成分布の初期 NOx 濃度依存性を，

200ppbv及び １ ppmvのNOx濃度で測定し てエア ロ ゾル生

成の気相反応 メ カニズムを調べた。低 NOx 条件で得られ

た ク ロ マ ト ピーク は主にカルボン酸類及び酸無水物類を

含む環解裂型の生成物に同定された。 エア ロ ゾル試料を

ソ フ ト に イ オン化し て測定 さ れた質量スペ ク ト ルには，

155及び171の質量荷電比を持つ強い陰イオンのピーク が

検出され， それぞれオキ ソ カルボン酸及びジカルボン酸

に同定された。 高 NOx 条件のエア ロ ゾル組成は， ニ ト ロ

フ ェ ノ ール類に代表される環維持型の生成物に富んでい

た。低 NOx 及び高 NOx 条件の SOA 試料の質量スペク ト

ルには 500 以下の質量電荷比の領域にオ リ ゴマー類によ

る信号が検出された。 エア ロ ゾルに占める全有機過酸化

物の質量比は，初期 NOx 濃度に依存せず 17 ± 5 wt％ と決

定された。 組成分布の NOx 依存性の結果から， 実大気の

NOx レベルでは環解裂型の生成物を生成する経路が支配

的であ る こ と が示された。 有機化酸化物及びオ リ ゴマー

類が生成物 と し て見つか っ た結果は， 過酸化ヘ ミ アセ

タール類がエア ロ ゾル生成に寄与する こ と を予想し た以

前の化学反応モデルを支持し た。 しかし， 以前のモデル

で予想された過酸化ヘ ミ アセタール類のエア ロ ゾルに占

める寄与は， 有機過酸化物の寄与に関する本研究の結果

を過大評価 し ていた。 本研究でジ カルボ ン酸類が見つ

かった結果は， 過酸化ヘ ミ アセ タール類の他に， 我々が

以前に示唆し た よ う に， 光酸化の生成物 と オゾンの気相

反応で生成する ジカルボン酸も エア ロ ゾル生成に寄与す

る こ と を示唆し た。

〔備考〕

3） 　 イ ソ プレンを含むジアルケン炭化水素類の光酸化で

生成する二次有機粒子組成

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0607CD403

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 最近， 主に熱帯雨林などから大気中に放出され

る揮発性有機化合物であ る イ ソ プレ ンの光酸化が， 大気

中の二次有機エア ロ ゾル生成に寄与する こ と が示唆され

ている。 本研究では， イ ソ プレンや 1,3- ブタ ジエン等の

ジアルケン炭化水素類の光酸化で生成する二次有機エア

ロ ゾルの組成の解明を通し て， ジアルケン炭化水素類か

ら の二次有機エア ロ ゾルの生成機構を解明する こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， イ ソ プレン （2- メ チル -1,3- ブタ ジエン），

1,3- ブタ ジエン，及び2,3- ジ メ チル -1,3- ブタ ジエンを前駆

炭化水素 と し て用いた実験を行い， 二次粒子組成に対す

る ジアルケン類の メ チル側鎖の効果を明ら かにする こ と

を目的と し た。 すべての実験は， ５ ｐ ｐ ｍ ｖ の初期炭化

水素濃度および １ ｐ ｐ ｍ ｖ の初期窒素酸化物濃度で行わ

れ， 生成し た二次粒子の全濃度を走査型モビ リ テ ィ 粒子

計測器で測定する と と も に， 組成を液体ク ロマ ト グ ラ フ

質量分析法で分析し た。 イ ソ プレ ンか らの二次粒子の全

収率は， 約 400 マイ ク ロ グ ラ ム毎立米の濃度の粒子が生

成し た と きに ３ ％であ り ， 以前の他の研究者の結果を再

現し た。 生成する二次粒子の全収率は， ブタ ジエン （5.6

％） で最も高 く ， ジ メ チルブタ ジエン （1.5％） で最も低

かった。 ジアルケン類の メ チル側鎖は， 光酸化で生成す

る 二次粒子収率の抑制に寄与す る こ と が明 ら かにな っ

た。 逆相液体ク ロ マ ト グ ラ ム法で二次粒子を分離し， 陰

イオン化モー ド の電子スプレーイオン化型質量分析法で

組成分子の検出を行った。 分子量が 1000 以下のオ リ ゴ

マー分子や， ポ リ アルコール分子の擬分子イオンが検出

された。 ブタ ジエン， イ ソ プレ ン， 及びジ メ チルブタ ジ

エンから の二次粒子中の質量スペク ト ル中では， それぞ

れ 105， 119， 及び 119 の質量荷電比を持つ擬分子イオン

の存在率が最も高かった。 105 及び 119 の質量荷電比を

持つイオンはそれぞれ炭素数が ４ 及び ５ の ト リ オール類

か らの擬分子イオンに仮同定された。 本年度に得られた

仮同定を， 次年度に行われる前駆体のジアルケン類の炭

素鎖長を変える実験から検証する予定であ る。

〔備考〕
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4） 　 ラ イダーによるエアロゾル変動の検出およびデータ

提供手法に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0406AE393

〔担当者〕 ○清水厚 （アジア自然共生研究グループ） ， 杉

本伸夫， 松井一郎

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 アジア域に展開 さ れた ラ イ ダーネ ッ ト ワー ク

によ るエア ロ ゾル ・ 雲の連続観測結果か ら， エア ロ ゾル

各成分 ( 黄砂・人為汚染物質・炭素系エア ロ ゾル等 ) を分

離し て表現し， 異な る環境影響を も た らすそれぞれのエ

ア ロ ゾル成分の分布変動を抽出する。 さ ら に， ラ イ ダー

観測結果を大気研究者に提供し た り ， 数値予報等に利用

する ために適し た手法を検討する。

〔内容および成果〕

　 2007 年 ３ 月現在， 連続自動運転型のラ イ ダーは東アジ

ア域を中心に 15 地点で運用されている。 これらの観測点

の う ち特に日本 ・ 韓国 ・ 中国北部については黄砂のモニ

タ リ ング ・ 予報に重要な地点 と なっている。 これら のラ

イ ダーについて， 各サイ ト か ら環境研までの自動データ

転送を実施し， 観測後 １ 時間以内に雲底高度の検出や黄

砂によ る消散係数の高度分布など を導出する手法を開発

し た。 これら の結果は， 物質分布の数値予報モデルに取

り 込まれて黄砂分布予測の改善に寄与する他， 環境省黄

砂モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク の情報提供サイ ト へ提供し

て広 く 一般に公表される予定であ る。

〔備考〕

5） 　 アジア域における人間活動による大気環境変動の将

来予測 　 ―将来化学気候図の作成―

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0406CD419

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），菅

田誠治

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 東アジアにおけ る将来の大気汚染を予測する

こ と を目的とする。将来 2020 年の東アジアにおける大気

汚染濃度を予測する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では以下の点を明 ら かにす る こ と を目的 と す

る。

　 ①アジアにおけ る将来のエネルギー消費動向， 産業構

造変化， 土地利用変化を予測し， 化石燃料， 工業プロ セ

ス， 農業プロ セス， 自然を起源 と し て発生する各種の大

気汚染排出量を推計する。

　 ②大気組成変動予測シ ミ ュ レータ を開発し， アジアに

おけ る対流圏オゾン と エア ロ ゾルの将来変動を予測し て

高分解能の化学気候予測図を作成する。

　 本年度は，将来 2010 年， 2020 年における アジア域のエ

ミ ッ シ ョ ン イ ンベン ト リ を， ３ 種類の将来排出シナ リ オ

を設定し て作成する と と も に， 大気組成変動予測シ ミ ュ

レータ を使用し て対流圏オゾン と エア ロ ゾルの将来変動

を予測し た。 その結果， 例えば， 持続可能型シナ リ オで

は，2020 年のアジア域 NOx 排出量は 2000 年に較べて 40

％増加し， それに伴って地表オゾン濃度は， 中国国内で

10 ～ 15ppb， 東シナ海 ・ 九州から西日本にかけて ４ ppb，

関東地域で ３ ppb， それぞれ上昇する こ と が予測された。

こ のよ う に， 中国をはじめ と する発展途上国の経済発展

に伴 う 大気汚染排出量の増大によ り ， 日本を含む広範囲

な地域において対流圏オゾン濃度が上昇する危険性があ

る。 しかし， こ の結果は， 将来排出シナ リ オによ って大

き く 変化する こ と が明らか と なった。

〔備考〕

共同研究者 ： 秋元肇， 山地一代 （地球フ ロ ンテ ィ ア研究

システム）， 顔暁元 （地球フ ロ ンテ ィ ア研究システム ； 現

在， Institute of Soil Science （中国））， 堀井伸浩 （日本貿易

振興機構アジア経済研究所）， 黒川純一 （富士通エフア イ

ピー株式会社 ； 現在， 国立環境研究所）

6） 　 大気境界層における物質輸送の研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0308AE510

〔担当者〕 ○菅田誠治 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 20 年度 （2003 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 大気中物質の長距離輸送においては， 発生源付

近での大気境界層内での拡散および自由大気への逃げ出

し等によ る上昇 と， 自由大気での長距離輸送， な らびに

受容域に至る までの何ら かの理由によ る沈降が重要であ

る。 本研究はこれら大気境界層に関わる上昇 ・ 沈降の過

程を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 低気圧通過時の上空か ら， 地上付近への大気の下降に

ついて検討し た。 特に， 低気圧接近時の地上オゾン濃度

の上昇 と の関連について詳し く 調べた。 両者に関係は見

られる も のの， 定量的な指標等で端的に示す方法につい

ては， さ らに検討が必要であ る。

〔備考〕
―  190  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
7） 　 気候変化と大気化学諸過程の相互作用に関する数値

的研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0408AE494

〔担当者〕 ○永島達也 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 20 年度 （2004 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 大気化学諸過程は， 放射強制や大気の力学を媒

介 と し て気候シ ス テ ムの変動性に本質的に関わっ てい

る。 にも関わらず， 将来の気候変化見通しに使用される

最新のモデルで も， 大気化学の扱いは十分 と は言えない

のが現状であ る。 こ う し た状況は， 例えば領域規模の気

候変化や気候変化におけ る成層圏 ・ 対流圏結合の役割等

を考え る際に大き な問題と な り 得る。そ こ で本研究では，

大気化学過程が結合された数値モデルを用いて， 気候変

化におけ る大気化学過程の影響 （あ るいはその逆） に関

する理解を深め， 可能な限 り 定量的な理解を得る こ と を

目指す。

〔内容および成果〕

　 対流圏化学輸送モデル CHASER を用いて，全球の対流

圏オゾン濃度に対する発生源別の寄与割合を推定する研

究を行っている。 本年度は， 対流圏の大気を大気汚染物

質の発生が大きい 23 領域に分け，対流圏の様々な場所に

おいて計算されるオゾン量に対し て， 各領域 （及び成層

圏） から どれだけの寄与があ るのかを， 1990 年代中盤の

各種条件の下に評価し た。 計算結果 と ほぼ同様な先行研

究の結果 と を比較し て， モデルの調整やモデルの評価を

行った。 現状では特に成層圏から の寄与率の見積も り に

関し て大き な不確実性が存在し てお り ， それがモデル中

のどのパラ メ タに依存するのかを調査し た。

〔備考〕

8） 　 混合状態を考慮し た炭素性エアロゾルの20世紀気候

への影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0607CD560

〔担当者〕 ○永島達也 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 これまでに， 気候モデルを用いた 20 世紀気候

再現実験の解析から， 20 世紀中盤に観測された全球規模

の地表気温低下傾向に と って， 炭素性エア ロ ゾルによ る

冷却効果が本質的に重要であ る と の結果が得 ら れてい

る。 本研究では， これまでに使用し て き た気候モデルで

は簡便に取 り 扱われていた， 種類の異な るエア ロ ゾル間

の混合状態を複数 （内部混合及び外部混合） 仮定する こ

と の出来る気候モデルを開発し， これを用いた対照実験

によ って炭素性エア ロ ゾルが20世紀中盤の気候変化に及

ぼし た影響を よ り 明確に示すこ と を目的とする

〔内容および成果〕

　 本年度は気候モデルのプロ グ ラ ム変更 と テス ト 実験を

兼ねた長期コ ン ト ロール実験を行った。 まずは， 炭素性

エア ロ ゾルの内部混合過程を気候モデルに組み込む手法

と し て， 比較的簡便であ り 現状のコー ド への移植がし易

く ， 既に別途使用実績のあ る手法を選定し， 組み込み作

業を行った。 変更の済んだモデルを用いて， 産業革命以

前の状況を仮定し た長期実験（コ ン ト ロール実験） を行っ

た。 この実験は， 来年度以降に行 う 予定の 20 世紀の気候

再現実験のために必要 と な る初期値データの作成 と い う

意味も持つ。 なお， 変更前のモデルを用いて行われた コ

ン ト ロール実験 と の比較を行った と こ ろ， 過去の （産業

革命以前の） 気候の再現性に遜色の無い事が確認された。

〔備考〕

9） 　 大気オゾン全球分布の変動過程 ： 化学 ・ 気候モデル

による ２ ０ 世紀再現実験

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD561

〔担当者〕 ○永島達也 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 本研究は化学・気候モデル CHASER を用い，成

層圏および対流圏のオゾン分布の変動過程を結合 ・ 総合

的に解明する こ と を目的とする。特に 20 世紀中の成層圏

オゾン減少 と 対流圏オゾン増加の両傾向に着目し た再現

実験を行い， 大気中ハロゲン化合物増加や大気汚染， 気

候変動 ( 温暖化 ) 等の，大気オゾンの存在量に大き く 影響

を及ぼす と 考え られる各要因が成層圏 ・ 対流圏オゾン分

布に与える影響について詳細な評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 元々対流圏化学過程の計算が メ イ ンだった

CHASER モデルに成層圏化学過程を段階的に組み込む作

業を行った。 酸素分子やオゾンの光解離計算で必要なパ

ラ メ タの調整や放射計算の設定変更など比較的時間の掛

かる作業が必要 と なったため， 現段階では塩素系の化学

反応の導入までの完了 と なっている。 こ のモデルを用い

て， 各種外部条件を現在の状況に設定し たテス ト 実験を

行い， これまでに成層圏化学モデルで計算されて き た結

果 と の比較を通し て， さ ら な る調整を行った。 一方， 塩

素系に加えて導入が必要な臭素系反応と PSC 上での不均

一反応の構成を検討し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 須藤健悟 （名古屋大学）
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10） 　 地球温暖化による東アジア地域の洪水・渇水リ スク

への影響

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0606AF406

〔担当者〕 ○東博紀 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に よ る水文素過程への影響評価に

関し て これまでに多数の研究が行われているが， 河川計

画 ( 治水，水資源，河川環境など ) において重要であ る極

値統計量， すなわち台風や集中豪雨， 旱魃 ・ 乾燥などの

極端事象の発生頻度への影響についてはいまだ明ら かに

なっていない。 本研究では， 地球温暖化によ る多雨 ・ 少

雨の年生起回数 と その強度の確率分布の変化及び長江流

域の洪水 ・ 渇水 リ ス クへの影響を定量的に評価する こ と

を目指す。

〔内容および成果〕

　 本研究では，長江流域及びその周辺の 38 地点の地上降

水量観測値と各観測地点を含む IPCC （AR4） の 12GCMs

のグ リ ッ ド 降水量を用いて次の解析を行った。 解析対象

期間は 1981 ～ 2000 （現在気候）， SRES A1B の 2046 ～

2065， 2081 ～ 2100 年の N 日降水量 （N= １ ， ２ ， ４ ， ７ ，

14， 30， 60， 90） と し， 地点ご と に設定し た閾値を上回

る （下回る） 降水イベン ト の年生起回数 と １ イベン ト あ

た り の降水強度が現在気候 と 比べて将来ど う 変化するか

を一般化線形モデルに よ る 統計解析に基づいて検討 し

た。 長江流域の雨水流出モデルを構築し てその妥当性を

吟味する と と もに， 現在と将来それぞれ 100 年確率降水

が発生し た と きの流出シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。

　 得られた結論は次の とお り であ る。

（ １ ） 地球温暖化によ り 多 く の地点で １ イベン ト あた り の

降水強度は有意な増減は見られなかったが， 比較的短期

間の大雨の年生起回数は有意に増加する。

（ ２ ） 各観測地点の 100 年確率降水量は現在気候のものよ

り 2050 年では ５ ～ 32％，2100 年では 11 ～ 40％増加，流

域平均の 100 年確率降水量は 2050 年では 12 ～ 19％，2100

年では 21 ～ 23％増加する。

（ ３ ） 少雨イベン ト については現在 と将来で有意な差は認

め られない。 長江流域では地球温暖化によ る渇水 リ ス ク

への影響は小さい。

（ ４ ） 2050， 2100 年のそれぞれ 100 年確率降水発生時の

宜昌のピーク流量は現在気候の 100 年確率降水発生時 と

比べて 1.39， 1.47 倍， 大通では 1.46， 1.54 倍と なる。 地

球温暖化によ って洪水氾濫の危険性は高ま る こ と が懸念

される。

〔備考〕

11） 　 環境同位体を用いた干潟・湿地生態系の自然再生事

業の評価手法に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費 

〔研究課題コー ド〕 0406CD448

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），広

木幹也

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 人間活動や開発行為等に影響され

やすい移行帯と し ての干潟 ・ 湿地生態系 ( 盤洲干潟 ・ 小

櫃川河口湿地 ) を対象 と し， 自然の豊かな干潟 ・ 湿地 と

人工的に造成された干潟 ・ 湿原において， 集水域か らの

栄養塩類の流入量評価 と その生態系影響， 並びに緩衝機

能を調査 ・ 解析し， 干潟 ・ 湿地生態系の再生事業のため

の生態系評価手法を得る こ と を目的とする .

〔内容および成果〕

　 盤州干潟におけ る温度変化の観測を新たに実施し た。

大潮時に塩生湿地を含む河口域の盤州干潟の環境変化を

観測し た。 航空写真は 645 判， 可視画像は CCD カ メ ラ

（CCD-MC100，解像度 60cm），熱画像はサーモ ト レーサー

（TS7302， 解像度 140cm， 最小検知温度差 :0.08 ℃） を用

い， 高度約 430m から 2004 年 ８ 月 18 日の正午過ぎに撮

影し た。 また， 現地の温度変化を ８ 月 14 ～ 21 日に気温，

河川， 池等で自記式水温計 （精度 ±0.2 ℃） によ る 10 分

ご と の連続測定を行った。 また， 2005 年 ３ 月と 2006 年

３ 月の大潮の干出時に栄養塩濃度， 底生藻類量 （表層

１ cm） と水の酸素安定同位体比 （δ18O） を測定し た。

　 熱画像の観測によ る と裸地は 40 ℃近 く なったが，干潟

は 30 ～ 34 ℃ と比較的低 く ， 干潟に取 り 残された浅い水

面よ り 砂連上部 （干潟凸地） で比較的温度が低かっ た。

観測当日には強い風が吹いてお り ， 干潟の表面では蒸発

によ る気化熱によ る温度低下が見られた も の と 解釈でき

る。 干潟は浅い水面の有無で多少違いがあ るが比較的均

一の温度分布を し ていたが， 裸地のよ う な極端な高温に

まで至ら なかった。 熱画像観測日の連続測定し た温度変

化は， どの池も同じ様な日変化を示し潮の干満の影響に

よ る周期は見られなかった。日光の強い 13 時頃に水温が

最も高 く な り 場所によ る違いは見られないが， 夕方か ら

夜にかけての水温の下が り 方は地点によ って異なって明

け方 ５ 時頃に最低水温を記録し日格差は平均し て 9.7 ℃

であった。 一方， 河口水は日最高水温 27.5 ～ 31.6 ℃で平

均の日格差は 4.9 ℃， 河口域干潟では日最高水温 28.5 ～

41.5℃で日格差は10.9℃であった。この期間の気温の日最

高温度は 27.2 ～ 34.2 ℃， 日格差は 8.6 ℃で， 温度の日変
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化は干潟が最も大きかった。

　 2005 年 ３ 月の盤州干潟の硝酸濃度は沖約 1.2km で高い

が 0.3ppm でほぼ同じ様であった。水の酸素安定同位体比

は電気伝導度も同様に沖に向かって ０ ‰ に近づき高 く

なって行 く がが， 約 0.6km 付近でやや同位体比が小さ く

な り ， 淡水または地下水の流入が認め られた。 水温の熱

画像観測では確認でき ないが， 干潟に淡水の湧 く 場所が

あ る と 考え られた。 微細藻類の総量 と し ての ク ロ ロ フ ィ

ル a 量は １ ～ 5.7μgg-1 で変動があ る が， 沖に行 く と

１ μgg-1 に収れんし た。 淡水の湧き出し と微細藻類量 と

の関係は特に認められなかった。

〔備考〕

２ ９ ５ 　 アジア自然共生グループにおける研究活動

12） 　 全国を対象 と し た淡水魚類生息地ポテ ンシ ャルの

時空間解析と流域再生支援システム

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0608CD930

〔担当者〕 ○亀山哲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 流域再生を考え る上では， 生態系を無視し た工

学的技術の適応， また局所的現象のみに焦点を当てた研

究では， 実質的効果を上げる こ と は出来ない。 一歩先を

読み， 流域の集合体であ る水系 と そ こ に生息する魚類群

全体を広 く 見渡し， 生息地変化要因 と 生物生息実態 と の

因果関係を正確に理解 （モデル化） しつつ， その知見に

基づき， 流域本来の再生能力 〔治癒力〕 を復元する努力

が必要であ る。

　 本研究では全国を対象 と し， 絶滅危惧種を含む国内生

息淡水魚類の生息地ポテンシ ャルを定量化し，過去 25 年

間の時空間変動を解析する。 さ ら にその解析結果 （生息

地改善 （劣化） 要因） を根拠 と する 「流域再生支援シナ

リ オ」 を作成する。 また最終的に一連の研究フ ローを統

合し， 効率的に運用可能なシステム化を試みる。 本提案

の具体的な目的は， 日本全国の主要水系の淡水魚類相を

対象と し， 以下の点を実現する こ と であ る。

１ ） データベース構築 ； ESRI GIS 環境。

２ ） １ ） を用いた空間統計モデル作成 （生息適地ポテン

シ ャルの推定）。

３ ） 推定モデルの全国デジ タルマ ッ ピ ング と 流域再生シ

ナ リ オの構築。         

〔内容および成果〕

　 研究初年度では， 主に淡水魚類の生息適地推定の基盤

情報と なる流域構造 GIS データの整備， 及び魚類調査結

果のモデル適合化に重点を置いた。 特に空間情報の活用

では， ダムによ る流域分断化の情報の他に加え， 分断後

か ら魚類調査年までの経過年数について も拡充し た。 こ

の結果特に， 通し回遊魚 （海洋 と 河川を行き来し て生活

史を送る魚種） の生息地評価が， 既存研究 と 比較し て よ

り 高精度に行え る結果 と なった。 各研究目標に対応する

成果は以下の とお り であ る。

　 データベース構築）

　 次のデータ を GIS 対応の報 と し て加工整備し た。 淡水

魚類 （水辺の国勢調査魚介類を改良） ダムによ る流域分

断データ （全国主要河川 ４ 世紀以後の国内全ダム）， 日本

全国流域圏水質 （公共用水域水質データの 1973 ～ 2002

分， 流域構造データ （全国 １ km メ ッ シュにて気象， 標

高， 河川勾配， 集水面積等）

　 空間解析アルゴ リ ズム）

　 データベース中の環境パラ メ ータ と 魚類調査結果 （捕

獲情報の有無） を統合化し， 一般化線形回帰モデルを用

い，淡水魚類の生息適地推定のシステムを初期稼動し た。

第一ステ ッ プ と し て対象魚種を絞 り ， 絶滅危惧種 ６ 種の

全国を対象 と し た生息地ポテ ン シ ャ ルを計算可能 と し

た。

　 デジ タルマ ッ ピング）

　 全国の約6000のモニ タ リ ング地点を対象に上記推定結

果を属性に与え， 生息地評価マ ッ プ （淡水魚類の棲みや

すさ の地図） を作成し た。

〔備考〕

当課題は中核 P3(143)， 領域横断的な研究活動 (299)， に

も関連

13） 　 極東ロシア を中心と し た絶滅危惧種イ ト ウの保全

管理計画

〔区分名〕 奨励 

〔研究課題コー ド〕 0607AF999

〔担当者〕 ○福島路生 （アジア自然共生研究グループ），亀

山哲

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 2006 年 IUCN （国際自然保護連合） によ り 絶滅

危惧 IA 類に指定 さ れ た日本最大の淡水魚類 イ ト ウ

（Hucho perryi） の生息環境で特に重要な産卵場所が， ど

こ に位置するかについての地理情報は極めて乏し く ， 本

種の適切な保全， 管理手法が打ち出されていない。 極東

ロ シアは近年急速に森林資源， 石油 ・ ガス資源の開発が

進められてお り ， 河川環境の破壊も著しい。 本研究はイ

ト ウ を含め， 絶滅危惧生物の生息域全域をカバーする広

域的かつ効率的な保全に向けて， リ モセンや GIS を活用

し た潜在生息域の推定モデルの開発を目標とする。
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〔内容および成果〕

　 本プロ ジ ェ ク ト は， 最終的には極東ロ シア全域におけ

る絶滅危惧種イ ト ウの生息分布を予測するモデルを構築

する こ と であ る。 そのために空間ス ケールを ４ 段階ほど

に分け， イ ト ウの生息環境を定量的に把握する手法を開

発し ている。 １ つめのス ケールは リ ーチ ・ ス ケールであ

り ， こ こ では北海道北部を流れる猿払川上流域の河川を

GPS で測量し ながら， イ ト ウ と その産卵床の分布をマ ッ

ピ ングする。 ２ つめのス ケール， サブ流域ス ケールでは

高解像度デジ タル航空撮影によ り 同じ河川のイ ト ウ産卵

場を上空か ら撮影し， 河道の平面形状や倒流木， 瀬淵構

造などの空間的配置を把握する。 ３ つめは流域ス ケール

で， 高解像度衛星画像 （FORMOSAT） を北海道の同地域

と 極東ロ シアの ２ つの河川流域か ら撮影し， 画像か ら得

られる河道形状などの地形情報を把握する。 ４ つめは極

東ロ シア ス ケールで， こ のス ケールか らはすでに整備さ

れてあ る GIS データ （SRTM によ る DEM や河川網デー

タ など） を利用する。 最も小さ なス ケールか ら得られる

イ ト ウ分布 と い う 生物情報を， 地形情報など を頼 り に次

第にス ケールア ッ プし， よ り 広域的な分布の推定を行っ

てゆ く と 同時に， 極東ロ シアで現地調査を行 う こ と で実

際の分布に関する検証データ を取得する。

〔備考〕

亀山哲 （アジア G ・ 流域生態系研究室） ・ Pete Rand (Wild

Salmon Center， Portland， Oregon， USA) ・ Sergei Zolotukhin

(TINRO， ロ シア科学アカデ ミ ー， Khabarovsk， Russia）

14） 　 地球温暖化に対する庭園蘚苔地衣植生の応答解析

と熱画像情報によるモニ タ リ ング

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0607AE009

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），邱

国玉， 小林祥子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 蘚苔類 ・ 地衣類は湿潤な東ア ジアでは着生植

生 ・ 林床植生 と し て発達し てお り ， 特に日本や中国では

昔か ら重要な庭園植生 と し て利用されて き た。 近年， 蘚

苔地衣植生は大気汚染や温暖化 ・ 乾燥化等の地球環境変

動の影響を受けている。 蘚苔地衣植生が大気汚染に敏感

で， 大気評価の指標 と な る と い う 研究報告は有るが， 地

球温暖化への応答に関する研究は少な く ， その機構はま

だ不明であ る。 蘚苔地衣植生の保全 と 東アジアの庭園保

護のために も， 地球温暖化に対する蘚苔地衣植生の応答

解析 と そのモニ タ リ ングに関する研究が必要であ る。 そ

こ で，本研究では，制御環境下で温暖化環境のシ ミ ュ レー

シ ョ ン実験を実施し， 熱画像情報を利用し た庭園蘚苔地

衣植生の応答解析 と モニ タ リ ン グ手法について検討す

る。 本研究によ り ， 地球温暖化に対する蘚苔類 ・ 地衣類

の感受性の種間差を明ら かにし， また， 熱赤外情報によ

る評価 ・ モニ タ リ ング手法を確立し， 庭園および自然の

蘚苔地衣植生のモニタ リ ングへの応用を提案する。

〔内容および成果〕

　 本研究では制御環境下で温暖化影響のシ ミ ュ レーシ ョ

ン実験を実施し た。 （ １ ） 中国および日本で複数種の庭園

蘚苔類， Plagiomnium acutum， Atrichum undulatum， Tortula

systylia，Timmiella diminuta を収集し，10 ℃で前培養し た。

また， 熱画像の継続的計測のため， 環境制御装置の改良

を行っ た。 （ ２ ） ５ 台の植物環境制御装置の気温を 15，

20， 25， 30， 35 ℃に設定し （光強度は 60μmol m-2 sec-1），

蘚苔類の生育状態， 蒸散量， 熱画像を計測し た。 （ ３ ） 気

温上昇は全ての蘚苔類種の蒸散速度を促進し， 生育を抑

制し た。 特に 35 ℃処理では， 蘚苔類は暗黄色に変化し，

植物の一部は枯死し た。 ４ 種の中では Atrichum undulatum

が温度上昇に対し て最も敏感に反応し た。 蒸散速度の変

化は蘚苔類の表面温度に影響するので， 熱画像情報か ら

蘚苔類の生理生態の変化を非破壊で抽出でき る可能性が

示唆された。 （ ４ ） さ らに， 地球温暖化に対する蘚苔類植

生の応答を解析し， 庭園 ・ 自然の蘚苔類植生のモニ タ リ

ング手法を提案する予定であ る。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北京師範大学 （中国）

15） 　 リ モ ー ト セ ン シ ン グ に よ る 絶滅危惧種 イ ト ウ

（Hucho perryi） の産卵個体検出

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0506AF934

〔担当者〕 ○福島路生 （アジア自然共生研究グループ），亀

山哲， 小熊宏之， 松永恒雄

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 18 年度 （2005 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 環境省によ って絶滅危惧 IB 類に指定されてい

る イ ト ウは日本で最大の淡水魚類であ る。 しかし， その

生態や生息分布の理解は十分ではな く ， その こ と も彼ら

の生息環境の破壊に拍車をかけている。 本研究では産卵

期のオスのイ ト ウの概観的特長 （頭部を除いて鮮やかな

紅色の婚姻色に染ま る） に着目し， そのスペク ト ル情報

を も と に高解像度 リ モー ト センシング （RS） から産卵個

体 （産卵場所） を検出， 特定する こ と が目的であ る。 希

少生物保全への貢献のみな らず，RS の生態学分野への応

用技術開発， と く に水生生物を RS によ り 検出する技術

を進展させる こ と も目的であ る。
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〔内容および成果〕

　 2006 年 ５ 月 ３ 日， 猿払川支流狩別川上流域において，

計 68 枚の高解像度デジ タル空中写真を撮影。あ らかじめ

現地に設置 し た イ ト ウ の模型は明確に検出 さ れた も の

の， イ ト ウ親魚は残念ながら検出されなかった。 原因は

明白であ る。異常気象で産卵期が大幅にずれ込んだため，

航測会社 と の契約がイ ト ウの産卵が開始される以前に切

れて し ま ったためであ る。 しかし一方， 同時に地上で行

われた現地調査では， テレ メ ト リ ーを用いた産卵行動の

追跡と その解析から，い く つか興味深い知見が得られた。

一匹のイ ト ウ （ メ ス） が， 河川を遡上し ながら複数回に

分けて産卵を行 う こ と，またすべての産卵が終了する と，

瞬 く 間に （ １ 日た らず） 河口域付近まで降河する こ と が

明らか と なった。

〔備考〕

亀山哲 （流域圏環境管理研究プ ロ ジ ェ ク ト ） ・ 小熊宏之

（地球環境研究セン ター） ・ 松永恒雄 （社会環境システム

研究領域）

16） 　 ブナ林衰退地域における総合植生モニ タ リ ング手

法の開発

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0509AH953

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ） ，

矢ヶ崎泰海， 小林祥子

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ブナ林は我が国冷温帯の代表的自然林であ り ，

生物多様性豊かな地域 と し て保全されている と こ ろ も多

い。 し か し， 最近では丹沢 （神奈川県） や英彦山 （福岡

県） など全国各地でブナ林の衰退が報告されている。 と

こ ろが， 植生状況把握， 健全 （衰退） 度評価， 環境計測

などに関する調査項目や方法は衰退地域によ って様々で

あ り ， 全国的な衰退状況把握および原因検討は行われて

いない。 そ こ で本研究では， ブナ林域におけ る全国展開

可能かつ効率的な総合植生モニ タ リ ング手法を開発する

こ と を目的 と し て， 野外調査等の研究を実施する。 本研

究の成果は， 衰退地域におけ るブナ林の保全 ・ 再生施策

に寄与し， また将来的な地球温暖化影響把握等のための

広域植生モニタ リ ングにも有用であ る。

〔内容および成果〕

　 神奈川県 と 福岡県のブナ林衰退地域において研究を

行った。 （ １ ） 神奈川県丹沢山地のブナ林衰退は， 菰釣山

等の西丹沢 と 比べ， 鍋割山， 檜洞丸， 丹沢山， 蛭 ヶ 岳，

塔 ノ 岳等の東丹沢で顕著であった。 ブナの衰退 ・ 枯死の

原因に関し ては， オゾン等の大気汚染物質や水分ス ト レ

スによ る生長阻害， ブナハバチ食害によ る枯死等が推定

さ れた。 ま た， 同地域ではニホ ン ジカの過密化に よ る，

樹木の天然更新阻害， 林床植生の貧弱化 ・ 裸地化が促進

されていた。 （ ２ ） 福岡県では， ブナ林衰退が認められる

英彦山および健全 と 考え られる古処山， 脊振山で調査を

実施し た。 ブナ衰退度を ０ ～ ４ で目視評価し た と こ ろ，

古処山， 脊振山では 0.0 ～ 0.3 であったが， 英彦山では

0.8 ～ 1.1 であった。過去の調査データ と比較し て も，英彦

山でのみブナ林衰退の進行が確認された。 また林床植生

調査ではク マ イザサが優占する英彦山の林床の種数は ４

～ ６ であ り ， 古処山， 脊振山 と 比較し て極端に少ない こ

と が判明し た。 （ ３ ） 二酸化硫黄や二酸化窒素に比べオゾ

ン濃度が比較的高い犬越路において， オープ ン ト ッ プ

チャ ンバーを設置し， ブナ実生の生育実験を行った。 浄

化区に比べ非浄化区のブナでは， 葉緑素含有量の早期低

下， 落葉の促進， 光合成速度の低下等の生理生態特性へ

の影響が認められた。 （ ４ ） 圃場に生育する ６ 年生のブナ

苗木を用い， サ ッ プフ ローセンサーによ る樹液流の計測

を行い， 季節変化， 落葉と の関連を調査し た。 その結果，

本計測システムはブナの水分生理生態を把握でき る可能

性が示唆された。 （ ５ ） 本年度は岡山県二上山および大平

山のブナ林を予備調査する と 共に， 神奈川県， 福岡県の

他， 埼玉県， 岡山県， 福井県， 富山県の関連研究者 と 意

見交換を行い， 研究者ネ ッ ト ワー ク の構築を推進し た。

来年度からは C 型共同研究 と し て， 総合植生モニ タ リ ン

グ研究を実施する。

〔備考〕

共同研究機関 ： 福岡県保健環境研究所 （須田隆一） ・ 神奈

川県環境科学セン ター （相原敬次 ・ 武田麻由子） ・ 神奈川

県自然環境保全セン ター （越地正）

17） 　 北東アジアにおける砂漠化アセス メ ン ト 及び早期

警戒体制 (EWS) 構築のためのパイ ロ ッ ト ス タ デ ィ

(3) 土壌･植生･水文解析による土地脆弱性の評価

〔区分名〕 環境 - 地球推進 G-2

〔研究課題コー ド〕 0406BA405

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），陳

利軍，戸部和夫，小林祥子，矢ヶ崎泰海，邱国玉 

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 砂漠化早期警戒体制 （EWS） 構築のためのパイ

ロ ッ ト ス タデ ィ を北東アジアで開始し， 砂漠化の基準 ・

指標， 砂漠化モニタ リ ング ・ アセス メ ン ト 等を統合化し，

砂漠化対策オプシ ョ ンを評価し う る科学的システムの確

立が必要であ る。 本サブ課題では， 砂漠化プロセスの評

価， 土地の脆弱性 ・ 劣化度の評価基準の設定， 砂漠化防
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止対策技術の土地回復に及ぼす影響の解明を目的 と する

が， 特に， 現地の砂漠化 （土壌劣化） 程度 と 植生等の調

査情報に加え， 土壌環境要因等に対する各指標植物 （候

補） 種の発芽 ・ 生長反応性を実験し， 指標植物によ る砂

漠化 （土壌劣化） 評価手法の開発に有用な基盤情報， ま

た，砂漠化回復に適切な植物種に関する情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 砂漠化が問題 と なっている中国北部のホルチン沙地 と

モンゴルのカ ラ ガナステ ッ プに生育する複数の植物種に

ついて， 以下の研究を実施 し た。 （ １ ） ホルチン沙地の

Agropyron cristatum，Clinelymus dahuricus，Medicago sativa，

Melilotus suaveolen を材料 と し， 異なった温度条件 （10，

15， 20， 25， 30 ℃） のも と で， 水ポテンシ ャル処理 （ ０ ，

-0.2，-0.4，-0.6，-0.8，-1.0，-1.2，-1.4，-1.6，-1.8，-2.0 MPa）

を行い， 発芽反応を調べた。 最終発芽率は A. cristatum で

は 10 ℃で最大だったが，他の種では 15 ～ 25 ℃で最大を

示し た。 発芽速度は A. cristatum， C. dahuricus では 25 ～

30 ℃で高かったが，他の種では 15 ～ 25 ℃で高かった。水

分ス ト レ スは A. cristatum， M. sativa の最終発芽率には有

意な影響を及ぼさ なかったが， その他の種の最終発芽率

および全ての種の発芽速度を抑制し た。 温度 と 水ス ト レ

スの交互作用は， C. dahuricus， M. sativa， M. suaveolen の

発芽速度において認められた。 （ ２ ） 中国 と モンゴルに生

育する A. cristatum と Caragana microphylla を用いて， ４

段階の水分処理 （30， 60， 90， 120mm 降水量 / 月に相当）

のも と で乾物生長を比較し た。 両種 と も モンゴル産に比

べ中国産の植物の方が生長は大きかった。 また， 降水量

（土壌水分含量） が大きいほど， 両種 ・ 両産地の植物の生

長は促進された。 両種 と も産地 と 水分処理の間に交互作

用は認め られなかったが， モンゴル産に比べ中国産の植

物の方が土壌水分環境によ り 敏感な反応を示し た。 （ ３ ）

中国 と モン ゴルに生育する A. cristatum を用いて， 窒素

（N） 濃度 （ ０ ， 0.04， 0.16， 0.63， 2.5， 10， 40 mgN/l） の

生長影響を液耕栽培装置を用いて実験し た。 モンゴル産

に比べ中国産の植物の方が一様に高い生長を示し たが，

両産地の植物と も 2.5mgN/l 処理で生長は最大 と なった。

産地と N 濃度の間には個体乾重をはじめい く つかの測定

項目で交互作用が認められた。 （ ４ ） これらの結果は各植

物種の潜在的環境適性を反映し ている。 土壌劣化によ る

植生変化の予測のためのシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルに本結

果を適用し た と こ ろ， 野外調査結果 と 良 く 一致し た。 さ

ら に， 植生回復時の最適植物種の選択， また飛行機播種

の時期等に関し て も有効な基盤情報と し て提供し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 中国科学院沈陽応用生態研究所 ・ 中国科

学院植物研究所 ・ 中国環境科学研究院 ・ 北京師範大学

研究代表者 ： 武内和彦 （東京大学大学院農学生命科学研

究科）

18） 　 森林－土壌相互作用系の回復と 熱帯林生態系の再

生に関する研究 (5) 熱帯林の生物多様性評価と再生

指標に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 E-051

〔研究課題コー ド〕 0507BA849

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ） ，

矢ヶ崎泰海

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 イ ン ド ネシアな どの熱帯林は森林火災や違法

伐採などで急速に劣化 ・ 減少し てお り ， 地球環境保全に

と って有効な再生手法の提示が急務であ る。本研究では，

森林 と 土壌の相互作用系の回復を通し て， 多様性に富み

健全な熱帯林を再生させる方法を明ら かにする こ と を目

的 と する。 特に本サブ課題では， 熱帯林再生過程におけ

る生物多様性の評価手法を解析する と 共に， 熱帯林管理

にも有効 と な る， 劣化森林の再生評価のための指標植物

種を明ら かにする。 さ ら に， 再生過程の熱帯林におけ る

生物多様性 と 微環境 （気象 ・ 土壌） と の関係について も

解析し， モデル構築にも貢献する。

〔内容および成果〕

　 東カ リ マン タ ンの低地熱帯林ブキ ッ ト バンキ ラ イにお

いて， 蘚苔類 ・ 地衣類の多様性 ・ 指標性に関する調査お

よび微環境計測シ ス テムの設置 ・ データ解析を行っ た。

（ １ ） 森林火災の被害程度が異なる地域に設置し た複数の

永久コ ド ラー ト において， 蘚苔類の種多様性， 種別の出

現頻度， 植生回復に と も な う 蘚苔類相の遷移に関する現

地調査を行った。 512 点の蘚苔類標本を採取し， 蘚類 45

分類群， 苔類 38 分類群を見いだし た。 蘚類の平均種数

は， 無被害 （K） 区 ： 29 種， 軽度被害 （LD） 区 ： 28 種，

重度被害 （HD） 区 ： 26 種であ り ， 出現種 と種数に関し，

各調査区で顕著な差異は認め られなかった。 一方， 苔類

では属レベルで， K 区 ： 18 属， LD 区 ： ５ 属， HD 区 ： ４

属であ り ， 明瞭な差異が認め られた。 これらの苔類の多

く は樹皮や生葉上の着生植物であ り ， 今後着生苔類を指

標 と し た， 低地熱帯林の回復度を測る定量的評価手法を

開発する予定であ る。 （ ２ ） 地衣類では， Durio acutifolius

と Syzygium incarnatum の ２ 樹木に着目し， 高さ 50cm ご

と の着生地衣類分布を調査し， 生物多様性評価のための

地衣類活力評価法 （種数 と 生活型 ・ 生殖器官等で重み付

けを行 う ） について調査区を広げて試行し た。 また， カ

リ マン タ ン島新産 ・ 新種 と し て， かつ環境指標地衣類候
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補種と し て， Squamella spumosa， Graphis sp.， Coccocarpia

pellita 等の分類学的・植物地理学的検討を行い，低地熱帯

林における地衣類の基盤情報を付加し た。 （ ３ ） 強光 ・ 高

温 ・ 高湿度等の環境対策， 昆虫類 ・ 大型哺乳類対策を施

し た， 微環境計測機器を K 区 ・ LD 区 ・ HD 区に設置し，

光強度， 気温， 湿度， 地温および土壌水分含量等の微環

境計測データ を収集し た。 現在データ解析中であ る が，

生物多様性 と 微環境要因 と の関係では， 特に水分環境の

影響が大きいこ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 鹿児島大学 ・ 東京大学 ・ 広島大学 ・ 佐賀

大学 ・ 森林総合研究所 ・ イ ン ド ネシア科学研究院生物学

研究所 （RCB-LIPI）

研究代表者 ： 鈴木英治 （鹿児島大学理学部）

19） 　 可搬型超伝導 ミ リ波大気分子測定装置の開発 (2) オ

ゾン ・ ClO ・ 水蒸気変動の解析と モデル化

〔区分名〕 JST 

〔研究課題コー ド〕 0307KB571

〔担当者〕 ○中根英昭 （アジア自然共生研究グループ），秋

吉英治

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究のねらいは， （ １ ） CREST で進めてきた

チ リ 共和国ラ ス ・ カンパナス天文台における ClO の観測

を継続し， あわせて （ ２ ） 小型 GM 冷凍機や分光計の小

型化， 多周波同時受信等の改良を行 う 。 さ ら には， （ ３ ）

開発し た小型装置をチ リ 北部の標高 5000m の砂漠地帯に

設置し， さ らに高精度のオゾン ・ ClO 測定， 水蒸気 (H2O)

および HOx， NOx と いったオゾン層破壊物質の定量を行

い， オゾン層破壊の メ カニズムを多角的に解明する こ と

にあ る。

〔内容および成果〕

　 国立環境研で開発を行った化学輸送モデルを用いて，

2003 年の亜酸化窒素濃度分布の計算を行った。 計算に必

要な気象データ （気温 と水平風速） は， ECMWF データ

を使った。 ミ リ 波観測のおこ なわれている ア タ カマ上空

（西経 67 度， 南緯 23 度） に一番近いモデルのグ リ ッ ド

（西経 67.5 度， 南緯 23.7 度） の， 20hPa の亜酸化窒素濃

度の季節変動を解析し た と こ ろ， ２ 月中旬か ら ３ 月にか

けて濃度の極大， 10 月中旬から 11 月初旬にかけて濃度

の極小 と な る こ と がわかった。 さ らに， 亜酸化窒素のグ

ローバルな分布の解析か ら， ア タ カマ上空は ３ 月の亜酸

化窒素濃度極大期には熱帯性の大気， 10 月の極小期には

中緯度性の大気に覆われている こ と がわかった。

　 また， 成層圏オゾンの変動 メ カニズムを検討する手法

開発の一環 と し て， オゾンホールを含む南半球のオゾン

全量分布の詳細が数日間の風によ ってどのよ う に変化す

るかについて検討を行った。 データ と し ては， 衛星セン

サー TOMS のオゾン全量を用い， 手法と し ては， Reverse

Domain Filling 　 （RDF） を用い，数日後のオゾン全量を予

測し て， 実際に得られる TOMS によ るオゾン全量分布 と

比較し た。その結果，RDF を用いた 2005 年 10 月 15 日の

オゾンは南極上空において 100—200 ド ブ ソ ン単位 （DU）

の小さ な値を示し， 南緯 50 度から 75 度， 経度約 120 度

から 270 度の範囲では 400—450DU の大き な値を示し た。

こ の結果は， こ の日 TOMS に よ って観測 さ れたオゾ ン

ホールの傾向と ほぼ一致し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 名古屋大学福井康雄

（ １ １ ） 環境研究基盤技術ラボラ ト リ ーにおける研

究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP018

〔代表者〕 植弘崇嗣

〔期 　 間〕 平成 18 ～ 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 知的基盤整備に関連 し て様々な研究活動 を

行っている。 生物学的多様性の保全に関連する研究や発

生工学的手法開発に関連する研究を推進し， 環境モニ タ

リ ングの手法開発や精度管理に関する研究， 環境保全に

資する新技術開発など， 幅広い基盤的研究の展開を目指

し ている。

〔内容および成果〕

　 環境分析化学研究室が関連する研究活動では， 微細藻

類中から生理活性物質の単離 ・ 構造解析手法を進めたほ

か， 有機スズの分析手法開発に も着手し た。 また， 生物

資源研究室におけ る研究活動 と し て， 希少鳥類以外の野

生鳥類 も 加えて野生鳥類細胞の凍結保存を推進す る な

ど， 野生動物細胞を環境研究目的に提供する ための凍結

保存事業の基盤をほぼ固める こ と ができ た。 加えて， 鳥

類を用いて将来の精子， 卵の祖細胞であ る始原生殖細胞

を生体外で大量培養可能 と する と 共に， こ の細胞を用い

た環境毒性検定法の開発研究を開始し た。 国際共同研究

の面では， ポーラ ン ド と の発生工学分野での共同研究を

更に進める と 共に人的交流を行って多 く の成果を挙げる

こ と ができ た。 更にロ シア， タ イ王国， 中国， 韓国 と の

共同研究体制の準備に着手し， 次年度内に共同研究契約

及び覚書の締結を目指し ている。

(11)-1. 　 環境研究基盤技術ラボラ ト リープロジ ェ ク ト

1） 　 鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出
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〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0507AG942

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），川

嶋貴治， 橋本光一郎， 今里栄男， 大塲麻生

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 従来の手法によ っては絶滅を食い止

め られない鳥類種を最新の発生工学的手法によ って救済

する こ と を目的 と し， そのために必要 と な る新規研究技

術を研究 ・ 開発する。

　 希少野生鳥類の体細胞の採取は生殖細胞を得る よ り は

遙かに容易で， 加えて増殖培養も可能になった （Kuwana

et al.， 1996）。 そのために， 最も採取が容易な皮膚の一部

か ら体細胞を取 り だし て培養し， これを も と に始原生殖

細胞 （PGC） を創 り 出すこ と ができれば希少野生鳥類の

個体増殖の効率的な増殖法にな るはずであ る。 なぜな ら

ば PGC さ えあれば， 我々が開発し てき た PGC の増殖培

養系， PGC を用いた生殖巣キ メ ラ個体作製法， 生殖巣キ

メ ラ個体から移植し た PGC由来の子孫を得る方法を持っ

ているからであ る。 さ らに， 体細胞核を持つ PGC を創 り

出すこ と が可能 と なれば， 既に絶滅し て し ま った鳥類体

細胞を用いて子孫個体を得， 絶滅種を復活させる こ と が

でき る こ と にな り ， 既に絶滅し た日本産 ト キ （体細胞は

環境試料タ イ ムカプセル棟内で凍結保存し てお り ， その

細胞は増殖培養可能） の個体復元も可能と なる。

〔内容および成果〕

　 実験鳥類種のニワ ト リ 体細胞をモデル と し て同じ く ニ

ワ ト リ 始原生殖細胞 (PGC） と の細胞融合条件 と融合効率

を検討し た。 融合条件を検討する ためには予めニワ ト リ

体細胞に外来遺伝子標識を導入する必要があ る ために，

非ウ イルスベク ターを用いて GFP 標識遺伝子導入を行

い， 導入標識遺伝子を発現する体細胞を得た。 こ の細胞

の核を単離する条件検討を行った と共に， PGC の核を紫

外線照射によ って破壊する条件を検討し て， 再現性の高

い照射条件を決定し た。 これ と並行し て， PGC と体細胞

と の融合条件検討を行って， 融合細胞の創出効率の向上

を検討， 電気的細胞融合法 と の比較検討を行い， 作出し

た融合 PGC を直接，発生初期の胚に移植し て一部の融合

細胞が発生胚の予定生殖巣部域に導入される こ と を確か

めた。 　 これに引き続いて， ニワ ト リ をモデル と し て体

細胞 と 始原生殖細胞を １ ： １ で融合させる ための条件検

討を行った （PEG によ る細胞融合及び電気融合法をおこ

なった） と こ ろ， 107 個の細胞同士での融合実験でも １ ：

１ の融合細胞を 10個以下しか得る こ と ができ なかったた

め， これを実現する手法を検討中であ る。 また， 少数な

がら も得られた融合細胞を標識し， ニ ワ ト リ 胚に移植し

て予定生殖巣へ と 到達する こ と を再確認する こ と ができ

た。 　 加えて， ニワ ト リ 始原生殖細胞を フ ィ ーダー細胞

と の共培養を行 う こ と な しに， 無細胞系で蔵相賠償する

系の開発を行い， 大量の培養始原生殖細胞を得る こ と が

でき たために， これを用いて生殖巣キ メ ラ個体を作成し

て， 現時点で後代検定を行ってお り ， 今後も継続し て後

代検定を行 う 。

〔備考〕

(11)-2. 　 その他の研究活動 （環境研究基盤技術ラボラ ト

リー）

1） 　 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞保

存バン ク

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コー ド〕 0510AD944

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 今里栄男， 川嶋貴治

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は環境中の化学物質等が野生生

物に与え る影響を， 野外の生物個体に侵襲を与えない手

法を用いて一次評価す る 研究手法を開発す る こ と にあ

る。 さ ら に， こ のために必要 と な る鳥類細胞を多 く の個

体か ら収集 ・ 培養し て野生個体群を反映し う る遺伝的多

様性を持つ細胞保存バン ク を構築する こ と によ って環境

研究の基礎とする。

〔内容および成果〕

　 収集 ・ 保存にどの程度の人的資源 と 時間を必要 と する

のかを検討する ために， カ ワ ウ， カ ラ ス等の一般鳥類種

からの採材 ・ 培養 ・ 細胞凍結保存 ( 及び検疫作業） を行

う と 共に， 毒性検定に必要な鳥類細胞培養液の検討 と 保

存期間に関する検討を行 う と 共に， 日本各地で行われる

野生鳥類のバンデ ィ ングの際に侵襲を避けながら皮膚組

織の収集を行い， 特に渡 り 鳥の皮膚組織から増殖し た細

胞を多数収集する こ と ができ た。 今後はこれに引き続い

て， 大量に捕獲採材可能な一般鳥類種個体か ら東北海道

地域で標識調査を行 う 際に皮膚片の採取を行 う 。 標識調

査で最も多 く の捕獲個体数が期待でき る シギ ・ チ ド リ 数

種を対象にし て 1 種あた り 100 個体を目標 と し て採材を

行い， 検疫によ る安全性が確認でき た試料か ら細胞培養

を行って保存細胞を得る。

〔備考〕

2） 　 植物の生理生態機能の画像診断法に関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0406AE375
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〔担当者〕 ○戸部和夫 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 環境の変化が植物の個体や群落にお よ ぼす影

響を的確に把握する う えでは， 環境条件の変化に と も な

う 植物の応答を非破壊的かつ継続的に測定する こ と が必

要であ る。 そ こ で， 本研究では， 植物集団を熱赤外画像

および可視 - 近赤外分光画像によ り 計測し， 計測画像を

も と に植物の生理生態状態を推定する ための解析手法の

開発を行 う と と も に， 開発された手法を用いて， 環境条

件の変化が植物の機能におよぼす影響を調べる こ と を目

的 と する。 本研究の目標は， 環境保全等のための植物の

広域的モニ タ リ ングに有効な画像の計測 と その解析の手

法を提示する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 前年度までに開発し たス キ ャ ニング ラ イ ダー装置によ

る植物群落の画像計測手法の開発を継続し て行った。 本

年度は， ス キ ャ ニング ラ イ ダー装置によ り ， 実験圃場に

生育する栽培植物の単一種集団を画像計測し， 様々な計

測条件で測定し た と きの画像データが植物のバイオマス

密度 と どのよ う な関連性があ るかを検証し， 植物のバイ

オマス密度や植物の高さ等を推定する ための最適な測定

条件や画像処理手法を検討し た。 その結果， 異な る測定

条件の も と で測定し た複数の画像を も と に， 画像間で適

切な演算処理をほど こすこ と によ り ， 植物集団のバイオ

マス密度をあ る程度正確に推定する ための演算画像を得

る こ と が可能 と なった。 これ と 並行し て， 森林の樹木を

ス キ ャ ニング ラ イ ダー装置によ り 測定し， 測定結果か ら

樹木集団を三次元画像 と し て計測し， 得られた画像デー

タ を も と に樹木の樹高やバイオマス密度など を推定する

ための手法を検討し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 大政謙次 （東京大学）

3） 　 中国の半乾燥地域に生育する植物の生理生態機能に

関する研究

〔区分名〕 経常 

〔研究課題コー ド〕 0406AE376

〔担当者〕 ○戸部和夫 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 18 年度 （2004 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 砂漠化の進行は中国において も 深刻な問題 と

なっているが， 植被の保全や植物の人為的導入は砂漠化

の防止や砂漠化 し た土地の回復のための重要な手法 と

なっている。 そ こ で， 本研究では， 中国におけ る砂漠化

防止や砂漠化回復のための基盤的知見を得る ために， 中

国の砂漠地域に分布する植物の生理生態機能を調べる こ

と を目的とする。 本研究の目標は， （ １ ） 砂丘での砂の流

動化に と も な う 植生の遷移が各植物のどのよ う な特性の

相違によ っているかを明ら かにする こ と， および， （ ２ ）

塩性土壌での植物の適応方式を明 ら かにす る こ と であ

る。

〔内容および成果〕

　 中国の砂漠地域の砂丘に分布するい く つかの植物種に

つき， 砂中の種子が発芽し て実生が地表面に生じ る ため

に必要な条件の検討を行った。 種子の大き さや種子の発

芽速度を異にするい く つかの光要求性のない種子を もつ

植物種につき， 砂中の様々な深さ に種子を埋め， 様々な

量の給水を行った と きの実生の出現状況を調べた。 その

結果， 種子のサイ ズにかかわ り な く ， 50mm 以上の深さ

に埋もれた種子からは実生は地表面に生じ る こ と はほ と

んどない こ と が分か り ， 種子サイ ズは実生の出現可能な

種子の埋もれ深さ の範囲を大き く 制約する要因ではない

こ と が分かった。 さ ら に， 実生の出現のために必要な給

水量を植物種間で比較し た と こ ろ， 発芽速度の大き な種

子ほど少ない給水量で実生を生じやす く ， 種子サイ ズが

大き く 発芽のためによ り 多量の水を吸水する必要のあ る

種子ほど実生を生じ る ために多 く の給水量を必要 と する

こ と が分かった。 一方， 以上の結果を中国の砂漠地域の

降雨条件 と 比較し た と こ ろ， 多量の降雨が集中する こ の

地域の夏季には， 種子発芽速度や種子サイ ズにはあま り

かかわ り な く ， 適度な深さ に埋もれた種子の高割合の も

のから実生を生じ る こ と が推測された。

〔備考〕

4） 　 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析 ・ 分析

に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE401

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 微細藻類は様々な生理活性物質を生産 し てお

り ， その中には有毒な も のや強い酵素阻害活性を有し て

いる も の も あ る。 本研究では， 微細藻類が生産する新規

生理活性物質を単離 ・ 構造解析する と と も に， 微細藻類

が生産する有毒物質についての精度の高い分析法を開発

する こ と を目的 と し ている。 本研究では， ５ 年間で， ５

つ程度の微細藻類が生産する新規生理活性物質の単離 ・

構造解析を行い， １ つ程度の微細藻類が生産する有毒物

質についての精度の高い分析方法を開発する こ と を目標

とする。
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〔内容および成果〕

　 本年度は付着性の藍藻であ る Calothrix 属の培養藻体か

ら， 抗カビ活性を有する環状ペプチ ド の単離 ・ 構造解析

を行った。

〔備考〕

5） 　 発生工学的手法を用いた鳥類種の保全と資源利用に

関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0606AE468

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， 絶滅危惧問題の解決に向け

て， 生殖細胞のみでな く ， 体細胞の利用を視野に入れた，

新しい鳥類個体作出法の開発に取 り 組む と と も に， 鳥類

生殖細胞や体細胞の分化 メ カニズムを解明する こ と であ

る。 鳥類におけ る生殖細胞あ るいは体細胞の分化過程を

理解する こ と によ って， 細胞の再プロ グ ラ ム化等の メ カ

ニズムを明らかにする こ と が目標であ る。

〔内容および成果〕

　 鳥類では， 生殖系列の最初の細胞であ る始原生殖細胞

（PGC） が初期胚の血液中を循環する こ と から， 体細胞の

混入な く ， 生殖細胞のみを分離 ・ 回収でき る大き な利点

があ る。 しかし， 一般に， １ 個の鳥類胚か ら回収でき る

PGC の数は数十個 と少ないため， 少量の細胞において遺

伝子発現を解析する方法が求められる。RT-PCR 法は，非

常少ない mRNA のコ ピー数であって も （理論的には， １

コ ピーでさ え も），遺伝子発現を検出でき る強力なツール

であ る。 本研究ではまず， 500， 1,000 および 2,000 個の

ウズ ラ PGC から RNA を抽出し， ハウ スキーピング遺伝

子であ る Clusterin の発現を RT-PCR 法を用いて調べた。

その結果，500個のPGCからはシグナルが検出されなかっ

たが，1,000 個および 2,000 個の PGC からはシグナルを検

出する こ と ができ た。 わずか 1,000 個の PGC を用いて遺

伝子発現を解析でき た こ と は， 今後， PGC だけでな く ，

高度に特殊化し た生殖細胞であ る精子や卵子等で， 特異

的に発現 し てい る 受容体を調べ る 上で有益な情報であ

る。

〔備考〕

6） 　 大気質成分の測定手法に関する研究

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0608AE478

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

森育子， 高橋克行

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 ガ ス状お よび粒子状を問わず大気質成分の測

定手法には， 体系的にま と めきれない技術的な問題点が

多々あ る。 例えば， 大気粉塵の標準方法はろ過捕集法で

あ るが， 装置工学的な問題点では分級装置の特性や捕集

効率があ り ， 捕集後の問題 と し ては重量測定時の湿度影

響があ り ， 化学成分の測定においては濾紙の取 り 扱いや

前処理方法の問題があ り ， 測定担当者に と って判断に困

る部分があ る。 モニ タ リ ング実務担当者に有益 と な る基

礎的な問題点の整理 と 解決策を科学的に見いだすこ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 大気モニ ター棟で常時監視し た大気質成分の長期経年

変動を調べた。 その結果， 浮遊粒子状物質 （SPM） およ

び窒素酸化物 （NOx） は 2000 年を境にし て， それ以前が

右肩上が り だったのが徐々に濃度低下し て き た。 オゾン

（O3） は 2001 年からやや上昇傾向にあった。 二酸化硫黄

（SO2） は，三宅島の噴火影響のあった 2000 年に極大値 と

なった。 曜日解析の結果， NOx は休日 （土日） の濃度が

月～金に比べ低い傾向が見られた。 以上の結果か ら， 大

気質成分の中で， 自動車など地域社会におけ る人間活動

によ る影響を受けているのは NOx であ る と推測された。

〔備考〕

7） 　 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用性

〔区分名〕 経常

〔研究課題コー ド〕 0610AE539

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

清水明， 桑名貴

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境科学研究用に開発し た実験動物を用いて，

希少野生動物の絶滅を回避する繁殖方法を検討する。 動

物実験施設には，遺伝的・微生物的に純化されたウズ ラ ・

ボブホ ワ イ ト ・ ハム ス ターが系統維持されてお り ， 希少

野生動物の絶滅回避モデル と し ての有用性が高い。 そ こ

で， これら の実験動物の近交化に伴 う 繁殖能力の遺伝学

的解析を行って， 近交退化克服の方策を提示する。

〔内容および成果〕

平成 １ ８ 年度は， 実験鳥類であ る ウ ズ ラ ・ ボブホ ワ イ ト

の遺伝的純化を推進し， ウ ズ ラ では近交化 ６ ７ 世代をボ

ブホ ワ イ ト では近交化 ８ 世代が得られた。 一方， ハム ス

タ ーでは ２ 近交系の う ちで野生色系は近交退化に よ り

４ ４ 世代で絶滅し た。 実験鳥類では， 近交退化によ る絶

滅を回避するには適応度指数 （産卵率 × 受精率 × 孵化率

× 育成率） が有効であ り ， また卵形・卵殻など も重要であ
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る こ と が示唆された。 一方， ハム ス ターでは近交退化に

よ り 産仔数が激減し， 更に食殺率が上昇する こ と よ り ，

雌親の選抜 と 交配適期が重要であ る こ と がわかった。 そ

こ で， 今年度は近交系実験動物の世代更新マニアルを作

成し， 近交退化によ る絶滅を回避する ための選抜方法 ・

飼育管理方法を標準化 （NIES － SOP） し た。 なお， ウ ズ

ラ 種卵での化学物質の次世代影響は， 継続し て実施し，

DDT での有効性を確認し た。

〔備考〕

当課題は重点研究分野 131 中核 P1（0607AE562）にも関連

8） 　 渡り鳥によるウエス ト ナイル熱及び血液原虫の感染

ルー ト 解明と リ スク評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 F-062

〔研究課題コー ド〕 0608BA472

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 今里栄男

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 ガン ・ カモ類は鳥イ ンフルエンザの感染ルー ト

と し て注目を浴びている。 しかし， 我が国への侵入が懸

念され， 鳥類種の大量死の原因 と な る ウエス ト ナイル熱

や鳥類血液原虫の感染ルー ト 解明のためには， むし ろガ

ン ・ カモ類以外の渡 り 鳥 （シギ ・ チ ド リ 類等） の疫学的

調査を行 う こ と が， その渡 り の中継地域に棲息する鳥類

を始め と し た生物多様性を保全する ために緊急の課題で

あ る。 更に， 国内で最初に感染する可能性が高い鳥類種

での リ ス ク評価のために， モデル鳥類種 （幾つかの絶滅

危惧鳥類） での感染調査を行 う こ と が緊急の課題であ る。

そのために， 我が国への侵入が懸念され， 鳥類種の大量

死の原因 と な る ウエス ト ナイル熱や鳥類血液原虫症の感

染ルー ト と な り 得る ガン ・ カモ類以外の渡 り 鳥 （シギ ・

チ ド リ 類等） の疫学的調査 と 吸血昆虫の病原体モニ タ リ

ングを並行し て行い， あわせてモデル種を対象 と し て国

内鳥類での リ ス ク評価を行 う こ と で， 渡 り 鳥によ る新規

感染症拡大によ る生態系 と生物多様性に対する危険度を

評価する手法を開発する。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 我が国を渡 り の中継地 と し てシベ リ アか

ら東南アジア， 最終的にはオース ト ラ リ アやニ ュージー

ラ ン ド まで地球規模の渡 り を季節的に行 う シギ ・ チ ド リ

類に焦点をあて， 野生鳥類の大量死を引き起こすウエス

ト ナイル熱 と 血液原虫の感染状況を， 渡 り の往路 と 復路

での差異も含めて明ら かにする。 また， 未確立であ る シ

ギ ・ チ ド リ 類を対象 と し たモニ タ リ ング手法を開発し て

モニタ リ ングマニュ アルを作成， 標準化を行 う 。

　 鳥イ ンフルエンザ と 同様に人獣共通伝染病であ り かつ

鳥類の大量死を引き起こすウエス ト ナイル熱の国内にお

け るモニ タ リ ング体制は未整備のま まであ る。 ウエス ト

ナイル熱は特に長距離を移動する渡 り 鳥によ って分布を

拡大させる可能性が大き く ， 我が国にも極東ロ シア地域

か ら の分布拡大が懸念されている。 また， 今後ウエス ト

ナイル熱が国内に分布が拡大し た場合には， 鳥類の大量

死が発生する こ と が想定されね個体数がすでに減少し て

いる絶滅危惧野生鳥類では種の絶滅 リ ス ク を上昇させる

と考え られる。そ こ で，ウエス ト ナイル熱の簡易診断キ ッ

ト であ る VecTest を利用し て，地球を南北に半周する渡 り

を行 う シギ ・ チ ド リ 類およびヤンバルク イナやタ ンチ ョ

ウ と いった国内絶滅危惧種を対象にウエス ト ナイル熱の

モニタ リ ングを実施し た。

　 昨年度はシギ・チ ド リ 類 18 種 340 個体をおよび絶滅危

惧野生鳥類 10 種 72 個体において VecTest によ る ウエス ト

ナイル熱の診断を行った結果すべて陰性であった。 し た

がって， 現在の と こ ろ ウエス ト ナイル熱の原因 と な る ウ

イルスは国内に分布し ていない と 考え られた。 また， 今

回のモニ タ リ ング中に判定が混乱する よ う な疑陽性反応

が見られなかったため， VecTest はシギ ・ チ ド リ 類および

国内絶滅危惧種を対象にウエス ト ナイル熱をモニ タ リ ン

グす る 場合に有用な診断キ ッ ト であ る こ と が確認 さ れ

た。

〔備考〕

9） 　 洋上風力発電を利用し た水素製造技術開発

〔区分名〕 環境 - 石油特会 

〔研究課題コー ド〕 0307BH598

〔担当者〕 ○植弘崇嗣 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

内山政弘， 須賀伸介， 江嵜宏至

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 持続可能な エ ネル ギー源で あ る 太陽エ ネル

ギーは， 化石燃料 と 比較し てエネルギー密度が小 さ く ，

その変動も大きいため， エネルギー供給側 と し ては扱い

に く い対象であ る。 こ のため， 敷設面積が大き く 設置場

所が確保でき ない， あ るいは金銭的な コ ス ト が高 く な る

など， 基幹エネルギー と し て認知されるには至っていな

い。

　 本研究では，我が国陸地面積の 10 倍の広さ を有する経

済専管水域を対象 と し て， 非係留型大型浮体上に風力発

電設備 と 海水電解設備を設置し水素製造を行 う 「水素製

造用非係留洋上ウ ィ ン ド フ ァーム」 の成立可能性につい

て， エネルギー収支 と 環境負荷 ・ 影響の観点か ら検討を

行い， 技術的な問題点の解決を通し て， 環境的に持続可
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能な風力エネルギーを， 基幹エネルギー と し て成立させ

う る システムの構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 前々年度までに実施し た研究によ り ， 浮体上に風車を

3 列配置する浮体形状 （初期モデル） では， 3 列最後列の

風車が前列の風車の干渉によ り 発電効率が 50% 程度に低

下する と の結論が得られたため， 前年度， 浮体形状の再

検討を行い風車を横 1 列に配置でき る全長 2,060m， 全幅

70.2m の浮体形状 （浮体形状改良モデル） によ る検討を実

施し た。 その結果， 浮体強度の面で課題は残される も の

の， 目標とする EPR （Energy Profit Ratio ： システムから

発生するエネルギーをシステムの製造 ・ 運用に必要なエ

ネルギーで割った値） に近い値が得られた。

本年度は， これを踏まえ， 次の各点について研究を実施

し た。

１ ） 浮体関連 ： 浮体構造強度が一部不足し ていた点につ

いて構造配置を見直し， 必要な疲労強度を有する よ う 改

良し た。 一方， 風洞試験を実施し た結果， 特段に悪影響

が認められなかった こ と から， 従来よ り も風車間隔を狭

め， 鋼材重量の低減化を図った。 これらの結果 と し て重

量は増加し， 浮体の推進抵抗も増加し たため， その対策

と し て風車のタ ワー部を利用し て補助帆を増設し， 帆走

能力を維持する よ う 配慮し た。 また， 位置保持システム

に関し て，複数のアルゴ リ ズムを用い1年間の運航シ ミ ュ

レーシ ョ ンを実施し， 本システムの高い設備利用率が示

された。 さ らに， 本システムを運用する場合を想定し て，

その安全性に関する研究を実施し た。

２ ） 電解シス テム ： エネルギー損失が少な く ， 高耐久性

の電解システムの研究を引き続き実施し た。

３ ） エネルギー LCA ： エネルギーレベルのラ イ フサイ ク

ルアセス メ ン ト の精緻化を継続し， 風力発電端におけ る

EPR と し て火力発電並みの値が引き続き得られる こ と を

確認し た。

〔備考〕

10） 　 有害物質除去用ナ ノ構造認識膜の開発

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0307BY577

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 環境ホルモンやアオ コ毒の よ う に環境中の濃

度が低い物質を測定する場合や環境中の有害物質を除去

する場合に， 吸着剤を用いた濃縮法が多用 さ れてい る。

しかし ながら， 現在用いられている吸着剤は標的物質の

性質の一部を用いているだけであ る ために， 選択性が低

く ， 測定の妨害 と な る物質を多量に吸着する。 また， 有

害物質除去では標的物質以外の物質が多量に吸着する こ

と によ って， 吸着剤がすぐに飽和状態にな り ， 結局高価

な も のになっている。 こ のよ う な状況か ら， 標的物質に

対する選択性の高い吸着剤の開発が期待されている。 本

研究では標的分子の構造 と 電子状態を利用し た選択性の

高いナ ノ 構造認識膜や分離媒体を開発し， 環境改善や環

境研究への実用性を目指す。

〔内容および成果〕

　 １ ） ナ ノ構造認識膜の リ サイ クル化技術の開発 と し て，

二酸化炭素超臨界流体を用いた リ サ イ ク ル化を試みた。

二酸化炭素超臨界流体のみでは吸着し た有害物質の数％

しか回収されなかったが， モデ ィ フ ァ イ アー と し て メ タ

ノ ールを添加する こ と によ り ほぼ全量を回収する こ と が

でき た。

　 ２ ） フ ラ グ メ ン ト イ ンプ リ ン ト 法を適用し， 麻痺性貝

毒であ る ド ウモイ酸や水酸化 PCB の特定の同族体に対し

て選択的的な分子認識能を示す新規分離媒体を開発 し

た。 これらのイ ンプ リ ン ト ポ リ マーを用いる こ と によ り ，

貝抽出物か ら ド ウ モ イ酸を直接分離する こ と， および，

数十種の水酸化 PCB 同族体中から，特定の構造を有する

同族体のみを選択的に分離する こ と に成功し た。

　 ３ ） 分子認識能を有する環境浄化用吸着媒体の開発を

目的 と し て， 分子イ ンプ リ ン ト ポ リ マー粒子を連続気泡

構造を有する発泡ポ リ マーに担持させた。 こ の発泡ポ リ

マーは発泡法 と抽出法を組み合わせて気孔率を増大させ

た連続気泡構造ポ リ マーであ り ， 通水実験の結果か ら，

通水性の増大が確認でき た。

　 ４ ） 環境汚染が問題 と なっている抗炎症薬， 並びに化

学物質エ コ 調査の対象で あ る 抗て んかん薬， お よ び，

17β- エス ト ラ ジオールの高感度かつ迅速な分析法の開

発を目的 と し て， 標的 と する有害物質に対し て特異的分

子認識能を持つ分子鋳型ポ リ マーを調製し， 選択的分離

媒体 と し て利用する こ と を試みた。 また， カルシ ウ ム拮

抗薬であ る （+） -nilvadipine （NV） に対する モ ノ リ ス型

分子鋳型ポ リ マーの調製法を開発し た。

　 ５ ） サブ ミ リ サイ ズの細孔を有する生分解性連続多孔

性樹脂を調製し， 富栄養化成分であ る硝酸， リ ン酸を選

択的に捕捉 ・ 吸着するナ ノ 分子認識能を化学処理によ り

持たせ， こ の樹脂を実際の河川水中に放置する こ と によ

り ， 河川水の浄化を試みた と こ ろ， 標的 と する富栄養化

成分の吸着 ・ 捕捉が実現でき た。 さ ら に， これら の富栄

養化成分を含有し た生分解性連続多孔性樹脂は， 土壌に

混入する こ と によ り 肥料 と し て十分に効果を発揮し， 簡
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便な方法で リ サイ クル利用可能であ る こ と が分った。

〔備考〕

客員研究官 ： 彼谷邦光 （東北大学大学院）

11） 　 鳥類異種間生殖巣キ メ ラからの子孫作出実験

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0607CD456

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， キ ジ目鳥類をモデル と し て使用

し， それら の始原生殖細胞 （胚発生の一時期に出現する

精子や卵子の祖細胞） を繁殖力の高い一般種の胚に移植

し て得られた個体 （異種間生殖巣キ メ ラ） か ら， ド ナー

由来の機能性のあ る配偶子が生産されるか否かを明ら か

にする。本研究の結果，異種間生殖巣キ メ ラから， ド ナー

由来の子孫を得る こ と が可能 と なれば， 絶滅の可能性が

特に高い種に， 重点的かつ戦略的に本技術を導入し， 個

体数そのも のを回復する こ と によ り ， 生物多様性の保全

に貢献する こ と が可能と なる。

〔内容および成果〕

　 鳥類始原生殖細胞の胚間移植技術は， ニワ ト リ 等の家

禽種において既に確立されているにも関わらず， 実際の

野生種に適用するには， 乗 り 越えなければな ら ない問題

も多い。 まず， 胚発生過程の明ら かでない鳥類か ら， い

つ， 始原生殖細胞を採取すれば良いか と い う こ と が問題

と な る。 本研究では， 始原生殖細胞の移植実験等に最適

なモデル と な る野生鳥類種を選択する ために， 比較的入

手可能なキジ目鳥類種 （ニホンキジ， ヤマ ド リ ， コ ジ ュ

ケ イ， イ ン ド ク ジ ャ ク， ニホ ン ウ ズ ラ， ヒ メ ウ ズ ラ 等）

の孵卵時間に対する発生段階の違いをニワ ト リ と 比較し

た。 また， それぞれの野生鳥類種の始原生殖細胞におけ

る， 過 ヨ ウ素酸シ ッ フ反応あ るいはフ ォ イルゲン反応に

よ る染色性の差異について調べ， 組織化学的な特徴分析

を行った。 さ ら に， ニホンキジ始原生殖細胞をニワ ト リ

胚へ移植する実験を行った。 性成熟に達し たキ メ ラ雄個

体から精液を採取し， DNA を抽出し たのち， ニホンキジ

の塩基配列に特異的なプラ イマーを用いて PCR を行った

結果， ニホ ン キジのシグナルを検出 し た。 こ の結果は，

始原生殖細胞の移植に よ る 異種間生殖巣キ メ ラ におい

て， ド ナー由来の生殖細胞に免疫拒絶反応がない こ と を

示す点でその意義は大きい。 今後は， 作出し た生殖巣キ

メ ラの雌雄に交配によ る後代検定を行い， ド ナー由来の

表現型を もつ子孫個体が得ら れる か否かが課題 と な る。

また， 本研究で確立し た野生鳥類種のモデル実験系を使

用すれば， 異種間生殖巣内での生殖細胞分化 メ カニズム

の解明に貢献する可能性があ る。

〔備考〕

12） 　 希少野生鳥類保全のための新技術開発

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0607LA482

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 今里栄男

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 19 年度 （2006 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 野生鳥類， 特に絶滅危惧鳥類の始原生殖細胞を

用いて， ポーラ ン ド 側研究者 と 共同で野生絶滅危惧鳥類

種の増殖及び生息域外保全手法を新規に開発する。

〔内容および成果〕

　 本共同研究の実施計画に挙げた， ① 「鳥類始原生殖細

胞を用いた発生工学的手法開発」 に関し， 両国間の共同

研究によ って始原生殖細胞に特異的な遺伝子発現の解析

を中心 と し て， 鳥類生殖細胞形成の メ カニズムについて

の新たな知見を得た。 鳥類生殖細胞の起源， 移動， 定住

および分化に関する メ カニズムは不明な点が多 く ， 他の

動物種に比べて形態形成に関わる遺伝子発現の解析も遅

れている。 特に， 生殖細胞に発現し ている受容体等を解

明し， シグナル伝達機構についての知見を得る こ と がで

きれば，生殖幹細胞の生存･増殖に必要な因子の発見につ

ながる。 そのために， 共同研究によ って鳥類卵子および

初期胚 （胚盤葉） において メ ラ ト ニン受容体の遺伝子発

現や メ ラ ト ニン合成系酵素 （AA-NAT， HIOMT） の存在

を証明し た。 初期胚の形態形成に神経伝達物質が関与す

る と の結果か ら， 神経伝達物質に成長因子や細胞増殖を

制御する役割が疑われてお り ， 本研究で メ ラ ト ニン受容

体遺伝子等の発現を生殖細胞系列で調べ る こ と に よ っ

て， 神経伝達物質が生殖細胞の形成や移動に関与する基

盤的情報を得， 絶滅危惧鳥類の始原生殖細胞増殖条件の

検討に資する こ と が可能と なった。

　 また， 始原生殖細胞を用いた生殖巣キ メ ラ個体作出法

によ って， 従前は治療が極めて困難であった垂直感染症

の完治が可能であ る こ と を証明し た。 更に， 生体外に採

り 出し た始原生殖細胞を細胞培養 (長期 ) し て得た細胞か

ら生殖巣キ メ ラ個体を得て培養始原生殖細胞由来の子孫

個体を得る等の飛躍的な研究進展をする こ と ができた。

上記に加え， ② 「野生鳥類羽毛中の環境汚染物質量の解

析･評価」 に関し て， ポーラ ン ド内で収集し た猛禽類 （絶

滅危惧種） を始め と し た多数個体の羽根に含まれる水銀

（有機水銀及び総水銀） 量を測定し た。

〔備考〕

千葉科学大学， 足立達美
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ポーラ ン ド共和国， 科学アカデ ミ ー， B. Olszanska

ポーラ ン ド共和国， ワルシ ャ ワ大学， K. Dmnowski

（ １ ２ ） 領域横断的な研究活動

(12)-1. 　 領域横断的プロジ ェ ク ト

1） 　 広域モニ タ リ ングネ ッ ト ワークによる黄砂の動態把

握と予測 ・ 評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球推進 C-061

〔研究課題コー ド〕 0608BA487

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

杉本伸夫， 菅田誠治， 松井一郎， 清水厚， 森育

子， 高橋克行， 早崎将光

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 中国内陸部やモン ゴルを発生源 と す る砂塵暴

現象について， 近年， その発生回数や発生地が拡大化傾

向にあ る こ と が知られている。 発生源か ら見て風下側に

位置する韓国や日本で も， 同様に， 黄砂現象の発現日数

が年年変動の幅を超えて増加傾向を示し ている。 日本や

韓国では， 黄砂現象によ る視程障害のため交通機関や産

業への被害が出ている他， 大気汚染物質 と 混合し た汚れ

た黄砂によ る呼吸器疾患などの健康影響も懸念されてい

る。 黄砂は， それ自体が風送先におけ る社会環境への直

接的影響を与え る物質であ るが， 発生の増減は発生源地

の環境変化に受動的に対応する影響反映物質で も あ る。

し たがって， 黄砂問題に関する各国の政策面での取 り 組

みは， 発生源対策が地域住民への利益 と な る中国やモン

ゴル と， 飛来予測精度の向上が国民への利益 と な る韓国

や日本 と はス タ ン スが自ず と 異な るが， 大局的には ４ ヵ

国の共通問題 と し て認識されている。 それゆえ， アジア

開発銀行 （ADB） と 地球環境フ ァ シ リ テ ィ ー （GEF） お

よび国連組織であ る UNEP， UNESCAP， UNCCD と関連

４ ヵ 国 （日本， 中国， 韓国， モンゴル） が参加し て， モ

ニ タ リ ング と 予報および発生源対策に関する複数の関連

プロ ジェ ク ト が実施されて き たほか， 日中韓三国環境大

臣会議 （TEMM） において も， 黄砂は共通的環境問題 と

し て議題に上る こ と が多 く なって き た。 そのよ う な情勢

の中で， 黄砂モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク の構築 と データ

の共有化を計る こ と が黄砂問題解決の糸口 と の国際的合

意がな されている。 本プロ ジ ェ ク ト では， ４ ヵ 国にまた

がる ラ イ ダーおよび PM10 計によ る観測網データの精度

管理手法の確立を基本 と し， 黄砂の三次元的動態把握事

例の集積 と 解析， データ同化手法によ る予報モデルの精

度向上， 黄砂 と 大気汚染物質の混合機構の解明， 汚染物

質 と の混合を考慮 し た負荷量推定モデルの精緻化 も 行

う 。 黄砂によ る東アジア地域の環境イ ンパク ト と 予報シ

ス テムの確立を目指す他， 黄砂に関する国際的政策に寄

与 / 貢献する こ と も目的とする

〔内容および成果〕

　 北東アジアで発生し日本に飛来する黄砂の多点観測網

の整備を行った。 本年は， ラ イ ダーネ ッ ト ワーク の枠組

みの中に， 新潟県および千葉県が加わったほか， モンゴ

ルウ ラ ンバー ト ルで PM10 の常時観測システムを立ち上

げた。 それらのネ ッ ト ワーク によ り ， 2006 年 ４ 月に日本

に飛来し た大き な黄砂現象は ２ 回あった こ と， およびそ

の大気動態が全 く 異な る こ と を明ら かにし た。 ４ 月 ８ に

飛来し た黄砂は，風送方向に対し て横への広が り が狭 く ，

山陰か ら富山までの範囲で SPM 高濃度現象を も た ら し

た。 ４ 月 23 ～ 24 日の黄砂は， その ２ 日前に北京市内に

数年ぶ り と い う 激しい降塵現象を生じ させた後， 韓国を

経て， 九州か ら東北にわた る広い範囲に飛来し た。 北京

では， 非常に粒径が大きいほ う に分布する黄砂であった

が， 日本に達し た も のはその中の微小な部分のみであっ

た。 加えて， 北京を経由し なかった黄砂がその前日に東

北地方に飛来し， 発生源の異な る ２ つの黄砂が連続する

黄砂のよ う に見えた。 黄砂の発生源は， いずれも モンゴ

ルか ら中国内モンゴルにかけての広い範囲で一斉に発生

し た も のであ る こ と が観測網から明ら かになった。 化学

的特徴については現在解析中であ るが， 後者の黄砂の方

が大気汚染粒子 と の混ざ り が強かった も の と 推察されて

いる。

〔備考〕

九州大学，埼玉大学，日中友好環境保全セン ター （中国），

監測総站 （中国）， NAMHEM （モンゴル， 気象局）

2） 　 粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査研

究

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0206BY968

〔担当者〕 ○小林伸治 （社会環境システム研究領域） ， 田

邊潔， 長谷川就一， 伏見暁洋， 高橋克行， 藤谷

雄二

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 排出ガス規制の強化によ り ， 自動車から排出さ

れる粒子状物質の重量排出量は低下傾向にあ るが， 排出

ガ ス対策が高度にな る に従い粒径分布が微小化す る た

め， 微小粒子の数濃度に対する関心が高ま っている。 し

かし ながら， 微小粒子の排出は， エンジンの種類， 運転

条件， 希釈条件等， 複雑な要因の影響を う け る ため， 自

動車から の排出実態や大気中におけ る挙動に関する十分

な知見が得られていない。 本研究では， これら の微小粒
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子の排出実態を把握する と と も に， その物理 ・ 化学的特

性や大気中におけ る挙動を解明する こ と を目的 と し てい

る。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 昨年度か ら 実施し てい る道路沿道 ３ ヵ 所，

一般環境 １ ヵ 所におけ る微小粒子の個数濃度， 粒径分布

観測を継続し て実施し， 自動車の排気規制によ る変化や

微小粒子に及ぼす二次生成粒子の影響を確認する と と も

に， 粒径別組成分析等によ り ， 地点間の差異が生ずる原

因について検討し た。

　 ３ ヵ 所の道路沿道におけ る観測結果では， NOx， SPM

は前年度 と ほぼ同等のレベルであったが， 個数濃度は前

年度に比べて低い濃度を示し た。 デ ィ ーゼル車の走行量

が多い道路沿道では， これまでは， 冬期には， 50nm 以下

の個数濃度が著し く 上昇し， ３ 月ごろ まで高いレベルで

推移し たが， 本年度は濃度の上昇が少な く ， これまでの

1/2 以下の濃度であった。デ ィ ーゼル車に対する排出ガス

対策強化の影響と推察された。

　 道路沿道及びその後背地において， 粒径別に採取し た

微小粒子の組成分析結果から， 粒子中に含まれる燃料成

分や潤滑油の成分が，沿道から後背地に至る までの間に，

低沸点成分が揮発し ている可能性のあ る こ と が確認でき

た。 さ らに， TD-GC×GC/qMS によ る沿道大気中粒子の詳

細組成分析結果からは， ナ ノ粒子中に， 脂肪族炭化水素，

含酸素脂肪族炭化水素， 芳香族炭化水素， 含酸素芳香族

炭化水素， 含窒素芳香族炭化水素， PAHs， oxy-PAHs， 複

素環化合物など様々な化合物群が含まれている こ と が明

らかになった。

〔備考〕

3） 　 環境政策の長期シナ リ オ

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0609CE491

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域） ， 増

井利彦， 肱岡靖明， 森口祐一， 江守正多， 亀山

康子， 高橋潔， 山元昭二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 サ ス テ イ ナビ リ テ ィ の最 も 典型的で差 し 迫っ

た課題であ る地球温暖化問題に焦点を当てた国際戦略の

確立を目指す と と も に， 環境政策の長期シナ リ オを作成

する。 地球温暖化問題の解決に向けて， 自然科学に重点

をおいた気候モデルおよび社会科学やシス テム工学に重

点をおいた影響 ・ 対策評価モデル と の統合を図る研究等

を進める こ と が必須であ る。 こ う し たモデルの統合およ

び適用を通じ て， 京都議定書やそれ以降の地球温暖化対

策が， 地球規模の気候変動 と その地域的影響を緩和する

効果を推計し， 中 ・ 長期的な政策対応のあ り 方を経済社

会の発展のシナ リ オ と の関係で明ら かにする こ と を目標

と する。 なお本研究は， 東京大学等が進める戦略的研究

拠点育成 「サ ス テ イ ナ ビ リ テ ィ 学連携研究機構構想

(IR3S)」 の協力機関 と し て国立環境研究所が進め る も の

であ る。

〔内容および成果〕

　 ３ つのサブテーマを設定し て， 検討を行った。

　 ①気候変動と サステ イナビ リ テ ィ の相互関連性の研究

　 気候変動の国際的な解決を目指し ている気候変動に関

する政府間パネル （IPCC） ， 地球環境問題の人間次元側

面研究計画 （IHDP） およびサステ イナビ リ テ ィ 学に関す

る国際的な動向を レ ビ ューし， 気候変動の持続可能性へ

与え る影響， および環境問題 と の関わ り など持続可能な

発展の視点か ら整理し， 報文 と し てま と めた。 また， 持

続可能性に関する指標の事例を レ ビ ューし， 定義， 作成

方法について整理し， 今後の指標算定についての基礎的

情報を得た。

　 ②温暖化問題に関する科学的知見や知識を構造化する

方法の確立

　 IPCC の第 １ から第 ３ 次評価報告書および 2007 年初頭

に公表された第 ４ 次評価報告書を も と に， 気候変動に関

する現象 （科学的知見）， 影響 ・ 適応 （工学的視点）， 対

策（社会経済的視点）にも とづいた科学的知見のレ ビ ュー

を行 う と と も に知識の構造化の方法の検討を行った。 具

体的には， 気候変動に関す科学的な不確実性， 気候変動

に関わる科学的知見の変遷， 科学的な知見 と 国際政策 と

の関連について分析を行った。IPCC が気候変動問題解決

にむけた国際政策を科学面から支え る重要な役割を果た

し ている こ と を確認でき た。

　 ③問題解決型で自律的なアジア型の研究ネ ッ ト ワーク

の構築， および地球温暖化問題解決にむけた日本の国際

戦略の確立

　 本研究課題の構成 メ ンバーが実施し ている アジア途上

国の研究者を対象 と し た統合評価モデルの研修および国

際ワーク シ ョ ッ プの参加機関および研究者 と アジアにお

け る気候変動の影響 と 対策の視点で情報交換を行 う と と

も に， 共同研究のネ ッ ト ワーク構築に必要な気候モデル

の将来予測値など気候変動情報に関するデータベース を

作成し た。 また， 地球温暖化問題解決にむけた日本の国

際戦略と し て低炭素社会構築の方策について， IR3S のフ

ラ ッ グシ ッ ププロ ジ ェ ク ト の一環 と し て実施された国際

ワーク シ ョ ッ プで報告し た。

〔備考〕
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（ １ ） 環境研究基盤技術ラボラ ト リーにおける活動

(1)-1. 　 環境標準試料及び分析標準物質の作製， 並びに環

境試料の長期保存 （スペシ メ ンバンキング）

1） 　 環境標準試料の作製と評価に関する研究

〔区分名〕 基盤ラ ボ

〔研究課題コー ド〕 0610AD474

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

佐野友春， 高木博夫， 森育子， 伊藤裕康， 柴田

康行

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境中での事象変動や物質の顕在化を調査 ・ 解

明をする ためには， 対象試料の採取 ・ 化学的分析によ る

一次データが基本 と な る こ と が多い。 その分析値の信頼

性確保のために， 環境標準試料によ る一次データの精度

管理が重要な役割を担 う 。 環境分析におけ る正確さ を担

保する， いわゆる レ フ ァ レ ン ス機能物質 と し ての性格を

有す環境標準試料の作製 と提供を知的基盤研究事業 と し

て， 継続的に推進する こ と を目標と し ている。

〔内容および成果〕

　 中国の都市大気粉塵を原料 と し て作成し た新規標準試

料について粒径分布を測定し た。中心径が 10 ミ ク ロ ン以

下であ る こ と か ら， 都市大気粉塵の標準試料 と し て妥当

な粒径分布であ る こ と を確認し た。 無機元素を中心 と す

る認証値を決定作業に入っているほか PAH 類について も

検討を加え， それ と 並行し て保存性試験を実施し た。 既

に参考値を与えたフ ラ イ ア ッ シ ュ試料について， 認証値

を与え るべ く 再分析を実施し た。 さ ら には， ヒ 素汚染米

について も， 標準試料化が可能かど う か検討を加えた。

〔備考〕

2） 　 環境試料のタ イムカプセル化に関する研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0606BY446

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域） ， 田中敦， 堀

口敏宏， 高澤嘉一， 向井人史， 植弘崇嗣

〔期 　 間〕 平成 18 年度 （2006 年度）

〔目 　 的〕 将来の新たな汚染 ・ 環境問題の顕在化に備え，

また現在十分な感度， 精度で測定でき ない汚染の進展を

将来の進んだ手法で明ら かにする ために， 環境試料及び

データ の収集， 保存を継続する と と も に， よ り 長期的，

広域的視野に立った環境試料の長期保存のあ り 方を検討

する。

〔内容および成果〕

　 二枚貝は定点採取地点に加え， 本年度は佐渡 ・ 新潟，

山陰， 沖縄並びに東京湾内での採取を行った。 また， 東

京湾でのエイの採取 と 肝臓の保存作業を継続する と と も

に， 波照間での定期的大気試料捕集， 都内での母乳採取

を継続し た。 試料凍結粉砕中の汚染監視項目 と し て， 特

別研究で開発し た分析法を適用し て有機フ ッ素系界面活

性剤を追加し， 汚染状況の監視並びに汚染経路の探索を

進めた。 また， 収集， 保存された二枚貝試料中の各種有

機フ ッ素系界面活性剤濃度を測定し て， これらの相対濃

度が地点によ って異な る こ と を明ら かにし て， 学会で報

告し た。 さ ら に， タ イ ムカプセル事業のホームページを

開設し て， 収集 ・ 保存試料に関する情報 （採取位置の緯

度経度， 採取日， 種類， 保存条件， 凍結粉砕時の平均粒

子径， 分析項目， 採取場所の写真など） を ま と めて公開

し た。

〔備考〕

(1)-2. 　 環境測定等に関する標準機関 （レ フ ァ ラ ンス ・ ラ

ボラ ト リー） と し ての機能の強化

1） 　 微生物系統保存施設に保存されている微細藻類保存

株の分類学的再評価と保存株データベースの整備

〔区分名〕 基盤ラ ボ 

〔研究課題コー ド〕 0507AD816

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸，

広木幹也， 清水明

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 微細藻類は， 分子系統解析の技術の進歩によ っ

て， これまで形態のみで分類されていた分類群の分類学

的見直しが行われている。 これに と も ない， 微生物系統

保存施設に保存されている微細藻類保存株の分子系統解

析によ って再同定する必要があ り ， また， 国際的に も系

統保存施設において高品質の保存株を維持する ために再

分類同定能力が求め られている。 そ こ で， 環境研微生物

系統保存施設に保存されている保存株の う ち， 分子系統

解析の行われていない株について解析を実施する。また，

これら の分子情報 と と も に， それら の画像や生理特性を

含めたデータベースの充実をはか り ， 保存株利用の利便

性を高める。

〔内容および成果〕

　 保存株の う ち，ク リ プ ト 藻 14 株の 18S リ ボ ソーム遺伝

子および ITS 領域の塩基配列， 形態が変化し たために形

態的特徴か ら 分類同定が困難な株 （Trachelomonas sp.，

Pseudoscourfieldia marina の 18S リ ボ ソーム遺伝子の塩基

配列から系統的位置を決定し た。また，Peridinium 属 3 種

のゲ ノ ム DNA の提供に伴い，18S リ ボ ソーム遺伝子の解

析の可否を検定し た。

〔備考〕
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(1)-3. 　 環境保全に有用な環境微生物の探索， 収集及び保

存， 試験用生物等の開発及び飼育 ・ 栽培のための基

本業務体制の整備， 並びに絶滅の危機に瀕する野生

生物種の細胞 ・ 遺伝子保存

1） 　 遺伝子資源と し ての藻類の収集 ・ 保存 ・ 提供

〔区分名〕 文科 - 振興費 

〔研究課題コー ド〕 0206CE476

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 藻類は進化的に多系統の生物群であ り ， それを

反映し て極限環境を含むあ ら ゆる環境に生息する。 こ の

ため， 機能的な多様性も期待され， 重要な遺伝子資源で

あ る。 また， 水界の主要な一次生産者であ る一方， 異常

増殖する こ と によ る環境問題も引き起こす。 筑波大， 神

戸大などの機関と と もに，これらの藻類を体系的に収集・

保存し， ラ イ フサイエン ス研究や環境研究の基盤整備を

行 う こ と を目的 と する。 現在の日本国内の主要機関保有

株数を倍増する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は本プロ ジ ェ ク ト の最終年度であ り ， プロ ジ ェ

ク ト 全体と し て以下の成果を得た。

　 ①東京大学 （分生研）， 国立科学博物館， 筑波大学で収

集 ・ 保存されていた株を含めた約 1,000 株の微細藻類培

養株を NBRP 期間中に中核機関であ る国立環境研究所に

集約し た。 また， 毎年 600 ～ 700 株 （合計約 3200 株） の

提供を行った。 その中には， 葉緑体， ミ ト コ ン ド リ アゲ

ノ ム の す べ て が 解 析 さ れ て い る 単 細 胞 紅 藻

Cyanidioschyzon merolae 10D 株，国産株でゲ ノ ム解析が終

了し ている好熱性の Thermosynechococcus elongatus BP-1

株などが含まれている。

　 ②大型海藻については， 北海道大学で収集し た株を含

めた約 150 株を NBRP 期間中にサブ機関であ る神戸大学

に集約し， 提供を開始し た。

　 ③国立環境研では， 微細藻類については 500 株以上を

凍結保存し た。 一方， 神戸大学では， プロ グ ラ ム フ リ ー

ザーを設置し， 大型海藻の凍結保存を開始し た。

　 ④独自のホームページおよびデータベース を整備する

と と もに， 情報中核の遺伝研 NBRP 「藻類」 サイ ト の充

実を図った。

　 ⑤藻類学会後援， 分子生物学会主催などによ る シンポ

ジウ ムを開催し， 藻類 リ ソースの普及に努めた。

〔備考〕

NBRP ： ナシ ョ ナルバイオ リ ソースプロ ジェ ク ト

サブ機関 ： 筑波大学生物科学系， 神戸大学内海域機能教

育研究セン ター， 北海道大学先端科学技術共同研究セン

ター， （独） 国立科学博物館， 東京大学分子細胞生物学研

究所

2） 　 絶滅危惧野生生物の細胞 ・ 遺伝子のタ イムカ プセル

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負 

〔研究課題コー ド〕 0288BY599

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），川

嶋貴治， 大沼学， 橋本光一郎， 今里栄男， 美濃

口祐子， 植弘崇嗣

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 100 年度 （2002 ～ 2088 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 環境汚染や環境変化によ り 絶滅の危

機に瀕し ている野生生物種はますます増加し ている状況

か ら， 絶滅のおそれのあ る野生生物等の保護増殖や生物

学的研究の基盤 と し て， 絶滅危惧 ・ 希少生物の細胞等の

遺伝資源の保存を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境試料タ イ ムカプセル化事業での絶滅危惧動物保存

の状況は， 既に他機関で収集保存が行われている動物種

を避け， 収集すべき絶滅危惧種 と し てレ ッ ド データブ ッ

ク記載の哺乳類， 鳥類， 淡水産魚類に限定し て収集 ・ 保

存を行った結果， 前年度までに 1,076 種類 （7,545 サンプ

ル） と なってお り ， 当初計画の 「5 年間で， 100 種類の絶

滅危惧生物の細胞の保存と重要種の DNA を解析， 10 年

間で 200 種類の保存を目指す」 と し た数値目標を大幅に

上回る成果を挙げている。 今後は更に上記事業を継続 ・

拡大し， これらの保存試料の将来的活用法に関する基盤

開発研究を行 う 。

〔備考〕

再委託先 ： 近畿大学， 旭川市旭山動物園， （財） 自然環境

研究セン ター

3） 　 タ ンチ ョ ウ (Grus japonensis)のハプロ タ イプおよび雌

雄判別

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0510BY947

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），今

里栄男， 大沼学

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 釧路湿原に生息する タ ンチ ョ ウ個体群は遺伝

的に ２ つのタ イプのも ので構成されているに過ぎない こ

と が分かっている。 こ の遺伝的多様性の変異 と 新しい遺

伝子タ イプを持つ個体の検索のために， 釧路湿原生息個

体及び過去に生息し ていた個体 （凍結保存個体や剥製等）

で ミ ト コ ン ド リ ア DNA の D- loop 領域のハプロ タ イプ解
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析を行 う こ と で， 今後の個体群繁殖計画の基礎知見 と す

る。

〔内容および成果〕

　 釧路湿原のタ ンチ ョ ウの塩基配列を も と に決定し たハ

プロ タ イプ と性別はこれまで と同様にタ イプ Gj1 と Gj2

の 2 種類が見つか り ， それ以外の新たなハプロ タ イプは

見つから なかった。 観察されたハプロ タ イプは Gj1 が 3

個体， Gj2 が 17 個体であった。 捕獲地別にみる と， Gj1

が確認された場所は， 15ヶ所中 2ヶ所であった。 また， 20

個体の う ちオスが 10 個体， メ ス も 10 個体であった。

　 検出されたハプロ タ イプは今年度も Gj1， Gj2 のみで

あ っ た。 遺伝的多様性の保全を進め る ためには地道な

データ蓄積が不可欠であ る も のの， 現状の ミ ト コ ン ド リ

アDNA分析によ る遺伝的多様性評価については限界があ

る と 考え られる。 よ り 詳細な遺伝的多様性評価を実施す

る ために，マイ ク ロサテ ラ イ ト DNA 領域や MHC 遺伝子

領域を対象 と し た遺伝的多様性評価法を導入すべきであ

る。少な く と も マイ ク ロサテ ラ イ ト DNA 領域については

分析手法が確立されている （Hasegawa et al. 2000, Jones et

al. 2002） ので， 早急な導入が可能だ と考え られる。

〔備考〕

4） 　 鳥類細胞保存のアジア国際ネ ッ ト ワーク構築

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0507CE943

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 橋本光一郎， 今里栄男， 川嶋貴治

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 19 年度 （2005 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 絶滅の恐れのあ る鳥類種は年ご と に増加 し て

お り ， 環境省レ ッ ドデータブ ッ ク掲載鳥類は 137 種 ・ 亜

種にのぼる。 さ らに， 世界の 9,797 種の鳥類の 12％にあ

たる 1,186 種が絶滅危惧種であ る。 これらの野生鳥類の

細胞 ・ 遺伝資源は未開拓の細胞資源であ る も のの， 現在

の鳥類細胞の保存技術は他の動物種の細胞保存技術 と 比

較する と 絶対的に遅れを と っている。 こ の原因の最も大

き な も のは， つい最近まで鳥類細胞の長期培養法が開発

されず， そのために鳥類由来の樹立細胞株も数種の遺伝

子変異株以外に世界で存在し なかった点にあ る。つま り ，

鳥類細胞の培養法は不可能 と され， 永年のあいだ開発努

力がされないま ま と なっていた。 1996 年に至って我々が

鳥類胚由来細胞の長期培養系を開発し， 多 く の細胞株を

樹立する こ と で， よ う や く 鳥類細胞の安定的凍結保存が

現実的になった。 ただし， こ の様な鳥類細胞培養法や凍

結保存手法は未だ国際標準化されていないために， 世界

的に野生鳥類細胞の細胞保存に力点を置 く 研究組織 ・ 機

関がない。

　 本活動では将来的な個体増殖も視野に入れて野生鳥類

細胞保存を行い， 国境を越えた鳥類細胞保存ネ ッ ト ワー

ク を構築し て保存細胞の質の均一化を図る と と も に国際

的な細胞保存の危険分散を行 う 。 そのため， 中核機関を

コ ア と し て日本の枢要な研究施設 と アジア ・ ユーラ シア

各国の研究期間 と の間で共同研究及び細胞保存ネ ッ ト

ワーク を構築し て， 希少種個体に負担をかけない程度の

皮膚細胞の採取， その後の細胞培養に よ る細胞増殖 と，

増殖細胞の効率的な凍結保存条件に関する国際的な標準

化を行 う 。 加えて， 保存細胞を用いた希少野生鳥類個体

増殖法開発に向けた基盤技術開発， 将来に向けた持続的

利用のために， 鳥類細胞を用いたバイ オテ ク ノ ロ ジー応

用分野を含めた国際共同研究開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 日本を含めて 6ヶ国の研究者の参画を得て， 平成 17 年

度に開始し た本事業は，平成 18 年度は以下の成果を挙げ

る こ と ができ た。

①野生鳥類細胞の凍結保存に関わる技術の標準化

　 野生鳥類細胞保存に関わる技術， 特に小型鳥類での初

代培養法の標準化が遅れていたために， こ の点の開発 と

改良を行い， 小型希少鳥類の体細胞培養 ・ 保存法 と し て

標準化する こ と ができ た。

ロ シアから 3 名， 中国から 3 名， 韓国から 2 名の研究者

を招聘し て野生鳥類細胞の培養および凍結保存に関わる

技術指導を行った。 また， シンガポール （ジ ュ ロ ンバー

ド パーク） については， 培養用皮膚組織の採取方法およ

び診断キ ッ ト を用いた検疫方法について現地での技術指

導を行った。

②アジア ・ ユーラ シア地域の鳥類細胞保存ネ ッ ト ワーク

構築

　 参画機関であ る ロ シア ( ボロ ン自然保護区 )， 韓国 ( ソ

ウル大学， 国立環境研究院 )， 中国 ( 北京農業大学 )， シ

ンガポール ( ジュ ロ ンバード パーク ) 及び新規にタ イ（カ

セサー ト 大学獣医学部） が参加する こ と と なった。

③鳥類保存細胞の持続的活用法

　 収集保存し た細胞の持続的活用に関し て， 積極的にバ

イオテ ク ノ ロ ジー分野での研究展開を行 う こ と が必要 と

な る。 国際共同研究 と 共同研究を進展させる こ と によ っ

て， 将来的には保存体細胞を用いた子孫個体の獲得や遺

伝的多様性維持の有効な手段 と な る と 考え られ， 本課題

の将来的意義付けに大き く 寄与する こ と と な る。

〔備考〕

本研究は基盤ラ ボで行っている 「環境試料タ イ ムカプセ

ル化事業」 と 密接に関連し てお り ， そ こ で開発し た研究
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知見 と 技術を国際的に標準化し て技術移転する こ と で，

国際ネ ッ ト ワーク構築を行お う とする ものであ る。

5） 　 海洋生物資源情報と地球環境研究情報の統合化に関

する基礎的研究

〔区分名〕 奨励 AF

〔研究課題コー ド〕 0608AF003

〔担当者〕 ○志村純子 （地球環境研究セン ター）， 開和生

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 20 年度 （2006 ～ 2008 年度）

〔目 　 的〕 日本の海洋生物資源に関する調査結果は電子

媒体または非電子媒体によ って公開されている も のも存

在するが， その情報を地理情報や環境情報 と 組み合わせ

て解析する ためには， 情報の格納形式が さ ま ざ まで活用

困難であ る。 そ こ で， 国際的な海洋生物データ交換のプ

ロ ト コルによ り データ交換可能な形式に変換し た情報を

構築し， 再利用可能な情報資源 と し て確保し， 環境情報

等と の統合的な解析に用いる こ と を目的に整備する。

〔内容および成果〕

　 国内の海洋生物資源等に関するモニ タ リ ング実施機関

と の連携を強化する ため， 海洋生物情報に関する検討会

を開催し た。 国際的な海洋生物のデータベースプロ ジ ェ

ク ト であ る Ocean Biogeographic Information System（OBIS）

のポータルシステムを日本語版 と し て公開する準備をす

すめ， 同時に海洋生物 ７ 万種に関する 1,100 万件の OBIS

データベース コ ンテン ツの解析を行った。 その結果， 日

本沿岸において外来種と認められた22の生物種の う ち18

種については OBIS に登録レ コード が存在し， 海洋性の

侵略的外来種の拡散の歴史をデータベースに登録された

情報か ら抽出する可能性が高 く な り つつあ る こ と が明ら

か と なった。 しかし なが ら， 日本の生物種モニ タ リ ング

調査の結果は未だに OBIS に統合されておらず， 日本沿

岸の生物種の情報は海外機関の調査結果に基づ く も のに

限られていた。 結果 と し て， 日本において要注意外来生

物に指定されている種であって も， その観測情報をデー

タベース を用いて追跡するには限度のあ る こ と も明ら か

と な った。 し か し なが ら， Ciona intestinalis， カ タ ユ ウ レ

イ ボヤ，Molgula manhattensis，マンハッ タ ンボヤ，Carcinus

maenas， ヨ ーロ ッパ ミ ド リ ガニなどの国際的に侵略的侵

入が問題 と なっている種については登録件数がきわめて

高 く ， ヨーロ ッパ ミ ド リ ガニについては 1901 年の北海に

おける発見から 2005年までに北米大西洋沿岸および西太

平洋まで拡散し た様子が認め ら れた。 こ れ ら の成果は，

日本語版の OBIS ポータルを用いて， 国際的なデータ統

合への理解を深め， 検討会を通じ た日本沿岸の調査結果

収集 と 日本から の情報発信， 日本沿岸の海洋生物動態の

掌握のために， たいへん有効と思われる。

〔備考〕

共同研究機関 ： 米国 ラ ト ガー大学， Ocean Biogeographic

Information System， Fred Grassle， Yunqing Zhang

6） 　 絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関する

研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY505

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 47 種の藻類が絶滅危惧種 と し てレ ッ ド データ

ブ ッ ク に リ ス ト ア ッ プ されている。 これら の藻類は富栄

養化や化学物質の汚染などによ る水質の悪化， 外来魚の

人為的導入やコ イ等の養殖， 河川改修や開発によ る生息

場の消失や悪化， 上流のダム建設によ る水量の変化など

によ って個体数を減少し， 絶滅が危惧されている。 それ

ら の中で多 く を占める車軸藻類は， 湖沼の底泥の巻き上

げを抑制する こ と によ って透明度の確保に貢献する。 本

来の生息地で保全す る こ と の重要性はい う ま で も ない

が， これら の種が本来の生息場で絶滅をのがれ十分な個

体数を維持でき るほど繁茂するには， かな り 多 く の時間

と 対策が必要であ る。 その間に生物種その も のが地球上

か ら消滅し て し ま う こ と を防ぐ ため， 域外保全 と し て こ

れら絶滅危惧藻類の収集， 系統保存， 凍結保存を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本プロ ジェ ク ト は，平成 14 年度から開始された タ イ ム

カプセル化事業の一環 と し て実施されている。 絶滅危惧

種藻類の多 く を占める シ ャ ジ ク モ類 と 淡水産紅藻に着目

し て， 地域個体群に影響を及ぼさ な程度の収集， 培養株

化， 系統保存を行っている。 本年度は， 77 株の培養株の

確立， 淡水産紅藻 29 株の凍結保存， シャ ジ ク モ類 ６ 株の

単藻化，香川県のため池を中心に 40 地点の生育地調査を

行った。 こ の結果， 現在はシ ャジ ク モ類 19 種 61 系統，

淡水産紅藻9種202系統の合計263系統が保存されている。

〔備考〕

（ ２ ） 地球環境研究セン ターにおける活動

（2） -1. 　 地球環境モニ タ リ ングの実施

1） 　 大気 ・ 海洋モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コー ド〕 0307AC585

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 向井人

史， 野尻幸宏， 中根英昭， 小野雅司， 遠嶋康徳，

横内陽子， 谷本浩志， 荒巻能史
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〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 定点お よび移動体プ ラ ッ ト フ ォーム を利用 し

た大気や海洋の観測を通し てグ ローバルな視点での地球

環境の現状把握を行い， また地球環境の変動要因を明ら

かにする ための研究活動に資する高品質のデータ を長期

間モニタ リ ングによ り 提供する。

〔内容および成果〕

　 地上モニ タ リ ングによ って波照間， 落石岬の両ステー

シ ョ ンで観測された CO2 濃度は， こ こ数年の平均的な濃

度増加率が ２ ppm/year に近づ こ う と し ている。 一方で

CH4濃度の停滞は続いてお り ，2006年は若干の減少に転じ

た よ う にも見え る。 波照間で冬か ら春にかけて非常に高

い CO 濃度が観測され， その最大値が年々上昇し ている

よ う に見え る。 これは， 大陸での人為発生量の増加を示

唆する も のであ る。 定期船を利用し た海洋モニ タ リ ング

では， オース ト ラ リ ア－ニ ュージーラ ン ド 航路に新規就

航し た Transfuture ５ 号に， 大気 ・ 海洋観測装置な らびに

大気自動採取装置の搭載が完了し， 定常的な観測体制に

入った。 北米東海岸 と 日本を結ぶ航路において， 北太平

洋の中緯度海域は冬季に一様に低い海洋 CO2 分圧を示す

こ と がわかった。 こ のよ う な横断航路は海洋観測船では

ほ と んど観測でき ないため， 非常に貴重なデータが得ら

れた こ と にな る。 シベ リ アにおけ る航空機モニ タ リ ング

では，Surgut サンプルの分析を NIES 分析ラ イ ンで行 う よ

う にな り ， Surgut 上空でも Novosibirsk， Yakutsk と同様に

H2 と の観測が可能になった。シベ リ アにおいて も CH4 濃

度の経年増加はほぼ止ま っ てい る こ と が明 ら かにな っ

た。 全球的な濃度停滞の原因 と し て西シベ リ アの湿地に

おける CH4 放出の減少が挙げられているが， 本観測は必

ずし も その説を支持し ない結果 と なった。 標準ガスの維

持 ・ 管理関係では， CO2 スケールの国際相互比較プロ グ

ラ ムであ る第 ４ 回 Round-Robin の結果が WMO の担当事

務局から公表され， NIES のスケールは NOAA に比べて

0.1ppm ほど低 く 濃度差の濃度絶対値依存性は小さいこ と

がわかった。 オゾン濃度の検定では， GPT 法によ る検定

値の不確実性には，NO 標準ガスによ る寄与が比較的大き

い こ と を実験的に明ら かにし た。 成層圏モニ タ リ ングで

は陸別の ミ リ 波データにおいて， 冷却黒体導入後の較正

に関する見直し作業を進め， オゾン濃度時系列データに

時折見られる ギ ャ ッ プの原因を解明し， 補正手法を確立

し た。 また NDACC 運営委員会において， NIES のモニ タ

リ ング状況， 関連する成層圏観測の状況を報告する と 共

に， 国際ネ ッ ト ワーク の運営全般について討議に参加し

た。 有害紫外線モニ タ リ ン グではモニ タ リ ン グネ ッ ト

ワーク参加機関よ り 観測データの定期的な収集を継続し

て行い， データベース化し た。 また， UV イ ンデッ ク ス情

報の リ アルタ イ ム提供を 14 局へ拡大し， さ らに携帯サイ

ト を新たに開設する こ と によ って一般への情報発信を充

実させた。

〔備考〕

2） 　 陸域モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AC593

〔担当者〕 ○藤沼康実 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 高橋善幸， 梁乃申， 田中敦， 今井章雄， 稲

葉一穂， 岩崎一弘， 松重一夫， 上野隆平， 高村

典子， 冨岡典子， 西川雅高， 高澤嘉一， 武田知

巳， 中路達郎， 平田竜一， 犬飼孔， 油田さ と子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 陸域生態系の炭素収支や水圏環境の変動の定

量的評価を目指し，以下のモニ タ リ ングを推進する。（ １ ）

森林生態系の温室効果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング ： 森

林生態系の炭素収支の定量的評価を目指し， ３ 箇所のカ

ラ マツ観測林 （富士北麓サイ ト ， 天塩サイ ト ， 苫小牧サ

イ ト ） において， カ ラ マツの炭素収支機能の特性把握 と

と も に， 二酸化炭素フ ラ ッ ク スや林内の構成要素別の炭

素収支の測定， および林学的方法によ る森林の炭素収支

の推定な ど を統合し， 炭素収支観測手法の検証を行 う 。

（ ２ ） 森林 リ モー ト センシング ： 炭素収支観測などのポイ

ン ト データ を広域化する こ と を目的 と し， 森林のバイオ

マスや植物生理活性について各種ス ケールでの遠隔計測

手法を開発し， 広域炭素収支研究に向けた基盤情報を整

備する。 （ ３ ） 熱帯林センサス ： 熱帯林の炭素蓄積機能や

生物多様性の維持機構の解明などに向けた指標策定など

に資する基礎データ を収集する こ と を目的 と し， 東南ア

ジア諸国 と の連携も と で， 熱帯林の生態学的データ を取

得 ・ 整備する。 （ ４ ） GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター ：

GEMS/Water （地球環境モニ タ リ ングシステム／淡水観測

計画） プロ グ ラ ムの我が国のナシ ョ ナルセン ター と し て，

国内の観測点の水質データ を収集し， 我が国の陸水環境

概要を取 り ま と める。 また， 各観測サイ ト の精度管理な

どを行 う と と もに，GEMS/Water の国際活動に対し て技術

支援を行 う 。 （ ５ ） 摩周湖でのバッ ク グ ラ ウ ン ド モニ タ リ

ング ：GEMS/Water ベース ラ イ ン ステーシ ョ ン と し て，人

為的汚染の影響が少な く ， 長距離輸送 ・ 大気経由の負荷

を反映しやすい北海道摩周湖で， 定期観測によ り ， 水質

な らびに水生生物調査を行 う 。 （ ６ ） 霞ヶ浦での長期 ト レ

ン ド モニタ リ ング：GEMS/Water ト レ ン ド ステーシ ョ ン と

し て， 旧来か ら研究所の最も長い観測研究の一環 と し て
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実施し て き た茨城県霞ヶ浦の水質調査を引き続き， 定期

的に採水調査を行い， 水質および水生生物データ を取得

整備する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 森林生態系の温室効果ガ ス フ ラ ッ ク ス モニ タ リ ン

グ ： 富士北麓サイ ト での炭素収支観測を定常化し， 多分

野か ら の手法で も って炭素収支の定量的評価を進めた。

予備的な結果であ るが， 苫小牧サイ ト と 同程度の炭素固

定機能が有る こ と が分かった。 また， 一つの集水域生態

系であ る手塩サイ ト では， カ ラ マツの生育によ り ， 大気

－森林－土壌－水の一連のシ ス テムでの炭素･窒素の循

環過程の変化を継続調査し， 皆伐後に植林し たカ ラ マツ

苗の生長に伴って炭素収支過程が変化し ている こ と を確

認し た。 （ ２ ） 森林 リ モー ト センシング ： 富士北麓サイ ト

をモデル調査ポ イ ン ト と し て， 様々な遠隔計測手法を用

いて， 森林バイオマス， 構造， 生理機能の解析を進めた。

また， 過去に遡って航空写真か ら， 森林構造の変遷を解

析し， 樹高変化を時系列的に推定でき た。 （ ３ ） 熱帯林セ

ンサス ： 東南アジアの熱帯林の炭素蓄積機能の評価に資

する ための現地観測体制の構築を目指し， 予備的に検討

し て き たが， 現時点では観測体制の構築 ・ 維持が困難で

あ る と判断し た。（ ４ ） GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター：

我が国におけ る事務局機能を果たす と と も に， 技術諮問

委員会などの出席，精度管理プロ ジェ ク ト への参加など，

GEMS/Water の国際活動に対し て技術支援を行った。（ ５ ）

摩周湖でのバ ッ ク グ ラ ウ ン ド モニ タ リ ング ： 人為的影響

が極めて少ない特徴を行かし て， 地球規模での環境汚染

状況を高度分析技術を活用し て観測を継続し た。 特に，

湖水環境の季節変動を把握する ために， 季節を追って湖

水調査を行った。 （ ６ ） 霞ヶ浦での長期 ト レ ン ド モニ タ リ

ング ： 湖沼の水質汚濁の変遷か ら， 汚濁源 と その原因の

解析など を目指し て， 多様な汚濁源を有する富栄養湖の

水質の定期調査をを継続し た。 

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学北方生物圏フ ィ ール ド 科学セ

ン ター， 北海道大学大学院農学研究科， 北海道大学大学

院工学研究科， 信州大農学部， 北見工業大学， 北海道環境

科学研究セン ター， 北海道電力株式会社総合研究所， 宇

宙航空研究開発機構

なお，2005年度ま では地球環境モニタ リ ング（ 9205AC264）

の一部と し て実施し ていたも のを再編し た。

(2)-2. 　 地球環境データベースの整備

〔区分名〕 地球セン ター 

〔研究課題コー ド〕 0307AC523

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター） ， 志村純

子， 藤沼康実， 町田敏暢， 甲斐沼美紀子， 花岡

達也， 江守正多， 高橋潔， 山形与志樹， 森口祐

一， Georgii A Alexandrov， 曾継業， 開和生

〔期 　 間〕 平成 15 ～平成 19 年度 （2003 ～ 2007 年度）

〔目 　 的〕 地球環境研究セン ターが内外の研究者の協力

の下に実施し ている十数のモニ タ リ ングプロ ジェ ク ト か

ら のデータや， 地球環境研究支援のために作成し ている

社会 ・ 経済系データ を， 関連するデータベース と 連関さ

せ， 地球環境研究に効率的に資する ための研究 ・ 解析支

援シス テムの構築を実施する。 特に 「地球環境モニ タ リ

ングデータベース及びデータ提供システムに関する基礎

的研究 ( 平成 10 ～ 14 年度 )」 で得られた， 担当研究者か

ら 一般市民ま での広範囲なユーザーを対象に し た観測

データのデータベース ・ データ提供システムを基に， 速

報データや研究支援のためのグ ラ フ ィ ッ クデ ィ スプレ イ

や計算ツールおよび外部機関データ利用環境の整備 と オ

ン ラ イ ン提供を軸 と し， 元データ の提供 ・ データ管理 ・

データ利用を有機的に連関 さ せた統合型研究支援･解析

支援システムの開発を目指す。 

〔内容および成果〕

　 本年度は，中期計画更新に伴う 所内組織の大幅な変更を

踏ま え， ま た昨今の情報関係のセキュ リ ティ 強化， 個人情

報保護の観点を配慮し て，地球環境研究センタ ー基幹サー

バ／情報提供サーバ群の更新を実施し た。 こ れによ り ， よ

り セキュ アな環境から 多様かつ多量の情報を所内外に提

供する 枠組みが整備さ れた。ま た今後は複数のデータ ベー

ス サーバから の情報発信を http://db.cger.nies.go.jp/xxx（xxx

は各事業の短縮名等） と い う 統一された URL から行 う こ

と が出来る よ う になった。 さ ら に地球環境研究セン ター

の保有する多様なデータベース及びデータ セ ッ ト へのア

ク セス ビ リ テ ィ を向上させる ために， 包括的検索機能を

持つポータルサイ ト の開発を開始し た。

　 ま た以下の よ う な地球環境モニ タ リ ン グ及び社会系

データベース等の開発事業を実施し た。

（ １ ） 地球環境モニ タ リ ングデータベース と支援ツール関

連事業

　 地球環境モニ タ リ ング事業に関連し たデータベース等

の開発 と し て， 気象デー タ の所内提供サ イ ト の作成，

METEX アニ メ ーシ ョ ン版の作成，温室効果ガス観測デー

タベースの改良等を実施し， 研究活動の支援に大き な貢

献を し た。 また有害紫外線情報発信携帯電話サイ ト も公

開し， 研究活動成果の一般への普及活動も推進し た。

（ ２ ） 陸域炭素吸収源モデルデータベース事業

　 従来から行っている土地被覆図精度検証データベース
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の整備を継続し た。 さ ら に， 世界中の研究者を対象にし

て陸域炭素吸収源アーカ イブに研究情報を集約する こ と

ができ る システムの構築を進め， 地球環境研究セン ター

が今後の陸域炭素吸収に関わる世界の中核的研究データ

ベース と なる体制作 り を行った。

（ ３ ） 温室効果ガス排出シナ リ オデータベース事業

　 IPCC 評価報告書に活用さ れてい る何種類かの温室効

果ガス排出シナ リ オの各項目の傾向の相違の比較検討を

容易にするデータベースの利便性向上のための改良を行

なった。

（ ４ ） 温室効果ガス等排出源データベース事業

　 世界先進国の温室効果ガ ス イ ンベン ト リ 情報を集計

し， 分析に必要な形で再出力する こ と ができ る情報集計

ツールの開発を行った。

（ ５ ） 炭素フ ローデータベース事業

　 新たな産業連関表を用いた環境負荷原単位データの更

新作業を行 う と と も に， 石油製品 ・ 石油化学製品のマテ

リ アルフ ロー ・ 炭素フ ローデータの整備を進めた。

〔備考〕

(2)-3. 　 GOSAT データ定常処理運用システム開発 ・ 運用

〔区分名〕 GOSAT

〔研究課題コー ド〕 0610AL917

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄，渡辺宏，開和生，太田芳文，吉田幸生，Shamil

Maksyutov

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガ ス観測技術衛星 （GOSAT） の観測

データ を定常処理 （受信， 処理， 再処理， 保存， 処理結

果の検証， 提供） する こ と を目的に， 必要な計算機シス

テムを開発 ・ 整備し， 運用する。 衛星打ち上げ前はシス

テムの開発 と 整備を着実に行い， 衛星打上後はデータ処

理 ・ 再処理 ・ 検証 ・ 保存 ・ 提供を行い， 観測データが温

暖化研究等の推進に十分に活用される こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT， 平成 20 年度に

打ち上げ予定） の観測データ の定常処理 （受信， 処理，

再処理， 保存， 処理結果の検証， 提供） を実施するため，

衛星打ち上げ前に計算機シス テムを開発 ・ 整備し て準備

を整え る と と も に， 衛星打ち上げ後は当システムを運用

する。 これは， 環境省 ・ 国立環境研究所 ・ 宇宙航空研究

開発機構の三者によ り 推進されている GOSAT プロ ジェ

ク ト におけ る国立環境研究所の主要な役割分担の一つで

あ る。 本年度は， 以下の事業を実施し， 成果を得た。

（ １ ） システム開発を担当する業者を選定し， 定常処理運

用システムの基本設計と一部詳細設計を完了し た。

（ ２ ） GOSAT の定常処理に利用する計算機システムの一

次導入を行った。

（ ３ ） 研究によ り 開発されたデータ解析手法を当システム

に反映する ために調査し， 基本事項をアルゴ リ ズム基準

書と し て整理し， システム開発を開始し た。

（ ４ ） GOSAT 観測データの一次処理 （レベル １ ） データ

の入手元であ る宇宙航空研究開発機構 と のイ ン タ フ ェー

ス調整を行い， 定期的に会議を行った。

〔備考〕

当事業は， 研究分野 112 「衛星利用によ る二酸化炭素等

の観測 と 全球炭素収支分布の推定」 と 合わせて， 国環研

GOSAT プロ ジェ ク ト を構成する。

(2)-4. 地球環境研究の総合化及び支援

1） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔区分名〕 環境 - 地球推進 S-1

〔研究課題コー ド〕 0206BA575

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar Dhakal

〔期 　 間〕 平成 14 ～平成 18 年度 （2002 ～ 2006 年度）

〔目 　 的〕 Global Carbon Project （GCP) の国際オフ ィ ス と

し て， グ ローバルな気候－炭素－人間統合システムの分

析にかかわる研究を国際的に推進し， 同時に我が国にお

け る関連研究を支援する。 地域におけ る炭素マネージ メ

ン ト に関する国際研究計画を作成し， 炭素循環の自然科

学的研究に 「人間社会的次元」 を統合し た関連研究を国

際的に推進する。

〔内容および成果〕

　 「都市と地域における炭素管理 （URCM） 」 に関する新

たな国際研究計画を作成し， 関連研究を国際的に推進し

た。 URCM と は都市 ・ 地域の今後の発展が温室効果ガス

（GHG） の排出と密接に関連する ため， 将来の GHG 排出

の予測をする上で重要なテーマであ る。 URCM では都市

と地域の GHG 排出の現状の詳細な把握の手法や，技術発

展によ る GHG 排出の抑制 と いった科学的な側面 と，社会

構成や文化， 制度 （法律） と いった人間社会的側面の双

方を持ち合わせる課題であ る。 こ の問題に対し て， GCP

では国際連携枠組みの構築を行った。 具体的には，

　 １ ） URCM に関連する国際ワーク シ ョ ッ プ "Managing

Carbon at Urban and Regional Levels - Connecting

Development Decisions to Global Issues" を メ キシ コ市で メ

キシコ首都自治大学と共同で開催し た。 URCM の国際研

究推進の方向性の議論，および URCM 国際連携枠組みの

提唱を行った。
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　 ２ ） URCM のパンフ レ ッ ト ， ウ ェブサイ ト を作成し た。

　 ３ ） UNFCC/COP12 （ナイ ロ ビ） においてサイ ド イベン

ト  "Clean Development Mechanisms and Air Quality" を開催

し た。 都市交通の副次的便益について検討し た。

　 ４ ） IHDP の IDGEC 会合 （バ リ ） においてサイ ド イベ

ン ト と し て国際ワー ク シ ョ ッ プ "Institutional Dimensions

of Urban and Regional Carbon Management"を IDGEC と共同

で開催し た。 URCM の制度的な側面 （人間的側面） に関

する研究について議論を実施し た。

　 ５ ） つ く ば 市 に お い て， 国 際 ワ ー ク シ ョ ッ プ

"URBANIZATION， DEVELOPMENT PATHWAYS AND

CARBON IMPLICATIONS" を IIASA （International Institute

of AppliedInternational Institute for Applied Systems

Analysis） と共同で開催し た。 都市化に関するモデルや各

国に蓄積されたデータに関する最新情報の交換を し， 研

究の方向性や研究協力に関する議論を行った。

〔備考〕

グ ローバル ・ カーボン ・ プロ ジ ェ ク ト つ く ば国際オフ ィ

スは基本的には国際オフ ィ ス と し て機能する。

2） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0609BY922

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 「地球観測の推進戦略」 （総合科学技術会議決

定） に基づき， 地球温暖化分野の連携拠点を支え る地球

温暖化観測推進事務局を設置し， 国内の関係省庁 ・ 機関

の連携を促進し， 利用ニーズに こ たえ る観測の実現， 国

際共同観測体制であ る全球地球観測シ ス テム （GEOSS）

の構築に貢献する。 国立環境研究所に事務局を置 く 地球

温暖化分野の連携拠点は， 環境省 と 気象庁の協力のも と

で運営される。 本事業では， 連携拠点事務局の運営を支

援し， 地球温暖化観測の現状調査などに基づき， 関係府

省 ・ 機関の地球温暖化に関する観測の効率的実施， 観測

データの流通促進に関する検討などを行 う 。

〔内容および成果〕

総合科学技術会議よ り 取 り ま と め られた 「地球観測の推

進戦略」 において，地球観測を推進する組織 と関係府省・

機関の連携を強化する ための連携拠点を設置する こ と を

提言し た。 それに基づき特に重要な課題のひ と つであ る

地球温暖化分野については， 環境省 と 気象庁の共同で，

地球温暖化観測推進のための 「地球観測連携拠点 （温暖

化分野） （以下， 連携拠点） 」 が設置され， その統合的 ・

効率的活動を支え る為に地球環境研究セン ター内に地球

温暖化観測推進事務局／環境省・気象庁 （以下，OCCCO）

を設置し た。 以下に主な活動概要を示す。

開所式 ・ 記念セ ミ ナーの開催 ： 9 月 19 日に開所式並びに

記念セ ミ ナーを， 大山ホールにおいて約 120 名の関係者

の参加で開催し， 参加者に OCCCO の和文パンフ レ ッ ト

を配布し た。

各種委員会等の開催・開催支援：地球温暖化観測推進ワー

キンググループ会合を開催し， その役割 ・ 目標等を定め

た。 また，地球観測に関する関係府省・ 機関連絡会議 （温

暖化分野） 及び地球観測推進委員会 （温暖化分野） 会合

の開催を支援し た。

ホームページの開設：OCCCO の和文・英文ホームページ

を構築， 開設し た。

気候変動に関する国際的枠組みへの貢献：11 月 6 ～ 17 日

にアフ リ カのナイ ロ ビで行われた第12回気候変動枠組条

約締約国会議お よ び第 2 回京都議定書締約国会合

（COP12 ・ COP/MOP2） において， COP12/SBSTA25 の日

本政府ステー ト メ ン ト に連携拠点 （JACCO） の事が盛 り

込まれ発表され， 連携拠点の英文パン フ レ ッ ト を配布し

た。

地球観測に関する国際的枠組みへの貢献：11 月 28，29 日

に ド イ ツのボンで行われた地球観測に関する政府間会合

（GEO） の第 3 回総会に参加し， サイ ド イベン ト 等におい

て， 連携拠点の活動開始の周知を行った。

地球温暖化観測に関する情報収集 ： 温室効果ガス観測施

設の現状調査や， 専門家への聞き取 り 調査によ る地球温

暖化分野の地球観測に関する情報収集を行った。

国際シンポジウ ムの共催 ・ 開催支援 ： 1 月 9 ～ 10 日に第

2回アジア水循環シンポジウ ムを共催し，1月11～12日に

GEOSS-AP シンポジウ ムの開催を支援し， 連携拠点の紹

介を行った。

〔備考〕

3） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY571

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 相澤智

之， 梅宮知佐

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 日本の温室効果ガス排出量・吸収量目録 （以下，

イ ンベン ト リ ） の作成およびデータ解析， 作成方法の改

善を継続的に行 う と と も に， 気候変動枠組条約締約国会

合 （COP） などにおけ る国際交渉支援， ガ イ ド ラ イ ン作

成 ・ 排出係数データベース等の気候変動に関する政府間

パネル （IPCC） への貢献， キ ャパシテ ィ ビルデ ィ ングプ
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ロ ジェ ク ト の実施などの国外活動を進める。

〔内容および成果〕

【国内活動】

(1) イ ンベン ト リ 更新

（a） 2006 年提出イ ンベン ト リ の作成

　 前年に引き続き， 1990 年度～ 2004 年度の日本の温室

効果ガスの排出量及び吸収量を推計。 気候変動枠組条約

締約国会合 （COP） にて採択された共通報告様式 （CRF）

及び当該データの作成方法の説明及び分析を記載し た国

家イ ンベン ト リ 報告書 （以下， 「NIR」 ） を ５ 月条約事務

局へ報告し た。 2006 年提出イ ンベン ト リ では， 2004 年の

日本の総排出量は京都議定書の基準年か ら 7.4％増加し

ている こ と が明らかになった。

（b） イ ンベン ト リ の精緻化

　 2006 年 ９ 月に日本政府は京都議定書の基準年排出量を

提出し， 第 １ 約束期間の排出割当量を確定させる こ と と

し ている。 国益を損ねないよ う 京都議定書の基準年排出

量を過小評価する こ と のないよ う にイ ンベン ト リ の完全

性を向上させる こ と が必要であ る。 また， IPCC ガイ ド ラ

イ ンに提示されている算定方法 と 整合し た算定方法を用

いる こ と や， 異な る方法を用いている場合には差異につ

いて説明を行 う 必要があ る。

　 GIO では， 京都議定書の基準年報告に必要な課題を整

理し， 本年度温室効果ガス排出量算定方法検討会に提示

し， 事務局と し て検討に携わっている。

（c） 割当量報告書の作成

　 2006 年 ８ 月 30 日， 日本政府は， 京都議定書に準拠し

た日本国の割当量に関する報告書を条約事務局に提出し

た。 割当量 と は， 京都議定書において各国の第 １ 約束期

間 （2008 ～ 2012 年） における累積排出量が超えてはい

けない枠を示すも のであ り ， こ の値に基づき ６ ％削減目

標達成の成否が判断されます。 日本の割当量は基準年排

出量から削減分 ６ ％を減じ た 94％を １ 年分と し， それを

５ 倍 （ ５ 年分） し た もので， 約 59 億 ト ン と報告し た （※

割当量は2007年に条約事務局の選任する専門家によ る審

査を受けた後に確定する）。 本報告書の作成を GIO が中

心と なって作成し た。

(2) イ ンベン ト リ 解析

　 主要排出源， 不確実性評価など， 京都議定書下で国家

制度に要求されている分析を イ ンベン ト リ 提出 と 合わせ

て実施し た。 温室効果ガス排出量の ト レ ン ド に関する解

析も実施し た。

(3) 日本のイ ンベン ト リ 審査への対応

　 京都議定書下の審査が開始され， その第 １ 段階の 「状

況評価報告書」 への対応を行った。 来年 １ 月下旬に実施

される訪問審査において， 専門家検討チームに対し てプ

レゼンテーシ ョ ンを行 う と と も に質疑に対応する予定で

あ る。

(4) 情報提供等

　 イ ンベン ト リ や温室効果ガス排出量算定に関する一般

か ら の質問に対し回答を行っている。 また， 過去に質問

の多か っ た内容につい て所内 （循環 Ｃ） や外部機関

（JCCCA） と協力する など し， FAQ の作成を進めている。

【国際活動】

(5) 国際協力

　 2003 年か ら， 「アジア地域におけ る温室効果ガス イ ン

ベ ン ト リ に関す る WS」 （WGIA: Workshop on GHGs

Inventory in Asia Region） を環境省の支援の下で開催 し，

イ ンベン ト リ 策定に関する情報交換 と 今後の方向性につ

いて議論が行われている。本年は，マニ ラにおいて同ワー

ク シ ョ ッ プを開催し， 各分野の分科会を開催し よ り 詳細

な議論を行 う 予定であ る。 また， 過去 ３ 年間の WS の発

表内容に加筆し アジア地域のイ ンベン ト リ の問題点の抽

出な ど を 記載 し た CGER レ ポー ト （http://www-

cger.nies.go.jp/publication/I067/I067.pdf） を発行し た。

(6)IPCC 諸活動への貢献

　 IPCC EFDB に対 し， 国内民間事業者か ら 提供 さ れた

データ を も と に， 日本の排出実態に合ったデータの提出

を行 う 準備を進めている。

(7)UNFCCC 諸活動 （審査） への貢献

　 10 月にボン （ド イ ツ） において開催された主任専門家

会合に相沢が参加し， 2005 年に実施された審査活動の問

題点の解決案の検討及び2007年の審査活動に関する議論

に参画し た。

⑨国際交渉支援

　 ５ 月にボンにおいて開催された SB24 及び 11 月に開催

された COP/MOP ２ に相沢が日本政府代表団の一委員 と

し て参画し，イ ンベン ト リ 関連議題の交渉支援を行った。

〔備考〕

旧課題コード ： 0305BY590

4） 　 地球環境研究の総合化及び支援

〔区分名〕 地球セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AC932

〔担当者〕 ○山本哲 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 （ １ ） 活動概要 ・ 研究成果についての広範 ・ 積

極的な情報提供が求められてお り ， 紙媒体や WEB 整備，

あ るいはイベン ト 出展など多様な形態に柔軟に対処でき

る体制を整備し て広報活動を実施する。
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（ ２ ） 地球規模の環境変動の現象把握， 予測， 影響解明に

関する研究を推進する ためのスーパーコ ン ピ ュータ運用

において， 利用申請事務や利用者の情報管理， また研究

成果の と り ま と めなど を行 う こ と によ り ， 研究を支援す

る。

（ ３ ） 拡大する地球環境に関連する情報を， 研究支援情報

と し て収集 ・ 提供し て所内外の地球環境研究を側面か ら

支援する。

（ ４ ） 地球環境研究の成果を刊行物と し て出版し， 外部の

研究者 ・ 学術機関 ・ 行政機関 ・ 民間機関等の要請に応え

る と と も に， 対外的に国立環境研究所におけ る地球環境

研究活動の成果を積極的にアピールする。

〔内容および成果〕

　 スーパーコ ンピ ュータ利用研究は，本年度は 16 課題の

利用を承認し た。 こ の う ち国立環境研究所の研究者が代

表の課題は ７ ， CPU 時間の占める割合は約 ７ 割であ る。

利用率は約 ８ 割 と 有効に利用されてお り ， 研究所内外の

研究者の環境研究を効果的に支援し ている。 研究発表会

の開催や報告書の刊行などによ り ， 利用成果のよ り 広い

公開に努めた。 2007 年 ３ 月に計算能力がそれまでの数倍

の新機種を導入， これに先立ち新システムの効率的な運

用を図 り ， スーパーコ ン ピ ュータ を利用する地球環境研

究への支援 を 効果的に実施す る た め， ス ーパー コ ン

ピ ュータ研究利用のあ り 方について見直し を行った。 こ

れに基づき， 課題の公募 と 審査のよ り 一層の適正化など

によ り ， よ り 効率的な運用， 地球環境研究支援の効果的

な実施を図った。平成 19 年度からはさ らに支援体制の強

化を図る こ と と し ている。

　 広報， 出版， 普及に関し ては， 「地球環境研究セン ター

ニュース」 の月刊を継続し，内容については，新企画 「コ

コが知 り たい温暖化」 の開始など， 常に新鮮な内容を維

持する よ う 努めた。 ウ ェブはコ ンテンツの新規作成， 内

容の随時更新を図った。 パン フ レ ッ ト ・ 教材等も数種を

新規に作成し た。 多数のイベン ト に も積極的に取 り 組ん

だ。 地球温暖化を一般向けに解説し たボス ター （「も っ と

も っ と 知 り たい！地球温暖化」 ） はパン フ レ ッ ト 化し て

ウ ェブにも掲載し た。 また， 前年度か ら制作 ・ 公開を開

始し た 「自転車発電」 の改良を図 り ， 多 く のイベン ト で

人気を集めた。 記者発表を積極的に行い， テレ ビ， 新聞

等マス コ ミ に多 く 取 り 上げられた。 見学や一般 ・ 報道機

関等から の問い合わせに も可能な限 り 対応し， 研究成果

の普及と地球環境問題の理解増進に努めた。CGER リ ポー

ト は 13 冊を刊行し た。地球温暖化問題に対する関心の高

ま り を受け， マス コ ミ や一般市民などか ら の問いあわせ

も急増し ている。 上記のよ う な活動によ り ， 信頼される

情報を提供し て き た こ と が高 く 評価されている こ と を伺

わせる。

表 　 本年度スーパーコ ンピ ュータ利用研究課題

〔備考〕

（ ３ ）循環型社会・廃棄物研究セン ターにおける活動

(3)-1. 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等の

作成

1） 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータ ベース等の作

成

〔区分名〕 循環セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AB454

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 井上雄三， 貴田晶子， 大迫政浩， 山田

正人， 倉持秀敏， 橋本征二， 藤井実， 南齋規介，

山田亜矢， 高橋史武

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 資源循環， 廃棄物処理処分分野における技術開

発情報やニーズ情報を継続的に収集 ・ 整備し て取 り ま と

め， 今後の研究プロ ジ ェ ク ト の企画 ・ 実施 （モデル事業

化） 等のための技術データベース と するほか， 廃棄物処

理 ・ リ サイ クル部門の物質フ ロー及びス ラ グ等の再生製

品や有機性循環資源の組成等に関するデータベース を作

成し， 公開する。

〔内容および成果〕

　 食品産業を日本標準産業分類表にし たがい， 小分類 と

細分類で分類し た有機性廃棄物発生量原単位 （従業員 １
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人当た り １ 日当た り ），及び細分類事業から採取し た食品

廃棄物の組成データ を と り ま と め， 食品廃棄物の細分類

業種別組成な らびに発生量原単位データベース と し て公

開を行った。

　 また， 我が国の標準産業分類にし たがった食品廃棄物

「物質フ ローデータ」 については， 石油製品 ・ 石油化学製

品のフ ローに関するデータの収集 ・ 整備を進めた。 マ ク

ロ統計 と 技術プロセス情報等をベース と し た物量勘定表

の推計方法によ る物量勘定表の試作に関し て， 1980 年か

ら 1989 年，2004 年について公開済みのもの と同様のデー

タ を整備する と と も に， 不整合データ の精査を行った。

また， 溶融ス ラ グ及び土木利用される材料の無機物質に

関するデータベース を整備し た。

〔備考〕

（ ４ ） 環境リ スクセン ターにおける活動

(4)-1. 　 環境リ スクに関するデータベース等の作成

1） 　 化学物質データベースの構築と提供

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AK513

〔担当者〕 ○今泉圭隆 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 リ ス ク 情報の集積 と 効率的な情報発信基盤の

整備は重要な課題であ る。 当研究セン ターでは前中期計

画よ り 化学物質データベース 「Webkis-plus」 を公開し て

お り ， その整備および機能拡張を行って き た。 継続的な

公開情報の更新および内容の拡充が必要不可欠であ り ，

同時に， よ り 広範な人々に対し て リ ス ク情報を平易に伝

え る方法の検討が必要であ る。 それ ら の検討を通し て，

化学物質の環境 リ ス ク に関する リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ

ンの推進に向けた基盤整備を行 う こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 「Webkis-plus」 に関し て法制度情報の説明を追加し， 各

種規制値のデータの更新を行った。 リ ス ク コ ミ ュ ニケー

シ ョ ンの推進に向け， 化学物質の動態予測シ ミ ュ レー

シ ョ ン お よ び リ ス ク 評 価 が 可 能 な ソ フ ト ウ ェ ア

「MuSEM」 のイ ン ターフ ェ イ スや連動するデータベース

を改良 ・ 作成し， Web 上にて公開し た。

〔備考〕

2） 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光， 小熊宏之， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 流域生態系の現状把握， これに影響を及ぼす リ

ス ク要因の解明及びその総合管理に資する ため， 流域を

対象 と し て土地被覆， 標高， 植生， 生物， 化学物質， 人

間活動などに関する詳細情報を GIS データ基盤 と し て整

備する。 本課題の研究対象地は多数のため池を有する兵

庫県南西部と し た。

〔内容および成果〕

　 整備対象 と な る 紙媒体お よ びデジ タ ルデー タ の収集

は，公共機関等からの借用・購入や市販データの購入 web

か らのダウ ン ロー ド によ って実施し た。 情報収集の対象

と し た公共機関は， 兵庫県庁， 各市町村， 土地改良事務

所， 兵庫県立人 と 自然の博物館であ る。 これら の機関に

対し ては個別訪問によ る保有データの聞取 り および， 必

要なデータの収集を行った。国土地理院発行の地形図 （1/

25000 縮尺以上）， 標高等の元データは市販されている た

めこれ購入し た。土地被覆，過去の衛星画像情報（Landsat）

は国内外の web site で元データが公開されている ため，こ

れを個別にダ ウ ン ロー ド し た。 こ れ ら に よ り 土地被覆，

標高， 植生， 人口， 土壌等の情報のほか， 過去の衛生画

像や， 詳細な地形図等， 約 15 項目 40 件の環境情報を収

集し た。 生物の分布データ と し ては， 327 ヵ所のため池に

おいて生育する水生植物の出現種を ８ 月から 10月にかけ

て現地調査し た。

　 収集し た情報は， 必要に応じ てデジ タル化および GIS

情報化し た。 GIS 情報に対し ては利用する GIS ソ フ ト ウ

エアであ る ArcGIS で利用でき る形式に変換し た後，投影

座標系 ・ 測地系を統一し た。 なお本流域詳細情報で利用

する投影座標系。 測地系は， 整備効率および将来的な解

析のための利便性を考慮に入れて， 日本測地系および公

共座標系を採用し た。

〔備考〕

「当課題は重点研究分野 (3)-4. にも関連」

3） 　 国立環境研究所侵入生物データベース管理

〔区分名〕 リ ス ク セン ター

〔研究課題コー ド〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所侵入生物研究チームは地球環

境研究総合推進費 2002 年度開始課題 「侵入種によ る生物

多様性影響機構に関する研究」 （総額 180,000 千円， 課題

代表 ： 五箇公一） の一環 と し て， 侵入種の生態学的特性

を網羅し た国内初の電子版データベース を構築し， 2004
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年春よ り 国立環境研 Ｈ Ｐ にて一般に公開を開始し た。写

真や分布地図 （県） など も表示された本データベースは

大学などの研究機関のみな らず， 地方自治体やマス コ ミ

などにも多 く 利用されている。 しかし， 推進費課題が終

了し た時点で本データベースの管理は一切成されておら

ず， 情報の追加や修正などが滞ってお り ， 生態学会か ら

も 適正かつ迅速なデータ管理を求め ら れてい る。 特に，

2006 年 ３ 月に開催された生態学会外来種問題検討作業部

会において， 外来種対応にあた る各研究機関担当者の間

で議論し た結果，国立環境研究所が中心と な り ，各地方・

機関で実施し ている外来種に関する情報収集および駆除

活動の実態など を総括し， 外来種対策のネ ッ ト ワーク を

構築する こ と， また得られた情報を逐次， 国立環境研究

所侵入生物データベースに登録し て管理する こ と が計画

と し てま と められた。 そ こ で， 侵入種データベース管理

事業を こ の組織再編を機に立ち上げ， その内容 と 機能の

向上を目指すこ と とする。

〔内容および成果〕

　 2004 年から 2006 年までに新たに問題 と なった外来生

物について生態データ を収集し，HP のコ ンテンツ追加を

行った。 既存のデータ ・ コ ンテン ツについて も生態デー

タの更新および写真データの追加を行 う ため， HTML プ

ロ グ ラ ムの書き換え作業を行った上で， 試験的に昆虫 1

種， 維管束植物 5 種のデータ更新を行った。 情報収集に

あた り ， NORNAC， 千葉県立自然史博物館， 国立科学博

物館， 大阪市立博物館， 徳島県立自然史博物館など と の

ネ ッ ト ワーク構築を行った。

　 侵入生物データベースの機能拡張にあた り ， 地理情報

シ ス テ ムの構築を行い， 侵入生物分布域予測用の環境

ベースマ ッ プ も同時に作成し た。 アルゼンチンア リ およ

び外国産 ヒ ラ タ ク ワガタ を事例 と し て， 侵入種および影

響を受け る在来種の分布域情報について， 地質， 緯度，

経度， 標高， 植生流域区分情報， および侵入年などの地

理的情報をデータベース化し， 空間位置関係に基づ く 分

布域予測アルゴ リ ズムを定量化し た。 これを も と に， 分

布拡大予測 ・ 防除対策マ ッ プの作成を行った。

〔備考〕
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６ . １ 環境情報の収集， 整理及び提供に関する業務

環境情報センターにおいてインターネットを通じて提供している情報については表に示すとおりである。

６ . １ . １ 環境情報提供システムの整備運用

（１）EIC ネット

EICネット（Environmental Information & Communication

Network）は，環境基本法第 27 条に基づき，環境教育・学

習の振興及び民間の環境保全活動の促進に資するため，環

境情報の提供及び情報交流の促進を図ることを目的とし，

平成８年３月にパソコン通信による運営を開始し，平成９

年１月からはインターネットを利用したサービスに切り

替わったものである。同条の規定は，独立行政法人国立環

境研究所法にも反映され，同法第11条第２号の規定に基づ

いて，本研究所がEICネットの運営を継続している。

本年度の１年間における EIC ネットへのアクセス数

（ページビュー）（注）は，56,786,700件であった。提供情報

の中で特に利用の多かったコンテンツは，「環境 Ｑ ＆ Ａ」

表 ：環境情報センターにおいてインターネットを通じて提供している情報

区分 情報の内容 情報を提供しているサイト

環境情報提供システム 内外の環境政策等のニュース，環境用語集，環境年表，
イベント情報，環境 Q&A 等

EIC ネット（１）

環境技術の開発等に係るニュース，先端技術の解説等 環境技術情報ネットワーク（２）

環境 GIS
（数値情報を含む。）

環境 GIS 大気汚染状況の常時監視結果 国立環境研究所ホームページ

（環境 GIS）（３）

公共用水域の水質測定結果

日本周辺海域における海洋環境の状況

全国自動車交通騒音マップ

ダイオキシンマップ

有害大気汚染物質マップ

生活環境情報サイト

数値情報 大気環境月間値・年間値データファイル 国立環境研究所ホームページ

（環境数値データベース）（４）

大気環境測定局データファイル

公共用水域水質検体値データファイル

公共用水域水質年間値データファイル

公共用水域水質測定点データファイル

研究成果等 研究計画 研究計画 国立環境研究所ホームページ
（５）

研究発表 発表研究論文データベース

成果発表一覧（誌上）

成果発表一覧（口頭）

刊行物 国立環境研究所年報，特別研究報告，
研究報告，研究所ニュース，環境儀等

その他 研究分野別の活動等

（１）http://www.eic.or.jp/
（２）http://e-tech.eic.or.jp/
（３）http://www-gis.nies.go.jp/
（４）http://www.nies.go.jp/igreen/
（５）http://www.nies.go.jp/
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「環境用語集」である。なかでも，利用者が提示した疑問，

質問等に対して他の利用者が回答する「環境Ｑ＆Ａ」は，

5,618 件の書き込みがなされるとともに，アクセス数は

7,075,395 件にのぼり，環境情報の交流の場として活発に

利用された。

本年度業務では，「環境ニュース」や「トピックス」等

のコンテンツについて毎日又は定期的な更新を行うなか

で，時事性が高いテーマやアジアの国々の環境事情などの

掲載に努めるとともに，RSS配信の本格運用を実施した。

また，利用者自身による情報の書き込みには利用者登録

を必要としているが，本年度における新規利用登録者数は

2,439名で，総利用登録者数は15,291名となった。

提供情報の内容は，図１に示すとおりである。なお，シ

ステムの日常運用は，（財）環境情報普及センターに請け

負わせて実施している。

（注）ページビューとは，ホームページのアクセス数の

数え方のうち１ページにアクセスしたときに１件と

カウントする方式。

（２）環境技術情報ネットワーク

環境保全に貢献する技術の普及と啓発を図るため，環境

省との共同企画で，「環境技術情報ネットワーク」を平成

15年８月より運営している。

同サイトは，（１）環境技術新着ニュース，（２）環境技

術情報ナビゲーション，（３）環境技術ライブラリ，（４）

環境技術イベント情報，（５）環境技術交流フォーラム及

び（６）環境技術サポート情報から構成され，環境技術情

報のポータルサイト（情報の収集・発信の窓口となるサイ

ト）の役割を果たすことを目指している。本センターは，

このうち（１）～（４）を担当しており，ニュースやイベ

ント情報は情報収集と更新を日常的に実施するなど，掲載

情報の充実に努めている。本年度のアクセス数（ページ

ビュー）は 770,994 件であった。なお，システムの日常的

管理は，（財）環境情報普及センターに請け負わせて運用

している。

図 1 　 環境情報提供システム （EIC ネ ッ ト ） によ る提供情報等一覧

（ＵＲＬ）http://www.eic.or.jp/
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６ . １ . ２ 環境国勢データ地理情報システム （環境 GIS）

の整備運用

（１）環境 GIS

環境 GISは，環境省が策定した「環境省国土空間データ

基盤整備等実施計画」に基づき，本センターと環境省大臣

官房総務課環境情報室とが協力して整備を開始したもの

である。同実施計画では，汚染物質の総量規制等の「指定・

規制等位置データ」を第１類型とし，大気や水質等の測定

データやその集計値等の「環境質測定結果等データ」を第

２類型として位置づけている。そして，第２類型のデータ

に位置情報を加え，第１類型データを表示した地図上に重

ね合わせ表示を行うなど，理解しやすい視覚的な形に加工

して，インターネットを通じて環境の状況に関する情報等

を広く提供しようとするものである。

本年度においては，環境GISの利便性を高めるため，ペー

ジデザインの改良を始めとする全面的なリニューアルを

行い，新たに静岡県の第１類型データを公開した。また，

次節に述べる第２類型の「環境質測定結果等データ」のダ

ウンロード用データとして，平成 17 年度（2005 年度）に

測定された大気及び水質データを追加掲載したほか，「全

国の大気及び水質の長期経年変化を見る」ページにもデー

タを追加掲載した。さらに，平成13年度に開発に着手した

「生活環境情報サイト」が完成し，これを公開した。

（２）環境数値情報の整備と提供

（ｉ）データファイルの整備

本センターでは，従来から，環境数値情報の収集，整理，

保管及び提供する業務を行っている。これらの数値情報

は，現在，環境GISの整備のための基礎的なデータにもなっ

ている。本年度は，前年度に引き続き大気データ及び水質

データを収集してデータファイルの整備を行った。

また，昭和45年度（1970年度）以降の大気環境月間値・

年間値データ及び昭和 46 年度（1971 年度）以降の水質環

境年間値データについて，「環境数値データベース」を作

成し，国立環境研究所ホームページから提供を行ってい

る。

ア．大気環境データ

大気環境データは，①大気環境時間値データファイル，

②大気環境時間値データファイル；国設局，③大気環境月

間値・年間値データファイル及び④大気環境測定局データ

ファイルにより構成されている。本年度は，前年度に引き

続きこれらのファイルの作成を行った。

各ファイルの内容は以下のとおりである。

①大気環境時間値データファイル

昭和 51 年度（1976 年度）から，大気汚染防止法に基づ

き都道府県が実施する大気環境常時監視の１時間値測定

結果をデータファイルに収録する作業を開始し，収録項目

を逐次充実してきた。本年度は，平成17年度（2005年度）

測定に係る関東・中部・近畿・中国・九州地方の測定局

（20都府県，1,232局）について，大気汚染物質（窒素酸化

物，浮遊粒子状物質，二酸化硫黄，一酸化炭素，光化学オ

キシダント，非メタン炭化水素等19項目）及びその他項目

（気象要素等10項目）の各測定結果データを収録した（延

べ10,206件）。

②大気環境時間値データファイル；国設局

①と同様に，全国の国設大気測定所及び国設自動車排出

ガス測定局（19局）についても，常時監視の１時間値測定

結果を収録した（延べ240件）。

③大気環境月間値・年間値データファイル

環境省水・大気環境局は，大気汚染防止法に基づき，各

都道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結果を

取りまとめ，データファイルに収録・集計を行っている。

本センターでは，水・大気環境局より集計結果を収録した

データファイルの提供を受けて，昭和45年度（1970年度）

測定結果から整備している。本年度は，平成17年度（2005

年度）測定に係る全国の測定局について，大気汚染物質11

項目の各測定結果データを収録した。

なお，本年度も前年度に引き続き，水・大気環境局の平

成 17 年度（2005 年度）測定結果データファイル及び測定

結果報告書の作成について，支援を行った。

④大気環境測定局データファイル

大気環境測定局データファイルは，本研究所及び環境省

水・大気環境局が実施する「一般環境大気・自動車排出ガ

ス測定局属性調査」に基づき，全国の大気測定局に関する

基礎的情報を収録したファイルである。本年度は，平成17

年度（2005年度）調査結果に係る情報を収録した。

イ．水質環境データ

水質汚濁防止法に基づき，昭和 46 年度（1971 年度）か

ら全国公共用水域水質調査が実施されており，環境省水・

大気環境局では都道府県より報告を受けた水質常時監視

測定結果を取りまとめ，データファイルに収録・集計を

行っている。本センターでは，水・大気環境局よりデータ

の提供を受けて，水質環境データファイルの作成を行っ

た。

水質環境データは，①公共用水域水質検体値データファ

イル，②公共用水域水質年間値データファイル及び③公共

用水域水質測定点データファイルにより構成されており，

その内容は以下のとおりである。

①公共用水域水質検体値データファイル

昭和46年度（1971年度）～平成17年度（2005年度）の

全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目（pH，
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DO，BOD，COD，SS，大腸菌群数，n-ヘキサン抽出物質（油

分等），全窒素，全リン），健康項目（カドミウム，全シア

ン，鉛，六価クロム，ヒ素，総水銀，アルキル水銀，PCB

等計 30項目）及びトリハロメタン生成能（クロロホルム生

成能等計５項目）の各測定結果データを収録している。

②公共用水域水質年間値データファイル

全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目，健

康項目等の項目別に年間の最大値，平均値及び測定実施検

体数等を収録したものである。本年度は，平成17年度（2005

年度）調査結果に係る情報を収録した。

③公共用水域水質測定点データファイル

水質測定点データファイルは公共用水域の水質測定点

に関する基礎的情報を収録したファイルである。本年度

は，前年度に引き続き，変更地点等の調査結果に基づいて，

地点統一番号，地点名称，指定類型，達成期間，緯度，経

度等をファイルに収録した。

（ii）データファイルの提供

ア．ホームページによる提供

大気環境月間値・年間値データ（昭和 45 年度（1970 年

度）～）， 公共用水域水質年間値データ（昭和46年度（1971

年度）～）及び公共用水域水質検体値データ（昭和56年度

（1981年度）～）について，「環境数値データベース」を作

成し，国立環境研究所ホームページから提供を行ってい

る。

イ．貸出による提供

大気環境及び水質環境データファイルについては，環境

省を始めとする行政機関・研究者等への提供を行ってい

る。本年度は，計2,327ファイルの貸出を行った。

また，ユーザの多様なニーズに対し，よりきめ細かな対

応ができるよう，所内研究者向けとしてイントラネット上

に整備したWeb対応「データ提供システム」を運用し，デー

タファイルの提供業務の効率化を図っている。

ウ．コピーサービスによる提供

大気環境及び水質環境データファイルが環境研究及び

環境行政分野のほか，民間機関を含め広く社会的に利用さ

れるよう，「コピーサービス用電子メディア貸出規程」に

基づき，（財）環境情報普及センターを通じて，電子メディ

アコピーサービスによる実費提供を行っている。本年度は

計33ファイルの提供を行った。

６ . １ . ３ 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

（１）国立環境研究所ホームページの運営

本研究所の案内情報，研究情報等のインターネット上で

の発信手段として，平成８年３月から「国立環境研究所

ホームページ」の運営を開始している。

運営開始当初は，本研究所の業務紹介やデータベースの

提供等本研究所の基本的な紹介情報を主としたもので

あった。その後，順次，個別研究テーマごとのページや，

データベース等の研究成果等を提供・紹介するページを追

加掲載するとともに，ホームページ情報検索システムの導

入や刊行物等の掲載を行ってきたところである。

特に，本年度は，アクセシビリティに配慮し全面的にリ

ニューアルしたデザイン・操作機能のホームページによる

運用を開始したところである。

本年度，掲載した広報的情報としては ,「公開シンポジ

ウム 2006」（動画による提供），「夏の大公開」, 「エキス

ポセンター特別展示」などがあげられる。また，本年度開

始した中期計画の重点研究プログラムである「地球温暖化

研究プログラム」「循環型社会研究プログラム」「環境リス

ク研究プログラム」「アジア自然共生研究プログラム」の

研究概要を紹介するページとともに新組織の各ユニット

のサイトを開設した。個別研究成果の紹介としては ,「環

境試料の長期保存ホームページ」「プラスチックと容器包

装のリサイクルデータ集」の新設をはじめ，「温室効果ガ

スインベントリ」や「産業連関表による環境負荷原単位

データブック」など11件のコンテンツにおいて掲載情報の

更新が実施された。さらに，一般環境情報の提供として環

境科学解説シリーズ「地球温暖化」3 部作を制作し公開し

た。

本年度１年間における国立環境研究所ホームページへ

のアクセス件数（ページビュー件数）は，31,245,734件で

あり，前年度の24,783,786件に比べ約26％増加した。

国立環境研究所ホームページの構成は，図2及び 図 3の

とおりである。
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図 2 　 国立環境研究所ホームページ （和文） によ る情報提供
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図 3 　 国立環境研究所ホームページ （英文） によ る情報提供
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（２）編集・刊行

本研究所の活動状況及び研究成果等については，刊行物

として関係各方面に配布するとともに，研究所ホームペー

ジにおいて広く提供している。本年度も引き続き指定刊行

物の PDF化を進め，研究所ホームページから閲覧や印刷を

可能にした。

本年度においては，平成17年度年報，NIES Annual Report

2006，平成18年度研究計画，特別研究報告（12件），研究

報告（４件），地球環境研究センター報告（８件），国立環

境研究所ニュース（６件）を刊行したほか，本研究所の研

究成果を国民に分かりやすくリライトした研究情報誌「環

境儀」第20～ 23号を刊行した（８.1 研究所出版物参照）。

本年度は第１期中期計画の終了の翌年度であったため，特

別研究報告12件のうち８件が，重点特別研究プロジェクト

（６件）と政策対応型調査・研究(２件)の終了報告となっ

ている。

「年報」や「研究計画」の作成にあたっては，ＸＭＬ 自

動組み版システムが平成16年度に構築され，校正作業の省

力化やコスト軽減が図られている。またホームページに掲

載された「年報」の全文 ＰＤＦ ファイルより，Ⅲ．重点

特別研究プロジェクト及び政策対応型調査・研究〔関連研

究課題〕に示したページや，［成果発表一覧］誌上・口頭

発表及び，巻末の予算別・組織別，人名索引より，それぞ

れの研究課題のページにリンクできるようになり，さらに

活用しやすいものとなった。

「環境儀」については，より充実したものとするための

基礎資料を得るため，毎号アンケート調査を実施してい

る。実施方法として，主な発送先にアンケート用紙を配布

するとともに，研究所 HP からも入力可能としている。今

後，得られた回答を基に編集作業に反映させていくことと

している。

なお，これらの刊行物は，国立国会図書館，国内外の環

境関係試験研究機関，各省庁及び地方公共団体環境担当部

局等に寄贈交換誌として配布した。また，利用者の高度利

用や配布の便を図るため，平成 17 年度指定刊行物の PDF

ファイルを１枚のCD-ROMに編集し，関係各方面に提供した。

６ . ２ 研究部門及び管理部門を支援する業務

６ . ２ . １ コ ンピュータ ・ ネッ ト ワーク システム管理業務

本年度においては，通常の管理運用業務に加え，コン

ピュータシステムのシステム更改を行い，３月１日より新

システムの運用を開始した。

また，本研究所を含む筑波研究学園都市の 10 の研究機

関（平成 19年 3月現在，11機関）の連携の下に，平成 14

年３月末に構築された「つくば WAN」により，各機関が保

有するスーパーコンピュータを結んだ相互利用，人工衛星

搭載センサーから得られる大容量リモートセンシング

データ等の高速な相互利用（ファイル共有）等が可能と

なっている。「つくばWAN」も構築後５年を経過することか

ら，各参加機関によりシステム更改に向けた検討がなさ

れ，平成19年４月１日から新たなシステムとして運用が開

始されることになっている。本年度は，本研究所において

も新システムに対応するための準備を進めた。

（１）コンピュータシステム管理業務

本年度は，システム更改が行われたことから，従来のシ

ステムの管理運用業務と併せ，新システム導入のための諸

作業を実施した。

従来のシステムは，平成 14 年３月のシステム更改によ

り，比較的大規模のスーパーコンピュータを中核に，複数

の各種サブシステムを加えた分散型のシステムであり，夜

間及び休日を含めて24時間連続運転を行っている。また，

スーパーコンピュータについては，原則として３ヵ月に１

度の定期保守を行うこととしている。

各システムのうち，ベクトル処理用計算機及びスカラ処

理用計算機の利用に係る調整は地球環境研究センターが

行い，それ以外のシステムの利用に係る調整，全システム

の管理及び運用を本センターが行うこととしている。

本年度の利用登録者数は，所外の共同研究者を含めて，

ベクトル処理用計算機及びフロントエンドシステム47名，

スカラ処理用計算機18名となっている。

また，利用者支援の一環として，オープンソースの CMS

を利用した利用者向け情報発信サーバによる，運用情報・

統計情報，利用情報・支援情報等に係る発信体制を整備し

ている。

新システムへの更改については，平成 17 年度から引き

続き，次期コンピュータシステム検討委員会及び同導入

ワーキンググループにおける議論を踏まえ，システムの導

入に必要な仕様書案及びベンチマーク試験プログラム等

の検討等を進め，これらを踏まえて政府調達手順に基づく

入札を行った結果，１社の応札がなされた。

この応札者の提案内容等について技術審査会による審

査等を経て，８月 31 日に新システム導入業者（日本電気

（株））が決定した。その後，導入に向けた詳細設計を行う

間に，システムの設置場所である電算機室を含む周辺各室

の耐震補強工事を行うとともに，老朽化した空調設備の更

新も行った。そして，システム搬入・据付工事等を実施し，

平成19年３月１日より新システムの運用が開始された。な

お，これらにより，旧システムは平成 18 年 12 月 28 日を

もって運用を停止したため，本年度は約２か月の間，シス

テムの運用を停止する結果となった。
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（２）ネットワーク管理業務

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET） の代表的な利用

例は，各研究室等に配置されたワークステーション又は

パーソナルコンピュータにより，スーパーコンピュータを

始めとする各種コンピュータの利用，国外を含む所内外と

の電子メール，ファイル転送及びWebの利用等である。

これらの管理業務の中で最も重要なものは，ネットワー

クセキュリティ対策であり，ファイアウォールを設け，通

過プロトコルを制限するなど，非武装セグメント（DMZ）に

設置された各種の WWWサーバ，データベースサーバ等の監

視を始めとする各種の不正アクセスの防止に努めるほか，

イントラネットを通じて研究ユニットのサーバ管理者向

けにセキュリティ情報を提供し，より積極的な注意喚起を

行っている。

また，コンピュータウイルス対策サーバを設置し，メー

ル添付ファイル等のウイルス対策を講じており実質的被

害はないが，本年度におけるウイルス検査では，前年同様

の傾向で数万件に上る数が確認されている。この原因とし

ては，これまで同様，自動配信機能を有するウイルスが一

般化したことに加え，OS等の脆弱性発見からウイルス作成

までの期間短縮及びウイルス亜種の作成頻度の極端な増

大によるものと考えられる。

さらに，メール添付ファイル以外のネットワークを利用

した情報交換，CDや DVD等の電子メディア，インターネッ

トからのダウンロード等によるウイルスの感染を防止す

るため，ソフトウェアの一括購入に基づいたイントラネッ

トからのダウンロード方式により，個別のパーソナルコン

ピュータについても，ウイルス対策を講じている。

一方，利用者の便宜に供するため，Web メールの導入，

グループアドレスの採用，メーリングリストの運営，簡便

な所外ファイル交換システムの運用，効果的な迷惑メール

対策の検討等を進め，各種の業務の遂行を側面から支援す

るメールの使い方の普及を図っている。

本年度においては，所内の会議室において簡便にネット

ワークを利用するための無線LAN機能の設置，所外から安

全に所内ネットワークの機能を利用するための機能とし

てVPN装置の導入やネットワーク機器の設置環境の整備強

化等により，利用者の利便性の一層の向上を図った。

なお，昨今，社会的な問題となっている Winnyを始めと

する P2Pファイル共有ソフトウェアについて，利用者への

周知・指導を行うとともに，対策強化に向けての検討を進

めている。

NIESNET についても，コンピュータシステムと同様にシ

ステム更改から５年を経過することに鑑み，共通的に利用

する中核的な部分を「基幹ネットワークシステム」として，

政府調達手順に基づく入札を行った。前回のシステム更改

時には，NIESNET はコンピュータシステムの中の一機能と

して，コンピュータシステムと合わせて調達を行ったが，

ネットワーク関連機器を取り扱う業者の数はスーパーコ

ンピュータのそれと比べてはるかに多いことから，より競

争原理を働かせることを目的として，コンピュータシステ

ムとは切り離した形での入札を行った結果，１社の応札が

あった。

システム調達のための検討は，コンピュータシステムの

場合と同じく次期コンピュータシステム検討委員会にお

いて実施し，システムを構成するサーバやスイッチ等の機

器や機能の特定を進め，これらを踏まえて政府調達手順に

基づく入札を行った。前述のとおり応札は１社であった

が，本センターを中心としてその提案内容等の確認作業を

行い，10 月 30 日に新システム導入業者（日本電気（株））

が決定した。その後，導入に向けた詳細設計，機器の搬入・

ケーブル敷設工事等を実施し，コンピュータシステムと同

じ平成19年３月１日より新システムの運用が開始された。

６ . ２ . ２ 研究情報の整備 ・ 提供

（１）文献データベースの整備と提供

本センターでは環境研究を側面から支援するために国

内外のデータベースの効果的な活用体制の整備を図って

いる。

ア．オンライン文献データベース

JDreamⅡ（（独）科学技術振興機構（JST））,  STN（Chemical

Abstracts Service（CAS），FIZ Karlsruhe,( 社 ) 化学情報

協会が共同で提供），G-Search(（株）ジー・サーチ）の３

種類のデータベースを整備しており，本年度は８件の検索

申込みを受け付けた。

イ．文献データベースの管理

①引用文献データベース Web of Science（Thomson

Scientific）の自然科学分野及び社会科学分野の２分野を，

平成 14 年７月から導入している。また，これらのバック

ファイルは1981年からの利用が可能であり，研究基盤の強

化を図っている。本年度の利用件数は，10,775件であった。

②フルテキストデータベースScience Direct（Elsevier）

を平成 17 年１月から導入し，現在購読している学術誌を

Web 上で閲覧することが可能となり，研究の一層の効率化

が期待される。

③その他にWebを利用した文献データベースとして，The

British Library inside web（大英図書館）及び研究室単

位で利用するJDreamⅡ（固定料金制）を提供している。
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④また，図書閲覧室内情報検索室では，NTIS（米国国立

技術情報サービス）を随時利用できるように整備してい

る。

（２）所外文献照会

所内研究者による所外文献のコピー入手申請を受けて，

国立大学附属図書館，JST，国立国会図書館にコピーの提供

を依頼しており，さらに，国外所蔵文献に関しては，The

British Library を利用して原報提供体制の強化を図って

いる。本年度においても国立情報学研究所が運営する「目

録所在情報サービス」及び「国立情報学研究所ILL文献複

写等料金相殺サービス」に引き続き参加し，業務の効率化

を図った。本年度の外部機関への複写申込件数は2,173件，

外部機関からの複写受入件数は50件であった。

（３）研究成果発表管理

誌上（所外の印刷物）発表論文及び口頭発表（講演等）

に関し，発表した後に研究課題コード，発表者，題目，掲

載誌（発表学会名称等），巻号，ページ（開催年）及び刊

行年に係る情報を研究者からの申請により受け付けて，研

究所の活動状況の把握のため整備している。これらのデー

タは，本年報の「X.成果発表一覧」に掲載されている。

また，本年度は，研究所ホームページ「国立環境研究所

発表研究論文データベース」へのデータ更新頻度を四半期

ごとに実施するとともに，「成果発表一覧（誌上）」におい

ては，記載されている発表論題と原著論文間をリンクし，

研究活動状況の速報性の強化を図った。

（４）図書関係

図書関係業務では，研究活動に不可欠な情報源である学

術雑誌を始めとする書籍の収集・管理と閲覧等の図書室の

運営を行っている。本年度末における単行本蔵書数は

51,262冊であり，購読学術雑誌は，国内外合わせて395誌

にのぼる。その他，マイクロフィッシュの形態で収集して

いる米国政府の環境分野の技術報告書は 119,289 件を数え

る。本年度は，昨年度に作成した「マイクロフィッシュ所

蔵目録データベース」に，過去に発行された資料も含めて

新たに入手した資料のデータを追加した。

図書等の管理及び文献情報の提供については，情報の電

子化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検索で

きるよう整備している。特に，雑誌所蔵目録データベース

においては，各誌の電子ジャーナルやインターネットによ

る出版社オンラインサービスへリンクできるように，常に

最新の情報に更新している。

図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数2,664棚，

雑誌展示書架840誌分，204m2，単行本閲覧室は棚数708棚，

雑誌展示書架280誌分，194m2，索引・抄録誌閲覧室は棚数

1,008 棚，80m2，報告書閲覧室は棚数 918 棚，74m2 であり，

その他情報検索室（50m2），地図・マイクロ資料閲覧室

（101m2），及び複写室（17m2）となっている。

なお，本年度の外来閲覧利用者は 30 人，図書室の延べ

利用者数は14,121人であった。

（５）環境省委託調査報告書等の収集

環境省が委託等により実施した調査研究等の成果は，研

究者や一般の国民にとっても貴重なものである。本年度

は，環境省が前年度中に実施した調査研究等の成果物を中

心に，663 種の報告書を収集，整備した。この結果，累積

総数は，5,866種に達している。

また，国，地方公共団体，大学等から433種の寄贈及び

寄贈交換の報告書等があり，累積総数では，16,831種を数

える。

６ . ２ . ３ 情報技術を活用し た事務の効率化

企画部及び総務部等の管理部門等を中心とし，情報技術

を活用した事務の効率化のための支援を行った。本年度に

実施した主なものは以下のとおりであり，データベースに

ついてはイントラネットでの稼動を基本とするが，一部は

研究所ホームページのコンテンツとしても公開されてい

る。これらの支援は，今後も継続して行っていくこととし

ている。

ア．所内電子申請・登録システムの開発支援

イ．業務用PC一括管理システムの運用支援

ウ．研究計画・年報XML自動組版システムの更新支援

エ．職員等基本データベースのシステム更新・運用

オ．研究課題データベース登録システムの更新

カ．研究課題データベースのホームページ公開支援

キ．情報公開用データベースの作成・更新支援

ク．ディレクトリサービス（各システムに共通の利用者

ID及びパスワードの設定）導入・運用

ケ．会計システム及び給与システムの更新支援

コ．出退勤システムの導入支援

サ．データ保存用の所内共用磁気ディスクの導入及び運

用管理

６ . ２ . ４ 研究情報企画 ・ 整備推進チーム

平成 15 年度における環境情報センターの組織改編の一

環として設置したもので，情報技術の活用を中心として所

内の研究者と連携する事業の展開を目指したものである。

本年度は，広域大気モデリング研究室が進める地方環境研

究所等との Ｃ 型共同研究「日本における光化学オキシダ

ント等の挙動解明に関する研究」及び流域生態系研究室が

進める Ｂ 型共同研究「流域生態系の再生プラン支援を目

的とした河川ネットワーク解析技術の開発」に対し，情報
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共有サーバの設置によるデータの一元管理及びデータ

ベースの共有化，データ集計解析ツール「大気時間値デー

タ集計プログラム」の開発・配布によるデータの基礎集計

及び解析の便を図ったほか，利用を関係者に限定したホー

ムページの運用，長期トレンド解析結果の国立環境研究所

ホームページからの公開，Xoops を活用した電子会議室の

運用等を通じ，研究支援を行った。

６ . ３ その他の業務

６ . ３ . １ 環境情報ネ ッ ト ワーク研究会

本センターでは，環境情報の提供業務に関連した情報交

換等を行うため，全国の地方環境研究機関の情報担当者を

主な対象として，毎年度「国立環境研究所環境情報ネット

ワーク研究会」を開催している。本年度の研究会（第 19

回）は，「情報セキュリティ対策の現状と課題」をテーマ

として，平成1９年２月８，９日に開催し，地方環境研究

機関及び環境省所管の公益法人等から 34 機関（約 50 名）

の参加を得た。

６ . ３ . ２ Ｃ Ｉ Ｏ 関連業務

ＣＩＯ（Chief Information Officer）とは，情報化統括

責任者を意味する。

平成 12 年に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本

法」が成立し，同法に基づいて発足した「高度情報通信

ネットワーク社会推進本部」（略称「ＩＴ戦略本部」。内閣

総理大臣を本部長とし，全閣僚及び有識者により構成）に

おいて，国の行政事務等を対象として業務・システムの最

適化を実現するため，平成15年度に各府省にＣＩＯを設

置し，これら各府省のＣＩＯは，「各府省情報化統括責任

者（ＣＩＯ）連絡会議」を組織し，所要の検討を行ってい

るところである。

「各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議」では平

成17年６月，「独立行政法人等の業務・システム最適化実

現方策」を策定した。同方策では，これらの実現のため，

平成17年度中に独立行政法人にＣＩＯ及びＣＩＯに対す

るアドバイス等を行う情報専門家として ＣＩＯ 補佐官を

設置することとされ，本研究所においても ＣＩＯ として

企画・総務担当理事を充てるとともに，ＣＩＯ補佐官（本

研究所における呼称は「ＣＩＯ 補佐」）を置くこととし，

ＣＩＯ関連業務を本センターが行うこととされた。

本年度は，(1) 電子行政推進国・独立行政法人等協議会

への参加，(2) 各府省情報化等責任者（ＣＩＯ）補佐官等

連絡会議への参加，さらに５つあるワーキンググループ

（ＷＧ）のうち，第２ＷＧ（ＩＴガバナンス）及び第５ＷＧ

（情報技術）への参加，(3) 環境省・所管独立行政法人情報

化連絡会議への参加，(4) 他機関における取組状況等の調

査，のような活動を実施した。さらに，(5) 研究所の情報

セキュリティポリシーの策定，(6) 研究所の会計システム

及び給与システムの更新，(7) 研究所内においてセンシ

ティブな個人情報を扱うシステムのセキュリティ強化，(8)

基幹ネットワークシステムの更改，(9) ＧＯＳＡＴデータ

処理運用システム開発等の調達，のような各場面におい

て，情報専門家としての立場からのアドバイスを行った。

６ . ３ . ３ 環境省からの受託等業務

本研究所は，平成 13 年４月に独立行政法人化したこと

により，国や民間の機関等からの業務の委託，請負実施が

可能となった。本センターにおいても，本年度，環境省か

らの7件の委託，請負業務を実施した。その概要は以下の

とおりである。

（１）平成 18 年度水質環境総合管理情報システム運用

及び開発業務（委託，水・大気環境局水環境課）

各種の水環境情報を一般に利用しやすい形で提供する

システムの構築を行い，広く国民の環境保全への理解を深

めるとともに，水環境保全活動及び学術的な調査・研究を

支援し，さらに，各行政機関が収集した水環境関連情報及

び市民から提供される情報についても総合的に提供でき

るシステムの構築を目的として，平成13年度から開始され

たものである。

本年度は，平成 17 年度に運用を開始した公開システム

（「水環境情報総合サイト」）及びデータ登録システムの管

理・運用を行うとともに，公共用水域水質測定結果など水

環境関連情報の追加更新を行った。また，システムの機能

拡充等を行い，提供内容等の充実を図った。

（２）平成 18 年度大気汚染物質広域監視システム（そ

らまめ君）表示系管理業務（請負，水・大気環境局

大気環境課）

環境省では，光化学オキシダント対策等の大気汚染防止

施策に資することを目的として，平成12年６月からの一般

向けの試験運用を踏まえ，GIS を活用した大気汚染物質広

域監視結果の表示機能を追加開発し，平成14年１月から本

格運用に移行するとともに，データ収集の範囲を広く全国

的に展開しているところである。なお，本年度は９月末ま

での契約で，その後は次項の「はなこさん」と統合した上

で，環境省が独自に運用を行っている。

（３）平成 18 年度花粉観測システム（はなこさん）表

示系管理業務（請負，水・大気環境局大気環境課）

環境省では，花粉観測システム（はなこさん）について，

山間部及び都市部に自動測定機器を設置し，花粉飛散量

データ等を収集し，ホームページから公開している。
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上記サイトは，一般国民に対して分かりやすく表示する

ため，インターネット GIS（地理情報システム）技術を用

いて地図表示できるデータ公開システムを，広域大気汚染

監視システム（そらまめ君）を活用し，平成14年度に試験

運用を開始した。平成16年度には，上記のそらまめ君のシ

ステムから分離した花粉データ公開システムを構築し，

ホームページのリニューアルを行い，「環境省花粉観測シ

ステム」サイトとして運用を開始した。観測網は，平成14

年度は関東地域のみであったものが，平成15年度は関西地

域，平成 16年度は中部地域，平成17年度には中国・四国

地域に新たに観測地点を増設するなどの強化がなされて

いる。また，平成16年度からは，厚生労働省が設置した花

粉観測地点からの測定データについても，本サイトから

データ公開を行っている。

本年度は，前年度に引き続き，表示系（データ公開シス

テム）の管理・運用を行うとともに，中国・四国地域への

観測地点設置に対応するなど，システムに新規機能追加等

の整備を行った（９月末までの契約）。

（４）平成 18 年度生活環境情報総合管理システムの整

備業務（請負，水・大気環境局大気環境課大気生活

環境室）

近年における感覚公害問題の実情を踏まえ，平成 13 年

度から全国の騒音・振動・悪臭などの生活環境情報の整備

を進め，国立環境研究所環境情報センターが整備する「環

境国勢データ地理情報システム」（環境GIS）のホームペー

ジからに広く一般に提供することを目的として，生活環境

情報総合管理システムを開発してきた。本年度は,平成18

年 5 月 30 日から環境 GIS サイト内「生活環境情報システ

ム」ページの一般公開を開始し，騒音・振動・悪臭に係る

法施行データ，発生源データ，及び「日本の残したいかお

り風景100選」「日本の残したい音風景100選」などのコン

テンツを提供した。また，地球温暖化やヒートアイランド

現象に伴う高温下での熱中症の発生に対応するため，気象

庁数値予測情報に基づく熱中症予防情報（WBGT情報）を広

く一般に提供することを目的として，平成17年度は試験公

開を実施した。本年度は，「国立環境研究所ホームページ」

内「環境省熱中症予防情報サイト」から本格公開を行った。

併せて，WBGTの観測ネットワークを構築し，WBGT等観測実

況値の提供を行った。なお，熱中症予防情報の提供業務は，

健康領域総合影響評価室が実施した。

（５）平成 18 年度全国水生生物調査結果解析業務（請

負，水・大気環境局水環境課）

全国水生生物調査は昭和 59 年度から実施しており，小

中学生を含む一般市民が多く参加する調査で，河川の水質

保全の啓発に有効なものとなっている。本業務は，各都道

府県で集約された水生生物調査結果を集計し，調査結果を

評価するとともに，その結果を公表し，調査の窓口である

各都道府県等にその情報を提供することを目的とする。

また，水質環境総合管理情報システム「水生生物調査支

援情報サブシステム」では，調査参加団体及び都道府県の

調査担当者がインターネットに接続したパソコンを使用

して，一般公開されたホームページ上で調査結果を直接入

力すること及び過去の調査結果を閲覧することが可能と

なっている。

本業務では，「水環境情報総合サイト」「水生生物調査の

ページ」のホームページ上で登録された調査結果データを

用いて，調査状況・調査結果の集計及び解析等を行い，環

境省への報告書を作成したほか，「全国水生生物調査の

ページ」の維持・更新，管理を行った。

（６）平成 18 年度自動車交通騒音情報の整備・管理業

務（委託，水・大気環境局自動車環境対策課）

自動車交通騒音常時監視（法定受託業務）に関する結果

データは，自動車交通騒音施策の企画・立案に必要な基礎

的モニタリングデータであり，継続的にデータを整理・蓄

積していくとともに，国民に情報提供していく必要があ

る。本業務は，自動車交通騒音常時監視に関するデータの

整理・蓄積及びデータを取り扱うために必要な技術的支援

を，国立環境研究所環境情報センターが整備する「環境国

勢データ地理情報システム（環境 GIS）」を活用しながら，

継続的に効率よく行っていくことを目的とする。本年度

は，環境 GIS 内の「全国自動車交通騒音マップ（環境 GIS

自動車交通騒音利用状況調査報告）」サイトの利用状況を

調査したほか，自動車交通騒音情報，環境基準類型情報の

整理等，GIS データの整備を行った。また，都道府県及び

騒音規制法施行令第４条に定める地方公共団体，環境省等

が利用する「自動車騒音常時監視事務支援サイト」の運用・

管理を行った。

（７）平成 18 年度ダイオキシン類環境情報調査データ

ベース構築業務（請負，水・大気環境局総務課ダイ

オキシン対策室）

環境省では，毎年常時監視等で得られる貴重なダイオキ

シン類の異性体情報を有効に活用して，今後のダイオキシ

ン対策を効果的に進めていくとともに，国立環境研究所環

境情報センターが整備する「環境国勢データ地理情報シス

テム」（環境GIS）のホームページから広く一般に当該デー

タを公開し，地方公共団体間の情報の共有化や国民，事業

者，研究者等への的確な情報の提供を進めることとし，平

成16年度に公開システムの構築を行い，地方公共団体関係

者への試験公開の後，平成17年度は環境GIS内「ダイオキ

シンマップ」から一般公開を開始した。
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本年度は，前年度に構築したシステムの維持管理に加

え，「ダイオキシンマップ」をより利用しやすくするため，

システム期の追加を行い，更に，本年度新たに常時監視等

により得られたダイオキシン等の異性体情報等について，

データ追加更新を行った。
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７ . １ 運営体制

本研究所の大型施設等の運営については，大型施設調

整委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議し，

研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連絡会

と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行っている。

７ . ２ 大型研究施設

７ . ２ . １ 大気化学実験棟 （光化学反応チャ ンバー）

本施設は，工場や自動車などから排出される一次汚染

物質や植物から放出される有機物が大気中での化学反応

によって，二次汚染物質に変質するメカニズムを実験的

に研究する施設である。本施設は都市域における光化学

スモッグや対流圏バックグラウンドの大気汚染に関連し

た光化学オゾンやエアロゾルの生成，成層圏でのオゾン

分解などの大気光化学反応を解明することを主目的とし

ている。そのための大型実験装置として光化学反応チャ

ンバーが設置されている。

本年度は，中核プロジェクト，特別研究，民間受託研

究および経常研究等が行われた。

７ . ２ . ２ 大気拡散実験棟 （風洞）

本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が

設置されている。

本年度は，局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査

のための曝露量評価モデルの構築に関する調査研究およ

び経常研究等が行われた。

７ . ２ . ３ 大気共同実験棟 （大気フ リースペース）

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一

定期間の使用に供することを目的とした施設で，各種の

機器の校正に利用された。また，成層圏のオゾン濃度分

布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の解明および長

期的な変化を研究するオゾンレーザーレーダーが設置さ

れている。

「オゾンレーザーレーダー」

オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー

ダーはレーザーと口径 100cm の望遠鏡を備えており， 高

度 45km までのオゾンの高度分布を高い精度で観測する

ことができる。

本年度は，地球環境研究センターによる成層圏モニタ

リングが行われた。

７ . ２ . ４ 大気モニ ター棟

本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所

などで実際に使用されている機器を中心として７種類の

自動測定器（NOx , SO2 , O3 , CO2 , 非メタン，SPM，ガ

ス状 Hg，酸性雨に関する各測定機器）が設置されている。

機器の性能を維持するために，専門技術者が精度管理を

厳しく行っている。また，所内外の研究者に対して，気

象要素（風向，風速，雨量，気圧，日射量，紫外線放射

量，地表温度）や大気質の測定結果についてホームペー

ジによる公開やデータ提供サービスなども行っている。

７ . ２ . ５ 水環境実験施設 （アクア ト ロン）

本施設は，水界における汚染物質の挙動および影響を

生態学，生物学，水処理工学等の見知から解明し，汚染

環境を修復するための手法開発の研究を目的とした施設

である。水質改善手法等を開発する目的で大量培養装置・

水処理実験装置が設置され，有害汚染物質が水生生物へ

与える影響およびその評価手法を研究する目的で毒性試

験装置が設置されている。さらに，水生生物の飼育・培

養，系統保存が行える人工環境室，培養室が設けられて

おり，本年度に供試された実験水生生物は，大型から小

型までおよそ 50 種に及んだ。

また，バイオ・エコエンジニアリングの基盤技術開発

研究として，分子生物学的手法を導入した硝化細菌，メ

タン酸化細菌，メタン生成細菌，および水素生成細菌の

機能解析，窒素，リン除去評価等がなされた。

本年度は，循環型社会研究プログラムおよび環境リス

ク研究プログラムとその関連プロジェクト研究課題が実

施された。また，地球環境保全等試験研究，経常研究等

が行われた。

７ . ２ . ６ 環境試料タ イムカプセル棟

本施設は， 将来の環境問題の顕在化に備え，現在の地

球環境の状況を適切に保存し，技術が進歩した未来にお

ける分析や個体群増殖・再生を可能にするため，大気・
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生物・底質・母乳等の環境試料や絶滅の危機に瀕する野

生生物の細胞・遺伝子を長期的に保存する施設である。

試料を超低温で保存する-60℃の超低温室や-150℃の気

相保存が可能な液体窒素タンクが 19 基設置され，厳密な

検疫システム及び保存環境監視システム下で業務が遂行

されている。

本年度は，凍結粉砕された貝類・アカエイ等の環境試

料が 240 検体，絶滅危惧鳥類 168 個体，絶滅危惧哺乳類

12個体より培養細胞および遺伝子保存用サンプルを採取

し凍結保存を行った。また，サンプリングの協力機関と

して新たに釧路市動物園，タンチョウ保護調査連合およ

び北海道大学低温科学研究所が加わった。新規に試料の

保存を実施した鳥類は，アホウドリ，オオジシギ，クマ

ゲラ，コアジサシ，シジュウカラガン等 12 種であった。

また，新規に試料の保存を実施した哺乳類は，ウスリホ

オヒゲコウモリ，ウスリドーベントンコウモリ，ニホン

ウサギコウモリ，ニホンコテングコウモリの 4 種であっ

た。最終的に今年度凍結保存した培養細胞および凍結組

織は合計で 3,280 本となった。内訳は絶滅危惧鳥類 3,162

本（培養細胞：775 本，組織：2,387 本），絶滅危惧哺乳

類 118 本（培養細胞：19 本，組織：99 本）である。

７ . ２ . ７ 土壌環境実験棟 （ペ ド ト ロン）

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，気

温，地温，土壌水分などの制御下で土壌－植物系におけ

る汚染物質の挙動を調べるための土壌環境シミュレー

ター（大型ライシメーター）が設置されている。この装

置には不攪乱土壌が充填されており，現地の土壌構造が

室内に再現されている。本施設には他に，土壌中化学物

質の動態解析や土壌微生物への生態影響のための実験室

なども設置されている。

本年度は，本施設を利用して，経常研究，環境保全調

査等請負，民間受託研究，文部科学省科学研究補助金に

よる研究などが行われた。

７ . ２ . ８ 動物実験棟 （ズー ト ロン）

本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，

Biomedical Science の立場から，動物を用いて実験的に

研究することを目的とした研究施設である。

本施設は，重点研究プロジェクトである「感受性要因

に注目した化学物質の健康影響評価」，「環境中における

ナノ粒子等の体内病態と健康影響評価」の２課題，政策

対応型調査・研究「効率的な化学物質環境リスク管理の

ための高精度リスク評価手法等の開発に関する研究」と

経常研究及び奨励研究などに使用された。

これらの内容として，大気汚染物質，重金属およびそ

の他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研

究・リスク評価研究に加えて，地球規模の環境変化とし

ての地球温暖化やオゾン層の破壊に伴う紫外線の健康影

響に関する研究が含まれている。

平成 17 年度末に，「ナノ粒子健康影響実験棟（約 2,200

㎡）」が完成した。１～３階はディーゼル排気中のナノ粒

子発生装置と動物曝露装置が入り，４～５階は ＧＬＰ対

応の動物実験施設である。これによって，「自動車排気ガ

ス由来のナノ粒子の健康影響研究」が始まった。

「生体用 NMR 装置」

本装置は実験動物が生きた状態で NMR 計測を行い，そ

の代謝機能や体内イメージを解析する装置である。経常

研究，文科省科学研究補助金による研究，科学技術振興

調整費による研究などに使用された。

７ . ２ . ９ 生物環境調節実験施設 （バイオ ト ロン）

本施設は，植物を主な対象として，大気汚染ガスやそ

の他の様々な環境要因が生物に及ぼす影響の解明や生物

による環境モニタリング，浄化・修復（バイオレメディ

エーション）に関する研究，遺伝子組換え生物の生態系

影響評価に関する研究等に利用するため，環境制御温室，

種々の型式・性能のキャビネット，遺伝子組換え実験室・

培養室等が設置されている。本年度は本施設を利用して，

地球環境研究，重点研究，特別研究，地方環境研究所等

との共同研究，委託研究等が実施された。

７ . ２ . 10 環境生物保存棟

本施設は，研究材料および試験生物としての環境微生

物の系統保存（微生物系統保存事業），および絶滅の危機

にある水生植物の系統保存，凍結保存（環境試料タイム

カプセル化事業）を行う施設である。現在，約 1700 株の

微細藻類および原生動物と約 260 株の絶滅の危機にある

水生植物（車軸藻類と淡水産大型紅藻）が保存されてい

る。これらのうち，シアノバクテリア，単細胞性紅藻，

緑藻，トレボキシア藻などの微細藻類約 552 株と，絶滅

危惧種の淡水産紅藻 75 株が凍結保存されている。

本年度は，610 株が所外（うち 58 株が国外），170 株が

所内の研究者に提供され，環境研究，環境浄化研究，生

理活性物質の探索や生理機能の解析等の応用研究をはじ

めとして，分類や系統解析等の基礎研究や教材等，多様

な目的で利用された。また，微生物系統保存施設ホーム

ページ（http://www.nies.go.jp/biology/mcc/home_j.htm）
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より保存株情報を発信している。

７ . ２ . 11 環境保健研究棟

本施設は，環境因子の人体への影響に関して，人を対

象として研究することを目的とした施設である。本施設

を利用し，主として，環境健康研究領域の総合影響評価

研究室および環境疫学研究室，環境リスク研究センター

の健康リスク評価研究室および高感受性影響研究室が以

下の研究を実施している。総合影響評価研究室および環

境疫学研究室は各種疫学調査の準備並びに現地調査の実

施，調査試料の分析，収集資料の整理とデータベースの

作成を行うとともに，大気汚染物質の曝露評価，各種計

算機システムを活用したデータ解析を行っている。健康

リスク評価研究室は環境政策における活用を目指した化

学物質等のリスク評価手法及びバイオアッセイ手法の開

発に関する研究を実施している。高感受性影響は重点プ

ログラム「環境リスク研究プログラム」の中核プロジェ

クト「感受性要因に注目した化学物質の健康影響評価」

の中での，おもに揮発性化学物質による神経系への影響

についての実験研究を行っている。

７ . ２ . 12 生態系実験施設 （エコ ト ロン）

本施設は，地球環境問題や生態系保全などに関連して，

制御された環境条件下で，動植物の個体，個体群と群落

に及ぼす種々の環境要因の影響を解明するための実験研

究施設である。現在，昆虫や植物を培養するための光ス

ペクトル制御施設などを保有している。本年度は，上記

の施設を利用して，地球環境研究総合推進費，科学技術

研究費補助金，重点特別研究プロジェクト研究などが実

施された。

７ . ２ . 13 RI ・ 遺伝子工学実験棟

本施設は，放射性同位元素を利用する施設（RI 棟），遺

伝子組換え実験を行うための P2 レベル封じ込め施設（遺

伝子棟）と通常の実験室から構成されている。RI 棟では

放射性同位元素を利用した環境中の汚染物質の挙動や，

生態系への影響，物質循環の解明，生物を用いた汚染物

質の除去技術の開発等を行っている。文部科学省より使

用許可を受けている核種は 23 核種である。本年度の放射

線業務従事者数は職員，客員，共同研究員，研究生，放

射線 管理委託職員合わせて 45 人であった。

遺伝子棟では，組換え DNA 技術を環境保全に利用する

ための手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中で

の挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を

収集することを目的とした施設である。

本年度に承認された本研究所における組換え DNA 実験

は 46 課題，登録された組換え DNA 実験従事者は 62 人で

あった。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の

作成，組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明，

動物遺伝子のクローニングなどの実験が本施設内で実施

された。また，P2 管理区域外の分析機器室には多重蛍光

画像解析装置，ペプチドシークエンサーや DNA シークエ

ンサー等の分析機器が設置されており，共用機器として

活発に使用された。

７ . ２ . 14 環境リ スク研究棟

本施設は，環境リスクに関する調査・研究の中枢を担

う総合研究施設であり，生態影響評価，健康影響評価，

曝露評価の研究を実施するとともに，関連する情報を収

集・解析し，成果の外部発信を行っている。１階は水生

生物の生態影響評価研究エリアとなっており，流水式曝

露装置を用いたメダカへの化学物質曝露による毒性評

価，海水系曝露施設を用いた有機スズ曝露によるイボニ

シ（巻き貝）の生殖器異常のメカニズム解明，低質環境

シミュレーターを用いた魚類（マコガレイ）への化学物

質の曝露挙動などの研究を行っている。２階は主に化学

物質の計測のためのエリアで，水環境や大気環境の化学

物質を計測するための機器（GC/MS,LC/MS など）や，免

疫染色を施した細胞を観察するための共焦点レーザー顕

微鏡が設置され，また，環境質の in vitro バイオアッセ

イ手法による評価研究が行われている。４階は環境リス

クに関する情報の収集・解析・評価を行うエリアと，ヒ

トの健康に関する感受性要因を解明するための動物実験

エリアからなっており，化学物質を曝露した実験動物の

行動解析などが行われている。

７ . ２ . 15 地球温暖化研究棟

本施設は，温暖化現象の解明・評価のための観測技術

の開発や観測試料の分析・準備，温暖化の影響評価・予

測の様々なシュミレーション・モデル開発，温暖化の社

会経済的影響の評価・予測など，さらには，研究交流に

いたる地球温暖化に係わる一連の研究を効率よく推進す

るための総合研究施設であり，以下に示す研究設備が設

置されている。

（ １ ） 生態系パラ メ ータ実験設備

地球温暖化による植物影響の解析や二酸化炭素吸収源

としての植物機能のリモートセンシングによる解析手法

の開発などを目的として，植物を育成できる大型の人工

光型グロースキャビネット群が設置されている。これら
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の設備の特徴は，自然光に劣らない強光条件や温湿度の

制御範囲が広く，かつ二酸化炭素とオゾンを濃度制御で

きるところにある。

（ ２ ） 大気微量成分スペク ト ル観測室

世界最高水準の波長分解能を誇るフェーリエ変換赤外

分光計（FTIR）と太陽光を FTIR に導入するための太陽光

追尾装置を有する大気観測室である。FTIR は，大気中の

温暖化関連物質をスペクトルを高分解能で観測し，温室

効果ガスなどの気柱全量や鉛直分布を観測することがで

きる。衛星観測による温暖化物質などの観測に対する地

上からの検証機器としての活動が期待されている。

（ ３ ） グローバルカーボンシ ミ ュ レータ

地球規模での地球温暖化の影響予測や炭素循環現象の

シミュレーションなどに，その機能を特化した大型のコ

ンピュターシステムである。主に，所内に設置されてい

るスーパーコンピュターシステムで計算する前段階の

チューニング作業や機動性が要求されるモデル計算に使

用される。

（ ４ ） 温暖化対策設備

本施設には，以下の温暖化防止に有効な熱負荷低減手

法・技術が取り入れられており，それらの効果について，

検証試験を行っている。

[温暖化・省エネルギー対策 ]

・屋上緑化，屋上への太陽光パネルの設置，

・日射遮蔽と自然光利用のための簾，バルコニー，庇

の設置と熱感応型白濁ガラスの導入

・自然通風・自然換気を促進するための室内構造の改

良，ソーラーウオール・アトリウムの導入

７ . ２ . 16 低公害車実験施設

自動車から排出される様々なガス状及び粒子状物質の

排出実態を，実際の走行条件を再現しながら測定するこ

とを目的とした世界最高水準の施設である。本施設には，

自動車の走行状況や排ガス濃度をリアルタイムに計測す

る車載装置，自動車の走行を再現するシャシーダイナモ

装置，温度湿度の高精度制御が可能な特殊空調設備を備

えた環境実験室，高精度な排ガス分析計及び粒子計測装

置，世界に類のない排ガスが大気と混ざる瞬間を再現す

る高希釈倍率トンネル及び排ガスの大気放出後の時間的

変化を観察する排出ガス拡散チャンバ等が装備されてい

る。

本年度は，ガソリン車用車載装置の精度検証，ガソリ

ン車の排ガス VOC 試験，後処理装置付きディーゼル車の

排ガス試験，バイオ燃料の排ガス試験，電気自動車の性

能評価のために使用された。

７ . ２ . 17 循環 ・ 廃棄物研究棟

本施設は，大量生産，大量消費，大量廃棄型の社会か

ら，天然資源の消費が少なく環境への負荷が小さい循環

型社会への転換を進めるための研究拠点として整備さ

れ，2002 年 3 月に竣工した。

循環型社会の評価手法や基盤システムの整備，廃棄物

の資源化・処理処分技術やシステムの開発，有害物質に

よるリスクの総合的な制御手法などに関する研究を実施

するために，乳酸発酵回収装置，熱処理プラント，埋立

処分シミュレータなどの各種プラント実験設備や，資源

循環や廃棄物処理に関する様々な物質を物理学・化学・

生物学的に分析するために必要な機器等が設置されてい

る。

本年度は，重点研究プログラム「循環型社会研究プロ

グラム」を中心に，環境省からの受託・請負研究，競争

的資金による研究などが行われた。

７ . ２ . 18 基盤計測機器

本研究所では，大型で高価な分析機器等を基盤計測機

器として管理・運営し，広く研究者が利用できるように

なっている。どの機器も性能を維持するために専門技術

者による維持管理業務が行われている。その中でも，［

①透過型電子顕微鏡（TEM）②走査型電子顕微鏡（SEM）

③超伝導磁石核磁気共鳴装置（NMR）④ガスクロマトグラ

フ質量分析計（GC/MS）⑤パージ＆トラップガスクロマト

グラフ質量分析計（P&T-GC/MS）⑥プラズマ発光分光分析

装置 ICP-AES（J.A 及び T.I.S）の２機種⑦ ICP 質量分析

装置（ICP-MS）⑧元素分析計（CHN）］は特に分析希望が

多い装置である。分析希望試料も難度の高い前処理や分

析技術を必要とするものが多いため，この９装置につい

ては，専門技術者による依頼分析業務を行っている。

依頼分析を行った研究テーマは，約 30 課題，約 10,000

検体の分析希望があった。このようにして，所内約４割

の研究者が基盤計測機器を毎年利用しており，環境にか

かわる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータを提供

している。

７ . ２ . 19 情報関連施設

（ １ ） コ ンピ ュータ システム

平成 19 年３月に行われた，スーパーコンピュータを含

むコンピュータシステムの全面的なシステム更改では，
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比較的大規模のスーパーコンピュータを中核に，複数の

各種サブシステムを加えた分散型のシステムを導入し

た。

本システムの主な構成としては，システムの中核をな

すベクトル処理用計算機（NEC SX-8R/128M16，128CPU，

総合演算ピーク性能：4.096Flops，主記憶容量：1.5TB），

ベクトル処理の必要のないプログラムの実行のためのス

カラ処理用計算機（CPU：Intel Xeon 4core × 22node，

総合演算ピーク性能：約 1TFlops，主記憶容量：192GB），

膨大な計算結果を格納するための大容量ファイルシステ

ムとして超高速なフロントライン（SGI InfiniteStorage

4500（FC disk）約 34TB），大容量のニアライン（SGI

InfiniteStorage4500（SATA disk），約 320TB）及び大容

量テープライブラリ（STK StreamLine SL8500，約 360TB）

を備えるほか，ベクトル及びスカラ処理用計算機の利用

における前処理・後処理を行うためのフロントエンド

サーバ，プログラムの開発時に活用する大容量メモリを

搭載したデバッギングサーバ等を備えている。

本システムの利用環境としては，ベクトル処理用計算

機は更改前のスーパーコンピュータの後継機種であり，

ライブラリ・コンパイラ等のソフトウェアの親和性が高

く，プログラム資産等の移行が比較的容易な環境である。

スカラ処理用計算機及びフロントエンドサーバでは汎用

OS である Linux が搭載され，数値計算ライブラリ（IMSL）

やデータ解析・可視化等を行うためのソフトウェア（IDL，

PV-WAVE，MATLAB 等）が利用可能である。また，デバッ

ギングサーバでは GUI ベースのデバッガ（TotalView）が

利用可能である。その他に，研究所内の個別 PC から利用

可能なソフトウェアとして，GIS ソフトウェア（ArcGIS），

リモートセンシングソフトウェア（ERDAS IMAGINE），統

計解析ソフトウェア（SAS），数値解析ソフトウェア

（MATLAB）等が利用可能となっている。

（ ２ ） 国立環境研究所ネ ッ ト ワーク

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET）は，当初，平

成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に導入

されたことに伴い，構内情報通信網（ローカルエリアネッ

トワーク：LAN）として，FDDI を基幹ネットワークとし

て構築されたものである。

その後，各年度ごとに，所外との接続回線（IMnet：平

成 14 年度より SINET）を増強（512Kbps，1.5Mbps，6Mbps，

135Mbps（ATM 専用サービス）），平成 13 年度末には，国

内の主要な超高速研究ネットワークに相互接続された

「つくば WAN」を筑波研究学園都市内の 10（平成 15 年８

月からは11）の研究機関と連携して整備したことにより，

155Mbpsの高速回線による所外接続環境を整備したほか，

WWW サーバ，ファイアウォール，イントラネット，コン

ピュータウィルス対策サーバ，非武装地帯（DMZ），個別

ウイルス対策ソフト，常時監視型セキュリティシステム，

Web メールサーバ等の導入・開発及び汎用 jp ドメイン取

得等を実施するなど，常にシステムの高度化，多様化に

対応してきたところである。なお，「つくば WAN」につい

ては本年度末で現行システムが５年を経過することか

ら，当研究所を含む関係機関で構成する「次期つくば WAN

検討分科会」を設置して検討を行い，新たなつくば WAN

として平成19年４月１日からの更新稼動が予定されてい

る。現行システムのネットワークトポロジーはリング型

により構成されているが，次期システムでは参加機関の

状況に合わせた回線容量の選択に対応するため，NOC

（Network Operation Center）を中心とするスター型にす

ることとされており，当研究所の回線も 1Gbps ×５回線

という大容量での接続が実現される見込みである。

本年度は，コンピュータシステムと同様に５年を経過

した基幹ネットワークシステムのシステム更改を行い，

前回のシステム更改時のようなコンピュータシステムの

一部としての位置づけではなく，基幹ネットワークを独

立させて更改を行い，平成 19 年３月に新たなシステムと

して稼動を開始した。本システムの主な構成としては，

つくば WAN との接続のためのファイアウォール（NOKIA

IP390 × 2 台），所内 LAN の中核となるセンタースイッチ

（NEC IP8800/S402 × 2 台），各建物に設置されるエッジ

スイッチ（NEC IP8800/S2430,Dell PowerConnect5324）な

どのネットワークスイッチ機器（サブエッジスイッチ，

分岐用スイッチ等を含め全 35 台）により各研究棟間を

1Gbps で接続するほか，研究所のホームページが稼働す

る WWW サーバ，ウイルス検出，スパムメール対策等の機

能を含む電子メールサービスを提供するメールサーバ，

各種データベースが稼働するデータベースサーバなどの

サーバ機器（NEC Express5800，全 20 台）を備えている。

７ . ２ . 20 生態系研究フ ィ ールド

本施設は，植物・動物および土壌生物の様々な生物学

的特性と環境保全機能を野外条件下において測定・検証

することおよび上記の実験用生物を維持・供給すること

を目的とした生物系野外実験施設である。施設は，本構

内にあるフィールドⅠとその西約４ km のフィールドⅡ

（つくば市八幡台３）の２区画により構成されている。

本年度は27件の研究課題に基づく利用研究計画が登録

された。特に陸水・湿地生態系保全，遺伝子組換え植物

監視，化学物質生態影響評価に関わる利用が多い。屋外
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実験条件の観測に不可欠な気象観測装置が落雷により一

部破損していたため，この修理・復旧を行い施設機能の

充実に努めた。

７ . ２ . 21 水環境保全再生研究ステーシ ョ ン

（ １ ） 霞ヶ浦臨湖実験施設

本施設は，霞ヶ浦を中心とした陸水の調査・研究を行

う共同研究施設である。施設は研究所の東方約 23 km 離

れた霞ヶ浦（西浦）の湖畔，湖心から南西約４ km 小野川

の河口に位置している。霞ヶ浦の湖水を実験装置に供給

し，湖沼の汚濁メカ二ズムの解明，汚濁した湖沼の再生，

湖沼生態系の保全や物質循環の解明を目的とした研究が

行われている。

本年度は，重点特別研究，特別研究，経常研究，奨励

研究，厚生労働科学研究や地球環境センター環境モニタ

リングなど多くの研究テーマで利用された。

（ ２ ） バイオ ・ エコ エンジニア リ ング研究施設

本施設は，水環境の保全・再生および循環型社会の構

築に貢献できる技術・開発・解析・評価を行うことを目

的とした研究施設である。

開発対象としては，バイオエンジニアリングいわゆる

生物処理工学としての分散型の窒素，リン除去型のオン

サイトで水の循環，水の涵養の図れる高度合併処理浄化

槽，生ごみ等のバイオマスをディスポーザで破砕して処

理するディスポーザ排水処理システム，吸着法・鉄電解

法を導入したリン除去・回収化システムおよび水素・メ

タン発酵によりクリーンエネルギーとして回収するシス

テム等，エコエンジニアリングいわゆる自然生態系に工

学の技術を導入した生態工学としての無動力型嫌気ろ

床・土壌トレンチシステム，クウシンサイ・クレソン等

の可食性植物で浄化を図るフロート式水耕栽培浄化シス

テム，温室効果ガスとしてのメタン，亜酸化窒素等の発

生抑制可能なアシ等の水生植物植栽・土壌浄化システム，

沈水植物等の浄化システム等の技術開発の行える装置に

よる実証評価技術開発研究が行われている。さらに，湖

沼の直接浄化法の機能解析の行える実験池によるアオコ

発生対策等のための技術開発研究が行われている。

本年度は，政策対応型調査・研究，重点研究，民間と

の共同研究，競争的資金による共同研究等が行われた。

７ . ２ . 22 奥日光フ ィ ールド研究ステーシ ョ ン

本施設は，当初，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響

および環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド

値を長期にわたって観測することを目的とした実験・観

測施設として建設されたものであるが，環境問題の増大

に伴い，新たに，地球温暖化影響検出のための生物指標

の長期観測地などとして利用されている。

本施設は，日光国立公園内の栃木県日光市奥日光に所

在し，観測所と管理棟の２施設により構成されており，

本年度は，生物圏環境研究領域において下記の研究テ－

マについて実施された。

地球温暖化影響検出の際外乱の一つとなる都市化に伴

う気温上昇の影響が比較的少ないモニタリングサイトの

一つとして，当観測所周辺に生育するカラマツの出葉時

期の観測を行った。また，当施設の立地条件を利用し，

低温など環境条件が厳しい高山帯で用いるための前段階

として，小型雪圧計などの校正及び試運転を行った。

７ . ２ . 23 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン

地球の温暖化に関連する物質濃度変化を監視するた

め，人為的な発生源の直接影響を受けることが少ない沖

縄県竹富町波照間島と北海道根室市落石岬に無人の自動

観測ステーションを設置している。ここでは大気中の温

室効果ガス等を高精度自動測定し，ベースライン大気汚

染の長期的変化を調査観測している。

これら観測所と国立環境研究所とはネットワークで結

ばれ，データの取得や監視の頻度をあげ，観測や管理を

より安定に行えるようになっている。各ステーションの

観測項目は表のとおりである。

（ １ ） 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン－波照間

本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南

方約 20 km の有人島としては日本最南端である波照間島

の東端に位置している。

本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガスなど

表 　 地上モニ タ リ ングステーシ ョ ンの観測項目

観測項目 波照間 落石岬

二酸化炭素 ○ ○

メタン ○ ○

一酸化二窒素 ○ ○

オゾン ○ ○

フロン等 ○ ○

エアロゾル ○ ○

黒色炭素 ○ ○

一酸化炭素 ○ ○

水素 ○ ○

窒素酸化物 ○ ○

硫黄酸化物 ○ ○

気象要素 ○ ○
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の長期的な変化を観測するために，36.0ｍの観測塔上で

大気を採取して，表にあげたように温室効果ガスの他，

関連物質の観測も行っている。反応性の高いガスや粒子

状物質の観測のためにガラス製の10ｍのガス取り込み塔

を設置し観測を開始した。温暖化研究プログラムの観測

プラットフォームとして活用されている。

観測は 1993 年秋より開始しており，10 年以上のデー

タが蓄積している。

（ ２ ） 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン－落石岬

本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部

（海抜 50ｍ）に建設された。

本施設は，55ｍの観測塔上で大気を採取して，波照間

ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気象

要素を 1995 年秋より観測している。本年度はフロン等の

観測を開始した。

７ . ２ . 24 陸別成層圏総合観測室

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北域

成層圏総合モニタリング」を行うための施設であり，北

海道陸別町の町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森

天文台）」の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共同

で借り受け，広帯域ミリ波放射計によるオゾン鉛直分布

の観測，ブリューワー紫外分光計などによる有害紫外線

の観測などを行っている。

７ . ２ . 25 森林炭素循環機能モニ タ リ ングサイ ト

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「森林

生態系の温室効果ガスフラックスモニタリング」を行う

ためのフィールド施設である。観測サイトは北海道内

２ヵ所と山梨県１カ所の計３ヵ所あり，育林段階の異な

る林分で，森林の二酸化炭素の吸収 /放出（フラックス）

をはじめとする森林生態系の炭素循環機能について総合

的な観測研究を行っている

（ １ ） 苫小牧フ ラ ッ クス リサーチサイ ト

本施設は，林野庁北海道森林管理局の協力を得て，樽

前山麓の緩傾斜地（苫小牧市丸山）に所在するカラマツ

林に，森林－大気間の二酸化炭素・水蒸気・熱フラック

スや，林内及び土壌の観測システム，森林機能のリモー

トセンシング観測システム等を整備し，平成 12 年８月よ

り観測を開始した。しかし，2004 年 9 月に台風 18 号に

より，カラマツ林・観測システムが壊滅的被害を被り，

観測を中断した。

平成 17 年６月より，林地崩壊による炭素収支機能の変

化を調査するために，簡便な観測システムによる観測を

行っている。

（ ２ ） 天塩 CC-LaG サイ ト

本施設は，北海道大学北方生物圏フィールド科学セン

ター森林圏ステーション天塩研究林（天塩郡幌延町字問

寒別）に所在するカラマツ林（約 14ha）で，観測林が一

つの集水域を構成していることに特徴がある。本サイト

の目的としては，二酸化炭素フラックスを含めた森林生

態系の物質循環機能が，育林過程でどのように変遷する

かを長期間観測することである。そのため，平成 15 年２

月に既存の針広混交林を皆伐し，平成 15 年 10 月にカラ

マツ苗を植林した（2500 本 /ha）。観測内容は苫小牧サイ

トと同様であるが，カラマツ苗からの成長を通して観測

を行っている。

（ ３ ） 富士北麓フ ラ ッ クス観測サイ ト

本施設は，台風で全壊した苫小牧フラックスリサーチ

サイトの機能を担うべく，富士山北麓の緩傾斜地（山梨

県富士吉田市）に所在するカラマツ林（150ha, 約 45 年

生）に，森林－大気間の二酸化炭素フラックスや林内微

気象観測システム群，及びカラマツや土壌の諸機能の観

測システム，森林機能のリモートセンシング観測システ

ム等を整備し，平成 18 年１月より観測を開始した。本サ

イトでは，森林生態系の炭素収支機能の観測・評価手法

を確立することを目指すとともに，アジア地域のフラッ

クス観測ネットワーク “AsiaFlux”の基幹拠点として，

観測手法の検証や技術研修に活用される。

７ . ２ . 26 GOSAT データ処理運用施設

GOSAT データ処理運用施設は，平成 20 年度に打ち上げ

が予定されている温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の

観測データを処理し，データの保存・解析・提供を行う

ための計算機施設である。平成 18 年度は，当システム開

発の調達を行い，基本設計と一部詳細設計を完了した。

また，計算機システムの一次導入を行った。なお，衛星

観測プロジェクトの一貫として，1996 年 11 月より 1997

年６月まで定常観測を行ったオゾン層観測センサ ILAS

（改良型大気周縁赤外分光計）のデータプロダクトと，

2003 年 4 月から 10 月まで定常観測を行った ILAS-Ⅱ（改

良型大気周縁赤外分光計Ⅱ型）のデータプロダクトを，

登録研究者及び一般ユーザに当施設よりインターネット

を介して提供している。
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７ . ２ . 27 高度化学計測施設

（研究本館 I （計測棟） 並びに研究本館Ⅲ）

環境中の有害物質を高感度，高選択的に検出したり，

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質

の起源解明などのための元素（炭素，鉛など）の安定，

放射性同位体比を精密に測定することは，環境汚染の状

況を把握し汚染機構を解明したり，環境リスク評価を行

う上で重要かつ基本的なことである。高度化学計測施設

は，このような分析・測定を行うための装置（高度な分

析機器など）およびそれらを有効に使用するための施設

（クリーンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高

精度の測定データを提供している。また，一部の機器に

ついては，新しい分析法を研究・開発するための装置と

しても利用されている。

（ １ ） 主要分析機器

１）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　（MC/ICP/MS）

２）二次イオン質量分析装置（SIMS）

３）高分解能質量分析装置（HRMS）

４）原子吸光光度計（AAS）

５）タンデム質量分析装置 ( タンデム MS)

（ ２ ） 計測棟主要設備

１）クリーンルーム

２）純水製造装置

（ ３ ） 加速器分析施設

本施設は，最大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデ

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS）と AMS 用試

料調製クリーンルームを中心に構成される。AMS は，質

量分析の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組

み合わせて， 極めて微量にしか存在しない同位体（安定

同位体の 10-10 以下）を精度，感度良く測定するためのシ

ステムで，特に炭素 14 等の，宇宙線起源の長寿命放射性

同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。 AMS

は放射線発生装置であり，放射線防護の観点から，放射

線モニターと連動したインターロックシステムの設置な

ど，様々な工夫が凝らされた施設になっている。

本年度は，地球温暖化研究プログラム関連研究や特別

研究等による各種試料中 14Ｃ 測定を進め，成果を国際会

議や学術雑誌で報告した。

７ . ２ . 28 研究本館Ⅱ （資試料庫）

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであり， 低温室， ディープフ

リーザー室，恒温室，試料準備室，記録室から成り立っ

ている。低温室は - 20 ℃の３低温室からなり，大量の試

料の保存が可能である。ディープフリーザー室には３基

の超低温槽と３台の液体窒素ジャーを設置し，超低温保

存（- 85 ℃，- 110 ℃，- 196 ℃）の必要な少量の試料

の保存が可能である。＋４℃，＋ 20 ℃の恒温室は，それ

ぞれ凍結しない方法による保存に用いる。保存する試料

の前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温度が

表示記録されるとともに，保存試料の情報が記録されて

いる。

前年度と同様にタイムカプセル請負事業を中心として

凍結粉砕試料調製法の応用を進め，生物・大気試料の収

集保存と生物試料凍結粉砕処理を継続した。

７ . ２ . 29 研究本館Ⅲ

化学物質管理区域

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊化学物質の分析，毒性評価を行うための実験施設であ

る。

安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施

設で処理される二重構造になっている。また区域内利用

者は登録制でカードキーで出入を管理記録している。

実験室としては GC/MS 室，試料調整室，微生物実験室，

物性実験室，低温室，水生生物実験室， 細胞実験室，毒

性実験室，動物飼育室，マイクロコズム等がある。

本年度は，所内廃棄物処理施設の実験廃棄物の処理体

制について見直しを進めた。また，ダイオキシン類の環

境分析，環境動態，生体影響評価等の研究が進められた。

（ １ ） ミ リ波測定施設

本施設は，ミリ波分光器室，ミリ波分光観測室の２部

屋からなっており，ミリ波オゾン分光観測システム等を

使用し，成層圏・中間圏のオゾンが放出する電波（ミリ

波）の回転スペクトルを高い分解能で分光し，14km 以上

の高度領域のオゾン鉛直分布を観測している。本年度は，

高度約 14km ～ 76km のオゾン鉛直分布のモニタリングを

行った。
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７ . ３ 共通施設

７ . ３ . １ エネルギー供給施設

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる

ため，各研究室との密接な連絡をとり，安定したエネル

ギーの供給を行った。

また，適切な運転管理と計画的な保守管理により，省

エネルギーに努めた。

本年度における，エネルギーセンターの施設概要は次

のとおりである。

（ １ ） 電気設備

１）特高受電需要設備　66,000V

　　変圧器容量　10,000ｋVA ×２台，

　　特高受電所　１ヵ所，　２･３次変電所　26ヵ所

２）蓄電池設備

　　NAS 電池システム　1,000ｋW 級

（ ２ ） 機械設備

１）蒸気ボイラー

　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス使用）

　　10ｔ/ｈ ×３台

２）冷凍機

　　蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRT ×４台

　　ターボ冷凍機 600USRT ×２台

　　スクリューチラー 600USRT ×１台 (ESCO)

７ . ３ . ２ 廃棄物 ・ 廃水処理施設

廃棄物・廃水処理施設は，各処理施設と共に順調に稼

働した。本年度における廃棄物・廃水処理施設の概要は

次のとおりである。

処理能力

１）一般実験排水処理能力 300ｔ/ｄ

２）特殊実験排水処理能力 100ｔ/ｄ

３）一般固体焼却処理能力 160 ㎏ /ｈ

４）特殊固体焼却処理能力 35 ㎏ /ｈ

５）実験廃水処理水ﾘｻｲｸﾙ（RO 水） 370m2/ｄ

７ . ３ . ３ 工作室

研究活動に伴い，ガラス工作室，金工室，材料工作室，

木工室，溶接室，エレクトロニクス室の各室が利用され

研究機器等の加工，製作が行われた。
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Electro-Commun.) ： Statistics of quasi-geostrophic vortex patches， 85-91

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， No.I070， CGER-I070-2007， (2007)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.14-2005， Yamane S.(*1)(*2)， Ohfuchi W.(*2)(*1Chiba Inst. Sci.， *2Japan Agency Marine-Earth 
Sci. Technol.) ： Properties of perturbations obtained by nudged ensemble simulations of a relatively high-res-
olution atmospheric general circulation model， 93-95

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， No.I070， CGER-I070-2007， (2007)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.14-2005， Murakami S.， Hayashi S.：Application of sediment routing model through forest to ag-
ricultural area in Kuchoro River weatershed， Hokkaido， 99-106

0610AA402
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地球環境研究セン ター報告， No.I070， CGER-I070-2007， (2007)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.14-2005， Sha w.(*1)(*1Tohoku Univ.)：Development and applications of an urban meteorological 
numerical model in Cartesian coordinate (2)， 107-109

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， No.I070， CGER-I070-2007， (2007)， CGER'S SUPERCOMPUTER ACTIVITY 
REPORT Vol.14-2005， Musa A.(*1)， Hashimoto N.(*1)， Nagamine N.(*1)， Tsukamoto R.(*1)， Satou 
Y.(*1)(*1NEC Corp.) ： Overview of the NIES supercomputer systems， 113-117

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， No.I071， CGER-I071-2007， (2007)， Fujino J.， Kainuma M.， Nishioka S. ：
Proceedings of the First Workshop of Japan-UK Joint Research Project “Developing Visions for a Low-Carbon 
Society through Sustainable Development”， 98p.

0408BA369
0610AA104
0607BY530

地球環境研究セン ター報告， No.I072， CGER-I072-2007， (2007)， Akashi O.(*1)， Ashina S.， Ehara T.(*3)， 
Fujino J.， Fujiwara T.(*1)， Hanaoka T.， Hanasaki N.， Harasawa H.， Hibino G.(*3)， Hijioka Y.， Kainuma M.， 
Kawase R.(*1)， Masui T.， Matsuoka Y.(*1)， Miyashita M.(*3)， Shimada K.(*2)， Shukla P. R.(*4)， Takahashi 
K.(*1Kyoto Univ.， *2Ritsumeikan univ.， *3Mizuho Info. Res. Inst.， *4Indian Inst. Manage.)：Aligning Climate 
Change and Sustainability -Scenarios， modeling and policy analysis-， 180p.

0408BA369
0507BA794
0610AA104

地球環境研究セン ター報告， No.I073， CGER-I073-2007， (2007)， Nozawa T.， Nagashima T.， Ogura T.， 
Yokohata T.， Okada N.， Shiogama H. ： CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH REPORT VOL.12 Cli-
mate Change Simulations with a Coupled Ocean-Atmosphere GCM Called the Model for Interdisciplinary Re-
search on Climate: MIROC， 79p.

0306CE525
0406BA488
0610AA103

環境儀， No.20， (2006)， 国立環境研究所 ： 地球環境保全に向けた国際合意をめざ し て－温暖化対策にお
ける社会科学的アプローチ， 14p.

0608BA568

環境儀， No.21， (2006)， 国立環境研究所 ： 中国の都市大気汚染と健康影響， 14p. 0608AG441

環境儀， No.22， (2006)， 国立環境研究所 ： 微小粒子の健康影響－アレルギーと循環機能－， 14p. 0610BY303
0610AA303

環境儀， No.23， (2007)， 国立環境研究所 ： 地球規模の海洋汚染観測と実態， 14p. 0305BA412

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.2， (2006)， 笹野泰弘 ： 地球温暖化研究プロ グ ラ ム－脱温暖化社会
実現に向けて－， 3-5

0610SP001

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.2， (2006)， 森口祐一 ： 循環型社会研究プロ グ ラ ム－近未来の循環
型社会に向けたシステム構築 ・ 技術開発と安全 ・ 安心な廃棄物管理－， 5-7

0610SP002

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.2， (2006)， 白石寛明 ： 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ム－環境 リ ス ク の
解明に向けた健全な科学の探究－， 8-10

0610SP003

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.2， (2006)， 中根英昭 ： アジア自然共生研究プロ グ ラ ム－健全な生
態系と それを可能にする きれいな水と空気をめざ し て－， 10-12

0610AA401
0610AA402
0610AA403

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.3， (2006)， 向井人史 ： 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カニズム
と その地域特性， 3-5

0610AA101

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.3， (2006)， 渡邉英宏 ： ヒ ト 脳をモニタ リ ングする－ MRI を用いて
グルタ ミ ン酸と GABA を測る－， 5-8

0610AE416
0406CD492
0506AF529

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.3， (2006)， 遠嶋康徳 ： 大気中の酸素濃度の変動から二酸化炭素の
行方を探る， 8-10

0408BB368
0610AA101

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.4， (2006)， 大迫政浩 ： 近未来の資源循環システム と政策 ・ マネジ
メ ン ト 手法の設計 ・ 評価－循環型社会研究プロ グ ラ ム ・ 中核研究プロ ジェ ク ト の概要紹介－， 3-6

0607BE579

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.4， (2006)， 青柳みど り ： 気候変動問題はどのよ う に理解されてい
るか， 6-8

0508KB555
0507BA792

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.4， (2006)， 倉持秀敏 ： 廃棄物系バイオマス を自動車燃料にする技
術， 8-10

0610AA203

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.5， (2006)， 藤巻秀和 ： 感受性要因の解明に向けて， 5-7 0610AA302
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国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.5， (2006)， 小松一弘 ： 三次元励起蛍光スペク ト ルを用いた霞ヶ浦
湖水の解析， 7-9

0406AG399
0607BD966
0506CD556

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.5， (2006)， 笠井文絵 ： 絶滅危惧種藻類の生育調査， 10-12 0610BY505

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.5， (2006)， 河原純子 ： 子ど もの健康と化学物質曝露， 12-14 0610AA302

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.6， (2006)， 大原利眞 ： アジアの大気環境評価手法の開発， 3-4 0610AA401

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.6， (2006)， 久米博 ： エア ロ ゾル濃度 ・ 成分同時分析器の開発， 5-7 0307BY576

国立環境研究所ニュース， Vol.25， No.6， (2006)， 清水厚 ： レーザーで大気環境を監視する－ラ イ ダーに
よ るエア ロ ゾル観測， 7-9

0406AE393
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８ ． ２ 　 国立環境研究所研究発表会

発表年月日 　 　 平成 18 年 ６ 月 ４ 日 （日） ： 京都シルク ホール

　 　 　 　 　 　 　 平成 18 年 ６ 月 18 日 （日） ： 東京 メ ルパルク ホール

発 　 　 　 表 　 　 　 者 題 　 　 　 　 　 　 　 目

寺園 　 淳 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター） アジアを巡る私たちのごみ

　 －日本 と アジアで資源の循環を考え る－

谷本 　 浩志 （アジア自然共生研究グループ） 国境を越え る対流圏オゾン

　 －グ ローバル化する大気汚染の現在と将来－

唐 　 艶鴻 （生物圏環境研究領域） 「世界の屋根」 チベッ ト 高原から地球温暖化を考え る

　 －草原はどの く らい炭素を蓄積しているか－

小野 　 雅司 （環境健康研究領域） マ ラ リ ア再考 （再興） －環境 と の関わ り ， 日本への影響－
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８ ． ３ 　 研究成果の発表状況

（ １ ） 年次別研究成果の発表件数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ： 件）

（ ２ ） 誌上発表 ・ 口頭発表一覧の構成

・ 収録対象は平成 18 年度に公表し た ものであ る。 （一部， 平成 18 年度以前に公表し た ものを含む。）

・ 平成 １ 8 年度中に公表し た誌上発表 ・ 口頭発表を， 発表者の内の常勤職員筆頭者の ５ ０ 音昇順に配

列し た。 所外者についてのみ所属を略記し た。 関連する研究課題のコード （最大 3 件まで） を リ ス

ト の右端に記載し た。

・ 研究課題コード については予算区分別，組織別，研究者別の研究課題 リ ス ト （417 ページ～ 448 ペー

ジ） を参照する こ と によ り 関連する研究課題の詳細を知る こ と ができ る。

区分 誌上発表件数 口頭発表件数

  年度 和 　 文 欧 　 文 計 国 　 内 国 　 外 計

平成 ５ 284 165 449 479 138 617

６ 304 167 471 508 157 665

７ 237 173 410 569 153 722

８ 287 199 486 519 163 682

９ 248 191 439 489 187 676

10 295 243 538 597 189 786

11 218 220 438 542 227 769

12 253 246 499 619 292 911

13 227 310 537 756 185 941

14 289 271 560 773 184 957

15 345 287 632 955 198 1153

16 278 318 596 882 239 1121

17 301 273 574 885 260 1145

18 257 330 587 852 262 1114
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（３） 誌上発表一覧

発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ

青木康展 ： 第 12 章 環境 リ ス ク評価の対策， 環境衛生科学 ( 大沢基保， 内海英雄編， 南江堂， 439p.)，
345-357， 2006

0105PR021

Hashimoto A.H.， Amanuma K.， Hiyoshi K.(*1)， Takano H.， Masumura K-i.(*2)， Nohmi T.(*2)， Aoki
Y.(*1Univ.Tsukuba， *2NIHS) ： In vivo mutagenesis in the lungs of gpt-delta transgenic mice treated
intratracheally With 1， 6-Dinitropyrene， Environ.Mol.Mutagen.， 47， 277-283， 2006

0610AK544
0506CD397

Maruyama W.，Aoki Y.：Estimated cancer risk of dioxins to humans using a bioassay and physiologically based
pharmacokinetic model， Toxicol.Appl.Pharmacol.， 214， 188-198， 2006

0610AK544

青木康展 ： 栄養と化学物質と健康の接点， 薬学雑誌， 127(3)， 397-398， 2007 0408AE397

Aoki Y. ： Different effects of the people's attributes on the preference and perceived naturalness of diverse
vegetation in the South Japan Alps， J.Environ.Inf.Sci.， 34(5)， 81-85， 2006

0105AE019

青木陽二， 板橋勇 (*1)， 鈴木勉， 福井晶子 (*2)(*1 元 ・ 作岡小学校， *2 筑波大院 ) ： つ く ば市の小学生
が評価し た水辺， 霞ヶ浦研究会報， (9)， 81-84， 2006

0105AE019

高山範理 (*1)， 田中伸彦 (*1)， 辻華欧利 (*2)， 青木陽二 (*1 森林総研， *2 自然環境研セ ) ： 欧文文献に
おける 「背景」 と 「環境定位」 の関係を扱った研究の系譜と特徴， ラ ン ド スケープ研究， 69(5)， 741-746，
2006

0105AE019

青木陽二 ： 受入研究者からの声， JISTEC Rep.， 60， 16， 2006 0105AE019

Aoki Y. ： A historical review on landscape studies in team of psychological evaluation， Landscape planning for
Russia: results and prospects 2006， 37-46， 2006

0105AE019

青木陽二，愛甲哲也(*1)(*1北大院)：公園緑地の利用と調査 2， ラ ン ド スケープ研究， 70(2)， 158-161， 2006 0105AE019

青木陽二 ： 1900 年までに来日し たス ウ ェーデン人の風景記述に及ぼし た植物分類学の知識， 環境情報
科学， 35(4)， 78-79， 2007

0608AE398

Aono M.， Wakiyama S.(*1)， Nagatsu M.(*1)， Nakajima N.， Tamaoki M.， Kubo A.， Saji H.(*1Jpn.Wildlife
Res.Cent.) ： Detection of feral transgenic oilseed rape with multiple-herbicide resistance in Japan，
Environ.Biosafety Res.， 5(2)， 77-87， 2006

0606BY960

青柳みど り ， 兜眞徳 ： 電磁波 リ ス ク の社会的なガバナン ス と予防的方策 ・ 予防原則－イ ン ターネ ッ ト 社
会調査結果の要因分析からの考察－， 環境科学会誌， 19(2)， 167-175， 2006

0204KB459
0507AE793

Aoyagi-Usui M. ： Consumers' trust in information sources， Partnership for Sustainable Development:
Perspectives from the Asia-Pacific Region(Welford R.，Hills P.Young W. eds.，Univ.Hong Kong，363p.)，156-
164， 2006

0507AE793
0507BA792

Kada Y.(*1)，Tanaka S.(*2)，Aoyagi-Usui M.，Arakaki T.(*3)，Watanabe S.(*4)，Hoffman S.(*5)(*1Kyoto Seika
Univ.，*2Ryukoku Univ.，*3Natl.Inst.Minamata Disease，*4Nara Univ.Educ，*5Independent Consultant)：From
Kogai to Kankyo Mondai: Nature，development，and social conflictin Japan， Forging Environmentalism: Justice，
Livelihood， and Contested Environments(Bauer J. ed.， M.E.Sharp， N.Y.， 427p.)， 103-183， 2006

0507AE793

秋吉英治， 今村隆史 ： オゾンホールの長期変動予測， Sci.Technonews Tsukuba， (79)， 22-23， 2006 0206BA782

Eyring V.(*1)，Butchart N.(*2)，Waugh D.W.(*3)，Akiyoshi H.，Austin J.(*4) et al.(*1DLR(Ger.)，*2Met Office，
*3Johns Hopkins Univ.，*4NOAA GFDL)：Assessment of temperature，trace species，and ozone in chemistry-
climate model simulations of the recent past， J.Geophys.Res.， 111， D22308， 2006

0206BA782

Akiyoshi H.，Sugata S.，Yoshiki M.，Sugita T.：Ozone decrease outside Arctic polar vortex due to polar vortex
processing in 1997， J.Geophys.Res.， 111， D22311， 2006

0406BA352

Kuroyanagi A.(*1)， Kawahata H.(*2)， Narita H.(*3)， Ohkushi K.(*1)， Aramaki T.(*1AIST， *2Univ.Tokyo，
*3Tokai Univ.)：Reconstruction of paleoenvironmental changes based on the planktonic forminiferal assemblages
off Shimokita(Japan) in the northwestern North Pacific， Global Planet.Change， 53， 92-107， 2006

Z00009999

Ishido M. ： Melatonin inhibits maneb-induced aggregation of alpha-synuclein in rat pheochromocytoma cells，
J.Pineal Res.， 42， 125-130， 2007

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973
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Ishido M. ： Chapter 51.Interactions of melatonin with environmental factors， Melatonin(Pandi-Perumal S.R.，
Cardinali P. eds.， Nova Sci.Publ.)， 2006

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

Ishido M.：Prevention by melatonin of maneb-induced mitochondrial dysfunction in rat pheochromocytoma cells，
Antioxidants(Panglossi H.V. ed.， Nova Sci.Publ.， 207p.)， 149-157， 2006

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

Adachi T.(*1)(*2)， Satoh M.(*3)， Pramanik R.， Kuroda S.， Ishido M.， Imoto M.(*4)(*1Natl.Inst.Minamata
Disease， *2Chiba Inst.Sci.， *3Gifu Pharm.Univ.， *4Kitasato Univ.) ： Region-dependent differences and
alterations of protective thiol compound levels in cultured astrocytes and brain tissues， Biol.Pharm.Bull.，
29(7)， 1466-1469， 2007

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

石堂正美 ： メ ラ ト ニンの作用機構と機能， JCIE セ ミ ナーテキス ト ( 石堂正美著， JCIE)， 1-4， 2006 0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

Ishihama F.，Ueno S.(*1)，Tsumura Y.(*1)，Washitani I.(*2)(*1Genome Anal.Lab.，*2Grad.Sch.Univ.Tokyo) ：
Effects of density and floral morph on pollen flow and seed reproduction of an endangered heterostylous herb，
Primula sieboldii， J.Ecol.， 94， 846-855， 2006

0609AE448

Itayama T.， Kiji M.(*1)， Suetsugu A.(*1)， Tanaka N.(*2)， Saito T.(*2)， Iwami N.， Mizuochi M.， Inamori Y.
(*1YON-C，*2JST)：On site experiments of the slanted soil treatment systems for domestic gray water， Water
Sci.Technol.， 53(9)， 193-201， 2006

0307KB008

Furukawa K.(*1)，Noda N.(*2)，Tsuneda S.(*1)，Saitou T.(*3)，Itayama T.，Inamori Y.(*1Waseda Univ.，*2AIST，
*3JST) ： Highly sensitive real-time PCR assay for quantification of toxic cyanobacteria based on microcystin
synthetase A gene， J.Biosci.Bioeng.， 102(2)， 90-96， 2006

0608CD547

沼井大輔 (*1)， 長峯邦明 (*1)， 安川智之 (*1)， 珠玖仁 (*1)， 小出昌弘， 板山朋聡， 末永智一 (*1)(*1 東北
大)：微小電極を組み込んだ密閉型マイ ク ロ ウ ェルアレ イチ ッ プによ る単一細胞活性計測， Chem.Senos.，
21， 52-54， 2005

0408BY387

一 ノ瀬俊明 ： ソ ウルの大規模な清流復活事業 「清渓川復元」， 地域冷暖房， 83， 9-12， 2006 0507CD824

Shiraki Y.(*1)， Harada I.(*1)， Kuze H.(*1)， Ichinose T.(Toshiaki)， Bai Y.(*2)(*1Chiba Univ.， *2Tohoku
Univ.Communty Serv.Sci.) ： Experimental study on the effect of Cheong-gye stream restoration on urban
environment(Long-path measurement of atmospheric pollutant species with an obstruction flashlight)，
Proc.CEReS Int.Symp.Remote Sensing(Tetuko S.S.J.，Ishiyama T.，Tateishi R. eds.，Chiba Univ.，251p.)，169-
173， 2005

0507CD824

一 ノ瀬俊明 ： 研究者に必要な語学と は， Sci.Technonews Tsukuba， (78)， 45-46， 2006 Z00009999

一之瀬俊明 ： 城市中的河流対熱島効応的抑制作用 ( 中国語 )， 城鎮和風景区水環境治理国際研討会論文
集 ( 中華人民共和国建設部編， 中華人民共和国建設部， 386p.)， 50-54， 2006

0507CD824

Shu J.(*1)， Ichinose T.(Toshiaki)， Yang X.(*1)， Jiang T.(*1)， Zhang C.(*1)(*1East China Normal Univ.) ：
Monitoring and numerical simulation of urban heat island in Shanghai， China， Urban Dimensions of
Environmental Change: Science，Exposures，Policies and Technologies(Feng H.，Yu L.，Solecki W. eds.，Science
Press， 324p.)， 67-78， 2005

0306CD553

Ichinose T.(Toshiaki) ： Recent counteractions for urban heat island in regional autonomies in Japan， Urban
Dimensions of Environmental Change: Science，Exposures，Policies and Technologies(Feng H.，Yu L.，Solecki
W. eds.， Science Press， 324p.)， 161-167， 2005

0306CD553

Ichinose T.(Toshiaki)，Bai Y.(*1)，Nam J-C.(*2)，Kim Y-H.(*2)(*1Tohoku Univ.Community Serv.Sci.，*2Korean
Meteorol.Res.Inst.)：Mitigation of thermal stress by a large restoration of inner-city river(Cheong-Gye Stream
in Seoul)， Prepr.6th Int.Conf.Urban Clim.(Int.Assoc.Urban Clim.， WMO， Goeteborg Univ. eds.， Goeteborg
Univ.， 897p.)， 358-361， 2006

0507CD824

Ichinose T.(Toshiaki)，Niitsu K.，Onozuka T.(*1)，Jinno M.(*1)(*1Tripole)：Mitigation of thermal environment
by a special paving material， Katsuren Travertine， Prepr.6th Int.Conf.Urban Clim.(Int.Assoc.Urban Clim.，
WMO， Goeteborg Univ. eds.， Goeteborg Univ.， 897p.)， 681-684， 2006

0507CD824
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Hamada T.(*1)， Ichinose T.(Toshiaki)， Tanaka H.(*2)， Mikami T.(*2)(*1Nagano Environ.Conserv.Res.Inst.，
*2Tokyo Metrop.Univ.) ： Effect of mountain wind on urban heat island in Nagano， Japan， Prepr.6th
Int.Conf.Urban Clim.(Int.Assoc.Urban Clim.， WMO， Goeteborg Univ. eds.， Goeteborg Univ.， 897p.)， 743-
746， 2006

0305CD554

一 ノ瀬俊明 ： 都市河川の ヒ ー ト ア イ ラ ン ド抑制効果， 環境技術， 35(7)， 497-501， 2006 0507CD824

Ichinose T.(Toshiaki)， Yasui I.(*1)(*1UNU) ： Future scenarios: Predicting our environmental future，
Encyclopedia of Life Support Systems(Web)(UNESCO， Eolss Publishers)， 2004

0206BY530

一 ノ瀬俊明， 大坪国順， 王勤学， 張祖陸 (*1)(*1 山東師範大 ) ： 中国 ・ 済南市における高解像度水資源需
要マ ッ プ作成の試み， 中国が進める循環経済と環境政策 ( 榧根勇監修， 愛知大国際中国学研セ， 307p.)，
201-208， 2006

0206CE421

一之瀬俊明 ： 面向中国的城市大気， 熱環境保護 ( 中国語 )， 中国環境問題的現状 ( 榧根勇監修， 愛知大学
国際中国学研究中心， 400p.)， 173-176， 2006

0306CD553

一 ノ瀬俊明 ： 完成し た清渓川 ： 大気 ・ 熱環境モニタ リ ングプロ ジェ ク ト のこれまで， Nelsis， 7， 41-43，
2006

0507CD824

一 ノ瀬俊明， 原田一平 (*1)， 片岡久美， 李龍太 (*1 千葉大 ) ： 都市内大規模河川 ( ソ ウル市清渓川 ) の復
元によ る大気環境改善， 環境システム研究論文発表会講演集， 34， 317-323， 2006

0507CD824

一 ノ瀬俊明， 原田一平 (*1)， イーモンシャ ン (*2)， 大坪国順 (*1 千葉大， *2 筑波大院 ) ： 黄河全流域地
下水位数値シ ミ ュ レーシ ョ ンにむけた地下水資源需要推計マ ッ プの試作， 環境シス テム研究論文発表
会講演集， 34， 201-205， 2006

0206CE421

一 ノ瀬俊明 ： 4.3.2 大気環境， これからの大学等研究施設 第 3 編 「環境科学編」 ( 有馬朗人監修， 文教
施設協会， 338p.)， 65-89， 2006

0306CD553

一 ノ瀬俊明 ： 都市部における ヒ ー ト ア イ ラ ン ド現象， アジア環境白書 2006/07( 日本環境会議， 「アジア
環境白書」 編集委員会編著， 東洋経済新報社， 317p.)， 280-283， 2006

0206BY530

平野勇二郎 (*1)，一ノ 瀬俊明 (*1 群馬大 )：屋上セダム緑化面の熱収支特性に関する実測評価， 環境工学
研究論文集， 43， 661-672， 2006

0505AE827

一 ノ瀬俊明， 大坪国順 ： 黄河全流域の地下水利用空間構造， 地質ニュース， 629(1)， 52-61， 2007 0206CE421

一 ノ瀬俊明 ： 「千里走単騎」 中国単身現地考察活動， 地質ニュース， 630(2)， 29-35， 2007 0206CE421

白木洋平 (*1)， 近藤昭彦 (*2)， 一 ノ瀬俊明 (*1 千葉大院， *2 千葉大 ) ： GIS ・ リ モー ト センシングを用い
た都市構造が都市気温分布に与え る影響評価， 第 5 回水文過程の リ モー ト センシング と その応用に関す
る ワーク シ ョ ッ プ ( 開發一郎 他編， 104p.)， 7-12， 2006

0306CD553

Ito A.：Simulation of glibal terrestrial carbon cycle using the JRA-25 reanalysis as forcing data， SOLA， 2， 148-
151， 2006

0406CD590

Ito A.，Sasai T.(*1)(*1AIST)：A comparison of simulation results from two terrestrial carbon cycle models using
three climate data sets， Tellus， 58B， 513-522， 2006

0206BA423

Inaba K.，Doi T.，Isobe N.(*1)，Yamamoto T.(*1Meisei Univ.)：Formation of bromo-substituted triclosan during
chlorination by chlorine in the presence of trace levels of bromide， Water Res.， 40， 2931-2937， 2006

9802AE124
0204AE355
0507AE819

鈴木康之 (*1)， 近藤貴志 (*1)， 常田聡 (*1)， 稲森悠平 (*1 早稲田大院 ) ： マイ ク ロバブル化オゾン酸化法
および吸着脱 リ ン法を組み込んだ新しい資源循環型排水処理システム， 用水 と廃水， 48(5)， 56-63， 2006

Z00009998

Hoshino T.(*1)，Terahara T.(*1)，Yamada K.(*2)，Okuda H.(*2)，Suzuki I.(*2)，Tsuneda S.(*1)，Hirata A.(*1)，
Inamori Y.(*1Waseda Univ.， *2Toyota Auto Body) ： Long-term monitoring of the succession of a microbial
community in activated sludge from a circulation flush toilet as a closed system， FEMS Microbiol.Ecol.， 55，
459-470， 2006

Z00009998

Sugiura N.(*1)， Okano K.(*1)， Burns B.P.(*2)， Utsumi M.(*1)， Inamori Y.， Nishimura O.(*3)， Sudo
R.(*4)(*1Univ.Tsukuba， *2Univ.NSW， *3Tohoku Univ.， *4Tohoku Inst.Technol.) ： Adsorption and
biodegradation characteristics of musty odorous compounds， 2-methylisoborneol and geosmin， Jpn.J.Water
Treat.Biol.( 日本水処理生物学会誌 )， 42(2)， 85-91， 2006

0610AB519
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林紀男 (*1)， 桑原享史 (*2)， 稲森隆平 (*2)， 稲森悠平， 須藤隆一 (*3)(*1 千葉県中央博， *2 筑波大， *3
埼玉県環科国際セ ) ： 水生植物を植栽し た溜池の水質浄化に果たすユス リ カ類の役割， 四万十 ・ 流域圏
学会誌， 5(2)， 35-42， 2006

0610AB519

稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ： 生物処理に
係わる微生物の種類， 月刊食品工場長， (110)， 56-57， 2006

0610AB519

稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ： 生物処理に
出現する細菌の種類， 月刊食品工場長， (111)， 50-51， 2006

9911AE473

稲森悠平， 徐開欽， 蛯江美孝， 稲森隆平 (*1)， 松村正利 (*1)(*1 筑波大 ) ： デ ィ スポーザの循環型社会形
成に資する管理型適正普及方策と高度化の課題と展望， 用水と廃水， 48(7)， 586-596， 2006

9911AE473

稲森悠平， 孔海南 (*1)， 稲森隆平 (*2)(*3)(*1 上海交通大， *2 筑波大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ： 生物処理 と
放流水域に出現する藻類の種類， 月刊食品工場長， (112)， 66-67， 2006

9911AE473

稲森隆平 (*1)(*2)， 孔海南 (*3)， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2 バイオレ ッ ク ス， *3 上海交通大 ) ： 生物処理
に出現する微生物の増殖， 月刊食品工場長， (113)， 60-61， 2006

0610AB519

稲森隆平 (*1)， 孔海南 (*2)， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2 上海交通大 ) ： 生物処理における独立 ・ 従属栄養
微生物の働き と有機物の酸化 ・ 分解， 月刊食品工場長， (114)， 64-65， 2006

0610AB519

稲森隆平 (*1)， 孔海南 (*2)， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2 上海交通大 ) ： 生物処理における硝化 ・ 脱窒， 月
刊食品工場長， (115)， 68-69， 2006

0610AB519

稲森隆平 (*1)， 稲森悠平， 孔海南 (*2)(*1 筑波大， *2 上海交通大 ) ： 生物処理における リ ン蓄積， 月刊食
品工場長， (116)， 64-65， 2006

0610AB519

稲森悠平， 稲森隆平 (*1)， 孔海南 (*2)(*1 筑波大， *2 上海交通大 ) ： 生物処理における汚泥減量化， 月刊
食品工場長， (117)， 62-63， 2007

0610AB519

Furukawa K.(*1)， Hoshino T.(*1)， Tsuneda S.(*1)， Inamori Y.(*1Waseda Univ.) ： Comprehensive analysis of
cell wall-permeabilizing conditions for highly sensitive fluorescence in situ hybridization， Microbes Environ.，
21(4)， 227-234， 2006

0610AB519

稲森隆平 (*1)， 稲森悠平， 孔海南 (*2)(*1 筑波大， *2 上海交通大 ) ： 生物処理における酸生成嫌気性微
生物によ る分解， 月刊食品工場長， (118)， 60-61， 2007

0610AA203

Inoue K.，Takano H.，Yanagisawa R.，Sakurai M.，Ueki N.，Yoshikawa T.(*1)(Kyoto Pref.Univ.Med.) ：Effects
of diesel exhaust particles on cytokine production by splenocytes stimulated with lipopolysaccharide，
J.Appl.Toxicol.， 27， 95-100， 2007

0507AG476

Inoue K.， Takano H.， Shimada A.(*1)， Wada E.(*1)， Yanagisawa R.， Sakurai M.， Satoh M.(*2)， Yoshikawa
T.(*3)(*1Tottori Univ.， *2Gifu Pharm.Univ.， *3Grad.Sch.Kyoto Pref.Univ.Med.) ： Role of metallothionein in
coagulatory disturbance and systemic inflammation induced by lipopolysaccharide mice， FASEB J.， 20(3)， 533-
535， 2006

0507AG476
0506CD600

Inoue K.，Takano H.，Yanagisawa R.，Ichinose T.(*1)，Sakurai M.，Yoshikawa T.(*2)(*1Oita Univ.Nurs.Health
Sci.，*2Kyoto Pref.Univ.Med.) ：Effects of nano particles on cytokine expression in murine lung in the absence
or presence of allergen， Arch.Toxicol.， 80， 614-619， 2006

0507AG476
0610AA303

Inoue K.， Takano H.， Yanagisawa R.， Hirano S.， Kobayashi T.， Ichinose T.(*1)， Yoshikawa T.(*2)(*1Oita
Univ.Nurs.Health Sci.，*2Kyoto Pref.Univ.Med.)：Effects of organic chemicals derived from ambient particulate
matter on lung inflammation related to lipopolysaccharide， Arch.Toxicol.， 80， 833-838， 2006

0507AG476
0610AA303

Inoue K.， Takano H.， Yanagisawa R， Hirano S.， Sakurai M.， Shimada A.(*1)， Yoshikawa T.(*2)(*1Tottori
Univ.， *2Kyoto Pref.Univ.Med.) ： Effects of airway exposure to nanoparticles on lung inflammation induced by
bacterial endotoxin in mice， Environ.Health Perspect.， 114(9)， 1325-1330， 2006

0507AG476
0506CD600
0610AA303

Arimoto T.， Inoue K.， Yanagisawa R.， Mason R.P.(*1)， Takano H.(*1NIH) ： Diesel exhaust particles
synergistically enhance lung injury and oxidative stress induced by bacterial endotoxin， J.Clin.Biochem.Nutr.，
38， 133-137， 2006

0507AG476
0610AA303

Inoue K.， Takano H.， Yanagisawa R.， Hirano S.， Ichinose T.(*1)， Shimada A.(*2)， Yoshikawa T.(*3)(*1Oita
Univ.Nurs.Health Sci.， *2Tottori Univ.， 3Kyoto Pref.Univ.Med.) ： The role of toll-like receptor 4 in airway
inflammation induced by diesel exhaust particles， Arch.Toxicol.， 80， 275-279， 2006

0507AG476
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Inoue K.， Takano H.， Sakurai M.， Oda T.(*1)， Tamura H.(*1)， Yanagisawa R， Shimada A.(*2)， Yoshikawa
T.(*3)(*1Seikagaku Kogyo，*2Tottori Univ.，*3Kyoto Pref.Univ.Med.) ：Pulmonary exposure to diesel exhaust
particles enhances coagulatory disturbance with endothelial damage and systemic inflammation related to lung
inflammation， Exp.Biol.Med.， 231， 1626-1632， 2006

0507AG476
0610AA303
0506CD600

Inoue K.， Takano H.， Hiyoshi K.(*1)， Ichinose T.(*2)， Sadakane K.(*2)， Yanagisawa R.， Tomura S.(*1)，
Kumagai Y.(*3)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba，*2Oita Univ.Nurs.Health Sci.，*3Univ.Tsukuba) ：Naphthoquinone
enhances antigen-related airway inflammation in mice， Eur.Respir.J.， 29(2)， 259-267， 2007

0507AG476

Matsui T.，Tsuchiya T.(*1)(*1Chiba Univ.)：Root aerobic respiration and growth characteristics of three Typha
species in response to hypoxia， Ecol.Res.， 21(3)， 470-475， 2006

0610AA403

山田亜矢 ： 廃棄物の利用を目的 と し た近赤外およびラ マン分光法に よ る適応性評価， ぶんせき， 376，
172-173， 2006

0105AB403

井上雄三 ： 最終処分場の跡地利用， 財団だよ り ( 廃棄物研究財団 )， (67)， 13-15， 2006 0105PR012

Ohkouchi Y.(*1)， Inoue Y.(*1Kyoto Univ.) ： Direct production of L(+)-lactic acid from starch and food wastes
using Lactobacillus manihotivorans LMG18011， Bioresour.Technol.， 97(13)， 1554-1562， 2006

0105PR012

井上雄三 ： 有機性廃棄物資源化の意義と課題， 用水と廃水， 48(10)， 43-51， 2006 0105PR102

清和成 (*1)， 内河裕美 (*1)， Nguyen S.N.(*1)， 池道彦 (*1)， 藤田正憲 (*1)(*2)， 石垣智基 (*3)， Inanc B.，
井上雄三， 三井清志， 前田信一 他 (*1 大阪大院， *2 高知高専， *3 龍谷大 ) ： 浸出水循環式を適用し た
海面埋立廃棄物最終処分場の安定化促進モデル試験， 環境工学研究論文集， 43， 319-325， 2006

0105PR012
0204BE420

Sei K.(*1)， Ike M.(*1)， Fujita M.(*1)， Inanc B.， Inoue Y.， Matsufuji Y.(*2)， Tanaka A.(*2)， Maeda S.(*3)，
Mitsui K.(*3)，Suzuki M.(*4)，Oba T.(*4)(*1Osaka Univ.，*2Fukuoka Univ.，*3Hibikinada Dev.，*4Kitakyushu
City Inst.Environ.Sci.) ： Evaluation of accelerated stabilization of landfill by monitoring functional microbes，
Proc.5th Gen.Seminar Core Univ.Program， 259-264， 2004

0105PR012
0204BE420

Yamaguchi M.(*1)， Inomata S.， Washida N.(*2)(*1Inst.Res.Innov.， *2RIKEN) ： Multireference configuration
interaction calculation of the B2A-X2A transition of halogen- and methyl-substituted vinoxy radicals，
J.Phys.Chem.A， 110(45)， 12419-12426， 2006

0408AE338

Nagai T.(*1)，Imai A.，Matsushige K.，Fukushima T.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba)：Effect of iron complexation
with dissolved organic matter on the growth of cyanobacteria in a eutrophic lake， Aquat.Microb.Ecol.， 44， 231-
239， 2006

0610AE599
0406AG399
0507CD921

Imaizumi Y.， Suzuki N.， Shiraishi H. ： Bootstrap methods for confidence intervals of percentiles from dataset
containing nondetected observations using lognormal distribution， J.Chemometrics， 20(1/2)， 68-75， 2006

0610AA301
0611AK509

岩崎一弘，矢木修身 (*1)(*1 東大院水環境制御研セ )：遺伝子組換え微生物の第一種使用における安全性
評価， J.Environ.Biotechnol.( 環境バイオテ ク ノ ロ ジー学会誌 )， 6(1)， 7-15， 2006

0610AE460

岩崎一弘， 矢木修身 (*1)(*1 日本大院 ) ： バイオレ メ デ ィ エーシ ョ ンの動向 と重金属への適用， 環境資源
工学会シンポジ ウ ム 「 リ サイ クル設計 と分離精製技術」 資料集 ( 環境資源工学会監修， 環境資源工学
会， 44p.)， 25-29， 2006

0610AE460

Mera N.， Iwasaki K. ： Use of Plate-Wash samples to evaluate nbcterial population dynamics in mercury-and
trichloroethylene-contaminated soils， J.Environ.Biotechnol.( 環境バイオテ ク ノ ロ ジー学会誌 )， 6(2)， 115-
122， 2006

0406AG337

上原清 ： 沿道大気汚染の可視化， 可視化情報学会誌， 26(102)， 15-20， 2006 0607AE520

Kanda I.，Uehara K.，Yamao Y.(*1)，Yoshikawa Y.(*2)，Morikawa T.(*2)(*1Forum Eng.，*2Pet.Energy Cent.)：
A wind-tunnel study on exhaust gas dispersion from road vehicles -Part 1: Velocity and concentration fields
behind single vehicles， J.Wind Eng.Ind.Aerodyn.， 94， 639-658， 2006

0607AE520

上原清， 若松伸司 (*1)， 老川進 (*2)(*1 愛媛大， *2 清水建設 ) ： 沿道建物列の隙間がス ト リ ー ト キ ャニ
オン内濃度に及ぼす影響に関する風洞実験， 日本建築学会環境系論文集， (610)， 51-58， 2006

0607AE520

上原清， 林誠司 (*1)， 山尾幸夫 (*2)， 松本幸雄 (*3)， 若松伸司 (*4)(*1 日本自動車研， *2 フ ォーラ ムエ
ンジニア リ ング， *3 国際環境研協会， *4 愛媛大 ) ： 実在交差点周辺の沿道大気汚染－風洞実験によ る
NOx 長期平均濃度分布の推定－， 大気環境学会誌， 42(2)， 93-106， 2007

0607AE520

内山政弘， 須賀伸介， 松本幸雄， 福山力 ： 多点測定に よ る都市大気エア ロ ゾルの動態， エア ロ ゾル研
究， 21， 322-327， 2006

0307BY592
0506AE786
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Wama R.(*1)， Utiyama M.， Miura N.(*1)(*1Kyushu Univ.) ： Highly sensitive N02 sensor based on stabilized-
zirconia tube and nitrite-based auxiliary sensing-electrode， Electrochemistry， 74， 145-148， 2006

0307BY592

梅津豊司： メ ン ト ールのマウ ス移所運動活性増加作用及びニコチン と の相互作用に関する行動薬理学的
研究， 平成 17 年度喫煙科学研究財団研究年報 ( 喫煙科学研究財団編， 喫煙科学研究財団， 974p.)， 671-
676， 2005

0610AE444

梅津豊司： メ ン ト ールのマウ ス移所運動活性増加作用及びニコチン と の相互作用に関する行動薬理学的
研究， 平成 15 年度喫煙科学研究財団研究年報 ( 喫煙科学研究財団編， 喫煙科学研究財団， 928p.)， 661-
666， 2003

0105AE184

梅津豊司： メ ン ト ールのマウ ス移所運動活性増加作用及びニコチン と の相互作用に関する行動薬理学的
研究， 平成 16 年度喫煙科学研究財団研究年報 ( 喫煙科学研究財団編，喫煙科学研究財団，1018p.)， 720-
725， 2004

0105AE184

Umezu T.，Nagano K.，Ito H.，Kosaka K.，Sakaniwa M.(*1)，Morita M.(*1Univ.Tsukuba)：Anticonflict effects
of lavender oil and identification of its active constituents， Pharmacol.， Biochem.Behav.， 85， 713-721， 2006

0105AE184

林紀男 (*1)， 蛯江美孝 (*1 千葉県中央博 ) ： 安房中央貯水池の浮遊微生物相， 千葉生物誌， 56(2)， 41-47，
2007

0507CD431

Kondo T.(*1)， Ebie Y.， Tsuneda S.(*1)， Inamori Y.(*1Waseda Univ.) ： Characterization of the High-Density
bacteria in biological phosphorus removal process by using buoyant density separation， Jpn.J.Water Treat.Biol.
( 日本水処理生物学会誌 )， 43(1)， 51-62， 2007

0507CD531

Kondo T.(*1)， Ebie Y.， Noda N.(*2)， Iwami N.(*3)， Tsuneda S.(*1)， Inamori Y.(*1Waseda Univ.， *2AIST，
*3Meisei Univ.) ： Evaluation of polyphosphate-accumulating organisms indicators in the Start-Up phase in
enhanced biological phosphorus removal process using conventional methods and Microautoradiography-FISH，
Jpn.J.Water Treat.Biol.( 日本水処理生物学会誌 )， 43(1)， 19-29， 2006

9911AE473

Tsushima Y.(*1)， Emori S.， Ogura T.， Kimoto M.(*2)， Webb M.J.(*3)， Williams K.D.(*3)， Ringer M.A.(*3)，
Soden B.J.(*4)， Li B.(*5)， Andronova N.(*6)(*1JAMSTEC， *2CCSR Univ.Tokyo， *3Hadley Cent.Climate
Prediction Res，*4Univ.Miami，*5Univ.Illinois Urbana-Champaign，*6Univ.Michigan)：Importance of the mixed-
phase cloud distribution in the control climate for assessing the response of clouds to carbon dioxide increase:
a multi-model study， Clim.Dyn.， 27， 113-126， 2006

0306CE525
0406BA488

Lin J.-L.(*1)，Kiladis G.N.(*2)，Mapes B.E.(*3)，Weickmann K.M.(*1)，Sperber K.R.(*4)，Lin W.(*5)，Wheeler
M.C.(*6)， Schubert S.D.(*7)， Genio A.Del(*8)， Emori S. et al.(*1NOAA-CIRES Climate Diagnostics Cent.，
*2NOAA/Aeron.Lab， *3Univ.Miami， *4PCMDI Lawrence Livermore Natl.Lab， *5State Univ.New York，
*6Bur.Meteorol.Res.Cent.，*7NASA GSFC，*8NASA GISS)：Tropical intraseasonal variability in 14 IPCC AR4
climate models.Part I: Convective signals， J.Clim.， 19， 2665-2690， 2006

0306CE525
0406BA488

Yokohata T.， Emori S.(*1)， Nozawa T.， Tsushima Y.(*1)， Ogura T.， Kimoto M.(*2)(*1FRCGC， *2CCSR
Univ.Tokyo) ： A simple scheme for climate feedback analysis， Geophys.Res.Lett.， 32， L19703， 2005

0306CE525
0406BA488

Kimoto M.(*1)， Yasutomi N.(*1)， Yokoyama C.(*1)， Emori S.(*1CCSR Univ.Tokyo) ： Projected changes in
precipitation characteristics around Japan under the global warning， SOLA， 1， 85-88， 2005

0306CE525
0406BA488

赤澤悠子 (*1)， 沼口敦 (*2)， 江守正多 (*1 北大， *2 元 ・ 北大 ) ： 地球温暖化に伴 う 積雪量変化の地域的
特性－モデル と観測データの比較－， 水文 ・ 水資源学会誌， 18(5)， 510-520， 2005

0306CE525
0406BA488

江守正多 ： 100 年後 1.4 ～ 5.8 ℃ア ッ プ 脱炭素社会への移行が不可欠， エネルギーレ ビ ュー， 2005(5)，
12-15， 2005

0406BA488
0610AA103

江守正多， 浅井健博 (*1)， 藤川正浩 (*1)(*1NHK) ： 温暖化に挑む気候モデルの信頼性， 気候大異変 (NHK
取材班， 江守正多編著， NHK 出版， 129p.)， 62-68， 2006

0306CE525
0406BA488
0406AE537

江守正多 ： 温暖化科学の進化と確か さ， 気候大異変 (NHK 取材班， 江守正多編著， NHK 出版， 129p.)，
116-122， 2006

0306CE525
0406BA488
0406AE537

江守正多 ： ( コ ラ ム 9) 気候シ ミ ュ レーシ ョ ンは未来への メ ッ セージ， 気候変動＋ 2 ℃ ( 山本良一編， ダ
イヤモン ド社， 144p.)， 110， 2006

0306CE525
0406BA488
0406AE537
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江守正多 ： 高解像度気候モデルによ る気候変化予測と その信頼性， 地球環境， 11(1)， 3-10， 2006 0406BA488
0610AA103
0306CE525

Emori S. ： The reliability of future climate change projectiom by high-resolution climate models， Global
Environ.Res.， 10(2)， 143-149， 2006

0406BA488
0610AA103
0306CE525

Hasegawa A.，Emori S.：Effect of air-sea coupling in the assessment of CO2-induced intensification of tropical
cyclone activity， Geophys.Res.Lett.， 34， L05701， 2007

0406BA488
0610AA103
0306CE525

Yokohata T.，Emori S.，Nozawa T.，Ogura T.，Okada N.，Suzuki T.(*1)，Tsushima Y.(*1)，Kawamiya M.(*1)，
Abe-Ouchi A.(*1)(*2)，Hasumi H.(*2)， et al.(*2)(*1FRCGC，*2CCSR Univ.Tokyo)：Different transient climate
responses of two versions of an atmosphere-ocean coupled general circulation model， Geophys.Res.Lett.， 34，
L02707， 2007

0406BA488
0610AA103
0306CE525

Suzuki T.(*1)，Takayabu Y.N.(*2)，Emori S，(*1JAMSTEC，*2CCSR Univ.Tokyo)：Coupling mechanisms between
equatorial waves and cumulus convection in an AGCM， Dyn.Atmos.Oceans， 42， 81-106， 2006

0406BA488
0610AA103
0306CE525

坂内修， 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三 ： 周辺環境の地理情報を考慮し た最終処分場の安全性の評価手
法の提案， 都市清掃， 59(271)， 242-246， 2006

0406BY762

大迫政浩 ： 循環型社会形成に向けた近未来の技術ビジ ョ ン と戦略， 月刊廃棄物， 32(5)， 14-19， 2006 0607BE579

大迫政浩， 肴倉宏史 ： 再生製品の有効利用における環境安全性－溶融ス ラ グの JIS 化を契機 と し た今後
の展望－， 産業機械， (674)， 18-31， 2006

0507BE509

大迫政浩，肴倉宏史：再生製品の環境安全管理に関する現状と今後の展望－建設資材系再生製品に関す
る評価方法と許容基準－， 廃棄物学会誌， 17(4)， 206-233， 2006

0610AA202
0507BE509

大迫政浩， 肴倉宏史 ： 再生製品の環境安全性－溶融ス ラ グ JIS 化を契機と し た今後の展望－， 財団だよ
り ( 廃棄物研究財団 )， (70)， 14-21， 2007

0610AA202
0507BE509

Choi K.-I.， Lee D.-H.(*1)， Osako M.， Kim S.-C.(*2)(*1Univ.Soeul， *2Natl.Inst.Environ.Res.(Korea) ： The
prediction of PCDD/DF levels in wet scrubbers associated with waste incinerators， Chemosphere， 66， 1131-
1137， 2007

0610AA204

Sudo N.(*1)， Sekiyama M.(*2)， Maharjan M.(*3)， Ohtsuka R.(*1Natl.Inst.Public Health， *2Univ.Tokyo，
*3ENPHO) ： Gender differences in dietary intake among adults of Hindu communities in lowland Nepal:
assessment of portion sizes and food consumption frequencies， Eur.J.Clin.Nutr.， (60)， 469-477， 2006

Z00009998

大塚柳太郎： 人類の進化と 多様性－そのダイ ナミ ズムと 気候変化の影響－， 環境理学－太陽から 人ま で－
( 野上道男編著， 古今書院， 261p.)， 193-218， 2006

Z00009998

Ataka Y.(*1)，Ohtsuka R.(*1Kwansei Gakuin Univ.)：Migration and fertility of a small island population in Manus:
a long-term analysis of its sedentes and migrants， Population，Reproduction and Fertility in Melanesia(Ulijaszek
S.J. ed.， Berghahn Books)， 90-109， 2006

Z00009998

Ohashi J.(*1)， Naka I.(*1)， Kimura R.(*1)， Tokunaga K.(*1)， Yamauchi T.(*1)， Furusawa T.(*1)， Yamamoto
R.(*1)，Ishida T.(*1)，Natsuhara K.(*2)，Nakazawa M.(*3)，Ohtsuka R.(*1Univ.Tokyo，*2Pref.Univ.Fukuoka，
*3Gunma Univ.) ： Polymorphisms in the ABO blood gene in three populations in the New Georgia group of the
Solomon Islands， J.Hum.Genet.， 51， 407-411， 2006

Z00009998

Nakayama K.，Harihara S.，Ishida T.(*1)，Soemantri A.(*2)，Jin F.(*3)，Dashnyam B.(*4)，Ohtsuka R.，Duanchang
P.(*5)， Isa M.N.(*6)， Settheetham-Ishida W.(*7)(*1Univ.Tokyo， *2Diponegoro Univ.， *3Chin.Acad.Sci.，
*4Mong.Acad.Sci.， *5Srinakarinwirot Univ.， *6Int.Med.Univ.(Malaysia)， *7Khon Kaen Univ.) ： Identification
of novel functional variants of the melanocortin 1 receptor gene originated from Asians， Hum.Genet.， 119， 322-
330， 2006

Z00009998

Dewanti L.(*1)，Watanabe C.(*1)，Sulistiawati(*2)，Ohtsuka R.(*1Univ.Tokyo，*2Univ.Airlangga)：Unexpected
changes in blood pressure and hematological parameters among fasting and nonfasting workers during Ramadan
in Indonesia， Eur.J.Clin.Nutr.， (60)， 877-881， 2006

Z00009998

Sueyoshi S.(*1)， Al-Khozahe H.O.(*2)Ohtsuka R.(*1Kibi Int.Univ.， *2Al-Balqa Appl.Univ.) ： Effects of
reproduct ion norms on contracept ion pract ice among Musl im women in Amman， Jordan，
Eur.J.Contracept.Reprod.Health Care June 2006， 11(2)， 138-145， 2006

Z00009998
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Sudo N.(*1)，Ohtsuka R.(*1Natl.Inst.Public Health)：Effects of morning- and evening-shift work on the sleep，
dietary intake， and psycho-physiological health conditions of Japanese female workers， J.Health Human Ecol.
( 民族衛生 )， 72(5)， 177-190， 2006

Z00009998

Zhou H.(*1)(*2)，Watanabe C.(*1)，Ohtsuka R.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo，*2Sichuan Univ.)：Impacts of dietary
intake and helminth infection on diversity in growth among schoolchildren in rural south China: A four-year
longitudinal study， Am.J.Human Biol.， (19)， 96-106， 2007

Z00009998

Furusawa T.(*1)，Ohtsuka R.(*1Univ.Tokyo)：Inter-household variations in subsistence strategies within a rural
society of Roviana，Solomon Islands: An analysis of agricultural production and cash income in relation to socio-
demographic factors， Tropics， 15(1)， 29-37， 2006

Z00009998

Jiang H.W.(*1)， Umezaki M.(*1)， Ohtsuka R.(*1Univ.Tokyo) ： Inter-household variation in adoption of cash
cropping and its effects on labor and dietary patterns: a study in a Li hamlet in Hainan island， China，
Anthropol.Sci.， 114， 165-173， 2006

Z00009998

Ohashi J.(*1)， Naka I.(*1)， Kimura R.(*1)， Tokunaga K.(*1)， Nakazaki M.(*2)， Ataka Y.(*3)， Ohtsuka R.，
Inaoka T.(*4)， Matsumura Y.(*5)(*1Univ.Tokyo， *2Gunma Univ.， *3Kwansei Gakuin Univ.， *4Saga Univ.，
*5Natl.Inst.Health Nutr.) ： HLA-DRB1 polymorphism on Ha'ano island of the Kingdom of Tonga，
Anthropol.Sci.， 114， 193-198， 2006

Z00009998

Hasegawa S.，Wakamatsu S.(*1)，Ohara T.，Itano Y.(*2)，Saitoh K.(*3)，Hayasaki M.，Kobayashi S. (*1Ehime
Univ.，*2Osaka City Inst.Public Health Environ.Sci.，*3Akita Pref.Res.Cent.Public Health Environ.)：Vertical
profiles of ultrafine to supermicron particles measured by aircraft over Osaka metropolitan area in Japan，
Atmos.Environ.， 41(4)， 717-729， 2006

0406CD419

Kawamoto K.(*1)， Hayasaka T.(*1)， Uno I.(*2)， Ohara T.(*1RIHN， *2Kyushu Univ.) ： A correlative study
on the relationship between modeled anthropogenic aerosol concentration and satellite-observed cloud
properties over East Asia， J.Geophys.Res.， 111， D19201， 2006

0610AA401

Akimoto H.(*1)，Ohara T.，Kurokawa J.，Horii N.(*2)(*1FRCGC，*2IDE)：Verification of energy consumption
in China during 1996-2003 by using satellite observational data， Atmos.Environ.， 40， 7663-7667， 2006

0610AA401

Yan X.(*1)，Ohara T.，Akimoto H.(*2)(*1Chin.Acad.Sci.，*2FRCGC)：Bottom-up estimates of biomass burning
in mainland China， Atmos.Environ.， 40， 5262-5273， 2006

0610AA401

大原利眞 ： シ ミ ュ レーシ ョ ンの概要， エア ロ ゾルの大気環境影響 ( 笠原三紀夫， 東野達編， 京都大学学
術出版会， 361p.)， 259-262， 2007

0610AA401

大原利眞 ： 酸性雨 ・ 酸性沈着のシ ミ ュ レーシ ョ ン， エア ロ ゾルの大気環境影響 ( 笠原三紀夫，東野達編，
京都大学学術出版会， 361p.)， 292-300， 2007

0610AA401

Okadera T.，Watanabe M.(*1)，Xu K.(*1Keio Univ.) ： Analysis of water demand and water pollutant discharge
using a regional input-output table: An application to the city of chongqing，upstream of the three gorges dam
in China， Ecol.Econ.， 57(2)， 221-237， 2006

0610AA402

中路達郎：2 章 3 節 森林生態系における窒素飽和現象， 植物と環境ス ト レ ス ( 伊豆田猛編著，コ ロナ社，
220p.)， 59-65， 2006

9205AC264

中路達郎 ： 2 節 4 章 樹木に対する窒素過剰の影響， 植物と環境ス ト レ ス ( 伊豆田猛編著， コ ロナ社，
220p.)， 65-75， 2006

9205AC264

Oki K.(*1)，Awadu T.(*1)，Oguma H.，Omasa K.(*1)(*1Gra.Sch.Univ.Tokyo)：Spatial assessment of the alder
tree in Kushiro Mire， Japan using remotely sensed imagery -Effects of the surrounding land use on Kushiro
Mire， Environ.Monit.Assess.， 109(1/3)， 243-253， 2005

C610AC593

中西理恵 (*1)， 小杉緑子 (*1)， 大久保普治郎 (*1)， 西田顕郎 (*2)， 小熊宏之， 高梨聡 (*1)， 谷誠 (*1)(*1
京大院， *2 筑波大 ) ： 温帯ひのき林における分光反射指標 PRI(Photochemical reflectance index) の季節変
動， 水分 ・ 水資源学会誌， 19(6)， 475-482， 2006

0406BA414
0607BA583
0610AC593

Ogura T.， Abe-Ouchi A.(*1)， Hasumi H.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Effects of sea ice dynamics on the Antarctic
sea ice distribution in a coupled ocean atmosphere model， J.Geophys.Res.， 109， C04025， 2004

0406BA488
0306CE525

Liu Y.(*1)， Ono M.， Yu D.， Wang Y.， Yu J.(*1)(*1China Med.Univ.) ： Individual solar-UV doses of pupils
and undergraduates in China， J.Exposure Sci.Environ.Epidemiol.， 16， 531-537， 2006

0307AC585

Ono M.， Omori T.， Nitta H. ： Is the midnight-to-midnight average concentration of pollutants anappropriate
exposure index for a daily mortality study?， J.Exposure Sci.Environ.Epidemiol， 1-4， 2006

0608AG441
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甲斐沼美紀子， 相沢智之 ： 京都議定書と CO2 削減対策， フルード パワーシステム， 37(3)， 12-16， 2006 0610AA104
0507BA794

Nakicenovic N.(*1)，Kolp P.(*1)，Riahi K.(*1)，Kainuma M.，Hanaoka T.(*1Int.Inst.Appl.Syst.Anal.)：Assessment
of emissions scenarios revisited， Environ.Econ.Policy Stud.， 7(3)， 137-173， 2006

0507BA794
0105SP012

甲斐沼美紀子 ： アジア太平洋地域統合評価モデルの開発 と適用， 計測と制御， 45(10)， 839-843， 2006 0610AA104
0507BA794

Higa A.(*1)， Kasai  F.， Kawachi M.， Kumano S.， Sakayama H.， Miyash ita M.， Watanabe
M.M.(*1)(*1Univ.Tsukuba) ： Seasonality of gametophyte occurrence， maturation and fertilization of the
freshwater red alga Thorea okadae(Thoreales，Rhodophyta) in the Kikuchi River，Japan， Phycologia， 46， 160-
167， 2007

0610BY505

Tsukino H.(*1)，Hanaoka T.(*1)，Sasaki H.(*2)，Motoyama H.(*2)，Hiroshima M.(*2)，Tanaka T.(*2)，Kabuto
M.， Turner W.(*3)， Patterson D.G.， Jr.(*3)， Needham L.(*3)， Tsugane S.(*1Natl.Cancer Cent.Jpn.， *2Jikei
Univ.Sch.Med.， *3Cent.Dis.Control Prev.USA) ： Fish intake and serum levels of organochlorines among
Japanese women， Sci.Total Environ.， 359， 90-100， 2006

Z00009999

兜眞徳 ： 地球温暖化によ る健康への影響と対策， 高圧ガス， 43(6)， 17-23， 2006 0509BA937

大谷義彦 (*1)， 植田俊彦 (*2)， 兜眞徳， 河本康太郎 (*3)， 小松原仁 (*4)， 小山敦夫 (*5)， 小山恵美 (*6)，
近藤久男 (*7)， 齋藤一朗 (*8)， 佐川賢 (*8) 他 (*1 日本大， *2 昭和大， *3 テ ク ノ ローグ， *4 日本色彩研，
*5 日本証明器具工会， *6 京都工繊大， *7 東芝ラ イ テ ッ ク， *8 産総研 ) ： 人工光によ る生理影響， 照明
関連国際規格委員会技術報告 LED 光源の生体安全性規格化 WG 報告 ( 大谷義彦， 植田俊彦， 兜眞徳 他
著， 日本照明委員会， 79p.)， 27-32， 2004

Z00009998

兜真徳， 青柳みど り ： 3.6 電磁波 リ ス ク の社会的ガバナン ス と予防枠組み／予防原則， 「新規環境 ・ 技
術 リ ス クへの社会的ガバナン スの国際比較」 研究成果報告書 ( 池田三郎， 兜眞徳， 青柳みど り 編著， 防
災科学技術研究所， 179p.)， 67-78， 2006

Z00009998

兜眞徳 ： 気候変動と健康 リ ス ク研究の最近の動向， 地球環境， 11(1)， 79-86， 2006 0509BA937

兜眞徳 ： 電磁波の健康 リ ス ク， リ ス ク学事典 ( 増補改訂版 )( 日本 リ ス ク研究学会編， 阪急コ ミ ュニケー
シ ョ ンズ， 423p.)， 40-41， 2006

Z00009999

兜眞徳 ： 生活環境中にあふれる電磁波に発がん性のおそれが指摘された， Newton 別冊， 171， 2002 Z00009998

Kabuto M.， Nitta H.， Yamamoto S.(*1)， Yamaguchi N.(*2)， Akiba S.(*3)， Honda Y.(*4)， Hagihara J.(*5)，
Isaka K.(*6)，Saito T.(*7)，Ojima T.(*8) et al.(*1Natl.Cancer Cent.，*2Tokyo Women's Med.Univ.，*3kagoshima
Univ.， *4Univ.Tsukuba， *5Miyagi Univ.， *6Tokushima Univ.， *7Natl.Res.Inst.Child Helath Dep.， *8Jichi
Med.Sch.) ： Childhood leukemia and magnetic fields in Japan: A case-control study ofchildhood leukemia and
residential power-frequency magnetic fields in Japan， Int.J.Cancer， 119(3)， 643-650， 2006

Z00009998

兜眞徳， 本田靖 (*1)， 等々力英美 (*2)(*1 筑波大， *2 琉球大 ) ： 国内 3 都市における下記の日最高気温
温度と個人別曝露温度， 平成 17 年度 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド現象によ る環境影響に関する調査検討業務報告
書 ( 尾島俊雄編， 環境情報科学セン ター， 119p.)， 22， 2006

0509BA937

Kameyama S.，Fukushima M.，Han M.(*1)，Amemiya M.(*1)，Kaneko M.(*2)(*1Univ.Tsukuba，*2Rakuno Gakuen
Univ.) ： The estimation of habitat potential for freshwater fish and its spatio-temporal change -A nationwide
study in Japan-， Int.Symp.Wetland Restoration 2006(Proceedings)(Organ.Comm.Symp.Wetland Restration
2006 ed.， 404p.)， 298-301， 2006

0608CD930
0610AA403
0508AH778

亀山康子 ： 6.1 研究成果の概要， 地球温暖化はど こ まで解明されたか－日本の科学者の貢献 と今後の展
望 2006 － ( 小池勲夫編， 丸善， 277p.)， 183-188， 2006

0608BA568

亀山康子 ： 6.7 国内の行動主体の分析， 地球温暖化はど こ まで解明されたか－日本の科学者の貢献 と今
後の展望 2006 － ( 小池勲夫編， 丸善， 277p.)， 220-225， 2006

0608BA568

亀山康子 ： 2013 年以降の国際制度をめぐ る動き と提案－現状動向 と今後の予測－， 環境と公害， 35(4)，
37-42， 2006

0608BA568

亀山康子 ： 地球環境保護政策の現状－気候保全に向けた国際協調－， 公衆衛生， 70(6)， 437-440， 2006 0608BA568

亀山康子 ： 国際環境政策， 環境経済 ・ 政策学の基礎知識 ( 環境経済 ・ 政策学会編， 有斐閣， 446p.)， 220-
221， 2006

0608BA568
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亀山康子， 田村堅太郎 (*1)， 高村ゆか り (*2)， 蟹江憲史 (*3)， 新澤秀則 (*4)(*1IGES， *2 龍谷大， *3 東
京工大院， *4 兵庫県大 ) ： シナ リ オ ・ プラ ニング ・ アプローチを用いた気候変動対処のための国際枠組
み分析， 環境情報科学別冊／環境情報科学論文集， 20， 505-510， 2006

0608BA568

Ohmura Y.，Kawachi M.，Kasai F.，Watanabe M.M.，Takeshita S.(*1)(*1Hiroshima Univ.)：Genetic combinations
of symbionts in a vegetatively reproducing lichen， Parmotrema tinctorum， based on ITS rDNA sequences，
Bryologist， 109(1)， 43-59， 2006

0507BC935

Wu W.，Kawamoto K.，Kuramochi H.：Hydrogen-rich synthesis gas production from waste wood via gasification
and reforming technology for fuel cell application， J.Mater.Cycles Waste Manag.， (8)， 70-77， 2006

0307BH593

川本克也，浦島邦子 (*1)(*1 科技政策研 )：廃棄物不法投棄によ る汚染の修復と技術， 科学技術動向， (61)，
9-20， 2006

0105AB401

Kawamoto K.，Park K.A.(*1)(*1Grad.Sch.Kanto Gakuin Univ.)：Calculation of environmental concentration and
comparison of output for existing chemicals using regional multimedia modeling， Chemosphere， 63， 1154-
1164， 2006

0105AB401

川本克也， 呉畏， 佐伯孝 ： 資源化 ・ 処理処分技術研究室 資源化 ・ 処理技術グループ， J.Jpn.Inst.Energy，
85(7)， 560-563， 2006

0105AB401
0307BH593

川本克也 ： ， 環境有機化学物質論 ( 川本克也著， 共立出版， 315p.)， 2006 0608BE946

川本克也 ： 廃棄物焼却技術の進展， 環境研究， (143)， 80-89， 2006 0610AB546

Kawamoto K.， Urashima K.(*1)(*1Environ.Energy Res.Unit) ： Restration and recovery technologies for illegal
dumping of waste pollution， Sci.Technol.Trends Q.Rev.， (21)， 42-58， 2006

0105AB401

刀正行， 堤江実， 出射茂 ： 水の ミ ーシャ， 地球 ・ いのちの星 ( 清流出版， 36p.)， 2006 0002BA047

刀正行， 藤森一男 (*1)， 中野武 (*1)(*1 兵庫県健康環境科研セ ) ： 篤志観測船を用いる残留性有機汚
染物質によ る地球規模海洋汚染観測システムの開発， 分析化学， 55(11)， 835-845， 2006

0002BA047

刀正行 ： 有害化学物質によ る地球規模での海洋汚染の現状 と課題， 安全工学， 45(6)， 390-398， 2006 0002BA047

刀正行 ： 地球規模に拡散し た残留性有機汚染物質 (POPs) の観測， OECC 会報， 49， 6， 2006 0002BA047

Matsuzaki M.(*1)， Kubota K.(*1)， Satoh T.(*1)， Kunugi M.， Ban S.(*2)Imura S.(*3)(*1Grad.Sch.Hiroshima
Univ.， *2Univ.Shiga Pref.， *3Natl.Inst.Polar Res.) ： Dimethyl sulfoxide-respring bacteria in Suribati Ike， a
hypersaline lake， in Antarctica and the marine environment， Polar Biosci.， (20)， 73-81， 2006

0002BA047

久保田泉：気候変動枠組条約第11回締約国会議(COP11)および京都議定書第1回締約国会合(COPMOP1)
の成果， L&T， (31)， 49-56， 2006

0406AE413
0406BA411

久保田泉 ： 6.4 気候変動への適応策， 地球温暖化はど こ まで解明されたか－日本の科学者の貢献 と今後
の展望 2006 － ( 小池勲夫編， 丸善， 277p.)， 202-209， 2006

0507BA507
0608BA568

久保田泉， 石井敦 (*1)， 松本泰子 (*2)， 大久保彩子 (*3)(*1 東北大東北アジア研セ， *2 京大， *3 海洋政
策研 ) ： 環境問題間の相互連関に関する政策研究の動向と展望－気候変動問題を中心に， 環境経済 ・ 政
策学会年報 第 11 号 ( 環境経済 ・ 政策学会編， 東洋経済新報社， 324p.)， ， 163-178， 2006

0406AE413

久保田泉， 高橋潔， 肱岡靖明 ： 政策決定支援のための適応研究に関する検討， 環境情報科学別冊／環境
情報科学論文集， 20， 457-462， 2006

0608BA568
0507BA507

Watanabe H.(*1)，Kume H.，Mizuochi N.(*1)，Yamasaki S.(*1)，Kanno S.(*1)，Okushi H.(*1)(*1AIST)：Nitrogen
incorporation in homoepitaxial diamond thin film， Diam.Rela.Mater.， 15， 554-558， 2006

0106KB392

Tomita M.(*1)， Totsuka K.(*1)， Ikari H.(*1)， Ohara K.(*1)， Mimura H.(*1)， Watanabe H.(*2)， Kume H.，
Matsumoto T.(*2)(*1Shizuoka Univ.， *2AIST， Stanley Electr.) ： Observation of whispering gallery modesin
cathode luminescence in TiO2:Eu(3+) microspheres， Appl.Phys.Lett.， 89， 061126， 2006

0307BY576

Kuramochi H.，Kawamoto K.：Modification of UNIFAC parameter table Revision 5 for representation of aqueous
solubility and 1-octanol/water partition coefficient for POPs， Chemosphere， 63， 698-706， 2006

0105AB401

Kuramochi H.， Maeda K.(*1)， Kawamoto K.(*1Univ.Hyogo) ： Physicochemical properties of selected
polybrominated diphenyl ethers and extension of the UNIFAC model to brominated aromatic compounds，
Chemosphere， 67(9)， 1858-1865， 2007

0608BE992
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Safaeefar P.(*1)(*2)， Ang H.M.(*1)(*2)， Kuramochi H.， Asakuma Y.(*3)， Maeda K.(*3)， Tabe M.O.(*1)(*2)，
Fukui K.(*3)(*1Curtin Univ.Technol.，*2Murdock Univ.，*3Univ.Hyogo)：Measurement and correlation of the
solubility of MnSO4 ・ H2O in ethanol+water+MgSO4 ・ 7H2O solutions， Fluid Phase Equilibria， 250(1/2)， 64-
69， 2006

0610AB454

Kuramochi H.， Nakajima D.， Goto S.， Kawamoto K.， Maeda K.(*1)(*1Univ.Hyogo) ： Water solubility of solid
solution of phenanthrene and anthracene mixture， Polycycl.Aromat.Compd.， 26， 299-312， 2007

0608BE992
0608CD993

Ishihara I.(*1)， Ikushima M.(*1)，Horikawa J.(*1)，Haraga M.(*1)，Kawamoto R.(*1)，Murase C.(*1)，Tashiro
T.(*1)， Tsutsui Y.(*1)， Kawashima M.(*1)， Kasai H.(*1)， Yamazaki S.(*1)， Majima Y.(*2)， Kurokawa
Y.(*1UOEH，*2Osaka Pref.Col.Nurs.)：A very low level of magnetic field exposure does not affect a participant's
mental fatigue and stress as much as VDT work， J.UOEH， 27(1)， 25-40， 2005

Z00009998

Kurokawa Y.， Nitta H.， Kabuto M. ： Evaluation of residential exposure to intermediate frequency magnetic
fields， Arch.Environ.Health， 59(12)， 693-699， 2004

Z00009998

Koshikawa H.， Xu K-Q.， Liu Z.L.(*1)， Kohata K.， Kawachi M.， Maki H.， Zhu M.Y.(*1)， Watanabe
M.(*2)(*1SOA， *2Keio Univ.) ： Effect of the water-soluble fraction of diesel oil on bacterial and primary
production and the trophic transfer to mesozooplankton through a microbial food web in Yangtze estuary，
China， Estuar.， Coast.Shelf Sci.， 71， 68-80， 2007

0610SP402

Koshikawa-K.M.， Takamatsu T.， Takada J.(*1)， Zhu M.(*2)， Xu B.(*3)， Chen Z.(*4)， Murakami S.， Xu K-
Q.，Watanabe M.(*1KURRI，*2State Oceanic Adm.，*3Yangtze Vallye Water Resour.Prot.Bur.，*4East China
Normal Univ.) ： Distribution of dissolved and particulate elements in the Yangtze estuary in 1997-2002:
Background data before the closure of the Three Gorges Dam， Estuar.， Coast.Shelf Sci.， 71， 26-36， 2007

0508AE926

Watanabe M.(*1)， Takamatsu T.， Koshikawa-K.M.， Sakamoto K.(*1)， Inubushi K.(*1)(*1Chiba Univ.) ：
Atmospheric acidic pollutants at Mt.Tsukuba， Japan， determined using a portable filter pack sampler，
Bull.Chem.Soc.Jpn.， 79， 1407-1409， 2006

0508AE926

Murayama R.(*1)， Goto S.， Nakajima D.， Fujimaki H.， Watanabe I.(*2)， Arashidani K.(*3)， Uchiyama
I.(*1)(*1Kyoto Univ.*2Natl.Inst.Public Health， *3UOEH) ： Measurements of exposure concentrations of
benzene， toluene and xylene and amounts of respiratory uptake， J.UOEH， 28， 173-183， 2006

0305AG493
0105AB400

後藤純雄， 中島大介， 山本貴士， 倉持秀敏， 望月宏明 (*1)， 角田勝則 (*2)(*1 日本品質保証機構， *2 東
京理大 ) ： 塗料の リ サイ クル処理における リ ス ク について， 実用産業情報， 38， 19-25， 2006

0607AE562
0610AA202

Hiwatari T.，Shinotsuka Y.，Kohata K.，Watanabe M.：Exotic hard clam in Tokyo Bay identified as Mercenaria
mercenaria by genetic analysis， Fish.Sci.， 72， 578-584， 2006

0610AA402

小林伸治， 長谷川就一， 高橋克行， 伏見暁洋， 近藤美則， 田邊潔 ： デ ィ ーゼル車からの微小粒子の排出
特性と道路沿道大気中における挙動， エア ロ ゾル研究， 21(4)， 305-311， 2006

0205BY474
0105AA295
0204BY486

Shima H.，Koike E.，Shinohara R.(*1)，Kobayashi T.(*1Toho Univ.)：Oxidative ability and toxicity of n-Hexane
insoluble fraction of diesel exhaust particles， Toxicol.Sci.， 91(1)， 218-226， 2006

0405AE396
0105AA299
0307AA512

Kobayashi Y.， Hayakawa T.， Hirano S. ： Expression and activity of arsenic methyltransferase Cyt19 in rat
tissues， Environ.Toxicol.Pharmacol.， 23， 115-120， 2007

0509AE796
0606AF499

Sakurai T.(*1)， Kojima C.(*1)， Kobayashi Y.， Hirano S.， Sakurai M.H.(*2)， Waalkes M.P.(*3)， Himeno
S.(*1)(*1Tokushima Bunri Univ.， *2Azabu Univ.， *3NIH) ： Toxicity of a trivalent organic arsenic compound，
dimethylarsinous glutathione in a rat liver cell line(TRL 1215)， Br.J.Pharmacol.， 149， 888-897， 2006

0509AE796
0606AF499

Kobayasi Y.， Hayakawa T.， Cui X.， Hirano S. ： The role of glutathione in the metabolism and detoxification
of trivalent arsenicals， Biomed.Res.Trace Elements， 17(4)， 365-372， 2006

0509AE796
0606AF499

Fujitani Y.， Hasegawa S.， Fushimi A.， Kondo Y.， Tanabe K.， Kobayashi S.， Kobayashi T. ： Collection
characteristics of low-pressure impactors with various impaction substrate materials， Atmos.Environ.， 40，
3221-3229， 2006

0307AA512

Sakanakura H.：Formation and durability of dithiocarbamic metals in stabilized air pollution control residue from
municipal solid waste incineration and melting processes， Environ.Sci.Technol.， 41， 1717-1722， 2007

0610AB447
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Oshchepkov S.(*1)， Sasano Y.， Yokota T.， Nakajima H.， Uemura N.(*1)， Saitoh N.(*2)， Sugita T.， Matsuda
H.(*1)(*1Fijitsu FIP， *2CCSR Univ.Tokyo) ： ILAS data processing for stratospheric gas and aerosol retrievals
with aerosol physical modeling: Methodology and validation of gas retrievals， J.Geophys.Res.， 111， D02307，
2006

0105SP021
0406BA352

Kim Y.(*1)， Choi W.(*1)， Lee K.-M.(*2)， Park J.H.(*1)， Massie S.T.(*3)， Sasano Y.， Nakajima H.， Yokota
T.(*1Seoul Natl.Univ.，*2Kyungpook Natl.Univ.，*3NCAR)：Polar stratospheric clouds observed by the ILAS-
II in the Antarctic region: Dual compositions and variation of compositions during June to August of 2003，
J.Geophys.Res.， 111， D13S90， 2006

0105SP021
0406BA352

笹野泰弘 ： 2.1.3 衛星， 航空機， 気球観測 a. 衛星観測， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第 5 版 )( 日本化
学会編， 丸善， 519p.)， 61-64， 2007

0610AA102

笹野泰弘 ： 6. これからの地球観測， 天気， 54(2)， 55-59， 2007 0609BY922

Fujibe T.(*1)， Saji H.， Watahiki W.K.(*1)， Yamamoto K.T.(*1)(*1Hokkaido Univ.) ： Overexpression of the
radical-induced cell death1(RCD1) gene of Arabidopsis causes weak rcd1 phenotype with compromised
oxidative-stress responses， Biosci.Biotechnol.Biochem.， 70， 1827-1831， 2006

0307AE503

Sakaki T.(*1)， Kato T.(*2)， Saji H.(*1Hokkaido Tokai Univ.， *2Toho Univ.) ： Lipid acyl-hydrolase in leaves
of different kidney bean(Phaseolus vulgaris L.) cultivars: Purification and characterization of a kidney bean lipid
acyl-hydrolase，and foliar lipid changes in the cultivars with ozone exposure， Plant Sci.， 172， 462-472， 2007

0307AE503

Cai Y.(*1)，Ng P.K.L.(*1)，Shokita S.(*2)，Satake K.(*1Natl.Univ.Singapore，*2Univ.Ryukyus)：On the species
of Japanese atyid shrimps(Decapoda: Caridea) described by William Stimpson(1860)， J.Crustacean Biol.， 26(3)，
392-419， 2006

0610AE463
0507CD539

佐竹潔， 佐々木哲朗 (*1)， 土屋光太郎 (*2)(*1 小笠原自然文化研， *2 東京海洋大 ) ： 小笠原諸島父島で
確認されたヌ ノ メ カ ワニナ， ち り ぼたん， 37(3)， 112-117， 2006

0607AF452
0507CD539

Qi B.(*1)， Sato K.， Imamura T.， Takami A.， Hatakeyama S.， Ma Y.(*1)(*1Shaanxi Norm.Univ.) ： Production
of the radicals in the ozonolysis of ethene: A chamber study by FT-IR and PERCA， Chem.Phys.Lett.， 427，
461-465， 2006

0305AE520

Kubo T.(*1)，Nomachi M.(*1)，Nemoto K.(*1)，Sano T.，Hosoya K.(*2)，Tanaka N.(*2)，Kaya K.(*1)(*1Tohoku
Univ.，*2Kyoto Inst.Technol.)：Chromatographic separation for domoic acid using a fragment imprinted polymer，
Anal.Chim.Acta， 577， 1-7， 2006

0307BY577

Kaya K.(*1)，Morrison L.F.(*2)，Codd G.A.(*2)，Metcalf J.S.(*2)，Sano T.，Takagi H.，Kubo T.(*1)(*1Tohoku
Univ.， *2Univ.Dundee) ： A novel biosurfactant， 2-acyloxyethylphosphonate， isolated from waterblooms of
Aphanizomenon flos-aquae， Molecules， 11， 539-548， 2006

0610AE401

Yamaoka Y.(*1)，Carmona M.L.(*2)，Oclarit J.M.(*2)，Jin K.，Shibata Y.(*3)(*1AIST，*2MSU-Iligan，*3Hokkaido
Inst.Public Health) ： Characterization of water-soluble organoarsenic compounds in marine sponges，
Appl.Organometal.Chem.， 20， 545-548， 2006

0610AE413

Harada N.(*1)， Ahagon N.(*2)， Sakamoto T.(*1)， Uchida M(*1)， Ikehara M.(*3)， Shibata Y.(*1JAMSTEC，
*2Hokkaido Univ.， *3Kochi Univ.) ： Rapid fluctuation of alkenone temperature in the southwestern Okhotsk
Sea during the past 120 ky， Global Planet.Change， 53， 29-46， 2006

0608CD565

柴田康行 ： 2.4.1 b 調査法の設計， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第 5 版 )( 日本化学会編， 丸善， 519p.)，
161-165， 2007

0606BY446

柴田康行 ：2.4.3 生物調査法， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第 5 版 )( 日本化学会編，丸善，519p.)，178-
186， 2007

0606BY446

柴田康行 ： 1.4 化学物質と環境， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第 5 版 )( 日本化学会編， 丸善， 519p.)，
42-48， 2007

0608AG466

柴田康行 ： 3.4.7 LC/ICP-MS によ る海洋生物の ヒ 素の分析， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第 5 版 )( 日
本化学会編， 丸善， 519p.)， 449-457， 2007

0608AG466

柴田康行， 伊藤安紀 (*1)(*1 いであ ) ： 3.3.8 ヒ 素汚染事例， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第 5 版 )( 日本
化学会編， 丸善， 519p.)， 395-401， 2007

0307ZZ476

Becker P.R.(*1)， Gunter E.W.(*2)， Schluter C.(*3)， Shibata Y.， Wise S.A.(*1)(*1NIST(USA)， *2Specimen
Solut.LLC， *3FEA) ： Environmental specimen banking， J.Environ.Monit.， 8， 776-778， 2006

0606BY446
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Kumata H.(*1)，Uchida M.(*2)，Sakuma E(*1)，Uchida T(*1)，Fujiwara K.(*1)，Tsuzuki M.(*1)，Yoneda M.(*3)，
Shibata Y.(*1Tokyo Univ.Pharm.Life Sci.，*2JAMSTEC，*3Univ.Tokyo)：Compound class specific 14C analysis
of polycyclic aromatic hydrocarbons associated with PM10 and PM1.1 aerosols from residential areas of
Suburban Tokyo， Environ.Sci.Technol.， 40(11)， 3474-3480， 2006

0305AG494

Nakayama T.， Edmonds J.S.， Shibata Y.， Morita M. ： The rate of oxidation of dimethylarsinous acid to
dimethylarsinic acid is pH dependent: implications for the analysis and toxicology of arsenic metabolites in urine，
J.Chem.Res.， 2006(3)， 185-187， 2006

0307ZZ476

Yoshikane M.， Kay W.R.(*1)， Shibata Y.， Inoue M.(*2)， Yanai T.(*3)， Kamata R.， Edmonds J.S.， Morita
M.(*1Dept.Conserv.Land Manage.， Bentley(Aust.)， *2Gifu Univ.) ： Very high concentrations of DDE and
toxaphene residues in crocodiles from the Ord River，Western Australia: an investigation into possible endocrine
disruption， J.Environ.Monit.， 8， 649-661， 2006

0606BY446

Oka M.(*1)， Arai T.(*1)， Shibata Y.， Miyazaki N.(*1Univ.Tokyo) ： Reproductive transfer of organochlorines
in viviparous surfperch， Ditrema temmincki， Environ.Pollut， 142， 383-387， 2006

0606BY446

Matsumoto J.(*1)， Takahashi K.(*1)， Matsumi Y.(*1)， Yabushita A.(*2)， Shimizu A.， Matsui I.， Sugimoto
N.(*1Nagoya Univ.， *2Horiba) ： Scavenging of pollutant acid substances by Asian mineral dust particles，
Geophys.Res.Lett.， 33， L07816， 2006

0608BA487

Yasunaga K.(*1)，Yoneyama K.(*1)，Kubota H.(*1)，Okamoto H.(*2)，Shimizu A.，Kumagai H.(*3)，Katsumata
M.(*1)，Sugimoto N.，Matsui I.(*1JAMSTEC，*2Tohoku Univ.，*3NICT)：Melting layer cloud observed during
R/V mirai cruise MR01-K05， J.Atmos.Sci.， 63， 3020-3032， 2006

0206BA342

Miyawaki H.(*1)，Sudirman I.L.(*2)，Simbolon H.(*3)，Nakanishi M.(*4)，Yamaguchi T.(*5)，Shimizu H.(*1Saga
Univ.， *2Bogor Agric.Univ.， *3LIPI， *4Okayama Univ.， *5Hiroshima Univ.) ： Effects of forest fires on some
lichen species in East Kalimantan， Indonesia， Phyton(Austria)， 45， 569-574， 2006

0002BA002
0507BA849

Zheng Y.R.(*1)，Xie Z.X.(*2)，Jiang L.H.(*1)，Wu Y.Z.(*3)，Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.，*2Florida Atlantic
Univ.， *3Shanxi Univ.) ： Model simulation and comparison of the ecological characteristics of three degraded
grassland types in China， Belg.J.Bot.， 138(2)， 109-118， 2006

0103BA001
0406BA405

Tsunekawa A.(*1)，Ito T.Y.(*1)，Shinoda M.(*2)，Nemoto M.(*2)，Suhama T.(*3)，Ju H.(*4)，Shimizu H.(*1Arid
Land Res.Cent.Tottori Univ.， *2Tokyo Metrop.Univ.， *3PASCO.， *4Chin.Acad.For.) ： Methodology for
assessment of desertification based on vegetation degradation using net primary productivity(NPP) as a key
indicator， Phyton(Austria)， 45， 185-192， 2006

0103BA001
0406BA405
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Nouchi I.， De Kok L.J. eds.， Springer， 300p.)， 251-259， 2005

0101BA005
0204NA754
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gradients on the Ordos plateau， China， Ecol.Res.， 21， 396-404， 2006

0406BA405
0103BA001
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嫌気性懸垂型スポンジろ床 (AnDHS リ ア ク ター ) によ る低濃度有機性排水の メ タ ン発酵処理， 環境工学
研究論文集， 43， 23-29， 2006

0305KA600

高橋優信 (*1)， 山口隆司 (*2)， 角野晴彦 (*3)， 荒木信夫 (*4)， 山崎慎一 (*5)， 長野晃弘 (*6)， 珠坪一晃，
原田秀樹 (*7)(*1 環境テ ッ ク， *2 呉高専， *3 岐阜高専， *4 長岡高専， *5 高知高専， *6 三機工業， *7 長
岡技科大 ) ： 硫黄サイ クル活性型 UASB/DHS システムによ る低温低有機性排水 ( 不凍液排水 ) 処理技術
の開発， 環境工学研究論文集， 43， 353-358， 2006

0607AE442

Inamori R.(*1)， Xu K-Q.， Gui P.， Ebie Y.， Inamori Y.， Matsumura M.(*1)(*1Univ.Tsukuba) ： Characteristic
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量化学物質点検プロ グ ラ ム ：第 21 回初期評価会議概要， 化学生物総合管理学会誌， 2(1)， 135-146， 2006

0205AE509

高橋美加 (*1)， 松本真理子 (*1)， 川原和三 (*2)， 菅野誠一郎 (*3)， 菅谷芳雄， 広瀬明彦 (*1)， 鎌田栄一
(*1)， 江馬眞 (*1)(*1 医薬品食品衛研， *2 化評研， *3 産医総研 ) ： OECD 化学物質対策の動向 ( 第 8 報 )
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B.K.G.， Lagaly G. eds.， Elsevier， 1224p.)， 865-878， 2006

0610AE413

瀬山春彦 ： 3.3.3 非破壊形態分析， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第 5 版 )( 日本化学会編， 丸善， 519p.)，
367-372， 2007

0610AE413

高澤嘉一 ： 二次元ガス ク ロマ ト グ ラ フ ィ ーの環境分析への応用， ぶんせき， 382， 528， 2006 0608AG457

Ichinose T.(*1)，Sadakane K.(*1)，Takano H.，Yanagisawa R.，Nishikawa M.，Mori I.，Kawazato H.(*2)，Yasuda
A.(*3)， Hiyoshi K.(*3)， Shibamoto T.(*4)(*1Oita Univ.Nurs.Health Sci.， *2Oita Univ.， *3Univ.Tsukuba，
*4Univ.California)：Enhancement of mite allergen-induced eosinophil infiltration in the murine airway and local
cytokine/chemokine expression by Asian sand dust.， J.Toxicol.Environ.Health A， 69， 1571-1585， 2006

0507AG476

Feng H.(*1)(*2)，Yamaki K.(*1)，Takano H.， Inoue K.，Yanagisawa R.，Yoshino S.(*1)(*1Kobe Pharm.Univ.，
*2Jinan Univ.) ： Suppression of Th1 and Th2 immune responses in mice by sinomenine， an alkaloid extracted
from the Chinese medicinal plant Sinomenium acutum， Planta Medica， 72， 1383-1388， 2006

0507AG476

Takano H.， Yanagisawa R.， Inoue K.， Ichinose T.(*1)， Sadakane K.(*1)， Yoshikawa T.(*2)(*1Oita
Univ.Nurs.Health Sci.，*2Kyoto Pref.Univ.Med.) ：Di-(2-ethylhexyl) phthalate enhances atopic dermatitis-like
skin lesions in mice， Environ.Health Perspect.， 114(8)， 1266-1269， 2006

0507AG476

Sadakane K.(*1)，Ichinose T.(*1)，Takano H.，Abe M.(*1)，Sera N.(*2)，Yanagisawa R.，Ochi H.(*3)，Fujioka
K.(*4)，Lee K.-G.(*5)，Shibamoto T.(*4)(*1Oita Univ.Nurs.Health Sci.，*2Fukuoka Inst.Health Environ.Sci.，
*3JAICA， *4Univ.California， *5Dongguk Univ.) ： Murine strain differences in 8-hydroxy-deoxyguanosine
formation in hepatic DNA induced by oxidized lard and dietary oils， Food Chem.Toxicol.， 44， 1372-1376， 2006

0507AG476

Yoshida S.(*1)，Ono N.(*1)，Tsukue N(*1)，Oshio S.(*1)，Umeda T.(*2)(*2Teikyo Univ.)，Takano H.，Takeda
K.(*1)(*1Tokyo Univ.Sci.)： In utero exposure to diesel exhaust increased accessory reproductive gland weight
and serum testosterone concentration in male mice， Environ.Sci.， 13(3)， 139-147， 2006

0105KB284

Sugamata M.(*1)，Ihara T.(*1)，Takano H.，Oshio S.(*2)，Takeda K.(*3)(*4)(*1Tochigi Inst.Clin.Pathol.，*2Ohu
Univ.，*3Tokyo Univ.Sci.，*4CREST/JST)：Maternal diesel exhaust exposure damages newborn murine brains，
J.Health Sci.， 52(1)， 82-84， 2006

0105KB284

高橋潔 ： 6.2 気候変動を抑制する ための長期目標設定， 地球温暖化はど こ まで解明されたか－日本の科
学者の貢献と今後の展望 2006 － ( 小池勲夫編， 丸善， 277p.)， 188-194， 2006

0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋潔 ： 5.3 農林水産業への影響， 地球温暖化はど こ まで解明されたか－日本の科学者の貢献 と今後の
展望 2006 － ( 小池勲夫編， 丸善， 277p.)， 149-158， 2006

0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋潔 ： 温暖化が農業生産に及ぼす影響と その適応策， 地球環境， 11(1)， 111-119， 2006 0507BA507
0406BA488
0507BA794

高橋潔，久保田泉：温暖化の適応に関する研究およびその実施の促進をめざ し て－温暖化影響の リ ス ク
評価 ・ リ ス ク管理の視点から， 環境情報科学， 35(3)， 39-44， 2006

0507BA507
0608BA568

Li C.(*1)(*2)， Takahashi S.， Taneda S.， Furuta C.(*1)(*2)， Watanabe G.(*1)(*2)， Suzuki A.K.， Taya
K.(*1)(*2)(*1Gifu Univ.，*2Tokyo Univ.Agric.Technol.)：Impairment of testicular function in adult male Japanese
quail(Coturnix japonica) after a single administration of 3-methyl-4-nitrophenol in diesel exhaust particles，
J.Endocrinol.， 189， 555-564， 2006

0610AA412

Takami A.， Wang W.(*1)， Tang D.(*1)， Hatakeyama S.(*1)(*1Chin.Res.Acad.Environ.Stud.) ： Measurements
of gas and aerosol for two weeks in northern China during the winter-spring period of 2000， 2001 and 2002，
Atmos.Res.， 82， 688-697， 2006

0507BA825
0105AG108

高見昭憲， 今井孝典 (*1)， 清水厚， 松井一郎， 杉本伸夫， 畠山史郎 (*1 筑波大 ) ： 沖縄辺戸で観測され
た人為起源エア ロ ゾル と黄砂の輸送， エア ロ ゾル研究， 21(4)， 341-347， 2006

0507BA825

Jang M.-H.， Ha K.， Jung J.-M.(*1)， Lee Y.-J.(*1)， Takamura N.(*1Busan Water Qual.Res.Inst.) ： Increased
microcystin production of microcystis aeruginosa by indirect exposure of nontoxic cyanobacteria: Potential role
in the development of microcystis bloom， Environ.Contam.Toxicol.， 76， 957-962， 2006

0105AA207
0406BC319

高村典子：植物プラ ン ク ト ン， 水環境ハン ド ブ ッ ク ( 日本水環境学会編，朝倉書店，736p.)， 403-405， 2006 0105AA207
0105AE195
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渡辺貴史 (*1)， 高村典子 (*1 高松高専 ) ： 兵庫県東播磨地域における生物保全に対するため池管理者の
意識， 農村計画学会誌， 25， 353-358， 2006

0105AA207
0406BC319

高村典子 ： ため池の生物多様性評価， 自然再生のための生物多様性モニタ リ ング ( 鷲谷いづみ， 鬼頭秀
一編， 東京大学出版会， 233p.)， 49-69， 2007

0406BC319
0105AA207
0105AE195

Suzuki G.， Takigami H.， Nose K.， Takahashi S.(*1)， Asari M.(*2)， Sakai S-I.(*2)(*1Ehime Univ.， *2Kyoto
Univ.) ： Dioxin-like and transthyretin-binding compounds in indoor dusts collected from Japan: Average daily
dose and possible implications for children， Environ.Sci.Technol.， 41(4)， 1487-1493， 2007

0406BE493
0610AA202
0610AB447

Takigami H.，Behnisch P.A.(*1)，Shiozaki K.(*2)，Ohno M.(*3)，Sakai S.(*4)(*1Eurofin GfA，*2Kaneka Techno
Res.，*3Kanden Eng.，*4Kyoto Univ.)：Bioassay monitoring of waste PCB samples during chemical destruction
treatments， Water Sci.Technol.， 53(11)， 43-50， 2006

0610AB447

Hirobe M.(*1)， Goda Y.(*1)， Okayasu Y.(*2)， Tomita J.(*3)， Takigami H.， Ike M.(*4)， Tanaka
H.(*5)(*1Jpn.EnviroChemicals， *2Public Works Res.Inst.， *3Tokyo Electric Power Environ.Eng.， *4Osaka
Univ.， 5Kyoto Univ.) ： The use of enzyme-linked immunosorbent assays(ELISA) for the determination of
pollutants in environmental and industrial wastes， Water Sci.Technol.， 54(11/12)， 1-9， 2006

0610AB447

Denison M.S.(*1)，Takigami H.(*1Univ.California)：Dioxin 2006 Session summary: Analysis-biological methods，
26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.(Thomsen C.， Becher G. eds.， 118p.)， 36-38， 2006

0610AB447

田崎智宏， 森口祐一 ： 飲料容器廃棄物の発生要因の解析， 廃棄物学会論文誌， 17(1)， 31-41， 2006 0105PR011
0105AB398

小口正弘 (*1)， 亀屋隆志 (*1)， 田崎智宏， 玉井伸明 (*2)， 谷川昇 (*3)(*1 横浜国大， *2 みずほ情報総研，
*3 北大 )：電気・電子製品 23 品目の使用年数分布 と使用済み台数の推計， 廃棄物学会論文誌， 17(1)， 50-
60， 2006

0105AB398
0405AE357

Kagawa S.(*1)， Tasaki T.， Moriguchi Y.(*1Tohoku Univ.) ： The environmental and economic consequences of
product lifetime extension: empirical analysis for automobile use， Ecol.Econ.， 58， 108-118， 2006

0105AB398
0405AE357

Tasaki T.，Hashimoto S.，Moriguchi Y. ：A quantitative method to evaluate the level of material use in Lease/
reuse systems of electrical and electronic equipment， J.Cleaner Prod.， 14(17)， 1519-1528， 2006

0105AB398
0405AE357

田崎智宏：法制度の見直しに向けた問題指摘着目型の実態評価～家電 リ サイ クル法への適用～， 日本評
価研究， 6(2)， 73-84， 2006

0105AB398
0405AE357

Tasaki T.，Kawahata T.，Osako M.，Matsui Y.(*1)，Takagishi S.(*2)，Morita A.(*2)，Akishima S.(*2)(*1Okayama
Univ.， *2PASCO) ： A GIS-based zoning of illegal dumping potential for efficient surveillance， Waste Manag.，
27， 256-267， 2006

0405AE388
0105BY239

多田満 ： 化学物質と ネイチャーラ イ テ ィ ング， 環境学研究， 5， 2-10， 2006 0610AE455

多田満 ： 公害， 陸水の事典 ( 日本陸水学会編， 講談社， 578p.)， 138， 2006 0610AE455

多田満 ： 濃縮係数， 陸水の事典 ( 日本陸水学会編， 講談社， 578p.)， 379， 2006 0610AE455

多田満 ： 農薬汚染， 陸水の事典 ( 日本陸水学会編， 講談社， 578p.)， 380， 2006 0610AE455

多田満 ： R.Carson 「沈黙の春」 と有吉佐和子 「複合汚染」 にみられる化学物質の生態への影響， 文学 と
環境， 9， 47-53， 2006

0610AE455

平井慈恵： メ ダカを用いた化学物質の内分泌か く 乱作用に関する研究－環境学における内分泌研究の一
例と し て－， 日本比較内分泌学会ニュース， (121)， 17-20， 2006

0607AE562

Oda S.， Tatarazako N.(*1)， Watanabe H.(*1)(*2)， Morita M.， Iguchi T.(*1)(*2)(*1CREST/JST， *2Okazaki
Inst.Integrative Biosci.) ： Genetic differences in the production of male neonates in Daphnia magna exposed to
juvenile hormone analogs， Chemosphere， 63， 1477-1484， 2006

0607AE562

Osaki K.(*1)，Kashiwada S.(*2)，Tatarazako N.，Ono Y.(*1)(*1Okayama Univ.，*2Duke Univ.)：Toxicity testing
of leachate from waste landfills using medaka(Oryzias latipes) for monitoring environmental safety，
Environ.Monit.Assess.， 117， 73-84， 2006

0607AE562

鑪迫典久：環境水のバイオア ッ セイ～ Whole Effluent Toxicity の考え方， 水環境学会誌， 29(8)， 426-432，
2006

0607AE562
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Hirai N.，Nanba A.，Koshio M.，Kondo T.，Morita M.，Tatarazako N.：Feminization of Japanese medaka(Oryzias
latipes) exposed to 17β-estradiol: Formation of testis-ova and sex-transformation during early-ontogeny，
Aquatic Toxicol.， 77， 78-86， 2006

0607AE562

Hirai N.，Nanba A.，Koshio M.，Kondo T.，Morita M.，Tatarazako N.：Feminization of Japanese medaka(Oryzias
latipes) exposed to 17β-estradiol: Effect of exposure period on spawning performance in sex-transformed
females， Aquatic Toxicol.， 79， 288-295， 2006

0607AE562

鑪迫典久 ： 環境バイオモニタ リ ングの実際－免疫化学測定法を中心 と し て－， 環境技術， 35(9)， 15-19，
2006

0607AE562

柏田祥策 ： 環境安全のためのバイオア ッ セイ， 安全工学， 45(5)， 319-327， 2006 0607AE562

Chen P-J.(*1)，Linden K.G.(*1)，Hinton D.E.(*1)，Kashiwada S.，Rosenfeldt E.J.(*1)，Kullman S.W.(*1)(*1Duke
Univ.)：Biological assessment of bisphenol A degradation in water following direct photolysis and UV advanced
oxidation， Chemosphere， 65， 1094-1102， 2006

0607AE562

鑪迫典久 ： 3.4.11 環境ホルモン様物質曝露指標と し てのビテ ロ ジェニン測定， 実験化学講座 20-2 環境
化学 ( 第 5 版 )( 日本化学会編， 丸善， 519p.)， 475-478， 2007

0607AE562

Tatarazako N.， Oda S. ： The water flea Daphnia magna(Crustacea， Cladocera) as a test species for screening
and evaluation of chemicals with endocrine disrupting effects on crustaceans， Ecotoxicology， 16， 197-203，
2007

0607AE562

柏田祥策 ： 魚類を用いた農薬環境科学の最前線， 環境毒性学会誌， 9(2)， 69-80， 2006 0607AE562

Kawada H.(*1)， Tatsuta H.， Arikawa K.(*2)， Takagi M.(*1)(*1Nagasaki Univ.， *2Yokohama City Univ.) ：
Comparative study on the relationship between photoperiodic host-seeking behavioral patterns and the eye
parameters of mosquitoes， J.Insect Physiol.， 52(1)， 67-75， 2006

0610AA304

Ohba S.(*1)， Tatsuta H.， Sasaki M.(*1Okayama Univ.， *2Tamagawa Univ.) ： Raptorial legs and claws are not
influenced by food condition in nymphal stages of Lethocerus deyrolli(Heteroptera: Belostomatidae)，
Ann.Entomol.Soc.Am.， 99(1)， 151-156， 2006

0610AA304

Tatsuta H.， Hoshizaki S.(*1)， Bugrov A.(*2)， Warchalowska-Sliwa E.(*3)， Tatsuki S.(*1)， Akimoto S-
i.(*4)(*1Univ.Tokyo，*2Novosibirsk State Univ.，*3Polish Acad.Sci.，*4Hokkaido Univ.)：Origin of chromosomal
rearrangement: Phylogenetic relationship between X0/XX and XY/XX chromosomal races in the brachypterous
grasshopper Podisma sapporensis (Orthoptera: Acrididae)， Ann.Entomol.Soc.Am.， 99(3)， 457-462， 2006

0407CD481

Tatsuta H.， Takano-Shimizu T.(*1Natl.Inst.Genetics) ： Genetic architecture of variation in sex-comb tooth
number in Drosophila simulans， Genet.Res.Cambridge， 87(2)， 93-107， 2006

0610AA304
0407CD481

Izumi Y.(*1)， Tatsuta H.， Akimoto S-i.(*1)(*1Hokkaido Univ.) ： Isolation of six microsatellite markers from
apterous grasshopper Podisma kanoi(Orthoptera: Podisminae)， Mol.Ecol.Notes， 6， 1067-1069， 2006

0407CD481

Kashiwada S.， Kameshiro M.， Tatsuta H.， Sugaya Y.， Kullman S.W.(*1)， Hinton D.E.(*1)， Goka K.(*1Duke
Univ.) ： Estrogenic modulation of CYP3A38， CYP3A40， and CYP19 in mature male medaka(Oryzias latipes)，
Comp.Biochem.Physiol.C， 145(3)， 370-378， 2007

0607AE562

Takaoka M.(*1)， Yoshinaga J.(*1)， Tanaka A.(*1Univ.Tokyo) ： Influence of paint chips on lead concentration
in the soil of public playgrounds in Tokyo， J.Environ.Monit.， 8， 393-398， 2006

0105AE042
0608AG466

鳥山成一 (*1)， 日吉真一郎 (*2)， 山崎敬久 (*2)， 水上昭弘 (*2)， 奥村秀一 (*2)， 藤崎進 (*2)， 溝口俊明
(*2)， 木戸瑞佳 (*2)， 田中敦， 西川雅高 (*1 富山高専， *2 富山県環境科セ ) ： 煙道内排出ガス採取法を
用いた昇華性を有する ホ ウ素化合物測定法の開発， 環境化学， 16(2)， 213-218， 2006

0610AE413
0305BC499

Yamamoto N.(*1)，Takahashi Y.(*2)，Yoshinaga J.(*1)，Tanaka A.，Shibata Y.(*1Univ.Tokyo，*2Kitasato Univ.)：
Size distributions of soil particles adhered to Children's hands， Arch.Environ.Contam.Toxicol.， 51， 157-163，
2006

0608AG466

長谷川就一， 若松伸司 (*1)， 田邊潔， 小林伸治 (*1 愛媛大 ) ： 都市域におけるエア ロ ゾル中炭素成分の
実態， エア ロ ゾル研究， 21(4)， 312-321， 2006

0608AG441
0406AE449

Fujitani Y.，Ideno Y.(*1)，Fushimi A.，Tanabe K.，Kobayashi S.，Kobayashi T.(*1Sibata Sci.Technol.)：Generation
of nanoparticles of lubricating motor oil for inhalation studies， Aerosol Sci.Technol.， 41(1)， 14-23， 2007

0307AA512
0608AG441
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Yamaji K.(*1)，Ohara T.，Uno I.(*2)，Tanimoto H.，Kurokawa J-i.(*3)，Akimoto H.(*1)(*1JAMSTEC，*2Kyushu
Univ.，*3Fujitsu FIP) ：Analysis of the seasonal variation of ozone in the boundary layer in East Asia using the
Community Multi-scale Air Quality model: What controls surface ozone levels over Japan?， Atmos.Environ.，
40(10)， 1856-1868， 2006

0405BA463
0405BD464

谷本浩志，猪俣敏：揮発性有機化合物 リ アルタ イ ム測定装置の開発と今後の展開－プロ ト ン移動反応イ
オン化－飛行時間型質量分析計 (PTR-TOFMS) －， 資源環境対策， 42(8)， 61-66， 2006

0610SP401

谷本浩志， 向井人史 ： 日本におけるオゾン標準 と ト レーサビ リ テ ィ システムの構築， 大気環境学会誌，
41(3)， 123-134， 2006

0610SP401

Yoshida S.(*1)， Tamaoki M.，Shikano T.(*2)，Nakajima N.， Ogawa D.， Ioki M.，Aono M.， Kubo A.，Kamada
H.(*1)， Inoue， Y.(*2)， Saji H.(*1Univ.Tsukuba， *2Tokyo Univ.Sci.) ： Cytosolic dehydroascorbate reductase
is important for ozone tolerance in Arabidopsis thaliana， Plant Cell Physiol.， 47(2)， 304-308， 2006

0508AE772
0406AG337
0608AG430

Tamaoki M.， Imai H.， Toda Y.， Niwa Y.(*1)， Nakajima N.， Kubo A.， Aono M.， Saji H.(*1Univ.Shizuoka) ：
Development of visual markers for transgenic plants and their availability for environmental risk assessment，
Z.Naturforsch.C， 61c， 377-386， 2006

0608AG430
0508AE772
0607CD582

Tanaka Y.(*1)， Sano T.(*1)， Tamaoki M.， Nakajima N.， Kondo N.(*1)， Hasezawa S.(*1)(*1Univ.Tokyo) ：
Cytokinin and auxin inhibit abscisic acid-induced stomatal closure by enhancing ethylene production in
Arabidopsis， J.Exp.Bot.， 57(10)， 2259-2266， 2006

0608AG430
0508AE772
0607CD582

Kasamatsu J.(*1)，Shima M.(*2)，Yamazaki S.，Tamura K.，Sun G.(*3)(*1Chiba University，*2Hyogo Coll.Med.，
*3China Med.Univ.,) ： Effects of winter air pollution on pulmonary function of school children in Shenyang，
China， Int.J.Hyg.Environ.Health， 209， 435-444， 2006

0608AG441

Shen H.(*1)，Tang Y.，Washitani I.(*1)(*1Tokyo Univ.)：Morphological plasticity of Primula nutans to hummock-
and-hollow microsites in an alpine wetland， J.Plant Res.， 119， 257-264， 2006

0103BA141

Hirota M.， Tang Y.， Hu Q.(*1)， Hirata S.(*2)， Kato T.(*3)， Mo W.(*2)， Cao G.(*1)， Mariko
S.(*2)(*1Chin.Acad.Sci.，*2Univ.Tsukuba，*3FRCGC)：Carbon dioxide dynamics and controls in a deep-water
wetland on the Qinghai-Tibetan Plateau， Ecosystems， 9， 673-688， 2006

0103BA141

Kato T.(*1)，Tang Y.，Gu S.(*2)，Hirota M.，Du M.(*3)，Li Y.(*2)，Zhao X.(*2)(*1FRCGC，*2Chin.Acad.Sci.，
*3NIAES) ： Temperature and biomass influences on interannual changes in CO2 exchange in an alpine meadow
on the Qinghai-Tibetan Plateau， Global Change Biol.， 12， 1285-1298， 2006

0103BA141

Fang J.(*1)，Brown S.(*2)，Tang Y.，Nabuurs G-J.(*3)，Wang X.(*1)，Shen H.(*1)(*1Peking Univ.，*2Winrock
Int.，*3Wegeningen Univ.Res.Cent.)：Overestimated biomass carbon pools of the Northern mid-and high latitude
forests， Clim.Change， 74， 355-368， 2006

0103BA141

Li Y-N.(*1)，Du M-Y.(*2)，Tang Y.，Zhao L.(*1)，Wang Q-S.，Zhao X-Q.(*1)，Gu S.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.，
*2NIAES) ： UV-B changing characteristics of alpine meadow area at haibei station in qiliang mountain， J.Arid
Land Resour.(Chinese)， 20(3)， 79-84， 2006

0103BA141

Li Y-N.(*1)， Wang Q-X.， Du M-Y.(*2)， Zhao L.(*1)， XU S-X.(*1)， Tang Y.， Zhao X-Q.(*1)， Yu
G.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.，*2NIAES)：A study on replenishment and decomposition of organic matter in and mat-
cryic cambisols CO2 flux between vegetation and atmosphere， Acta Agrestia Sin.(Chinese)， 14(2)， 165-169，
2006

0103BA141

Li Y-N.(*1)， Zhao L.(*1)， Xu S-X.(*1)， Yu G-R.(*1)， Du M-Y.(*2)， Wang Q-X.， Sun X-M.(*1)， Tang Y.，
Zhao X-Q.(*1)， Gu S.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.， *2NIAES) ： Plant community structure and ecological
characteristics of the alpine wetland in haibei area of qilian mountains， J.Glaciol.Geocryol.(Chinese)， 28(1)，
76-84， 2006

0103BA141

Zhao L.(*1)， Xu S-X.(*1)， Li Y-N.(*1)， Tang Y.， Zhao X-Q.(*1)， Gu S.(*1)， Du M-Y.(*2)， Yu G-
R.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.， *2NIAES) ： Relations between carbon dioxide fluxes and environmental factors of
kobresia humilis meadows and potentilla fruticosa meadows， Acta Bot.BorealiI-Occidentalia Sin.(Chinese)，
26(2)， 133-142， 2006

0103BA141

Zhang Y.Q.(*1)， Tang Y.， Jiang J.(*1)， Yang Y.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： Characterizing the dynamics of soil
organic carbon in grasslands on the Qinghai-Tibetan Plateau， Sci.China Ser.D-Earth Sci.， 50(1)， 113-120，
2007

0103BA141
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Ahmed S.， Tin-Tin-Win-Shwe， Yamamoto S.， Tsukahara S.， Kunugita N.(*1)， Arashidani K.(*1)， Fujimaki
H.(*1UOEH) ： Increased hippocampal mRNA expression of neuronal synaptic plasticity related genes in mice
chronically exposed to toluene at a low-level human occupational-exposure， Neurotoxicology， 28， 168-174，
2007

0610AA302
0610CD494

Tsukahara S.，Kakeyama M.，Toyofuku Y.(*1)(*1Kobe Univ.)：Sex differences in the level of Bcl-2 family proteins
and caspase-3 activation in the sexually dimorphic nuclei of the preoptic area in postnatal rats， J.Neurobiol.，
66(13)， 1411-1419， 2006

0506CD534
0506CD535

Tsukahara S.， Yamamoto S.， Tin-Tin-Win-Shwe， Ahmed S.， Kunugita N.(*1)， Arashidani K.(*1)， Fujimaki
H.(*1UOEH)：Inhalation of low-level formaldehyde increases the Bcl-2/Bax expression ratio in the hippocampus
of immunologically sensitized mice， Neuroimmunomodulation， 13(2)， 63-68， 2006

0506CD534
0506CD535

Tsukahara S. ： Increased Fos immunoreactivity in suprachiasmatic nucleus before luteinizing hormone surge in
estrogen-treated ovariectomized female rats， Neuroendocrinology， 83(5/6)， 303-312， 2007

0506CD534
0506CD535

Warita K.(*1)， Sugawara T.(*2)， Yue Z-P.(*3)， Tsukahara S.， Mutoh K.(*4)， Hasegawa Y.(*4)， Kitagawa
H.(*1)，Mori C.(*5)，Hoshi N.(*1)(*1Kobe Univ.，*2Hokkaido Univ.，*3Jilin Univ.，*4Kitasato Univ.，*5Chiba
Univ.) ： Progression of the dose-related effects of estrogenic endocrine disruptors， an important factor in
declining fertility， differs between the hypothalamo-pituitary axis and reproductive organs of male mice，
J.Vet.Med.Sci.， 68(12)， 1257-1267， 2006

0506CD534
0506CD535

Terazono A.， Murakami S.， Abe N.， Inanc B.， Moriguchi Y.， Sakai S.(*1)， Kojima M.(*2)， Yoshida A.， Li
J.(*3)，Yang J.(*4) et al.(*1Kyoto Univ.，*2JETRO，*3Tsingha Univ.，*4Res.Cent.Eco-Environ Sci.)：Current
status and research on E-waste issues in Asia， J.Mater.Cycles Waste Manag.， 8(1)， 1-12， 2006

0610AA204
0606AE938

寺園淳 ： アジアにおける E-waste 問題， 廃棄物学会誌， 17(2)， 69-77， 2006 0610AA204
0606AE938

寺園淳 ： アジアにおける E-waste 問題について， 月刊廃棄物， 33(3)， 22-29， 2007 0610AA204
0606AE938

Doi T.， Sato S.(*1)， Sato J.(*2)(*1Sarufutsu Takushin Junior High Sch.， *2Meiji Univ.) ： Atmospheric
concentration of 210Pb in East Asia and its contribution to Japanese islands by long-range transport，
Radioisotopes， 56(3)， 115-130， 2007

0307AE532

Nakajima D.， Ishii R.， Kageyama S.， Onji Y.(*1)， Mineki S.(*2)， Morooka N.(*3)， Takatori K.(*4)， Goto S.
(*1Nara Pref.Inst.Hygiene Environ.，*2Tokyo Univ.Sci.，*3Koriyama Women's Univ.，*4NIHS) ： Genotoxicity
of microbial volatile organic compounds， J.Health Sci.， 52， 148-153， 2006

0105AB400
0305AG493

Yamaguchi T.(*1)， Nakajima D.， Ezoe Y.， Fujimaki H.， Shimada Y.， Kozawa K.， Arashidani K.(*2)， Goto S.
(*1Gunma Pref.Inst.Public Health Environ.，*2UOEH) ： Measurement of volatile organic compounds(VOCs) in
new residential buildings and VOCs behavior over time， J.UOEH， 28， 13-27， 2006

0305AG493
0105AB400

影山志保， 中島大介， 山本貴士， 峯木茂 (*1)， 遠藤治 (*2)， 高木敬彦 (*3)， 光崎研一 (*3)， 後藤純雄 (*1
東京理大，*2保健医療科院，*3麻布大)：植物質土壌改良剤の変異原性検索， 環境化学， 16(1)， 43-49， 2006

0105AB400

大森清美 (*1)， 中島大介， 江副優香， 森康明 (*1)， 伏脇裕一 (*1)， 遠藤治 (*2)， 武田健 (*3)， 後藤純雄
(*1 神奈川県衛研， *2 保健医療科院， *3 東京理大 ) ： 粒径別に分級採取し た空気浮遊粒子の発がんプロ
モーシ ョ ン活性， 環境化学， 16(1)， 119-123， 2006

0105AB400

Nakajima D.，Asada S.(*1)，Kageyama S.，Yamamoto T.，Kuramochi H.，Tanaka N.(*1)，Takeda K.(*2)，Goto
S.(*1Food Drug Saf.Cent.， *2Tokyo Univ.Sci.) ： Activity related to carcinogenicity of plastic additives in the
benzophenone group， J.UOEH， 28(2)， 143-156， 2006

0105AB400

滝口浴 (*1)， 津田紋 (*1)， 吉川沙央里 (*1)， 中島大介， 後藤純雄， 小野寺祐夫 (*1)(*1 東京理大 ) ： 水中
におけ る酸化防止剤 (BHA， BHT) と塩素 と の反応及び生成物の変異原性試験， 環境化学， 16(2)， 219-
228， 2006

0105AB400

Onodera S.(*1)， Hayashi T.(*1)， Fujiyama T.(*1)， Oh-i T.(*1)， Mori Y.(*2)， Kuwahara M.(*3)， Ezoe Y.，
Nakajima D.， Goto S.， (*1Tokyo Univ.Sci.， *2Kanagawa Pref.Inst.Public Health， *3Polytecnic Univ.) ： TLC
fractionation and characterization of Ames mutagenic substances in chlorine-treated 4-methyphenol solution in
the presence of bromide ion， J.Environ.Chem.， 16(2)， 229-237， 2006

0105AB400

Nakajima D.， Tin-Tin-Win-Shwe， Kakeyama M.， Fujimaki H.， Goto S. ： Determination of toluene in brain
of freely moving mice using solid-phase microextraction technique， Neurotoxicology， 27， 615-618， 2006

0305AG493
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高木敬彦 (*1)， 船田時行 (*1)， 加藤行男 (*1)， Okatani A.T.(*1)， 光崎研一 (*1)， 中島大介， 白石不二雄，
後藤純雄 (*1)(*1 麻布大 ) ： 深度 1m までの土壌の抽出物の変異原性， 環境化学， 16(4)， 627-633， 2006

0610AA301

陰地義樹 (*1)， 武田耕三 (*1)， 松浦洋文 (*1)， 芳賀敏実 (*1)， 中島大介， 高木敬彦 (*2)， 後藤純雄 (*2)(*1
奈良県保健環境研セ， *2 麻布大 ) ： 空気中真菌類の分子マーカーと し てのエルゴ ステロールの大量注入
GC/MS 分析， 環境化学， 17(1)， 47-52， 2007

0610AA301
0610AK545

Wetzel G.(*1)，Oelhaf H.(*1)，Friedl-Vallon F.(*1)，Kleinert A.(*1)，Lengel A.(*1)，Maucher G.(*1)，Nakajima
H.， Sasano Y.， Sugita T.， Yokota T. et al.(*1IMK(Ger.)) ： Intercomparison and validation of ILAS-II version
1.4 target parameters with MIPAS-B measurements， J.Geophys.Res.， 111， D11S06， 2006

0105SP021
0406BA352

Nakajima H.，Sugita T.，Irie H.(*1)，Saitoh N.，Kanzawa H.(*2)，Oelhaf H.(*3)，Wetzel G.(*3)，Toon G.C.(*4)，
Yokota T.， Sasano Y. et al.(*1FRCGC， *2Grad.Sch.Nagoya Univ.， *3IMK(Ger.)， *4JPL CALTECH) ：
Measurements of ClONO2 by the improved limb atmospheric spectrometer (ILAS) in high-latitude stratosphere:
New products using version 6.1 data processing algorithm， J.Geophys.Res.， 111， D11S09， 2006

0105SP021
0406BA352

Griesfeller A.(*1)， Griesfeller J.， Hase F.(*1)， Kramer I.(*1)， Loes P.(*1)， Mikuteit S.(*1)， Raffalski U.(*2)，
Blumenstock T.(*1)，Nakajima H.(*1IMK(Ger.)，*2Swed.Inst.Space Phys.)：Comparison of ILAS-II and ground-
based FTIR measurements of O3，HNO3，N2O，and CH4 over Kiruna，Sweden， J.Geophys.Res.， 111， D11S07，
2006

0105SP021
0406BA352

Nakajima H.，Sugita T.，Yokota T.，Ishigaki T.(*1)，Mogi Y.(*1)，Kuze A.(*2)，Tanii J.(*2)，Kawasaki H.(*3)，
Kobayashi H.(*3)， Sasano Y. et al.(*1Matsushita Electr.Ind.， *2NEC Toshiba Space Syst.， *3Fujitsu FIP) ：
Characteristics and performance of the Improved Limb Atmospheric Spectrometer-II(ILAS-II) on board the
ADEOS-II satellite， J.Geophys.Res.， 111， D11S01， 2006

0105SP021
0406BA352

Khosrawi F.(*1)， Muller R.(*2)， Proffitt M.H.(*3)， Nakajima H.(*1Stockholm Univ.， *2FZJ(Ger.)， *3Proffitt
Instrum.Inc.) ： Monthly averages of nitrous oxide and ozone for the Northern and Southern Hemisphere high
latitudes: A ”1-year climatology”derived from ILAS/ILAS-II observations， J.Geophys.Res.， 111， D11S11，
2006

0105SP021
0406BA352

Stajner I.(*1)，Wargan K.(*1)，Chang L.-P.(*1)，Hayashi H.(*1)，Pawson S.(*1)，Nakajima H.(*1NASA GSFC)：
Assimilation of ozone profiles from the Improved Limb Atmospheric Spectrometer-II: Study of Antarctic ozone，
J.Geophys.Res.， 111， D11S14， 2006

0105SP021
0406BA352

Tilmes S.(*1)(*2)，Mueller R.(*1)，Groob J.-U.(*1)，Nakajima H.，Sasano Y.(*1ICG-1，*2NCAR)：Development
of tracer relations and chemical ozone loss during the setup phase of the polar vortex， J.Geophys.Res.， 111，
D24S90， 2006

0105SP021
0406BA352

Wang D.Y.(*1)(*2)，Hoepfner M.(*1)，Tsidu G.M.(*1)(*3)，Stiller G.P.(*1)，Clarmann T.von(*1)，Fischer H.(*1)，
Blumenstock T.(*1)，Glatthor N.(*1)，Nakajima H.， Sugita T. et al.(*1IMK，*2Univ.New Brunswick，*3Addis
Ababa Univ.， ) ： Validation of nitric acid retrieved by the IMK-IAA processor from MIPAS/ENVISAT
measurements， Atmos.Chem.Phys.Discuss.， 6， 9723-9764， 2006

0105SP021
0406BA352

Wang D.Y.(*1)(*2)，Hoepfner M.(*1)，Tsidu G.M.(*1)(*3)，Stiller G.P.(*1)，Clarmann T.von(*1)，Fischer H.(*1)，
Blumenstock T.(*1)，Glatthor N.(*1)，Nakajima H.， Sugita T. et al.(*1IMK，*2Univ.New Brunswick，*3Addis
Ababa Univ.， ) ： Validation of nitric acid retrieved by the IMK-IAA processor from MIPAS/ENVISAT
measurements， Atmos.Chem.Phys.， 7， 721-738， 2007

0105SP021
0406BA352

Shiogama H.，Nagashima T.，Yokohata T.，Crooks S.A.(*1)，Nozawa T.(*1Univ.Oxford)： Influence of volcanic
activity and changes in solar irradiance on surface air temperatures in the early twentieth century，
Geophys.Res.Lett.， 33， L09702， 2006

0306CE525
0406BA488

Eyring V.(*1)， Harris N.R.P.(*2)， Rex M.(*3)， Shepherd T.G.(*4)， Fahey D.W.(*5)， Amanatidis G.T.(*6)，
Austin J.(*7)， Chipperfield M.P.(*8)， Dameris M.(*1)， Nagashima T. et al.(*1DLR(Ger.)， *2Eur.Ozone
Res.Coord.Unit，*3Alfred Wegener Inst.Polar Mar.Res.，*4Univ.Tronto，*5NOAA Aeron.Lab.，*6Eur.Comm.，
*7NOAA GFDL， *8Univ.Leeds) ： A strategy for process-oriented validation of coupled chemistry-climate
models， Am.Meteorol.Soc.， 86， 1117-1133， 2005

0306CE525
0406BA488

Andersen S.B.(*1)，Weatherhead E.C.(*2)，Stevermer A.(*2)，Austin J.(*3)，Bruhl C.(*4)，Fleming E.L.(*5)，
Grandpre de J.(*6)， Grewe V.(*7)， Isaksen I.(*8)， Nagashima T. et al.(*1Danish Meteol.Inst.， *2CIRES，
*3UCAR， *4Max Planck Inst.Chem.， *5NASA， *6McGill Univ.， *7DLR(Ger.)， *8Univ.Oslo) ： Comparison
of recent modeled and observed trends in total column ozone， J.Geophys.Res.， 111， D02303， 2006

0306CE525
0406BA488

Watanabe S.(*1)， Nagashima T.， Emori S.(*1FRCGC) ： Impact of global warming on gravity wave momentum
flux in the lower stratosphere， SOLA， 1， 189-192， 2005

0306CE525
0406BA488
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Nagashima T.， Shiogama H.， Yokohata T.， Takemura T.(*1)， Crooks S.A.(*2)， Nozawa T.(*1Kyusyu Univ.，
*2Univ.Oxford) ： Effect of carbonaceous aerosols on surface temperature in the mid twentieth century，
Geophys.Res.Lett.， 33， L04702， 2006

0306CE525
0406BA488

Nagata H. ： Reevaluation of the prevalence of blood parasites in Japanese Paseerines by using PCR based
molecular diagnostics， Ornithological Sci.， 5(1)， 105-112， 2006

0105SP041
0105BA205
0507AE780

永田尚志 ： 鳥類は環境変化の指標 と なるか？， 保全鳥類学 ( 山岸哲編著， 京都大学学術出版会， 393p.)，
211-232， 2007

0507AE780

Park C.B.， Nakane H.， Sugimoto N.， Matui I.， Sasano Y.， Fujinuma Y.， Ikeuchi I.(*1)， Kurokawa J.-I.(*1)，
Furuhashi N.(*1)(*1Fujitsu FIP)：Algorithm improvement and validation of National Institute for Environmental
Studies ozone differential absorption lidar at the Tukuba Network for Detection of Stratospheric Change
complementary station， Appl.Opt.， 45(15)， 3561-3576， 2006

0307AC585

Streibel M.(*1)(*2)，Rex M.(*1)，Gathen P.von der(*1)，Lehmann R.(*1)，Harris N.R.P.(*2)，Braathen G.O.(*3)，
Reimer E.(*4)， Deckelmann H.(*1)， Chipperfield M.(*5)， Nakane H. et al.(*1AWI Polar Mar.Res.，
*2Univ.Cambridge， *3NILU， *4Met.Inst.， *5Univ.Leeds) ： Chemical ozone loss in the Arctic winter 2002/
2003 determined with Match， Atmos.Chem.Phys.， 6， 2783-2792， 2006

0307KB571

Rex M.(*1)， Salawitch R.J.(*2)， Deckelmann H.(*1)， Gathen P.von der(*1)， Harris N.R.P.(*3)， Chipperfield
M.P.(*4)，Naujokat B.(*5)，Reimer E.(*5)，Allaart M.(*6)，Nakane H. et al.(*1AWI Polar Mar.Res.，*2California
Inst.Technol.， *3Univ.Cambridge， *4Univ.Leeds， *5Met.Inst.， *6KNMI) ： Arctic winter 2005: Implications
for stratospheric ozone loss and climate change， Geophys.Res.Lett.， 33(23)， L23808， 2006

0307KB571

Irving W.(*1)，Nakane H.，Ramon T.，Villarin J.(*2)(*1EPA，*2Manila Obs.)：Chapter 5.Time series consistency，
2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas Inventories Vol.1 General Guidance & Reporting(Eggleston
H.S. et al.， IGES， 309p.)， 5.1-5.16， 2006

0610BY571
0305BY590

Nakamura Y.，Hirata A.(*1)(*1Mar.Biol.Res.Inst.Jpn.)：Plankton community structure and trophic interactions
in a shallow and eutrophic estuarine system， Ariake Sound， Japan， Aquat.Microb.Ecol.， 44， 45-57， 2006

0206AF384

Nakayama T.， Yang Y.(*1)， Watanabe M.(*2)， Zhang X.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.， *2Keio Univ.) ： Simulation of
groundwater dynamics in North China Plain by coupled hydrology and agricultural models， Hydrol.Process.，
20(16)， 3441-3466， 2006

0610AA402

Nakayama T.， Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： Simulation of spring snowmelt runoff by considering micro-
topography and phase changes in soil layer， Hydrol.Earth Syst.Sci.Discuss.， 3， 2101-2144， 2006

0610AA402

Nakayama T.， Watanabe M.(*1)， Tanji K.(*1).)， Morioka T.(*2)(*1Keio Univ.， *2Osaka Univ.) ： Effect of
underground urban structures on eutrophic coastal environment， Sci.Total Environ.， 373， 270-288， 2007

0610AA402

Nansai K.， Kagawa S.(*1)， Suh S.(*2)， Inaba R.， Moriguchi Y.(*1Kyushu Univ.， *2Univ.Minnesota) ： Simple
indicator to identify the environmental soundness of growth of consumption and technology:“Eco-velocity of
consumption”， Environ.Sci.Technol.， 41(4)， 1465-1472， 2007

0406BA501
0610AA201

Nansai K.， Kagawa S.(*1)， Moriguchi Y.(*1Kyushu Univ.) ： Proposal of a simple indicator for sustainable
consumption: classifying goods and services into three types focusing on their optimal consumption levels，
J.Cleaner Prod.， 15(10)， 879-885， 2007

0406BA501
0610AA201

西岡秀三 ： ( コ ラ ム 7) どれだけ歩かなければ世界は一人前になれないのか， 気候変動＋ 2 ℃ ( 山本良一
編， ダ イヤモン ド社， 144p.)， 76， 2006

Z00009998

Usio N.，Suzuki K.(*1)，Konishi M.(*1)，Nakano S.(*2)(*1Hokkaido Univ.，*2Kyoto Univ.) ：Alien vs.endemic
crayfish: roles of species identity in ecosystem functioning， Arch.Hydrobiol.， 166(1)， 1-21， 2006

0610AA304

Usio N.：Endangered crayfish in northern Japan: distribution， abundance and microhabitat specificity in relation
to stream and riparian environment， Biol.Conserv.， 134(4)， 517-526， 2007

0607CD572

Matsuzaki S-i.S.(*1)， Usio N.， Takamura N.， Washitani I.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Effects of common carp on
nutrient dynamics and littoral community composition: roles of excretion and bioturbation，
Fundam.Appl.Limnol./Arch.fur Hydrobiol.， 168(1)， 27-38， 2007

0105AA207
0508BD966

Miner D.(*1)，Allinson G.(*1)(*2)，Salzman S.(*1)，Nishikawa M.，Turoczy N.(*1)(*1Deakin Univ.，*2PIRVIC)：
Trace metal concentrations in the balmain bug(Ibacus peronii Leach，1815) from Southwest Victoria，Australia，
Bull.Environ.Contam.Toxicol.， 76， 1007-1013， 2006

Z00009999
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Arao K.(*1)，Nishikawa M.，Hatakeyama S.，Takami A.，Matsuyama S.(*2)，Hayasaka T.(*3)(*1Nagasaki Univ.，
*2Tohoku Univ.， *3RIHN) ： Atmospheric turbid conditions due to fine particles in recent years at Nagasaki，
Japan， J.Environ.Stud.Nagasaki Univ.， 9(1)， 23-30， 2006

0608BA487

西川雅高， 森育子 ： 3.1.11 黄砂， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第 5 版 )( 日本化学会編， 丸善， 519p.)，
231-234， 2007

0608BA487

Nish imura N.， Yonemoto J .， Nish imura H. (*1)， Tohyama C. (*2) (*1Aichi  Mizuho Univ .，
*2Grad.Sch.Univ.Tokyo) ： Localization of cytochrome P450 1A1 in a specific region of hydronephrotic kidney
of rat neonates lactationally exposed to 2，3，7，8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin， Toxicology， 227(1/2)， 117-
126， 2006

0610AA302

西村典子 ： 周産期 ダ イ オ キ シ ン 曝露 の 生体影響－甲状腺へ の 影響 と 毒性発現 メ カ ニ ズ ム －，
Endrocr.Disrupter News Lett.， 9(2)， 6， 2006

0610AA302

西村典子， 米元純三， 西村久雄 (*1)， Matsumura F.(*2)， 遠山千春 (*3)(*1 愛知みずほ大， *2 カ リ フ ォル
ニ ア大， *3 東大院 ) ： 授乳期ダ イ オ キ シ ン曝露に よ る マ ウ ス におけ る 水腎症発症の メ カ ニ ズ ム，
J.Toxicol.Sci.， 31Suppl.， S126， 2006

0610AA302

新田裕史 ： 大気中微小粒子の環境基準， 生活と環境， 51(7)， 5， 2006 0608AG441

新田裕史：大気中粒子状物質の動態解明 と影響評価に関するプロ ジェ ク ト 研究の概要 と成果， かんき ょ
う ， 31(8)， 26-27， 2006

0105AA298
0608AG441

Nitta H. ： Prospects for measures against pollinosis in Japan， Sci.Technol.Trends Q.Rev.， (20)， 48-58， 2006 0608AG441

野沢徹 ： 過去の気候変化シグナルの検出と その要因推定， 環境研究， (143)， 73-79， 2007 0610AA103
0306CE525
0610AJ001

Shiogama H.， Christidis N.(*1)， Caesar J.(*1)， Yokohata T.， Nozawa T.， Emori S.(*1Hadley
Cent.Clim.Predict.Res.) ： Detection of greenhouse gas and aerosol influences on changes in temperature
extremes， SOLA， 2， 152-155， 2006

0406BA488
0306CE525
0607CD925

Umemiya C.：Improving GHG inventories by regional information exchange: a report from Asia， Carbon Balance
Manag.， 1(9)， 1-7， 2006

0610BY571

Fransson A.(*1)，Chierici M.(*1)，Nojiri Y.(*1Goeteborg Univ.)：Increased net CO2 outgassing in the upwelling
region of the southern Bering Sea in a period of variable marine climate between 1995 and 2001，
J.Geophys.Res.， 111， C08008， 2006

0307AC585

Sarma V.V.S.S.(*1)， Saino T.(*1)， Sasaoka K.(*2)， Nojiri Y.， Ono T.(*3)， Ishii M.(*4)， Inoue H.Y.(*5)，
Matsumoto K.(*2)(*1Nagoya Univ.，*2JAMSTEC，*3Hokkaido Natl.Fish.Res.Inst.，*4MRI，*5Hokkaido Univ.)：
Basin-scale pCO2 distribution using satellite sea surface temperature，Chl a，and climatological salinity in the
North Pacific in spring and summer， Global Biogeochem.Cycles， 20， GB3005， 2006

0307AC585

Kawakami T.(*1)， Ishimura R.， Nohara K.， Takeda K.(*1)， Tohyama C.(*2)， Ohsako S.(*1Tokyo Univ.Sci.，
*2Univ.Tokyo) ： Differential susceptibilities of Holtzman and Sprague-Dawley rats to fetal death and placental
dysfunction induced by 2，3，7，8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin (TCDD) despite the identical primary structure
of the aryl hydrocarbon receptor， Toxicol.Appl.Pharmacol.， 212， 224-236， 2006

0406AG337

Ishimura R.，Kawakami T.(*1)，Ohsako S.(*2)，Nohara K.，Tohyama C.(*2)(*1Tokyo Univ.Sci.，*2Univ.Tokyo)：
Suppressive effect of 2， 3， 7， 8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin on vascular remodeling that takes place in the
normal labyrinth zone of rat placenta during late gestation， Toxicol.Sci.， 91(1)， 265-274， 2006

0406AG337

野原恵子 ： ダ イオキシンによ る免疫細胞での転写因子 AhR の活性化と免疫毒性， フ ァルマシア， 42(7)，
700-704， 2006

0406AG337

Nohara K.，Ao K.，Miyamoto Y.，Ito T.，Suzuki T.，Toyoshiba H.，Tohyama C.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo)：
Comparison of the 2， 3， 7， 8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin(TCDD)-induced CYP1A1gene expression profile
in lymphocytes from mice， rats， and humans: Most potent induction in humans， Toxicology， 225， 204-213，
2006

0406AG337
0608AE438

野原精一 ： 尾瀬沼の水質 ・ 底質環境 (2004 ～ 2005 年 ) と水生植物の長期動態， 尾瀬の保護と復元 27( 福
島県尾瀬保護調査会編著， 福島県生活環境部自然保護グループ， 96p.)， 25-36， 2006

0406CD448
0610AA403
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福原晴夫 (*1)， 大高明史 (*2)， 木村直哉 (*3)， 菊池義昭 (*4)， 山本鎔子 (*5)， 落合正宏 (*6)， 福井学 (*7)，
野原精一 (*1 新潟大， *2 弘前大， *3 グ リ ーンシグマ， *4 茨大広域水圏環境科教育研セ， *5 元 ・ 明治
大， *6 徳島文理大， *7 北大低温科研 ) ： 尾瀬ヶ原のアカシボ現象に関する研究－尾瀬ヶ原のアカシボ
にみられる無脊椎動物－， 陸水学雑誌， 67(2)， 81-93， 2006

0406CD448
0305AG597

山本鎔子 (*1)， 林卓志 (*1)， 落合正宏 (*2)， 福原晴夫 (*3)， 大高明史 (*4)， 野原精一， 福井学 (*5)， 菊
池義昭 (*6)， 尾瀬アカシボ研究グループ (*1 元 ・ 明治大， *2 徳島文理大， *3 新潟大， *4 弘前大， *5 北
大， *6 茨大広域水圏環境科教育研セ ) ： 尾瀬ヶ原のアカシボ現象に関する研究－赤雪の垂直分布 と藻類
と の関わ り －， 陸水学雑誌， 67(3)， 209-217， 2006

0406CD448
0305AG597

Yamamoto Y.(*1)，Ohtaka A.(*2)，Hayashi T.(*1)，Fukuhara H.(*3)，Nohara S.，Ochiai M.(*4)(*1Meiji Univ.，
*2Hirosaki Univ.， *3Niigata Univ.， *4Tokushima Bunri Univ.) ： Spring red snow phenomenon caused by iron
accumulated around algal spores in alpine mires in Japan， Verh.Internat.Verein.Limnol.， 29， 1947-1950， 2006

0406CD448
0305AG597

野原精一， 井上智美 ： 干潟と地球温暖化， 地球環境， 11(2)， 245-254， 2006 0305AG597
0406CD448

Flandysz J.(*1)(*2)，Nose K.，Ishikawa Y.，Lukaazewicz E.(*1)，Yamashita N.(*2)，Noma Y.(*1)(*1Univ.Gdank，
*2AIST)：Chloronaphthalenes composition of several batches of halowax 1051， J.Environ.Sci.Health A， 41(3)，
291-301， 2006

0610AA202

Sakai S.(*1)， Yamamoto T.， Noma Y.， Giraud R.(*2)(*1Kyoto Univ.Environ.Preserv.Cent.， *2DuPont
Eng.Technol.) ： Formation and control of toxic polychlorinated compounds during incineration of wastes
containing polychlorinated naphthalenes， Environ.Sci.Technol.， 40(7)， 2247-2253， 2006

0610AA202

Falandysz J.(*1)，Nose K.，Ishikawa Y.，Lukaszewicz E.，Yamashita N.(*2)，Noma Y.(*1Univ.Gdansk，*2AIST)：
HRGC/HRMS analysis of chloronaphthalenes in several batches of halowax 1000，1001，1013，1014 and 1099，
J.Environ.Sci.Health A， 41(10)， 2237-2255， 2006

0610AA202

鈴木貴博 (*1)， 山口晃 (*1)， 茨木剛 (*1)， 大野勝之 (*1)， 村山等 (*1)， 澁谷信雄 (*1)， 橋本俊次， 柏木
宣久 (*2)， (*1 新潟県保健環境科研， *2 統計数理研 ) ： 関数関係解析によ る ケ ミ カルマスバラ ン ス法を
用いたダ イオキシン類の発生源寄与率推定法に関する検討， 環境化学， 16(3)， 437-448， 2006

0204BC353

柏木宣久 (*1)， 吉澤正 (*2)， 茨木剛 (*3)， 加藤謙一 (*4)， 橋本俊次， 佐々木裕子 (*5) (*1 統計数理研， 
*2 千葉県環境研セ， *3 新潟県保健環境科研， *4 宮城県保健環境セ， *5 東京都環境科研 ) ： 環境汚染に
対する未確認発生源の寄与率の推定， 統計数理， 54(1)， 123-146， 2006

0204BC353

橋本征二， 森口祐一， 田崎智宏， 柳下正治 (*1)(*1 上智大 ) ： 循環型社会像の比較分析， 廃棄物学会論文
誌， 17(3)， 204-218， 2006

0610AA201

橋本征二， 田畑智博 (*1)， 松本亨 (*2)， 田崎智宏， 森口祐一， 井村秀文 (*1)(*1 名古屋大院， *2 北九州
市大 ) ： 自治体の廃棄物処理事業を対象 と し た環境会計の枠組み試案， 都市清掃， 59(271)， 19-26， 2006

0610AA201

Hatakeyama S. ： Long-range transport of air-pollutants in the East Asian Pacific Rim Region， Effects of
Pollutants on Atmospheric Environment(Ishizaka Y.，Kitada T. eds.，HyARC Nagoya Univ，UNESCO，290p.)，
55-81， 2006

0204BA396
0204BA346

畠山史郎， 高見昭憲， 三好猛雄， Wang W.(*1)(*1 中国環境科研院 ) ： 中国から東シナ海を経て沖縄まで
輸送されるエア ロ ゾル中の主要イオンの関係， エア ロ ゾル研究， 21(2)， 147-152， 2006

0507BA825

畠山史郎 ： 東アジアの ABC(Atmospheric Brown Clouds)， OECC 会報， 49， 3， 2006 0507BA825

Hanaoka T.， Kainuma M.， Kawase R.(*1)， Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Emissions scenarios database
and regional mitigation analysis: a review of post-TAR mitigation scenarios， Environ.Econ.Policy Stud.， 7(3)，
367-389， 2006

0105AE034
0507BA794

Hanasaki N.，Kanae S.(*1)，Oki T.(*2)(*1RIHN，*2IIS Univ.Tokyo)：A global river discharge simulation taking
into account water withdrawal and reservoir operations， J.Hydrosci.Hydraul.Eng.， 24(2)， 53-63， 2006

0610AA103
0507BA794
0610AE531

Dirmeyer P.A.(*1)， Gao X.(*1)， Zhao M.(*1)， Guo Z.(*1)， Oki T.(*2)， Hanasaki N.(*1Cent.Ocean-Land-
Atmos.Stud.， *IIS Univ.Tokyo) ： GSWP2 multimodel analysis and implications for our perception of the land
surface， Bull.Am.Meteorol.Soc.， 87(10)， 1381-1397， 2006

0610AA103
0507BA794
0610AE531

原科幸彦 (*1)， 原沢英夫 (*1 東京工大 ) ： 第 1 章 環境計画 ・ 政策研究の背景と枠組み， 環境計画 ・ 政策
研究の展開 ( 原科幸彦編， 岩波書店， 351p.)， 17-55， 2007

0609CE491
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原沢英夫 ： ( コ ラ ム 1) 気温上昇 1 ℃， 2 ℃， 3 ℃で何が起き る？， 気候変動＋ 2 ℃ ( 山本良一監修， ダ イ
ヤモン ド社， 144p.)， 46， 2006

0507BA507

原沢英夫 ： 3.1 地球温暖化によ る災害， 人と わざわい ( 上巻 )( 村井俊治編， エス ・ ビー ・ ビー， 486p.)，
281-330， 2006

0609CE491

原沢英夫 ： 気候変動と生態系の変化， 河川， 63(1)， 48-51， 2007 0507BA507

原沢英夫 ： 温暖化のも た らす異常気象と その社会影響， 環境情報科学， 35(3)， 4-7， 2006 0507BA507

原沢英夫 ： 地球温暖化の危険なレベル， 地球環境， 11(1)， 121-127， 2006 0609CE491

原沢英夫 ： 地球温暖化の市民生活への影響， 地球環境， 11(1)， 87-94， 2007 0507BA507

原島省， 紀本岳志 (*1)， 若林孝 (*2)， 利安忠夫 (*2)(*1 海洋化研， *2 日本気象学会 ) ： 琵琶湖－淀川－瀬
戸内海流域連続体珪酸欠乏仮説的基于生物地球化学趨勢的験証， Ambio( 中文版 )， 35(1)， 36-42， 2006

0204BA383

原島省 ： 定期航路利用によ る海洋環境変動の高頻度モニタ リ ング， 計測と制御， 45(10)， 866-870， 2006 0204BA383

小林志保 (*1)， 藤原建紀 (*1)， 原島省 (*1 京大院 ) ： 瀬戸内海における溶存態無機窒素の季節 ・ 経年変
動と その要因， 沿岸海洋研究， 44(2)， 165-175， 2007

0608BA934

東博紀， 松浦知徳 (*1)(*1 防災科研 ) ： 日本における大雨の発生頻度と El Nino 監視海域における海面水
温変動， 土木学会論文集 B， 62(3)， 251-257， 2006

0606AF406
0610AA402

東博紀， 松浦知徳 (*1)(*1 防災科研 ) ： 台風と洪水災害の長期 リ ス ク解明 ・ 予測， 環境情報科学， 35(3)，
8-12， 2006

0606AF406
0610AA402

東博紀， 木幡邦男 ： 東京湾における赤潮発生形態の変化， 水工学論文集， 51， 1303-1308， 2007 0606AF406
0608CB936

Higashi H. ： 7 Influences of climate change on the frequencies of storm rainfalls and flood disasters， Water-
Related Disasters， Climate Variability and Change: Results of Tropical Storms in East Asia(Matsuura T.，
Kawamura R. eds.， Transworld Research Network， 170p.)， 125-143， 2007

0606AF406
0610AA402

東岡礼治 ： 屋久島におけるエコ ツー リ ズム， 世界遺産屋久島－亜熱帯の自然と生態系－ ( 大澤雅彦， 田
川日出夫， 山極寿一編， 朝倉書店， 278p.)， 230-231， 2006

Z00009998

肱岡靖明， 高橋潔 ： 地球温暖化抑制のための温室効果ガス安定化濃度 ・ 排出経路 ・ 影響閾値の統合評
価， 地球環境， 11(1)， 129-138， 2006

0507BA507
0610AA103
0507BA794

肱岡靖明， 高橋潔， 久保田泉 ： 統合評価モデルを用いた温室効果ガス安定化濃度目標下における イネ ・
小麦の潜在生産変化の国別影響評価， 環境情報科学別冊／環境情報科学論文集， 20， 19-24， 2006

0507BA507
0507BA794
0610AA103

Miyawaki K.(*1)， Omori Y.(*2)， Hibiki A.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo， *2Univ.Tokyo) ： Bayesian estimation of
demand functions under block rate pricing， Discussion Paper， CIRJE(Miyawaki K.， Omori Y.， Hibiki A. eds.，
Univ.Tokyo， 27p.)， F-424， 2006

0204BA358

Arimura T.H.(*1)，Hibiki A.，Johnstone N.(*2)(*1Sophia Univ.，*2OECD)：An empirical study of environmental
R&D: what encourages facilities to be environmentally innovative?， Environmental Policy and Corporate
Behaviour(Johnstone N. ed.， Edward Elgar Publ.， 278p.)， 142-173， 2007

0608AG527
0610AA104
0507BA794

Cui X.， Wakai T.(*1)， Shirai Y.(*1)， Hatakeyama K.， Hirano S.(*1Niigata Univ.) ： Chronic oral exposure to
inorganic arsenate interferes with methylation status of p16INK4a and RASSF1A and induces lung cancer in A/
J mice， Toxicol.Sci.， 91(2)， 372-381， 2006

0509BD785

Cui X.，Wakai T.(*1)，Shirai Y.(*1)，Yokoyama N.(*1)，Hatakeyama K.(*1)，Hirano S.(*1Niigata Univ.)：Arsenic
trioxide inhibits DNA methyltransferase and restores methylation-silenced genes in human liver cancer cells，
Human Pathol.， 37， 298-311， 2006

0509BD785

Hirano S.， Kobayashi Y. ： Cytotoxic effects of S-(dimethylarsino)-glutathione: A putative intermediate
metabolite of inorganic arsenicals， Toxicology， 227， 45-52， 2006

0509BD785
0509AE796

藤谷雄二， 平野靖史郎， 小林伸治， 田邊潔， 鈴木明， 古山昭子， 小林隆弘 ： 国立環境研究所 ナ ノ 粒子
健康影響実験施設， Engine Technol.， 8(6)， 34-39， 2007

0610BY303
0610AA303

Maruyama W.， Hirano S.， Kobayashi T.， Aoki Y. ： Quantitative risk analysis of particulate matter in the Air:
Interspecies extrapolation with bioassay and mathematical models， Inhal.Toxicol.， 18， 1013-1023， 2006

0610BY303
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藤井実， 村上進亮， 南齋規介， 橋本征二， 森口祐一， 越川敏忠 (*1)， 齋藤聡 (*1)(*1 みずほ情報総研 ) ：
家庭系容器包装プ ラ スチ ッ ク ごみの収集 と 運搬に関する評価モデル， 廃棄物学会論文誌， 17(5)， 331-
341， 2006

0105AB398

藤井実， 川畑隆常， 橋本征二， 村上進亮， 南齋規介， 山田正人， 大迫政浩， 森口祐一 ： ネ ッ ト の輸送－
輸送効率の包括的評価指標， 廃棄物学会論文誌， 18(1)， 77-85， 2007

0105AB399

Hirata R.，Hirano T.(*1)，Mogami J-i.(*1)，Fujinuma Y.，Inukai K.，Saigusa N.(*2)，Yamamoto S.(*2)(*1Hokkaido
Univ.，*2AIST)：CO2 flux measured by an open-path system over a larch forest during snow-covered season，
Phyton(Austria)， 45， 347-351， 2005

9205AC264

Hirata R.，Hirano T.(*1)，Okada K.(*1)，Fujinuma Y.，Inukai K.，Saigusa N.(*2)，Yamamoto S.(*2)(*1Hokkaido
Univ.，*2AIST)：Effects of wind speed and direction on eddy fluxes over a larch plantation， J.Agric.Meteorol.，
60(5)， 741-744， 2005

9205AC264

Mogami J-i.(*1)， Hirano T.(*1)， Hirata R.， Kitaoka S， (*1)， Koike T.(*1)， Fujinuma Y.(*1Hokkaido Univ.) ：
Variation in photosynthetic photon flux density on a larch forest floor， J.Agric.Meteorol.， 60(6)， 1161-1163，
2005

9205AC264

Yoshida Y. ： Development of air conditioning technologies to reduce CO2 emissions in the commercial sector，
Carbon Balance Manag.， 1(12)， 1-20， 2006

0406BH478

Ooba M.(*1)， Hirano T.(*1)， Mogami J-I.(*1)， Hirata R.， Fujinuma Y.(*1Hokkaido Univ.) ： Comparisons of
gap-filling methods for carbon flux dataset: A combination of a genetic algorithm and an artificial neural network，
Ecol.Modell.， 198(3/4)， 473-486， 2006

0610AC593

高口洋人 (*1)，中島裕輔 (*2)，須藤洋志 (*3)，吉田友紀子，井上元 (*4)(*1 九大院，*2 工学院大，*3JAXA，
*4 名古屋大 ) ： EXPO2005 におけ る都市環境モニタ リ ングシステムの開発， 日本建築学会技術報告集，
(24)， 223-227， 2006

0406BH478

藤沼康実：地球に優しいオフ ィ ス ビル と は， リ アルエステー ト マネジ メ ン ト ジャーナル (RMJ)， (92)， 20-
25， 2006

0406BH478

Ieda T.(*1)(*2)(*3)， Kitamori Y.(*1)(*2)， Mochida M.(*1)， Hirata R.(*2)， Hirano T.， Inukai K.， Fujinuma
Y.，Kawamura K.(*1)(*1Inst.Low Temp.Sci.Hokkaido Univ.，*2Grad.Sch.Hokkaido Univ.，*3Now at:Gerstel)：
Diurnal variations and vertical gradients of biogenic volatile and semi-volatile organic compounds at the
Tomakomai larch forest station in Japan， Tellus， 58B(3)， 177-186， 2006

0610AC593

藤沼康実 ： 熱帯林センサス－熱帯林の遷移を長期にわたって調べる， グ ローバルネ ッ ト ， (185)， 34-35，
2006

0206BA591
0610AC593

藤沼康実 ： 地球温暖化を熱 く 科学す る －地球環境研究セ ン タ ーの新たな展開， グ ロ ーバルネ ッ ト ，
(187)， 32-33， 2006

0610AC593
0406BA414
0607BA583

藤沼康実 ： サイエン ス キ ャ ンプ－次代を担 う 青少年が最先端の科学を体験， グ ローバルネ ッ ト ， (189)，
30-31， 2006

0610AC593

藤沼康実 ： 土壌からの炭素放出に対する温暖化の影響， グ ローバルネ ッ ト ， (191)， 26-27， 2006 0610AC593

藤沼康実 ： 霞ヶ浦モニタ リ ングの 30 年－長期観測からわかる こ と， グ ローバルネ ッ ト ， (193)， 34-35，
2006

0610AC593

藤沼康実 ： 森林の成長過程を通し た炭素収支の長期観測， グ ローバルネ ッ ト ， (195)， 30-31， 2007 0610AC593

藤野純一 ： 6.5 日本の脱温暖化シナ リ オ， 地球温暖化はど こ まで解明されたか－日本の科学者の貢献 と
今後の展望 2006 － ( 小池勲夫編， 丸善， 277p.)， 209-215， 2006

0105AE034
0408BA369
0406BH483

藤野純一 ： 脱温暖化社会 ： なぜ必要か？ど う すれば実現でき るか？， 技術と経済， 471， 2-15， 2006 0105AE034
0408BA369
0406BH483

藤野純一 ： 温室効果ガス排出シナ リ オ， 環境経済 ・ 政策学の基礎知識 ( 環境経済 ・ 政策学会， 有斐閣，
446p.)， 4-5， 2006

0105AE034
0408BA369
0406BH483
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Kawase R.(*1)，Matsuoka Y.(*1)，Fujino J.(*1Kyoto Univ.) ： Decomposition analysis of CO2 emission in long-
term climate stabilization scenarios， Energy Policy， 2113-2122， 2006

0105AE034
0408BA369
0406BH483

Fujino J.， Nair R.， Kainuma M.， Masui T.， Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Multi-gas mitigation analysis
on stabilization scenarios using aim global model， Energy J.， 343-353， 2006

0507BA794

藤野純一 ： 6.6 排出抑制を進める政策措置， 地球温暖化はど こ まで解明されたか－日本の科学者の貢献
と今後の展望 2006 － ( 小池勲夫編， 丸善， 277p.)， 216-220， 2006

0105AE034
0408BA369
0406BH483

藤巻秀和， 市川眞澄 (*1)， 佐々木文彦 (*2)， 嵐谷奎一 (*3)(*1 東京都医学研究機構， *2 大阪府大院， *3
産業医大 ) ： シ ッ クハウ ス症候群の発症－中枢神経と揮発性化学物質， 臨床免疫 ・ アレルギー科， 46(2)，
182-187， 2006

0610AA302
0610CD494

Fujimaki H.， Kurokawa Y.， Yamamoto S.， Satoh M. ： Distinct requirements for interleukin-6 in airway
inflammation induced by diesel exhaust in mice， Immunopharmacol.Immunotoxicol.， 28， 703-714， 2006

0610AA302
0610CD494

Fujimaki H.， Yamamoto S.， Tin-Tin-Win-Shwe， Hojo R.， Sato F.(*1)， Kunugita N.(*1)， Arashidani
K.(*1)(*1UOEH)：Effect of long-term exposure to low-level toluene on airway inflammatory response in mice，
Toxicol.Lett.， 168， 132-139， 2007

0610AA302
0610CD494

Tin-Tin-Win-Shwe， Mitsushima D.(*1)， Nakajima D.， Ahmed S.， Yamamoto S.， Tsukahara S.， Kakeyama
M.， Goto S.， Fujimaki H.(*1Grad.Sch.Yokohama City Univ.) ： Toluene induces rapid and reversible rise of
hippocampal glutamate and taurine neurotransmitter levels in mice， Toxicol.Lett.， 168， 75-82， 2007

0610AA302
0610CD494

Hosokawa T.(*1)，Betsuyaku T.(*1)，Nishimura M.(*1)，Furuyama A.，Katagiri K.，Mochitate K.(*1Hokkaido
Univ.) ： Differentiation of tracheal basal cells to ciliated cells and tissue reconstruction on the synthesized
basement membrane substratum in vitro， Connect.Tissue Res.， 48(1)， 9-18， 2007

0307BY601

Kume G.，Horiguchi T.，Goto A.，Shiraishi H.，Shibata Y.，Morita M.，Shimizu M.(*1)(*1Univ.Tokyo)：Seasonal
distribution， age， growth， and reproductive biology of marbled sole Pleuronectes yokohamae in Tokyo Bay，
Japan， Fish.Sci.， 72(2)， 289-298， 2006

0105AA166

Horiguchi T.， Kojima M.(*1)， Hamada F.(*2)， Kajikawa A.(*2)， Shiraishi H.， Morita M.， Shimizu
M.(*3)(*1Intercraft，*2Tottori Pref.Sea Farming Assoc.，*3Univ.Tokyo)： Impact of tributyltin and triphenyltin
on ivory shell(Babylonia japonica) populations， Environ.Health Perspect.， 114， 13-19， 2006

0105AA166

今井利為 (*1)， 滝口直之 (*1)， 堀口敏宏 (*1 神奈川県水技セ ) ： 城ヶ島における ア ワ ビ漁獲量減少要因
の推定， 神奈川県水産技術セン ター研究報告第 1 号 ( 神奈川県水産技術セン ター， 113p.)， 2006

0105AA166

Horiguchi T. ： Masculinization of female gastropod mollusks induced by organotion compounds， focusing on
mechanism of actions of tributyltin and triphenyltin for development of imposex， Environ.Sci.， 13(2)， 77-87，
2006

0506CD909

堀口敏宏 ： 海の汚染 と イ ンポセ ッ ク ス－環境ホルモンによ る巻貝への影響－， 磯の生物 飼育 と 観察ガ
イ ド ( 岩崎哲也著， 文一総合出版， 151p.)， 94-99， 2005

0610AE558

Managaki S.， Takada H.， Kim D.-M.， Horiguchi T.， Shiraishi H. ： Three-dimensional distributions of sewage
markers in Tokyo Bay water -fluorescent whitening agents(FWAs)， Marine Pollut.Bull.， 52， 281-292， 2006

0105AA166

Isobe T.， Serizawa S.， Horiguchi T.， Shibata Y.， Managaki S.(*1)， Takada H.(*1)， Morita M.， Shiraishi
H.(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： Horizontal distribution of steroid estrogens in surface sediments in Tokyo
Bay， Environ.Pollut.， 144， 632-638， 2006

0610SP304

増井利彦 ： 6-13 環境効率性 (Eco-efficiency)， 環境経済 ・ 政策学の基礎知識 ( 環境経済 ・ 政策学会編， 有
斐閣， 446p.)， 292-293， 2006

0610AE531

棟居洋介， 増井利彦 ： IPCC 排出シナ リ オにも とづいた世界の食事エネルギー必要量の長期推計， 環境
科学会誌， 19(6)， 477-493， 2006

0610AE531

Masui T.， Hanaoka T.， Hikita S.(*1)， Kainuma M.(*1Tokyo Inst.Technol.) ： Assessment of CO2 reductions
and economic impacts considering energy-saving investments， Energy J.， Special Issue， 175-190， 2006

0610AA104
0507BA794

増井利彦：物質循環を考慮し た統合環境政策評価モデルの開発に関する研究， 環境科学会誌， 20(1)， 81-
83， 2007

0610AA104
0607BY530
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Shirasuna H.(*1)，Fukushima T.，Matsushige K.，Imai A.，Ozaki N.(*2)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba，*2Hiroshima
Univ. ) ： Runoff and loads of nutrients and heavy metals from an urbanized area， Water Sci.Technol.， 53(2)，
203-213， 2006

0406AG399

松橋啓介 ： 持続可能な交通と まちづ く り の方向性， 環境研究， (141)， 22-28， 2006 0204BA337
0406BA499
0303AE482

松橋啓介 ： 身近な交通の見直しによ る環境改善， 電気評論， 503， 56-57， 2006 0507AG521

松本理， 青木康展 ： ベンチマーク ドース法を用いた 1， 2- ジ ク ロ ロエタ ンの吸入曝露によ る発がんユ
ニ ッ ト リ ス ク の算出， 大気環境学会誌， 41(4)， 196-208， 2006

0610AK915
0610AK544

Mitsumori F.，Watanabe H.，Takaya N.，Garwood M.(*1)(*1Minnesota Univ.)：T2 measurements in the human
brain at 4.7T using an adiabatic multi-echo sequence -Correlation between T2 and the tissue iron content，
Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med.， 14， 2508， 2006

9610AE416
0406CD489

Takaya N.， Watanabe H.， Mitsumori F. ： The size of Corpus Callosum normalized by the intracranial or brain
parenchyma l  vo lume  exh ib i t s  a  s i gn i f i c an t  d i f f e rence  be tween  ma le  and  f ema le  b ra in，
Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med.， 14， 1606， 2006

0610AE416
0406CD489

Yamaguchi M.(*1)， Mitsumori F.， Takaya N.， Watanabe H.， Minami M.(*1)(*1Tsukuba Univ.) ： Visualization
of seminiferous tubles by high resolution MR imaging in rat testes: the usefulness in the evaluation of
spermatogenic activities， Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med.， 14， 2118， 2006

0610AE416
0406CD489

三森文行：4.7T MRI によ る多核種スペク ト ル同時測定システムの構築， 日本生体磁気学会誌， 19(1)， 20-
21， 2006

0610AE416
0406CD489

三森文行 ： 超高磁場多核種 MRS を用いる脳機能発現の代謝機能の研究， Innervision， 21(7)， 53， 2006 0610AE416
0406CD489

Yamaguchi M.(*1)，Mitsumori F.，Watanabe H.，Takaya N.，Minami M.(*1)(*1Tsukuba Univ.)：In vivo localized
1H MR spectroscopy of rat testes: Stimulated echo acquisition mode(STEAM) combined with short TI inversion
recovery(STIR) improves the detection of metabolite signals， Magn.Reson.Med.， 55， 749-754， 2006

0610AE416
0406CD489

日置正 (*1)， 中西貞博 (*1)， 向井人史， 村野健太郎 (*1 京都府保健環境研 ) ： 日本海沿岸で粒径別連続
採取し たエア ロ ゾル中の水可溶性イオン種および微量金属成分によ る長距離輸送現象の解析－ 2002 年
春の黄砂イベン ト を中心に－， エア ロ ゾル研究， 21(2)， 160-175， 2006

0105AE155
0103BB151

Aikawa M.(*1)，Hiraki T.(*1)，Tamaki M.(*2)，Kasahara M.(*3)，Kondo A.(*4)，Uno I.(*5)，Mukai H.，Shimizu
A.，Murano K.(*1Hyogo Pref.Inst.Public Health Eviron.Sci.，*2Hyogo Environ.Adv.Assoc.，*3Grad.Sch.Kyoto
Univ.，*4Grad.Sch.Osaka Univ.，*5Kyushu Univ.)：Field survey of trans-boundary air pollution with high time
resolution at coastal sites on the Sea of Japan during winter in Japan， Environ.Monit.Assess.， 122， 61-79， 2006

0105AE155
0103BB151

村上進亮， 吉田綾， 村上理映， 寺園淳 ： マテ リ アルフ ローから見た循環型社会 2) e-waste の国際循環 と
資源性 ・ 有害性， エネルギー ・ 資源， 27(4)， 260-263， 2006

0610AA204
0610AA202
0606AE938

村上進亮 ： 国境を越え る循環型社会， 環境と文明， 14(10)， 7-8， 2006 0610AA204
0610AA202
0606AE938

村野健太郎 ： アジア大陸から日本への越境大気汚染， 公明， (5)， 14-19， 2006 0507CD821

村野健太郎 ： 世界の酸性雨 ・ 越境大気汚染問題と国内研究の動向， 環境技術， 35(11)， 806-811， 2006 0507CD821
0608BC597

持立克身， 古山昭子， 細川剛 ： 基底膜形成テ ク ノ ロ ジーを用いた人工組織の構築， 日本再生医療学会雑
誌， 5(3)， 57-63， 2006

0307BY601

森保文， 亀卦川幸浩 (*1)， 内田裕之 (*2)(*1 明星大， *2 みずほ情報総研 ) ： 都市スケールでの未利用エ
ネルギー導入によ る省エネ効果の詳細評価モデル， エネルギー ・ 資源， 27(3)， 44-50， 2006

0610AE451

Welch E.W.(*1)， Rana A.， Mori Y.(*1UIC) ： The promises and pitfalls of ISO 14001 for competitiveness and
sustainability: A comparison of Japan and the United States， Managing the Business Case for
Sustainability(Schaltegger S.， Wagner M. ed.， Greenleaf Publishing， 625p.)， 569-588， 2006

0610AE451

森保文 ： 6. 環境 NPO， NPO 白書 2007 The Japanese Nonprofit Almanac 2007( 山内直人， 田中敬文， 河井
考仁編， 大阪大学院 NPO 研究情報セン ター， 227p.)， 168-172， 2007

0610AE451
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森口祐一：循環基本計画の数値目標にみる循環型社会像－循環基本計画の数値目標 と国際的展開－， サ
ステ ィ ナブル経済のビジ ョ ン と戦略 ( 山本良一編， 日科技連出版， 260p.)， 41-50， 2005

Z00009998

森口祐一， 松橋啓介 ： 日本の自動車を取 り 巻 く 社会情勢の将来展望， 自動車技術， 61(3)， 31-36， 2007 0406BA499
0608AG527

森口祐一 ： 循環型社会と水と のかかわ り ， 用水と廃水， 48(4)， 1， 2006 0610SP002

酒井康夫 (*1)， 山本祐吾 (*2)， 吉田登 (*3)， 盛岡通 (*2)， 森口祐一， 内藤弘 (*4)(*1 松下電器産業， *2 大
阪大， *3 和歌山大， *4 ア ミ タ ) ： 鉄鋼生産技術の革新によ る高質 リ サイ クルの廃棄物産業連関分析， 環
境システム研究論文集， 34， 285-291， 2006

0406BA501

Yanagisawa R.， Takano H.， Inoue K.， Ichinose T.(*1)， Sadakane K.， (*1)， Yoshino S.(*2)， Yamaki K.(*2)，
Yoshikawa T.(*3)， Hayakawa K.(*4)(*1Oita Univ.Nurs.Health Sci.， *2Kobe Pharm.Univ.， *3Kyoto
Pref.Univ.Med.， *4Kanazawa Univ.) ： Components of diesel exhaust particles differentially affect Th1/Th2
response in a murine model of allergic airway inflammation， Clin.Exp.Allergy， 36， 386-395， 2006

0507AG476

岩男弘毅， 西田顕郎 (*1)， 山形与志樹 (*1 筑波大 ) ： 緯度経度整数地点の土地被覆情報を用いた土地被
覆図の検討手法， 写真測量と リ モー ト センシング， 45(4)， 35-46， 2006

0206BA423

Alexandrov G.A.，Yamagata Y.：A peaked function for modeling temperature dependence of plant productivity，
Ecol.Modell.， 200(1/2)， 189-192， 2006

0206BA423

Obersteiner M.(*1)， Alexandrov G.A.， Benitez P.C.(*2)， McCallum I.(*1)， Kraxner F.(*1)， Riahi K.(*1)，
Rokityanskiy D.(*1)，Yamagata Y.(*1IIASA，*2Univ.Victoria)：Global supply of biomass for energy and carbon
sequestration from Afforestation/Reforestation activities， Mitigation Adap.Strategies Global Change， 11(5/6)，
1003-1021， 2006

0206BA423

Iwao K.，Nishida K.(*1)，Kinoshita T.，Yamagata Y.(*1Univ.Tsukuba)：Validating land cover maps with Degree
Confluence Project information， Geophys.Res.Lett.， 33， L23404， 2006

0206BA423

Yamagata Y. ： Terrestrial carbon budget and ecosystem modelling in Asia， Global Change Newsl.， (67)， 6-7，
2006

0206BA423

中島孝幸 (*1)， 藤原好， 若林明子 (*2)， 山崎邦彦 (*1 地球人間環境フ ォーラ ム， *2 淑徳大 ) ： 東京湾海
水中の金属濃度， 水環境学会誌， 30(1)， 45-47， 2007

0610AK915

山崎邦彦 ： 7.4 農薬の環境 リ ス ク初期評価， 化学物質の生態 リ ス ク評価と規制－農薬編－ ( 日本環境毒
性学会監修， ア イ ピーシー， 366p.)， 290-294， 2006

0610AK915

山田正人 ： 分別と い う 技術， 都市清掃， 59(272)， 311-314， 2006 0610AB546
0406BB384

Deguchi Y.(*1)， Toyoizumi T.(*1)， Masuda S.(*1)Yasuhara A.， Mohri S.(*2)， Yamada M.， Inoue Y.， Kinae
N.(*1)(*1Univ.Shizuoka， *2Okayama Univ.) ： Evaluation of mutagenic activities of leachates in landfill sites by
micronucleus test and comet assay using goldfish， Mutat.Res.， 627， 178-185， 2007

0610AB546

Yamano H.， Shimazaki H.， Matsunaga T.， Ishoda A.(*1)， McClennen C.(*2)， Yokoki H.(*3)， Fujita K.(*4)，
Osawa Y.(*5)，Kayanne H.(*5)(*1Marshall Islands Mar.Resour.Auth.，*2Environ.Prot.Auth.，*3Ibaraki Univ.，
*4Univ.Ryukyus，*5Univ.Tokyo)：Evaluation of various satellite sensors for waterline extraction in a coral reef
environment: Majuro Atoll， Marshall Islands， Geomorphology， 82， 398-411， 2006

0610AE004
0607BA475

佐藤大作 (*1)， 横木裕宗 (*1)， 藤田和彦 (*2)， 桑原祐史 (*1)， 山野博哉， 島崎彦人， 茅根創 (*3)， 渡邊
真砂夫 (*4)(*1 茨城大， *2 琉球大， *3 東大， *4 芙蓉開発 ) ： 海面上昇後のマーシャル諸島マジュ ロ環礁
における地形維持過程の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン， 海洋工学論文集， 53， 1291-1295， 2006

0610AE004
0607BA475

Idip D.， Jr.(*1)， Kayanne H.(*2)， Yamano H.， Matsunaga T.， Shimazaki H.， (*1Palau Int.Coral Reef Cent.，
*2Univ.Tokyo)：Chapter 18.Coastal Habitat Map of Palau， Coral Reefs of Palau(Kayanne H. et al. eds.，Palau
Int.Coral Reef Cent.， 231p.)， 170-202， 2007

0610AE005

山村茂樹 ： 微生物によ る メ タルオキ ソ アニオン還元作用を活用し た環境浄化 ・ 資源回収技術， 月刊エコ
イ ンダス ト リ ー， 11(5)， 17-25， 2006

0405AE359

山村茂樹， 山本哲史 (*1)， 惣田訓 (*1)， 池道彦 (*1)， 藤田正憲 (*2)(*1 大阪大院， *2 高知高専 ) ： 生物学
的 ヒ 酸塩還元と化学洗浄を併用し た汚染土壌からの ヒ 素抽出， 用水と廃水， 48(8)， 709-715， 2006

0405AE359

井上元， 石井雅男 (*1)， 中澤高清 (*2)， 三枝信子 (*3)， 山本哲 (*1 気象研， *2 東北大院， *3 産総研 ) ：
「炭素循環および温室効果ガス観測ワーク シ ョ ッ プ」 報告， 天気， 53(4)， 293-299， 2006

Z00009999
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山本哲， 高木健太郎 (*1)， 安田幸生 (*2)， 三枝信子 (*3)(*1 北大北方生物圏フ ィ ール ド科セ， *2 森林総
研， *3 産総研 ) ： 第 4 回 AsiaFlux ワーク シ ョ ッ プ 2005 報告， 天気， 53(5)， 413-418， 2006

0608CB961
9205AC264

Yamamoto S.， Tin-Tin-Win-Shwe， Ahmed S.， Kobayashi T.， Fujimaki H. ： Effect of ultrafine carbon black
particles on lipoteichoic acid-induced early pulmonary inflammation in BALB/c mice， Toxicol.Appl.Pharmacol.，
213， 256-266， 2006

0610BY303
0610AA412

Tin-Tin-Win-Shwe，Yamamoto S.，Ahmed S.，Kakeyama M.，Kobayashi T.，Fujimaki H. ：Brain cytokine and
chemokine mRNA expression in mice induced by intranasal instillation with ultrafine carbon black，
Toxicol.Lett.， 163， 153-160， 2006

0610BY303
0610AA412

山本貴士， 貴田晶子， 野馬幸生， 寺園淳， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： アスベス ト 含有廃棄物の
無害化処理と その評価， 都市清掃， 60(276)， 47-53， 2007

0608BE434

Saito T.， Yokouchi Y.， Aoki S.(*1)， Nakazawa T.(*1)， Fujii Y.(*2)， Watanabe O.(*2)(*1Grad Sch.Tohoku
Univ.， *2NIPR) ： A method for determination of methyl chloride concentration in air trapped in ice cores，
Chemosphere， 63， 1209-1213， 2006

0404AE395

Saito T.， Yokouchi Y. ： Diurnal variation in methyl halide emission rates from tropical ferns， Atmos.Environ.，
40， 2806-2811， 2006

0405CD479

横内陽子 ： 亜熱帯における塩化 メ チル放出植物の検索 と塩化 メ チル放出量を支配する環境要因の解明，
平成 16 ～ 17 年度科研費補助金 ( 基盤研究 (B)) 研究成果報告書 ( 横内陽子代表著， 国立環境研究所，
30p.)， 2006

0405CD479

Yokouchi Y.， Taguchi S.(*1)， Saito T.， Tohjima H.， Tanimoto H.， Mukai H.(*1AIST) ： High frequency
measurements of HFCs at a remote site in East Asia and their implications for Chinese emissions，
Geophys.Res.Lett.， 33， L21814， 2006

0508BB770

Clerbaux C.(*1)，Cunnold D.M.(*2)，Anderson J.(*3)，Engel A.(*4)，Fraser P.J.(*5)，Mahieu E.(*6)，Manning
A.(*7)， Miller J.(*8)， Montzka S.A.(*8)， YokouchiY. et al.(*1CNRS， *2Georgia Inst.Technol.， *3Hampton
Univ.， *4Univ.Frankfurt， *5CSIRO， *6Univ.Liege， *7Met Office， *8NOAA) ： Chapter 1.Long-Lived
Compounds， Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006(WMO Global Ozone Research & Monitoring
Project-Report No.50)(WMO ed.， 572p.)， 1.1-1.63， 2007

0508BB770
0610CD974

Saito T.， Yokouchi Y.， Aoki S.(*1)， Nakazawa T.(*1)， Fujii Y.(*2)， Watanabe O.(*2)(*1Tohoku Univ.，
*2Natl.Inst.Polar Res.) ： Ice-core record of methyl chloride over the last glacial-Holocene climate change，
Geophys.Res.Lett.， 34， L03801， 2007

0404AE395

Yokouchi Y.， Saito T.， Okuda T.， Phillip E.(*1)(*1FRIM) ： A preliminary study of volatile organic compounds
emitted from tropical plants， Annu.Rep.NIES/FRIM/UPM Jt.Res.Proj.Tropical Ecology & Biodiversity
2005(Okuda T.， Kondo T. eds.， 117p.)， 37-43， 2006

0607CD969

横内陽子：2.1.4 特殊起源物質の調査法 a. 植物起源揮発性有機化合物， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第
5 版 )( 日本化学会編， 丸善， 519p.)， 70-71， 2007

Z00009999

横内陽子：3.1.8 植物起源揮発性有機物質， 実験化学講座 20-2 環境化学 ( 第 5 版 )( 日本化学会編，丸善，
519p.)， 213-217， 2007

Z00009999

Kim Y.(*1)， Park J.H.(*1)， Choi W.(*1)， Lee K-M.(*2)， Massie S.T.(*3)， Yokota T.， Nakajima H.， Sasano
Y.(*1Seoul Natl.Univ.， *2Kyungpook Natl.Univ.， *3NCAR) ： Intra-seasonal variation of PSC compositions
retrieved from ILAS-II data， IRS 2004 Current Problems in Atmospheric Radiation(Fischer H.，Sohn B-J. eds.，
A.Deepak Publishing， 476p.)， 207-210， 2006

0105SP021
0406BA352

太田芳文， 江口菜穂， 吉田幸生， 塩見慶 (*1)， 中塚由美子 (*1JAXA/EORC) ： 第 3 回宇宙からの温室効
果ガス観測に関する国際ワーク シ ョ ッ プ (3rd IWGGMS) 参加報告， 天気， 53(9)， 17-22， 2006

0610AA102

横田達也 ： 人工衛星 GOSAT によ る地球規模の二酸化炭素濃度観測， 電気評論， 504， 58-59， 2006 0610AA102

Saitoh N.(*1)，Ota Y.，Taguchi S.(*2)，Imasu R.(*1)(*1CCSR Univ.Tokyo，*2AIST)：Assessment of uncertainty
in CO2 concentrations retrieved from thermal infrared spectra of GOSAT satellite， Proc.SPIE， 6405， 640508，
2007

0406BA414
0610AA102

Aoki T.，Yokota T.，Inoue G.(*1)，Nobuta K.(*2)，Kotani A.(*2)(*1Nagoya Univ.，*2 Fijitsu FIP)：Information
and disturbances contained in the reflected solar radiation spectra measured with space-borne Fourier transform
spectrometer for greenhouse gas mapping， Proc.SPIE， 6405， 640506， 2007

0610AA102
0406BA414
0506CD504
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Oshchepkov S.， Bril A.， Yokota T.， Inoue G.(*1)(*1Nagoya Univ.) ： Application of the equivalence theorem
to simulate GOSAT observation data under cirrus-present condition， Proc.SPIE， 6405， 640509， 2007

0610AA102
0406BA414

Eguchi N.，Kodera K.(*1)(*2)(*1Nagoya Univ.，*2MRI)：Impact of the 2002，Southern Hemisphere，stratospheric
warming on the tropical cirrus clouds and convective activity， Geophys.Res.Lett.， 34(5)， L05817， 2007

0507CD504

吉田綾 ： 日中を中心と し た東アジアの循環資源貿易の動向， 生活と環境， 50(6)， 31-36， 2006 0610AA204
0606AE938

吉田綾 ： 東アジアの資源循環の現状と今後の課題， 月刊廃棄物， 33(1)， 14-19， 2006 0610AA204
0606AE938

吉田綾：第Ⅲ部データ解説編 廃棄物の発生と越境移動， アジア環境白書 2006/07( 日本環境会議，「アジ
ア環境白書」 編集委員会編著， 東洋経済新報社， 317p.)， 276-279， 2006

0610AA204
0606AE938

小島道一， 吉田綾， 佐々木創， 鄭城尤， 青木裕子， 吉田文和 ： 第Ⅰ部第 3 章 急がれる e-waste の適正
処理， アジア環境白書 2006/07 （日本環境会議， 「アジア環境白書」 編集委員会編著， 東洋経済新報社，
317p.）， 63-85， 2006

0610AA204
0606AE938

Yoshida K. ： Intra-clade predation facilitates the evolution of larger body size， Ecol.Modell.， 196， 533-539，
2006

0105SP041
0305AA506

Yoshida K.：Effect of the intensity of stochastic disturbance on temporal diversity patterns -a simulation study
in evolutionary time scale-， Ecol.Modell.， 196， 103-115， 2006

0105SP041
0305AA506

Yoshida K.：Ecosystem models on the evolutionary time scale: a review and perspective， Paleontol.Res.， 10(4)，
375-385， 2006

0305AA506
0105SP041

米元純三 ： ダ イオキシン類の体内負荷量と母乳， 産婦人科の実際， 56， 343-349， 2007 0506CD496

Fujita H.(*1)， Samejima H.(*1)， Kitagawa N.(*1)， Mitsuhashi T.(*1)， Washio T.(*1)， Yonemoto J.， Tomita
M.(*1)， Takahashi T.(*1)， Kosaki K.(*1)(*1Keio Univ.) ： Genomic-wide screening of dioxin-responsive genes
in fetal brain: bioinfomatic and experimental approaches， Cong.Anom.， 46， 135-143， 2006

0611AK518

渡邉英宏， 三森文行 ： 超高磁場 MRI によ る人脳内の興奮性及び抑制性神経伝達物質の無侵襲的同時計
測法の研究， Innervision， 21(7)， 40， 2006

0610AE416
0406CD492
0506AF529

渡邉英宏 ： 磁気共鳴分光 Ⅵ . 磁気共鳴イ メ ージング (MRI)， 分光研究， 55(6)， 408-419， 2006 0610AE416
0406CD492
0506AF529

Patra P.K.(*1)， Gurney K.R.(*2)， Denning A.S.(*2)， Maksyutov S.， Nakazawa T.(*1)(*3)， Baker D.(*4)，
Bousquet P.(*5)，Bruhwiler L.(*6)，Chen Y.H.(*7)，Ciais P.(*5) et al.(*1JAMSTEC，*2Colorado State Univ.，
*3Tohoku Univ.，*4NCAR，*5LSCE，*6NOAA，*7MIT)：Sensitivity of inverse estimation of annual mean CO2
sources and sinks to ocean-only sites versus all-sites observational networks， Geophys.Res.Lett.， 33，
L05814， 2006

0406BA414

Ishizawa M.(*1)(*2)， Chan D.(*2)， Higuchi K.(*2)， Maksyutov S.， Yuen C.(*1)， Chen J.(*1)， Worthy
D.(*2)(*1Univ.Toronto， *2Atmos.Sci.Technol.Dir.Environ.Canada) ： Rectifier effect in an atmospheric model
with daily biospheric fluxes: impact on inversion calculation， Tellus， 58B， 447-462， 2006

0206BA921
0505AE833
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出口雄也 (*1)， 豊泉友康 (*1)， 増田修一 (*1)， 木苗直秀 (*1)， 渡辺徹志 (*2)， 天沼喜美子， 青木康展， 戸
塚ゆ加里 (*3)， 若林敬二 (*3)(*1 静岡県大院， *2 京都薬大， *3 国立が ん セ研 ) ： 金魚 を 用い た
phenylbenzotriazole-6(PBTA-6) の変異原性の評価， 第 12 回バイオア ッ セイ研究会・日本環境毒性学会合
同研究発表会， 東京， 2006/09， 同予稿集， 14

0610AK544

出口雄也 (*1)， 豊泉友康 (*1)， 増田修一 (*1)， 天沼喜美子， 青木康展， 渡辺徹志 (*2)， 戸塚ゆ加里 (*3)，
若林敬二 (*3)， 木苗直秀 (*1)(*1 静岡県大院， *2 京都薬大， *3 国立がんセ研 ) ： PBTA-6 の薬物代謝酵素
系に及ぼす影響， 平成 18 年度日本水環境学会中部支部学術集会， 静岡， 2006/10， 同要旨集， 15

0610AK544

Amanuma K.， Nagaya M.， Tone S.(*1)， Yamada C.， Namimatsu M.， Ohta M.， Aoki Y.(*1Mitsubishi
Chem.Saf.Inst.) ： Detection of benzo[a]pyrene-induced mutations in gill and hepatopancreas of adult rpsL
transgenic zebrafish， 日本環境変異原学会 第 35 回大会 ( ポス ター発表 )， 堺， 2006/11， 同プロ グ ラ ム・要
旨集， 97

0610AK544

Deguchi Y.(*1)，Toyoizumi T.(*1)，Masuda S.(*1)，Amanuma K.，Aoki Y.，Watanabe T.(*2)，Totsuka Y.(*3)，
Wakabayashi K.(*3)， Kinae N.(*1)(*1Univ.Shizuoka， *2Kyoto Pharm.Univ.， *3Natl.Cancer Cent.Res.Inst.) ：
Evaluation of mutagenic activity of PBTA-6 using fish and rat， 日本環境変異原学会 第 35 回大会， 堺， 2006/
11， 同プロ グ ラ ム ・ 要旨集， 81

0610AK544

天沼喜美子， 長屋雅人， 刀祢英 (*1)， 太田宗宏， 青木康展 (*1 三菱化学安科研 ) ： ベンゾ [a] ピ レ ン曝露
し た rpsL ト ラ ン スジェニ ッ ク ゼブラ フ ィ ッ シ ュのエラ と膵肝臓に誘発される突然変異の特徴， 日本薬
学会 第 127 年会 ( ポス ター発表 )， 富山， 2007/03， 同要旨集， 193

0610AK544
0610AA302

山田智佐子 (*1)， 天沼喜美子， 平野靖史郎， 青木康展 (*1 千葉大 ) ： rpsL ト ラ ン スジェニ ッ ク ゼブラ
フ ィ ッ シ ュ を用いた 6 価ク ロ ムの変異原性検出， 日本薬学会 第 127 年会 ( ポス ター発表 )， 富山， 2007/
03， 同要旨集， 193

0610AK544

松島肇 (*1)， 青木陽二 (*1 北大院 ) ： 北海道における 「八景」 の景観特性に関する研究， 平成 18 年度日
本造園学会北海道支部大会 ( ポス ター発表 )， 恵庭， 2006/09， な し

0105AE019

青木陽二 ： 来日スエーデン人の風景記述に及ぼし た植物分類学の知識， 第 20 回環境研究発表会 ( ポス
ター発表 )， 東京， 2006/11， プロ グ ラ ム

0105AE019

青野光子， 久保明弘， 中嶋信美， 玉置雅紀， 佐治光 ： アサガオにおけ るオゾン応答の分子機構， 第 47
回大気環境学会年会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， P57

0610AH400
0307AE503

Jiang C.-J.(*1)，Aono M.，Tamaoki M.，Maeda S.(*1)，Sugano S.(*1)，Mori M.(*1)，Takatsuji H.(*1)(*1NIAS)：
SAZ1， an Arabidopsis SUPERMAN-like gene， downregulates in response to stresses and phytohormones， 日
本分子生物学会 2006 フ ォーラ ム， 名古屋， 2006/12， 同要旨集， 23

0307AE503

青野光子， 脇山成二 (*1)， 永津雅人 (*1)， 中嶋信美， 玉置雅紀， 久保明弘， 佐治光 (*1 自然環境研セ ) ：
除草剤耐性遺伝子組換えセイ ヨ ウナタネの一般環境中における生育， 第48回日本植物生理学会年会( ポ
ス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 339

0505MA820

小出真維 (*1)(*2)， 永井聡 (*3)， 青野光子， 高橋重一 (*1)， 増田建 (*1)(*1 東大院， *2 東邦大， *3 東京工
大院 ) ： シ ロ イ ヌナズナのヘム生合成系ア イ ソ フ ォームの酸化ス ト レ スによ る発現誘導およびその生理
機能， 第 48 回日本植物生理学会年会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 246

0307AE503

青柳みど り ： 人口減少 ・ 高齢化時代における持続発展型農村計画のあ り 方－環境の視点から－， 農村計
画学会 2006 年度春期シンポジウ ム， 東京， 2006/04， 同予稿集， 36-42

0507AE793

Aoyagi-Usui M.， Kuribayashi A.(*1)， Yuejun Z.(*2)(*1NLI Res.Inst.， *2RIHN) ： China-Japan environmental
survey: Is social capital effective for promoting pro-environmental actions?， 16th ISA World Congr.Soc.，
Durban(South Africa)， 2006/07， Abstracts， 12

0508KB555
0507BA792

Aoyagi-Usui M.：An analysis of factors affecting cotizen's support for Climate Change Policy， 16th ISA World
Congr.Soc.， Durban(South Africa)， 2006/07， Abstrasts， 12

0508KB555
0507BA792

Aoyagi-Usui M.：Do consumers really know what is the climate change and why they have to do something for
the environment?， 13th Int.Greening Ind.Network Conf.， Cardiff(UK)， 2006/07， Abstracts， 2

0508KB555
0507BA792

青柳みど り ， 栗林敦子 (*1)， 品田知美 (*2)(*1 ニ ッ セイ基礎研， *2 立教大 ) ： 気候変動問題をめぐ る一
般の人々の理解 と 行動について～グループ イ ン タ ビ ュー調査結果か ら の考察～， 環境経済 ・ 政策学会
2006 年大会， 京都， 2006/08， 同報告要旨集 (Web)

0508KB555
0507BA792
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栗林敦子 (*1)， 青柳みどり (*2)， 鄭躍軍 (*3)， 品田知美 (*4)(*1 ニッ セイ 基礎研， *2 地球研， *4 立教大 )
： メ デ ィ ア利用特性と環境意識 ・ 行動， 環境経済 ・ 政策学会 2006 年大会， 京都， 2006/07， プロ グ ラ ム

0508KB555
0508KB555

Kuribayashi A.， Aoyagi-Usui M. ： The cognitive process about global warming and environmental
communication， 14th Int.Conf.Soc.Human Ecol.， Bar Harbor(USA)， 2006/10， Program

0508KB555
0507BA792

Aoyagi-Usui M. ： How people understand the mechanism and effects of the climate change?， 2006
Annu.Meet.Soc.Social Stud.Sci.， Vancouver， 2006/11， Program

0508KB555
0507BA792

青柳みど り ： GOES(Global Environmental Survey) の経験から， 第 79 回日本社会学会， 京都， 2006/10， 同
報告要旨集， 109

0507BA792

青柳みど り ， 池田三郎 (*1)， 功刀由紀子 (*2)， 前田恭伸 (*3)(*1 防災科研， *2 愛知大， *3 静岡大 ) ： 一
般市民の リ ス ク概念理解について－食品安全 リ ス ク問題を事例 と し た イ ン ターネ ッ ト 調査か ら－， 日
本 リ ス ク研究学会 第 19 回研究発表会， つ く ば， 2006/11， 同講演論文集， 401-406

0507AE793
0204KB459
0508KB555

Aoyagi-Usui M. ： Exploring communication strategies for people's understanding of climate change
consequences and actions， 2006 Annu.Meet.Soc.Risk Anal.， Baltimore， 2006/12， Abstracts， 47

0508KB555
0507BA792
0507AE793

Aoyagi-Usui M.， Yuejun Z.(*1)(*1RIHN) ： China-Japan environmental survey: Is social capital effective for
promoting pro-environmental actions?， Sustainable Consumption Prod.: Opportunities & Challenges，
Wuppertal(Ger.)， 2006/11， Proceedings， 19-27

0508KB555
0507BA792
0507AE793

青柳みど り ， 鄭躍軍 (*1)(*1 地球研 ) ： 環境問題についての日本 ・ 中国比較調査結果から－ Social Capital
は環境行動促進に有効か？－， 第 34 回環境社会学会セ ミ ナー， 東京， 2006/12， プロ グ ラ ム， 15-16

0508KB555
0507BA792
0507AE793

Zhou L.B.， Akiyoshi H. ： Lower stratospheric N2O distributions in the early and late vortex years， 日本気象
学会 2006 年度春季大会 ( ポス ター発表 )， つ く ば， 2006/05， 同講演予稿集， 331

0206BA782

秋吉英治， 吉識宗佳， 永島達也， Zhou L.B.， 今村隆史， 高橋正明 (*1)， 黒川純一 (*2)， 滝川雅之 (*3)(*1
東大気候システム研セ， *2 富士通 FIP， *3 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ) ： CCSR/NIES 化学気候モデル
を用いたオゾン層の将来予測実験， 日本気象学会 2006 年度春季大会， つ く ば， 2006/05， 同講演予稿集，
106

0206BA782

坂本圭，高橋正明 (*1)(*1 東大気候システム研セ )：夏季北太平洋における対流雲を伴 う 上層寒冷低気圧
と伴わない上層寒冷低気圧の存在頻度と その構造， 日本気象学会 2006年度春季大会， つ く ば， 2006/05，
同講演予稿集， 166

0206BA782

坂本圭， 高橋正明 (*1)(*1 東大気候システム研セ ) ： 上層寒冷低気圧と対流雲が関連し たシステムの構
造， 日本気象学会 2006 年度春季大会 ( ポス ター発表 )， つ く ば， 2006/05， 同講演予稿集， 420

0206BA782

Zhou L.B.， 秋吉英治 ： 北半球中緯度におけるオゾン QBO の経度依存性， 日本気象学会 2006 年度秋季
大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 207

0206BA782

坂本圭， 秋吉英治， 永島達也， Zhou， L.B.， 高橋正明 (*1)(*1 東大気候システム研セ ) ： 太陽活動に対応
する熱帯下部成層圏オゾンの変動， 日本気象学会 2006 年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集，
206

0206BA782

秋吉英治， 坂本圭 ： オゾン層将来予測実験で得られたオゾンホールの小さい年についての解析， 日本気
象学会 2006 年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 205

0206BA782

秋吉英治， 坂本圭， 永島達也， 今村隆史 ： 2100 年までのオゾン層将来予測実験， 第 17 回大気化学シン
ポジウ ム， 豊川， 2007/01， 同講演集， 30-31

0206BA782

坂本圭， 秋吉英治， 永島達也， Zhou L.B.， 高橋正明 (*1)(*1 東大気候システム研セ ) ： 太陽 11 年周期変
動に対応する熱帯下部成層圏オゾンの変動に関する解析， 第 17 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2007/
01， 同講演集， 33-34

0206BA782

秋吉英治 ： オゾン層の破壊と回復の メ カニズム， 太陽紫外線防御研究委員会 第 17 回シンポジウ ム， 東
京， 2007/03， 同講演予稿集， 13-15

0206BA782

Aramaki T.，Senjyu T.(*1)，Togawa O.(*2)，Otosaka S.(*2)，Suzuki T.(*2)，Kitamura T.(*2)，Amano H.(*2)，
Volkov Y.N.(*3)(*1Kyushu Univ.， *2JAEA， *3Far Eastern Reg.Hydrometeorol.Res.Ins.) ： Circulation in the
northern Japan Sea studied chiefly with radiocarbon， 19th Int.Radiocarbon Conf.(Poster Session)， Oxford，
2006/04， Abstracts & Program， 237
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荒巻能史， 外川織彦 (*1)， 乙坂重嘉 (*1)， 鈴木崇史 (*1)， 千手智晴 (*2)， 皆川昌幸 (*3)(*1 原子力機構，
*2 九大， *3 中央水研 ) ： 日本海における放射性炭素の分布 と深層循環， 2007 年度日本海洋学会春季大
会， 東京， 2007/03， 同講演要旨集， 77

0607AE586

石堂正美：内分泌か く 乱作用を有する化学物質のラ ッ ト 新生児期投与と多動症， 第 9 回化学物質の環境
リ ス ク に関する国際シンポジウ ム ( ポス ター発表 )， 釧路， 2006/11， 要旨集 (Web)

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

石堂正美：環境毒性の分子生物学， 研究会「環境物理学－先端境界領域の創出へ向けて－」， 京都， 2006/
06， 同プロ グ ラ ム

0610AA302
0608ZZ569
0608ZZ569

Ishido M.，Morita M.：Maneb causes mitochondrial dysfunction and alpha-synuclein aggregation in PC12 cells，
日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集，
124

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

Ishido M.， Suzuki J.S.， Fujimaki H.， Yonemoto J.， Shiraishi H. ： Effects of endocrine disruptors on rat neural
stem cells， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発
表会要旨集， 125

610AA302
0608ZZ569
0607AF973

Ishido M.， Suzuki J. ： Molecular mechanism of neuritogenesis induced by endocrine disruptors and PACAP in
the cultured cells， 日本分子生物学会 2006 フ ォーラ ム ( ポス ター発表 )， 名古屋， 2006/12， 同要旨集， 487

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

石堂正美：環境化学物質の脳・神経系に及ぼす影響の分子基盤， 日本分子生物学会 2006 フ ォーラ ム ( ポ
ス ター発表 )， 名古屋， 2006/12， 同要旨集， 489

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

石堂正美， 鈴木純子， 増尾好則 (*1)(*1 産総研 ) ： 内分泌攪乱化学物質によ る ラ ッ ト 多動性障害における
アポ ト ーシス誘導， 第 15 回日本アポ ト ーシス研究会学術集会， 京都， 2007/03， 同プロ グ ラ ム抄録集， 55

0610AA302
0608ZZ569
060AF973

Ishido M. ： DNA array technology in environmental factors-health interaction analyses， 3rd Int.Workshop
Biochips Environ.Monit.， Ikeda， 2006/08， Abstracts， 5

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

石堂正美 ： 環境化学物質によ る ドーパ ミ ン神経変性， 第 29 回日本神経科学大会， 京都， 2006/07， プロ
グ ラ ム， 67

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

石堂正美：PC12 細胞におけるマネブの ミ ト コ ン ド リ ア障害は メ ラ ト ニンによ り 抑制される， 第 29 回日
本神経科学大会 ( ポス ター発表 )， 京都， 2007/03， プロ グ ラ ム

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

Ishido M.：Prevention by melatonin of maneb-induced mitochondrial dysfunction in rat pheochromocytoma cells，
20th IUBMB Int.Congr.Biochem.Mol.Biol.11th FAOBMB Congr.(Poster Session)， Tokyo， 2006/06， Program

0610AA302
0608ZZ569
0607AF973

岩見徳雄 (*1)， 板山朋聡， Whangchai Niwooti(*2)， 桑原享史 (*3)， 稲森悠平 (*1 明星大， *2 メ イ ジ ョ ー
大， *3 筑波大 ) ： 捕食微小動物を利用し た藍藻 Microcystis の低減化に関する研究， 環境科学会 2006 年
会， 東京， 2006/09， 同講演予稿集， 50-51

9911AE473

板山朋聡， 持立克身 ： 環境分野におけ るナ ノ ・ バイ オロ ジー技術の活用， つ く ばサ イ エン ス ・ アカデ
ミ ー主催 第6回テ ク ノ ロ ジー・シ ョ ーケース イ ンツ クバ(ポス ター発表)， つ く ば， 2007/03， 同要旨集， 69

0307BY601

Itayama T.， Kuwabara T.(*1)， Tanaka N.(*2)， Kiji M.(*3)， Suetsugu A.(*3)， Inamori Y.(*1Tsukuba Univ.，
*2JST， *3Yonden Gizyutsu Consult.) ： Analysis on hydraulic properties of the slanted soil chamber treatment
system for domestic wastewater， 4th Int.Symp.Sustainable Sanit.， Bandung， 2006/09， Abstracts， 11

0307KB008

Tada C.(*1)， Iwami N.(*2)， Itayama T.， Kuwabara T.(*3)， Tanaka N.(*4)， Ebie Y.， Inamori Y.， Xu K-Q.，
Takizawa E.(*5)Moritani A.(*5)(*1Okinawa Natl.Coll.Technol.， *2Meisei Univ.， *3Tsukuba Univ.， *4JST，
*5Water Resour.Technol.Cent.) ： Treatment of wastewater from the kitchen by the slanted soil systems using
various soils in subtropical area，Okinawa， 4th Int.Symp.Sustainable Sanit.， Bandung， 2006/09， Abstracts， 4

0307KB008

Tanaka N.， Itayama T.， Kuwabara T.(*1)， Iwami N.(*2)， Koide M.， Ebie Y.， Inamori Y.(*1Tsukuba Univ.，
*2Grad.Sch.Meisei Univ.) ： Demonstration of gray water treatment using the slantedsoil chamber treatment
system， 4th Int.Symp.Sustainable Sanit.， Bandung， 2006/09， Abstacts， 8

0307KB008
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Kuwabara T.(*1)， Tanaka N.(*2)， Koide M.， Itayama T.， Ebie Y.， Inamori Y.(*1Tsukuba Univ.， *2JST) ：
Effect of watstewater inflow pattern on treatment of gray water by the slanted soil chamber treatment system，
4th Int.Symp.Sustainable Sanit.， Bandung， 2006/09， Abstracts， 10

0307KB008

Nagamine K.(*1)， Yasukawa T.(*1)， Shiku H.(*1)， Koide M.， Itayama T.， Matsue T.(*1)(*1Tohoku Univ.) ：
Microfluidic device for the manipulation and electrochemical analysis of single cellular activities， 57th
Annu.Meet.Int.Soc.Electrochem.， Edinburgh， 2006/09， Abstracts

0408BY387

Nagamine K.(*1)， Yasukawa T.(*1)， Shiku H.(*1)， Koide M.， Itayama T.， Matsue T.(*1)(*1Tohoku Univ.) ：
Electrophoretic manipulation and electrochemical analysis of single cell with the microfluidic device， MicroTAS
2006(10th Int.Conf.Miniaturized Syst.Chem.Life Sci.)(Poster Session)， Tokyo， 2006/11， Abstracts

0408BY387

Itayama T. ： Overview of Micro-nano systems for environmental microbiology and management of water
environment， 1st Environ.Nanotechnol.Int.Workshop， Tokyo， 2007/02， Program

0408BY387

板山朋聡， 小出昌弘， 長峯邦明 (*1)， 安川智之 (*1)， 末永智一 (*1)(*1 東北大院 ) ： 藻類特性評価のため
のマイ ク ロデバイ スの開発， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 319

0408BY387
0608CD547
0608AE563

多田千佳 (*1)， 板山朋聡， 稲森悠平， 岩見徳雄 (*2)， 桑原享史 (*3)， 田中伸幸 (*4)， 瀧澤悦子 (*5)(*1 沖
縄高専， *2 明星大， *3 筑波大， *4JST， *5WEC) ： 異なる土壌を用いた傾斜土壌法によ る厨房排水処理
の沖縄実証試験， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 549

0307KB008

一 ノ瀬俊明：都市内大規模河川 ( ソ ウル市清渓川 ) の復元によ る大気環境改善， 日本地理学会 2006 年春
季学術大会， さいたま， 2006/03， 同発表要旨集， 132

0507CD824

Ichinose T.(Toshiaki)，Kataoka K.：Distributions and trends of total hours exposed to high temperature in Japan，
IGU 2006 Brisbane Conf.， Brisbane， 2006/07， Proceedings(CD-ROM)

0507CD824

平野勇二郎 (*1)， 安岡善文 (*2)， 一 ノ瀬俊明 (*1 群馬大， *2 東大 ) ： 衛星 リ モー ト センシング と メ ソ ス
ケール気象モデルを用いた都市緑地の ヒ ー ト ア イ ラ ン ド緩和効果の評価， 環境科学会 2006 年会， 東京，
2006/09， 同講演予稿集， 16-17

0306CD553

一 ノ瀬俊明， 原田一平， 片岡久美， 李龍太 ： 都市内大規模河川 ( ソ ウル市清渓川 ) の復元によ る大気環
境改善， 環境科学会 2006 年会， 東京， 2006/09， 同講演予稿集， 46-47

0507CD824

一 ノ瀬俊明， 原田一平， 大坪国順， イーモンシャ ン (*1)(*1 筑波大院 ) ： 黄河全流域地下水位数値シ ミ ュ
レーシ ョ ンにむけた地下水資源需要推計マ ッ プの試作， 環境科学会 2006 年会， 東京， 2006/09， 同講演
予稿集， 200-201

0206CE421

Ichinose T.(Toshiaki)， Tsubaki Y.(*1)， Trisurat Y.(*2)(*1Kyoto Univ.， *2Kasetsart Univ.) ： Diversity and
geographical mapping of dragon flies and mammals in Mekong River Basin， Int.Conf.Mekong Res.People Mekong
Jpn.Mekong Res.Group， Chiang Rai(Thailand)， 2006/10， Abstracts， 33

0406CB504

一 ノ瀬俊明， 原田一平 (*1)， イーモンシャ ン (*2)， 大坪国順 (*1 千葉大， *2 筑波大院 ) ： 黄河全流域地
下水位数値シ ミ ュ レーシ ョ ンにむけた地下水資源需要推計マ ッ プの試作， 日本地理学会 2007 年春季学
術大会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2007/03， 同発表要旨集， 232

0206CE421

一 ノ瀬俊明， 原田一平 (*1)， 片岡久美， 李龍太 (*2)(*1 千葉大， *2 ソ ウル特別市 ) ： 都市内大規模河川
( ソ ウル市清渓川 ) の復元によ る大気環境改善 メ カニズム， 日本地理学会 2007 年春季学術大会， 東京，
2007/03， 同発表要旨集， 160

0507CD824

伊藤昭彦 ： 陸域生態系モデルによ る東アジアにおける炭素動態， 「システムアプローチで見えて きた東
アジア陸域生態系の炭素動態」 ， 環境省地球環境総合研究推進費戦略プロ ジェ ク ト ワーク シ ョ ッ プ， 東
京， 2006/10， 同予稿集， 34-38

0206BA423

伊藤昭彦， 稲富素子 (*1)， 加藤知道， 及川武久 (*2)(*1JAMSTEC， *2 筑波大 ) ： フ ラ ッ ク スサイ ト にお
ける陸域炭素循環モデルの検証と高度化， 「システムアプローチで見えてき た東アジア陸域生態系の炭
素動態」 ， 環境省地球環境総合研究推進費戦略プロ ジェ ク ト ワーク シ ョ ッ プ ( ポス ター発表 )， 東京，
2006/10， 同予稿集， 63

0206BA423

Ito A.，Kato E.(*1)，Oikawa T.(*1)(*1Univ.Tsukuba)：Evaluation of the carbon budget of terrestrial ecosystems
in Asia by use of aprocess-based model， ESSP 2006 OSC(Poster Session)， Beijing， 2006/11， Abstracts， 427

0206BA423

Inatomi M.(*1)，Ito A.，Toda S.，Kaneko H.，Koizumi H.(*2)(*1JAMSTEC，*2Shinsyu Univ.)：Modeling evaluation
of the net budget of greenhouse gases(CO2， CH4， and N2O) budget for forest ecosystems: an application to
a cool-temperate deciduous broad-leaved forest in Japan， ESSP 2006 OSC(Poster Session)， Beijing， 2006/11，
Abstracts， 199

0206BA423
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Ito A. ： Model validation of net ecosystem CO2 exchange at AsiaFlux sites: Toward carbon budget in Asia，
AsiaFlux Workshop 2006(Poster Session)， Chiang Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 104

0206BA423

Inatomi M.(*1)，Ito A.，Mariko S.(*2)，Koizumi H.(*3)(*1FRCGC，*2Tsukuba Univ.，*3Gifu Univ.)：Development
of a process-based model for analyzing the land-atmoshere exchange of CO2，CH4，and N2O: Plot-scale study
in comparison between a temperate deciduous forest and a temperate coniferous forest in central Japan，
AsiaFlux Workshop 2006(Poster Session)， Chiang Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 105

0206BA423

Ito T.，Nohara K.：Search for genes involved in the growth inhibition of Jurkat T cells by a constitutively active
arylhydrocarbon receptor， 20th IUBMB Int.Congr.Biochem.Mol.Biol.11th FAOBMB Congr.(Poster Session)，
Kyoto， 2006/06， Abstracts， 25

0406AG337

伊藤智彦， 野原恵子 ： ダ イオキシン曝露によ る胸腺 DN 細胞への遺伝子レベルでの影響， 第 13 回日本
免疫毒性学会学術大会 ( ポス ター発表 )， 倉敷， 2006/09， 同講演要旨集， 82

0406AG337
0608AE438

伊藤裕康， 小澤雅富， 橋本俊次， 森田昌敏， 田中一夫 (*1)， 野口政明 (*2)(*1 日本電子， *2 テ ク ノ イ ン
ターナシ ョ ナル ) ： ダ イオキシン類のオンサイ ト 測定法に関する研究－ 2， 第 15 回環境化学討論会， 仙
台， 2006/06， 同講演要旨集， 330-331

0103AE040

田中一夫 (*1)， 宮本賢治 (*1)， 草井明彦 (*1)， 生方正章 (*1)， 伊藤裕康， 高澤嘉一 (*1 日本電子 ) ： POPs
化合物の GC/FI-TOFMS 分析法の検討， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講
演要旨集， 410-411

0608AG457

Date Y.(*1)，Yoshie S.(*1)，Tsuneda S.(*1)，Isaka K.(*2)，Sumino T(*2)，Inamori Y.(*1Waseda Univ.，*2Hitachi
Plant Eng.) ： Microbial community and growth characteristic of bacteria exhibiting a high anaerobic ammonium
oxidation activity， Int.Symp.Environ.Biotechnol.2006， Leipzig(Ger.)， 2006/07， Abstracts， 50

0610AB519

稲森悠平， 徐開欽， 蛯江美孝， 清水康利 (*1)(*1 筑波大 ) ： バイオコエシステムの TEMM 等における重
要性と国際化の方向性， 第 9 回日本水環境学会シンポジウ ム， 東京， 2006/09， 同講演集， 157-158

0610AA204

井坂和一 (*1)， 生田創 (*1)， 角野立夫 (*1)， 常田聡 (*2)， 稲森悠平 (*1 日立プラ ン ト テ ク ノ ロ ジー， *2
早稲田大 ) ： 嫌気性アンモニア酸化法によ る低水温条件下における窒素の除去特性， 第 9 回日本水環境
学会シンポジウ ム， 東京， 2006/09， 同講演集， 159-160

0610AA203

山崎宏史 (*1) 鈴木理恵 (*1)， 西村修 (*2)， 佐竹隆顕 (*3)， 稲森悠平 (*1 茨城県薬剤師会公衆衛検査セ，
*2 東北大， *3 筑波大 ) ： Biomass 破砕物含有総合排水からの有機物 ・ 窒素除去の高度安定化， 第 9 回日
本水環境学会シンポジウ ム， 東京， 2006/09， 同講演集， 163-164

0610AA203

稲森隆平 (*1)， 徐開欽， 山本智子 (*1)， 桂萍， 稲森悠平， 松村正利 (*1)(*1 筑波大 ) ： GHG 対策に資す
る根圏微生物活用植栽 ・ 土壌浄化技術の高度化 ・ 国際化， 第 9 回日本水環境学会シンポジウ ム， 東京，
2006/09， 同講演集， 167-168

0610AA204

Chu-Chun-Feng， 徐開欽， 稲森悠平， 加島誠之 (*1)， 孔海南 (*2)(*1 筑波大， *2 上海交通大 ) ： 生ごみ等
Wet Biomass からの水素 ・ メ タ ン発酵システムのアジア展開， 第 9 回日本水環境学会シンポジウ ム， 東
京， 2006/09， 同講演集， 169-170

0610AA204

Furukawa K.(*1)，Hoshino T.(*1)，Tsuneda S.(*1)， Inamori Y.(*1Waseda Univ.) ：Optimization of the cell wall
permeab i l iz ing cond it ions for  h igh ly sens i t ive f luorescence in  s i tu  hybr id izat ion， 11the
Int.Symp.Microb.Ecol.(ISME-11)， Vienna， 2006/08， Abstracts， 112

0610AB519

Gui P.， Inamori R.(*1)， Matsumura M.(*1)， Inamori Y.(*1Univ.Tsukuba) ： Evaluation of constructed wetlands
by wastewater purification ablility and greenhouse gas emissions， 10th Int.Conf.Wetland Syst.Water
Pollut.Control， Lisbon， 2006/09， Proceedings， 1283-1291

0610AA204

Inamori Y.，Xu K-Q.，Ebie Y.，Inamori R.，Kondo T.：Strategies for freshwater(Lakes and Marshes) environment
restoration using Bio-Eco engineering， Symp.Pollut.Control Ecol.Restoration Tech.Water Environ.China，
Shanghai， 2006/11， Proceedings， 1-21

0610AA204

Inamori Y.， Xu K-Q.， Ebie Y.， Inamori R.， Kondo T.， Inoue H.(*1)(*Build.Cent.Japan) ： Strategy for
environmental restoration using advanced domestic wastewater treatment johkasou system，
Symp.Pollut.Control Ecol.Restoration Tech.Water Environ.China， Shanghai， 2006/11， Proceedings， 30-55

0610AA204

伊達康博 (*1)， 井坂和一 (*2)， 角野立夫 (*2)， 常田聡 (*1)， 稲森悠平 (*1 早稲田大， *2 日立プラ ン ト テ
ク ノ ロ ジー ) ： Real-time PCR 法を用いた anammox 細菌の定量と窒素除去特性の関係解析， 日本水処理
生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 15

0610AA204
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稲森悠平， 戸上公博 (*1)， 河村光隆 (*1)， 山崎宏史 (*2)， 蛯江美孝， 徐開欽 (*1 工学院大， *2 東北大 ) ：
生活排水に含まれる有機物，窒素をパラ メ ーター と し た排水処理能高度化における関係解析， 日本水処
理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 19

0610AA203

稲森悠平， 横澤和哉 (*1)， 大坂利文 (*1)， 常田聡 (*1)， 井坂和一 (*2)(*1 早稲田大， *2 日立プラ ン ト テ
ク ノ ロ ジー)：有機物存在下における嫌気性アンモニア酸化反応の特性解析， 日本水処理生物学会 第 43
回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 27

0610AB519

稲森悠平， 西川直登 (*1)， 河村光隆 (*1)， Chu-Chun-Feng， 徐開欽， 蛯江美孝 (*1 工学院大 ) ： 生ごみを
基質と し た メ タ ン発酵 ・ 窒素除去効率化のための適正条件の解析， 日本水処理生物学会 第 43 回大会，
仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 32

0610AA203

鈴木理恵 (*1)， 山崎宏史 (*1)， 佐竹隆顕 (*2)， 稲森悠平 (*1 茨城県薬剤師会公衆衛検査セ， *2 筑波大 ) ：
有機性排水の可容化反応槽における微小動物相の増殖 ・ 浄化特性， 日本水処理生物学会 第 43 回大会，
仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 38

0610AB519

保坂善仁 (*1)， 藤本尚志 (*1)， 大西章博 (*1)， 鈴木昌治 (*1)， 岩見徳雄 (*2)， 稲森悠平 (*1 東京農大， *2
明星大 ) ： 原生動物 Monas guttula の糸状性藍藻類を食物源 と し た増殖特性， 日本水処理生物学会 第 43
回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 42

0610AB519

稲森隆平 (*1)， 山本智子 (*1)， 稲森悠平， 徐開欽， 桂萍， 松村正利 (*1)， 井上武雄 (*2)(*1 筑波大， *2
バイオレ ッ ク ス ) ： アシ と マコモ， ガマの組み合わせ混栽系における成長 ・ 栄養塩類除去 ・ 温室効果ガ
ス発生特性， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 76

0610AA204

稲森悠平， 杉本直也 (*1)， 浦野肇 (*1)， 徐開欽， 蛯江美孝， 桑原享史 (*2)， 田中伸幸 (*3)(*1 工学院大，
*2 筑波大， *3JST) ： 生活雑排水の傾斜土槽法処理における適正条件の解析， 日本水処理生物学会 第 43
回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 81

0610AA204

稲森悠平， 中村斐 (*1)， 桑原享史 (*1)， 鈴木理恵 (*2)， 林紀男 (*3)， 徐開欽， 佐竹隆顕 (*1)(*1 筑波大，
*2 茨城県薬剤師会公衆衛検査セ， *3 千葉県中央博 ) ： ク ウ シンサイ植栽フ ロー ト 式水耕栽培浄化法に
おける流入負荷と浄化性能と の関係， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生
物学会誌， 84

0610AA204

林紀男 (*1)， 稲森悠平， 尾崎保夫 (*2)(*1 千葉県中央博， *2 秋田県大 ) ： 水生植物植栽浄化法における
水生動物の果たす役割， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 85

0610AB519

井上充 (*1)， 西村修 (*2)， 稲森悠平 (*1 神奈川県環境科セ， *2 東北大 ) ： 汚染地下水からのモ リ ブデン
の除去について， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 48

0610AA203

鈴木理恵 (*1)， 山崎宏史 (*1)， 佐竹隆顕 (*2)， 稲森悠平 (*1 茨城県薬剤師会， *2 筑波大 ) ： デ ィ スポー
ザ活用処理システムの汚泥の生物化学的特性， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集，
78

0610AB519

稲森悠平， 蛯江美孝， 徐開欽， 戸上公博 (*1)， 河村光隆 (*1)， 山崎宏史 (*2)(*1 工学院大， *2 東北大 ) ：
生ごみ粉砕デ ィ スポーザ排水割合の有機物成分の排水処理システムに及ぼす影響解析， 第 41 回日本水
環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 79

0610AB519

稲森隆平 (*1)， 王延華 (*2)， 孔海南 (*2)， 山本智子 (*1)， 稲森悠平， 徐開欽， 松村正利 (*1)， 井上武雄
(*3)(*1 筑波大， *2 上海交通大， *3 バイオレ ッ ク ス ) ： アシ ・ マコモ ・ ガマの植栽土壌浄化システムに
おける C ・ N ・ P， 根圏微生物， GHG 発生能の解析， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講
演集， 176

0610AA204

稲森悠平， 中村斐 (*1)， 桑原享史 (*1)， 鈴木理恵 (*2)， 林紀男 (*3)， 徐開欽， 佐竹隆顕 (*1)(*1 筑波大，
*2 茨城県薬剤師会， *3 千葉県中央博 ) ： ク ウ シンサイ植栽フ ロー ト 式水耕栽培浄化法における葉 ・ 茎 ・
根圏生長特性と動物プラ ン ク ト ン相からの性能解析， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同
講演集， 292

0610AA204

伊達康博 (*1)， 常田聡 (*1)， 井坂和一 (*2)， 角野立夫 (*2)， 稲森悠平 (*1 早稲田大， *2 日立プラ ン ト テ
ク ノ ロ ジー ) ： 包括固定化 anammox 担体内における微生物群集構造の解析， 第 41 回日本水環境学会年
会， 大東， 2007/03， 同講演集， 302

9911AE477

稲森悠平， 横澤和哉 (*1)， 大坂利文 (*1)， 常田聡 (*1)， 井坂和一 (*2)(*1 早稲田大， *2 日立プラ ン ト テ
ク ノ ロ ジー)：有機物が嫌気性アンモニア酸化反応場へ及ぼす影響， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東，
2007/03， 同講演集， 304

9911AE477
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稲森悠平， 西川直登 (*1)， 河村光隆 (*1)， Chu-Chun-Feng， 徐開欽， 蛯江美孝 (*1 工学院大 ) ： 生ごみを
基質と し た メ タ ン発酵 ・ 窒素除去効率化のための適正条件の解析， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東，
2007/03， 同講演集， 336

0610AA203

稲森悠平， 杉本直也 (*1)， 海野肇 (*1)， 桑原享史 (*2)， 田中伸幸 (*3)， 蛯江美孝， 徐開欽 (*1 工学院大，
*2 筑波大， *3JST) ： 生活雑排水の傾斜土槽法処理の高度化における流量パターン等に基づ く 適正条件
の解析， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 546

0307KB008

井上健一郎， 高野裕久， 柳澤利枝， 桜井美穂， 市瀬孝道 (*1)， 定金香里 (*1)， 吉川敏一 (*2)(*1 大分県
看護科大，*2 京都府医大 )：ナ ノ粒子のアレルギー性気道炎症への影響 第 2 報， 第 18 回日本アレルギー
学会春季臨床大会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/05， 同予稿集， 436

0105SP031
0105SP061

斎藤史武 (*1)， 田坂定智 (*1)， 井上健一郎， 中野泰 (*1)， 小川裕子 (*1)， 栗原亜子 (*1)， 西村知泰 (*1)，
白石良樹 (*1)， 長谷川直樹 (*1)， 藤島清太郎 (*1)， 高野裕久， 石坂彰敏 (*1)(*1 慶應大 ) ： プレオマイ シ
ン肺損傷モデルマウ スにおける IL-6 の役割， 第 46 回日本呼吸器学会学術講演会 ( ポス ター発表 )， 東
京， 2006/06， 日本呼吸器学会雑誌， 236

0105SP031
0105SP061

井上健一郎， 高野裕久， 柳澤利枝， 市瀬孝道 (*1)， 定金香里 (*1)， 吉川敏一 (*2)(*1 大分県看護科大， *2
京都府医大 )：ナ ノ 粒子の経気道曝露は抗原誘発アレルギー性気道炎症を増悪する， 第 46 回日本呼吸器
学会学術講演会， 東京， 2006/06， 日本呼吸器学会雑誌， 197

0105SP031
0105SP061

井上健一郎， 高野裕久 (*1)， 柳澤利枝， 島田章則 (*2)， 和田枝美子 (*2)， 佐藤雅彦 (*3)， 吉川敏一 (*1)(*1
京都府大， *2 鳥取大， *3 岐阜薬大 ) ： 感染に関連する全身炎症反応における メ タ ロチオネイ ンの保護
的役割， 第 27 回日本炎症 ・ 再生医学会， 東京， 2006/07， 同予稿集， 378

0105SP031
0105SP061

井上健一郎， 高野裕久， 柳澤利枝， 桜井美穂， 市瀬孝道 (*1)， 定金香里 (*1)， 吉川敏一 (*2)(*1 大分県
看護科大， *2 京都府医大 ) ： ナ ノ粒子の経気道曝露によ る アレルギー性気道炎症への影響， 第 47 回大
気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0105SP031
0105SP061

桜井美穂， 井上健一郎， 柳澤利枝， 植木尚子， 高野裕久 ： 都市部 CAPS 曝露が細菌毒素に関連する急性
肺傷害に与え る影響 ( 第 3 報 )， 第 47 回大気環境学会年会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨
集 (CD-ROM)， P55

0105SP031
0105SP061

Saito F.(*1)，Tasaka S.(*1)，Inoue K.，Nakano Y.(*1)，Ogawa Y.(*1)，Kurihara A.(*1)，Yamada W.(*1)，Shimizu
M.(*1)，Koh H.(*1)，Nakamura M.(*1)，Hasegawa N.(*1)，Fujishima S.(*1)，Takano H.，Ishizaka A.(*1)(*1Keio
Univ.)：Role of interleukin-6 in Bleomycin-Induced acute lung injjury， Am.Thorac.Soc.， San Diego， 2006/03，
Abstracts(Web)

0105SP031
0105SP061

日吉孝子 (*1)， 市瀬孝道 (*2)， 吉田成一 (*2)， 井上健一郎， 高野裕久， 川里浩明 (*3)， 安田愛子 (*3)， 西
川雅孝 (*1 石川県看護大， *2 大分県看護科大， *3 大分大 ) ： モルモ ッ ト スギ花粉症モデルに対する黄砂
の影響， 第 56 回日本アレルギー学会秋季学術大会， 東京， 2006/11， アレルギー， 1217

0105SP031
0105SP061

井上健一郎， 高野裕久， 柳澤利枝， 島田章則 (*1)， 和田枝美子 (*1)， 桜井美穂， 佐藤雅彦 (*2)， 吉川敏
一 (*3)(*1 鳥取大， *2 岐阜薬大， *3 京都府医大 ) ： Metallothionein はエン ド ト キシンによ る全身炎症反
応 ・ 血管内皮傷害を保護する， 第 12 回日本エン ド ト キシン研究会， 東京， 2006/11， 同予稿集， 35

0105SP031
0105SP061

井上健一郎： エン ド ト キシンに関連する全身炎症および凝固・線溶異常における保護的分子に関連する
研究， 第 12 回日本エン ド ト キシン研究会 ( 奨励賞受賞講演 )， 東京， 2006/11， な し

0105SP031
0105SP061

井上健一郎， 高野裕久 (*1)， 小田俊男 (*2)， 田村弘志 (*2)， 柳澤利枝， 桜井美穂， 吉川敏一 (*1)(*1 京都
府医大， *2 生化工業 ) ： デ ィ ーゼル排気微粒子の経気道曝露が血管内皮細胞へ与え る影響， 第 77 回日
本衛生学会総会 ( ポス ター発表 )， 吹田， 2007/03， 日衛誌， 429

0105SP031
0105SP061

井上智美， 野原精一， 土谷岳令 (*1)(*1 千葉大 ) ： 新しい方法によ る水生植物の根からの酸素漏出速度測
定， 日本陸水学会 第 71 回大会， 松山， 2006/09， 同講演要旨集， 236

0406CD448

井上智美， 野原精一， 土谷岳令 (*1)(*1 千葉大 ) ： 皇居外苑牛ヶ淵における抽水植物の分布 と水深， 第 54
回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 295

0610AA403

井上雄三 ： 食品廃棄物からの乳酸と飼料の回収利用， 第 13 回静岡フ ォーラ ム ・ 第 3 回バイオマスセ ミ
ナー ・ 第 65 回研究談話会バイオマス利用の新展開－本格化する具体的な取 り 組み－， 静岡， 2005/10，
同講演集， 14-24

0105PR012

井上雄三， 遠藤和人 ： 跡地形質変更に伴 う モニ タ リ ング と環境保全対策， 最終処分場跡地利用に関する
セ ミ ナー， 東京， 2005/10， 同テキス ト

0105PR012
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Inoue Y.， Yamada A.， Yamada M.， Yusaku O.(*1)(*1Cent.Environ.Sci.Saitama) ： Development of a database
on the waste biomass to design an energy or material recovery system and its application in Japan， Venice 2006
-Biomass Waste Energy Symp.-， Venice， 2006/11， Proceedings(CD-ROM)

0105PR012

井上雄三：循環型社会における有機性廃棄物の資源化技術システムの提案， 第 28 回全国都市清掃研究・
事例発表会， 川口， 2007/02， 同講演論文集， 137-139

0105PR012

井上雄三， 山田正人， 遠藤和人， 羽染久 (*1)， 池本久利 (*1)， 束原純 (*2)(*1 日本環境衛セ， *2 中央開
発 )：管理型海面最終処分場の現状 と課題， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/09， 同講演論
文集， 1020-1022

0105PR012

坂内修， 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三 ： 逆解析手法を用いた埋立廃棄物の層内熱フ ラ ッ ク ス量の推
定， 第 61 回土木学会年次学術講演会， 草津， 2006/09， 同講演概要集 (CD-ROM)， 291-292

0406BY762

Bannai O.， Endo K.， Yamada M.， Inoue Y.， Hachinohe S.(*1)， Ono Yu.(*1)(*1Cent.Environ.Sci.Saitama) ：
Evaluation for MSW landfills using GIS in Japan， 4th Intercont.Landfill Res.Symp.(ICLRS)， Gallivare(Sweden)，
2006/06， Proceedings， 45-46

0406BY762

Asakura H.， Inoue Y.， Yamada M.， Endo K.， Imai T.(*1)， Ono Yu.(*2)(*1Taiheiyo Cement，
*2Cent.Environ.Sci.Saitama)：Improvement of internal environment achieved by control of landfill waste aiming
at acceleration of stabilization， 4th Intercont.Landfill Res.Symp.(ICLRS)， Gallivare(Sweden)， 2006/06，
Abstracts， 40

0105PR012

朝倉宏， 井上雄三， 山田正人， 遠藤和人， 小野雄策 (*1)， 渡辺洋一 (*1)(*1 埼玉県環境科国際セ ) ： 埋立
廃棄物の品質並びに埋立構造改善によ る高規格最終処分システムの構築， 第 14 回衛生工学シンポジウ
ム， 札幌， 2006/11， 同講演論文集， 207-210

0407BC381

朝倉宏， 井上雄三， 山田正人， 遠藤和人， 小野雄策 (*1)， 小野芳朗 (*2)(*1 埼玉県環境科国際セ， *2 岡
山大 ) ： 廃棄物埋立層の安定化を阻害する要因の評価， 第 28 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 川口，
2007/02， 同講演論文集， 203-205

0406BY762

猪俣敏， 谷本浩志， 青木伸行， 廣川淳 (*1)， 定永靖宗 (*1 北大 ) ： 大気中有機化合物の多成分同時測定
のための陽子移動反応－飛行時間型質量分析装置の開発， 第 54 回質量分析総合討論会， 豊中， 2006/05，
同講演要旨集， 220-221

0405BD464
0405BA463

猪俣敏， 今村隆史， 鷲田伸明 (*1)(*1 豊橋技科大 ) ： 光イオン化質量分析計を用いた HO2， CH3O2 ラ ジ
カル と NO の反応速度定数の再決定， 第 22 回化学反応討論会 ( ポス ター発表 )， 岡崎， 2006/06， 同予稿
集， 150

0408AE338

青木伸行 (*1)， 猪俣敏， 谷本浩志， 廣川淳 (*2)， 定永靖宗 (*3)(*1 産総研， *2 北大， *3 大阪府大 ) ： PTR-
TOFMS を用いた大気中有機化合物の高速多成文測定装置の開発 2. 装置の製作と性能， 日本地球惑星科
学連合 2006 年大会， 千葉， 2006/05， 同予稿集 (CD-ROM)， E139-026

0610SP401

猪俣敏， 谷本浩志， 青木伸行， 廣川淳 (*1)， 定永靖宗 (*1 北大 ) ： 有機化合物の多成分同時測定のため
の陽子移動反応－飛行時間型質量分析装置の開発， 日本分析化学会 第 55 年会， 豊中， 2006/09， 同講演
要旨集， 210

0405BD464
0408AE338

Inomata S.，Tanimoto H.，Aoki N.，Hirokawa J.(*1)，Sadanaga Y.(*1Hokkaido Univ.)：Development of a PTR-
TOFMS instrument for real-time measurements of volatile organic compounds in air， AGU 2006 Fall Meet.，
San Francisco， 2006/12， Abstracts(FM06.iso)， A21E-880

0405BD464
0405BA463
0408AE338

Inomata S.， Tanimoto H.， Aoki N.(*1)(*1AIST) ： Development of new PTR ion sources for soft and selective
ionization， 3rd Int.Conf.Proton Transfer React.Mass Spectrom.Its Appl.(Poster Session)， Obergurgl， 2007/01，
Proceedings， 180-184

0405BD464
0607NA994
0408AE338

Nara F.， Watanabe T.(*1)， Tani Y.(*2)， Soma Y.(*2)， Soma M.(*2)， Imai A.， Nakamura T.(*1)， Takayoshi
K.(*1)(*1Nagoya Univ.， *2Univ.Shizuoka) ： Change of carbon and nitrogen isotopic compositions in an AMS
14C dated sediemnt of Lake Hovsgol(Mongolia)， 10th Int.Conf.Accel.Mass Spectrom.， Berkeley， 2005/09，
Abstracts， 51

0406AG399

Nara F.， Imai A.， Yoneda M.(*1)， Matsushige K.， Komatsu K.， Nagai T.(*2)， Shibata Y.， Watanabe
T.(*3)(*1Univ.Tokyo， *2Univ.Tsukuba， *3Nagoya Univ.) ： Seasonal variation of dissolved organic carbon in a
lacustirne environment(Lake Kasumigaura， Japan)， revealed by dual isotopic(delta14C and delta13C)
measurements， 19th Int.Radiocarbon Conf.(Poster Session)， Oxford， 2006/04， Abstracts， 226

0406AG399
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今井章雄， 松重一夫， 小松一弘 ： 霞ヶ浦における難分解性溶存有機物 (DOM) の物質収支－下水処理 と
底泥溶出の寄与－， 第 9 回日本水環境学会シンポジウ ム， 東京， 2006/09， 同講演集， 147-148

0610AE599
0406AG399
0507CD921

永井孝志 (*1)， 今井章雄， 松重一夫， 福島武彦 (*1)(*1 筑波大院 ) ： Microcystis aeruginosa と Planktothrix
agardhii の鉄制限時における増殖モデル， 日本陸水学会 第 71 回大会， 松山， 2006/09， 同講演要旨集， 71

0406AG399
0507CD921

今井章雄， 松重一夫， 小松一弘， 天野邦彦 (*1)， 奈良郁子 (*1 土木研 ) ： 霞ヶ浦底泥間隙水中の溶存有
機物の鉛直プロ フ ァ イル と溶出フ ラ ッ ク ス， 日本陸水学会 第 71 回大会， 松山， 2006/09， 同講演要旨集，
229

0406AG399

尾山洋一 (*1)，松下文経 (*1)，福島武彦 (*1)，永井孝志 (*1)，今井章雄 (*1 筑波大院 )：人工衛星 Landsat/
TM 画像を用いた茨城県霞ヶ浦の水質推定， 日本陸水学会 第 71 回大会， 松山， 2006/09， 同講演要旨集，
278

0406AG399

今井章雄 ： 湖沼水質保全対策 ・ 総合レ ビ ュー検討調査 : 経緯と総論， 第 52 回日本水環境学会セ ミ ナー
「湖沼水質保全対策の経緯と今後の展開」， 東京， 2006/11， 同講演資料集， 21-28

0406AG399

奈良郁子， 今井章雄， 松重一夫， 小松一弘， 柴田康行 ： 霞ヶ浦溶存有機物の放射性炭素同位体比の季節
変動， 日本陸水学会 第 71 回大会， 松山， 2006/09， 同講演要旨集， 109

0607CD958
0406AG399

永井孝志 (*1)， 今井章雄， 松重一夫， 福島武彦 (*1)(*1 筑波大院 ) ： 霞ヶ浦における藻類優占種変遷の要
因～鉄が原因か？～， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 132

0406AG399
0507CD921

Watanabe Nara F.， Watanabe T.(*1)， Horiuchi K.(*2)， Imai A.， Seyama H.， Nakamura T.(*1)， Kawai
T.(*1)(*1Nagoya Univ.， *2Hirosaki Univ.) ： Change of sulfur accumulation in Lake Hovsgol sediments(cores
X104 and X106) during the last 23,000 years， 5th Int.Symp.Terr.Environ.Changes East Eurasia Adjacent
Areas， Nagoya， 2007/12， Abstracts， 38-39

0406AG399

Watanabe Nara F.， Imai A.， Matsushige K.， Komatsu K.， Shibata Y. ： Application of 14C measurements for
isotopic characterization of dissolved organic carbon(DOC) in lake water， 9th Symp.Jpn.AMS Soc.， Tokyo，
2006/10， Abstracts， 44

0406AG399
0607CD958

今泉圭隆， 鈴木規之， 白石寛明 ： POPs の総括残留性 ・ 長距離移動性評価におけるモデル間比較 と感度
解析， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 404-405

0610AA301

岩崎一弘， 山岡紘子 (*1)， 中嶋睦安 (*1)， 矢木修身 (*2)(*1 日本大， *2 東大院 ) ： 培養可能な微生物群集
の遺伝子解析によ る組換え微生物の影響評価， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台， 2006/03， 同講演集，
570

0610AE460

原田貴浩 (*1)，岩崎一弘，内山裕夫 (*1)，矢木修身 (*2)(*1 筑波大，*2 東大院 )：遺伝子組換え Pseudomonas
属細菌によ る微生物多様性への影響評価に関する研究， 日本農芸化学会 2006年度大会， 京都， 2006/03，
同講演要旨集， 195

0610AE460

Iwasaki K.， Yagi O.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo) ： Evaluation of the impact of genetically engineered
microorganisms on microbial biodiversity， Int.Symp.Environ.Biotechnol.2006(Poster Session)， Leipzig(Ger.)，
2006/07， Abstracts， 63

0610AE460

岩崎一弘， 矢木修身 (*1)(*1 日本大院 ) ： バイオレ メ デ ィ エーシ ョ ンの動向 と重金属への適用， 環境資源
工学会シンポジウ ム 「 リ サイ クル設計 と分離精製技術」 第 13 回重金属等土壌汚染の現状 と処理技術，
東京， 2006/09， 同資料集， 25-29

0610AE460

上野隆平， 佐竹潔， 五箇公一 ： 小笠原諸島陸水環境のユス リ カ相について， 日本陸水学会 第 71 回大会
( ポス ター発表 )， 松山， 2006/09， 同講演要旨集， 79

0408AE467
0507CD539
0610AE463

上原清：大気拡散風洞を用いた市街地沿道の流れ と拡散の研究， 日本機械学会 2006 年度年次大会，EFD
ワーク シ ョ ッ プ : 乱流拡散 ・ 混合 ・ 反応乱流研究の最前線， 熊本， 2006/09， 同講演資料集， 300-301

0607AE520

上原清 ： 沿道建物列の隙間がス ト リ ー ト キ ャニオン内濃度に及ぼす影響に関する風洞実験， 2006 年度
日本建築学会大会学術講演会， 横浜， 2006/09， 同講演梗概集， 823-824

0607AE520

老川進 (*1)， 上原清 (*1 清水建設技研 ) ： 可燃性ガス漏洩時の短時間拡散性状に及ぼす大気安定度の影
響 ( 風洞実験 )， 2006 年度日本建築学会大会学術講演会， 横浜， 2006/09， 同講演梗概集， 825-826

0607AE520

上原清， 林誠司 (*1)， 山尾幸夫 (*2)， 松本幸雄 (*3)， 若松伸司 (*4)(*1 日本自動車研， *2 フ ォーラ ムエ
ンジニア リ ング， *3 国際環境研協会， *4 愛媛大 ) ： 川崎市池上新町交差点周辺地域の年平均 NOx 濃度
分布推定， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 1F324

0607AE520
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老川進 (*1)， 上原清 (*1 清水建設技研 ) ： 大気安定度が可燃性ガスの短時間拡散性状に及ぼす影響， 第
47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 2F0948

0607AE520

梅津豊司，森田昌敏： ジフ ェニルアルシン酸溶液摂取がマウ スの各種行動に及ぼす影響， 日本薬学会 第
126 年会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/03， 同要旨集， 183

0610AE444

梅津豊司： メ ン ト ールのマウ ス移所運動活性増加作用及びニコチン と の相互作用に関する行動薬理学的
研究， 第 21 回平成 17 年度助成研究発表会 ( 喫煙科学研究財団 )， 東京， 2006/07， 同年報， 671-676

0610AE444

梅津豊司： メ ン ト ールのマウ ス移所運動活性増加作用及びニコチン と の相互作用に関する行動薬理学的
研究， 第 20 回平成 16 年度助成研究発表会 ( 喫煙科学研究財団 )， 東京， 2005/07， 同年報， 720-725

0105AE184

Umezu T. ： Behavioral pharamcology of plant-derived substances (16): Interaction between menthol and
nicotine， 第 28 回日本生物学的精神医学会 ・ 第 36 回日本神経精神薬理学会 ・ 第 49 回日本神経化学会大
会合同年会 ( ポス ター発表 )， 名古屋， 2006/09， 同プロ グ ラ ム講演抄録， 481

0105AE184

Umezu T. ： Behavioral pharmacology of plant-derived substances (16): Evidence for dopamine involvement in
ambulation promoted by cineol， a constituent of peppermint oil， in mice， 第 80 回日本薬理学会年会 ( ポス
ター発表 )， 名古屋， 2007/03， J.Pharmacol.Sci.， 136

0105AE184

梅津豊司， 森田昌敏 ： ジフ ェニルアルシン酸溶液摂取がマウ スの各種行動に及ぼす影響 (2)， 日本薬学
会 第 127 年会 ( ポス ター発表 )， 富山， 2007/03， 同要旨集， 194

0105AE184

塩入千春 (*1)， 蛯江美孝， 徐開欽， 井上廣輝 (*2)， 杉浦則夫 (*1)， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2 日本建築セ )：
鉄電解法によ る 生活系排水から のリ ン除去・ 回収特性の解析， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台，
2006/11， 日本水処理生物学会誌， 16

0610AA203

Ebie Y.， Hamaguchi S.(*1)， Kawamura M.(*1)， Inamori Y.(*1Kogakuin Univ.) ： Effect of oxygenation on
d i s t r i bu t i on  and  ac t i v i t y  o f  ammon ia  ox id i ze r  i n  eut roph i c  l ake  sed iment， 2nd  FEMS
Congr.Eur.Microbiol.(Poster Sesstion)， Madrid(Spain)， 2006/07， Abstracts， 159

Z00009998

Kondo T.(*1)， Ebie Y.， Tsuneda S.(*1)， Inamori Y.(*1Waseda Univ.) ： Characterization of the high-density
compounds containing organisms in enhanced biological phosphorus removal process， Int.Symp.Environ.
Biotechnol.2006， Leipzig(Ger.)， 2006/07， Abstracts， 222

0507CD531

塩入千春 (*1)，井上廣輝 (*2)，蛯江美孝，徐開欽，稲森悠平 (*1 筑波大，*2 日本建築セ )：Iron-Electrolysis
法を導入し た適正管理下の窒素 ・ リ ン除去の高度安定化， 第 9 回日本水環境学会シンポジウ ム， 東京，
2006/09， 同講演集， 161-162

0610AA203

大坂利文 (*1)， 常田聡 (*1)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： メ タ ン資化細菌を導入し た窒素除去
の機能強化と高度効率化システム導入方策， 第 9 回日本水環境学会シンポジウ ム， 東京， 2006/09， 同講
演集， 165-166

0610AA203

Osaka T.(*1)，Tsuneda S.(*1)，Ebie Y.，Inamori Y.(*1Waseda UNiv.)：Use of stable-isotope probing approach
to identify active bacteria in methane-dependent denitrifying consortia， 11the Int.Symp.Microb.Ecol.(ISME-
11)， Vienna， 2006/08， Abstracts， 112

0507CD531

Yamamoto T.(*1)， Gui P.， Inamori R.(*1)， Ebie Y.， Inamori Y.， Matsumura M.(*1)(*1Univ.Tsukuba) ：
Comparative analysis of constructed wetland systems with different plants species focused on performance of
wastewater treatment and characteristics of greenhouse effect gases emission， 10th Int.Conf.Wetland
Syst.Water Pollut.Control， Lisbon， 2006/09， Proceedings， 889-899

0610AA204

Ebie Y.， Inamori Y. ： Functional analysis based on molecular microbiological methods in Johkasou technology
for decentralized wastewater treatment system， 4th Int.Symp.Sustainable Sanit.， Bandung， 2006/09，
Proceedings， 143-157

0610AA204

蛯江美孝， 徐開欽， 稲森悠平， 山崎宏史 (*1)， 塩入千春 (*2)， 杉浦則夫 (*2)(*1 東北大， *2 筑波大 ) ： 生
物 ・ 物理化学的プロセスにおける窒素 ・ リ ン同時除去の効率化のための機能解析， 日本水処理生物学会
第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 20

0610AA203

中川剛 (*1)， 松村正利 (*1)， 井坂和一 (*2)， 常田聡 (*3)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2 日立プラ
ン ト テ ク ノ ロ ジー， *3 早稲田大 ) ： 高濃度アンモニア含有排水処理プロセスにおける低水温下での処理
特性と硝化細菌の挙動， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 24

0610AB519

近藤貴志 (*1)， 鈴木康之 (*1)， 常田聡 (*1)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： 汚泥減容 ・ リ ン回収型
栄養塩類除去プロセスに生息する微生物叢解析， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日
本水処理生物学会誌， 36

0610AA203
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山崎宏史 (*1)， 西村修 (*1)， 鈴木理恵 (*2)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 東北大， *2 筑波大 ) ： 生ごみ導入
排水処理システムにおける生ごみの生物資化特性解析， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/
11， 日本水処理生物学会誌， 40

0610AA203

大坂利文 (*1)， 常田聡 (*1)， 蛯江美孝， 稲森悠平 ： Stable-Isotope Probing 法によ る メ タ ン脱窒反応場の
細菌群集構造解析， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 43

0610AA203

山本智子 (*1)， 桂萍， 稲森隆平 (*1)， 蛯江美孝， 徐開欽， 稲森悠平， 松村正利 (*1)(*1 筑波大 ) ： 水質浄
化および温室効果ガス発生特性等の抽水植物種間における比較解析， 日本水処理生物学会 第43回大会，
仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 75

0610AA204

桑原享史 (*1)， 田中伸幸 (*2)， 杉本直也 (*3)， 蛯江美孝， 徐開欽， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2JST， *3 工
学院大 ) ： 傾斜土槽法によ る生活雑排水処理に及ぼす原水流入パターンの効果， 日本水処理生物学会 第
43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 79

0610AA204

山崎宏史 (*1)， 西村修 (*1)， 鈴木理恵 (*2)， 戸上公博 (*3)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 東北大， *2 筑波大，
*3 工学院大 ) ： デ ィ スポーザ導入型排水処理システムにおける生ごみ成分が機能に及ぼす影響解析， 第
41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 80

0610AB519

蛯江美孝， 徐開欽， 稲森悠平， 井上廣輝 (*1)， 宇津木勝 (*2)， 野口洋一 (*2)(*1 日本建築セ， *2 地球人
間環境フ ォーラ ム ) ： On-Site 型 メ リ ーゴーラ ン ド方式 リ ン吸着 ・ 脱離 ・ 再生 ・ 回収プロセスの開発 と
評価， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 154

0610AA203

中川剛 (*1)， 松村正利 (*1)， 井坂和一 (*2)， 常田聡 (*3)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 筑波大院， *2 日立プ
ラ ン ト テ ク ノ ロ ジー， *3 早稲田大 ) ： 高分子ゲル包括固定化担体を用いた低温硝化プロセスにおける処
理特性と硝化菌の挙動， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 182

9911AE477

大坂利文 (*1)， 常田聡 (*2)， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 早稲田大院， *2 早稲田大 ) ： メ タ ン脱窒反応場に
おける炭素循環と細菌群集構造， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 194

0507CD531

近藤貴志 (*1)， 鈴木康之 (*1)， 常田聡 (*1)， 蛯江美孝， 徐開欽， 稲森悠平 (*1 早稲田大 ) ： 汚泥減容型高
度処理プロセスに存在する微生物叢解析， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 216

0610AB519

加島誠之 (*1)， 杉浦則夫 (*1)， Chu-Chun-Feng， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 筑波大院 ) ： 二相式水素 ・ メ タ
ン発酵の操作条件の異なる システムにおける比較影響解析， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/
03， 同講演集， 238

0610AA203

山本智子 (*1)， 稲森隆平 (*1)， 松村正利 (*1)， 桂萍， 蛯江美孝， 稲森悠平， 徐開欽 (*1 筑波大 ) ： 水質浄
化および GHG 対策のための植栽・土壌浄化システムにおける抽水植物に着目し た比較解析， 第 41 回日
本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 294

0610AA204

塩入千春 (*1)， 蛯江美孝， 井上廣輝 (*2)， 杉浦則夫 (*1)， 稲森悠平 (*1 筑波大院， *2 日本建築セ ) ： 鉄
電解法によ る生活排水からの リ ン除去特性と回収のための汚泥特性解析， 第 41 回日本水環境学会年会，
大東， 2007/03， 同講演集， 361

0606AE939

田中伸幸 (*1)， 桑原享史 (*2)， 杉本直也 (*3)， 蛯江美孝， 徐開欽， 稲森悠平 (*1JST， *2 筑波大， *3 工
学院大 ) ： 生活雑排水流入傾斜土槽法の処理機能に及ぼす温度 ・ 生物特性等の影響解析， 第 41 回日本水
環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 547

0307KB008

桑原享史 (*1)， 田中伸幸 (*2)， 杉本直也 (*3)， 蛯江美孝， 徐開欽， 稲森悠平 (*1 筑波大， *2JST， *3 工
学院大 ) ： 傾斜土槽法によ る生活雑排水処理におけ る最適条件の検討， 第 41 回日本水環境学会年会， 大
東， 2007/03， 同講演集， 548

0307KB008

對馬洋子 (*1)， 江守正多， 小倉知夫， 木本昌秀 (*2)(*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ， *2 東大気候システ
ム研セ )：GCM の雲水量の 1 ｰ CO2 時および 2 ｰ CO2 時における分布のモデル間相互比較， 日本気象学
会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005/11， 同講演予稿集， 123

0306CE525
0406BA488

長谷川聡 (*1)，江守正多 (*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ) ： 大気－海洋結合／非結合 GCM 実験における
熱帯低気圧と降水， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005/11， 同講演予稿集， 108

0306CE525
0406BA488

江守正多， Brown S.(*1)(*1Hadley Cent.) ： 温暖化によ る平均降水量および極端に強い降水量の力学的 ・
熱力学的変化， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005/11， 同講演予稿集， 103

0306CE525
0406BA488

鈴木恒明 (*1)， 二宮洸三 (*1)， 江守正多， 長谷川聡 (*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ) ： 夏季アジア域の
降水シ ミ ュ レーシ ョ ンにおける対流抑制の効果， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005/11， 同
講演予稿集， 101

0306CE525
0406BA488
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横畠徳太， 江守正多， 野沢徹， 小倉知夫， 岡田直資， 對馬洋子 (*1)， 鈴木立朗 (*1)， 河宮未知夫 (*1)，
阿部彩子 (*2)， 蓮見博康 (*2)， 住明正 (*2)， 木本昌秀 (*2)(*1FRCGC， *2CCSR Tokyo Univ.) ： CO2 漸増
地球温暖化実験 : 様々なモデルにおける気候フ ィ ード バッ ク， 日本気象学会 2006 年度秋季大会， 名古
屋， 2006/10， 同講演予稿集， 138

0306CE525
0406BA488

日名啓太 (*1)， 神沢博 (*1)， 江守正多 (*1 名古屋大 ) ： 地球温暖化に伴 う 無降水日数の変化， 日本気象学
会 2006 年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 145

0306CE525
0406BA488

塩竈秀夫， 江守正多， 野沢徹 ： 2030 年までの確率的気候変化予測に向けて， 日本気象学会 2006 年度秋
季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 143

0306CE525
0406BA488

長谷川聡， 江守正多， 三浦祐亮 (*1)， 冨田浩文 (*1)， 佐藤正樹 (*1)(*2)(*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ，
*2 東大気候システム研セ ) ： 全球雲解像モデル水惑星実験におけ る温暖化によ る降水の力学 ・ 熱学的変
化， 日本気象学会 2006 年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 139

0306CE525
0406BA488

大楽浩司 (*1)， 黄文峰 (*2)， 江守正多， 山崎昇 (*3)， 松浦知徳 (*1)(*1 防災科研， *2 農工研， *3 みずほ
情報総研 )：洪水・渇水 リ ス ク評価のための領域大気・陸面・河川結合モデルの開発， 日本気象学会 2006
年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 425

0306CE525
0406BA488

安富奈津子 (*1)，木本昌秀 (*1)，江守正多 (*1 東大気候システム研セ )：CCSR/NIES/FRCGC T106 CGCM
から得られた地球温暖化時の夏季アジアモン スーン域の主要変動モード， 日本気象学会 2006 年度秋季
大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 117

0306CE525
0406BA488

Yokohata T.，Emori S.，Nozawa T.，Ogura T.，Okada N.，Suzuki T.(*1)，Tsushima Y.(*1)，Kawamiya M.(*1)，
Abe-Ouchi A.(*1)(*2)，Hasumi H.(*2)，Sumi A.(*2)，Kimoto M，(*2)(*1FRCGC，*2CCSR Univ.Tokyo)：Climate
feedback processes in equilibrium and transient climate responses to CO2 increase by general circulation
models， 9th Int.Workshop Next Generation Clim.Models Adv.High Performance Comput.Facil.， Honolulu，
2007/02， Abstracts

0406BA488
0610AA103
0306CE525

Yokohata T.，Emori S.，Nozawa T.，Ogura N.，Okada N.，Suzuki T.(*1)，Tsushima Y.(*1)，Kawamiya M.(*1)，
Abe-Ouchi A.(*1)(*2)，Hasumi H.(*2)，Sumi A.(*2)，Kimoto M.(*2)(*1FRCGC，*2CCSR Univ.Tokyo)：Transient
climate response and reproducibility of present climate states by atmosphere-ocean coupled general circulation
models， 3rd WGNE Workshop Syst.Errors Clim.NWP Models， San Francisco， 2007/02， な し

0406BA488
0610AA103
0306CE525

Yokohata T.，Emori S.，Nozawa T.，Ogura T.，Okada N.，Suzuki T.(*1)，Tsushima Y.(*1)，Kawamiya M.(*1)，
Abe-Ouchi A.(*1)(*2)， Hasumi H.(*2)， Sumi A.(*2)， Kimoto M.(*2)(*1FRCGC， *2CCSR Univ.Tokyo) ： Role
of climate feedback processes and ocean heat uptake in transient climate response to CO2 increase on the
atmosphre-ocean general circulation model， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2007/12， Abstracts

0406BA488
0610AA103
0306CE525

横畠徳太， 江守正多， 野沢徹， 小倉知夫， 對馬洋子 (*1)， 阿部彩子 (*2)， 羽角博康 (*2)， 住明正 (*2)，
木本昌秀 (*2)(*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ， *2 東大気候システム研セ ) ： CO2 増加に対する気候応答
: 海洋熱吸収 と海氷アルベド フ ィ ード バッ ク， 日本気象学会 2006 年度春季大会， つ く ば， 2007/05， 同講
演予稿集

0406BA488
0610AA103
0306CE525

横畠徳太， 江守正多， 野沢徹， 小倉知夫， 阿部彩子 (*1)， 住明正 (*1)， 木本昌秀 (*1)(*1 東大気候シス
テム研セ )：二酸化炭素増加に対する気候応答 : 海洋 と海氷の役割， 日本地球惑星科学連合 2006 年大会，
千葉， 2007/05， 同予稿集 (CD-ROM)

0406BA488
0610AA103
0306CE525

八戸昭一 (*1)， 小野雄策 (*1)， 坂内修， 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三， 小野芳朗 (*2)(*1 埼玉県環境
科国際セ， *2 岡山大 ) ： 埼玉県最終処分場地質地盤情報データベースの構築 と リ ス ク評価に関する検
討， 第 41 回地盤工学研究発表会， 鹿児島， 2006/07， 同講演論文集， 39

0406BY762

池尻健 (*1)， 呉佳曄 (*1)， 遠藤和人 (*1 セン ト ラル技研 ) ： 落球探査を用いた最終処分場のおける埋立
管理手法に関する一提案， 第 41 回地盤工学研究発表会， 鹿児島， 2006/07， 同講演論文集， 2433-2434

0406BY756

内田佳子 (*1)， 小峯秀雄 (*1)， 安原一哉 (*1)， 村上哲 (*1)， 遠藤和人 (*1 茨城大 ) ： メ タ ン酸化菌の育成
を考慮し た廃棄物処分場覆土材選定のための保水性試験， 第 41 回地盤工学研究発表会， 鹿児島， 2006/
07， 同講演論文集， 2445-2446

0406BY756

遠藤和人， 小峯秀雄 (*1)， 石垣智基 (*2)， 呉佳曄 (*3)(*1 茨城大， *2 龍谷大， *3 セン ト ラル技研 ) ： 多
機能型最終覆土の最終処分場への適用に関する提案， 第 41 回地盤工学研究発表会， 鹿児島， 2006/07，
同講演論文集， 2461-2462

0406BY756

Endo K.，Yamada M.，Inoue Y.，Kambara T.(*1)，Tsukahara J.(*1Chuo Kaihatsu) ：Technical aspects of inner
water quality control for abandonment of offshore disposal site in Japan， 3rd Int.Symp.Contam.Sediments(3rd
ISCS)， Shizuoka， 2006/05， Proceedings， 63

0505MA928
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Endo K.， Yamada M.， Inoue Y.， Ono Yu.(*1)， Watanabe Y.(*1)， Ono Yo.(*2)(*1Cent.Environ.Sci.Saitama，
*2Univ.Okayama) ： Design of large scale in-situ lysimeter for demonstrations of new ladfill technology， 4th
ICLRS， Gallivare(Sweden)， 2006/06， Proceedings

0406BY762

Isobe Y.(*1)， Kurata Y.(*1)， Ono Yu.(*1)， Endo K.， Ono Yo.(*2)(*1Cent.Environ.Sci.Saitama，
*2Univ.Okayama)：Evaluation of the movement of retained water in landfill using resistivity surveying method，
4th ICLRS， Gallivare(Sweden)， 2006/06， Proceedings

0406BY762

坂内修， 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三， 八戸昭一 (*1)， 小野雄策 (*1)(*1 埼玉県環境科学国際セ ) ： 地
理情報システムを用いた最終処分場の立地特性解析と類型化， 第 12 回地下水 ・ 土壌汚染 と その防止対
策に関する研究集会 ( ポス ター発表 )， 京都， 2006/06， 同予稿集， 291-292

0406BY762

坂内修， 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三， 八戸昭一， 小野雄策， 小野芳朗 ： 周辺環境の土地利用から見
た最終処分場の立地特性と類型化， 第 28 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 川口， 2007/02， 同講演論
文集， 245-247

0406BY762

坂内修， 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三， 八戸昭一 (*1)， 小野雄策 (*1)(*1 埼玉県環境科学国際セ ) ： 最
終処分場の立地環境特性と技術システム特性を用いた安全性の評価手法の構築， 第 17 回廃棄物学会研
究発表会， 北九州， 2006/10， 同講演論文集， 321-323

0406BY762

朝倉宏， 遠藤和人， 山田正人， 井上雄三， 今井敏夫 (*1)， 小野雄策 (*2)， 渡辺洋一 (*2)(*1 太平洋セ メ
ン ト ， *2 埼玉県環境科国際セ ) ： 産業廃棄物埋立層の安定化に与え る覆土の透水係数の影響， 第 17 回
廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表 )， 北九州， 2007/03， 同講演論文集， 1011-1013

0407BC381

Wang Q.-X.， Xiao Q.-A.(*1)， Liu C.， Watanabe M.(*2)(*1Univ.Tsukuba， *2Keio Univ.) ： Impacts of land
use/cover change on water vapor，carbon and nitrogen dynamics in China， 53rd Annu.Meet.Ecol.Soc.Jpn.( 第
53 回日本生態学会大会 )， Niigata， 2006/03， Program

0105AA269
9605AE211

Osako M.， Sakita S.(*1)， Jung C.-H.， Miyawaki K.(*2)， Edo K.， Tojo Y.(*3)， Yamaguchi
N.(*4)(*1Pref.Univ.Hiroshima， *2Meisei Univ.， *3Hokkaido Univ.， *4EX) ： A methodology to determine an
environmental safety level for secondary products based on sustainability concept-case study on MSW
incineration ash， WASCON 2006， Belgrade， 2006/05， Proceedings， 597-604

0507BE509

Jung C.-H.， Osako M.， Lee D.-H.(*1)(*1Univ.Seoul) ： Environmental safety management system for recycled
materials in Korea， WASCON 2006， Belgrade， 2006/05， Proceedings， 657-664

0507BE509

Choi K.-I.(*1)， Kim H.-J.(*2)， Osako M.， Lee D.-H.(*1)(*1Univ.Seoul， *2Mokpo Ntal.Martitome Univ.) ：
The co-solvent effects for PCDDs/DFs from incinerated ash in Korean landfills， 4th ICLRS， Gallivare(Sweden)，
2006/06， Proceedings， 118-119

0407BC381

Sakita S.(*1)， Osako M.， Yamada M.(*1Pref.Univ.Hirosima) ： Characteristics of leachate in landfill mainly
disposaed of with MSWI residues-trend of leachate from Japanese landfills， 4th ICLRS， Gallivare(Sweden)，
2006/06， Proceedings， 171-172

0407BC381

Choi K.-I.(*1)， Osako M.， Kim H.-J.(*2)(*1Univ.Seoul， *2Mokpo Natl.Maritime Univ.) ： The leaching
characteristics of brominated compounds from TV housing plastics， 4th ICLRS， Gallivare(Sweden)， 2006/06，
Proceedings， 148-149

0407BC381

Miyawaki K.(*1)， Ochiai M.(*1)， Osako M.， Kida A.(*1Meisei Univ.) ： Cr(VI) leaching characteristics from
the recycled material on dry-wet repetition test， WASCON 2006， Belgrade， 2006/05， Proceedings， 657-664

0507BE509

阿部直也，大迫政浩：地方自治体によ る一般廃棄物行政業績の自治体間比較の意義 と課題～ベンチマー
キング手法に着目し て～， 第 28 回全国都市清掃研究・事例発表会， 川口， 2007/02， 同講演論文集， 25-27

0610AA201
0608BE581

秋山貴 (*1)， 伊藝直哉 (*1)， 大迫政浩， 阿部直也 (*1 イ ンテージ ) ： ベンチマーク手法によ る廃棄物行
政比較の際の自治体類型化に関する研究， 第 28 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 川口， 2007/02， 同
講演論文集， 28-30

0610AA201
0608BE581

阿部直也，大迫政浩：自治体レベルの廃棄物行政改善のためのベンチマーキング手法導入の意義 と課題
に関する検討～ NPM ツール と情報の非対称性に着目し て～， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州，
2006/11， 同講演論文集， 201-203

0610AA201
0608BE581

大迫政浩， 川端篤志， 崎田省吾 (*1)(*1 県立広島大 ) ： 有機物を混合し た燃焼残渣の促進土壌化 : ボイ
ラー蒸気を利用し た水熱処理の応用， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集，
574-576

0610AA203

宮脇健太郎 (*1)， 大迫政浩， 貴田晶子 (*1 明星大 ) ： 再生製品の乾湿繰 り 返し試験における六価ク ロ ム
溶出特性， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 1104-1106

0507BE509

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  299  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
東條安匡 (*1)， 松藤敏彦 (*1)， 大迫政浩， 肴倉宏史 (*1 北大院 ) ： 建設資材 と し て利用される再生製品
の溶出挙動予測モデルの作成， 第 17 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表 )， 北九州， 2006/11， 同講
演論文集， 1125-1127

0507BE509

Jung C.-H.，Osako M.：Recovery of rare metals in fly ash generated from ash melting and gasification/melting
of municipal solid waste， 第 17 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表 )， 北九州， 2006/11， 同講演論文
集， 13-15

0610AA201

Choi K.I.， Osako M.， Lee D.H. ： The comparison of waste characteristics in small and large Korean MSW
incinerators， 4th i-CIPEC， Kyoto， 2006/09， Program

0610AA204

Osako M.， Kuramochi H.， Fujii M.， Inaba R.， Choi K.I.， Lee S.H.， Inoue Y. ： Energy conversion systems
from waste biomass in Japan， Venice 2006 -Biomass Waste Energy Symp.-， Venice， 2006/11， Program

0610AA201
0610AA203

Lee S.H.，Choi K.I.，Osako M.，Dong J.I.(*1)(*1Univ.Seoul)：Valuation of environmental burdens by the change
of food waste management system in Seoul， Korea， Venice 2006 -Biomass Waste Energy Symp.-.， Venice，
2006/11， Preceedings(Web)

0610AA204
0406BB384

大塚柳太郎 ： 環境研究における ローカル と グ ローバルの視点， 大阪市立環境科学研究所創立 100 周年 /
大阪生活衛生協会創立 50 周年記念講演会， 大阪， 2006/10， 同講演集

Z00009998

太田幸雄 (*1)， 村尾直人 (*1)， 長谷川就一， 山形定 (*1)(*1 北大 ) ： 日本地域における大気混濁係数の推
移， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 1H1436

0406CD419

内山明博 (*1)， 岡田菊夫 (*1)， 山崎明宏 (*1)， 古林絵里子 (*1)， 工藤玲 (*1)， 財前祐二 (*1)， 直江寛明
(*1)， 長谷川就一， Heintzenberg J.(*2)(*1 気象研， *2Leibniz Inst.Tropospheric Res.) ： エア ロ ゾルの光吸
収特性について， 日本気象学会 2006 年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 213

0406CD419

大原利眞， 望月江里佳 (*1)(*1 明電ソ フ ト ウ ェ ア ) ： ネス ト CMAQ によ る関東地域における PM2.5 の年
間シ ミ ュ レーシ ョ ン， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 1B1700-2

0608AG441
0407KB498
0610AA401

大原利眞， 秋元肇 (*1)， 黒川純一 (*2)， 山地一代 (*1)， 堀井伸浩 (*3)， 早坂忠裕 (*4)(*1FRCGC， *2 富
士通 FIP， *3IDE/JETRO， *4RIHN) ： 中国における人為起源排出量の ト レ ン ド解析と将来予測， 第 47 回
大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AA401

大原利眞， 谷本浩志 ： 東アジア地域における大気環境問題の特徴 と研究の必要性 ・ 緊急性， 第 47 回大
気環境学会年会 ( 特別集会 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 2B0900-1

0610AA401

大原利眞， 新田裕史， 田村憲治， 神田勲， 長谷川就一， 上原清， 片山学， 坂本和彦 (*1)， 中井里史 (*2)，
横田久司 (*3)(*1 埼玉大， *2 横浜国大， *3 東京都環境科研 ) ： 学童コ ホー ト 調査の屋外濃度推計モデル
と環境測定， 第 47 回大気環境学会年会 ( 特別集会 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0506BY541

原宏 (*1)， 大原利眞， 鵜野伊津志 (*2)， 平木隆年 (*3)， 馬昌珍 (*4)， 笠原三紀夫 (*5)(*1 東京農工大， *2
九大応用力研， *3 兵庫県健康環境科研セ， *4 福岡女子大， *5 中部大 ) ： イオン沈着量の計算値 と観測
値の比較に対する精度保証的評価， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AA401

森淳子 (*1)， 山川和彦 (*2)， 田村義男 (*2)， 若松伸司 (*3)， 大原利眞， 国環研 C 型共同研究グループ (*1
長崎県衛公害研， *2 京都府保健環境研， *3 愛媛大 ) ： 日本における光化学オキシダン ト 等の挙動解明
に関する研究 (1) －昼夜時間帯別解析によ るオキシダン ト 濃度の全国的状況－， 第 47 回大気環境学会年
会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406AH380

大野隆史 (*1)， 山川和彦 (*2)， 田村義男 (*2)， 若松伸司 (*3)， 大原利眞， 国環研 C 型共同研究グループ
(*1 名古屋市環境科研， *2 京都府保健環境研， *3 愛媛大 ) ： 日本における光化学オキシダン ト 等の挙動
解明に関する研究 (2) －光化学オキシダン ト と NOx ・ SPM と の関連 ( その 2) －， 第 47 回大気環境学会
年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406AH380

山神真紀子 (*1)， 山川和彦 (*2)， 田村義男 (*2)， 若松伸司 (*3)， 大原利眞， 国環研 C 型共同研究グルー
プ (*1 名古屋市環境科研， *2 京都府保健環境研， *3 愛媛大 ) ： 日本における光化学オキシダン ト 等の挙
動解明に関する研究 (3) －光化学オキシダン ト 高濃度時における PM2.5 と その成分－， 第 47 回大気環
境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406AH380

板野泰之 (*1)， 山川和彦 (*2)， 田村義男 (*2)， 若松伸司 (*3)， 大原利眞， 国環研 C 型共同研究グループ
(*1 大阪市環境科研， *2 京都府保健環境研， *3 愛媛大 ) ： 日本における光化学オキシダン ト 等の挙動解
明に関する研究 (4) －オゾンの週末効果の検証－， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要
旨集 (CD-ROM)

0406AH380
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飯村文成 (*1)， 飯田信行 (*2)， 山川和彦 (*3)， 田村義男 (*3)， 若松伸司 (*4)， 大原利眞， 国環研 C 型共
同研究グループ (*1 東京都環境科研， *2 神奈川県環境科セ， *3 京都府保健環境研， *4 愛媛大 ) ： 日本
における光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究 (5) －光化学オキシダン ト 高濃度域 と ヒ ー ト ア
イ ラ ン ド の関係－， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406AH380

鵜野伊津志 (*1)， 弓本桂也 (*1)， 大原利眞， 山地一代 (*2)， 杉本伸夫， 黒川純一 (*3)(*1 九大応用力研，
*2FRCGC， *3 富士通 FIP) ： アジア域の物質輸送モデ リ ング－最近の展開－， 第 47 回大気環境学会年会
( 特別集会 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406AH380

Uno I.(*1)，He Y.(*1)，Ohara T.，Yamaji K.(*2)，Kurokawa J-i.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.，*2FRCGC，
*3Fujitsu FIP) ： Long-term model-simulated tropospheric NO2 in Asia and comparison with GOME-satellite
data -Combination of bottom-up and top-down analysis-， 第 47 回大気環境学会年会 ( 特別集会 )， 東京，
2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AA401

鵜野伊津志 (*1)， 大原利眞， 山地一代 (*2)， 黒川純一 (*1 九大応用力研， *2FRCGC) ： アジア域の対流
圏NO2の年々変動・季節変動のモデルシ ミ ュ レーシ ョ ン と解析， 第47回大気環境学会年会， 東京， 2006/
09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AA401

谷本直隆， 大原利眞， 鵜野伊津志 (*1)， 植松光夫 (*2)， 菅田誠治 (*1 九大応用力研， *2 東大海洋研 ) ：
東アジアスケール大気質モデルによ る EC 発生源寄与の解析， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/
09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AA401

Ohara T.， Kurokawa J-i.， Yamaji K.(*1)， Akimoto H.(*1)， Uno I.(*2)， Horii N.(*3)(*1FRCGC，
*2Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.， *3IDE/JETRO) ： Future projection of surface ozone in East Asia with
CMAQ and REAS inventory， 5th Annu.CMAS Models-3 User's Conf.， Chapel Hill(USA)， 2006/10，
Preceedings

0610AA401

Akimoto H.(*1)， Ohara T.(*1FRCGC) ： REAS(Regional Emission Inventory in Asia):1980-2020， GEIA Open
Conf.， Paris， 2006/11， Abstracts

0610AA401

山地一代 (*1)， 大原利眞， 鵜野伊津志 (*2)， 劉宇 (*1)， 金谷有剛 (*1)， ポチャナー ト ・ パク ポン (*1)， 駒
崎雄一 (*1)， 秋元肇 (*1)， 王自発 (*3)(*1FRCGC， *2 九大応用力研， *3 大気物理研 ( 中国 )): 泰山集中観
測サイエン スチーム : 中国泰山集中観測 ： CMAQ によ るガス ・ エア ロ ゾル成分の再現性の検証， 第 17
回大気化学シンポジウ ム ( ポス ター発表 )， 豊川， 2007/01， プロ グ ラ ム

0610AA401

松井仁志 (*1)， 小池真 (*1)， 近藤豊 (*2)， 竹川暢之 (*2)， 宮川拓真 (*2)， 河村公隆 (*3)， 大原利眞， 菅
田誠治 (*1 東大院， *2 東大先端研， *3 北大低温科研 ) ： 3 次元モデルによ る都市大気中の 2 次有機エア
ロ ゾルの再現性と生成 ・ 変動について， 第 12 回大気化学討論会， 山形， 2006/06， プロ グ ラ ム

0610AA401

山地一代 (*1)， 大原利眞， 鵜野伊津志 (*2)， 堀井伸浩 (*3)， 黒川純一， 秋元肇 (*1)(*1FRCGC， *2 九大
応用力研， *3IDE/JETRO) ： 東アジアにおける対流圏オゾン濃度の将来予測， 日本気象学会 2006 年度春
季大会 ( ポス ター発表 )， つ く ば， 2006/05， 同講演予稿集， 433

0610AA401

Yamaji K.(*1)，Ohara T.，Uno I.(*2)，Kurokawa J.，Akimoto H.(*1)(*1FRCGC，*2Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu
Univ.) ： Spatial-temporal variations of tropospheric ozone over East Asia， Jt.IGAC/CACGP/WMO Symp.，
Cape Town， 2006/09， Program

0610AA401

片山学， 大原利眞， 鵜野伊津志 (*1)， 山地一代 (*2)， 黒川純一 (*3)(*1 九大応用力研， *2 地球環境フ ロ
ンテ ィ ア研セ， *3 富士通 FIP) ： 東アジアにおける酸性沈着の長期シ ミ ュ レーシ ョ ン， 第 47 回大気環境
学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AA401

岩男弘毅， 土田聡 (*1)， 西田顕郎 (*2)， 川戸渉 (*2)， 小熊宏之， 岩崎晃 (*3)(*1 産総研， *2 筑波大， *3
東大 ) ： 衛星によ る地球観測のための地上検証ネ ッ ト ワーク (PEN) を用いた観測結果， 日本 リ モー ト セ
ンシング学会 第 40 回学術講演 ( ポス ター発表 )， 千葉， 2006/05， 同講演論文集， 177-178

0204BA423

吉田幸生， 小熊宏之， 森野勇， 須藤洋志 (*1)， 横田達也， 井上元 (*2)， 久世暁彦 (*1)(*1JAXA， *2 名古
屋大 ) ： 短波長赤外フー リ エ変換分光器 (GOSAT-BBM) によ る二酸化炭素スペク ト ルの高所観測実験，
日本気象学会 2006 年度春季大会 ( ポス ター発表 )， つ く ば， 2006/05， 同講演予稿集， 375

0610AA102
0406BA414

吉田幸生， 小熊宏之， 森野勇， 須藤洋志 (*1)， 横田達也， 井上元 (*2)， 久世暁彦 (*1)(*1JAXA， *2 名古
屋大， ) ： 筑波山における短波長赤外フー リ エ変換分光計 (GOSAT-BBM) を用いた温室効果ガスの吸収
スペク ト ル観測， 第 6 回分子分光研究会， 福岡， 2006/06， 同要旨集， 52-53

0610AA102
0406BA414
0308AE539

Yoshida Y.， Oguma H.， Morino I.， Suto H.(*1)， Yokota T.， Inoue G.(*2)， Kuze A.(*1)(*1JAXA， *2Nagoya
Univ.)：Measurement of CO2 absorption spectra at an altitude of 800 meters by using the FTS(GOSAT-BBM)
in SWIR region， 2nd Asian-Pac.Radiat.Symp.(APRS 2006)， Kanazawa， 2006/08， Program

0406BA414
0610AA102
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福井祐子， 赤松幸生 (*1)， 浦口あや， 関根秀真 (*2)， 荒木強 (*3)， 中路達郎 (*1 国際航業， *2 三菱総研，
*3ERSDAC) ： ハイパースペク ト ルデータによ るユーカ リ の生化学物質推定， 日本写真測量学会 平成 18
年度年次学術講演会， 横浜， 2006/07， 同講演会発表論文集， 37-38

0610AC593

武田知巳， 小熊宏之， 藤沼康実， 米康充 (*1)(*1 パス コ ) ： 航空機レーザスキ ャナを用いた森林の三次元
構造の測定， 日本写真測量学会 平成18年度年次学術講演会， 横浜， 2006/07， 同講演会発表論文集， 127-
128

0406BA414

武田知巳， 小熊宏之， 藤沼康実 ： レーザスキ ャナを使った森林計測手法の開発， 農業環境工学関連学会
2006 年合同大会， 札幌， 2006/09， 同予稿集 (CD-ROM)

0610AC593

西田顕郎 (*1)， 土田聡 (*2)， 本岡毅 (*1)， 岩男弘毅， 小熊宏之， 小杉緑子 (*3)， 関川清広 (*4)(*1 筑波
大， *2 産総研， *3 京都大， *4 玉川大 ) ： PEN によ る衛星データ検証， 「システムアプローチで見えてき
た東アジア陸域生態系の炭素動態」 ， 環境省地球環境総合研究推進費戦略プロ ジェ ク ト ワーク シ ョ ッ プ
( ポス ター発表 )， 東京， 2006/10， 同予稿集， 59

0206BA423

Nakaji T.， Ide R.， Takagi K.(*1)， Kosugi Y.(*2)， Okubo S.(*2)， Nishida K.(*3)， Saigusa N.(*4)， Oguma
H.(*1Hokkaido Univ.， *2Kyoto Univ.， *3Tsukuba Univ.， *4AIST) ： Utility of spectral vegetation index for
estimation of light use efficiency in artificial forests of Japanese larch and Hinoki cypress in Japan， AsiaFlux
Workshop 2006(Poster Session)， Chiang Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 111

0610AC593

小熊宏之， 吉田幸生， 森野勇， 須藤洋志 .(*1)， 久世暁彦 .(*1)， 横田達也 (*1JAXA) ： 短波長赤外フー リ
エ変換分光計 (GOSAT-BBM) を用いた CO2 吸収スペク ト ルの高所観測実験， 日本 リ モー ト センシング
学会 第 41 回学術講演会， 那覇， 2006/11， 同講演論文集， 97-100

0406BA414

中路達郎， 小熊宏之， 藤沼康実 ： 植生指標によ る カ ラ マツ針葉の光利用効率の推定－ PRI 応答性の季節
変動－， 第 117 回日本森林学会大会， 東京， 2006/04， 同講演要旨集 (CD-ROM)

C610AC593

Yoshida Y.， Oguma H.， Morino I.， Suto H.(*1)， Yokota T.， Inoue G.(*2)， Kuze A.(*1)(*1JAXA， *2Nagoya
Univ.) ： Estimation of the CO2 concentration from the measurements of solar absorption spectra at an altitude
of 800 meters by using the FTS(GOSAT-BBM) in SWIR Region， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/
12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA414

田中智章， 齊藤龍， 吉田幸生， 小熊宏之， 森野勇， 町田敏暢， 下山宏， 原熙 (*1)， 井上元 (*2)， 横田達
也 (*1JATIS， *2 名古屋大 ) ： GOSAT-BBM を用いた 2006 年秋季筑波山観測， 第 17 回大気化学シンポジ
ウ ム ( ポス ター発表 )， 豊川， 2007/01， 同講演集， 87

0610AA102
0406BA414

Takeda T.， Oguma H.， Fujinuma Y. ： Developemt of outdoor installation type laser scanner for continuous
measurement of tree height and plant area density， AsiaFlux Workshop 2006(Poster Session)， Chiang
Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 98

0406BA414
0607BA583

福士亮太， 米康充 (*1)， 富沢昌章， 釣賀一二三， 高田雅之 (*2)， 長坂晶子 (*3)， 小熊宏之 (*1 パス コ，
*2 北海道環境科研セ， *3 北海道林試 ) ： 航空機 リ モー ト センシングを用いた広葉樹の情報抽出， 農業環
境工学関連学会 2006 年合同大会， 札幌， 2006/09， 同予稿集 (CD-ROM)

0610AC593
0406BA414

小熊宏之， 井手玲子， 藤沼康実 ： 長期分光観測によ る カ ラ マツ林フ ェ ノ ロ ジーの年変動， 農業環境工学
関連学会 2006 年合同大会， 札幌， 2006/09， 同予稿集 (CD-ROM)

0607BA962
0610AC593

福士亮太 (*1)， 米康充 (*1)， 富沢昌章 (*2)， 釣賀一二三 (*2)， 高田雅之 (*2)， 長坂晶子 (*3)， 小熊宏之
(*1 パス コ，*2 北海道環研セ，*3 北海道林試 ) ： 航空機 リ モー ト センシングを用いた展葉期のブナ抽出，
第 117 回日本森林学会大会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/04， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406BA414
0610AC593

米康充 (*1)， 福士亮太 (*1)， 武田知巳， 小熊宏之， 藤沼康実 (*1 パス コ ) ： 高解像度デジタル航空写真
を用いた森林計測， 第 117 回日本森林学会大会， 東京， 2006/04， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406BA414
0610AC593

中路達郎， 井手玲子， 高木健太郎 (*1)， 小熊宏之 (*1 北大 ) ： カ ラマツ壮齢林 ・ 幼齢林における連続分
光観測と GPP の推定， 第 54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 258

0610AC593

小熊宏之 ： 航空写真を用いた半世紀にわた る里山林変動抽出， 第 54 回日本生態学会大会， 松山， 2007/
03， 同講演要旨集， 163

0406BA414
0506AI578

武田知己， 小熊宏之， 米康充 (*1)， 藤沼康実 (*1 パス コ ) ： 航空機 LIDAR によ る森林の三次元構造の測
定－傾斜地への適用方法－， 第 117 回日本森林学会大会， 東京， 2006/04， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406BA414

Takeda T.， Oguma H.， Yone Y.(*1)， Fujinuma Y.(*1PASCO) ： Measurement of plant area density(PAD) of a
forest by laser scanning systems， Silvi Laser 2006(Poster Session)， Matsuyama， 2006/11， Abstracts， 223

0406BA414
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Yone Y.(*1)，Oguma H.，Takahashi H.(*2)，Sasa K.(*2)(*1PASCO，*2Hokkaido Univ.)：Measurement method
of forest biomass using airborne Lidar，photogrammetry and 3D-ranging LiDAR， Silvi Laser 2006， Matsuyama，
2006/11， Abstracts， 143

0406BA414

Ogura T.， Emori S.， Kimoto M.(*1)， K-1 project members(*1Univ.Tokyo) ： Climate sensitivity of a general
circulation model with different cloud modeling assumptions， 1st UJCC Int.Workshop Curr.Probl.Earth
Syst.Modelling， Yokohama， 2005/11， Abstracts(Web)

0406BA488
0306CE525

小倉知夫， 江守正多， 木本昌秀 (*1)(*1 東大気候システム研セ ) ： 雲水／雲氷分布が気候感度に及ぼす影
響 ( 第 2 報 )， 日本気象学会 2004 年度秋季大会， 福岡， 2004/10， 同講演予稿集， 447

0406BA488
0306CE525

Ono M.， Honda Y.(*1)， Moriguchi Y.， Odaj ima H.(*2)， Ohara T.， Shima M.(*3)， Tanaka
T.(*4)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba， *2Fukuoka Natl.Hospital， *3Hyogo Coll.Med.， *4Kitakyushu Cent.Health
Welfare Office) ： Environmental health surveillance system in Japan -Air pollution and children's health-，
Int.Conf.Environ.Epidemiol.Exposure(Poster Session)， Paris， 2006/09， Abstracts， 162

0608AG441
0506BY541

Honda Y.(*1)， Ono M.， Kabuto M.(*1Univ.Tsukuba) ： Do we adapt to a new climate as the globe warms?，
Int.Conf.Environ.Epidemiol.Exposure， Paris， 2006/09， Abstracts， 327

0509BA937

小野雅司， 清水明， 津田憲次 (*1)(*1 地球人間環境フ ォーラ ム ) ： 連続観測結果に基づ く WBGT 温度推
定， 第 45 回日本生気象学会大会， 京都， 2006/10， 日生気誌， S27

0509BA937

Ono M.， Machida T.： UV monitoring in Japan， 3rd Asian Oceanian Conf.Photobiol.， Beijing， 2006/11， Program &
Abstracts， 67

0307AC585

Kainuma M. ： Economic instrument for climate change， ス ウ ェーデン－日本 気候変動に関するセ ミ ナー，
東京， 2006/04， な し

0610AA104
0507BA794

Kainuma M. ： Low carbon scenario toward 2050 for Japan， U.S.-China-South Korea Econ.Environ.Modeling
Workshop， Beijing， 2006/04， な し

0408BA369
0610AA104

Kainuma M. ： Asia-Pacific environmental innovation project(APEIS) -Environmental innovation for sustainable
development-， CSD-14 Partnerships Fair， New York， 2006/05， な し

0607BY530

Kainuma M.：Emissions scenarios: SRES，post-SRES，MA，UNEP/GEO，and LCA， Expert Meet. “Developing
visions for a Low-Carbon Society through sustainable development”， Tokyo， 2006/06， な し

0408BA369
0610AA104

Kainuma M. ： Chapter 9: The future today(Scenario & outlook)， Asia Pac.Reg.Consult.1st draft 4th Global
Environ.Outlook Rep.(GEO-4)， Pattaya， 2006/07， な し

0507BA794
0610AA104

Kainuma M. ： Do IAMs do risk management? Technology deployment portfolios， Workshop Crit.Issues
Clim.Change， Snowmass， 2006/08， な し

0507BA794
0610AA104

Kainuma M. ： MDGs in AIM， Workshop Crit.Issues Clim.Change， Snowmass， 2006/08， な し 0507BA794
0610AA104

甲斐沼美紀子：温暖化防止に向けてのアジア地域の対策について， 第 2 環境制御工学専攻国際シンポジ
ウ ム－変動する環境と その制御技術－， さいたま， 2006/01， な し

0507BA794
0105SP012

甲斐沼美紀子 ： 温暖化防止に向けての日本及びアジア地域の対策について， 第 47 期生産性 ト ッ プ ・ マ
ネジ メ ン ト ・ ク ラブ， 千葉， 2006/02， な し

0507BA794
0105SP012

甲斐沼美紀子：気候変動の影響と対策， 日立製作所システム開発研究所 ( 研修会講師 )， 平塚， 2006/03，
な し

0507BA794
0105SP012

Kainuma M. ： FY2005 research progress of APEIS-IEA， 5th Meet.Res.Coord.Comm.APEIS， Hayama， 2006/
03， な し

0505BY910
0105SP012

Kainuma M.：FY2006 implementation plan of APEIS-IEA， 5th Meet.Res.Coord.Comm.APEIS， Hayama， 2006/
03， な し

0505BY910
0105SP012

Kainuma M. ： Co-benefits analysis -quantifying co-benefits by AIM(Asia-Pacific Integrated Model)-，
Int.Workshop Clim.Actions Co-Benefit Opportunities， Seattle， 2006/08， な し

0610AA104
0507BA794

Kainuma M.：Developing the Asia-Pacific with climate change consideration integrated -perspectives from 2050
project and further-， 16th Asia-Pac.Semin.Clim.Change -Asia-Pac.Approach Clim.Friendly Clim.-resilient
Soc.-， Jakarta， 2006/09， な し

0610AA104
0408BA369

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  303  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
Kainuma M. ： EMF22: Climate policy scenarios for stabilization and in transition introduction and objectives，
EMF22， Tsukuba， 2006/12， な し

0507BA794
0610AA104

Kainuma M. ： Use of strategic databases in integrated models， Workshop Clim.Change Mitigation
Strategies:Adv.Modeling Develop.Econom.， Ahmedabad， 2007/03， な し

0607BY530

Kainuma M. ： FY2007 implementation plan of APEIS-IEA， 6th RCC APEIS， Tokyo， 2007/03， な し 0607BY530

Kainuma M. ： FY2006 research progress of APEIS-IEA， 6th RCC APEIS， Tokyo， 2007/03， な し 0607BY530

Kainuma M.：Asia-Pacific Integrated Model(AIM) for the analysis of climate policy options， JAIST， Nomi， 2007/
03， な し

0507BA794
0610AA104

笠井文絵， 石本美和 (*1)， 恵良田眞由美 (*1)， 河地正伸 (*1 地球人間環境フ ォーラ ム ) ： 絶滅危惧種藻
類の域外保全の現場から， 日本植物学会 第 70 回大会， 熊本， 2006/09， 同講演要旨集， 94

0610BY505

笠井文絵， 川井浩史 (*1)， 井上勲 (*2)， 辻彰洋 (*3)， 嶌田智 (*4)， 横田明 (*5)， 中山剛 (*2)， 平林周一，
河地正伸， 渡辺信 (*2)(*1 神戸大， *2 筑波大， *3 科博， *4 北大， *5 東大 ) ： ナシ ョ ナルバイオ リ ソース
プロ ジェ ク ト における藻類の収集・保存・提供， 日本藻類学会第 31 回大会 ( ポス ター発表 )， 神戸， 2007/
03， 藻類， 99

0206CE476

笠井文絵， 川井浩史 (*1)， 井上勲 (*2)， 嶌田智 (*3)， 辻彰洋 (*4)， 横田明 (*5)， 河地正伸， 平林周一， 中
山剛 (*2)， 渡辺信 (*1 神戸大， *2 筑波大， *3 北大， *4 科博， *5 東大 )： ナショ ナルバイ オリ ソ ース プロ
ジェ ク ト における「 藻類」 の収集・ 保存・ 提供事業， 第 47 回日本植物生理学会年会 ( ポス タ ー発表 )， つ
く ば， 2006/03， 同講演要旨集， 334

0206CE476

笠井文絵， 平林周一， 川井浩史 (*1)， 井上勲 (*2)， 嶌田智 (*3)， 辻彰洋 (*4)， 横田明 (*5)， 中山剛 (*2)，
河地正伸， 渡辺信 (*6)(*1 神戸大， *2 筑波大， *3 北大， *4 科博， *5 東大 ) ： [NBRP] ナシ ョ ナルバイオ
リ ソースプロ ジェ ク ト 「藻類」 －分子生物学的ツール と し ての 「藻類」 の可能性－， 日本分子生物学会
2006 フ ォーラ ム ( ポス ター発表 )， 名古屋， 2006/12， 同予稿集， 415

0206CE476

笠井文絵， 渡辺信 ： ナシ ョ ナルバイオ リ ソースプロ ジェ ク ト における 「藻類資源」 保存の取組み， 第 28
回日本分子生物学会年会， 福岡， 2005/12， 同講演要旨集， 55

0206CE476

笠井文絵， 川井浩史 (*1)， 井上勲 (*2)， 嶌田智 (*3)， 辻彰洋 (*4)， 横田明 (*5)， 河地正伸， 中山剛 (*2)，
渡辺信 (*1 神戸大， *2 筑波大， *3 北大， *4 科博， *5 東大 ) ： 日本における藻類の保存－ナシ ョ ナルバ
イオ リ ソースプロ ジェ ク ト における取組み， 日本藻類学会第 30 回大会， 鹿児島， 2006/03， 藻類， 62

0206CE476

平林周一， 笠井文絵， 渡辺信 ： マイ コ スポ リ ン様ア ミ ノ酸を生産する Microcystis aeruginosa の地理的分
布， 日本藻類学会第 30 回大会 ( ポス ター発表 )， 鹿児島， 2006/03， 藻類， 73

0206CE476

亀山哲， 福島路生， 韓美徳 (*1)， 雨宮護 (*1)， 金子正美 (*2)(*1 筑波大， *2 北海道酪農学園大 ) ： 国内淡
水魚を対象 と し た生息地ポテンシ ャルの推定 と その時空間的変化， 第 53 回日本生態学会大会， 新潟，
2006/03， 同講演要旨集， 216

0305CD537
0508AH778
0105AA270

Nakamura F.(*1)， Ono T.(*1)， Kameyama S.， Nakatani Y.(*1)， Kaneko M.(*2)(*1Grad.Sch.Agric.Hokkaido
Univ.， *2Rakuno Gakuen Univ.) ： Landscape analysis of forest expansion in the Kushiro Mire with special
reference to flooding and groundwater level， Int.Conf.Ecol.Restoration East Asia 2006， Osaka， 2006/06，
Program， 83

0608CD930
0610AA403
0508AH778

Yamaguchi J.(*1)，Yamaguchi H.(*1)，Saito T.(*1)，Kameyama S.(*1Namiki High Sch.)：Area study investigating
the histrical changes in Tsukuba， 6th Annu.ESRI Educ.User Conf.， San Diego， 2006/12， 2006EDUC Agenda，
30

0608CD930
0610AA403
0508AH778

Kameyama S.，Fukushima M.，Han M.(*1)，Amemiya M.(*1)，Kaneko M.(*2)(*1Univ.Tsukuba，*2Rakuno Gakuen
Univ.) ： Estimation and spatio-temporal change of habitat potential for freshwater fish -A nationwide Japanese
study-， 26th Annu.ESRI Int.User Conf.(Poster Session)， San Diego， 2006/08， Proceedings

0608CD930
0610AA403
0508AH778

Kameyama S.，Fukushima M.，Han M.(*1)，Shimazaki H.，Kaneko M.(*2)(*1Univ.Tsukuba，*2Rakuno Gakuen
Univ.) ： Estimation and spatio-temporal change of habitat potential for endangered freshwater fish in Japan，
Sakhalin Salmon Initiative Int.Conf.2006， Yuzhno-Sakhalinsk， 2006/11， Abstracts， 59

0608CD930
0610AA403
0508AH778

Kameyama S.，Fukushima M.，Han M.(*1)，Amemiya M.(*1)，Kaneko M.(*2)(*1Univ.Tsukuba，*2Rakuno Gakuen
Univ.) ： Estimation and spatio-temporal change of habitat potential for freshwater fish -A nationwide Japanese
study-， 第 3 回 GIS コ ミ ュ ニテ ィ フ ォーラ ム 2006， 東京， 2006/11， プロ グ ラ ム

0608CD930
0610AA403
0508AH778

山口潤也 (*1)， 山口裕敏 (*1)， 齋藤達也 (*1)， 亀山哲 (*1 並木高 ) ： つ く ば市における交通システムの変
遷と旅行時間の変化， 第 3 回 GIS コ ミ ュニテ ィ フ ォーラ ム 2006， 東京， 2006/11， プロ グ ラ ム

0608CD930
0610AA403
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Kameyama S.， Fukushima M.， Han M.(*1)， Kaneko M.(*2)(*1Univ.Tsukuba， *2Rakuno Gakuen Univ.) ：
Estimation and spatio-temporal change of habitat potential for freshwater fish -A nationwide Japanese study-，
5th Int.Conf.Ecol.Inf.， Santa Barbara， 2006/12， Abstracts， O-88

0608CD930
0610AA403
0508AH778

亀山哲， 福島路生， 韓美徳 (*1) 島崎彦人， 金子正美 (*2)(*1 筑波大， *2 酪農学園大 )： 日本の絶滅危惧淡
水魚類を対象と し た生息地ポテンシャ ルの時空間的変動， 第 54 回日本生態学会大会 ( ポス タ ー発表 )， 松
山， 2007/03， 同講演要旨集， 221

0608CD930
0610AA403
0508AH778

亀山康子， 田村堅太郎 (*1)， 高村ゆか り (*2)， 蟹江憲史 (*3)， 渡邊理絵 (*1)(*1 地球環境戦略研機関， *2
龍谷大， *3 東京工大 ) ： シナ リ オプラ ンニングアプローチを用いた気候変動問題に関する将来枠組み分
析， 環境経済 ・ 政策学会 2006 年大会， 京都， 2006/07， 同報告要旨集 (Web)

0608BA568

Kawashima T.，Stepinska U.(*1)，Kuwana T.，Olszanska B.(*1)(*1Inst.Genet.Animal Breed.(Poland))：Expression
of melatonin receptors(Mel-1a， b， c) in avian germ line， I Zimowa Konf.TBR， Zakopane(Poland)， 2007/03，
同予稿集， 93

0507AG942
0606AE468

比嘉敦 (*1)， 河地正伸， 洲澤譲 (*2， 熊野茂， 香村真徳 (*3)， 小幡和夫 (*4)， 茅根重夫 (*4)， 須田彰一郎
(*5)， 笠井文絵 (*1 筑波大， *2 河川生物研， *3 沖縄県環境科セ， *4 茨城県自然博， *5 琉球大 ) ： AFLP
法によ る日本産チスジ ノ リ 属の遺伝構造の解析， 日本藻類学会第 30 回大会 ( ポス ター発表 )， 鹿児島，
2006/03， 藻類， 66

0610BY505

井上研一郎， 川本克也， 呉畏 ： 廃木材ガス化工程において発生し た タール中の PAHs の分析， 第 15 回
環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 602-603

0105AB401

Kawamoto K.， Kuramochi H.， Wu W. ： Hydrogen recovery by gasification and reforming technology using an
effective catalyst， 16th World Hydrogen Energy Conf.， Lyon， 2006/06， Abstract， 209

0307BH593

呉畏， 川本克也， 倉持秀敏 ： 触媒を適用し たガス化 - 改質によ る RPF からの水素製造， 第 16 回環境工
学総合シンポジウ ム 日本機械学会， 東京， 2006/07， 同講演論文集， 186-189

0307BH593

Watanabe M.，Nakata C.，Wu W.，Kawamoto K.，Noma Y.：Characterization of semi-volatile organic compounds
in emissions during pyrolysis of plastics at low temperature， 4th Int.Conf.Combust.， Incineration/Pyrolysis
Emiss.Control(i-CIPEC)， Kyoto， 2006/09， Proceedings， 153-156

0608BE946
0610AA202

Wu W.， Kawamoto K.， Kuramochi H. ： Hydrogen rich synthesis gas produced from catalytic gasification of
municipal solid waste， 4th Int.Conf.Combust.， Incineration/Pyrolysis Emiss.Control(i-CIPEC)， Kyoto， 2006/
08， Proceedings， 137-140

0307BH593

佐伯孝， 倉持秀敏， 川本克也 ： 高圧流体を用いた食品廃棄物の高効率資源化に関する研究， 第 17 回廃
棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 672-674

0610AB546

呉畏， 川本克也， 倉持秀敏 ： RDF を用いたガス化－改質によ る水素製造， 第 17 回廃棄物学会研究発表
会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 737-739

0307BH593

川本克也， 中川秀利 (*1)， 古庄香哉 (*1)(*1 日本技術開発 ) ： ガス化溶融炉施設の詳細実態 と評価， 第 17
回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 710-712

0610AA203

Inoue K.， Kawamoto K. ： Estimation of breakthrough time of adsorbents in an incineration facility adsorber，
第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 43-45

0610AB546

Kawamoto K.， Wu W.， Kuramochi H. ： Dioxins formation in a gasification and reforming process with catalyst
for the purpose of hydrogen production， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo，
2006/08， Organohalogen Compd.， 161-164

0307BH593

Kawamoto K.， Miyata H.(*1)， Suyama T.(*1)(*1Sanki Eng.) ： Operation management in MSW incinerator by
measuring summary organic halogens for predicting dioxins， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-
DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen Compd.， 2260-2263

0610AB546

Kida A.，Takahashi F.，Sakai S.：Impact of co-incineration of wastes on trace element concentration of cement，
6th Int.Conf.Environ.Tec.Implications Constr.Alternative Mater.(WASCON 2006)， Belgrade， 2006/06，
Proceedings， 427-438

0610AA202
0610AB447

Kida A.， Takahashi F.， Sakai S. ： Leaching characteristic of trace elements in cement by co-incineration of
wastes， 6th Int.Conf.Environ.Tec.Implications Constr.Alternative Mater.(WASCON 2006)， Belgrade， 2006/
06， Proceedings， 281-291

0406BC339
0610AA202
0610AB447
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Takahashi F.，Kida A.：Continuous monitoring of elemental and reactive gaseous mercury from the combustion
of automobile shredder residue and refuse-derived fuel in a test plant， 8th Int.Conf.Mercury Global Pollut.，
Madison， 2006/08， Abstracts， 86

0507BE995
0610AA202
0610AB447

Takahashi F.， Kida A. ： Continuous monitoring of elemental and reactive gaseous mercury emitted from the
combustion of automobile shredder residue and their emission factors， 4th Int.Conf.Combust.， Incineration/
Pyrolysis Emiss.Control， Kyoto， 2006/09， Proceedings， 347-350

0507BE955
0610AA202
0610AB447

高橋史武， 貴田晶子， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 自動車シュ レ ッ ダーダス ト (ASR) 焼却時の水
銀挙動と環境影響， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 761-763

0507BE955
0610AA202
0610AB447

貴田晶子， 高橋史武， 酒井伸一 ( 京大環境保全セ ) ： 焼却過程でのマテ リ アルバラ ン スから求めた自動
車シ ュ レ ッ ダーダス ト (ASR) の金属元素含有量， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/
06， 同講演要旨集， 708-709

0610AA202
0610AB447

貴田晶子， 宇智田奈津代， 岩佐航一郎 (*1)， 玉木聡史 (*1)(*1 積水化学 ) ： 新規カー ト リ ッ ジ型高感度ボ
ルタ ン メ ト リ ーによ る溶融ス ラ グ溶出液中の鉛の迅速定量， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06，
同講演要旨集， 690-691

0610AB447

貴田晶子， 宇智田奈津代， 岩佐航一郎 (*1)， 玉木聡史 (*1)(*1 積水化学 ) ： 溶融ス ラ グの Pb の日常モニ
タ リ ング と し ての新規カー ト リ ッ ジ式ボルタ ン メ ト リ ーによ る簡易分析法， 第 17 回廃棄物学会研究発
表会 ( ポス ター発表 )， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 1118-1120

0610AB447

Shirahase T.，Kida A.：Case study of metal contents in E-waste -Analysis of 100 prats in a personal computer-，
3rd NIES Workshop E-waste， Tsukuba， 2006/11， Proceedings， 1-8

0610AA202
0610AA204
0610AB447

Kida A.，Takahashi F.，Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.)：Elemental content of automobile shredder residue estimated
from mass balances of its incineration， 4th Int.Conf.Combus.， Incineration/Pyrolysis Emiss.Control， Kyoto，
2006/09， Proceedings， 555-558

0610AA202
0610AB447

Sakai S.(*1)， Kida A.， Sibakawa S.(*2)， Matsumoto A.(*2)， Tejima H.(*2)， Takeda N.(*1)(*1Kyoto Univ.，
*2Takuma) ： Co-benefit of controlling unintentional persistent organic pollutants(UPOPs) in municipal solid
waste incineration， 4th Int.Conf.Combus.， Incineration/Pyrolysis Emiss.Control， Kyoto， 2006/09，
Proceedings， 319-322

0507BE955
0610AA202
0610AB447

鶴川正寛 (*1)， 松村千里 (*1)， 中野武 (*1)， 刀正行 (*1 兵庫県健康環境科研セ ) ： 海洋における有害化
学物質モニタ リ ング， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集

0002BA047

平本幸子 (*1)， 鶴川正寛 (*2)， 松村千里 (*2)， 中野武 (*2)， 刀正行 (*1 ひ ょ う ご環境創造協会， *2 兵
庫県健康環境科研セ )：POPs 分析法上の問題点 と課題， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台，
2006/06， 同講演要旨集

0002BA047

Kunugi M.， Fujimori K.(*1)， Nakano T.(*1)(*1Hyogo Pref.Inst.Public Health Environ.Sci.) ： Development of
observation technology for Global-scale marine poluttion with hazardous chemicals deployed on voluntary
observation ships， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2006(Poster Session)， Oslo，
2006/08， Organohalogen Compd.， 2422-2424

0002BA047

刀正行， 中野武 (*1)， 松村千里 (*1)， 鶴川正寛 (*1)(*1 兵庫県環研セ ) ： 商船を利用し た広域海洋汚染
観測 (6)， 日本分析化学会 第 55 年会， 豊中， 2006/09， 同講演要旨集， 216

0002BA047

刀正行， 津金正典 (*1)， 金子仁 (*1)， 古川洋一 (*2)(*1 東海大， *2 日本海洋科学 ) ： 大型輸送船舶の
船体構造と バラ ス ト タ ン ク内物理化学環境， 公開シンポジウ ム 「大型船舶によ る海洋生物の越境移動 と
生態系攪乱」， 東京， 2007/03， 同講演集， 8-10

0002BA047

久保田泉 ： 2013 年以降の気候変動対処のための国際枠組みにおけ る適応策， 第 10 回環境法政策学会，
日野， 2006/06， 同報告要旨集， 70-74

0406BA411
0608BA568

鶴田順 (*1)， 久保田泉 (*1 海上保安大 ) ： 「汚染者負担原則」 の法過程的分析， 環境経済 ・ 政策学会 2006
年大会， 京都， 2006/07， 同報告要旨集 (Web)

0406BA411

久保田泉：気候変動レジーム と自由貿易レジーム と の相互連関， 環境科学会 2006 年会， 東京， 2006/09，
同講演予稿集， 182-183

0406AE413

Kubota I.：Possible elements of adaptation policy in the post-2012 framework -Focusing on integrating daptation
into sustainable development Strategy， Int.Stud.Assoc.48th Annu.Conv.， Chicago， 2007/02， Program

0608BA568
0507BA507
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Otsuka T.(*1)，Kubota I.(*1Waseda Univ.)：Roles of legal principles governing the climate regime beyond 2012，
Int.Stud.Assoc.48th Annu.Conv.， Chicago， 2007/02， Program

0406BA411

Matsumoto T.(*1)，Neo Y.(*2)，Kume H.，Mimura H.(*2)(*1Stanley，*2Shizuoka Univ.)：Bright electron beam
from graphite nano-needle cold cathodes and their applications to electron beam devices， 22nd
Int.Symp.Discharges Electr.Insul.Vac.(Poster Session)， Matsue， 2006/09， Proceedings， 869

0307BY576

Shiozawa K.(*1)， Neo Y.(*1)， Okada M.(*1)， Kume H.， Matsumoto T.， Ikedo T.(*1)， Takahashi M.(*1)，
Hashiguchi G.(*1)， Mimura H.(*1)(*1Shizuoka Univ.) ： Fabrication of novel graphite field emitters and their
application to an electron beam pumped light sources， 22nd Int.Symp.Discharges Electr.Insul.Vac.(Poster
Session)， Matsue， 2006/09， Proceedings， 849

0307BY576

松本貴裕 (*1)， 中村奨 (*1)， 明神紀勝 (*1)， 久米博， 根尾陽一郎 (*2)， 三村秀典 (*2)(*1 ス タ ンレー電
気， *2 静岡大 ) ： グ ラ フ ァ イ ト ナ ノ構造冷陰極源に関する最近の発展， 第 4 回真空ナ ノ エレ ク ト ロ ニ ク
スシンポジウ ム， 大阪， 2007/03， 同予稿集， 49-61

0307BY576

佐伯孝， 倉持秀敏， 川本克也 ： 高圧流体を用いた食品廃棄物からの生理活性物質の選択的抽出， 化学工
学会 第 71 年会， 東京， 2006/05， 同研究発表講演集

0105AB401

倉持秀敏， 鈴木茂 (*1)， 川本克也， 大迫政浩， 酒井伸一 (*2)(*1 中部大， *2 京大環境保全セ ) ： ヘキサ
ブロモシ ク ロ ドデカンの水への溶解度と オク タ ノール／水分配係数の測定， 第15回環境化学討論会， 仙
台， 2006/06， 同講演要旨集， 170-171

0105AB406

Freitag J.(*1)， 横山由 (*1)， 倉持秀敏， 川本克也， 長浜邦雄 (*2)， 加藤覚 (*1)(*1 首都大， *2 東京航空高
専 ) ： 流通系によ る超臨界二酸化炭素中の固体の飽和溶解度の測定， 分離技術会年会 2006( ポス ター発
表 )， 東京， 2006/06， 技術 ・ 研究発表会講演要旨集， 56

0105AB401

Kuramochi H.， Wu W.， Kawamoto K. ： Study on HCI emission behavior during pyrolysis of demolition wood
with PVC and municipal solid waste for clean hydrogen production， 16th World Hydrogen Energy Conf.(Poster
Session)， France， 2006/06， Proceedings

0307BH593

Kuramochi H.，Maeda K.(*1)，Osako M.，Nakamura K.(*2)，Sakai S-i.(*3)(*1Univ.Hyogo，*2Kyoto City Office，
*3Kyoto Univ.) ： Application of UNIFAC models to crude BDF systems in BDF separation and purification
processes， Renewable Energy 2006， Chiba， 2006/10， Proceedings

0307BH593
0610AA203
0608CP933

倉持秀敏， 中島大介， 後藤純雄， 呉畏， 川本克也 ： 廃木材＋ PVC の熱分解過程におけ る HCI の排出挙
動， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 740-741

0307BH593

倉持秀敏， 大迫政浩， 前田光治 (*1)， 中村一夫 (*2)， 酒井伸一 (*3)(*1 兵庫県大， *2 京都市， *3 京大環
境保全セ ) ： 粗 BDF の分離 ・ 精製プロセスの最適化に向けた相平衡推算モデルの適用 と評価， 第 17 回
廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 666-668

0307BH593
0610AA203
0608CD933

倉持秀敏， 大迫政浩， 前田光治 (*1)， 中村一夫 (*2)， 酒井伸一 (*3)(*1 兵庫県大， *2 京都市， *3 京大環
境保全セ )：BDF 製造プロセスに対する UNIFAC モデルの適用・評価， 化学工学会 第 72 年会 ( ポス ター
発表 )， 京都， 2007/03， 同講演要旨集

0307BH593
0610AA203
0608CD993

黒河佳香，塚原伸治，藤巻秀和 ： VOC 吸入マウ スにおける海馬神経活動の in vivo 光学的イ メ ージング，
第 29 回日本神経科学大会， 京都， 2006/07， プロ グ ラ ム

0305AG493
0505AF802

黒河佳香， 笛田由紀子 (*1)， 藤巻秀和 (*1 産業医大 ) ： 性周期によ って変化するマウ ス歯状回ニューロ
ンの入出力特性， 第 84 回日本生理学会大会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2007/03， J.Physiol.Sci.， S156

0610AA302

新田祥子 (*1)， 服部浩之 (*1)， 越川昌美， 茅野充男 (*1)(*1 秋田県大 ) ： 土壌溶液中のカ ド ミ ウ ム濃度 と
形態に及ぼす塩化物イオンの影響， 日本土壌肥料学会 2006 年度秋田大会， 秋田， 2006/09， 同講演要旨
集， 161

0508AE926

堀智孝 (*1)， 高橋弘樹 (*1)， 越川昌美， 高松武次郎 (*2)(*1 京大， *2 茨城大 ) ： 酸性河川水の化学分析－
蔵王温泉 ・ 酢川 ・ 須川 ・ 最上川－， 日本分析化学会 第 55 年会， 豊中， 2006/09， 同講演要旨集， 221

0508AE926

Ochiai N.， Sasamoto K.， Ieda T.(*1)， Fushimi A.， Hasegawa S.， Kobayashi S.， Tanabe K.(*1Gerstel) ：
Comprehensive two dimensional gas chromatogaraphy coupled with high-resolution time-of-flight mass
spectrometry for characterization of nanoparticles in roadsaide atmosphere， 29th Int.Symp.Capillary
Chromatogr.3rd GC ｰ GC Symp.(Poster Session)， River of Garda(Italy)， 2006/05， Program

0507MA519
0608AG457
0608AG441

Kobayashi S.， Hasegawa S.， Takahashi K.， Fushimi A.， Tanabe K.， Fujitani Y. ： Measurements of ultrafine
particles in the roadside and urban atmospheres， 10th ETH Conf.Combust.Generated Nanoparticle(Poster
Session)， Zurich， 2006/08， Abstracts(CD-ROM)

0205BY474
0105AA295
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Hasegawa S.， Fushimi A.， Kobayashi S.， Tanabe K.， Fujitani Y. ： Size distribution and chemical composition
of nanoparticles in roadside atmosphere， 7th Int.Aerosol Conf.， St.Paul(USA)， 2006/09， Abstracts， 1695-
1696

0205BY474
0105AA295

Myojo T.(*1)， Ono-Ogasawara M.(*1)， Kobayashi S.(*1Natl.Inst.Ind.Health) ： A nano-particle sampler using
a differential mobiloty analyzer and its application， 7th Int.Aerosol Conf.， St.Paul(USA)， 2006/09， Abstracts，
80-81

0205BY474

長谷川就一， 伏見暁洋， 斉藤勝美 (*1)， 小林伸治， 田邊潔， 藤谷雄二， 高橋克行， 若松伸司 (*2)(*1 秋
田県健康環境セ， *2 愛媛大 ) ： 大気中ナ ノ 粒子の総合観測 (2) －主要成分の分析によ る粒子組成， 第 23
回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会， 福岡， 2006/08， 同予稿集， 45-46

0205BY474
0105AA295

藤谷雄二， 小林伸治， 鈴木明， 古山昭子， 平野靖史郎， 小林隆弘 ： 吸入曝露実験におけるデ ィ ーゼルエ
ンジン由来ナ ノ粒子の発生条件の検討， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-
ROM)， 3D1012

0307AA512

斉藤正明 (*1)， 小林伸治， 飯田訓正 (*2)(*1 数理計画， *2 慶應大 ) ： 道路走行車両における RSD 計測値
の高い車の出現率， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 3D1048

0105AA295

Kobayashi T.：Current status of the study on exposure assessment in the Japanese nanomaterial industry， Asian
Workshop Int.Collab.Nanotechnol.Environ.Health Saf.， Tokyo， 2007/11， Program

0606CB014

Kobayashi Y.，Hayakawa T.，Cui X.，Hirano S. ：Metabolic pathway of arsenic based on analytical toxicology，
17th Annu.Meet.Jpn.Soc.Biomed.Res.Trace Elem.(BRTE2006)， Shizuoka， 2006/07， Biomed.Res.Trace Elem.，
114-117

0509AE796
0606AF499

小松一弘， 今井章雄， 松重一夫， 奈良郁子， 永井孝志 (*1)， 北原潤郎 (*2)(*1 筑波大院， *2WDB) ： 三次
元励起蛍光スペク ト ル法によ る霞ヶ浦湖水及び流域発生源水の DOM 特性評価， 日本陸水学会 第 71 回
大会， 松山， 2006/09， 同講演要旨集， 228

0406AG399
0506CD556

小松一弘， 今井章雄， 松重一夫， 北原潤郎 (*1)(*1 地球人間環境フ ォーラ ム ) ： 樹脂分画手法及び三次元
冷気蛍光スペク ト ル法を用いた霞ヶ浦湖水， 流域発生源水中 DOM の特性評価， 第 41 回日本水環境学
会年会， 大東， 2007/03， 同予稿集， 388

0610AE599
0506CD556

近藤美則， 小林伸治， 松橋啓介， 田邊潔： 身近な交通の見直し によ る CO2 削減に関する 研究 ( 第 2 報 )，
自動車技術会 2006 年秋季大会学術講演会， 札幌， 2006/09， 同前刷集， 17-20

0105AA295

近藤美則， 小林伸治， 松橋啓介， 田邊潔 ： 身近な交通の見直しによ る CO2 削減に関する研究 (3) 車の
利用目的と特性， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 1H1348

0507AG521

近藤美則， 田村憲治， 長谷川就一， 山崎新， 唐寧 (*1)， 鳥羽陽 (*1)(*1 金沢大 ) ： 走行車両の車内外の
PM 濃度変化の測定 東京および中国瀋陽における基礎調査， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09，
同講演要旨集 (CD-ROM)， 1H1336

0608AG441

Goka K.，Okabe K.(*1)，Hiroshi K.(*2)(*1FFPRI，*2Nifty Insect Forum)：The history of mites: Co-speciation
between stag beetles and a parasitic mite， 12th Int.Congr.Acarol.， Amsterdam， 2006/08， Program

0105AA205

Goka K.， Yoneda M. ： Ecological risks caused by intoroduced insects -The case of European bumblebee and
exotic stag beetles， 第 7 回生物多様性保全会議， 吉林長春， 2006/08， 同予稿集， 9

0105AA205

Yoneda M.， Goka K. ： Present situations of bumblebee pollination in tomato greenhouse in Japan， 第 7 回生
物多様性保全会議， 吉林長春， 2006/08， 同予稿集， 12-13

0105AA205

五箇公一：水田の メ ソ コズムを利用し た殺虫剤の影響評価－化学物質生態影響評価に対し て生態学者が
でき る こ と－， 第 24 回農薬環境科学研究会， 守谷， 2006/10， 同シンポジウ ム講演集， 23-34

0105AA205

Goka K.， Okabe K.(*1)， Yoneda M.(*1FFPRI) ： Ecological risk caused by introduced insects -The case of
European bumblebee and exotic stag beetles-， Entomol.Soc.China 2006( 中国昆虫学会 2006)， Guangzhou City
( 広州市 )， 2006/11， Abstracts， 58-59

0105AA205

大畑宙生 (*1)， 宇津城隆之 (*1)， 吉澤秀治 (*1)， 後藤純雄， 矢島博文 (*2)(*1 明星大， *2 東京理大 ) ： 木
材の炭化処理に及ぼす雰囲気酸素の影響 第Ⅱ報， 第 4 回木質炭化学会研究発表会， 北見， 2006/06， 同講
演要旨集， 13-16

0105AB400

田中理子 (*1)， 大畑宙生 (*1)， 吉澤秀治 (*1)， 峯木茂 (*2)， 後藤純雄， 藤岡賢士 (*3)， 國分俊江 (*4)(*1
明星大 ACER， *2 東京理大， *3 ベンチャーバイザー， *4 國分農場 ) ： 複合微生物群衆の増殖に及ぼす
炭化物添加の影響， 第 4 回木質炭化学会研究発表会， 北見， 2006/06， 同講演要旨集， 47-48

0105AB400
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村松徹 (*1)， 後藤純雄， 佐才秀平 (*1)， 社本博司 (*1)， 山内慎 (*1)， 泥谷真樹 (*1)， 大久保豊 (*1)， 伊
藤安紀 (*1)， 遠藤治 (*2)， 渡辺征夫 (*2)， 田邊潔 他 (*1 いであ， *2 国立保健医療科院 ) ： 大気浮遊粉じ
ん中ダ イオキシン類濃度の経年変化について ( その 6)， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講
演要旨集， 14-15

0607AE562

坂本広美 (*1)， 福井博 (*1)， 肴倉宏史， 大迫政浩 (*1 神奈川県環境科セ ) ： 廃棄物に含まれる親水性化
合物の溶出特性について－ビ ス フ ェ ノール A と 1， 4- ジオキサンの違い－， 第 17 回廃棄物学会研究発
表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 1101-1103

0507BE509

Sakanakura H.， Kida A.， Osako M. ： Evaluation of secondary materials used for road base by combination of
accelerating exposure test and tank leach test， WASCON 2006， Belgrade， 2006/05， Abstracts， 193-198

0406BC339
0507BE509

築谷敦志 (*1)， 中村和史 (*2)， 田野崎隆雄 (*3)， 山田亜矢， 肴倉宏史 (*1 岡山県環境保全事業団， *2 工
学院大， *3INSA Lyon) ： 欧州規格によ る廃棄物のキ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ンについて (4)， 第 17 回廃棄物
学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 1107-1109

0507BE509

肴倉宏史， 大迫政浩， 宮脇健太郎 (*1)， 崎田省吾 (*2)， 東條安匡 (*3)， 坂本広美 (*4)， 遠藤和人， 田野
崎隆雄 (*5)， 貴田晶子， 酒井伸一 (*6)(*1 明星大， *2 県広島大， *3 北大， *4 神奈川県環境科セ， *5INSA
Lyon， *6 京大環境保全セ ) ： 再生製品を対象と し た環境安全性評価試験の規格化研究 ( 第 1 報 )， 第 17
回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 1110-1112

0507BE509

肴倉宏史， 大迫政浩， 貴田晶子 ： 環境曝露試験を経たス ラ グ含有モルタルの長期溶出挙動評価， 第 28
回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 川口， 2007/02， 同講演論文集， 91-93

0507BE509

Kitamura K.，Sakurai T.，Choi J.-W.(*1)，Suzuki N.，Morita M.(*1Korea Water Resour.)：Relationship between
concentrat ions o f  the 29 h ighly tox ic  d iox ins in  benthos and in aquat ic  sed iment， 25th
Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto， 2005/08， Organohalogen Compd.，
2004-2006

0505AE773
0105AA169

Kobayashi K.，Kajihara H.(*1)，Takahashi Y.(*2)(*1AIST，*2Niigata Univ.)：Temporal trend and mass balance
of POPs in paddy fields in Japan， 25th Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2005， Toronto，
2005/08， Organohalogen Compd.， 2123-2126

0105AE173
0505AE773
0105AA169

小林淳， 梶原秀夫 (*1)， 高橋敬雄 (*2)(*1 産総研， *2 新潟大 ) ： 水田土壌における残留性有機汚染物質
の経年変化について (1) － POPs 全体について－， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005/
06， 同講演要旨集， 534-535

0105AE173
0505AE773
0105AA169

小林淳， 梶原秀夫 (*1)， 高橋敬雄 (*2)(*1 産総研， *2 新潟大 ) ： 水田土壌における残留性有機汚染物質
の経年変化について (2) － PCB について－， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005/06，
同講演要旨集， 488-489

0105AE173
0505AE773
0105AA169

北村公義， 桜井健郎， 崔宰源， 鈴木規之， 森田昌敏 ： 懸濁底質におけるダ イオキシン類濃度 と粒径の関
連性， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005/06， 同講演要旨集， 412-413

0505AE773
0105AA169

北村公義， 桜井健郎， 崔宰源， 鈴木規之， 森田昌敏 ： 底生生物と底生環境中のダ イオキシン類濃度の関
連性， 第 14 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 大阪， 2005/06， 同講演要旨集， 396-397

0505AE773
0105AA169

小林淳， 堺聖午 (*1)， 桜井健郎， 鈴木規之 (*1 環境研セ ) ： 水槽実験における底質懸濁粒子から魚類へ
のPCBの移行について， 第15回環境化学討論会(ポス ター発表)， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 434-435

0610AA301

Oshchepkov S.，Sasano Y.，Yokota T.，Nakajima H.：Composition of polar stratospheric clouds from observations
of the Improved Limb Atmospheric Spectrometer(ILAS)， SPIE Asia-Pac.Remote Sensing(Poster Session)， Goa，
2006/11， Program

0105SP021
0406BA352

布村昇 (*1)， 佐竹潔 (*1 富山市科学文化セ ) ： 小笠原諸島の淡水域に生息する イ ソ コ ツブムシ属の 1 種，
日本生物地理学会 第 61 回年次大会シンポジウ ム， 東京， 2006/04， 同講演要旨集， 2

0507CD539
0607AF452

佐々木哲朗 (*1)， 佐竹潔， 土屋光太郎 (*2)(*1 小笠原自然文化研， *2 東京海洋大 ) ： 小笠原諸島固有種
オガサワ ラ カ ワニナの解剖およびヌ ノ メ カ ワニナ と の比較， 日本貝類学会 平成 18 年度大会 ( ポス ター
発表 )， 東京， 2006/04， 同研究発表要旨集， 26

0507CD539
0607AF452

Satake K.，Kuranishi R.B.(*1)(*1Nat.Hist.Mus.Inst.Chiba)：Further studies on caddisflies(Insecta: Trichoptera)
collected from the Bonin Islands and the Izu Archipelago， Japan， 12th Int.Symp.Trichoptera 2006(Poster
Session)， Mexico City， 2006/06， Abstract， 43

0507CD539
0607AF452

佐竹潔， 上野隆平， 佐々木哲朗 (*1)， 倉西良一 (*2)， 布村昇 (*3)， 土屋光太郎 (*4)， 野原精一 (*1 小笠
原自然文化研， 千葉県中央博， *3 富山市科文化セ， *4 東京海洋大 ) ： 小笠原諸島の陸水域の底生動物
相について， 日本陸水学会 第 71 回大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2006/09， 同講演要旨集， 78

0610AE463
0507CD539
0408AE467
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金田彰二 (*1)， 倉西良一 (*2)， 佐竹潔， 石綿進一 (*3)， 清水高男 (*4)， 平良裕之 (*5)(*1 日本工学院， *2
千葉県中央博， *3 神奈川県環境科セ， *4 淡水ベン ト ス研， *5 日生研 ) ： フ ロ リ ダマ ミ ズ ヨ コ エビ
Crangonyx floridanus の分布の現状， 日本陸水学会 第 71 回大会， 松山， 2006/09， 同講演要旨集， 187

0610AE463

佐竹潔， 上野隆平， 布村昇 (*1)， 佐々木哲朗 (*2)， 小林哲 (*1 富山市科文化セ， *2 小笠原自然文化研 ) ：
小笠原諸島の陸水産甲殻類の保全について， 日本甲殻類学会大会 第 44 回大会 ( ポス ター発表 )， 函館，
2006/10， 同講演要旨集， 30

0607AF452
0507CD539

佐竹潔， 三浦修 (*1)， 鶴石達 (*2)， Arthit Nuntakwang(*3)， 成瀬貫 (*4)， Cai Yixiong(*5)(*1 ス ミ ソ ニアン
熱帯研， *2 犬山里山学研， *3 チェ ンマイ大， *4 シンガポール国大， *5Singapore Natl.Parks Board) ： タ
イ及びシンガポールのヌ ノ メ カ ワニナ， 第 54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同
講演要旨集， 367

0607AF452
0507CD539

金田彰二 (*1)， 倉西良一 (*2)， 佐竹潔， 石綿進一 (*3)， 清水高男 (*4)， 平良裕之 (*5)(*1 日本工学院， *2
千葉県中央博， *3 神奈川県環境科セ， *4 淡水ベン ト ス研， *5 生物科学研 ) ： 多摩川に侵入し たフ ロ リ
ダマ ミ ズ ヨ コエビの微生息環境および消長， 第 54 回日本生態学会大会， 松山， 2007/03， 同講演要旨集，
177

0610AE463

佐藤圭 ： ト ルエン光酸化の室内実験で生成する二次有機エア ロ ゾルの LC-MS 分析 と組成分布の決定，
日本地球惑星科学連合 2006 年大会 ( ポス ター発表 )， 千葉， 2006/05， 同予稿集 (CD-ROM)

0305AE520

佐藤圭， 畠山史郎， 今村隆史 ： ト ルエンの大気光酸化で生成するエア ロ ゾル組成の LCMS 分析， 第 22
回化学反応討論会 ( ポス ター発表 )， 岡崎， 2006/06， 同予稿集， 123

0305AE520

シン ・ ジ ャ ワ， 小野美由紀 (*1)， 黒田絢子 (*1)， 佐藤圭， 小尾欣一 (*1)， 畠山史郎， 今村隆史 (*1 日本
女大 ) ： 植物起源アルデ ヒ ド－ 3-Hexenal －の大気寿命決定， 第 22 回化学反応討論会 ( ポス ター発表 )，
岡崎， 2006/06， 同予稿集， 105

0206BA782

佐藤圭， Klotz B.， 畠山史郎， 今村隆史 ： ト ルエンの光酸化におけるエア ロ ゾル生成 ： 室内チャ ンバー
の相互比較， 第 12 回大気化学討論会， 山形， 2006/06， 同講演要旨集， 5

0305AE520

成川正広 (*1)， 松見豊 (*1)， 松本淳 (*1)， 高橋けんし (*1)， 藪下彰啓 (*2)， 佐藤圭， 今村隆史 (*1 名古
屋大 STE 研， *2 堀場製作所 ) ： イ ソ プレン と オゾンの反応で生成する有機エア ロ ゾル レーザーイオン
化個別粒子質量分析計によ る解析， 第 22 回化学反応討論会 ( ポス ター発表 )， 岡崎， 2006/06， 同予稿集，
127

0305AE520

成川正広 (*1)， 松見豊 (*1)， 高橋けんし (*1)， 松本淳 (*2)， 藪下彰啓 (*3)， 佐藤圭， 今村隆史 (*1 名古
屋大 STE 研， *2 東京工大， *3 堀場製作所 ) ： シ ク ロヘキセン と オゾンの反応で生成する二次有機エア
ロ ゾルの リ アルタ イ ム分析， 第 12 回大気化学討論会， 山形， 2006/06， 同講演要旨集， 6

0305AE520

シン ・ ジ ャ ワ， 小野美由紀 (*1)， 黒田絢子 (*1)， 佐藤圭， 小尾欣一 (*1)， 畠山史郎， 今村隆史 (*1 日本
女大 ) ： 植物起源アルデ ヒ ド－ 3-Hexenal －の大気寿命決定， 第 12 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )，
山形， 2006/06， 同講演要旨集， 52

0206BA782

李紅 (*1)， 佐藤圭， 畠山史郎 (*1 中国環境科研院 ) ： 2004 年に沖縄で観測されたエア ロ ゾル中の n- アル
カン類の組成分布と季節変化， 日本地球化学会 第 53 回年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集， 201-202

0507BA825

田中友里愛 (*1)， 佐藤圭， 畠山史郎 (*1 筑波大院 ) ： 2005 年冬に沖縄で捕集された多環芳香族炭化水素
類の分析， 日本地球化学会 第 53 回年会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集， 223-224

0507BA825

Narukawa M.(*1)，Matsumi Y.(*1)，Matsumoto J.(*1)，Takahashi K.(*1)，Yabushita A.(*2)，Sato K.，Imamura
T.(*1Nagoya Univ.， *2Horiba) ： Heterogeneous compositions of secondary organic aerosols formed in
environmental chamber: analysis by laser ionization time-of-flight mass spectrometry， 7th Int.Aerosol Conf.，
St.Paul(USA)， 2006/09， Abstracts， 1104

0610AE402

成川正広 (*1)， 松見豊 (*1)， 高橋けんし (*1)， 松本淳 (*2)， 藪下彰啓 (*3)， 佐藤圭， 今村隆史 (*1 名大
STE 研， *2 東京工大院， *3 堀場製作所 ) ： レーザーイオン化個別粒子質量分析計によ る二次有機エア ロ
ゾルの リ アルタ イ ム分析， 第 23 回エア ロ ゾル科学・技術研究討論会， 福岡， 2006/09， 同予稿集， 159-160

0610AE402

佐藤圭， 畠山史郎， 今村隆史 ： ト ルエンの光酸化で生成するエア ロ ゾル組成の初期 NOx 濃度依存， 第
17 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2007/01， 同講演集， 48-49

0610AE402

森育子， 佐野友春， 高木博夫， 宇加地幸， 高久雄一 (*1)， 孫自傑 (*2)， Slimming Lee C.， 西川雅高 (*1
環境科技研， *2 中国国家標準様品研 ) ： 都市大気エア ロ ゾルを対象 とする新環境標準試料について， 第
15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 710-711

0610AD474

佐野友春， 高木博夫， 森育子， 西川雅高 ： 標準試料 NIES CRM No.26( アオコ ) の調製と認証値， 第 67 回
分析化学討論会 ( ポス ター発表 )， 秋田， 2006/05， 同講演要旨集， 187

0610AD474
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久保拓也 (*1)， 佐野友春， 細矢憲 (*2)， 根本耕司 (*1)， 彼谷邦光 (*1)(*1 東北大院， *2 京都工繊大 ) ： 分
子イ ンプ リ ン ト ポ リ マーを用いた ド ウモイ酸の選択的分離， 第 67 回分析化学討論会， 秋田， 2006/05，
同講演要旨集， 2

0307BY577

根本耕司 (*1)， 久保拓也 (*1)， 能町真実 (*1)， 佐野友春， 彼谷邦光 (*1)(*1 東北大院 ) ： ド ウモイ酸の立
体構造認識能を有する機能性高分子媒体の開発， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/
06， 同講演要旨集， 810-811

0307BY577

佐野友春， 高木博夫， 森育子， 西川雅高 ： 環境標準試料 NIES CRM No.26( アオコ ) に含まれる ミ ク ロ シ
スチンの構造解析， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 812-813

0610AE401

Forchert A.， Sano T.， Mundt S.(*1)， Mahakhant A.(*2)， Polchai J.(*2)， Kaya K.(*3)(*1Ernst-Moritz-Arndt
Univ.， *2Thailand Inst.Sci.Technol.Res.， *3Tohoku Univ.) ： Antifungal activities of puwainaphycins isolated
from Calothrix sp.TISTR 89806， ICOB-5 & ISCNP-25 IUPAC Int.Conf.Biodiversity Nat.Prod.(Poster Session)，
Kyoto， 2006/07， Abstracts， P-524

0610AE401

Sano T.，Takagi H.，Nishikawa M.，Kaya K.(*1)(*1Tohoku Univ.)：Microcystins in the NIES certified reference
materials No. 26， 12th Int.Conf.Harmful Algae(Poster Session)， Copenhagen， 2006/09， Abstracts， 274

0610AD474

柴田康行， 堀口敏宏， 田中敦， 高澤嘉一， 廣田正史 (*1)， 吉兼光葉 (*1)， 植弘崇嗣 (*1 環境研セ ) ： 野
生生物によ る環境モニタ リ ング と スペシ メ ンバンキング， 第 12 回日本野生動物医学会大会 ・ 岐阜大学
21 世紀 COE プロ グ ラ ム国際シンポジウ ム， 岐阜， 2006/09， 同予稿集， 27

0610AD474

Sakamoto T.(*1)，Ikehara M.(*2)，Uchida M.(*1)，Aoki K.(*3)，Shibata Y.，Kanamatsu T.(*1)，Harada N.(*1)，
Iijima K.(*1)， Katsuki K.(*4)， Asahi H.(*5) et al.(*1JAMSTEC， *2Kochi Univ.， *3AIST， *4Shimane Univ.，
*5Univ.Tokyo) ： Millennial-scale variations of sea-ice expansion in the southwestern part of the Okhotsk Sea
during the past 120 kyr: Age model and ice-rafted debris in IMAGES Core MD01-2412， 9th Symp.Jpn.AMS
Soc.Prospects New Front.Earth Environ.Sci.， Tokyo， 2006/10， Abstracts， 10

0610AE413

Horiuchi K.(*1)， Uchida T.(*1)， Sakamoto Y.(*1)， Ohta A.(*1)， Matsuzaki H.(*2)， Shibata Y.， Motoyama
H.(*3)(*1Hirosaki Univ.，*2Univ.Tokyo，*3NIPR)：10Be in Dome Fuji ice cores: a promising tool for elucidating
the history of cosmic ray intensity and earth's climates， 9th Symp.Jpn.AMS Soc.Prospects New Front.Earth
Environ.Sci.， Tokyo， 2006/10， Abstracts， 31

0406CD530

Sasa K.(*1)， Nagashima Y.(*1)， Tosaki Y.(*1)， Matsushi Y.(*1)， Tamari M.(*1)， Takahashi T.(*1)， Zhou
B.H.(*1)，Sueki K.(*1)，Bessho K.，Shibata Y. et al.(*1Tsukuba U.)：Preliminary results of 36Cl measurement
in an ice core retrieved from the Dome Fuji station by the Tsukuba AMS system， 9th Symp.Jpn.AMS
Soc.Prospects New Front.Earth Environ.Sci.， Tokyo， 2006/10， Abstracts， 33

0406CD530

Watanabe Nara F.， Imai A.， Matsushige K.， Komatsu K.， Shibata Y. ： Application of 14C measurements for
isotopic characterization of dissolved organic carbon in lake water， 9th Symp.Jpn.AMS Soc.Prospects New
Front.Earth Environ.Sci.， Tokyo， 2006/10， Abstracts， 44

0610AE413

Aze T.(*1)，Yokoyama Y.(*1)(*2)，Matsuzaki H.(*3)，Horiuchi K.(*4)，Shibata Y.，Motoyama H.(*5)(*1Tsukuba
Univ.，*2JAMSTEC，*3Univ.Tokyo，*4Hirosaki Univ.，*5NIPR)：Clorine-36 variability for the past 900 years
recorded in the Dome Fuji shallow ice core， 9th Symp.Jpn.AMS Soc.Prospects New Front.Earth Environ.Sci.，
Tokyo， 2006/10， Abstracts， 50

0406CD530

Shibata Y. ： Progress in global monitoring plan of Stockholm Convention， UNU Int.Symp.Persistent
Org.Pollut.(POPs) Asia， Manila， 2006/11， Abstracts(Web)

0608AG457

Yoshikane M.(*1)， Takazawa Y.， Tanaka A.， Komori S.， Kobayashi M.， Kanda Y.， Jahan H.， Shibata
Y.(*1Environ.Res.Cent.)：Concentration of perfluorochemicals in bivalves in Japan by strong alkaline digestion
method， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent.Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen
Compd.， 2063-2066

0305AG494

Hayasaka T.(*1)， Aoki K.(*2)， Shimizu A.， Sugimoto N.， Matsui I.， Satake S.(*1)， Muraji Y.(*3)(*1RIHN，
*2Toyama Univ.，*3Energysharing)：Vertical distribution and optical properties of aerosols observed over Japan
in Spring 2005， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07， Proceedings， 639-642

0206BA342

Shimizu A.，Sugimoto N.，Matsui I.：Seasonal and inter-annual variations of vertical aerosol distribution observed
in Thailand， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07， Proceedings， 801-804

0206BA342

清水厚， 杉本伸夫， 松井一郎 ： ラ イ ダーによ る雲 ・ 対流圈エア ロ ゾル鉛直分布観測結果の統計解析， 第
10 回みらいシンポジウ ム， 横浜， 2007/03， 同予稿集， 98

0206BA342
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Sase H.(*1)，Oida T.(*1)，Kamisato M.(*1)，Bulgan T.(*2)，Batchuluun T.(*3)，Shimizu H.，Luangjame J.(*4)，
Garivait H.(*5)， Yamashita N.(*6)， Ohta S.(*6)， Shindo J.(*7)， Totsuka T.(*1)(*1ADORC，
*2Cent .Lab .Env i ron .Mon i t . (Mong . )， *3Nat l .Un iv .  Mong .， *4R.Fores t  Dep . (Tha i l and )，
*5Dep.Environ.Qual.Promot.(Thailand)，*6Kyoto Univ.，*7NIAES)：EANET ecological monitoring and related
research projects， 6th Conf.East Asia and Pac.Reg.Network Int.Long-Term Ecol.Res.， Kyoto， 2006/03，
Abstracts， 46-47

0101BA005
0204NA754

Shimizu H. ： Eco-physiological characteristics of key plant species: essential information for rehabilitating the
desertificated land in arid/semi-arid region， Workshop Ecol.Conserv.Northwest China， Tokyo， 2006/02，
Program

0103BA001
0406BA405

清水英幸， 安萍 (*1)， 鄭元潤 (*2)， 于云江 (*3)， 陳利軍 (*4)， 矢ヶ崎泰海， 小林祥子 (*1 鳥取大学乾燥
地研セ， *2 中国科院植物研， *3 中国環境科研院， *4 中国科院瀋陽応用生態研 ) ： 東アジア半乾燥地域
に生育する数種植物のオゾン と二酸化硫黄に対する生長反応， 第 47 回大気環境学会年会 ( ポス ター発
表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， P59

0610AA401
0406BA405

戸塚績 (*1)， 佐瀬裕之 (*2)， 清水英幸 (*1 江戸川大， *2 酸性雨研セ ) ： 東アジアにおける大気汚染の植
生影響－モンゴルにおける共同研究を例と し て－， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演
要旨集 (CD-ROM)

0610AA401
0406BA405

Chen L.J.，Wu Z.J.(*1)，Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.)：Germination responses of some key plant species grown
at horqin sandy land of China to the simulated desertificated conditions， Int.Workshop Reg.Ecol.Environ.Eff.，
Beijing， 2006/12， Abstracts， 38

0406BA405

Xu Z.Z.(*1)， Zheng Y.R.(*1)， Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.) ： Interactive effects of water stress and high
temperature on growth and photosynthesis of leymus chinensis -A dominated grass in a semi-arid steppe
ecosystem-， Int.Workshop Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2006/12， Abstracts， 47

0406BA405

Takami K.(*1)， Shimizu H.， Uehiro T.(*1GEN) ： Activities of Green Earth Network， a Japanese Non-profit
organization(NPO)， in China， Int.Workshop Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2006/12， Abstracts， 97

0406BA405

Fujiwara H.(*1)，Shimizu H.，Shirato Y.(*2)，Ohkuro T.(*3)(*1NIAES，*2MAFF，*3Univ.Tokyo)：Atmospheric
deposition of 137Cs assosiated with the Asian dust event in March 2002， Int.Workshop Reg.Ecol.Environ.Eff.，
Beijing， 2006/12， Abstracts， 99

0406BA405

Ichinose T.(*1)，Sadakane K.(*1)，Takano H.，Yanagisawa R.，Nishikawa M.，Mori I.，Hiyoshi K.(*2)，Shimizu
H.(*1Oita Univ.Nurs.Health Sci.， *2Ishikawa Pref.Nurs.Univ.) ： Enhancement of mite allergen-induced
eosinophil infiltration in the murine airway and local cytokine/chemokine expression by Asian sand dust，
Int.Workshop Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2006/12， Abstracts， 103

0406BA405

Qiu G.Y.， Shimizu H.， Yin J.(*1)， Shi P.J.(*1)， Gao Y.(*2)(*1Beijing Norm.Univ.， *2Inn.Mong.Agric.Univ.) ：
Evaluation of the technologies and activities for control desertification in China， Int.Workshop
Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2006/12， Abstracts， 104

0406BA405

Gao Y.(*1)， Shimizu H.， Qiu G.Y.， Wang Ji(*1)， Wang J.(*1)(*1Inn.Mong.Agric.Univ.) ： Influence of salix
psammophila checkerboard on wind-sand flux and soil physical and chemical properties， Int.Workshop
Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2006/12， Abstracts， 105

0406BA405

相場慎一郎 (*1)， 鈴木英治 (*1)， 清水英幸， 鋤柄直純 (*2)， 脇山成二 (*2)， Simbolon H.(*3)， Susanti
R.(*3)(*1 鹿児島大， *2 自然環境研セ， *3 イ ン ド ネシア科院 ) ： イ ン ド ネシア ・ 東カ リ マン タ ン州にお
ける森林火災後の熱帯低地林の動態， 第 16 回日本熱帯生態学会年次大会， 府中， 2006/06， 同講演要旨
集， 27

0507BA849
0002BA002

宮脇博巳 (*1)，山口富美夫 (*2)，清水英幸，Simbolon H.(*3)，鈴木英治 (*4)(*1 佐賀大，*2 広島大，*3LIPI，
*4 鹿児島大 ) ： イ ン ド ネシア， 東カ リ マン タ ンで発見された地衣類数種の分布， 日本植物分類学会 第 6
回大会 ( ポス ター発表 )， 新潟， 2007/03， 同研究発表要旨集， 80

0507BA849
0002BA002

Yagasaki Y.， Ohkura T.(*1)， Nakai M.(*1)， Kusaba T.(*2)， Shimizu H.， Tian J.(*3)(*1NIAES， *2NARC，
*3ISWC.) ： Simulating the effect of field management practices on changes in soil organic carbon pools using
coupled SWAT/Roth-C model， CAS-JSPS Core Univ.Program Jpn-China Jt.Open Semin.Combatng
Desertification Dev.Inland China 2006， Tottori， 2006/08， Abstracts， 53

0610AA401
0406BA405

Shimizu H. ： Recent Progress on Arid Land Science in Japan， Acad.Lect.Coll.Ecol.Environ.Sci.，
Inn.Mong.Agric.Univ.， Hohhot， 2006/12， Program
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小澤徹 (*1)， 角野晴彦 (*1)， 和田清 (*1)， 珠坪一晃， 大橋晶良 (*2)， 原田秀樹 (*2)(*1 岐阜高専， *2 長
岡技科大 )：無曝気型好気性処理の DHS リ ア ク ターによ る下水二次処理水の残存有機物除去と硝化， 第
61 回土木学会年次学術講演会， 草津， 2006/09， 同講演概要集 (CD-ROM)， 101-102

0608AG506
0305KA600

室田龍一 (*1)， 角野晴彦 (*1)， 速水悠二 (*2)， 大橋晶良 (*2)， 原田秀樹 (*2)， 珠坪一晃 (*1 岐阜高専， *2
長岡技科大 ) ： ろ床型 メ タ ン発酵槽 「AnDHS リ ア ク ター」 によ る低濃度有機性排水処理， 第 61 回土木
学会年次学術講演会， 草津， 2006/09， 同講演概要集 (CD-ROM)， 125-126

0608AG506
0305KA600

Syutsubo K.，Yooshatchaval W.(*1)，Nishiyama K.(*1)，Okawara M.(*1)(*1Nagoya Univ.Technol.)：Psychrophilic
treatment of low strength wastewater by an EGSB reactor， 7th Int.Symp.Global Renaissance by Green Energy
Revolution， Nagaoka， 2006/09， Proceedings， 193

0608AG506
0305KA600

Yamaguchi T.(*1)， Tanikawa D.(*2)， Ohashi A.(*2)， Syutsubo K.， Miya A.(*3)， Araki N.(*1)， Harada
H.(*4)(*1Kure Natl.Coll.Technol.， *2Nagaoka Univ.Coll.Technol.， *3Ebara， *4Touhoku Univ.) ： Effects of
hydrogen partial pressure on volatile fatty acids degradation in thermophilic methanogenic system fed with
starch as a carbon source， 7th Int.Symp.Global Renaissance by Green Energy Revolution， Nagaoka， 2006/09，
Proceedings， 173

0608AG506
0305KA600

Yoochatchaval W.(*1)， Nishiyama K.(*1)， Okawara M.(*1)， Ohashi A.(*1)， Harada H.(*2)， Syutsubo
K.(*1Nagaoka Univ.Technol.， *2Tohoku Univ.， ) ： Influence of recirculation condition on the process
performance of EGSB reactor for treating of low strenght wastewater， 7th Int.Symp.Global Renaissance by
Green Energy Revolution， Nagaoka， 2006/09， Proceedings， 168

0608AG506
0305KA600

Ozawa T.(*1)， Sumino H.(*1)， Wada K.(*1)， Syutsubo K.， Ohashi A.(*2)， Harada H.(*3)(*1Gifu
Natl.Coll.Technol.， *2Nagaoka Univ.Technol.， *3Tohoku Univ.) ： Nitrification and organic removal of the
secondary effluent from activated sludge process by a DHS reactor with no external aeration， 7th
Int.Symp.Global Renaissance by Green Energy Revolution， Nagaoka， 2006/09， Proceedings， 169

0608AG506
0305KA600

Murota R.(*1)， Sumino H.(*1)， Ohashi A.(*2)， Harada H.(*3)， Syutsubo K.(*1Gifu Natl.Coll.Technol.，
*2Nagaoka Univ.Technol.，Tohoku Univ.)：New anaerobic treatment process “AnDHS reactor” for low strength
wastewater at low temperature， 7th Int.Symp.Global Renaissance by Green Energy Revolution， Nagaoka，
2006/09， Proceedings， 170

0608AG506
0305KA600

Takahashi M.(*1)，Yamaguchi T.(*2)，Sumino H.(*3)，Araki N.(*4)，Yamazaki S.(*5)，Nagano A.(*6)，Syutsubo
K.，Harada H.(*7)(*1Environ.Technol.，*2Kure Coll.Technol.，*3Gifu Coll.Technol.，*4Nagaoka Coll.Technol.，
*5Kochi Coll.Techol.， *6Sanki Eng.， *7Tohoku Univ.) ： Development of low strength wastewater treatment
under low temperature conditions by combining of UASB and DHS reactor system enhancing a sulfur-redox cyce
action， 7th Int.Symp.Global Renaissance by Green Energy Revolution， Nagaoka， 2006/09， Proceedings， 172

0608AG506
0305KA600

Nishiyama K.(*1)，Okawara M.(*1)，Syutsubo K.，Harada H.(*2)(*1Nagaoka Univ.Technol.，*2Tohoku Univ.)：
Anaerobic sewage treatment at ambient temperature by the EGSB reactor， 7th Int.Symp.Global Renaissance by
Green Energy Revolution， Nagaoka， 2006/09， Proceedings

0608AG506
0305KA600

Yoochatchaval W.(*1)， 大橋晶良 (*1)， 原田秀樹 (*2)， 珠坪一晃 (*1 長岡技科大， *2 東北大 ) ： The effect
of temperature decrease on the process performance of an anaerobic EGSB reactor， 第 43 回環境工学研究
フ ォーラ ム， 函館， 2006/11， 同講演集， 35-37

0305KA600

小澤徹 (*1)， 小森弘貴 (*1)， 東谷拓哉 (*1)， 和田清 (*1)， 角野晴彦 (*1)， 原田秀樹 (*2)， 珠坪一晃， 大
橋晶良 (*3)(*1 岐阜高専， *2 東北大， *3 長岡技科大 ) ： DHS(Down-flow hanging sponge) と硫黄脱窒 リ ア
ク ターを組み合わせた無曝気型システムによ る下水二次処理水の有機物 ・ 窒素除去， 第 41 回日本水環
境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 56

0608KA954

大河原正博 (*1)， 西山桂太 (*1)， 大橋晶良 (*1)， 珠坪一晃， 井町寛之 (*2)， 原田秀樹 (*3)(*1 長岡技科
大， *2 海洋研開発機構， *3 東北大 ) ： Expanded Granular Sludge Bed(EGSB) リ ア ク ターによ る実下水処
理の長期連続性能評価， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 327

0608KA018

室田龍一 (*1)， 大岩勇太 (*1)， 長野聖司 (*1)， 角野晴彦 (*1)， 原田秀樹 (*2)， 大橋晶良 (*3)， 珠坪一晃
(*1 岐阜高専， *2 東北大， *3 長岡技科大 ) ： 嫌気性散水ろ床 (AnDHS リ ア ク ター ) によ る校内実排水の
処理特性， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 328

0608KA954

Wilasinee Yoochatchaval(*1)， 原田秀樹 (*2)， 大橋晶良 (*1)， 珠坪一晃 (*1 長岡技科大， *2 東北大 ) ：
Influence of recirculation condition on the process performance of EGSB reactor for treating of low strength
wastewater， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 329
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西山桂太 (*1)， 大河原正博 (*1)， 大橋晶良 (*1)， 珠坪一晃， 井町寛之 (*2)， 原田秀樹 (*3)(*1 長岡技科
大， *2 海洋研開発機構， *3 東北大 ) ： 嫌気性処理水に含まれる溶存 メ タ ンの DHS 装置によ るガス化回
収， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 377

0608AG506

河野恵 (*1)， 角野晴彦 (*1)， 山崎慎一 (*2)， 青井健 (*3)， 大橋晶良 (*3)， 原田秀樹 (*4)， 珠坪一晃 (*1 岐
阜高専， *2 高知高専， *3 長岡技科大， 東北大 ) ： 低有機物濃度排水を嫌気処理する グ ラ ニュール内部
の浄化機構の評価， 平成 18 年度土木学会中部支部研究発表会， 名古屋， 2007/03， 同講演概要集， 515-
516

0608AG506

小澤徹 (*1)， 小森弘貴 (*1)， 東谷拓哉 (*1)， 角野晴彦 (*1)， 和田清 (*1)， 珠坪一晃， 原田秀樹 (*2)， 大
橋晶良 (*3)(*1 岐阜高専， *2 東北大， *3 長岡技科大 ) ： DHS(Down-flow hanging sponge) と硫黄脱窒 リ ア
ク ターを組み合わせた無曝気型システムによ る下水二次処理水の有機物 ・ 窒素除去， 平成 18 年度土木
学会中部支部研究発表会， 名古屋， 2007/03， 同講演概要集， 517-518

0608AG506

大岩勇太 (*1)， 室田龍一 (*1)， 長野聖司 (*1)， 角野晴彦 (*1)， 大橋晶良 (*2)， 原田秀樹 (*3)， 珠坪一晃
(*1 岐阜高専， *2 長岡技科大， *3 東北大 ) ： 新規な生物膜利用技術 AnDHS(Anaerobic Down-flow Hanging
Sponge) リ ア ク ターによ る実下水の連続処理， 平成 18 年度土木学会中部支部研究発表会， 名古屋， 2007/
03， 同講演概要集， 519-520

0608AG506

室田龍一 (*1)， 大岩勇太 (*1)， 長野聖司 (*1)， 角野晴彦 (*1)， 大橋晶良 (*2)， 原田秀樹 (*3)， 珠坪一晃
(*1 岐阜高専， *2 長岡技科大， *3 東北大 ) ： 嫌気性懸垂型スポンジろ床 (AnDHS リ ア ク ター ) によ る低
濃度有機性排水の低温条件での連続処理， 平成 18 年度土木学会中部支部研究発表会， 名古屋， 2007/03，
同講演概要集， 521-522

0608KA954

白井知子， 菅田誠治， 横内陽子 ： 東アジアにおけるハロ カーボンの放出 ・ 輸送シ ミ ュ レーシ ョ ン－初期
結果報告－， 第 12 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )， 山形， 2006/06， 同講演要旨集， 49

0508BB770

白井知子， 菅田誠治， 横内陽子 ： 東アジアにおけるハロ カーボンの放出 ・ 輸送シ ミ ュ レーシ ョ ン－フ ォ
ワード計算－， 第 17 回大気化学シンポジウ ム ( ポス ター発表 )， 豊川， 2007/01， 同講演要旨集， 153

0508BB770

永洞真一郎 (*1)， 村田清康 (*1)， 丸尾直子 (*2)， 白石不二雄， 白石寛明 (*1 北海道環境科研セ， *2 東
ソー ) ： 人畜排泄物に起因する コ ン タ ミ ネーシ ョ ンに関する研究， 第 40 回日本水環境学会年会， 仙台，
2006/03， 同講演集， 441

0105AE181

肥田嘉文 (*1)， 蔵田高大 (*1)， 山田祐輝 (*1)， 金桂花 (*1)， 國松孝男 (*1)， 白石不二雄， 白石寛明， 小
林徹 (*2)(*1 滋賀大， *2 近畿大 ) ： 水環境中における内分泌撹乱作用の検出と因子解析 (1) －下水道処理
水が流入する休耕田におけるエス ト ロゲン活性と魚類への影響評価－， 第40回日本水環境学会年会， 仙
台， 2006/03， 同講演集， 547

0105AE181

白石不二雄 ： PCB の解毒機構は生体に悪影響を も た らす？－内分泌か く 乱物質の可能性－， 第 15 回環
境化学討論会／市民公開講座， 仙台， 2006/06， 同要旨集

0607AE562

寺崎正紀 (*1)， 山田健太 (*1)， 深澤均 (*2)， 白石不二雄， 牧野正和 (*1)(*1 静岡県大環境科研， *2 静岡
県環境衛科研 )：河川底質から検出されるエス ト ロゲンレセプターアゴニス ト の特徴について， 第 15 回
環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 502-503

0607AE562

深澤均 (*1)， 渡邊雅之 (*1)， 白石不二雄， 白石寛明， 寺尾良保 (*2)(*1 静岡県環境衛科研， *2 静岡県大
環境科研 ) ： 製紙工場排水のエス ト ロゲン活性測定におけ る フ ロ リ ジルカ ラ ム処理の効果 と その要因，
第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 496-497

0607AE562

白石不二雄， 鎌田亮， 深澤均 (*1)， 渡邊雅之 (*1)， 大谷仁己 (*2)， 中嶋智子 (*3)， 丸尾直子 (*4)， 堀口
敏宏， 白石寛明 (*1 静岡県環境衛科研， *2 群馬県環境衛研， *3 京都府保健環境研， *4 東ソー ) ： 環境
水のエス ト ロゲン活性モニタ リ ングのための新しい試料調製法の提案， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス
ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 492-493

0607AE562

久保拓也 (*1)， 松本秀之 (*1)， 白石不二雄， 能町真実 (*1)， 彼谷邦光 (*1)(*1 東北大院 ) ： 分子イ ンプ リ
ン ト ポ リ マーを用いた水酸化 PCB の選択的分離， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講演要旨
集， 62-63

0607AE562

寺崎正紀 (*1)， 深澤均 (*2)， 白石不二雄， 牧野正和 (*1)(*1 静岡県大， *2 静岡県環境衛科研 ) ： 紙再生工
程処理水の流入する底質中に存在する化学物質 と エス ト ロ ゲン作用能について， 日本内分泌攪乱化学
物質学会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 110

0610AA301

高橋悟 (*1)， 伊藤朋子 (*1)， 齋藤憲光 (*1)， 金一和 (*2)， 白石不二雄 (*1 岩手県環境保健研セ， *2 中国
医大 ) ： 中国 ・ 瀋陽市の大気試料に含まれるエス ト ロゲン活性物質， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9
回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 111
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武内伸治 (*1)， 小島弘幸 (*1)， 白石不二雄， 藪下尚智 (*2)， 飯田満 (*2)(*1 北海道衛研， *2 大塚製薬 ) ：
高応答性レポーター細胞を用いた環境化学物質における AhR アゴニス ト 活性のス ク リ ーニング， 日本
内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 128

0610AA301

鎌田亮， 白石不二雄， 西川淳一 (*1)， 米元純三， 白石寛明 (*1 大阪大 ) ： 酵母ア ッ セイ法によ る レチ ノ
イ ン酸受容体 (RAR) 活性化学物質のス ク リ ーニング， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会
( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 133

0610AA301

小島弘幸 (*1)， 武内伸治 (*1)， 飯田満 (*2)， 白石不二雄 (*1 北海道衛研， *2 大塚製薬 ) ： 哺乳動物細胞
を用いた水酸化 PCB(91 物質 ) の甲状腺ホルモン受容体・レチ ノ イ ド X 受容体を介する転写活性化試験，
日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集，
137

0610AA301

加島誠之 (*1)， 杉浦則夫 (*1)， Chu C.， 徐開欽， 蛯江美孝， 稲森悠平 (*1 筑波大 ) ： 生ゴ ミ を基質 とす
る水素 ・ メ タ ン発酵ガス化技術の効率化， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処
理生物学会誌， 31

0610AA203

Chu C.， 徐開欽， 稲森悠平， 加島誠之 (*1)， 孔海南 (*2)(*1 筑波大， *2 上海交通大 ) ： バイオマスから
の水素 ・ メ タ ン二段発酵システムにおける温度の影響， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/
11， 日本水処理生物学会誌， 33

0610AA203

Wang Y.(*1)，Inamori R.(*2)，Xu K-Q，Inamori Y.，Kong H-N.(*1)，Kondo T.(*3)，Matsumura M.(*2)(*1Shanghai
Jiaotong Univ.，*2Univ.Tsukuba，*3Waseda Univ.)：Molecular biological analysises on the relationship between
nitrogen removal and N2O emission characteristics in the constructed wetland systems， 日本水処理生物学会
第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 35

0610AA204

田中伸幸 (*1)， 桑原享史 (*2)， 杉本直也 (*3)， 徐開欽， 稲森悠平 (*1JST， *2 筑波大， *3 工学院大 ) ： 傾
斜土槽法によ る生活排水処理に及ぼす ミ ミ ズの効果， 日本水処理生物学会 第43回大会， 仙台， 2006/11，
日本水処理生物学会誌， 80

0610AA204

Wang Y.(*1)， Inamor R.(*2)， Xu K-Q.， Inamori Y.， Kong H.(*1)， Kondo T.(*3)(*1Shanghai Jiaotong Univ.，
*2Univ.Tsukuba， *3Waseda Univ.) ： Detection of ammonia-oxidizing bacteria in polyculture constructed
wetlands using molecular techniques， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 180

0610AA204

Chu-Chun-Feng， 徐開欽， 稲森悠平， 李玉友 (*1)， 孔海南 (*2)(*1 東北大， *2 上海交通大 ) ： Wet 系バイ
オマスからの水素 ・ メ タ ン発酵ク リ ーンネネルギー回収システム技術開発， 第 41 回日本水環境学会年
会， 大東， 2007/03， 同講演集， 245

0307BH593

Xu K-Q.， Brown C.(*1)， Kwon H.H.(*1)， Lall U.(*1)， Watanabe M.(*2)， Chen Z.(*3)(*1Columbia Univ.，
*2Keio Univ.， *3East China Norm.Univ.) ： Seasonal streamflow forecasting using climate signals: application
to the Three Gorges Dam in the Yangtze River Basin， Conf.Hydrol.Sci.Managing Water Resour.Asian
Developing World， Guangzhou(China)， 2006/06， Program

0610AA402

Xu K-Q.， Li M.(*1)， Chen Z.(*1)， Watanabe M.(*2)(*1East China Normal Univ.， *2Keio Univ.) ： Long-term
changes in dissolved silicate flux in the Yangtze River Basin， AGU 2006 Fall Meet.(Poster Session)， San
Francisco， 2006/12， Abstracts， H23B-1491

0610AA402
0610AB519
9911AE473

Xu K-Q.， Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： Sustainable environmental management of catchment ecosystem:
A case study in the Yangtze River basin， Symp.Pollut.Control Ecol.Restoration Tech.Water Environ.China，
Shanghai， 2006/12， Proceedings， 82-85

0610AA402
0610AB519
9911AE473

菅田誠治， 秋吉英治， 神沢博 (*1)(*1 名古屋大院 ) ： 時間閾値解析法で調べた 1997 年北半球と 2003 年南
半球の成層圏極渦の孤立性と鉛直流， 2005 年度南極昭和基地大型レーダープロ ジェ ク ト PANSY 研究集
会， 東京， 2006/03， プロ グ ラ ム

0406BA352

Sugata S.， Ohara T.， Nishikawa M.， Sugimoto N.， Mori I.， Shimizu A.， Hayasaki M. ： Recent interannual
variationin dust from changes in emission and transport， Int.Workshop Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2006/
12， Abstracts， 39

0608BA487

早崎将光 (*1)， 黒崎泰典 (*2)， 樋口篤志 (*2)， 足立幸穂 (*3)， 菅田誠治， 西川雅高， 大原利眞， 若松伸
司 (*4)(*1JST， *2 千葉大 CERcS， *3 筑波大， *4 愛媛大 ) ： 2006 年 4 月 8 日の黄砂を も た ら し た前線の
空間構造と時間発展， 日本気象学会 2006 年度秋季大会 ( ポス ター発表 )， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿
集， 346

0608BA487

早崎将光， 足立幸穂 (*1)， 菅田誠治， 西川雅高， 大原利眞， 若松伸司 (*2)(*1 筑波大， *2 愛媛大 ) ： 2006
年春季の黄砂飛来時におけ る高濃度 SPM の空間分布 と 時間変動， 第 47 回大気環境学会年会， 東京，
2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406AH380
0608BA487
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森野悠 (*1)， 近藤豊 (*1)， 菅田誠治， 大原利眞， 竹川暢之 (*1)， 駒崎雄一 (*2)， 福田真人 (*1)， 宮川拓
真 (*1)， 北和之 (*3)(*1 東大先端研， *2 海洋研開発機構， *3 茨城大 ) ： 都市大気中での硝酸および硝酸
塩エア ロ ゾルの生成 ・ 消失過程， 第 17 回大気化学シンポジウ ム ( ポス ター発表 )， 豊川， 2007/01， プロ
グ ラ ム

0610AA401
0406AH380

菅田誠治， 足立幸穂 (*1)， 西川雅高， 大原利眞， 早崎将光 (*1 筑波大 ) ： 2001-2006 年における黄砂の
年々変動の数値計算によ る要因解析， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-
ROM)

0608BA487
0610AA401
0406AH380

菅谷芳雄 ： 魚類急性毒性試験のあ り 方を巡る OECD テス ト ガイ ド ラ イ ンの動向， 第 12 回バイオア ッ セ
イ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集

0610AK484

小神野豊 (*1)， 大山房枝 (*1)， 軽部智美 (*1)， 畠山成久， 菅谷芳雄 (*1 川上農場 ) ： 試験生物 と し てのシ
マ ミ ミ ズの飼育に関する基礎的知見 II， 第 12 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発
表会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集， 30-31

0610AK484

畠山成久， 菅谷芳雄， 小神野豊 (*1)， 軽部智美 (*1)(*1 川上農場 ) ： OECD －テス ト ガ イ ド ラ イ ン， ミ ミ
ズ急性 ・ 繁殖試験法の諸検討， 第 12 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会， 東
京， 2006/09， 同講演要旨集， 32

0610AK484

吉見立也 (*1)， 三浦卓 (*1)， 菅谷芳雄 (*1 東京薬大 ) ： 昆虫の遺伝子発現を用いた化学物質環境モニタ
リ ング法の開発， 第 12 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会， 東京， 2006/09，
同講演要旨集， 33

0610AK484

畠山成久， 柏田祥策， 菅谷芳雄， 小神野豊 (*1)， 大山房枝 (*1)(*1 川上農場 ) ： ミ ジン コの BPMC( 殺虫
剤 ) 感受性の種間差－急性 ・ 慢性化， 体サイ ズ と の相関－， 第 12 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境
毒性学会合同研究発表会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集， 42

0610AK484

勝又政勝 (*1)， 小池隆 (*1)， 數村公子 (*1)， 竹内彩乃 (*1)， 菅谷芳雄， 藤原好 (*1 浜松ホ ト ニ ク ス ) ： 藻
類に対する化学物質生態 リ ス ク評価への生物微弱発光計測の応用， 第 12 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日
本環境毒性学会合同研究発表会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集， 51

0506BD800

戸田庸子 (*1)， 林田佐智子 (*1)， 杉田考史， 入江仁士 (*2)(*1 奈良女大， *2FRCGC/JAMSTEC) ： 1997 年
冬季北極における Reference Tracer Method を用いた脱窒の推定， 第 16 回大気化学シンポジウ ム， 豊川，
2006/01， 同講演集， 72-75

0406BA352

吉村奈津子 (*1)， 林田佐智子 (*1)， 野口克行 (*1)， Oshchepkov S.， 杉田考史， 笹野泰弘 (*1 奈良女大 ) ：
南極成層圏で観測された NAT 粒子の気温履歴について， 日本地球惑星科学連合 2006 年大会， 千葉，
2006/05， 同予稿集 (CD-ROM)

0406BA352

林田佐智子 (*1)， 池田奈生 (*1)， 戸田庸子 (*1)， 杉田考史， 中島英彰， 入江仁士 (*2)(*1 奈良女大，
*2FRCGC/JAMSTEC)：極域下部成層圏における ク ロ リ ンナイ ト レ イ ト の不活性化 と再活性化について，
日本地球惑星科学連合 2006 年大会， 千葉， 2006/05， 同予稿集 (CD-ROM)

0406BA352

杉本伸夫 ： ラ イ ダーの基礎と前線， LASER EXPO 2006 レーザー技術特別セ ミ ナー， 横浜， 2006/04， 同
予稿集， 1-9

0406AE344

杉本伸夫，清水厚，松井一郎，亀井秋秀 (*1)，柴田隆 (*2)，村山利幸 (*3)，関口美保 (*3)，Muller D.(*4)(*1
産総研， *2 名古屋大， *3 東京海洋大， *4 ラ イプチ ッ ヒ 対流圏研 ) ： ラ イ ダー ( レーザーレーダー ) が捉
えた東アジアのエア ロ ゾルの動態と性状， AIE シンポジウ ム「エア ロ ゾルの大気環境影響」， 京都， 2006/
07， プロ グ ラ ム

0206BA342

Tatarov B.(*1)，Sugimoto N.，Matsui I.(*1Bulg.Acad.Sci.) ： Lidar determination of quartz concentration in the
tropospheric mineral aerosols-methodology and first results， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07，
Proceedings， 23-26

0206BA342

Okamoto H.(1)，Nishizawa T.(*2)，Sato K.(*1)，Otake S.(*1)，Sense M.(*1)，Takemura T.(*3)，Sugimoto N.，
Matsui I.，Shimizu A.，Kumagai H.(*4) et al.(*1Tohoku Univ.，*2MRI，*3Kyusyu Univ.，*4NICT)：Microphysics
of clouds and aerosols by combined use of lidar and cloud radar， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07，
Proceedings， 337-340

0206BA342

Kim M-H.(*1)，Yoon S-C.(*1)，Kim S-W.(*1)，Sugimoto N.，Shimizu A.(*1)(*1Seoul Natl.Univ.)：Comparison
of vertical extinction profiles obtained from 2 GROUND-BASED Mie-SCATTERING lidars at gosan， Korea
during ABC-EAREX2005， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07， Proceedings， 449-450

0206BA342
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Tatarov B.(*1)， Sugimoto N.， Matsui I.， Shimizu A.(*1Bulg.Acad.Sci.) ： Two-year-observations of optical
properties of the tropospheric aerosol and clouds by a high-spectral-resolution lidar over Tsukuba，Japan， 23rd
Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07， Proceedings， 451-454

0206BA342

Sato K.(*1)， Okamoto H.(*1)， Takemura T.(*2)， Sugimoto N.， Kumagai H.(*3)(*1Univ.Tokyo， *2Kyushyu
Univ.， *3NICT) ： Development of algorithms for air-motion， ice sedimentation and microphysics using lidar
and radar， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07， Proceedings， 487-490

0206BA342

Nishizawa T.(*1)，Okamoto H.(*2)，Takemura T.(*3)，Aoki K.(*4)，Sugimoto N.，Matsui I.，Shimizu A.(*1MRI，
*2Tohoku Univ.，*3Kyushu Univ.，*4Toyama Univ.)：Aerosol optical properties retrieved from dual-wavelength
polarized lidar measurements during mirai MR01K02 cruise， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07，
Proceedings， 443-446

0206BA342

Uno I.(*1)，Yumimoto K.(*1)，Sugimoto N.，Shimizu A.，Satake S.(*2)，(*1Kyushu Univ.，*2RIHN)：Feasibility
study of adjoint inverse modeling of Asian dust using lidar network observations， 23rd Int.Laser Radar Conf.，
Nara， 2006/07， Proceedings， 627-630

0608BA487

Tatarov B.(*1)，Park C.-H.(*2)，Lee C.-H.(*2)，Sugimoto N.(*1Bulg.Acad.Sci.，*2Kyung Hee Univ.)： Polarization
lidar for aerosol observations in the troposphere and low stratosphere over Suwon(127° E，37° N)，KOREA， 23rd
Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07， Proceedings， 823-824

0608BA487

Lee C.-H.(*1)， Sugimoto N.， Park C.-B.(*1)(*1Kyung Hee Univ.) ： Lidar depolarization measurement at two
wavelengths(532nm AND 1064nm) in Asian dust event， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07，
Proceedings， 837-840

0608BA487

Sugimoto N.， Shimizu A.， Matsui I.， Dong X.(*1)， Zhou J.(*2)， Bai X.(*3)， Zhou J.(*4)， Lee C.-H.(*5)，
Yoon S.-H.(*6)， Okamoto H.(*7)， Uno I.(*8)(*1China-Jpn.Frendship Cent.， *2Anhui Int.Opt.Fine Mech.，
*3Inn.Mong.Environ.Monit.Cent.，*4Cold Reg.Environ.Eng.Res.Inst.，*5Kyung Hee Univ.，*6Seoul Natl.Univ.，
*7Tohoku Univ.， *8Kyushyu Univ.) ： Network observations Asian dust and air pollution aerosols using two-
wavelength polarization lidars， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07， Proceedings， 851-854

0608BA487

Kameyama S.(*1)， Ueno S.(*1)， Hirano Y.(*1)， Sugimoto N.， Kimura T.(*2)(*1Bulg.Acad.Sci.， *2JJAXA) ：
Feasibility study of microwave modulation DIAL system for global CO2 monitoring， 23rd Int.Laser Radar Conf.，
Nara， 2006/07， Proceedings， 973-976

0406AE344

Sugimoto N.， Shimizu A.， Matsui I.， Uno I.(*1)(*1Kyushu Univ.) ： Lidar observations of aerosols and clouds:
Validation of chemical transport models and aerosol climate models， 2nd Asian-Pac.Radiat.Symp.(APRS 2006)，
Kanazawa， 2006/08， ， 0608BA487

0608BA487

Nishizawa T.(*1)， Okamto H.(*2)， Takemura T.(*3)， Sugimoto N.， Matsui I.， Shimizu A.(*1MRI， *2Tohoku
Univ.， *3Kyushyu Univ.) ： Aerosol optical properties retrieved from a dual-wavelength polarized lidar
measurements over the tropical Pacific Ocean， 2nd Asian-Pac.Radiat.Symp.(APRS 2006)， Kanazawa， 2006/
08， Abstracts

0206BA342

杉本伸夫 ： 東アジアの大気環境 : 黄砂 と大気汚染エア ロ ゾルのラ イ ダーネ ッ ト ワーク観測， 富山県環境
科学セン ター研究成果発表会 ( 基調講演 )， 富山， 2006/02， 同要旨集

0608BA487

杉本伸夫： ラ イ ダーによ る大気観測の現状と将来， 電子情報通信学会 : 通信ソサイエテ ィ 特別企画「BK-
1 光を用いた観測 ・ 通信技術の現状 と将来」， 神奈川， 2006/03， CD-ROM

0406AE344

Uno I.(*1)，Yumimoto K.(*1)，Sugimoto N.，Shimizu A.(*1Kyushu Univ.)：Potential capability of adjoint inverse
modeling of dust emission and transport over East Asia for real-time dust forecasting， Int.Workshop
Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2006/12， Abstracts

0608BA487

Sugimoto N.，Shimizu A.，Matsui I.，Dong X.(*1)，Zhou J.(*2)，Yoon S-C.(*3)(*1China-Jpn.Friendship Cent.，
*2Anhui Inst.Optics.， *3Seoul Natl.Univ.) ： Movement of Asian dust revealed by network observations using
two-wavelength polarization lidars， Int.Workshop Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2005/12， Abstracts

0608BA487

Sugimoto N.， Liu X.(*1)， Dong X.(*2)， Matsui I.， Shimizu A.， Nishizawa T.(*1Peking Univ.*2China-
Jpn.Friendship Environ.Prot.Cent.) ： Lidar observations in Guangzhou and Beijing， Int.Workshop Mega-City
Reg.Air Pollut.， Guangzhou， 2007/02， Abstracts

0507BA825

鷹野敏明 (*1)， 山口潤 (*1)， 阿部英二 (*1)， 二葉健一 (*1)， 横手慎一 (*1)， 木下佳紀 (*1)， 河村洋平 (*1)，
立川純一 (*1)， 杉本伸夫， 松井一郎 他 (*1 千葉大 ) ： ミ リ 波レーダ FALCON-I によ るオホーツ ク海 と イ
ン ド洋の雲分布比較， 第 10 回みらいシンポジウ ム， 横浜， 2007/03， 同予稿集， 101-102

0206BA342
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岡本創 (*1)， 佐藤可織 (*1)， 増子直樹 (*1)， 西澤智明， 杉本伸夫， 鷹野敏明 (*2)(*1 東北大院， *2 千葉
大 ) ： みらい搭載雲レーダー ・ ラ イ ダーと衛星データ を用いた雲鉛直構造の解析， 第 10 回みらいシンポ
ジウ ム， 横浜， 2007/03， 同予稿集， 36-37

0206BA342

佐藤可織 (*1)， 岡本創 (*1)， 増子直樹 (*1)， 西澤智明， 杉本伸夫， 鷹野敏明 (*2)(*1 東北大院， *2 千葉
大 ) ： みらい搭載雲レーダー ・ ラ イ ダーと衛星データ を用いた上層雲と環境場の解析， 第 10 回みらいシ
ンポジウ ム， 横浜， 2007/03， 同予稿集， 38-39

0206BA342

西澤智明， 岡本創 (*1)， 竹村俊彦 (*2)， 杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚 (*1 東北大院， *2 九大応用力研 ) ：
みらい搭載2波長偏光ラ イ ダーデータから導出された熱帯域洋上におけるエア ロ ゾルの空間分布， 第10
回みらいシンポジウ ム， 横浜， 2007/03， 同予稿集， 40-41

0206BA342

種田晋二， 鈴木明 ： デ ィ ーゼル排気微粒子 (DEP) よ り 見出された 3- メ チル -4- ニ ト ロ フ ェ ノールの抗
アン ド ロゲン作用－ in vitro および in vivo －， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨
集 (CD-ROM)

0610AA412

種田晋二， 鈴木明 ： デ ィ ーゼル排気微粒子 (DEP) 中成分 3- メ チル -4- ニ ト ロ フ ェ ノールの成熟雄性日
本ウズ ラ (Coturnix japonica) 精巣機能に及ぼす影響， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演
要旨集 (CD-ROM)

0610AA412

Li C-M.(*1)(*2)， Taneda S.， Suzuki A.K.， Furuta C.(*1)(*2)， Watanabe G.(*1)(*2)， Taya K.(*1)(*2)(*1Gifu
Univ.， *2Tokyo Univ.Agric.Technol.) ： Anti-androgenic activity of 4-nitrophenol(PNP) in diesel exhaust
particles， 2nd Asia-Pac.Forum Androl.， Shanghai， 2006/10， Asian J.Androl.， 52

0610AA412

Li C-M.(*1)(*2)， Taneda S.， Suzuki A.K.， Furuta C.(*1)(*2)， Watanabe G.(*1)(*2)， Taya K.(*1)(*2)(*1Gifu
Univ.，*2Tokyo Univ.Agric.Technol.)：3-Methyl-4-nitrophenol in diesel exhaust particles effects on testicular
function of immature male rats， 2nd Asia-Pac.Forum Androl.， Shanghai， 2006/10， Asian J.Androl.， 69

0610AA412

Li C-M.(*1)(*2)， Taneda S.， Suzuki A.K.， Furuta C.(*1)(*2)， Watanabe G.(*1)(*2)， Taya K.(*1)(*2)(*1Gifu
Univ.，*2Tokyo Univ.Agric.Technol.)：3-Methyl-4-nitrophenol in diesel exhaust particles acts as an androgen
antagonist， 2nd Asia-Pac.Forum Androl.， Shanghai， 2006/10， Asian J.Androl.， 184-185

0610AA412

李春梅 (*1)(*2)， 種田晋二， 鈴木明， 古田千恵 (*1)(*2)， 渡辺元 (*1)(*2)， 田谷一善 (*1)(*2)(*1 東京農工
大， *2 岐阜大院 ) ： 幼若ラ ッ ト を用いたデ ィ ーゼル排気微粒子 (DEP) 中よ り 見出された 4- ニ ト ロ フ ェ
ノールのエス ト ロゲン作用および抗アン ド ロゲン作用の検討， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研
究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 173

0610AA412

種田晋二， 藤谷雄二， 小林隆弘， 関興一 (*1)， 大倉一枝 (*2)， 佐久嶋明世 (*3)， 八巻耕也 (*4)， 吉野伸
(*4)， 鈴木明 (*1 北大院， *2 北海道医療大， *3 九州保健福祉大， *4 神戸薬大 ) ： ナ ノ粒子を多 く 含んだ
デ ィ ーゼル排気曝露における循環器影響の検討， 日本薬学会 第127年会， 富山， 2007/03， 同要旨集， 197

0610AA412

鈴木武博， 野原恵子 ： TCDD によ る動物種特異的毒性発現調節 メ カニズムに関する研究， シンポジウ ム
「内 ・ 外環境と生物応答」 ( ポス ター発表 )， 福岡， 2006/07， 同予稿集， 37

0406AG337

鈴木武博， 野原恵子 ： ヒ ス ト ンアセチル化に着目し たマウ ス と ヒ ト における AhR 依存的遺伝子発現調
節の メ カニズム， 第 6 回分子予防環境医学研究会， 京都， 2006/12， 同要旨集， 21

0406AG337
0608AE438

Seyama H.， Tani Y.(*1)， Miyata N.(*1)， Soma M.(*1)， Iwahori K.(*1)(*1Univ.Shizuoka) ： Analysis of pebble
surfaces coated with biogenic manganese oxides， 19th Gen.Meet.Int.Mineral.Assoc.(Poster Session)， Kobe，
2006/07， Abstracts， 253

0507AE797
0610AE413

岩堀恵祐 (*1)， 渡邉淳一 (*1)， 宮田直幸 (*1)， 瀬山春彦 (*1 静岡県大 ) ： 鉄還元菌集積培養系におけるマ
グネタ イ ト の生産特性， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 45

0507AE797
0610AE413

米田穣 (*1)， 鵜野光， 鈴木亮 (*2)， 小林利行 (*3)， 小林千秋 (*3)， 瀬山春彦， 柴田康行 (*1 東大， *2 環
境研セ， *3 伯東 ) ： NIES-TERRA における AMS 測定と応用研究， 第 19 回タ ンデム加速器及びその周辺
技術の研究会， みど り ( 群馬県 )， 2006/07， 同報告集， 21-23

0406CD530
0608CD565
0608AG466

高木博夫， 佐野友春， 菊地さ ち子 (*1)， 彼谷邦光 (*1)(*1 東北大 ) ： 総 ミ ク ロ シスチンの定量における
MMPB 法と ELISA 法 と の相関について， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講
演要旨集， 814-815

0610AE401

Takagi H.， Sano T.， Kaya K.(*1)(*1Tohoku Univ.) ： On the correlation between MMPB and ELISA methods
for total microcystin concentrations， 12th Int.Conf.Harmful Algae(Poster Session)， Copenhagen， 2006/09，
Abstracts， 288

0610AE401

高澤嘉一 ： 大気中フ ッ素テロマー類の分析法に関する研究， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06，
同講演要旨集， 198-199

0608AG457
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西野貴裕 (*1)， 大庭智弘 (*1)， 佐々木裕子 (*1)， 高澤嘉一， 柴田康行 (*1 東京都環境科研 ) ： 都内水環境
における PFOS の汚染実態， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集，
462-463

0608AG457

都丸誠 (*1)， 高野裕久 (*2)， 越坂部奈緒美 (*3)， 安田亜紀子 (*3)， 井上健一郎 (*2)， 柳澤利枝， 植松宏
(*1)(*1 東京医歯大，*2 京都府医大，*3 明治製菓 )：糖尿病モデルにおける血糖値上昇はカカオポ リ フ ェ
ノールによ り 予防でき る， 第 17 回日本老年歯科医学会学術大会， 沖縄， 2006/06， プロ グ ラ ム， 113

0105SP031
0105SP061

都丸誠 (*1)， 高野裕久 (*2)， 井上健一郎 (*2)， 柳澤利枝， 越坂部奈緒美 (*3)， 安田亜紀子 (*3)， 島田章
則 (*4)， 加藤陽二 (*5)， 植松宏 (*1)(*1 東京医歯大， *2 京都府医大， *3 明治製菓， *4 鳥取大， *5 兵庫
県大 ) ： 糖尿病モデルマウ スにおけ る脂肪肝はデ ィ ーゼル排気微粒子の経気道暴露によ り 増悪する， 第
33 回日本 ト キシコ ロ ジー学会学術年会 ( ポス ター発表 )， 名古屋， 2006/07， プロ グ ラ ム， 30

0105SP031
0105SP061

都丸誠 (*1)， 高野裕久， 井上健一郎， 柳澤利枝， 越坂部奈緒美 (*2)， 島田章則 (*3)， 加藤陽二 (*4)， 植
松宏 (*1)(*1 東京医歯大， *2 明治製菓， *3 鳥取大， *4 兵庫県大 ) ： デ ィ ーゼル排気微粒子の経気道暴露
によ り 糖尿病モデルマウ スにおける脂肪肝は増悪する， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同
講演要旨集 (CD-ROM)

0105SP031
0105SP061

都丸誠 (*1)， 高野裕久， 井上健一郎， 柳澤利枝， 市瀬孝道 (*2)， 植松宏 (*1)(*1 東京医歯大院， *2 大分
県看護科大 )：デ ィ ーゼル排気微粒子が肺の炎症に関連する アポ ト ーシスに及ぼす影響， 第 47 回大気環
境学会年会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0105SP031
0105SP061

Tomaru M.(*1)，Takano H.，Osakabe N.(*2)，Yasuda A.(*2)，Inoue K.，Yanagisawa R.，Uematsu H.(*2)(*1Tokyo
Med.Dental Univ.， *2Meiji Seika) ： Elevation of blood glucose levels is prevented by intake of cacao liquor
proanthocyanidins diabetic models， 18th Congr.Int.Assoc.Disability Oral Health， Goteborg， 2006/08，
Abstracts， 107

0105SP031
0105SP061

高野裕久 ： 炎症と環境因子， 第 13 回日本免疫毒性学会学術大会， 倉敷， 2006/09， 同講演要旨集， 31-33 0105SP031
0105SP061

高野裕久 ： 生活習慣病 ・ 生活環境病に対する カカオポ リ フ ェ ノールの効用， 第 11 回チ ョ コ レー ト ・ コ
コ ア国際栄養シンポジウ ム， 東京， 2006/09， 同予稿集， 7

0105SP031
0105SP061

高野裕久 ： ナ ノ粒子 ・ ナ ノ マテ リ アルの健康影響， 第 33 回日本 ト キシコ ロ ジー学会学術年会， 名古屋，
2006/07， J.Toxicol.Sci.

0105SP031
0105SP061

高野裕久 ： SIRS における cytoprotective molecules， 第 33 回日本集中治療医学会学術集会 ラ ンチ ョ ンセ
ミ ナー， 大阪， 2006/03， プロ グ ラ ム

0105SP031
0105SP061

高野裕久：SIRS における cytoprotective molecule， 第 7 回侵襲と生体反応研究会， 東京， 2006/02， プロ グ
ラ ム

0105SP031
0105SP061

都丸誠 (*1)， 高野裕久， 井上健一郎， 柳澤利枝， 市瀬孝道 (*2)， 植松宏 (*1)(*1 東京医歯大， *2 大分県
看護科大 )：デ ィ ーゼル排気微粒子によ る肺の炎症に関連する アポ ト ーシスにおける影響， 第 77 回日本
衛生学会総会 ( ポス ター発表 )， 吹田， 2007/03， 日衛誌， 426

0105SP031
0105SP061

高橋善幸 ： 大気 ・ 陸域生態系間の CO2 同位体収支の不均衡における土壌有機物分解成分の重要性， 日
本地球惑星科学連合 2006 年大会， 千葉， 2006/05， 同予稿集 (CD-ROM)

0507AE963

高橋潔 ： 温暖化影響対策評価 と文理融合， 第 2 回沼口敦さ ん記念シンポジウ ム 「水循環環境科学のアプ
ローチ」， 東京， 2006/03， プロ グ ラ ム

0406BA488
0507BA794
0406BA354

Takahashi K. ： Evaluation of vulnerability in the Asia-Pacific region， Asia-Pac.Network Global Change
Res.(APN) Sci.Symp.， Kobe， 2005/04， Program

0406BA488
0507BA794
0406BA354

高橋潔：長期機構安定化目標検討のための影響統合評価ツール開発， 第 1 回 IR3S/ICAS 国際シンポジウ
ム， 水戸， 2006/11， プロ グ ラ ム

0610AA103
0507BA507

小山卓美 (*1)， 高橋慎司 (*1 動物衛研 ) ： ニホン ウ ズ ラおよびニワ ト リ Natural Killer Receptor 遺伝子の
解明 (11)， 日本家禽学会 2006 年度春季大会， 福岡， 2006/03， 家禽会誌， 20

0610AE539

Rovira M.F.(*1)(*2)，Takahashi S.，Koyama T.(*2)(*1SENACSA，*2Natl.Inst.Animal Health)：Characterization
of Interferon gamma gene(IFN-γ) of quail， 日本家禽学会 2006 年度秋季大会， 仙台， 2006/09， 家禽会誌， 3

0610AE539
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藤崎智彦 (*1)， 渡辺元 (*1)(*2)， Sedqyar M.(*1)(*2)， 高橋慎司， 鈴木明， 田谷一善 (*1)(*2)(*1 東京農工
大， *2 岐阜大 ) ： 雌雄ニホン ウズ ラにおけるベンゾピ レ ンの性腺機能制御作用， 日本内分泌攪乱化学物
質学会 第 9 回研究発表会， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 48

0610AE539
0610AA412

Li C.(*1)， Furuta C.(*1)， Takahashi S.， Taneda S.， Watanabe G.(*1)， Suzuki A.K.， Taya K.(*1)(*1Tokyo
Univ.Agric.Technol.)：Impairment of testicular function in adult male Japanese Quail(Coturnix japonica) after a
single administration of 3-methyl-4-nitrophenol in diesel exhaust particles， Soc.Stud.Reprod.， Omaha
Nebraska， 2006/07， Abstracts， 183

0610AE539

Takahashi Y.， Hirata R. ： Profiling of vertical distribution of CO2 in forest canopy， AsiaFlux Workshop
2006(Poster Session)， Chiang Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 63

0507AE963
0607BA587
0607AF588

高見昭憲， 倫小秀， 疋田利秀 (*1)， 下野彰夫 (*1)， 畠山史郎 (*1 三友プラ ン ト サービ ス ) ： 福江 ・ 辺戸
における AMS を用いた同期観測， 第 23 回エア ロ ゾル科学・技術研究討論会， 福岡， 2006/08， 同予稿集，
173-174

0705BA825

Zhang Q.(*1)，Jimenez J-L.(*2)，Dzepina K.(*2)，Dunlea E.(*2)，Docherty K.(*2)，Allan J.(*3)，Afarra M.R.(*4)，
Takami A.， Miyoshi T.， Hatakeyama S.(*1Univ.New York， *2Univ.Colorado-Boulder， *3Univ.Manchester，
*4Paul Scherrer Inst.) ： Component analysis of organic aerosols in urban rural， and remote atmospheres based
in aerosol mass spectrometry， 7th Int.Aerosol Conf.， St.Paul(USA)， 2006/09， Abstracts， 1143-1144

0507BA825

Takami A.， Miyoshi T.， Shimono A.， Hatakeyama S. ： Difference of aerosol chemical compositions measured
at northern and southern areas of East China Sea， 7th Int.Aerosol Conf.， St.Paul(USA)， 2006/09， Abstracts，
1215

0705BA825

Lun X.， Takami A.， Miyoshi T.(*1)， Hatakeyama S.(*1RIHN) ： Long-rang transport of organic aerosol from
continental origin Cape-Hedo， Japan， 第 17 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2007/01， 同講演集， 132

0507BA825

滝口善洋 (*1)， 高見昭憲， 定永靖宗 (*2)， 川上純一 (*2)， 坂東博 (*2)， 畠山史郎 (*1 筑波大， *2 大阪府
大院 )：沖縄辺戸岬における大気エア ロ ゾル中に含まれる硝酸塩の季節変動， 第 17 回大気化学シンポジ
ウ ム ( ポス ター発表 )， 豊川， 2007/01， 同講演集， 135

0507BA825

高村健二 ： 淡水魚オ イ カ ワの関東地方河川におけ る遺伝子浸透， 2006 年度日本魚類学会年会， 静岡，
2006/10， 同講演要旨集， 94

0608AG430
0610AE411

高村健二， 高村典子， 中川恵， 田中哲夫 (*1)， 三橋弘宗 (*1)， 村上俊明 (*2)(*1 兵庫県人と自然の博， *2
地域生態系保全 ) ： ため池に分布する淡水魚モツゴの種内外来状況を探る， 第 54 回日本生態学会大会
( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 219

0608AG430
0610AE411

渡辺貴史 (*1)， 高村典子 (*1 高松高専 ) ： 兵庫県東播磨地域における生物保全に対するため池管理者の
意識， 農村計画学会 2006 年度秋期大会学術研究発表会， つ く ば， 2006/09， 同要旨集， 45

0406BC319
0105AA207

宇田川弘勝， 高村典子 ： 霞ヶ浦懸濁物質における リ ンの存在形態， 日本陸水学会 第 71 回大会， 松山，
2006/09， 同講演要旨集， 244

0405AF967

松崎慎一郎 (*1)， 馬渕浩司 (*2)， 高村典子， 西田睦 (*1)， 鷲谷いづみ (*1)(*1 東大 ) ： 安定同位体から探
る在来型コ イ と移入型コ イの食性と栄養段階， 第 54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/
03， 同講演要旨集， 200

0105AA207
0508BD966

安榮相 (*1)， 若菜勇 (*2)， 佐藤大樹 (*1)， 中村太士 (*1)， 高村典子， 中川恵， Arni Einarsson(*3)(*1 北大
院， *2 阿寒湖畔 EMC， *3Myvatn Res.Sta.) ： 釧路湿原達古武湖における流域開発がマ リ モの生残に与え
た影響， 第 54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 211

0105AA207
0508BD966

樋口伸介 (*1)， 赤坂宗光， 中川惠， 高村典子， 角野康郎 (*1)(*1 神戸大 ) ： ため池の水生植物の種組成は
何で決ま るか？， 第 54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 231

0105AA207
0406BC319

赤坂宗光， 角野康郎 (*1)， 三橋弘宗 (*2)， 青木典司 (*3)(*1 神戸大， *2 兵庫県人と自然博， *3 神戸市 ) ：
ため池の生物多様性保全に必要な空間スケールについて， 第 49 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )，
高松， 2007/03， 同講演要旨集， 233

0105AA207
0406BC319

高村典子， 上野隆平， 中川惠， 伊藤富子， 大高明史 (*1)， 桑原康裕 (*2)， 蛭田眞一 (*3)， 若菜勇 (*4)，
上野洋一 (*5)， 仲島広嗣 (*6)(*1 弘前大， *2 北海道網走水試， *3 北海道教育大， *4 阿寒湖畔 EMC， *5
北海道環境科研セ，*6 野生総研 )：釧路湿原達古武沼における底生動物の分布と分布決定要因， 第 54 回
日本生態学会大会， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 149

0105AA207
0508BD966

滝上英孝 ： ダ イオキシン類の環境測定に係る精度管理の手引き ( 生物検定法 ) の解説 と そのポイ ン ト ，
工業技術会講習会， 東京， 2006/07， 同講習会テキス ト

0610AB447
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Takigami H.：Experiences and perspectives for the CALUX use in Japan， 1st CALUX Exchange workshop 2006，
Amsterdam， 2006/08， Abstracts

0610AB447

相沢寛史 (*1)， 滝上英孝， 酒井伸一 (*2)， 室石泰弘 (*1)， 森田昌敏， 中野哲哉 (*1)(*1 環境省， *2 京大
環境保全セ ) ： バイオア ッ セイのダ イオキシン類測定への適用の動向， 第 15 回環境化学討論会， 仙台，
2006/06， 同講演要旨集， 32-33

0610AB447

矢野真一 (*1)， 高橋真 (*1)， 鈴木剛， 滝上英孝， 能勢和聡， 酒井伸一 (*2)， 田辺信介 (*1)(*1 愛媛大， *2
京大環境保全セ ) ： ハウ スダス ト およびオフ ィ スダス ト からの有機スズ化合物の検出 と ヒ ト への曝露評
価， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 88-89

0406BE493

鈴木剛， 滝上英孝， 能勢和聡， 高橋真 (*1)， 酒井伸一 (*2)(*1 愛媛大沿岸環境研セ， *2 京大環境保セ ) ：
ハウ スダス ト 及びオフ ィ スダス ト 中のダ イオキシン類縁化合物の同定， 第 15 回環境化学討論会， 仙台，
2006/06， 同講演要旨集， 174-175

0406BE493
0610AA202

滝上英孝， 中野哲哉 (*1)， 相澤寛史 (*1)， 室石泰弘 (*1)， 酒井伸一 (*2)， 森田昌敏 (*1 環境省， *2 京大
環境保全セ ) ： 前処理方法を違えた場合の生物検定法の性能評価 ( 廃棄物試料を対象と し て )， 第 15 回
環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 334-335

0610AB447

能勢和聡， 鈴木剛， 滝上英孝， 高橋真 (*1)， 酒井伸一 (*2)(*1 愛媛大沿岸環境研セ， *2 京大環境保全
セ )： 国内で採取し たハウ ス・ オフ ィ ス ダス ト 試料中の PBDEs およ び PBDD/DFs の濃度及び組成につ
いて， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス タ ー発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 448-449

0406BE493
0610AA202

郷田泰弘 (*1)， 廣部将人 (*1)， 冨田潤一 (*2) 錦織睦美 (*2)， 中島敏夫 (*2)， Rubio F.(*3)， 滝上英孝， 酒
井伸一 (*4)， 池道彦 (*5)， 藤田正憲 (*5)(*1 日本エンバイ ロ ケ ミ カルズ， *2 東電環境エンジニア リ ング，
*3Abraxis， LLC， *4 京大環境保セ， *5 大阪大院 ) ： BR PCB ELISA によ る絶縁油中 PCB の測定， 第 15
回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 406-407

0610AB447

滝上英孝， 森田昌敏， 酒井伸一 (*1)， 中野哲哉 (*2)， 室石泰弘 (*2)(*1 京大環境保全セ， *2 環境省 ) ： 廃
棄物試料のダ イオキシン類への生物検定法の適用と課題， 第 9 回日本水環境学会シンポジウ ム， 東京，
2006/09， 同講演集， 11

0610AB447

滝上英孝 ： 環境中ダ イオキシン類測定における発光技術 ( 生物検定法 ) の利用， 第 2 回発光 ・ 蛍光標準
化研究会， 東京， 2006/06， プロ グ ラ ム

0610AB447

滝上英孝， 平井康宏 (*1)， 村上真也 (*2)， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ， *2 環境省 ) ： 家電 リ サイ ク
ル施設における有機臭素化合物の排出実態調査， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同
講演論文集， 152-154

0406BE493
0610AA202
0610AA204

Takigami H.， Hirai Y.(*1)， Sakai S-i.(*1)(*1Kyoto Univ.Environ.Preserv.Cent.) ： Behavior and control of
brominated flame retardants and related chemicals at an electronics recycling plant， 3rd NIES Workshop E-
Waste， Tsukuba， 2006/11， Abstracts

0406BE493
0610AA202
0610AA204

Nakano T.(*1)， Muroishi Y.(*1)， Takigami H.， Sakai S.(*2)， Morita M.(*1Minist.Environ.， *2Kyoto Univ.) ：
Application of simplified analytical methods(for DIOXIN testing) that comply with Japanese regulations， 26th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen Compd.， 173-176

0610AB447

Takigami H.， Hirai Y.(*1)， Matsuzawa Y.(*2)， Sakai S.(*1)(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.，
*2Minist.Environ.) ： Brominated flame retardants and brominated dioxins in the working environment and
environmental emission -a case study at an electronics recycling plant， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent
Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen Compd.， 2190-2193

0406BE493
0610AA202

Sato M.(*1)， Takigami H.， Namito Y.(*2)， Sakai S.(*3)(*1Penta-Ocean Constr.， *2Kaneka Techno.Res.，
*3Kyoto Univ.) ： Development of a water-quality monitoring technique during dredging of dioxin-polluted
sediments， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen
Compd.， 432-435

0610AB447

Suzuki G.，Takigami H.，Nose K.，Takahashi S.(*1)，Sakai S.(*2)(*1Ehime Univ.，*2Environ.Preserv.Cent.Kyoto
Univ.) ： Dioxin-like compounds in the house and office dusts: estimation of average daily dose and toxicity
identification evaluation， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08，
Organohalogen Compd.， 177-180

0406BE493
0610AA202

Goda Y.(*1)，Hirobe M.(*1)，Fujimoto S.(*1)，Tomita J.(*2)，Nishikiori M.(*2)，Nakajima T.(*2)，Rubio F.(*3)，
Takigami H.， Sakai S.(*4)， Ike M.(*5) et al.(*1Jpn.Environ.Chem.， *2Tokyo Electr.Power Eviron.Eng.，
*3Abraxis.， *4Kyoto Univ.) ： Improvement of broad range(BR) PCB ELISA for determination of PCBs in
insulating oil， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen
Compd.， 1269-1272

0610AB447
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Suzuki G.， Nose K.， Takigami H.， Takahashi S.(*1)， Sakai S.(*2)(*1Ehime Univ.， *2Kyoto Univ.) ： PBDEs
and PBDD/Fs in house and office dust from Japan， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN
2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen Compd.， 1843-1846

0406BE493
0610AA002

竹中明夫 ： 多種共存 メ カニズムは， 森林の構造にその痕跡を残すのか， 第 2 回生物資源の数理モデ リ ン
グシンポジウ ム， 東京， 2006/08， 要旨集

Z00009998

竹中明夫， 矢原徹一 (*1)(*1 九大 ) ： 林床土壌ブロ ッ ク から発芽し た先駆木本樹種の実生の動態 ： 外挿す
る と見え る こ と， 第 54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 282

0608AG485

田崎智宏 ： 製品中有害物質のマテ リ アルフ ローと その管理， 平成 18 年度廃棄物学会研究討論会， 川崎，
2006/05， 同講演論文集， 21-26

0606BE576
0405AE357

田崎智宏， 寺園淳， 森口祐一 ： 家電 リ サイ クル法の効力測定， 環境科学会 2006 年会， 東京， 2006/09，
同講演予稿集， 30-31

0405AE357
0105AB398

Tasaki T.，Terazono A.，Murakami S.，Osako M.，Moriguchi Y. ：Methodology of product flow analysis(PFA)，
ConAccount Meet.2006， Vienna， 2006/09， Abstracts， 31-32

0105AB398
0405AE357

Tasaki T.， Oguchi M.(*1)(*1Yokohama Natl.Univ.) ： Two estimation methods for average domestic lifespan of
products， 2006 IEEE Int.Symp.Electron.Environ.， San Francisco， 2006/05， Proceedings， 365

0105AB398
0405AE357

小口正弘 (*1)， 田崎智宏， 森口祐一 (*1 環境資源システム総研 ) ： 使用済み電気 ・ 電子製品の発生要因
の解析， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 158-160

0610AA201

田崎智宏， 橋本征二， 森口祐一， 小林健一 (*1)， 入佐孝一 (*1)(*1 八千代エンジニヤ リ ング ) ： 廃棄物処
理施設のラ イ フサイ クルコ ス ト の調査 ・ 研究， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講
演論文集， 84-86

0610AA201

小林健一 (*1)， 入佐孝一 (*1)， 田崎智宏， 橋本征二， 森口祐一 (*1 八千代エンジニヤ リ ング ) ： 廃棄物
処理施設ご と の施設運営 ・ 維持管理費の調査 ・ 集計手法について， 第 28 回全国都市清掃研究 ・ 事例発
表会， 川口， 2007/02， 同講演論文集， 97-99

0406BE817
0610AA201

加河茂美 (*1)， 工藤祐揮 (*2)， 田崎智宏 (*1 九大， *2 産総研 ) ： 乗用車の長期使用 と燃費向上が経済 と
環境に与え る影響， 第 2 回日本 LCA 学会研究発表会， 東京， 2007/03， 同要旨集， 140-141

0610AA201

大津惇 (*1)， 佐藤彰 (*1)， 渡邉泉 (*1)， 久野勝治 (*1)， 多田満 (*1 東京農工大 ) ： チカ イエに対する 4-t-
オクチルフ ェ ノールの生態影響評価， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 108-109

0610AE455

多田満 ： チカ イエカ と ヌ カエビの繁殖に及ぼす化学物質の影響， 水生昆虫談話会 第 295 回例会， 東京，
2006/12， プロ グ ラ ム

0610AE455

多田満 ： p- ノ ニルフ ェ ノ ールのチカ イエカ成虫経口投与によ る繁殖影響， 日本内分泌攪乱化学物質学
会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 167

0610AE455

鳥山成一 (*1)， 日吉真一郎 (*2)， 山崎敬久 (*2)， 水上昭弘 (*2)， 奥村秀一 (*2)， 藤崎進 (*2)， 溝口俊明
(*2)， 中谷訓幸 (*3)， 田中敦， 西川雅高 他 (*1 富山高専， *2 富山県環境科セ， *3 富山大 ) ： 一型方式を
用いた昇華性を有する ホ ウ素化合物測定法の開発， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講演要
旨集， 120-121

0305BC499

田中敦， 瀬山春彦， 田尾博明 (*1)， 山崎章弘 (*1)， 吉永淳 (*2)， 鳥山成一 (*3)， 日吉真一郎 (*4)(*1 産総
研， *2 東大院， *3 富山高専， *4 環日本海環境協力セ ) ： ほ う 素系製品製造工場からのほ う 素の発生 と
植物影響， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 128-129

0305BC499
0608AG466

中村有希 (*1)， 石橋由梨 (*1)， 高木麻衣 (*2)， 田宮さやか (*2)， 吉永淳 (*2)， 田中敦， 瀬山春彦， 柴田
康行 (*1 北里大，*2 東大 )：室内塵中の鉛， 平成 18 年度室内環境学会総会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/
11， 同講演集， 94-95

0608AG466

Tanaka Y. ： On ecological risk estimation: An approach from ecology， Symp.URMPM Spec.Conf.Health Risk
Manag.Environ.Labour， Tokyo， 2006/06， Program

0610AA304
0610AK484
0508CD532

Tanaka Y. ： Introgressive hybridization by breakdown of the Dobzhansky-Muller incompatibilities，
Am.Genet.Assoc.Annu.Symp.Genet.Speciation(Poster Session)， Vancouver， 2006/07， Abstracts， 130

0610AA304

Tanaka Y. ： Dynamics of community phenotypes by environmental changes: a trait-based community model，
Ecol.Soc.Am.91th Annu.Meet.(Poster Session)， Memphis， 2006/08， Program， 108

0508BD966
0610AA304
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Tanaka Y. ： Community trait dynamics under resource competition， Jpn.-Korean Jt.Meet.Math.Biol.， 福岡，
2006/09， Abstracts， 80

0508BD966
0610AA304

田中嘉成：形質ベース群集モデルによ る生態系影響評価の試み， 第 54 回日本生態学会大会， 松山， 2007/
03， 同講演要旨集， 187

0508BD966
0610AA304

中嶋美冬， 田中嘉成， 児玉圭太， 堀口敏宏 ： 東京湾シャ コ Oratosquilla oratoria 個体群動態の生活史感
度解析， 第 54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 214

0610AA304

田中嘉成 ： 生態 リ ス ク と 生態系の影響評価， IMPACT シンポジ ウ ム日本船舶海洋工業会， 東京， 2007/
03， プロ グ ラ ム

0610AK484
0508CD532

家田曜世 (*1)， 落合伸夫 (*1)， 笹本喜久男 (*1)， 伏見暁洋， 長谷川就一， 田邊潔， 小林伸治 (*1 ゲステ
ル ) ： 直接加熱導入 GCxGC-qMS によ る沿道大気中ナ ノ粒子の分析 (2) － PAHs の高感度分析－， 第 15
回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 592-593

0507MA519
0608AG457
0608AG441

落合伸夫 (*1)， 家田曜世 (*1)， 笹本喜久男 (*1)， 伏見暁洋， 長谷川就一， 田邊潔， 小林伸治 (*1 ゲステ
ル )：直接加熱導入 GCxGC-qMS によ る沿道大気中ナ ノ粒子の分析 (1) －キ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ン－， 第
15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 266-267

0507MA519
0608AG457
0608AG441

高橋克行， 長谷川就一， 伏見暁洋， 藤谷雄二， 田邊潔， 小林伸治， 若松伸司 (*1)(*1 愛媛大 ) ： 大気中ナ
ノ粒子の総合観測 (1) 粒径分布の長期連続観測， 第 23 回エア ロ ゾル科学・技術研究討論会， 福岡， 2006/
08， 同予稿集， 43-44

0608AG441

伏見暁洋， 長谷川就一， 藤谷雄二， 高橋克行， 田邊潔， 小林伸治， 若松伸司 (*1)(*1 愛媛大 ) ： 大気中ナ
ノ粒子の総合観測 (3) 有機成分， 第 23 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会， 福岡， 2006/08， 同予稿集，
47-48

0608AG441
0507MA519
0608AG457

Fushimi A.， Hasegawa S.， Saitoh K.(*1)， Fujitani Y.， Takahashi K.， Tanabe K.， Kobayashi
S.(*1Environ.Res.Inf.Cent.Akita Pref.)：Chemical composition of nanoparticles in roadside atmosphere in Japan，
10th ETH Conf.Combust.Generated Nanoparticle(Poster Session)， Zurich， 2006/08， Abstracts， 14

0608AG441
0507MA519
0608AG457

落合伸夫 (*1)， 伏見暁洋 (*1 ゲステル ) ： GCxGC-MS の環境分析への適用， 第 9 回日本水環境学会シン
ポジウ ム， 東京， 2006/09， 同講演集， 58-59

0608AG457
0608AG441
0507MA519

高橋克行， 長谷川就一， 伏見暁洋， 藤谷雄二， 田邊潔， 若松伸司 (*1)， 小林伸治 (*1 愛媛大 ) ： 都市大
気中ナ ノ粒子の観測と動態解析 (1) 個数濃度 と粒径分布の多点観測， 第 47 回大気環境学会年会， 東京，
2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0608AG441

長谷川就一， 伏見暁洋， 高橋克行， 藤谷雄二， 田邊潔， 若松伸司 (*1)， 小林伸治 (*1 愛媛大 ) ： 都市大
気中ナ ノ粒子の観測と動態解明 (2) 粒径別炭素組成， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演
要旨集 (CD-ROM)

0608AG441

伏見暁洋， 落合伸夫 (*1)， 家田曜世 (*1)， 笹本喜久男 (*1)， 長谷川就一， 高橋克行， 藤谷雄二， 田邊潔，
若松伸司 (*2)， 小林伸治 (*1 ゲステル， *2 愛媛大 ) ： 都市大気中ナ ノ 粒子の観測と動態解明 (3) 加熱脱
着 GCxGC/qMS によ る粒径別有機組成， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-
ROM)

0608AG441
0507MA519
0608AG457

津崎昌東 (*1)， 田中伸幸 (*1)， 田邊潔， 小林伸治， 越光男 (*2)， 出口祥啓 (*3)(*1 電力中研， *2 東大， *3
三菱重工 ) ： 多環芳香族成分を吸着し た標準ナ ノ粒子発生装置の開発， 第 47 回大気環境学会年会 ( ポス
ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0507MA519
0608AG457

田中伸幸 (*1)， 津崎昌東 (*1)， 出口祥啓 (*2)， 田邊潔， 小林伸治， 伏見暁洋， 越光男 (*3)， 須佐秋生
(*3)(*1 電力中研， *2 三菱重工， *3 東大 ) ： ナ ノ粒子中化学成分の多成分同時計測技術の開発， 第 47 回
大気環境学会年会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0507MA519
0608AG457

谷本浩志 ： アジアにおける対流圏オゾン ： 過去の観測事実 と将来のモデル予測， 日本気象学会 2006 年
度春季大会， つ く ば， 2006/05， 同講演予稿集， 123

0610SP401

澤庸介 (*1)， 谷本浩志， 米村正一郎 (*2)， 田口彰一 (*3)， 松枝秀和 (*1)， 早坂忠裕 (*4)， 鶴田治雄 (*5)，
遠嶋康徳， 向井人史， 菊地伸行 (*6) 他 (*1 気象研， *2 農環技研， *3 産総研， *4 地球研， *5 東大，
*6JAXA) ： ABC-EAREX2005 期間中に観測された CO 濃度の上昇， 日本気象学会 2006 年度春季大会 ( ポ
ス ター発表 )， つ く ば， 2006/06， 同講演予稿集， 368

0610SP401

谷本浩志， 猪俣敏， 青木伸行 (*1)， 廣川淳 (*2)， 定永靖宗 (*3)(*1 産総研， *2 北大， *3 大阪府大 ) ： PTR-
TOFMS を用いた大気中有機化合物の高速多成文測定装置の開発 1. 目的と初期成果， 日本地球惑星科学
連合 2006 年大会， 千葉， 2006/05， 同予稿集 (CD-ROM)

0610SP401
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小池真 (*1)， 近藤豊 (*2)， 桑田幹鉄 (*1)， 宮崎雄三 (*1)， 駒崎雄一 (*2)， 谷本浩志， 松枝秀和 (*3)(*1 東
大， *2 東大先端研， *3 気象研 ) ： 春季済州島における雲凝結核数の変動 と その要因， 日本地球惑星科学
連合 2006 年大会， 千葉， 2006/05， 同予稿集 (CD-ROM)

0610SP401

福田真人 (*1)， 近藤豊 (*2)， 宮崎雄三 (*1)， 森野悠 (*1)， 竹川暢之 (*2)， 宮川拓真 (*1)， 金谷有剛 (*3)，
谷本浩志 (*1 東大， *2 東大先端研， *3 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ) ： 都市域における窒素酸化物の酸
化 ・ 除去， 日本地球惑星科学連合 2006 年大会， 千葉， 2006/05， 同予稿集 (CD-ROM)

0610SP401

谷本浩志， 猪俣敏， 青木伸行 (*1)， 廣川淳 (*2)， 定永靖宗 (*3)(*1 産総研， *2 北大， *3 大阪府大 ) ： 大
気中有機化合物の多成分 リ アルタ イ ム測定のためのプロ ト ン移動反応 - 飛行時間型質量分析計の開発，
第 12 回大気化学討論会， 山形， 2006/06， 同講演要旨集， 20

0610SP401

澤庸介 (*1)， 谷本浩志， 米村正一郎 (*2)， 田口彰一 (*3)， 松枝秀和 (*1)， 早坂忠裕 (*4)， 鶴田治雄 (*5)，
遠嶋康徳， 向井人史， 和田晃 (*6)(*1 気象研， *2 農環技研， *3 産総研， *4 地球研， *5 東大， *6 気象
大 )： ABC-EAREX2005 期間中の CO 濃度の上昇， 第 12 回大気化学討論会， 山形， 2006/06， 同講演要
旨集， 23

0610SP401

Tanimoto H.，Kato S.(*1)，Akimoto H.(*2)，Yamano H.(*1Tokyo Metro.Univ.，*2JAMSTEC)：Possible linkage
of marine algae， organics emissions， and photochemistry， 4th Int.Symp.Biol.Environ.Chem.DMS(P)
Relat.Compo.(Poster Session)， Norwich(UK)， 2006/05， Program

0610SP401

Tanimoto H.，Inomata S.，Aoki N.(*1)，Hirokawa J.(*2)，Sadanaga Y.(*3)(*1AIST，*2Hokkaido Univ.，*3Osaka
Pref.Univ.) ： Development of a PTR-TOFMS instrument for real-time measurements of volatile organic
compounds in air， 6th Int.Symp.Adv.Environ.Monit.(Poster Session)， Heidelberg(Germany)， 2006/06，
Program

0610SP401

Tanimoto H.， Ohara T.， Mukai H.， Sawa Y.(*1)， Matsueda H.(*1)， Yonemura S.(*2)， Uno I.(*3)(*1MRI，
*2NIAES， *3Kyushu Univ.) ： Interannual variations and recent trends of surface ozone in East Asia:
standarization and integration of measurements， and chemical transport model analysis， Jt.IGAC/CACGP/
WMO Symp.， Cape Town， 2006/09， Program(CD-ROM)

0610SP401

Tanimoto H.， Inomata S.， Aoki N.(*1)， Sadanaga Y.(*2)， Hirokawa J.(*3)(*1AIST， *2Osaka Pref.Univ.，
*3Hokkaido Univ.) ：Development of a PTR-TOFMS instrument for real-time measurements of volatile organic
compounds in air， Jt.IGAC/CACGP/WMO Symp.(Poster Session)， Cape Town， 2006/09， Abstracts(CD-
ROM)

0610SP401

Koike M.(*1)， Kuwata M.(*2)， Kondo Y.(*2)， Miyazaki Y.(*2)， Kodama D.(*2)， Yum S.S.(*3)， Tanimoto H.，
Matsueda H.(*4)(*1Univ.Tokyo，*2RCAST Univ.Tokyo，*3Yonsei Univ.，*4MRI)：Factors controlling the CCN
number concentrations at north of East China Sea in spring 2005， Jt.IGAC/CACGP/WMO Symp.(Poster
Session)， Cape Town， 2006/09， Program(CD-ROM)

0610SP401

Kanaya Y.(*1)，Akimoto H.(*1)，Tanimoto H.，Yokouchi Y.，Koike M.(*2)，Fukuda M.(*2)，Takegawa N.(*3)，
Komazaki Y.(*3)， Kondo Y.(*3)(*1FRCGC， *2Univ.Tokyo， *3RCAST Univ.Tokyo) ： Photochemical oxidant
production rates in Tokyo in winter and summer 2004: Estimations from observed OH/HO2 radical
concentrations， Jt.IGAC/CACGP/WMO Symp.， Cape Town， 2006/09， Abstracts(CD-ROM)

0610SP401

谷本浩志，猪俣敏： プロ ト ン移動反応－飛行時間型質量分析計によ る有機化合物の多成分 リ アルタ イ ム
検出， 日本地球化学会 第 53 回年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集， 88-89

0610SP401

Tanimoto H.， Mukai H.， Ohara T.， Uno I.(*1)(*1Kyushu Univ.) ： Impact of changing climate and emissions
on surface ozone distributions and evolution: ENSO， long-range transport， and biomass burning，
Reg.Clim.Variability & its Impacts in the Mediterranean Area-Adv.Res.Workshop Marrakech(Maroc)，
Marrakech， 2006/11， Program

0610SP401

Tanimoto H.， Ohara T.， Kurokawa J-i.， Mukai H.， Uno I.(*1)， Yamaji K.(*2)(*1Kyushu Univ.， *2FRCGC) ：
Interannual variations and recent trends of surface ozone in East Asia: Integrated observations and chemical
transport model analysis， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Program

0610SP401

谷本浩志 ： 測定の標準化 と 観測の統合化に基づ く 地表オゾ ンの時空間変動に関する化学輸送モデル解
析， 第17回大気化学シンポジウ ム (第2回大気化学研究会奨励賞受賞講演)， 豊川， 2007/01， プロ グ ラ ム

0610SP401

Tanimoto H. ： Interannual variations and recent trends of surface ozone in East Asia: Integrated observations
and chemical transport model analysis， Jt.TFHTAP WMO Workshop Integrated Obs.Assessing Hemispheric Air
Pollut.， Geneva， 2007/01， Program

0610SP401
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Tanimoto H.，Inomata S.，Aoki N.，Sadanaga Y.，Hirokawa J.(*1)(*1Hokkaido Univ.)：The NIES PTR-TOFMS
instrument:design， performance， and application， 3rd Int.PTR-MS Conf.2007， Obergurgl， 2007/02，
Proceedings， 92-96

0610SP401

玉置雅紀， 小川大輔 (*1)， 中嶋信美， 青野光子， 久保明弘， 鎌田博 (*1)， 佐治光 (*1 筑波大 ) ： オゾン
感受性の異な るシ ロ イ ヌナズナを用いた QTL 解析， 第 47 回日本植物生理学会年会， つ く ば， 2006/03，
同講演要旨集， 169

0508AE772
0406AG337

吉田征司 (*1)， 玉置雅紀， 中嶋信美， 青野光子， 久保明弘， 鎌田博 (*1)， 佐治光 (*1 筑波大 ) ： シロ イ
ヌナズナのオゾン暴露ス ト レ スに対する SA， ET の防御的役割に関する研究， 第 47 回日本植物生理学
会年会， つ く ば， 2006/03， 同講演要旨集， 315

0508AE772

Yoshida S.(*1)， Tamaoki M.， Ogawa D.(*1)， Aono M.， Kubo A.， Saji H.， Kamada H.(*1)， Nakajima
N.(*1Univ.Tsukuba) ： Protective action of salicylic acid and ethylene against ozone-induced leaf injury in
Arabidopsis， Int.Congr.Plant Mol.Biol.2006(Poster Session)， Adelaide， 2006/08， Abstracts， 213

0508AE772

田村憲治， 山崎新， 中井里史 (*1)， 松木秀明 (*2)(*1 横浜国大， *2 東海大 ) ： 微小粒子状物質の健康影
響に関する疫学研究－個人曝露評価のための家屋内外濃度測定 (6) 夏季個人曝露調査結果， 第 47 回大気
環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0606BY949

田村憲治， 山崎新， 島正之 (*1)(*1 兵庫医大 ) ： 車道走行中の大気汚染曝露評価 (1) －瀋陽市のタ ク シー
走行中の曝露レベル－， 第 65 回日本公衆衛生学会総会， 富山， 2006/10， 日本公衆衛生雑誌， 1007

0608AG441

苅田香苗 (*1)， 田村憲治， 船渡川伊久子 (*1)， 矢野栄二 (*1)(*1 帝京大 ) ： 車道走行中の大気汚染曝露評
価 (2) －バン コ ク市の各種運転手の曝露レベル－， 第 65 回日本公衆衛生学会総会 ( ポス ター発表 )， 富
山， 2006/10， 日本公衆衛生雑誌， 1013

0608AG441

田村憲治， 中井里史 (*1)(*1 横浜国大 ) ： 大気中微小粒子の屋外， 室内及び個人曝露濃度の関係－国内 7
地域の調査結果から－， 平成 18 年度室内環境学会総会， 東京， 2006/11， 同講演集， 146-147

0606BY949

田村憲治， 新田裕史， 近藤美則， 長谷川就一 ： 沿道歩行時の大気汚染物質曝露－ PM 重量濃度および個
数濃度の変動について－， 第 77 回日本衛生学会総会 ( ポス ター発表 )， 吹田， 2007/03， 日衛誌， 428

0608AG441

大塚俊之 (*1)， 廣田充， 下野綾子， 唐艶鴻 (*1 茨城大 ) ： チベッ ト 高山草原の標高傾度に伴 う 土壌炭素
蓄積量の変化， 第 53 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 新潟， 2006/03， 同プロ グ ラ ム， 71

0103BA141

張鵬程 (*1)， 唐艶鴻， 廣田充， 山本昭範 (*1)， 鞠子茂 (*1)(*1 筑波大 ) ： チベッ ト 高山草原における植生
と土壌炭素フ ラ ッ ク ス， 第 53 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 新潟， 2006/03， 同プロ グ ラ ム， 71

0103BA141

Hirota M.， Zhang P.(*1)， Kuriyama T.(*2)， Gu S.(*3)， Tang Y.(*1Univ.Tsukuba， *2Toho Univ.，
*3Chin.Acad.Sci.) ： Examining CO2 partitioning for an alpine meadow on the Qinghai-Tibetan Plateau. Part I:
Can we estimate daytime ecosystem respiration from nighttime ecosystem respiration?， 53rd
Annu.Meet.Ecol.Soc.Jpn.(Poster Session)( 第 53 回日本生態学会大会 )， Niigata， 2006/03， プロ グ ラ ム， 97

0103BA141

Shen H.(*1)， Tang Y.， Washitani I.(*2)(*1Univ.Tokyo， *2Univ.Tsukuba) ： Distribution of Primula nutans in
relation to microtopography in an alpine wetland， 53rd Annu.Meet.Ecol.Soc.Jpn.(Poster Session)( 第 53 回日本
生態学会大会 )， Niigata， 2006/03， プロ グ ラ ム， 98

0103BA141

Tin-Tin-Win-Shwe，Ahmed S.，Tsukahara S.，Yamamoto S.，Kakeyama M.，Nakajima D.，Goto S.，Kobayashi
T.， Fujimaki H. ： T cell-mediated neuroprotective response in toxic chemical induced memory-related gene
expressions in a mouse hippocampus， 23rd Int.Neurotoxicol.Conf.(Poster Session)， Little Rock(USA)， 2006/
09， Abstracts， 40-41

0610AA302

塚原伸治， 北條理恵子， 黒河佳香， 藤巻秀和 ： 発達期ラ ッ ト の性的二型核形成に関与する アポ ト ーシス
制御分子発現の性差と エス ト ロゲンの影響， 第 33 回日本神経内分泌学会， 横浜， 2006/10， 同予稿集，
375

0506CD534
0506CD535

Tsukahara S.，Yamamoto S.，Tin-Tin-Win-Shwe，Ahmed S.，Kunugita N.(*1)，Fujimaki H.(*1UOEH)：Effects
of low-level formaldehyde exposure on apoptosis-related molecules in the hippocampus of mice， 23th
Int.Neurotoxicol.Conf.(Poster Session)， Little Rock(USA)， 2006/09， Abstracts， 39

0506CD534
0506CD535

Terazono A.， Yoshida A.， Mukai S.， Murakami R. ： E-waste issues in Japan and other Asia， Conf.E-Waste
Manage.Transboundary Movements， Taipei， 2006/08， Abstracs

0610AA204
0606AE938

Terazono A. ： The report of working group on the waste recycle in Japan， 5th AIST Workshop LCA Asia
Pac.Region， Tsukuba， 2006/11， Abstracts， 167

0610AA204
0606AE938
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Terazono A.：Asian initiatives to address pollution transfers， Mater.Prod.Waste: Global Flows Local Environ.-
Impacts Developing Ctry.， Delhi， 2006/12， Program

0610AA204
0606AE938

Terazono A.， Murakami S.， Yoshida A.， Murakami， R. ： Material flow and environmental impacts of E-waste
in Asia， 7th Int.Conf.EcoBalance， Tsukuba， 2006/11， Proceedings， 375-376

0610AA204
0606AE938

寺園淳， 吉田綾， 森口祐一， 村上理映 ： 日本 と中国における廃プラ スチッ クの国内 ・ 国際フ ロー， 環境
経済 ・ 政策学会 2006 年大会， 京都， 2006/08， 同報告要旨集， 153-154

0610AA204
0606AE938

寺園淳，吉田綾，森口祐一 ： 使用済ペッ ト ボ ト ルの輸出構造と課題， 第 17 回廃棄物学会研究発表会 ( ポ
ス ター発表 )， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 149-151

0610AA204
0606AE938

Terazono A. ： E-waste issues in Asia， Asia 3R Conf.， Tokyo， 2006/10， Program 0610AA204
0606AE938

遠嶋康徳， Prabir K.P.(*1)， 向井人史， 野尻幸宏， 町田敏暢 (*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ) ： 酸素濃度
の変動 と 炭素収支 ： 酸素観測から年々の炭素収支は求められるか？， 第 12 回大気化学討論会， 山形，
2006/06， 同講演要旨集， 15

0610AA101

遠嶋康徳：大気－海洋間ガス交換の ト レーサー APO と その応用， 2006 年度日本地球化学会年会， 東京，
2006/09， 同予稿集， 84-85

0408BB368
0507CC919
0610AA101

Yamagishi H.，Tohjima Y.，Mukai H.：Detection of the oxygen emission due to the spring bloom in the western
North Pacific using in-situ measurement of atmospheric oxygen/nitrogen ratio， AGU 2006 Fall Meet.， San
Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA101
0408BB368

永井孝志 (*1)， 冨岡典子， 川崎達也 (*2)， 今井章雄， 松重一夫， 小松一弘， 福島武彦 (*1)(*1 筑波大院，
*2 長岡技科大院 ) ： Microcystis の現場増殖速度と増殖ポテンシ ャルの評価， 第 40 回日本水環境学会年
会， 仙台， 2006/03， 同講演集， 123

0406AG399
0507CD921

冨岡典子， 矢部徹， 野原精一， 林誠二， 松重一夫， 今井章雄 ： 霞ヶ浦エコ ト ーンにおける水移動 と栄養
塩の供給に関する研究， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 120

0307AF511

真鍋徹郎 (*1)， 大畑宙生 (*2)， 吉澤秀治 (*2)， 中島大介， 後藤純雄， 矢島博文 (*1)(*1 東京理大， *2 明
星大 ACER)：アルコール触媒化学気相蒸着法を用いた木炭の表面への炭素の固定化， 第 4 回木質炭化学
会研究発表会， 北見， 2006/06， 同講演要旨集， 17-18

0102AB400

中島大介， 長目成司 (*1)， 倉持秀敏， 杉田和俊 (*2)， 竹村哲雄 (*1)， 矢島博文 (*1)， 後藤純雄 (*1 東京
理大， *2 ダ イヤ分析セ ) ： 木材の炭化時における PAH の発生挙動， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター
発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 604-605

0607AE562

Xiong J.， Nakajima D.， Ohata M.(*1)， Yoshizawa S.(*1)， Inaba K.， Shimizu H.， Xu X.(*2)， Mao K.(*3)，
Goto S.(*1Meisei Univ.，*2Kunming Univ.Sci.Technol.，*3Yunnan Agric.Univ.)：Carbonization and heavy metal
recovery from woody plant， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 706-
707

0607AE562

影山志保， 中島大介， 熊俊芬 (*1)(*2)， 小野寺祐夫 (*3)， 峯木茂 (*3)， 高木敬彦 (*4)， 光崎研一 (*4)， 後
藤純雄 (*1 雲南農大， *2 昆明理工大， *3 東京理大， *4 麻布大 ) ： 雑木林土壌試料の変異原性について，
第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 736-737

0607AE562

高木敬彦 (*1)， 船田時夫 (*1)， 加藤行夫 (*1)， オカ タニ ト モ ミ ツ (*1)， 光崎研一 (*1)， 峯木茂 (*2)， 中
島大介， 後藤純雄 (*1 麻布大， *2 東京理大 ) ： 土壌深度 1m までの変異原性分布について， 第 15 回環境
化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 738-739

0607AE562

陰地義樹 (*1)， 武田耕三 (*1)， 松浦洋文 (*1)， 米田勝彦 (*1)， 中島大介， 後藤純雄 (*1 奈良県保健環境
研 ) ： 空気中真菌類の分子マーカーと し てのエルゴ ステ ロールの GC/MS 分析， 第 15 回環境化学討論会
( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 778-779

0607AE562
0610AB545

Mineki S.(*1)， Kanazaki H.(*1)， Sonoda M.(*1)， Mineki R.(*2)， Nakajima D.， Goto S.(*1Tokyo Univ.Sci.，
*2Grad.Sch.Juntendo Univ.) ： Analysis of proteins induced in Mycobacterium sp.H2-5 in the degradation of
pyrene， Int.Symp.Environ.Biotechnol.2006， Leipzig(Ger.)， 2006/07， Abstracts， 158

0607AE562

Tin-Tin-Win-Shwe， 福島篤， 美津島大 (*1)， 中島大介， Sohel A.， 山元昭二， 塚原伸治， 掛山正心， 後
藤純雄， 藤巻秀和 (*1 横浜市大 ) ： マイ ク ロ ダ イ ア リ シス法によ る有害化学物質曝露マウ スにおける神
経伝達物質の評価， 第47回大気環境学会年会(ポス ター発表)， 東京， 2006/09， 同講演要旨集(CD-ROM)，
P51

0610AA302
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中島大介， 影山志保， 大森清美 (*1)， 伏脇裕一 (*1)， 白石不二雄， 鈴木規之， 後藤純雄 (*1 神奈川県衛
研 )： 大気中に存在する ガス 状変異原性物質について， 日本環境変異原学会 第 35 回大会 ( ポス タ ー発
表 )， 堺， 2006/11， 同プロ グラ ム・ 要旨集， 95

0607AE562

坂平昌英 (*1)， 太田敏博 (*1)， 山形秀夫 (*1)， 貝瀬利一 (*1)， 角田真澄， 中島大介， 後藤純雄， 赤沼三
恵 (*2)， (*1 東京薬大， *2 ク レハ生物医学研 ) ： マル ト ールの UV 照射によ り 生成する変異原物質の分
離， 日本環境変異原学会 第 35 回大会 ( ポス ター発表 )， 堺， 2006/11， 同プロ グ ラ ム ・ 要旨集， 104

0607AE562

赤沼三恵 (*1)， 太田敏博 (*2)， 角田真澄， 中島大介， 後藤純雄 (*1 ク レハ生物医学研， *2 東京薬大 ) ：
マル ト ールおよびその構造類似体の UVA あ るいは UVC 照射によ る変異原性の発現， 日本環境変異原学
会 第 35 回大会 ( ポス ター発表 )， 堺， 2006/11， 同プロ グ ラ ム ・ 要旨集， 106

0607AE562

中島晴信 (*1)， 辻清美 (*2)， 中島大介， 後藤純雄， (*1 大阪府公衆衛研， *2 神奈川県衛研 ) ： 水性塗料
中の VOC の分析， 平成 18 年度室内環境学会総会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同講演集， 44-45

0607AE562
0610AB545

中島大介， 塚原伸治， 北條理恵子， 影山志保， 藤巻秀和， 白石寛明， 白石不二雄， 後藤純雄 ： 妊娠ラ ッ
ト への低濃度 ト ルエン曝露時における胎児血中 ト ルエン濃度の測定， 平成18年度室内環境学会総会( ポ
ス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同講演集， 46-47

0610AK545
0610AA302

川上由起子 (*1)， 中島大介， 杉田和俊 (*2)， 峯木茂 (*1)， 白石不二雄， 鈴木規之， 高木敬彦 (*3)， 遠藤
治 (*4)， 後藤純雄 (*1 東京理大， *2 ダ イヤ分析セ， *3 麻布大， *4 保健医療科院 ) ： 半揮発性 PAH 類抽
出溶液の濃縮法について， 平成 18 年度室内環境学会総会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同講演集，
54-55

0610AA301

田口周祐 (*1)， 中島大介， 後藤純雄 (*2)， 高木敬彦 (*2)， 峯木茂 (*1)， (*1 東京理大， *2 麻布大 ) ： 土壌
よ り 分離し た，酸性でピ レンを資化する細菌について， 日本農芸化学会 2007 年度大会， 東京， 2007/03，
同講演要旨集， 150

0610AA301

佐藤薫 (*1)， 冨川喜弘 (*2)， 橋田元 (*2)， 門倉昭 (*2)， 並木道義 (*3)， 松坂幸彦 (*3)， 山上隆正 (*3)， 村
田功 (*4)， 中島英彰， 杉田考史 他 (*1 東大， *2 極地研， *3ISAS/JAXA， *4 東北大 ) ： 気球および衛星観
測に基づ く 南極オゾン層回復過程三次元構造の研究， 第 16 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2006/01，
同講演集， 68-71

0406BA352

村田功 (*1)， 中島英彰， 福西浩 (*1)(*1 東北大 ) ： 地上分光観測からの高度分布導出のための光学系の調
整と装置関数の決定， 第 16 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2006/01， 同講演集， 251-254

0406BA352

佐藤薫 (*1)， 冨川喜弘 (*1)， 橋田元 (*2)， 門倉昭 (*2)， 中島英彰， 杉田考史 (*1 東大， *2 極地研 ) ： 昭和
基地オゾンゾンデ集中観測および ILAS-II 観測に基づ く 南極オゾンホール消滅過程力学の研究， 日本地
球惑星科学連合 2006 年大会， 千葉， 2006/05， 同予稿集 (CD-ROM)

0406BA352

中島英彰， 佐伯浩介 (*1)， 佐藤薫 (*2)， 山内恭 (*3)(*1 神戸大， *2 東大， *3 極地研 ) ： 南極昭和基地に
おける JARE48 大気観測計画， 日本地球惑星科学連合 2006 年大会 ( ポス ター発表 )， 千葉， 2006/05， 同
予稿集 (CD-ROM)

0406BA532

村田功 (*1)， 中島英彰， 中根英昭， 福西浩 (*1)(*1 東北大院 ) ： FTIR 観測によ るつ く ばでの大気微量成
分全量の変動， 第 12 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )， 山形， 2006/06， 同講演要旨集

0406BA352

Park C.B.， Nakane H.， Sugimoto N.， Matsui I.， Sasano Y.， Fujinuma Y.， Ikeuchi I.(*1)， Kurokawa J.(*1)，
Furuhashi N.(*1)， (*1Fujitsu FIP) ： Long term measurements of stratospheric ozone by NIES ozone DIAL at
Tsukuba NDSC complementary station， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07， Proceedings， 615-618

0307AC585

Wolfram Elian A.(*1)， Salvador J.(*2)， Pallotta J.(*3)， D'Elia R.(*1)， Otero L.(*4)， Godin-Beekmann S.(*5)，
Pazmino A.， (*5)， Nakana H.， Quel E.(*1)(*1CEILAP， *2Fellow of San Martin Univ.， *3Fellow of AUGER
Proj.， *4CONAE， *5IPSL) ： SOLAR Campaign: First results of ozone profile measurements at RIO Gallegos
(51° 55'S， 69° 14'W)， Argentina， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/07， Proceedings， 365-368

0307AC585

Quel E.(*1)， Wolfram E.(*1)， Salvador J.(*1)， Otero L.(*1)(*2)， Pallotta J.(*1)(*3)， D'Elia R.(*1)， Godin-
Beckmann S.(*4)，Pazmino A.(*4)，Nakane H.，Ono M.，Mizuno A.(*5)，Nagahama T.(*5)(*1CEILAP(Argentina)，
*2CONAE(Argentina)，*3Auger Obs.(Argentina)，*4IPSL(Fr.)，*5Nagoya Univ.)：SOLAR Project: stratospheric
ozone monitoring at Argentina subpolar region， Int.Symp.Asian Collab.IPY 2007-2008， Tokyo， 2007/03，
Proceedings， 85-88

0307AC585

Meijer Y.J.(*1)，Baray J.-L.(*2)，Bodeker G.E.(*3)，Claude H.(*4)，Gathen P.von der(*5)，Godin-Beekmann
S.(*6)，Hansen G.(*7)，Leblanc T.(*8)，Marchand M.(*6)，Nakane H. et al.(*1RIVM，*2IPSL(Fr.)，*3NIWA，
*4DWD， *5AWI， *6CNRS， *7NILU， *8NASA/JPL) ： Pole-to-pole validation of MIPAS ozone profiles by the
Envisat Quality Assessment with Lidar(EQUAL) project， 3rd Workshop Atmos.Chem.Validation
Envisat(ACVE-3)， Frascati(Italy)， 2006/12， Abstracts(Web)

0307AC585

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  327  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
Meijer Y.J.(*1)，Baray J.-L.(*2)，Bodeker G.E.(*3)，Claude H.(*4)，Gathen P.von der(*5)，Godin-Beekmann
S.(*6)，Hansen G.(*7)，Leblanc T.(*8)，Marchand M.(*6)，Nakane H. et al.(*1RIVM，*2IPSL(Fr.)，*3NIWA，
*4DWD， *5AWI， *6CNRS， *7NILU， *8NASA/JPL) ： Pole-to-pole validation of GOMOS ozone profiles by
the Envisat Quality Assessment with Lidar(EQUAL) project， 3rd Workshop Atmos.Chem.Validation
Envisat(ACVE-3)， Frascati(Italy)， 2006/12， Abstracts(Web)

0307AC585

Meijer Y.J.(*1)，Baray J.-L.(*2)，Bodeker G.E.(*3)，Claude H.(*4)，Gathen P.von der(*5)，Godin-Beekmann
S.(*6)，Hansen G.(*7)，Leblanc T.(*8)，Marchand M.(*6)，Nakane H. et al.(*1RIVM，*2IPSL(Fr.)，*3NIWA，
*4DWD， *5AWI， *6CNRS， *7NILU， *8NASA/JPL) ： Pole-to-pole validation of Sciamachy ozone profiles by
the Envisat Quality Assessment with Lidar(EQUAL) project， 3rd Workshop Atmos.Chem.Validation
Envisat(ACVE-3)， Frascati(Italy)， 2006/12， Abstracts(Web)

0307AC585

Nakayama T.， Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： Simulation of 1998-Big flood in Changjiang River catchment
China， AGU Jt.Assembly 2006(Poster Session)， Baltimore， 2006/05， Abstracts(Web)

0610AA402

Nakayama T.， Watanabe M.(*1)， Tanji K.(*1)， Morioka T.(*2)(*1Keio Univ.， *2Osaka Univ.) ： Effect of
underground urban structures on hydrologic budget in Tokyo metropolitan area， Japan， ASLO 2006 Summer
Meet.， Victoria， 2006/06， Abstracts(Web)

0610AA402

Nakayama T.，Watanabe M.(*1)(*1Grad.Sch.Keio Univ.)： Influence of river channelization and Re-Meandering
on vegetation change in Kushiro Mire， ICEM 2006， Yamaguchi， 2006/08， Abstracts， 122

0610AA402

Nakayama T.， Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： Simulation of irrigation effect on water cycle in Yellow River
catchment， China， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts

0610AA402

Sudo K.(*1)，Takigawa M.(*1)，Nagashima T.，Takahashi M.(*2)(*1FRCGC，*2CCSR Tokyo Univ.)：Chemistry-
aerosol modeling in the FRCGC Earth System Model， 1st UJCC Int.Workshop Curr.Probl.Earth
Syst.Modelling， Yokohama， 2005/11， Abstract(Web)

0306CE525
0406BA488

永島達也， 塩竈秀夫， 横畠徳太， Simon A.C.(*1)， 野沢徹 (*1 オ ッ ク ス フ ォード大 ) ： 20 世紀中盤の地表
気温に対する炭素質エア ロ ゾル増加の影響， 第 11 回大気化学討論会， 奈良， 2005/06， 同講演要旨集， 23

0306CE525
0406BA488

Nagashima T.，Shiogama H.，Yokohata T.，Simon A.C.(*1)，Nozawa T.(*1Univ.Oxford)：Effect of carbon aerosols
on the surface temperature trend in the 20th century， IAMAS 2005， Beijing， 2005/08， Abstracts， C-114

0308CE525
0406BA488

Nagashima T.，K-1 Japan Project team(*1)(*2)(*1Univ.Tokyo，*2FRCGC)：An overview of K-1 Japan project
for climate change projections， Predictability Evolut.Var.Multi-scale Earth System Int.Symp.， Tokyo， 2005/
09， Abstracts

0308CE525
0406BA488

渡辺真吾 (*1)， 永島達也 (*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ) ： 高解像度 AGCM を用いて重力波抵抗パラ メ
タ リ ゼー シ ョ ンを最適化する試み (II)， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005/11， 同講演予稿
集， 275

0308CE525
0406BA488

塩竈秀夫， 永島達也， 野沢徹， Simon A.C.(*1)(*1 オ ッ ク ス フ ォード大 ) ： 20 世紀前半の気温変動に対す
る自然起源強制力の寄与推定 (II)， 日本気象学会 2005 年度秋季大会， 神戸， 2005/11， 同講演予稿集， 107

0308CE525
0406BA488

永島達也， 塩竈秀夫， 横畠徳太， 竹村俊彦 (*1)， Simon A.C.(*2)， 野沢徹 (*1 九州大， *2 オ ッ ク ス フ ォー
ド大 ) ： 20 世紀中盤の地表気温変化に対する炭素性エア ロ ゾル増加の影響， 日本気象学会 2005 年度秋
季大会， 神戸， 2005/11， 同講演予稿集， 119

0308CE525
0406BA488

Nagata H. ： Estimating species occurences from a national survey of the natural environment in Japan， 24th
Int.Ornithol.Congr.， Hamburg， 2006/08， J.Ornithol.， 28-29

0305BA558

Nishiumi， I.(*1)， Nagata H.， Surmach S.(*2)， Saitoh T.(*3)， Kim C.-H.(*4)(*1Natl.Sci.Mus.， *2Inst.Biol.Soil
Sci.， *3Rikkyo Univ.， *4Natl.Inst.Biodiversity Res.) ： Genetic divergence and phylogeography in Styan's
Grasshopper Warbler: Cryptic species， subspecies or just population， 24th Int.Ornithol.Congr.(Poster
Session)， Hamburg， 2006/08， J.Ornithol.， 220

0507AE780

Eguchi K.(*1)， Yamaguchi N.(*2)， Ueda K.(*2)， Takagi M.(*3)， Nagata H.， Noske R.(*4)(*1Kyushu Univ.，
*2Rikkyo Univ.， *3Osaka City Univ.， *4Charles Darwin Univ.) ： Social structure and helping behavior in the
Grey-crowned Babbler， 24th Int.Ornithol.Congr.， Hamburg， 2006/08， J.Ornithol.， 9

0103CD209

永田尚志 ： オオ ヨ シキ リ の配偶成功に免疫能と血液寄生虫は影響を与え るか？， 日本鳥学会 2006 年度
大会， 盛岡， 2006/09， 同講演要旨集， 59

0406CD473
0507AE780

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  328  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
山口典之 (*1)， 江口和洋 (*2)， 上田恵介 (*3)， 勝野陽子 (*2)， 高木昌興 (*4)， 永田尚志， Noske R.(*5)(*1
横浜国大， *2 九大， *3 立教大， *4 大阪市大， *5Charles Darwin Univ.) ： ハイガシ ラ ゴ ウ シュ ウマルハシ
における群れサイ ズに応じ た子の性比調節， 日本動物行動学会 第 25 回大会 ( ポス ター発表 )， 岡山，
2006/10， 同講演要旨集， 24

0103CD209
0507AE780

永田尚志 ： オオ ヨ シキ リ の配偶者選択に免疫能は影響を与え るのか？， 日本動物行動学会 第 25 回大会
( ポス ター発表 )， 岡山， 2006/10， 同講演要旨集， 61

0406CD473
0507AE780

永田尚志， 金井裕 (*1)(*1 日本野鳥の会 ) ： 自然環境保全基礎調査データ を用いた鳥類の分布予測 2， 第
54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 384

0305BA558
0507AE780

横山一代 (*1)， 中島謙一 (*1)， 南齋規介， 長坂徹也 (*1)(*1 東北大 ) ： 廃棄物産業連関モデルによ る ト ラ
ンプエレ メ ン ト の混入を考慮し た鉄鋼材資源循環分析， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/
11， 同講演論文集， 71-73

0406BA501
0610AA201

Nansai K.，Moriguchi Y.：Two practical approaches to estimate sectoral environmental burden applied for LCA
based on an Input-Output analysis， SETAC Eur.16th Annu.Meet.， Den Hague， 2006/04， Abstracts， 121

0406BA501
0610AA201

Nansai K.， Kagawa S.(*1)， Moriguchi Y.(*1Kyushu Univ.) ： Proposing a new environmental indicator for
consumption growth and technological changes: “eco-velocity”， 2006 Intermed.Input-Output
Meet.Sustainability， Trade Prod.， Sendai， 2006/07， Abstracts， 46

0406BA501
0610AA201

Nansai K.：Which is faster，consumption growth or technological dematerialization?， 2006 ConAccount Meet.，
Vienna， 2006/07， Abstracts， 27-28

0406BA501
0610AA201

Nansai K.，Fujii M.，Murakami S.，Hashimoto S.，Moriguchi Y.：A simple indicator to identify the environmental
soundness of growth of consumption and technology， 7th Int.Conf.EcoBalance， Tsukuba， 2006/03，
Proceedings， 457-460

0406BA501
0610AA201

Yokoyama K.(*1)，Nakajima K.(*1)，Nansai K.，Nagasaka T.(*1)(*1Tohoku Univ.)：Modeling of circulation about
waste materials considering the contamination of impurities， 7th Int.Conf.EcoBalance， Tsukuba， 2006/11，
Proceeding， 233-236

0406BA501
0610AA201

Tohno S.(*1)，Gotoh K.(*1)，Nansai K.，Sugiyama T.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Atmospheric environmental impact
of aerosols and determination of sectoral PM emissions applied to Input-output analysis， 2nd
Jt.Int.Conf.Sustainable Energy Environ.(SEE 2006)， Bangkok， 2006/03， Proceeding， 646-651

0406BA501
0610AA201

南齋規介， 加河茂美 (*1)( 九大 )， 藤井実， 稲葉陸太， 橋本征二， 森口祐一 ： 消費 と技術の成長の環境的
な適切性を判定する簡易指標， 第 2 回日本 LCA 学会研究発表会， 東京， 2007/03， 同要旨集， 190-191

0406BA501
0610AA201

西岡秀三：地球環境の将来 と科学技術に期待される役割－地球温暖化に挑む科学－， 高知大学大学院黒
潮圏海洋科学科第 3 回シンポジウ ム : 地球環境と人類の共生， 高知， 2006/06， 要旨集

Z00009998

西川潮， 小泉逸郎 (*1)， 川井唯史 (*2)， 増田隆一 (*3)(*1Univ.Helsinki， *2 北海道原子力環境研セ， *3 北
大 )：分布特性と遺伝的固有性に基づ く 絶滅危惧ザ リ ガニの保護管理計画案， 第 53 回日本生態学会大会
( ポス ター発表 )， 新潟， 2006/03， 同講演要旨集， 289

0405AF520

Usio N.， Gevrey M.(*1)， Brosse S.(*1)(*1Univ.Paul Sabatier) ： Species distribution models of three notorious
invasive crayfish species: inf luence of stream hydrology and physicochemistry， 54th North
Am.Benth.Soc.Conf.(Poster Session)， Anchorage， 2006/06， Bull.North American Benth.Soc.， 360

0610AA304

Koizumi I.(*1)， Usio N.， Kawai T(*2)， Masuda R.(*3)(*1Univ.Helsinki， *2Hokkaido Nuclear Energy
Environ.Res.Cnet.， *3Hokkaido Univ.) ： Stepping-stone range expansion of Japanese crayfish inferred from
isolation-by-distance and nested clade analysis， Evolution 2006， New York， 2006/06， Program

0405AF520

西川潮， Gevrey M.(*1)， Brosse S.(*1)(*1Univ.Paul Sabatier) ： 河川における外来ザ リ ガニの分布パタ ンは
どの程度流量変動から予測可能か？， 第 54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講
演要旨集， 364

0610AA304

西川潮 ： 特定外来生物シグナルザ リ ガニ ： ミ ト コ ン ド リ ア DNA に基づ く 遺伝的変異， 生態系への影響
および管理対策， 第 54 回日本生態学会大会， 松山， 2007/03， 同プロ グ ラ ム

0610AA304

高橋克行， 肥後桂子， 森育子， 西川雅高 ： 国立環境研究所大気モニター棟での大気質成分の長期観測結
果， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 184-185

0608AE478

西川雅高， 小川祐美， 中杉修身， 津留靖尚 (*1)， MNA 研究部会 (*2)(*1 熊本市環境研， *2 土環セ ) ： MNA
法によ る地下水汚染の評価に関する研究， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同
講演要旨集， 570-571

0305BC332

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  329  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
高畑陽 (*1)， MNA フ ォ ローア ッ プ研究部会 (*1)， 西川雅高， 津留靖尚 (*2)， 片山新太 (*3)， 中杉修身
(*4)(*1 土壌環境セ， *2 熊本市役所， *3 名古屋大， *4 上智大 ) ： 熊本市におけるガ ソ リ ン汚染サイ ト の
MNA に関する研究， 第 12 回地下水 ・ 土壌汚染と その防止対策に関する研究集会， 京都， 2006/06， 同講
演集， 807-812

0305BC332

服部展大 (*1)， 井上康 (*1)， 高畑陽 (*2)， 津留靖尚 (*3)， 西川雅高， 片山新太 (*1)(*1 名古屋大， *2 土
壌環境セ， *3 熊本市役所 ) ： 油汚染サイ ト の MNA における土壌 ・ 地下水中の微生物群集構造， 第 12 回
地下水 ・ 土壌汚染と その防止対策に関する研究集会， 京都， 2006/06， 同講演集， 884-887

0305BC332

森育子， 西川雅高， 高橋克行， 荒生公雄 (*1)(*1 長崎大 ) ： 2006 年春季長崎のエア ロ ゾル濃度， 第 23 回
エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会， 福岡， 2006/08， 同予稿集， 83-84

0608BA487

高橋克行， 森育子， 佐々木淳一 (*1)， 藤村満 (*1)， 荒生公雄 (*2)， 董旭輝 (*3)， 全浩 (*3)， 西川雅高 (*1
グ リ ーンブルー， *2 長崎大 ) ： 越境大気エア ロ ゾルの日中同時観測， 第 47 回大気環境学会年会， 東京，
2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0608BA487

西村典子， Matsumura F.(*1)， 米元純三， 西村久雄 (*2)， 遠山千春 (*3)(*1California 大， *2 愛知みずほ
大， *3 東大院 ) ： ダ イオキシン曝露マウ ス水腎症発症に対する非ステ ロ イ ド抗炎症薬 (NSAID) の予防効
果， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 46

0610AA302

西村典子， 宮田千恵 (*1)， 泉恵子 (*2)， 藤巻秀和， 西村久雄 (*3)(*1 麻布大， *2 フ ァ イ ンテ ッ ク， *3 愛
知みずほ大 ) ： 発育期マウ ス腎臓における ダ イオキシンによ る ビ タ ミ ン D 代謝の撹乱作用， 日本内分泌
攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 166

0610AA302

宮田千恵 (*1)， 西村久雄 (*2)， 泉恵子 (*3)， 内田明彦 (*1)， 西村典子 (*1 麻布大， *2 愛知みずほ大， *3
フ ァ イ ン テ ィ ッ ク ) ： マ ウ ス 腎臓の発育に伴 う 細胞周期調節遺伝子の発現に及ぼす 2， 3， 7， 8-
tetrachlorodibenzo-p-dioxin の影響， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )，
東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 188

0610AA302

Nishimura N.， Yonemoto J.， Nishimura H.(*1)， Tohyama C.(*2)(*1Aichi Mizuho Univ.， *2Univ.Tokyo
Grad.Sch.Med.) ： Alterations of gene expression during development of hydronephrosis caused by lactational
exposure to 2，3，7，8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin in the neonate of rats， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent
Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen Compd.， 568-571

0610AA302

新田裕史， 大原利眞， 小野雅司， 佐藤俊哉 (*1)， 島正之 (*2)， 中館俊夫 (*3)(*1 京大院， *2 兵庫医大，
*3 昭和大 ) ： 学童コ ホー ト 調査における曝露評価と解析計画， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/
09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0606BY950

新田裕史， 島正之 (*1)， 山崎新 (*1 兵庫医大 ) ： 微小粒子状物質の健康影響に関する疫学研究－長期影
響調査の実施状況 ( 第 4 報 ) －， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0606BY949

島正之 (*1)， 小野雅司， 中館俊夫 (*2)， 新田裕史 (*1 兵庫医大， *2 昭和大 ) ： 局地的大気汚染の健康影
響に関する疫学調査－学童コ ホー ト 調査におけ る健康影響評価の方法 と ベース ラ イ ン調査の概要－，
第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0606BY950

Nitta H.，Ohara T.，Ono M.，Sato T.(*1)，Shima M.(*2)，Nakadate T.(*3)(*1Kyoto Univ.，*2Hyogo Coll.Med.，
*3Showa Univ.) ： Traffic-related air pollution exposures and respiratory health: A study design of the
schoolchildren cohort in the SORA project， Int.Conf.Environ.Epidemiol.Exposure(Poster Session)， Paris，
2006/09， Abstracts， 162

0606BY950
0506BY541

塩竈秀夫， Christidis N.(*1)， Caesar J.(*1)， 横畠徳太， 野沢徹， 江守正多 (*1 英国ハ ド レーセン ター ) ：
20 世紀後半において温室効果ガス濃度 と エア ロ ゾル排出量の変化が気温の極端現象に及ぼし た影響，
日本気象学会 2006 年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 137

0406BA488
0306CE525
0607CD925

竹村俊彦 (*1)， 對馬洋子 (*2)， 横畠徳太， 野沢徹， 永島達也， 中島映至 (*3)(*1 九大応用力研， *2 地球
環境フ ロ ンテ ィ ア研， *3 東大気候システム研セ ) ： 大気大循環モデルによ る 20 世紀の放射強制力の経
年変化， 日本気象学会 2006 年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 141

0406BA488
0306CE525
0607CD925

Nozawa T. ： BC(black carbon) emissions for GCMs， 5th AeroCom Workshop， Virginia Beach， 2006/10，
Program

0610AA103
0306CE525
0610AJ001

Nozawa T.，Nagashima T.，Shiogama H.，CCSR/NIES/FRCGC Project Team：Detecting and attributing external
influences on the climate change in the 20th century， Northeastren Asian Symp.2006 Clim.Change Carbon
Cycle， Kitakyushu， 2006/11， Abstracts， 27

0610AA103
0306CE525
0610AJ001
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野沢徹 ： 過去の長期気候変化シグナルの検出と その要因推定， ISM シンポジウ ム 「地球環境研究におけ
る統計科学の貢献」 －地球環境変動の不確実性への挑戦－， 東京， 2007/01， 同講演予稿集

0610AA103
0306CE525
0610AJ001

Nozawa T.：D&A studies with the MIROC model: Impact of carbonaceous aerosols on attributable warming and
future prediction， IDAG Meet.2007， Durham， 2007/03， Program

0610AA103
0306CE525
0610AJ001

Miyazaki S.， Yoshimura K.(*1)， Kim W.(*2)， Hirabayashi Y.(*3)， Kanae S.(*4)， Oki T.(*1)(*1Univ.Tokyo，
*2NIAES，*3Univ.Yamanashi，*4RIHN)：The effect of soil hydraulic properties on water budget with MATSIRO
in Thailand， 3rd APHW Conf.， Bangkok， 2006/10， Proceedings(CD-ROM)

0609BY922

Fujitani T.：Outline of the Japanese alliance for climate change observation(JACCO)， GEOSS Symp.Integrated
Obs.Sustainable Dev.Asia-Pac.Reg.， Tokyo， 2007/01， Program

0609BY922

Fujitani T. ： Outline of the Japanese alliance for climate change observation(JACCO)， 2nd Asian Water Cycle
Symp.， Tokyo， 2007/01， Program

0609BY922

野原恵子， 粟生佳奈， 宮本芳美， 伊藤智彦， 井上薫， 潘小青， 本橋ほづみ (*1)， 山本雅之 (*1)， 遠山千
春 (*2)(*1 筑波大 TARA セ，*2 東大院疾患生命工学セ )：T 細胞でのダ イオキシン受容体 (AhR) 活性化が
免疫反応に及ぼす作用の解明：T 細胞特異的恒常的活性化型 AhR Tg マウ ス を用いた解析， 第 13 回日本
免疫毒性学会学術大会， 倉敷， 2006/09， 同講演要旨集， 68

0406AG337
0608AE438

野原恵子， 粟生佳奈， 宮本芳美， 伊藤智彦， 鈴木武博， 今泉慧 (*1)， 田神一美 (*1)， 遠山千春 (*2)， 小
林隆弘 (*1 筑波大院， *2 東大院 ) ： ヒ 素の免疫細胞特異的な作用 メ カニズム， 第 6 回分子予防環境医学
研究会， 京都， 2006/12， 同要旨集， 23

0406AG337
0608AE438

Nohara K.：Activation of the transcription factor AhR in T cells causes suppression of the immunization-induced
inc rease  i n  sp l enocy tes  but  does  no t  suppress  Th2-cy tok ine  product i on， 36 th
Annu.Meet.Jpn.Soc.Immunol.(Poster Session)， Osaka， 2006/12， Abstracts， 261

0406AG337
0608AE438

野原精一， 広木幹也， 東北海道地区自然保護事務所 ： 釧路湿原の水循環におけ る湧水の重要性， 第 53
回日本生態学会大会， 新潟， 2006/03， 同講演要旨集， 195

0305AG597
0406CD448

野原精一， 井上智美， 矢部徹， 広木幹也 ： 東京湾小櫃川河口デルタにおける安定同位体比を用いた環境
影響評価， 日本陸水学会 第 71 回大会， 松山， 2006/09， 同講演要旨集， 253

0305AG597
0406CD448

野原精一， 井上智美， 樋渡武彦， 木幡邦男 ： 伊勢湾櫛田川河口デルタの生態系構造， 第 54 回日本生態
学会大会， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 149

0608CB936
0406CD448
0610AA403

石川紫 (*1)， 野馬幸生， 酒井伸一 (*2)(*1 日本学術振興会， *2 京大環境保全セ ) ： 選択異性体測定によ
る全PCB濃度およびdioxin-like PCB毒性当量への変換方法の検討， 第15回環境化学討論会， 仙台， 2006/
06， 同講演要旨集， 60-61

0610AA202

鈴木茂 (*1)，野馬幸生 (*1 中部大 )：循環資源廃棄物中有機成分の包括的分析システムに関する研究， 第
15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 64-65

0610AA202

平井康宏 (*1)， 野馬幸生， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： ク ロルデン汚染廃木材の再利用 と焼却処
理の比較 リ ス ク評価， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 438-439

0610AA202

野馬幸生， 山本貴士， 高橋真 (*1)， 酒井伸一 (*2)(*1 愛媛大沿岸環境科セ， *2 京大環境保全セ ) ： 自動
車破砕残渣 (ASR) の熱処理家庭における POPs の挙動， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台，
2006/06， 同講演要旨集， 426-427

0610AA202

Ishikawa Y.(*1)，Noma Y.，Yamamoto T.，Mori Y.(*2)，Sakai S.(*3)(*1Res.Fellow JSPS，*2Ochanomizu Univ.，
*3Kyoto Univ，)：PCB decomposition and formation depending on the input materials in themal treatment plant
equipment， 4th Int.Conf.Combust.， Incineration/Pyrolysis Emiss.Control(i-CIPEC)， Kyoto， 2006/09，
Proceedings， 367-370

0610AA202

Noma Y.， Yamamoto T.， Ishikawa Y.， Takahashi S.(*1)， Sakai S.(*2)(*1Ehime Univ.， *2Kyoto Univ.) ： POPs
behavior in the thermal destruction of automobile shredder residue， 4th Int.Conf.Combust.， Incineration/
Pyrolysis Emiss.Control(i-CIPEC)， Kyoto， 2006/09， Proceedings， 407-410

0610AA202

野馬幸生， 山本貴士， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 廃棄物処理におけるポ リ 塩化ナフ タ レ ンの異
性体組成， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 770-772

0610AA202
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Noma Y.， Mitsuhara Y.(*1)， Matsuyama K.(*1)， Sakai S.(*1Toyota Motor， *2Kyoto Univ.) ： The degradation
products of PCBs by the sodium dispersion method， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent.Org.Pollut.-DIOXIN
2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen Compd.， 2343-2346

0610AA202

Nose K.， Hashimoto S.， Takahashi S.(*1)， Noma Y.， Sakai S.(*2)(*1Ehime Univ.， *2Kyoto Univ.) ：
Decabromodiphenyl ether decomposition in sub-critical water oxidation-evaluation of PBDD/DFS formation，
26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen Compd.，
2003-2006

0610AA202

Ishikawa Y.， Nose K.， Suzuki G.， Takigami H.， Noma Y.， Sakai S. ： Quantitative analysis of polybrominated
biphenyls(PBBs) in Japanese waste samples， 26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2006，
Oslo， 2006/08， Organohalogen Compd.， 1776-1779

0610AA202

能勢和聡， 橋本俊次， 高橋真 (*1)， 野馬幸生， 酒井伸一 (*2)(*1 愛媛大沿岸環境科研セ， *2 京大環境保
全セ )：水熱反応によ るデカブロモジフ ェニルエーテル (BDE209) の分解挙動， 第 15 回環境化学討論会，
仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 46-47

0610AA202

橋本俊次， 伊藤裕康， 田邊潔， 野馬幸夫， 田中一夫 (*1)(*1 日本電子 ) ： ダ イオキシン類異性体の全分離
測定のための予備検討－ GCxGC/MS によ る試料抽出液の直接測定－， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス
ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 346-347

0608AG457

柏木宣久 (*1)， 吉澤正 (*2)， 茨木剛 (*3)， 加藤謙一 (*4)， 橋本俊次， 佐々木裕子 (*5)(*1 統計数理研， *2
千葉県環境研セ， *3 新潟県保健環境研， *4 宮城県保健環境セ， *5 東京都環境科研 ) ： 環境汚染に対す
る未確認発生源の寄与率の推定， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 254-255

0204BC353

山本央 (*1)， 阿部圭恵 (*1)， 佐々木裕子 (*1)， 柏木宣久 (*2)， 橋本俊次， (*1 東京都環境科研， *2 統計
数理研 ) ： 底質の塩素処理によ るダ イオキシン類の組成パターン ( その 2)， 第 15 回環境化学討論会 ( ポ
ス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 296-297

0204BC353

阿部圭恵 (*1)， 山本央 (*1)， 佐々木啓行 (*1)， 佐々木裕子 (*1)， 橋本俊次， 柏木宣久 (*2)， (*1 東京都環
境科研， *2 統計数理研 ) ： 東京湾及び都内河川の魚類におけるダ イオキシン類， 第 15 回環境化学討論
会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 298-299

0204BC353

村瀬秀也 (*1)， 安田裕 (*1)， 橋本俊次， 伊藤裕康， 柏木宣久 (*2)， (*1 岐阜県保健環境研， *2 統計数理
研 ) ： 河川環境中のダ イオキシン類 ( 第 2 報 ) －水生昆虫を用いた河川環境におけるダ イオキシン類発
生源寄与率の推定－， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/11， 同講演要旨集， 300-301

0204BC353

姉崎克典 (*1)， 山口勝透 (*1)， 大塚英幸 (*1)， 棗庄輔 (*1)， 岩田理樹 (*1)， 橋本俊次， (*1 北海道環境科
研セ ) ： ケ ミ カルますバラ ン ス法を用いた北海道における環境試料中の PCBs の汚染源解析， 第 15 回環
境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 392-393

0204BC353

服部雄次 (*1)， 橋本俊次， 高菅卓三 (*1)， 伊藤裕康， (*1 島津テ ク ノ リ サーチ ) ： 毛糸を用いた大気中汚
染化学物質の簡易モニタ リ ング法の検討， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同
講演要旨集， 442-443

0406AE449

Hatakeyama S. ： Measurements of aerosols transported from the East Asia at Cape Hede Atomosphere and
Aerosol Monitoring Station(CHAAMS) in Okinawa， 8th Int.Symp.BUEE 2006(Plenary Session)， Tokyo， 2006/
07， Proceedings， 21-24

0507BA825

Hatakeyama S.，Takami A.，Wang W.(*1)(*1Chin.Res.Acad.Environ.Sci.)：Aircraft observations of air pollutants
around large cities in China， 8th Int.Symp.BUEE 2006， Tokyo， 2006/07， Proceedings， 45-49

0507BA825

畠山史郎， 高見昭憲， Wang W.(*1)(*1 中国環境科研院 ) ： 中国上空の航空機観測によ るエア ロ ゾルの観
測， 公開シンポジウ ム エア ロ ゾルの大気環境影響， 京都， 2006/07， プロ グ ラ ム

0507BA825
0205CD484

畠山史郎， 今井孝典 (*1)， 滝口善洋 (*1)， 高見昭憲 (*1 筑波大院 ) ： 沖縄辺戸岬における EC/OC の長期
観測， 第 23 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会， 福岡， 2006/08， 同予稿集， 171-172

0507BA825

Kawamura K.(*1)， Watanabe T.(*1)， Mochido M.(*1)， Hatakeyama S.， Takami A.， Wang W.(*2)(*1Hokkaido
Univ.， *2CRAES) ： Aircraft observations of water-soluble dicarboxylic acids in the aerosols over China，
Atmos.Chem.Inertfaces 2006(Poster Session)， Capetown， 2006/09， Abstracts， 165

0507BA825

Hatakeyama S.，Imai T.(*1)，Miyoshi T.，Takanori A.(*1Tsukuba Univ.)：EC and OC transported from northern
China accompanied by Asian yellow sand dust， Atmos.Chem.Inertfaces 2006(Poster Session)， Capetown，
2006/09， Abstracts， 173

0507BA825
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大泉毅 (*1)， 畠山史郎， 村野健太郎， Khodzher T.(*2)(*1 酸性雨研セ， *2 ロ シア科学アカデ ミ ー ) ： 東シ
ベ リ ア， 沿海州地域におけ る降水成分およびガス ・ 粒子状成分濃度 ( 第 5 報 )， 第 47 回大気環境学会年
会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， 36

0507BA825

Hatakeyama S.，Takami A.，Imai T.(*1)，Takiguchi Y.(*1)(*1Tsukuba Univ.)：Changes of composition of aerosols
measured at Cape Hedo，Okinawa after Long-range transport from the East Asia with Asian Dust， Int.Workshop
Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2006/12， Abstracts， 23

0507BA825

Hatakeyama S.， Takami A.， Takiguchi Y.(*1)(*1Univ.Tsukuba) ： Establishment of Japanese super site， Cape
Hedo Atmosphere and Aerosol Monitoring Station(CHAAMS) and measurements of nitrate there in 2006， 8th
AANESWM， Chennai(India)， 2006/12， Proceedings， 527-532

0507BA825
0105AG108

Hatakeyama S. ： Chemical compositions of aerosols transported from the East Asia， HTAP/WMO Meet.，
Geneva， 2007/01， Program

0507BA825

畠山史郎， 高見昭憲， 王偉 (*1)(*1 中国環境科研院 ) ： 中国国内と日本におけるエア ロ ゾルイオン成分濃
度の比較， 第 17 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2007/01， 同講演集， 14

0507BA825

河村公隆 (*1)， 渡辺智美 (*1)， Gehui Wang(*1)， 持田陸宏 (*1)， 畠山史郎， 高見昭憲， Wei Wang(*2)(*1
北大低温科研，*2 中国環境科研院 )：中国上空エア ロ ゾル中の水溶性ジカルボン酸，n- アルカン，PAH，
脂肪酸， 糖類の高度分布と季節変化の特徴， 第 12 回大気化学討論会， 山形， 2006/06， 同講演要旨集， 7

0507BA825

Hanaoka T. ： Global CH4 and F-gas emissions and mitigation potentials up to 2020: Analysis with the AIM/
Enduse[Global]model， 2nd Meet.Task Force Hemispheric Transp.Air Pollut.， Moscow(Rossia)， 2006/06， な し

0105AE034
0507BA794

Hanaoka T.，Hibino G.(*1)，Miyashita M.(*1)，Akashi O.(*2)，Matsuoka Y.(*2)，Fujino J.，Kaimuma M.(*1Mizuho
Inf.Res.Inst.， *2Kyoto Univ.) ： GHG emission reduction potentials and mitigation costs in world regions using
the AIM/Enduse[Global] model， 8th Int.Conf.Greenhouse Gas Control Technol.， Trondheim(Norway)， 2006/
06， Proceedings

0507BA794

花岡達也， 日比野剛 (*1)， 宮下真穂 (*1)， 明石修 (*2)， 松岡譲 (*2)， 甲斐沼美紀子， 藤野純一 (*1 みず
ほ情報総研， *2 京大 ) ： 世界地域別の温室効果ガス排出削減ポテンシャルおよび対策コ ス ト の評価， 第
34 回環境システム研究論文発表会， 京都， 2006/10， 同講演集， 19-26

0507BA794

花岡達也， 甲斐沼美紀子， 松岡譲 (*1)(*1 京大 ) ： 世界地域別のフルオロ カーボン類排出削減ポテンシャ
ルの評価， エネルギー・資源学会 第 23 回エネルギーシステム・経済・環境コ ンフ ァ レ ン ス， 東京， 2007/
01， 同講演論文集， 65-68

0507BA794

Hanaoka T.，Kainuma M.，Fujino J.，Matsuoka Y.(*1)，Akashi O.(*1).Hibino G.(*2)，Miyashita M.(*2)(*1Kyoto
Univ.， *2Mizuho Inf.Res.Inst.) ： Development of AIM/Enduse[Global] model -GHG emissions reductions and
costs in Asia regions-， 12th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2007/02， な し

0507BA794

Hanaoka T.：Aligning climate change and sustainability，JICA Group Train.， Geogr.Surv.Ins.， Tsukuba， 2007/
03， な し

0408BA369
0507BA794
0610AA104

花崎直太， 鼎信次郎 (*1)， 沖大幹 (*2)(*1 地球研， *2 東大生産技研 ) ： 統合水資源モデルによ る地球温
暖化に伴 う 世界の水需給変化の推定， 水文・水資源学会 2006 年研究発表会， 岡山， 2006/08， 同予稿集，
42-43

0610AA103
0507BA794
0610AE531

松本幸雄 (*1)(*2)， 原沢英夫， 椿貴博 (*3)， 佐々木寛介 (*3)， 田村憲治 (*1 国際環境研協会， *2 統計数
理研， *3 日本気象協会 ) ： 温暖化に と も な う オキシダン ト 濃度の変化 と健康影響の予測－東京， 大阪周
辺を例に－， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0509BA937

Harashima A. ： Silica deficiency causing ecosystem changes in the downstream， Int.Sess.Environ.Sci.Technol.
Symp.， Okayama Univ.， 2007， Okayama， 2007/01， Abstracts

0608BA934

原島省， 浅野和仁 (*1)， 高橋理 (*1)， 石原靖文 (*1)(*1 日本エヌユーエス ) ： 拡大シ リ カ欠損仮説に関す
るモデル解析， 2007 年度日本海洋学会春季大会， 東京， 2007/03， 同講演要旨集， 202

0608BA934

Higashi H.， Dairaku K.(*1)， Matsuura T.(*1)(*1NIED) ： Impacts of global warming on heavy precipitation
frequency and flood risks， 3rd Int.Conf.Hydrology Water Resour.Asia Pac.Reg.(Poster Session)， Bangkok，
2006/10， Proceedings

0606AF406
0610AA402

肱岡靖明， 高橋潔， 原沢英夫， 久保田泉， 増井利彦， 亀山康子， 花崎直太 ： 長期目標設定に資する温暖
化影響データベースの開発， 第 34 回環境システム研究論文発表会， 京都， 2006/10， 同講演集， 13-18

0507BA507
0507BA794
0610AA103
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Hijioka Y.，Masui T.，Kainuma M.，Akashi O.(*1)(*1Kyoto Univ.)：Asia Pacific scenario quantification by AIM
-Contribution to global environmental outlook 4-， 12th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2007/02， な し

0507BA794
0607BY530

Managi S.(*1)， Hibiki A.(*1Yokohama Natl.Univ.) ： International trade， economic growth and the environment
in north and south， Int.Conf.Econ.Poverty， Environ.Resour.Use， Wageningen(Netherlands)， 2006/05，
Program

0204BA358

平野靖史郎 ： 多彩な ヒ 素代謝物と その生物学的作用， 日本薬学会 第 126 年会， 仙台， 2006/09， 同要旨
集， 158

0005AE245

平野靖史郎， 小林弥生， 崔星 ： 有機 ヒ 素化合物の細胞毒性に及ぼすグルタチオンの効果， 第 76 回日本
衛生学会総会， 宇部， 2006/03， 日衛誌， 299

0005AE245

広木幹也， 千賀有希子 (*1)， 野原精一 (*1 立正大 ) ： 干潟底質の有機物分解機能に影響を及ぼす要因， 第
54 回日本生態学会大会 ( ポス ター発表 )， 松山， 2007/03， 同講演要旨集， 211

0406CD448

Fukushima M.：Predictive habitat models for assessing conservation areas for fish， Workshop Predicting Salmon
Habitat Alaska， Anchorage， 2006/05， Program

0610AA403
0506AF934

Fukushima M. ： Sakhalin taimen(Hucho perryi) in Hokkaido， Japan -Distribution， threats and research，
Am.Fish.Soc.136th Annu.Meet.， Lake Placid(USA)， 2006/09， Program

0610AA403
0506AF934

Fujii M.，Hashimoto S.，Osako M.，Moriguchi Y.：Selection of a recycling process from the viewpoint of material
flow， 2006 ConAccount Meet.， Vienna， 2006/09， Program

0610AA201

藤井実， 橋本征二， 南齋規介， 村上進亮， 大迫政浩， 森口祐一 ： マテ リ アル リ サイ クルの評価方法に関
する検討， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 305-307

0610AA201

藤井実， 稲葉陸太， 橋本征二， 南齊規介， 大迫政浩， 森口祐一 ： もの と機能の組み合わせの最適化に関
する研究， 第 2 回日本 LCA 学会研究発表会， 東京， 2007/03， 同要旨集， 66-67

0610AA201

Hirata R.， Hirano T.(*1)， Saigusa N.(*2)， Takagi K.(*1)， Yone Y.(*3)， Liang N.， Fujinuma Y.， Inukai
K.(*1Hokkaido Univ.， *2AIST， *3PASCO) ： Comparison of eddy CO2 fluxes measured with open-path and
closed-path systems， AsiaFlux Workshop 2005(Poster Session)， Fujiyoshida， 2005/08， Proceedings， 75

9205AC264

Hirata R.，Hirano T.(*1)，Saigusa N.(*2)，Fujinuma Y.，Inukai K.，Kitamori Y.(*3)(*1Hokkaido Univ.，*2AIST，
*3Grad.Sch.Hokkaido Univ.) ： Comparison of eddy CO2 fluxes measured with open-path and closed-path
systems based on a long-term measurement， 7th Int.Carbon Dioxide Conf.， Boulder， 2006/03， Abstracts，
485-486

9205AC264

平田竜一， 平野高司 (*1)， 最上純一 (*1)， 藤沼康実， 犬飼孔 (*1 北大 ) ： カ ラ マツ林における蒸発散お
よびエネルギー収支の季節変化， 農業環境工学関連 7 学会 2005 年合同大会， 金沢， 2005/09， 同予稿集，
397

9205AC264

Hirata R.， Hirano T.(*1)， Saigusa N.(*2)， Yone Y.(*3)， Fukushi R.(*3)， Nakaji T.， Liang N.， Oguma H.，
Inukai K.， Fujinuma Y.(*1Hokkaido Univ.， *2AIST， *3PASCO) ： Comparison of NEP estimated by
micrometeorological， biometric and remote sensing methods in a larch forest in Hokkaido， Japan， 2nd
Sci.Congr.East Asian Fed.Ecol.Soc.Int.Congr.， Niigata， 2006/03， Program， 93

9205AC264

Hirata R.， Hirano T.(*1)， Saigusa N.(*2)， Takagi K.(*1)， Yone Y.(*3)， Liang N.， Inukai K.， Fujinuma
Y.(*1Hokkaido Univ.， *2AIST， *3PASCO) ： Estimating NEP by micrometeorological and biometric methods
in a larch forest in Hokkaido， Japan， AGU 2005 Fall Meet.(Poster Session)， San Francisco， 2005/12，
Abstracts(CD-ROM)

9205AC264

内海康雄 (*1)， 神村一幸 (*2)， 杵嶋修三 (*2)， 吉田友紀子， 藤沼康実 (*1 宮城高専， *2 山武 ) ： CO2 削
減のための建築設備の自動コ ン ト ロールシステム技術に関する開発 ・ 研究 その 4 シナ リ オ と計測値に
基づ く 空調システムの自動制御， 2006 年度日本建築学会大会学術講演会， 横浜， 2006/09， 同講演梗概
集， 1219-1220

0406BH478

杵嶋修三 (*1)， 神村一幸 (*1)， 菊地健一 (*1)， 内海康雄 (*2)， 吉田友紀子 (*1 山武， *2 宮城高専 ) ： CO2
削減のための建築設備の自動コ ン ト ロールシステム技術に関する開発 ・ 研究 その 5 自動コ ン ト ロール
のためのシステム共通プラ ッ ト ホーム BACFlex(BAC Flexible Platform) の開発， 2006 年度日本建築学会
大会学術講演会， 横浜， 2006/09， 同講演梗概集， 1221-1222

0406BH478

吉田友紀子，井上隆 (*1)，一 ノ瀬雅之 (*1)，神村一幸 (*2)，内海康雄 (*3)， 百田真史 (*4)， 杵嶋修三 (*2)，
藤沼康実 (*1 東京理大， *2 山武， *3 宮城高専， *4 東京電機大 ) ： CO2 削減のための建築設備の自動コ
ン ト ロールシステム技術に関する開発 ・ 研究 その 6 実測に基づ く 制御改善のための検討， 2006 年度日
本建築学会大会学術講演会， 横浜， 2006/09， 同講演梗概集， 1223-1224

0406BH478
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神村一幸 (*1)， 吉田友紀子， 藤沼康実 (*1 山武 ) ： CO2 削減のための建築設備の自動コ ン ト ロールシス
テム技術に関する開発 ・ 研究 その 7 実験室系空調の温度湿度制御方法の検討， 2006 年度日本建築学会
大会学術講演会， 横浜， 2006/09， 同講演梗概集， 1225-1226

0406BH478

内海康雄 (*1)， 神村一幸 (*2)， 杵嶋修三 (*2)， 吉田友紀子， 藤沼康実 (*1 宮城高専， *2 山武 ) ： CO2 排
出量削減のための空調機器の自動制御システム開発に関する研究 ( 第 3 報 ) 開発し た自動制御システム
の構成と特徴， 平成 18 年度空気調和・衛生工学会大会， 長野， 2006/09， 同学術講演会講演論文集， 311-
314

0406BH478

杵嶋修三 (*1)， 神村一幸 (*1)， 菊地健一 (*1)， 内海康雄 (*2)， 吉田友紀子 (*1 山武， *2 宮城高専 ) ： CO2
排出量削減のための空調機器の自動制御システム開発に関する研究 ( 第 4 報 ) 熱負荷シ ミ ュ レーシ ョ ン
と 設備運転制御を統合 し た自動化シ ス テ ムのためのサーバプ ラ ッ ト ホーム (BACFlex-BAC Flexible
Platform) の開発， 平成 18 年度空気調和 ・ 衛生工学会大会， 長野， 2006/09， 同学術講演会講演論文集，
315-318

0406BH478

小野圭介 (*1)， 平田竜一， 宮田明 (*2)， 藤沼康実 (*1 筑波大院， *2 農環技研 ) ： オープンパス型 と ク ロー
ズ ド パス型で測定された渦相関フ ラ ッ ク スに違いはあ るのか？， 農業環境工学関連学会 2006 年合同大
会， 札幌， 2006/09， 同予稿集 (CD-ROM)

0607BA962

白濱世司 (*1)， 平野高司 (*1)， 佐野智人 (*1)， 岡野康宏 (*1)， 犬飼孔， 藤沼康実 (*1 北大 ) ： カ ラ マツ林
の風倒害跡地における CO2 収支， 農業環境工学関連学会 2006 年合同大会， 札幌， 2006/09， 同予稿集
(CD-ROM)

0507CD589

平田竜一， 高木健太郎 (*1)， 平野高司 (*2)， 三枝信子 (*3)， 藤沼康実 (*1 北大院， *2 北大院 FRS， *3 産
総研 )：オープンパス法と ク ローズ ド パス法によ る CO2 フ ラ ッ ク スの長期比較， 農業環境工学関連学会
2006 年合同大会， 札幌， 2006/09， 同予稿集 (CD-ROM)

0610AC593
0607BA962

藤沼康実， 小熊宏之， 高橋善幸， 梁乃申， 平田竜一， 武田知巳， 中路達郎， 犬飼孔， 井手玲子 ： 富士北
麓カ ラ マツ林での炭素収支に係わ る総合観測研究， 農業環境工学関連学会 2006 年合同大会， 札幌，
2006/09， 同予稿集 (CD-ROM)

0610AC593
0206BA591

高木健太郎 (*1)， 福沢加里部 (*2)， 野村睦 (*1)， 北條元 (*1)， 管田定雄 (*1)， 笹賀一郎 (*1)， 藤沼康実，
梁乃申， 前林衛 (*3)(*1 北大北方生物圏フ ィ ール ド科セ， *2 北大院， *3 北電総研 ) ： 若齢カ ラ マツ植林
地における生態系総生産量と呼吸量， 農業環境工学関連学会 2006 年合同大会， 札幌， 2006/09， 同予稿
集 (CD-ROM)

0610AC593

吉田友紀子，井上隆 (*1)，一 ノ瀬雅之 (*1)，神村一幸 (*2)，内海康雄 (*3)， 百田真史 (*4)， 杵嶋修三 (*2)，
藤沼康実 (*1 東京理大， *2 山武， *3 宮城高専， *4 東京電機大 ) ： CO2 排出量削減のための空調機器の
自動制御システム開発に関する研究(第5報) 室内空調システムにおける省エネ制御改善のための検討，
平成 18 年度空気調和 ・ 衛生工学会大会， 長野， 2006/09， 同学術講演会講演論文集， 319-322

0406BH478

神村一幸 (*1)， 吉田友紀子， 藤沼康実 (*1 山武 ) ： CO2 排出量削減のための空調機器の自動制御システ
ム開発に関する研究 ( 第 6 報 ) 実験室系空調の温度湿度コ ン ト ローラの開発， 平成 18 年度空気調和・衛
生工学会大会， 長野， 2006/09， 同学術講演会講演論文集， 323-326

0406BH478

小笠原岳 (*1)， 近藤靖史 (*1)， 吉田友紀子， 神村一幸 (*2)， 徐国海 (*2)(*1 武蔵工大， *2 山武 ) ： CO2 排
出量削減のための空調機器の自動制御システム開発に関する研究 ( 第 7 報 ) 空調システムの省エネ性 と
室内温熱環境の改善に関する CFD 解析， 平成 18 年度空気調和 ・ 衛生工学会大会， 長野， 2006/09， 同学
術講演会講演論文集， 327-330

0406BH478

平野勇二郎 (*1)， 外岡豊 (*2)， 伊香賀俊治 (*3)， 亀卦川幸浩 (*4)， 藤沼康実 (*1 群馬大， *2 埼玉大， *3
慶應大， *4 明星大 ) ： 民生業務部門エネルギー消費原単位に関する各種資料の比較， 第 34 回環境シス
テム研究論文発表会， 京都， 2006/10， 同講演集， 37-44

0406BH478

Ohtani Y.(*1)， Kim J.(*2)， Fujinuma Y.， Hirano K.(*3)， Lee D.(*2)， Miyata A.(*4)， Saigusa N.(*5)， Tani
M.(*6)(*1FFPRI， *2Yonsei Univ.， *3Hokkaido Univ.， *4NIAES， *5AIST， *6Kyoto Univ.) ： Present situation
and challenges of AsiFlux-From activities of workgroups in 2006-， AsiaFlux Workshop 2006， Chiang
Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 1

0608CB961

Hirata R.， Saigusa N.(*1)， Yamamoto S.(*2)， Ide R.， Gamo M.(*1)， Hirano T.(*3)， Kosugi Y.(*4)， Ohtani
Y.(*5)， Tani M.(*4)， Fujinuma Y. et al.(*1AIST， *2Okayama Univ.， *3Hokkaido Univ.， *4Tokyo Univ.，
*5FFPRI) ： Effect of environmental factors on carbon dioxide exchange of forest ecosystems in East Asia，
AsiaFlux Workshop 2006， Chiang Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 41

0607BA962
0206BA591
0610AC593
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Yamamoto S.(*1)，Saigusa N.(*2)，Hirata R.，Ide R.，Ohtani Y.(*3)，Tani M.(*4)，Kosugi Y.(*4)，Gamo M.(*2)，
Wang H.(*2)， Fujinuma Y. et al.(*1Okayama Univ.， *2AIST， *3FFPRI.， *4Kyoto Univ.) ： Synthetic analysis
of the long-term carbon budgets estimated from tower-flux measurements at various forests in East Asia，
AsiaFlux Workshop 2006， Chiang Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 4

0607BA962
0206BA591

Saigusa N.(*1)， Yamamoto S.(*2)， Hirata R.， Ide R.， Gamo M.(*1)， Hirano T.(*3)， Kosugi Y.(*4)， Li S.-
G.(*5)， Nakai Y.(*6)， Ohtani Y.(*6) et al.(*1AIST， *2Okayama Univ.， *3Hokkaido Univ.， *4Kyoto Univ.，
*5JST， *6FFPRI) ： Temporal and spatial variations in the seasonal patterns of CO2 flux in boreal， temperate，
and tropical forests in Asia， AsiaFlux Workshop 2006， Chiang Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 5

0607BA962
0206BA591

Ohtani Y.(*1)， Saigusa N.(*2)， Hirata R.， Ide R.， Fujinuma Y.， Hirano T.(*3)， Kitamura K.(*1)， Kominami
Y.(*1)， Kosugi Y.(*4) et al.(*1FFPRI， *2AIST， *3Hokkaido Univ.，*4Kyoto Univ.) ： Seasonal variation of net
ecosystem productivity in Japanese temperate forests， AsiaFlux Workshop 2006， Chiang Mai(Thailand)， 2006/
11-12， Abstracts， 7

0607BA962
0206BA591
0610AC593

Inukai K.， Hirata R.， Hirano T.(*1)， Fujinuma Y.(*1Hokkaido Univ.) ： Seasonal and interennual variation in
evapotranspiration and energy balance over a larch forest， AsiaFlux Workshop 2006， Chiang Mai(Thailand)，
2006/11-12， Abstracts， 60

0610AC593

Hirano T.(*1)，Lee B.(*2)，Fujinuma Y.，Kobayashi Y.(*3)，Hirata R.，Yuta S.， Inukai K.(*1Hokkaido Univ.，
*2Korea Meteorol.Adm.， *3NIAES) ： Introduction to AsiaFlux database， AsiaFlux Workshop 2006， Chiang
Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 25

0608CB961

中路達郎， 三枝信子 (*1)， 藤沼康実， 小熊宏之 (*1 産総研 ) ： 分光反射指標を用いた苫小牧カ ラ マツ林
の GPP 推定， 農業環境工学関連学会 2006 年合同大会， 札幌， 2006/09， 同予稿集 (CD-ROM)

0610AC593

野口泉 (*1)， 大塚英幸 (*1)， 秋山雅行 (*1)， 酒井茂克 (*1)， 高木健太郎 (*2)， 深沢達矢 (*3)， 藤沼康実，
加藤拓紀 (*1)(*1 北海道環境科研セ， *2 北大北方生物圏フ ィ ール ド科セ， *3 北大院 ) ： 地表面からの放
出を含む NH3 フ ラ ッ ク ス と その季節的変動， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集
(CD-ROM)， 2C1036

0610AC593

野口泉 (*1)， 大塚英幸 (*1)， 秋山雅行 (*1)， 酒井茂克 (*1)， 大泉毅 (*2)， 柴田英昭 (*3)， 高木健太郎 (*3)，
深澤達矢 (*4)，藤沼康実，加藤拓紀 (*1)(*1 北海道環境科研セ，*2 酸性雨研セ，*3 北大北方生物圏フ ィ ー
ル ド科セ， *4 北大院 ) ： 都市部及びバッ ク グ ラ ン ド地域における亜硝酸ガス濃度の変動 と他の成分 と の
関連， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AC593

鱧谷憲 (*1)， 西田正 (*1)， 大角宗久 (*1)， 藤沼康実 (*1 大阪府大 ) ： 森林 CO2 フ ラ ッ ク ス測定における
REA 法と渦相関法と の比較でわかってき た こ と， 農業環境工学関連学会 2006 年合同大会， 札幌， 2006/
09， 同予稿集 (CD-ROM)

0610AC593

平野勇二郎 (*1)， 外岡豊 (*2)， 伊香賀俊治 (*3)， 亀卦川幸浩 (*4)， 藤沼康実 (*1 群馬大， *2 埼玉大， *3
慶應大，*4 明星大 )：竣工設備データ を用いた業務部門エネルギー消費原単位の詳細評価， エネルギー・
資源学会 第 23 回エネルギーシステム・経済・環境コ ンフ ァ レ ン ス， 東京， 2007/01， 同講演論文集， 137-
140

0406BH478

Ono K.(*1)，Hirata R.，Miyata A.(*2)(*1Univ.Tsukuba，*2NIAES)：Local temperaturefluctuations in the vicinity
of an open-path gas analyzer， AsiaFlux Workshop 2006， Chiang Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 68

0601AC593

Ichinose M.(*1)，Inoue T.(*1)，Utsumi Y.(*2)，Kamimura K.(*3)，Yoshida Y.，Fujinuma Y.(*1Tokyo Univ.Sci.，
*2Miyagi Natl.Coll.Technol.， *3Yamatake) ： Computing methods of thermal and light environment considering
solar spectral characteristics， BauSim2006 IBPSA， Munchen， 2006/10， Summary， 74-76

0406BH478

Utsumi Y.(*1)， Fujinuma Y.， Yoshida Y.， Inoue T.(*2)， Ichinose M.(*2)， Momota M.(*3)， Tonooka Y.(*4)，
Mitamura T.(*5)，Kamimura K.(*6)，Kishima S.(*6)(*1Miyagi Natl.Coll.Technol.，*2Tokyo Univ.Sci.，*3Tokyo
Denki Univ.，*4Saitama Univ.，*5Ashikaga Inst.Technol.，*6Yamatake)：The development of automated HVAC
and lighting control system in buildings to reduce CO2 generation reduction， EcoBalance 2006， Tsukuba，
2006/11， Abseracts

0406BH478

Fujino J. ： Role of technology to achieve low carbon society(LCS)， Boat House III， Paris， 2006/04， な し 0105AE034
0408BA369
0406BH483

藤野純一 ： 脱温暖化社会の実現に向けて－問われる日本の総合力－， 第 3 回洋上風力発電フ ォーラ ム，
東京， 2006/04， 同講演集， 1-32

0105AE034
0408BA369
0406BH483
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藤野純一， 増井利彦， 甲斐沼美紀子， 榎原友樹 (*1)， 日比野剛 (*1)， 松岡譲 (*2)(*1 みずほ情報総研， *2
京大 ) ： 2050 年低炭素社会に向けたシナ リ オ開発研究 ( その 3)， エネルギー ・ 資源学会 第 23 回エネル
ギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス， 東京， 2007/01， 同講演論文集， 69-72

0408BA369

岡村智仁 (*1)， 山口容平 (*2)， 藤野純一 (*1 大阪ガス， *2 大阪大 ) ： 持続可能なエネルギーサービ ス ・
産業のあ り 方に関する議論－ 2006 年エネルギー ・ 資源学会サマーワーク シ ョ ッ プからの提言－， エネ
ルギー ・ 資源学会 第 23 回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス， 東京， 2007/01， 同講演論
文集， 531-534

0601AA104

藤野純一， 下田吉之 (*1)， 杉原英治 (*1)， 加藤丈佳 (*2)， 小杉隆信 (*3)， 吉田好邦 (*4)， 花岡達也， 藤
澤星 (*5)，松橋隆治 (*4)(*1 大阪大，*2 名大，*3 立命館大，*4 東大，*5 東京電力 ) ：2006 年エネルギー ・
資源学会サマーワーク シ ョ ッ プ 「自分の問題と し て持続可能なエネルギーシステムについて考え る」 か
らの提言， エネルギー・資源学会 第 23 回エネルギーシステム・経済・環境コ ンフ ァ レ ン ス， 東京， 2007/
01， 同講演論文集， 527-530

0601AA104

藤野純一，宮下真穂 (*1)(*1 みずほ情報総研 )：低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこ と－
脱温暖化 2050 研究プロ ジェ ク ト 研究結果から 1 －， シンポジウ ム 「建築から見た今後の温暖化対策シ
ナ リ オ と は？」， 東京， 2007/03， 同予稿集， 6-11

0408BA369

宮下真穂 (*1)， 藤野純一 (*1 みずほ情報総研 ) ： 低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこ と
－脱温暖化 2050 研究プロ ジェ ク ト 研究結果から 2 －， シンポジウ ム 「建築から見た今後の温暖化対策
シナ リ オ と は？」， 東京， 2007/03， 同予稿集

0408BA369

藤野純一 ： 脱温暖化社会はなぜ必要か問われる日本の総合力， 環境省平成 18 年度主体間連携モデル推
進事業見学会兼シンポジウ ム「世界遺産合掌造 り を守る断熱気密補強」， 白川村(岐阜県)， 2006/11， な し

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 地球温暖化問題 ： なぜ対策が必要か， どんな対策があ るのか， 環境問題学集会， 昭和村 ( 群
馬県 )， 2006/12， な し

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 脱温暖化 2050 研究プロ ジェ ク ト －シナ リ オ と対策技術－， 精密工学会ラ イ フサイ クルエン
ジニア リ ング専門委員会， 東京， 2006/07， な し

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 温暖化の科学と持続可能性， 国連大学サマース クール， 東京， 2006/08， な し 0408BA369
0507BA794
0610AA104

Fujino J. ： Modeling LCS to identify Trend-Breaking options， COP12 & COP/MOP2 Side Event， Nairobi，
2006/11， な し

0408BA369
0507BA794
0610AA104

Fujino J. ： Japan Low Carbon Societies(LCS) scenarios study toward 2050， 2006 AIM Training Workshop，
Tsukuba， 2006/10， な し

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 地球温暖化問題 ： なぜ対策が必要か， どんな対策があ るのか， 東京ガス技術研究所講演会，
横浜， 2007/02， な し

0408BA369

藤野純一 ： 脱温暖化社会の姿と その実現シナ リ オ， 省 CO2 型地域 ・ 都市づ く り に向けた自治体実行モ
デルの構築に関する調査 第 1 ワーキング第 1 回会議， 東京， 2006/10， な し

0408BA369
0507BA794
0610AA104

藤野純一 ： 地球温暖化－何が起こ るか， ど う 防ぐか－問われる日本の総合力， 愛媛県地球温暖化防止活
動推進セン ター 「地球温暖化防止フ ォーラ ム」， 松山， 2006/11， な し

0408BA369
0507BA794
0610AA104

Fujino J. ： Future Work， 12th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2007/02， な し 0408BA369
0507BA794
0610AA104

Fujino J. ： Japan LCS study， 12th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2007/02， な し 0408BA369
0507BA794
0610AA104
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藤野純一 ： 脱温暖化社会に向けた中長期的政策オプシ ョ ンの多面的かつ総合的な評価 ・ 予測 ・ 立案手法
の確立に関する総合研究プロ ジェ ク ト の進歩状況， 第 5 回 「気候変動問題に対する中長期的取組みのあ
り 方に関する検討委員会」， 東京， 2007/02， な し

0408BA369

芦名秀一，藤野純一：多地域電源計画モデルを用いたわが国電力部門における再生可能エネルギー導入
ポテンシ ャルの定量的検討， エネルギー ・ 資源学会 第 23 回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ
レン ス， 東京， 2007/01， 同講演論文集， 461-464

0408BA369

Ashina S. ： Development of energy supply model， 12th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2007/02， な し 0408BA369

Lee H.-L. ： Commentary on “Incentives and Institutions: Global strategies to address climate change” by
Prof.Carlo Carraro， Int.Workshop Achiev.Kyoto Protocol Key Issues Post Kyoto Period， Tokyo， 2007/03， な
し

0408BA369

藤野純一：脱温暖化を目指し た新しい社会システムのあ り 方， 平成 19 年電気学会全国大会， 富山， 2007/
03， 同予稿集， 3-S12-4

0408BA369

Fujino J.：Developing visions for a Low-Carbon Society(LCS) through sustainable development， 1st Workshop
“Developing visions for a Low-Carbon Society through sustainable development”， 東京， 2006/06， な し

0408BA369

藤野純一 ： 脱温暖化 2050 研究プロ ジェ ク ト －シナ リ オ と対策技術－， イ ンバース ・ マニュ フ ァ クチャ
リ ングフ ォーラ ム 第 11 回総会， 東京， 2006/05， な し

0408BA369

Fujino J. ： AIM approach to develop models for climate change and MDGs through sustainable development，
Lat.Am.Modeling & Scenarios Workshop， Rio de Janeiro， 2006/09， な し

0408BA369
0610AA104

Fujino J.：Energy efficiency: a Short term goal in achieving Low Carbon Societies(LCS)， Energy Res.Innovation
Workshop-WIRE， Brasilia， 2006/09， な し

0408BA369

Fujino J.：Japan LCS modelling study，results of First Japan-UK 2050 LCS WS and further， Quantifying Energy
Scenarios of a Low Carbon Soc. -Annu.Energy Modelling Conf.(AEMC) UK Energy Res.Cent.-， Oxford， 2006/
12， な し

0408BA369

Fujino J. ： AIM approach for regional sustainability scenario， EMF22， Tsukuba， 2006/12， な し 0507BA794
0610AA104

Fujino J. ： Overview of the Japan Low-Carbon Society(LCS) scenario modeling study， Workshop Jpn.Low
Carbon Soc.， Scenarios Toward 2050， Leiden， 2007/01， な し

0408BA369

Fujino J. ：Japan Low-Carbon Society(LCS) scenarios， Accenture Eergy Advis.Board， Tokyo， 2007/03， な し 0408BA369

藤野純一 ： 日本脱温暖化シ ナ リ オ， Open Symp. “Developing visions for a Low-Carbon Society through
sustainable development”， 東京， 2006/06， な し

0408BA369

藤野純一：日本低炭素社会構築に向けた挑戦なぜ必要か？ど う すれば実現でき るのか？， エネルギー総
合工学研究所 第 255 回月例研究会， 東京， 2007/03， な し

0408BA369

Fujino J.：Scenario development to analyze Japan Low-Carbon(LCS) Society toward 2050， IDDri， Paris， 2007/
01， な し

0408BA369

藤野純一 ： なぜ長期的視点が必要か ： 脱温暖化社会構築に向けた挑戦， エネルギー ・ 資源学会 サマー
ワーク シ ョ ッ プ， 大阪， 2006/09， な し

0408BA369

坂井伸光 (*1)， 松井康人 (*1)， 田中昭代 (*2)， 藤巻秀和， 内山巌雄 (*1)(*1 京大， *2 九大 ) ： 酸化チタ ン
曝露によ る超微小粒子のマウ ス体内分布に関する研究， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同
講演要旨集 (CD-ROM)

0610AA302
0610CD494

松井康人 (*1)， 坂井伸光 (*1)， 塩田憲司 (*1)， 高岡昌輝 (*1)， 藤巻秀和， 内山巌雄 (*1)(*1 京大院 ) ： 自
動車排出ナ ノ 粒子のマウ ス経気道曝露によ る嗅覚系ニューロ ンを介し た金属ナ ノ粒子曝露経路の検索，
第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AA302
0610CD494

北條理恵子， 掛山正心， 黒河佳香， 中島大介， 塚原伸治， 後藤純雄， 藤巻秀和 ： オペラ ン ト 条件づけに
よ るマウ スの VOC 臭気検出試験系の確立， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集
(CD-ROM)

0610AA302
0610CD494

Ahmed S.，Fujimaki H.，Tin-Tin-Win-Shwe.，Yamamoto S.，Tsukahara S.，Kurokawa Y.， Nakajima D.，Goto
S. ： Modulation of pro-inflammatory and neural activity-related gene expression in the olfactory bulb of mice
by nasal inhalation of low-level toluene， 8th Int.Congr.Neuroimmunol.(ISNI 2006)(Poster Session)， Nagoya，
2006/10， J.Neuroimmunol.， 182

0610AA302
0610CD494
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Fujmaki H.， Yamamoto S.， Tin-Tin-Win-Shwe， Ahmed S.， Nakajima D.， Goto S. ： Role of CD4 T cells in
allergic inflammatory responses in mice exposed to low-level toluene， 1st Jt.Meet.Eur.Natl.Soc.Immunol.，
Paris， 2006/09， Abstracts， 142

0610AA302
0610CD494

Fujimaki H.，Tin-Tin-Win-Shwe，Yamamoto S.，Nakajima D.，Ahmed S.，Goto S.：Modulated memory-related
gene expression in olfactory bulb of low-level toluene-exposed mice， 5th Forum Eur.Neurosci.(Poster Session)，
Vienna， 2006/07， Abstracts， A005.6

0610AA302
0610CD494

菅野さ な枝， 古山昭子， 平野靖史郎 ： Scavenger Receptor MARCO を介し たナ ノ粒子の細胞への取 り 込
みに関する研究， 日本薬学会 第 126 年会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/03， 同要旨集， 192

0506AF784
0005AE245
0307AA512

古山昭子，菅野さ な枝，平野靖史郎 ： ナ ノ粒子の肺組織透過性， 第 13 回日本免疫毒性学会学術大会， 倉
敷， 2006/09， 同講演要旨集， 44-46

0610AA412
0610BY303

古山昭子， 小林隆弘， 平野靖史郎 ： 粒径の異なる粒子の肺胞沈着， 体内動態 と組織 リ モデ リ ングに関す
る検討， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AA412
0610BY303

堀口敏宏， 落合晋作 (*1)， 久米元 (*2)， 児玉圭太， 柴田康行， 白石寛明， 森田昌敏， 山口敦子 (*2)， 清
水誠 (*3)(*1 下関水族館 .*2 長崎大， *3 東大院 ) ： 東京湾における底棲魚介類の種組成 と現存量の変遷，
平成 18 年度日本水産学会大会， 高知， 2006/03， 同予稿集， 164

0105AA166

児玉圭太， 久米元 (*1)， 白石寛明， 森田昌敏， 堀口敏宏 (*1 長崎大 ) ： 東京湾産シャ コにおける体長 と
加工後肉長の関係および加工後の歩留ま り の季節変化， 平成 18 年度日本水産学会大会， 高知， 2006/03，
同予稿集， 198

0105AA166

堀口敏宏， 山川紘 (*1)， 白石寛明， 森田昌敏 (*1 東京海洋大 ) ： ア ワ ビ類における有機スズ化合物の蓄
積特性， 第 15 回環境化学討論会， 仙台， 2009/06， 同講演要旨集， 90-91

0610AE558

西川智浩， 堀口敏宏， 太田康彦 (*1)， 白石寛明， 森田昌敏 (*1 鳥取大 ) ： 有機スズ化合物によ る前鰓類
のイ ンポセ ッ ク ス誘導機構に関する新規仮説の提唱－核内受容体 RXR を介する機構－， 第 15 回環境化
学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 654-655

0506CD909

堀口敏宏， 落合晋作 (*1)， 久米元 (*2)， 児玉圭太， 柴田康行， 白石寛明， 森田昌敏， 山口敦子 (*2)， 清
水誠 (*1 下関水族館， *2 長崎大， *3 東大 ) ： 東京湾における環境の変化と生物相の変遷に関する研究 ：
底棲魚介類の種組成と現存量の経年変化， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同
講演要旨集， 806-807

0610SP304

久米元 (*1)， 堀口敏宏 (*1 長崎大 ) ： 化学物質が魚類の繁殖に及ぼす影響－東京湾のマコガレ イ を例 と
し て－， 2006 年度日本魚類学会公開シンポジウ ム， 東京， 2006/07， 同予稿集， 34-39

0610SP304

Horiguchi T.， Shiraishi H.， Nishikawa T.， Shiraishi F.， Nishikawa J-i.(*1)， Ohta Y.(*2)， Morita M.(*1Osaka
Univ.， *2Tottori Univ.) ： Analysis of induction mechanism of imposex caused by tributyltin and triphenyltin in
gastropod molluscs， 17th Annu.Meet.Jpn.Soc.Biomed.Res.Trace Elem.(BRTE2006)， Shizuoka， 2006/07，
Biomed.Res.Trace Elem.， 152-154

0506CD909

堀口敏宏：魚介類に及ぼす環境ホルモンや有害物質等の影響， 第 34 回海洋工学パネル， 東京， 2006/07，
同予稿集， 49-58

0610AE558

Horiguchi T.：Endocrine disruption caused by organotin compounds in gastropod mollusks， 3rd APEC Workshop
Mod.Approaches Linking Exposure Toxic Compd.Biol.Effects， Xiamen， 2006/09， Proceedings， 101-109

0506CD909

西川智浩， 堀口敏宏， 太田康彦 (*1)， 森田昌敏， 白石寛明 (*1 鳥取大 ) ： 雄イボニシ (Thais clavigera) に
おけるペニス長， 精巣重量及び頭部神経節重量の季節変化 と当該組織における RXR 遺伝子発現量 と の
関係， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会， 東京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 81

0506CD909

児玉圭太， 久米元 (*1)， 鈴木達也 (*2)， 石井光廣 (*2)， 白石寛明， 森田昌敏， 堀口敏宏 (*1 長崎大， *2
千葉県水産総研セ ) ： 東京湾産シ ャ コ資源の減少要因の解明 :(2) 貧酸素水塊が稚シャ コの着底場におよ
ぼす影響， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/11， 同研究発
表会要旨集， 149

0610SP304

Horiguchi T.， Yamakawa H.(*1)， Shiraishi H.， Morita M.(*1Tokyo Univ.Marine Sci.Technol.) ： Accumulation
pattern of organotin compounds in abalone from Japan， SETAC 27th Annu.Meet.North Am.(Poster Session)，
Montreal， 2006/11， Abstracts， 299

0610AE558
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堀口敏宏， 児玉圭太， 柴田康行， 白石寛明， 森田昌敏， 久米元 (*1)， 山口敦子 (*1)， 落合晋作 (*2)， 清
水誠 (*3)(*1 長崎大， *2 下関水族館， *3 東大 ) ： 東京湾における環境の変化 と生物相の変遷 ： 底棲魚介
類の種組成 と 現存量の経年変化， 第 9 回自然系調査研究機関連絡会議調査研究 ・ 事例発表会， 盛岡，
2006/11， 同要旨集， 12

0610SP304

Horiguchi T.，Shiraishi H.，Cho H.S.(*1)，Katsu Y.(*2)，Ohta Y.(*3)，Iguchi T.(*2)，Morishita F.(*4)，Matsushima
O.(*5)， Nishikawa T.， Shiraishi F.， Nishikawa J.(*6)， Morita M.(*1Chonnam Natl.Univ.， *2Okazaki
Inst.Integrative Biosc.， *3Tottori Univ.， *4Hiroshima Univ.， *5Hiroshima Inst.Technol.， *6Osaka Univ.) ：
Induction mechanism of imposex caused by tributyltin(TBT) and triphenyltin(TPhT) in gastropods: involvement
of the retinoid X receptor(RXR)， 2nd Bilateral Semin.Italy-Jpn.: Responses Mar.Org.Phys.Chem.Impacts，
Palermo， 2006/11， Abstracts

0506CD909

Horiguchi T.， Shiraishi H.， Cho H.S.(*1)， Morita M.(*1Chonnam Natl.Univ.) ： Endocrine disruption caused
by organotin compounds in gastropod mollusks， 2nd Bilateral Semin.Italy-Jpn.: Responses
Mar.Org.Phys.Chem.Impacts， Palermo， 2006/11， Abstracts

0610AE558

Horiguchi T. ： Contamination by endocrine disrupting chemicals and its adverse effects on aquatic organisms，
Workshop Aquaculture Environ.， Hong Kong， 2006/12， Program

0610AE558

Horiguchi T.，Shiraishi H.，Cho H.S.(*1)，Katsu Y.(*2)，Ohta Y.(*3)，Iguchi T.(*2)，Morishita F.(*4)，Matsushima
O.(*5)， Nishikawa T.， Shiraisi F.， Nishikawa J.(*6)， Morita M.(*1Chonnam Natl.Univ.， *2Okazaki
Inst.Integrative Biosci.， *3Tottori Univ.， *4Hiroshima Univ.， *5Hiroshima Inst.Technol.， *6Osaka Univ.) ：
Effects of organotin compounds on gastropod molluskus: Current status and a mode of action，
Int.Conf.Environ.Public Health Manage.: Aquaculture Environ.， Hong Kong， 2006/12， Abstracts， O21

0610AE558

児玉圭太， 久米元 (*1)， 永山聡司 (*2)， 鈴木達也 (*3)， 小宮朋之 (*3)， 清水詢道 (*4)， 田島良博 (*4)， 白
石寛明， 堀口敏宏 (*1 カン タベ リ ー大， *2 千葉県水産課， *3 千葉県水研セ， *4 神奈川県水技セ ) ： 東
京湾産シ ャ コの初期生活史， 平成 19 年度日本水産学会春季大会， 東京， 2007/03， 同予稿集， 167

0610SP304

Masui T.， Kainuma M.， Fujino J.， Hanaoka T.， Harasawa H.， Takahashi K.， Hijioka Y.， Matsuoka Y.(*1) ：
Integrated assessment of economy and climate(AIM)， Econ.Modelling Iintegrated Assess.Clim.Change， Berlin，
2006/04， Abstracts(Web)

0507BA794
0610AA104

野口綾也， 増井利彦 ： 中国に対する環境 ・ 経済の両面で効果的な技術移転に関する分析， 環境経済 ・ 政
策学会 2006 年大会， 京都， 2006/07， 同報告要旨集 (Web)

0507BA794
0610AA104

小野塚智大， 増井利彦 ： タ イにおける水勘定表の推定と応用一般均衡モデルへの適用， 環境経済 ・ 政策
学会 2006 年大会， 京都， 2006/07， 同報告要旨集 (Web)

0507BA794
0610AA104

増井利彦 ： アジアの大気汚染物質の排出， 日本気象学会 2006 年度春季大会専門分科会 ： アジアにおけ
る広域大気汚染と その環境影響， つ く ば， 2006/05， 同講演予稿集

0607BY530
0610AA104

Masui T. ： Recent advances in Asia-Pacific Integrated Model(AIM) framework and applications， Clim.Change
Mitigation Strategies: Adv.Modeling Dev.Econom.， Ahmedabad， 2007/03， な し

0610AA104
0507BA794

Masui T ： Activities of APEIS， 12th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2007/02， Program 0610AA104
0507BA794

Masui T. ： Advanced LCS model: Backcast model， 12th AIM Int.Workshop， Tsukuba， 2007/02， Program 0610AA104
0507BA794

Masui T.，Takahashi T.，Hijioka Y.，Harasawa H.，Fujino J.，Kainuma M.，Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.) ：
Land-Use model in AIM(Asia-Pacific Integrated Model)， EMF22， Tsukuba， 2006/12， な し

0610AA104
0507BA794

Masui T. ： Top-down and bottom-up linkage in AIM(Asia-Pacific Integrated Model)， Quantifying Energy
Scenarios of a Low Carbon Soc. -Annu.Energy Modelling Conf.(AEMC) UK Energy Res.Cent.-， Oxford， 2006/
12， な し

0610AA104
0507BA794

Masui T. ： Overview of AIM/CGE model， 2006 AIM Training Workshop， Tsukuba， 2006/10， な し 0610AA104
0607BY530

Xu Y.， Jiang K.， Masui T. ： Application of AIM/CGE Model for China: Exercises in 2006， 12th AIM
Int.Workshop， Tsukuba， 2007/02， な し

0607BY530
0610AA104

Xu Y.， Masui T. ： Assessing the environmental policies in China with AIM/CGE model， Prog.Workshop
Res.Proj.Promot.Sustainable Dev.Context Reg.Econ.Integration， Bangkok， 2007/03， な し

0607BY530
0610AA104
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Iwasaki S.(*1)， Matsui I.， Shimizu A.， Sugimoto N.， Shiotani M.(*2)(*1Natl.Def.Acad.， *2Kyoto Univ.) ：
Observations of subvisual cirrus clouds with a lidar in Tarawa， Kiribati， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara，
2006/07， Proceedings， 601-604

0206BA342

Matsui I.， Sugimoto N.， Shimizu A. ： Development of lidars for dust monitoring network， Int.Workshop
Reg.Ecol.Environ.Eff.， Beijing， 2006/12， Abstracts

0608BA487

川崎伸之， 松重一夫， 今井章雄， 小松一弘， 大岸忠和 (*1)， 矢幡雅人 (*1)， 三上博久 (*1)， 後藤武 (*1)(*1
島津製作所 ) ： TOC 検出器サイ ズ排除ク ロマ ト グ ラ フ ィ ーの開発， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東，
2007/03， 同講演集， 387

0406AG399
0607BD966

Watanabe H.，Matsunaga T.，Yokota T.：Current status of GOSAT ground system design and the role of NIES，
27th Asian Conf.Remote Sensing 2006， Ulaanbaatar， 2006/10， Program

0610AL917

Kudoh Y.(*1)， Matsuhashi K.， Kondo Y， Kobayashi S.， Moriguchi Y.， Yagita H.(*2)(*1AIST， *2Nippon
Inst.Technol.) ： Statistical analysis of fuel consumption of hybrid electric vehicles in Japan， 22nd Int.Battery，
Hybrid Fuel Cell Electr. Veh.Symp.Expo.， Yokohama， 2006/10， Proceedings， 393-401

0406BA499
0507AG521

工藤祐揮 (*1)， 松橋啓介， 近藤美則， 小林伸治， 森口祐一， 八木田浩史 (*2)(*1 産総研， *2 日本工大 ) ：
最新のデータに基づ く 乗用車実走行燃費の実態分析， エネルギー ・ 資源学会 第 23 回エネルギーシステ
ム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス， 東京， 2007/01， 同講演論文集， 585-588

0406BA499
0507AG521

太田宗宏， 天沼喜美子， 鈴木雅雄 (*1)， 阿部知子 (*2)， 谷田貝文夫 (*2)， 内田智子 (*3)， 松本理， 青木
康展 (*1 放医研， *2 理研， *3 三菱重工 ) ： 宇宙放射線がゼブラ フ ィ ッ シュ体内の突然変異発生に及ぼす
影響， 第 12 回小型魚類研究会 ( ポス ター発表 )， 三島， 2006/09， 同予稿集， 45

0406KZ511

松本理， 松本幸雄 (*1)(*2)， 青木康展 (*1 国際環境研協会， *2 統計数理研 ) ： べンチマーク ドース法を
用いた 1， 2- ジ ク ロ ロエタ ンの吸入曝露によ る発がんユニ ッ ト リ ス ク の算出， 第 47 回大気環境学会年
会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， P56

0610AK915
0610AK544

松本理， 佐藤陽美 (*1)， 伊東健 (*2)， 山本雅之 (*3)， 青木康展 (*1 医薬分子設計研， *2 弘前大， *3 筑波
大 ) ： 2， 3， 7， 8- 四塩素化ジベンゾ -p- ジオキシン (TCDD) を投与し た Nrf2 ノ ッ ク ア ウ ト マウ スの肝
臓における網羅的遺伝子発現解析， 日本薬学会 第127年会(ポス ター発表)， 富山， 2007/03， 同要旨集， 89

0408AE397

並松三保子 (*1)， 天沼喜美子， 松本理， 中杉修身 (*1)， 青木康展 (*1 上智大 ) ： rpsL ト ラ ン スジェニ ッ
ク ゼブラ フ ィ ッ シ ュ を用いた 7， 12-Dimethylbenz[a]anthracene (DMBA) の変異原性検出， 日本薬学会 第
127 年会 ( ポス ター発表 )， 富山， 2007/03， 同要旨集， 193

0610AK544

三森文行 ： 高磁場 MRI が明かす ヒ ト 脳の形， 機能， 代謝， 第 1 回日本医科大学医用磁気共鳴分析施設公
開セ ミ ナー， 東京， 2006/08， 同講演集， 1-4

0610AE416
0406CD489

Mitsumori F.，Watanabe H.，Takaya N.，Garwood M.(*1)(*1Minnesota Univ.)：A quantification method of ferritin
in the human brain， 第 34 回日本磁気共鳴医学会大会， つ く ば， 2006/09， 日磁医誌， 93

0610AE416
0406CD489

山口雅之 (*1)， 三森文行， 渡邉英宏， 高屋展宏， 南学 (*1)(*1 筑波大 ) ： ラ ッ ト 精巣の高分解能 MRI ： 精
細管の描出， 第 34 回日本磁気共鳴医学会大会， つ く ば， 2006/09， 日磁医誌， 149

0610AE416
0406CD489

三森文行， 高屋展宏， 渡邉英宏 ： 4.7T MRI で定量化し た ヒ ト 脳の形態， 第 45 回 NMR 討論会， 京都，
2006/11， 同予稿集， 92-93

0610AE416
0406CD489

三森文行 ： NMR の基礎 (1) ス ピン と磁気共鳴， 第 28 回 MR 基礎講座， 京都， 2006/08， プロ グ ラ ム 0610AE416
0406CD489

三森文行 ： NMR の基礎 (2) 緩和と は何か， 第 28 回 MR 基礎講座， 京都， 2006/08， プロ グ ラ ム 0610AE416
0406CD489

三森文行 ： MRI の原理と ハード ウ ェア， 第 10 回 「MR の最近の進歩 と安全性」 講演会， 東京， 2007/03，
MR の最近の進歩と安全性， 3-12

0610AE416
0406CD489

橋本茂， 向井人史， 谷本浩志 ： 気相滴定法から決定されるオゾン濃度の精度について， 第 47 回大気環
境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0406BA463
0405BD464

藍川昌秀 (*1)， 平木隆年 (*1)， 玉置元則 (*2)， 笠原三紀夫 (*3)， 近藤明 (*4)， 向井人史， 村野健太郎 (*1
兵庫県健康環境科研セ， *2 ひ ょ う ご環境創造協会， *3 中部大総工研， *4 大阪大院 ) ： 冬季， 日本海沿
岸地域における高時間分解能試料採取調査法によ る越境移動大気汚染物質 ( ガス ・ エア ロ ゾル ) 濃度調
査 ( 第 2 報 )， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

015AE155
0103BB151
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日置正 (*1)， 中西貞博 (*2)， 向井人史， 村野健太郎 (*1 京都府保健環境研， *2 京都府保健環境研 ( 現，
京都府中小企業技術セ )) ： 長距離輸送現象の ト レーサー と し てのエア ロ ゾル中金属濃度比－ 2002 年の
黄砂イベン ト を中心に－， 第 47 回大気環境学会年会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集
(CD-ROM)

015AE155
0103BB151

森淳子 (*1)， 向井人史， 佐治光， 清水英幸， 村野健太郎 (*1 長崎県衛公害研 ) ： 長崎県北部において水
稲被害を も た らす要因の研究， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0105AE155
0103BB151
0608BC597

Murakami S. ： Material flows and stocks of metals surrounding Japan， Symp.Adv.Mater.Flow Anal.Sustainable
Soc.， Sendai， 2006/09， Proceedings， 187-190

0606BE576
0610AA201

Murakami S.， Hashimoto S.， Moriguchi Y. ： Stocks as secondary resource reserves -a case study for metals
in Japan， 2006 ConAccount Meet.， Vienna， 2006/09， Abstracts， 13

0606BE576
0610AA201

村上進亮， 寺園淳 ： 循環資源の持つ資源性 と 国際資源循環， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州，
2006/11， 同講演論文集， 293-295

0610AA204
0610AA202
0606AE938

村上進亮， 吉田綾， 村上理映， 寺園淳 ： E-Waste の国際循環に見る資源性と有害性， 環境経済 ・ 政策学
会 2006 年大会， 京都， 2006/07， 同報告要旨集， 141-142

0610AA204
0610AA202
0606AE938

村上理映 ： 台湾 と韓国における家電 リ サイ クルシステム， 環境資源工学会シンポジウ ム 「 リ サイ クル設
計と分離精製技術」第14回電気・電子製品の リ サイ クル と分離精製技術， 東京， 2007/02， 同資料集， 9-15

0606AE938

Murakami R. ： Home appliances and car recycling system in Japan， Int.Symp.Improv.Product Resource
Recycling， Seoul， 2006/12， Abstracts， 43-65

0606AE938

村上理映， 小島道一 (*1)， 寺園淳 (*1 アジア経済研 ) ： 台湾における有害廃棄物の輸出入管理政策， 環境
経済 ・ 政策学会 2006 年大会， 京都， 2007/07， 同報告要旨集， 151-152

0606AE938

村田智吉， 田中治夫 (*1)， 亀山哲 (*1 東京農工大 ) ： 奥秩父山地帯の植生 と火山灰母材の複合的影響お
よびその空間的特徴が土壌の熱水可溶有機物成分にあたえ る影響， 日本ペ ド ロ ジー学会 2006年度大会，
藤沢， 2006/03， 同講演要旨集， 20

0507CD468
0505BD914

村田智吉， 田中治夫 (*1)， 亀山哲 (*1 東京農工大 ) ： 奥秩父の森林土壌における腐植の性状 と母材の関
係， 日本土壌肥料学会 2006 年度秋田大会， 秋田， 2006/09， 同講演要旨集， 111

0507CD468

武直子 (*1)， 友寄喜貴 (*2)， 溝口俊明 (*3)， 大泉毅 (*4)， 小野保博 (*5)， 押尾敏夫 (*6)， 勝本正之， 村
野健太郎 (*1 新潟県保健環境科研， *2 沖縄県衛環境研， *3 富山県環境科セ， *4 酸性雨研セ， *5 山形県
環境科セ， *6 千葉県環境研セ ) ： 全国酸性雨調査 (49) ～第 4 次調査平静 16 年度 湿性沈着 ( フ ィ ール ド
ブラ ン ク ) ～， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610AC932
0507CD821

伊藤晴佳 (*1)， 大泉毅 (*2)， 武直子 (*3)， 村野健太郎， 臼井聡 (*4)(*1 新潟大， *2 酸性雨研セ， *3 新潟
県保健環境科研， *4 新潟大 ) ： 新潟県巻におけるガスおよび粒子状成分濃度の日変動， 第 47 回大気環
境学会年会， 東京， 2006/10， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0507CD821
0608BC597

大石興弘 (*1)， 村野健太郎 (*1 福岡県保健環境研 ) ： 福岡県における降水成分及びガス ・ エア ロ ゾル中
成分濃度の経年変化， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0507CD821
0608BC597

酒井正治 (*1)， 村野健太郎 (*1 森林総研 ) ： 黄砂が森林内の雨水に及ぼす影響， 第 47 回大気環境学会年
会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0507CD821
0608BC597

酒井正治 (*1)， 村野健太郎 (*1 森林総研 ) ： コ ジ イ林内 と林外のエア ロ ゾル成分の比較， 第 47 回大気環
境学会年会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)， P42

0507CD821
0608BC597

武直子 (*1)， 伊藤晴佳 (*2)， 大泉毅 (*3)， 村野健太郎 (*1 新潟県保健環境科研， *2 新潟大， *3 酸性雨研
セ ) ： 全国規模の粒子状アンモニウ ム塩と アンモニアガス濃度の特徴－全環研全国酸性雨調査および環
境省酸性雨対策調査 ( 平成 16 年度 ) の結果から－， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演
要旨集 (CD-ROM)

0507CD821
0608BC597

小南朋美 (*1)， 大泉毅 (*1)， 村野健太郎， Khodzher T.(*2)(*1 酸性雨研セ， *2 ロ シア科学アカデ ミ ーシ
ベ リ ア支部湖沼学研 ) ： 東シベ リ アにおけるガス ・ 粒子状成分濃度の特性， 第 47 回大気環境学会年会，
東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0507CD821
0608BC597
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落井勅 (*1)， 植山洋一 (*1)， 坪内彰 (*1)， 村野健太郎 (*1 福井県衛環境研セ ) ： 福井県における大気中ガ
ス ・ 粒子状物質調査 ( 秋期および冬期の調査結果 )， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演
要旨集 (CD-ROM)

0507CD821
0608BC597

Murano K.，Kannari A.(*1)，Tonooka Y.(*2)，Baba T.(*3)(*1Freelance，Former Inst.Behavioral Sci.，*2Saitama
Univ.*3Inst .Behav.Sc i . ) ： Emiss ion inventory o f  a i r  p l lutants in East  As ia in 2000， 12th
Int.Jt.Semin.Reg.Deposition Processes Atmos.， Beijing， 2006/11， Proceedings， 28-41

0507CD821
0608BC597

Nishikawa Y.(*1)，Yamagami M.(*2)，Mizoguchi T.(*3)，Murano K.(*1Environ.Pollut.ControlCent.，*2Nagoya
City Inst.Environ.Sci.， *3Toyama Pref.Environ.Stud.) ： Field measurement of acidic gases in the atmosphere
with a PTFE membrane resistance-type passive sampler， 12th Int.Jt.Semin.Reg.Deposition Processes Atmos.，
Beijing， 2006/11， Proceedings， 90-100

0507CD821
0608BC597

細川剛 (*1)， 持立克身， 古山昭子 (*1 北大 ) ： 新規基底膜基質上における ラ ッ ト 気管基底細胞から線毛
細胞への分化， 大阪大学蛋白質研究所セ ミ ナー， 基底膜研究の新展開， 吹田， 2006/09， プロ グ ラ ム

0004CA072

持立克身 ： 基底膜構造を有する培養基質を用いた人工組織の構築， 第 9 回日本組織工学会 ( シンポジウ
ム講演 )， 京都， 2006/09， 同プロ グ ラ ム抄録集， 81

0004CA072

持立克身 ： 基底膜構造体を培養基質に用いた人工組織の構築－細胞の極性 と分化の制御をめざ し て－，
第 6 回日本再生医療学会総会， 横浜， 2007/03， 再生医療， 125

0307BY601
NEDO

持立克身：健康 リ ス ク アセス メ ン ト のためのバイオナ ノ協調体の開発－イ ン ターフ ェース と し ての擬似
マ ト リ ッ ク ス－， 第 1 回環境ナ ノ テ ク国際ワーク シ ョ ッ プ， 東京， 2007/02， プロ グ ラ ム

0307BY601

持立克身 ： バイオナ ノ協調体によ る有害化学物質の生体影響の高感度 ・ 迅速評価技術の開発， 内閣府総
合科学技術会議科学技術連携施策群主催第1回ナ ノ バイオテ ク ノ ロ ジー連携群成果報告会， 東京， 2006/
12， 同成果報告集， 135

0307BY601

森保文， Welch E.W.(*1)(*1Univ.Illinois) ： 中小の事業所における ISO14001 審査登録の動機と効果， 環境
科学会 2006 年会， 東京， 2006/09， 同講演予稿集， 112-113

0610AE451

森保文，森賢三 (*1)，犬塚博雅 (*2)，前田恭伸 (*3)，淺野敏久 (*4)，杉浦正吾 (*5)(*1 イ ンテージ，*2NPO
法人 CoCoT， *3 静岡大， *4 広島大， *5ProjectECO II) ： ボ ラ ンテ ィ ア機会論に基づ く ボ ラ ンテ ィ アの参
加要因， 日本 NPO 学会 第 9 回年次大会， 豊中， 2007/03， 同概要集， 79

0610AE451

Moriguchi Y.， Nansai K.， Hashimoto S.， Murakami S.， Matsui S.(*1)， Takagi S.(*1)(*1MHIR) ： Material flow
of solid wastes and other residues described in physical input-output tables， 2006 Intermed.Input-Output
Meet.Sustainability， Trade Prod.， Sendai， 2006/07， Abstracts， 16

0406BA501
0610AA201

森口祐一 ： 物質循環のシステム分析手法の相互連関 と統合可能性－ LCA， 物質フ ロー分析， 物量産業
連関表－， 第 2 回日本 LCA 学会研究発表会， 東京， 2007/03， 同要旨集， 12-15

0406BA501

Moriguchi Y. ： Success factors for the implementation of the 3R-strategy in Japan， 2006 ConAccount Meet.，
Vienna， 2006/09， Program

0406BA501

黒崎陽介 (*1)， 福田久人 (*1)， 橋本訓 (*1)， 川崎昌博 (*1) 森野勇， 須藤洋志， 井上元 (*1 京大院 ) ： 連続
光キ ャ ビテ ィ ー リ ングダウ ン分光法を用いた CO2/CH4/N2O 線幅の測定， 第 16 回大気化学シンポジウ
ム， 豊川， 2006/01， 同講演集， 243-246

0308AE539
0406BA414
0505AE833

大山博史 (*1)， 森野勇， 長浜智生 (*2)， 杉本伸夫， 中根英昭， 中川和道 (*3)(*1 神戸大院， *2 名古屋大
STE 研，*3 神戸大 )：つ く ば地上高分解能 FTS を用いた メ タ ン 1.67μm 帯の吸収スペク ト ル観測， 第 16
回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2006/01， 同講演集， 220-223

0308AE539
0406BA414
0505AE833

Ohyama H.(*1)， Morino I.， Nagahama T.(*2)， Machida T.， Sugimoto N.， Nakane H.， Nakagawa
K.(*3)(*1Grad.Sch.Kobe Univ.， *2Nagoya Univ.， *3Kobe Univ.) ： Near-Infrared solar absorption spectra
measured by a ground-based high-resolution FTS at Tsukuba: Retrieval analysis of the carbon dioxide 1.6μm
band， NDACC Infrared Working Group Meet.， Tsukuba， 2006/05， Program

0610AA102
0406BA414
0308AE539

Morino I.，Ohyama H.(*1)，Nagahama T.(*2)，Nakane H.(*1Grad.Sch.Kobe Univ.，*2Nagoya Univ.)：Tsukuba
NIR site report(Bruker IFS 120 HR)， NDACC Infrared Working Group Meet.， Tsukuba， 2006/05， Program

0610AA102
0406BA414
0308AE539

Morino I.， Suto H.(*1)， Inoue G.(*2)， Fukuda H.(*3)， Kamikawa T.(*3)， Hashimoto H.(*3)， Kawasaki
M.(*3)(*1JAXA，*2Nagoya Univ.，*3Kyoto Univ.)：Foreign-gas pressure broadening measurement of the CO2
(3 00 1)III ← (0 0 0) band using continuous-wave cavity ring-down spectroscopy， 3rd Int.Workshop Greenhouse
Gas Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session)， Tsukuba， 2006/05， Program

0610AA102
0406BA414
0308AE539
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Ohyama H.(*1)，Morino I.，Nagahama T.(*2)，Machida T.，Sugimoto N.，Nakane H.，Nakagawa K.(*1)(*1Kobe
Univ.， *2STEL Nagoya Univ.) ： Near-Infrared solar absorption spectra measured by a ground-based high-
resolution FTS at Tsukuba: Retrieval analysis of the CO2 1.6μm band， 3rd Int.Workshop Greenhouse Gas
Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session)， Tsukuba， 2006/05， Program

0610AA102
0406BA414
0308AE539

福田久人 (*1)， 上川拓磨 (*1)， 中山智喜 (*1)， 橋本訓 (*1)， 川崎昌博 (*1)， 森野勇， 須藤洋志， 井上元
(*2)(*1 京大院， *2 名古屋大院 ) ： 連続光キ ャ ビテ ィ ・ リ ングダウ ン分光法によ る N2O 吸収線の圧力広
が り の測定， 第 12 回大気化学討論会 ( ポス ター発表 )， 山形， 2006/06， 同講演要旨集

0610AA102
0406BA414
0308AE539

Morino I.， Suto H.(*1)， Inoue G.(*2)， Fukuda H.(*3)， Kamikawa T.(*3)， Hashimoto S.(*3)， Kawasaki
M.(*3)(*1JAXA， *2Nagoya Univ.， *3Kyoto Univ.) ： Foreign-Gas pressure broadening for the CO2 (3 00 1) III
← (0 0 0)band using cont inous-wave cavity r ing-down spectroscopy， 19th Int.Conf.High
Resolut.Mol.Spectrosc.， Prague， 2006/08， Abstracts， 187

0610AA102
0406BA414
0308AE539

中山智喜 (*1)， 福田久人 (*1)， 上川拓磨 (*1)， 橋本訓 (*1)， 川崎昌博 (*1)， 森野勇， 井上元 (*2)(*1 京大
院，*2 名大院 )：近赤外半導体レーザーを用いた N2O 吸収線の圧力広が り の測定， 分子構造総合討論会
2006( ポス ター発表 )， 静岡， 2006/09， 同予稿集 (CD-ROM)

0406BA414
0308AE539

深堀正志 (*1)， 森野勇， 横田達也， 熊沢亮一， 渡邉猛 (*2)(*1 気象大， *2 東レ リ サーチセ ) ： CH4 の 2ν3
帯の半値半幅の温度依存性， 日本気象学会 2006 年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演予稿集， 275

0610AA102
0406BA414
0508BH855

Ohyama H.(*1)， Morino I.， Nagahama T.(*2)， Suto H.(*3)， Oguma T.， Machida T.， Sugimoto N.， Nakane.，
Nakagawa K.(*1)(*1Kobe Univ.， *2Nagoya Univ.， *3JAXA) ： Retrieval analysis of the CO2 1.6μm band in
solar absorption spectra measured by a ground-based high-resolution fourier transform spectrometer at
Tsukuba， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA414
0506CD504

Morino I.，Fukuda H.(*1)，Nakayama T.(*1)，Hashimoto S.(*1)，Inoue G.(*2)，Kawasaki M.(*1)(*1Kyoto Univ.，
*2Nagoya Univ.)：Foreign-Gas pressure broadening measurement of the Nitrous Oxide (0 00 3) ← (0 00 0) band
using continuous-wave cavity ring-down spectroscopy， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12，
Abstracts(CD-ROM)

0406BA414
0308AE539

福田久人 (*1)， 中山智喜 (*1)， 橋本訓 (*1)， 川崎昌博 (*1)， 森野勇， 井上元 (*2)(*1 京大院， *2 名古屋
大院 ) ： 連続光キ ャ ビテ ィ リ ングダウ ン分光法を用いた H2O 吸収線圧力広が り の測定， 第 17 回大気化
学シンポジウ ム， 豊川， 2007/01， 同講演集， 118-119

0610AA102
0406BA414
0308AE539

大山博史 (*1)， 森野勇， 青木忠生， 横田達也， 岩木敏幸 (*2)， 荒谷修 (*2)(*1 神戸大， *2 情報数理研 ) ：
太陽大気吸収スペク ト ルの導出方法の検討 : 高分解能 FTIR 測定データの適用例， 第 17 回大気化学シン
ポジウ ム， 豊川， 2007/01， 同講演集， 86

0610AA102
0406BA414
0506CD504

柳澤利枝， 高野裕久 (*1)， 井上健一郎， 定金香里 (*2)， 市瀬孝道 (*2)， 吉川敏一 (*1)(*1 京都府医大， *2
大分県看護科大 ) ： フ タル酸ジエチルヘキシル (DEHP) がマウ スア ト ピー性皮膚炎モデルに及ぼす影響
(1)， 第 18 回日本アレルギー学会春季臨床大会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/05， 同予稿集， 435

0105SP031
0105SP061

柳澤利枝， 高野裕久 (*1)， 井上健一郎， 定金香里 (*2)， 市瀬孝道 (*2)， 吉川敏一 (*1)(*1 京都府医大， *2
大分県看護科大 ) ： フ タル酸ジエチルヘキシル (DEHP) がマウ スア ト ピー性皮膚炎モデルに及ぼす影響
(2)， 第 18 回日本アレルギー学会春季臨床大会 ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/05， 同予稿集， 435

0105SP031
1015SP061

柳澤利枝， 高野裕久， 井上健一郎， 市瀬孝道 (*1)， 定金香里 (*1)， 森育子， 西川雅高 (*1 大分県看護科
大 )：黄砂の経気道曝露によ る影響に関する GeneChip を用いた遺伝子解析， 第 47 回大気環境学会年会，
東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0105SP031
0105SP061

柳澤利枝， 高野裕久， 井上健一郎， 市瀬孝道 (*1)， 定金香里 (*1)， 吉川敏一 (*2)(*1 大分県看護科大， *2
京都府医大 ) ： ラ テ ッ ク ス粒子が皮膚のバ リ ア機能破綻時に皮膚炎に及ぼす影響， 第 56 回日本アレル
ギー学会秋季学術大会， 東京， 2006/11， アレルギー， 1123

0105SP031
0105SP061

柳澤利枝， 市瀬孝道 (*1)， 定金香里 (*1)， 西川雅高， 森育子， 日吉孝子 (*2)， 高野裕久 (*1 大分県看護
科大， *2 石川県看護大 ) ： 黄砂はアレルギー性気道炎症を増悪する， 第 77 回日本衛生学会総会 ( ポス
ター発表 )， 吹田， 2007/03， 日衛誌， 430

0105SP031
0105SP061

岩男弘毅， 西田顕郎 (*1)， 山形与志樹 (*1 筑波大 ) ： Degree Confluence Points 情報を用いた土地被覆図
精度検証手法の開発， 日本 リ モー ト センシング学会 第 40 回学術講演会， 千葉， 2006/05， 同講演論文集，
23-24

0206BA423

菅野正人 (*1)， 山形与志樹， 米康光 (*2)， 福士亮太 (*2)(*1 北海道林試， *2 パス コ ) ： 航空レーザーによ
る カ ラマツ ・ ト ド マツ人工林の樹高と森林蓄積評価， 日本 リ モー ト センシング学会 第 40 回学術講演会
( ポス ター発表 )， 千葉， 2006/05， 同講演論文集， 179-180

0506BA776
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山形与志樹，水田秀行 (*1)，井上さやか (*2)，熊倉広志 (*3)，中里裕美 (*4)，中村仁也 (*5)(*1IBM，*2GE，
*3 専修大，*4 立命館大，*5 ゴーガ )：空間ネ ッ ト ワーク間のダ イナ ミ ク ス を考慮し たエージェ ン ト ベー
スシ ミ ュ レーシ ョ ンの構想(持続可能な都市－地域システム と は？ 地理的ネ ッ ト ワーク (GeoNet)のエー
ジェ ン ト ベースシ ミ ュ レーシ ョ ンによ る検討 )， ネ ッ ト ワーク生態学研究会 第 2 回サマース クール， 天
童， 2006/09， 同予稿集

0206BA423

Kinoshita T.， Inoue K.(*1)， Kagemoto H.(*1)， Yamagata Y.(*1Univ.Tokyo) ： Investigating of regional CO2
absorption potential using wood biomass， 1st Int.Conf.Carbon Manage.Urban Reg.Levels: Connecting
Dev.Decis.Global Issues， Mexicocity， 2006/09， な し

0206BA423

山形与志樹，岩男弘毅：GeoGRID の地球温暖化研究への応用， GEO Grid Symp.2006， 東京， 2006/10， な し 0206BA423

山形与志樹 ： 炭素動態把握のためのシステムアプローチ， 「システムアプローチで見えてきた東アジア
陸域生態系の炭素動態」環境省地球環境総合研究推進費戦略プロ ジェ ク ト ワーク シ ョ ッ プ， 東京， 2006/
10， 同予稿集， 7-8

0206BA423

西田顕郎 (*1)， 岩男弘毅， 佐々井崇博 (*2)， 土田聡 (*2)(*1 筑波大， *2 産総研 ) ： 広域観測 と モデルによ
る炭素動態の時空間変動解析－ 2， 「システムアプローチで見えてきた東アジア陸域生態系の炭素動態」
環境省地球環境総合研究推進費戦略プロ ジェ ク ト ワーク シ ョ ッ プ， 東京， 2006/10， 同予稿集， 29-33

0206BA423

山形与志樹 ： 東アジアの炭素動態 ： 今後の課題と政策的含意， 「システムアプローチで見えてきた東ア
ジア陸域生態系の炭素動態」 環境省地球環境総合研究推進費戦略プロ ジェ ク ト ワーク シ ョ ッ プ， 東京，
2006/10， 同予稿集， 39-40

0206BA423

岩男弘毅， 西田顕郎 (*1)， 木下嗣基， 山形与志樹 (*1 筑波大 ) ： DCP データによ る土地被覆分類図の検
証と高精度化， 「システムアプローチで見えて きた東アジア陸域生態系の炭素動態」 環境省地球環境総
合研究推進費戦略プロ ジェ ク ト ワーク シ ョ ッ プ ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/10， 同予稿集， 60

0206BA423

木下嗣基， 山形与志樹 ： 土地利用変化予測モデルによ る二酸化炭素排出量推定， 「システムアプローチ
で見えて きた東アジア陸域生態系の炭素動態」環境省地球環境総合研究推進費戦略プロ ジェ ク ト ワーク
シ ョ ッ プ ( ポス ター発表 )， 東京， 2006/10， 同予稿集， 64

0206BA423

Tanaka A.(*1)， Iwao K.， Shibasaki R.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： A comparative study on classification techniques
to extract urbanization area using satellite images， 27th Asian Conf.Remote Sensing 2006(Poster Session)，
Ulaanbaatar， 2006/10， Proceedings(CD-ROM)

0206BA423

Iwao K. ： Estimation of solar radiation and Photosynthesis Active Radiation using automatic capturing Digital
Fisheye Camera， 26th Asian Conf.Remote Sensing， Hanoi， 2005/11， Proceedings(CD-ROM)

0206BA423

Yamagata Y.， Ito A.， Kinoshita T.， Iwao K. ： Integrated system approach for the terrestrial carbon budget in
Asia: Flux measerement， remote senseing， ecosystem and land models， ESSP 2006 OSC， Beijing， 2006/11，
Abstracts， 419

0206BA423

Kinoshita T.， Yamagata Y. ： Development of global land-use change model， ESSP 2006 OSC(Poster Session)，
Beijing， 2006/11， Abstracts， 654

0206BA423

Kinoshita T.，Yamagata Y.：A global land-use modele based on economical and terrestrial ecosystem modelling，
9th Biennial Conf.Int.Soc.Ecol.Econ.， New Delhi， 2006/12， Proceedings

0206BA423

山崎邦彦：亜鉛の水生生物保全環境基準設定に向けた リ ス ク評価 と管理方策の検討， 日本 リ ス ク研究学
会 第 19 回研究発表会， つ く ば， 2006/11， 同講演論文集， 347-352

0610AK915

Yamada A.， Yamada M.， Inoue Y. ： Database for choice of paramaters to build up a simple diagnosis system
for waste character in landfill site -case study with organic refuse-， 4th ICLRS， Gellivare(Sweden)， 2006/06，
Abstracts， 221

0105AB403

立尾浩一 (*1)， 宮田真幸 (*1)， 山田正人， 川畑隆常 (*2)(*1 日本環境衛セ， *2 リ クルー ト HR マーケテ ィ
ング )：産業廃棄物の発生源 と処理源の物流因子， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同
講演論文集， 239-241

0610AA203
0610AB546
0610AB454

山田亜矢， 山田正人， 石垣智基 (*1)(*1 龍谷大 ) ： 水素生成原料と し ての廃棄物焼却灰の品質について，
第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 571-573

0610AA203
0507BE953

今井敏夫 (*1)， 市村高央 (*1)， 山田正人， 遠藤和人， 井上雄三 (*1 太平洋セ メ ン ト ) ： 都市ごみ焼却主
灰のエ ト リ ンガイ ト の定量および水和発熱， 第 17 回廃棄物学会研究発表会 ( ポス ター発表 )， 北九州，
2006/11， 同講演論文集， 968-970

0610AB546
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石垣智基 (*1)， 岸本直之 (*1)， 藤原拓 (*2)， 長谷隆仁 (*3)， 小野雄策 (*3)， 山田正人， 小野芳朗 (*4)(*1
龍谷大， *2 高知大， *3 埼玉県環境科国際セ， *4 岡山大 ) ： 廃棄物最終処分場内の微生物群によ る親水
性化学物質の生分解能力の評価， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 993-
995

0610AB546
0406BY762

香村一夫 (*1)， 石渡康尊 (*2)， 大石修 (*2)， 栗原正憲 (*2)， 依田彦太郎 (*2)， 原雄 (*3)， 山田正人， 遠
藤和人 (*1 早稲田大， *2 千葉県環境研セ， *3 千葉県 ) ： 廃棄物層中における浸透水の挙動解明 (1)， 第
17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 1039-1041

0610AB546

長森正尚 (*1)， 渡辺洋一 (*1)， 小野雄策 (*1)， 河村清史 (*1)， 山田正人， 遠藤和人， 石垣智基 (*2)， 小
野芳朗 (*3)(*1 埼玉県環境科国際セ， *2 龍谷大， *3 岡山大 ) ： 最終処分場の層内保有水およびガスモニ
タ リ ング手法の検討， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2011/11， 同講演論文集， 1042-1044

0610AB546
0406BY762

田中宏和 (*1)， 田中博義 (*1)， 橘治廣 (*1)， 中屋亮二 (*2)， 山田正人， 遠藤和人， 大家清紀 (*3)， 小林
克至 (*3)(*1 福井県衛環境研セ， *2 福井県， *3 福井資源化工 ) ： 北陸地方の気候が管理型産業廃棄物最
終処分場の安定化に及ぼす影響， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集，
1048-1050

0610AB546

阿部誠， 山田正人， 井上雄三 ： ミ ミ ズを用いた浸出水試料の環境影響評価， 第 17 回廃棄物学会研究発
表会 ( ポス ター発表 )， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 1051-1053

0610AB546

山田正人， 遠藤和人， 阿部誠， 坂内修， 朝倉宏， 井上雄三， 相沢智之， 梅宮知佐， 中根英昭， 石垣智基
(*1)， 他 (*1 龍谷大 ) ： 最終処分場からの メ タ ン放出量の 2 つの新しい現場計測手法， 第 17 回廃棄物学
会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 1057-1058

0610AB546
0406BB384
0406BY762

上田剛将 (*1)， 庄司良 (*1)， 山田正人， 朝倉宏， 阿部誠， 山田亜矢， 中山秀謹 (*2)(*1 東京高専， *2 東
大 )：最終処分場層内における毒性の分布と覆土層における毒性の吸着， 第 17 回廃棄物学会研究発表会
( ポス ター発表 )， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 1131-1132

0610AB546

Jung S.， Abe M.， Yamada M.， Ono Yu.(*1)， Inoue Y.(*1Cent.Environ.Sci.Saitama) ： Evaluation of toxicity
removal in landfill leachate treatment plants， 韓国廃棄物学会 2006 年度春季総会 / 学術研究発表会， 大田
( 韓国 )， 2006/11， Proceedings， 171-173

0610AB546
0406BY762

Yamada M. ： Estimation and reduction of long-term methane emission from solid waste disposal site， 1st
Int.Symp.Asia Collab.Network Municip.Solid Waste Manage.Sustainable Soc.， Seoul， 2006/05， Abstracts，
121-141

0610AB546
0406BB384

矢吹芳教 (*1)， 森達摩 (*1)， 阿部誠， 山田正人， 井上雄三， 小野芳朗 (*2)(*1 大阪府食 とみど り の総合
技セ， *2 岡山大 ) ： 膜分離および凝集処理によ る廃棄物処分場浸出水の浄化および生態影響低減効果，
第 41 回日本水環境学会年会 ( ポス ター発表 )， 大東， 2007/03， 同講演集， 636

0610AB546
0406BY762

石垣智基 (*1)， 山田正人， 遠藤和人， 長谷隆仁 (*2)， 小野雄策 (*2)， 小野芳朗 (*3)(*1 龍谷大， *2 埼玉
県環境科国際セ， *3 岡山大 ) ： 埋立地浸出水の水質形成に関連する微生物機能の評価， 第 41 回日本水
環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 379

0610AB546
0406BY762

澤村啓美 (*1)， 石垣智基 (*2)， 山田正人， 小野雄策 (*3)， 長森正尚 (*3)， 長谷隆仁 (*3)， 池道彦 (*1)(*1
大阪大， *2 龍谷大， *3 埼玉県環境科学国際セ ) ： 廃棄物埋立地の浸出水中の微生物群集解析， 第 41 回
日本水環境学会年会 ( ポス ター発表 )， 大東， 2007/03， 同講演集， 597

0610AB546

田中宏和 (*1)， 田中博義 (*1)， 橘治廣 (*1)， 山田正人 (*1 福井県衛環境研セ ) ： 福井豪雨災害における水
害廃棄物への対応について， 第 28 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会， 川口， 2007/02， 同講演論文集，
61-63

0610AB546

山田正人， 遠藤和人， 坂内修， 阿部誠， 井上雄三， 小野雄策 (*1)， 石渡康尊 (*2)， 灘重樹 (*3)， 福井博
(*4)， 小野芳朗 (*5)(*1 埼玉県環境科国際セ， *2 千葉県環境研セ， *3 神戸市環境局， *4 神奈川県環境科
セ，*5 岡山大 ) ： 場内観測井を用いた最終処分場の安定化モニタ リ ング， 第 28 回全国都市清掃研究 ・ 事
例発表会， 川口， 2007/02， 同講演論文集， 212-214

0610AB546
0406BY762

長谷隆仁 (*1)， 小野雄策 (*1)， 山田正人， 小野芳朗 (*2)(*1 埼玉県環境科国際セ， *2 岡山大 ) ： 浸透性反
応層埋立システムにおける保有水中微生物の簡易モニタ リ ング， 第 28 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表
会， 川口， 2007/02， 同講演論文集， 230-232

0610AB546
0406BY762

神崎雅也 (*1)， 惣田訓 (*1)， 山村茂樹， 柏雅美 (*2)， 池道彦 (*1)， 藤田正憲 (*3)(*1 大阪大院， *2 海洋
研開発機構，*3 高知高専 )： ヒ 素汚染土壌の浄化のためのバイオ リ ア ク ターに関する基礎研究， 第 12 回
地下水 ・ 土壌汚染と その防止対策に関する研究集会， 京都， 2006/06， 同要旨集， 2

0405AE359
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山下光雄 (*1)， 黒田真史 (*1)， 山村茂樹， 神崎雅也 (*1)， 惣田訓 (*1)， 池道彦 (*1)(*1 大阪大院 ) ： Bacillus
sp.SF-1 のセレ ン酸還元関連遺伝子の単離と機能解析 (2)， 第 58 回日本生物工学会大会， 豊中， 2006/09，
同講演要旨集， 130

0405AE359

神崎雅也 (*1)， 山村茂樹， 惣田訓 (*1)， 池道彦 (*1)(*1 大阪大 ) ： 汚染土壌からのセレ ン ・ ヒ 素可溶化試
験， 日本水処理生物学会 第 43 回大会， 仙台， 2006/11， 日本水処理生物学会誌， 72

0607AE442

山村茂樹， 山本哲史 (*1)， 惣田訓 (*1)， 池道彦 (*1)， 藤田正憲 (*1)(*1 大阪大院 ) ： キ ノ ン物質によ る生
物学的 ヒ 素可溶化の促進， 第 41 回日本水環境学会年会， 大東， 2007/03， 同講演集， 168

0607AE442

Yamamoto S.，Ahmed S.，Tin-Tin-Win-Shwe，Fujimaki H.：Effect of ultrafine carbon particles on peptidoglycan-
induced early pulmonary inflammation in mice， 1st Jt.Meet.Eur.Natl.Soc.Immunol.(Poster Session)， Paris，
2006/09， Abstracts， 53

0610BY303
0610AA412

山元昭二， Ahmed S.， Tin-Tin-Win-Shwe， 藤巻秀和 ： カーボンナ ノ粒子がペプチ ド グ リ カンによ る肺の
炎症反応に及ぼす影響， 第 47 回大気環境学会年会， 東京， 2006/09， 同講演要旨集 (CD-ROM)

0610BY303
0610AA412

Tin-Tin-Win-Shwe， Ahmed S.， Yamamoto S.， Kakeyama M.， Nakajima D.， Goto S.， Fujimaki H. ： Role of
T cel ls  in toluene-induced memory-related gene express ions in mouse hippocampus， 8th
Int.Congr.Neuroimmunol.(ISNI 2006)， Nagoya， 2006/10， J.Neuroimmunol.， 111

0610AA302
0810CD494

山本貴士， 野馬幸生， 能勢和聡， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： ポ リ 塩化ナフ タ レ ン異性体の光分
解挙動について， 第 15 回環境化学討論会 ( ポス ター発表 )， 仙台， 2006/06， 同講演要旨集， 424-425

0305AE544
0105AB408

Yamamoto T.，Noma Y.，Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.) ：Thermal behavior of chlorobenzenes and chlorophenols
during incineration of automobile shredder residue using a plant-scale incinerator， 4th Int.Conf.Combust.，
Incineration/Pyrolysis Emiss.Control(i-CIPEC)， Kyoto， 2006/09， Proceedings， 399-402

0105AB408

山本貴士， 貴田晶子， 野馬幸生， 寺園淳， 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： アスベス ト 廃棄物溶融処
理物の透過電子顕微鏡によ る試験方法の検討， 第 17 回廃棄物学会研究発表会， 北九州， 2006/11， 同講
演論文集， 1113-1115

0608BE434

斉藤拓也， 横内陽子， 青木周司 (*1)， 中澤高清 (*1)， 藤井理行 (*2)， 渡辺興亜 (*2)(*1 東北大， *2 極地
研 ) ： 南極氷床コ アか ら得られた氷期－間氷期の塩化 メ チルの変動， 第 12 回大気化学討論会， 山形，
2006/06， 同講演要旨集， 18

0203AE471

横内陽子， 斉藤拓也， 石垣長健 (*1)， 新本光孝 (*1)(*1 琉球大 ) ： 西表島における塩化 メ チル放出植物の
同定と フ ラ ッ ク ス調査， 第 12 回大気化学討論会， 山形， 2006/06， 同講演要旨集， 17

0505AF951

横内陽子 ： 植物起源有機ガスが地球環境で果た し ている役割， 第 44 回生存圏シンポジウ ム－生存圏開
拓に向けた大気 ・ 植物 ・ 昆虫 ・ 土壌の相互作用－， 京都， 2006/06， 同要旨集

0607CD969

横内陽子， 斉藤拓也， 向井人史 ： 波照間島で観測される代替フ ロ ン類の季節変動および経年変化， 第 17
回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2007/01， 同講演集， 50

0508BB770

長島義斉， 横内陽子， 斉藤拓也， 向井人史 ： 波照間島で観測される高濃度塩化 メ チル と 気象要因の解
析， 第 17 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2007/01， 同講演集， 50

0607CD969

Yokouchi Y.， Osada K.(*1)， Wada M.(*2)， Hasebe F.(*3)， Agama M.(*4)， Mukai H.， Nojiri Y.， Inuzuka Y.，
Fraser Y.(*5)， Toom-Sauntry D.(*6)(*1Nagoya Univ.， *2Natl.Inst.Polar Res.， *3Hokkaido Univ.，
*4INMH(Ecuador)， *5CSIRO(Autst.)， *6Meteorol.Serv.Can.) ： Latitudinal and seasonal variation of methyl
iodide in the atmosphere， Solas Open Sci.Conf.， Xiamen， 2007/03， Abstracts(CD-ROM)

0610CD974

江口菜穂， 横田達也， 井上元 (*1)(*1 名古屋大 ) ： ICESat/GLAS データ を用いた絹雲の高度分布の解析，
第 16 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2006/01， 同講演集， 216-219

0610AA102
0406BA414

吉田幸生， 横田達也， 井上元 (*1)(*1 名古屋大 ) ： GOSAT によ る二酸化炭素カ ラ ム濃度導出のための巻
雲物理量推定法の検討， 第 16 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2006/01， 同講演集， 247-250

0610AA102
0406BA414

江口菜穂， 横田達也， 井上元 (*1)(*1 名古屋大 ) ： ICESat/GLAS データ を用いた絹雲高度分布の解析， 日
本気象学会 2006 年度春季大会 ( ポス ター発表 )， つ く ば， 2006/05， 同講演予稿集， 411

0610AA102
0406BA414

江口菜穂， 小寺邦彦 (*1)(*1 気象研 ) ： 熱帯の絹雲分布に見る 2002 年南半球成層圏突然昇温の影響， 日
本気象学会 2006 年度春季大会 ( ポス ター発表 )， つ く ば， 2006/05， 同講演予稿集， 446

0610AA102
0507CD554

Yokota T. ： GOSAT SWIR algorithms and ground-based experiment， 3rd Int.Workshop Greenhouse Gas
Meas.Space(IWGGMS)， Tsukuba， 2006/05， Proguram

0610AA102
0406BA414
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Oshchepkov S.， Bril A. ： GOSAT SWIR Monte-Carlo simulations， 3rd Int.Workshop Greenhouse Gas
Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session)， Tsukuba， 2006/05， Program

0610AA102

Eguchi N.：Investigating vertical distribution of global cirrus clouds using the ICESat/GLAS observations， 3rd
Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session)， Tsukuba， 2006/05， Program

0610AA102
0406BA414

Yoshida Y.：Analysis of CO2 absorption spectra measured by FTS(GOSAT-BBM) in SWIR region at the top of
Mt.Tsukuba， 3rd Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session)， Tsukuba， 2006/05，
Program

0610AA102
0406BA414

Ota Y.， Imasu R.(*1)(*1CCSR Univ.Tokyo) ： CO2 concentration retrieval from IMG spectrum data， 3rd
Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS)(Poster Session)， Tsukuba， 2006/05， Proguram

0610AA102
0406BA414

Inoue G.(*1)， Yokota T.， Maksyutov S.， Oguma H.， Morino I.， Higurashi A.， Aoki T.， Yoshida Y.， Eguchi
N.，Suto H.(*2)，Kuze A.(*2)，Hamazaki T.(*2)(*1Nagoya Univ.，*2JAXA)：Global carbon dioxide and methane
column observation by GOSAT(Greenhouse gases observing satellite)， EGU General Assembly 2006， Vienna，
2006/04， Abstracts

0610AA102
0406BA414
0508BH855

Eguchi N.，Yokota T.，Inoue G.(*1)(*1Nagoya Univ.)：Characteristics of cirrus clouds from the ICESat/GLAS
observations， 2nd Asian-Pac.Radiat.Symp.(APRS 2006)， Kanazawa， 2006/08， Program

0406BA414
0610AA102

Eguchi N.， Yokota T.， Inoue G.(*1)(*1Nagoya Univ.) ： Analysis of cirrus clouds by using the ICESat/GLAS
data， 23rd Int.Laser Radar Conf.， Nara， 2006/08， Proceedings， 419-422

0406BA414
0610AA102

Eguchi N.， Yokota T.， Inoue G.(*1)(*1Nagoya Univ.) ： Analysis of cirrus clouds by using the ICESat/GLAS
data， 28th Symp.Remote Sensing Environ.Sci.， Kiyosato， 2006/08， Proceedings， 15-23

0406BA414
0610AA102

Imasu R.(*1)，Saitoh N.(*1)，Ota Y.，Taguchi S.(*2)(*1CCSR Univ.Tokyo，*2AIST)：CO2 retrieval performance
of TANSO-FTS(TIR) sensor aboard greenhouse gases observing satellite(GOSAT)， 15th Int.Symp.High
Resolut.Mol.Spectrosc.(HighRus-2006)， Nizhny Novgorod(Russia)， 2006/09， Proceedings， 1-6

0610AA102
0406BA414

齋藤尚子 (*1)， 太田芳文， 田口彰一 (*2)， 今須良一 (*1)(*1 東大気候システム研セ， *2 産総研 ) ： GOSAT
熱赤外 FTS センサーによ る CO2 濃度導出， 日本気象学会 2006 年度秋季大会， 名古屋， 2006/10， 同講演
予稿集， 220

0406BA414
0610AL917

渡辺宏 ： 人工衛星搭載高性能光学センサー ASTER によ る地質解析， 災害監視， 第 4 回宇宙からの地球
観測講演会－宇宙からの自然災害の監視と防災－， 堺， 2006/11， プロ グ ラ ム

0610AL917

Aoki T.，Yokota T.，Inoue G.(*1)，Nobuta K.(*2)，Kotani A.(*2)(*1Nagoya Univ.，*2Fujitsu FIP)：Information
and disturbances contained in the reflected solar radiation spectra measured with space-borne Fourier transform
spectrometer for greenhouse gas mapping， SPIE Asia-Pac.Remote Sensing， Goa， 2006/11， Program， 7

0610AA102
0406BA414
0506CD504

Oshchepkov S.， Bril A.， Yokota T. ： Application of the equivalence theorem to simulate GOSAT observation
data under cirrus-present condition， SPIE Asia-Pac.Remote Sensing， Goa， 2006/11， Program， 7

0610AA102
0406BA414

Yokota T.，Aoki T.，Eguchi N.，Ota Y.，Yoshida Y.：Retrieval strategy of CO2 column density from measurement
data of the SWIR FTS aboard greenhouse gases observing satellite(GOSAT)， SPIE Asia-Pac.Remote Sensing，
Goa， 2006/11， Program， 14

0610AA102
0406BA414
0610AL917

Kodera K.(*1)， Eguchi N.(*1Nagoya Univ.) ： Tropical cirrus cloud variation associated with the stratospheric
warming in the southern hemisphere， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0507CD554

Nobuta K.(*1)， Kotani A.(*1)， Ishihara H.(*1)， Uemura N.(*1)， Yokota T.， Higurashi A.， Morino I.， Oguma
H.， Yoshida Y.， Ota Y.， Eguchi N.， Aoki T.， Inoue G.(*2)(*1Fijitsu FIP， *2Nagoya Univ.) ： Error analysis
of CO2 column amount retrievals using SWIR synthetic data of the GOSAT FTS: Impact of atmospheric
aerosols， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA352
0610AL917

Eguchi N.， Yokota T.， Inoue G.(*1)(*1Nagoya Univ.) ： Cirrus cloud characteristics from the ICESat/GLAS
observations， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA414

Bril A.， Oshchepkov S.， Yokota T.， Inoue G.(*1)(*1Nagoya Univ.) ： Parameterization of aerosol and cirrus
cloud effect on reflected sunlight spectra measured from space: application of the equivalence theorem， AGU
2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA414

Ota Y.，Yokota T.：Development of radiative transfer model including polarization effect in near infrared region
for retrieving CO2 amounts from space， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA414
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吉田幸生， 横田達也 ： GOSAT によ る二酸化炭素カ ラ ム濃度導出法の検討氷晶非球形散乱を考慮し た場
合， 第 17 回大気化学シンポジウ ム ( ポス ター発表 )， 豊川， 2007/01， 同講演集， 88-89

0610AA102
0406BA414
0506AF523

江口菜穂， 横田達也， 藤原正智 (*1)， 長谷部文雄 (*1)(*1 北大院 ) ： ラ ジオゾンデ搭載用鏡面冷却型水蒸
気計 (Snow White) を用いた上部対流圏の水蒸気観測－衛星観測データ と の比較－， 第 17 回大気化学シ
ンポジウ ム ( ポス ター発表 )， 豊川， 2007/01， 同講演集， 72-73

0610AA102
0406BA414
0506AF522

齋藤尚子 (*1)，太田芳文，田口彰一 (*2)，今須良一 (*1)(*1 東大気候システム研セ，*2 産総研 )：GOSAT/
TANSO － FTS 熱赤外領域での CO2 濃度導出手法， 第 17 回大気化学シンポジウ ム， 豊川， 2007/01， 同
講演集， 51

0406BA414
0610AA102

横田達也 ： 衛星によ る成層圏オゾン層と対流圏温室効果ガスの精密測定， ISM シンポジウ ム 「地球環境
研究における統計科学の貢献」 －地球環境変動の不確実性への挑戦－， 東京， 2007/01， 同講演予稿集，
55-60

0105SP021
0610AA102
0406BA414

Eguchi N.， Kodera K.(*1)(*1MRI) ： Impact of the 2002 stratospheric warming in the southern hemisphere on
the tropical cirrus clouds and convective activity， 3rd Int.Soundings Ozone Water Equat.Reg.(SOWER) Meet.，
Chitose， 2006/07， Program

0507CD554

Eguchi N.， Kodera K.(*1)(*1MRI) ： Impact of the 2002 stratospheric warming in the southern hemisphere on
the tropical cirrus clouds and convective activity， CPEA Symp.(Poster Session)， Kyoto， 2007/03， Abstracts，
41

0507CD554

江口菜穂， 小寺邦彦 (*1)(*2)(*1 名大院， *2 気象研 ) ： 成層圏突然昇温が熱帯絹雲分布へ及ぼす影響， 平
成 18 年度 「異常気象と長期変動」 研究集会， 京都， 2006/11， 同報告集， 182-185

0507CD554

吉田綾， 寺園淳 ： 中国におけるプラ スチッ ク のマテ リ アルフ ロー， 第 17 回廃棄物学会研究発表会 ( ポ
ス ター発表 )， 北九州， 2006/11， 同講演論文集， 47-49

0610AA204
0606AE938

吉田綾 ： 廃棄物 ・ リ サイ クル分野のフ ィ ール ド ワーク技法に関する一考察， 第 17 回国際開発学会全国
大会， 東京， 2006/11， 同予稿集， 129-132

0610AA204
0606AE938

吉田綾 ： 日本からの循環資源輸出 ： バーゼル法と廃棄物処理法に関する現状と課題， 環境経済 ・ 政策学
会 2006 年大会， 京都， 2006/07， 同報告要旨集， 139-140

0610AA204
0606AE938

吉田綾 ： 日中間の廃棄物 リ サイ クルの現状と日本の リ サイ クル法制度， 平成 18 年度廃棄物学会研究討
論会， 川崎， 2006/05， 同講演論文集， 66-71

0610AA204
0606AE938

Yoshida A. ： Used automobile battery recycling in Asia， China Int.Recycling Conf.2006， Beijing， 2006/05，
Abstracts， 180-188

0610AA204
0606AE938

Yoshida K.：What kind of community is vulnerable for what kind of invader species?， Int.Workshop Adv.Food-
Web Theory Appl.Ecol.Risk Assess.(21st Century COE Program ”Environ.Risk Manage.Bio/Eco-System”)，
Yokohama， 2006/09， Abstracts， 8

0406BA421
0305AA506
0105SP041

米元純三， 上地博人 (*1)， 曽根秀子， 竹内陽子， 豊柴博義， 山崎新， 増崎優子 (*2)， 小泉敦子 (*2)， 松
村徹 (*2)， 森田昌敏 (*1 上地産婦人科医院， *2 いであ ) ： 出生時体重と母乳中ダ イオキシン類濃度， 生
活習慣， CYP1A1 多型と の関係， 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 9 回研究発表会 ( ポス ター発表 )， 東
京， 2006/11， 同研究発表会要旨集， 229

0506CD496

Yonemoto J.，Uechi H.(*1)，Takeuchi Y.，Shiizaki K.，Sone H.，Toyoshiba H.，Yamasaki S.，Masuzaki Y.(*2)，
Koizumi A.(*2)，Matsumura T.(*2)，Morita M.(*1Uechi Obstet.Gynrcology Clinic，*2Idea)：Association of birth
weight with dioxin levels in breast milk， lifestyle， and CYP1A1 polymorphisms of mothers in Tochigi， Japan.，
26th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2006， Oslo， 2006/08， Organohalogen Compd.，
1672-1675

0506CD496

Liang N.，Takagi K.(*1)，Kosugi Y.(*2)，Tani M.(*2)，Okuda T.(*3)，Fujinuma Y.(*1Hokkaido Univ.，*2Kyoto
Univ.， *3Hiroshima Univ.) ： Comparison of ecophysiological technique with eddy covariance method and
biometric approach for estimating carbon balance of forest ecosystems， AsiaFlux Workshop 2006， Chiang
Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 23

0206BA591
0610AC593

Sano T.(*1)，Hirano T.(*1)，Shirahama S.(*1)，Liang N.，Oguma H.，Inukai K.，Fujinuma Y.(*1Grad.Sch.Hokkaido
Univ.)：Effects of typhoon damage on the vegetation properties and carbon dynamics in a larch forest， AsiaFlux
Workshop 2006(Poster Session)， Chiang Mai(Thailand)， 2006/11-12， Abstracts， 86

0507CD589
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梁乃申， 奥田敏統 (*1)， 新山馨 (*2)， 山下多聞 (*3)， 小杉緑子 (*4)， 谷誠 (*4)， 藤沼康実， Abdul Rahim
Nik(*5)， Philip E.(*5)(*1 広島大， *2 森林総研， *3 島根大， *4 京大， *5FRIM) ： マレーシア低地フ タバガ
キ林における炭素循環， 第 16 回日本熱帯生態学会年次大会， 府中， 2006/06， 同講演要旨集

0206BA830
0206BA591
0610AC593

Liang N.，Okuda T.(*1)，Kosugi Y.，Matsuo N.，Takanashi S.，Okubo S.，Tani M.(*2)，Abdul Rahim Nik(*3)，
Philip E.(*3)，Fujinuma Y.(*1Hiroshima Univ.，*2Kyoto Univ.，*3FRIM)：Carbon cycle of southeast asian tropical
forests， ATBC2006， Kunming(China)， 2006/07， Abstracts(Web)

0206BA830
0206BA591
0610AC593

Liang N.， Takagi K.(*1)， Kosugi Y.， Matsuo N.， Takanashi S.， Okubo S.， Tani M.(*2)， Fujinuma Y.， Inoue
G.(*1Hokkaido Univ.， *2Kyoto Univ.) ： Comparison of automated chamber technique with eddy covariance
method and biometric approach for estimating carbon balance of forest ecosystems， WPGM 2006， Beijing，
2006/07， Astracts

0206BA830
0206BA591
0610AC593

梁乃申， 藤沼康実 ： 土壌呼吸によ る温暖化影響の評価， 第 54 回日本生態学会大会， 松山， 2007/03， 同
講演要旨集， 153

0610AC593
0206BA591

渡邉英宏 ： 高磁場 MR スペク ト ロ ス コ ピー， 第 8 回 Future of Radiology －先端技術 と放射線医学の接点
を探る－， 東京， 2006/04， 同予稿集

0610AE416
0406CD492
0506AF529

Watanabe H.， Takaya N.， Mitsumori F. ： Quantitation of glutamate and GABA in the human brain using a
localized 2D constant time COSY， 第 34 回日本磁気共鳴医学会大会， つ く ば， 2006/09， 日磁医誌， 104

0610AE416
0406CD492
0506AF529

Watanabe H.，Takaya N.，Mitsumori F.：Simultaneous quantitation of glutamate and GABA in the human brain
using a localized 2D constant time COSY， 45th Annu.Meet.NMR Soc.Jpn.(Poster Session)， Kyoto， 2006/11，
Abstracts， 400-401

0610AE416
0406CD492
0506AF529

高屋展宏， 渡邉英宏， 三森文行 ： 脳梁断面の解剖学的性差， 第 34 回日本磁気共鳴医学会大会， つ く ば，
2006/09， 日磁医誌， 235

0610AE416
0406CD489

高屋展宏， 渡邉英宏， 三森文行 ： T1 強調 3D 画像からの脳梁断面の抽出 ： 脳梁断面の性差について， 第
45 回 NMR 討論会 ( ポス ター発表 )， 京都， 2006/11， 同予稿集， 398-399

0610AE416
0406CD489

シ ャ ミ ル ・ マ ク シュ ト フ ： 地球の炭素収支分布推定への衛星観測データの利用， 第 3 回 GOSAT シンポ
ジウ ム， 東京， 2006/05， な し

0610AA102

Maksyutov S.：GOSAT inverse modeling， 3rd Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS)， Tsukuba，
2006/08， Program

0610AA102
0406BA414

Carouge C. ： Inversion of atmospheric CO2 concentration continous measurements， 3rd Int.Workshop
Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS)， Tsukuba， 2006/05， Program

0610AA102

Kadygrov N.，Kruchenitsky G.(*1)，Lykov A.(*1)(*1CAO)：Urban heat island and its influence on atmospheric
boundary layer temperature field， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA414

Carouge C.， Peylin P.(*1)， Bousquet P.(*1)， Rayner P.(*1)， Ciais P.(*1)， River L.， (*1)， Maksyutov S.，
Machida T.， Shimoyama K. et al.(*1LSCE(Fr.)) ： Regional CO2 inversion study for Europe and West Siberia，
AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA414

Peregon A.：Wetland expansion on the southern edge of the West Siberian sphagnum wetlands， AGU 2006 Fall
Meet.， San Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA414

Maksyutov S.， Machida T.， Shimoyama K.， Carouge C.， Peregon A.， Patra P.(*1)， Arshinov M.(*2)， Belan
B.(*2)，Fedoseev N.(*2) et al.(*1FRCGC，*2Inst.Atmos.Optics(Russ.))：Top-down approach to West Siberian
regional carbon budget: combination of the CO2 observations and inverse modeling， AGU 2006 Fall Meet.， San
Francisco， 2006/12， Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0406BA414

Niwa Y.(*1)，Imasu R.(*1)，Maksyutov S.，Satoh M.(*1)(*1CCSR Univ.Tokyo)：Using an icosahedral grid model
as a transport model for estimating CO2 sources and sinks， AGU 2006 Fall Meet.， San Francisco， 2006/12，
Abstracts(CD-ROM)

0610AA102
0608BB931

Nakatsuka Y.，Kadygrov N.，Maksyutov S.：Fitting the ecosystem model parameters to the observed seasonal
cycle of atmospheric CO2， 第 17 回大気化学シンポジウ ム ( ポス ター発表 )， 豊川， 2007/01， 同講演集，
158-159

0610AA102
0406BA414
0608BB931

Carouge C. ： Towards an estimation of daily European CO2 sources and sinks at high spatial resoulution by
inversion of atmospheric transport， 第 12 回大気化学討論会， 山形， 2006/06， 同講演要旨集， 33

0610AA102
0206BA921
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４  ． 人員の状況

（ １ ） 役員及び常勤職員 （平成 19 年 3 月 31 日）
職 　  　 　 名 氏 　 名

理事長 大　塚　柳太郎

理事（研究担当） 西　岡　秀　三

理事（企画・総務担当） 仁　井　正　夫

監事（非常勤） 小　泉　英　明

監事（非常勤） 貞　國　　　鎭

企画部長 加　藤　正　男

次長 大　坪　國　順

次長 岸　部　和　美

企画室長（兼） 岸　部　和　美

研究企画主幹 木　野　修　宏

〃 東　岡　礼　治

研究推進室長（兼） 大　坪　國　順

研究企画主幹（兼） 近　藤　美　則

　〃　　   　（兼） 田　崎　智　宏

広報・国際室長 佐　藤　邦　子

研究企画主幹 広　兼　克　憲

広報係長 欠

広報係員 山　中　千世子

主席研究企画主幹（兼） 植　弘　崇　嗣

　　　〃　　　 　　　（兼） 田　邊　　　潔

　　　〃　　　 　　　（兼） 藤　沼　康　実

総務部長 村　川　昌　道

総務課長 植　木　　　謙

課長補佐 渡　邊　　　充

課長補佐 尾　高　明　彦

総務係長 松　井　文　子

総務係員 小　池　克　実

車庫長 染　谷　竹　男

秘書係長 川　村　和　江

秘書係員 欠

厚生係長（兼） 松　井　文　子

厚生係員（兼） 小　池　克　実

人事係長 小　島　繁　雄

人事係員 生　川　優　美

　　〃 鎌　田　美　幸

業務係長 赤　塚　輝　子

業務係員 欠

安全衛生専門職（兼） 渡　邊　　　充

（兼） 大　坪　國　順

会計課長 金　井　伸　尚

課長補佐 種　瀬　治　良

経理係長 松　本　行　央

経理係員 勝　田　兼　市

　〃 田　中　才　子

出納係長 赤　石　　　唯

出納係員 桑　名　俊　輔

監

地

―  
契約第一係長 竹　田　智　宏

契約第一係員 藤　本　なな絵

　〃 田　中　俊　秀

契約第二係長 佐々木　　　修

契約第二係員 田　中　道　雄

財産管理係長 白　井　一　成

財産管理係員 欠

会計システム専門職 欠

主査 吾　妻　　　洋

施設課長 竹　内　　　正

課長補佐 久　保　恒　男

管理係長 名　取　美保子

共通施設係長 青　木　　　啓

営繕係長 欠

施設整備専門職 幸　地　昭　夫

主査 駒　場　勝　雄

〃 土　屋　重　和

(兼） 上　原　　　清

査室長 平　尾　良　則

監査主幹 成　島　克　子

〃 工　藤　常　男

球環境研究センター長 笹　野　泰　弘

副センター長 野　尻　幸　宏

炭素循環研究室長 向　井　人　史

研究員 高　橋　善　幸

〃 梁　　　乃　申

NIES 特別研究員 寺　尾　有希夫

衛星観測研究室長 横　田　達　也

主任研究員 山　野　博　哉

温暖化リスク評価研究室長 江　守　正　多

主任研究員 高　橋　　　潔

研究員 小　倉　知　夫

〃 伊　藤　昭　彦

温暖化対策評価研究室長 甲斐沼　美紀子

主任研究員 亀　山　康　子

〃 藤　野　純　一

研究員 花　岡　達　也

大気・海洋モニタリング推進室長 町　田　敏　暢

研究員 白　井　知　子

陸域モニタリング推進室長 藤　沼　康　実

主任研究員 小　熊　宏　之

地球環境データベース推進室長 松　永　恒　雄

主任研究員 志　村　純　子

主席研究員 Shamil Maksyutov

〃 山　形　与志樹

主幹 山　本　　　哲

職 　  　 　 名 氏 　 名
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業務係長 山　口　和　子

交流係長 欠

観測第一係長 ( 兼） 尾　高　明　彦

観測第二係長 丹　羽　　　忍

（兼） 森　口　祐　一

〃 中　根　英　昭

〃 野　原　精　一

〃 横　内　陽　子

〃 小　野　雅　司

〃 遠　嶋　康　徳

〃 今　井　章　雄

〃 谷　本　浩　志

〃 一ノ瀬　俊　明

〃 田　中　　　敦

〃 荒　巻　能　史

〃 松　重　一　夫

循環型社会・廃棄物研究センター長 森　口　祐　一

副センター長 井　上　雄　三

研究調整主幹（兼） 木　野　修　宏

循環型社会システム研究室長（兼） 森　口　祐　一

主任研究員 橋　本　征　二

研究員 南　齋　規　介

国際資源循環研究室長 寺　園　　　淳

研究員 村　上　進　亮

〃 吉　田　　　綾

循環技術システム研究室長 大　迫　政　浩

主任研究員 倉　持　秀　敏

〃 田　崎　智　宏

研究員 藤　井　　　実

NIES 特別研究員 稲　葉　陸　太

資源化・処理処分技術研究室長 川　本　克　也

主任研究員 山　田　正　人

研究員 遠　藤　和　人

廃棄物試験評価研究室長 貴　田　晶　子

主任研究員 山　本　貴　士

物質管理研究室長 野　馬　幸　生

主任研究員 滝　上　英　孝

研究員 肴　倉　宏　史

〃 渡　部　真　文

バイオエコ技術研究室長 稲　森　悠　平

研究員 蛯　江　美　孝

（兼） 徐　　　開　欽

環境リスク研究センター長 白　石　寛　明

副センター長 米　元　純　三

研究調整主幹 山　崎　邦　彦

曝露評価研究室長 鈴　木　規　之

主任研究員 櫻　井　健　郎

研究員 今　泉　圭　隆

健康リスク評価研究室長（兼） 米　元　純　三

職 　  　 　 名 氏 　 名

ア

社

―  
主任研究員 曽　根　秀　子

〃 西　村　典　子

〃 松　本　 　 理

NIES 特別研究員 河　原　純　子

生態リスク評価研究室長 田　中　嘉　成

主任研究員 菅　谷　芳　雄

〃 立　田　晴　記

環境曝露計測研究室長 白　石　不二雄

主任研究員 鑪　迫　典　久

研究員 中　島　大　介

高感受性影響研究室長 藤　巻　秀　和

主任研究員 石　堂　正　美

〃 山　元　昭　二

〃 黒　河　佳　香

〃 塚　原　伸　治

環境ナノ生体影響研究室長 平　野　靖史郎

主任研究員 鈴　木　　　明

〃 古　山　昭　子

生態系影響評価研究室長 高　村　典　子

研究員 西　川　　　潮

主席研究員 堀　口　敏　宏

〃 五  箇  公  一

ジア自然共生研究グループ長 中　根　英　昭

副グループ長 村　上　正　吾

アジア広域大気研究室長 畠　山　史　郎

主任研究員 高　見　昭　憲

〃 佐　藤　　　圭

〃 清　水　　　厚

広域大気モデリング研究室長 大　原　利　眞

主任研究員 菅　田　誠　治

〃 谷　本　浩　志

研究員 永　島　達　也

アジア水環境研究室長 王　　　勤　学

主任研究員 水　落　元　之

〃 越　川　　　海

研究員 岡　寺　智　大

〃 東　　　博　紀

環境技術評価システム研究室長 藤　田　　　壮

主任研究員 徐　　　開　欽

〃 中　山　忠　暢

流域生態系研究室長 野　原　精　一

主任研究員 亀　山　　　哲

〃 福　島　路　生

研究員 井　上　智　美

主席研究員 清　水　英　幸

会環境システム研究領域長 原　沢　英　夫

環境経済・政策研究室長 日　引　　  聡

研究員 久保田　　　泉

環境計画研究室長（兼） 原　沢　英　夫

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主任研究員 青　柳　みどり

　　　 〃 森　　　保　文

〃 一ノ瀬　俊　明

統合評価研究室長 増　井　利　彦

主任研究員 肱　岡　靖　明

研究員 花　崎　直　太

交通・都市環境研究室長 小　林　伸　治

主任研究員 須　賀　伸　介

〃 近　藤　美　則

〃 松　橋　啓　介

主席研究員　 青　木　陽　二

化学環境研究領域長 柴　田　康　行

上級主席研究員 田　邊　　　潔

有機環境計測研究室長（兼） 田　邊　　　潔

主任研究員 伊　藤　裕　康

〃 橋　本　俊　次

研究員 高　澤　嘉　一

無機環境計測研究室長 瀬　山　春　彦

主任研究員 久　米　　　博

〃 田　中 　　 敦

動態化学研究室長 横　内　陽　子

主任研究員 　刀　正　行

研究員 荒　巻　能　史

生体計測研究室長 三　森　文　行

主任研究員 梅　津　豊　司

〃 渡　邉　英　宏

研究員 板　山　朋　聡

環境健康研究領域長 高　野　裕　久

上級主席研究員 小　林　隆　弘

分子細胞毒性研究室長 野　原　惠　子

研究員 伊　藤　智　彦

　 〃 鈴　木　武　博

生体影響評価研究室長（兼） 高　野　裕　久

主任研究員 井　上　健一郎

研究員 柳　澤　利　枝

　〃 小　林　弥　生

総合影響評価研究室長 小　野　雅　司

主任研究員 持　立　克　身

　　　 〃 田　村　憲　治

環境疫学研究室長 新　田　裕　史

大気圏環境研究領域長 今　村　隆　史

大気物理研究室長 野　沢　　　徹

主任研究員 上　原　　　清

　　　 〃 秋　吉　英　治

　　　 〃 杉　田　考　史

　　　 〃 日　暮　明　子

遠隔計測研究室長 杉　本　伸　夫

主任研究員 松　井　一　郎

　　　 〃 森　野　　　勇

職 　  　 　 名 氏 　 名

水

　

　

　

　

生

環

―  
NIES 特別研究員 西　澤　智　明

大気化学研究室長 村　野　健太郎

主任研究員 猪　俣　　　敏

大気動態研究室長 遠　嶋　康　徳

主任研究員 内　山　政　弘

主席研究員 中　島　英　彰

土壌圏環境研究領域長 木　幡　邦　男

水環境質研究室長 稲　葉　一　穂

主任研究員 土　井　妙　子

　　 〃 岩　崎　一　弘

　　 〃 冨　岡　典　子

　　 〃 珠　坪　一　晃

研究員 山　村　茂　樹

湖沼環境研究室長 今　井　章　雄

主任研究員 松　重　一　夫

研究員 小　松　一　弘

海洋環境研究室長 原　島　　　省

主任研究員 中　村　泰　男

　　 〃 牧　　　秀　明

土壌環境研究室長（兼） 木　幡　邦　男

主任研究員 村　田　智　吉

〃 林　　　誠　二

〃 越　川　昌　美

NIES 特別研究員 渡　邊　未　来

物圏環境研究領域長 竹　中　明　夫

個体群生態研究室長 高　村　健　二

主任研究員 永　田　尚　志

〃 佐　竹　　　潔

〃 多　田　　  満

〃 吉　田　勝　彦

生理生態研究室長 佐　治　　  光

主任研究員 名　取　俊　樹

〃 久　保　明　弘

〃 唐　　　艶　鴻

〃 青　野　光　子

微生物生態研究室長 笠　井　文　絵

主任研究員 河　地　正　伸

〃 広　木　幹　也

〃 上　野　隆　平

生態遺伝研究室長 中　嶋　信　美

主任研究員 宮　下 　　 衛

〃 玉　置　雅　紀

研究員 矢　部　　　徹

〃 石　濱　史　子

境研究基盤技術ラボラトリー長 植　弘　崇　嗣

環境分析化学研究室長 西　川　雅　高

主任研究員 佐　野　友　春

〃 高　木　博　夫

生物資源研究室長 桑　名　　　貴

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主任研究員 清　水　　  明

〃 高　橋　慎　司

〃 戸　部　和　夫

〃 川　嶋　貴　治

環境情報センター長 山　本　秀　正

情報企画室長 遠　藤　裕　一

室長補佐 坂　下　和　恵

企画調整係長 堀　部　成　子

出版普及係長 木　村　幸　子

情報提供専門職 猪　爪　京　子

情報整備室長（兼） 白　井　邦　彦

職 　  　 　 名 氏 　 名
―  

任期付研究員等

（ア）任期付職員就業規則（平成１８年４月施行）に規定さ

※平成 17 年度までの採用者数は， 「一般職の任期付研

年 ６ 月施行） によ る任期付任用制度に基づ く 採用者数

付研究員であ る。

（イ） 契約職員就業規則 （平成 １ ８ 年 ４ 月施行） に規定され

（単位 ： 人）

（ウ） 外国人の任用

年　　　　度
平成
１０ １１

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 3 1

年　　　　度
平成
１８

ＮＩＥＳ 特別研究員 5

年　度 平成６ ７ ８ ９ １０

任用者数 1 1
整備係長 欠

研究協力係長 欠

環境データ専門職 大　塚　　　力

地理情報専門職 宮　下　七　重

情報管理室長 白　井　邦　彦

研究情報係長 欠

電算機係長（兼） 阿　部　裕　明

ネットワーク係長 阿　部　裕　明

図書・文献情報専門職 古　田　早　苗

情報システム専門職 欠

職 　  　 　 名 氏 　 名
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れる任期付研究員を任期を定めて採用した者の数

（単位 ： 人）

究員の採用， 給与及び勤務時間の特例に関する法律」 （平成 ９

であ り ， 若手育成型任期付研究員は現在の研究テーマ型任期

る Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ 特別研究員を任期を定めて採用し た者の数

（単位 ： 人）

１２ １３ １４ １５ １６ １７ １８

5 3

11 8 6 4 7 7

１１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８

2 3 1 1
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（ ２ ） 研究系契約職員

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ フ ェ ロー 　 ２ ３ 名】 （平成 19 年 ３ 月 31 日）

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ ポス ド ク フ ェ ロー 　 ８ １ 名】

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 北　村　健　二 企画部

2 青　木　忠　生 地球環境研究センター

3 Sergey Oshchepkov 地球環境研究センター

4 相　沢　智　之 地球環境研究センター

5 Melanie Hartman 地球環境研究センター

6 Georgii Alexandrov 地球環境研究センター

7 Shobhakar Dhakal 地球環境研究センター

8 曾　　　継　業 地球環境研究センター

9 宮　崎　　　真 地球環境研究センター

10 Lee， Huey-Lin 地球環境研究センター

11 （チュウ　シュンホウ） 循環型社会･廃棄物研究センター

12 松　崎　加奈恵 環境リスク研究センター

13 天　沼　喜美子 環境リスク研究センター

14 長　尾　明　子 環境リスク研究センター

15 樋　渡　武　彦 アジア自然共生研究グループ

16 長谷川　就　一 アジア自然共生研究グループ

17 黒　川　純　一 アジア自然共生研究グループ

18 大　場　　　真 アジア自然共生研究グループ

19 古　松 生物圏環境研究領域

20 江　嵜　宏　至 環境研究基盤技術ラボラトリー

21 森　　　育　子 環境研究基盤技術ラボラトリー

22 橋　本　光一郎 環境研究基盤技術ラボラトリー

23 大　沼　　　学 環境研究基盤技術ラボラトリー

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 岩　男　弘　毅 地球環境研究センター

2 山　岸　洋　明 地球環境研究センター

3 木　下　嗣　基 地球環境研究センター

4 Andrey Bril 地球環境研究センター

5 江　口　菜　穂 地球環境研究センター

6 吉　田　幸　生 地球環境研究センター

7 Anna　Peregon 地球環境研究センター

8 横　畠　徳　太 地球環境研究センター

9 岡　田　直　資 地球環境研究センター

10 塩　竈　秀　夫 地球環境研究センター

11 武　田　知　己 地球環境研究センター

12 平　田　竜　一 地球環境研究センター

13 中　路　達　郎 地球環境研究センター

14 開　　　和　生 地球環境研究センター

15 Claire　Carouge 地球環境研究センター

16 長谷川　　　聡 地球環境研究センター

17 芦　名　秀　一 地球環境研究センター

18 太　田　芳　文 地球環境研究センター

19 Boyan Tatarov 地球環境研究センター

20 津　守　博　通 地球環境研究センター

21 古　山　祐　治 地球環境研究センター

22 Vinu K. Valsala 地球環境研究センター

23 Nikolay Kadygrov 地球環境研究センター
―  360  ―
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24 田　中　智　章 地球環境研究センター

25 齊　籐　　　龍 地球環境研究センター

26 Florian　Kraxner 地球環境研究センター

27 小　川　佳　子 地球環境研究センター

28 阿　部　直　也 循環型社会･廃棄物研究センター

29 朝　倉　　　宏 循環型社会･廃棄物研究センター

30 阿　部　　　誠 循環型社会･廃棄物研究センター

31 山　田　亜　矢 循環型社会･廃棄物研究センター

32 鈴　木　　　剛 循環型社会･廃棄物研究センター

33 桂　　　　　萍 循環型社会･廃棄物研究センター

34 高　橋　史　武 循環型社会･廃棄物研究センター

35 坂　内　　　修 循環型社会･廃棄物研究センター

36 渡　部　真　文 循環型社会･廃棄物研究センター

37 鄭　　　昌　煥 循環型社会･廃棄物研究センター

38 村　上　理　映 循環型社会･廃棄物研究センター

39 梶　原　夏　子 循環型社会･廃棄物研究センター

40 崔　　　基　仁 循環型社会･廃棄物研究センター

41 菅　野　さな枝 環境リスク研究センター

42 種　田　晋　二 環境リスク研究センター

43 宇田川　弘　勝 環境リスク研究センター

44 小　林　　　淳 環境リスク研究センター

45 北　條　理恵子 環境リスク研究センター

46 太　田　宗　宏 環境リスク研究センター

47 平　井　慈　恵 環境リスク研究センター

48 鎌　田　　　亮 環境リスク研究センター

49 児　玉　圭　太 環境リスク研究センター

50 国　武　陽　子 環境リスク研究センター

51 今　藤　夏　子 環境リスク研究センター

52 鈴　木　純　子 環境リスク研究センター

53 柏　田　祥　策 環境リスク研究センター

54 小　田　重　人 環境リスク研究センター

55 中　嶋　美　冬 環境リスク研究センター

56 郡　　　麻　里 環境リスク研究センター

57 赤　坂　宗　光 環境リスク研究センター

58 劉　　　　　晨 アジア自然共生研究グループ

59 片　山　　　学 アジア自然共生研究グループ

60 島　崎　彦　人 アジア自然共生研究グループ

61 Tonghua Wu アジア自然共生研究グループ

62 矢ヶ崎　泰　海 アジア自然共生研究グループ

63 徐　　　　　燕 社会環境システム研究領域

64 加　藤　秀　樹 社会環境システム研究領域

65 斉　藤　拓　也 化学環境研究領域

66 岩　根　泰　蔵 化学環境研究領域

67 伏　見　暁　洋 化学環境研究領域

68 大　木　淳　之 化学環境研究領域

69 中　村　宣　篤 環境健康研究領域

70 藤　谷　雄　二 環境健康研究領域

71 永　野　麗　子 環境健康研究領域

72 神　田　　　勲 大気圏環境研究領域

73 中　嶋　吉　弘 大気圏環境研究領域

74 （シン　ジャワ） 大気圏環境研究領域

75 XIE Chenbo 大気圏環境研究領域

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属
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【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ アシス タ ン ト フ ェ ロー 　 ３ ０ 名】

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ リサーチアシス タ ン ト 　 ３ ０ 名】

76 奈　良　郁　子 水土壌圏環境研究領域

77 川　崎　伸　之 水土壌圏環境研究領域

78 大　村　嘉　人 生物圏環境研究領域

79 平　林　周　一 生物圏環境研究領域

80 田　辺　雄　彦 生物圏環境研究領域

81 下　野　綾　子 生物圏環境研究領域

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 橋　本　　　茂 地球環境研究センター

2 長　友　利　晴 地球環境研究センター

3 犬　飼　　　孔 地球環境研究センター

4 吉　田　友紀子 地球環境研究センター

5 梅　宮　知　佐 地球環境研究センター

6 油　田　さと子 地球環境研究センター

7 中　塚　由美子 地球環境研究センター

8 増　冨　祐　司 地球環境研究センター

9 酒　井　広　平 地球環境研究センター

10 白波瀬　朋　子 循環型社会･廃棄物研究センター

11 藤　原　　　好 環境リスク研究センター

12 今　井　葉　子 環境リスク研究センター

13 蓮　沼　和　夫 環境リスク研究センター

14 鈴　木　広　子 環境リスク研究センター

15 中　川　　　惠 環境リスク研究センター

16 座　波　ひろ子 環境リスク研究センター

17 福　島　　　篤 環境リスク研究センター

18 米　田　昌　浩 環境リスク研究センター

19 松　崎　新　一 環境リスク研究センター

20 Solovieva　Elena 環境リスク研究センター

21 片　岡　久　美 社会環境システム研究領域

22 松　田　あゆり 化学環境研究領域

23 粟　生　佳　奈 環境健康研究領域

24 BATDORJ　Dashdondog 大気圏環境研究領域

25 吉　田　広　輝 水土壌圏環境研究領域

26 西　沢　　　徹 生物圏環境研究領域

27 齊　藤　　　誠 生物圏環境研究領域

28 大　塲　麻　生 環境研究基盤技術ラボラトリー

29 今　里　栄　男 環境研究基盤技術ラボラトリー

30 長　濱　麻　美 環境研究基盤技術ラボラトリー

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属

1 井　上　智　亜 地球環境研究センター

2 川　瀬　宏　明 地球環境研究センター

3 大　庭　雅　道 地球環境研究センター

4 江　原　正　彦 地球環境研究センター

5 田　中　絢　子 地球環境研究センター

6 井　上　研一郎 循環型社会･廃棄物研究センター

7 中　原　美　理 環境リスク研究センター

8 山　下　英　恵 環境リスク研究センター

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属
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9 加　藤　三　和 環境リスク研究センター

10 川　原　志　郎 環境リスク研究センター

11 柳　澤　　　隆 アジア自然共生研究グループ

12 足　立　幸　穂 アジア自然共生研究グループ

13 孫　　　志　剛 アジア自然共生研究グループ

14 肖　　　慶　安 アジア自然共生研究グループ

15 小　林　祥　子 アジア自然共生研究グループ

16 井　口　　　亮 社会環境システム研究領域

17 黒　田　洋　平 社会環境システム研究領域

18 村　田　隆　一 社会環境システム研究領域

19 桑　田　智　幸 社会環境システム研究領域

20 中　村　哲　也 社会環境システム研究領域

21 原　田　一　平 社会環境システム研究領域

22 松　本　　　太 社会環境システム研究領域

23 濱　砂　幸　裕 社会環境システム研究領域

24 鵜　野　　　光 化学環境研究領域

25 大　篭　敬　子 環境健康研究領域

26 片　桐　和　子 環境健康研究領域

27 村　野　宏　達 水土壌圏環境研究領域

28 比　嘉　　　敦 生物圏環境研究領域

29 出　村　幹　英 生物圏環境研究領域

30 中　原　真裕子 生物圏環境研究領域

Ｎ Ｏ 氏 　 名 所 　 属
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（ ３ ） 特別客員研究員等の状況

① 客員研究官 １３名
国立大学 ９名
私立大学 ３名
その他 １名

② 客員研究員 ２３２名
国立大学 ８８名
公立大学 １２名
私立大学 ３６名
国立機関 ２名
地方環境研究所 ３６名
独立行政法人等 １９名
民間企業 １３名
その他 １９名
外国人 ７名

③ 共同研究員 ６７名
国立大学 １４名
公立大学 １名
私立大学 ４名
地方環境研究所 １名
独立行政法人等 ８名
民間企業 １２名
その他 ６名
外国人 ２１名

④ 研究生 １０６名
国立大学 ７０名
私立大学 ２１名
独立行政法人等 ３名
外国人 １２名

客員研究官等合計 ４１８名
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５  ． 収入及び支出の状況

（単位 ： 円）

※ 「対前年度」 は繰越額を除 く 前年度比であ る。

区 　 　 　 　 　 　 　 　 分 収 　 入 　 額 対前年度 支 　 出 　 額 差 　 　 　 額

運営費交付金収入 9,615,684,000 ― 8,975,013,364 640,670,636

施設整備費補助金収入 1,025,790,000 ― 414,887,000 610,903,000

施設整備資金貸付金償還時補助金 0 ― 0 0

政府受託収入 3,355,485,959 90.8％ 3,355,466,429 19,530

（競争的資金等） 2,026,162,592 98.9％ 2,026,143,062 19,530

地球環境研究総合推進費 1,223,707,000 104.7％ 1,223,707,000 0

地球環境保全等試験研究費 245,342,000 114.4％ 245,342,000 0

環境技術開発等推進事業費 87,396,462 79.0％ 87,396,462 0

廃棄物処理等科学研究費補助金等 ( 間接経費のみ ) 90,291,000 216.3％ 90,291,000 0

科学技術振興調整費 222,292,000 100.5％ 222,292,000 0

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 35,600,000 79.1％ 35,600,000 0

原子力試験研究費 2,124,000 58.3％ 2,124,000 0

科学技術振興費 14,000,000 62.2％ 14,000,000 0

石油及びｴﾈﾙｷﾞｰ特別会計 105,000,000 61.0％ 105,000,000 0

文部科学省 410,130 ― 390,600 19,530

（業務委託） 1,329,323,367 80.7％ 1,329,323,367 0

環境省 ( 一般会計 ) 999,327,367 68.3％ 999,327,367 0

環境省 ( 石油及びｴﾈﾙｷﾞｰ特別会計 ) 282,500,000 152.7％ 282,500,000 0

農林水産省 47,496,000 100.0 47,496,000 0

研修生等受入経費収入 928,260 46.3％ 928,260 0

民間受託収入 225,561,449 106.2％ 225,561,449 0

環境標準試料等分譲事業収入 10,015,918 105.3％ 10,015,918 0

民間寄附金収入 11,109,630 86.1％ 10,662,733 446,897

知的所有権収益 291,228 27.6％ 262,500 28,728

事業外収入 7,676,338 122.4％ 3,242,093 4,434,245

その他の臨時利益 139,987,222 174.2％ 132,813,647 7,173,575

合 　 　 　 　 　 計 14,392,530,004 110.6％ 13,128,853,393 1,263,676,611
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６  ． 施設の整備状況一覧

（平成 19 年 ３ 月 31 日現在）

施 　 　 　 設 　 　 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積

研究本館Ⅰ （研究Ⅰ棟， 研究Ⅱ棟） RC － 3 5,540 11,633 Ⅰ期昭和49年3月竣工

Ⅱ期昭和52年5月竣工

研究本館Ⅱ （共同利用棟， 共同研究棟） RC － 3 2,405 5,664 Ⅰ期昭和54年11月竣工

Ⅱ期昭和57年2月竣工

研究本館Ⅲ RC － 4 1,068 4,077 平成 7 年 8 月竣工

管理棟 RC － 2 697 1,144 Ⅰ期昭和49年5月竣工

Ⅱ期昭和54年1月竣工

大気化学実験棟 （スモ ッ グチャ ンバー） RC － 1 723 723 昭和 51 年 10 月竣工

大気拡散実験棟 （風洞） RC － 2， 地下－ 1 741 2,329 昭和 53 年 3 月竣工

大気汚染質実験棟 （エア ロ ドーム） SRC － 8 176 1,321 昭和 54 年 4 月竣工

大気モニター棟 RC － 1 81 81 昭和 53 年 3 月竣工

大気共同実験棟 （フ リ ースペース） RC － 3 443 986 昭和 58 年 12 月竣工

ラ ジオア イ ソ ト ープ実験棟 RC － 3 974 1,580 昭和 53 年 3 月竣工

水生生物実験棟 （ア ク ア ト ロ ン） RC － 3， RC － 2 1,384 2,535 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

水理実験棟 S － 1 1,167 1,167 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

動物実験棟Ⅰ （ズー ト ロ ンⅠ） SRC － 7 794 4,031 Ⅰ期昭和51年3月竣工

Ⅱ期昭和51年10月竣工

動物実験棟Ⅱ （ズー ト ロ ンⅡ） RC － 3 934 1,862 昭和 55 年 5 月竣工

土壌環境実験棟 （ペド ト ロ ン） RC － 3 637 1,931 昭和 53 年 2 月竣工

植物実験棟Ⅰ （フ ァ イ ト ト ロ ンⅠ） RC － 3 1,392 3,348 昭和 50 年 12 月竣工

植物実験棟Ⅱ ・ 騒音保健研究棟 RC － 4， 地下－ 1 1,242 3,721 昭和 56 年 7 月竣工

実験ほ場 （本構内） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和57年3月竣工

　 　 管理棟 373 414

　 　 温室 3 棟 576 576

　 　 ほ場 5,600

実験ほ場 （別団地） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 管理棟 RC － 2 179 214 Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 ほ場 11 面 7,000

生物生態園 15,000 昭和 54 年 10 月竣工

工作棟 RC － 2 158 189 昭和 49 年 10 月竣工

危険物倉庫 B － 1 82 82 昭和 55 年 11 月竣工

エネルギーセン ター RC － 2 2,590 3,101 昭和 49 年 10 月竣工

（昭和 51 年一部増築）

廃棄物処理施設Ⅰ 特殊実験廃水処理能力 昭和 49 年 10 月竣工

　 　 　 　 　 100m3/ 日

廃棄物処理施設Ⅱ 一般実験廃水処理能力 昭和 54 年 2 月竣工

　 　 　 　 　 300m3/ 日 平成 7 年 3 月更新

環境遺伝子工学実験棟 RC － 3 737 1,627 平成 5 年 6 月竣工

特高受電需要設備棟 RC － 1 524 524 平成 9 年 3 月竣工

環境ホルモン総合研究棟 RC － 4 1,850 5,354 平成 13 年 3 月竣工

平成15年12月一部増築

地球温暖化研究棟 RC － 3 1,883 5,447 平成 13 年 3 月竣工

循環 ・ 廃棄物研究棟 RC － 3 1,583 4,228 平成 14 年 3 月竣工

環境生物保存棟 RC － 3 489 1,382 平成 14 年 5 月竣工

微生物系統保存棟 RC － 2 355 801 昭和 58 年 1 月竣工
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環境試料タ イ ムカプセル棟 RC － ２ 1,043 2,071 平成 16 年 ２ 月

鳥飼育舎 W － １ 75.60 64.44 平成 16 年 5 月竣工

ナ ノ粒子健康影響実験棟 RC － ６ 502.34 2272.10 平成 17 年 3 月竣工

野生動物検疫施設 RC － 1 107.99 101.52 平成 18 年 3 月竣工

霞ヶ浦臨湖実験施設 昭和 58 年 3 月竣工

　 　 実験管理棟 RC － 2 1,045 1,748

　 　 用廃水処理施設 RC － 1 913 913

　 　 附属施設 RC － 1 286 286

　 　 臨湖実験施設電気室 S － 1 166 149 平成 17 年 3 月竣工

バイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設 S － 1 1,339 1,339 平成 13 年 12 月竣工

奥日光環境観測所

　 　 管理棟 RC － 2 121 189 昭和 61 年 10 月竣工

　 　 実験棟 RC － 1 198 198 昭和 63 年 3 月竣工

　 　 観測棟 RC － 1 8 8 昭和 63 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－波照間 観測棟 ： RC － 1 建 / 延面積 160.7m2 平成 4 年 3 月竣工

観測塔 ： 自立型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H39.0m

平成 4 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－落石岬 観測棟 ： アル ミ パネル

　 　 　 　 構造 1 階建

建 / 延面積 83.4m2 平成 6 年 3 月竣工

観測塔 ： 支線型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H55.5m

平成 6 年 3 月竣工

黒島 NOAA 受信施設 受信アンテナ塔 ：

　 自立型鉄骨造 H13.0m

平成 7 年 1 月竣工

施 　 　 　 設 　 　 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積
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７  ． 研究に関する業務の状況

（ １ ） 国立環境研究所研究評価委員会構成員 平成 18 年 ５ 月現在

氏 　 　 名 所属及び役職

青 　 木 　 周 　 司 東北大学理学研究科 　 教授

磯 　 部 　 雅 　 彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科 　 教授

稲 　 葉 　 　 　 裕 順天堂大学医学部衛生学 　 教授

岩 　 熊 　 敏 　 夫 北海道大学大学院地球環境科学研究院 　 教授

植 　 田 　 和 　 弘 京都大学地球環境大学院 　 教授

植 　 松 　 光 　 夫 東京大学海洋研究所 　 教授

岡 　 田 　 光 　 正 広島大学大学院 　 副学長 ・ 教授

加 　 藤 　 順 　 子 株式会社三菱化学安全科学研究所 　 取締役 ・ リ ス ク評価研

究セン ター長

鎌 　 田 　 　 　  博 国立大学法人筑波大学大学院生命環境科学研究科 　 教授

河 　 村 　 公 　 隆 北海道大学低温研究所 　 教授

河 　 村 　 清 　 史 埼玉県環境科学国際セン ター研究所 　 所長

北 　 野 　 　 　 大 　 明治大学理工学部 　 教授

木 　 村 　 富士男 筑波大学大学院生命環境科学研究科 　 教授

才 　 野 　 敏 　 郎 　 名古屋大学 　 教授

鈴 　 木 　 基 　 之 放送大学 　 教授

住 　 　 　 明 　 正 東京大学気候システム研究セン ター 　 教授

武 　 田 　 信 　 生 京都大学大学院 　 教授

武 　 田 　 博 　 清 京都大学大学院農学研究科 　 教授

長 　 尾 　 　 　 拓 国立医薬品食品衛生研究所 　 所長

中 　 根 　 周 　 歩 広島大学大学院生物圏科学研究科 　 教授

原 　 口 　 紘 　 名古屋大学大学院工学研究科 　 教授

藤 　 江 　 幸 　 一 豊橋技術科学大学大学院 　 教授

藤 　 田 　 正 　 憲 高知工業高等専門学校 　 校長

眞 　 柄 　 泰 　 基 北海道大学公共政策大学院 　 特任教授

松 　 田 　 裕 　 之 横浜国立大学大学院環境情報研究院 　 教授

安 　 井 　 　 　 至 国際連合大学 　 副学長

安 　 岡 　 善 　 文 東京大学生産技術研究所 　 教授

和 　 気 　 洋 　 子 慶応大学商学部 　 教授
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（ ２ ） 共同研究等の状況

（注） １　一つの契約であっても，複数の種類の機関と共同研究を行っている場合には，それぞれ該当する機関の欄

に計上する。（複数あり）

２　「国研等」は，国，国立研究機関，独法研究機関。

３　「国立大学」には，大学共同利用機関を含む。

４　「特殊法人等」は，特殊法人および認可法人。

５　国際共同研究は二国間政府協定に基づいて実施されているものと，研究所間協定に基づいて実施されてい

るものの合計。

区 　 分

  年 度

共 　 　 同 　 　 研 　 　 究 　 　 等 　 　 の 　 　 件 　 　 数

国 　 　 　 　 　 　 　 内

国 　 外 計
国研等

国 　 立
大 　 学

公 ・ 私
立大学

特 　 殊
法人等

公 　 益
法 　 人

民 　 間
企 　 業

その他
地 　 方

18 共 同 研 究 10 8 3 0 6 11 1 33 72

受 託 研 究 77 11 1 0 4 10 4 0 107

委 託 研 究 6 88 38 0 5 16 11 1 165

合 　 　 計 93 107 42 0 15 37 16 34 344
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（ ３ ） 平成 18 年度地方環境研究所等との共同研究応募課題一覧

地環研機関名 課 　 題 　 名

北海道環境科学研究セン ター 流域生態系の再生プラ ン支援を目的と し た河川ネ ッ ト ワーク解析技術の開発

日本北方における対流圏オゾン及びその前駆物質の動態に関する研究

ダ イオキシン類及び Ｐ Ｃ Ｂ ｓ の発生源解析に関する研究

北海道におけ る有機性廃棄物の資源化システム構築に関する研究

青森県環境保健セン ター 十和田湖における難分解性溶存有機物の発生原因の解明に関する研究

岩手県環境保健研究セン ター バイオア ッ セ イ を用いた環境試料中の環境ホルモン作用のモニ タ リ ング と その リ ス ク評

価

山形県環境科学研究セン ター 流域生態系の再生プラ ン支援を目的と し た河川ネ ッ ト ワーク解析技術の開発

宮城県保健環境セン ター 環境汚染化学物質であ る ダ イオキシン類の分析法に関する研究

北東部太平洋側における降水中の鉛同位体比測定によ る アジア大陸からの越境大気汚染

の調査

廃棄物及び再生材の化学組成データベース作成及び発生業種 ・ 種類によ る特性化と環境

対策への利用

新潟県保健環境科学研究所 ダ イオキシン類によ る地域環境汚染の原因解明に関する研究

大気中の粒子状及びガス状無機成分について， 濃度の把握並びにその変動要因の解明に

関する研究

群馬県衛生環境研究所 バイオア ッ セ イ を用いた水環境の一般毒性と 汚染と の関連性に関する研究

茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター 関東地域における大気汚染研究に関する広域ネ ッ ト ワーク構想

埼玉県環境科学国際セン ター 関東地域における大気汚染研究に関する広域ネ ッ ト ワーク構想

バイオ ・ エコエンジニア リ ングを活用し た環境低負荷適正技術開発と普及に関する研究

廃棄物の安定化に着目し た品質評価技術の開発

循環型社会に適合し た最終処分物流システムの開発

埋立地ガスな らびに土壌保有水を対象と し た最終処分場安定化モニタ リ ング

東京都環境科学研究所 関東地域における大気汚染研究に関する広域ネ ッ ト ワーク構想

東京都内の河川水と 東京湾におけ る Ｐ Ｆ Ｏ Ｓ 汚染の実態調査

有害大気汚染物質自動分析計の精度管理に関する研究

ダ イオキシン類 ・ Ｐ Ｃ Ｂ の簡易分析に関する研究

東京湾 （都区部） における栄養塩 ・ 有機炭素総量の推定

神奈川県環境科学セン ター ブナ林衰退地域における総合植生モニ タ リ ング手法の開発

地衣類の遺伝的多様性を活用し た大気汚染診断

最終処分場の廃止に向けた安定度判定に関する研究

神奈川県水産技術セン ター ア ワ ビ類の再生産機構の解明と 資源回復に向けた漁場環境の評価及び改善に関する研究

川崎市公害研究所 川崎市におけ る シナ リ オ ・ ビジ ョ ンづ く り に向けた統合的データベースの設計と 実証的

運用実験研究について

千葉県環境研究セン ター 関東地方におけるオゾンによ る植物被害と その分子的 メ カニズムに関する研究

最終処分場の経営戦略に関する研究

最終処分場内観測井などを用いた安定化モニ タ リ ング手法の開発

最終処分場ボー リ ング コ アを用いた廃棄物分解過程の評価

水生生物を用いた最終処分場浸出水の簡易管理手法の開発

静岡県環境衛生科学研究所 地衣類の遺伝的多様性を活用し た大気汚染診断

富山県環境科学セン ター ほ う 素化合物によ る大気汚染の監視測定技術の開発及び除害技術の開発

立山山域における大気エア ロ ゾル粒子の化学的特徴に関する研究

立山観測局における降水中の鉛同位体比に関する研究

ラ イ ダーを用いた黄砂エア ロ ゾル飛来状況に関する研究

長野県環境保全研究所 環境試料中のダ イオキシン類および関連物質の分析法に関する研究

山岳地域における ハロ ゲン化メ チルの動態に関する 研究

山岳 （八方尾根） 降雪中の鉛同位体比測定によ るアジア大陸からの越境大気汚染の定量化

車軸藻の野生絶滅 ・ 絶滅危惧種の保護と 自然界への復元に関する研究 - 車軸藻類を中心

にし た湖沼水草帯の復元手法と 水質浄化機能の検討 -

自治体向け ク リ マア ト ラ ス作成方法の開発 ： 長野市における研究をベースに

福井県衛生環境研究セン ター 水環境の健全化のための底質改善 ・ 底質除去資源循環技術の開発

北陸地方における産業廃棄物最終処分場 （管理型） の安定化に関する研究

名古屋市環境科学研究所 微生物分解によ る環境汚染物質の浄化に関する研究

ため池の多面的な利用と 保全 ・ 再生に関する基礎研究 

岐阜県保健環境研究所 環境試料中のダ イオキシン類の分析法と 環境動態に関する研究 　
―  375  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
石川県保健環境セン ター 有用動物プラ ン ク ト ンの特性評価と湖水浄化への適用に関する研究

京都府保健環境研究所 日本海側におけるエア ロ ゾル中の微量金属及び鉛同位体比の動態に関する研究

廃棄物埋立処分に起因する 外因性内分泌攪乱化学物質によ る 環境影響評価に関する 研究

粒子状物質の粒径別高時間分解能成分分析手法の開発と都市大気エア ロ ゾルの動態解明

への応用に関する研究

日本における光化学オキシダン ト 等の挙動解明に関する研究

兵庫県立健康環境科学研究セン ター ため池 と周辺を含む地域生態系での水環境に関する基礎的研究

鳥取県衛生環境研究所 内分泌攪乱化学物質によ る生態系への影響に関する研究

湖水中の難分解性有機物に関する研究 （鉱物を利用し た難分解性有機物の吸着除去技術

の検討）

廃棄物 ・ 再生材の化学組成データベース作成及び発生業種 ・ 種類によ る特性化と 環境対

策への利用 （廃棄物 ・ ガ ラ ス再生材の化学特性及び環境安全に関する研究）

循環型資源特性に着目し た有機性廃棄物循環利用システムの構築

和歌山県環境衛生研究セン ター 太平洋岸（ 潮岬） 降雨中の鉛同位対比測定によ る アジア大陸から の越境大気汚染の定量化

島根県保健環境科学研究所 ラ イ ダー観測に基づく 高濃度エアロ ゾルの解析

福岡県保健環境研究所 ブナ林衰退地域における総合植生モニ タ リ ング手法の開発

福岡市保健環境研究所 藻場の生態系機能によ る海域再生研究

北九州市環境科学研究所 浸出液中半揮発性有機汚染物質ス ク リ ーニング方法に関する共同研究

長崎県衛生公害研究所 東アジア規模の汚染物質の移流過程と 成分組成に関する解析研究

ラ イ ダーによ る黄砂現象解明に関する研究

沖縄県衛生環境研究所 亜熱帯域島嶼におけ る最終処分場の安定化 メ カニズムの解明に関する研究

沖縄県におけ る野性動物保全と 安全性の確保に関する共同研究

地環研機関名 課 　 題 　 名
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（ ４ ） 国立環境研究所における研究評価について

中期計画の見直しに併せて所内の評価規程を見直し， 第二期中期期間 （平成 18 年度～ 22 年度） の各研究の評価を下

記のよ う な方針で行っている （独立行政法人国立環境研究所研究評価実施要領よ り 抜粋）。

平成 18 年度においては， 平成 18 年 5 月に開催された外部研究評価委員会において， 中核研究プロ ジェ ク ト と平成

18 年度開始特別研究について事前説明を行い， 助言を受けた。 また， 重点研究プロ グ ラ ム， 基盤的な調査 ・ 研究活動，

知的研究基盤の整備事業については， 平成 19 年 4 月に実施予定の外部研究評価委員会において年度評価を受ける予定

であ る。

内部評価と し ては， 平成 19 年度開始特別研究， 平成 18 年度奨励研究 （後期募集分）， 平成 19 年度奨励研究 （前期募

集分） について事前評価を実施し， 研究課題の採択を行った。 また， 平成 17 年度奨励研究 （後期募集分） と平成 18 年

度奨励研究 （前期募集分） 等の事後評価を行った。

また，第一期中期計画期間（平成 13 年度～ 17 年度）の各研究の事後評価として，重点特別研究プロジェクト，政策

対応型調査・研究，知的研究基盤，ならびに平成 16 年度終了特別研究について，外部研究評価委員会による事後評価

（平成 18 年 5月）を実施した。

評価の種類 評価の方法 結果の取扱い

事前評価

研究の開始前に， 期待される研究成果及び波

及効果の予測， 研究計画及び研究手法の妥当

性の判断等を行 う 。

研究の方向性， 目的， 目標等の設定 と と もに，

研究資源 （研究資金， 人材等をい う 。） の配分

の決定に反映させる。

中間評価

研究の終了までの中間時期に， 研究の達成度

の把握， 成功又は不成功の原因の分析を行 う 。

研究の方向性， 目的， 目標等及び研究資源 （研

究資金， 人材等をい う 。） の配分等の見直しに

反映させる。

暫定評価

研究終了若し く は中期計画終了の一定期間前

に， 研究の達成度の把握， 成功又は不成功の

原因の分析を行 う 。

次期中期目標期間に実施する研究課題の選定，

研究の進め方等の検討に反映させる。

事後評価

研究の終了若し く は中期計画終了直後に， 研

究の達成度の把握， 成功又は不成功の原因の

分析を行 う 。

今後の研究課題の選定， 研究の進め方等の検討

に反映させる。

追跡評価

研究終了の数年後に， 研究開発の直接の成果

（ア ウ ト プ ッ ト ） のみな らず， そ こから生み出

された社会 ・ 経済への効果 （ア ウ ト カム） や

波及効果 （イ ンパク ト ） について評価を行 う 。

研究評価手法及び研究管理制度の見直しに反映

させる。

年度評価
年度終了直後に， 研究の達成度の把握， 成功

又は不成功の原因の分析を行 う 。

目標設定や研究計画の見直しに反映させる。
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（ ５ ） 国際交流及び研究協力等

　 １ ） 国際会議 （国立環境研究所主催 ・ 共催の主な国際会議）

　 ２ ） 国際共同研究 （二国間環境保護協力協定， 科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

　 注 ： 担当部等は直近の協定会合開催時のもので， 旧組織名で示されている場合があ る。

会 　 議 　 名 開催地 場所 開催期間

第 14 回 NDACC/IRWG （成層圏大気変動モニタ リ ングネ ッ ト ワー

ク） 国際会議

茨城 ・ つ く ば市 つ く ば国際会議場 18.5.8 ～ 5.10

第 3 回韓中日三カ国環境研究機関長会合 韓国 ・ 済州島 Seogwipo KAL Hotel 18.5.16 ～ 5.18

国連気候変動枠組条約第 24 回補助機関会合サイ ド イベン ト ： 「環

境に配慮し た持続可能な社会に向けたアジア太平洋地域の取 り 組

み」 （Asia-Pacific Initiative toward Sustainable and Environmentally- 

Sound Society)

ド イ ツ ・ ボン MARITIM 18.5.18 ～ 5.26

多媒体モデルの残留性有機汚染物質の同定への応用に関するつ く

ばワーク シ ョ ッ プ

茨城 ・ つ く ば市 つ く ば国際会議場 18.6.27 ～ 6.28

第 1 回国際会議 「都市と 地域における炭素管理 ： 地域開発 と グ

ローバル問題の関係」

メ キシ コ ・

メ キシ コ シテ ィ ー

首都自治大学 18.9.4 ～ 9.8

加速器 MS 創立 10 周年記念シンポジウ ム 茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 18.10.19

国立環境研究所 - 横浜国立大学 　 包括連携記念シンポジウ ム 「経

済 ・ 社会の発展と 生態系への影響」 - 人 と自然の調和 と ミ レニア

ム生態系評価

東京 ・ 千代田区 東京国際フ ォーラ ム 18.10.23

「鳥類細胞保存のアジア国際ネ ッ ト ワーク構築」 に関わる国際ワー

ク シ ョ ッ プ

茨城 ・ つ く ば市 つ く ば国際会議場 18.11.6 ～ 11.7

第 12 回国連機構変動枠組条約締約国会議 / 第 2 回京都議定書締約

国会合 （COP12/MOP2) ・ 国立環境研究所公式サイ ド イベン ト

ケニア ・ ナイ ロ ビ COP12 会場内 　 Acacia 18.11.8

資源 ・ 製品の大量消費に伴 う 物質フ ローと環境影響に関する ワー

ク シ ョ ッ プ

茨城 ・ つ く ば市 つ く ば国際会議場 18.11.17

ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者によ る国立環境研究所来所記念講演会

（講演者 ： 宮脇 昭博士， エ ミ ル ・ サ リ ム博士）

茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 18.11.17

第 3 回 E-Waste ワーク シ ョ ッ プ 茨城 ・ つ く ば市 つ く ば国際会議場 18.11.17 ～ 11.18

International Workshop on Regional Ecology and its Environmental 

Effect-Dust storm, its impacts and mitigation countermeasure

中国 ・ 北京 Chinese Research Academy 

of Environmental Sciences

18.12.3 ～ 12.5

QUANTIFYING ENERGY SCENARIOS of A LOW CARBON SOCIETY 

- The Annual Conference of the ENERGY SYSTEMS AND 

MODELLING THEME of the UK ENERGY RESERCH CENTER-

イ ギ リ ス ・

オ ッ ク ス フ ォード

University OF Oxford 18.12.5 ～ 12.7

International Workshop on International Dimensions of Carbon 

Manegement at the Urban and Regional Levels

イ ン ド ネシア ・

バ リ

Grand Hyatt Bali Hotel 18.12.5

第 2 回アジア水循環シンポジウ ム 東京 ・ 文京区 東京大学本郷キ ャ ンパス 19.1.9 ～ 1.10

GEOSS Symposium on Integrated Observation for Sustainable 

Deveropment in the Asia-Pacific Region

東京 ・ 品川区 第一ホテル東京シー

フ ォー ト

19.1.11 ～ 1.12

第 6 回化学物質の内分泌か く 乱作用等に関する日韓共同研究ワー

ク シ ョ ッ プ

茨城 ・ つ く ば市 つ く ば国際会議場 19.1.17

第 1 回アジアにおけ る廃棄物管理の改善と温室効果ガス削減に関

する ワーク シ ョ ッ プ

神奈川 ・ 横浜市 横浜商工会議所 19.1.18 ～ 1.19

第 1 回環境ナ ノ テ ク国際ワーク シ ョ ッ プ 「環境改善に活かすナ ノ

テ ク ノ ロ ジー」

東京 ・ 江東区 日本科学未来館 19.2.19 ～ 2.20

国際シンポジウ ム 「ナ ノ テ ク ノ ロ ジーの健康 ・ 環境 ・ 社会影響」 東京 ・ 江東区 東京ビ ッ グサイ ト 19.2.22

青梅 ・ チベッ ト 高原におけ る炭素収支 と温暖化研究に関する ワー

ク シ ョ ッ プ

茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 19.3.2 ～ 3.3

International Workshop on Urbanizatio, Development Pathways and 

Carbon Implications

茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 19.3.28 ～ 3.30

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等

ア メ リ カ合衆国

（2003FY  ハイ

レベル協議）

（2006FY 地球科

学 ・ 地球環境 リ

エゾン会合）

☆海洋の CO2 吸収量解明に向けた太平洋の CO2 観測の共同推進 米国海洋大気局 (NOAA) 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

衛星によ る温室効果ガス観測に関する共同推進 ジェ ッ ト 推進研究所 地球環境研究セン ター

☆森林によ る炭素固定能力評価 と その変動予測のためのフ ラ ッ ク

ス観測共同実施

米国エネルギー省 (DOE) 地球環境研究セン ター

☆炭素， その他の温室効果ガス， エア ロ ゾルの陸域／海洋での収

支推定のための大気成分比較 ・ 標準化 ・ 相補観測

米国海洋大気局 (NOAA) 地球環境研究セン ター
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（ メ モ ： 注）

○日韓環境保護協定会合は 2004 年 10 月にレ ビ ュー資料を提出し た ものの， 会議が延期され確定し ていない。

○一部のプロ ジェ ク ト については採否が協議中のものがあ り ， 数が確定し ていない。

イ 　 ギ 　 リ 　 ス

（2003FY）

加速器質量分析法 と ク ロマ ト グ ラ フ ィ ーの結合によ る放射性核種

測定方法の高度化に関する共同研究

オ ッ ク ス フ ォード大学 化学環境研究領域

カ 　 　 ナ 　 　 ダ 

（2003FY）

北太平洋における大気 ・ 海水間の二酸化炭素交換の研究 海洋科学研究所 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

北太平洋海域における化学物質の動態解明 ブ リ テ ィ ッ シ ュ コ ロ ンビ

ア大学 

化学環境研究領域 

韓 　 　 　 　 　 国 

（2003 Ｆ Ｙ）

定期航路船舶を利用し た海洋汚染に関する研究 海洋研究所 水土壌圏環境研究領域

北東アジアにおける 大気中の酸性・ 酸化性物質の航空機・ 地上観測 韓国科学技術研究院環境

研究セン ター 

大気圏環境研究領域

景観評価の国際比較 〈日本列島 と朝鮮半島を例と し て） 国立慶北大学校 社会環境システム研究領

域 

有害藻類の発生現況モニ タ リ ング と窒素， リ ン除去対策に関する

研究 

国立環境研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター

環境に起因する疾患の予防及び管理に関する研究 国立環境研究院 環境健康研究領域

ス ウ ェ ー デ ン 

（2003FY）

人間活動の増大に伴 う 重金属暴露の健康 リ ス ク評価 カ ロ リ ン スカ研究所 化学物質環境 リ ス ク研究

セン ター

地中海における海洋表層の二酸化炭素分圧測定 エーテボ リ 大学 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

チ 　 ェ 　 コ 酸性 ・ 環境汚染物質によ る生態系の汚染と影響に関する研究 景観 ・ 生態学研究所 大気圏環境研究領域

景観認識に関する研究 景観 ・ 生態学研究所 社会環境システム研究領域 

中 　 　 　 　 　 国 中国の国情に合 う 排水処理プロセスの開発に関する研究 環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 高効率低コ ス ト 新排水高度処理技術の開発に関

する研究 

国家環境保護総局環境工

程研究所 ・ 清華大学 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処理シス

テム開発に関する研究 

中国科学院沈陽応用生 

態研究所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

東アジアにおける酸性雨原因物質排出制御手法の開発と 環境への

影響評価に関する研究

国家環境保護総局 大気圏環境研究領域

中国大湖流域のバイオ ・ エコエンジニア リ ング導入によ る水環境

修復技術開発に関する研究 

中国環境科学院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

ダ イオキシンの発生源と 汚染状況の解明等に関する研究 日中友好環境保全セン

ター 

化学環境研究領域

貴州省紅楓湖， 百花湖流域における生態工学を導入し た富栄養化

抑制技術の開発に関する研究 

貴州省環境保護科学研究

所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

黄砂飛来ルー ト の解明に関する共同研究 日中友好環境保全セン

ター 

化学環境研究領域

ヒ 素汚染によ る健康影響に関する分子易学的研究 中国予防医学院 環境健康研究領域

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学 ・ 生態工学

を活用し た抑制技術の開発に関する研究

上海交通工学環境科学与

工程学院

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の VOCs 及びアンモニアの排出に関する研究 環境科学研究院 大気圏環境研究領域 

フ 　 ラ 　 ン 　 ス

（2003FY）

植物の環境適応機構の分子生物学的研究 ピカルデイー大学 生物圏環境研究領域

大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究 カーン大学 生物圏環境研究領域

ポ ー ラ ン ド

（2003FY）

植物の大気環境ス ト レ ス耐性の分子機構に関する研究 育種馴化研究所 生物多様性プロ ジェ ク ト

ロ 　 シ 　 ア

（2003FY ： 環）

凍土地帯からの メ タ ン発生量の共同観測 （環） 凍土研究所 地球環境研究セン ター

湿地からの メ タ ン放出のモデル化に関する共同研究 （環） 微生物研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける温室効果気体の航空機観測 （環） 中央大気観測所 地球環境研究セン ター

シベ リ ア生態系の影響を受けた温室効果気体の観測 大気光学研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける ラ ン ド ・ エコ システムの温室効果ガス収支 永久凍土研究所， 生物学

研究所

地球環境研究セン ター

ハバロ フ ス ク地域の野生動物遺伝資源の保存 天然資源省ボ ロ ン スキ自

然保護区

環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ー

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等
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３ ） 国際研究協力協定等

注 ： 協定締結時点の旧組織名で示されている場合があ る。

国名等 研究所間の共同研究

イ 　 ン 　 ド MEMORANDUM OF UNDERSTANDING BETWEEN ANNA UNIVERSITY, CHENNAI, INDIA AND THE NATIONAL 

INSTITUTE FOR ENVIRONMENTAL STUDIES, JAPAN FOR COLLABORATIVE RESEARCH ON ATMOSPHERIC 

SCIENCE(2006)   

イ ン ド ネシ ア Memorandum of Understanding between Research and Development Center for Biology， Indonesian Institute of Sciences

（RDCB-LIPI）， Bogor-Indonesia and National Institute for Environmental Studies （NIES）， Tsukuba-Japan concerning 

Scientific and Technical Cooperation on the Biodiversity and Forest Fire 

カ 　 ナ 　 ダ Agreement between National Institute for Environmental Studies and Institute of Ocean Sciences （1995）．

韓 　 　 　 　 国 Implementing Agreement between National Institute for Environmental Studies of Japan and National Institute of Environmental 

Research of the Republic of Korea to establish a cooperative framework regarding endocrine disrupting chemicals research

（1999）．

韓 国 ・ 中 国 The Third Tripartite Presidents Meeting among NIES, NIER and CRAES Joint Communique (2006)．

国 際 連 合 Memorandum of Understanding referring to the Establishment and Operation of a GRID － compatible Centre in Japan

（1991）． 

中 　 　 　 　 国 Memorandum of Understanding between Changjiang Water Resources Commission， Ministry of Water Resources， People's 

Republic of China and National Institute for Environmental Studies， Japan for Collaborative Research on Developments of 

Monitoring Systems and Mathematical Management Model for Environments in River Catchment （1997）．

Memorandum of Understanding between National Institute for Environmental Studies， Japan （NIES） and Chinese Research 

Academy of Environmental Sciences， People's Republic of China （CRAES） for Collaborative Research on Advanced 

Treatment of Domestic Wastewater （1997）．

日本国環境庁国立環境研究所と 中国吉林省環境保護研究所と の「 湿地生態系の管理についての共同研究」 に関する 覚書

Memorandum of understanding between Northwest Plateau Institute of Biology, Chinese Academy of Sciences, P.R.China 

(NPIB) and National Institute for Environmental Studies, Japan (NIES) for Collaborative Researches on Global Warming Effects 

and Carbon Budget in Alpine Grassland Ecosystem (2001)．

マ レ ー シ ア Memorandum of Understanding between  Forest Research Institute Malaysia （FRIM), University Pertanlan Malaysia （UPM) 

and the National Institute for Environmental Studies， Japan （NIES） for Collaborative Research on Tropical Forests and 

Biodiversity (2003 amended）．

ロ 　 シ 　 ア Agreement on a Joint Geochemical Research Program； Impact of Climatic Change on Siberian Permafrost Ecosystems between 

the Permafrost Institute， Siberian Branch, Russian Academy of Sciences, Russia and the National Institute for Environmental 

Studies, Japan （1992）．

Agreement on a Cooperative Research Project between the Central Aerological Observatory， Committee for 

Hydrometeorology and Monitoring of Environment， Ministry of Ecology and Natural Resources, Russian Federation and the 

National Institute for Environmental Studies， Japan （1992）．

Agreement on Cooperative Research Projects between National lnstitute for Environmental Studies， Environment Agency of 

Japan and lnstitute of Atmospheric Optics， Russian Academy of Sciences （1997）．

Agreement on Cooperative Research Project between Institute of Solar － Terrestrial Physics （ISTP）， Siberian Branch，

Russian Academy of Science and National Institute for Environmental Studies， Environment Agency of Japan
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　 ４ ） 外国人研究者一覧 （流動研究員を除 く ）

①招へい外国人研究者 （1）

②客員研究員 （7）

③共同研究員 （22）

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

中 　 　 　 国 李 　 仁輝 （LI Renhui） 渡邉 　 　 信 有毒の水の華を形成する シア ノ バク テ リ ア

の分類学的 ・ 系統学的研究

19.1.10 ～ 19.3.10

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

韓 　 　 　 国 金 　 主鉉 （KIM Juhyun） 稲森 　 悠平 畜舎排水等の事業場系排水における窒素，

リ ン除去 ・ 回収型技術システムの開発

18.4.03 ～ 19.3.31

中 　 　 　 国 安 　 　 萍 （AN Ping） 清水 　 英幸 北東アジアにおける砂漠化アセス メ ン ト 及

び早期警戒体制 （EWS） 構築に関する研究

18.4.01 ～ 19.3.31

余 　 偉明 （SHA Weiming） 一 ノ瀬俊明 地球大気流体の大気大循環 ・ 領域大気に適

用する非静力数値モデルの開発

18.4.01 ～ 19.3.31

楊 　 瑜芳 （YANG Yufang） 一 ノ瀬俊明 アジア国際河川における生態系長期モニタ

リ ング手法の確立に関する研究

18.4.01 ～ 19.3.31

曹　 紅斌 （CHO Hongbin） 鈴木 　 規之 ダ イオキシン類への ヒ ト 暴露量分布の解析

及び環境汚染空間分布と の関連性について

18.8.01 ～ 19.3.31

李 　 玉友 稲森 　 悠平 バイオマスからの水素 ・ メ タ ン発酵に関す

る技術開発

18.10.11 ～ 19.3.31

孔　 海南 稲森 　 悠平 生活系排水等の液状廃棄物の高度処理， エ

ネルギー回収を踏まえたバイオ ・ エコエン

ジニア リ ングの技術開発

18.12.11 ～ 19.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

ア メ リ カ CHEN Xueqing 平野靖史郎 生体における液体試料中の ヒ 素代謝物の分

析

18.5.22 ～ 18.7.20

イ 　 ン 　 ド VAIDYANATHAN 

Venkatesan

今村 　 隆史 二次有機エア ロ ゾルの生成に関する分光学

的研究

18.6.01 ～ 19.3.31

SHUKLA Priyadarsh R 甲斐沼美紀子 気候変動対策解析のための AIM イ ン ド モデ

ルの開発に関する研究

18.7.03 ～ 19.3.31

RAKWAL Randeep 久保 　 明弘 大気汚染ガスに対する植物の分子応答の網

羅的解析

18.7.10 ～ 19.3.31

オース ト リ ア ARNBERGER Arne 青木 　 陽二 写真モン タージュによ る混雑感の計測手法

の開発

18.4.01 ～ 18.4.19 

韓 　 　 　 国 張 　 珉豪 （JANG Min-Ho） 高村 　 典子 生物間相互作用によ り 誘導される シア ノ バ

ク テ リ アの毒物質の挙動の解明

18.4.01 ～ 18.9.03

河 　 璟 （HA Kyong） 高村 　 典子 対補食者戦略と し て誘導される アオコ毒の

挙動について

18.4.01 ～ 18.10.20

李 　 龍太 （LEE Lyong Tae） 一 ノ瀬俊明 都市内大規模河川 （ソ ウル市清渓川） の復

元によ る暑熱現象改善効果の実証

18.4.01 ～ 18.9.30

崔 　 基仁 （CHOI Ki-In） 大迫 　 政浩 再生品の環境安全評価方法に関する研究 18.4.25 ～ 18.10.31

曹 　 炅源 （CHO Kyoungwon） 久保 　 明弘 穀物ゲ ノ ムモデルイネ品種日本晴における

オゾン誘導変化のプロ テオ ミ ク ス及びゲ ノ

ム ミ ク ス解析

19.2.20 ～ 19.3.31

タ 　 　 　 イ ALISSARA Reungsang 鈴木 　 規之 河川底質試料の生物学的検定法と高分解能

GC/MS と の比較研究

18.4.01 ～ 19.3.31
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④研究生 （12）

中 　 　 　 国 FAN Bin 井上 　 雄三 受動的工法を用いた不適正処分場の環境汚

染物質の抑制と評価方法の提案

18.4.01 ～ 19.3.31

周 　 立波 （ZHOU Libo) 秋吉 　 英治 オゾン層将来予測モデルを用いた北半球 ト

レ ン ド の解析に関する研究

18.4.01 ～ 19.3.31

邱 　 国玉 （QIU Guoyu） 清水 　 英幸 地球温暖化に対する庭園苔 ・ 地衣植生の応

答解析と熱画像情報によ るモニタ リ ング

18.6.12 ～ 19.3.31

李 　 毳 （Li Cui） 唐 　 艶鴻 チベッ ト 高原を利用し た温暖化の早期検出と

早期予測に関する 研究

18.7.03 ～ 19.3.31

SHU Jiong 一 ノ瀬俊明 東京と上海における都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド

現象の研究と比較

18.9.25 ～ 19.3.22

陳 　 晋 （CHEN Jin） 唐 　 艶鴻 青海 ・ チベッ ト 高原草原の炭素吸収速度の

即時 ・ 広域推定に関する研究

18.10.01 ～ 19.2.28

羅 　 天祥 （LUO Tianxiang） 唐 　 艶鴻 青海 ・ チベッ ト 高原の土壌炭素蓄積量に及

ぼす温暖化影響のモデ リ ング

18.11.10 ～ 19.2.10

ド 　 イ 　 ツ GRIESFELLER Alexandra 中島 　 英彰 地上赤外分光データ と衛星観測データの比

較によ る成層圏微量気体成分変動 メ カニズ

ムの解明に関する研究

18.4.01 ～ 19.3.31

GRIESFELLER Jan Juergen 中島 　 英彰 地上赤外フー リ エ変換赤外分光器を用いた

成層圏微量気体成分の変動に関する研究

18.4.01 ～ 19.3.31

SCHUTGENS Nicolaas 

Alexander Johannes

日暮 　 明子 GOSAT/CAI を利用し たエア ロ ゾル と雲情報

の抽出に関する研究

18.7.03 ～ 19.3.31

ミ ャ ンマー TIN-TIN-WIN-SHWE 小林 　 隆弘 脳内灌流法を用いたナ ノ 粒子の神経－免疫

軸への影響解析

18.4.01 ～ 19.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

アフガニス タン MANILA Sedqyar 鈴木 　 明 デ ィ ーゼル排気に含まれる化学物質のウズ

ラへの影響

18.6.06 ～ 19.3.31

イ ギ リ  ス LEE Christina Slimming 西川 　 雅高 環境標準試料の作成と評価に関する基盤研

究

18.4.01 ～ 18.6.30

イ ン ド ネシア PRASETIATI Maria Angela 

Novi

鈴木 　 規之 河川底質試料の生物学的検定法と高分解能

GC/MS と の比較研究

18.4.01 ～ 19.3.31

エ ジ プ ト AYOUB Sameh Reyad 稲葉 　 一穂 有害物質によ る土壌 ・ 地下水汚染のレ メ

デ ィ エーシ ョ ンに関する研究

18.4.01 ～ 19.3.31

韓 　 　 　 国 李 　 政勲 堀口 　 敏宏 海洋環境中のス ト レ ス要因によ る魚類個体

群及び群集レベルでの応答

18.5.12 ～ 19.3.31

タ 　 　 　 イ YOOCHATCHAVAL 

Wilasinee

珠坪 　 一晃 低濃度有機性排水の メ タ ン発酵処理に関す

る研究

18.5.8 ～ 19.3.31

中 　 　 　 国 倫 　 小秀 （LUN Xiaoxiu） 畠山 　 史郎 東アジア よ り 飛来する有機エア ロ ゾルの化

学成分測定

18.4.01 ～ 19.3.31

郭 　 虹 今井 　 章雄 湖水溶存有機物の特性評価 18.5.08 ～ 19.3.31

王 　 延華 稲森 　 悠平 バイオマスからの水素発酵ク リ ーンエネル

ギー回収システム技術の開発

18.5.12 ～ 19.3.31

李 　 春梅 （LI Chunmei） 鈴木 　 　 明 デ ィ ーゼル排気中に含まれる内分泌撹乱化

学物質に関する研究

18.6.06 ～ 19.3.31

張 　 暁曦 増井 　 利彦 中国瀋陽市における環境対策の評価に関す

る研究

18.7.12 ～ 19.3.31

張 　 驥驤 稲森 　 悠平 生態工学技術と し ての植栽 ・ 土壌浄化法の

処理機能のモデル解析および評価システム

技術開発

18.12.6 ～ 19.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間
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⑤ 国際協力等に係わる外国への依頼出張

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間

ア メ  リ  カ 久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 京都大学 　 第 ４ ８ 回 Ｉ Ｓ Ａ 年次大会等に出席 19.2.26 ～ 

19.3.5

村上 　 進亮 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

The National 

Academies

Critical Mineral Impacts on the U.S.Economy

似て招待講演

19.3.6 ～ 

19.3.9

福島 　 路生 アジア自然共生研究グループ The Nature 

Conservancy

Salomon Habitat Modeling Workshop におけ

る発表のため

18.5.16 ～ 

18.5.21

河地 　 正伸 生物圏環境研究領域 ① Tree of Life Group

② The Alfred 

P.Sloan 　 Foundation

①生物系統樹 ミ ーテ ィ ング②生物バーコー

ド化ネ ッ ト ワーク に関する ス ロ アン ワーク

シ ョ ッ プ

18.11.2 ～ 

18.11.9

福島 　 路生 アジア自然共生研究グループ The Wild Salmon 

Center

ア メ リ カ水産学会， SSG ワーク シ ョ ッ プへ

の参加

18.9.9 ～ 

18.9.16

Shamil 

Maksyutov

地球環境研究セン ター 東北大学 受託研究調査 18.12.10 ～ 

18.12.17

江守 　 正多 地球環境研究セン ター 国際太平洋研究セ

ン ター

国際太平洋研究セン ター と の打合せ ・

international Symposium on Dialogue between 

Social and Natural sciences 出席と 事前打ち

合わせ ・ 第 ９ 回最先端コ ンピ ュータにおけ

る次世代気候モデル開発に関わる国際ワー

ク シ ョ ッ プ出席

19.2.21 ～ 

19.3.4

アルゼンチン 中根 　 英昭 アジア自然共生研究グループ （独） 国際協力機構

（JICA）

アルゼンチン ・ オゾン層観測強化プロ ジェ

ク ト 短期派遣専門家と し て派遣

18.11.26 ～ 

18.12.5

イ ギ リ  ス 小倉 　 知夫 地球環境研究セン ター 英国気象局 受託研究に関する研究打合せ 18.4.2 ～ 

18.6.11

小倉 　 知夫 地球環境研究セン ター 英国気象局 受託研究に関する研究打合せ関する研究打

合せ

18.6.18 ～ 

18.12.2

谷本 　 浩志 アジア自然共生研究グループ アジア経常 The 4th International Symposium on Biological 

and Environmental Chemisutry of DMS （p）

18.5.2 ～ 

18.5.7

山崎 　 邦彦 環境 リ ス ク研究セン ター （財） 地球環境戦略

研究機関

ナ ノ 材料安全性に関する第 １ 回作業部会会

合への出席

18.10.25 ～ 

18.10.29

肴倉 　 宏史 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

（社） 土壌環境セン

ター

ISO/TC 部会に出席 18.10.8 ～

18.10.15

イ タ リ  ア 堀口 　 敏宏 環境 リ ス ク研究セン ター （独） 日本学術振興

会 （JSPS）

日伊共同セ ミ ナーはの出席及び研究発表 18.11.21 ～ 

18.11.27

日引 　 聡 社会環境システム研究領域 CORE イ タ リ ア ： CORE Conference において研究

発表及び情報収集。 イ ギ リ ス ： 交通政策現

地調査

18.6.20 ～

18.6.27

イ 　 ン 　 ド 畠山 　 史郎 アジア自然共生研究グループ AANESWM 事務局 8th Asian Academic Network for 

Environmental Safety and Waste Management

出席

18.12.9 ～

18.12.14

イ ン ド ネシア 甲斐沼美紀子 地球環境研究セン ター OECC 第 16 回アジア太平洋セ ミ ナー 18.9.4 ～ 

18.9.9

蛯江 　 美孝 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

（独） 科学技術振興

機構 （JST）

The 4th Internatilnal Symposium on 

Sustainable Sanitation における研究発表及

び CREST チーム会合

18.9.3 ～ 

18.9.9

久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 京都大学 「IDGEC （地球環境変化の制度的側面） 統

合会議」 出席

18..2.5 ～ 

18.12.10

板山 　 朋聡 化学環境研究領域 （独） 科学技術振興

機構 （JST）

The 4th International Conference on 

Sustainable Sanitation

18.9.3 ～ 

18.9.9

オース ト ラ リ ア 日引 　 　 聡 社会環境システム研究領域 （独） 経済産業研究

所

オース ト ラ リ アの温暖化対策の取組みに関

する ヒ ア リ ング調査

19.3.24 ～ 

19.3.30

白石不二雄 環境 リ ス ク研究セン ター （独） 日本学術振興

会 （JSPS）

二国間交流事業オース ト ラ リ アにおけ る共

同研究打合せ及び現地調査

19.1.22 ～ 

19.1.29

堀口 　 敏宏 環境 リ ス ク研究セン ター （独） 日本学術振興

会 （JSPS）

二国間交流事業オース ト ラ リ アにおけ る共

同研究打合せ及び現地調査

19.1.22 ～ 

19.1.29

オース ト リ ア 伊藤 　 昭彦 地球環境研究セン ター 海洋研究開発機構 European Geosciences Union2006 参加， 及

び地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター生態

系変動予測研究プロ グ ラ ムにて開発された

陸域炭素循環モデルによ る研究成果の報告

18.4.1 ～ 

18.4.9

カ 　 ナ 　 ダ 鑪迫 　 典久 環境 リ ス ク研究セン ター 国土交通省建設助

成金

SETAC 会議 （第 27 回環境毒性化学会議）

への出席

18.11.5 ～

18.11.10
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韓 　 　 　 国 大塚柳太郎 理事長 韓国環境省国立環

境研究院

日中韓 ３ カ国環境研究機関長会合出席 18.5.15 ～

18.5.19

杉本 　 伸夫 大気圏環境研究領域 海洋研究開発機構 ラ イ ダー メ ンテナン スおよび運営委員会に

出席

18.5.18 ～

18.5.21

韓 　 　 　 国 畠山 　 史郎 アジア自然共生研究グループ 韓国環境科学研究

所

LTP 会議およびサブワーキンググループ会

合

18.11.6 ～

18.11.10

藤田 　 　 壮 アジア自然共生研究グループ 韓国 （蔚山） 「Establishment of Recle-Oriented 

Environmental City」 参加

18.12.18 ～

18.12.20

橋本 　 征二 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

( 株 ) エ ッ ク ス都市

研究所

日中韓三 ヵ 国 ３ R ／循環経済セ ミ ナー出席 18.3.14 ～

18.3.16

ギ リ シ ャ 伊藤 　 昭彦 地球環境研究セン ター 海洋研究開発機構 北半球の温室効果ガス循環に関する公開学

会に出席及び情報収集等

18.11.13 ～ 

18.11.20

ケ 　 ニ 　 ア 久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省 気候変動枠条約第 12 回締約国会議

（COP12） 及び京都議定書第 ２ 回締約国会

合 （COP/MOP12） 等出席

18.11.4 ～

18.11.20

ス 　 イ 　 ス 柴田 　 康行 化学環境研究領域 日本エヌ ・ ユー ・

エス ( 株 )

2nd meeting of The provisional ad hoc 

technical Working Group （TWG） on Pops

19.1.29 ～

19.2.5

タ 　 　 　 イ 板山 　 朋聡 化学環境研究領域 明星大学 タ イ王国 メ ージ ョ 大学， チェ ンマ イ大学 19.3.6 ～

19.3.13

伊藤 　 昭彦 地球環境研究セン ター （独） 科学技術振興

機構 （JST）

JST-SORST プロ ジェ ク ト 成果発表 19.1.14 ～

19.1.17

台 　 　 湾 寺園 　 　 淳 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

( 財 ) 環境資源研究

発展基金会

“Conference on E-Waste Management and 

Transboundary Movements” 参加及び鉛バッ

テ リ ー リ サイ クル施設等視察

18.6.19 ～

18.6.23

小林 　 隆弘 環境健康研究領域 Institute of Physics, 

Academia Sinica

National Science and Technology Program For 

Nanoscience and Nanotechnology

18.6.19 ～

18.6.23

畠山 　 史郎 アジア自然共生研究グループ National Central 

University,Taiwan

地域規模大気環境モニ タ リ ング と長距離輸

送に関する国際ワーク シ ョ ッ プ

18.4.10 ～

18.4.14

タ 　 ヒ 　 チ 山野 　 博哉 地球環境研究セン ター TerraSA-X 受託研究

費

受託研究調査 18.7.15 ～

18.7.30

中 　 　 　 国 柴田 　 康行 化学環境研究領域 中国科学院地球化

学研究所

中国科学院地球化学研究所にて講演， 及び

共同研究打合せ， 現地視察

18.7.10 ～

18.7.15

田村 　 憲治 環境健康研究領域 金沢大学 環日本海都市の多環芳香族炭化水素 ・ ニ ト

ロ多環芳香族炭化水素の発生と 曝露の国際

比較に関する現地調査

18.3.9 ～

18.3.20

吉田 　 　 綾 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

日本貿易振興機構

アジア経済研究所

「アジア各国における産業廃棄物 ・ リ サイ

クル政策」 研究に係る現地調査

19.1.14 ～

19.1.28

原島 　 　 省 水土壌圏環境研究領域 国連環境計画

（UNEP）

第 4 回 NOWPAP POMRAC 代表者会議出席 18.4.24 ～

18.4.27

一 ノ瀬俊明 社会環境システム研究領域 東京大学 東大重大城市気候検討会への出席 19.2.25 ～

19.3.2

藤田 　 　 壮 アジア自然共生研究グループ 南開大学 Research on Circular Economy of Nankai 

University 参加

18.10.22 ～

18.10.25

西川 　 雅高 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

（社） 日本環境技術

協会

黄砂モニ タ リ ング ・ 「黄砂モニタ リ ング ト

レーニング ワーク シ ョ ッ プ」 の講師

19.3.19 ～

19.3.27

伊藤 　 昭彦 地球環境研究セン ター CNC-IGBP 　 中国科

学院地理学 ・ 資源

研究所

International Conference on Regional Carbon 

Budgets2006 に招待講演者と し て参加し，

環境省推進費 S1 課題の内容を中心に陸域

生態系モデルによ る アジア地域の炭素収支

研究に関する報告。 併せて， 最終日に

GCPBeijing にて ミ ーテ ィ ング参加

18.8.15 ～

18.8.20

村上 　 正吾 アジア自然共生研究グループ （独） 科学技術振興

機構 （JST）

「流域圏の汚染 ・ 劣化に関する影響評価と

対策技術」 に関する ワーク シ ョ ッ プ出席

18.5.15 ～

18.5.18

西川 　 雅高 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

（独） 国際協力機構

（JICA）

中国 ・ 酸性雨及び黄砂モニタ リ ングネ ッ ト

ワーク整備計画基本設計調査

18.4.17 ～

18.4.22

伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズⅢ運営

指導調査団

18.7.12 ～

18.7.15

西川 　 雅高 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ー

（独） 国際協力機構

（JICA）

中国 「酸性雨及び黄砂モニタ リ ングネ ッ ト

ワーク整備計画」 基本設計概要調査

18.10.31 ～

18.11.4

稲森 　 悠平 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

（独） 国際協力機構

（JICA）

太湖水環境修復モデルプロ ジェ ク ト の

JICA 専門家と し ての浄化槽性能評価装置

の技術指導

18.10.9 ～

18.10.14

稲森 　 悠平 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

（独） 国際協力機構

（JICA）

JICA 専門家と し ての浄化槽評価装置にお

ける窒素 ・ リ ン対策の技術指導

18.11.5 ～

18.11.8
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中 　 　 　 国 稲森 　 悠平 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

（独） 国際協力機構

（JICA）

JICA 太湖プロ ジェ ク ト 浄化槽性能評価技

術指導

19.1.14 ～

19.1.20

伊藤 　 裕康 化学環境研究領域 （独） 国際協力機構

（JICA）

日中友好環境保全セン ターフ ェーズⅢ運営

指導調査団

19.2.7 ～

19.2.10

稲森 　 悠平 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

（独） 国際協力機構

（JICA）

JICA 太湖プロ ジェ ク ト 浄化槽性能評価技

術指導

19.2.4 ～

19.2.10

伊藤 　 昭彦 地球環境研究セン ター 筑波大学 ESSP2006 に参加し， 地球環境研究総合推

進費によ る東アジア地域の炭素収支のモデ

ル評価および気候システム と炭素循環の相

互作用に関連し た情報収集

18.11.8 ～

18.11.12

清水 　 　 厚 アジア自然共生研究グループ ( 社 ) 海外環境協力

セン ター

黄砂 ト レーニング ワーク シ ョ ッ プ 19.3.20 ～

19.3.23

稲森 　 悠平 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

（独） 国際協力機構

（JICA）

JICA 太湖プロ ジェ ク ト 浄化槽性能評価技

術指導

19.2.27 ～

19.3.3

原沢 　 英夫 社会環境システム研究領域 文部科学省 国際シンポジウ ム 「持続可能な発展」 につ

いての講師

18.11.16 ～

18.11.19

村上 　 正吾 アジア自然共生研究グループ 中国科学院地理科

学与資源研究所

日中共同研究会議出席及び淮川流域現地調

査

19.1.25 ～

19.1.31

水落 　 元之 アジア自然共生研究グループ 中国科学院地理科

学与資源研究所

日中共同研究会議出席及び淮川流域現地調

査

19.1.25 ～

19.1.31

王 　 　 勤学 アジア自然共生研究グループ 中国科学院地理科

学与資源研究所

日中共同研究会議出席及び淮川流域現地調

査

19.1.25 ～

19.2.2

東 　 　 博紀 アジア自然共生研究グループ 中国科学院地理科

学与資源研究所

日中共同研究会議出席及び淮川流域現地調

査

19.1.25 ～

19.1.31

越川 　 　 海 アジア自然共生研究グループ 中国科学院地理科

学与資源研究所

日中共同研究会議出席及び淮川流域現地調

査

19.1.25 ～

19.1.28

堀口 　 敏宏 環境 リ ス ク研究セン ター APEC APEC ワーク シ ョ ッ プ出席 18.10.9 ～

18.10.12

田村 　 憲治 環境健康研究領域 中国瀋陽市 共同研究の現地調査報告会及び研究打合せ 18.8.1 ～ 

18.8.6

鈴木 　 規之 環境 リ ス ク研究セン ター いであ株式会社 大陸間輸送評価のための排出イ ンベン ト リ

及び排出予測に関する ワーク シ ョ ッ プへの

出席

18.10.17 ～

18.10.21

今泉 　 圭隆 環境 リ ス ク研究セン ター いであ株式会社 大陸間輸送評価のための排出イ ンベン ト リ

及び排出予測に関する ワーク シ ョ ッ プへの

出席

チェ コ

共和国

柴田 　 康行 化学環境研究領域 日本エヌ ・ ユー ・

エス ( 株 )

1st Meeting of The Ad-hoc Technical Working 

Group on Effectiveness Evaluation under The 

Stockholm Convention

18.10.7 ～

18.10.14

デンマーク 森口 　 祐一 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

European 

Environment Agency

International Workshop on ecosystem and 

natural capital accoimtomg 出席

18.11.29 ～

18.12.3

鈴木 　 規之 環境 リ ス ク研究セン ター （株） エ ッ ク ス都市

研究所

Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ 化学品グループ / Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ タ ス

ク フ ォーズ （第 １ ０ 回） への出席

19.2.25 ～

19.3.2

ド 　 イ 　 ツ 原島 　 省 水土壌圏環境研究領域 SCOPE 半閉鎖性海域システムの力学に関する国際

ワーク シ ョ ッ プ出席

18.3.31 ～ 

18.4. ７

日引 　 聡 社会環境システム研究領域 （財） 地球環境戦力

研究機関

「第 ２ 回日独ワーク シ ョ ッ プ ： 排出権取引」

出席

19.1.29 ～

19.2.3

増井 　 利彦 社会環境システム研究領域 ド イ ツ経済研究所 受託研究調査 18.4.9 ～ 

18.4.14

久保田 　 泉 社会環境システム研究領域 環境省 気候変動枠組条約第 24 回補助機関会合出

席

18.5.17 ～

18.5.28

南極大陸 中島 　 英彰 大気圏環境研究領域 文部科学省 第 48 次南極地域観測隊 18.11.28 ～

20.3.27

ニュージーラ ン ド 橋本 　 征二 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター

（財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF）

IPCC AR4 WG3 第 4 回 LA 会合出席 18.10.7 ～

18.10.14

甲斐沼美紀子 地球環境研究セン ター （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF）

地球環境問題に関する状況調査 （IPCC 

AR4 WGI 第 4 回 LA 会合）

18.10.7 ～

18.10.14

ノ ルウ ェー 野尻 　 幸宏 地球環境研究セン ター （財） 地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF）

地球環境問題に関する状況調査 （IPCC 

AR4 WGI 第 4 回 LA 会合）

18.6.24 ～

18.6.30

小林 　 伸治 社会環境システム研究領域 ( 財 ) 石油産業活性

化セン ター

次世代大気モデル研究に関する欧州出張調

査

18.9.24 ～

18.9.30
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フ ィ リ ピン 柴田 　 康行 化学環境研究領域 国際連合大学 POPS in Asia ： Its Status and Future 18.11.5 ～

18.11.9

志村 　 純子 地球環境研究セン ター OBIS OBIS 会議出席 18.5.20 ～

18.5.23

フ ラ ン ス 町田 　 敏暢 地球環境研究セン ター Institut fur Chemie 

und Dynamik der 

Geosphare

LAGOS/MOZAIC Meeting 参加 18.5.8 ～

18.5.13

ベルギー 原沢 　 英夫 社会環境システム研究領域 （財）地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF）

IPCC AR4 WG2CLA 会合出席 19.3.28 ～

18.3.31

ポーラ ン ド 鑪迫 　 典久 環境 リ ス ク研究セン ター 科学研究費補助金

（分担金）

Internatilnal Conference on 

Ecotoxicology2006 への出席

18.9.16 ～

18.9.22

香 　 　 　 港 堀口 　 敏宏 環境 リ ス ク研究セン ター Hong Kong Baptist 

University

環境保健等に関する国際会議出席 18.12.6 ～

18.12.10

マーシ ャル

諸島

山野 　 博哉 地球環境研究セン ター TerraSA-X 受託研究

費

①受託研究打合せ②現地調査 18.8.15 ～

18.8.31

マレーシア 東岡 　 礼治 企画室 （独）国際協力機構

（JICA）

「マレーシア ・ ボルネオ生物多様性 ・ 生態

系保存プロ グ ラ ム」 運営指導調査

18.8.27 ～

18.9.9

南アフ リ カ 西岡 　 秀三 理事 （財）地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF）

IPCC WG2 AR4 第 4 回執筆者会合出席 18.9.8 ～

18.9.17

高橋 　 潔 地球環境研究セン ター （財）地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF）

地球環境問題に関する状況調査 18.9.9 ～

18.9.17

原沢 　 英夫 社会環境システム研究領域 （財）地球 ・ 人間環

境フ ォーラ ム

（GEF）

地球環境問題に関する状況調査 18.9.8 ～

18.9.17

モ ン ゴ ル 松井 　 一郎 大気圏環境研究領域 （財）日本気象協会 技術指導専門家派遣 19.2.5 ～

19.2.15

松井 　 一郎 大気圏環境研究領域 （財）日本気象協会 専門家派遣および黄砂 WS 参加 18.11.27 ～

18.12.6

ロ 　 シ 　 ア Shamil 

Maksyutov

地球環境研究セン ター 東北大学 受託研究調査 18.10.29 ～

18.11.10

町田 　 敏暢 地球環境研究セン ター 東北大学 シベ リ ア タ ワー観測プロ ジェ ク ト 関係者会

議出席

18.10.30 ～

18.11.3

福島 　 路生 アジア自然共生研究グループ The Wild Salmon 

Center

絶滅危惧種 1A 類指定淡水魚イ ト ウの組

織 ・ 耳石のサンプル採取

18.6.23 ～

18.7.6
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（ ６ ） 表 　 彰 　 等

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月

日

米元 　 純三 環境 リ ス ク研究セン ター

　 副セン ター長

平成 １ ７ 年度

日本衛生学会最優秀論文賞

日本衛生学会英文誌 「Environmental 

Health and Preventive Medicine」 掲載の

「Maternal Exposure to 2,3,7,8-

Tetrachlorodibenzo-ρ-Dioxin and the 

Body Burden in Offspring of Long-Evans 

Rats」

18.3.27

持立 　 克身 環境健康研究領域 　 総合影響評

価研究室 　 主任研究員

高木賞 （イ ンテ リ ジェ ン ト 材

料 ・ システムシンポジウ ム最

優秀論文発表賞）

イ ンテ リ ジェ ン ト 材料 ・ システムシンポ

ジウ ム最優秀論文発表 「定質バイオセン

サの創製を目指し た細胞接着性センサマ

ト リ ッ ク スの構築」

18.3.15

山形 　 与志樹 地球環境研究セン ター

　 主席研究員

論文賞

（日本シ ミ ュ レーシ ョ ン学会）

「地球温暖化対策の国際合意形成に関す

る動的ゲームシ ミ ュ レーシ ョ ン」

18.6.22

田崎 　 智宏 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター 　 循環技術システム研究室

　 主任研究員
論文賞

（社団法人 　 環境科学会）

環境科学会誌第 18 巻 3 号掲載 「家電 リ

サイ クル法の効力測定」

18.9.4

寺園 　 　 淳 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター 　 国際資源循環研究室長

18.9.4

森口 　 祐一 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン

ター長

18.9.4

一ノ瀬俊明 社会環境システム研究領域

　 環境計画研究室 　 主任研究員

論文賞

（社団法人 　 環境科学会）

環境科学会誌第 17 巻 5 号掲載 「衛星 リ

モー ト センシング と メ ソ スケール気象モ

デルを用いた都市緑地の ヒ ー ト ア イ ラ ン

ド緩和効果の評価」

18.9.4

田邊 　 　 潔 化学環境研究領域

　 上級主席研究員

論文賞

（社団法人 　 大気環境学会）

大気環境学会誌第 40 巻第 5 号に掲載

「同一大気試料を用いた熱分離法および

熱分離 ・ 光学補正法によ る粒子状炭素成

分分析の比較」

18.9.21

上原 　 　 清 大気圏環境研究領域

　 大気物理研究室 　 主任研究員

論文賞

（社団法人 　 大気環境学会）

大気環境学会誌第 40 巻第 6 号に掲載

「風洞実験によ る沿道濃度分布の状況把

握と高濃度の低減手法の検討－事例研究

－」

18.9.21

柴田 　 康行 化学環境研究領域長 第 １ ５ 回環境化学功績賞

（日本環境化学会）

「環境中の砒素の化学形態および放射性

同位体元素の環境化学研究への応用」

18.6.21

横内 　 陽子 化学環境研究領域

　 動態化学研究室長

論文賞

（社団法人 　 大気環境学会）

大気環境学会誌第 40 巻第 1 号に掲載

「PFC， HFC を含むハロ カーボン分析シ

ステムの開発と 大気観測への応用」

18.9.21

横内 　 陽子 化学環境研究領域

　 動態化学研究室長

堀内賞

（社団法人 　 日本気象学会）

「大気中の自然起源揮発性有機化合物の

動態解明に関する研究」

18.10.26

亀山 　 　 哲 アジア自然共生研究グループ 　

流域生態系研究室 　 主任研究員
第 3 回 GIS コ ミ ュ ニテ ィ

フ ォーラ ム

マ ッ プギ ャ ラ リ ー賞 ３ 位

来場者および選考委員の投票の結果， 優

秀作品と し て認められた もの

18.11.17

福島 　 路生 アジア自然共生研究グループ 　

流域生態系研究室 　 主任研究員

18.11.17

青木 　 陽二 社会環境システム研究領域

　 主席研究員

「ポス ターセ ッ シ ョ ン」 学術委

員長賞

（社団法人 　 環境情報科学セン

ター）

優秀なポス ター発表に対し て 「1900 年

までに来日し たスエーデン人の風景記述

に及ぼし た植物分類学の知識」

18.11.28

谷本 　 浩志 アジア自然共生研究グループ 　

　 広域大気モデ リ ング研究室

　 主任研究員

大気化学研究会奨励賞

（大気化学研究会）

「測定の標準化と 観測の統合化に基づ く

地表オゾンの時空間変動に関する化学輸

送モデル解析」

19.1.11
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（ ７ ） 主要プロジ ェ ク ト ・ プログラムのフ ォーカルポイ ン ト 等の担当状況

プロ グラ ム等の名称 UNEP GRID- つくば
※ GRID（Global Resources Information Database：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

発 　 足 　 年 　 度 1991 年，地球環境研究センター内に設立。

概　 　 　 　 　 　 　 要 GEMS が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・多
様なデータを統合し，世界中の研究者や政策決定者へ提供すること，環境データ処理技術の開発途上
国への移転を目的として，1985 年，GEMS の一部として設立。1991 年５月には，地球環境問題の深刻化
と情報整備の重要性増大に伴い，UNEP 管理理事会の決定によって GRID は GEMS から独立した UNEP の独
立機関となった

国 環 研 の 役 割 GRID －つくばの設立に関して，UNEP と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは，以下の役割
が期待されている。
○日本および近隣諸国において，GRID の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを GRID データとして
提供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また，この分野に
おける GRID データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター主席研究員　山形与志樹

プロ グラ ム等の名称 UNEP GEMS/Water：地球環境監視計画／陸水監視プロジェクト

発 　 足 　 年 　 度 l977 年度より開始，当初は国立公衆衛生院が担当していたが，1994 年度から地球環境研究センター
が引き継いだ。

概　 　 　 　 　 　 　 要 国連環境計画（UNEP）と世界保健機関（WHO）などの国連専門機関が中心となり，地球環境監視およ
び人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために，1974 年に GEMS が設立され，1976 年に
環境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（GEMS/Water）が発足し，世界
的な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが我が国の窓口となり，①ナショナルセンター業務，②摩周湖ベースラインモ
ニタリング，③霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施している。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　藤沼康実

プロ グラ ム等の名称 Species 2000 Asia Oceania

発 　 足 　 年 　 度 1999 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 アジアオセアニア地域の 11ヵ国（経済地域を含む）の研究機関が協働で同地域の生物多様性研究と情
報共有の機構構築にとりくむための研究ネットワーク。
各国の生物多様性クリアリングハウスメカニズム，分類学・生態学研究機関，博物館・大学・研究所
の生物多様性研究者により，（１）生物種・生息地・分類群研究専門家のインベントリを構築する。

（２）情報の電子化と共有化を行うためのデータベース・ソフトウエア開発を行う。（３）生物多様性
に関する総合的な解析を行うためソフトウエア開発とこれを用いた研究活動の実施等を行う。

国 環 研 の 役 割 Species2000 の Catalog of Life CD-ROM をアジア地域の研究機関に配布，アジア地域ネットワークの
調整，地域プロジェクトの支援。事務局・Web サーバ管理は 2006 年よりインドに移転。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センタ ー地球環境データ ベース 推進室主任研究員　 志村純子

プロ グラ ム等の名称 アジアエアロゾルライダー観測ネットワーク（Asian Dust and Aerosol Lidar Observation Network）

発 　 足 　 年 　 度 1999 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。黄砂および人為起源エ
アロゾルの三次元的動態を把握し，リアルタイムで情報提供することを目指す。日本，韓国，中国，
モンゴル，タイの研究グループが参加。ネットワークの一部は，黄砂に関する ADB/GEF（アジア開発
銀行／地球環境ファシリティ）のマスタープランに基づくモニタリングネットワークを構成する。ま
た，一部は，大気放射に関するネットワーク SKYNET（GEOSS）に位置付けられている。現在検討が進
められている WMO/GAW（Global Atmosphere Watch）の地球規模の対流圏エアロゾル観測ライダーネッ
トワーク GALION のアジアコンポーネントでもある。

国 環 研 の 役 割 ネットワーク観測およびデータ品質の管理，リアルタイムのデータ処理，研究者間のデータ交換 WWW
ページの運用。黄砂データについては環境省の黄砂情報公開 WWW ページにリアルタイムでデータを提
供。

（http://www-lidar.nies.go.jp/）

担　 　 　 　 　 　 　 当 大気圏環境研究領域遠隔計測研究室長　杉本伸夫，
（アジア自然共生研究グループ主任研究員　清水　厚：WWW ページの運用）
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プロ グラ ム等の名称 IHDP ／ IDGEC　地球環境変動の制度的側面

発 　 足 　 年 　 度 2000 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 気候変動枠組み条約，京都議定書などの地球環境変動レジームの形成に関する研究

国 環 研 の 役 割 国際研究推進委員

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター主席研究員　山形与志樹

プロ グラ ム等の名称 UNEP-Infoterra

発 　 足 　 年 　 度 1974 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 環境に関する情報の国際的な流通・交換を促進する目的で，国連環境計画（UNEP）によって設立さ
れ，各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報ネットワークシステム

国 環 研 の 役 割 ナショナルフォーカルポイント（政策的な事項は環境省地球環境局と密接に連絡）

担　 　 　 　 　 　 　 当 Manager：環境情報センター長　山本秀正
Technical Staff（担当）：環境情報センター情報企画室

プロ グラ ム等の名称 日中韓三ヵ国環境大臣会合ホームページ（TEMM ウェブサイト）運営

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 日中韓三ヵ国環境大臣会合で合意した各プロジェクトの進捗状況に関する情報を WEB 上に掲載，三ヵ
国それぞれが自国でのプロジェクトの進捗状況をアップロードし，これらの情報をシェアする。

国 環 研 の 役 割 フォーカルポイント（実際の作業にあたっては環境省環境協力室と密接に連絡）

担　 　 　 　 　 　 　 当 環境情報センター情報企画室長　坂下和恵

プロ グラ ム等の名称 Global Taxonomy Initiative （GTI）

発 　 足 　 年 　 度 2001 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 生物多様性条約締約国会議の決議により，締約国は各国に分類学イニシアティブのナショナルフォー
カルポイントを設置し，国および地域の分類学の振興をはかり，分類学情報の構築と共有化を実施す
る。このために必要な，国内，アジアオセアニア地域における調査，データベース開発，ツール開発
をはじめ，国際協働をとり行う。

国 環 研 の 役 割 ナショナルフォーカルポイントとして分類学のキャパシティ構築に関する国内，アジアオセアニア地
域における調査，データベース開発，ツール開発などの国際協働をとり行う。GTI 作業計画の進捗を
モニタリングし，逐次条約事務局へ報告を行う。アジア地域代表として GTI 調整機構会議，および関
連する専門家会合等に出席し，国際間の連携と調整に協力する。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター地球環境データベース推進室主任研究員　志村純子

プロ グラ ム等の名称 AsiaFlux ネットワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 アジア地域における陸上生態系の二酸化炭素などのフラックス観測に係わるネットワーク。アジア地
域におけるフラックス観測研究の連携と基盤強化を目指し，観測技術やデータベースの開発等，HP や
ニュースレターによる情報発信・交流を進めている。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが事務局として機能し，データベースの構築・運用，年次会合の開催，ホーム
ページやニュースレター等による情報発信を担当。また，富士北麓フラックス観測サイトは，技術開
発や技術研修の拠点としての役割を担っている。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　藤沼康実
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プロ グラ ム等の名称 有害紫外線モニタリングネットワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 地上への紫外線到達量の全国的な把握や，紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ，様々な形
でその成果を広く活用することを目指し，各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点を
ネットワーク化し，有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。
ネットワークは，国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点６ヵ所を中心に，14 機関の自発的
な参加を得て発足し，現在国立環境研究所５拠点を含む 25 拠点でデータ収集を行うとともに，精度
確保のためのキャリブレーションの実施，運営委員会及び担当者会議による技術検討を行っている。
また，一部拠点については紫外線情報（UV インデックス）のホームページからの提供を行っている。

国 環 研 の 役 割 ・ネットワークの事務局としての役割
・CGER の観測拠点が，ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの解析，評価に関して，技術的に先導していく役割

担　 　 　 　 　 　 　 当 環境健康研究領域総合影響評価研究室長　小野雅司
地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　藤沼康実

プロ グラ ム等の名称 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
（Greenhouse Gas Inventory Office of Japan）

発 　 足 　 年 　 度 2002 年，地球環境研究センター内に設立。

概　 　 　 　 　 　 　 要 日本の温室効果ガス排出量・吸収量目録（GHGs インベントリ）の作成およびデータ解析，作成方法の
改善を継続的に行うとともに，気候変動枠組条約締約国会合（COP）などにおける国際交渉支援，ガ
イドライン作成・排出係数データベース等の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）への貢献，キャ
パシティビルディングプロジェクトの実施などの国外活動を行っている。

国 環 研 の 役 割 環境省との請負契約に基づき，温室効果ガスインベントリの作成・とりまとめ，京都議定書下での対
応事項の検討，国内制度のためのガイドラインに従った品質保証・品質管理活動の実施，気候変動枠
組条約に基づくインベントリ審査への対応支援等，「温室効果ガス排出量算定方法検討会」の情報収
集・資料作成等，気候変動枠組条約下および京都議定書下の審査活動への参画，温室効果ガス排出・
吸収量算定方法に係る研究情報の収集等，「アジア地域における温室効果ガスインベントリ整備に関
するワークショップ」の開催業務を行っている。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）　野尻幸宏

プロ グラ ム等の名称 グローバルカーボンプロジェクトつくば国際オフィス（GCP つくば国際オフィス）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年，地球環境センター内に設立。

概　 　 　 　 　 　 　 要 本オフィスの主たる業務は，GCP 国際研究計画の中心的な研究課題であるグローバルな炭素循環の自
然的側面と人間的側面の総合化に関する国際共同研究の推進及びアジア地域における GCP 関連研究の
コーディネーションの推進である。GCP つくばオフィスの運営の核は GCP が実施した国際公募によっ
て選考された事務局長（Executive Officer，略称 EO）が担い，組織上は CGER の管理下に位置するも
のとする。

国 環 研 の 役 割 本 GCP つくば国際オフィスは，日本における初めての ICSU 関連の国際研究の国際オフィスとなるだ
けではなく，アジアにおいても初めての国際オフィスの設置となる。今後，炭素循環に関する国際共
同研究の組織化に際して，日本がアジアにおけるリーダーシップを発揮するために極めて重要な役割
を果たすことが期待される。さらには日本やアジアにおける炭素循環関連研究が，本国際オフィスを
通じて世界的により認知度が高まることも期待される。こうしたことを通じ，CGER の地球環境研究分
野における COE 的な機能の充実に資する。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター主席研究員　山形与志樹
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プロ グラ ム等の名称 気候変動枠組条約締約国会合 (UNFCCC-COP) オブザーバー

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所は気候変動枠組条約締約国会議（UNFCCC-COP）の審査を経て，2004 年 12 月より
UNFCCC-COP のオブザーバーステータスを取得した。公式オブザーバーとして専用ブース等を COP 会場
内に設置できるようになったほか，NGO オブザーバーとして会合にも出席可能となった。

国 環 研 の 役 割 環境研究の専門家として COP 及びサイドイベントへ参画するとともに，会場内ブース等における研究
成果の積極的発信，関係者との意見交換等々，研究所において得られた知見等を幅広く COP 関係者に
アピールしていく。

担　 　 　 　 　 　 　 当 企画部広報･国際室研究企画主幹　広兼克憲

プロ グラ ム等の名称 日韓中三ヵ国環境研究機関長会合 (TPM)

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所（NIES）は，中国環境科学研究院（CRAES），韓国国立環境研究院（NIER）との３研究
機関間で定期的なトップ会合（日中韓三ヵ国環境研究機関長会合（TPM））を開催し，アジアにおいて
重要な役割を有する３研究機関の機関長が協力して同地域の環境研究の推進を図ることに合意した。
３機関で情報交換，意見交換を行うほか，関連ワークショップの開催，分野を絞った共同研究の可能
性等々について議論を進める。各研究機関持ち回りで，年に１度，機関長会合等を開催する。

国 環 研 の 役 割 持ち回りにより準備会合及び本会合を主催するほか，３環境研究機関の連携のために必要な調整を行
う。

担　 　 　 　 　 　 　 当 アジア自然共生研究グループ主席研究員　清水英幸
企画部広報・国際室長　佐藤邦子
―  391  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
（ ８ ） 知的財産権等の状況

　 １ ） 所有等の状況 （単位 ： 件）

区分 年度末現在 平成 12 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17 平成 18

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 2 2 2 2 4 ７ 5

所 　 有 4 4 4 4 4 4 2

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 34 40 40 28 32 37 40

所 　 有 35 37 36 40 41 38 39

実用新案権
出願中 1 1 1 0 0 0 0

所 　 有 6 4 3 3 3 0 0

意 　 匠 　 権
出願中 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 3 3 3 3 3 3 3

商 　 標 　 権
出願中 0 1 0 0 0 0 0

所 　 有 0 0 1 1 1 1 1
―  392  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
８  ． 研究活動に関する成果普及， 広報啓発の状況

（ １ ） 研究所行事及び研究発表会， セ ミ ナー等活動状況

１ ） 研究所

１ ．研究所行事

国立環境研究所公開シンポジウ ム 2006 　 『アジアの環境と私たち－も う 無関心ではいられない－』

開催日 ： 平成 18 年 6 月 4 日 （日） 　 場所 ： 京都シルク ホール （京都市下京区四条通室町東入ル 　 京都産業会館 8 階）

： 平成 18 年 6 月 18 日 （日） 　 場所 ： 東京 メ ルパルク ホール （東京都港区芝公園 2-5-20）

２ ．国立環境研究所セ ミ ナー

　 題 　 目 ： ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者によ る国立環境研究所来所記念講演会

発表者 ： 宮脇 　 昭博士

（日本 ： 国際生態学セン ター研究所長， 横浜国立大学名誉教授） 　 及び

エ ミ ル ・ サ リ ム博士

（イ ン ド ネシア ： イ ン ド ネシア大学経済学部 ・ 大学院教授， 元イ ン ド ネシア人口 ・ 環境大臣）

開催日 ： 平成 18 年 11 月 17 日 　 場所 ： 国立環境研究所 　 交流会議室

３ ．第 22 回全国環境研究所交流シンポジウム

題 　 目 ： 「温暖化に対する地域レベルの取 り 組み」

開催日 ： 平成 19 年 2 月 21 日 （水） ～ 22 日 （木） 　 場所 ： 国立環境研究所大山記念ホールほか

プロ グ ラ ム （敬称略） ：

題 　 　 　 　 　 　 目 発 　 表 　 者

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

開会挨拶 大塚柳太郎 （理事長）

＜講 　 演 1 ＞ 「アジアを巡る私たちのごみ - 日本 と アジアで資源の循
環を考え る -」

寺園 　 淳 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

＜講 　 演 2 ＞ 「国境を越え る対流圏オゾ ン－グ ローバル化する大気汚
染の現在 と将来－」

谷本 　 浩志 （アジア自然共生研究グループ）

＜講 　 演 3 ＞ 「世界の屋根」 チベッ ト 高原から地球温暖化を考え る
　 - 草原はどの く らい炭素を蓄積し ているか -」

唐 　 艶鴻 （生物圏環境研究領域）

＜講 　 演 4 ＞ 「マ ラ リ ア再考 （再興） －環境 と の関わ り ， 日本への影
響－」

小野 　 雅司 （環境健康研究領域）

閉会挨拶 京都会場 　 飯島 　 孝 （理事）
東京会場 　 西岡秀三 （理事）

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

2 月 21 日 （水） （進行 ： 国立環境研究所地球環境研究セン ター長 　 笹野泰弘）

13:30-13:35 　 開会挨拶 国立環境研究所理事長 大塚柳太郎

13:35-13:55 　 基調講演 国立環境研究所理事 西岡秀三

13:55-14:10 「岩手県におけ る二酸化炭素排出量の推計」

工藤浩 （岩手県環境保健研究セン ター）

14:10-14:25 「地域別交通部門二酸化炭素排出量の推計と削減策」

○松橋啓介 1， 工藤祐揮 2， 森口祐一 1 （国立環境研究所 1 ・ 産業技術総合研究所 2）

14:25-14:40 「つ く ばを例と し た乗用車の目的別利用実態について」

○近藤美則， 小林伸治， 松橋啓介， 田邊潔 （国立環境研究所）

14:40-14:55 「エコ ド ラ イブの評価手法に関する研究」

○折原岳朗， 岡村整， 横田久司 （東京都環境科学研究所）

14:55-15:05 質 　 疑

15:05-15:35 休 　 憩

15:35-15:50 「愛媛県におけ るバイオマス利活用の取 り 組み」

○横山英明， 奥本啓祐， 武田伸也 （愛媛県立衛生環境研究所）

15:50-16:05 「地方自治体の ヒ ー ト ア イ ラ ン ド対策 ・ 政策」

一 ノ瀬俊明 ( 国立環境研究所）

16:05-16:20 「横浜市の ヒ ー ト ア イ ラ ン ド の現状と熱環境マ ッ プの作成について」

○井上友博， 佐俣満夫 （横浜市環境創造局環境科学研究所）
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４ ．研究所施設公開

研究所本講において， 年 ２ 回， 市民を対象に研究施設の公開並びに講演会等の普及活動を実施し ている。

（ １ ） 　 科学技術週間に伴 う 施設公開

開催日 ： 平成 18 年 4 月 22 日 ( 土 )

内 　 容 ： 所内研究施設の公開， ミ ニ環境講座， 電気自動車の展示等のイベン ト 開催。

参加者数 ： 1,137 名

（ ２ ） 　 国立環境研究所夏の大公開

開催日 ： 平成 18 年 7 月 22 日 ( 土 )

内 　 容 ： 所内研究施設の公開， 体験プロ グ ラ ムの実施， 夏休み環境講座の実施等

参加者数 ： 4,941 名

16:20-16:35 「市民参加型調査をベースにし た長野市における ヒ ー ト ア イ ラ ン ド の現状把握と要因分析」

浜田崇 （長野県環境保全研究所）

16:35-16:45 質 　 疑

16:45-17:15 全体討論

17:15-17:20 閉会挨拶 　 国立環境研究所理事 　 仁井正夫

2 月 22 日 （水） 　 （主会場 ： 地球温暖化研究棟 1 階 交流会議室）

10:00-11:00 国立環境研究所におけ る地球温暖化研究の概要

（ １ ） 国立環境研究所におけ る地球温暖化研究プロ グ ラ ムの全体概要

　 　 　 笹野泰弘 （地球環境研究セン ター長）

（ ２ ）  2050 年の脱温暖化社会に向けた研究の紹介

　 　 　 藤野純一 （地球環境研究センター温暖化対策評価研究室主任研究員）

（ ３ ） 我が国のイ ンベン ト リ 事業

　 　 　 相澤智之 （地球環境研究セン ター NIES フ ェ ロー）

11:00-11:30 土壌によ る二酸化炭素放出の自動観測装置， 低公害車実験施設等の見学
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（ ２ ） 委員会への出席

委 　 　 嘱 　 　 元 兼 　 　 職 　 　 名 氏 　 　 　 名

環境省

大臣官房総務課 中央環境審議会専門委員 田中嘉成，米元純三，野尻幸宏，

森口祐一，柴田康行，木幡邦男，

増井利彦

中央環境審議会臨時委員 西岡秀三，白石寛明，五箇公一，

原沢英夫

大臣官房廃棄物 ・ リ サイ クル対策部 ３ Ｒ イ ニシアテ ィ ブ国際推進委員会委員 森口祐一

ASR の再資源化 ・ ス ラ グの有効利用に関する技術検討委員会委員 貴田晶子

IT 技術を利用し た維持管理手法に関する調査検討委員会委員 蛯江美孝

PCB 等処理技術調査検討委員会委員 野馬幸生

エコ ・ コ ミ ュ ニテ ィ 事業評価検討会委員 薄井みど り

一般廃棄物処理システムの最適化に関する検討委員 森口祐一

海面最終処分場の閉鎖 ・ 廃止適用マニュ アル策定に向けた幹事会

幹事

井上雄三， 遠藤和人

広域最終処分場計画調査 （廃棄物海面埋立環境保全調査） 検討会

委員

井上雄三， 遠藤和人

次世代廃棄物処理技術基盤整備事業審査委員会委員 井上雄三

循環基本計画の見直しに関する フ リ ーデ ィ スカ ッ シ ョ ン委員 森口祐一

生ごみ等の ３ Ｒ ・ 処理に関する検討会 山田正人

石綿含有廃棄物の処理技術調査検討会委員 野馬幸生

「第 5 期市町村分別収集計画策定の手引き」 ア ド バイザ リ ーボー

ド委員

田崎智宏

単独処理浄化槽の使用状況等調査検討会委員 水落元之

廃棄物会計基準 ・ 廃棄物有料化ガ イ ド ラ イ ン策定検討委員会委員 日引聡

廃棄物情報検討調査委員会委員 貴田晶子， 大迫政浩

廃木材を製鉄原料 と し て利用する事業の全国展開に係る調査委

員会委員

貴田晶子

不適切処分場における土壌汚染防止対策検討委員会委員 井上雄三

物質フ ロー及び資源生産性に関する検討会委員 森口祐一

総合環境政策局 リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンのための化学物質フ ァ ク ト シー ト の

作成検討会検討委員

白石寛明

干潟生態系の環境影響評価に関する技術懇談会委員 野原精一

環境技術実証モデル事業検討会検討員 加藤正男， 村川昌道

環境教育事業検討会委員 原沢英夫

環境研究 ・ 技術開発推進事業追跡評価委員会委員 植弘崇嗣， 白石寛明

環境省参与 大坪國順

環境情報 ・ 環境統計の整備 ・ 利用のあ り 方検討会検討委員 田崎智宏， 藤田壮

消費者への製品環境情報提供手法検討 WG 委員 青柳みど り

総合研究開発推進会議臨時分科会検討員 村野健太郎

第 3 次環境基本計画におけ る指標の活用等に係る検討会検討委員 森口祐一

超長期ビジ ョ ン検討会検討委員 西岡秀三，森口祐一，柴田康行，

鑪迫典久

総合環境政策局環境保健部 ExTEND2005 作用 ・ 影響評価検討会検討員 白石寛明， 菅谷芳雄

PRTR データ活用新支援システム検討会委員 鈴木規之， 山崎邦彦

PRTR 対象化学物質見直し検討委員会検討委員 菅谷芳雄

PRTR 排出量等算出方法等検討調査検討会検討委員 川本克也， 鈴木規之

ジ フ ェ ニルアルシン酸の毒性試験に関する ワーキ ン グチーム会

合におけ る委員

平野靖史郎

ジフ ェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研究 ( 毒性研究

班） 班長

平野靖史郎

ジフ ェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研究 ( 分析研究

班） 班員

柴田康行， 田中敦， 梅津豊司

ジ フ ェ ニルアルシン酸に係る健康影響等についての臨床検討会

委員

柴田康行

ダ イオキシン類の人への曝露実体調査に係る検討委員 鈴木規之
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総合環境政策局環境保健部 ダ イオキシン類の動物実験に関する調査研究検討会検討委員 米元純三， 野原惠子

ダ イオキシン類の動物実験に関する調査研究検討会 WG 委員 野原惠子

ダイ オキシン類生物検定法等簡易測定法検討調査検討会検討委員 滝上英孝， 伊藤裕康

ヒ ト 生体試料 Ｐ Ｏ Ｐ ｓ 等分析調査 ＷＧ 委員 柴田康行， 高澤嘉一

ヒ ト 生体試料 Ｐ Ｏ Ｐ ｓ 等分析調査検討実務者会議委員 柴田康行， 高澤嘉一

モニ タ リ ン グ及び暴露量系調査の結果に関する解析検討実務者

会議検討員

白石寛明， 柴田康行

茨城県神栖市におけ る汚染土壌の焼却処理対応についての検討

委員会委員

川本克也

化学物質環境実態調査対象物質選定実務者会議委員 白石寛明， 柴田康行

化学物質環境実態調査分析法開発検討実務者会議委員 白石寛明

化学物質審査調査検討会検討委員 鑪迫典久，菅谷芳雄，中島大介，

平野靖史郎， 田中嘉成

化学物質排出把握管理促進法に関する懇談会委員 白石寛明

化学物質要覧調査検討実務者会議検討委員 白石寛明， 菅谷芳雄

化審法審査支援等検討会 （曝露評価分科会） 委員 南齋規介

花粉観測システム検討業務に係わる検討委員 新田裕史

花粉飛散動態に関する調査研究検討委員会委員 大原利眞

花粉飛散予測に関する調査研究検討委員会オブザーバー 大原利眞

学童コ ホー ト 調査に係る疫学検討委員会委員 新田裕史， 小野雅司

学童コ ホー ト 調査に係る解析検討委員会委員 新田裕史， 小野雅司， 大原利眞

学童コ ホー ト 調査に係る曝露検討委員会委員 新田裕史， 田村憲治

学童コ ホー ト 調査に係る有識者によ る検討委員会検討委員 大原利眞

環境保健サーベイ ラ ン ス ・ 局地的大気汚染健康影響検討会委員 小野雅司， 新田裕史

健康 リ ス ク評価委員会検討員 平野靖史郎， 松本理

臭素系ダ イオキシン類調査検討会委員 鈴木規之

初期環境調査及び詳細環境調査の結果に関する解析検討実務者

会議委員

白石寛明， 菅谷芳雄

消費者に向けた製品環境情報提供手法検討 WG 委員 薄井みど り

新規 POPs 等研究会委員 柴田康行， 鈴木規之

成人を対象 と し た局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査

設計に係る専門委員

新田裕史， 大原利眞

成人を対象と し た局地的大気汚染の健康影響に関する 調査研究の

計画設計及び一般住民を対象と し た心肺機能検査の業務監督者

新田裕史

生態影響評価検討会委員 白石寛明， 菅谷芳雄， 鑪迫典久

生態毒性 Ｇ Ｌ Ｐ 適合性評価検討会 菅谷芳雄， 鑪迫典久， 高橋慎司

石綿の健康影響に関する検討会検討委員 平野靖史郎

石綿廃棄物の無害化処理に係る技術専門員会 （仮称） 委員 大原利眞

大気汚染に係る環境保健サーベイ ラ ン ス調査検討会委員 大原利眞， 小野雅司

難分解性 ・ 高濃縮性化学物質に係る鳥類毒性試験検討調査に関す

る検討委員会委員

白石寛明， 白石不二雄， 桑名貴

非意図的生成 POPs に係る BAT 及び BEP 検討会委員 倉持秀敏

有害金属対策策定基礎調査専門検討会委員 柴田康行， 鈴木規之， 貴田晶子

有機 ヒ 素化合物等に汚染 さ れた土壌及び地下水の浄化技術に関

する検討会委員

川本克也

幼児症例対照調査に係る専門委員 大原利眞，小野雅司，新田裕史，

田村憲治

水 ・ 大気環境局 POPs 農薬無害化処理技術等検討会 鈴木規之

アスベス ト 大気濃度調査検討会委員 大原利眞

ダイ オキシン類環境測定調査受注資格審査検討会への参画及びダ

イ オキシン類環境測定調査精度管理状況の確認に際し ての助言

滝上英孝，鈴木規之，櫻井健郎，

橋本俊次， 伊藤裕康

ダ イ オキシン類環境測定調査受注資格審査審査分科会及び統括

主査 ・ 主査会議主査

櫻井健郎， 滝上英孝， 橋本俊次

ダ イオキシン類環境測定調査受註資格審査 ・ 統括主査 ・ 主査会議

統括主査

伊藤裕康， 鈴木規之，

ダ イオキシン類生物検定法等簡易測定法検討調査検討会委員 鈴木規之

委 　 　 嘱 　 　 元 兼 　 　 職 　 　 名 氏 　 　 　 名
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水 ・ 大気環境局 ナ ノ粒子検討会検討委員 小林伸治

バラ ス ト 水の海洋環境に対する影響調査検討会委員 菅谷芳雄

環境測定技術等のアジア標準化戦略調査検討委員会委員 白石寛明

環境測定分析統一制度管理調査に係る環境想定分析検討会統一

制度管理調査部会委員

植弘崇嗣，稲葉一穂，山本貴士，

伊藤裕康

環境大気常時監視マニュ アル改訂検討委員 西川雅高

環境大気測定機の信頼性評価検討会委員 西川雅高

環境放射線等モニ タ リ ング評価検討会委員 土井妙子

揮発性有機化合物 （Ｖ Ｏ Ｃ） シ ミ ュ レーシ ョ ン検討委員会委員 大原利眞， 小林伸治

健康 リ ス ク総合専門委員会 WG 検討委員 松本理

今後の閉鎖性海域対策に関する懇談会委員 木幡邦男

災害時における石綿飛散防止に係る取扱マニュアル作成検討会委員 貴田晶子

使用課程車対策実証実験業務検討会委員 小林伸治

自動車排出ガス原単位及び総量算定検討調査検討会委員 小林伸治

射撃場に係る鉛汚染対策検討会委員 村田智吉

硝酸性窒素浄化技術開発普及等調査検討委員会委員 稲葉一穂

水環境基準 ( 健康項目 ) 設定基礎調査検討会委員 白石寛明

水産動植物登録保留基準設定検討会 白石寛明， 五箇公一， 菅谷芳雄

水質監視業務的確化 ・ 効率化方策検討会委員 稲葉一穂， 松重一夫

水質分析法 ( 公定分析法 ) 検討会検討委員 柴田康行

水質分析法 ( 未規制物質 ) 検討会検討委員 柴田康行

全国星空継続観察事業 ・ ス ターウ ォ ッ チング研究会委員 今村隆史

騒音によ る住民反応 ( 不快感 ) に関する社会調査委員会 ( 睡眠影

響 WG) 委員

黒河佳香

大気環境基準等文献レ ビ ュー WG 検討委員 高野裕久，小林隆弘，新田裕史，

田村憲治， 小野雅司， 藤巻秀和

第 18 回「星空の街・あおぞらの街」全国協議会表彰選考委員会委員 今村隆史

地方におけ る環境測定分析の外注に係る精度管理実情調査検討

会検討委員

山本貴士

低コ ス ト ・ 低負荷型土壌汚染調査対策技術検討評価調査及びダ イ

オキシン類汚染土壌浄化技術等確立調査に係る検討会委員

川本克也， 鈴木規之， 櫻井健郎

底質のダ イオキシン類調査測定方法に関する検討会委員 白石寛明， 伊藤裕康

都市 ・ 交通システムの改善策と その評価研究会 メ ンバー ( 幹事） 松橋啓介

都市大気環境改善方策検討委員会委員 大原利眞

都市内水路等によ る ヒ ー ト ア イ ラ ン ド抑制効果検討会検討委員 一ノ瀬俊明

土壌のダ イオキシン類調査測定方法に関する検討会委員 白石寛明， 伊藤裕康

土壌汚染調査対策手法検討調査検討会委員 鈴木規之

土壌環境モニ タ リ ングプラ ン推進調査検討会員 木幡邦男

特定農薬環境安全性調査に係わる技術検討会委員 菅谷芳雄

農地用土壌環境保全技術検討会委員 村田智吉

農薬に よ る陸域生態影響評価技術開発調査鳥類影響評価に関す

る ケース ス タデ ィ 調査検討委員

白石寛明

農薬飛散 リ ス ク評価手法確立調査検討会委員 白石寛明

微小粒子状物質等曝露影響調査検討委員 小野雅司，新田裕史，田村憲治，

山崎新， 小林隆弘

微小粒子状物質等曝露影響調査 ( 疫学 ＷＧ 検討会） 検討委員 小野雅司，新田裕史，田村憲治，

山崎新

微小粒子状物質等曝露影響調査 ( 毒性評価 ＷＧ 検討会）検討委員 高野裕久， 小林隆弘， 山崎新，

平野靖史郎

微小粒子状物質等曝露影響調査 ( 曝露評価 ＷＧ 検討会）検討委員 田村憲治， 田邊潔， 後藤純雄，

西川雅高

有害大気汚染物質モニタ リ ング推進事業に係る検討委員 田邊潔， 中島大介

有害大気汚染物質 リ ス ク管理検討会委員 白石寛明， 鈴木規之

有機 ヒ 素化合物等に汚染 さ れた土壌及び地下水の浄化技術に関

する検討会委員

川本克也

有明海 ・ 八代海水環境調査検討会委員会委員 木幡邦男

委 　 　 嘱 　 　 元 兼 　 　 職 　 　 名 氏 　 　 　 名
―  397  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
水 ・ 大気環境局 陸域生態影響評価技術開発調査検討委員 五箇公一

地球環境局 CDM/JI プロ ジェ ク ト 支援委員会バイ オマス・ 廃棄物技術専門委員 井上雄三

EANET 排出イベン ト リ 検討会委員 中根英昭， 大原利眞， 増井利彦

アジア水環境パー ト ナーシ ッ プ (WERA) 国内検討会委員 中根英昭

黄砂問題検討会委員 西川雅高

黄砂問題検討会黄砂情報提供 WG 委員 西川雅高， 宮下七重， 杉本伸夫

温室効果ガス排出量算定方法検討会 西岡秀三， 森口祐一

温室効果ガス排出量算定方法検討会 ( エネルギー ・ 工業プロセス

分科会 ) 委員

森口祐一

温室効果ガス排出量算定方法検討会 ( 吸収源分科会 ) 委員 山形与志樹， 橋本征二

温室効果ガス排出量算定方法検討会 (HFC 等 3 ガス分科会 ) 委員 中根英昭

温室効果ガス排出量算定方法検討会 ( 廃棄物分科会 ) 委員 山田正人

温室効果ガス排出量算定方法イベン ト リ ＷＧ 委員 森口祐一

温対法に基づ く 事業者別排出係数の算出方法に係る検討会検討委員 森口祐一

海洋環境保全調査に係る 海洋環境モニタ リ ング調査検討会検討員 野尻幸宏， 牧秀明

乾性沈着タ ク ス フ ォース国内支援グループ検討委員 藤沼康実

京都議定書目的達成計画評価 ・ 見直し検討会委員 西岡秀三， 森口祐一

酸性雨シ ミ ュ レーシ ョ ンモデル検討グループ検討委員 畠山史郎

酸性雨対策検討会 ( 大気分科会 ・ 生態影響分科会） 検討員 畠山史郎， 清水英幸

酸性雨対策検討会 （本会 ・ 大気分科会） 検討員 村野健太郎

将来枠組 IGES ワーキンググループ会合委員 藤野純一

森林等の吸収源問題に関する WG 委員 山形与志樹， 橋本征二

成層圏オゾン層保護に関する検討会 ( 科学・環境影響分科会 ) 委員 中根英昭， 今村隆史， 小野雅司

地球温暖化対策と まちづ く り に関する検討会委員 松橋啓介

地球温暖化対策技術検討会技術開発小委員会委員 西岡秀三

地球温暖化対策地域推進計画策定ガイ ド ラ イ ン改訂調査検討会委員 山田正人

地球温暖化防止活動大臣表彰選考委員 西岡秀三

廃棄物海洋投入処分環境影響評価調査検討会検討員 野尻幸宏

排出量取引制度に係る検討会委員 日引聡

自然環境局 モニ タ リ ングサイ ト 1000 陸生鳥類調査検討会委員 永田尚志

希少野生動植物種保存推進員 永田尚志

自然環境保全基礎調査検討会検討員 西岡秀三

北海道地方環境事務所 平成 18 年度釧路湿原東部湖沼自然環境調査検討委員会検討委員 高村典子

東北地方環境事務所 白神山地におけ る森林生態系の変動及び生物多様性等森林機能

の把握に関する調査研究検討委員

小熊宏之

内閣府

日本学術会議事務局 環境学委員会 ・ 地球惑星科学委員会合同 IGBP ・ WCRP 合同分科

会 GLP 小委員会委員

山形与志樹

環境学委員会 ・ 地球惑星科学委員会合同 IGBP ・ WCRP 合同分科

会 IGAC 小委員会委員

横内陽子

環境学委員会 ・ 地球惑星科学委員会合同 IGBP ・ WCRP 合同分科

会 SOLAS 小委員会委員

野尻幸宏，大原利眞，谷本浩志，

横内陽子

地球惑星科学委員会国際対応分科会 IAGC 小委員会委員 畠山史郎

持続可能な発展に向けたエネルギーと 地球温暖化に関する調査 ・

研究 ＷＧ 委員

藤野純一

日本学術会議連携会員 原沢英夫，山形与志樹，今村隆史，

柴田康行， 田中嘉成， 亀山康子

経済社会総合研究所 ポス ト 京都議定書に向けた経済 ・ 環境統計情報の整備及びモデル

分析のための総合的研究に関する研究会委員

増井利彦

総合的な経済 ・ エネルギー ・ 環境分析に資する技術情報の整備の

ための研究における委員会委員

藤野純一

地域における環境経済統合勘定に関する研究会委員 橋本征二

国土交通省

大臣官房技術調査課 「特定調達品目検討ワーキング」 委員 藤田壮

総合政策局 公共工事の環境負荷低減施策推進委員会委員 藤田壮

北海道開発局 ダ イオキシン類調査における精度管理検討会 櫻井健郎

東北地方整備局 東北地方整備局ダ イオキシン類精度管理委員会委員 鈴木規之
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関東地方整備局 関東地方整備局ダ イオキシン類精度管理委員会委員 橋本俊次

佐久 JCT ～佐久南 IC( 中部横断道 ) に関する推進方策検討委員会

委員

遠藤和人

土地 ・ 水資源局 稲戸井調節池整備 ・ 活用検討懇談会委員 高村典子

河川局 ダ イオキシン類精度管理委員会委員 櫻井健郎， 鈴木規之

河川水辺の国勢調査 「河川版 ・ ダム湖版」 ス ク リ ーニング委員会

委員

永田尚志

国土技術政策総合研究所 特定調達品目検討ワーキング委員 橋本征二

国土地理院 熱環境等に関する土地被覆分類手法の検討作業地理情報技術 WG

委員

松永恒雄

経済産業省

大臣官房政策評価広報課 独立行政法人評価委員会臨時委員会委員 原沢英夫

産業技術環境局 環境負荷物質対策調査 ( 閉鎖性海域水質環境対策検討調査） 委員

会委員

今井章雄

E-waste の国際移動に関する調査 運営委員会委員 寺園淳

産業技術環境局 アジア各国における産業廃棄物 ・ リ サイ クル政策研究会委員 吉田綾

バーゼル法規制判断基準調査 (TV ・ PC 等中古品判定基準等検討

会 ) 検討委員

寺園淳

バーゼル法規制判断基準調査 ( 鉛バッ テ リ ー中古品判定基準等検

討会 ) 検討委員

寺園淳

バーゼル法規制判断基準調査 ( 分析サンプ リ ング調査検討会 ) 検

討委員

貴田晶子

Beyond 　 2010 　 技術委員会委員 藤野純一

製造産業局 生物測定研究会標準化検討委員 滝上英孝

超微細技術開発産業発掘戦略調査 （ナ ノ テ ク ノ ロ ジーの社会普及

促進調査検討会 ) 委員

久米博

　 原子力安全 ・ 保安院 予防的アプローチに関する研究会委員 兜眞徳

農林水産省

大臣官房統計部 水稲平年収量に関する検討会委員 原沢英夫

九州農政局 諫早湾干拓調整池等水質委員会委員 稲森悠平

　 農林水産技術会議事務局 遺伝子組み換え生物等の使用等の規制に よ る生物の多様性の確

保に関する法律施行規則第 10 条の規定に基づ く 農林水産大臣及

び環境大臣が意見を聴 く 学識経験者の名簿記載 （動物用組換え

Ｄ Ｎ Ａ 技術応用医薬品調査会）

岩崎一弘

化学物質魚介類汚染調査検討会委員 白石寛明

生物多様性影響評価検討会委員 岩崎一弘

　 農林水産技術会議事務局 蓄積機構解明， 削減方策検討調査検討委員会委員 白石寛明

厚生労働省

大臣官房厚生科学課 厚生科学審議会専門委員 岩崎一弘

医薬品局 薬事 ・ 食品衛生審議会専門委員 岩崎一弘

労働基準局 安衞法 Ｇ Ｌ Ｐ 評価会議委員 後藤純雄

安衞法 Ｇ Ｌ Ｐ 査察専門家 後藤純雄

がん原性試験指示検討委員候補者の委嘱 後藤純雄

変異原性試験等結果検討委員候補者 後藤純雄

ナ ノ マテ リ アルの労働衛生対策検討委員会委員 小林隆弘

職場における化学物質の リ ス ク評価委員会委員 菅谷芳雄

健康影響評価のためのタ ス ク フ ォース委員 菅谷芳雄

文部科学省

大臣官房国際課国際協力政

策室

拠点システム構築事業 「国際教育協力イ ニシアテ ィ ブ調査研究に

おける水 ・ 環境関連国際教育協力調査委員会委員

清水英幸

研究振興局 21 世紀気候変動予測革新プロ グ ラ ム公募選定プロ セス審議のた

めの WG 委員

西岡秀三

GEOSS データ標準化戦略検討会委員 松永恒雄

科学技術 ・ 学術審議会専門委員 ( 研究計画 ・ 評価分科会 ) 西岡秀三， 野尻幸宏， 笹野泰弘

科学技術 ・ 学術審議会専門委員 ( 学術分科会 ) 西岡秀三

科学技術 ・ 学術審議会臨時委員 横内陽子， 畠山史郎
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研究振興局 科学技術振興調整費審査 ＷＧ 委員 白石寛明

科学研究費委員会専門委員 青柳みど り

国立大学法人評価委員会専門委員 西岡秀三

第 48 次南極地域観測隊員 中島英彰

地球観測システム構築推進プラ ン新規課題選定書面審査委員 西岡秀三， 笹野泰弘

地球観測シ ス テム構築推進プ ラ ン地上か ら の分光法に よ る対流

圏中のガス ・ エア ロ ゾル同時立体観測網の構築研究運営委員会委

員

杉本伸夫

地球観測推進部会 西岡秀三

魅力あ る大学院教育イ ニシアテ ィ ブ委員会分野別審査部会専門

委員 ( 書面審査委員）

甲斐沼美紀子

科学技術政策研究所 客員研究官 新田裕史， 植弘崇嗣， 日引聡，

川本克也

ト ッ プ ク ラ ス研究拠点検討委員会委員 西岡秀三

イ ノベーシ ョ ン創出シナ リ オ作成のための調査研究分野 6< 地球

規模問題 > 環境 ・ エネルギー専門家

新田裕史

外務省

経済協力局 気候変動への適応にかかる Ｏ Ｄ Ａ に関する有識者会議委員 大塚柳太郎

総務省

行政評価局 安衞法 Ｇ Ｌ Ｐ 査察専門家 田崎智宏

気象庁

地球環境海洋部 気象問題懇談会委員 原沢英夫

林野庁

森林整備部計画課 森林吸収源計測 ・ 活用体制整備強化事業への参画 山形与志樹

国立大学法人

北海道大学 非常勤講師 （環境循環システム特別講義） 森口祐一

非常勤講師 （地球温暖化対策特別講義） 山形与志樹

東北大学 連携教授 （理学研究科） 柴田康行

東北大学大学院 非常勤講師 （地球環境変動学） 笹野泰弘

非常勤講師 （太陽地球環境学） 中島英彰

　 東北大学未来科学技術

　 共同研究セン ター

客員教授 ( 未来量子生命反応工学創製寄付研究部門） 高野裕久

長岡技術科学大学 非常勤講師 （大学院工学研究科） 珠坪一晃

福島大学 客員教授 ( 共生システム理工学類 ) 稲森悠平

金沢大学大学院 非常勤講師 （特別講義第 １ ） 今井章雄

筑波大学 非常勤講師 （生物に学ぶ－多様な生き物の生存戦略） 宮地光子

客員教員 （都市 ・ 環境システム） 兜眞徳， 松永恒雄， 一 ノ瀬俊明

筑波大学 客員教員 （地球環境保健学） 高野裕久， 野原惠子，

井上健一郎

客員教員 （環境保健学特論， 環境保健学特論演習） 小林隆弘

客員教員 （環境保健学演習） 持立克身

客員教員 （地域大気汚染学） 畠山史郎， 菅田誠治

客員教員 （水圏環境生物学特論） 笠井文絵， 河地正伸

客員教員 （生物環境修復学特論） 中嶋信美， 玉置雅紀

比較市民社会 ・ 国家 ・ 文化特別プロ ジェ ク ト 研究組織客員研究員 亀山康子

筑波大学大学院 客員教授 （環境科学研究科） 大原利眞

学位論文審査委員会委員 菅田誠治， 牧秀明

千葉大学 非常勤講師 （地球環境の行方を探る） 五箇公一

非常勤講師 （基礎保健学Ⅲ） 田村憲治

非常勤講師 （公衆衛生学） 平野靖史郎， 青木康展

千葉大学大学院 非常勤講師 （環境物質学） 平野靖史郎， 塚原伸治

非常勤講師 （緑地システム工学） 一ノ瀬俊明

非常勤講師 （環境分析化学） 野原精一

埼玉大学 非常勤講師 （環境アセス メ ン ト 現代工業化科学論） 水落元之

お茶の水女子大学 非常勤講師 （理学部分子細胞生物学Ⅰ） 持立克身

東京大学 非常勤講師 （環境保健学） 新田裕史

東京大学大学院 兼任教授 ( 生圏システム学総論 ) 高村典子， 薄井みど り
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東京大学大学院 非常勤講師 （環境システム学演習 ) 森口祐一， 橋本征二， 亀山康子

非常勤講師 （環境システム学特別講義Ⅱ） 鈴木規之

非常勤講師 （環境生態学特論） 堀口敏宏

非常勤講師 （自然環境保全論） 一ノ瀬俊明

　 東京大学気候システム

　 研究セン ター

客員助教授 江守正多

研究協議会委員 中根英昭

共生プロ ジェ ク ト 第 1 課題 「高分解能大気海洋モデルを用いた地

球温暖化予測に関する研究」 運営委員会委員

中根英昭， 江守正多， 野沢徹

　 東京大学空間情報科学

　 研究セン ター

研究協議会委員 笹野泰弘

　 東京大学生産技術研究所 「風洞実験に よ る 都市気候形成 メ カ ニズ ム と その空間構造の解

明」 研究員

上原清

東京農工大学 非常勤講師 ( 環境資源科学特別講義Ⅴ） 多田満

非常勤講師 （生物制御科学特論Ⅱ） 五箇公一

非常勤講師 （公衆衛生学Ⅰ） 鈴木明

東京工業大学 連携助教授 ( 社会理工学研究科） 日引聡， 増井利彦

非常勤講師 ( 環境経済 ・ 政策論Ⅱ ) 高橋潔， 肱岡靖明， 久保田泉

東京工業大学大学院 連携助教授 （環境理工学創造専攻社会環境講座） 村田智吉

非常勤講師 ( 環境モニタ リ ング と 情報化 ２ ) 横田達也

非常勤講師 ( 環境数値シ ミ ュ レーシ ョ ン ２ ) 大原利眞， 永島達也

連携教授 ( 環境理工学創造専攻自然環境講座 ) 大迫政浩

東京医科歯科大学 非常勤講師 （衛生学） 平野靖史郎

東京外国語大学 非常勤講師 ( 国際法学） 久保田泉

横浜国立大学 非常勤講師 （大学院環境情報研究院） 秋吉英治， 川本克也

静岡大学電子工学研究所 客員教授 （プロ ジェ ク ト 研究支援） 久米博

名古屋大学大学院 招へい客員教授 兜眞徳

　 名古屋大学太陽地球環境

　 研究所

運営協議員 笹野泰弘

非常勤講師 （対流圏の化学） 今村隆史

ジオスペース研究セン ター運営委員 今村隆史

北陸先端科学技術大学院大学 客員教授 （知識科学研究科） 甲斐沼美紀子， 須賀伸介

客員助教授 （知識科学研究科） 藤野純一

三重大学 非常勤講師 （環境管理と科学技術） 村野健太郎

京都大学大学院 非常勤講師 （疫学実習） 山崎新

拠点大学交流事業にかかる研究協力 肴倉宏史

化学研究費補助金 （Ｂ） 「イ ン ター リ ンゲージ研究会」 久保田泉

　 京都大学生存圏研究所 生存圏データベース全国 ・ 国際共同利用専門委員会委員 中島英彰

大阪大学 非常勤講師 （環境経済学） 増井利彦

大阪大学大学院 「実践力向上の メ ン ター制と Ｐ Ｂ リ ーダー養成」 プロ グ ラ ムにお

け る メ ン ター

森口祐一

広島大学大学院 21 世紀 Ｃ Ｏ Ｅ プロ グ ラ ム 「社会的環境管理能力の形成と 国際協

力拠点」 共同研究者

村川昌道， 加藤正男

島根大学 水中型気液溶解装置に よ る ダム湖底層の貧酸素対策 と 水質改善

の評価」 委員会

木幡邦男

愛媛大学沿岸環境科学研究

セン ター

客員研究員 柴田康行， 刀正行， 原島省，

中村泰男，堀口敏宏，滝上英孝，

野馬幸生

鳥取大学乾燥地研究セ ン

ター

拠点大学交流事業に係る事業参加 清水英幸

九州大学 非常勤講師 （エネルギ－科学と マネージ メ ン ト Ⅱ） 今村隆史

長崎大学 非常勤講師 （環境科学特別講義 Ｂ） 堀口敏宏

福岡大学 補助金研究に係わる 「循環型社会に対応し た最終処分システムの

研究」 委員会委員

井上雄三

宮崎大学 非常勤講師 （医学部） 鑪迫典久
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県立大学 ・ 都立大学

福島県立医科大学 客員講師 （衛生学） 兜眞徳

茨城県立農業大学校 非常勤講師 （環境保全と農業） 藤沼康実

首都大学東京 非常勤講師 （都市環境特別講義） 石濱史子

地球観測システム構築推進プラ ン運営委員会委員 杉本伸夫

首都大学東京大学院 非常勤講師 （生態学特論） 竹中明夫

大阪府立大学 非常勤講師 （環境汚染論） 藤沼康実

奈良県立医科大学 住居医学評価委員会委員 高野裕久

京都府立医科大学 客員講師 ( 生体機能制御学） 高野裕久

私立大学

筑波学院大学 非常勤講師 ( 地球環境問題Ⅰ， Ⅱ） 村野健太郎

日本大学 非常勤講師 （都市固形廃棄物） 井上雄三

日本大学大学院 非常勤講師 （環境化学特講） 刀正行

立正大学 非常勤講師 （土壌環境学） 広木幹也

兼任講師 （生命理学特論） 永田尚志

東邦大学 非常勤講師 ( 生物分子科学特論Ⅱ） 岩崎一弘

東京理科大学 非常勤講師 （エネルギー環境工学） 藤野純一

上智大学 非常勤講師 （地球環境学Ⅰ） 日引聡

日本女子大学 非常勤講師 （生活 ・ 環境） 刀正行

関東学院大学 非常勤講師 （環境衛生工学 ・ 廃棄物工学 ・ 環境衛生学特論 ・ 都市

衛生工学特殊講義 ・ 大気と 環境）

川本克也

金沢医科大学 非常勤講師 （眼科学） 小野雅司

自治医科大学医学部地域医

療学セン ター

非常勤講師 （学生教育 （環境医学） ・ 研究指導） 平野靖史郎

大学共同利用機関法人

人間文化研究機構 評議会評議員 大塚柳太郎

人間文化研究機構長選考会議委員 大塚柳太郎

人間文化研究機構総合地球

環境学研究所

研究プロ ジェ ク ト 評価委員会委員 大塚柳太郎

共同研究員 村野健太郎， 杉本伸夫，

江守正多，松井一郎，日暮明子，

高見昭憲，大原利眞，西川雅高，

一ノ瀬俊明， 伊藤昭彦，

板山朋聡

情報 ・ システム研究機構

国立極地研究所

南極観測審議委員会 横内陽子

第 48 次南極地域観測隊員 中島英彰

情報 ・ システム研究機構

国立極地研究所

国立極地研究所プロ ジェ ク ト 研究 ・ 開発研究 ・ 萌芽研究への研究

協力 「宇宙 ・ 大気 ・ 海洋の相互作用から と ら え る地球環境システ

ムの融合型研究」

中島英彰， 横内陽子

Ｇ Ｂ Ｉ Ｆ ノ ード委員会委員 志村純子

地球規模生物多様性情報機構 （Global Biodiversity Information

Facility(GBIF)) に関わる Ｗ Ｓ 開催のための組織委員

清水英幸， 松永恒雄， 志村純子

自然科学研究機構国立天文台 理科年表編集委員会委員 原沢英夫

地方公共団体

青森県 県境不法投棄現場現状回復対策推進協議会委員 川本克也

県境不法投棄廃棄物本格撤去計画策定技術顧問会委員 森口祐一

産業廃棄物溶融ス ラ グ を原材料 と し た コ ン ク リ ー ト 二次製品に

関する基準策定検討委員

肴倉宏史

十和田湖 ・ 奥入瀬川の水環境 ・ 水利用検討委員会委員 高村典子

岩手県 汚染土壌対策技術検討委員会委員 川本克也

山形県 山形県産業廃棄物処理施設審査委員 貴田晶子

宮城県 村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場支障除去対策基本設計

実施に伴 う 専門委員

井上雄三

福島県 猪苗代湖 ｐ Ｈ 上昇原因検討委員会委員 田中敦

福島県環境影響評価審査会委員 上野隆平
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福島県 福島県環境審議会委員 稲森悠平

福島県尾瀬保護指導委員会委員 野原精一

　 福島県相双建設事務所 鶴江川環境対策委員会委員 宮下衛

栃木県 栃木県環境審議会専門委員会 ( 大気専門委員会議 ) 大原利眞

茨城県 いばら き研究開発推進委員会委員 大塚柳太郎

つ く ば国際会議指定管理者選定委員会委員 大塚柳太郎

茨城アスベス ト 健康影響実態調査検討委員会委員 平野靖史郎

茨城県 リ サイ クル建設資材評価認定委員会委員 後藤純雄

茨城県 リ サイ クル製品認定審査会委員 貴田晶子

茨城県科学技術振興会議委員 大塚柳太郎

茨城県環境ア ド バイザー 稲森悠平， 藤巻秀和

茨城県環境審議会委員及び茨城県環境影響評価審査会委員 高村典子， 兜眞徳，

甲斐沼美紀子

茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 兜眞徳， 上原清

　 茨城県霞ヶ浦環境科学

　 セン ター

客員研究員 村上正吾

　 龍ヶ崎市 龍ヶ崎市環境審議会 須賀伸介

龍ヶ崎市廃棄物減量等推進審議会 田崎智宏

　 牛久市 牛久市廃棄物減量推進審議会新議員 日引聡

　 水戸市 水戸市水源水質改善委員会 板山朋聡

　 つ く ば市 つ く ば市一般廃棄物減量等推進審議会委員 井上雄三

つ く ば市環境審議会委員 植弘崇嗣

つ く ば市生活安全推進協議会委員 植弘崇嗣

千葉県 印旛沼水質改善技術検討会委員 高村典子

印旛沼水質改善技術検討会植生検討 ＷG 委員 永田尚志， 高村典子

千葉県環境審議会委員 川本克也

千葉県試験研究機関評価委員会環境研究セン ター課題評価専門

部会

飯島孝

千葉県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 川本克也， 上原清

包括的化学物質対策検討会 白石寛明

　 柏市 柏市環境審議会委員 薄井みど り

柏市第二清掃工場委員会委員 米元純三

柏市第二清掃工場環境アセス メ ン ト 委員会委員 伊藤裕康

　 千葉市 千葉市一般廃棄物 ( ごみ ) 処理基本計画研究会委員 藤田壮

　 流山市 流山市廃棄物対策審議会委員 中島大介

埼玉県 埼玉県環境影響評価技術審議会委員 古山昭子

　 埼玉県環境科学国際セン ター 埼玉県環境科学国際セン ター研究審査会委員 水落元之

埼玉県技術実証委員会委員 水落元之

　 草加市 草加市 リ サイ クルセン ター事業者選定審査委員 藤井実

東京都 東京都環境審議会委員 森口祐一， 原沢英夫

東京都環境保健対策専門委員会大気汚染保健対策分科会委員 新田裕史

東京都水産海洋研究推進プロ ジェ ク ト 八丈海域 WG 委員 野原精一

　 東京都環境科学研究所 東京都環境科学研究所運営委員会外部評価部会委員 村川昌道， 井上雄三

　 世田谷区 世田谷区清掃 ・ リ サイ クル審議会委員 山田正人

　 板橋区 板橋区資源環境審議会委員 山田正人

　 練馬区 練馬区立施設省エネルギー検討委員会委員 一ノ瀬俊明

　 台東区 台東区地球温暖化対策地域推進計画策定懇談会 青柳みど り

神奈川県 自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会

専門委員会委員

小林伸治

神奈川県科学技術会議研究推進委員会委員 川本克也

神奈川県廃棄物処理施設専門会員会員 川本克也

　 鎌倉市 鎌倉市廃棄物減量化及び資源化推進審議会委員 亀山康子

鎌倉市まちづ く り 審議会委員 亀山康子

　 川崎市 川崎市環境影響評価審議会委員 川本克也

川崎市環境審議会委員 大迫政浩

川崎市廃棄物処理施設専門家会議委員 川本克也

　 横浜市 横浜市廃棄物処理施設生活環境影響調査専門委員会委員 川本克也
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　 横浜市 戸塚区信濃町最終処分場技術検討委員会委員 野馬幸生

　 二宮町 最終処分場地下水に関する調査検討委員会委員 山田正人

富山県 環境的利用促進専門家会議委員 藤井実

富山県環境審議会専門部会専門員 木幡邦男， 鈴木規之

富山県富岩運河等ダ イオキシン類対策検討委員会委員 井上雄三

富山湾共同環境庁調査検討委員会員 木幡邦男

　 富山県環境科学セン ター 富山県環境科学セン ター研究課題評価外部委員会委員 西川雅高

山梨県 山梨県環境保全審議会 ( 廃棄物部会 ) 専門委員 山田正人

　 山梨県環境科学研究所 山梨県環境科学研究所課題評価委員会委員 西岡秀三

三重県 三重県藻場 ( アマモ場） 造成事業化推進検討委員会委員 野原精一

三重県干潟等漁場環境改善検討委員会委員 野原精一

福井県 敦賀市民間最終処分場環境保全対策協議会委員 井上雄三

　 大阪市 大阪市立環境科学研究所運営形態検討委員会委員 大坪國順

兵庫県 高砂西港盛立地の Ｐ Ｃ Ｂ 汚染土に係る技術検討専門委員会委員 野馬幸生

　 神戸市 遠矢浜北側水域ダ イオキシン類対策検討委員会委員 滝上英孝

　 大牟田市 大牟田市 Ｒ Ｄ Ｆ 貯蔵槽安全対策の有効性実機検証試験評価委員

会委員

川本克也

独立行政法人

（独） 宇宙航空研究開発機構 廃棄物総合管理セ ミ ナーⅡに係る研修指導者 川本克也

宇宙科学研究本部プロ ジェ ク ト 共同研究員 松永恒雄

雲・放射 ミ ッ シ ョ ン(Earth CARE/CPR）ユーザー要求条件書の検討 野沢徹， 杉本伸夫

（独） 科学技術振興機構 Ｇ Ｂ Ｉ Ｆ 技術専門委員会委員 清水英幸， 松永恒雄

ナ ノ バイオテ ク ノ ロ ジータ ス ク フ ォース委員 植弘崇嗣

（独） 海洋研究開発機構 「みらい」 運用検討委員 木幡邦男

地球フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター評価委員会委員長 西岡秀三

地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ターグループ リ ーダー 江守正多

地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ターサブ リ ーダー 大原利眞， 伊藤昭彦，

Shamil Maksyutov

地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター大気組成変動予測研究プ ロ

グ ラ ム研究員

永島達也

地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ターアジアにおけ る オゾ ン ・ ブ

ラ ッ ク カーボンの空間的時間的変動 と 気候影響に関する研究ア

ド バイザ リ ーボード ア ド バイザー

畠山史郎

地球環境観測研究セン ター評価委員会委員 西岡秀三

（独） 環境再生保全機構 窒素酸化物及び粒子状物質な どに係る排出ガ ス診断装置の実用

性に関する調査に係る検討委員

小林伸治， 近藤美則

局地汚染地域におけ る各種自動車排出ガ ス抑制対策の評価手法

等に関する課題の整理検討委員会委員

小林伸治

（独） 国際協力機構 イ ン ド ネシア地方環境管理シ ス テム強化プ ロ ジ ェ ク ト に係る国

内委員会委員

大坪國順， 植弘崇嗣

日中友好環境保全セン タープロ ジェ ク ト （フ ェーズⅢ） にかかる

国内支援委員会委員

伊藤裕康

「東アジア酸性雨モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク研」 コースに係る研

修指導者

村野健太郎

（独） 産業技術総合研究所 Ｃ Ｃ Ｏ Ｐ 国内支援委員会委員 木幡邦男

客員研究員 ( 次期地球観測衛星システムの検討 ) 松永恒雄

物質量標準分科会委員 西川雅高

（独） 新エネルギー ・ 産業技

術総合開発機構

Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ プロ ジェ ク ト 生分解・処理 メ カニズムの解析と制御技術

の開発 　 メ タ ン発酵プロセスの高効率化， 安定化に必要な技術の

開発 　 酸発酵過程の高度制御によ る有機性汚濁物質の分解浄化 ・

メ タ ン発酵システムの高効率化技術の開発ア ド バイザー

珠坪一晃

NEDO 技術委員 三森文行， 亀山康子， 藤田壮

ゲ ノ ム情報に基づいた未知微生物遺伝資源ラ イ ブ ラ リ ー構築プ

ロ ジェ ク ト 微生物遺伝資源産業活用委員会委員

珠坪一晃

ダ イ オキシン類の化学的簡易代替モニ タ リ ン グに関する調査調

査 ・ 検討委員会委員

川本克也
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（独） 新エネルギー ・ 産業技

術総合開発機構

化学物質の リ ス ク 評価及び リ ス ク 評価手法の開発に係る研究開

発委員会委員

森口祐一

高性能ハ イ パースペ ク ト ルセンサ等研究開発に関する調査委員

会委員

松永恒雄

産業技術研究助成事業平成 18 年度第 2 回公募に係る提案書の事

前書面評価委員

木幡邦男， 岩崎一弘

資源 と 環境を考慮し た素材戦略モデル開発に関する調査に係わ

る推進委員会委員

村上進亮

知的基礎創生 ・ 利用促進研究開発事業 / 遺伝子解析に基づ く 化学

物質の簡易生態毒性予防法の研究開発に関わ る研究促進委員会

委員

菅谷芳雄

無曝気 ・ 省エネルギー型次世代水資源循環技術開発委員 珠坪一晃

（株） 森林総合研究所 研究評議会委員 大塚柳太郎

重点研究分野評価会議評価委員 山形与志樹

（独） 製品評価技術基盤機構 標準物質情報委員会委員 西川雅高

計量法に基づ く 校正事業者登録制度 （JCSS） 等に係る技術委員会

委員

西川雅高

石油の国際輸送におけ る海洋汚染対策分科会委員 牧秀明

（独） 日本学術振興会 特別研究員等審査会専門委員および国際事業委員会書面審査員 三森文行

科学研究費委員会専門委員 大塚柳太郎， 米元純三，

野原精一， 原島省， 藤巻秀和，

横内陽子， 一ノ瀬俊明，

刀正行， 高野裕久，

青柳みど り ， 稲森悠平，

青木康展， 高村典子

（独） 物質 ・ 材料研究機構 ESCO 事業提案審査委員委員 竹内正

ナ ノ テ ク ノ ロ ジー影響の多領域専門家パネル ・ パネル会議委員 小林隆弘

ナ ノ テ ク ノ ロ ジー影響の多領域専門家パネル ・ 研究運営委員会委

員

小林隆弘

ナ ノ テ ク ノ ロ ジー影響の多領域専門家パネル ・ 合同タ ク ス フ ォー

ス会議委員に係る委員

小林隆弘

隠れた物質フ ロー検討委員会委員 森口祐一， 村上進亮

（独） 防災科学技術研究所 客員研究員 江守正多， 東博紀

（独） 放射線医学総合研究所 イ メ ージン グ研究セン ター研究推進委員会先端生体計測研究分

科会委員

渡邉英宏

（独） 緑資源機構 自立支援型黄砂発生源対策検討会委員 西川雅高

（独） 経済産業研究所 貿易と 環境研究会委員 日引聡

（独） 医薬品医療機器総合機

構

専門委員 岩崎一弘

（独） 日本貿易振興機構 アジアにおける リ サイ クル研究会委員 吉田綾

（独） 農業環境技術研究所 評議会評議員 大塚柳太郎

（独） 理化学研究所 遺伝子組み換え実験安全委員会委員 中嶋信美

（独） 日本原子力研究開発機

構

博士研究員研究業績評価委員会委員 稲葉一穂

原子力基礎工学分野におけ る研究開発課題の評価及び研究開発

事項に関する討議委員

柴田康行
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（ ３ ） 研究所来訪者
年月日 事 　 　 　 　 　 項

 18.4.14 日本海ガス (株) 北陸コ カ・コーラプロ ダ ク ツ (株)

4.25 ラ テンア メ リ カ校技術交流セン ター技術研修

4.28 茨城高等学校 　

5.10 Network for the Detection of Stratospheric Change

　 参加 メ ンバー

5.18 山形市立第十中学校

5.24 愛知県安城市立安城北中学校

5.30 筑波大学 　 総合演習 　 第 ２ 班

5.31 大阪市立東高等学校

6.06 つ く ば市立東小学校

6.08 第 ２ 期 　 新規事業開発 リ ーダー養成フ ォーラ ム

6.12 環境省独立行政法人評価委員会

6.15 JICA 環境負荷物質分析技術及び リ ス ク評価

6.15 バング ラデ ィ ッ シュ公務員

6.20 環境省水 ・ 大気環境局坪香審議官 　 ほか

6.21 環境省環境実務研修生部局別研修（総合環境政策局）

6.23 ( 社 ) 日本電機工業会　 可搬形発電機業務専門委員会

6.28 筑波大学環境科学研究実習

6.29 群馬県立高崎高等学校

6.30 国土交通大学校 平成１ ８ 年度専門課程高等測量研修

7.07 プラ ズマ分光分析研究会セ ミ ナー参加者

7.11 中国環境監測総站及び国家環境保護総局（SEPA）職員

7.13 東京保険医協会

7.18 つ く ば市立筑波東中学校

7.22 神奈川県立柏陽高等学校

7.26 長崎県立長崎北陽台高等学校

7.26 サマー ・ サイエン スキ ャ ンプ参加者

7.31 敬愛大学中国人留学生

8.02 新潟県立新潟高等学校

8.03 福岡県立修猷館高等学校

8.04 茨城県教育委員会主催 ミ ニ博士コース参加者

8.04 筑波大学大学院生命環境科学研究科 日中拠点大学交流

8.10 つ く ば市豊里地区民生委員児童委員協議会

8.17 福島県立安積高等学校 　 　

8.25 中国社会科学院研究者

8.25 環境省独立行政法人評価委員会 　

8.31 長岡技術科学大学環境 ・ 建設系大学院生

9.01 韓国産業安全保健研究院

9.04 JICA 集団研修地球地図作成技術コース

9.05 ( 社 ) 茨城原子力協議会女性活動促進事業推進部会

9.08 神戸大学発達科学部自然環境論コース 　

9.12 かさ ま環境を考え る会

9.14 東京工科大学バイオニ ク ス学部 Science Club

9.19 新田環境みらいの会 　 　

9.22 九州大学学生・日本科学技術振興財団 企画・広報室

9.25 JICA 技術協力プロ ジェ ク ト アルジェ リ アカ ウ ン

　 ターパー ト 研修

9.26 福岡県立鞍手高等学校 　 　

 1

年

―  
8.9.26 相模原市立谷口中学校学習訪問

9.27 財務省財務総合政策研究所， 中国国務院発展研究セン ター

9.27 宮城県立仙台第一高等学校 ２ ２ 班

9.27 開設技研

9.28 湖沼保全管理研修調査団

9.28 JICA 閉鎖性海域の水環境管理技術Ⅱコース

9.29 国立環境研究所友の会

10.03 湖沼保全管理研修調査団

10.03 中国雲南省大理州政府訪日考察団

10.05 石川県立七尾高等学校

10.06 茨城県下館第一高等学校

10.12 島根県立松江南高等学校 　

10.12 （ 財） 廃棄物研究財団 残留性化学物質研究委員会幹事会

10.17 かさ ま環境を考え る会

10.17 JICA 日韓共同研修淡水環境修復コース

10.18 鳥取県立鳥取東高等学校

10.19 JICA 日韓共同研修淡水環境修復コース

10.20 ( 社 ) 日本環境測定分析協会 　 極微量物質研究会

10.23 取手市戸頭西小学校家庭教育学級

10.24 千葉県公立高等学校事務職員会東葛飾南部支部

10.26 第 １ ２ 回環境研究機関連絡会

10.27 大阪市会環境対策特別委員会

10.27 茨城県立牛久栄進高等学校

10.30 JICA 都市環境と交通コース

10.31 JICA 水環境モニ タ リ ングⅡコース

10.31 韓国 Global Biodiversity Information Facility

11.02 茨城県生活環境部環境対策課

11.02 韓国科学研究院 安全性評価研究所 吸入毒性研究チーム

11.02 日本ビニル工業会

11.09 NIER 韓国国立環境研究院

11.10 ( 社 ) 日本技術士会 　 経営工学部会

11.13 CNEMC 中国環境監測総站

11.16 秋田工業高等専門学校

11.16 ルシオール見学希望者 （一般）

11.16 静岡聖光学院中学校フ ィ ール ド ワーク

11.17 ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者

11.17 立正大学

11.17 林野庁 研究 ・ 保全課

11.21 武蔵野市 ・ 関前 ４ リ サイ クル会

11.22 公害等調整委員会

11.29 長崎県立西陵高等学校

12.05 並木中学校総合学習

12.05 京都市地域女性連合会

12.06 熊本市立必由館高等学校

12.07 JICA 東アジア酸性雨モニタ リ ングネ ッ ト ワーク研修

12.08 JICA イ ン ド ネシア小地域統計コース

12.12 八千代市役所環境保全課

12.13 中国 池 ・ 日本湖沼治理研修視察団

月日 事 　 　 　 　 　 項
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18.12.14 カナダ連邦政府エネルギー省

12.15 JICA タ ンザニア統計マネージ メ ン ト コース

 19.1.11 JICA 技術協力プロ ジェ ク ト アルジェ リ アカ ウ ン

　 ターパー ト 研修

1.12 つ く ば市立真瀬小学校

1.15 参議院環境委員会調査室

1.16 土屋環境副大臣 　 ほか

1.16 東京大学新領域創成科学研究科環境シス テムコ ース

1.30 群馬県温暖化防止活動推進セン ター研修

2.01 群馬県温暖化防止活動推進セン ター研修

2.02 JICA 地球温暖化対策研修

2.02 日産自動車 （株） システム実験技術開発グループ

2.13 野田市南部梅郷公民館

2.15 JICA 湖沼環境保全のための統合的流域管理コース

2.16 JICA カンボジア人口センサスに係わる研修

2.16 In-Ha University

2.19 紙智子参議院議員 　 ほか

2.19 JICA 研修大気保全政策コース

2.20 JICA Ｇ Ｉ Ｓ リ モー ト センシング公共保安コース

2.22 第 ２ ２ 回全国環境研究交流シンポジウ ム参加者

年月日 事 　 　 　 　 　 項 年
―  
2.23 第 ２ ６ 回地方環境研究所と の協力に関する検討会

3.05 Canadian Provincial Climate Change Organization Ouranos

3.06 外部評価委員会

3.06 SEPA 循環経済担当処長視察

3.07 外部評価委員会

3.12 天津市訪問団一行

3.13 ブ リ テ ィ ッ シュ ・ カ ウ ンシル

3.14 イ ギ リ ス人研究者

3.14 アフガニス タ ン ・ カブール大学教員

3.16 消防研究セン ター研究員

3.16 JICA マケ ド ニア国鉱業関連土壌汚染管理能力向

　 上計画調査コース

3.19 内閣府参事官 　 ほか

3.20 JICA 国家測量事業計画 ・ 管理コース

3.22 台湾 ・ 中華経済研究院

3.22 イ タ リ ア貿易振興会東京事務所

3.23 （社） 神奈川県高圧ガス協会

3.23 豪州書記官 　 他

3.28 JICA ベ ト ナム研修

3.29 中国全人大農村汚染控制と治理考察団

月日 事 　 　 　 　 　 項
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（視察 ・ 見学者）

区 　 分

年 　 度

国 　 　 　 　 　 内

国 　 　 外 合 　 　 計

環  境  省
研究機関
職  員  等

一 　 　 般
議  員  ・
官  公  庁

小 　 　 計

平成 10
件
8

件
2

件
58

件
9

件
77

件
41

件
118

11 7 4 58 16 85 50 135

12 5 2 55 9 71 53 124

13 11 5 56 10 82 47 129

14 12 7 58 5 82 43 125

15 12 1 72 9 94 47 141

16 7 1 66 7 81 24 105

17 5 0 55 6 66 38 104

18 5 7 62 8 82 50 132
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（ ４ ） 研究所関係新聞記事

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名

2006. 4.17 国立環境研究所など予測 　 京都議定書後の温暖化対策 　 排出権取引が左右 日経

4.24 環境省や国交省 　 温暖化監視で連携 　 凍土の変化観測 日経

4.26 名古屋大学 　 酸性雨の被害黄砂で減る？ 　 原因物質の吸着を確認 日経

4.30 黄砂でアレルギー悪化 　 マウ ス実験 　 疾患示す白血球 １ ０ 倍増 東京新聞

5. 1 知床 ・ 海鳥死骸漂着 ５ ０ ０ ０ 羽突破 　 海洋汚染深ま る謎 　 油流出源ど こ に 　 有効な対策打ち出せず 毎日

5. 2 黄砂大発生 　 観測日数最悪に接近 　 汚染物質運んで く る 読売 （夕刊）

5.11 国立環境研究所が来月 　 「アジアの環境」 テーマにシンポジウ ム開催 日経産業新聞

5.11 筑波大調査 　 茨城 ・ 旧神栖町 ヒ 素汚染 　 脳の活動量低下 　 井戸水引用中止後も 毎日 （夕刊）

5.12 住友ベーク ラ イ ト 　 ヒ ト 間葉系幹細胞 　 生体由来物質使わず培養 　 高分子技術で 「疑似マ ト リ ッ ク
ス」

化学工業日報

5.12 宇宙航空研究開発機構 　 温室効果ガス観測衛星シンポジウ ム 化学工業日報

5.14 社説＝黄砂健康被害 　 県の認識は甘 く はないか 北国新聞

5.15 環境儀 　 温暖化対策の社会科学研究を紹介 化学工業日報

5.15 深層真相＝黄砂かすむ実態 　 花粉症やアレルギー症状悪化 　 飛来 メ カニズムは？ 　 本当に増加？ 産経

5.16 住友ベーク ラ イ ト 　 再生医療用に特殊容器開発 　 幹細胞を安全に培養 　 血液成分使わず 日経産業新聞

5.20 国立環境研予測 　 オゾンホール今世紀半ば消滅 　 フ ロ ン規制本格化で 読売

5.20 国立環境研究所 　 変化を予測 　 オゾンホール ２ ０ ５ ０ 年に消滅 　 フ ロ ン規制， 奏功 毎日

5.20 国立環境研究所など予測 　 オゾンホール 　 「今世紀半ばに解消」 日経

5.20 国立環境研究所予測 　 「保護策が効果」 　 南極オゾンホール ２ ０ ５ ０ 年消失 東京新聞

5.20 国立環境研究所が長期予測 　 オゾンホール 　 今世紀半ばに解消へ 日刊工業新聞

5.22 東京 ・ 港区で ２ ７ 日 　 アスベス ト を考え る シンポ 毎日

5.22 次世代の温暖化外交 　 ポス ト 京都議定書に向けて 茨城新聞

5.24 日英脱温暖化共同研究プロ ジェ ク ト 　 ６ 月 １ ３ 日 ・ 東京で 　 公開シンポ開催 化学工業日報

5.25 持続可能な社会へ 　 環境賞に ５ 件 　 環境大臣賞 ・ 優秀賞 　 旭硝子 　 環境汚染防止 ・ 省エネに貢献 日刊工業新聞

5.30 オゾンホール 「 ２ ０ ５ ０ 年解消」 　 国立環境研がモデル予測 朝日 （夕）

5.31 環境白書 　 ３ ０ 年， 土木構造物解体費 １ ． ３ 兆円 日刊建設工業新聞

6. 2 地球環境推進費 　 環境省が採択 　 温暖化研究など １ ８ 件 日経産業新聞

6. 3 特報土曜フ ラ ッ シ ュ＝北大と 環境研究所 　 最新手法でイ ト ウ追跡 　 航空写真や発信器 　 行動解明へ
活用

北海道新聞

6. 5 宇宙航空研究開発機構 　 温暖化ガス観測衛星 　 ０ ８ 年 ８ 月打ち上げ 　 地球全体を網羅 　 データ， 削
減対策に活用

日経

6. 7 大気汚染物質 　 ２ － ４ 割は植物起源 　 海洋研など研究 　 森林火災が影響か 茨城新聞

6. 7 未来プロ ジェ ク ト 動 く 　 未知のナ ノ粒子計測 （下） ＝ リ ス ク評価へ応用急ぐ 日経産業新聞

6. 8 東京薬科大など研究 　 大気汚染物質 PAH 　 バイオマス燃焼一因 　 ２ － ４ 割の発生源に 化学工業日報

6. 9 国立環境研究所公開シンポジウ ム 　 「アジアの環境と 私たち 　 も う 無関心ではいられない」 朝日

6.10 中国の三峡ダム開発→東シナ海環境変化→エチゼン ク ラゲ大発生 　 国立環境研など 　 仮説検証へ 毎日 （夕）

6.12 東京薬科大など特定 　 発がん性大気汚染物質 　 ２ － ４ 割は植物由来 日刊工業新聞

6.12 「サイエン スキ ャ ンプ」 参加者募集 常陽新聞

6.12 国立環境研究所公開シンポジウ ム 　 常陽新聞

6.14 NEDO 　 ２ ０ 日 　 那覇で新エネシンポ開催 　 導入可能性広 く 訴え 電気新聞

6.16 国立環境研究所 　 衛星でオゾンホール詳細観測 　 予測モデル作製に貢献 日刊工業新聞

6.16 竹の内産廃検討委 　 宮城県の 「恒久対策」 批判意見相次ぐ 河北新報

6.19 ポス ト 議定書 　 日英主導で 　 途上国巻き込み目標共有 　 交渉地な ら し 　 米国復帰も焦点 日経

6.20 四季＝ リ サイ クル 日本農業新聞

6.20 新種の汚染物質 　 市販魚から検出 　 PCB に類似 　 人体へ影響も 産経

6.20 新種汚染物質を検出 　 PCB 類似 　 市販の魚に蓄積 茨城新聞

6.21 低炭素社会ビジ ョ ン 　 第 1 回会合 １ ６ カ国参加 　 日英共同プロが始動 　 研究協力など提案 化学工業日報

6.21 慶大電気自動車研の旅 　 未来を作る＝第 2 部 　 胎動 （ ６ ） 　 市民活動 　 改造車で魅力伝え る 神奈川新聞

6.22 東京電力の電力館 　 ７ 月にイベン ト 実施 　 IH を使った料理教室など 電波新聞

6.24 国家戦略を考え る＝第 ５ 部 　 漂流する海洋日本 （ ２ ３ ） 　 「海の恵み」 一国で守れず 読売

6.25 光化学オキシダン ト 主成分 　 悪玉オゾンを退治せよ 　 進む大気汚染， 農業生産減の恐れ 　 地球規模
の対策

読売

6.26 オピニオン＝真摯に PR を 電気新聞

6.26 記者の視点＝クールビズ と 熱中症と 顧客満足度 　 夏本番を前に 日本海事新聞

7. 3 環境分野で日中が協定 　 黄砂， 酸性雨研究へ 西日本新聞

7. 4 日中友好環境保全セン ター 　 環境保全で協力強化 　 １ ０ 周年セ ミ ナー フジサンケイ ビジネスアイ

7. 5 国立環境研究所が 「夏の大公開」 実施 化学工業日報

7. 6 産総研 　 環境研 　 ２ ２ 日に一般公開 常陽新聞

7. 7 夏休みに科学を 　 つ く ばの研究所へ 　 巡回バス平日運行 　 22 日は無料で 朝日

7. 8 京都大など推計 　 酸性雨 　 原因の大半， 国外から 　 硫黄酸化物飛来の ６ ５ ％ 　 中国が ４ ９ ％ 京都新聞

7.11 ニ ュースな言葉 　 週刊こ ど も塾＝オゾンホール 　 今世紀半ばには解消か？ 産経
―  409  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
2006. 7.11 中央環境審議会専門委 　 CO2 貯蓄 　 研究機関評価を整理 　 技術， コ ス ト 面など 電気新聞

7.11 無料バスで行 く 一般公開 　 22 日に産総研 と国立環境研 　 常陽新聞

7.15 始原生殖細胞を移植 　 チャボがラ イチ ョ ウ を産む！？ 　 「絶滅の危機救え」 まず北欧産で実験 朝日 （夕）

7.17 カルタで啓発紫外線対策 　 つ く ばの国立環境研究所 読売

7.19 つ く ば 　 研究機関を一般公開 　 22 日から 　 夏休みに 4 施設 茨城新聞

7.19 宮城県村田町 ・ 竹の内産廃問題 　 県 ・ 町と 意見交換 　 恒久対策溝埋ま らず 　 住民から批判続出 河北新報

7.23 京大など研究グループ 　 家のほこ り に有害物質 　 ダ イオキシンなど検出 産経

7.24 研究所を一般公開 　 つ く ば 常陽新聞

7.28 2100 年までに 　 海面水位 　 88 センチ， 気温 5． 8 度上昇 読売

7.29 アジア と 九州 　 新しい物語 　 環境の世紀に 　 交流 ・ 連携 ・ ビジネス （ ９ ） ＝大気汚染 （おわ り ） 西日本新聞

7.31 地球環境特集 　 地球観測技術 　 宇宙から海から－高精度の観測 ・ 予測 　 日米共同プロ 　 JAXA 　 海
洋機構

日刊工業新聞

8. 2 国立環境研究所 　 初の環境報告書を発行 化学工業日報

8. 2 論点 　 地球温暖化 　 正確な科学知識不可欠 読売

8. 8 有害物質から子供守れ 　 環境研など研究拠点に 茨城新聞

8.10 教育ルネサン ス 　 夏の学校 (3) ＝研究者と 「温暖化」 議論 読売

8.11 環境ルネサン ス 　 水都再生 (4) ＝水辺復活 　 気温下がった！ 読売

8.14 現場から＝スーパーコ ンピ ューター威力 　 温暖化に迫る 　 毎秒 ４ ０ 兆回計算， 電気代は年 5 億円 読売

8.15 雑記帳＝太陽と 紫外線かる た 毎日

8.15 世界のク ワガタ展示 　 在来種減少など問題も喚起 　 つ く ばエキスポセン ター 常陽新聞

8.18 中国猛暑 　 異常気象 　 ヒ マ ラ ヤ氷河縮小も誘因 　 50 年ぶ り 干魃／飲料水不足 1000 万人／台風被害
も甚大

産経

8.19 コ ロ ンビア 　 巨大カブ ト ムシ養殖作戦 　 日本へ大量輸出 　 生息数減 り ・ ・ ・ 乱獲せずに外貨獲得 朝日 （夕刊）

8.21 産業技術総合研究所ら 　 き ょ う から短期集中 ト レ 　 森林の CO2 吸収量観測技術学ぶ 建設通信新聞

8.21 地球温暖化対策 　 宇宙から CO ２ 観測 　 日米，　 08 年に衛星 　 吸収と 排出収支把握へ 毎日

8.21 光化学スモ ッ グ 　 県内， 減らぬ注意報 　 オゾン増加， その理由は？究明に力注ぐ研究者ら 　 東アジ
アの経済活動原因か

茨城新聞

8.27 巨大ク ラゲ 　 日本で繁殖？ 　 発生原因の究明被害軽減へ急務 日経

8.30 メ キシコで国際会議 　 Ｃ Ｏ ２ 抑制の方策探る 　 6 日から 日刊工業新聞

8.31 土中の水銀東京湾へ 　 30 年前の農薬汚染， 雨で流出 朝日

9. 5 国立環境研究所が制作 　 功罪をかる たで学ぶ紫外線 東京新聞

9. 5 Ｇ Ｃ Ｐ 　 低炭素社会促進など議論 　 第 1 回国際会議始ま る 化学工業日報

9. 8 環境省 　 東アジア POP ｓ 削減へ 　 ２ ５ 日に第 １ 回 WS 化学工業日報

9.12 つ く ば市内各地→東京駅の平均時間 　 TX な ら 「13 分短縮」 　 並木高生ら 1129 ヵ 所調査 　 米の世界
大会で発表

朝日

9.13 100 件超の研究成果発表 　 水環境学会がシンポ開催 環境新聞

9.14 国立環境研究所が開設 　 携帯電話サイ ト に紫外線情報 　 札幌市， 根室市， 陸別町 ・ ・ ・ 全国 １ ４ ヵ
所で測定

北海道新聞

9.19 地球温暖化観測に連携拠点 　 つ く ばに推進事務局 　 環境省と 気象庁 常陽新聞

9.19 UNEP ・ WMO 報告 　 オゾン層回復遅れそ う 　 従来予測よ り ５ ～ 15 年 　 フ ロ ン削減努力継続訴え 朝日 （夕刊）

9.21 環境省と 気象庁 　 地球温暖化 　 観測連携拠点を設置 　 施設共用など目指す 電気新聞

9.13 日米 Ｐ Ｍ 規制の現状について 　 欧米では新しい動き 　 米国新基準を検討 環境新聞

9.26 四季＝オゾン 日本農業新聞

10. 4 北極異変＝温暖化対策待ったな し 　 人 ・ 動物にも影響じわじわ 　 赤祖父俊一さ ん 　 太田昌秀さん 朝日

10. 5 人に環境に優しい ト ゥデ ィ ・ ト ゥ モロ ウ （ ８ ４ ９ ） ＝持続可能な発展を科学する （ ９ ） 日本繊維新聞

10. 6 チ ョ コ レー ト ・ コ コ アシンポジウ ム 　 糖尿病抑制， 美容効果発表 　 「 メ ーカーは商品開発の努力を」 食品新聞

10.13 疑問解決モンジ ロー＝ CO2 排出量， ど う 測る？統計の値も と に計算 　 東京ドーム ５ ６ 万杯分 朝日

10.13 淡水の貴重な固有種 　 小笠原で 4 種新種発見 　 世界遺産へアピール 東京新聞 （夕刊）

10.15 今さ ら聞けない＝黒潮 　 流量は信濃川の 10 万倍 朝日

10.17 国立環境研究所 　 DVD 「アジアの環境と 私たち」 頒布開始 化学工業日報

10.18 呉出身 　 出射茂さ ん 　 地球を守ろ う 環境保護絵本出版 中国新聞

10.18 環境研展示や科学教室 　 つ く ばエキスポセン ター 　 常陽新聞

10.19 国立環境研究所 ・ 横浜国立大学包括連携記念シンポジウ ム 　 東京国際フ ォーラ ムで 化学工業日報

10.19 知 り たい＝ WHO 「マ ラ リ ア制圧有効」 　 DDT 復権大丈夫？ 　 80 年代に使用禁止 毎日 （夕刊）

10.23 高校グ ラ フ ィ テ ィ ー 　 茨城 ( 上 ) ＝県立 　 つ く ば工科高 　 私立 　 茗渓学園高 　 科学する心育つ新都
市

読売

10.24 味の素 　 ウ ェブサイ ト で公開 　 食品ラ イ フサイ クルの CO2 排出評価へ 　 原材料ご と に係数 DB 化学工業日報

10.24 アスベス ト の飛散防ぎ適正除去促進 　 環境省水 ・ 大気環境局大気環境課長 　 松井佳巳他 建設通信新聞

10.31 鉄工業環境保全技術開発基金 　 ０ ６ 年度の研究助成対象 鉄鋼新聞

11. 1 忘れられた空洞 　 大谷採石場から② 　 溶融ス ラ グ 　 埋め戻し材安全性議論 朝日 ( 栃木版）

11. 3 忘れられた空洞 　 大谷採石場から② 　 市場価値 　 ス ラ グ事業に疑問符も 朝日 ( 栃木版）

11. 7 摩周湖なぜ濁る？魚の放流 ・ エゾシカ 「犯人」 説も 朝日 ( 北海道版）

11. 8 恩師の言葉 ( 森田恒幸氏 ) 読売

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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2006.11. 9 地球環境研究総合推進費一般公開シンポ開催 化学工業日報

11. 9 環境ルネサン ス 　 安全 ・ 危険？電磁波 (3) ＝葬られた疫学からの警鐘 読売

11.11 環境ルネサン ス 　 安全？危険？電磁波 (5) ＝ リ ス ク の有無よ り 対策を 読売

11.13 国土技術政策総合研究所 　 成果発表会 　 「広がる環境研究フ ロ ンテ ィ ア」 開催 日刊工業新聞

11.13 最新の研究紹介 常陽新聞

11.14 環境省 　 助成する地球環境保全研究 　 自動車関連 　 着実に成果上がる 　 「CO2 削減戦略」 に高評価 日刊自動車新聞

11.16 難分解性有機物で報告 　 「下水処理に由来」 と 専門家 　 県環境対策委 毎日

11.17 日英 「低炭素社会」 探る 　 CO2 削減へ共同研究 朝日 （夕刊）

11.23 脳内に Ｂ Ｐ Ａ 受容体 九大 ・ 下東教授ら発見 発達障害と の関連で注目 西日本新聞

11.23 京都議定書会議 　 乏しい成果 　 途上国の CO2 削減受入 　 国家指導者の決断必要 読売

11.26 シ リ ーズ環境次世代へ＝富士山麓 　 CO2 吸収 メ カニズム解明へ 　 温暖化防止 ・ ・ ・ 森の “貢献度”
探れ

産経

 11.30 JFE スチール 　 川崎市と 共同研究 　 「 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド抑止」 鉄鋼新聞

11.30 JFE スチール 　 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド現象抑止 　 川崎市と共同研究 　 保水性ブロ ッ ク温度低減効果を確
認

化学工業日報

11.30 川崎市と JFE スチールなど試作 　 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド対策 　 保水性ブロ ッ ク で 16 度減 　 暑い屋上
クールに

神奈川新聞

12. 2 地下封入で CO2 削減 　 著量可能量 ２ 兆 ト ン 　 進む技術開発 読売

12. 4 JFE グループ 　 川崎市 　 保水ブロ ッ ク開発へ 　 屋上緑化で ヒ ー ト ア イ ラ ン ド抑止 フジサンケイ ビジネスアイ

12. 6 「海の呼吸」 を観測 紀伊民報

12.14 釧路市教委来年度 　 マ リ モ 　 盗難防止へ DNA 分析 　 千葉大など と研究 北海道新聞

12.15 環境省と 国立環境研究所 　 生体影響に関する化学物質審査規制 / 試験法セ ミ ナー 化学工業日報

12.17 オゾン層破壊解明へ 　 南極観測隊 　 特殊雲を新手法で観測 茨城新聞

12.18 琵琶湖の富栄養化 　 赤潮発生に関与か 　 ケ イ素奪い瀬戸内海に影響 毎日

12.20 環境省 　 有害化学物質対策セ ミ ナー開催 化学工業日報

12.21 南極観測隊 　 オゾン層破壊 　 観測に新手法 日刊工業新聞

12.27 黄砂飛来 　 正確にキ ャ ッ チ 　 環境省がシステム開発へ 　 中韓モンゴルに観測器 読売 （夕刊）

2007. 1. 8 ニ コ ラ ス ・ ス ターン報告書 　 温暖化 「経済に損失」 　 各国検証進める 毎日

1. 9 国立研究所 200 人調査 　 環境問題 　 最重要は 「温暖化」 　 10 年前の 7 倍 　 初めて 「廃棄物」 上回る 毎日 （夕刊）

1.18 上智大でシンポ 　 干魃 ・ 豪雨進行対策必要性訴え 産経

1.18 上智大学 と産経新聞社がシンポ開催 　 温暖化対策は待ったな し フジサンケイ ビジネスアイ

1.18 上智大学で地球環境シンポ 産経 （大阪）

1.19 「脱温暖化社会構築シンポ」 参院選で議論喚起 産経

1.26 ダ イ キン工業 　 神戸大 と共同で実証 　 放電技術で ノ ロ分解 日経産業新聞

1.28 ぶら り ネ ッ ト ＝身近な外来生物 ３ ０ ０ 種紹介 朝日

1.30 衛星 「ゴーサ ッ ト 」 試験機公開 　 温室効果ガス排出量把握 茨城新聞

1.31 研究者ら 800 人一堂 　 テ ク ノ 交流深め合 う 　 つ く ば 茨城新聞

1.31 脱温暖化社会へ 　 京都議定書， 「約束期間」 まで １ 年 　 CO2 削減異な る ３ 極 　 米国 　 欧州 　 日本 朝日

2. 2 生々し さに危機感 　 4 度上昇でツン ド ラ半分消滅 朝日 （夕刊）

2. 2 環境省， 調査へ 　 全国で新たに外来種の 3 匹 　 カエルに高い致死率 　 ツボカビ症 　 北海道内で も 北海道新聞

2. 3 京都議定書未批准国 　 温室ガス削減 　 日欧苦戦 　 米豪は消極姿勢崩さず 読売

2. 3 温暖化予測 　 味落ちる コ シ ヒ カ リ 　 ミ カン生産地が北上 読売

2. 3 ク ローズア ッ プ 2007 ＝地球温暖化分析 IPCC 報告書 　 膨大データ 「人為的」 証明 　 地球危険水域
に

毎日

2. 4 水銀使用量 75％削減 　 ス イ スなど 5 カ国 　 国際条約提案へ 　 地球規模での対策急務 茨城新聞

2. 5 NEWS 拡大鏡＝加速する地球温暖化 　 IPCC 最新報告 　 今世紀末最悪 6.4 度 C 上昇 　 原因は 「人為
的」

日刊工業新聞

2. 5 IPCC 第 4 次報告書 　 温室効果ガスによ る気温上昇 “決定的” 各国政策に影響必至 化学工業日報

2. 5 IPCC 報告書 「最大 6.4 度上昇」 　 消え る ・ ・ ・ ？東北の リ ンゴ 　 下関産のフグ 　 砂浜 　 ブナ林 毎日

2. 5 科学者有志が メ ッ セージ 　 「気候安定化へ直ちに行動を」 日経テレ コ ン ２ １

2. 7 「低炭素社会実現を」 科学者 15 人緊急行動呼び掛け 環境新聞

2. 9 建築から見た温暖化対策シンポジウ ム 化学工業日報

2.11 地球温暖化 　 国連報告書の衝撃 　 予測でき ない怖さ しんぶん赤旗

2.11 今さ ら聞けない＝黄砂 　 大陸の砂漠から数日かけて日本に 朝日

2.14 国立環境研究所 　 ナ ノ テ ク ノ ロ ジーでワーク シ ョ ッ プ開催 日経テレ コ ン ２ １

2.15 2050 年までに 　 CO2 の 70％削減 　 日本チームなどの試算 　 GDP1％の資金あてれば 日経 ( 夕刊）

2.15 温暖化問題に警鐘 　 環境研究所江守さ ん 　 講演と ト ーク シ ョ ー 　 上毛新聞

2.16 国立環境研究所など産官学プロ 　 温暖化ガス 50 年に 70％削減 　 GDP1％必要 化学工業日報

2.16 環境省 　 CO2 排出 　 “70％削減” に見通し 　 脱温暖化で研究成果 電気新聞

2.16 研究チーム， 2050 年予想 　 技術変革推進で CO2 　 7 割減も 朝日

2.16 国立環境研究所ま と め 　 GDP １ ％分毎年投入で 　 2050 年にも CO2 　 ７ 割減 毎日

2.19 「京都議定書」 発効から 2 年 　 温室効果ガス 50 年に 70％削減 　 締約国会合に限界論も 　 次期枠組
み 　 首脳級交渉に期待

フジサンケイ ビジネスアイ

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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2007. 2.20 環境省 　 温暖化対策プロ ジェ ク ト 中間報告 　 CO2 排出削減 　 低炭素化推進で運輸旅客は 80％可能 日刊自動車新聞

2.20 社説＝温暖化対策 　 世界の自治体が連携強め 山陽新聞

2.21 環境省専門委 　 「気候安全保障」 認識急務に 　 基本概念など検討着手 　 枠組交渉 ・ G8 で訴え 化学工業日報

2.25 寄生生物や病原体も世界を移動 　 病原体ペッ ト 介し侵入 　 凶暴化する カビ生態系壊す恐れ 日経

2.27 昭和シェル石油 　 東大 　 エネ持続性戦略を研究 　 新フ ォーラ ムが始動 化学工業日報

2.28 地球環境特集 　 宇宙から見た地球環境 　 人類の活動に “危機” 発信 　 国際的な温暖化防止に貢献 化学工業日報

3. 2 南極昭和基地と テレ ビ会議開催 　 つ く ば市の 2 小学校 日経

3. 2 南極と テレ ビ会議 　 つ く ばの小学校 　 ICT 教育の一環 産経

3. 2 コ コ ア特集 　 06 市場は 210 億円割 り 込む 　 3 年連続で減少暖冬大き く 影響 　 新提案でア イ ス活性化 日本食糧新聞

3. 2 神戸大など共同研究 　 海藻アナアオサ 　 バラ ス ト 水で拡散 読売 （大阪） 夕刊

3. 5 科学し よ う ヨ！地球の気温変化の測 り 方 　 観測点世界に 4 千か所 　 平年値と の差を算出 読売

3. 8 ツボカビ沖縄県内初確認 　 宇根有美助教授報告 　 ペッ ト 店のカエル 5 匹 沖縄タ イ ム ス

3. 9 NEC 　 ベク ト ル型スパコ ン 　 国立環境研究所に納入 　 処理性能 8 倍に向上 　 HPC 分野 　 需要開拓
に弾み

日刊工業新聞

3.11 ぶら り ネ ッ ト ＝環境を考え る情報を発信 朝日

3.13 南西諸島の希少種守れ 　 カエル ・ ツボカビ症の対策協議 朝日 （夕刊）

3.14 国立環境研究所 　 主要研究 5 件で報告 　 温暖化の影響評価など 電気新聞

3.16 JR 東海がキ ャ ンペーン 　 「エコ」 で航空機に攻勢 　 東京－大阪片道の移動 　 「CO2 排出量 10 分の
１ 」 強調

毎日

3.16 JR 東海 「エコ出張」 　 CO2 排出 　 10 分の 1 強調 　 対航空機， 環境で勝負 毎日 （大阪）

3.19 科学し よ う ヨ！地球温暖化の一因 ・ CO2 の測 り 方 　 陸海空から赤外吸光法で 読売

3.19 満潮水に浸る広場 　 海面上昇のツバル 朝日

3.19 国立環境研究所 　 NEC のベク ト ル型スパコ ンを導入 日本情報産業新聞

3.22 環境研の稲森さ ん退官 　 つ く ばで記念講演 　 バイオエコ技術確立に挑戦 　 霞ヶ浦の水質保全にも貢
献

常陽

3.23 世の中を変え る技術と は？科学技術と経済の会 　 戦略探る シンポ開催 　 来月 19 日東京 ・ 品川コ ク
ヨ ホールで

日刊工業新聞

3.26 文科省 　 気候変動予測革新プロ グ ラ ム 　 研究課題 １ ６ を選定 化学工業日報

3.26 植物ス ト レ ス を遺伝子で診断 DNA アレ イ 　 農作物の被害をいち早 く 察知 　 枯死や生育障害の原因
究明に役立つ

常陽

3.29 国立環境研究所調査 　 「気候変動を実感」 　 95％ 　 原因には誤解も 読売 （夕刊）

3.31 温暖化研究 　 4 大学連携 　 東大 ・ 千葉大など 　 共同で気候予測 日経 ( 夕刊）

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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９  ． 環境情報に関する業務の状況

（ １ ） 国立環境研究所ホームページ （基幹システム） のア ク セス （ページビ ュー） 件数

31,245,734 件

（ ２ ） 国立環境研究所ホームページへの照会件数

質 　 問 　 等 99 件

リ ン ク依頼 54 件

出版物掲載依頼 24 件

（ ３ ） 環境情報提供システム （EIC ネ ッ ト ） のア ク セス （ページビ ュー） 件数

56,786,700 件

（ ４ ） 環境情報提供システム （EIC ネ ッ ト ） への照会件数

294 件

（ ５ ） 環境データ フ ァ イル提供実績

貸 　 出 2,327 件

コ ピーサービ ス 33 件
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研究課題コード（予算区分）別研究課題一覧

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
0610SP001 重点１　地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 地球 C 17

0610SP002 重点２　循環型社会研究プログラム 森口祐一 循環 C 44

0610SP003 重点３　環境リスク研究プログラム 白石寛明 リスク C 69

0610SP004 重点４　アジア自然共生研究プログラム 中根英昭 アジア 94

0610FP012 社会環境システム研究領域における研究活動 原沢英夫 社会 105

0610FP013 化学環境研究領域における研究活動 柴田康行 化学 113

0610FP014 環境健康研究領域における研究活動 高野裕久 健康 126

0610FP015 大気圏環境研究領域における研究活動 今村隆史 大気 135

0610FP016 水土壌圏環境研究領域における研究活動 木幡邦男 水土壌 144

0610FP017 生物圏環境研究領域における研究活動 竹中明夫 生物 155

0610CP018 環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動 植弘崇嗣 基盤ラボ 209

中核研究 0610AA101 重点１中核 P1　温室効果ガスの長期的濃度変動メ

カニズムとその地域特性の解明

向井人史 地球 C 高橋善幸・梁乃申・
町田敏暢・Shamil 
Maksyutov・白井知
子・遠嶋康徳・横内
陽子・唐艷鴻・荒巻
能史・谷本浩志

18

0610AA102 重点１中核 P2　衛星利用による二酸化炭素等の観

測と全球炭素収支分布の推定

横田達也 地球 C Shamil Maksyutov・松
永恒雄・小熊宏之・
森野勇・日暮明子・
青木忠生・江口菜穂・
太田芳文・吉田幸生・
Sergey Oshchepkov・
Andrey Bril・Anna 
Peregon・Carouge 
Claire・中塚由美子・
田中智章・齊藤龍・
古山祐治・Vinu K. 
Valsala・Kadygrov 
Nikolay

26

0610AA103 重点１中核 P3　気候・影響・土地利用モデルの統

合による地球温暖化リスクの評価

江守正多 地球 C 高橋潔・小倉知夫・
伊藤昭彦・山形与志
樹・野沢徹・原沢英
夫・肱岡靖明・日暮
明子・永島達也・花
崎直太

28

0610AA104 重点１中核 P4　脱温暖化社会の実現に向けたビ

ジョンの構築と対策の統合評価

甲斐沼美紀子 地球 C 亀山康子・藤野純一・
花岡達也・増井利彦・
久保田泉・原沢英夫・
肱岡靖明・日引聡

34

0610AA201 重点２中核 P1　近未来の循環資源システムと政

策・マネジメント手法の設計・評価

大迫政浩 循環 C 田崎智宏・藤井実・
橋本征二・南齋規介・
村上進亮

45

0610AA202 重点２中核 P2　資源性・有害性をもつ物質の循環

管理方策の立案と評価

野馬幸生 循環 C 滝上英孝・肴倉宏史・
貴田晶子・山本貴士・
村上進亮・田崎智宏・
寺園淳・渡部真文

49

0610AA203 重点２中核 P3　廃棄物系バイオマスの Win-Win
型資源循環技術の開発

川本克也 循環 C 山田正人・稲森悠平・
蛯江美孝・徐開欽・
倉持秀敏・大迫政浩・
井上雄三

54

0610AA204 重点２中核 P4　国際資源循環を支える適正管理

ネットワークと技術システムの構築

寺園淳 循環 C 村上進亮・吉田綾・
滝上英孝・貴田晶子・
山田正人・遠藤和人・
稲森悠平・蛯江美孝・
徐開欽・井上雄三・
村上理映・梶原夏子・
崔基仁・桂萍

57

0610AA301 重点３中核 P1　化学物質曝露に関する複合的要因

の総合解析による曝露評価

鈴木規之 リスク C 今泉圭隆・櫻井健郎・
白石不二雄・鑪迫典
久・中島大介・後藤
純雄

70

0610AA302 重点３中核 P2　感受性要因に注目した化学物質の

健康影響評価

藤巻秀和 リスク C 石堂正美・黒河佳香・
山元昭二・塚原伸治・
西村典子・柳澤利枝・
高野裕久・井上健一
郎・中島大介

72

0610AA303 重点３中核 P3　環境中におけるナノ粒子等の体内

動態と健康影響評価

平野靖史郎 リスク C 古山昭子・鈴木明・
山元昭二・井上健一
郎・小林隆弘・藤谷
雄二・菅野さな枝・
種田晋二

76
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中核研究 0610AA304 重点３中核 P4　生物多様性と生態系機能の視点に

基づく環境影響評価手法の開発

高村典子 リスク C 西川潮・田中嘉成・
菅谷芳雄・立田晴記・
堀口敏宏・五箇公一・
児玉圭太・赤坂宗光・
今藤夏子・国武陽子・
中嶋美冬・松崎慎一
郎・白石寛明

79

0610AA401 重点４中核 P1　アジアの大気環境評価手法の開発 大原利眞 アジア 谷本浩志・永島達也・
菅田誠治・畠山史郎・
高見昭憲・佐藤圭・
清水厚・清水英幸・
西川雅高・杉本伸夫・
日暮明子・猪俣敏・
松井一郎・横内陽子・
村野健太郎・甲斐沼
美紀子・白井知子

95

0610AA402 重点４中核 P2　東アジアの水・物質循環評価シス

テムの開発

王勤学 アジア 水落元之・越川海・
岡寺智大・東博紀・
藤田壮・中山忠暢・
徐開欽・木幡邦男・
林誠二・劉晨・樋渡
武彦

98

0610AA403 重点４中核 P3　流域生態系における環境影響評価

手法の開発

野原精一 アジア 福島路生・亀山哲・
井上智美・一ノ瀬俊
明・今井章雄・広木
幹也・矢部徹・小熊
宏之

99

循環セン

ター

0610AB436 廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策 野馬幸生 循環 C 井上雄三・山田正人・
山本貴士・遠藤和人

69

0610AB447 循環資源・廃棄物の試験評価・モニタリング手法

の高度化・体系化

貴田晶子 循環 C 野馬幸生・滝上英孝・
山本貴士・肴倉宏史・
渡部真文・鈴木剛・
白波瀬朋子・高橋史
武・石川紫

67

0610AB454 資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の

作成

森口祐一 循環 C 井上雄三・貴田晶子・
大迫政浩・山田正人・
倉持秀敏・橋本征二・
藤井実・南齋規介・
山田亜矢・高橋史武

218

0610AB462 資源循環に係る基盤的技術の開発 川本克也 循環 C 佐伯孝 177

0610AB519 液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化 稲森悠平 循環 C 徐開欽・蛯江美孝 68

0610AB546 循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処

分技術の確立

井上雄三 循環 C 山田正人・遠藤和人・
阿部誠・朝倉宏・山
田亜矢・坂内修・川
本克也

65

地球セン

ター

0307AC523 地球環境データベースの整備 松永恒雄 地球 C 志村純子・藤沼康実・
町田敏暢・甲斐沼美
紀子・花岡達也・江
守正多・高橋潔・山
形与志樹・森口祐一・
Georgii A Alexandrov・
曾継業・開和生

214

0307AC585 大気・海洋モニタリング 町田敏暢 地球 C 向井人史・野尻幸宏・
中根英昭・小野雅司・
遠嶋康徳・横内陽子・
谷本浩志・荒巻能史

212

0610AC593 陸域モニタリング 藤沼康実 地球 C 小熊宏之・高橋善幸・
梁乃申・田中敦・今
井章雄・稲葉一穂・
岩崎一弘・松重一夫・
上野隆平・高村典子・
冨岡典子・西川雅高・
高澤嘉一・武田知巳・
中路達郎・平田竜一・
犬飼孔・油田さと子

213

0610AC932 地球環境研究の総合化及び支援 山本哲 地球 C 217

基盤ラボ 0610AD474 環境標準試料の作製と評価に関する研究 西川雅高 基盤ラボ 佐野友春・高木博夫・
森育子・伊藤裕康・
柴田康行

209

0507AD816 微生物系統保存施設に保存されている微細藻類保

存株の分類学的再評価と保存株データベースの整

備

笠井文絵 生物 河地正伸・広木幹也・
清水明

209

0510AD944 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞

保存バンク

桑名貴 基盤ラボ 大沼学・今里栄男・
川嶋貴治

198
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経常 0610AE004 重点 1 関連 P4　太平洋小島嶼国に対する温暖化の

影響評価

山野博哉 地球 C 松永恒雄・島崎彦人 40

0610AE005 重点 1 関連 P5　温暖化に対するサンゴ礁の変化の

検出とモニタリング

山野博哉 地球 C 松永恒雄 41

0408AE338 質量分析法を用いたラジカルの検出と反応に関す

る研究

猪俣敏 大気 137

0406AE344 二波長偏光ライダーのデータ解析手法の研究 杉本伸夫 大気 137

0408AE373 3 次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動

に関する研究

秋吉英治 大気 138

0406AE375 植物の生理生態機能の画像診断法に関する研究 戸部和夫 基盤ラボ 198

0406AE376 中国の半乾燥地域に生育する植物の生理生態機能

に関する研究

戸部和夫 基盤ラボ 199

0406AE392 ミー散乱ライダーにおける受光検出部が測定誤差

に及ぼす影響の検討

松井一郎 大気 杉本伸夫・清水厚 138

0406AE393 ライダーによるエアロゾル変動の検出およびデー

タ提供手法に関する研究

清水厚 アジア 杉本伸夫・松井一郎 190

0408AE397 有害化学物質に対する感受性要因と薬物代謝系 松本理 リスク C 青木康展 181

0608AE398 気候風土や文化的背景による環境知覚の違い 青木陽二 社会 108

0610AE401 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分

析に関する研究

佐野友春 基盤ラボ 高木博夫 199

0610AE402 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エ

アロゾルの組成分析

佐藤圭 アジア 189

0606AE407 山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に関す

る研究

一ノ瀬俊明 社会 片岡久美・松本太・
原田一平

108

0606AE409 都市の熱負荷から生じるヒートアイランド現象等

への湾等水域の総合管理を軸とした対策システム

検討

一ノ瀬俊明 社会 片岡久美・松本太 109

0610AE411 環境変動下における生態系とキーストーン種の挙

動

高村健二 生物 158

0406AE413 地球環境問題に関連する国際法規範形成過程に関

する研究

久保田泉 社会 107

0610AE413 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のた

めの計測手法に関する研究

瀬山春彦 化学 柴田康行・久米博・
田中敦

117

0610AE416 高磁場 MRI 法の高度化とヒトへの応用 三森文行 化学 渡邉英宏・高屋展宏 117

0608AE438 有害化学物質の毒性の臓器・細胞特異性に関与す

る転写因子機能の研究

野原恵子 健康 鈴木武博 129

0607AE442 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価

に関する基礎的研究

冨岡典子 水土壌 珠坪一晃・山村茂樹 150

0610AE444 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法

の体系の確立に関する研究

梅津豊司 化学 118

0609AE448 野生植物における近交弱勢による絶滅リスクの定

量化

石濱史子 生物 158

0406AE449 環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究  
(2) ダイオキシン類測定の高度化に伴う精度管理

伊藤裕康 化学 橋本俊次・田邊潔・
高澤嘉一

116

0606AE449 光回復酵素の発現を指標とした植物の UVB シグ

ナリング機構の解明

中嶋信美 生物 158

0610AE451 市民および企業などの自主的な環境活動の理論お

よび効果に関する研究

森保文 社会 109

0610AE455 水生生物の個体群に及ぼす生息環境の影響に関す

る基礎的研究

多田満 生物 159

0610AE460 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研

究

岩崎一弘 水土壌 150

0610AE463 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関

する研究

佐竹潔 生物 159

0408AE467 ユスリカ類の多様性と環境要因との関連に関する

研究

上野隆平 生物 156

0606AE468 発生工学的手法を用いた鳥類種の保全と資源利用

に関する研究

川嶋貴治 基盤ラボ 200

9911AE473 水質改善効果の評価手法に関する研究 稲森悠平 循環 C 徐開欽・蛯江美孝 178
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経常 9911AE476 生物・物理・化学的手法を活用した汚水および汚

泥処理に関する研究

稲森悠平 循環 C 徐開欽・蛯江美孝 178

9911AE477 難分解性有機物の高度処理に関する研究 稲森悠平 循環 C 徐開欽・蛯江美孝 178

0608AE478 大気質成分の測定手法に関する研究 西川雅高 基盤ラボ 森育子・高橋克行 200

0308AE486 気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に

関する研究

日暮明子 大気 136

0408AE494 気候変化と大気化学諸過程の相互作用に関する数

値的研究

永島達也 アジア 191

0307AE503 植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探索

と機能解析

佐治光 生物 久保明弘・青野光子 156

0608AE508 ダイオキシン類の心臓血管系疾患および糖尿病関

連遺伝子に対する影響とそのメカニズムの解析

西村典子 リスク C 73

0308AE510 大気境界層における物質輸送の研究 菅田誠治 アジア 190

0606AE512 環境問題に現れる拡散現象に対する数値モデルの

研究

須賀伸介 社会 110

0607AE520 都市の街並みと街路の通風・換気に関する実験的

研究

上原清 大気 138

0606AE528 応用一般均衡モデルによる国内環境政策および国

際環境政策の評価

岡川梓 社会 日引聡 110

0610AE531 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集 増井利彦 社会 肱岡靖明・花崎直太 110

0307AE532 東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関

する研究

土井妙子 水土壌 148

0406AE537 地球温暖化による極端現象の変化に関する気候モ

デル研究

江守正多 地球 C 169

0608AE538 エアロゾルの乾性沈着に関する研究 内山政弘 大気 139

0308AE539 分光法を用いた遠隔計測に関する研究 森野勇 大気 杉本伸夫・中根英昭 137

0610AE539 環境科学研究用に開発した実験動物の有用性 高橋慎司 基盤ラボ 清水明・桑名貴 200

0610AE548 東京湾小櫃川河口干潟における塩湿地植生 矢部徹 生物 159

0608AE549 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナル

の検出に関する数値実験的研究

野沢徹 大気 136

0610AE558 海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に

関する研究

堀口敏宏 リスク C 白石不二雄・白石寛
明

80

0607AE562 ニホンウズラ受精卵を用いた経卵曝露毒性試験法

の開発に関する研究

白石不二雄 リスク C 鎌田亮・高橋慎司・
清水明

71

0608AE563 環境微生物の特性に関わる新規計測手法の開発 板山朋聡 化学 118

0607AE586 海洋における溶存炭素中の放射性炭素測定と炭素

循環研究

荒巻能史 化学 118

0308AE591 大気海洋結合系の気候感度決定メカニズムに関す

る研究

小倉知夫 地球 C 33

0610AE599 水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究 今井章雄 水土壌 松重一夫・小松一弘 148

0506AE766 汚染土壌中の重金属の動態におよぼす天然および

土壌中有機物の影響

村田智吉 水土壌 越川昌美・渡邊未来 148

0508AE772 シロイヌナズナの酸化的ストレスに対する新規な

初期応答機構

玉置雅紀 生物 156

0507AE780 スズメ目鳥類の個体群構造に関する研究 永田尚志 生物 157

0507AE781 埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評価手法

の確立

山田正人 循環 C 阿部誠・井上雄三 65

0506AE786 多地点同時観測データのデータ処理に関する研究 須賀伸介 社会 内山政弘 108

0507AE793 アジア諸国における環境配慮型ライフスタイルの

形成要因についての研究

青柳みどり 社会 108

0509AE796 メタロイドのメタボロミクスに関する研究 小林弥生 健康 平野靖史郎 129

0507AE797 生物的に生成したマンガン酸化物のキャラクタリ

ゼーション

瀬山春彦 化学 田中敦 117

0508AE799 環境指標生物としてのホタルの現状とその保全に

関する研究

宮下衛 生物 157

0510AE803 エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 アジア 188

0507AE819 底質試料を用いた合成化学物質による水域汚染の

トレンドの解析に関する研究

稲葉一穂 水土壌 土井妙子・松重一夫 149
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経常 0507AE844 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識

に関する研究

松永恒雄 地球 C 169

0610AE926 人為影響による海洋生態系変質に関する研究 牧秀明 水土壌 原島省・中村泰男 150

0606AE927 生物多様性情報の統合的利用に関する研究 志村純子 地球 C 開和生 169

0607AE009 地球温暖化に対する庭園蘚苔地衣植生の応答解析

と熱画像情報によるモニタリング

清水英幸 アジア 邱国玉・小林祥子 194

0508AE926 流域の森林土壌が渓流水に溶存するアルミニウム

の濃度と形態に与える影響

越川昌美 水土壌 渡邊未来 149

0509AE952 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度

上昇の影響

名取俊樹 生物 157

0507AE963 大気・陸域生態系間の CO2 同位体および微量ガス

の交換プロセス解明に関する基礎研究

高橋善幸 地球 C 22

奨励 0206AF384 有明海等における高レベル栄養塩濃度維持機構に

関する研究：適正な浅海域管理をめざして

中村泰男 水土壌 151

0406AF389 海草藻場における根圏環境の研究 矢部徹 生物 160

0606AF406 地球温暖化による東アジア地域の洪水・渇水リス

クへの影響

東博紀 アジア 192

0606AF417 強風化型膨潤性土壌地帯におけるマメ科植生への

撹乱行為が土壌 C・N stock とその動態におよぼす

影響の解明

村田智吉 水土壌 151

0607AF443 ジフェニルアルシン酸の発達影響に関する行動毒

性学的研究

梅津豊司 化学 119

0607AF452 小笠原における河川環境の劣化と固有種の減少要

因の推定に関する研究

佐竹潔 生物 161

0606AF458 DNA アレイを用いたアブラナ属植物の浸透性交雑

解析マーカーの開発

西沢徹 生物 161

0606AF486 霞ヶ浦懸濁物質におけるリンの存在形態の解明 宇田川弘勝 リスク C 高村典子 182

0606AF499 生体内におけるヒ素の酸化還元と解毒機構 小林弥生 健康 平野靖史郎 130

0307AF511 霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集と物質循環に

関する長期モニタリング

冨岡典子 水土壌 今井章雄・松重一夫・
野原精一・矢部徹

151

0607AF588 自然環境下における植物体の CO2 同位体および微

量ガス交換特性の評価

高橋善幸 地球 C 23

0607AF961 分子マーカーを用いたイネ品種のオゾン影響評価

手法の開発に関する研究

久保明弘 生物 162

0607AF971 拡大生産者責任の概念導入に関する比較分析 村上理映 循環 C 58

0607AF973 神経幹細胞に対する環境化学物質の影響評価法の

確立

鈴木純子 リスク C 石堂正美 88

0606AF990 塩化メチルの炭素安定同位体比測定法の開発と大

気観測への応用

斉藤拓也 化学 120

0607AF999 極東ロシアを中心とした絶滅危惧種イトウの保全

管理計画

福島路生 アジア 亀山哲 193

0506AF002 レーザスキャナを用いた定点連続測定による森林

計測技術の開発

武田知巳 地球 C 171

0608AF003 海洋生物資源情報と地球環境研究情報の統合化に

関する基礎的研究

志村純子 地球 C 開和生 212

0606AF017 並列計算による反応型熱連成多要素多相流解析へ

のアプローチ

遠藤和人 循環 C 山田正人・井上雄三 63

0506AF470 河道堰堤が河川生態系の規模・構造に及ぼす影響 高村健二 生物 160

0506AF522 ラジオゾンデ・ゴム気球搭載用の湿度計を用いた

上部対流圏の水蒸気観測

江口菜穂 地球 C 170

0506AF523 氷晶非球形散乱を考慮した CO2 気柱量推定アルゴ

リズムの高精度化

吉田幸生 地球 C 170

0506AF529 興奮性および抑制性神経伝達物質の in vivo 同時濃

度計測の実証に関する研究

渡邉英宏 化学 三森文行・高屋展宏 119

0506AF934 リモートセンシングによる絶滅危惧種イトウ

（Hucho perryi）の産卵個体検出

福島路生 アジア 亀山哲・小熊宏之・
松永恒雄

194

0506AF957 遺伝子ネットワークのリスク評価への適応 豊柴博義 健康 129

特別研究 0406AG337 重点 3 関連 P1　トキシコゲノミクスを利用した環

境汚染物質の健康･生物影響評価法の開発に関する

研究

野原恵子 健康 伊藤智彦・佐治光・
玉置雅紀・岩崎一弘・
鈴木武博

85

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
―  421  ―



国立環境研究所年報 （平成 18 年度）
特別研究 0406AG399 有機物リンケージに基づいた湖沼環境の評価と改

善シナリオ作成

今井章雄 水土壌 松重一夫・冨岡典子・
野原精一・佐野友春・
越川海・小松一弘・
林誠二

145

0608AG430 重点 3 関連 P2　侵入生物・遺伝子組換え生物によ

る遺伝的多様性影響評価に関する研究

中嶋信美 生物 玉置雅紀・五箇公一・
高村健二

86

0608AG441 都市大気環境中における微小粒子・二次生成物質

の影響評価と予測

小林伸治 社会 新田裕史・大原利眞・
田邊潔・今村隆史・
小野雅司・日引聡・
上原清・菅田誠治・
近藤美則・松橋啓介・
田村憲治・山崎新・
南齋規介・長谷川就
一・早崎将光・片山
学・神田勲・伏見暁
洋・豊柴博義・藤谷
雄二・高橋克行

106

0608AG457 残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に

関する研究

橋本俊次 化学 高澤嘉一・伊藤裕康・
田邊潔・柴田康行・
野馬幸生

114

0608AG466 化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関

する研究

瀬山春彦 化学 田中敦・柴田康行 115

0608AG485 重点 4 関連 P2　湿地生態系の時空間的不均一性と

生物多様性の保全に関する研究

竹中明夫 生物 永田尚志・福島路生・
小熊宏之・石濱史子

101

0608AG506 重点 4 関連 P1　省エネルギー型水・炭素循環処理

システムの開発

珠坪一晃 水土壌 山村茂樹・冨岡典子・
水落元之

100

0608AG527 中長期を対象とした持続可能な社会シナリオの構

築に関する研究

原沢英夫 社会 増井利彦・肱岡靖明・
日引聡・久保田泉・
亀山康子・甲斐沼美
紀子・藤野純一・花
岡達也・森口祐一・
橋本征二・田崎智宏・
高橋潔

107

0507AG476 環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価

する in vivo モデルの開発と検証

高野裕久 健康 井上健一郎・柳澤利
枝・塚原伸治・石堂
正美

130

0507AG521 身近な交通の見直しによる環境改善に関する研究 小林伸治 社会 近藤美則・松橋啓介・
伏見暁洋・田邊潔・
森口祐一・加藤秀樹・
原田一平

105

0507AG942 鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出 桑名貴 基盤ラボ 川嶋貴治・橋本光一
郎・今里栄男・大塲
麻生

197

地環研 0406AH380 日本における光化学大気汚染の研究 大原利眞 アジア 菅田誠治・宮下七重・
早崎将光

102

0610AH400 関東地方におけるオゾンによる植物被害とその分

子的メカニズムに関する研究

青野光子 生物 久保明弘 162

0406AH019 藻場の生態系機能による海域再生研究 矢部徹 生物 163

0509AH953 ブナ林衰退地域における総合植生モニタリング手

法の開発

清水英幸 アジア 矢ヶ崎泰海・小林祥
子

195

研究調整費 0506AI577 根圏炭素貯留速度の解明に向けた地中分光画像計

測装置の開発

中路達郎 地球 C 171

0506AI578 Ｋｕ バンド合成開口レーダーによる国土森林バイ

オマスモニタリングのための基礎研究

小熊宏之 地球 C 171

0606AI006 国立環境研究所より発生する不要物の排出構造の

解明

山田正人 循環 C 田崎智宏 180

リーダー調

整

0610AJ001 重点 1 関連 P1　過去の気候変化シグナルの検出と

その要因推定

野沢徹 大気 永島達也 38

リスクセン

ター

0610AK484 化学物質管理のための生態影響試験法および生態

リスク評価法の検討

田中嘉成 リスク C 菅谷芳雄・鑪迫典久 90

0611AK509 化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発 鈴木規之 リスク C 今泉圭隆・櫻井健郎 89

0610AK513 化学物質データベースの構築と提供 今泉圭隆 リスク C 白石寛明 219

0611AK518 インフォマティックス手法を活用した化学物質の

影響評価と類型化手法の開発

米元純三 リスク C 曽根秀子・座波ひろ
子

93

0610AK526 生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備 高村典子 リスク C 白石寛明・赤坂宗光・
小熊宏之

219

0610AK533 定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開

発

白石寛明 リスク C 櫻井健郎 92
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リスクセン

ター

0208AK536 内分泌かく乱作用に関する無脊椎動物のスクリー

ニング・試験法開発

鑪迫典久 リスク C 91

0606AK543 自己分散性高分子の生態影響試験フロースキーム

の改定

鑪迫典久 リスク C 91

0610AK544 発がん性評価と予測のための手法の開発 後藤純雄 リスク C 青木康展・松本理・
中島大介

92

0610AK545 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関す

る研究

中島大介 リスク C 櫻井健郎・塚原伸治・
白石寛明

89

0610AK550 国立環境研究所侵入生物データベース管理 五箇公一 リスク C 219

0610AK915 環境政策における活用を視野に入れたリスク評価

手法の検討，リスクコミュニケーション手法の検

討等の推進

山崎邦彦 リスク C 松本理・後藤純雄・
白石寛明

93

0608AK021 新たな幼若期学習試験法によるダイオキシン・

PCB 類の発達神経毒性の解析

北條理恵子 リスク C 藤巻秀和 76

GOSAT 0610AL917 GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用 横田達也 地球 C 松永恒雄・太田芳文・
吉田幸生・Shamil 
Maksyutov・開和生・
渡辺宏

215

環境 - 地球

推進

0406BA141 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 ～草原・農耕地生態系における

炭素収支の定量的評価に関する研究：青海草原炭

素収支に関する研究

唐艷鴻 生物 20

0206BA342 高スペクトル分解ライダー等による雲・エアロゾ

ル観測の研究

杉本伸夫 大気 清水厚・松井一郎 141

0406BA352 衛星観測データを利用した極域オゾン層破壊の機

構解明に関する研究

中島英彰 大気 杉田考史・横田達也・
秋吉英治・菅田誠治

139

0406BA354 温暖化対策の多面的評価クライテリア設定に関す

る研究

亀山康子 地球 C 原沢英夫・肱岡靖明・
高橋潔・久保田泉

35

0408BA369 温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 甲斐沼美紀子 地球 C 増井利彦・藤野純一・
花岡達也・肱岡靖明・
高橋潔・芦名秀一・
徐燕

35

0507BA405 アジアにおけるオゾン・ブラックカーボンの空間

的・時間的変動と気候影響に関する研究

谷本浩志 アジア 97

0406BA405 北東アジアにおける砂漠化アセスメント及び早期

警戒体制 (EWS) 構築のためのパイロットスタディ 

(3) 土壌･植生･水文解析による土地脆弱性の評価

清水英幸 アジア 陳利軍・戸部和夫・
小林祥子・矢ヶ崎泰
海・邱国玉 

195

0406BA411 中長期的な地球温暖化防止の国際制度を規律する

法原則に関する研究

久保田泉 社会 111

0406BA414 温室効果ガス観測衛星データの解析手法高度化と

利用に関する研究

横田達也 地球 C 森野勇・小熊宏之・
町田敏暢・日暮明子・
Shamil Maksyutov

26

0406BA421 侵入種生態リスクの評価手法と対策に関する研究 五箇公一 リスク C 80

0206BA423 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 ～アジア陸域生態系の炭素収支

変動予測と 21 世紀の炭素管理手法の検討 21 世紀

の陸域炭素管理オプションの総合評価と炭素収支

の統合予測モデルの開発

山形与志樹 地球 C 木下嗣基・岩男弘毅・
伊藤昭彦

30

0607BA459 アジア－太平洋地域における POPs 候補物質の汚

染実態解明と新規モニタリング法の開発

滝上英孝 循環 C 渡部真文・山本貴士 59

0608BA472 渡り鳥によるウエストナイル熱及び血液原虫の感

染ルート解明とリスク評価に関する研究

桑名貴 基盤ラボ 大沼学・今里栄男 201

0607BA475 環礁州島からなる島嶼国の持続可能な国土の維持

に関する研究

山野博哉 地球 C 松永恒雄 40

0608BA487 広域モニタリングネットワークによる黄砂の動態

把握と予測・評価に関する研究

西川雅高 基盤ラボ 杉本伸夫・菅田誠治・
松井一郎・清水厚・
森育子・高橋克行・
早崎将光

204

0406BA488 極端な気象現象を含む高解像度気候変化シナリオ

を用いた温暖化影響評価研究

江守正多 地球 C 野沢徹・小倉知夫・
原沢英夫・高橋潔・
肱岡靖明

30

0406BA499 技術革新と需要変化を見据えた交通部門の CO2 削

減中長期戦略に関する研究

森口祐一 循環 C 小林伸治・松橋啓介 37

0406BA501 物質フローモデルに基づく持続可能な生産・消費

の達成度評価手法に関する研究

森口祐一 循環 C 橋本征二・南齋規介・
村上進亮

46
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環境 - 地球

推進

0406BA505 大型船舶のバラスト水・船体付着により越境移動

する海洋生物がもたらす生態系攪乱の動態把握と

リスク管理に関する研究

河地正伸 生物 刀正行 163

0607BA529 重点 1 関連 P7　温暖化政策を評価するための経済

モデルの開発

増井利彦 社会 甲斐沼美紀子・肱岡
靖明・藤野純一・花
岡達也・芦名秀一・
徐燕・高橋潔・花崎
直太

42

0608BA568 気候変動に対処するための国際合意構築に関する

研究

亀山康子 地球 C 久保田泉・相澤智之 36

0206BA575 グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 地球 C Shobhakar Dhakal 215

0607BA583 衛星利用の温室効果ガス全球分布観測に関する先

導的研究

松永恒雄 地球 C 小熊宏之・森野勇 173

0607BA587 陸域生態系 CO2 フラックスの分離評価を目的とし

た同位体・微量ガス観測手法の開発

高橋善幸 地球 C 22

0206BA591 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 I．ボトムアップ（微気象・生

態学的）アプローチによる陸域生態系の炭素収支

解析に関する研究 (3）森林・草地生態系における

炭素収支の定量的評価に関する研究 　2) 土壌炭

素収支におけるプロセスの相互作用と時空間変動

藤沼康実 地球 C 梁乃申 172

0506BA776 重点 1 関連 P3　京都議定書吸収源としての森林機

能評価に関する研究 (2) 吸収量評価モデルの開発

と不確実性解析 1) 吸収量評価モデルの開発 2) 吸収

量評価モデルの不確実性解析

山形与志樹 地球 C 岩男弘毅・木下嗣基 39

0206BA782 オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来予測に

関する研究

今村隆史 大気 秋吉英治・永島達也 140

0507BA792 ライフスタイル変革のための有効な情報伝達手段

とその効果に関する研究

青柳みどり 社会 61

0507BA794 アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の

緩和・適応政策の評価に関する研究

甲斐沼美紀子 地球 C 増井利彦・藤野純一・
花岡達也・原沢英夫・
肱岡靖明・高橋潔・
日引聡・花崎直太

35

0507BA825 アジア大陸からのエアロゾルとその前駆物質の輸

送・変質プロセスの解明に関する研究

畠山史郎 アジア 高見昭憲・杉本伸夫・
村野健太郎・大原利
眞

96

0206BA830 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 . I．ボトムアップ（微気象・

生態学的）アプローチによる陸域生態系の炭素収

支解析に関する研究 (1) 森林・草地生態系におけ

る炭素収支の定量的評価に関する研究 　3) 熱帯

森林生態系における炭素収支

藤沼康実 地球 C 梁乃申 172

0507BA849 森林－土壌相互作用系の回復と熱帯林生態系の再

生に関する研究 (5) 熱帯林の生物多様性評価と再

生指標に関する研究

清水英幸 アジア 矢ヶ崎泰海 196

0206BA921 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 II. トップダウン（大気観測）

アプローチによるメソスケールの陸域炭素収支解

析

町田敏暢 地球 C Shamil Maksyutov・下
山宏

24

0607BA923 Super GCM の開発およびそれを用いた温暖化時の

メソ気象現象変調に関する研究

江守正多 地球 C 小倉知夫 32

0608BA934 流下栄養塩組成の人為的変化による東アジア縁辺

海域の生態系変質の評価研究

原島省 水土壌 146

0507BA507 重点 1 関連 P6　統合評価モデルによる温暖化の危

険な水準と安定化経路に関する研究

原沢英夫 社会 亀山康子・久保田泉・
高橋潔・肱岡靖明・
増井利彦・花崎直太

41

0509BA937 健康面からみた温暖化の危険性水準情報の高度化

に関する研究

小野雅司 健康 田村憲治 41

0506BA962 21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統

合的炭素収支研究 IV．プロジェクトの統合的推進

と情報共有 (2) 陸域生態系炭素収支総合データ

ベースシステムの構築と運用に係わる技術的検討

藤沼康実 地球 C 平田竜一 172

環境 - 地球

一括

0408BB368 陸域・海洋による二酸化炭素吸収の長期トレンド

検出のための酸素および二酸化炭素同位体に関す

る観測研究 

向井人史 地球 C 遠嶋康徳・野尻幸宏・
町田敏暢・柴田康行

19
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環境 - 地球

一括

0406BB384 アジア諸国の廃棄物埋立地における CDM 事業に

資する温室効果ガス排出削減量予測および排出削

減対策の評価に関する研究

山田正人 循環 C 井上雄三・大迫政浩・
遠藤和人

59

0406BB430 大気境界層の高頻度観測による大陸上 CO2 の挙動

と輸送に関する研究

町田敏暢 地球 C 高橋善幸・下山宏 19

0408BB475 重点 1 関連 P2　高山植生による温暖化影響検出の

モニタリングに関する研究

名取俊樹 生物 原沢英夫 39

0508BB770 東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出

に関する観測研究

横内陽子 化学 白井知子・菅田誠治・
向井人史・斉藤拓也

20

0509BB829 チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期

予測に関する研究

唐艷鴻 生物 下野綾子 164

0610BB920 民間航空機を活用したアジア太平洋域上空におけ

る温室効果気体の観測

町田敏暢 地球 C 23

0608BB931 東アジアの温室ガス収支推定のための大気多成分

観測データの診断モデル解析

Shamil 
Maksyutov

地球 C 25

0406BB918 西部太平洋域の微量温室効果ガス分布と発生源に

関する研究

野尻幸宏 地球 C 向井人史・谷本浩志・
横内陽子・遠嶋康徳

21

環境 - 公害

一括

0406BC319 ため池とその周辺環境を含む地域生態系の水循環

と公益的機能の評価

高村典子 リスク C 宇田川弘勝 81

0406BC339 再生建材の循環利用過程における長期的な環境影

響評価のための促進試験系の開発及び標準化に関

する研究

貴田晶子 循環 C 大迫政浩・田崎智宏・
肴倉宏史

50

0407BC381 埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善による高規

格最終処分システムに関する研究

井上雄三 循環 C 山田正人・遠藤和人・
大迫政浩・朝倉宏・
山田亜矢

66

0608BC597 水稲葉枯症の発症要因の究明と軽減対策技術の開

発

村野健太郎 大気 清水英幸・佐治光 141

0507BC935 地衣類の遺伝的多様性を活用した大気汚染診断 河地正伸 生物 大村嘉人 164

環境 - 環境

技術

0407BD480 空間明示モデルによる大型哺乳類の動態予測と生

態系管理に関する研究

立田晴記 リスク C 82

0608BD516 ゲノミクスに基づく化学物質の生態影響評価法の

開発に関する研究

鑪迫典久 リスク C 182

0509BD785 環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシス

テムの開発

平野靖史郎 リスク C 小林弥生 183

0506BD800 生物微弱発光計測技術を応用した藻類に対する化

学物質生態リスク評価手法の開発

菅谷芳雄 リスク C 中嶋信美 182

0607BD963 大気中非メタン炭化水素の成分別リアルタイム測

定システムの開発に関する研究

横内陽子 化学 120

0607BD966 水系溶存有機物の特性・反応性を評価するための

有機炭素検出クロマトグラフィーシステムの開発

に関する研究

今井章雄 水土壌 松重一夫・小松一弘 146

0508BD966 健全な湖沼生態系再生のための新しい湖沼管理評

価軸の開発

高村典子 リスク C 田中嘉成 82

環境 - 廃棄

物処理

0608BE434 アスベスト含有廃棄物の分解処理による無害化の

確認試験方法の確立とその応用

野馬幸生 循環 C 貴田晶子・山本貴士・
寺園淳・平野靖史郎・
古山昭子

176

0406BE493 循環資源・廃棄物中の有機臭素化合物およびその

代謝物管理のためのバイオアッセイ／モニタリン

グ手法の開発

滝上英孝 循環 C 51

0608BE567 国外リサイクルを含むシナリオ間のライフサイク

ル比較手法と廃プラスチックへの適用

森口祐一 循環 C 寺園淳・藤井実・村
上進亮

60

0608BE576 物質ストック勘定体系の構築とその適用による廃

棄物・資源管理戦略研究

橋本征二 循環 C 田崎智宏・村上進亮 47

0607BE579 近未来の循環型社会における技術システムビジョ

ンと転換戦略に関する研究

大迫政浩 循環 C 井上雄三・倉持秀敏 48

0608BE581 ベンチマーク指標を活用した一般廃棄物処理事業

の評価に関する研究

大迫政浩 循環 C 阿部直也 49

0406BE817 地域資源循環に係る環境会計表の作成とその適用 森口祐一 循環 C 橋本征二・田崎智宏 47

0507BE937 産業拠点地区での地域循環ビジネスを中核とする

都市再生施策の設計とその環境・経済評価システ

ム構築

藤田壮 アジア 森口祐一 63
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環境 - 廃棄

物処理

0608BE938 アジア地域における廃電気電子機器と廃プラス

チックの資源循環システムの解析

寺園淳 循環 C 村上進亮・吉田綾・
村上理映

58

0608BE946 プラスチック含有廃棄物の処理およびリサイクル

過程における有害物質の生成特性解析と効率的対

策手法の開発

川本克也 循環 C 野馬幸生・渡部真文 53

0506BE953 水素生成原料としてのバイオマス系廃棄物および

廃棄物焼却灰の品質管理に関する研究

山田正人 循環 C 54

0608BE989 高度処理浄化槽におけるリン除去・回収・資源化

技術の開発とシステム評価

稲森悠平 循環 C 徐開欽・蛯江美孝 55

0608BE992 臭素系・非臭素系難燃剤の物理化学パラメータの

測定および推算モデルの開発

倉持秀敏 循環 C 63

0609BE996 最終処分場におけるアスベスト廃棄物の安全性評

価手法の開発

山田正人 循環 C 井上雄三・遠藤和人 64

0507BE509 再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規

格化に基づく安全品質レベルの合理的設定手法に

関する研究

大迫政浩 循環 C 貴田晶子・肴倉宏史・
遠藤和人

51

0506BE946 廃棄物対策が家計のごみ排出削減に及ぼす影響に

関する計量経済学的研究

日引聡 社会 62

0507BE955 循環廃棄過程を含めた水銀の排出インベントリと

排出削減に関する研究

貴田晶子 循環 C 安田憲二 52

環境 - 石油

特会

0406BH478 建築物における空調･照明等自動コントロールシス

テムに関する技術開発

藤沼康実 地球 C 吉田友紀子 173

0406BH483 情報通信機器の消費電力自動管理システムに関す

る技術開発

甲斐沼美紀子 地球 C 増井利彦・藤野純一・
花岡達也

174

0406BH508 微細藻類を利用したエネルギー再生技術開発 河地正伸 生物 中嶋信美・佐野友春 165

0307BH593 バイオ資源・廃棄物等からの水素製造技術開発 川本克也 循環 C 稲森悠平・倉持秀敏・
蛯江美孝・呉畏・徐
開欽

55

0307BH598 洋上風力発電を利用した水素製造技術開発 植弘崇嗣 基盤ラボ 内山政弘・須賀伸介・
江嵜宏至

201

0507BH855 衛星によるスペクトルデータを利用した天然ガス

パイプラインからのメタン漏洩量導出アルゴリズ

ムの開発

横田達也 地球 C 井上元 27

環境 - その

他

0307BX015 DNA チップを用いた有害化学物質の健康影響評価

手法の開発

小林隆弘 健康 高野裕久・野原恵子 131

環境 - 委託

請負

0610BY303 自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影

響調査

平野靖史郎 リスク C 古山昭子・鈴木明・
山元昭二・井上健一
郎・小林隆弘・藤谷
雄二・菅野さな枝・
種田晋二

77

0408BY387 環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析

技術の開発

板山朋聡 化学 121

0606BY446 環境試料のタイムカプセル化に関する研究 柴田康行 化学 田中敦・堀口敏宏・
高澤嘉一・向井人史・
植弘崇嗣

209

0610BY505 絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関す

る研究

笠井文絵 生物 河地正伸 212

0206BY530 地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査：

健康影響研究

兜眞徳 健康 高橋潔・小野雅司・
山元昭二・黒河佳香・
一ノ瀬俊明

42

0607BY530 重点 1 関連 P8　アジア太平洋域における戦略的

データベースを用いた応用シナリオ開発

甲斐沼美紀子 地球 C 増井利彦・肱岡靖明・
徐燕・藤野純一・花
岡達也・高橋潔

43

0610BY571 温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 地球 C 相澤智之・梅宮知佐 216

0408BY576 新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発 久米博 化学 121

0307BY577 有害物質除去用ナノ構造認識膜の開発 佐野友春 基盤ラボ 高木博夫 202

0307BY592 大気汚染物質等のパーソナルモニタリング技術の

開発

内山政弘 大気 植弘崇嗣 142

0288BY599 絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセ

ルに関する研究

桑名貴 基盤ラボ 川嶋貴治・大沼学・
橋本光一郎・今里栄
男・美濃口祐子・植
弘崇嗣

210

0307BY601 バイオナノ協調体による有害化学物質の生体影響

の高感度・迅速評価技術の開発

持立克身 健康 久米博・中村宣篤・
秋山知也

132
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環境 - 委託

請負

0406BY762 廃棄物処分場の有害物質の安全・安心保障 井上雄三 循環 C 山田正人・遠藤和人・
阿部誠・坂内修・朝
倉宏

66

0609BY922 地球温暖化観測連携拠点事業支援 野尻幸宏 地球 C 216

0606BY949 微小粒子状物質等曝露影響調査（解析調査）業務 新田裕史 健康 小野雅司・山崎新・
田村憲治

132

0606BY950 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため

の関東地区及び中京地区の同意確保調査

新田裕史 健康 小野雅司・山崎新 132

0606BY960 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 佐治光 生物 青野光子・久保明弘・
中嶋信美

165

0206BY968 粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査

研究

小林伸治 社会 田邊潔・長谷川就一・
伏見暁洋・藤谷雄二・
高橋克行

204

0606BY991 残留性有機化合物の底質から水生生物への移行に

関する検討業務

鈴木規之 リスク C 櫻井健郎 88

0607BY004 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関

する調査・研究

鈴木規之 リスク C 柴田康行・貴田晶子 72

0608BY023 温暖化影響早期観測ネットワークの構築 王勤学 アジア 藤田壮・徐開欽・中
山忠暢・岡寺智大・
呉通華

99

0506BY541 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため

の曝露量評価モデルの構築に関する調査研究

大原利眞 アジア 新田裕史・上原清・
長谷川就一・神田勲・
片山学・小野雅司・
山崎新・豊柴博義・
田村憲治

142

0510BY947 タンチョウ (Grus japonensis) のハプロタイプおよび

雌雄判別

桑名貴 基盤ラボ 今里栄男・大沼学 210

文科 - 原子

力

0206CA364 低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過程

に及ぼす影響に関する研究

青木康展 リスク C 大迫誠一郎 183

文科 - 振興

調整

0406CB504 アジア国際河川生態系長期モニタリング体制の構

築

野原精一 アジア 今井章雄・一ノ瀬俊
明・丹羽忍・笠井文
絵・河地正伸・松重
一夫・佐野友春・高
木博夫・福島路生・
亀山哲・井上智美・
田辺雄彦・片岡久美

100

0608CB936 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発 木幡邦男 水土壌 村上正吾・王勤学・
水落元之・越川海・
東博紀・藤田壮・野
原精一・井上智美・
樋渡武彦

152

0606CB014 ナノテクノロジー影響の多領域専門家パネル 小林隆弘 健康 藤谷雄二 133

0608CB961 次世代アジアフラックスへの先導 藤沼康実 地球 C 梁乃申・油田さと子・
犬飼孔・平田竜一

175

文科 - 海地 0509CC331 海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築 野尻幸宏 地球 C 25

0610CC995 SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタ

リング

杉本伸夫 大気 松井一郎・清水厚 143

0507CC919 西太平洋の海洋大気間 ＣＯ2・酸素収支観測 向井人史 地球 C 遠嶋康徳・野尻幸宏・
荒巻能史

22

文科 - 科研

費

0506CD397 大気中の変異原物質に対して加齢動物が示す感受

性の定量的評価

青木康展 リスク C 松本理 74

0607CD403 イソプレンを含むジアルケン炭化水素類の光酸化

で生成する二次有機粒子組成

佐藤圭 アジア 189

0406CD419 アジア域における人間活動による大気環境変動の

将来予測　―将来化学気候図の作成―

大原利眞 アジア 菅田誠治 190

0608CD431 Material Stock Accounts に基づく中長期の物質

管理戦略研究

橋本征二 循環 C 179

0406CD448 環境同位体を用いた干潟・湿地生態系の自然再生

事業の評価手法に関する研究

野原精一 アジア 広木幹也 192

0608CD450 マムシグサにおける父性繁殖成功度の集団間比較

に関する研究

西沢徹 生物 167

0607CD456 鳥類異種間生殖巣キメラからの子孫作出実験 川嶋貴治 基盤ラボ 203

0608CD461 マウスＥＳ細胞を用いた次世代影響予測システム

の開発研究

曽根秀子 リスク C 豊柴博義 184

0408CD465 途上国における温暖化対策と持続可能な発展－

「京都」以後の国際制度設計をめざして

亀山康子 地球 C 橋本征二 37
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文科 - 科研

費

0406CD466 亜酸化窒素の濃度分布を用いた北極域大気と中緯

度大気の混合の年々変動に関する研究

秋吉英治 大気 143

0406CD469 泥炭湿地の環境変化が土壌微生物群集の多様性お

よび機能に及ぼす影響

広木幹也 生物 166

0406CD473 鳥類の免疫能が配偶者選択に及ぼす影響の研究 永田尚志 生物 166

0407CD481 種の境界が不明瞭なフキバッタ亜科昆虫の進化経

路の探索

立田晴記 リスク C 184

0406CD489 超高磁場多核種 MRS を用いる脳機能発現の代謝

機構の研究

三森文行 化学 渡邉英宏・梅津豊司 122

0406CD492 超高磁場 MRI による人脳内の興奮性及び抑制性神

経伝達物質の無侵襲同時計測法の研究

渡邉英宏 化学 三森文行 122

0608CD494 炎症反応による記憶機能分子かく乱に着目した化

学物質に過敏な動物モデルの作成

藤巻秀和 リスク C Tin-Tin-Win-Shwe 74

0506CD496 母乳細胞を用いたダイオキシン曝露のバイオマー

カーの有用性の検討

米元純三 リスク C 186

0607CD510 ナノ素材が皮膚疾患に及ぼす影響とそのメカニズ

ムの解明に関する研究

柳澤利枝 健康 134

0508CD532 野生メダカ個体群の絶滅確率による有害化学物質

の生態リスク評価

田中嘉成 リスク C 91

0306CD536 洗浄剤注入による土壌汚染のレメディエーション

技術の効率と安全性に関する基礎的研究

稲葉一穂 水土壌 152

0608CD547 有害藻類モニタリングおよび特性解析のための新

規計測システムの開発

板山朋聡 化学 123

0608CD551 アジア産ヒラタクワガタにおける形態形質変異の

遺伝的基盤および種分化機構の解明

五箇公一 リスク C 立田晴記・今藤夏子・
国武陽子

84

0306CD553 建物・街区・都市・地域の各規模にまたがる熱環

境解析とアジアの巨大都市への適用

一ノ瀬俊明 社会 片岡久美・松本太 111

0607CD560 混合状態を考慮した炭素性エアロゾルの 20 世紀気

候への影響評価

永島達也 アジア 191

0608CD561 大気オゾン全球分布の変動過程：化学・気候モデ

ルによる２０世紀再現実験

永島達也 アジア 191

0608CD565 ベリリウム１０と炭素１４を用いた最終退氷期の

太陽活動変遷史に関する研究

柴田康行 化学 123

0507CD566 ナノ・マイクロ LC/MS による環境・廃棄物試料の

グリーンケミストリー分析技術の開発

柴田康行 化学 124

0607CD572 河川における絶滅危惧ザリガニの機能的役割：地

域間ならびに地域個体群間比較

西川潮 リスク C 84

0607CD582 抗生物質耐性遺伝子を用いない遺伝子組換え植物

の新規な選抜手法に関する研究

玉置雅紀 生物 87

0507CD589 台風 18 号による自然撹乱が北方森林の炭素交換量

および蓄積量に与える影響の評価

藤沼康実 地球 C 小熊宏之・梁乃申・
犬飼孔

175

0406CD590 陸域生態系－大気間の生物地球化学的相互作用を

扱うモデルの開発

伊藤昭彦 地球 C 31

0506CD600 ナノ素材が凝固線溶系に及ぼす影響とそのメカニ

ズムの解明に関する研究

井上健一郎 健康 78

0507CD821 東シベリアにおける森林火災による大気環境影響

とその日本への越境大気汚染の解明

村野健太郎 大気 向井人史 143

0507CD824 都市内大規模河川（ソウル市清渓川）の復元によ

る暑熱現象改善効果の実証

一ノ瀬俊明 社会 片岡久美・松本太・
原田一平

111

0607CD924 気候モデルによる温暖化予測の不確実性に関する

研究：火山噴火気候応答実験による制約

横畠徳太 地球 C 32

0607CD925 大気海洋結合モデルを用いた極端な気象現象の

２０世紀中の変化と将来予測に関する研究

塩竃秀夫 地球 C 33

0608CD928 人為起源の温暖化シグナルの検出を目指した気候

の長期内部変動に関する数値実験的研究

野沢徹 大気 永島達也 38

0608CD930 全国を対象とした淡水魚類生息地ポテンシャルの

時空間解析と流域再生支援システム

亀山哲 アジア 193

0607CD940 腐植物質還元微生物の特性の把握と環境浄化への

応用に関する研究

山村茂樹 水土壌 154

0607CD958 湖沼溶存有機物の同位体的キャラクタリゼーショ

ン

奈良郁子 水土壌 147
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文科 - 科研

費

0607CD969 熱帯林発生源調査と安定同位体比測定による大気

中塩化メチルの収支バランスの解明

横内陽子 化学 斉藤拓也 124

0608CD972 温暖化防止の持続的国際枠組み 亀山康子 地球 C 橋本征二 37

0610CD974 海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程 横内陽子 化学 大木淳之 124

0608CD993 軽油代替燃料への利用拡大を目的とした廃食用油

の相平衡の把握と品質向上技術の評価

倉持秀敏 循環 C 大迫政浩・山本貴士 56

0507CD468 森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本

の統一的土壌分類案の適用に関する研究

村田智吉 水土壌 亀山哲 153

0506CD504 高分解能スペクトルと偏光特性を利用した大気気

体遠隔測定手法の開発

青木忠生 地球 C 森野勇 27

0406CD530 氷床コア中宇宙線起源放射性核種の高密度高精度

測定手法の開発

柴田康行 化学 植弘崇嗣・田中敦 123

0507CD531 生物学的栄養塩類除去プロセスにおける同位体解

析を導入した微生物ループの解明

蛯江美孝 循環 C 179

0506CD534 視床下部における生殖中枢の性差と性分化機構の

解明

塚原伸治 リスク C 185

0506CD535 生殖のライフサイクルにおける脳の機能構造の変

化と性特異性に関する研究

塚原伸治 リスク C 185

0506CD536 原子間力顕微鏡を用いたナノ粒子の細胞への取り

込みに関する研究

菅野さな枝 リスク C 78

0507CD539 小笠原諸島における固有水生生物の保全手法につ

いての研究

佐竹潔 生物 上野隆平・五箇公一 167

0507CD554 上部対流圏から下部成層圏における水蒸気分布の

変動要因の解明と気候への影響評価

江口菜穂 地球 C 175

0506CD556 金属水酸化物への DOM 吸着特性に基づいた最適

凝集条件の検討

小松一弘 水土壌 153

0506CD909 前鰓類のインポセックス誘導機構の解明：レチノ

イド X 受容体（RXR）を介した有機スズ化合物の

作用機序の解析

堀口敏宏 リスク C 白石寛明・西川智浩 83

0507CD921 湖沼における溶存鉄の存在形態分析と鉄利用性が

アオコ発生に及ぼす影響

今井章雄 水土壌 松重一夫・小松一弘 154

0506CD958 生活の質（QOL) に影響を及ぼす環境因子に関す

る研究

山崎新 健康 133

文科 - 振興

費

0206CE421 黄河下流域における地下水利用の現状把握と将来

予測手法の開発研究

一ノ瀬俊明 社会 片岡久美・大坪國順・
原田一平

113

0206CE476 遺伝子資源としての藻類の収集・保存・提供 笠井文絵 生物 河地正伸 210

0609CE491 環境政策の長期シナリオ 原沢英夫 社会 増井利彦・肱岡靖明・
森口祐一・江守正多・
亀山康子・高橋潔・
山元昭二

205

0306CE525 高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予測

に関する研究

野沢徹 大気 江守正多・小倉知夫・
永島達也

29

0506CE848 日本とオーストリアの戸外活動の比較 青木陽二 社会 112

0507CE943 鳥類細胞保存のアジア国際ネットワーク構築 桑名貴 基盤ラボ 大沼学・橋本光一郎・
今里栄男・川嶋貴治

211

厚労 - 厚生

科学

0609DA502 内分泌かく乱物質の発がん・加齢などに及ぼす影

響の分子メカニズムに関する研究

曽根秀子 リスク C 186

農水 - 独法 0610JA970 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に

関する研究

佐治光 生物 久保明弘 168

NEDO 0608KA954 嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術 珠坪一晃 水土壌 147

0608KA018 無曝気・省エネルギー－型次世代水資源循環技術

の開発「無加温嫌気処理における有機物分解特性

の評価」

珠坪一晃 水土壌 山村茂樹 148

JST 0106KB392 高密度励起子状態を利用したダイヤモンド紫外線

ナノデバイスの開発

久米博 化学 小野雅司 125

0407KB498 都市域における PM2.5 大気汚染特性と生成機構解

明研究

大原利眞 アジア 西川雅高・長谷川就
一・小林伸治・松橋
啓介・伏見暁洋・菅
田誠治・早崎将光・
上原清・神田勲・足
立幸穂・片山学

97

0307KB571 可搬型超伝導ミリ波大気分子測定装置の開発 (2)
オゾン・ClO・水蒸気変動の解析とモデル化

中根英昭 アジア 秋吉英治 197
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JST 0307KB008 持続可能なサニテーションシステムの開発と水循

環系への導入

稲森悠平 循環 C 徐開欽・蛯江美孝 60

0508KB555 気候変動問題についての市民の理解と対応につい

ての調査分析および文化モデルの構築

青柳みどり 社会 61

その他公募 0406KZ511 宇宙放射線被曝がゼブラフィッシュ体内の突然変

異発生に及ぼす影響

青木康展 リスク C 太田宗宏・天沼喜美
子・松本理

187

0507KZ555 受粉用マルハナバチの逃亡防止技術と生態リスク

管理技術の開発

五箇公一 リスク C 今藤夏子 85

0506KZ573 地球温暖化への生態系応答に関する文献データを

モデリングに反映させるためのメタ分析

伊藤昭彦 地球 C 31

0506KZ574 地球温暖化と陸域生態系の相互作用を評価するた

めの炭素循環モデルの開発と応用

伊藤昭彦 地球 C 31

0510KZ503 都市の地下環境に残る人間活動の影響 一ノ瀬俊明 社会 片岡久美・松本太 113

0506KZ959 健康関連の生活の質（Health-related Quality of Life）
が環境に配慮した行動様式に及ぼす影響に関わる

研究

山崎新 健康 134

共同研究 0607LA482 希少野生鳥類保全のための新技術開発 桑名貴 基盤ラボ 大沼学・今里栄男 203

0611LA554 病原生物と人間との相互作用環 板山朋聡 化学 125

0510LA843 環境有害因子の健康リスク評価とそのメカニズム

解明に関する研究

遠山千春 リスク C 米元純三 187

委託請負 0607MA479 TerraSAR-X の実用可能性の評価に関する研究 山野博哉 地球 C 松永恒雄・島崎彦人 40

0606MA012 既存化学物質の生態毒性によるカテゴリ分類のた

めの基礎的研究

菅谷芳雄 リスク C 88

0606MA013 平成１８年度ＲｏＨＳ 規制物質等対策調査業務 滝上英孝 循環 C 53

0406MA020 埋立層内ガスに着目した海面埋立最終処分場の安

定化メカニズムに関する研究

井上雄三 循環 C 遠藤和人 64

0507MA519 大気中ナノ粒子の多元素・多成分同時計測技術を

用いた環境評価技術の開発 「開発装置を用いた大

気中ナノ粒子のフィールド計測と評価」

田邊潔 化学 小林伸治・伏見暁洋 125

寄付 0607NA994 多成分揮発性・半揮発性有機化合物測定装置の高

速化・高感度化

猪俣敏 大気 谷本浩志 144

個別名を記

載

0307ZZ476 ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査

研究　（分析班）

柴田康行 化学 126

0608ZZ569 環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関す

る研究

石堂正美 リスク C 鈴木純子・柳澤利枝・
白石不二雄

75
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所属については略称で記載し た。

略称 正式名称

地球 C 地球環境研究セン ター

循環 C 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター

リ ス ク C 環境 リ ス ク研究セン ター

アジア アジア自然共生研究グループ

社会 社会環境システム研究領域

化学 化学環境研究領域

健康 環境健康研究領域

大気 大気圏環境研究領域

水土壌 水土壌圏環境研究領域

生物 生物圏環境研究領域

基盤ラ ボ 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー
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組織別研究課題一覧

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁

地球環境研究セ
ンター

重点１　地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 0610SP001 17

重点１中核 P1　温室効果ガスの長期的濃度変動メカニズムとそ
の地域特性の解明

向井人史 0610AA101 18

重点１中核 P2　衛星利用による二酸化炭素等の観測と全球炭素
収支分布の推定

横田達也 0610AA102 26

重点１中核 P3　気候・影響・土地利用モデルの統合による地球
温暖化リスクの評価

江守正多 0610AA103 28

重点１中核 P4　脱温暖化社会の実現に向けたビジョンの構築と
対策の統合評価

甲斐沼美紀子 0610AA104 34

地球環境データベースの整備 松永恒雄 0307AC523 214

大気・海洋モニタリング 町田敏暢 0307AC585 212

陸域モニタリング 藤沼康実 0610AC593 213

地球環境研究の総合化及び支援 山本哲 0610AC932 217

大気海洋結合系の気候感度決定メカニズムに関する研究 小倉知夫 0308AE591 33

地球温暖化による極端現象の変化に関する気候モデル研究 江守正多 0406AE537 169

遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識に関する研究 松永恒雄 0507AE844 169

大気・陸域生態系間の CO2 同位体および微量ガスの交換プロセ
ス解明に関する基礎研究

高橋善幸 0507AE963 22

生物多様性情報の統合的利用に関する研究 志村純子 0606AE927 169

重点 1 関連 P4　太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価 山野博哉 0610AE004 40

重点 1 関連 P5　温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタ
リング

山野博哉 0610AE005 41

レーザスキャナを用いた定点連続測定による森林計測技術の開
発

武田知巳 0506AF002 171

ラジオゾンデ・ゴム気球搭載用の湿度計を用いた上部対流圏の
水蒸気観測

江口菜穂 0506AF522 170

氷晶非球形散乱を考慮した CO2 気柱量推定アルゴリズムの高精
度化

吉田幸生 0506AF523 170

自然環境下における植物体の CO2 同位体および微量ガス交換特
性の評価

高橋善幸 0607AF588 23

海洋生物資源情報と地球環境研究情報の統合化に関する基礎的
研究

志村純子 0608AF003 212

根圏炭素貯留速度の解明に向けた地中分光画像計測装置の開発 中路達郎 0506AI577 171

Ｋｕ バンド合成開口レーダーによる国土森林バイオマスモニタ
リングのための基礎研究

小熊宏之 0506AI578 171

GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用 横田達也 0610AL917 215

21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合的炭素収支
研究 ～アジア陸域生態系の炭素収支変動予測と 21 世紀の炭素
管理手法の検討 21 世紀の陸域炭素管理オプションの総合評価
と炭素収支の統合予測モデルの開発

山形与志樹 0206BA423 30

グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 0206BA575 215

21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合的炭素収支
研究 I．ボトムアップ（微気象・生態学的）アプローチによる
陸域生態系の炭素収支解析に関する研究 (3）森林・草地生態系
における炭素収支の定量的評価に関する研究 　2) 土壌炭素収
支におけるプロセスの相互作用と時空間変動

藤沼康実 0206BA591 172

21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合的炭素収支
研究 . I．ボトムアップ（微気象・生態学的）アプローチによ
る陸域生態系の炭素収支解析に関する研究 (1) 森林・草地生態
系における炭素収支の定量的評価に関する研究 　3) 熱帯森林
生態系における炭素収支

藤沼康実 0206BA830 172
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地球環境研究セ
ンター

21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合的炭素収支
研究 II. トップダウン（大気観測）アプローチによるメソス
ケールの陸域炭素収支解析

町田敏暢 0206BA921 24

温暖化対策の多面的評価クライテリア設定に関する研究 亀山康子 0406BA354 35

温室効果ガス観測衛星データの解析手法高度化と利用に関する
研究

横田達也 0406BA414 26

極端な気象現象を含む高解像度気候変化シナリオを用いた温暖
化影響評価研究

江守正多 0406BA488 30

温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 甲斐沼美紀子 0408BA369 35

重点 1 関連 P3　京都議定書吸収源としての森林機能評価に関す
る研究 (2) 吸収量評価モデルの開発と不確実性解析 1) 吸収量評
価モデルの開発 2) 吸収量評価モデルの不確実性解析

山形与志樹 0506BA776 39

21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合的炭素収支
研究 IV．プロジェクトの統合的推進と情報共有 (2) 陸域生態系
炭素収支総合データベースシステムの構築と運用に係わる技術
的検討

藤沼康実 0506BA962 172

アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の緩和・適応政
策の評価に関する研究

甲斐沼美紀子 0507BA794 35

環礁州島からなる島嶼国の持続可能な国土の維持に関する研究 山野博哉 0607BA475 40

衛星利用の温室効果ガス全球分布観測に関する先導的研究 松永恒雄 0607BA583 173

陸域生態系 CO2 フラックスの分離評価を目的とした同位体・微
量ガス観測手法の開発

高橋善幸 0607BA587 22

Super GCM の開発およびそれを用いた温暖化時のメソ気象現象
変調に関する研究

江守正多 0607BA923 32

気候変動に対処するための国際合意構築に関する研究 亀山康子 0608BA568 36

大気境界層の高頻度観測による大陸上 CO2 の挙動と輸送に関す
る研究

町田敏暢 0406BB430 19

西部太平洋域の微量温室効果ガス分布と発生源に関する研究 野尻幸宏 0406BB918 21

陸域・海洋による二酸化炭素吸収の長期トレンド検出のための
酸素および二酸化炭素同位体に関する観測研究 

向井人史 0408BB368 19

東アジアの温室ガス収支推定のための大気多成分観測データの
診断モデル解析

Shamil 
Maksyutov

0608BB931 25

民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気
体の観測

町田敏暢 0610BB920 23

建築物における空調･照明等自動コントロールシステムに関する
技術開発

藤沼康実 0406BH478 173

情報通信機器の消費電力自動管理システムに関する技術開発 甲斐沼美紀子 0406BH483 174

衛星によるスペクトルデータを利用した天然ガスパイプライン
からのメタン漏洩量導出アルゴリズムの開発

横田達也 0507BH855 27

重点 1 関連 P8　アジア太平洋域における戦略的データベースを
用いた応用シナリオ開発

甲斐沼美紀子 0607BY530 43

地球温暖化観測連携拠点事業支援 野尻幸宏 0609BY922 216

温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 0610BY571 216

次世代アジアフラックスへの先導 藤沼康実 0608CB961 175

西太平洋の海洋大気間 ＣＯ2・酸素収支観測 向井人史 0507CC919 22

海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築 野尻幸宏 0509CC331 25

陸域生態系－大気間の生物地球化学的相互作用を扱うモデルの
開発

伊藤昭彦 0406CD590 31

途上国における温暖化対策と持続可能な発展－「京都」以後の
国際制度設計をめざして

亀山康子 0408CD465 37

高分解能スペクトルと偏光特性を利用した大気気体遠隔測定手
法の開発

青木忠生 0506CD504 27

上部対流圏から下部成層圏における水蒸気分布の変動要因の解
明と気候への影響評価

江口菜穂 0507CD554 175

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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地球環境研究セ
ンター

台風 18 号による自然撹乱が北方森林の炭素交換量および蓄積量
に与える影響の評価

藤沼康実 0507CD589 175

気候モデルによる温暖化予測の不確実性に関する研究：火山噴
火気候応答実験による制約

横畠徳太 0607CD924 32

大気海洋結合モデルを用いた極端な気象現象の２０世紀中の変
化と将来予測に関する研究

塩竃秀夫 0607CD925 33

温暖化防止の持続的国際枠組み 亀山康子 0608CD972 37

地球温暖化への生態系応答に関する文献データをモデリングに
反映させるためのメタ分析

伊藤昭彦 0506KZ573 31

地球温暖化と陸域生態系の相互作用を評価するための炭素循環
モデルの開発と応用

伊藤昭彦 0506KZ574 31

TerraSAR-X の実用可能性の評価に関する研究 山野博哉 0607MA479 40

循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

重点２　循環型社会研究プログラム 森口祐一 0610SP002 44

重点２中核 P1　近未来の循環資源システムと政策・マネジメン
ト手法の設計・評価

大迫政浩 0610AA201 45

重点２中核 P2　資源性・有害性をもつ物質の循環管理方策の立
案と評価

野馬幸生 0610AA202 49

重点２中核 P3　廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技
術の開発

川本克也 0610AA203 54

重点２中核 P4　国際資源循環を支える適正管理ネットワークと
技術システムの構築

寺園淳 0610AA204 57

廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策 野馬幸生 0610AB436 69

循環資源・廃棄物の試験評価・モニタリング手法の高度化・体
系化

貴田晶子 0610AB447 67

資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の作成 森口祐一 0610AB454 218

資源循環に係る基盤的技術の開発 川本克也 0610AB462 177

液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化 稲森悠平 0610AB519 68

循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処分技術の確立 井上雄三 0610AB546 65

埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評価手法の確立 山田正人 0507AE781 65

水質改善効果の評価手法に関する研究 稲森悠平 9911AE473 178

生物・物理・化学的手法を活用した汚水および汚泥処理に関す
る研究

稲森悠平 9911AE476 178

難分解性有機物の高度処理に関する研究 稲森悠平 9911AE477 178

並列計算による反応型熱連成多要素多相流解析へのアプローチ 遠藤和人 0606AF017 63

拡大生産者責任の概念導入に関する比較分析 村上理映 0607AF971 58

国立環境研究所より発生する不要物の排出構造の解明 山田正人 0606AI006 180

技術革新と需要変化を見据えた交通部門の CO2 削減中長期戦略
に関する研究

森口祐一 0406BA499 37

物質フローモデルに基づく持続可能な生産・消費の達成度評価
手法に関する研究

森口祐一 0406BA501 46

アジア－太平洋地域における POPs 候補物質の汚染実態解明と
新規モニタリング法の開発

滝上英孝 0607BA459 59

アジア諸国の廃棄物埋立地における CDM 事業に資する温室効
果ガス排出削減量予測および排出削減対策の評価に関する研究

山田正人 0406BB384 59

再生建材の循環利用過程における長期的な環境影響評価のため
の促進試験系の開発及び標準化に関する研究

貴田晶子 0406BC339 50

埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善による高規格最終処分シ
ステムに関する研究

井上雄三 0407BC381 66

循環資源・廃棄物中の有機臭素化合物およびその代謝物管理の
ためのバイオアッセイ／モニタリング手法の開発

滝上英孝 0406BE493 51

地域資源循環に係る環境会計表の作成とその適用 森口祐一 0406BE817 47

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

水素生成原料としてのバイオマス系廃棄物および廃棄物焼却灰
の品質管理に関する研究

山田正人 0506BE953 54

再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規格化に基づく
安全品質レベルの合理的設定手法に関する研究

大迫政浩 0507BE509 51

循環廃棄過程を含めた水銀の排出インベントリと排出削減に関
する研究

貴田晶子 0507BE955 52

近未来の循環型社会における技術システムビジョンと転換戦略
に関する研究

大迫政浩 0607BE579 48

アスベスト含有廃棄物の分解処理による無害化の確認試験方法
の確立とその応用

野馬幸生 0608BE434 176

国外リサイクルを含むシナリオ間のライフサイクル比較手法と
廃プラスチックへの適用

森口祐一 0608BE567 60

物質ストック勘定体系の構築とその適用による廃棄物・資源管
理戦略研究

橋本征二 0608BE576 47

ベンチマーク指標を活用した一般廃棄物処理事業の評価に関す
る研究

大迫政浩 0608BE581 49

アジア地域における廃電気電子機器と廃プラスチックの資源循
環システムの解析

寺園淳 0608BE938 58

プラスチック含有廃棄物の処理およびリサイクル過程における
有害物質の生成特性解析と効率的対策手法の開発

川本克也 0608BE946 53

高度処理浄化槽におけるリン除去・回収・資源化技術の開発と
システム評価

稲森悠平 0608BE989 55

臭素系・非臭素系難燃剤の物理化学パラメータの測定および推
算モデルの開発

倉持秀敏 0608BE992 63

最終処分場におけるアスベスト廃棄物の安全性評価手法の開発 山田正人 0609BE996 64

バイオ資源・廃棄物等からの水素製造技術開発 川本克也 0307BH593 55

廃棄物処分場の有害物質の安全・安心保障 井上雄三 0406BY762 66

生物学的栄養塩類除去プロセスにおける同位体解析を導入した
微生物ループの解明

蛯江美孝 0507CD531 179

Material Stock Accounts に基づく中長期の物質管理戦略研究 橋本征二 0608CD431 179

軽油代替燃料への利用拡大を目的とした廃食用油の相平衡の把
握と品質向上技術の評価

倉持秀敏 0608CD993 56

持続可能なサニテーションシステムの開発と水循環系への導入 稲森悠平 0307KB008 60

埋立層内ガスに着目した海面埋立最終処分場の安定化メカニズ
ムに関する研究

井上雄三 0406MA020 64

平成１８年度 ＲｏＨＳ規制物質等対策調査業務 滝上英孝 0606MA013 53

重点３　環境リスク研究プログラム 白石寛明 0610SP003 69

重点３中核 P1　化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析に
よる曝露評価

鈴木規之 0610AA301 70

重点３中核 P2　感受性要因に注目した化学物質の健康影響評価 藤巻秀和 0610AA302 72

重点３中核 P3　環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影
響評価

平野靖史郎 0610AA303 76

重点３中核 P4　生物多様性と生態系機能の視点に基づく環境影
響評価手法の開発

高村典子 0610AA304 79

有害化学物質に対する感受性要因と薬物代謝系 松本理 0408AE397 181

ニホンウズラ受精卵を用いた経卵曝露毒性試験法の開発に関す
る研究

白石不二雄 0607AE562 71

ダイオキシン類の心臓血管系疾患および糖尿病関連遺伝子に対
する影響とそのメカニズムの解析

西村典子 0608AE508 73

海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に関する研究 堀口敏宏 0610AE558 80

霞ヶ浦懸濁物質におけるリンの存在形態の解明 宇田川弘勝 0606AF486 182

神経幹細胞に対する環境化学物質の影響評価法の確立 鈴木純子 0607AF973 88

内分泌かく乱作用に関する無脊椎動物のスクリーニング・試験
法開発

鑪迫典久 0208AK536 91
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環境リスク研究
センター

自己分散性高分子の生態影響試験フロースキームの改定 鑪迫典久 0606AK543 91

新たな幼若期学習試験法によるダイオキシン・PCB 類の発達神
経毒性の解析

北條理恵子 0608AK021 76

化学物質管理のための生態影響試験法および生態リスク評価法
の検討

田中嘉成 0610AK484 90

化学物質データベースの構築と提供 今泉圭隆 0610AK513 219

生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備 高村典子 0610AK526 219

定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開発 白石寛明 0610AK533 92

発がん性評価と予測のための手法の開発 後藤純雄 0610AK544 92

化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する研究 中島大介 0610AK545 89

国立環境研究所侵入生物データベース管理 五箇公一 0610AK550 219

環境政策における活用を視野に入れたリスク評価手法の検討，
リスクコミュニケーション手法の検討等の推進

山崎邦彦 0610AK915 93

化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発 鈴木規之 0611AK509 89

インフォマティックス手法を活用した化学物質の影響評価と類
型化手法の開発

米元純三 0611AK518 93

侵入種生態リスクの評価手法と対策に関する研究 五箇公一 0406BA421 80

ため池とその周辺環境を含む地域生態系の水循環と公益的機能
の評価

高村典子 0406BC319 81

空間明示モデルによる大型哺乳類の動態予測と生態系管理に関
する研究

立田晴記 0407BD480 82

生物微弱発光計測技術を応用した藻類に対する化学物質生態リ
スク評価手法の開発

菅谷芳雄 0506BD800 182

健全な湖沼生態系再生のための新しい湖沼管理評価軸の開発 高村典子 0508BD966 82

環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシステムの開発 平野靖史郎 0509BD785 183

ゲノミクスに基づく化学物質の生態影響評価法の開発に関する
研究

鑪迫典久 0608BD516 182

残留性有機化合物の底質から水生生物への移行に関する検討業
務

鈴木規之 0606BY991 88

水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関する調査・研
究

鈴木規之 0607BY004 72

自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影響調査 平野靖史郎 0610BY303 77

低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過程に及ぼす影響
に関する研究

青木康展 0206CA364 183

種の境界が不明瞭なフキバッタ亜科昆虫の進化経路の探索 立田晴記 0407CD481 184

大気中の変異原物質に対して加齢動物が示す感受性の定量的評
価

青木康展 0506CD397 74

母乳細胞を用いたダイオキシン曝露のバイオマーカーの有用性
の検討

米元純三 0506CD496 186

視床下部における生殖中枢の性差と性分化機構の解明 塚原伸治 0506CD534 185

生殖のライフサイクルにおける脳の機能構造の変化と性特異性
に関する研究

塚原伸治 0506CD535 185

原子間力顕微鏡を用いたナノ粒子の細胞への取り込みに関する
研究

菅野さな枝 0506CD536 78

前鰓類のインポセックス誘導機構の解明：レチノイド X 受容体
（RXR）を介した有機スズ化合物の作用機序の解析

堀口敏宏 0506CD909 83

野生メダカ個体群の絶滅確率による有害化学物質の生態リスク
評価

田中嘉成 0508CD532 91

河川における絶滅危惧ザリガニの機能的役割：地域間ならびに
地域個体群間比較

西川潮 0607CD572 84

マウス ＥＳ細胞を用いた次世代影響予測システムの開発研究 曽根秀子 0608CD461 184

炎症反応による記憶機能分子かく乱に着目した化学物質に過敏
な動物モデルの作成

藤巻秀和 0608CD494 74
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環境リスク研究
センター

アジア産ヒラタクワガタにおける形態形質変異の遺伝的基盤お
よび種分化機構の解明

五箇公一 0608CD551 84

内分泌かく乱物質の発がん・加齢などに及ぼす影響の分子メカ
ニズムに関する研究

曽根秀子 0609DA502 186

宇宙放射線被曝がゼブラフィッシュ体内の突然変異発生に及ぼ
す影響

青木康展 0406KZ511 187

受粉用マルハナバチの逃亡防止技術と生態リスク管理技術の開
発

五箇公一 0507KZ555 85

環境有害因子の健康リスク評価とそのメカニズム解明に関する
研究

遠山千春 0510LA843 187

既存化学物質の生態毒性によるカテゴリ分類のための基礎的研
究

菅谷芳雄 0606MA012 88

環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関する研究 石堂正美 0608ZZ569 75

アジア自然共生
研究グループ

重点４　アジア自然共生研究プログラム 中根英昭 0610SP004 94

重点４中核 P1　アジアの大気環境評価手法の開発 大原利眞 0610AA401 95

重点４中核 P2　東アジアの水・物質循環評価システムの開発 王勤学 0610AA402 98

重点４中核 P3　流域生態系における環境影響評価手法の開発 野原精一 0610AA403 99

大気境界層における物質輸送の研究 菅田誠治 0308AE510 190

ライダーによるエアロゾル変動の検出およびデータ提供手法に
関する研究

清水厚 0406AE393 190

気候変化と大気化学諸過程の相互作用に関する数値的研究 永島達也 0408AE494 191

エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 0510AE803 188

地球温暖化に対する庭園蘚苔地衣植生の応答解析と熱画像情報
によるモニタリング

清水英幸 0607AE009 194

揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エアロゾルの組
成分析

佐藤圭 0610AE402 189

リモートセンシングによる絶滅危惧種イトウ（Hucho perryi）の
産卵個体検出

福島路生 0506AF934 194

地球温暖化による東アジア地域の洪水・渇水リスクへの影響 東博紀 0606AF406 192

極東ロシアを中心とした絶滅危惧種イトウの保全管理計画 福島路生 0607AF999 193

日本における光化学大気汚染の研究 大原利眞 0406AH380 102

ブナ林衰退地域における総合植生モニタリング手法の開発 清水英幸 0509AH953 195

北東アジアにおける砂漠化アセスメント及び早期警戒体制
(EWS)構築のためのパイロットスタディ (3) 土壌･植生･水文解析
による土地脆弱性の評価

清水英幸 0406BA405 195

アジアにおけるオゾン・ブラックカーボンの空間的・時間的変
動と気候影響に関する研究

谷本浩志 0507BA405 97

アジア大陸からのエアロゾルとその前駆物質の輸送・変質プロ
セスの解明に関する研究

畠山史郎 0507BA825 96

森林－土壌相互作用系の回復と熱帯林生態系の再生に関する研
究 (5) 熱帯林の生物多様性評価と再生指標に関する研究

清水英幸 0507BA849 196

産業拠点地区での地域循環ビジネスを中核とする都市再生施策
の設計とその環境・経済評価システム構築

藤田壮 0507BE937 63

局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のための曝露量評価
モデルの構築に関する調査研究

大原利眞 0506BY541 142

温暖化影響早期観測ネットワークの構築 王勤学 0608BY023 99

アジア国際河川生態系長期モニタリング体制の構築 野原精一 0406CB504 100

アジア域における人間活動による大気環境変動の将来予測　―
将来化学気候図の作成―

大原利眞 0406CD419 190

環境同位体を用いた干潟・湿地生態系の自然再生事業の評価手
法に関する研究

野原精一 0406CD448 192

イソプレンを含むジアルケン炭化水素類の光酸化で生成する二
次有機粒子組成

佐藤圭 0607CD403 189
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アジア自然共生
研究グループ

混合状態を考慮した炭素性エアロゾルの 20 世紀気候への影響評
価

永島達也 0607CD560 191

大気オゾン全球分布の変動過程：化学・気候モデルによる２０
世紀再現実験

永島達也 0608CD561 191

全国を対象とした淡水魚類生息地ポテンシャルの時空間解析と
流域再生支援システム

亀山哲 0608CD930 193

可搬型超伝導ミリ波大気分子測定装置の開発 (2) オゾン・ClO・
水蒸気変動の解析とモデル化

中根英昭 0307KB571 197

都市域における PM2.5 大気汚染特性と生成機構解明研究 大原利眞 0407KB498 97

社会環境システ
ム研究領域

社会環境システム研究領域における研究活動 原沢英夫 0610FP012 105

地球環境問題に関連する国際法規範形成過程に関する研究 久保田泉 0406AE413 107

多地点同時観測データのデータ処理に関する研究 須賀伸介 0506AE786 108

アジア諸国における環境配慮型ライフスタイルの形成要因につ
いての研究

青柳みどり 0507AE793 108

山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に関する研究 一ノ瀬俊明 0606AE407 108

都市の熱負荷から生じるヒートアイランド現象等への湾等水域
の総合管理を軸とした対策システム検討

一ノ瀬俊明 0606AE409 109

環境問題に現れる拡散現象に対する数値モデルの研究 須賀伸介 0606AE512 110

応用一般均衡モデルによる国内環境政策および国際環境政策の
評価

岡川梓 0606AE528 110

気候風土や文化的背景による環境知覚の違い 青木陽二 0608AE398 108

市民および企業などの自主的な環境活動の理論および効果に関
する研究

森保文 0610AE451 109

統合評価モデル改良のための基礎的情報収集 増井利彦 0610AE531 110

身近な交通の見直しによる環境改善に関する研究 小林伸治 0507AG521 105

都市大気環境中における微小粒子・二次生成物質の影響評価と
予測

小林伸治 0608AG441 106

中長期を対象とした持続可能な社会シナリオの構築に関する研
究

原沢英夫 0608AG527 107

中長期的な地球温暖化防止の国際制度を規律する法原則に関す
る研究

久保田泉 0406BA411 111

重点 1 関連 P6　統合評価モデルによる温暖化の危険な水準と安
定化経路に関する研究

原沢英夫 0507BA507 41

ライフスタイル変革のための有効な情報伝達手段とその効果に
関する研究

青柳みどり 0507BA792 61

重点 1 関連 P7　温暖化政策を評価するための経済モデルの開発 増井利彦 0607BA529 42

廃棄物対策が家計のごみ排出削減に及ぼす影響に関する計量経
済学的研究

日引聡 0506BE946 62

粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査研究 小林伸治 0206BY968 204

建物・街区・都市・地域の各規模にまたがる熱環境解析とアジ
アの巨大都市への適用

一ノ瀬俊明 0306CD553 111

都市内大規模河川（ソウル市清渓川）の復元による暑熱現象改
善効果の実証

一ノ瀬俊明 0507CD824 111

黄河下流域における地下水利用の現状把握と将来予測手法の開
発研究

一ノ瀬俊明 0206CE421 113

日本とオーストリアの戸外活動の比較 青木陽二 0506CE848 112

環境政策の長期シナリオ 原沢英夫 0609CE491 205

気候変動問題についての市民の理解と対応についての調査分析
および文化モデルの構築

青柳みどり 0508KB555 61

都市の地下環境に残る人間活動の影響 一ノ瀬俊明 0510KZ503 113

化学環境研究領
域

化学環境研究領域における研究活動 柴田康行 0610FP013 113

環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究  (2) ダイオキ
シン類測定の高度化に伴う精度管理

伊藤裕康 0406AE449 116
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化学環境研究領
域

生物的に生成したマンガン酸化物のキャラクタリゼーション 瀬山春彦 0507AE797 117

海洋における溶存炭素中の放射性炭素測定と炭素循環研究 荒巻能史 0607AE586 118

環境微生物の特性に関わる新規計測手法の開発 板山朋聡 0608AE563 118

環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のための計測手法
に関する研究

瀬山春彦 0610AE413 117

高磁場 MRI 法の高度化とヒトへの応用 三森文行 0610AE416 117

環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の体系の確立
に関する研究

梅津豊司 0610AE444 118

興奮性および抑制性神経伝達物質の in vivo 同時濃度計測の実証
に関する研究

渡邉英宏 0506AF529 119

塩化メチルの炭素安定同位体比測定法の開発と大気観測への応
用

斉藤拓也 0606AF990 120

ジフェニルアルシン酸の発達影響に関する行動毒性学的研究 梅津豊司 0607AF443 119

残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に関する研究 橋本俊次 0608AG457 114

化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関する研究 瀬山春彦 0608AG466 115

東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出に関する観測
研究

横内陽子 0508BB770 20

大気中非メタン炭化水素の成分別リアルタイム測定システムの
開発に関する研究

横内陽子 0607BD963 120

環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析技術の開発 板山朋聡 0408BY387 121

新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発 久米博 0408BY576 121

環境試料のタイムカプセル化に関する研究 柴田康行 0606BY446 209

超高磁場多核種 MRS を用いる脳機能発現の代謝機構の研究 三森文行 0406CD489 122

超高磁場 MRI による人脳内の興奮性及び抑制性神経伝達物質の
無侵襲同時計測法の研究

渡邉英宏 0406CD492 122

氷床コア中宇宙線起源放射性核種の高密度高精度測定手法の開
発

柴田康行 0406CD530 123

ナノ・マイクロ LC/MS による環境・廃棄物試料のグリーンケミ
ストリー分析技術の開発

柴田康行 0507CD566 124

熱帯林発生源調査と安定同位体比測定による大気中塩化メチル
の収支バランスの解明

横内陽子 0607CD969 124

有害藻類モニタリングおよび特性解析のための新規計測システ
ムの開発

板山朋聡 0608CD547 123

ベリリウム１０と炭素１４を用いた最終退氷期の太陽活動変遷
史に関する研究

柴田康行 0608CD565 123

海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程 横内陽子 0610CD974 124

高密度励起子状態を利用したダイヤモンド紫外線ナノデバイス
の開発

久米博 0106KB392 125

病原生物と人間との相互作用環 板山朋聡 0611LA554 125

大気中ナノ粒子の多元素・多成分同時計測技術を用いた環境評
価技術の開発 「開発装置を用いた大気中ナノ粒子のフィールド
計測と評価」

田邊潔 0507MA519 125

ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研究　（分析
班）

柴田康行 0307ZZ476 126

環境健康研究領
域

環境健康研究領域における研究活動 高野裕久 0610FP014 126

メタロイドのメタボロミクスに関する研究 小林弥生 0509AE796 129

有害化学物質の毒性の臓器・細胞特異性に関与する転写因子機
能の研究

野原恵子 0608AE438 129

遺伝子ネットワークのリスク評価への適応 豊柴博義 0506AF957 129

生体内におけるヒ素の酸化還元と解毒機構 小林弥生 0606AF499 130

重点 3 関連 P1　トキシコゲノミクスを利用した環境汚染物質の
健康･生物影響評価法の開発に関する研究

野原恵子 0406AG337 85
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環境健康研究領
域

環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価する in vivo モ
デルの開発と検証

高野裕久 0507AG476 130

健康面からみた温暖化の危険性水準情報の高度化に関する研究 小野雅司 0509BA937 41

DNA チップを用いた有害化学物質の健康影響評価手法の開発 小林隆弘 0307BX015 131

地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査：健康影響研究 兜眞徳 0206BY530 42

バイオナノ協調体による有害化学物質の生体影響の高感度・迅
速評価技術の開発

持立克身 0307BY601 132

微小粒子状物質等曝露影響調査（解析調査）業務 新田裕史 0606BY949 132

局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のための関東地区及
び中京地区の同意確保調査

新田裕史 0606BY950 132

ナノテクノロジー影響の多領域専門家パネル 小林隆弘 0606CB014 133

ナノ素材が凝固線溶系に及ぼす影響とそのメカニズムの解明に
関する研究

井上健一郎 0506CD600 78

生活の質（QOL) に影響を及ぼす環境因子に関する研究 山崎新 0506CD958 133

ナノ素材が皮膚疾患に及ぼす影響とそのメカニズムの解明に関
する研究

柳澤利枝 0607CD510 134

健康関連の生活の質（Health-related Quality of Life）が環境に配
慮した行動様式に及ぼす影響に関わる研究

山崎新 0506KZ959 134

大気圏環境研究
領域

大気圏環境研究領域における研究活動 今村隆史 0610FP015 135

気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に関する研究 日暮明子 0308AE486 136

分光法を用いた遠隔計測に関する研究 森野勇 0308AE539 137

二波長偏光ライダーのデータ解析手法の研究 杉本伸夫 0406AE344 137

ミー散乱ライダーにおける受光検出部が測定誤差に及ぼす影響
の検討

松井一郎 0406AE392 138

質量分析法を用いたラジカルの検出と反応に関する研究 猪俣敏 0408AE338 137

3 次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動に関する研究 秋吉英治 0408AE373 138

都市の街並みと街路の通風・換気に関する実験的研究 上原清 0607AE520 138

エアロゾルの乾性沈着に関する研究 内山政弘 0608AE538 139

外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの検出に関す
る数値実験的研究

野沢徹 0608AE549 136

重点 1 関連 P1　過去の気候変化シグナルの検出とその要因推定 野沢徹 0610AJ001 38

高スペクトル分解ライダー等による雲・エアロゾル観測の研究 杉本伸夫 0206BA342 141

オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来予測に関する研究 今村隆史 0206BA782 140

衛星観測データを利用した極域オゾン層破壊の機構解明に関す
る研究

中島英彰 0406BA352 139

水稲葉枯症の発症要因の究明と軽減対策技術の開発 村野健太郎 0608BC597 141

大気汚染物質等のパーソナルモニタリング技術の開発 内山政弘 0307BY592 142

SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタリング 杉本伸夫 0610CC995 143

亜酸化窒素の濃度分布を用いた北極域大気と中緯度大気の混合
の年々変動に関する研究

秋吉英治 0406CD466 143

東シベリアにおける森林火災による大気環境影響とその日本へ
の越境大気汚染の解明

村野健太郎 0507CD821 143

人為起源の温暖化シグナルの検出を目指した気候の長期内部変
動に関する数値実験的研究

野沢徹 0608CD928 38

高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予測に関する研究 野沢徹 0306CE525 29

多成分揮発性・半揮発性有機化合物測定装置の高速化・高感度
化

猪俣敏 0607NA994 144

水土壌圏環境研
究領域

水土壌圏環境研究領域における研究活動 木幡邦男 0610FP016 144

東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関する研究 土井妙子 0307AE532 148

汚染土壌中の重金属の動態におよぼす天然および土壌中有機物
の影響

村田智吉 0506AE766 148
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水土壌圏環境研
究領域

底質試料を用いた合成化学物質による水域汚染のトレンドの解
析に関する研究

稲葉一穂 0507AE819 149

流域の森林土壌が渓流水に溶存するアルミニウムの濃度と形態
に与える影響

越川昌美 0508AE926 149

水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に関する基礎
的研究

冨岡典子 0607AE442 150

微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究 岩崎一弘 0610AE460 150

水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究 今井章雄 0610AE599 148

人為影響による海洋生態系変質に関する研究 牧秀明 0610AE926 150

有明海等における高レベル栄養塩濃度維持機構に関する研究：
適正な浅海域管理をめざして

中村泰男 0206AF384 151

霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集と物質循環に関する長期モ
ニタリング

冨岡典子 0307AF511 151

強風化型膨潤性土壌地帯におけるマメ科植生への撹乱行為が土
壌 C・N stock とその動態におよぼす影響の解明

村田智吉 0606AF417 151

有機物リンケージに基づいた湖沼環境の評価と改善シナリオ作
成

今井章雄 0406AG399 145

重点 4 関連 P1　省エネルギー型水・炭素循環処理システムの開
発

珠坪一晃 0608AG506 100

流下栄養塩組成の人為的変化による東アジア縁辺海域の生態系
変質の評価研究

原島省 0608BA934 146

水系溶存有機物の特性・反応性を評価するための有機炭素検出
クロマトグラフィーシステムの開発に関する研究

今井章雄 0607BD966 146

伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発 木幡邦男 0608CB936 152

洗浄剤注入による土壌汚染のレメディエーション技術の効率と
安全性に関する基礎的研究

稲葉一穂 0306CD536 152

金属水酸化物への DOM 吸着特性に基づいた最適凝集条件の検
討

小松一弘 0506CD556 153

森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本の統一的土壌
分類案の適用に関する研究

村田智吉 0507CD468 153

湖沼における溶存鉄の存在形態分析と鉄利用性がアオコ発生に
及ぼす影響

今井章雄 0507CD921 154

腐植物質還元微生物の特性の把握と環境浄化への応用に関する
研究

山村茂樹 0607CD940 154

湖沼溶存有機物の同位体的キャラクタリゼーション 奈良郁子 0607CD958 147

無曝気・省エネルギー－型次世代水資源循環技術の開発「無加
温嫌気処理における有機物分解特性の評価」

珠坪一晃 0608KA018 148

嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術 珠坪一晃 0608KA954 147

生物圏環境研究
領域

生物圏環境研究領域における研究活動 竹中明夫 0610FP017 155

微生物系統保存施設に保存されている微細藻類保存株の分類学
的再評価と保存株データベースの整備

笠井文絵 0507AD816 209

植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探索と機能解析 佐治光 0307AE503 156

ユスリカ類の多様性と環境要因との関連に関する研究 上野隆平 0408AE467 156

スズメ目鳥類の個体群構造に関する研究 永田尚志 0507AE780 157

シロイヌナズナの酸化的ストレスに対する新規な初期応答機構 玉置雅紀 0508AE772 156

環境指標生物としてのホタルの現状とその保全に関する研究 宮下衛 0508AE799 157

低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度上昇の影響 名取俊樹 0509AE952 157

光回復酵素の発現を指標とした植物の UVB シグナリング機構
の解明

中嶋信美 0606AE449 158

野生植物における近交弱勢による絶滅リスクの定量化 石濱史子 0609AE448 158

環境変動下における生態系とキーストーン種の挙動 高村健二 0610AE411 158

水生生物の個体群に及ぼす生息環境の影響に関する基礎的研究 多田満 0610AE455 159
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生物圏環境研究
領域

島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関する研究 佐竹潔 0610AE463 159

東京湾小櫃川河口干潟における塩湿地植生 矢部徹 0610AE548 159

海草藻場における根圏環境の研究 矢部徹 0406AF389 160

河道堰堤が河川生態系の規模・構造に及ぼす影響 高村健二 0506AF470 160

DNA アレイを用いたアブラナ属植物の浸透性交雑解析マーカー
の開発

西沢徹 0606AF458 161

小笠原における河川環境の劣化と固有種の減少要因の推定に関
する研究

佐竹潔 0607AF452 161

分子マーカーを用いたイネ品種のオゾン影響評価手法の開発に
関する研究

久保明弘 0607AF961 162

重点 3 関連 P2　侵入生物・遺伝子組換え生物による遺伝的多様
性影響評価に関する研究

中嶋信美 0608AG430 86

重点 4 関連 P2　湿地生態系の時空間的不均一性と生物多様性の
保全に関する研究

竹中明夫 0608AG485 101

藻場の生態系機能による海域再生研究 矢部徹 0406AH019 163

関東地方におけるオゾンによる植物被害とその分子的メカニズ
ムに関する研究

青野光子 0610AH400 162

21 世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合的炭素収支
研究 ～草原・農耕地生態系における炭素収支の定量的評価に関
する研究：青海草原炭素収支に関する研究

唐艷鴻 0406BA141 20

大型船舶のバラスト水・船体付着により越境移動する海洋生物
がもたらす生態系攪乱の動態把握とリスク管理に関する研究

河地正伸 0406BA505 163

重点 1 関連 P2　高山植生による温暖化影響検出のモニタリング
に関する研究

名取俊樹 0408BB475 39

チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期予測に関する
研究

唐艷鴻 0509BB829 164

地衣類の遺伝的多様性を活用した大気汚染診断 河地正伸 0507BC935 164

微細藻類を利用したエネルギー再生技術開発 河地正伸 0406BH508 165

除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 佐治光 0606BY960 165

絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関する研究 笠井文絵 0610BY505 212

泥炭湿地の環境変化が土壌微生物群集の多様性および機能に及
ぼす影響

広木幹也 0406CD469 166

鳥類の免疫能が配偶者選択に及ぼす影響の研究 永田尚志 0406CD473 166

小笠原諸島における固有水生生物の保全手法についての研究 佐竹潔 0507CD539 167

抗生物質耐性遺伝子を用いない遺伝子組換え植物の新規な選抜
手法に関する研究

玉置雅紀 0607CD582 87

マムシグサにおける父性繁殖成功度の集団間比較に関する研究 西沢徹 0608CD450 167

遺伝子資源としての藻類の収集・保存・提供 笠井文絵 0206CE476 210

遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に関する研究 佐治光 0610JA970 168

環境研究基盤技
術ラボラトリー

環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動 植弘崇嗣 0610CP018 209

培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞保存バンク 桑名貴 0510AD944 198

環境標準試料の作製と評価に関する研究 西川雅高 0610AD474 209

植物の生理生態機能の画像診断法に関する研究 戸部和夫 0406AE375 198

中国の半乾燥地域に生育する植物の生理生態機能に関する研究 戸部和夫 0406AE376 199

発生工学的手法を用いた鳥類種の保全と資源利用に関する研究 川嶋貴治 0606AE468 200

大気質成分の測定手法に関する研究 西川雅高 0608AE478 200

微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析に関する研
究

佐野友春 0610AE401 199

環境科学研究用に開発した実験動物の有用性 高橋慎司 0610AE539 200

鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出 桑名貴 0507AG942 197

渡り鳥によるウエストナイル熱及び血液原虫の感染ルート解明
とリスク評価に関する研究

桑名貴 0608BA472 201
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環境研究基盤技
術ラボラトリー

広域モニタリングネットワークによる黄砂の動態把握と予測・
評価に関する研究

西川雅高 0608BA487 204

洋上風力発電を利用した水素製造技術開発 植弘崇嗣 0307BH598 201

絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセルに関する研
究

桑名貴 0288BY599 210

有害物質除去用ナノ構造認識膜の開発 佐野友春 0307BY577 202

タンチョウ (Grus japonensis) のハプロタイプおよび雌雄判別 桑名貴 0510BY947 210

鳥類異種間生殖巣キメラからの子孫作出実験 川嶋貴治 0607CD456 203

鳥類細胞保存のアジア国際ネットワーク構築 桑名貴 0507CE943 211

希少野生鳥類保全のための新技術開発 桑名貴 0607LA482 203
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	(1)-4.　重点１中核P4　脱温暖化社会の実現に向けたビ ジョンの構築と対策の統合評価
	1）　 温暖化対策の多面的評価クライテリア設定に関する 研究
	2）　 温暖化対策評価のための長期シナリオ研究
	3）　 アジア太平洋統合評価モデルによる地球温暖化の緩 和・適応政策の評価に関する研究
	4）　 気候変動に対処するための国際合意構築に関する研 究
	5）　 技術革新と需要変化を見据えた交通部門のCO2削減 中長期戦略に関する研究
	6）　 途上国における温暖化対策と持続可能な発展−「京 都」以後の国際制度設計をめざして
	7）　 温暖化防止の持続的国際枠組み

	(1)-5.　重点1関連P1　過去の気候変化シグナルの検出と その要因推定
	1）　 人為起源の温暖化シグナルの検出を目指した気候の 長期内部変動に関する数値実験的研究

	(1)-5.　重点1関連P2　高山植生による温暖化影響検出の モニタリングに関する研究
	(1)-5.　重点1関連P3　京都議定書吸収源としての森林機 能評価に関する研究(2) 吸収量評価モデルの開発と 不確実性解析 1) 吸収量評価モデルの開発 2) 吸収量 評価モデルの不確実性解析
	(1)-5.　重点1関連P4　太平洋小島嶼国に対する温暖化の 影響評価
	1）　 環礁州島からなる島嶼国の持続可能な国土の維持に 関する研究
	2）　 TerraSAR-Xの実用可能性の評価に関する研究

	(1)-5.　重点1関連P5　温暖化に対するサンゴ礁の変化の 検出とモニタリング
	(1)-5.　重点1関連P6　統合評価モデルによる温暖化の危 険な水準と安定化経路に関する研究
	1）　 健康面からみた温暖化の危険性水準情報の高度化に 関する研究
	2）　 地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査：健 康影響研究

	(1)-5.　重点1関連P7　温暖化政策を評価するための経済 モデルの開発
	(1)-5.　重点1関連P8　アジア太平洋域における戦略的 データベースを用いた応用シナリオ開発
	(1)-6.　重点研究プログラムに係わるその他の活動
	(1)-6-1.　地球温暖化に係わる地球環境モニタリングの実 施
	1）　 大気・海洋モニタリング
	2）　 陸域モニタリング

	(1)-6-2.　地球環境データベースの整備
	(1)-6-3.　GOSATデータ定常処理運用システム開発・運用
	(1)-6-4.　地球温暖化に係わる地球環境研究の総合化及び 支援
	1）　 グローバルカーボンプロジェクト事業支援
	2）　 地球温暖化観測連携拠点事業支援
	3）　 温室効果ガスインベントリ策定事業支援
	4）　 地球環境研究の総合化及び支援


	重点２　循環型社会研究プログラム
	(2)-1.　重点２中核P1　近未来の循環資源システムと政 策・マネジメント手法の設計・評価
	1）　 物質フローモデルに基づく持続可能な生産・消費の 達成度評価手法に関する研究
	2）　 地域資源循環に係る環境会計表の作成とその適用
	3）　 物質ストック勘定体系の構築とその適用による廃棄 物・資源管理戦略研究
	4）　 近未来の循環型社会における技術システムビジョン と転換戦略に関する研究
	5）　 ベンチマーク指標を活用した一般廃棄物処理事業の 評価に関する研究

	(2)-2.　重点２中核P2　資源性・有害性をもつ物質の循環 管理方策の立案と評価
	1）　 再生建材の循環利用過程における長期的な環境影響 評価のための促進試験系の開発及び標準化に関する 研究
	2）　 循環資源・廃棄物中の有機臭素化合物およびその代 謝物管理のためのバイオアッセイ／モニタリング手 法の開発
	3）　 再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規格 化に基づく安全品質レベルの合理的設定手法に関す る研究
	4）　 循環廃棄過程を含めた水銀の排出インベントリと排 出削減に関する研究
	5）　 プラスチック含有廃棄物の処理およびリサイクル過 程における有害物質の生成特性解析と効率的対策手 法の開発
	6）　 平成１８年度ＲｏＨＳ規制物質等対策調査業務

	(2)-3.　重点２中核P3　廃棄物系バイオマスのWin-Win型 資源循環技術の開発
	1）　 水素生成原料としてのバイオマス系廃棄物および廃 棄物焼却灰の品質管理に関する研究
	2）　 高度処理浄化槽におけるリン除去・回収・資源化技 術の開発とシステム評価
	3）　 バイオ資源・廃棄物等からの水素製造技術開発
	4）　 軽油代替燃料への利用拡大を目的とした廃食用油の 相平衡の把握と品質向上技術の評価

	(2)-4.　重点２中核P4　国際資源循環を支える適正管理 ネットワークと技術システムの構築
	1）　 アジア地域における廃電気電子機器と廃プラスチッ クの資源循環システムの解析
	2）　 拡大生産者責任の概念導入に関する比較分析
	3）　 アジア−太平洋地域におけるPOPs候補物質の汚染 実態解明と新規モニタリング法の開発
	4）　 アジア諸国の廃棄物埋立地におけるCDM事業に資 する温室効果ガス排出削減量予測および排出削減対 策の評価に関する研究
	5）　 国外リサイクルを含むシナリオ間のライフサイクル 比較手法と廃プラスチックへの適用
	6）　 持続可能なサニテーションシステムの開発と水循環 系への導入

	(2)-5.　ライフスタイル変革のための有効な情報伝達手 段とその効果に関する研究
	1）　 気候変動問題についての市民の理解と対応について の調査分析および文化モデルの構築

	廃棄物対策が家計のごみ排出削減に及ぼす影響に関する 計量経済学的研究
	産業拠点地区での地域循環ビジネスを中核とする都市再 生施策の設計とその環境・経済評価システム構築
	(2)-6.　重点研究プログラムに係わるその他の活動
	(2)-6-1.　廃棄物管理の着実な実践のための調査・研究
	1）　 並列計算による反応型熱連成多要素多相流解析への アプローチ
	2）　 臭素系・非臭素系難燃剤の物理化学パラメータの測 定および推算モデルの開発
	3）　 最終処分場におけるアスベスト廃棄物の安全性評価 手法の開発
	4）　 埋立層内ガスに着目した海面埋立最終処分場の安定 化メカニズムに関する研究
	5）　 循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処分 技術の確立
	6）　 埋立廃棄物の陸生動物を用いた生態毒性評価手法の 確立
	7）　 埋立廃棄物の品質並びに埋立構造改善による高規格 最終処分システムに関する研究
	8）　 廃棄物処分場の有害物質の安全・安心保障
	9）　 循環資源・廃棄物の試験評価・モニタリング手法の 高度化・体系化
	10）　 液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化
	11）　 廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策

	(2)-6-2.　基盤的な調査・研究の推進
	1）　 アスベスト含有廃棄物の分解処理による無害化の確 認試験方法の確立とその応用
	2）　 資源循環に係る基盤的技術の開発

	(2)-6-3.　資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等 の作成
	1）　 資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の作 成


	重点３　環境リスク研究プログラム
	(3)-1.　重点３中核P1　化学物質曝露に関する複合的要 因の総合解析による曝露評価
	1）　 ニホンウズラ受精卵を用いた経卵曝露毒性試験法の 開発に関する研究
	2）　 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関す る調査・研究

	(3)-2.　重点３中核P2　感受性要因に注目した化学物質 の健康影響評価
	1）　 ダイオキシン類の心臓血管系疾患および糖尿病関連 遺伝子に対する影響とそのメカニズムの解析
	2）　 大気中の変異原物質に対して加齢動物が示す感受性 の定量的評価
	3）　 炎症反応による記憶機能分子かく乱に着目した化学 物質に過敏な動物モデルの作成
	4）　 環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関する 研究
	5）　 新たな幼若期学習試験法によるダイオキシン・PCB 類の発達神経毒性の解析

	(3)-3.　重点３中核P3　環境中におけるナノ粒子等の体 内動態と健康影響評価
	1）　 自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影響 調査
	2）　 原子間力顕微鏡を用いたナノ粒子の細胞への取り込 みに関する研究
	3）　 ナノ素材が凝固線溶系に及ぼす影響とそのメカニズ ムの解明に関する研究

	(3)-4.　重点３中核P4　生物多様性と生態系機能の視点 に基づく環境影響評価手法の開発
	1）　 海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に関 する研究
	2）　 侵入種生態リスクの評価手法と対策に関する研究
	3）　 ため池とその周辺環境を含む地域生態系の水循環と 公益的機能の評価
	4）　 空間明示モデルによる大型哺乳類の動態予測と生態 系管理に関する研究
	5）　 健全な湖沼生態系再生のための新しい湖沼管理評価 軸の開発
	6）　 前鰓類のインポセックス誘導機構の解明：レチノイ ド X 受容体（RXR）を介した有機スズ化合物の作用 機序の解析
	7）　 アジア産ヒラタクワガタにおける形態形質変異の遺 伝的基盤および種分化機構の解明
	8）　 河川における絶滅危惧ザリガニの機能的役割：地域 間ならびに地域個体群間比較
	9）　 受粉用マルハナバチの逃亡防止技術と生態リスク管 理技術の開発

	(3)-5.　重点3関連P1　トキシコゲノミクスを利用した環 境汚染物質の健康.生物影響評価法の開発に関する 研究
	(3)-5.　重点3関連P2　侵入生物・遺伝子組換え生物によ る遺伝的多様性影響評価に関する研究
	1）　 抗生物質耐性遺伝子を用いない遺伝子組換え植物の 新規な選抜手法に関する研究

	(3)-6. 重点研究プログラムに係わるその他の活動
	(3)-6-1. 環境政策における活用を視野に入れた基盤的な 調査研究の推進
	1）　 神経幹細胞に対する環境化学物質の影響評価法の確 立
	2）　 残留性有機化合物の底質から水生生物への移行に関 する検討業務
	3）　 既存化学物質の生態毒性によるカテゴリ分類のため の基礎的研究
	4）　 化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発
	5）　 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する 研究
	6）　 化学物質管理のための生態影響試験法および生態リ スク評価法の検討
	7）　 内分泌かく乱作用に関する無脊椎動物のスクリーニ ング・試験法開発
	8）　 自己分散性高分子の生態影響試験フロースキームの 改定
	9）　 野生メダカ個体群の絶滅確率による有害化学物質の 生態リスク評価
	10）　 定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開 発
	11）　 発がん性評価と予測のための手法の開発
	12）　 インフォマティックス手法を活用した化学物質の 影響評価と類型化手法の開発
	13）　 環境政策における活用を視野に入れたリスク評価 手法の検討，リスクコミュニケーション手法の検討 等の推進

	(3)-6-2. 環境リスクに関するデータベース等の作成
	1）　 化学物質データベースの構築と提供
	2）　 生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備
	3）　 国立環境研究所侵入生物データベース管理


	重点４　アジア自然共生研究プログラム
	(4)-1.　重点４中核P1　アジアの大気環境評価手法の開 発
	1）　 アジア大陸からのエアロゾルとその前駆物質の輸 送・変質プロセスの解明に関する研究
	2）　 アジアにおけるオゾン・ブラックカーボンの空間的・ 時間的変動と気候影響に関する研究
	3）　 都市域におけるPM2.5大気汚染特性と生成機構解明 研究

	(4)-2.　重点４中核P2　東アジアの水・物質循環評価シス テムの開発
	1）　 温暖化影響早期観測ネットワークの構築

	(4)-3.　重点４中核P3　流域生態系における環境影響評 価手法の開発
	1）　 アジア国際河川生態系長期モニタリング体制の構築

	(4)-4.　重点4関連P1　省エネルギー型水・炭素循環処理 システムの開発
	(4)-4.　重点4関連P2　湿地生態系の時空間的不均一性と 生物多様性の保全に関する研究
	(4)-5. 重点研究プログラムに係るその他の活動
	(4)-5-1.　日本における光化学大気汚染の研究


	Ⅳ．基盤的な調査・研究活動
	（１）社会環境システム研究領域における研究活動
	(1)-1.　社会環境システム研究領域プロジェクト
	1）　 身近な交通の見直しによる環境改善に関する研究
	2）　 都市大気環境中における微小粒子・二次生成物質の 影響評価と予測
	3）　 中長期を対象とした持続可能な社会シナリオの構築 に関する研究

	(1)-2.　その他の研究活動（社会環境システム研究領域）
	1）　 地球環境問題に関連する国際法規範形成過程に関す る研究
	2）　 多地点同時観測データのデータ処理に関する研究
	3）　 アジア諸国における環境配慮型ライフスタイルの形 成要因についての研究
	4）　 気候風土や文化的背景による環境知覚の違い
	5）　 山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に関する 研究
	6）　 都市の熱負荷から生じるヒートアイランド現象等へ の湾等水域の総合管理を軸とした対策システム検討
	7）　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ び効果に関する研究
	8）　 環境問題に現れる拡散現象に対する数値モデルの研 究
	9）　 応用一般均衡モデルによる国内環境政策および国際 環境政策の評価
	10）　 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集
	11）　 中長期的な地球温暖化防止の国際制度を規律する 法原則に関する研究
	12）　 建物・街区・都市・地域の各規模にまたがる熱環境 解析とアジアの巨大都市への適用
	13）　 都市内大規模河川（ソウル市清渓川）の復元による 暑熱現象改善効果の実証
	14）　 日本とオーストリアの戸外活動の比較
	15）　 黄河下流域における地下水利用の現状把握と将来 予測手法の開発研究
	16）　 都市の地下環境に残る人間活動の影響


	（２）化学環境研究領域における研究活動
	(2)-1.　化学環境研究領域プロジェクト
	1）　 残留性有機汚染物質の多次元分離分析法の開発に関 する研究
	2）　 化学物質の動態解明のための同位体計測技術に関す る研究

	(2)-2.　その他の研究活動（化学環境研究領域）
	1）　 環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究 (2)ダイオキシン類測定の高度化に伴う精度管理
	2）　 生物的に生成したマンガン酸化物のキャラクタリ ゼーション
	3）　 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のため の計測手法に関する研究
	4）　 高磁場MRI法の高度化とヒトへの応用
	5）　 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の 体系の確立に関する研究
	6）　 環境微生物の特性に関わる新規計測手法の開発
	7）　 海洋における溶存炭素中の放射性炭素測定と炭素循 環研究
	8）　 興奮性および抑制性神経伝達物質のin vivo同時濃度 計測の実証に関する研究
	9）　 ジフェニルアルシン酸の発達影響に関する行動毒性 学的研究
	10）　 塩化メチルの炭素安定同位体比測定法の開発と大 気観測への応用
	11）　 大気中非メタン炭化水素の成分別リアルタイム測 定システムの開発に関する研究
	12）　 新たな炭素材料を用いた環境計測機器の開発
	13）　 環境汚染修復のための新規微生物の迅速機能解析 技術の開発
	14）　 超高磁場多核種MRSを用いる脳機能発現の代謝機 構の研究
	15）　 超高磁場MRIによる人脳内の興奮性及び抑制性神 経伝達物質の無侵襲同時計測法の研究
	16）　 氷床コア中宇宙線起源放射性核種の高密度高精度 測定手法の開発
	17）　 有害藻類モニタリングおよび特性解析のための新 規計測システムの開発
	18）　 ベリリウム１０と炭素１４を用いた最終退氷期の 太陽活動変遷史に関する研究
	19）　 ナノ・マイクロLC/MSによる環境・廃棄物試料の グリーンケミストリー分析技術の開発
	20）　 熱帯林発生源調査と安定同位体比測定による大気 中塩化メチルの収支バランスの解明
	21）　 海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程
	22）　 高密度励起子状態を利用したダイヤモンド紫外線 ナノデバイスの開発
	23）　 病原生物と人間との相互作用環
	24）　 大気中ナノ粒子の多元素・多成分同時計測技術を用 いた環境評価技術の開発 「開発装置を用いた大気中 ナノ粒子のフィールド計測と評価」
	25）　 ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査 研究　（分析班）


	（３）環境健康研究領域における研究活動
	(3)-1.　その他の研究活動（環境健康研究領域）
	1）　 メタロイドのメタボロミクスに関する研究
	2）　 有害化学物質の毒性の臓器・細胞特異性に関与する 転写因子機能の研究
	3）　 遺伝子ネットワークのリスク評価への適応
	4）　 生体内におけるヒ素の酸化還元と解毒機構
	5）　 環境化学物質の高次機能への影響を総合的に評価す るin vivoモデルの開発と検証
	6）　 DNAチップを用いた有害化学物質の健康影響評価手 法の開発
	7）　 バイオナノ協調体による有害化学物質の生体影響の 高感度・迅速評価技術の開発
	8）　 微小粒子状物質等曝露影響調査（解析調査）業務
	9）　 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のための 関東地区及び中京地区の同意確保調査
	10）　 ナノテクノロジー影響の多領域専門家パネル
	11）　 生活の質（QOL)に影響を及ぼす環境因子に関する 研究
	12）　 ナノ素材が皮膚疾患に及ぼす影響とそのメカニズ ムの解明に関する研究
	13）　 健康関連の生活の質（Health-related Quality of Life） が環境に配慮した行動様式に及ぼす影響に関わる研 究


	（４）大気圏環境研究領域における研究活動
	(4)-1.　その他の研究活動（大気圏環境研究領域）
	1）　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの 検出に関する数値実験的研究
	2）　 気候影響評価のための全球エアロゾル特性把握に関 する研究
	3）　 分光法を用いた遠隔計測に関する研究
	4）　 質量分析法を用いたラジカルの検出と反応に関する 研究
	5）　 二波長偏光ライダーのデータ解析手法の研究
	6）　 3次元モデルによる大気微量成分分布の長期変動に 関する研究
	7）　 ミー散乱ライダーにおける受光検出部が測定誤差に 及ぼす影響の検討
	8）　 都市の街並みと街路の通風・換気に関する実験的研 究
	9）　 エアロゾルの乾性沈着に関する研究
	10）　 衛星観測データを利用した極域オゾン層破壊の機 構解明に関する研究
	11）　 オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来予測に 関する研究
	12）　 高スペクトル分解ライダー等による雲・エアロゾル 観測の研究
	13）　 水稲葉枯症の発症要因の究明と軽減対策技術の開 発
	14）　 大気汚染物質等のパーソナルモニタリング技術の 開発
	15）　 局地的大気汚染の健康影響に係る疫学調査のため の曝露量評価モデルの構築に関する調査研究
	16）　 SKYNET観測網によるエアロゾルの気候影響モニ タリング
	17）　 亜酸化窒素の濃度分布を用いた北極域大気と中緯 度大気の混合の年々変動に関する研究
	18）　 東シベリアにおける森林火災による大気環境影響 とその日本への越境大気汚染の解明
	19）　 多成分揮発性・半揮発性有機化合物測定装置の高速 化・高感度化


	（５）水土壌圏環境研究領域における研究活動
	(5)-1.　水土壌圏環境研究領域プロジェクト
	1）　 有機物リンケージに基づいた湖沼環境の評価と改善 シナリオ作成
	2）　 流下栄養塩組成の人為的変化による東アジア縁辺海 域の生態系変質の評価研究
	3）　 水系溶存有機物の特性・反応性を評価するための有 機炭素検出クロマトグラフィーシステムの開発に関 する研究
	4）　 湖沼溶存有機物の同位体的キャラクタリゼーション
	5）　 嫌気性生物膜の高度利用による排水処理技術
	6）　 無曝気・省エネルギー−型次世代水資源循環技術の 開発「無加温嫌気処理における有機物分解特性の評 価」

	(5)-2.　その他の研究活動（水土壌圏環境研究領域）
	1）　 水環境中における溶存有機物(DOM)に関する研究
	2）　 東アジアの環境中における放射性核種の挙動に関す る研究
	3）　 汚染土壌中の重金属の動態におよぼす天然および土 壌中有機物の影響
	4）　 底質試料を用いた合成化学物質による水域汚染のト レンドの解析に関する研究
	5）　 流域の森林土壌が渓流水に溶存するアルミニウムの 濃度と形態に与える影響
	6）　 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に 関する基礎的研究
	7）　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究
	8）　 人為影響による海洋生態系変質に関する研究
	9）　 有明海等における高レベル栄養塩濃度維持機構に関 する研究：適正な浅海域管理をめざして
	10）　 霞ヶ浦エコトーンにおける生物群集と物質循環に 関する長期モニタリング
	11）　 強風化型膨潤性土壌地帯におけるマメ科植生への 撹乱行為が土壌C・N stockとその動態におよぼす影 響の解明
	12）　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発
	13）　 洗浄剤注入による土壌汚染のレメディエーション 技術の効率と安全性に関する基礎的研究
	14）　 森林土壌炭素蓄積量の推定精度向上に向けた日本 の統一的土壌分類案の適用に関する研究
	15）　 金属水酸化物へのDOM吸着特性に基づいた最適凝 集条件の検討
	16）　 湖沼における溶存鉄の存在形態分析と鉄利用性が アオコ発生に及ぼす影響
	17）　 腐植物質還元微生物の特性の把握と環境浄化への 応用に関する研究


	（６）生物圏環境研究領域における研究活動
	(6)-1.　その他の研究活動（生物圏環境研究領域）
	1）　 植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探索と 機能解析
	2）　 ユスリカ類の多様性と環境要因との関連に関する研 究
	3）　 シロイヌナズナの酸化的ストレスに対する新規な初 期応答機構
	4）　 スズメ目鳥類の個体群構造に関する研究
	5）　 環境指標生物としてのホタルの現状とその保全に関 する研究
	6）　 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度上 昇の影響
	7）　 環境変動下における生態系とキーストーン種の挙動
	8）　 野生植物における近交弱勢による絶滅リスクの定量 化
	9）　 光回復酵素の発現を指標とした植物のUVBシグナリ ング機構の解明
	10）　 水生生物の個体群に及ぼす生息環境の影響に関す る基礎的研究
	11）　 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関 する研究
	12）　 東京湾小櫃川河口干潟における塩湿地植生
	13）　 海草藻場における根圏環境の研究
	14）　 河道堰堤が河川生態系の規模・構造に及ぼす影響
	15）　 小笠原における河川環境の劣化と固有種の減少要 因の推定に関する研究
	16）　 DNAアレイを用いたアブラナ属植物の浸透性交雑 解析マーカーの開発
	17）　 分子マーカーを用いたイネ品種のオゾン影響評価 手法の開発に関する研究
	18）　 関東地方におけるオゾンによる植物被害とその分 子的メカニズムに関する研究
	19）　 藻場の生態系機能による海域再生研究
	20）　 大型船舶のバラスト水・船体付着により越境移動す る海洋生物がもたらす生態系攪乱の動態把握とリス ク管理に関する研究
	21）　 チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期 予測に関する研究
	22）　 地衣類の遺伝的多様性を活用した大気汚染診断
	23）　 微細藻類を利用したエネルギー再生技術開発
	24）　 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査.研究
	25）　 泥炭湿地の環境変化が土壌微生物群集の多様性お よび機能に及ぼす影響
	26）　 鳥類の免疫能が配偶者選択に及ぼす影響の研究
	27）　 小笠原諸島における固有水生生物の保全手法につ いての研究
	28）　 マムシグサにおける父性繁殖成功度の集団間比較 に関する研究
	29）　 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に 関する研究


	（７）地球環境研究センターおける研究活動
	1）　 地球温暖化による極端現象の変化に関する気候モデ ル研究
	2）　 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識に 関する研究
	3）　 生物多様性情報の統合的利用に関する研究
	4）　 ラジオゾンデ・ゴム気球搭載用の湿度計を用いた上 部対流圏の水蒸気観測
	5）　 氷晶非球形散乱を考慮したCO2気柱量推定アルゴリ ズムの高精度化
	6）　 レーザスキャナを用いた定点連続測定による森林計 測技術の開発
	7）　 根圏炭素貯留速度の解明に向けた地中分光画像計測 装置の開発
	8）　 Ｋｕバンド合成開口レーダーによる国土森林バイオ マスモニタリングのための基礎研究
	9）　 21世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合 的炭素収支研究. I．ボトムアップ（微気象・生態学 的）アプローチによる陸域生...
	10）　 21世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統 合的炭素収支研究 I．ボトムアップ（微気象・生態学 的）アプローチによる陸域生...
	11）　 21世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統 合的炭素収支研究 IV．プロジェクトの統合的推進と 情報共有 (2)陸域生態系炭素収支総合データベース システムの構築と運用に係わる技術的検討
	12）　 衛星利用の温室効果ガス全球分布観測に関する先 導的研究
	13）　 建築物における空調.照明等自動コントロールシス テムに関する技術開発
	14）　 情報通信機器の消費電力自動管理システムに関す る技術開発
	15）　 次世代アジアフラックスへの先導
	16）　 台風18号による自然撹乱が北方森林の炭素交換量 および蓄積量に与える影響の評価
	17）　 上部対流圏から下部成層圏における水蒸気分布の 変動要因の解明と気候への影響評価

	（８）循環型社会・廃棄物研究センターにおける研 究活動
	1）　 アスベスト含有廃棄物の分解処理による無害化の確 認試験方法の確立とその応用
	2）　 資源循環に係る基盤的技術の開発
	3）　 水質改善効果の評価手法に関する研究
	4）　 生物・物理・化学的手法を活用した汚水および汚泥 処理に関する研究
	5）　 難分解性有機物の高度処理に関する研究
	6）　 Material Stock Accounts に基づく中長期の物質管理戦 略研究
	7）　 生物学的栄養塩類除去プロセスにおける同位体解析 を導入した微生物ループの解明
	8）　 国立環境研究所より発生する不要物の排出構造の解 明

	（９）環境リスク研究センターにおける研究活動
	1）　 有害化学物質に対する感受性要因と薬物代謝系
	2）　 霞ヶ浦懸濁物質におけるリンの存在形態の解明
	3）　 生物微弱発光計測技術を応用した藻類に対する化学 物質生態リスク評価手法の開発
	4）　 ゲノミクスに基づく化学物質の生態影響評価法の開 発に関する研究
	5）　 環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシステ ムの開発
	6）　 低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過程に 及ぼす影響に関する研究
	7）　 マウスＥＳ細胞を用いた次世代影響予測システムの 開発研究
	8）　 種の境界が不明瞭なフキバッタ亜科昆虫の進化経路 の探索
	9）　 視床下部における生殖中枢の性差と性分化機構の解 明
	10）　 生殖のライフサイクルにおける脳の機能構造の変 化と性特異性に関する研究
	11）　 母乳細胞を用いたダイオキシン曝露のバイオマー カーの有用性の検討
	12）　 内分泌かく乱物質の発がん・加齢などに及ぼす影響 の分子メカニズムに関する研究
	13）　 宇宙放射線被曝がゼブラフィッシュ体内の突然変 異発生に及ぼす影響
	14）　 環境有害因子の健康リスク評価とそのメカニズム 解明に関する研究

	（１０）アジア自然共生研究グループにおける研究 活動
	1）　 エアロゾル上での不均一反応の研究
	2）　 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エア ロゾルの組成分析
	3）　 イソプレンを含むジアルケン炭化水素類の光酸化で 生成する二次有機粒子組成
	4）　 ライダーによるエアロゾル変動の検出およびデータ 提供手法に関する研究
	5）　 アジア域における人間活動による大気環境変動の将 来予測　―将来化学気候図の作成―
	6）　 大気境界層における物質輸送の研究
	7）　 気候変化と大気化学諸過程の相互作用に関する数値 的研究
	8）　 混合状態を考慮した炭素性エアロゾルの20世紀気候 への影響評価
	9）　 大気オゾン全球分布の変動過程：化学・気候モデル による２０世紀再現実験
	10）　 地球温暖化による東アジア地域の洪水・渇水リスク への影響
	11）　 環境同位体を用いた干潟・湿地生態系の自然再生事 業の評価手法に関する研究
	12）　 全国を対象とした淡水魚類生息地ポテンシャルの 時空間解析と流域再生支援システム
	13）　 極東ロシアを中心とした絶滅危惧種イトウの保全 管理計画
	14）　 地球温暖化に対する庭園蘚苔地衣植生の応答解析 と熱画像情報によるモニタリング
	15）　 リモートセンシングによる絶滅危惧種イトウ （Hucho perryi）の産卵個体検出
	16）　 ブナ林衰退地域における総合植生モニタリング手 法の開発
	17）　 北東アジアにおける砂漠化アセスメント及び早期 警戒体制(EWS)構築のためのパイロットスタディ (3) 土壌.植生.水文解析による土地脆弱性の評価
	18）　 森林−土壌相互作用系の回復と熱帯林生態系の再 生に関する研究 (5) 熱帯林の生物多様性評価と再生 指標に関する研究
	19）　 可搬型超伝導ミリ波大気分子測定装置の開発 (2)オ ゾン・ClO・水蒸気変動の解析とモデル化

	（１１）環境研究基盤技術ラボラトリーにおける研 究活動
	(11)-1.　環境研究基盤技術ラボラトリープロジェクト
	1）　 鳥類体細胞を用いた子孫個体の創出
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